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部事象レベル１．５ＰＲＡでは格納容器破損モードとして設定

してしない。 

 (2) ＰＲＡに代わる検討に基づく整理 

   地震，津波及びその他の外部事象等に対する格納容器破損モー

ドについて，内部事象運転時レベル１．５ＰＲＡの知見等を活用

して検討した結果，地震，津波及びその他の外部事象等について

も，炉心損傷後の格納容器内の事象進展は内部事象と同等である

と考えられることから，格納容器破損モードは内部事象と同等で

あり，今回，内部事象ＰＲＡから抽出された格納容器破損モード

に追加すべきものはないものと判断した（別紙 1）。 

 

2.1.2 抽出した格納容器破損モードの整理 

2.1.2.1 必ず想定する格納容器破損モードとの対応 

  第 2－ 1表に示す格納容器破損モードについて，2.1.1項に示すレ

ベル１．５ＰＲＡから抽出された格納容器破損モードと解釈２－１

(a)に示されている必ず想定する以下の格納容器破損モードとの対

応について検討を行った。 

２－１ 

(a) 必ず想定する格納容器破損モード 

・雰囲気 圧力・ 温 度による 静的負 荷 （格納容 器過圧 ・ 過温破

損） 

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

・水素燃焼 
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・格納容器直接接触（シェルアタック） 

・溶融炉心・コンクリート相互作用 

  なお，レベル１．５ＰＲＡより抽出した溶融物がサプレッショ

ン・プールへ落下した後に発生する格納容器破損モードについては，

ペデスタル（ドライウェル部）床における溶融炉心・コンクリート

相互作用に引き続いて発生する格納容器破損モードであること，及

び当該格納容器破損モードの防止のためにはペデスタル（ドライウ

ェル部）床における溶融炉心・コンクリート相互作用を防止するこ

とが有効であることを考慮し，解釈に基づき必ず想定する格納容器

破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」として整理した。

また，当該破損モードの有効性評価では，ペデスタル床（ドライウ

ェル部）における溶融炉心・コンクリート相互作用に対する対策の

有効性を確認し，溶融炉心がペデスタル（ドライウェル部）内に保

持可能であることを確認する（別紙8）。 

  必ず想定する格納容器破損モードのうち，格納容器直接接触（シ

ェルアタック）は，格納容器下部の床面とその外側のドライウェル

の床面とが同じ高さに設計されているＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型の格

納容器に特有の破損モードであり，東海第二発電所のＭａｒｋ－Ⅱ

型格納容器では，溶融炉心が格納容器バウンダリに直接接触するこ

とはない構造であることから，格納容器破損モードとして考慮しな

い（別紙9）。 

  また，必ず想定する格納容器破損モードのうち，水素燃焼に関し

ては，東海第二発電所では，運転中，格納容器内を窒素置換し，酸

素濃度を低く管理しているため，水素濃度及び酸素濃度が可燃限界

に至る可能性は十分低い。このため，本破損モードはレベル１．５
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ＰＲＡの定量化において想定する格納容器破損モードからは除外し

た。一方，可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素封入が水

素燃焼の格納容器破損防止対策であることを踏まえ，対策の有効性

として炉心の著しい損傷が起こるような重大事故時においても，長

期にわたって格納容器の雰囲気が水素の可燃限界以下（水素濃度が

ドライ条件に換算して4vol％以下又は酸素濃度5vol％以下）に維持

できることを確認する必要があると考える。よって，水素燃焼につ

いては，有効性評価の評価対象とする格納容器破損モードとした。 

 

2.1.2.2 追加すべき格納容器破損モードの検討 

  抽出した格納容器破損モードについて，必ず想定する格納容器破

損モードに対応しない以下の(1)～(4)の破損モードが抽出されたた

め，これらを新たな格納容器破損モードとして追加することの要否

について検討を実施した。 

 (1) 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ，格納

容器隔離失敗） 

   これらの破損モードは，事象の発生と同時に格納容器の隔離機

能を喪失している事象であり，解釈の要求事項における「炉心の

著しい損傷後の原子炉格納容器の機能に期待することが困難なも

の（格納容器先行破損シーケンス，格納容器バイパス等）にあっ

ては，炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があることを確

認する。」に該当する事故シーケンスグループである。 

   このため，講じるべき対策は炉心損傷防止であり，これらの破

損モードを個別プラント評価により抽出された格納容器破損モー

ドとして追加する必要はないと判断した。 
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   以下に，インターフェイスシステムＬＯＣＡ及び格納容器隔離

失敗で想定した事象及び格納容器破損モードとして追加する必要

はないと判断した理由を示す。 

  ａ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

    本破損モードは，発生と同時に格納容器の隔離機能は喪失し

ているものの，炉心損傷までには時間余裕のある事象である。

対策としては炉心損傷の防止又は炉心損傷までに格納容器の隔

離機能を復旧することが挙げられる。炉心損傷防止の観点では

内部事象運転時レベル１ＰＲＡの結果から重要事故シーケンス

として抽出し，有効性評価の対象としている。 

    格納容器の隔離機能を復旧したものの，炉心損傷を防止でき

なかった場合，その後の事象進展は原子炉圧力容器内の状況に

応じて，評価対象とした評価事故シーケンスに包絡されるもの

と考える。 

    したがって，当該破損モードを個別プラント評価により抽出

された格納容器破損モードとして追加する必要はないと判断し

た。なお，当該破損モードの格納容器破損頻度（4.8×10－ １ ０

／炉年）の全格納容器破損頻度に対する寄与割合は0.1％未満

である。 

  ｂ．格納容器隔離失敗 

    本破損モードは，炉心が損傷した時点で格納容器の隔離に失

敗している事象を想定したものである。 

    格納容器隔離失敗は炉心損傷の発生に伴う物理的な現象に由

来するものではなく，炉心損傷時点で格納容器が隔離機能を喪

失している事象を示している。隔離機能喪失の原因として，ラ
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ンダム要因による貫通部の機器の破損や人的過誤を考慮してい

る。 

    現状の運転管理として格納容器内の圧力を日常的に監視して

いるほか，格納容器圧力について1日1回記録を採取しているこ

とから，格納容器隔離失敗に伴う大規模な漏えいが生じた場合，

速やかに検知できる可能性が高いと考える（別紙10）。 

    今回実施したレベル１．５ＰＲＡでは，国内ＢＷＲプラント

の格納容器隔離失敗の実績がないことから，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ

－4220に記載された米国における通常運転時の長期間の格納容

器隔離失敗実績に基づき，当該破損モードの格納容器破損頻度

（6.1×10－ １ ０ ／炉年，全格納容器破損頻度に対する寄与割合

0.1％未満）を定量化した。国内の運転管理実績を考慮すれば，

当該破損モードの格納容器破損頻度はさらに小さくなると推定

される（別紙10）。 

    以上，本事象は発生と同時に格納容器が隔離機能を喪失して

いる事象であり，格納容器内で発生する物理化学現象を重大事

故等対処設備を用いて抑制し，格納容器の機能喪失を防止する

対策とはならない。通常の運転管理において格納容器の状態を

確認する運用とすることが対策であり，本破損モードにより格

納容器隔離機能が喪失する頻度は十分に低く，本格納容器破損

モードに至る前に炉心損傷を防止することが重要と考えること

から，格納容器隔離失敗を個別プラント評価により抽出された

格納容器破損モードとして追加する必要はないと判断した。 

    また，格納容器隔離失敗については地震レベル１ＰＲＡにお

いても抽出されており，地震レベル１ＰＲＡでは，地震によっ
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て格納容器を貫通する高圧及び低圧設計の配管が格納容器外で

破断する事象を想定している。 

    破断箇所や破断の程度の組合せを特定することは困難であり，

本破損モードについては，有効性評価の対象とすべき格納容器

破損モードとして単独で定義するものではなく，発生する事象

の程度や組合せに応じて対応していくべきものと考える。また，

地震レベル１ＰＲＡの評価から，本破損モードにより格納容器

隔離機能が喪失する頻度は十分に低いことを確認している。 

    この観点から，地震レベル１ＰＲＡで抽出された格納容器隔

離失敗についても，個別プラント評価により抽出された格納容

器破損モードとして追加する必要はないと判断した。 

 (2) 早期過圧破損（未臨界確保失敗） 

   本破損モードはレベル１．５ＰＲＡ上の破損モードとして抽出

されたが，解釈の要求事項に「炉心の著しい損傷後の原子炉格納

容器の機能に期待することが困難なもの（格納容器先行破損シー

ケンス，格納容器バイパス等）にあっては，炉心の著しい損傷を

防止する対策に有効性があることを確認する。」と記載されてお

り，炉心損傷防止対策の事故シーケンスグループ「原子炉停止機

能喪失」にて有効性評価の対象としている。なお，当該破損モー

ドの格納容器破損頻度（2.5×10－ ８／炉年）の全格納容器破損頻

度に対する寄与割合は0.1％未満である。 

   したがって，当該破損モードを個別プラント評価により抽出さ

れた格納容器破損モードとして追加する必要はないと判断した。 

 (3) 過圧破損（崩壊熱除去失敗） 

   本破損モードはレベル１．５ＰＲＡ上の破損モードとして抽出
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されたが，解釈の要求事項に「炉心の著しい損傷後の原子炉格納

容器の機能に期待することが困難なもの（格納容器先行破損シー

ケンス，格納容器バイパス等）にあっては，炉心の著しい損傷を

防止する対策に有効性があることを確認する。」と記載されてお

り，炉心損傷防止対策の事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機

能喪失」にて有効性評価の対象としている。なお，当該破損モー

ドの格納容器破損頻度（6.0×10－ ５／炉年）の全格納容器破損頻

度に対する寄与割合は約99.8％である。 

   したがって，当該破損モードを個別プラント評価により抽出さ

れた格納容器破損モードとして追加する必要はないと判断した。 

   以上から，ＰＲＡの知見等を踏まえて，格納容器破損防止対策

の有効性評価において，追加すべき新たな格納容器破損モードは

ないことを確認した。 

 

2.2 評価事故シーケンスの選定について 

  設置変更許可申請における格納容器破損防止対策の有効性評価の

実施に際しては，格納容器破損モードごとに評価事故シーケンスを

選定している。 

  評価事故シーケンス選定に当たっては，審査ガイド「3.2.3 格

納容器破損モードの主要解析条件等」の各破損モードの主要解析条

件に示されている，当該破損モードの観点で厳しい事故シーケンス

の選定を考慮している。 

 (1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷 

   ＰＲＡに基づく事故シーケンスの中から，過圧及び過温の観点

で厳しい事故シーケンスを選定する。また，炉心損傷防止対策に
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おける「想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損

傷後の格納容器の機能に期待できるもの」を包絡するものとする。 

 (2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

   ＰＲＡに基づく事故シーケンスの中から，原子炉圧力が高く維

持され，原子炉圧力容器破損までの余裕時間の観点で厳しい事故

シーケンスを選定する。 

 (3) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

   ＰＲＡに基づく事故シーケンスの中から，原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相互作用の観点で厳しい事故シーケンスを選定

する。 

 (4) 水素燃焼 

   水素燃焼の観点で厳しい事故シーケンスを選定する。東海第二

発電所では，運転中，格納容器内を窒素で置換し，酸素濃度を低

く管理しているため，水素濃度が可燃限界に至る可能性が十分小

さいことから，本破損モードはレベル１．５ＰＲＡの定量化にお

いて想定する格納容器破損モードから除外しているが，評価事故

シーケンスとしては炉心損傷後の格納容器内の酸素濃度上昇の観

点で厳しい事故シーケンスを選定する。 

 (5) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

   ＰＲＡに基づく事故シーケンスの中から，ペデスタル(ドライ

ウェル部)における溶融炉心・コンクリート相互作用の観点から

厳しいシーケンスを選定する。 

 

  上記に基づき，レベル１．５ＰＲＡの知見を活用した格納容器破

損防止対策に係る評価事故シーケンスの選定では，先ず格納容器破
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損モードごとに格納容器の破損の際の結果が厳しくなると判断され

るＰＤＳを選定し，その後，選定したＰＤＳを含む事故シーケンス

の中から余裕時間，設備容量及び代表性の観点より評価事故シーケ

ンスを選定することとした。この選定プロセスにより，有効性評価

に適した，厳しい事故シーケンスが選定されるものと考える。 

 

2.2.1 評価対象とするＰＤＳの選定 

  レベル１．５ＰＲＡでは，レベル１ＰＲＡで炉心損傷に至る可能

性があるものとして抽出された事故シーケンスから，さらに事象が

進展して格納容器の破損に至る事故シーケンスを定量化している。

その際，格納容器内の事故進展の特徴を把握するために「格納容器

破損時期」，「原子炉圧力」，「炉心損傷時期」及び「電源の状態」の

4つの属性に着目してレベル１ＰＲＡから抽出された事故シーケン

スグループを分類し，ＰＤＳとして定義している。ＰＤＳの分類結

果を第2－2表に示す。 

  ここで，ＡＥ，Ｓ１Ｅ，Ｓ２Ｅは，炉心損傷後の事象進展の類似

性を考慮し，4つの属性に着目してＬＯＣＡとして1つのＰＤＳとし

た。 

  このＰＤＳの定義に従い，格納容器破損モードごとに格納容器破

損頻度，当該破損モードに至る可能性のある全てのＰＤＳを整理し

た。また，余裕時間，設備容量及び格納容器破損モードの発生の観

点で事象進展が最も厳しくなると考えられるＰＤＳを検討し，評価

対象とするＰＤＳを選定した。選定結果を第2－3表に示す。 

  なお，原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用のＰＤＳ選定

については，溶融炉心・コンクリート相互作用の対策であるペデス
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タル（ドライウェル部）への事前水張りが与える影響を考慮し，全

てのＰＤＳを対象に評価対象とするＰＤＳを選定した。また，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（過圧・過温）のＰＤＳ選定について

は，過圧・過温の各々において，各事故シーケンスの対策は損傷炉

心への注水（損傷炉心冷却）の点で同じとなることから，有効性評

価では過圧・過温を同じＰＤＳで評価している。 

  また，第2－2表において，格納容器破損時期が炉心損傷前と分類

されているＴＷ，ＴＢＷ，ＴＣ及びＩＳＬＯＣＡについては，格納

容器先行破損又は格納容器バイパスに該当するＰＤＳであることか

ら，解釈の要求事項を踏まえ，事故シーケンスグループ「崩壊熱除

去機能喪失」，「原子炉停止機能喪失」及び「格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ）」にて炉心損傷防止対策の有効

性評価の対象としている。 

  したがって，これらのＰＤＳは，第2－3表に示す評価対象とする

ＰＤＳの選定では考慮していない。 

 

2.2.2 評価事故シーケンスの選定の考え方 

  2.2.1項で格納容器破損モードごとに選定したＰＤＳに属する事

故シーケンスを比較し，余裕時間，設備容量及び事象の厳しさの観

点から評価事故シーケンスを選定した。 

  選定結果を第2－4表に示す。 

  なお，重大事故等対処設備により，炉心損傷後の原子炉圧力容器

底部の損傷及びペデスタル(ドライウェル部)への溶融炉心の落下を

防止できるため，原子炉圧力容器の損傷が前提となる「高圧溶融物

放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力容器外溶融燃料－冷
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却材相互作用」，「溶融炉心・コンクリート相互作用」の有効性評価

では，物理現象及びその対策の有効性を確認する観点から，一部の

重大事故等対処設備に期待せず，炉心損傷後の原子炉圧力容器底部

の損傷及びペデスタル(ドライウェル部)への溶融炉心の落下に至る

状況を仮定している。 

  また，各格納容器破損モードについて，格納容器破損頻度が支配

的となるＰＤＳと主要なカットセットの整理を実施し，格納容器破

損頻度の観点で支配的となるカットセットに対して今回整備した格

納容器破損防止対策が有効であることを確認した（別紙6）。 

 

2.2.3 評価事故シーケンスの選定結果 

 (1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷 

   本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，ＬＯ

ＣＡは原子炉冷却材の流出を伴うことから水位低下が早く，事象

進展の観点で厳しい。また，格納容器圧力が高く推移すること等，

環境に放出される放射性物質量の観点でも厳しい事故シーケンス

となると考えられる。対策の観点では，過圧破損に対しては格納

容器の除熱が，過温破損に対しては損傷炉心への注水が必要とな

る。 

   以上の観点を総合的に考慮し，本格納容器破損モードを代表す

るＰＤＳとしてＬＯＣＡを選定する。また，このＰＤＳに全交流

動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注水機能の確保

等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナ

リオとする。 

  ａ．事故シーケンス 
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    ①大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

    ②中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

    ③中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

    ④小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

    ⑤小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

  ｂ．有効性を確認する主な格納容器破損防止対策 

    ・低圧代替注水系(常設) 

    ・代替格納容器スプレイ冷却系(常設) 

    ・代替循環冷却系 

    ・格納容器圧力逃がし装置 

  ｃ．選定した評価事故シーケンス 

    ①大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

（全交流動力電源喪失の重畳を考慮） 

  ｄ．選定理由 

   ａ．の事故シーケンスのうち，中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯ

ＣＡに比べて破断口径が大きいことから事象進展が早く，格納容

器圧力及び格納容器雰囲気温度上昇の観点で厳しい大破断ＬＯＣ

Ａ を 起 因 と し ， 炉 心 損 傷 防 止 が 困 難 な 事 故 シ ー ケ ン ス と し て

「1.3.2 重要事故シーケンスの選定結果」にて挙げた事故シー

ケンスとの包絡関係や，格納容器破損防止対策を講じるための対

応時間の厳しさの観点を踏まえて評価事故シーケンスを選定した。 

 (2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

   本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，長期

ＴＢは炉心損傷に至る前にＲＣＩＣによる一時的な冷却に成功し

ており，起因事象発生から原子炉減圧までの時間余裕の観点では
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ＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵが厳しいＰＤＳとなる。高圧状態で炉

心損傷に至る点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵにＰＤＳ選定上の

有意な違いはないことから，これらのうち，本格納容器破損モー

ドを代表するＰＤＳとして，ＴＱＵＸを選定する。また，このＰ

ＤＳに全交流動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注

水機能の確保等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間

が厳しいシナリオとする。 

  ａ．事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋ＤＣＨ） 

    ②手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失

敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋Ｄ

ＣＨ） 

    ③サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉

減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗（＋ＤＣＨ） 

  ｂ．有効性を確認する主な格納容器破損防止対策 

    ・手動減圧 

  ｃ．選定した事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷

後の原子炉減圧失敗（＋ＤＣＨ）（全交流動力電源喪失の

重畳を考慮） 

  ｄ．選定理由 

   ＴＱＵＸに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早く，原

子炉圧力容器破損までの時間の観点で厳しい過渡事象（給水流量

の全喪失）を起因とする事故シーケンスを評価事故シーケンスと
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して選定した。 

 (3) 原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用 

   本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，原子

炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）の観点から

は，ペデスタル（ドライウェル部）へ落下する溶融炉心の割合が

多く，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の保有エネルギが大きい

シーケンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧で破損に至る場

合，格納容器に放出される溶融炉心が分散され易いと考えると，

原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，ペデスタル（ド

ライウェル部）へ一体となって落下する溶融炉心の割合が多くな

ると考えられる。 

   また，本格納容器破損モードに対する事象の厳しさを考慮する

上では，溶融炉心・コンクリート相互作用の緩和対策である，ペ

デスタル（ドライウェル部）への水張りが実施された状態を想定

しているが，その一方で，原子炉圧力容器破損が想定される状況

では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生を防止す

るため，原子炉圧力容器の減圧が実施される。これらの状況も考

慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損するＰＤＳを選定するも

のとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢＵ及び長期ＴＢは選

定対象から除外する。ＬＯＣＡは，蒸気が急速に格納容器に流出

するため，ジルコニウムの酸化割合が他の低圧破損シーケンスよ

り小さくなることでデブリの内部エネルギが小さくなると考えら

れる。 

   よって，本格納容器破損モードを代表するＰＤＳとして，原子

炉の水位低下が早く，原子炉圧力容器破損までの時間が短いＴＱ
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ＵＶを選定する。また，このＰＤＳに全交流動力電源喪失を重畳

させることで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破損防

止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。 

  ａ．事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗（＋ＦＣＩ（ペデスタル）） 

    ②過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋ＦＣＩ（ペデス

タル）） 

    ③手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋ＦＣＩ（ペ

デスタル）） 

    ④手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再

閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗（＋ＦＣＩ（ペデスタル）） 

    ⑤サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋ＦＣＩ（ペデスタル）） 

    ⑥サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗

（＋ＦＣＩ（ペデスタル）） 

  ｂ．有効性を確認する主な格納容器破損防止対策 

    ― 

  ｃ．選定した評価事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋（ＦＣＩ（ペデスタル））（全交流動力電源喪
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失の重畳を考慮） 

  ｄ．選定理由 

   ＴＱＵＶに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早い過渡

事象（給水流量の全喪失）を起因とし，発生頻度の観点で大きい

と考えられる逃がし安全弁再閉鎖失敗を含まない事故シーケンス

を評価事故シーケンスとして選定した。 

 (4) 水素燃焼 

   東海第二発電所では，通常運転時から格納容器内が窒素置換さ

れ，初期酸素濃度が低く保たれている。炉心損傷に伴い，水素濃

度は容易に13vol％を超えることから，水素燃焼防止の観点から

は酸素濃度が重要となるため，炉心損傷により放出される核分裂

生成物による水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇に着目する。 

   本格納容器破損モードはＰＲＡから抽出されたものではないが，

評価のためにＰＤＳを格納容器先行破損の事故シーケンス以外の

ＰＤＳから選定する。酸素は水の放射線分解で発生するが，酸素

濃度は他の気体の存在量の影響を受けるため，炉心損傷後の格納

容器内の気体組成を考える上で影響が大きいと考えられるジルコ

ニウム－水反応による水素発生に着目する。原子炉注水に期待し

ない場合のジルコニウム－水反応の挙動は事象発生時の原子炉圧

力容器外への冷却材の放出経路から，ＬＯＣＡとその他のＰＤＳ

に大別できる。ＬＯＣＡでは事象発生と同時に原子炉圧力容器が

大きく減圧され，冷却材が多量に原子炉圧力容器外に排出される

ことから，ジルコニウム－水反応に寄与する冷却材の量が少なく

なり，水素濃度は13vol％を上回るものの，その他のＰＤＳに比

べて水素発生量が少なくなると考えられる。 
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   このため，水の放射線分解によって増加する酸素濃度が他のＰ

ＤＳよりも相対的に高くなる可能性が考えられるＬＯＣＡを選定

する。これに加え，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」の評価シーケンスでは，対応の厳しさの観

点で全交流動力電源喪失を重畳させていることを考慮し，ＬＯＣ

Ａに全交流動力電源喪失の重畳を考慮するものとする。 

  ａ．事故シーケンス 

    － 

  ｂ．有効性を確認する主な格納容器破損防止対策 

    ・可搬型窒素供給装置による格納容器内への窒素注入 

  ｃ．選定した評価事故シーケンス 

    ・大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

（全交流動力電源喪失の重畳を考慮） 

  ｄ．選定理由 

   「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」において，格納容器破損防止対策を講じるための対応時間

の厳しさの観点を踏まえて選定した評価事故シーケンスを本格納

容器破損モードの評価事故シーケンスとして選定した。 

 (5) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

   本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，溶融

炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）の観点からは，ペデス

タル（ドライウェル部）に落下する溶融炉心の割合が多いシーケ

ンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧で破損に至る場合，格

納容器に放出される溶融炉心が分散され易く，また，落下速度が

大きくなることで，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した際
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の粒子化割合が高くなり，落下した溶融炉心が冷却されやすいこ

とを考えると，原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，

ペデスタル（ドライウェル部）へ一体となって落下する溶融炉心

の割合が多くなると考えられる。また，原子炉圧力容器破損が想

定される状況では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の

発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実施されている。 

   これらの状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損する

ＰＤＳを選定するものとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢ

Ｕ及び長期ＴＢは選定対象から除外する。ＬＯＣＡは原子炉圧力

容器破損のタイミングが過渡事象より早いため，溶融炉心の崩壊

熱は過渡事象に比べて高いが，有効性評価における本格納容器破

損モードに対しては，原子炉圧力容器破損までの原子炉注水に期

待していない評価としていること，原子炉圧力容器破損までの時

間余裕は事象発生から3時間以上であることから，事象緩和のた

めの対応操作の観点でＴＱＵＶと大きな差異はない。また，ＬＯ

ＣＡは，対策を考慮しない場合，ペデスタル（ドライウェル部）

に冷却材が流入する可能性があり，ＭＣＣＩの観点で厳しい事象

とはならないと考えられる。 

   以上より，ＭＣＣＩの観点で厳しいＴＱＵＶを評価対象ＰＤＳ

として選定する。また，このＰＤＳに全交流動力電源喪失の重畳

を考慮することで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破

損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。 

  ａ．事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）） 
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    ②過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋

低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗

（ペデスタル）） 

    ③手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却

失敗（ペデスタル）） 

    ④手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再

閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）） 

    ⑤サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗（＋デブリ冷却失敗（ペデ

スタル）） 

    ⑥サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗

（＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）） 

  ｂ．有効性を確認する主な格納容器破損防止対策 

    ・格納容器下部注水系（常設） 

  ｃ．選定した評価事故シーケンス 

    ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）（全交流動力

電源喪失の重畳を考慮） 

  ｄ．選定理由 

   ＴＱＵＶに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早い過渡

事象（給水流量の全喪失）を起因とし，発生頻度の観点で大きい

と考えられる逃がし安全弁の再閉失敗を含まない事故シーケンス
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を評価事故シーケンスとして選定した。 

 

2.2.4 炉心損傷防止が困難な事故シーケンス等に対する格納容器破

損防止対策の有効性 

  国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講ずるこ

とが困難な事故シーケンスグループのうち，格納容器破損防止対策

に期待できるものについては，今回整備した格納容器破損防止対策

により格納容器の閉じ込め機能に期待できることを確認している。 

  国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講ずるこ

とが困難な事故シーケンスのうち，以下の事故シーケンスは，「炉

心の著しい損傷後の原子炉格納容器の機能に期待できる」事故シー

ケンスである（1.2項参照）。 

   ①大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

  格納容器破損防止対策の有効性評価における評価シーケンスの選

定では，上記の事故シーケンスを含めて格納容器破損モードごとに

選定している。したがって，炉心損傷防止が困難な事故シーケンス

等についても，今回整備した格納容器破損防止対策により，格納容

器の閉じ込め機能に期待できることを確認している。 

 

2.2.5 直接的に炉心損傷に至る事故シーケンスに対する対策 

  1.1.2.2項において，炉心損傷防止に係る有効性評価において想

定する事故シーケンスグループとして新たに追加する必要がないと

判断した事故シーケンスグループについては，炉心損傷後の格納容

器の閉じ込め機能に期待することが困難な場合が考えられる。一方

で，プラントの損傷規模によっては，設計基準事故対処設備や今回
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整備した重大事故等対処設備により格納容器の破損の防止が可能な

場合も考えられる。 

  格納容器の閉じ込め機能が喪失するような大規模損傷が生じた場

合は，可搬型のポンプ・電源，放水砲等を駆使した大規模損壊対策

による対応も含め，敷地外への放射性物質の拡散抑制等を行い，事

故の影響緩和を図る。 
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第2－1表 格納容器破損モード別格納容器破損頻度 

レベル１．５ＰＲＡから抽出した 
格納容器破損モード 

格納容器 
破損頻度 
（／炉年）

寄与割合
（％） 

解釈 2－1（a）の 
必ず想定する 

格納容器破損モード 
備 考 

早期過圧破損 
(未臨界確保失敗） 

2.5E-08 ＜0.1 なし 
解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」 

過圧破損 
（崩壊熱除去失敗） 

6.0E-05 99.8 なし 
解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「崩壊熱除去失敗」 

格納容器バイパス 
（インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ） 
4.8E-10 ＜0.1 なし 

解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ）」 

格納容器バイパス 
（格納容器隔離失敗） 

6.1E-10 ＜0.1 なし 

本破損モードは，事象の進展に伴い発生するものではなく，格納容器隔離に失
敗しないように運用上の対策をとっていること，格納容器の隔離機能が喪失す
る頻度が十分に低いことから，個別プラント評価により抽出された格納容器破
損モードとして追加する必要はないと判断 

過圧破損（長期冷却失敗） 
（サプレッション・プールへの 

溶融物落下なし） 
2.2E-09 ＜0.1 雰囲気圧力・温度 

による静的負荷 
(格納容器過圧／過温破

損) 

－ 

過温破損 
（サプレッション・プールへの 

溶融物落下なし） 
7.9E-08 0.1 － 

格納容器雰囲気直接加熱 8.5E-09 ＜0.1 
高圧溶融物放出／ 

格納容器雰囲気直接加熱
－ 

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発 
（ペデスタル） 

2.2E-14 ＜0.1 
圧力容器外での溶融燃料

－冷却材相互作用 
－ 

過圧破損（長期冷却失敗） 
（サプレッション・プールへの 

溶融物落下あり） 
1.8E-08 ＜0.1 

溶融炉心・コンクリート
相互作用 

Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器特有の溶融物がサプレッション・プールへ落下した後
に発生する破損モードについては，ペデスタル（ドライウェル部）床における
溶融炉心・コンクリート相互作用に引き続いて発生する破損モードであるこ
と，及び当該破損モードの防止のためにはペデスタル（ドライウェル部）床に
おける溶融炉心・コンクリート相互作用を防止することが有効であることを考
慮し，解釈に基づき必ず想定する破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作
用」として整理した。 

過温破損 
（サプレッション・プールへの 

溶融物落下あり） 
4.7E-10 ＜0.1 

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発 
（サプレッション・プール） 

2.5E-09 ＜0.1 

溶融炉心・コンクリート 
相互作用 

1.3E-10 ＜0.1 

合計 6.1E-05 100 － － 

注 ハッチングは，格納容器破損防止対策の有効性評価で考慮しないことを示す。 
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第2－2表 プラント損傷状態（ＰＤＳ）の定義 

ＰＤＳ 格納容器破損時期 原子炉圧力 炉心損傷時期 電源確保 

ＴＱＵＶ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＴＱＵＸ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

長期ＴＢ 炉心損傷後 高圧 後期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＵ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＰ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＤ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 無 

ＴＷ 炉心損傷前 － 後期 － 

ＴＢＷ 炉心損傷前 － 後期 － 

ＴＣ 炉心損傷前 － 早期 － 

ＬＯＣＡ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＩＳＬＯＣＡ 炉心損傷前 － 早期 － 

注 ハッチングは炉心損傷前に格納容器破損に至る事故シーケンスであることから，解釈１－２（ｂ）に基づき,「炉心の著しい

損傷を防止する対策に有効性がある」ことを確認する。このため，格納容器破損防止対策の有効性評価の対象外とするＰＤＳ

を示す。 
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第2－3表 評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定 

  

解釈で想定する格納容器破損モード
格納容器破損頻度

（／炉年） ＰＤＳ※２ 格納容器破損頻度

（／炉年）※２

寄与割合

（％）※２

評価対象
ＰＤＳ

ＴＱＵＶ － －
ＴＱＵＸ 2.2E-09 100.0
長期ＴＢ － －
ＴＢＵ － －
ＴＢＰ － －
ＴＢＤ － －

ＬＯＣＡ － －
ＴＱＵＸ 6.3E-09 8.0
長期ＴＢ 6.9E-08 86.7
ＴＢＵ 4.2E-09 5.3
ＴＢＤ 5.9E-12 ＜0.1

ＬＯＣＡ 2.1E-11 ＜0.1

・ 東海第二発電所では，通常運転時から格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度が低く保たれている。炉心損傷に伴い，水素濃度は容易に13vol％を超えることから，水素燃焼防
止の観点からは酸素濃度が重要となるため，炉心損傷により放出される核分裂生成物による水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇に着目する。

・ 本格納容器破損モードはＰＲＡから抽出されたものではないが，評価のためにＰＤＳを格納容器先行破損の事故シーケンス以外のＰＤＳから選定する。酸素は水の放射線分解で発
生するが，酸素濃度は他の気体の存在量の影響を受けるため，炉心損傷後の格納容器内の気体組成を考える上で影響が大きいと考えられるジルコニウム－水反応による水素の発生
に着目する。原子炉注水に期待しない場合のジルコニウム－水反応の挙動は事象発生時の原子炉圧力容器外への原子炉冷却材の放出経路から，ＬＯＣＡとその他のＰＤＳに大別で
きる。ＬＯＣＡでは事象発生と同時に原子炉圧力容器が大きく減圧され，冷却材が多量に原子炉圧力容器外に排出されることから，ジルコニウム－水反応に寄与する冷却材の量が
少なくなり，水素濃度は13vol％を上回るものの，その他のＰＤＳに比べて水素発生量が少なくなると考えられる。

・ このため，水の放射線分解によって増加する酸素濃度が他のＰＤＳよりも相対的に高くなる可能性が考えられるＬＯＣＡを評価対象ＰＤＳとして選定する。これに加え，「雰囲気
圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスでは，対応の厳しさの観点で全交流動力電源喪失を重畳させていることを考慮し，ＬＯＣＡに全交
流動力電源喪失を重畳するものとする。

3.3E-09

－ －

ＴＢＰ

ＴＢＰ 5.2E-10 2.5

－

15.7

ＴＱＵＸ 7.0E-10 3.3

長期ＴＢ － －

ＬＯＣＡ 2.8E-20 ＜0.1

ＴＱＵＶ

100.0

長期ＴＢ － －

ＴＢＵ － －

※2　ＰＤＳには，今回のレベル１．５ＰＲＡの結果に基づくＰＤＳに加え，電源復旧等の対策を考慮した場合に各格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳ（格納容器破損頻度及び寄与割合は“－”と記載）を記載している。なお，ＰＲＡに基づく格納容器破損モードの整理においては，Ｍａｒｋ－Ⅱ型格
　　 納容器の特徴を考慮し，溶融物がペデスタル（ドライウェル部）床面を貫通してサプレッション・プールへ落下した後に発生する過圧破損，過温破損及びＦＣＩをＭＣＣＩに分類している。この扱いは，今回のレベル１．５ＰＲＡの結果に基づくＰＤＳの整理においても同様である。

ＴＱＵＶ

【有効性評価に関する審査ガイドの選定基準等との整合】

ＬＯＣＡ

・

【東海第二発電所において評価する事故シーケンス】

【事象（ＭＣＣＩに寄与する溶融炉心のエネルギの大きさ）及び事象緩和のための対応の厳しさ】

2.1E-08

－水素燃焼

※1　ＤＣＨ，ＦＣＩ，ＭＣＣＩにおいて選定した評価事故シーケンスについては，重大事故等対処施設による対応により原子炉圧力容器内での事象収束が可能だが，原子炉圧力容器破損が前提となる各破損モードにおける物理現象及びその対策の有効性を確認する観点から仮想的に一部の重大事故等対処設備に
　 　よる対応に期待せず，原子炉圧力容器破損まで事象が進展することを仮定して評価することとする。

溶融炉心・コンクリート相互作用

（ＭＣＣＩ）※１

－ －

ＬＯＣＡ

【事象（ＦＣＩにおける発生エネルギの大きさ）の厳しさ】

ＴＱＵＸ

ＴＱＵＶ

本格納容器破損モードに含まれるＰＤＳのうち，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）の観点からは，ペデスタル（ドライウェル部）へ落下する溶融炉心の割
合が多く，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の保有エネルギが大きいシーケンスが厳しくなる。
原子炉圧力容器が高圧で破損に至る場合，格納容器に放出される溶融炉心が分散されやすいと考えると，原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，ペデスタル（ドライウェ
ル部）へ一体となって落下する溶融炉心の割合が多くなると考えられる。
また，本格納容器破損モードに対する事象の厳しさを考慮する上では，溶融炉心・コンクリート相互作用の緩和対策である，ペデスタル（ドライウェル部）への水張りが実施され
た状態を想定しているが，その一方で，原子炉圧力容器破損が想定される状況では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実
施されている。
これらの状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損するＰＤＳを選定するものとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢＵ及び長期ＴＢは選定対象から除外する。
ＬＯＣＡは，上記が急速に格納容器に流出するため，ジルコニウムの酸化割合が他の低圧破損シーケンスより小さくなり，酸化ジルコニウム質量割合が他の低圧破損シーケンスよ
り小さくなることでデブリの内部エネルギが小さくなると考えられる。

・

・

・

・
・

本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，ＬＯＣＡは原子炉冷却材の流出を伴うことから水位低下が早く，事象進展の観点で厳しい。
また，ＬＯＣＡは格納容器圧力が高く推移すること等，環境に放出される放射性物質量の観点でも厳しい事故シーケンスとなると考えられる。
対策の観点では，過圧破損に対しては格納容器の除熱が，過温破損に対しては損傷炉心への注水が必要となる。

＜0.1

ＴＢＤ

＜0.1

ＴＢＵ 1.7E-08

－

ＴＢＤ － －

ＬＯＣＡ 6.8E-16

ＴＱＵＶ － －

ＴＱＵＸ 2.2E-14

高圧溶融物／格納容器雰囲気直接加熱

（ＤＣＨ）※１ 8.5E-09

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

（ＦＣＩ）※１

【事象進展緩和（減圧）の余裕時間の厳しさ】

2.2E-14

ＴＱＵＸ 2.4E-11 0.3

長期ＴＢ 8.5E-09 99.5

ＴＢＵ 1.6E-11 0.2

ＴＢＤ 2.2E-14

2.2E-09
雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過圧破損）

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過温破損）

評価対象とするＰＤＳの選定の考え方

7.9E-08

【事象進展（過圧・過温）緩和の余裕時間及び設備容量の厳しさ】

以上より，本格納容器破損モードにおいて厳しいＰＤＳとして，原子炉の水位低下が早く，原子炉圧力容器破損までの時間が短いＴＱＵＶを選定する。
また，このＰＤＳに全交流動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。
なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

本格納容器破損モードに含まれるＰＤＳのうち，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点からは，ペデスタル（ドライウェル部）に落下する溶融炉心の割合が多いシーケンスが厳
しくなる。
原子炉圧力容器が高圧で破損する場合，格納容器に放出される溶融炉心が分散され易く，また，落下速度が大きくなることで，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した際の粒子
割合が高くなり，落下した溶融炉心が冷却され易いと考えると，原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，ペデスタル（ドライウェル部）へ一体となって落下する溶融炉心
の割合が多くなると考えられる。
また，原子炉圧力容器破損が想定される状況では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実施される。
これらの状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損するＰＤＳを選定するものとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢＵ及び長期ＴＢは選定対象から除外する。
ＬＯＣＡはペデスタル（ドライウェル部）への冷却材の流入の可能性があり，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点で厳しい事象とはならないと考えられるため，選定対象から
除外する。

・

・

・
・
・

－

【評価において着目するパラメータ】

審査ガイドでは「ＰＲＡに基づく格納容器破損シーケンスの中から水素燃焼の観点から厳しいシーケンスを選定する。」と記載されているが，東海第二発電所では格納容器内を窒
素で置換しているため，レベル１．５ＰＲＡでは水素燃焼により格納容器が破損する事故シーケンスは考慮していない。このため，東海第二発電所において評価することが適切と
考えられる評価事故シーケンスを選定するものとする。

78.5

以上より，本格納容器破損モードにおいて最も厳しいＰＤＳとして，原子炉水位低下が早く，対策実施までの時間余裕の観点から厳しいＴＱＵＶを選定する。
また，このＰＤＳに全交流動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。
なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

・
・
・

・

・

本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，長期ＴＢは炉心損傷に至る前にＲＣＩＣによる一時的な炉心冷却に成功しており，起因事象発生から原子炉減圧までの余
裕時間の観点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵの方が厳しい。
高圧状態で原子炉圧力容器破損に至る点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵにＰＤＳ選定上の有意な違いはない。

以上より，本格納容器破損モードを代表するＰＤＳとしてＴＱＵＸをＰＤＳ選定する。
また，このＰＤＳに全交流動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。
なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

以上の観点を総合的に考慮し，本格納容器破損モードを代表するＰＤＳとしてＬＯＣＡを選定する。
これに全交流動力電源喪失を重畳させることで，電源の復旧，注水機能の確保等の格納容器破損防止対策を講じるための対応時間が厳しいシナリオとする。
なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。
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第2－4表 格納容器破損防止対策の評価事故シーケンスの選定 

  

評価対象と
したＰＤＳ

・

　◎  選定した評価事故シーケンス

※1　

※2　

※3　

※4　

【余裕時間の厳しさ】

－

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

【余裕時間の厳しさ】

・

－

格納容器下部注水系（常設）

－
② 過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ

冷却失敗（ペデスタル）

－
③

中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

③

④

② 中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

【余裕時間の厳しさ】

中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位の低下が早いため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。・

【設備容量の厳しさ】

・

⑥ サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※４

－
②

溶融炉心・コンクリート相互作用

（ＭＣＣＩ）※1 ＴＱＵＶ

◎ ① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デ
ブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
⑥ サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
④ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗 ＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
⑤ サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失

敗（ペデスタル）

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷
却材相互作用

（ＦＣＩ）※１
ＴＱＵＶ

・ ペデスタル（ドライウェル部）の水
位を約1ｍに維持する手段

【余裕時間の厳しさ】

原子炉が自動停止する過渡事象（給水流量の全喪失）及びサポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスは，通常停止させる事故シーケンスと比較し
て事象進展が早い。このため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】
・

【事象（ＦＣＩ発生時）の厳しさ】

いずれの事故シーケンスも原子炉圧力が低圧状態で原子炉容器破損に至ることから，定性的に各事故シーケンスでＦＣＩが発生した際の事象の厳しさを比較する
ことは困難である。

格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への事前水張は，デブリ落下前に実施するため，必要となる設備容量は事故シーケンス間で差
異がない。

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

・

・

・

格納容器破損モード

大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

② 中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）失敗※３

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過温破損）

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過圧破損）

－

ＬＯＣＡ

⑤ 小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納容

器注水（ドライウェル）失敗※３

該当する事故シーケンス※２

－

－

中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納容

器注水（ドライウェル）失敗※３

小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）失敗※３

③

④

－

－

【余裕時間の厳しさ】

中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位の低下が早いため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】

・

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気
直接加熱

（ＤＣＨ）※１
ＴＱＵＸ

◎

－

－

② 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧
失敗＋ＤＣＨ

評価対象事故シーケンスの選定の考え方

◎
①

－
⑤

① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋ＤＣＨ

小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

低圧代替注水系(常設)
代替格納容器スプレイ冷却系(常設)
代替循環冷却系
格納容器圧力逃がし装置

・
・
・
・

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

手動減圧

格納容器破損防止対策

◎
① 大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）失敗※３

中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位回復に必要な流量が大きいため，必要な設備容量の観点で
厳しい。

中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位回復に必要な流量が大きいため，必要な設備容量の観点で
厳しい。

原子炉が自動停止する過渡事象（給水流量の全喪失）及びサポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスは，通常停止させる事故シーケンスと比較し
て事象進展が早い。このため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】

原子炉が自動停止する過渡事象（給水流量の全喪失）及びサポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスは，通常停止させる事故シーケンスと比較し
て事象進展が早い。このため，対応時の減圧に必要な設備容量の観点で厳しい。

－

④ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗 ＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※４

－
⑤

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ

（ペデスタル）※４

－
③ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋Ｆ

ＣＩ（ペデスタル）※４

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデ

スタル）※４

◎ ① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※４

③ サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋ＤＣ
Ｈ

左記のとおり，過圧・過
温の各々において損傷炉
心冷却失敗までは同じ事
故シーケンスとなり，各
事故シーケンスの対策は
損傷炉心への注水（損傷
炉心冷却）の点で同じと
なることから，有効性評
価では過圧・過温を同じ
事故シーケンスで評価し
ている。

－

・
・

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

ＤＣＨ，ＦＣＩ，ＭＣＣＩにおいて選定した評価事故シーケンスについては，重大事故等対処施設による対応により原子炉圧力容器内での事象収束が可能だが，原子炉圧力容器破損が前提となる各破損モードにおける物理現象及びその対策の有効性を確認する観点から仮想的に一部の重大事故等対処設備による対応に期待せず，原子炉圧力容器破損まで事象
が進展することを仮定して評価することとする。

各シーケンスの斜体で示した部分は炉心損傷に至る事故シーケンス，それ以外の部分は炉心損傷後の事故シーケンスを示す。

ＰＤＳがＬＯＣＡに該当する事故シーケンスでは，炉心及びペデスタル（ドライウェル部）への注水機能が喪失し，デブリ冷却に必ず失敗するため過圧破損に至る事故シーケンスは抽出されないが，過温破損の対策となる重大事故等対処設備による圧力容器（損傷炉心）への注水（デブリ冷却）を考慮して評価事故シーケンスを選定する。

ＰＤＳがＴＱＵＶに該当する事故シーケンスでは，ペデスタル（ドライウェル部）への注水機能が喪失するためＦＣＩが発生する事故シーケンスは抽出されないが，ＭＣＣＩ対策である事前水張りによりＦＣＩが発生する可能性を考慮して評価事故シーケンスを選定する。

原子炉が自動停止する過渡事象（給水流量の全喪失）及びサポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスは，通常停止させる事故シーケンスと比較し
て事象進展が早い。このため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】

格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への事前水張は，デブリ落下前に実施するため，必要となる設備容量は事故シーケンス間で差
異がない。

・

・

【事象（ＭＣＣＩ発生時）の厳しさ】

いずれの事故シーケンスも原子炉圧力が低圧状態で原子炉容器破損に至ることから，定性的に各事故シーケンスでＭＣＣＩが発生した際の事象の厳しさを比較す
ることは困難である。

・

・ 可搬型窒素供給装置により格納容器
内への窒素封入

・

・

・

水素燃焼 ＬＯＣＡ －

【事象（酸素濃度上昇）の厳しさ】
ジルコニウム・水反応による水素の過剰な発生を抑制する観点から，炉心損傷後に交流電源を復旧して原子炉注水を実施し，その後の事象進展に対応するシナリ
オを評価するものとする。
格納容器ベントを実施する場合，格納容器内の水素及び酸素が大気中に放出され．格納容器内の水素及び酸素濃度が大きく低下することから，格納容器ベントを
実施しないシナリオを評価するものとする。
重大事故等対処設備によって炉心損傷を防止できるＰＤＳについても，事象発生後の格納容器内の気体の流れ等，酸素濃度の上昇の観点でＬＯＣＡと大きく異な
るＰＤＳについては，有効性評価において適宜その感度を確認するものとする。
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第2－1図 格納容器破損モード抽出及び評価事故シーケンス選定の全体プロセス 
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第2－2図 シビアアクシデントで想定される事象進展と格納容器破損モード

溶融炉心・コンク
リート相互作用

継続

ＴＱＵＶ
ＴＱＵＸ
ＴＢＵ
ＴＢＰ
ＴＢＤ

長期ＴＢ
ＬＯＣＡ

炉心
損傷

原子炉圧力
容器下部への
溶融物落下

格納容器バイパス
（格納容器隔離失敗）

過温破損

原子炉
圧力容器
破損

原子炉圧力
容器内部での

デブリ保持に成功

水蒸気に
よる過圧

溶融燃料－冷却材
相互作用

（ＦＣＩ）

格納容器雰囲気
直接加熱

（ＤＣＨ）

原子炉圧力容器外
での水蒸気爆発

格納容器
雰囲気直接加熱

過圧破損
(長期冷却失敗)

格納容器
雰囲気過温

水蒸気等に
よる過圧

過温破損

過圧破損
(長期冷却失敗)

非凝縮性
ガス発生

サプレッション・
プールへの
デブリ落下

溶融燃料－冷却材
相互作用

（ＦＣＩ）

原子炉圧力容器外
での水蒸気爆発

格納容器
雰囲気過温

過温破損

水蒸気等に
よる過圧

過圧破損
（長期冷却失敗）

溶融炉心・コンク
リート相互作用

継続

非凝縮性
ガス発生

溶融炉心・
コンクリート

相互作用

ＴＷ
ＴＢＷ

水蒸気等に
よる過圧

過圧破損
(崩壊熱除去失敗)

炉心
損傷

ＴＣ
水蒸気等に
よる過圧

早期過圧破損
(未臨界確保失敗)

ＩＳＬＯＣＡ
格納容器バイパス

（インターフェイス
システムＬＯＣＡ）

原子炉建屋へ
の流出継続

炉心
損傷

格納容器
雰囲気過温

過温破損

炉心損傷発生から
原子炉圧力容器破損に

至るまでの状態（Ｔ１）
原子炉圧力容器

破損直後の状態（Ｔ２）

ペデスタル（ドライウェル部）への
溶融炉心落下後の状態（Ｔ３）

サプレッション・プールへの
溶融炉心落下後の状態（Ｔ３）

＜凡例＞

：プラント損傷状態

：物理化学現象

：格納容器破損モード

炉心損傷発生前
（レベル1ＰＲＡ）

注）解釈に基づき必ず想定する破損モードとの対応では，
溶融物がサプレッション・プールへ落下した後に発
生する破損モードについては「溶融炉心・コンク
リート相互作用」として整理する。
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第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（1／3） 

 

 

 

 

 

 

原子炉
減圧

原子炉
圧力容器
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圧力容器
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成功
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有

失敗

ＦＣＩ：原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

ＤＣＨ：格納容器雰囲気直接加熱

※1　ＬＯＣＡシーケンスは，格納容器注水に失敗した場合，原子炉圧力容器破損前に過温破損に至るため，本ヘディングの成功／失敗を原子炉圧力容器破損前に考慮した。

格納容器破損モード

後続事象（原子炉圧力容器健全）へ

後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

過温破損（サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

プラント
損傷状態

格納容器
隔離

原子炉圧力容器
破損直後

原子炉圧力容器
破損前

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（ペデスタル）

格納容器バイパス（格納容器隔離失敗）

後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（ペデスタル）

過温破損（サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

格納容器雰囲気直接加熱
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第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（2／3） 

 

後続事象
〔 原子炉圧力容器健全 〕

格納容器注水

成功

失敗

事故後期

格納容器破損モード

過圧破損（長期冷却失敗）（サプレッション・プールへの溶
融物落下なし）

原子炉圧力容器内で事故収束
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第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（3／3）

ＦＣＩ デブリ冷却 ＦＣＩ デブリ冷却

ペデスタル ドライウェル

成功

無 成功

無

成功 失敗 失敗

有

有

成功

成功

無 成功

無

失敗 失敗

失敗

有

有

成功

無

成功 失敗

有

失敗

成功

無

失敗 失敗

有

ＦＣＩ：原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

格納容器内で事故収束

溶融炉心・コンクリート相互作用

サプレッション・プール

格納容器内で事故収束

溶融炉心・コンクリート相互作用

過圧破損（長期冷却失敗）（サプレッション・プールへの溶融物落下あり）

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（サプレッション・プール）

溶融炉心・コンクリート相互作用

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（サプレッション・プール）

格納容器破損モード

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（サプレッション・プール）

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（ペデスタル）

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（ペデスタル）

過圧破損（長期冷却失敗）（サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

過圧破損（長期冷却失敗）（サプレッション・プールへの溶融物落下あり）

溶融炉心・コンクリート相互作用

事故後期

格納容器内で事故収束

格納容器注水

原子炉圧力容器外での水蒸気爆発（サプレッション・プール）

後続事象
原子炉圧力
容器破損 ペデスタル
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 格納容器破損頻度：6.1E-05  

 

第2－4図 格納容器破損モードごとの寄与割合 

過圧破損（崩壊熱除去失敗）

99.8％

過温破損（サプレッション・

プールへの溶融物落下なし）

0.1％

早期過圧破損

（未臨界確保失敗）

＜0.1％

過圧破損（サプレッション・

プールへの溶融物落下あり）

＜0.1％

格納容器雰囲気直接加熱

＜0.1％

原子炉圧力容器外での

水蒸気爆発

（サプレッション・プール）

＜0.1％

格納容器バイパス

（格納容器隔離失敗）

＜0.1％
過温破損（サプレッション・

プールへの溶融物落下あり）

＜0.1％

格納容器バイパス（インター

フェイスシステムＬＯＣＡ）

＜0.1％

溶融炉心・コンクリート

相互作用

＜0.1％

原子炉圧力容器外での

水蒸気爆発

（ペデスタル）

＜0.1％
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3. 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価の運転

停止中事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの選定に

ついて 

  運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価の事故

シーケンスグループ及び重要事故シーケンス選定の全体プロセスは

第3－1図に示すとおりであり，本プロセスにより各検討ステップに

おける実施内容を整理した。 

【概要】 

① 内部事象ＰＲＡ及びＰＲＡを適用できない外部事象等について

の定性的検討から事故シーケンスの抽出を実施した。 

② 抽出した事故シーケンスと必ず想定する事故シーケンスグルー

プとの比較を行い，必ず想定する事故シーケンスグループに対

応しない外部事象特有の事故シーケンスについて，頻度，影響

等を確認し，事故シーケンスグループとしての追加要否を検討

した。 

③ 有効性評価において想定する事故シーケンスグループごとに，審

査ガイドに記載の観点（余裕時間，設備容量，代表性）に基づき，

有効性評価の対象とする重要事故シーケンスを選定した。 

 



107 

3.1 運転停止中事故シーケンスグループの分析について 

  解釈において，運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有

効性評価に係る運転停止中事故シーケンスグループの個別プラント

評価による抽出に関し，以下のとおり記載されている。 

４－１ 

(a) 必ず想定する運転停止中事故シーケンスグループ 

・崩壊熱除去機能喪失 

（ＲＨＲの故障による停止時冷却機能喪失） 

・全交流動力電源喪失 

・原子炉冷却材の流出 

・反応度の誤投入 

(b) 個別プラント評価により抽出した運転停止中事故シーケンス

グループ 

①個別プラントの停止時に関するＰＲＡ（適用可能なもの）又

はそれに代わる方法で評価を実施すること。 

②その結果、上記４－１(a)の運転停止中事故シーケンスグルー

プに含まれない有意な頻度又は影響をもたらす運転停止中事

故シーケンスグループが抽出された場合には、想定する運転

停止中事故シーケンスグループとして追加すること。 

  上記４－１(b) を踏まえて，内部事象停止時レベル１ＰＲＡ評価

を実施し，事故シーケンスグループの検討を行った。 

  なお，事故シーケンスグループの選定は，炉心損傷防止対策に係

る事故シーケンスグループの分析と同様，従来の設置許可取得時の

設計で考慮していた設備のみ期待できる条件※ で評価した停止時Ｐ

ＲＡの結果を用いた。 
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※ 従来から整備してきたＡＭ策や福島第一原子力発電所事故以降

に実施した各種対策，新規制基準に基づき配備する重大事故等

対処設備等を含めない条件 

 

3.1.1 燃料損傷に至る運転停止中事故シーケンスグループの抽出，整

理 

  施設定期検査中はプラントの状態が大きく変化することから，停

止時レベル１ＰＲＡにおいては，施設定期検査における評価対象期

間を設定し，原子炉の水位，温度，圧力等のプラントパラメータの

類似性，保守点検状況等に応じた緩和設備の使用可能性，起因事象，

成功基準に関する類似性によって，評価対象期間を幾つかのプラン

ト状態（以下「ＰＯＳ」という。）に分類し評価を行う。分類した

ＰＯＳを，状態ごとのプラントの主要なパラメータとともに第3－2

図に示す。また，ＰＯＳごとの期間及び系統の待機状態を示した工

程表を第3－3図に示す。 

  停止時ＰＲＡにおいては，原子炉停止後の運転停止中の各ＰＯＳ

において燃料損傷へ波及する可能性のある起因事象について，マス

ターロジックダイヤグラム，過去の国内プラントのトラブル事例等

から選定し，ここから燃料損傷に至ることを防止するための緩和手

段の組合せ等を第3－4図のイベントツリーで分析し，燃料損傷に至

る各事故シーケンスを抽出している。 

  抽出された事故シーケンス別の炉心損傷頻度を整理し，審査ガイ

ドの「必ず想定する運転停止中事故シーケンスグループ」に含まれ

るか，それ以外の事故シーケンスグループであるかを確認するとと

もに，燃料損傷状態を分類した。事故シーケンスグループ別の炉心
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損傷頻度を第 3－1 表に示す。 

  事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度への寄与割合を第 3－5

図に示す。 

 

3.1.2 抽出した事故シーケンスの整理 

3.1.2.1 必ず想定する事故シーケンスグループとの対応 

  第 3－1 表に示す停止時ＰＲＡにより抽出した各事故シーケンス

について，緩和機能の喪失状況，プラントの状態及び燃料損傷に至

る要因の観点で必ず想定する事故シーケンスグループに対応する

(1)から(3)の事故シーケンスグループとして整理した。 

 (1) 崩壊熱除去機能喪失 

   運転中の残留熱除去系の故障が発生した後，崩壊熱除去・炉心

冷却に失敗し，燃料損傷に至る事故シーケンスを解釈４－１(a)

に記載の「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。 

 (2) 全交流動力電源喪失 

   外部電源喪失の発生時に非常用交流電源の電源確保に失敗する

等，全交流動力電源喪失の発生後に，崩壊熱除去・炉心冷却の失

敗により，燃料損傷に至る事故シーケンスを解釈４－１(a)に記

載の「全交流動力電源喪失」に分類する。 

 (3) 原子炉冷却材の流出 

   原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統の誤操作等によ

り原子炉冷却材が系外に流出後，崩壊熱除去・炉心冷却に失敗し，

燃料損傷に至る事故シーケンスを解釈４－１(a)に記載の「原子

炉冷却材の流出」に分類する。 
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  なお，必ず想定する事故シーケンスグループのうち「反応度の誤

投入」については，プラント停止時には原則として全制御棒が挿入

されており，複数の人的過誤や機器故障が重畳しない限り反応度事

故に至る可能性はないこと，万一反応度事故が起こり臨界に至った

場合でも，局所的な事象で収束し，燃料の著しい損傷に至ることは

考え難いことから，今回の停止時ＰＲＡでは考慮していない。 

  ただし，万一上記のような反応度事故が起こった場合においても，

実際に局所的な事象で収束し，燃料の著しい損傷に至らないことを

確認するため，「反応度の誤投入」については，有効性評価の評価

対象とする事故シーケンスグループとした。 

 

3.1.2.2 追加すべき事故シーケンスグループの検討 

  今回実施したＰＲＡでは，緩和機能の喪失状況，プラントの状態

及び燃料損傷に至る要因の観点で解釈４－１(a)に示されている必

ず想定する事故シーケンスグループに対応しない事故シーケンスは

抽出されなかった。そのため，解釈に基づき想定する事故シーケン

スグループに追加すべき新たな事故シーケンスグループはないと判

断した。 
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3.2 重要事故シーケンスの選定について 

3.2.1 重要事故シーケンスの選定の考え方 

  重要事故シーケンスの選定に当たっては，以下に示す審査ガイド

に記載の着眼点に沿って実施しており，具体的な検討内容を以下に

示す(第3-3表)。 

【審査ガイドに記載の着眼点】 

ａ．燃料損傷防止対策の実施に対する余裕時間が短い。 

ｂ．燃料損傷回避に必要な設備容量（流量等）が大きい。 

ｃ．運転停止中事故シーケンスグループ内のシーケンスの特徴を

代表している。 

  ａ．余裕時間 

    余裕時間については，事故シーケンスグループ内での燃料損

傷に至るまでの余裕時間の長さに応じて「高」，「中」，「低」と

3つに分類した。燃料損傷までの余裕時間を第3－2表に示す。

なお，反応度の誤投入については，事象発生後も崩壊熱除去や

注水機能は喪失しないため，それらの緩和措置実施までの余裕

時間の考慮は不要である（第3-2表，第3-3表）。 

  ｂ．設備容量 

    設備容量については，事故シーケンスグループ内での必要な

設備容量の大きさに応じて「高」，「中」，「低」と3つに分類し

た。なお，反応度の誤投入については，事象発生後も崩壊熱除

去や注水機能は喪失しないため，それらの緩和措置実施までの

余裕時間の考慮は不要である（第3-2表，第3-3表）。 

  ｃ．代表性 

    第3－1表の事故シーケンスごとの炉心損傷頻度を比較し，事
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故シーケンスグループの中で最も炉心損傷頻度の高いドミナン

トシーケンスを「高」，事故シーケンスグループ別炉心損傷頻

度に対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故

シーケンスを「低」とした。 

 

3.2.2 重要事故シーケンスの選定結果 

3.2.1の選定の着眼点を踏まえ，同じ事故シーケンスグループに

複数の事故シーケンスが含まれる場合には，事象進展が早いもの等，

より厳しい事故シーケンスを重要事故シーケンスとして選定した。

各事故シーケンスグループに対する重要事故シーケンスの選定理由

及び選定結果について，第3－3表及び以下に示す。 

 (1) 崩壊熱除去機能喪失 

  ⅰ) 事故シーケンス 

    ①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗 

    ②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心

冷却失敗 

    ③外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

  ⅱ) 事故シーケンスグループの特徴 

    本事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンスは，運

転中の残留熱除去系に故障等が発生した後，崩壊熱除去・炉心

冷却に失敗し，燃料損傷に至る事故シーケンスである。 

  ⅲ) 有効性を確認する主な燃料損傷防止対策 

    ・待機中の残留熱除去系（低圧注水系） 

  ⅳ) 重要事故シーケンス 



113 

    ①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗 

  ⅴ) 選定理由 

    余裕時間については事故シーケンス間で差異がなく，燃料損

傷防止対策の実施に必要な時間を保守的に見積もった時間（約

2 時間）に比べて十分な余裕時間がある。また，原子炉への注

水に必要な設備容量についても事故シーケンス間で差異がなく，

ＥＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の設備容量に比べて十分小

さい。代表性の観点からは①の事故シーケンスの炉心損傷頻度

が最も高い。 

    以上より，①の事故シーケンスを重要事故シーケンスとして

選定した。 

    なお，残留熱除去系海水系の喪失により崩壊熱除去機能が喪

失した場合については，「全交流動力電源喪失」にて燃料損傷

防止対策の有効性を確認する。 

 (2) 全交流動力電源喪失 

  ⅰ) 事故シーケンス 

    ①外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

    ②外部電源喪失＋直流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

  ⅱ) 事故シーケンスグループの特徴 

    本事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンスは，外

部電源喪失の発生時に非常用交流電源の電源確保に失敗して全

交流動力電源喪失に至り，その後，崩壊熱除去・炉心冷却の失

敗によって，燃料損傷に至る事故シーケンスである。 

  ⅲ) 有効性を確認する主な燃料損傷防止対策 
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    ・常設代替交流電源設備 

    ・常設代替直流電源設備 

    ・低圧代替注水系（常設） 

    ・緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

  ⅳ) 重要事故シーケンス 

    ①外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

  ⅴ) 選定理由 

    余裕時間については事故シーケンス間で差異がなく，燃料損

傷防止対策の実施に必要な時間を保守的に見積もった時間（約

2 時間）に比べて十分な余裕時間がある。また，原子炉への注

水に必要な設備容量についても事故シーケンス間で差異がなく，

低圧代替注水系（常設）の設備容量に比べて十分小さい。代表

性の観点からは①の事故シーケンスの炉心損傷頻度が最も高い。 

    以上より，①の事故シーケンスを重要事故シーケンスとして

選定した。 

    なお，直流電源が喪失する②の事故シーケンスについては，

炉心損傷頻度が低く，ⅲ）に示した対策により①の事故シーケ

ンスと同様に燃料損傷防止が可能であり，さらに可搬型代替直

流電源設備による非常用ディーゼル発電機の起動による対応に

も期待できることから選定しない。 

(3) 原子炉冷却材の流出 

  ⅰ) 事故シーケンス 

    ①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗 

    ②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）＋崩壊



115 

熱除去・炉心冷却失敗 

    ③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗 

    ④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗 

  ⅱ) 事故シーケンスグループの特徴 

    本事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンスは，原

子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統の誤操作等により

原子炉冷却材が系外に流出後，崩壊熱除去・炉心冷却の失敗に

よって，燃料損傷に至る事故シーケンスである。 

  ⅲ) 有効性を確認する主な燃料損傷防止対策 

    ・待機中の残留熱除去系（低圧注水系） 

  ⅳ) 選定した重要事故シーケンス 

    ①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗 

  ⅴ) 選定理由 

    余裕時間の観点からは，①，②の事故シーケンスが厳しく，

設備容量の観点からは，流出流量の大きい③，④の事故シーケ

ンスが厳しい。また，代表性の観点からは①の事故シーケンス

の炉心損傷頻度が最も高い。 

    ②の事故シーケンスについては，原子炉水位を低下させる操

作であるため，原子炉水位は適宜監視されており，中央制御室

の運転員の他にＲ／Ｗの運転員も廃液収集タンク等の水位高に

より認知することができるため，認知が容易であることから選

定しないこととする。 
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    また，③，④の事故シーケンスについては，流出流量と比較

して燃料損傷防止対策となる待機中のＥＣＣＳ・低圧代替注水

系（常設）の設備容量が十分大きいこと，作業・操作場所と漏

えい発生箇所が同一であるため認知が容易であることから選定

しないこととする。 

    以上より，①の事故シーケンスを重要事故シーケンスとして

選定した。 

(4) 反応度の誤投入 

  ⅰ) 事故シーケンスグループの特徴 

    反応度事故により，燃料損傷に至る事故シーケンスである。 

  ⅱ) 有効性を確認する主な燃料損傷防止対策 

    ・起動領域モニタペリオド短（10 秒）による原子炉スクラム 

  ⅲ) 選定理由 

    代表性の観点から，停止中に実施される検査等により，最大

反応度価値を有する制御棒1本が全引き抜きされている状態か

ら，他の1本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によ

って引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損

傷に至る事故を想定する。 

    なお，各事故シーケンスグループに分類される事故シーケン

スについて，燃料損傷に至る要因をカットセットレベルまで展

開し，事故シーケンスの炉心損傷頻度に対する寄与割合の観点

で分析した結果，主要なカットセットに対して重大事故等対策

がおおむね有効であることを確認している（別紙6）。 
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第3－1表 運転停止中事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度 

 

燃料損傷防止に必要な機能

①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

8.3E-11 ＜0.1 44.6

②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

5.8E-11 ＜0.1 31.2

③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

4.5E-11 ＜0.1 24.2

④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.8E-14 ＜0.1 ＜0.1

5.0E-06 100.0 － 5.0E-06 100.0合計 －

緊急用海水系

71.1 100.0

・
・
・

低圧代替注水系（常設）
（交流電源復旧後）
常設代替注水系（可搬型）

消火系※３

電源の復旧

1.3E-10

待機中のＥＣＣＳ
（残留熱除去系（低圧注水系））
低圧代替注水系（常設）
低圧代替注水系（可搬型）

消火系，補給水系※３

原子炉冷却材
の流出

・

・
・
・

8.7

6.3

全ＣＤＦに
対する

寄与割合
（％）

グループ別
ＣＤＦに対する

寄与割合
（％）

※1　停止時においては崩壊熱除去機能が喪失した場合であっても，原子炉注水を実施することで燃料損傷を防止できる。
　　 （原子炉建屋（原子炉開放時）又は格納容器（原子炉未開放時）へ崩壊熱を逃すことで燃料損傷を防止し，その後長期的な安定状態の確保のために残留熱除去系等を復旧する。）
※2　停止時ＰＲＡの評価上，残留熱除去系の喪失も考えられるが，その場合の事象進展及び対策は「全交流動力電源喪失」と同様になるため，ガイド等を参照し，対策に追加した。
※3　重大事故等対処設備ではないが，シーケンスによって使用できる可能性のある緩和設備である。

＜0.1 ＜0.1

常設代替交流電源設備
常設代替直流電源設備
可搬型代替直流電源設備（DG起動に使用）
（直流電源失敗時）

崩壊熱除去機能※１

原子炉への注水機能

・

・
・

3.5E-06 71.1

原子炉への注水機能 1.9E-10 ＜0.1

全ＣＤＦ
に対する
寄与割合
（％）

3.5E-06

・

原子炉への注水機能

待機中のＥＣＣＳ

（残留熱除去系（低圧注水系）※２）
低圧代替注水系（常設）
低圧代替注水系（可搬型）

消火系，補給水系※３ 21.83.1E-07

1.2E-07

20.0 69.5

28.81.4E-06

事故シーケンス
グループ別

ＣＤＦ
（／施設定期検査）

2.5

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス
シーケンス
別ＣＤＦ

（／施設定期検査）

①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.9E-07
緊急用海水系
（ＲＨＲＳ喪失時）崩壊熱除去機能※１ ・

対応する主要な燃料損傷防止対策
（下線は有効性を確認する主な対策）

燃料損傷防止対策

・

・
・
・

②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力
電源喪失

①外部電源喪失＋交流電源失敗
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

②外部電源喪失＋直流電源失敗
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

崩壊熱除去
機能喪失

③外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
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第3－2表 燃料損傷までの余裕時間（1／2） 

 

（a）「崩壊熱除去機能喪失」，「全交流動力電源喪失」の場合 

ＰＯＳ プラント状態の推移 原子炉水位 
燃料損傷までの 

余裕時間（h）※１ 

Ｓ 原子炉冷温停止への移行状態 
通常水位 

3.9 

Ａ ＰＣＶ／ＰＲＶ開放への移行状態 5.7 

Ｂ１ 

原子炉ウェル満水状態 原子炉ウェル満水

53.8 

Ｂ２ 90.9 

Ｂ３ 107.6 

Ｂ４ 155.2 

Ｂ５ 174.5 

Ｂ６ 199.7 

Ｃ１ 
ＰＣＶ／ＰＲＶ閉鎖への移行状態 

通常水位 

35.8 

Ｃ２ 38.3 

Ｄ 起動準備状態 40.8 

※1 原子炉ウェル満水状態における余裕時間の評価は，燃料の取出状態に関わらず，以下のとおり保守

的な仮定を基に評価。 

崩壊熱 ：炉心及び使用済燃料プール内の燃料の崩壊熱を考慮 

保有水量 ：原子炉側のみの水量を考慮（使用済燃料プールの保有水量を含めない。） 
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第 3－2 表 燃料損傷までの余裕時間（2／2） 

 

（b）「原子炉冷却材の流出」の場合 

事故シーケンス ＰＯＳ 原子炉水位 
燃料損傷に至るまで 

の保有水量（m３）※２

冷却材流出流量 

（m３／h） 

燃料損傷までの

余裕時間（h） 

ＲＨＲ切替時 

のＬＯＣＡ 

Ｂ 原子炉ウェル満水 22.7 

Ｃ，Ｄ 通常水位 3.5 

ＣＵＷブロー時 

のＬＯＣＡ 
Ｃ，Ｄ 通常水位 3.5 

ＣＲＤ点検時 

のＬＯＣＡ 
Ｂ 原子炉ウェル満水 5.5 

ＬＰＲＭ点検時 

のＬＯＣＡ 
Ｂ 原子炉ウェル満水 12.1 

※2 原子炉ウェル満水状態における保有水量は，原子炉側のみの水量を考慮（プールゲートが閉止状態であ

ることを想定し，使用済燃料プールの保有水量を含めない。）。 

なお，崩壊熱による原子炉冷却材の減少については，崩壊熱による水温上昇により蒸発が開始するまで

に，原子炉冷却材の流出による水位低下により燃料損傷に至ることから考慮しない。
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第3－3表 重要事故シーケンス（運転停止中）の選定 

 

燃料損傷防止に必要な機能 a b c

◎ ：重要事故シーケンスとして選定した事故シーケンス　　　　　　　　　　

a.

b.

c.

－

低

・ 待機中のＥＣＣＳ
（残留熱除去系（低圧注水系））

a.の着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスとし
て①，②を抽出した。
b.の着眼点について，③，④は流出流量が比較的多くなる
が，燃料損傷防止対策である待機中のＥＣＣＳ・低圧代替
注水系（常設）の設備容量は，③，④における流出流量と
比較して十分大きい。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，②の事故シーケンスについては，原子炉水位を低下
させる操作であるため，原子炉水位は適宜監視されてお
り，中央制御室の運転員の他にＲ／Ｗの運転員も廃液収集
タンク等の水位高を認知することができるため，認知が容
易であることから選定しない。
また，流出流量の大きい③，④の事故シーケンスについて
は，ＣＲＤ点検時，ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡによる流出
流量と比較して，燃料損傷防止対策となる待機中のＥＣＣ
Ｓ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：

1,605 m３/h，低圧代替注水系（常設）：378 m３/h）が十
分大きいこと，作業・操作場所と漏えい発生箇所が同一で
あるため，認知が容易であることから選定しない。

※1　停止時ＰＲＡの評価上，残留熱除去系の喪失も考えられるが，その場合の事象進展及び対策は「全交流動力電源喪失」と同様になるため，ガイド等を参照し，対策に追加。
※2　停止時においては崩壊熱除去機能が喪失した場合であっても，原子炉注水を実施することで燃料損傷を防止。
　　 （安定状態の確立のために残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱を実施する。）
※3　発生の可能性が低く，発生を仮定してもその影響が限定的であるため，リスク評価上重要性が低いと判断し，ＰＲＡの評価対象から除外したもの。

反応度の
誤投入

◎ 制御棒の誤引き抜き※３ －原子炉緊急停止機能
代表性の観点から以下の事故を想定する。
・停止中に実施される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒1本が全引き抜きされている状態から，他の1本の制御棒が
　操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故。

－
②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

高

中 低

中

燃料損傷までの余裕時間が最も短い事故シーケンス（①ＲＨＲ切替時，②ＣＵＷブ
ロー時：3.5時間）を「高」，最も長い事故シーケンス（④ＬＰＲＭ点検時：12.1時
間）を「低」，それ以外の事故シーケンス（③ＣＲＤ点検時：5.5時間）を「中」と
した。
流出流量が多いほど，燃料損傷回避のために必要な注水設備の容量が大きくなるこ
とを考慮し，冷却材流出流量が最も多い事故シーケンスを「高」，最も少ない事故
シーケンスを「低」，それ以外の事故シーケンスを「中」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。

高

－

低

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）※２

中

－
・ 原子炉緊急停止系

（起動領域計装の原子炉出力ペリオド短（10秒）
信号による原子炉スクラム）

－
②外部電源喪失
　 ＋直流電源失敗
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）※２

・

全交流動力
電源喪失

◎
①外部電源喪失
　 ＋交流電源失敗
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

原子炉冷却材
の流出

◎
①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低 低

③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

－

原子炉への注水機能

崩壊熱除去機能※１

高 低

中 高

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス

着眼点との関係と重要事故シーケンスの選定の考え方

低

崩壊熱除去
機能喪失

◎
①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低 低

－

燃料損傷防止対策

原子炉への注水機能

②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低

－
③外部電源喪失
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低

崩壊熱除去機能※１ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）※２・

高

中

低 中

高低 低

低

対応する主要な燃料損傷防止対策

崩壊熱除去機能※１

常設代替交流電源設備
常設代替直流電源設備
可搬型代替直流電源設備（DG起動に使用）
（直流電源失敗時）

・
・
・

電源の復旧

原子炉への注水機能

待機中のＥＣＣＳ

（残留熱除去系（低圧注水系）※１）
・

・ 低圧代替注水系（常設）
（交流電源復旧後）

a.

b.

c.

余裕時間については，事故シーケンス間で差異がなく，異常の認知及び待機中のＥ
ＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の起動といった緩和措置の実施にかかる時間を保
守的に見積もった時間（約2時間）に比べて十分な余裕時間がある（最も短いＰＯＳ
－Ｓにおいても約3.9時間であり，その他のＰＯＳではさらに余裕時間が見込める）
ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」とした。
原子炉への注水に必要な設備容量については，事故シーケンス間で差がなく，待機

中のＥＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：1,605m３／h，

低圧代替注水系（常設）：378m３／h）に比べて十分小さい（最も崩壊熱の大きなＰ

ＯＳ－Ｓにおいても約50m３／h）ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」
とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。

a.

b.

c.

選定した重要事故
シーケンスと選定理由

備考（a：余裕時間，b：設備容量，c：代表性）

a.b.の着眼点について，全シーケンスに共通であるため，
選定理由から除外した。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，直流電源喪失となる②の事故シーケンスは，炉心損
傷頻度が低く，有効性を確認する左記の対策により①の事
故シーケンスと同様に燃料損傷防止が可能であり，さらに
可搬型代替直流電源設備による非常用ディーゼル発電機の
起動による対応にも期待できることから選定しない。

a.b.の着眼点について，全シーケンスに共通であるため，
選定理由から除外した。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

残留熱除去系海水系の喪失により崩壊熱除去機能が喪失す
る②の事故シーケンスについては，「全交流動力電源喪
失」にて残留熱除去系海水系の代替手段である緊急用海水
系の有効性を確認するため，選定しない。
また，外部電源喪失を起因とする③の事故シーケンスは，
非常用ディーゼル発電機に期待できるため，「全交流動力
電源喪失」で考慮している事故シーケンスと比較して事象
進展や対策が厳しくないことから選定しない。

余裕時間については，事故シーケンス間で差異がなく，常設代替直流電源設備，常
設代替交流電源設備による給電，低圧代替注水系（常設）による注水といった緩和
措置の実施にかかる時間（約25分）に比べて十分な余裕時間がある（最も短いＰＯ
Ｓ－Ｓにおいても3.9時間であり，その他のＰＯＳではさらに余裕時間が見込める）
ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」とした。
原子炉への注水に必要な設備容量については，事故シーケンス間で差がなく，待機

中のＥＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：1,605m３／h，

低圧代替注水系（常設）：378m３／h）に比べて十分小さい（最も崩壊熱の大きなＰ

ＯＳ－Ｓにおいても約50m３／h）ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」
とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。
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第3－1図 運転停止中原子炉における事故シーケンスグループ抽出及び重要事故シーケンス選定の全体プロセス 

個別プラント評価により抽出するもの
（解釈4－1(b)のシーケンスグループ）

必ず想定する事故シーケンスグループ
（解釈4－1(a)のシーケンスグループ）

審査ガイドに従い，
事故シーケンスグループごとに
重要事故シーケンスを選定

燃料損傷防止対策の
有効性評価

・ 崩壊熱除去機能喪失
（ＲＨＲの故障による停止時冷却機能喪失）

・ 全交流動力電源喪失
・ 原子炉冷却材の流出
・ 反応度の誤投入※

※ 停止時ＰＲＡでは評価対象外

＜個別プラントの確率論的リスク評価（ＰＲＡ）＞
・内部事象

＜事故シーケンスグループ抽出・炉心損傷頻度算出結果＞

事故シーケンスグループ 事故シーケンス
シーケンス別ＣＤＦ
（／定期検査）

全ＣＤＦに対する
寄与割合
（％）

グループ別ＣＤＦ
に対する寄与割合

（％）

事故シーケンス
グループ別ＣＤＦ
（／定期検査）

全ＣＤＦに対する
寄与割合
（％）

①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 9.9E-07 21.3 78.0

②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 1.2E-07 2.7 9.4

③外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 1.6E-07 3.3 12.6

①外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 3.4E-06 72.7 100.0

②外部電源喪失＋直流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 1.3E-10 <0.1 <0.1%

①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 6.4E-11 <0.1 56.1

②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 3.9E-11 <0.1 34.2

③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 1.1E-11 <0.1 9.6

④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 2.6E-14 <0.1 <0.1%

4.7E-06 100.0 － 4.7E-06 100.0%

原子炉冷却材の流出 1.1E-10 <0.1

合計

崩壊熱除去機能喪失 1.3E-06 27.3

全交流動力電源喪失 3.4E-06 72.7
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第 3－2 図 施設定期検査時のプラント状態と主要パラメータの推移 
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第 3－3 図 停止時ＰＲＡにおけるプラント状態の分類及び施設定期検査工程 

Ｓ

1

ＲＨＲ－Ａ
※２

ＲＨＲ－Ｂ
※１

ＬＰＣＩ－Ａ

ＬＰＣＩ－Ｂ

ＬＰＣＩ－Ｃ

ＲＨＲＳ－Ａ

ＲＨＲＳ－Ｂ

ＤＧ－２Ｃ

ＤＧ－２Ｄ

ＨＰＣＳ－ＤＧ
※３

 ※1　ＲＨＲ蒸気凝縮配管撤去のため，ＲＨＲ－Ｂ待機除外 
 ※2　ＲＨＲ－Ａ系統圧力上昇による点検のため，ＲＨＲ－Ａ待機除外 
 ※3　ＨＰＣＳ―ＤＧの潤滑油プライミングポンプの点検のため，ＨＰＣＳ―ＤＧ待機除外 

：運転 ：待機 ：待機除外

補機冷却系

電源系

※２

除熱系

注水系

ＣＳＴ－Ａ

ＣＳＴ－Ｂ

ＨＰＣＳ

ＬＰＣＳ

ＬＰＲＭ点検

8 12 13 8日数 2 5 3 14

代表水位 通常水位 原子炉ウェル満水 通常水位

ＣＲＤ点検

9 7

Ｂ５ Ｂ６ Ｃ１ Ｃ２ ＤＢ４ＰＯＳ Ａ Ｂ１ Ｂ２ Ｂ３
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第3－4図 停止時ＰＲＡにおけるイベントツリー 

 

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

成功

失敗

外部電源
喪失

直流電源 交流電源
崩壊熱除去・

炉心冷却
事故シーケンス

事故シーケンス
グループ

成功
成功

失敗

成功
成功

失敗
失敗

成功
失敗

失敗

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

成功

失敗

原子炉冷却材の流出 崩壊熱除去・炉心冷却

－ 燃料損傷なし

原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　　　 　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　　     ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　   　　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　　　　　　  　　   　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

原子炉冷却材の流出

外部電源喪失＋交流電源喪失
                       ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力電源喪失

－ 燃料損傷なし

外部電源喪失＋直流電源喪失
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力電源喪失

－ 燃料損傷なし

外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

－ 燃料損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

残留熱除去系の故障 崩壊熱除去・炉心冷却

－ 燃料損傷なし

残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

崩壊熱除去機能喪失
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（ＣＤＦ：5.0×10－ ６／施設定期検査） 

 

第3－5図 事故シーケンスグループごとの寄与割合 

 

  

全交流動力電源喪失

71.1％

崩壊熱除去機能喪失

28.8％

原子炉冷却材の流出

＜0.1％
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4. 事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に活用

したＰＲＡの実施プロセスについて 

  事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定に際し

て適用可能としたＰＲＡは，一般社団法人 日本原子力学会におい

て標準化された実施基準を参考に実施した。 

  これらのＰＲＡについて，ＰＲＡの実施プロセスの確認及び更な

る品質向上を目的とし，一般社団法人 日本原子力学会の実施基準

への対応状況及びＰＲＡの手法の妥当性について，海外のレビュア

ーを含む専門家によるピアレビューを実施した。なお，本ピアレビ

ューでは，第三者機関から発行されている「ＰＳＡピアレビューガ

イドライン」（平成21年 6月  一般社団法人 日本原子力技術協会）

を参考にした。ピアレビューの結果，実施したＰＲＡにおいて，事

故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定結果に影響を

及ぼすような技術的な問題点がないことを確認した。 

また，各実施項目について「ＰＲＡの説明における参照事項」（平成

25年 9月  原子力規制庁）において参照すべき事項として挙げられ

ているレベル１ＰＲＡ（内部事象，内部事象（停止時），外部事象

（地震及び津波）），レベル１．５ＰＲＡ（内部事象，外部事象（地

震））の対応状況を確認した。 

 



別紙 1 

別紙 1－1 

有効性評価の事故シーケンスグループ等の選定に際しての 

外部事象の考慮について 

 

重大事故の有効性評価に係る個別プラントでの事故シーケンスグル

ープの選定に際しては，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）

に，「個別プラントの内部事象に関する確率論的リスク評価（ＰＲＡ）

及び外部事象に関するＰＲＡ（適用可能なもの）又はそれに代わる方

法で評価を実施すること。」と記載されている。 

今回の申請に当たって，外部事象に関しては手法が適用可能な段階

にあると判断した地震，津波を対象に出力運転時レベル１ＰＲＡを実

施した。 

内部溢水，内部火災及びその他外部事象に関するレベル１ＰＲＡ及

び外部事象レベル１．５ＰＲＡ並びに停止時レベル１ＰＲＡについて

は，ＰＲＡ手法の確立に向けた検討が進められている段階，又は現実

的な定量評価の実施に向けて必要なデータ整備を進めていく段階であ

ることから，現段階では「適用可能なもの」に含まれないと判断し，

「それに代わる方法」として，これら外部事象の影響を考慮した場合

の事故シーケンスグループ選定への影響について以下のとおり整理し

た。 

 

1. 炉心損傷防止対策の事故シーケンスグループ抽出に係る検討 

1.1 内部溢水，内部火災の影響 

今回はＰＲＡの適用を見合わせたが，内部溢水，内部火災につ

いてはレベル１ＰＲＡの手法確立・個別プラントへの展開に係る



別紙 1－2 

検討作業がある程度進んでいる。このことを踏まえ，ＰＲＡを念

頭にして，内部溢水，内部火災の発生によって誘発される可能性

がある起因事象を，定性的な分析によって抽出した。抽出結果を

表1に示す。 

表1に示す起因事象が発生した場合，屋内に設置されている安全

機器の機能喪失を経て炉心損傷に至る可能性があるが，これらに

起因する事故シーケンスは，同機器のランダム故障・誤操作を想

定する内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡにおいて評価対象とし

た起因事象に含まれている。 

また，設計基準対象施設によって，内部溢水，内部火災の影響

拡大防止が図られることで，異なる区画等，広範囲における重畳

的な安全機器の同時機能喪失発生を防止できると考える。 

したがって，内部溢水・内部火災に起因した炉心損傷頻度の定

量化には上記の課題が残るものの，定性的な起因事象の抽出結果

から想定される事故シーケンスは，内部事象出力運転時レベル１

ＰＲＡの検討から得られる事故シーケンスの一部として分類でき

るため，新たに追加が必要となる事故シーケンスグループが発生

する可能性は低いと考える。 

 

1.2 その他の外部事象の影響 

その他の外部事象としては，解釈第６条第２項に自然現象，及

び第８項に発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるお

それがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）

（以下「外部人為事象」という。）として，具体的に以下が記載

されている。 
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これらの地震，津波を除く各種自然現象及び外部人為事象がプラ

ントに与え得る影響について，設計基準及びそれを超える場合，

現象等の重畳を含めて定性的に分析した結果を添付1に示す。 

地震，津波以外の自然現象及び外部人為事象について，起因事象

発生の可能性を検討した結果，出力運転時を対象として実施した

内部事象，地震及び津波レベル１ＰＲＡにて抽出した起因事象を

誘発する要因による事故シーケンスグループ以外に新たに追加が

必要となる事故シーケンスグループはないものと判断した。 

  

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

（中略） 

２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自

然環境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、

落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等か

ら適用されるものをいう。 

（中略） 

８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせ

る原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況を

もとに選択されるものであり、飛来物（航空機落下等）、ダ

ムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突

又は電磁的障害等をいう。  
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2. 格納容器破損防止対策の格納容器破損モードの抽出に係る検討 

外部事象レベル１．５ＰＲＡについては，地震ＰＲＡのみ学会標

準に一部関連する記載があるものの，その他の事象については標準

的なＰＲＡ手法が確立されておらず，定量評価を実施できる状況で

はないことから，以下のとおり定性的な検討を実施した。 

 

2.1 地震の影響 

地震がプラントに与え得る特有の影響について，新たに有効性

評価の対象として追加すべき格納容器破損モードの観点で定性的

に分析した結果を添付2に示す。 

また，出力運転時を対象として実施した地震時レベル１ＰＲＡ

の結果からは，地震特有の事象として原子炉建屋損傷や格納容器

損傷等の炉心損傷直結事象が抽出されている。これらの事象につ

いては，深刻な事故の場合には格納容器も破損に至るが，この場

合の格納容器破損は事象進展によって格納容器に負荷が加えられ

て破損に至るものではなく，地震による直接的な格納容器の閉じ

込め機能喪失である。これらについては，耐震補強等による事象

の発生防止を図ること，あるいは大規模損壊対策として可搬型の

ポンプ・電源，放水砲等を駆使した対応により影響緩和を試みる

ことで対応していく事象であり，有効性評価において取り扱う事

象としては適切でないと考える。 

したがって，有効性評価の対象とすべき格納容器破損モードと

して，内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡにて抽出した格納

容器破損モード以外に新たに追加が必要となる格納容器破損モー

ドはないものと判断した。 
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2.2 津波の影響 

津波がプラントに与え得る特有の影響について，建物外部の設

備が機能喪失することは想定されるものの，格納容器が津波によ

る物理的負荷（波力・漂流物の衝撃力）によって直接損傷するこ

とは想定し難い。また，炉心損傷後の格納容器内の物理化学現象

についても内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡで想定するも

のと同等と考えられる。 

したがって，有効性評価の対象とすべき格納容器破損モードと

して，内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡにて抽出した格納

容器破損モード以外に新たに追加が必要となる格納容器破損モー

ドはないものと判断した。 

 

2.3 内部溢水，内部火災の影響 

1.1に示した起因事象の検討からも，炉心損傷に至る事故シーケ

ンスグループとしては内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡで用い

た事象以外に追加すべきものは発生しないと推定しており，格納

容器が直接破損することは想定し難い。また，炉心損傷後の格納

容器内の物理化学現象についても内部事象出力運転時レベル１．

５ＰＲＡで想定するものと同等と考えられる。 

したがって，有効性評価の対象とすべき格納容器破損モードと

して，内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡにて抽出した格納

容器破損モード以外に新たに追加が必要となる格納容器破損モー

ドはないものと判断した。 
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2.4 その他の外部事象の影響 

1.2に示したプラントに与え得る影響の検討からは，屋外施設の

損傷によるサポート系の機能喪失が想定されるものの，炉心損傷

に至る事故シーケンスグループとしては，内部事象出力運転時レ

ベル１ＰＲＡにて抽出された事故シーケンスグループに追加すべ

きものは発生しないものと推定している。また，炉心損傷後の格

納容器内の物理化学現象についても内部事象出力運転時レベル１．

５ＰＲＡで想定するものと同等と考えられる。 

したがって，有効性評価の対象とすべき格納容器破損モードと

して，内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡにて抽出した格納

容器破損モード以外に新たに追加が必要となる格納容器破損モー

ドはないものと判断した。 

 

3. 停止時原子炉における燃料損傷防止対策の事故シーケンスグルー

プ抽出に係る検討 

停止時レベル１ＰＲＡについては，地震，津波，内部溢水，内部

火災及びその他外部事象に関するレベル１ＰＲＡの標準的なＰＲＡ

手法が確立されておらず，定量評価を実施できる状況にない。この

ため，出力運転時の地震・津波レベル１ＰＲＡの評価結果，内部溢

水・内部火災及びその他の外部事象に関する整理，図1に示す内部事

象停止時レベル１ＰＲＡのマスターロジックダイヤグラムを参考に，

地震，津波，内部溢水，内部火災及びその他の外部事象により発生

する起因事象を以下のとおり定性的に分析し，表2にまとめた。 

さらに，抽出した起因事象を基に，内部事象停止時レベル１ＰＲ

Ａにて抽出した事故シーケンスグループ以外に新たに追加が必要と
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なる事故シーケンスグループの有無を確認した。 

 

3.1 出力運転時と停止時のプラント状態等の差異 

停止時における燃料損傷防止対策の事故シーケンスグループの

抽出においては，出力運転時を対象に実施した整理を参考に評価

を行ったが，評価に当たってはその前提として，出力運転時と停

止時のプラント状態等の差異を把握することが重要と考え，その

整理を行った。整理に当たり，一般的な出力運転時と停止時の違

いとして以下の観点に着目し，それぞれについて事故シーケンス

グループの抽出において，考慮が必要であるか確認した。 

・崩壊熱，原子炉冷却材の温度・圧力 

停止時の崩壊熱，原子炉冷却材の温度・圧力は出力運転時と比

べ小さくなるため，事象進展は緩やかになるが，事故シーケンス

グループの抽出においては影響しない。 

・燃料損傷防止に必要となる機能 

停止時の燃料損傷防止に必要となる機能は，出力運転時と異な

り，原子炉停止機能，高圧注水機能が不要となる。そのため，事

故シーケンスグループの抽出においては，これらの差異について

考慮する必要がある。 

・原子炉水位，原子炉圧力容器・格納容器の状態 

原子炉水位の変化は時間余裕へ影響するものの，事故シーケン

スグループ抽出には影響しない。 

停止時は原子炉圧力容器・格納容器が開放されている状態も考

えられるが，これらの状態に依らず，停止時の必要な機能は変化

しないため，事故シーケンスグループの抽出において考慮不要で
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ある。 

・緩和設備・サポート系設備の状態 

停止時において，一部の緩和設備及びサポート系設備の点検又

は試験によりその機能に期待できない状態も推定される。ただし，

期待できる設備は少なくなるものの，必要な機能は原子炉施設保

安規定により担保されるものであり，また既に内部事象停止時レ

ベル１ＰＲＡでこれらの設備の点検又は試験により期待できな

いことは考慮されている。そのため，本観点は事故シーケンスグ

ループの抽出において考慮不要である。 

・停止時特有の作業の影響 

停止時において，出力運転時とは異なり，点検作業等に伴う開

口箇所の発生など現場の状態が異なることが考えられる。そのた

め，事故シーケンスグループの抽出においては，これらの差異に

ついて考慮する必要がある。 

 

以上より，停止時における燃料損傷防止対策の事故シーケンス

グループの抽出においては，出力運転時を対象に実施した整理を

参考にする際は，「燃料損傷防止に必要となる機能」，「停止時

特有の作業の影響」について考慮する必要がある。 

 

3.2 地震の影響 

地震により個々の機器が損傷する可能性は出力運転時と停止時

で異なるものではないが，各系統の機能喪失がプラントに与える

影響の観点では出力運転時と停止時で異なり，停止時は燃料の崩

壊熱除去に関連する系統が重要となる。 
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停止時に燃料の崩壊熱を除去している系統は，残留熱除去系及

びそのサポート系である残留熱除去系海水系，外部電源から給電

される所内電源設備である。 

地震により残留熱除去系又は残留熱除去系海水系が機能喪失す

ると「残留熱除去系の故障」の起因事象が発生し，碍子又は所内

電源設備等の送受電設備が損傷すると「外部電源喪失」の起因事

象が発生する。これらの起因事象が発生した場合，屋内に設置さ

れている安全機能を有する系統が機能喪失した場合は燃料損傷に

至るが，この事故シーケンスは，同じ系統がランダム故障等で発

生することを想定している内部事象停止時レベル１ＰＲＡにて抽

出される事故シーケンスと同じである。 

地震特有の事象として，原子炉建屋損傷，格納容器損傷，原子

炉圧力容器損傷，格納容器バイパス，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ），計装・制御系喪失が

発生すると，直接炉心損傷に至る事象が発生するが，これらにつ

いては出力運転時を対象とした炉心損傷に至る事故シーケンスの

抽出における考え方と同様，損傷の規模に応じて，機能を維持し

た設計基準事故対処設備や重大事故等対処設備，可搬型の機器等

で燃料損傷防止を試みるものと考える。一方，損傷の程度が大き

く，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に期待できな

い場合には，大規模損壊対策を含め，原子炉建屋以外に分散配置

した設備や可搬型の機器を駆使し，影響緩和を図ることで対応す

るべきものと考える。 

したがって，停止時の地震の発生を考慮しても，内部事象停止

時レベル１ＰＲＡにて抽出した事故シーケンスグループ以外に新
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たに追加が必要となる事故シーケンスグループはないものと判断

した。 

 

3.3 津波の影響 

停止時においては，点検作業等に伴い，出力運転時にはない開

口（大物搬入口の水密扉等の建屋開口部，防潮堤貫通部の止水防

止対策の点検に伴う一時的な開口部）が発生することが考えられ，

事故シーケンス選定においては，この差異について考慮する必要

がある。 

大物搬入口の水密扉等については，出力運転時の津波レベル１

ＰＲＡにおいて期待しておらず，防潮堤を超え敷地に遡上する津

波が原子炉建屋1階床面に到達すると「原子炉建屋内浸水による複

数の緩和機能喪失」の事故シーケンスとして取り扱っている。停

止時においてもこの考え方を適用すると，大物搬入口の水密扉等

の建屋開口部の有無による事故シーケンス選定への影響はない。 

一方，防潮堤については，出力運転時の津波レベル１ＰＲＡに

おいて期待しているが，停止時における防潮堤貫通部の止水対策

の点検作業に伴い，一時的に開口部が生じている間に防潮堤高さ

未満の津波が発生した場合は，津波が開口部から敷地内に浸水す

ることが考えられる。この場合でも，敷地内に浸水する津波の量

が限定的であり，非常用海水ポンプの健全性は維持されると考え

られるものの，非常用海水ポンプが没水，被水により機能喪失し

た場合は「最終ヒートシンク喪失」の起因事象が発生する。ただ

し，これを起因とする事故シーケンスに対しては，内部事象停止

時レベル１ＰＲＡから抽出される「全交流動力電源喪失」の事故
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シーケンスグループと同様，常設代替高圧電源装置，低圧代替注

水系（常設）等により燃料損傷を防止できる。 

また，防潮堤高さを超える津波に対しては，防潮堤貫通部の止

水対策の点検作業の有無に関わらず，非常用海水ポンプが没水，

被水により機能喪失し「最終ヒートシンク喪失」の起因事象が発

生する。ただし，この場合においても，内部事象停止時レベル１

ＰＲＡから抽出される「全交流動力電源喪失」の事故シーケンス

グループと同様，常設代替高圧電源装置，低圧代替注水系（常設）

等により燃料損傷を防止できる。 

以上より，停止時の津波の発生を考慮しても，内部事象停止時

レベル１ＰＲＡにて抽出した事故シーケンスグループ以外に新た

に追加が必要となる事故シーケンスグループはないものと判断し

た。 

なお，停止時は，常設代替高圧電源装置等の重大事故等対処設

備が点検に伴い待機除外となる場合もあるものの，燃料損傷防止

対策が全て喪失するような複数の同時点検は実施しない運用とす

るとともに，その対策の機能維持に必要な浸水防止設備を維持す

る運用とする。 

 

3.4 内部溢水，内部火災の影響 

内部溢水，内部火災により個々の機器が損傷する可能性は出力

運転時と停止時で異なるものではないが，各系統の機能喪失がプ

ラントに与える影響の観点では出力運転時と停止時で異なり，停

止時は燃料の崩壊熱除去に関連する系統が重要となる。 

停止時に燃料の崩壊熱を除去している系統は，残留熱除去系及
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びそのサポート系である残留熱除去系海水系，外部電源から給電

される所内電源設備である。 

内部溢水，内部火災により運転中の残留熱除去系又は残留熱除

去系海水系が機能喪失すると「残留熱除去系の故障」の起因事象

が発生し，所内電源設備が機能喪失すると「外部電源喪失」の起

因事象が発生するが，これらを起因とする事故シーケンスは，同

系統の機器のランダム故障による機能喪失を想定する内部事象停

止時レベル１ＰＲＡで考慮している起因事象に含まれている。 

したがって，停止時の内部溢水，内部火災による起因事象の発

生を考慮しても，内部事象停止時レベル１ＰＲＡにて抽出した事

故シーケンスグループ以外に新たに追加が必要となる事故シーケ

ンスグループはないものと判断した。 

なお，停止時においても，燃料損傷防止に必要な機能を全て喪

失することのないよう，必要な内部溢水，内部火災の影響拡大防

止対策を維持する運用とする。 

 

3.5 その他の外部事象の影響 

地震，津波以外の自然現象及び外部人為事象について，出力運

転時を対象とした整理を参考に，停止時に起因事象が発生し得る

かを確認した。その結果，その他の外部事象の発生に伴う起因事

象は，内部事象停止時レベル１ＰＲＡにおいて抽出した起因事象

に包含されるため，内部事象停止時レベル１ＰＲＡにて抽出した

事故シーケンスグループ以外に新たに追加が必要となる事故シー

ケンスグループはないものと判断した。 
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4. まとめ 

今回の事故シーケンスグループ等の選定に際して，現段階でＰＲ

Ａを適用可能と判断した出力運転時地震レベル１ＰＲＡ，出力運転

時津波レベル１ＰＲＡ以外の外部事象について，定性的な分析・推

定から新たに追加すべき事故シーケンスグループ及び格納容器破損

モードはないものと評価した。 

なお，今回定性的な分析とした各ＰＲＡや地震発生時に想定され

る地震随伴津波，地震随伴火災及び地震随伴溢水を対象としたＰＲ

Ａについては，手法整備の研究及び実機プラントへの適用の検討を

順次進めていく予定である。 
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表 1 内部溢水及び内部火災により誘発される起因事象 

起因事象 起因事象を誘発する要因の例 

外部電源喪失 内部溢水及び内部火災による常用母線等の機能喪失等 

非隔離事象 内部溢水及び内部火災による原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

内部溢水及び内部火災による工学的安全施設制御系の誤動作等 

隔離事象 内部溢水及び内部火災による主蒸気隔離弁の誤閉止等 

全給水喪失 内部溢水及び内部火災による給水流量の全喪失等 

逃がし安全弁

誤開放 

内部火災による逃がし安全弁作動回路の誤動作等 

手動停止 内部溢水及び内部火災による安全機能への影響の可能性に伴う計

画外停止 
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表 2 停止時原子炉における各外部事象で発生する起因事象の抽出結果 

外部事象  
起因事象  地震  津波  内部火災・内部溢水  その他の外部事象  主な燃料損傷防止対策  

残留熱除去系の

故障  

・残留熱除去系の損傷  
・残留熱除去系海水系の

損傷  

・残留熱除去系海水

系の機能喪失  
・原子炉建屋内浸水

による残留熱除

去系の機能喪失  

・残留熱除去系ポンプの

停止  
・残留熱除去系海水系ポ

ンプの停止  
         等  

・残留熱除去系海水系

の機能喪失（竜巻，

落雷）  

・常設代替高圧電源装置  
・低圧代替注水系（常設，可搬

型）  
・緊急用海水系  
・津波防護対策  

外部電源喪失  

・送受電設備の損傷 ・送受電設備の機能

喪失  
・送受電設備の機能喪失  ・送受電設備の機能喪

失（凍結，積雪，火

山，竜巻，森林火災，

落雷）  
原子炉冷却材の

流出  － ※  －  －  －  －  

反応度投入  
事象  －  －  －  －  －  

直接炉心損傷に

至る事象  

・原子炉建屋損傷  
・格納容器損傷  
・原子炉圧力容器損傷  
・格納容器バイパス  
・原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ喪失（Ｅｘｃｅ

ｓｓｉｖｅ ＬＯＣ

Ａ）  
・計測・制御系喪失  

－  －  －  

・出力運転時を対象とした地
震 レ ベ ル １ Ｐ Ｒ Ａ 結 果 に
基づき，直接炉心損傷に至
る 起 因 事 象 を 抽 出 し て い
るが，補足 1 に示すとおり，
評 価 方 法 に は か な り の 保
守性を有し，かつ，大きな
不確かさを有する。出力運
転時の取り扱いと同様，機
能 維 持 し た 設 計 基 準 事 故
対 処 設 備 及 び 重 大 事 故 等
対 処 設 備 を 柔 軟 に 活 用 し
影 響 緩 和 を 図 る こ と で 対
応すべきものと考える。  

※  原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失は直接炉心損傷に至る事象として整理する。  
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図 1 内部事象停止時レベル１ＰＲＡのマスターロジックダイヤグラム
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添付資料 

添付 1 有効性評価の事故シーケンスグループの選定に際しての地

震，津波以外の外部事象の考慮について 

添付 2 地震レベル１．５ＰＲＡについて 



添付 1 
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有効性評価の事故シーケンスグループの選定に際しての地震，津波以

外の外部事象の考慮について 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の解釈（原規技発第1306193号（平成２５年６月１９日原

子力規制委員会決定））第37条第1-1項では，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故に対して原子炉の安全性を損なうことがないよう設

計することを求められる構築物，系統及び機器がその安全機能を喪失

した場合であって，炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する

事故シーケンスグループを抽出するため，個別プラントのＰＲＡ又は

それに代わる方法で評価を実施することが求められている。 

外部事象のうち，日本原子力学会標準として実施基準が定められて

おりＰＲＡの適用実績がある地震及び津波については，それぞれＰＲ

Ａを実施し事故シーケンスグループの抽出を実施している。 

また，地震，津波以外の自然現象については現段階でのＰＲＡ評価

は実施困難であるため，「それに代わる方法」として以下に示す方法

にて定性的に事故シーケンスグループの抽出を行い，重大事故等対策

の有効性評価において新たに追加が必要となる事故シーケンスグルー

プの有無について確認を行った。 

さらに外部人為事象についても定性的に事故シーケンスグループの

抽出を行い，重大事故等対策の有効性評価において新たに追加が必要

となる事故シーケンスグループの有無について確認を行った。 

また，自然現象，外部人為事象が重畳することによる影響について

も，定性的な評価を行い，重大事故等対策の有効性評価において新た

に追加が必要となる事故シーケンスグループの有無について確認を行
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った。 

 

1. 前提条件 

(1) 評価対象事象 

設計基準を設定する自然現象（以下「設計基準設定事象」とい

う。）の設定は，一般的な事象に加え，国内外の規格基準から収

集した様々な自然現象に対し，そもそも東海第二発電所において

発生する可能性があるか，プラントの安全性が損なわれる可能性

があるか，影響度の大きさから代表事象による評価が可能かとい

った観点でスクリーニングを実施している。 

 したがって，設計基準設定事象以外のものについては，そもそ

もプラントの安全性が損なわれる可能性がないか，有意な頻度で

は発生しないか，若しくは影響度の大きさから他の自然現象に包

絡されるものであるため，事故シーケンスの有無の確認は，設計

基準設定事象である以下の11事象を対象に実施するものとする。 

 ・洪水 

 ・風（台風） 

 ・竜巻 

 ・凍結 

 ・降水 

 ・積雪 

 ・落雷 

 ・火山の影響 

 ・生物学的事象 

 ・森林火災 
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 ・高潮 

 なお，設計基準設定事象以外については，上述のとおり，基本

的には事故シーケンスに至ることはないか，有意な頻度では発生

しないか，若しくは影響度の大きさから他の自然現象に包絡され

るものであると判断しているものの，各自然現象により想定され

る発電所への影響（損傷・機能喪失モード）を踏まえ，考え得る

起因事象について整理しており，その結果からも上記11事象に加

え詳細評価が必要な事象は無いことを確認している。なお，この

うち5事象については，他事象に包絡される（洪水，風（台風），

降水，高潮）か，起因事象の発生はない（生物学的事象）ことを

確認している。（補足1） 

 また，各外部人為事象により想定される発電所への影響（損傷・

機能喪失モード）を踏まえ，考え得る起因事象についても整理し

ており，その結果から新たな起因事象がないこと，事象の影響と

して設計基準設定事象に包絡されることを確認している。 

（補足2） 

 

(2) 想定範囲 

 上記設計基準設定事象については，それぞれ考慮すべき最も過

酷と考えられる条件を設定している。具体的には，設計基準設定

を超えた規模を仮定する。 

 

2. 評価方法 

2.1 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・
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機能喪失モードの抽出 

1.にて示した風，積雪等の自然現象が設計基準を超える規模で

発生した場合に，発電所に与える影響は地震，津波ほど十分な知

見がない。そこで，ここでは国外の評価事例，国内のトラブル事

例及び規格・基準にて示されている発電所の影響を収集し，対象

とする自然現象が発生した場合に設備等へどのような影響を与

えるか（設備等への損傷・機能喪失モード）の抽出を行う。 

 

(2) 評価対象設備の選定 

 (1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可

能性がある設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を

及ぼす可能性のある設備等を評価対象設備として選定する。 

 

(3) 起因事象となりうるシナリオの選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した

評価対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを

選定する。 

シナリオの選定に当たっては，事故シーケンスグループ抽出に

当たって考慮すべき起因事象となりうるシナリオを選定する。 

なお，起因事象の選定は，日本原子力学会標準「原子力発電所

の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基

準：2008（レベル１ＰＳＡ編）」（以下「学会標準」という。）

に示される考え方などを参考に行う。 
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(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて発生可能性を評価し，事故

シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行う。 

なお，過去の観測実績等をもとに発生可能性を評価可能なもの

については，影響のある事故シーケンスの要因となる可能性につ

いて考察を行う。 

 

2.2 事故シーケンスの特定 

 2.1(4)にて特定した起因事象について，内部事象レベル１ＰＲ

Ａや地震，津波レベル１ＰＲＡにて考慮しておらず，重大事故の

有効性評価において追加すべき新たな事故シーケンスにつながる

可能性のあるものの有無について確認を行う。 

 また，新たな事故シーケンスにつながる可能性のある起因事象

が確認された場合，事故シーケンスに至る可能性について評価の

上，有意な影響のある事故シーケンスとなりうるかについて確認

を行う。 

 事故シーケンスに至る可能性の評価については，旧原子力安

全・保安院指示に基づき実施したストレステストでの評価方法な

どを参考に実施するものとする。 

 

3. 個別事象評価のまとめ 

 1.にて示した各評価対象事象について，事故シーケンスに至る可

能性のある起因事象について特定した結果（補足1-1～6参照），内

部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡで考慮している起因事象に包含
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されることを確認した。また，各評価対象事象によって機能喪失す

る可能性のある緩和設備について確認し，起因事象が発生した場合

であっても，緩和設備が機能維持すること等により，必要な機能を

確保することは可能であることを確認した（補足1-7）。したがって，

内部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡにて抽出した事故シーケンス

に対して新たに追加すべき事故シーケンスは発生しないものと判断

した。 

 

4. 設計基準を超える自然現象の重畳の考慮について 

(1) 自然現象の重畳影響 

 自然現象の重畳評価については，損傷・機能喪失モードの相違

に応じて，以下に示す影響を考慮する。 

Ⅰ．各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって

増長するケース（例：積雪と降下火砕物による堆積荷重の増

加） 

Ⅱ．ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失す

ることにより影響が増長するケース（例：地震により浸水防

止機能が喪失して浸水量が増加） 

Ⅲ-1．他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長

するケース（例：降水による降下火砕物密度の増加） 

Ⅲ -2．他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース

（例：斜面に降下火砕物が堆積した後に大量の降水により滑

り，プラント周辺まで降下火砕物を含んだ水が押し寄せる状

態。単独事象としては想定していない。） 
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(2) 自然現象の重畳によるシナリオの選定 

 基本的には一般的な事象に加え，国内外の規格基準から収集し

た自然現象について(1)Ⅰ～Ⅲ-2に示した重畳影響の確認を実施

した。 

 ただし，以下の観点から明らかに事故シーケンスにはつながら

ないと考えられるものについては重畳影響を考慮不要と判断し確

認対象から除外した。 

 

○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生

が極めて稀）と判断した事象（No.は補足1参照） 

No.2：隕石，No.9：土壌の収縮又は膨張，No.14：雪崩，No.24：

草原火災，No.28：ハリケーン，No.31：氷壁，No.32：土砂崩れ

（山崩れ，がけ崩れ），No.42：地滑り，No.43：カルスト，No.44：

地下水による浸食，No.47：地下水による地滑り，No.53：土石流，

No.54：水蒸気 

○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，

非常に小さい）と判断した事象で，他の事象との重畳を考慮し

ても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象（No.は補足

1参照） 

No.4：河川の迂回，No.16：海岸浸食，No.17：干ばつ，No.21：

濃霧，No.23：霜・白霜，No.26：極高温，No.34：湖又は河川の

水位低下，No.36：陥没・地盤沈下・地割れ，No.38：もや，No.39：

塩害・塩雲，No.40：地面の隆起，No.51：低温水（海水温低），

No.52：泥湧出（液状化） 

 確認した結果としては，重畳影響Ⅰ～Ⅲ-1については，以下に
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示す理由から，単独事象での評価において抽出されたシナリオ以

外のシナリオが生じることはなく，重畳影響Ⅲ-2についても，他

事象にて抽出したシナリオであり，新たなものが確認されなかっ

た。個別自然現象の重畳影響の確認結果を補足3に示す。また，外

部人為事象との重畳影響については，補足4に示すとおり自然現象

の重畳影響に包絡されると判断した。 

Ⅰ．各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって

増長するケース 

 重畳により影響度合いが大きくなるのみであり，単独で設計基

準を超える事象に対してシナリオの抽出を行っていることを踏

まえると，新たなシナリオは生じない。 

Ⅱ．ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失す

ることにより，影響が増長するケース 

 単独の自然現象に対するシナリオの選定において，設計基準を

超える事象を評価対象としているということは，つまり設備耐力

や防護対策に期待していないということであり，単独事象の評価

において抽出された以外の新たなシナリオは生じない。 

Ⅲ-1．他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長

するケース 

 一方の自然現象の前提条件が，他方の自然現象により変化し，

元の自然現象の影響度が大きくなったとしても，Ⅰ．と同様，単

独で設計基準を超える事象に対してシナリオ抽出を行っている

ため，新たなシナリオは生じない。 

Ⅲ-2．他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 

 単独事象では影響が及ばない評価であったのに対し，事象が重
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畳することにより影響が及ぶようになるものは，降下火砕物と降

水の組合せのみであったが，屋外設備（外部電源系，海水ポンプ

等）の損傷を想定しても，起因事象としては外部電源喪失，全交

流動力電源喪失及び最終ヒートシンク喪失であり，新しいシナリ

オは生じない。 

 

(3) 重畳影響評価まとめ 

 事故シーケンスの抽出という観点においては，上述のとおり，

自然現象が重畳することにより，単独事象の評価で特定されたシ

ナリオに対し新たなものが生じることはなく，自然現象の重畳に

より新たに追加すべき事故シーケンスは発生しないものと判断し

た。 

 

5. 全体まとめ 

 地震，津波以外の自然現象，外部人為事象について，事故シーケ

ンスに至る可能性のある起因事象について特定した結果，内部事象

や地震，津波レベル１ＰＲＡにて抽出した事故シーケンスに対して

新たに追加すべき事故シーケンスは発生しないものと判断した。 

 また，地震，津波を含む，各自然現象の重畳影響についても確認

を実施した結果，単独事象での評価と同様に，内部事象や地震，津

波レベル１ＰＲＡにて抽出した事故シーケンスに対して新たに追加

すべき事故シーケンスは発生しないものと判断した。 
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補足資料 

補足 1 過酷な自然現象により考え得る起因事象等 

補足 1-1 凍結事象に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-2 積雪事象に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-3 火山の影響に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-4 竜巻事象に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-5 森林火災事象に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-6 落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

補足 1-7 起因事象の発生が考えられるその他の自然現象と起因事

象発生時の対応 

補足 2 過酷な外部人為事象により考え得る起因事象等 

補足 3 自然現象の重畳確認結果 

補足 4 外部人為事象に関わる重畳の影響について 

 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 

 

別
紙

1
－

2
8
 

補
足

1
 

No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

1 

凍結 

※詳細評価は補足 1-1

参照 

温度 

屋外タンク及び配管内流体の凍結 

復水貯蔵タンク・配管内流体の凍結により補給水系が喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動

停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

軽油貯蔵タンク内流体の凍結により非常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線への着氷によ

る「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

ヒートシンク（海水）の凍結 
東海第二発電所周辺の海水が凍結することは考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシ

ナリオは考え難い。 

電気的影響 着氷による送電線の相間短絡 送電線が着氷により短絡，「外部電源喪失」に至るシナリオ 

2 隕石 ＮＵＲＥＧやＩＡＥＡのＳＡＦＥＴＹ ＳＴＡＮＤＡＲＤＳ ＳＥＲＩＥＳでも言及されているように，有意な発生頻度とはならない。（10－９／年以下） 

3 降水 浸水 降水による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

4 河川の迂回 事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

5 砂嵐 閉塞（吸気等） 砂塵，大陸からの黄砂による吸気口の閉塞 火山（No.12）の評価に包絡される。 

6 静振 
浸水 静振による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

渇水 静振による海水の枯渇 津波（No.11）の評価に包絡される。 

7 地震活動 地震 PRA にて評価される。 

8 

積雪 

※詳細評価は補足 1-2

参照 

荷重 荷重（堆積） 

建屋屋上への積雪に伴う原子炉建屋原子炉棟損傷により原子炉補機冷却系サージタンクが損傷，

機能喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴う原子炉建屋付属棟損傷により中央制御室換気系が損傷，機能喪失し，手

動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴う原子炉建屋付属棟損傷により原子炉建屋給気隔離弁が損傷，機能喪失し，

手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴う原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）損傷により気体廃棄物処理系が損傷，

機能喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴う原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）損傷により原子炉建屋排気隔離弁が

損傷，機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴うタービン建屋損傷によりタービン，発電機が損傷，機能喪失し，過渡事

象「非隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への積雪に伴うタービン建屋損傷によりタービン補機冷却系サージタンクが損傷，機能

喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

超高圧開閉所等への積雪による外部電源系の損傷に伴い機能喪失し，「外部電源喪失」に至るシナ

リオ 

復水貯蔵タンクへの積雪により復水貯蔵タンクが損傷，補給水系が喪失し，手動停止／サポート

系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 

別
紙

1
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No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

8 

積雪 

※詳細評価は補足 1-2

参照 

荷重 荷重（堆積） 

非常用ディーゼル発電機等の吸気口及びルーフベントファンが積雪により損傷することにより非

常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線への着雪に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時

発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

残留熱除去系海水系ポンプモータが積雪により損傷，残留熱除去系海水系が機能喪失し，「最終ヒ

ートシンク喪失」に至るシナリオ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータへの積雪による損傷に伴う高圧炉心ス

プレイ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポ

ンプモータへの積雪による損傷に伴い非常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線への着雪に

伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

補機冷却系海水系ポンプモータが積雪荷重により損傷，補機冷却系海水系が機能喪失し，サポー

ト系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

循環水ポンプモータが積雪荷重により損傷，循環水ポンプが機能喪失，復水器真空度喪失し，過

渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

電気的影響 着雪による送電線の相間短絡 送電線が着雪により短絡，「外部電源喪失」に至るシナリオ 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞 

積雪又は吸込みにより非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気口の閉塞に伴い非常用ディーゼ

ル発電機等が機能喪失，送電線への着雪に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発生し，「全交

流動力電源喪失」に至るシナリオ 

中央制御室換気系の給気口は，地面より約 5.9m，約 19m の２箇所に設置されており，堆積物によ

る閉塞は考え難いため，シナリオの選定は不要である。 

積雪又は吸込みにより残留熱除去系海水系ポンプモータ空気冷却器が閉塞，残留熱除去系海水系

が機能喪失し，「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 

積雪又は吸込みにより高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空気冷却器が閉

塞，高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に

至るシナリオ 

積雪又は吸込みにより非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空気冷却器及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空気冷却器の閉塞に伴い非常用ディーゼル発電機等

が機能喪失，送電線への着雪に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源

喪失」に至るシナリオ 

積雪又は吸込みにより補機冷却系海水系ポンプモータ空気冷却器が閉塞，補機冷却系海水系が機

能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

8 

積雪 

※詳細評価は補足 1-2

参照 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞 
積雪又は吸込みにより循環水ポンプモータ空気冷却器が閉塞，循環水ポンプが機能喪失，復水器

真空度喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

9 土壌の収縮又は膨張 
施設荷重によって有意な圧密沈下・クリープ沈下は生じず，また，膨潤性の地質でもない。なお，安全上重要な施設は岩着や杭基礎であり，設備の損傷・機能喪

失が発生するシナリオは考え難い。また，本事象は，事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

10 高潮 浸水 高潮による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

11 津波 津波 PRA にて評価される。 

12 

火山の影響 

※詳細評価は補足 1-3

参照 

荷重 荷重（堆積） 

建屋屋上への降下火砕物堆積に伴う原子炉建屋原子炉棟損傷により原子炉補機冷却系サージタン

クが損傷，機能喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴う原子炉建屋付属棟損傷により中央制御室換気系が損傷，機

能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴う原子炉建屋付属棟損傷により原子炉建屋給気隔離弁が損

傷，機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴う原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）損傷により気体廃棄物

処理系が損傷，機能喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴う原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）損傷により原子炉建屋

排気隔離弁が損傷，機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシ

ナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴うタービン建屋損傷によりタービン，発電機が損傷，機能喪

失し，過渡事象「非隔離事象」に至るシナリオ 

建屋屋上への降下火砕物の堆積に伴うタービン建屋損傷によりタービン補機冷却系サージタンク

が損傷，機能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

超高圧開閉所等への降下火砕物の堆積による外部電源系の損傷に伴い機能喪失し，「外部電源喪

失」に至るシナリオ 

復水貯蔵タンクへの降下火砕物の堆積により復水貯蔵タンクが損傷，補給水系が喪失し，手動停

止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機等の吸気口及びルーフベントファンが降下火砕物の堆積による損傷に伴

い非常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線への降下火砕物の付着に伴う短絡による「外部

電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

残留熱除去系海水系ポンプモータが降下火砕物の堆積により損傷，残留熱除去系海水系が機能喪

失し，「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

12 

火山の影響 

※詳細評価は補足 1-3

参照 

荷重 荷重（堆積） 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータへの降下火砕物の堆積による損傷に伴

う高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至

るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポ

ンプモータへの降下火砕物の堆積により損傷に伴い非常用ディーゼル発電機等が機能喪失し，送

電線への降下火砕物の付着に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪

失」に至るシナリオ 

補機冷却系海水系ポンプモータが降下火砕物の堆積荷重により損傷，補機冷却系海水系が機能喪

失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

循環水ポンプモータが降下火砕物の堆積荷重により損傷，循環水ポンプが機能喪失，復水器真空

度喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

閉塞（海水系） 海水ストレーナ等の閉塞 

降下火砕物により残留熱除去系海水系ポンプ軸受の異常摩耗により，残留熱除去系海水系が機能

喪失し，「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 

降下火砕物により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ軸受の異常摩耗により，高

圧炉心スプレイ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシ

ナリオ 

降下火砕物により非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ軸受及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機用海水ポンプ軸受の異常摩耗により，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線への

降下火砕物の付着に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至

るシナリオ 

降下火砕物により補機冷却系海水系ポンプ軸受の異常摩耗により，補機冷却系海水系が機能喪失

し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

降下火砕物により循環水ポンプ軸受の異常摩耗により，循環水ポンプが機能喪失，復水器真空度

喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気口が閉塞，非常用

ディーゼル発電機等が機能喪失し，「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至る

シナリオ 

中央制御室換気系の給気口は，地面より約5.9m，約19m の 2箇所に設置されており，堆積物によ

る閉塞は考え難いため，シナリオの選定は不要である。 

また，吸気口へ降下火砕物の吸込みによりフィルタが閉塞した場合でも，フィルタの取替え及び

清掃が可能であることからシナリオの選定は不要である。 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより残留熱除去系海水系ポンプモータ空気冷却器が閉塞，残留熱

除去系海水系が機能喪失し，「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

12 

火山の影響 

※詳細評価は補足 1-3

参照 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空

気冷却器が閉塞，高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計

画外停止」に至るシナリオ 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空気冷却器及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータ空気冷却器が閉塞，非常用ディーゼル

発電機等が機能喪失，送電線への降下火砕物の付着に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時発

生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより補機冷却系海水系ポンプモータ空気冷却器が閉塞，補機冷却

系海水系が機能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリ

オ 

降下火砕物の堆積又は吸込みにより循環水ポンプモータ空気冷却器が閉塞，循環水ポンプが機能

喪失，復水器真空度喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

腐食 腐食成分による化学的影響 事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

電気的影響 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 送電線が降下火砕物の付着により短絡，「外部電源喪失」に至るシナリオ 

13 波浪・高波 浸水 波浪・高波による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

14 雪崩 東海第二発電所敷地周辺には急傾斜地はなく，雪崩を起こすことは考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

15 生物学的事象 

閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナ等の閉塞 
除塵装置により海生生物等の襲来への対策を実施しており，取水口及び海水ストレーナ等の閉塞

は考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

電気的影響 
げっ歯類（ネズミ等）によるケーブル類の

損傷 

貫通部のシール等，小動物の侵入防止対策を実施しており，設備の損傷・機能喪失が発生するシ

ナリオは考え難い。 

16 海岸浸食 事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

17 干ばつ 事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

18 洪水 浸水 洪水による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

19 風（台風） 荷重 
荷重（風） 竜巻（No.20）の評価に包絡される。 

荷重（衝突） 竜巻（No.20）の評価に包絡される。 

20 

竜巻 

※詳細評価は補足 1-4

参照 

荷重 荷重（風及び気圧差） 

原子炉建屋は十分な厚さを有した鉄筋コンクリート造であり，風荷重よりも大きい地震荷重に対

して設計されていることから，極めて発生することが稀な設計基準を超える風荷重を想定しても

建屋の頑健性は維持できると考えるため，シナリオの選定は不要である。 

気圧差により原子炉建屋外側ブローアウトパネルが開放，原子炉建屋原子炉棟の負圧維持機能が

喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

風荷重及び気圧差荷重に伴うタービン建屋損傷によりタービン，発電機が損傷，機能喪失し，過

渡事象「非隔離事象」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 

別
紙

1
－

3
3
 

No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

20 

竜巻 

※詳細評価は補足 1-4

参照 

荷重 

荷重（風及び気圧差） 

風荷重及び気圧差荷重に伴うタービン建屋損傷によりタービン補機冷却系サージタンクが損傷，

機能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

風荷重及び気圧差荷重による外部電源系の損傷に伴い機能喪失し，「外部電源喪失」に至るシナリ

オ 

排気筒は風荷重に対して裕度を持った設計がなされていることから，発生することが極めて稀な

設計基準を超える風荷重を想定しても排気筒の頑健性は維持できると考えるため，シナリオの選

定は不要である。 

非常用ガス処理系排気筒及び配管は風荷重に対して裕度を持った設計がなされていることから，

発生することが極めて稀な設計基準を超える風荷重を想定しても非常用ガス処理系排気筒及び配

管の頑健性は維持できると考えるため，シナリオの選定は不要である。 

風荷重により復水貯蔵タンクが損傷，補給水系が喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）

「計画外停止」に至るシナリオ 

気圧差により中央制御室換気系ファン，ダクト，ダンパが損傷，中央制御室換気系が機能喪失し，

手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

風荷重により非常用ディーゼル発電機等のルーフベントファン，吸気口，消音器の損傷に伴い非

常用ディーゼル発電機等が機能喪失，送電線の風荷重に伴う短絡による「外部電源喪失」が同時

発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

風荷重により残留熱除去系海水系が損傷，残留熱除去系海水系が機能喪失し，「最終ヒートシンク

喪失」に至るシナリオ 

風荷重により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が損傷，高圧炉心スプレイ系が機能

喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

風荷重により非常用ディーゼル発電機用海水系及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水

系が損傷，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失し，送電線の風荷重に伴う短絡による「外部電

源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

風荷重により補機冷却系海水系が損傷，機能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービン・サ

ポート系故障」に至るシナリオ 

風荷重により循環水系が損傷，機能喪失，復水器真空度喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシナ

リオ 

荷重（衝突） 

飛来物の衝突，屋内への貫通により原子炉補機冷却系サージタンクが損傷，機能喪失し，過渡事

象「隔離事象」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により原子炉建屋ガス処理系が損傷，原子炉建屋ガス処理系が機能

喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

20 

竜巻 

※詳細評価は補足 1-4

参照 

荷重 荷重（衝突） 

飛来物の衝突，屋内への貫通によりほう酸水注入系が損傷，ほう酸水注入系が機能喪失し，手動

停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により可燃性ガス濃度制御系が損傷，可燃性ガス濃度制御系が機能

喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により中央制御室換気系が損傷，機能喪失し，手動停止／サポート

系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により原子炉建屋給気隔離弁が損傷，機能喪失し，手動停止／サポ

ート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により気体廃棄物処理系が損傷，機能喪失し，過渡事象「隔離事象」

に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により原子炉建屋排気隔離弁が損傷，機能喪失し，手動停止／サポ

ート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突による外部電源系の損傷に伴い機能喪失し，「外部電源喪失」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により排気筒が損傷し，過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により非常用ガス処理系配管及び排気筒が損傷し，過渡事象「計画外停止」に至る

シナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通によりタービン，発電機が損傷，機能喪失し，過渡事象「非隔離事

象」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通によりタービン補機冷却系サージタンクが損傷，機能喪失し，サポ

ート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により原子炉補機冷却系熱交換器又はポンプが損傷，機能喪失し，

過渡事象「隔離事象」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通によりタービン補機冷却系熱交換器又はポンプが損傷，機能喪失し，

サポート系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

飛来物の衝突，屋内への貫通により主蒸気管が損傷，機能喪失し，過渡事象「隔離事象」に至るシ

ナリオ 

飛来物の衝突により復水貯蔵タンクが損傷，補給水系が喪失し，手動停止／サポート系喪失（手

動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により非常用ディーゼル発電機等のルーフベントファン，吸気口，消音器が損傷し，

非常用ディーゼル発電機等が機能喪失し，送電線の風荷重に伴う短絡による「外部電源喪失」が

同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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20 

竜巻 

※詳細評価は補足 1-4

参照 

荷重 荷重（衝突） 

飛来物の衝突により残留熱除去系海水系が損傷，残留熱除去系海水系が機能喪失し，「最終ヒート

シンク喪失」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が損傷，高圧炉心スプレイ系

が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により非常用ディーゼル発電機用海水系及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

用海水系が損傷，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失し，送電線の風荷重に伴う短絡による「外

部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により補機冷却系海水系が損傷，機能喪失し，サポート系喪失（自動停止）「タービ

ン・サポート系故障」に至るシナリオ 

飛来物の衝突により循環水系が損傷，機能喪失，復水器真空度喪失し，過渡事象「隔離事象」に至

るシナリオ 

21 濃霧 濃霧により設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

22 

森林火災 

※詳細評価は補足 1-5

参照 

温度 輻射熱 

森林火災の輻射熱により外部電源系が損傷した場合，「外部電源喪失」に至るシナリオ（東海第二

発電所敷地外） 

想定し得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離があること

を考慮すると，設備等が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による影響について，24

時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策

を講じることができるため，シナリオの選定は不要である。 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞 

ばい煙のモータ空気冷却器給気口への侵入について，モータは空気を取込まない構造であり，ま

た，空冷モータの冷却流路の口径は，ばい煙の粒径より広いことから閉塞し難いため，シナリオ

の選定は不要である。 

ばい煙の吸込みにより非常用ディーゼル発電機等の吸気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替

え及び清掃が可能であることからシナリオの選定は不要である。 

ばい煙の吸込みにより中央制御室換気系給気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え及び清掃

が可能であることからシナリオの選定は不要である。 

23 霜・白霜 霜・白霜により設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

24 草原火災 東海第二発電所敷地周辺に草原はないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

25 ひょう・あられ 荷重 荷重（衝突） 竜巻（No.20）の評価に包絡される。 

26 極高温 
日本の気候や一日の気温変化を考慮すると，設備等に影響を与えるほどの極高温になることは考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難

い。 

27 満潮 浸水 満潮による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

28 ハリケーン 日本がハリケーンの影響を受けることはないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 
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設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

29 氷結 電気的影響 着氷 凍結（No.1）の評価に包絡される。 

30 氷晶 電気的影響 着氷 凍結（No.1）の評価に包絡される。 

31 氷壁 東海第二発電所敷地周辺には氷壁を含む海氷の発生，流氷の到達は考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 
東海第二発電所敷地周辺には土砂崩れを発生させるような地形はないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

33 

落雷 

※詳細評価は補足 1-6

参照 

電気的影響 

屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

ノイズにより安全保護回路が誤動作した場合，「隔離事象」又は「原子炉緊急停止系誤動作」に至

るシナリオ 

ノイズにより安全保護回路以外の計測制御系が誤動作した場合，「非隔離事象」，「全給水喪失」又

は「水位低下事象」に至るシナリオ 

直撃雷 

直撃雷による外部電源系の損傷に伴い機能喪失し，「外部電源喪失」に至るシナリオ 

直撃雷により残留熱除去系海水系ポンプモータが損傷，残留熱除去系海水系が機能喪失し，「最終

ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 

直撃雷により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータが損傷，高圧炉心スプレ

イ系が機能喪失し，手動停止／サポート系喪失（手動停止）「計画外停止」に至るシナリオ 

直撃雷により非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機用海水ポンプモータが損傷，非常用ディーゼル発電機等が機能喪失し，送電線の直撃雷によ

る「外部電源喪失」が同時発生し，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

直撃雷により補機冷却系海水系ポンプモータが損傷，補機冷却系海水系が機能喪失し，サポート

系喪失（自動停止）「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

直撃雷により循環水ポンプモータが損傷，循環水系が機能喪失，復水器真空度喪失し，過渡事象

「隔離事象」に至るシナリオ 

誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 
誘導雷サージにより計測制御系が損傷した場合，計測・制御系喪失により制御不能に至るシナリ

オ 

34 湖又は河川の水位低下 
海水を冷却源としていること，淡水は復水貯蔵タンク等に保管しており設備等への影響の緩和又は排除が可能であることから，設備の損傷・機能喪失が発生する

シナリオは考え難い。 

35 湖又は河川の水位上昇 浸水 湖又は河川の水位上昇による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

36 
陥没・地盤沈下・ 

地割れ 

安全上重要な施設は岩盤に設置されており，地下水の流動等による陥没は発生しない。また，東海第二発電所敷地及びその近傍に活断層は分布していないことか

ら，地震に伴う地殻変動によって安全施設の機能に影響を及ぼすような不等沈下・地割れは発生しないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難

い。 

37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
荷重 気圧差（気圧高低） 竜巻（No.20）の評価に包絡される。 

38 もや もやにより設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 



過酷な自然現象により考え得る起因事象等 

別
紙

1
－

3
7
 

No 

自然現象 

（色塗り部は 6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

39 塩害・塩雲 事象の進展が遅く，設備等への影響の緩和又は排除が可能である。 

40 地面の隆起 
東海第二発電所の敷地及びその近傍に活断層は分布していないことから，地震に伴う地殻変動によって安全施設の機能に影響を及ぼすような地盤の隆起は発生し

ないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

41 動物 物理的損傷 ケーブル類の損傷 生物学的事象（No.15）の評価に包絡される。 

42 地滑り 
地すべり地形分布図及び土砂災害危険箇所図によると，東海第二発電所の敷地及びその近傍には地滑りを起こすような地形は存在しないため，東海第二発電所敷

地内における地滑りによる設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

43 カルスト 
東海第二発電所の敷地及び敷地周辺にカルスト地形は認められず，東海第二発電所の地質もカルストを形成する要因はないため，設備の損傷・機能喪失が発生す

るシナリオは考え難い。 

44 地下水による浸食 
東海第二発電所敷地には地盤を浸食する地下水脈は認められず，また，東海第二発電所敷地内の地下水位分布は海に向かって勾配を示しており，浸食をもたらす

流れは発生しないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

45 海水面低 渇水 海水面の低下による海水の枯渇 津波（No.11）の評価に包絡される。 

46 海水面高 浸水 海水面の上昇による設備の浸水 津波（No.11）の評価に包絡される。 

47 地下水による地滑り 
地すべり地形分布図及び土砂災害危険箇所図によると，東海第二発電所の敷地及びその近傍には地滑りを起こすような地形は存在しないため，東海第二発電所敷

地内における地滑りによる設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

48 水中の有機物 閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナ等の閉塞 生物学的事象（No.15）の評価に包絡される。 

49 太陽フレア，磁気嵐 電気的影響 磁気嵐による誘導電流 磁気嵐に伴う送電線に誘導電流が発生し，その影響は，落雷（No.33）の評価に包絡される。 

50 高温水（海水温高） 温度 高温水 高温水により海水系に影響するため，生物学的事象（No.15）の評価に包絡される。 

51 低温水（海水温低） 低温水により設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

52 泥湧出（液状化） 
安全上重要な施設の基礎地盤は岩盤又は液状化対策（地盤改良）済みの地盤であり，液状化に伴う地盤変状の影響を受けないため，設備の損傷・機能喪失が発生

するシナリオは考え難い。 

53 土石流 東海第二発電所周辺には土石流が発生する地形，地質はないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

54 水蒸気 周辺での水蒸気の発生は考え難く，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

55 毒性ガス 閉塞（吸気等） 毒性ガスの吸込みによる吸気口等の閉塞 森林火災（No.22）の評価に包絡される。 

 



補足 1-1 
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凍結事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モー

ドの抽出 

低温事象により設備等に発生する可能性のある影響について，国外の評

価事例や国内で発生したトラブル事例も参照し，以下のとおり，損傷・機

能喪失モードを抽出した。 

① 屋外タンク及び配管内流体の凍結 

② ヒートシンク（海水）の凍結 

③ 着氷による送電線の相間短絡 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のある

設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のある

設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す屋外設置の設備等を評価対象設備として選定し

た。 

① 屋外タンク及び配管内流体の凍結 

・軽油貯蔵タンク及び非常用ディーゼル発電機等の燃料移送系（以下

「軽油貯蔵タンク等」という。） 

・復水貯蔵タンク及び付属配管（以下「復水貯蔵タンク等」という。） 

 

② ヒートシンク（海水）の凍結 

・取水設備（海水） 
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③ 着氷による送電線の相間短絡 

・送電線 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価対

象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 屋外タンク及び配管内流体の凍結 

・軽油貯蔵タンク等の凍結 

低温によって軽油貯蔵タンク等の軽油が凍結するとともに，以下

③に示す外部電源喪失が発生している状況下においては，非常用デ

ィーゼル発電機等のデイタンクの燃料枯渇により「全交流動力電源

喪失」に至るシナリオ 

・復水貯蔵タンク等の凍結 

低温によって復水貯蔵タンク等の保有水が凍結した場合，補給水

系の喪失により「計画外停止」に至るシナリオ 

 

② ヒートシンク（海水）の凍結 

低温によって東海第二発電所周辺の海水が凍結することは起こり得

ないと考えられるため，この損傷・機能喪失モードについては考慮し

ない。 

 

③着氷による送電線の相間短絡 

・送電線の地絡，短絡 

送電線や碍子へ着氷することによって相間短絡を起こし，「外部電

源喪失」に至るシナリオ 
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(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を超える低温（凍結）事象に

対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故シーケンス

グループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。 

① 屋外タンク及び配管内流体の凍結 

・軽油貯蔵タンク等の凍結 

燃料移送系が凍結するような低温事象は，事前に予測が可能であ

り，燃料移送系の循環運転等による凍結防止対策が可能であること

から，燃料移送系が凍結する可能性は非常に稀であり，有意な頻度

又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えられ

るため，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断した。 

・復水貯蔵タンク等の凍結 

復水貯蔵タンク等の保有水が凍結するような低温事象は，事前に

予測が可能であり，復水貯蔵タンク等の循環運転等による凍結防止

対策が可能であることから，保有水が凍結する可能性は非常に稀で

あり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得

ないと考えられるため，考慮すべき起因事象としては特定不要であ

ると判断した。 

 

② ヒートシンク（海水）の凍結 

(3)②のとおり，この損傷・機能喪失モードは考慮しないため，起

因事象として特定しない。 

 

③ 着氷による送電線の相間短絡 

・送電線の地絡，短絡 
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着氷に対して設計上の配慮はなされているものの，設計基準を超

える低温事象に対しては発生を否定できず，送電線の損傷に伴う外

部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定

する。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える低温事象に対し発生可能性のある起因事象として

外部電源喪失を特定したが，運転時の内部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡ

にて考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケンスではない。 

よって，凍結を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンスは新

たに生じないと判断した。 



補足 1-2 
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積雪事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1．起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モ

ードの抽出 

積雪事象により設備等に発生する可能性のある影響について，国外の評

価事例や国内で発生したトラブル事例も参照し，以下のとおり，損傷・機

能喪失モードを抽出した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する積雪荷重 

② 着雪による送電線の相間短絡 

③ 給気口等の閉塞 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のあ

る設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のあ

る設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置（屋外に面した設備含む。）

の設備等を評価対象設備として選定した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する積雪荷重 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（排気ファン，吸気口等） 
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・復水貯蔵タンク 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

② 着雪による送電線の相間短絡 

・送電線 

 

③ 給気口等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（給気口，吸気口） 

・中央制御室換気系（給気口） 

・残留熱除去系海水系（モータ） 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・非常用ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・補機冷却系海水系（モータ） 

・循環水系（モータ） 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価

対象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する積雪荷重 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋 
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原子炉建屋原子炉棟屋上が積雪荷重により崩落した場合に，建

屋最上階に設置している原子炉補機冷却系サージタンクが損傷し，

原子炉補機冷却系の機能喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が積雪荷重により崩落した場合に，建屋

最上階に設置している中央制御室換気系の機能喪失による「計画

外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が積雪荷重により崩落した場合に，建屋

最上階に設置している原子炉建屋給気隔離弁の機能喪失による

「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が積雪荷重により崩落

した場合に，建屋最上階に設置している気体廃棄物処理施設の機

能喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が積雪荷重により崩落

した場合に，建屋最上階に設置している原子炉建屋排気隔離弁の

機能喪失による「計画外停止」に至るシナリオ 

・タービン建屋 

 タービン建屋屋上が積雪荷重により崩落した場合に，建屋最上

階に設置しているタービンや発電機に影響が及び「非隔離事象」

に至るシナリオ 

タービン建屋屋上が積雪荷重により崩落した場合に，建屋最上

階に設置しているタービン補機冷却系サージタンクに影響が及び，

「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

超高圧開閉所屋上，特別高圧開閉所，変圧器が積雪荷重により
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崩落し，外部電源系に影響が及び，「外部電源喪失」に至るシナリ

オ 

・復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンク天板が積雪荷重により崩落し，保有水が喪失し

た場合，補給水系の喪失により「計画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器 

積雪荷重により非常用ディーゼル発電機等の付属機器が損傷し

た場合，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失，仮に②の外部電

源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至る

シナリオ 

・残留熱除去系海水系 

積雪荷重により残留熱除去系海水系ポンプが損傷した場合，残

留熱除去系海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」に

至るシナリオ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

積雪荷重により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポ

ンプが損傷した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失による「計

画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

積雪荷重により非常用ディーゼル発電機用海水ポンプが損傷し

た場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，仮に高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失及び②の外部電源喪

失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナ

リオ 

・補機冷却系海水系 
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積雪荷重により補機冷却系海水系ポンプが損傷した場合，ター

ビン補機冷却系喪失による「タービン・サポート系故障」に至る

シナリオ 

・循環水系 

積雪荷重により循環水ポンプが損傷した場合，復水器真空度喪

失による「隔離事象」に至るシナリオ 

 

② 着雪による送電線の相間短絡 

送電線や碍子へ着雪することによって相間短絡を起こし，「外部電

源喪失」に至るシナリオ 

 

③ 給気口等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器の閉塞 

積雪により非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気口が閉塞

した場合，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失，仮に②の外部

電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至

るシナリオ 

・中央制御室換気系給気口の閉塞 

中央制御室換気系の給気口は，地面より約 5.9m，約 19m の 2 箇

所に設置されており，堆積物による閉塞は考え難いため，シナリ

オの選定は不要である。 

・海水ポンプモータ空気冷却器給気口の閉塞 

積雪により残留熱除去系海水系ポンプモータの空気冷却器給気

口が閉塞した場合，残留熱除去系海水系の機能喪失による「最終

ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 
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高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータの空

気冷却器給気口が閉塞した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失

による「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータの空気冷却器給気

口が閉塞した場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，仮に高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失及び②の

外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」

に至るシナリオ 

補機冷却系海水系ポンプモータの空気冷却器給気口が閉塞した

場合，タービン補機冷却系喪失による「タービン・サポート系故

障」に至るシナリオ 

循環水ポンプモータの空気冷却器給気口が閉塞した場合，復水

器真空度喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を超える積雪事象に対しての

裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故シーケンスグルー

プ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。 

① 建屋天井や屋外設備に対する積雪荷重 

積雪事象が各建屋天井や屋外設備の許容荷重を上回った場合には，

(3)にて選定した各シナリオが発生する可能性はあるが，各建屋天井

の崩落や屋外設備が損傷するような積雪事象は，積雪事象の進展速

度を踏まえると除雪管理が可能であることから，発生可能性は非常

に稀であり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因には

なり得ないと考えられるため，考慮すべき起因事象としては選定不
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要であると判断した。 

② 着雪による送電線の相間短絡 

着雪に対して設計上の配慮はなされているものの，設計基準を超

える積雪事象に対しては発生を否定できず，送電線の着雪による短

絡を想定した場合，外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，

起因事象として選定する。 

 

③ 給気口等の閉塞 

積雪事象により非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気口が閉

塞した場合には，(3)にて選定したシナリオが発生する可能性がある

が，非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気口が閉塞するような

積雪事象は，積雪事象の進展速度を踏まえると除雪管理が可能であ

ることから，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度又は影響の

ある事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えられるため，考慮

すべき起因事象としては選定不要であると判断した。 

また，モータ空気冷却器給気口が閉塞した場合には，(3)で選定し

たシナリオが発生する可能性があるが，モータ空気冷却器給気口が

閉塞するような積雪事象は，積雪事象の進展速度を踏まえると除雪

管理が可能であることから，発生可能性は非常に稀であり，有意な

頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えら

れるため，考慮すべき起因事象としては選定不要であると判断した。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える積雪事象に対し発生可能性のある起因事象として

外部電源喪失を特定したが，運転時の内部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡ
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にて考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケンスではない。 

よって，積雪を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンスは新

たに生じないと判断した。 



補足 1-3 
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火山の影響に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モード

の抽出 

火山事象のうち，火山性土石流といった原子力発電所の火山影響評価ガイ

ド（制定 平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061910 号 原子力規制委員会

決定）（以下「影響評価ガイド」という。）において設計対応不可とされてい

る事象については，影響評価に基づく立地評価にて原子力発電所の運用期間

中に影響を及ぼす可能性がないと判断されている。よって，個々の火山事象

への設計対応及び運転対応の妥当性について評価を行うため抽出した降下火

砕物を対象に原子力発電所への影響を検討するものとする。 

降下火砕物により設備等に発生する可能性のある影響について，影響評価

ガイドも参照し，以下のとおり，損傷・機能喪失モードを抽出した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のある

設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のある設

備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置（屋外に面した設備含む）の設
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備等を評価対象設備として選定した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（排気ファン，吸気口等） 

・復水貯蔵タンク 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器（給気口，吸気口） 

・中央制御室換気系（給気口） 
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・残留熱除去系海水系（モータ） 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・非常用ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・補機冷却系海水系（モータ） 

・循環水系（モータ） 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

・屋外設備全般 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

・送電線 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価対象

設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋 

原子炉建屋原子炉棟屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落

した場合に，建屋最上階に設置している原子炉補機冷却系サージタン

クが機能喪失することによる「隔離事象」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落し

た場合に，建屋最上階に設置している中央制御室換気系が機能喪失す

ることによる「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落し
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た場合に，建屋最上階に設置している原子炉建屋給気隔離弁が機能喪

失することによる「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が降下火砕物による堆積荷

重により崩落した場合に，建屋最上階に設置している気体廃棄物処理

施設が機能喪失することによる「隔離事象」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）屋上が降下火砕物による堆積荷

重により崩落した場合に，建屋最上階に設置している原子炉建屋排気

隔離弁が機能喪失することによる「隔離事象」に至るシナリオ 

・タービン建屋 

 タービン建屋屋上が降下火砕物による堆積荷重により崩落した場

合に，建屋最上階に設置しているタービンや発電機に影響が及び，「非

隔離事象」に至るシナリオ 

また，タービン補機冷却系サージタンクに影響が及び，「タービン・

サポート系故障」に至るシナリオ 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器） 

超高圧開閉所屋上，特別高圧開閉所，変圧器が降下火砕物による堆

積荷重により崩落し，外部電源系に影響が及び，「外部電源喪失」に

至るシナリオ 

・復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンク天板が降下火砕物による堆積荷重により崩落し，保

有水が喪失した場合，補給水系の喪失により「計画外停止」に至るシ

ナリオ 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器 

降下火砕物による堆積荷重により非常用ディーゼル発電機等の付



別紙 1－54 

属機器が損傷した場合，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失，仮に

⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」

に至るシナリオ 

・残留熱除去系海水系 

降下火砕物による堆積荷重により残留熱除去系海水系ポンプが損

傷した場合，残留熱除去系海水系の機能喪失による「最終ヒートシン

ク喪失」に至るシナリオ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

降下火砕物による堆積荷重により高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機用海水ポンプが損傷した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失

による「計画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

降下火砕物による堆積荷重により非常用ディーゼル発電機用海水

ポンプが損傷した場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，仮に高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失及び⑤の外

部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至

るシナリオ 

・補機冷却系海水系 

降下火砕物による堆積荷重により補機冷却系海水系ポンプが損傷

した場合，タービン補機冷却系喪失による「タービン・サポート系故

障」に至るシナリオ 

・循環水系 

降下火砕物による堆積荷重により循環水ポンプが損傷した場合，復水

器真空度喪失による「隔離事象」に至るシナリオ 
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② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

海水ストレーナや熱交換器の目開きは，降下火砕物の粒径より大きい

ことから閉塞し難いため，シナリオの選定は不要である。 

海水中への降下火砕物によって海水ポンプ軸受が異常摩耗した場合，

残留熱除去系海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」，高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失による「計画外停

止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水系の機能喪失による非常用ディーゼ

ル発電機の機能喪失，仮に高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水

系の機能喪失及び⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全交

流動力電源喪失」に至るシナリオ 

補機冷却系海水系の機能喪失による「タービン・サポート系故障」，

循環水系の機能喪失に伴う復水器真空度喪失による「隔離事象」に至る

シナリオ 

 

③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機付属機器の閉塞 

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により非常用ディーゼル

発電機等の給気口，吸気口が閉塞した場合，非常用ディーゼル発電機

等の機能喪失，仮に⑤の外部電源喪失の同時発生を想定した場合，「全

交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・中央制御室換気系給気口の閉塞 

中央制御室換気系の給気口は，地面より約 5.9m，約 19m の 2 箇所

に設置されており，堆積物による閉塞は考え難いためシナリオの選定

は不要である。また，吸気口へ降下火砕物の吸込みにより吸気口が閉
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塞した場合でも，フィルタの取替え及び清掃が可能であることからシ

ナリオの選定は不要である。 

・海水ポンプモータ空気冷却器給気口の閉塞 

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により残留熱除去系海水

系ポンプモータの空気冷却器給気口が閉塞した場合，残留熱除去系海

水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプモータの空気

冷却器給気口が閉塞した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失による

「計画外停止」に至るシナリオ 

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプモータの空気冷却器給気口

が閉塞した場合，非常用ディーゼル発電機の機能喪失，仮に高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失及び⑤の外部電源

喪失の同時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナ

リオ 

補機冷却系海水系ポンプの空気冷却器給気口が閉塞した場合，ター

ビン補機冷却系喪失による「タービン・サポート系故障」に至るシナ

リオ 

循環水ポンプの空気冷却器給気口が閉塞した場合，復水器真空度喪

失による「隔離事象」に至るシナリオ 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，屋外設

備表面には耐食性の塗装（エポキシ樹脂系等）が施されており腐食の抑

制効果が考えられること，腐食の進展速度の遅さを考慮し，適切な保全

管理が可能と判断したため，この損傷・機能喪失モードについては考慮
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しない。 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

降下火砕物が送電線や碍子へ付着し，水分を吸収することによって，

相間短絡を起こし「外部電源喪失」に至るシナリオ 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を超える降下火砕物に対しての裕

度評価（起因事象発生可能性評価）を実施し，事故シーケンスグループ抽出

に当たって考慮すべき起因事象の特定を行った。 

① 建屋天井や屋外設備に対する降下火砕物の堆積荷重 

降下火砕物の堆積が各建屋天井や屋外設備の許容荷重を上回った場合

には，(3)①にて選定した各シナリオが発生する可能性はあるが，各建屋

天井の崩落や屋外設備が損傷するような火山事象は，火山事象の進展速

度を踏まえると除灰管理が可能であることから，発生可能性は非常に稀

であり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得な

いと考えられるため，考慮すべき起因事象としては特定不要であると判

断した。 

 

② 降下火砕物による海水ストレーナ等の閉塞 

海水ポンプ軸受の異常摩耗については，降下火砕物の硬度を考慮する

と，海水中の降下火砕物によって異常摩耗は進展しにくく，機能喪失す

ることは考えにくいため，考慮すべき起因事象としては特定不要である

と判断した。 
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③ 降下火砕物による給気口等の閉塞 

降下火砕物の吸込み又は給気口への堆積により非常用ディーゼル発電

機等の給気口，吸気口が閉塞した場合には，(3)③にて選定したシナリオ

が発生する可能性があるが，非常用ディーゼル発電機等の給気口，吸気

口が閉塞するような火山事象は，火山事象の進展速度を踏まえると除灰

管理又はフィルタの取替えが可能であることから，発生可能性は非常に

稀であり，有意な頻度又は影響のある事故シーケンスの要因にはなり得

ないと考えられるため，考慮すべき起因事象としては特定不要であると

判断した。 

また，モータ空気冷却器給気口が閉塞した場合には，(3)③にて選定し

たシナリオが発生する可能性があるが，モータ空気冷却器給気口が閉塞

するような火山事象は，火山事象の進展速度を踏まえると除灰管理が可

能であることから，発生可能性は非常に稀であり，有意な頻度又は影響

のある事故シーケンスの要因にはなり得ないと考えられるため，考慮す

べき起因事象としては選定不要であると判断した。 

 

④ 降下火砕物に付着している腐食成分による化学的影響 

降下火砕物が屋外設備に付着することによる腐食については，(3)④の

とおり，この損傷・機能喪失モードは考慮しないため，起因事象として

特定しない。 

 

⑤ 降下火砕物の付着による送電線の相間短絡 

降下火砕物の影響を受ける可能性がある送電線は，発電所内外の広範

囲に渡り，全域における管理が困難なことを踏まえると設備等の不具合

による外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として
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特定する。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える火山事象に対し発生可能性のある起因事象として外

部電源喪失を特定したが，運転時の内部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡにて

考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケンスではない。 

よって，火山の影響を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンス

は新たに生じないと判断した。 



補足 1-4 
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竜巻事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モー

ドの抽出 

竜巻事象により設備等に発生する可能性のある影響について，国外の評

価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下のとおり，損傷・機

能喪失モードを抽出した。 

① 風荷重及び気圧差荷重による建屋や設備等の損傷 

② 飛来物の衝撃荷重による建屋や設備等の損傷 

③ 風荷重，気圧差荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた荷重によ

る建屋や設備等の損傷 

④ 竜巻により取水口周辺の海に飛散した資機材等による取水口閉塞 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のある

設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のある

設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋，屋外及び屋内設置の設備等を評価対象設

備として選定した。ただし，屋内設備については，飛来物の建屋外壁貫通

を考慮すると屋内設備に影響が及ぶ可能性が考えられるため，飛来物が直

接衝突する壁は損傷し，そのひとつ内側の壁との間に設置されている設備

等を対象とする。 

 

① 風荷重及び気圧差荷重による建屋や設備等の損傷 
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＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

・排気筒 

・非常用ガス処理系 

・復水貯蔵タンク 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（排気ファン，吸気口等） 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

＜屋内設備＞ 

・中央制御室換気系 

 

② 飛来物の衝撃荷重による建屋や設備等の損傷 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

・排気筒 

・非常用ガス処理系 
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・復水貯蔵タンク 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（排気ファン，吸気口等） 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

＜屋内設備＞ 

・原子炉補機冷却系サージタンク 

・原子炉建屋ガス処理系 

・ほう酸水注入系 

・可燃性ガス濃度制御系 

・中央制御室換気系 

・原子炉建屋給排気隔離弁 

・気体廃棄物処理施設 

・タービン補機冷却系サージタンク 

・タービン及び発電機 

・原子炉補機冷却系及びタービン補機冷却系熱交換器，ポンプ 

・主蒸気管（主蒸気隔離弁以降の配管） 

 

③ 風荷重，気圧差荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた荷重によ

る建屋や設備等の損傷 

・①及び②にて選定した設備等 

 

④ 竜巻により取水口周辺の海に飛散した資機材等による取水口閉塞 
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・取水口 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価対

象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 風荷重及び気圧差荷重による建屋や設備等の損傷 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋 

原子炉建屋（原子炉棟，付属棟）は十分な厚さを有した鉄筋コン

クリート造であり，風荷重よりも大きい地震荷重に対して設計され

ていることから，極めて発生することが稀な設計基準を超える風荷

重を想定しても建屋の頑健性は維持されると考えるため，シナリオ

の選定は不要である。 

また，風荷重に加えて気圧差荷重が作用した場合であっても，風

荷重と気圧差荷重を組み合わせた荷重は，原子炉建屋設計時の地震

荷重よりも小さく，建屋の頑健性は維持されると考えるため，シナ

リオの選定は不要である。 

ただし，原子炉建屋外側ブローアウトパネルは建屋内外の差圧に

よる開放に至る場合に「計画外停止」に至るシナリオを選定する。 

・タービン建屋 

タービン建屋については，建屋上層部は鉄骨造である。万が一，

風荷重及び気圧差荷重による破損に至るような場合に，建屋最上階

に設置しているタービンや発電機に影響が及び，「非隔離事象」に至

るシナリオ 

また，タービン補機冷却系サージタンクに影響が及び，「タービ
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ン・サポート系故障」に至るシナリオ 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

風荷重及び気圧差荷重により超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変

圧器又は送電線に影響が及び「外部電源喪失」に至るシナリオ 

・排気筒 

排気筒は風荷重に対して裕度を持った設計がなされていることか

ら，発生することが極めて稀な設計基準を超える風荷重を想定して

も排気筒の頑健性は維持されると考えるため，シナリオの選定は不

要である。 

・非常用ガス処理系 

非常用ガス処理系排気筒及び配管は風荷重に対して裕度を持った

設計がなされていることから，発生することが極めて稀な設計基準

を超える風荷重を想定しても非常用ガス処理系排気筒及び配管の頑

健性は維持されると考えるため，シナリオの選定は不要である。 

・復水貯蔵タンク 

風荷重及び気圧差荷重により復水貯蔵タンクが損傷した場合，補

給水系の喪失により「計画外停止」に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器 

風荷重により非常用ディーゼル発電機等の付属機器が損傷した場

合，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失，仮に外部電源喪失の同

時発生を想定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・残留熱除去系海水系 

風荷重により残留熱除去系海水系が損傷した場合，残留熱除去系

海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 
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・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

風荷重により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が損

傷した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失による「計画外停止」

に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

風荷重により非常用ディーゼル発電機用海水系が損傷した場合，

非常用ディーゼル発電機の機能喪失，仮に外部電源喪失及び高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失の同時発生を想

定した場合，「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・補機冷却系海水系 

風荷重により補機冷却系海水系が損傷した場合，タービン補機冷

却系喪失による「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

・循環水系 

風荷重により循環水系が損傷した場合，復水器真空度喪失による

「隔離事象」に至るシナリオ 

＜屋内設備＞ 

中央制御室換気系は，原子炉建屋付属棟内に設置されており風荷重

の影響を受けないが，気圧差荷重によりダクト，ファン，ダンパ等の

損傷が考えられる。中央制御室換気系が損傷した場合，中央制御室換

気系が機能喪失し，「計画外停止」に至るシナリオ 

なお，それらの設備の損傷により中央制御室の換気が困難になった

場合，中央制御室の温度が上昇するが，即，中央制御室の機器へ影響

が及ぶことはなく，また，竜巻の影響は瞬時であり，竜巻襲来後の対

応は十分可能であるため計測・制御系喪失により制御不能に至るシナ

リオの選定は不要である。 
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② 飛来物の衝撃荷重による建屋や設備等の損傷 

建屋及び屋内外設備に対する飛来物の衝撃荷重により発生可能性の

あるシナリオは以下のとおり。 

＜建屋＞ 

飛来物が建屋外壁を貫通することにより，屋内設備に波及的影響を

及ぼすことが考えられるが，発生可能性のあるシナリオについては，

＜屋内設備＞で選定する。 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・排気筒 

飛来物の衝撃荷重により排気筒が損傷した場合，「隔離事象」に至

るシナリオ 

・非常用ガス処理系 

飛来物の衝撃荷重により非常用ガス処理系排気筒及び配管が損傷

した場合，「計画外停止」に至るシナリオ 

・復水貯蔵タンク 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・残留熱除去系海水系 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 
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風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・補機冷却系海水系 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

・循環水系 

風荷重により発生可能性のあるシナリオと同様 

＜屋内設備＞ 

原子炉建屋原子炉棟に設置している原子炉補機冷却系サージタン

クに建屋外壁を貫通した飛来物が衝突して機能喪失した場合，「隔離

事象」に至るシナリオ，原子炉建屋ガス処理系に建屋外壁を貫通し

た飛来物が衝突して機能喪失した場合，「計画外停止」に至るシナリ

オ，ほう酸水注入系に建屋外壁を貫通した飛来物が衝突して機能喪

失した場合，「計画外停止」に至るシナリオ，可燃性ガス濃度制御系

に建屋外壁を貫通した飛来物が衝突して機能喪失した場合，「計画外

停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟に設置している中央制御室換気系に建屋外壁を

貫通した飛来物が衝突して機能喪失した場合，「計画外停止」に至る

シナリオ，原子炉建屋給気隔離弁に建屋外壁を貫通した飛来物が衝

突して機能喪失した場合，「計画外停止」に至るシナリオ 

原子炉建屋付属棟（廃棄物処理棟）に設置している気体廃棄物処

理施設に建屋外壁を貫通した飛来物が衝突して機能喪失した場合，

「隔離事象」に至るシナリオ，原子炉建屋排気隔離弁に建屋外壁を

貫通した飛来物が衝突して機能喪失した場合，「隔離事象」に至るシ

ナリオ 

タービン建屋に設置しているタービンや発電機に建屋外壁を貫通

した飛来物が衝突して機能喪失した場合，「非隔離事象」に至るシナ
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リオ，タービン補機冷却系サージタンクに建屋外壁を貫通した飛来

物が衝突して機能喪失した場合，「タービン・サポート系故障」に至

るシナリオ，原子炉補機冷却系熱交換器又はポンプに建屋外壁を貫

通した飛来物が衝突した場合，「隔離事象」に至るシナリオ，タービ

ン補機冷却系熱交換器又はポンプに建屋外壁を貫通した飛来物が衝

突した場合，「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ，主蒸気

管に建屋外壁を貫通した飛来物が衝突した場合，「隔離事象」に至る

シナリオ 

 

③ 風荷重，気圧差荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた荷重によ

る建屋や設備等の損傷 

建屋及び屋内外設備に対する組合せ荷重により発生可能性のあるシ

ナリオについては，①，②に包絡される。 

 

④ 竜巻により取水口周辺の海に飛散した資機材等による取水口閉塞 

竜巻により資機材，車両等が飛散した取水口周辺の海に入り取水口

を閉塞させる可能性があるが，取水口は呑み口が広く，閉塞させるほ

どの資機材や車両等の飛散は考えられないことから考慮不要とする。 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を超える風荷重，気圧差荷重及

び飛来物の衝撃荷重に対しての裕度評価（起因事象発生可能性評価）を実

施し，事故シーケンスグループ抽出に当たって考慮すべき起因事象の特定

を行った。 

① 風荷重及び気圧差荷重による建屋や設備等の損傷 
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＜建屋＞ 

建屋内外差圧の発生に伴う原子炉建屋外側ブローアウトパネルの開

放による計画外停止に至るシナリオは考えられるため，起因事象とし

て特定する。 

タービン建屋上層部は鉄骨造であり，風荷重に対して設計上の配慮

はなされているものの，想定を超える風荷重が建屋に作用した場合，

建屋が損傷してタービン，発電機及びタービン補機冷却系サージタン

クに影響を及ぼす可能性は否定できず，タービン建屋損傷に伴う非隔

離事象，タービン・サポート系故障に至るシナリオは考えられるため，

起因事象として特定する。 

＜屋外設備＞ 

外部電源系が損傷した場合，風荷重に対して設計上の配慮はなされ

ているものの，想定を超える風荷重に対しては発生を否定できず，外

部電源系の損傷に伴う外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，

起因事象として特定する。 

復水貯蔵タンクが損傷した場合，補給水系が喪失し，計画外停止に

至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

非常用ディーゼル発電機等の付属機器が損傷した場合，非常用ディ

ーゼル発電機等の機能喪失，また，外部電源喪失の同時発生による全

交流動力電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として

特定する。 

残留熱除去系海水系が損傷した場合，残留熱除去系の機能喪失によ

る最終ヒートシンク喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象

として特定する。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が損傷した場合，高
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圧炉心スプレイ系の機能喪失による計画外停止に至るシナリオは考え

られるため，起因事象として特定する。 

非常用ディーゼル発電機用海水系が損傷した場合，非常用ディーゼ

ル発電機の機能喪失，また，外部電源喪失及び高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機用海水系の機能喪失の同時発生による全交流動力電源

喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

補機冷却系海水系が損傷した場合，タービン補機冷却系喪失による

タービン・サポート系故障に至るシナリオは考えられるため，起因事

象として特定する。 

循環水系が損傷した場合，復水器真空度喪失に伴う隔離事象に至る

シナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

＜屋内設備＞ 

中央制御室換気系が損傷した場合，中央制御室換気系が機能喪失し，

計画外停止に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定す

る。 

 

② 飛来物の衝撃荷重による建屋や設備等の損傷 

＜建屋＞ 

原子炉建屋，タービン建屋は，飛来物が建屋を貫通することにより，

屋内設備に波及的影響を及ぼすが，＜屋内設備＞として起因事象を特

定する。 

＜屋外設備＞ 

外部電源系が飛来物により損傷した場合，(4)①と同様に外部電源系

の損傷に伴う外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事

象として特定する。 
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排気筒が飛来物により損傷した場合，気体廃棄物処理系の機能喪失

に伴う隔離事象に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特

定する。 

非常用ガス処理系排気筒及び配管が飛来物により損傷した場合，非

常用ガス処理系の機能喪失による計画外停止に至るシナリオは考えら

れるため，起因事象として特定する。 

復水貯蔵タンクが飛来物により損傷した場合，(4)①と同様に補給水

系が喪失し，計画外停止に至るシナリオは考えられるため，起因事象

として特定する。 

非常用ディーゼル発電機等の付属機器が飛来物により損傷した場合，

(4)①と同様に非常用ディーゼル発電機等の機能喪失，また，外部電源

喪失の同時発生による全交流動力電源喪失に至るシナリオは考えられ

るため，起因事象として特定する。 

残留熱除去系海水系が飛来物により損傷した場合，(4)①と同様に残

留熱除去系の機能喪失による最終ヒートシンク喪失に至るシナリオは

考えられるため，起因事象として特定する。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が飛来物により損傷

した場合，(4)①と同様に高圧炉心スプレイ系の機能喪失による計画外

停止に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

非常用ディーゼル発電機用海水系が飛来物により損傷した場合，(4)

①と同様に非常用ディーゼル発電機の機能喪失，また，外部電源喪失

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の機能喪失の同時

発生による全交流動力電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起

因事象として特定する。 

補機冷却系海水系が飛来物により損傷した場合，(4)①と同様にター
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ビン補機冷却系喪失によるタービン・サポート系故障に至るシナリオ

は考えられるため，起因事象として特定する。 

循環水系が飛来物により損傷した場合，(4)①と同様に復水器真空度

喪失に伴う隔離事象に至るシナリオは考えられるため，起因事象とし

て特定する。 

＜屋内設備＞ 

飛来物が原子炉建屋へ衝突し，貫通した場合，屋内設備の損傷の可

能性を否定できないことから，原子炉補機冷却系の機能喪失に伴う隔

離事象，原子炉建屋ガス処理系の機能喪失に伴う計画外停止，ほう酸

水注入系の機能喪失に伴う計画外停止，可燃性ガス濃度制御系の機能

喪失に伴う計画外停止，中央制御室換気系の機能喪失に伴う計画外停

止，原子炉建屋給排気隔離弁の機能喪失に伴う計画外停止，気体廃棄

物処理系の機能喪失に伴う隔離事象に至るシナリオは考えられるため，

起因事象として特定する。 

飛来物がタービン建屋へ衝突，貫通した場合，(4)①と同様にタービ

ン，発電機の損傷に伴う非隔離事象，タービン補機冷却系の損傷に伴

うタービン・サポート系故障，原子炉補機冷却系の損傷に伴う隔離事

象，主蒸気管の損傷に伴う隔離事象に至るシナリオは考えられるため，

起因事象として特定する。 

 

③ 風荷重，気圧差荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた荷重によ

る建屋や設備等の損傷 

(3)③のとおり，建屋及び屋内外設備に対する組合せ荷重により発生

可能性のあるシナリオについては，①，②に包絡されるため，起因事

象として特定不要であると判断した。 
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2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える竜巻事象に対し発生可能性のある起因事象として

以下を選定した。 

・原子炉建屋外側ブローアウトパネルの開放に伴う計画外停止 

・原子炉補機冷却系の損傷に伴う隔離事象 

・原子炉建屋ガス処理系の損傷に伴う計画外停止 

・ほう酸水注入系の損傷に伴う計画外停止 

・可燃性ガス濃度制御系の損傷に伴う計画外停止 

・中央制御室換気系の機能喪失に伴う計画外停止 

・原子炉建屋給排気隔離弁の機能喪失に伴う計画外停止 

・気体廃棄物処理系の機能喪失に伴う隔離事象 

・タービン，発電機の損傷に伴う非隔離事象 

・タービン補機冷却系の損傷に伴うタービン・サポート系故障 

・主蒸気系の損傷に伴う隔離事象 

・送電線の損傷に伴う外部電源喪失 

・排気筒の損傷に伴う隔離事象 

・復水貯蔵タンクの損傷に伴う計画外停止 

・非常用ディーゼル発電機等の付属機器の損傷，かつ外部電源喪失の同時

発生に伴う全交流動力電源喪失 

・残留熱除去系海水系の損傷に伴う最終ヒートシンク喪失 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の損傷に伴う計画外停止 

・非常用ディーゼル発電機用海水系の損傷，かつ外部電源喪失及び高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の損傷の同時発生に伴う全交流

動力電源喪失 
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・補機冷却系海水系の損傷に伴うタービン・サポート系故障 

・循環水系の損傷に伴う隔離事象 

上記起因事象については，いずれも運転時の内部事象や地震，津波レベル

１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケンスでは

ない。 

よって，竜巻を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンスは新

たに生じないと判断した。 



補足 1-5 
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森林火災事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1. 起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モー

ドの抽出 

森林火災により設備等に発生する可能性のある影響について，国外の評

価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下のとおり，損傷・機

能喪失モードを抽出した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

② ばい煙による設備等の閉塞 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のある

設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のある

設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す建屋及び屋外設置の設備等を評価対象設備とし

て選定した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

・原子炉建屋（原子炉棟，付属棟） 

・タービン建屋 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

・復水貯蔵タンク 

・非常用ディーゼル発電機の付属設備（排気ファン，吸気口等） 
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・排気筒 

・非常用ガス処理系 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

② ばい煙による設備等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（吸気口等） 

・中央制御室換気系 

・残留熱除去系海水系（モータ） 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・非常用ディーゼル発電機用海水系（モータ） 

・補機冷却系海水系（モータ） 

・循環水系（モータ） 

・中央制御室換気系 

 

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価対

象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

森林火災の輻射熱による建屋への影響については，想定し得る最大

の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離
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があることを考慮すると，建屋の許容温度を下回り，建屋が損傷する

ことはない。また，森林火災の輻射熱による建屋影響について，24 時

間駐在している自衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，森林

火災に対する影響緩和策を講じることができることから，シナリオの

選定は不要である。 

＜屋外設備＞ 

・外部電源系（超高圧開閉所，特別高圧開閉所，変圧器，送電線） 

森林火災の輻射熱により外部電源系が損傷した場合，「外部電源喪

失」に至るシナリオ 

なお，外部電源系への影響については，想定し得る最大の火災影

響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離がある

ことを考慮すると，敷地内の外部電源系が損傷することはない。ま

た，森林火災の輻射熱による影響について，24 時間駐在している自

衛消防隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影

響緩和策を講じることができる。 

・復水貯蔵タンク 

森林火災の輻射熱による復水貯蔵タンクへの影響については，想

定し得る最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から

十分な離隔距離があることを考慮すると，復水貯蔵タンク水の最高

使用温度を下回り，タンクが損傷することはない。また，森林火災

の輻射熱による影響について，24 時間駐在している自衛消防隊によ

る早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講

じることができることから，シナリオの選定は不要である。 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（排気ファン，吸気口等） 

森林火災の輻射熱による非常用ディーゼル発電機等の付属設備へ
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の影響については，想定し得る最大の火災影響評価において，防火

帯外縁（火炎側）から十分な離隔距離があることを考慮すると，非

常用ディーゼル発電機等の付属設備が受ける輻射強度は低いため，

非常用ディーゼル発電機等の付属設備が損傷することはない。また，

森林火災の輻射熱による影響について，24 時間駐在している自衛消

防隊による早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩

和策を講じることができることから，シナリオの選定は不要である。 

・排気筒 

森林火災の輻射熱による排気筒への影響については，想定し得る

最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離

隔距離があることを考慮すると，排気筒が受ける輻射強度は低いた

め，排気筒が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による

影響について，24 時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活

動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができ

ることから，シナリオの選定は不要である。 

・非常用ガス処理系 

森林火災の輻射熱による非常用ガス処理系排気筒及び配管への影

響については，想定し得る最大の火災影響評価において，防火帯外

縁（火炎側）から十分な離隔距離があることを考慮すると，非常用

ガス処理系排気筒及び配管が受ける輻射強度は低いため，非常用ガ

ス処理系排気筒及び配管が損傷することはない。また，森林火災の

輻射熱による影響について，24 時間駐在している自衛消防隊による

早期の消火活動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じ

ることができることからシナリオの選定は不要である。 

・残留熱除去系海水系／高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水
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系／非常用ディーゼル発電機用海水系／補機冷却系海水系／循環水

系（以下「海水系」という。） 

森林火災の輻射熱による海水系への影響については，想定し得る

最大の火災影響評価において，防火帯外縁（火炎側）から十分な離

隔距離があることを考慮すると，海水系が受ける輻射強度は低いた

め，海水系が損傷することはない。また，森林火災の輻射熱による

影響について，24 時間駐在している自衛消防隊による早期の消火活

動も可能であり，森林火災に対する影響緩和策を講じることができ

ることから，シナリオの選定は不要である。 

 

② ばい煙による設備等の閉塞 

・非常用ディーゼル発電機等の付属設備（吸気口等）の閉塞 

森林火災で発生するばい煙の非常用ディーゼル発電機等の吸気口

への吸込みにより吸気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え及

び清掃が可能であることからシナリオの選定は不要である。 

・海水系ポンプモータ空気冷却器給気口の閉塞 

海水系ポンプモータは外気を取込まない構造であり，また，空冷

モータの冷却流路の口径は，ばい煙の粒径より広いことから閉塞し

難いため，シナリオの選定は不要である。 

・中央制御室換気系の閉塞 

森林火災で発生するばい煙の中央制御室換気系給気口への吸込み

により給気口が閉塞した場合でも，フィルタの取替え及び清掃が可

能であることからシナリオの選定は不要である。 

 

(4) 起因事象の特定 
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(3)で選定した各シナリオについて，森林火災に対しての裕度評価（起因

事象発生可能性評価）を実施し，事故シーケンスグループ抽出に当たって

考慮すべき起因事象の特定を行った。 

① 輻射熱による建屋や設備等への損傷 

＜建屋＞ 

森林火災の輻射熱による各建屋の損傷については，(3)①のとおり，

考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断した。 

＜屋外設備＞ 

森林火災の輻射熱により送電線が損傷する可能性が否定できず，送

電線の損傷に伴う外部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起

因事象として特定する。その他の屋外設備についての損傷のシナリオ

については，(3)①及び(3)②のとおり，考慮すべき起因事象としては

特定不要であると判断した。 

 

② ばい煙等による設備等の閉塞 

森林火災のばい煙等による設備等の閉塞については，(3)②のとおり，

考慮すべき起因事象としては特定不要であると判断した。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて森林火災に対し発生可能性のある起因事象として外部電源喪失を特

定したが，運転時の内部事象や地震，津波レベル１ＰＲＡにて考慮している

ことから，追加すべき新しい事故シーケンスではない。 

よって，森林火災を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンス

は新たに生じないと判断した。 

 



補足 1-6 
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落雷事象に対する事故シーケンス抽出 

 

1．起因事象の特定 

(1) 構築物，系統及び機器（以下「設備等」という。）の損傷・機能喪失モー

ドの抽出 

落雷事象により設備等に発生する可能性のある影響について，国外の評

価事例，国内で発生したトラブル事例も参照し，以下のとおり，損傷・機

能喪失モードを抽出した。 

① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

② 直撃雷による設備損傷 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

 

(2) 評価対象設備の選定 

(1)で抽出した損傷・機能喪失モードに対し，影響を受ける可能性のある

設備等のうち，プラントの運転継続や安全性に影響を及ぼす可能性のある

設備等を評価対象設備として選定する。 

具体的には，以下に示す屋内設置の設備等及び屋外設置の設備等を評価

対象設備として選定した。 

① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

・計測制御系 

 

② 直撃雷による設備損傷 

・外部電源系 

・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 
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・非常用ディーゼル発電機用海水系 

・補機冷却系海水系 

・循環水系 

 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

・計測制御系 

   

(3) 起因事象になり得るシナリオの選定 

(1)で抽出した各損傷・機能喪失モードに対して，(2)で選定した評価対

象設備への影響を検討の上，発生可能性のあるシナリオを選定した。 

① 屋内外計測制御系設備に発生するノイズ 

・計測制御系 

ノイズにより安全保護回路が誤動作した場合，「隔離事象」又は「原

子炉緊急停止系誤動作」に至るシナリオ 

ノイズにより安全保護回路以外の計測制御系が誤動作した場合，

「非隔離事象」，「全給水喪失」又は「水位低下事象」に至るシナリ

オ 

 

② 直撃雷による設備損傷 

・外部電源系 

直撃雷により外部電源系が損傷した場合，外部電源系の機能喪失

による「外部電源喪失」に至るシナリオ 

・残留熱除去系海水系 

直撃雷により残留熱除去系海水系が損傷した場合，残留熱除去系

海水系の機能喪失による「最終ヒートシンク喪失」に至るシナリオ 
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・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系 

直撃雷により高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系が損

傷した場合，高圧炉心スプレイ系の機能喪失による「計画外停止」

に至るシナリオ 

・非常用ディーゼル発電機用海水系 

直撃雷により非常用ディーゼル発電機用海水系が損傷した場合，

非常用ディーゼル発電機の機能喪失，外部電源喪失及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機用海水系喪失の同時発生を想定した場合，

「全交流動力電源喪失」に至るシナリオ 

・補機冷却系海水系 

直撃雷により補機冷却系海水系が損傷した場合，タービン補機冷

却系喪失による「タービン・サポート系故障」に至るシナリオ 

・循環水系 

直撃雷により循環水系が損傷した場合，復水器真空度喪失による

「隔離事象」に至るシナリオ 

 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

・計測制御系 

誘導雷サージにより計測制御系が損傷した場合，計測・制御系喪

失により制御不能に至るシナリオ 

 

(4) 起因事象の特定 

(3)で選定した各シナリオについて，想定を上回る落雷に対する起因事象

発生可能性評価を実施し，事故シーケンスグループ抽出に当たって考慮す

べき起因事象の特定を行った。 
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① 屋内外計測制御設備に発生するノイズ 

落雷によって安全保護回路に発生するノイズの影響により誤動作す

る可能性を否定できず，隔離事象又は原子炉緊急停止系誤動作に至る

シナリオは考えられるため，起因事象として特定する。 

また，落雷によって安全保護回路以外の計測制御系に発生するノイ

ズの影響により誤動作する可能性を否定できず，非隔離事象，全給水

喪失又は水位低下事象に至るシナリオは考えられるため，起因事象と

して特定する。 

なお，上記事象以外の誤動作（ポンプの誤起動等）については，設

備の機能喪失には至らず，かつ復旧についても容易であることから，

起因事象としては特定しない。 

 

② 直撃雷による設備損傷 

外部電源系に過渡な電流が発生した場合，機器には雷サージの影響

を緩和するため保安器が設置されているが，落雷が発生した場合，外

部電源喪失に至るシナリオは考えられるため，起因事象として特定す

る。 

残留熱除去系海水系は，避雷設備の効果を期待できるが，海水ポン

プモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性を否定できな

い。また，区分分離が実施された複数の系統に期待できるが，同時に

機能喪失することを保守的に考慮し，最終ヒートシンク喪失に至るシ

ナリオは考えられるため起因事象として特定する。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系は，避雷設備の効果

を期待できるが，海水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪
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失する可能性を否定できないことから，計画外停止に至るシナリオは

考えられるため起因事象として特定する。 

非常用ディーゼル発電機用海水系は，避雷設備の効果を期待できる

が，海水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性

を否定できない。また，区分分離が実施された複数の系統に期待でき

るが，同時に機能喪失することを保守的に考慮し，全交流動力電源喪

失に至るシナリオは考えられるため起因事象として特定する。 

補機冷却系海水系は，避雷設備の効果を期待できるが，海水ポンプ

モータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性を否定できない。

また，区分分離が実施された複数の系統に期待できるが，同時に機能

喪失することを保守的に考慮し，タービン・サポート系故障に至るシ

ナリオは考えられるため起因事象として特定する。 

循環水ポンプモータ部に関しては落雷によって機能喪失する可能性

を否定できないため，隔離事象に至るシナリオは考えられるため起因

事象として特定する。 

 

③ 誘導雷サージによる電気盤内の回路損傷 

落雷による誘導雷サージを接地網に効果的に導くことができない場

合には，電気盤内の絶縁耐力が低い回路が損傷し，原子炉施設の安全

保護系機能が喪失する。しかし，安全保護回路はシールド付きケーブ

ルを使用し，屋内に設置されているため，損傷に至る有意なサージの

侵入はないものと判断されることから，考慮すべき起因事象としては

特定不要であると判断した。 

なお，安全保護回路以外の計測制御系は，誘導雷サージの影響によ

り損傷し，安全保護回路以外の計測・制御系喪失により制御不能に至
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る可能性を否定できない。制御不能となった場合は，非隔離事象，全

給水喪失又は水位低下事象に至る可能性は考えられるため，起因事象

として特定する。 

 

2. 事故シーケンスの特定 

1.にて設計基準を超える落雷事象に対し発生可能性のある起因事象として

以下を特定した。 

・安全保護回路に発生するノイズの影響に伴う隔離事象又は原子炉緊急停

止系誤動作 

・安全保護回路以外の計測制御系に発生するノイズの影響に伴う非隔離事

象，全給水喪失又は水位低下事象 

・外部電源系の損傷に伴う外部電源喪失 

・残留熱除去系海水系の損傷に伴う最終ヒートシンク喪失 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水系の損傷に伴う計画外停止 

・非常用ディーゼル発電機用海水系の損傷，かつ外部電源喪失の同時発生

による全交流動力電源喪失 

・補機冷却系海水系の損傷に伴うタービン・サポート系故障 

・循環水系の損傷に伴う隔離事象 

・安全保護回路以外の計測制御系の損傷に伴う非隔離事象，全給水喪失又

は水位低下事象 

上記起因事象については，いずれも運転時の内部事象や地震，津波レベル

１ＰＲＡにて考慮していることから，追加すべき新しい事故シーケンスでは

ない。 

よって，落雷を起因とする有意な頻度又は影響のある事故シーケンスは新

たに生じないと判断される。 
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起因事象の発生が考えられるその他の自然現象と起因事象発生時の対応  

自然現象  
考 慮 対 象 と し

た起因事象 
起因事象の発生シナリオ 想定される他の緩和系設備への影響 緩和系設備の機能喪失への対応 

凍結  外部電源喪失 送 電 線 や 碍 子 へ 着 氷 す る こ と に よ っ て 相

間短絡を起こすことによる外部電源喪失 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考

えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 低 温 に よ る 影 響 が 生

じる可能性が考えられる。 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考 え

られることから，必要な緩和機能は維持で

きるものと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，凍結防止対策に

より機能を維持できるものと考えられる。 

積雪  外部電源喪失 送 電 線 や 碍 子 へ 着 雪 す る こ と に よ っ て 相

間短絡を起こすことによる外部電源喪失 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考

えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 積 雪 に よ る 影 響 が 生

じる可能性が考えられる。 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考 え

られることから，必要な緩和機能は維持で

きるものと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，除雪等の対応に

より機能を維持できるものと考えられる。 

火 山 の 影

響  

外部電源喪失 送電線や碍子へ降下火砕物が付着し，水分

を 吸 収 す る こ と に よ っ て 相 間 短 絡 を 起 こ

すことによる外部電源喪失 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考

えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 降 下 火 砕 物 の 堆 積 に

よる影響が生じる可能性が考えられる。 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考 え

られることから，必要な緩和機能は維持で

きるものと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，除灰等の対応に

より機能を維持できるものと考えられる。 

竜巻  計画外停止 気圧差荷重や，飛来物の衝突による原子炉

建屋ブローアウトパネルの開放や，非常用

ガス処理系等の損傷に伴う計画外停止 

建屋内の機器のうち，飛来物が直接衝突

す る 十 分 な 厚 さ を 有 し た 外 壁 と ひ と つ

内 側 の 頑 健 性 の あ る 壁 と の 間 に 設 置 さ

れ て い る 機 器 以 外 に は 影 響 な い も の と

考えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 風 荷 重 や 飛 来 物 の 衝

突 に よ る 影 響 が 生 じ る 可 能 性 が 考 え ら

れる。  

建屋内の機器のうち，飛来物が直接衝突す

る 十 分 な 厚 さ を 有 し た 壁 と ひ と つ 内 側 の

頑 健 性 の あ る 壁 と の 間 に 設 置 さ れ て い る

機 器 以 外 に は 影 響 な い も の と 考 え ら れ る

ことから，必要な緩和機能は維持できるも

のと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，竜巻の局所性を

考 慮 し て 位 置 的 分 散 を 図 る こ と 及 び 竜 巻

防 護 設 備 を 設 置 す る こ と に よ り 建 屋 外 の

機器に期待できるものと考えられる。 

非隔離事象 風荷重や，飛来物の衝突によるタービンや

発電機の損傷に伴う非隔離事象 

タ ー ビ ン ・ サ

ポート系故障 

風荷重や，飛来物の衝突によるタービン補

機冷却系の損傷に伴うタービン・サポート

系故障  

隔離事象  風荷重や，飛来物の衝突による循環水ポン

プ等の損傷に伴う隔離事象 

外部電源喪失 風荷重や，飛来物の衝突による外部電源系

の損傷に伴う外部電源喪失 

全 交 流 動 力 電

源喪失  

風荷重や，飛来物の衝突による非常用ディ

ーゼル発電機等の機能喪失，及び外部電源

喪 失 の 同 時 発 生 に よ る 全 交 流 動 力 電 源 喪

失  

最 終 ヒ ー ト シ

ンク喪失  

風荷重や，飛来物の衝突による残留熱除去

系 海 水 系 の 損 傷 に よ る 最 終 ヒ ー ト シ ン ク

喪失  
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自 然現象  
考 慮 対 象 と し

た起因事象 
起因事象の発生シナリオ 想定される他の緩和系設備への影響 緩和系設備の機能喪失への対応 

森林火災  外部電源喪失 送 電 線 の 輻 射 熱 に よ る 損 傷 に 伴 う 外 部 電

源喪失  

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考

えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 輻 射 熱 に よ る 影 響 が

生じる可能性が考えられる。 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考 え

られることから，必要な緩和機能は維持で

きるものと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，森林火災が拡大

さ れ る ま で の 時 間 的 余 裕 が 十 分 に あ る こ

とから，予め散水する等の必要な安全措置

を 講 ず る こ と に よ り 機 能 を 維 持 で き る も

のと考えられる。 

落雷  隔離事象  安 全 保 護 回 路 に 発 生 す る ノ イ ズ の 影 響 や

直 撃 雷 に よ る 循 環 水 系 の 損 傷 に 伴 う 隔 離

事象  

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考

えられる。 

建 屋 外 の 機 器 に は 直 撃 雷 に よ る 影 響 が

生じる可能性が考えられる。 

建 屋 内 の 機 器 に は 影 響 し な い も の と 考 え

られることから，必要な緩和機能は維持で

きるものと考えられる。 

建屋外の機器に対しても，落雷の局所性を

考 慮 し て 位 置 的 分 散 を 図 る こ と 及 び 避 雷

設 備 を 設 置 す る こ と に よ り 建 屋 外 の 機 器

に期待できるものと考えられる。 

原 子 炉 緊 急 停

止系誤動作等 

安 全 保 護 回 路 に 発 生 す る ノ イ ズ の 影 響 に

伴う原子炉緊急停止系誤動作 

非隔離事象 安 全 保 護 回 路 以 外 の 計 測 制 御 系 に 発 生 す

るノイズの影響に伴う非隔離事象 

全給水喪失 安 全 保 護 回 路 以 外 の 計 測 制 御 系 に 発 生 す

るノイズの影響に伴う全給水喪失 

水位低下事象 安 全 保 護 回 路 以 外 の 計 測 制 御 系 に 発 生 す

るノイズの影響に伴う水位低下事象 

外部電源喪失 直 撃 雷 に よ る 外 部 電 源 系 の 損 傷 に 伴 う 外

部電源喪失 

最 終 ヒ ー ト シ

ンク喪失  

直 撃 雷 に よ る 残 留 熱 除 去 系 海 水 系 の 損 傷

に伴う最終ヒートシンク喪失 

計画外停止 直 撃 雷 に よ る 高 圧 炉 心 ス プ レ イ 系 発 電 機

用海水系の損傷に伴う計画外停止 

全 交 流 動 力 電

源喪失  

直 撃 雷 に よ る 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 等

の機能喪失，及び外部電源喪失の同時発生

による全交流動力電源喪失 

タ ー ビ ン ・ サ

ポート系故障 

直 撃 雷 に よ る 補 機 冷 却 系 海 水 系 の 損 傷 に

伴うタービン・サポート系故障 

 



過酷な外部人為事象により考え得る起因事象等 
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No 

外部人為事象 

（色塗り部は6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

1 衛星の落下 ＮＵＲＥＧやＩＡＥＡのＳＡＦＥＴＹ ＳＴＡＮＤＡＲＤＳ ＳＥＲＩＥＳでも言及されているように，有意な発生頻度とはならない。（10－９/年以下） 

2 

パイプライン事故

（ガスなど），パイプ

ライン事故によるサ

イト内爆発等 

荷重 
荷重（衝突） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

荷重（爆風圧） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

温度 輻射熱 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の影響に包絡される。 

3 
交通事故（化学物質

の流出含む） 

温度 輻射熱 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

4 有毒ガス 有毒ガス 有毒ガスの侵入 

鉄道路線，主要道路，航路及び石油コンビナート施設は発電所から十分な離隔距離が確保されてお

り，危険物を搭載した車両及び船舶を含む事故等による当該発電所への有毒ガスの影響はない。ま

た，中央制御室換気系においては閉回路循環運転も可能であるため，影響はない。 

5 タービンミサイル 有意な衝突頻度にならない。 

6 
飛来物 

（航空機落下） 

荷重 
荷重（衝突） 

航空機落下確率評価結果が防護方針の要否判断の基準である 10-7 回／炉年を超えないため，航空機

落下による防護設計を必要としない。なお，当該事象が万が一発生した場合には，大規模損壊及び大

規模な火災が発生することを想定し，大規模損壊対策による影響緩和を図ることで対応する。 

荷重（爆風圧） 

温度 輻射熱 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 

ばい煙，有毒ガスの侵入 

7 
工業施設又は軍事施

設事故 

荷重 
荷重（衝突） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

荷重（爆風圧） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

温度 輻射熱 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

8 船舶の衝突 

閉塞（海水系） 取水口の閉塞 

発電所周辺の航路は十分な離隔距離が確保されているが，発電所周辺の航路を通行する輸送船が漂

流した場合であっても，輸送船の喫水深さ11.5m に対して，発電所沖合 900mでの水深が 11m である

ことから敷地に到達する可能性は低い。また，喫水の浅い小型船舶の漂流を想定した場合，敷地全

面の防波堤に衝突して止まる可能性が高く，取水性に影響はない。 

万が一，小型船舶や，港湾内に入港する船舶が事故によってカーテンウォール前面に到達した場合で

あっても，カーテンウォールにより取水路への侵入は阻害され，取水口の み口は広く閉塞する可能

性は低いことから，取水性に影響はない。 

閉塞（海水系） 
油漏えいによる海水系ストレーナ

の閉塞 

船舶の座礁により重油流出事故が発生した場合であっても，カーテンウォールにより低層から取水す

ることによって，残留熱除去系海水系及び非常用ディーゼル発電機用海水系の取水性に影響はない。 



過酷な外部人為事象により考え得る起因事象等 

別
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1
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No 

外部人為事象 

（色塗り部は6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

8 船舶の衝突 ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 火災（近隣工場等の火災）（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の影響に包絡される。 

9 
自動車又は 

船舶の爆発 

荷重 
荷重（衝突） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

荷重（爆風圧） 爆発（No.12）の評価に包絡される。 

温度 輻射熱 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

10 
船舶から放出される

固体・液体不純物 
閉塞（海水系） 

固体・液体不純物の放出による海

水系ストレーナの閉塞 
船舶の衝突（船舶事故）（No.8）の評価に包絡される。 

11 水中の化学物質 閉塞（海水系） 
海水中に流出した化学物質による

海水系ストレーナの閉塞 
船舶の衝突（船舶事故）（No.8）の評価に包絡される。 

12 爆発 

荷重 

荷重（衝突） 
鹿島臨海地区石油コンビナート等特別防災区域は，東海第二発電所周辺で石油コンビナート等特別

防災区域に指定されている唯一の区域であり，また，発電所から 50km 以上の距離があることから，

爆発の影響が安全施設の安全機能に及ぼすおそれはない。 

発電所周辺で爆発による影響が最も大きいと考えられるＬＮＧ基地（敷地北東方向約 1.5km）での爆

発を想定しても，飛来物及び爆風圧の影響が及ばない離隔距離を確保している。 
荷重（爆風圧） 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 火災（近隣工場等の火災）（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

13 
プラント外での 

化学物質の流出 

閉塞（海水系） 
化学物質の流出による海水系スト

レーナの閉塞 
船舶の衝突（船舶事故）（No.8）の評価に包絡される。 

有毒ガス 有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

14 
サイト貯蔵の 

化学物質の流出 
有毒ガス 有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

15 
軍事施設からの 

ミサイル 
偶発的なミサイル到達は考え難いため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

16 掘削工事 
敷地内で，地面の掘削工事を行う場合は，事前調査で埋設ケーブル・配管位置の確認を行うため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

敷地外で，地面の掘削工事を行う場合は，送電鉄塔の損傷の可能性があるが，複数回線が同時に損傷するシナリオは考え難い。 

17 
他のユニット 

からの火災 

温度 輻射熱 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 近隣工場等の火災（No.23）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

18 
他のユニット 

からのミサイル 
有意なミサイル源はないため，設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 



過酷な外部人為事象により考え得る起因事象等 

別
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No 

外部人為事象 

（色塗り部は6条の設

計基準設定事象） 

設計基準を超える事象の発生を想定した場合の評価 

設備等の損傷・機能喪失モードの抽出 想定される起因事象等 

19 
他のユニット 

からの内部溢水 

東海発電所分も含めた屋外タンク及び貯槽類からの溢水を想定しても，東海第二発電所の安全施設への影響が無いことを確認したため，他のユニットからの

内部溢水の影響による設備の損傷・機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

20 電磁的障害 電気的影響 

サージ及び誘導電流 
安全保護回路は，日本工業規格（ＪＩＳ）等に基づき，ラインフィルタや絶縁回路の設置により，サ

ージ・ノイズの侵入を防止するとともに，鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの適用により電磁波の

侵入を防止する設計としており，安全機能を損なうことはないため，設備の損傷・機能喪失が発生す

るシナリオは考え難い。 
過電圧 

21 ダムの崩壊 浸水 ダムの崩壊による浸水 

敷地周辺の地形及び上流に位置している久慈川水系の竜神ダムの保有水量から判断して，ダムの崩壊

が発生した場合においても，敷地が久慈川の洪水による被害を受けることはないため，設備の損傷・

機能喪失が発生するシナリオは考え難い。 

22 内部溢水 別紙１ 表１に示すとおり。 

23 近隣工場等の火災 

温度 輻射熱 自然現象 森林火災（No.22）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガス 
ばい煙による閉塞 自然現象 森林火災（No.22）の評価に包絡される。 

ばい煙，有毒ガスの侵入 有毒ガス（No.4）の評価に包絡される。 

 



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 

 

別
紙

1
－

9
2
 

補
足

3
 

 

主事象 極低温 隕石 降水 河川の迂回 砂嵐 静振 地震活動 積雪 
土壌の収縮 

又は膨張 
高潮 津波 

重畳事象 
設備の損傷・機能

喪失モード 
温度 電気的影響  浸水  閉塞 

（吸気等） 
浸水 渇水 

荷重 

（地震） 

荷重 

（堆積） 
電気的影響 

閉塞 

（吸気等） 
 浸水 

荷重 

（衝突） 
浸水 

閉塞 

（海水系） 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考   発生しない  発生しない        発生しない     

1 極低温 
温度 

屋外機器内部流体の凍結     －  － － － － － － －  － － － － 

ヒートシンク（海水）の凍結     －  － － － － － － －  － － － － 

電気的影響 着氷による送電線の相間短絡     －  － － － － － Ⅰ －  － － － － 

2 隕石 －                   

3 降水 浸水 降水による設備の浸水  － －    － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

4 河川の迂回 －                   

5 砂嵐 閉塞（吸気等） 
砂塵，大陸からの黄砂による吸気口の

閉塞 
 － －  －   － － － － － Ⅰ  － － － － 

6 静振 
浸水 静振による設備の浸水  － －  Ⅰ  －   － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

渇水 静振による海水の枯渇  － －  －  －   － － － －  － － － － 

7 地震活動 荷重 荷重（地震）  － －  Ⅱ  － － Ⅱ  Ⅲ-1 － －  Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅲ-1 

8 積雪 

荷重 荷重（堆積）  － －  Ⅱ  － － － Ⅲ-1     － Ⅲ-1 － － 

電気的影響 着雪による送電線の相間短絡  － Ⅰ  －  － － － －     － － － － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － －  －  － － － －     － － － － 

9 土壌の収縮又は膨張 －                   

10 高潮 浸水 高潮による設備の浸水  － －  Ⅰ  － Ⅰ － － － － －   － Ⅰ － 

11 津波 

荷重 荷重（衝突）  － －  －  － － － Ⅱ Ⅲ-1 － －  －    

浸水 津波による設備の浸水  － －  Ⅰ  － Ⅰ － Ⅱ － － －  Ⅰ    

閉塞（海水系） 
漂流物による取水口，海水ストレーナ

の閉塞 
 － －  －  － － － Ⅲ-1 － － －  －    

12 火山の影響 

荷重 荷重（堆積）  － －  －  － － － Ⅲ-1 Ⅰ － －  － － － － 

閉塞（海水系） 海水系ストレーナの閉塞  － －  －  － － － － － － －  － － － Ⅰ 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － －  －  Ⅰ － － － － － Ⅰ  － － － － 

腐食 腐食成分による化学的影響  － －  －  － － － － － － －  － － － － 

電気的影響 
降下火砕物の付着による送電線の相

間短絡 
 － Ⅰ  －  － － － － － Ⅰ －  － － － － 

13 波浪・高波 浸水 波浪・高波による設備の浸水  － －  Ⅰ  － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

14 雪崩 －                   

15 生物学的事象 

閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － －  －  － － Ⅰ － － － －  － － － Ⅰ 

電気的影響 
齧歯類（ネズミ等）によるケーブル類

の損傷 
 － －  －  － － － － － － －  － － － － 

16 海岸浸食 －                   

17 干ばつ －                   

18 洪水 －  － －  －  － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

19 風（台風） 荷重 
荷重（風）  Ⅲ-1 －  －  Ⅲ-1 － － Ⅰ － － Ⅲ-1  － Ⅰ － － 

荷重（衝突）  － －  －  － － － Ⅰ － － －  － Ⅰ － － 

20 竜巻 荷重 

荷重（風）  － －  －  Ⅲ-1 － － Ⅰ － － Ⅲ-1  － Ⅰ － － 

荷重（衝突）  － －  －  － － － Ⅰ － － －  － Ⅰ － － 

荷重（気圧差）  － －  －  － － － Ⅰ Ⅰ － －  － Ⅰ － － 

21 濃霧 －                   

22 森林火災 
温度 輻射熱  － －  －  － － － － － － －  － － － － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － －  －  Ⅰ － － － － － Ⅰ  － － － － 

23 霜・白霜 －                   

24 草原火災 －                   

25 ひょう・あられ 荷重 荷重（衝突）  － －  －  － － － Ⅰ － － －  － Ⅰ － － 



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 
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主事象 極低温 隕石 降水 河川の迂回 砂嵐 静振 地震活動 積雪 
土壌の収縮 

又は膨張 
高潮 津波 

重畳事象 
設備の損傷・機能

喪失モード 
温度 電気的影響  浸水  閉塞 

（吸気等） 
浸水 渇水 

荷重 

（地震） 

荷重 

（堆積） 
電気的影響 

閉塞 

（吸気等） 
 浸水 

荷重 

（衝突） 
浸水 

閉塞 

（海水系） 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考   発生しない  発生しない        発生しない     

26 極高温 －                   

27 満潮 浸水 満潮による設備の浸水  － －  Ⅰ  － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

28 ハリケーン －                   

29 氷結 電気的影響 着氷  Ⅲ-1 Ⅰ  －  － － － － － Ⅰ －  － － － － 

30 氷晶 電気的影響 着氷  Ⅲ-1 Ⅰ  －  － － － － － Ⅰ －  － － － － 

31 氷壁 －                   

32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 
－ 

 
                 

33 落雷 電気的影響 

屋内外計測制御設備に発生する 

ノイズ 

 
－ －  －  － － － － － － －  － － － － 

直撃雷  － －  －  － － － Ⅱ － － －  － Ⅱ － － 

誘導雷サージによる電気盤内の 

回路損傷 

 
－ －  －  － － － － － － －  － － － － 

34 湖又は河川の水位低下 －                   

35 湖又は河川の水位上昇 浸水 
湖又は河川の水位上昇による設備の

浸水 

 
－ －  Ⅰ  － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

36 陥没，地盤沈下，地割れ －                   

37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
荷重 気圧差 

 
－ －  －  － － － Ⅰ Ⅰ － －  Ⅲ-1 Ⅰ － － 

38 もや －                   

39 塩害・塩雲 －                   

40 地面の隆起 －                   

41 動物 物理的損傷 ケーブル類の損傷  － －  －  － － － － － － －  － － － － 

42 地滑り －                   

43 カルスト －                   

44 地下水による浸食 －                   

45 海水面低 渇水 海水面の低下による海水の枯渇  － －  －  － － Ⅰ － － － －  － － － － 

46 海水面高 浸水 海水面の上昇による設備の浸水  － －  Ⅰ  － Ⅰ － － － － －  Ⅰ － Ⅰ － 

47 地下水による地滑り －                   

48 水中の有機物 閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － －  －  － － － － － － －  － － － Ⅰ 

49 太陽フレア，磁気嵐 電気的影響 磁気嵐による誘導電流  － －  －  － － － － － － －  － － － － 

50 高温水（海水温高） 温度 高温水  － －  －  － － Ⅰ － － － －  － － － － 

51 低温水（海水温低） －                   

52 泥湧出（液状化） －                   

53 土石流 －                   

54 水蒸気 －                   

55 毒性ガス 閉塞（吸気等） 
毒性ガスの吸込みによる給気口等の

閉塞 

 
－ －  －  Ⅰ － － － － － Ⅰ  － － － － 

   



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 

別
紙

1
－

9
4
 

 
主事象 火山の影響 波浪・高波 雪崩 生物学的事象 海岸浸食 干ばつ 洪水 風（台風） 竜巻 濃霧 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪

失モード 

荷重 

（堆積） 

閉塞 

（吸気等） 

閉塞 

（海水系） 
腐食 電気的影響 浸水  

閉塞 

（海水系） 
   浸水 

荷重 

（風） 

荷重 

（衝突） 

荷重 

（風） 

荷重 

（衝突） 

荷重 

（気圧差） 

 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考          発生しない 発生しない        

1 極低温 
温度 

屋外機器内部流体の凍結  － － －  － －  －    － － － － － －  

ヒートシンク（海水）の凍結  － － －  － －  －    － － － － － －  

電気的影響 着氷による送電線の相間短絡  － － －  Ⅰ －  －    － － － － － －  

2 隕石 －                    

3 降水 浸水 降水による設備の浸水  
Ⅲ-1，Ⅲ-2 

（衝突） 
－ －  Ⅲ-1 Ⅰ  －    Ⅰ － － － － － 

 

4 河川の迂回 －                    

5 砂嵐 閉塞（吸気等） 
砂塵，大陸からの黄砂による吸気口の

閉塞 
 － Ⅰ －  － －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － － 

 

6 静振 
浸水 静振による設備の浸水  － － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － － － －  

渇水 静振による海水の枯渇  － － －  － －  －    － － － － － －  

7 地震活動 荷重 荷重（地震）  Ⅰ － －  － Ⅱ  Ⅱ    Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 
Ⅰ，Ⅱ 

，Ⅲ-1 
Ⅰ 

 

8 積雪 

荷重 荷重（堆積）  Ⅰ － －  Ⅲ-1 －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － －  

電気的影響 着雪による送電線の相間短絡  － － －  Ⅰ －  －    － － － － － －  

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － Ⅰ －  － －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － Ⅰ  

9 土壌の収縮又は膨張 －                    

10 高潮 浸水 高潮による設備の浸水  － － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － － － －  

11 津波 

荷重 荷重（衝突）  － － －  － －  －    － Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ －  

浸水 津波による設備の浸水  － － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － Ⅱ Ⅱ －  

閉塞（海水系） 
漂流物による取水口，海水ストレーナ

の閉塞 
 － － Ⅰ  － －  Ⅰ    － － － － － － 

 

12 火山の影響 

荷重 荷重（堆積）       －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － －  

閉塞（海水系） 海水系ストレーナの閉塞       －  Ⅰ    － － － － － －  

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞       －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － Ⅰ  

腐食 腐食成分による化学的影響       －  －    － － － － － －  

電気的影響 
降下火砕物の付着による送電線の相

間短絡 
      －  －    － － － － － － 

 

13 波浪・高波 浸水 波浪・高波による設備の浸水  － － －  －   －    Ⅰ － － － － －  

14 雪崩 －                    

15 生物学的事象 

閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － － Ⅰ  － －      － － Ⅰ － Ⅰ －  

電気的影響 
齧歯類（ネズミ等）によるケーブル類

の損傷 
 － － －  － －      － － － － － － 

 

16 海岸浸食 －                    

17 干ばつ －                    

18 洪水 浸水 洪水による設備の浸水  
Ⅲ-1，Ⅲ-2

（衝突） 
－ －  － Ⅰ  －     － － － － － 

 

19 風（台風） 荷重 
荷重（風）  － Ⅲ-1 －  － －  －    －   Ⅰ Ⅰ －  

荷重（衝突）  － － －  － －  Ⅰ    －   － Ⅰ －  

20 竜巻 荷重 

荷重（風）  － Ⅲ-1 －  － －  －    － Ⅰ Ⅰ     

荷重（衝突）  － － －  － －  Ⅰ    － Ⅰ Ⅰ     

荷重（気圧差）  Ⅰ Ⅰ －  － －  －    － Ⅰ Ⅰ     

21 濃霧 －                    

22 森林火災 
温度 輻射熱  － － －  － －  －    － － － Ⅲ-1 － －  

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － Ⅰ －  － －  －    － － － Ⅲ-1 － －  

23 霜・白霜 －                    



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 

別
紙

1
－

9
5
 

主事象 火山の影響 波浪・高波 雪崩 生物学的事象 海岸浸食 干ばつ 洪水 風（台風） 竜巻 濃霧 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪

失モード 

荷重 

（堆積） 

閉塞 

（吸気等） 

閉塞 

（海水系） 
腐食 電気的影響 浸水  

閉塞 

（海水系） 
   浸水 

荷重 

（風） 

荷重 

（衝突） 

荷重 

（風） 

荷重 

（衝突） 

荷重 

（気圧差） 

 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考          発生しない 発生しない        

24 草原火災 －       －             

25 ひょう・あられ 荷重 荷重（衝突）  － － －  － －  －    － Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ －  

26 極高温 －       －             

27 満潮 浸水 満潮による設備の浸水  － － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － － － －  

28 ハリケーン －                    

29 氷結 電気的影響 着氷  － － －  Ⅰ －  －    － － － － － －  

30 氷晶 電気的影響 着氷  － － －  Ⅰ －  －    － － － － － －  

31 氷壁 －                    

32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 

－  
                 

 

33 落雷 電気的影響 

屋内外計測制御設備に発生するノイ

ズ 

 
－ － －  － －  －    － － － － － － 

 

直撃雷  － － －  － －  －    － － － Ⅱ Ⅱ －  

誘導雷サージによる電気盤内の回路

損傷 

 
－ － －  － －  －    － － － － － － 

 

34 湖又は河川の水位低下 －                    

35 湖又は河川の水位上昇 浸水 
湖又は河川の水位上昇による設備の

浸水 

 
－ － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － － － － 

 

36 陥没，地盤沈下，地割れ －                    

37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
荷重 

気圧差  
－ － －  － －  －    － － － － － － 

 

38 もや －                    

39 塩害・塩雲 －                    

40 地面の隆起 －                    

41 動物 物理的損傷 ケーブル類の損傷  － － Ⅰ  －   －    － － － － － －  

42 地滑り －                    

43 カルスト －                    

44 地下水による浸食 －                    

45 海水面低 渇水 海水面の低下による海水の枯渇  － － －  － －  －    － － － － － －  

46 海水面高 浸水 海水面の上昇による設備の浸水  － － －  － Ⅰ  －    Ⅰ － － － － －  

47 地下水による地滑り －  － － －  － －  －    － － － － － －  

48 水中の有機物 閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － － Ⅰ  － －  Ⅰ    － － － － － －  

49 太陽フレア，磁気嵐 電気的影響 磁気嵐による誘導電流  － － －  － －  －    － － － － － －  

50 高温水（海水温高） 温度 高温水  － － －  － －  －    － － － － － －  

51 低温水（海水温低） －                    

52 泥湧出（液状化） －                    

53 土石流 －                    

54 水蒸気 －                    

55 毒性ガス 閉塞（吸気等） 
毒性ガスの吸込みによる給気口等の

閉塞 

 
－ － －  － －  －    － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 － Ⅲ-1 

 

 
  



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 

別
紙

1
－

9
6
 

 

主事象 森林火災 霜・白霜 草原火災 
ひょう 

・あられ 
極高温 満潮 ハリケーン 氷結 氷晶 氷壁 

土砂崩れ 

（山崩れ，が

け崩れ） 

落雷 
湖又は河川の

水位低下 

湖又は河川 

の水位上昇 

陥没，地盤沈

下，地割れ 

極限的な圧力 

（気圧高低） 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪失

モード 
温度 

閉塞 

（吸気等） 
  

荷重 

（衝突） 
 浸水  電気的影響 電気的影響   

電気的影響 

（ノイズ） 

電気的影響 

（直撃雷） 

電気的影響 

（雷サージ） 

 
浸水 

 荷重 

(気圧差) 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード 備考                    

1 極低温 
温度 

屋外機器内部流体の凍結  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

ヒートシンク（海水）の凍結  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

電気的影響 着氷による送電線の相間短絡  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

2 隕石 －                     

3 降水 浸水 降水による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ   

4 河川の迂回 －                     

5 砂嵐 閉塞（吸気等） 
砂塵，大陸からの黄砂による吸気口の

閉塞 
 － Ⅰ   －  －  － －   － － －  －  － 

6 静振 
浸水 静振による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  － 

渇水 静振による海水の枯渇  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

7 地震活動 荷重 荷重（地震）  － －   Ⅰ  Ⅱ  － －   － Ⅱ －  Ⅱ  － 

8 積雪 

荷重 荷重（堆積）  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

電気的影響 着雪による送電線の相間短絡  － －   －  －  Ⅰ Ⅰ   － － －  －  － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － Ⅰ   －  －  － －   － － －  －  － 

9 土壌の収縮又は膨張 －                     

10 高潮 浸水 高潮による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  Ⅲ-1 

11 津波 

荷重 荷重（衝突）  － －   Ⅰ  －  － －   － Ⅱ －  －  － 

浸水 津波による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  － 

閉塞（海水系） 
漂流物による取水口，海水ストレーナ

の閉塞 
 － －   －  －  － －   － － －  －  － 

12 火山の影響 

荷重 荷重（堆積）  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

閉塞（海水系） 海水系ストレーナの閉塞  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞  － Ⅰ   －  －  － －   － － －  －  － 

腐食 腐食成分による化学的影響  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

電気的影響 
降下火砕物の付着による送電線の相

間短絡 
 － －   －  －  － －   － － －  －  － 

13 波浪・高波 浸水 波浪・高波による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  － 

14 雪崩 －                     

15 生物学的事象 

閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

電気的影響 
齧歯類（ネズミ等）によるケーブル類

の損傷 
 － －   －  －  － －   － － －  －  － 

16 海岸浸食 －                     

17 干ばつ －                     

18 洪水 浸水 洪水による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  － 

19 風（台風） 荷重 
荷重（風）  Ⅲ-1 Ⅲ-1   Ⅰ  －  － －   － Ⅱ －  －  － 

荷重（衝突）  － －   Ⅰ  －  － －   － Ⅱ －  －  － 

20 竜巻 荷重 

荷重（風）  Ⅲ-1 Ⅲ-1   Ⅰ  －  － －   － Ⅱ －  －  － 

荷重（衝突）  － －   Ⅰ  －  － －   － Ⅱ －  －  － 

荷重（気圧差）  － －   Ⅰ  －  － －   － － －  －  Ⅰ 

21 濃霧 －                     

22 森林火災 温度 輻射熱      －  －  － －   － － －  －  － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞      －  －  － －   － － －  －  － 

23 霜・白霜 －                     

24 草原火災 －                     

25 ひょう・あられ 荷重 荷重（衝突）  － －     －  － －   － － －  －  － 



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 
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主事象 森林火災 霜・白霜 草原火災 
ひょう 

・あられ 
極高温 満潮 ハリケーン 氷結 氷晶 氷壁 

土砂崩れ 

（山崩れ，が

け崩れ） 

落雷 
湖又は河川の

水位低下 

湖又は河川 

の水位上昇 

陥没，地盤沈

下，地割れ 

極限的な圧力 

（気圧高低） 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪失

モード 
温度 

閉塞 

（吸気等） 
  

荷重 

（衝突） 
 浸水  電気的影響 電気的影響   

電気的影響 

（ノイズ） 

電気的影響 

（直撃雷） 

電気的影響 

（雷サージ） 

 
浸水 

 荷重 

(気圧差) 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード 備考                    

26 極高温 －                     

27 満潮 浸水 満潮による設備の浸水  － －   －    － －   － － －  Ⅰ  Ⅲ-1 

28 ハリケーン －                     

29 氷結 電気的影響 着氷  － －   －  －   Ⅰ   － － －  －  － 

30 氷晶 電気的影響 着氷  － －   －  －  Ⅰ    － － －  －  － 

31 氷壁 －                     

32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 
－ 

 
               

    

33 落雷 電気的影響 

屋内外計測制御設備に発生するノイ

ズ 

 
－ －   －  －  － －      

 
－ 

 
－ 

直撃雷  － －   －  －  － －       －  － 

誘導雷サージによる電気盤内の回路

損傷 

 
－ －   －  －  － －      

 
－ 

 
－ 

34 湖又は河川の水位低下 －                     

35 湖又は河川の水位上昇 浸水 
湖又は河川の水位上昇による設備の

浸水 

 
－ －   －  Ⅰ  － －   － － － 

 
  － 

36 陥没，地盤沈下，地割れ －                     

37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
荷重 気圧差 

 
－ －   －  Ⅲ-1  － －   － － － 

 
Ⅲ-1   

38 もや －                     

39 塩害・塩雲 －                     

40 地面の隆起 －                     

41 動物 物理的損傷 ケーブル類の損傷  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

42 地滑り －                     

43 カルスト －                     

44 地下水による浸食 －                     

45 海水面低 渇水 海水面の低下による海水の枯渇  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

46 海水面高 浸水 海水面の上昇による設備の浸水  － －   －  Ⅰ  － －   － － －  Ⅰ  Ⅲ-1 

47 地下水による地滑り －                     

48 水中の有機物 閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

49 太陽フレア，磁気嵐 電気的影響 磁気嵐による誘導電流  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

50 高温水（海水温高） 温度 高温水  － －   －  －  － －   － － －  －  － 

51 低温水（海水温低） －                     

52 泥湧出（液状化） －                     

53 土石流 －                     

54 水蒸気 －                     

55 
毒性ガス 閉塞（吸気等） 毒性ガスの吸込みによる給気口等の

閉塞 

 
－ －   －  －  － －   － － － 

 
   

  



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 
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主事象 もや 塩害・塩雲 地面の隆起 動物 地滑り カルスト 
地下水による

浸食 
海水面低 海水面高 

地下水による 

地滑り 
水中の有機物 

太陽フレア 

，磁気嵐 

高温水 

（海水温高） 

低温水 

（海水温低） 

泥湧出 

（液状化） 
土石流 水蒸気 毒性ガス 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪失

モード 
   物理的損傷    渇水 浸水 

 閉塞 

(海水系) 
電気的影響 温度     

閉塞 

(吸気等) 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考                   

1 極低温 
温度 

屋外機器内部流体の凍結     －    － －  － － －     － 

ヒートシンク（海水）の凍結     －    － －  － － －     － 

電気的影響 着氷による送電線の相間短絡     －    － －  － － －     － 

2 隕石 －                    

3 降水 浸水 降水による設備の浸水     －    － Ⅰ  － －       

4 河川の迂回 －                    

5 砂嵐 閉塞（吸気等） 
砂塵，大陸からの黄砂による吸気口の

閉塞 
    －    － －  － － －     － 

6 静振 
浸水 静振による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

渇水 静振による海水の枯渇     －    － －  － － Ⅰ     － 

7 地震活動 荷重 荷重（地震）     －    － －  － － －     － 

8 積雪 

荷重 荷重（堆積）     －    － －  － － －     － 

電気的影響 着雪による送電線の相間短絡     －    － －  － － －     － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞     －    － －  － － －     Ⅰ 

9 土壌の収縮又は膨張 －                    

10 高潮 浸水 高潮による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

11 津波 

荷重 荷重（衝突）     －    － －  － － －     － 

浸水 津波による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

閉塞（海水系） 
漂流物による取水口，海水ストレーナ

の閉塞 
    －    Ⅲ-1 －  Ⅰ － －     － 

12 火山の影響 

荷重 荷重（堆積）     －    － －  － － －     － 

閉塞（海水系） 海水系ストレーナの閉塞     －    － －  Ⅰ － －     － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞     －    － －  － － －     － 

腐食 腐食成分による化学的影響     －    － －  － － －     － 

電気的影響 
降下火砕物の付着による送電線の相

間短絡 
    －    － －  － － －     － 

13 波浪・高波 浸水 波浪・高波による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

14 雪崩 －                    

15 生物学的事象 

閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞     －    Ⅲ-1 －  Ⅰ － －     － 

電気的影響 
齧歯類（ネズミ等）によるケーブル類

の損傷 
    －    － －  － － －     － 

16 海岸浸食 －                    

17 干ばつ －                    

18 洪水 浸水 洪水による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

19 風（台風） 荷重 
荷重（風）     －    － －  － － －     － 

荷重（衝突）     －    － －  － － －     － 

20 竜巻 荷重 

荷重（風）     －    － －  － － －     － 

荷重（衝突）     －    － －  － － －     － 

荷重（気圧差）     －    － －  － － －     － 

21 濃霧 －                    

22 森林火災 
温度 輻射熱     －    － －  － － －     － 

閉塞（吸気等） 給気口等の閉塞     －    － －  － － －     Ⅰ 

23 霜・白霜 －                    

24 草原火災 －                    

25 ひょう・あられ 荷重 荷重（衝突）     －    － －  － － －     － 



自然現象の重畳確認結果 
【凡例】 
斜線：以下の理由により，重畳影響考慮不要 
 ○東海第二発電所及びその周辺では発生しない（若しくは，発生が極めて稀）と判断した事象 
 ○単独事象での評価において設備等への影響がない（若しくは，非常に小さい）事象で，他の事象との重畳を考慮しても明らかに設備等への影響が無いと判断した事象 
－：各自然現象が重畳した場合でも単独事象同士の影響評価より増長しない，もしくは同時には起こりえない。 
Ⅰ：各自然現象から同じ影響がそれぞれ作用し，重ね合わさって増長するケース 
Ⅱ：ある自然現象の防護施設が他の自然現象によって機能喪失することにより，影響が増長するケース 
Ⅲ-1：他の自然現象の作用により前提条件が変化し，影響が増長するケース 
Ⅲ-2：他の自然現象の作用により影響が及ぶようになるケース 
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主事象 もや 塩害・塩雲 地面の隆起 動物 地滑り カルスト 
地下水による

浸食 
海水面低 海水面高 

地下水による 

地滑り 
水中の有機物 

太陽フレア 

，磁気嵐 

高温水 

（海水温高） 

低温水 

（海水温低） 

泥湧出 

（液状化） 
土石流 水蒸気 毒性ガス 

重畳事象 
設備の損傷・機能喪失

モード 
   物理的損傷    渇水 浸水 

 閉塞 

(海水系) 
電気的影響 温度     

閉塞 

(吸気等) 

No 自然現象 設備の損傷・機能喪失モード  備考                   

26 極高温 －                    

27 満潮 浸水 満潮による設備の浸水     －    － Ⅰ  － － －     － 

28 ハリケーン －                    

29 氷結 電気的影響 着氷     －    － －  － － －     － 

30 氷晶 電気的影響 着氷     －    － －  － － －     － 

31 氷壁 －                    

32 
土砂崩れ 

（山崩れ，がけ崩れ） 
－ 

 
         

 
        

33 落雷 電気的影響 

屋内外計測制御設備に発生するノイ

ズ 

 
   －    － － 

 
－ － －     － 

直撃雷     －    － －  － － －     － 

誘導雷サージによる電気盤内の回路

損傷 

 
   －    － － 

 
－ － －     － 

34 湖又は河川の水位低下 －                    

35 湖又は河川の水位上昇 浸水 
湖又は河川の水位上昇による設備の

浸水 

 
   －    － Ⅰ 

 
－ － －     － 

36 陥没，地盤沈下，地割れ －                    

37 
極限的な圧力 

（気圧高低） 
荷重 気圧差 

 
   

－  
  － Ⅲ-1 

 
－ － －     － 

38 もや －                    

39 塩害・塩雲 －                    

40 地面の隆起 －                    

41 動物 物理的損傷 ケーブル類の損傷         － －  － － －     － 

42 地滑り －                    

43 カルスト －                    

44 地下水による浸食 －                    

45 海水面低 渇水 海水面の低下による海水の枯渇     －     －  －  －     － 

46 海水面高 浸水 海水面の上昇による設備の浸水     －    －           

47 地下水による地滑り －                    

48 水中の有機物 閉塞（海水系） 取水口，海水ストレーナの閉塞     －    Ⅲ-1 －   － －     － 

49 太陽フレア，磁気嵐 電気的影響 磁気嵐による誘導電流     －    － －  －  －     － 

50 高温水（海水温高） 温度 高温水     －    － －  － －      － 

51 低温水（海水温低） －                    

52 泥湧出（液状化） －                    

53 土石流 －                    

54 水蒸気 －                    

55 毒性ガス 閉塞（吸気等） 
毒性ガスの吸込みによる給気口等の

閉塞 
    －    － － 

 
－ － －      

 

 



補足 4 
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外部人為事象に関わる重畳の影響について 

 

 外部事象のうち，自然現象同士が重畳することによる影響については，補足

3 に示すように組合せを考慮し，単独事象とは異なる新たな影響が発生しない

ことを確認した。一方，外部人為事象については，以下に示す理由から個々の

組合せについて確認する必要はなく，自然現象の重畳影響評価に包絡されると

考える。 

 

【理由】自然現象と比べて外部人為事象は影響範囲が限定的（狭い）である。 

 自然現象の影響は，原子力施設全体に対して同時に作用する点が特徴であ

る。一方，外部人為事象の場合は，人工物の事故等により引き起こされるも

のであり，影響範囲は当該人工物の大きさや内包する危険物量等により決ま

る。したがって，外部人為事象の場合，低頻度事象を仮定しようとしても，

実際に設置されている設備や立地状況等により制限され，際限なく事象影響

範囲が拡がるということはない。 

 以上より，各外部人為事象により生じる影響の特徴を踏まえ，それぞれの

影響を包絡する自然現象について重畳影響を確認しておくことで，外部人為

事象についても重畳影響を確認したことと同等になる（表１参照）。 
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表 1 自然現象に包絡される外部人為事象 

自然現象 特徴 包絡される外部人為事象 

地震 

原子炉施設全体に対して

外力が作用し，複数の機器

が同時に機能喪失する場

合がある。敷地の変動等に

より屋外設備の基礎や地

中設備を損傷させる可能

性がある。 

No.16 掘削工事 

津波 

原子炉施設への浸水によ

り，複数の機器が同時に機

能喪失する場合がある。波

力により海水系機器を損

傷させる可能性がある。 

No.8  船舶の衝突 

No.10 船舶から放出される固体・液体不純物 

No.11 水中の化学物質 

No.13 プラント外での化学物質の流出 

No.22 内部溢水 

落雷 

原子炉施設への落雷によ

り，広範な範囲で計測系，

制御系を損傷させる可能

性がある。 

No.20 電磁的障害 

竜巻 

移動しながら広範囲にわ

たって風圧，飛来物による

影響を与える。特に飛来物

については，屋外設備だけ

ではなく，建屋内の設備を

損傷させる可能性がある。

No.2  パイプライン事故（ガスなど），パイプ

ライン事故によるサイト内爆発等 

No.7  工業施設又は軍事施設事故 

No.9  自動車又は船舶の爆発 

No.12 爆発 

 

なお，表 1 のとおり自然現象に包絡される外部人為事象以外の“その他の事

象”については，以下のとおりである。 
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【その他の事象】 

 （１）外部人為事象の影響の方が大きい場合 

火災による熱影響については，自然現象では「森林火災」，外部人為事

象では「No.2 パイプライン事故（ガスなど），パイプライン事故による

サイト内爆発等」，「No.3 交通事故（化学物質の流出含む）」，「No.6 飛来

物（航空機落下）」，「No.7 工業施設又は軍事施設事故」，「No.9 自動車又

は船舶の爆発」及び「No.23 近隣工場等の火災」で想定されるが，この

うち，原子炉施設に対して最も厳しい熱影響がある事象は，「No.6 飛来

物（航空機落下）」である。航空機落下と原子炉施設周辺で発生し得る重

畳事象としては，「森林火災」と「No.23 近隣工場等の火災」の溶融炉灯

油タンク火災が挙げられるものの，「森林火災」の熱影響は，溶融炉灯油

タンク火災の影響に包絡できる。 

偶発的に落下する航空機による火災と，溶融炉灯油タンク火災が組み

合わされる重畳事象については，10－７／年程度の低頻度事象であるもの

の外部火災評価の中で許容値以下の熱影響に止まることを確認済みであ

ることを踏まえると，事象の重畳による新たな起因事象の追加はない。 

爆風圧による影響については，「No.2 パイプライン事故（ガスなど），

パイプライン事故によるサイト内爆発等」，「No.7 工業施設又は軍事施設

事故」，「No.9 自動車又は船舶の爆発」及び「No.12 爆発」で想定される

が，それぞれの事象の特徴を踏まえれば，個別の重畳影響評価をするま

でもなく，自然現象同士の重畳影響を評価することで影響が包絡される。 

・「No.2 パイプライン事故（ガスなど），パイプライン事故によるサイ

ト内爆発等」については，爆風圧の影響が原子炉施設へ影響のある

範囲にないため単独事象として影響がないと判断 

・「No.7 工業施設又は軍事施設事故」については，軍事施設は発電所
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近傍にないこと，工業施設の爆発を想定した場合であっても，爆風

圧の影響が原子炉施設へ及ばないことを確認済みであることを踏ま

え，単独事象として影響がないと判断 

・「No.9 自動車又は船舶の爆発」については，交通事故による自動車

の爆発や発電所港湾内に侵入し得る最大規模の高圧ガス輸送船舶の

爆発事故を想定した場合であっても，爆風圧の影響が原子炉施設へ

及ばないことを確認済みであることを踏まえ，単独事象として影響

がないと判断 

・「No.12 爆発」については，発電所周辺の社会環境からみて，爆風圧

の影響が発電所へ及ばないことを確認済みであることを踏まえ，単

独事象として影響がないと判断 
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 （２）外部人為事象の影響について考慮が不要な場合 

以下にあげる外部人為事象については，重畳影響を考慮するまでもな

く，単独事象として原子炉施設への影響を考慮する必要がないものとし

て整理している。 

○単独事象として発生頻度が稀な事象（10－７/年以下） 

No.1  衛星の落下 

No.5  タービンミサイル 

No.6  飛来物（航空機落下） 

No.15 軍事施設からのミサイル 

 

○発生源となる施設が発電所へ影響の及ぶ範囲にない事象 

No.18 他のユニットからのミサイル 

No.19 他のユニットからの内部溢水 

No.21 ダムの崩壊 

 

○発生しても影響が軽微な事象，影響を遮断できる事象 

No.4  有毒ガス 

No.14 サイト貯蔵の化学物質の流出 

No.17 他のユニットからの火災 

 

事象毎の状況を表 2 にまとめる。 
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表 2 各外部人為事象が包絡される自然現象等 

No. 外部人為事象 包絡される自然現象等 

1 衛星の落下 【 ― 】 低頻度事象（その他の事象（２）のとおり）

2 

パイプライン事故（ガスな

ど），パイプライン事故によ

るサイト内爆発等 

【竜巻】

飛来物による影響 

熱影響，爆風圧の影響はその他の事象（１）

のとおり 

3 
交通事故（化学物質の流出

含む） 
【 ― 】 熱影響はその他の事象（１）のとおり 

4 有毒ガス 【 ― 】
影響を緩和可能（その他の事象（２）のと

おり） 

5 タービンミサイル 【 ― 】 低頻度事象（その他の事象（２）のとおり） 

6 飛来物（航空機落下） 【 ― 】 

熱影響はその他の事象（１）のとおり 

落下は低頻度事象（その他の事象（２）の

とおり） 

7 工業施設又は軍事施設事故 【竜巻】 

飛来物による影響 

熱影響，爆風圧の影響はその他の事象（１）

のとおり 

8 船舶の衝突 【津波】 海水系機器の性能低下 

9 自動車又は船舶の爆発 【竜巻】 

飛来物による影響 

熱影響，爆風圧の影響はその他の事象（１）

のとおり 

10 
船舶から放出される固体・

液体不純物 
【津波】 海水系機器の性能低下 

11 水中の化学物質 【津波】 海水系機器の性能低下 

12 爆発 【竜巻】

飛来物による影響 

熱影響，爆風圧の影響はその他の事象（１）

のとおり 

13 
プラント外での化学物質の

流出 
【津波】 海水系機器の性能低下 

14 
サイト貯蔵の化学物質の流

出 
【 ― 】

影響を緩和可能（その他の事象（２）のと

おり） 

15 軍事施設からのミサイル 【 ― 】 低頻度事象（その他の事象（２）のとおり）

16 掘削工事 【地震】
敷地の変動等による屋外設備の基礎や地中

設備の損傷 

17 他のユニットからの火災 【 ― 】
影響を緩和可能（その他の事象（２）のと

おり） 

18 
他のユニットからのミサイ

ル 
【 ― 】

影響の及ぶ範囲に発生源となる施設なし

（その他の事象（２）のとおり） 

19 
他のユニットからの内部溢

水 
【 ― 】

影響の及ぶ範囲に発生源となる施設なし

（その他の事象（２）のとおり） 

20 電磁的障害 【落雷】 計測系，制御系へのノイズ影響等 

21 ダムの崩壊 【 ― 】 
影響の及ぶ範囲に発生源となる施設なし

（その他の事象（２）のとおり） 

22 内部溢水 【津波】 広範囲の機器等の同時浸水 

23 近隣工場等の火災 【 ― 】 
影響確認済み（その他の事象（１）のとお

り） 

凡例 【 】包絡される自然事象 
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地震レベル１．５ＰＲＡについて 

 

1. はじめに 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）にて要求されている格納容器

の破損の防止に関する有効性評価に関し，必ず想定すべき格納容器破損モー

ド以外の破損モードの有無について，内部事象については内部事象レベル１．

５ＰＲＡにより確認を実施済みであるが，地震事象特有の影響について以下

にて確認を実施した。 

 

2. 地震事象特有の格納容器破損モードについて 

炉心損傷後の格納容器の健全性に影響を与える物理現象による事象進展に

関し内部事象と地震事象の差はなく，地震事象特有の影響としては，地震動

により直接的に格納容器本体が損傷する場合，格納容器の隔離機能又は圧力

抑制機能に係る設備が損傷することで格納容器破損に至る場合が考えられる。 

(1) 格納容器本体の損傷 

地震動による原子炉建屋の損傷影響により格納容器が破損に至る，又は

格納容器が直接的に破損に至るケースは，地震事象特有の格納容器破損モ

ードであり，（社）日本原子力学会標準「原子力発電所の地震を起因とした

確率論的安全評価実施基準：２００７」では，原子炉建屋破損のχモード

として分類されている。 

このケースの場合，炉心損傷時に格納容器の放射性物質閉じ込め機能は

既に喪失しており，内部事象レベル１．５ＰＲＡでは格納容器隔離失敗と

して考慮している。 
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(2) 格納容器隔離機能喪失 

地震動により格納容器隔離弁が閉鎖できなくなることで，炉心損傷によ

り発生した放射性物質が格納容器外へ直接放出される可能性がある。この

ケースについては，格納容器本体の損傷と同様に炉心損傷時には格納容器

の放射性物質閉じ込め機能は喪失している状態であり，内部事象レベル１．

５ＰＲＡでは格納容器隔離失敗として考慮している。 

 

(3) 格納容器圧力抑制機能喪失 

地震動により残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード），格納容器ベ

ント管又は圧力抑制室の損傷により格納容器圧力を抑制出来なくなり，格

納容器が過圧破損に至る可能性がある。このケースについては，内部事象

レベル１．５ＰＲＡにおいて，水蒸気（崩壊熱）の蓄積等による過圧によ

って格納容器が破損に至る過圧破損モードとして考慮している。 

 

3. 格納容器破損防止対策に係る有効性評価事故シーケンスについて 

上述のとおり，地震事象特有の影響として格納容器や隔離機能等の地震動

による損傷が考えられるものの，重大事故の事象進展により格納容器へ圧力

荷重，熱荷重といった物理的な負荷が加わった結果として放射性物質閉じ込

め機能が喪失に至るものではない。そのため，格納容器破損防止対策の有効

性評価の判断基準に照らすと，重大事故対策の有効性評価の観点としてでは

なく，対象設備の耐震性の観点から評価がなされるべきものと判断される。 

加えて格納容器本体の損傷については，内部事象レベル１．５ＰＲＡでも

想定していない機器の損傷モードであるが，格納容器が損傷に至るような大

規模地震を想定した場合，その損傷の程度や緩和系設備使用可否の評価，事

故シナリオを特定することは非常に困難である。したがって，そのような状
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況下においては，地震によるプラントの損傷の程度や事象進展に応じて，様々

な格納容器破損防止対策を臨機応変に組み合わせて影響緩和を図るとともに，

大規模損壊対策として放水砲等の影響緩和措置を講じられるようにしておく

ことが重要と考えられる。 

 

4. 地震レベル１．５ＰＲＡについて 

内部事象ＰＲＡでは，レベル１ＰＲＡの結果抽出された炉心損傷に至る事

故シーケンスグループをレベル１．５ＰＲＡ評価の起点となるようプラント

損傷状態を定義した上で，炉心損傷に至るまでのプラント状態などの観点か

ら格納容器の健全性に影響を与える事象（過温破損，水蒸気爆発等）を抽出

しているが，地震レベル１．５ＰＲＡでは，地震事象特有の影響として原子

炉建屋，格納容器等の損傷から格納容器の閉じ込め機能喪失に至るシナリオ

を考慮する必要がある。 

具体的には，地震レベル１ＰＲＡにおいて緩和系に期待することができず，

炉心損傷直結事象として整理している原子炉建屋損傷やＥｘｃｅｓｓｉｖｅ 

ＬＯＣＡといった事故シナリオが対象となるものの，現段階では，それら事

故の起因となる設備の損傷の規模や範囲の特定には困難かつ不確実さが大き

く，これらの事故シナリオが発生した場合の事象進展（炉心損傷までの時間

余裕や緩和系の健全性等）を定量化することが困難な状況にある。 

そのため，今後，対象設備の損傷影響評価などの精緻化を進めるとともに，

実機適用へ向けた検討を進めていくところである。 
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別紙 2 

外部事象に特有の事故シーケンスについて 

 

1. はじめに 

外部事象のうち，地震・津波ＰＲＡを実施した結果，内部事象Ｐ

ＲＡでは抽出されていない以下の(1)から(9)の事故シーケンスが抽

出された。 

(1) 原子炉建屋損傷 

(2) 格納容器損傷 

(3) 原子炉圧力容器損傷 

(4) 原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ Ｌ

ＯＣＡ） 

(5) 計装・制御系喪失 

(6) 格納容器バイパス 

(7) 直流電源喪失＋原子炉停止失敗 

(8) 交流電源喪失＋原子炉停止失敗 

(9) 防潮堤損傷 

以下では，これら地震事象に特有の各事故シーケンスについて，

地震・津波ＰＲＡ評価におけるフラジリティ評価や事故シーケンス

評価における条件設定の妥当性等について再整理し，炉心損傷防止

対策の有効性評価の対象とする事故シーケンスグループとして取り

扱うべきかの検討を実施した。 

 

2. 炉心損傷に直結する事故シーケンスグループ 

上記の(1)から(9)の事故シーケンスについては，それぞれの発生
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頻度は低く，これら事故シーケンスを除く事故シーケンスにより全

炉心損傷頻度の約 99％は炉心損傷防止対策でカバーされるものであ

るが，(1)から(9)の事故シーケンスのそれぞれについて，地震・津

波ＰＲＡにおけるフラジリティ評価や事故シーケンス評価における

条件設定の妥当性等について改めて確認した。 

 

2.1 原子炉建屋損傷 

(1) 想定事故シナリオ 

原子炉建屋が損傷することで，建屋内の格納容器，原子炉圧力

容器等の構造物及び機器が広範囲にわたり損傷し，原子炉注水を

行った場合においても炉心損傷を回避できないことを想定した事

故シーケンスである。 

実際には地震による原子炉建屋の損傷程度により発生する事象

の厳しさは以下のとおりの範囲を有している。 

＜小規模な損傷の場合＞ 

地震による原子炉建屋損傷として建屋全損壊ではなく一部

フロア程度の損傷を想定する場合には，大規模なＬＯＣＡ（Ｅ

ｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ）には至らない可能性があり，外

部電源喪失等の過渡事象が発生した場合においても，原子炉注

水機能等が健全な場合は炉心損傷に至ることはない。 

＜大規模な損傷の場合＞ 

建屋損傷時に，緩和できない大規模なＬＯＣＡ（Ｅｘｃｅｓ

ｓｉｖｅ ＬＯＣＡ）が発生すると同時に，建屋内の原子炉注

水系配管が構造損傷して原子炉注水機能も喪失するため，炉心

損傷に至る。建屋損傷の二次的被害により，格納容器や格納容
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器の貫通配管が損傷しており，閉じ込め機能にも期待すること

はできない。 

このように損傷の発生程度に応じて影響程度が変化する事故シ

ーケンスであるものの，地震による建屋損傷状態及び機能喪失す

る機器を特定することが困難であることから，これらの様々な損

傷の程度・組合せを含む事故シーケンス全体を炉心損傷防止が困

難な事故シーケンスとして整理した。 

【炉心損傷頻度】1.5×10－ ７／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】約 0.2％ 

(2) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

原子炉建屋の支配的な損傷モード及び部位としては，建屋の崩

壊シーケンスを踏まえて，層崩壊を伴う耐震壁のせん断破壊を選

定した。 

ｂ．評価方法 

原子炉建屋は，「現実的耐力と現実的応答による方法（応答解

析に基づく方法）」によりフラジリティを評価した。評価手法は

地震ＰＳＡ学会標準に準拠した手法としている。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

原子炉建屋のフラジリティ曲線は，原子炉建屋の最弱部位の損

傷を模擬したフラジリティであり，建屋全体の損壊を模擬したも

のではないため，建屋全体崩壊に至るまでは余裕があると考えら

れる。 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は小規模な損傷の影響も含めた評
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価でも 1.5×10－ ７／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－ ５／炉

年）に対して約 0.2％と小さい。 

さらに，損傷の程度によっては，非常用炉心冷却系等による原

子炉冷却，格納容器スプレイ冷却系等による格納容器冷却により，

影響を緩和できる可能性があること及びフラジリティ評価が持つ

保守性を考慮すると，原子炉建屋の損傷を有意な頻度又は影響を

もたらす事故シーケンスグループとして新たに追加することは不

要と判断した。 

 

2.2 格納容器損傷 

(1) 想定事故シナリオ 

格納容器が損傷することで，格納容器内の原子炉圧力容器等の

構造物及び機器が広範囲にわたり損傷し，原子炉注水を行った場

合においても炉心損傷を回避できないことを想定した事故シーケ

ンスである。 

実際には地震による格納容器の損傷程度により発生する事象の

厳しさは以下のとおりの範囲を有している。 

＜小規模な損傷の場合＞ 

地震による格納容器損傷として，一部のみの損傷を想定する

場合には，原子炉冷却材圧力バウンダリが健全で大規模なＬＯ

ＣＡ（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ）が発生しない可能性が

あり，外部電源喪失等の過渡事象が発生した場合においても，

原子炉注水機能等が健全な場合は炉心損傷に至ることはない。 

＜大規模な損傷の場合＞ 

格納容器内の配管及びＥＣＣＳ注入配管が同時に構造損傷



別紙 2－5 

して，大規模なＬＯＣＡ（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ）が

発生すると同時に，原子炉注水機能も喪失するため，炉心損傷

に至る。なお，この場合，格納容器が損傷しており，閉じ込め

機能にも期待することはできない。 

このように損傷の発生程度に応じて影響程度が変化する事故シ

ーケンスであるものの，地震による格納容器損傷状態及び機能喪

失する機器を特定することは困難であることから，これらの様々

な損傷の程度・組合せを含む事故シーケンス全体を炉心損傷防止

が困難な事故シーケンスとして整理した。 

【炉心損傷頻度】4.1×10－ ９／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】0.1％未満 

(2) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

格納容器の損傷により炉心損傷に至る事故シナリオに対して，

支配的な機器として，格納容器スタビライザ及び格納容器下部シ

アラグを選定している。これらの構造物の位置関係を第 1 図に示

す。 

格納容器スタビライザは，原子炉遮へい壁からの水平方向の地

震荷重を原子炉建屋に伝達するために，原子炉遮へい壁と格納容

器上部シアラグを結ぶ構造物であり，原子炉遮へい壁の最頂部に

トラス状に設置されている。 

また，格納容器下部シアラグは，格納容器円錐部下部付近に設

置されており，格納容器の水平方向の地震荷重及びダイアフラム

フロアを介して伝達される原子炉圧力容器ペデスタルからの水

平方向の地震荷重を原子炉建屋に伝達する構造となっている。 
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ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に基

づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジリテ

ィを評価した。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

格納容器スタビライザ及び格納容器下部シアラグの構造強度

評価は，地震応答解析により算出した時刻歴荷重データのうち当

該部位に負荷される最大荷重を用いて，その地震荷重（最大荷重）

を交番荷重ではなく，静的に負荷され続けている状態を想定して

評価を行っており，保守的な評価となっている。 

さらに，格納容器は複数の格納容器スタビライザ及び格納容器

下部シアラグにより支持されているが，最大地震荷重を受けるも

のが損傷した時点で，格納容器損傷に至るとしている点にも保守

性がある。 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は小規模な損傷の影響も含めた評

価でも 4.1×10－ ９／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－ ５／炉

年）に対して 0.1％未満と小さい。 

最大地震荷重を受ける格納容器スタビライザが損傷した場合で

も，荷重の再配分により残りの格納容器スタビライザ及び原子炉

圧力容器ペデスタルで原子炉遮へい壁の地震荷重を受けることが

できることから，直ちに原子炉遮へい壁が転倒するには至らず，

原子炉冷却材圧力バウンダリ配管の一部損傷若しくは破損に留ま

るものと考えられる。この場合は既存のＬＯＣＡシナリオと同様

の進展になることが想定される。 
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また，最大地震荷重を受ける格納容器下部シアラグが損傷した

場合でも，荷重の再配分により残りの格納容器下部シアラグ及び

ダイアフラムフロアで原子炉圧力容器ペデスタルの地震荷重を受

けることができることから，直ちに原子炉圧力容器ペデスタルが

転倒するには至らず，原子炉冷却材圧力バウンダリ配管の一部損

傷若しくは破損に留まるものと考えられる。この場合は既存のＬ

ＯＣＡシナリオと同様の進展になることが想定される。 

以上を総合的に勘案した上で，本事象については，有意な頻度

又は影響をもたらす事故シーケンスグループとして新たに追加す

ることは不要と判断した。 

 

2.3 原子炉圧力容器損傷 

(1) 想定事故シナリオ 

原子炉圧力容器の支持機能喪失等により，原子炉圧力容器に接

続されている原子炉冷却材圧力バウンダリ配管の損傷や，原子炉

冷却材の流路閉塞が発生することにより，原子炉注水を行った場

合においても炉心損傷を回避できないことを想定した事故シーケ

ンスである。 

実際には地震による原子炉圧力容器の損傷程度により発生する

事象の厳しさは以下のとおりの範囲を有している。 

＜小規模な損傷の場合＞ 

地震による原子炉圧力容器損傷として，原子炉圧力容器の一

部のみの損傷を想定する場合には，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ配管の全周破断に至らず冷却材の注入が可能な場合や，炉内

構造物の一部変形のみで原子炉冷却材の流路の完全な閉塞に
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至らない可能性があり，原子炉注水機能等が健全ならば炉心損

傷を防止できる。 

＜大規模な損傷の場合＞ 

原子炉圧力容器の損傷により，原子炉冷却材圧力バウンダリ

配管の全周破断による原子炉注水機能の喪失や，炉内構造物の

大規模破損による冷却材流路の閉塞により，炉心の除熱が困難

となり炉心損傷に至る。 

このように損傷の程度に応じて影響が変化する事故シーケンス

であるものの，地震による原子炉圧力容器損傷状態を特定するこ

とは困難であることから，これらの様々な損傷の程度・組合せを

含む事故シーケンス全体を炉心損傷防止が困難な事故シーケンス

として整理した。 

【炉心損傷頻度】2.2×10－ ７／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】約 0.3％ 

(2) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

原子炉圧力容器の損傷により炉心損傷に至る事故シナリオに

対して，比較的大きな影響を及ぼす機器は，第 1 表に示すＦＶ重

要度から，原子炉圧力容器の蒸気乾燥器支持ブラケット及び原子

炉圧力容器スタビライザである。これらの構造物の位置関係を第

2 図に示す。 

ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に基

づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジリテ

ィを評価した。 
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ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

蒸気乾燥器支持ブラケット及び原子炉圧力容器スタビライザ

の構造強度評価は，原子炉圧力容器の地震応答解析により算出し

た最大荷重を用いて，その地震荷重（最大荷重）を交番荷重では

なく，静的に負荷され続けている状態を想定して評価を行ってお

り，保守的な評価となっている。 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は小規模な損傷の影響も含めた評

価でも 2.2×10－ ７／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－ ５／炉

年）に対して約 0.3％と小さい。 

また，原子炉圧力容器等の損傷による炉心損傷に至る事故シナ

リオに対して，蒸気乾燥器支持ブラケットの支持機能が喪失した

としても，炉心との間には気水分離器が設置されており直接炉心

に接触することはなく，また，原子炉圧力容器スタビライザの支

持機能が喪失したとしても，原子炉圧力容器の周囲を囲む原子炉

遮へい壁等の存在により原子炉圧力容器が大きく傾くことはなく，

その影響は原子炉圧力容器に接続されている配管の一部破損に留

まるものと考えられる。この場合は既存のＬＯＣＡシナリオと同

様の進展になることが想定される。 

以上を総合的に勘案した上で，本事象については，有意な頻度

又は影響をもたらす事故シーケンスグループとして新たに追加す

ることは不要と判断した。 

 

2.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣ

Ａ） 
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(1) 想定事故シナリオ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失については，地震によるスク

ラム後，逃がし安全弁の開放失敗による原子炉圧力上昇又は地震

による直接的な荷重により原子炉格納容器内の原子炉冷却材圧力

バウンダリ配管が損傷に至るシナリオを想定している。いずれの

場合も原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷の規模や影響緩和系に

よる事象収束可能性の評価が困難なため，保守的にＥｘｃｅｓｓ

ｉｖｅ ＬＯＣＡ相当とし，炉心損傷に至る事故シナリオとして

整理している。 

【炉心損傷頻度】3.0×10－ １ ０／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】0.1％未満 

① 逃がし安全弁開失敗シナリオ 

①－(1) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

事故シーケンスとしては，過渡事象や外部電源喪失，交流電

源喪失，直流電源喪失の発生時を想定しているが，いずれのケ

ースにおいても，逃がし安全弁の機能損傷（開失敗）を想定し

ている。 

ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に

基づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジ

リティを評価した。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

逃がし安全弁については，合計 18 台設置されているものの，

フラジリティ評価上は，機器の完全相関を仮定しており，単一
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機器の評価＝全体の評価としている。共通原因故障として単一

機器の機能喪失を全台機能喪失と仮定すること自体は保守的

な取り扱いではあるが，実際には機器配置の差など，応答に差

があることを踏まえると，さらに余裕があると言える。 

①－(2) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取

扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は小規模な損傷の影響も含めた

評価でも 3.0×10－ １ ０／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－

５／炉年）に対して 0.1％未満と小さい。 

逃がし安全弁開失敗によるＬＯＣＡシナリオとして，逃がし安

全弁全数破損により原子炉圧力が過剰に上昇し原子炉冷却材圧

力バウンダリが広範囲に破損に至ることを想定し，影響緩和系に

期待できず炉心損傷が回避不可となるケースを考え，炉心損傷直

結としている。 

ただし，①－(1)のとおり，要因となっている逃がし安全弁の

現状のフラジリティ評価に保守的な仮定をおいており，現実的な

事故シナリオとしては，合計 18 台ある逃がし安全弁が同時損傷

する可能性は極めて低いことから，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣ

Ａには至ることなく影響緩和系による事象収束が期待できる。そ

のため，炉心損傷に至る確率が十分小さいと判断し，有効性評価

の事故シーケンスグループとしては取り扱わないこととした。 

② 格納容器内配管損傷シナリオ 

②－(1) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

本評価では，格納容器内を通る配管について，系統ごとに地
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震荷重に対して裕度が小さい部位を，評価部位として選定した。 

ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に

基づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジ

リティを評価した。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

配管本体については，設計に比べて大きな耐震裕度を有して

おり，既往研究結果等からも設計想定レベルを上回る地震力に

対して健全性を維持することが確認されている。「配管系終局

強度試験」（平成 10 年度 平成 15 年度）[1]においては，許容

応力度（3Sm）の 10 倍の応力強さにおいても塑性崩壊又は疲労

による破損は生じないことなどが確認されている。 

上記のような現実的な損傷に対して現実的な評価を行うと

すれば，配管および配管サポートを一体でモデル化した応答解

析を行う詳細法が考えられるが，今回の評価としては保守的な

決定論的評価に基づいた安全係数法により評価しているため，

配管系が損傷に至る地震動の大きさは，耐震評価から得られた

地震動の大きさよりも十分に大きいと考えられる。 

格納容器内配管が地震により疲労損傷した場合においても，

大径配管が疲労により全周破損に至る可能性は小さく，その場

合，原子炉冷却材の流出量は，ＬＯＣＡで想定している流出量

を大きく下回る。 

②－(2) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取

扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は小規模な損傷の影響も含めた
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評価でも 3.0×10－ １ ０／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－

５／炉年）に対して 0.1％未満と小さい。 

格納容器内配管損傷によるＬＯＣＡシナリオとして，損傷程度

（規模，範囲）を想定することは困難であるものの，②－(1)の

とおり，フラジリティ評価に保守的な仮定を置いており，現実的

な事故シナリオとしては，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡには至

ることなく影響緩和系による事象収束が期待できると考えられ

るため，炉心損傷に至る確率が十分小さいと判断し，有効性評価

の事故シーケンスグループとしては取り扱わないこととした。 

 

2.5 計装・制御系喪失 

(1) 想定事故シナリオ 

地震により計装・制御系が損傷した場合，プラントの監視及び

制御ができなくなる可能性があること，発生時のプラント挙動に

対する影響が現在の知見では明確でないことから，保守的に直接

炉心損傷に至る事故として整理している。 

【炉心損傷頻度】3.7×10－ １ ０／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】0.1％未満 

(2) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

計測・制御系喪失において評価対象となる電気計装機器は，制

御盤及び計装ラックであり，これらの機能損傷について評価して

いる。 

ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に基
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づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジリテ

ィを評価した。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

今回の耐力評価に使用している機能確認済加速度は，誤動作を

起こすまでの試験結果である場合が多く，電気計装機器の実際の

機能損傷レベルに対して余裕のある機能確認済加速度値を採用

している。 

このため，機能維持確認済加速度値は，制御盤，計装ラック及

びこれらに内蔵される器具が再使用困難な状態（構造損傷）とな

るまでを検証した結果ではないことから，仮に地震動が機能確認

済加速度値を超過した場合においても一時的な機能喪失にとど

まる可能性が高く，地震収束後に再起動操作等を適切に実施する

ことにより機能回復が可能と考える。 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は復旧可能な機能喪失の影響も含

めた評価でも 3.7×10－ １ ０／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10

－ ５／炉年）に対して 0.1％未満と小さい。 

現実的な事故シナリオとしては，一時的な機能喪失にとどまる

機器が多く，地震収束後に再起動操作を適切に実施することで影

響緩和系による事象収束が期待できるため，炉心損傷に至る確率

が十分小さいと判断し，有効性評価の事故シーケンスグループと

しては取り扱わないこととした。 

 

2.6 格納容器バイパス 

(1) 想定事故シナリオ 
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格納容器バイパス事象は，常時開の隔離弁に接続している配管

が格納容器外で破損すると同時に隔離弁が閉失敗することで，原

子炉冷却材が流出する事象である。高温・高圧の原子炉冷却材が

隔離不能な状態で格納容器外（原子炉建屋）へ流出し，原子炉建

屋内の広範な影響緩和系に係る機器（電気品，計装品等）が機能

喪失し，損傷の規模や影響緩和系による事象収束可能性の評価が

困難なため，保守的に直接炉心損傷に至る事故シナリオとして整

理している。 

【炉心損傷頻度】3.2×10－ ８／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】0.1％未満 

(2) フラジリティ評価の保守性 

ａ．評価対象機器／評価部位 

本事故シーケンスに関連する機器のうち，本事故シナリオに対

して，比較的大きな影響を及ぼす事象は，第 1 表に示すＦＶ重要

度から，主蒸気ドレン弁（外側）の下流側配管（耐震Ｂクラス）

の地震による損傷と，通常開状態である主蒸気隔離弁及び主蒸気

ドレン弁（外側）の同時損傷による隔離失敗に至る事象であり，

本事象に関連する機器に対する保守性について整理する。 

ｂ．評価方法 

今回のフラジリティ評価では，決定論による耐震評価結果に基

づき，耐力係数と応答係数を用いた安全係数法によりフラジリテ

ィを評価した。 

ｃ．フラジリティ曲線の保守性等 

主蒸気ドレン弁（外側）の下流側配管については，耐震Ｂクラ

スであるため，地震動の大きさに限らず，地震発生時の損傷確率
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を 1.0 としているが，実際には，当該配管についても一定の裕度

を有していることを踏まえると，保守性が確保されているものと

判断できる。 

主蒸気隔離弁及び主蒸気ドレン弁（外側）のフラジリティは，

既往加振試験で得られた加速度の上限値を機能維持限界として

いるが，加振試験で機能損傷が確認されていないため，実際に機

能損傷に至るには余裕があるものと考えられる。 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

本事故シーケンスの発生頻度は（2）フラジリティの保守性も含

めた評価でも 3.2×10－ ８／炉年であり，全炉心損傷頻度（7.5×10

－ ５／炉年）に対して 0.1％未満と小さい。 

ただし，(2)のとおり，主蒸気ドレン弁（外側）の下流側配管（耐

震Ｂクラス）について，地震動の大きさに限らず損傷確率を 1.0

としており，実際には一定の裕度が確保されていること，主蒸気

隔離弁及び主蒸気ドレン弁について，評価に用いている機能維持

加速度に一定の裕度が確保されているものと考えられることから，

実際には本事故シーケンスの発生頻度は更に低くなると判断でき

る。 

以上を総合的に勘案した上で，本事象については，有意な頻度

又は影響をもたらす事故シーケンスグループとして新たに追加す

ることは不要と判断した。 

 

2.7 直流電源喪失＋原子炉停止失敗，交流電源喪失＋原子炉停止失敗 

(1) 想定事故シナリオ 

「直流電源喪失＋原子炉停止失敗」，「交流電源喪失＋原子炉停



別紙 2－17 

止失敗」は，地震による直流電源喪失又は交流電源喪失と原子炉

スクラムの失敗が重畳するシナリオである。ただし，本シナリオ

については炉心損傷直結事象に分類されるものではない。 

ＰＲＡ評価ではヘディング「原子炉停止」において，以下の設

備の地震要因損傷により，制御棒の挿入に失敗するものとして評

価している。 

・炉内支持構造物 

・ＣＲＤ 

・燃料集合体（過度の相対変位による制御棒挿入失敗を想定） 

【炉心損傷頻度】 

直流電源喪失＋原子炉停止失敗：2.6×10－ 8／炉年（点推定値） 

交流電源喪失＋原子炉停止失敗：1.4×10－ 8／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】＜0.1％ 

(2) フラジリティ評価の保守性 

    － 

(3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取り扱い 

原子炉停止機能喪失は内部事象において既に抽出された事故シ

ーケンスグループではあるものの，地震ＰＲＡにおいては全交流

動力電源喪失＋原子炉停止失敗といったシナリオも評価上抽出さ

れる。 

ただし，(1)で挙げた設備（炉内支持構造物，ＣＲＤ，燃料集合

体）については地震要因による損傷は否定できないものの，地震

発生から損傷に至るまでには時間差があると考えらえる。そのた

め，その間に地震加速度大（水平 250Gal，鉛直 120Gal；EL.－4.0m

の地震加速度計の設定値，水平 300Gal；EL.＋14.0m の地震加速度
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計の設定値）によるスクラム信号発信及び制御棒挿入（90％挿入

で平均 2.4 秒（平成 22 年制御棒駆動水圧系機能検査））は余裕を

持って完了している可能性が高い。 

また，制御棒が部分的に挿入失敗するようなケースでは，必ず

しも臨界とはならないが，地震によるＣＲＤの損傷は同種系統間

で完全相関を想定しているため，1 本の制御棒でも挿入失敗した場

合は保守的にスクラム失敗により炉心損傷するものとして評価し

ている。 

以上より，現実的には本事故シーケンスにより炉心損傷に至る

確率が十分に小さいと判断し，地震ＰＲＡとしては改めて有効性

評価の事故シーケンスグループとして取扱う必要はないものとし

た。 

 

2.8 防潮堤損傷 

 (1) 想定事故シナリオ 

 津波波力により防潮堤が損傷し，多量の津波が敷地内に浸水す

ることで，非常用海水ポンプが被水・没水して最終ヒートシンク

が喪失するとともに，屋内外の施設が広範囲にわたり機能喪失し

て炉心損傷に至る事故シーケンスである。実際には津波波力によ

る防潮堤の損傷の程度により，発生する事象の厳しさは以下のと

おりの範囲を有している。 

＜小規模な損傷の場合＞ 

 T.P.＋ 24m を超える津波により防潮堤の一部が損傷した場合

は，原子炉建屋への浸水箇所や浸水量の程度によっては，原子炉

隔離時冷却系による原子炉注水に期待できる場合がある。 
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＜大規模な損傷の場合＞ 

 T.P.＋24m を超える津波により防潮堤が倒壊する等，大規模な

損傷が発生した場合は，敷地内に多量の津波が浸水することで，

屋内外の施設が広範囲にわたり機能喪失して炉心損傷に至る。 

【炉心損傷頻度】3.3×10－ ７／炉年（点推定値） 

【全炉心損傷頻度への寄与割合】0.4％ 

 (2) フラジリティ評価の保守性 

 今回のフラジリティ評価では，津波高さが防潮堤耐力を確認し

ている T.P.＋24.0m を超えた時点で防潮堤の損傷確率を 1.0 と仮

定しているが，実際には T.P.＋24.0m を超える津波に対してもあ

る一定程度は防潮堤が健全であると考えられるため，保守性を有

していると考えられる。 

 (3) 有効性評価における事故シーケンスグループとしての取扱い 

 本事故シーケンスグループの炉心損傷頻度は 3.3×10－ ７／炉年

であり，全炉心損傷頻度（7.5×10－ ５／炉年）に占める割合が 1％

未満と小さい。また，防潮堤損傷時は敷地内に多量の津波が流入

することにより，屋内外の施設が広範囲にわたり機能喪失するこ

とが考えられるが，津波による影響の程度を特定することが難し

く，不確かさが大きいため，新たな事故シーケンスグループとし

て追加する必要はないと判断した。 

 

3. まとめ 

地震・津波ＰＲＡ特有の事故シーケンスについては，本来は，Ｐ

ＲＡ評価においても，損傷の程度に応じて影響緩和系による事象収

束可否を詳細に評価することが望ましいが，現段階では損傷の規模



別紙 2－20 

や範囲の特定は困難かつ不確実さが大きく，これら事故シーケンス

が発生した場合の事象進展，対策の成立性などについて評価を行う

ことが現実的ではないことから，保守的に炉心損傷に直結するもの

として取り扱うこととしている。 

これらの事故シーケンスについては，保守的に実施した今回の地

震・津波ＰＲＡにおいても，発生頻度や全炉心損傷頻度に対する寄

与割合は小さく，さらに，現実的な耐力や事故シナリオを考慮する

ことにより，その多くの場合は，炉心損傷に至らないか，すでに想

定されている事故シーケンスグループに包含されるものと考えられ

る。 

また，各事故シーケンスが発生した際の影響については，炉心損

傷に至らない小規模な事象から，地震により建屋全体が崩壊し内部

の安全系機器・配管の全てが機能を喪失するような深刻な事故や，

津波により屋内外の施設が広範囲にわたり機能喪失する事故まで，

事象発生時にプラントに及ぼす影響は大きな幅を有する。したがっ

て，これらの地震・津波ＰＲＡ特有の事故シーケンスは，炉心損傷

防止対策の有効性評価の事故シーケンスグループとして単独で定義

するものではなく，発生する事象の程度や組合せに応じて対応して

いくべきものである。具体的には，炉心損傷に至らない小規模な事

象の場合には，使用可能な炉心損傷防止対策や格納容器破損防止対

策を柔軟に活用することが可能であると考えられる。また，建屋全

体が崩壊し内部の安全系機器・配管の全てが機能喪失するような深

刻な事故の場合には，可搬型のポンプ・電源，放水砲等を駆使した

大規模損壊対策による対応も含め，臨機応変に影響緩和対策を試み

ることで対応していくことが可能と考えられる。 
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以上のとおり頻度及び影響の観点から検討した結果，これらの事

故シーケンスについては，設置許可基準規則の解釈に基づき想定す

る事故シーケンスグループと比較して，新たに追加する必要はない

と総合的に判断した。 

以 上 

【参考文献】 

[1] (財)原子力発電技術機構“原子力発電施設耐震信頼性実証に関す

る報告書，配管系終局強度”，平成 10 年度～平成 15 年度 

 

 

 



 

 
 

別
紙

2
－

2
2 

第 1 表 ＦＶ重要度 

事故シーケンス 
起因事象／ 

影響緩和機能 
設備 損傷モード 評価部位 

ＨＣＬＰＦ

（G） 
ＦＶ重要度

原子炉圧力容器損傷 原子炉圧力容器損傷

原子炉圧力容器 構造損傷 
蒸気乾燥器支持 

ブラケット付根部 
1.29 1.0E-02 

原 子 炉 圧 力 容 器 ス タ ビ

ライザ 
構造損傷 ロッド 1.59 9.2E-04 

原子炉遮へい壁 構造損傷 開口集中部 1.81 1.8E-04 

格納容器バイパス 格納容器バイパス 

主蒸気ドレン弁（外側） 機能損傷 ― 1.15 9.9E-05 

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 配

管 
構造損傷 配管本体 2.63 2.0E-05 

給水逆止弁 機能損傷 
― 

（鉛直方向評価） 

1.47 

（ 2.32※ ）
1.4E-05 

主蒸気隔離弁 機能損傷 ― 2.99 1.9E-06 

原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系 配

管 
構造損傷 配管本体 3.58 5.4E-07 

主蒸気系配管 構造損傷 配管本体 3.75 3.3E-07 

給水配管 構造損傷 配管本体 5.47 3.4E-10 

主蒸気ドレン弁（内側） 機能損傷 ― 5.35 2.6E-10 

原 子 炉 隔 離 時 冷 却 系 蒸

気隔離弁 
機能損傷 

― 

（鉛直方向評価） 

3.96 

（ 6.25※ ）
＜1.0E-16

原 子 炉 冷 却 材 浄 化 系 隔

離弁 
機能損傷 ― 6.81 ＜ 1.0E-16

主 蒸 気 ド レ ン 配 管 （ 内

側） 
構造損傷 配管本体 7.00 ＜ 1.0E-16

※ 鉛直方向のフラジリティを水平方向に換算した値 
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第１図 格納容器の構造物（格納容器スタビライザ，格納容器下部シ

アラグ）の位置関係  
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第 2 図 原子炉圧力容器（蒸気乾燥器支持ブラケット， 

 原子炉圧力容器スタビライザ）の概要図 
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諸外国における炉心損傷防止対策の調査結果について 

 

1. 調査方法 

  諸外国（米国及び欧州）の既設プラントにおいて整備している先進

的な炉心損傷防止対策について，以下の書類等から調査を実施した。 

・原子力規制機関（米国ＮＲＣ，ドイツＢＭＵ等）の規制要求文書 

・米国における最終安全解析書（ＦＳＡＲ）等の事業者文書 

・欧州におけるストレステスト報告書 

  また，原子力規制関係の調査委託会社の提携先である国外コンサル

ティング機関から得られる情報，国外原子力関係者を招いたセミナー

での情報，国外原子力プラントの視察情報等についても調査を実施し

た（図 1 参照）。 

 

2. 調査結果 

  調査可能な範囲内で得られた国外既設プラントにおける炉心損傷防

止対策について，東海第二発電所の対策と比較した結果を表 1 に示す。

なお，表 1 では事故シーケンスグループごとに対策を整理しているが，

国外既設プラントにおける炉心損傷防止対策については，各対策のサ

ポート系等の詳細な情報が一部公開されていないため，各事故シーケ

ンスグループの条件下で使用可能か判断できない対策については使用

可能と仮定して記載している。 

  表 1 のとおり，東海第二発電所の対策は，全ての事故シーケンスグ

ループにおいて，国外既設プラントで整備されている対策と同等であ

ることを確認した。 

  なお，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」の事故シーケンスグループについ

ては，諸外国においても全ての破断面積に対して炉心損傷を防止でき

るような設備対策はとられていないことを確認した。 
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【原子力規制機関の規制要求文書】 

 

【事業者文書】 

・米国の最終安全解析書（ＦＳＡＲ） 

・米国の個別プラントの安全解析評価（ＩＰＥ） 

等 

【欧州ストレステスト報告書】 

・各国の規制当局によるストレステスト国別最終報告

書 

・ストレステスト欧州ピアレビュー報告書 

・ストレステスト後のアクションプラン 

等 

【その他】 

・国外コンサルティング会社から得られる情報 

・国外関係者を招いて行ったセミナーでの情報 

・国外原子力プラントの視察情報 

等 

図 1 諸外国における炉心損傷防止対策の調査対象 

【スウェーデン】 
放射線安全機関（ＳＳＭ） 

・ＳＳＭ規制コード（ＳＳＭＦＳ） 

等 

等 

【ドイツ】 
環境・自然保護・原子炉安全省（ＢＭＵ） 

・ＢＭＵ規則指針 
・原子力安全委員会（ＲＳＫ）勧告 
・原子力技術基準委員会（ＫＴＡ）技術基準 

等 

【米国】 
原子力規制委員会（ＮＲＣ） 

・連邦規則（１０ＣＦＲ）
・Regulatory Guide 

等 

【フィンランド】 
放射線防護・原子力安全センター（ＳＴＵＫ） 

・安全設計審査指針（Guide YVL 1.0） 



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（1／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

1 高圧・低圧注水

機能喪失 

炉心冷却 ・常設低圧代替注水系ポンプ 

・常設高圧代替注水系ポンプ 

・代替循環冷却系ポンプ 

・復水ポンプ 

・電動消火ポンプ 

・ディーゼル駆動消火ポンプ 

・復水移送ポンプ 

・制御棒駆動水圧系ポンプ 

・ほう酸水注入ポンプ 

・ディーゼル駆動消火ポ

ンプ(RHR 経由) 

・高圧サービス水系（RHR

経由） 

・RHRSW (RHR 経由) 

・制御棒駆動機構ポンプ

・復水ポンプ 

・独立非常用系の中圧注

入ポンプ 

・サービス水系（RHR 経

由） 

・復水ポンプ（給水ポン

プバイパスライン追

設） 

・インターナルポンプ・

シール水系ポンプ 

・ほう酸水注入系ポンプ

・制御棒駆動水系ポンプ

・サプレッションプール

ドレンポンプ（RHR 経

由） 

・1次系満水ポンプ 

－ 

・火災用ポンプ，ブース

ターポンプ（専用電源

有り） 

欧米では，既設又は追設する常設ポンプ及び可搬

型ポンプによる多様な代替炉心冷却手段を整備し

ている。 

東海第二発電所においても，既設，追設する常設

ポンプ及び可搬型ポンプによる代替炉心冷却手段

を対策としている。 

・可搬型代替注水中型ポンプ 

・可搬型代替注水大型ポンプ 

・可搬型ポンプ ・可搬型消火ポンプ（サ

ービス水系-RHR 経由） － 
・可搬型ポンプ 

給水源 ・代替淡水貯槽 

・復水貯蔵タンク 

・西側淡水貯水設備 

・ろ過水貯蔵タンク 

・純水貯蔵タンク 

・原水タンク 

・海水 
・代替淡水貯槽への補給 

-西側淡水貯水設備，海水等 

 

・防火用水タンク 

・飲料水系 

・復水貯蔵タンクへの補

給 

-脱塩水貯蔵タンク，

復水器 H/W，燃料プー

ル，他ユニット貯蔵

タンク 

-消火用水系，公共の

消火水，水道水等 

・河川水 

・復水貯蔵タンクへの補

給 

-消火用水 

・ほう酸溶液タンクへの

補給 

-消火用水 

 

・脱塩水タンクへの補給

-脱塩水系 

-消火系 

・消火系への補給 

-純水系（重力による

移送） 

・脱塩水タンクへの補給

-消火系 

・消火系への補給 

-原水池 

欧米では，既設タンクへの補給手段の確保や河川

水等の給水源を整備している。 

東海第二発電所においては，耐震性のあるタンク

の追設及びタンクへの補給手段を整備することと

している。 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

2 高圧注水・減圧

機能喪失 

原子炉減

圧 

・過渡時自動減圧機能 

・原子炉減圧機能の信頼性向上 

-非常用蓄電池の増強 

-予備の高圧窒素ガスボンベ 

-窒素発生装置 

・過渡時の減圧自動化ロ

ジック 

・自動減圧機能の信頼性

向上 

-追加直流電源 

-追加の窒素供給系 

-ケーブル性能の確保注) 

・多様化炉容器減圧系 

（11 個の逃がし安全

弁のうち3個に電動弁

によるバイパスライ

ンを追設） 

・過渡時の減圧自動化ロ

ジック 

・減圧機能の信頼性向上

-バックアップ用窒素

ボンベ 

-消火系からの水圧に

よる開 

欧米では，過渡時自動減圧ロジックの追加や自動

減圧機能の信頼性向上対策を整備している。また，

米国ではシビアアクシデント時の温度環境下にお

いて，減圧機能に必要なケーブルが機能を維持でき

ることを評価している。 

東海第二発電所においても，過渡時自動減圧機能

の追加及び原子炉減圧機能の信頼性向上対策を整

備することとしている。また，シビアアクシデント

時の減圧機能に必要なケーブルについては，過酷な

条件下で機能維持可能であるよう対応することと

している。 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

下線部 有効性評価において有効性を確認する対策 
注 本件は，米国において NRC の要請によって実施された，内部事象に対する個別プラント評価（IPE）に関連して，NRC により出された Generic Letter 88-20 追補 1の添付 2 より抽出したもの 



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（2／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

3 全交流動力電源

喪失 

電源設備

（交流電

源） 

・常設代替交流電源設備 

 

・非常用ディーゼル発電

機の追加設置 

・ガスタービン発電機 

・独立非常用系用ディー

ゼル発電機 

 

・ガスタービン発電機 ・非常用ディーゼル発電

機の信頼性向上 

-起動用バッテリ追設 

-燃料タンクの配備 

-除熱系を 2 系統（海

水，空冷）設置 

・非常用ディーゼル発電

機の追加 

・ガスタービン発電機 

欧米では，常設及び可搬型の代替交流電源設備並

びに隣接ユニット間の電源融通等を整備している。

東海第二発電所においても，常設及び可搬型の代

替交流電源設備を整備することとしている。また，

東海第二発電所は単独立地プラントであるため，高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機から非常用母

線への電源融通を整備している。 

・可搬型代替低圧電源車 ・可搬型ディーゼル発電

機 

・可搬型ディーゼル発電

機 

・可搬型ディーゼル発電

機 

・可搬型発電機 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機から非常用母線への電源

融通 

・ユニット間の交流電源

クロスタイ 

・水力発電ユニット 

・隣接ユニット間での交

流電源の接続 

・第 3の送電線（地中埋

設） 

・小型可搬型ディーゼル

発電機（サイト外） 

・ユニット間の交流電源

クロスタイ 

・近隣発電所からの受電

・地域電力会社からの受

電 

電源設備

（直流電

源） 

・非常用蓄電池の給電時間延長 

-バッテリ容量増加 

-負荷の切り離し 

・緊急用 125V 系蓄電池 

・代替交流電源による非常用直流

電源の確保 

-常設代替交流電源設備，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電

機からの電源融通 

・代替交流電源による緊急用直流

電源の確保 

-エンジン発電機による給電 

・非常用バッテリの給電

時間延長 

-バッテリ容量増加 

-不要負荷の切り離し 

-非安全関連バッテリ

の設置（非常用バッ

テリの負荷軽減） 

・バッテリ容量の増加 

・独立非常用系バッテリ

・不要負荷の切り離しに

よるバッテリ容量保

持 

－ 

欧米では，常設又は可搬型の代替直流電源設備を

整備しており，非常用バッテリについては，容量増

加及び不要負荷の切り離しにより給電可能時間を

延長させる対策を整備している。 

東海第二発電所においても，常設及び可搬型の代

替直流電源設備を整備することとしており，常設の

非常用蓄電池については，容量増加及び負荷の切り

離しにより給電可能時間を延長させる対策を整備

することとしている。また，代替の交流電源から充

電器を介した直流電源の給電方法を整備すること

としている。 

・可搬型代替直流電源設備（可搬

型整流器及び可搬型代替低圧電

源車） 

・携帯型バッテリから所

内バッテリへの充電 

・可搬型ディーゼル発電

機からバッテリへの

充電 

・SA 設備への給電バッ 

テリ 

・可搬型発電機からバッ

テリへの充電 

炉心冷却

（交流電

源復旧前）

・原子炉隔離時冷却系ポンプ 

・常設高圧代替注水系ポンプ 

・ディーゼル駆動消火ポンプ 

・原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ 

・ディーゼル駆動消火ポ

ンプ 

・SBO の影響を受けない

ポンプ（（サービス水

系-給水系経由の注

水）（水源：河川，湖，

貯水池，海など）） 

・原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ 

・蒸気タービン駆動の高

圧注入系 

－ 

欧米では，交流電源に依存しない常設又は可搬型

ポンプによる代替炉心冷却手段を整備している。 

東海第二発電所においても，交流電源に依存しな

い常設及び可搬型ポンプによる代替炉心冷却手段

を整備することとしている。 

・可搬型代替注水中型ポンプ 

・可搬型代替注水大型ポンプ 

・可搬型ポンプ ・可搬型消火ポンプ（サ

ービス水系-RHR 経由） － 

・可搬型ポンプ 

下線部 有効性評価において有効性を確認する対策 



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（3／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

3 全交流動力電源

喪失 

炉心冷却

（交流電

源復旧後）

・原子炉隔離時冷却系ポンプ 

・常設高圧代替注水系ポンプ 

・ディーゼル駆動消火ポンプ 

・残留熱除去系ポンプ 

・常設低圧代替注水系ポンプ 

・原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ 

・ディーゼル駆動消火ポ

ンプ 

・SBO の影響を受けない

ポンプ（（サービス水

系-給水系経由の注

水）（水源：河川，湖，

貯水池，海など）） 

・原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ 

・独立非常用系の中圧注

入ポンプ 

・蒸気タービン駆動の高

圧注入系 

・火災用ポンプ，ブース

ターポンプ（専用電源

有り） 

ドイツ及びフィンランドでは，専用の電源により

動作可能なポンプを整備している。 

東海第二発電所においても，代替交流電源により

動作可能な残留熱除去系ポンプ，常設低圧代替注水

系ポンプを整備することとしている。 

・可搬型代替注水中型ポンプ 

・可搬型代替注水大型ポンプ 

・可搬型ポンプ ・可搬型消火ポンプ（サ

ービス水系-RHR 経由） － 
・可搬型ポンプ 

最終ヒー

トシンク 

・格納容器圧力逃がし装置（手動

操作可能） 

・耐圧強化ベント系（手動操作可

能） 

・緊急用海水系（交流電源の復旧

が必要） 

・耐圧強化ベント系（手

動操作可能） 

・原子炉冷却材浄化系

(S/P 除熱) 

・フィルタベント系（手

動操作可能） 

・独立非常用系（ヒ－ト

シンク：冷却塔，地下

水，河川） 

・必須サービス水系（ヒ

ートシンク：河川） 

・フィルタベント系（ラ

プチャディスクによ

る自動起動） 

・フィルタベント系（ラ

プチャディスク） 

・フィルタを経由しない

大容量圧力逃がし装

置（ラプチャディス

ク） 

・代替最終ヒートシンク

（冷却塔及び既存ポ

ンプの利用） 

欧米では，交流電源がなくても動作可能なフィル

タベント系や耐圧強化ベント系を整備しており，大

気を最終ヒートシンクとする対策をとっている。ま

た，代替交流電源により動作可能な最終ヒートシン

クを整備している。 

東海第二発電所においても，交流電源がなくても

動作可能な格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化

ベント系を整備することとしており，大気を最終ヒ

ートシンクとする対策としている。また，緊急用海

水系及び可搬型ポンプによる海水をヒートシン

クとする対策を整備することとしている。 ・可搬型代替注水大型ポンプ 

－ － － － 

格納容器

注水 

・代替格納容器スプレイ 

-ディーゼル駆動消火ポンプ 

-常設低圧代替注水系ポンプ（交

流電源の復旧が必要） 

-代替循環冷却系ポンプ（交流電

源の復旧が必要） 

・代替格納容器スプレイ

-ディーゼル駆動消火

ポンプ 
－ 

・代替格納容器スプレイ

-火災防護系のディー

ゼル駆動ポンプ 

・代替格納容器スプレイ

-火災防護系ポンプ

（専用 DG有） 

欧米では，交流電源に依存しない常設又は可搬型

ポンプによる代替格納容器スプレイ手段を整備し

ている。また，専用電源を持つポンプによる代替格

納容器スプレイ手段を整備している。 

東海第二発電所においても，交流電源に依存しな

い常設及び可搬型ポンプによる代替格納容器スプ

レイ手段を整備することとしている。また，代替電

源から給電する低圧代替注水ポンプによる代替格

納容器スプレイ手段を対策としている。 

・代替格納容器スプレイ 

-可搬型代替注水中型ポンプ 

-可搬型代替注水大型ポンプ 

 

・代替格納容器スプレイ

-可搬型ポンプ 

・S/P への注水 

-可搬型消火ポンプ

（サービス水系-RHR

経由） 

・代替格納容器スプレイ

-可搬型ポンプ 

－ 

給水源 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

下線部 有効性評価において有効性を確認する対策 



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（4／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

4-1 崩壊熱除去機能

喪失（取水機能

喪失） 

最終ヒー

トシンク 

・緊急用海水系 

・格納容器圧力逃がし装置 

・耐圧強化ベント系 

・ドライウェル内ガス冷却装置 

3 と同様 3 と同様 3 と同様 3 と同様 

欧米では，フィルタベント系や耐圧強化ベント系

を整備しており，大気を最終ヒートシンクとする対

策をとっている。また，冷却塔等の代替最終ヒート

シンクを整備している。 

東海第二発電所においても，格納容器圧力逃がし

装置及び耐圧強化ベント系を整備することとして

おり，大気を最終ヒートシンクとする対策としてい

る。また，緊急用海水系を整備することとしてい

る。 

・可搬型代替注水大型ポンプ 

炉心冷却 ・常設低圧代替注水系ポンプ 

・代替循環冷却系ポンプ 

・常設高圧代替注水系ポンプ 

・電動消火ポンプ 

・ディーゼル駆動消火ポンプ 

・復水移送ポンプ 

・ほう酸水注入ポンプ 

1 と同様※ 1 と同様※ 1 と同様※ 1 と同様※ 1 と同様 

 

 

 

 

・可搬型代替注水中型ポンプ 

・可搬型代替注水大型ポンプ 

格納容器

注水 

・代替格納容器スプレイ 

-常設低圧代替注水系ポンプ 

-代替循環冷却系ポンプ 

-電動消火ポンプ 

-ディーゼル駆動消火ポンプ 

-復水移送ポンプ 

・代替格納容器スプレイ

-ディーゼル駆動消火

ポンプ 

・D/W，W/W スプレイ 

-サービス水系 

・代替格納容器スプレイ

-火災防護系のディー

ゼル駆動ポンプ 

・代替格納容器スプレイ

-火災防護系ポンプ

（専用 DG有） 

欧米では，常設又は可搬型ポンプによる代替格納

容器スプレイ手段を整備しており，格納容器スプレ

イ機能を多様化している。 

東海第二発電所においても，常設及び可搬型ポン

プによる代替格納容器スプレイ手段を整備するこ

ととしており，格納容器スプレイ機能の多様化を対

策としている。 ・代替格納容器スプレイ 

-可搬型代替注水中型ポンプ 

-可搬型代替注水大型ポンプ 

 

・代替格納容器スプレイ

-可搬型ポンプ 

・S/P への注水 

-可搬型消火ポンプ

（サービス水系-RHR

経由） 

・代替格納容器スプレイ

-可搬型ポンプ 
－ 

給水源 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

         
下線部 有効性評価において有効性を確認する対策。 
※ 取水機能の喪失により動作できないものは除く。 
 
  



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（5／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

4-2 崩壊熱除去機能

喪失（RHR 機能喪

失） 

最終ヒー

トシンク 

・格納容器圧力逃がし装置 

・耐圧強化ベント系 

・ドライウェル内ガス冷却装置 

4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 

欧米では，フィルタベント系や耐圧強化ベント系

を整備しており，大気を最終ヒートシンクとする対

策をとっている。また，冷却塔等の代替最終ヒート

シンクを整備している。 

東海第二発電所においても，格納容器圧力逃がし

装置及び耐圧強化ベント系を整備することとして

おり，大気を最終ヒートシンクとする対策としてい

る。 

炉心注水 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

格納容器

注水 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 

給水源 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

5 原子炉停止機能

喪失 

原子炉停

止 

・ほう酸水注入系（手動） 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替再循環

系ポンプトリップ機能） 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒

挿入機能） 

・ほう酸水注入系（自動）

・ほう酸水注入系のほう

酸濃度の増加 

・CRD 系，原子炉冷却材

浄化系によるほう酸

水注入 

・代替制御棒挿入回路 

・ATWS 原子炉再循環ポ 

ンプトリップ 

・MSIV 閉後 ATWS 時の炉

圧高で給水ポンプト

リップロジック追加 

・緊急ほう酸水注入系

（手動） 

・ほう酸水注入系（手動

又は自動） 

・バックアップスクラム

回路（制御棒の電動挿

入，再循環ポンプ減

速） 

・ほう酸水注入系（自動） 欧米では，代替制御棒挿入回路及び原子炉再循環

ポンプトリップ回路の導入や，ほう酸水注入系を整

備している。 

東海第二発電所においても，ＡＴＷＳ緩和設備

（代替再循環系ポンプトリップ機能）及びＡＴＷＳ

緩和設備（代替制御棒挿入機能）を導入することと

している。また，ほう酸水注入系を整備している。

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

6 LOCA 時注水機能

喪失 

炉心冷却 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

原子炉減

圧 
2 と同様 2 と同様 2 と同様 2 と同様 2 と同様 2 と同様 

最終ヒー

トシンク 
4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 

格納容器

注水 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 4-1 と同様 

給水源 
1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 1 と同様 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

なお，「LOCA 時注水機能喪失」において，炉心損傷を防止するためには，LOCA の破断面積によっては大容量のポンプが自動的に動作する必要があるが，そのような対策は確認できなかったことか

ら，諸外国においても全ての破断面積の大きさに対応できるような設備対策は取られていないことを確認した。 

下線部 有効性評価において有効性を確認する対策 



表 1 諸外国における炉心損傷防止対策と東海第二発電所の対策との比較（6／6） 
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分類 
事故シーケンス

グループ 
機能 

炉心損傷防止対策に係る設備又は操作 
対策の概要 

東海第二発電所 米国 ドイツ スウェーデン フィンランド 

7 インターフェイ

スシステム LOCA

 

炉心冷却 ・健全な原子炉注水設備で対応 ・既存設備で対応 

－ － － 

米国では，既存設備を用いて炉心冷却を実施する

こととしている。 

東海第二発電所においては，健全な原子炉注水設

備（既設ポンプ，新設ポンプ）を用いて炉心冷却を

実施することとしている。 

格納容器

バイパス

防止等 

・破損個所の検出，隔離 

（既設の計装） 

・原子炉減圧，水位制御 

・破損個所の検出，隔離

（既設の計装） 

・原子炉の減圧（破断口

からの流出量低減） 

・隔離弁の自動閉止又は

代替隔離弁の閉止に

よる格納容器隔離機

能の確保 

－ － 

米国では，既存の計装等から破損個所の検出，隔

離手段と，原子炉の減圧手順を整備しており，破断

個所からの流出量を低減している。ドイツにおいて

は，格納容器隔離手段として代替隔離弁を設置して

いる。 

東海第二発電所においては，米国と同様に，既存

の計装等から破損個所の検出，隔離手段と，原子炉

の減圧手順を整備することとしており，破断個所か

らの流出量低減を対策としている。 

まとめ 上述の調査結果より，東海第二発電所の対策は，諸外国の既設プラントで整備されている対策と同等であることを確認した。 

 下線部 有効性評価において有効性を確認する対策 
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ＴＢＷシーケンスの炉心損傷防止対策及び着眼点に基づく評価 

を踏まえた重要事故シーケンスの選定について 

 

ＴＢＷシーケンスは，高圧炉心スプレイ冷却系による炉心冷却に成功するが，

非常用電源の喪失により崩壊熱除去機能が喪失し，炉心損傷に至るシーケンス

である。東海第二発電所の出力運転時内部事象レベル１ＰＲＡでは，ＴＢＷシ

ーケンスはＴＷシーケンスの一部として整理している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に分類されるＴＢＷシーケ

ンス(非常用電源の喪失による崩壊熱除去機能喪失)に対する炉心損傷防止対策，

及び着眼点に基づく評価を踏まえた重要事故シーケンスの選定について以下に

示す。 

 

1. ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

  ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度を表 1 に示す。表 1 に示すとおり，ＴＢ

Ｗシーケンスは事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」のドミナン

トシーケンスとはならないが，事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度に対

して約 7.9％の寄与を持っている。 

 

表 1 ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度 

 炉心損傷頻度 

（ＣＤＦ） 

（／炉年） 

全ＣＤＦへの 

寄与割合 

事故シーケンス 

グループ別ＣＤＦ

への寄与割合 

 

 

 
6.0E-05 99.8％ 100％ 

 

ＴＷ 
ＴＢＷ 4.7E-06 7.8％ 7.8％ 

ＴＢＷ 

(ＳＲＶ再閉鎖失敗) 
2.5E-08 ＜0.1％ ＜0.1％ 
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2. 「崩壊熱除去機能喪失」に対応する炉心損傷防止対策 

  事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」に対応する炉心損傷防止

対策については，「残留熱除去系が故障した場合」及び「取水機能が喪失した

場合」を想定し，以下の炉心損傷防止対策の有効性を確認している。 

「残留熱除去系が故障した場合」： 

・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベント 

「取水機能が喪失した場合」： 

・緊急用海水系（常設代替交流電源設備による給電） 

 

このうち，「残留熱除去系が故障した場合」を想定して有効性を確認して

いる格納容器圧力逃がし装置については，系統構成に必要な電動弁等は常設

代替交流電源設備から緊急用母線を介して給電可能な設計としており，現場

での手動開操作も可能であることから，外部電源及び非常用電源（区分Ⅰ，

Ⅱ）が喪失しているＴＢＷシーケンスにおいても有効な対策である。また，

耐圧強化ベントについても，常設代替交流電源設備からの電源融通による非

常用母線の受電操作又は現場での手動開操作を行うことにより，同じくＴＢ

Ｗシーケンスにおいても有効な対策となる。 

「取水機能が喪失した場合」を想定して有効性を確認している緊急用海水

系については，常設代替交流電源設備からの電源融通による非常用母線の受

電及び緊急用海水系を用いた残留熱除去系による対応の有効性を確認してお

り，ＴＢＷシーケンスにおいても有効な対策である。 

さらに，ＴＢＷシーケンスについては，常設代替交流電源設備からの電源

融通による非常用母線の受電により，緊急用海水系を用いずとも，残留熱除

去系海水系を用いた残留熱除去系による対応にも期待できる。 
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3．審査ガイド記載の着眼点に基づく評価 

  ＴＢＷシーケンスの審査ガイド記載の着眼点に対する評価について，重要

事故シーケンスとして選定したＴＷシーケンス（過渡事象＋ＲＨＲ失敗）と

比較した結果を表 2 に示す。また，ＴＢＷシーケンスの各着眼点に対する考

え方について以下に示す。 

 

a. 共通原因故障，系統間依存性の観点 

  ＨＰＣＳ用電源（区分Ⅲ）は健全だが，非常用電源の喪失により電源

を必要とする設備（区分Ⅰ，Ⅱ）が機能喪失することから「高」とした。 

b. 余裕時間の観点 

  崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスは，代替除熱手段に係る炉心損

傷防止対策の実施に対する余裕時間に有意な差がない。このため，炉心

冷却に成功する事故シーケンスグループではあるものの，事象発生初期

の炉心損傷防止対策の実施に対する余裕時間に着目した。ＴＢＷに至る

おそれがある事故シーケンスのうち，サポート系喪失（直流電源故障）

に起因する事故シーケンスは，起因事象の発生により給水流量の全喪失

に至る場合があり，余裕時間が短いことから，過渡事象（給水流量の全

喪失）に起因する事故シーケンスと同様に「高」とした。 

c. 設備容量の観点 

崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスは，崩壊熱除去に必要な設備容

量に有意な差異がない。このため，炉心冷却に成功する事故シーケンス

グループではあるものの，事象発生初期の炉心損傷防止対策の設備容量

に着目した。事象初期の事象進展が早く余裕時間が短い場合，崩壊熱が

高く原子炉注水に必要な設備容量が大きくなるため，ＴＢＷに至るおそ

れのある事故シーケンスのうち，サポート系喪失（直流電源故障）に起
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因する事故シーケンスは，「b. 余裕時間の観点」と同様の考え方により

「高」とした。 

d. 代表性の観点 

ＴＢＷシーケンスの炉心損傷頻度は 4.8E-06／炉年程度であり，崩壊

熱除去機能喪失の事故シーケンスグループの炉心損傷頻度（6.0E-05／炉

年）に対して 1％以上の寄与があるため，「中」とした。 
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表 2 着眼点に基づく整理 

シーケンス 
対応する主要な 

炉心損傷防止対策 

着眼点 
備考 

a b c d

ＴＷ 

・格納容器圧力逃がし装置 

又は耐圧強化ベント 

・緊急用海水系 

 

以下はＴＢＷに有効な対策 

・常設代替交流電源設備 

＋残留熱除去系 

低 高 高 高

過渡事象（給水流量の全
喪失）に起因する事故シ
ーケンスが含まれる 

ＴＢＷ 高 高 高 中

サポート系喪失（直流電
源故障）に起因する事故
シーケンスは，起因事象
の発生により給水流量
の全喪失に至る場合が
ある 

 

  表 2 に示すとおり，ＴＷとＴＢＷを区別した場合，審査ガイドに記載の着

眼点の「高」の数はＴＷとＴＢＷで同じとなるが，「中」の数が多いのはＴＢ

Ｗとなる。 

  ただし，2.で示したとおり，有効性を確認する主要な炉心損傷防止対策は

ＴＢＷシーケンスに対しても有効となっており，「取水機能が喪失した場合」

の有効性評価では，全交流動力電源喪失を仮定した評価を行うことでＴＢＷ

を包絡した評価を行っている。また，崩壊熱除去機能喪失への対策の有効性

を確認する観点からは，非常用電源の喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失する

ＴＢＷシーケンスより，崩壊熱除去機能そのものが機能喪失するＴＷシーケ

ンスを想定して評価することが適切であると考える。 

  これらのことを考慮すると，崩壊熱除去機能喪失における重要事故シーケ

ンスはＴＢＷシーケンスに対する対策の有効性も確認可能なシーケンスを選

定しており，選定した重要事故シーケンスは妥当なものと考えている。 
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重大事故等対処設備の津波からの防護について 

 

１．はじめに 

東海第二発電所では，基準津波を超え敷地に遡上する津波（以下「敷地に遡

上する津波」という。）に起因する事故シーケンスが抽出される。これらの事

故シーケンスに対する重大事故等対処設備の津波からの防護について説明する。 

 

２．防護対象とする重大事故等対処設備  

（１）敷地に遡上する津波への対応に関する基本方針 

敷地に遡上する津波に起因する事故シーケンスに対しては，津波による可

搬型重大事故等対処設備のアクセス性への影響を考慮し，常設重大事故等対

処設備による対応を基本方針とする。 

 

（２）防護対象設備の選定 

   敷地に遡上する津波に対する防護対象設備として，この津波に起因する事

故シーケンスへの対応に必要な安全機能を有する常設重大事故等対処設備及

び可搬型重大事故等対処設備を選定する。また，重大事故等対処設備による

事故対応を実施する上で必要となる機能を有する設備についても防護対象設

備として選定する。選定した防護対象設備を表1に示す。 

 

３．敷地に遡上する津波からの防護対策 

（１）津波高さの設定 

重大事故等対処設備の防護設計において想定する津波高さは，防潮堤の健

全性が維持される津波高さである T.P.＋24m※１を設定する。なお，この津波

の年超過確率は約 3.3×10－７／年に相当する。 



別紙 5－2 

※１ 津波高さ（T.P.＋24m）は，仮想的に防潮堤位置に鉛直無限壁を設定し

た場合の防潮堤位置の最高水位である。 

 

（２）敷地に遡上する津波からの防護対策 

 防護対象設備は，津波防護を実施した施設（以下「津波防護施設」とい

う。）内に設置するか又は高所に設置することにより，敷地に遡上する津波

から防護し，必要な機能を維持する。 

津波防護施設で防護する場合は，解析上の不確かさを考慮して保守的に防

潮堤がない条件で実施した津波遡上解析の結果を踏まえ，津波波力及び漂流

物衝突荷重に対して津波防護施設の防護機能が損なわれない設計とする。 

また，高所に設置する場合は，津波遡上解析の結果を踏まえ，津波が遡上

しない場所に設置する。 
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表1 必要な安全機能及び防護対象設備（１／２） 

必要な安全機能 
防護対象設備 

常設重大事故等対処設備 

原子炉注水 

・原子炉隔離時冷却系 

・高圧代替注水系 

・逃がし安全弁 

・過渡時自動減圧機能 

・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

（逃がし安全弁機能回復（可搬型代替直流電源供給）） 

・高圧窒素ボンベ 

（逃がし安全弁機能回復（代替窒素供給）） 

・低圧代替注水系（可搬型） 

・低圧代替注水系（常設） 

・残留熱除去水系 

・代替循環冷却系 

・緊急用海水系 

・ほう酸水注入系 

格納容器注水／除熱

・代替循環冷却系 

・緊急用海水系 

・代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

・代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型） 

・残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

・残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 

・原子炉格納容器下部注水設備（常設） 

・原子炉格納容器下部注水設備（可搬型） 

・格納容器圧力逃がし装置 

・耐圧強化ベント系 

・静的触媒式水素再結合器 

・水素濃度の監視設備 

使用済燃料プール 

注水／除熱 

・代替燃料プール注水系 

・代替燃料プール冷却系 

・緊急用海水系 

電 源 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・非常用所内電気設備 

・所内常設直流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型代替直流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料給油設備 
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表1 必要な安全機能及び防護対象設備（２／２） 

必要な安全機能 
防護対象設備 

常設重大事故等対処設備 

水 源 

・代替淡水貯槽 

・西側淡水貯水設備 

・サプレッション・チェンバ 

事故対応を実施する上で 

必要となる機能 

・計装設備 

・監視測定設備 

・中央制御室及び居住性確保に必要な設備 

・緊急時対策所及び居住性確保に必要な設備 

・通信連絡設備 
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内部事象ＰＲＡにおける主要なカットセット及びＦＶ重要度 

に照らした重大事故等防止対策の有効性について 

 

各事故シーケンスグループに分類される事故シーケンスについて，

炉心損傷又は格納容器破損に至る要因をカットセットレベルまで展開

し，炉心損傷頻度又は格納容器破損頻度への寄与割合の観点で整理し，

主要なカットセットに対して重大事故等対処設備が有効であるか確認

した。 

また，事故シーケンスグループごとにＦＶ重要度を評価し，ＦＶ重

要度が高い基事象に対する重大事故防止対策が有効であるか確認した。 

以下に，内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ，内部事象出力運転時

レベル１．５ＰＲＡ及び内部事象停止時レベル１ＰＲＡのカットセッ

トの分析結果並びに内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ及び内部事象

停止時レベル１ＰＲＡにおいてＦＶ重要度が高い基事象に対して重大

事故等対処設備が有効であるか確認した結果を示す。 
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1. 内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ 

1－1． 主要なカットセットに照らした重大事故等対処設備の有効性 

(1) 選定条件 

事故シーケンスの種類によっては展開されるカットセットが無

数に存在するため，ここでは以下の基準を基に主要なカットセッ

トを抽出した。 

・炉心損傷頻度が 1E-7／炉年以上 

・事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度への寄与が 1％以上 

また，上記の条件を満たさないカットセットについても，各事

象シーケンスにおける上位 3 位までのカットセットを抽出し，重

大事故等対処設備が有効であるか確認した。 

確認結果を第 1－1 表～第 1－9 表に示す。 

(2) 主要なカットセットの確認結果 

第 1－1 表～第 1－9 表に示したとおり，一部に炉心損傷防止が

困難な事故シーケンスが存在するものの，大半の事故シーケンス

に対しては，主要なカットセットレベルまで展開しても，整備す

る炉心損傷防止対策により炉心損傷を防止できることを確認した。 

一方，事故シーケンスグループのうち，「ＬＯＣＡ時注水機能

喪失」に含まれる事故シーケンスでは，故障モード又はＬＯＣＡ

の破断面積の大きさによっては有効性で考慮した対策では対応で

きない場合があることを確認した。 

(3) カットセットを踏まえた事故シーケンスへの対策の対応性 

今回の分析では，各事故シーケンスグループのうち，主要な事

故シーケンスそれぞれについて支配的なカットセットを確認し，

対策の有効性を定性的に考察した。なお，支配的なカットセット
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であっても，事故シーケンスグループ全体の炉心損傷頻度に対し

ては小さな割合となる場合もあり，今回確認したカットセットの

炉心損傷頻度の合計が事故シーケンスグループの炉心損傷頻度に

占める割合は事故シーケンスグループによって異なる。全炉心損

傷頻度から見ると，「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグ

ループが約 99.8％を占めており，「崩壊熱除去機能喪失」につい

ては，炉心損傷頻度の約 82％のカットセットを確認したことから，

全炉心損傷頻度に対しても，約 82％のカットセットを確認し，対

策の有効性を定性的に確認したものと整理できる。 

また，「崩壊熱除去機能喪失」は除熱機能の喪失によって格納

容器が先行破損し，炉心損傷に至ることから，対策としては除熱

機能の多重化及び多様化が有効であると考えられる。除熱機能に

ついては，大気を最終ヒートシンクとする耐圧強化ベント及び格

納容器圧力逃がし装置を設置し，その機能を多様化している。耐

圧強化ベント及び格納容器圧力逃がし装置は残留熱除去系等に対

して独立した系統であり，共通原因による機能喪失のリスクを可

能 な 限 り 低 減 し て い る 。 こ の こ と か ら ， 全 炉 心 損 傷 頻 度 の 約

99.8％を占める「崩壊熱除去機能喪失」に対しては炉心損傷頻度

のほとんどの割合に対して，有効性評価で考慮した対策での対応

が有効なものであると考えられる。 

(2)で述べた有効性評価で考慮した対策では対応できない場合

について，全炉心損傷頻度から見た場合は非常に小さい寄与では

あるが，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」において中破断ＬＯＣＡを

起因とするカットセットが抽出されており，ＬＯＣＡについては

破断面積の大きさが一定の範囲を超えるような場合は，炉心損傷
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を防止することができないシーケンスとして整理している。これ

らの炉心損傷防止対策が有効に機能しないカットセットについて

は，格納容器破損防止対策により原子炉格納容器の閉じ込め機能

に期待できることを確認することとしている。また，「ＬＯＣＡ

＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗」のカットセットとして抽

出されている，計装系の故障及び人的過誤（注水不能認知失敗）

が重畳するカットセットについては，認知に失敗したまま長時間

気づかないことは現実的には考え難く，これら認知失敗が含まれ

るカットセットの炉心損傷頻度は非常に小さくなっているものの，

発生した場合は有効性評価で考慮した対応が困難である。 

有効性評価で考慮した対策は，基本的に設計基準設備に対して

多様化された，独立系統機能の追加であることから，これらの共

用部分の故障を伴うカットセットが抽出されていない以上，有効

性評価で考慮した対策はほとんどのシーケンスに対して有効であ

ると考えられる。また，全炉心損傷頻度の約 99.8％を占める「崩

壊熱除去機能喪失」についても，今回考慮した除熱機能である残

留熱除去系に対して，独立かつ多様化された系統である格納容器

圧力逃がし装置等を設けることから，全炉心損傷頻度のほとんど

の割合に対して，有効性評価で考慮した対策が有効なものである

と考えられる。 
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【高圧・低圧注水機能喪失】 

いずれの事故シーケンスにおいても，機器故障又は保守点検のため

の待機除外により電源，補機冷却系等のサポート系の機能喪失が重畳

し，それに伴い高圧・低圧注水機能が喪失するカットセットが上位に

抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，補機冷

却が不要であり，また，代替電源である代替交流電源設備からの給電

が可能な低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が有効である。 

また，高圧・低圧注水機能喪失における低圧代替注水系（常設）と

設計基準事故対処設備の共有部分となる注入弁の故障を伴うカットセ

ットについては，低圧代替注水系（常設）に期待が出来ないものの，

事故シーケンスグループに対する寄与割合は 0.1％未満と非常に小さ

い。また，低圧代替注水系（常設）の注入弁が故障した場合において

は，高圧代替注水系により炉心損傷防止が可能である。 
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第 1－1 表 「高圧・低圧注水機能喪失」におけるカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

8.2E-12 0.2 ○

②外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.5E-12 0.2 ○

②外部電源喪失
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.5E-12 0.2 ○

①逃がし安全弁誤開放
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水トレーナ閉塞共通原因故障

5.7E-12 0.2 ○

②非隔離事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

5.1E-12 0.1 ○

③逃がし安全弁誤開放
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水トレーナ閉塞共通原因故障

4.7E-12 0.1 ○

①交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.5E-11 0.4 ○

②交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

7.3E-12 0.2 ○

③交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.7E-12 0.2 ○

①計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.3E-12 ＜0.1 ○

②計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.0E-12 ＜0.1 ○

③計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

5.0E-13 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

2.4E-10 6.8 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.6E-10 4.6 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.0E-10 3.0 ○

④直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞

8.1E-11 2.3 ○

⑤直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞

5.5E-11 1.6 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ熱交入口弁開け忘れ

5.2E-11 1.5 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ熱交出口弁開け忘れ

5.2E-11 1.5 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン隔離弁開け忘れ

5.2E-11 1.5 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ放出ライン排水弁開け忘れ

5.2E-11 1.5 ○

⑩直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ起動信号共通原因故障
＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ起動操作失敗

4.3E-11 1.2 ○

⑪直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ熱交入口弁開け忘れ

3.5E-11 1.0 ○

⑪直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ熱交出口弁開け忘れ

3.5E-11 1.0 ○

⑪直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ放水ライン隔離弁開け忘れ

3.5E-11 1.0 ○

⑪直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ放水ライン排水弁開け忘れ

3.5E-11 1.0 ○

⑪直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂ海水ストレーナ閉塞

3.5E-11 1.0 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.3E-12 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

1.3E-12 ＜0.1 ○
※１

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

8.5E-13 ＜0.1 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

8.5E-13 ＜0.1 ○
※１

※1　区分Ⅱ直流電源母線喪失時には中央制御室からの低圧代替注水系（常設）注入弁の遠隔操作が不可となるが，現場での注入弁開操作により炉心損傷防止可能。

事故シーケンス

過渡事象
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

過渡事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（自動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

3.0E-11

手動停止／サポート系喪失（手動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

4.3E-11

サポート系喪失（自動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

2.5E-09

・低圧代替注水系（常設）

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ

3.2E-10

2.0E-10

4.2E-10
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【高圧注水・減圧機能喪失】 

いずれの事故シーケンスにおいても，注水不能認知失敗のヒューマ

ンエラー，原子炉減圧失敗のヒューマンエラーにより減圧機能が喪失

するカットセットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，過渡時

自動減圧機能による原子炉減圧が有効である。 

 

第 1－2 表 「高圧注水・減圧機能喪失」における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

1.7E-10 0.8 ○

②非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷストレーナ閉塞
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

8.1E-11 0.4 ○

③非隔離事象
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋注水不能認知失敗

6.7E-11 0.3 ○

①交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋原子炉手動減圧失敗

1.0E-10 0.5 ○

②交流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋原子炉手動減圧失敗

4.8E-11 0.2 ○

③計画外停止
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

4.3E-11 0.2 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗

1.6E-09 7.8 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋原子炉手動減圧失敗

1.1E-09 5.3 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンスによる待機除外
＋原子炉手動減圧失敗

6.8E-10 3.4 ○

④直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋注水不能認知失敗

6.3E-10 3.1 ○

⑤直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗
＋注水不能認知失敗

4.3E-10 2.1 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス
＋注水不能認知失敗

2.7E-10 1.3 ○

事故シーケンス

過渡事象
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

2.6E-09

9.4E-09

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ

・過渡時自動減圧機能

サポート系喪失（自動停止）
＋高圧炉心冷却失敗
＋手動減圧失敗

8.3E-09
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【全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）】 

いずれの事故シーケンスにおいても，非常用ディーゼル発電機及び

高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電機の故障が重畳して全交流

動力電源喪失に至るカットセット並びに軽油貯蔵タンク閉塞／破損に

より全交流動力電源喪失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，代替交

流電源や交流動力電源に依存しない代替注水手段が有効である。 

 

第 1－3 表 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」における 

主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する

寄与割合（％）
※１

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞

4.8E-08 61.9 ○

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク破損

3.2E-09 4.1 ○

③外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通原因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

4.6E-10 0.6 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞

3.2E-09 4.1 ○

②直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.4E-09 1.9 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

9.8E-10 1.3 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

9.8E-10 1.3 ○

※1　全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）の炉心損傷頻度に対する寄与割合を示す

サポート系喪失（直流電源故障）
(外部電源喪失）
＋ＤＧ失敗
＋ＨＰＣＳ失敗
（蓄電池枯渇後ＲＣＩＣ停止）

長
期
Ｔ
Ｂ

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

2.0E-08

事故シーケンス

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋ＨＰＣＳ失敗
（蓄電池枯渇後ＲＣＩＣ停止）

5.7E-08

・低圧代替注水系（可搬型）
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【全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）】 

○ＴＢＤ 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の故障又は保守点検による待

機除外と蓄電池の故障が重畳し，全交流動力電源喪失に至るカットセ

ットが上位に抽出されている。 

○ＴＢＵ 

いずれの事故シーケンスにおいても，非常用ディーゼル発電機及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の故障の重畳又は軽油貯蔵タン

クの閉塞／破損により全交流動力電源喪失に至り，ポンプ故障，保守

点検のための待機除外，流量制御器故障，直流電源喪失等が要因とな

って原子炉隔離時冷却系が機能喪失するカットセットが上位に抽出さ

れている。 

 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，高圧代

替注水手段による原子炉注水又は代替直流電源による原子炉減圧後の

低圧代替注水手段による原子炉注水が有効である。 

また，全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）における高圧代替注水系と設

計基準事故対処設備の共有部分となる注入弁や蒸気供給弁の故障を伴

うカットセットについては，高圧代替注水系に期待が出来ないものの，

事故シーケンスグループに対する寄与割合は 0.1％未満と非常に小さ

い。また，これらの故障が発生した場合においても，常設代替交流電

源設備により交流動力電源を回復し低圧代替注水系（常設）により原

子炉注水を実施することで炉心損傷防止が可能である。 
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第 1－4 表 「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）」 

における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する

寄与割合
※１

（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通原因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.6E-12 ＜0.1 ○

②外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通原因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

1.1E-12 ＜0.1 ○

③外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通原因故障
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンスによる待機除外

6.8E-13 ＜0.1 ○

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗

7.1E-11 0.3 ○

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣメンテナンスによる待機除外

4.6E-11 0.2 ○

③外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋ＲＣＩＣ流量制御器故障

7.7E-12 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞

3.2E-09 15.3 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.4E-09 6.9 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

9.8E-10 4.7 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

9.8E-10 4.7 ○

⑤直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

6.7E-10 3.2 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄメンテナンス
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

6.3E-10 3.0 ○

⑥直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス

6.3E-10 3.0 ○

⑧直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄメンテナンス
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

4.3E-10 2.0 ○

⑧直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス

4.3E-10 2.0 ○

⑩直流電源故障（区分Ⅰ）
＋軽油貯蔵タンク破損

2.1E-10 1.0 ○

※1　全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）の炉心損傷頻度に対する寄与割合を示す

Ｔ
Ｂ
Ｄ

サポート系喪失（直流電源故障）
（外部電源喪失）
＋ＤＧ失敗
＋高圧炉心冷却失敗

全
交
流
動
力
電
源
喪
失 Ｔ

Ｂ
Ｕ

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋高圧炉心冷却失敗

2.0E-10

事故シーケンス

外部電源喪失
＋直流電源失敗
＋ＨＰＣＳ失敗

6.0E-12

2.1E-08

・低圧代替注水系（可搬型）
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【全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）】 

○ＴＢＰ 

 いずれの事故シーケンスにおいても，非常用ディーゼル発電機及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の故障の重畳又は軽油タンクの

閉塞／破損により全交流動力電源喪失に至り，逃がし安全弁の再閉鎖

失敗により原子炉隔離時冷却系が機能喪失するカットセットが上位に

抽出されている。 

 これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，代替交

流電源や交流動力電源が不要な代替注水手段を確保することが有効で

ある。 

 なお，高圧・低圧注水機能喪失における低圧代替注水系（常設）と

設計基準事故対処設備の共有部分となる注入弁の故障を伴うカットセ

ットについては，低圧代替注水系（常設）に期待が出来ないものの，

事故シーケンスグループに対する寄与割合は 0.1％未満と非常に小さ

くなっており，その場合においても常設代替交流電源設備により交流

動力電源を回復し，低圧代替注水系（常設）により原子炉注水を実施

することで炉心損傷防止が可能である。 
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第 1－5 表 「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」 

における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する

寄与割合
※１

（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.5E-10 47.8 ○

②外部電源喪失
＋軽油貯蔵タンク破損
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 3.2 ○

③外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通原因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

2.4E-12 0.5 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 3.2 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋軽油貯蔵タンク閉塞
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.7E-11 3.2 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

7.6E-12 1.4 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

7.6E-12 1.4 ○

※1　全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）の炉心損傷頻度に対する寄与割合を示す

事故シーケンス

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

Ｔ
Ｂ
Ｐ

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ失敗

3.0E-10

サポート系喪失（直流電源故障）
（外部電源喪失）
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＨＰＣＳ失敗

2.3E-10

・低圧代替注水系（可搬型）
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【崩壊熱除去機能喪失】 

ＴＷについては，いずれの事故シーケンスにおいても，ポンプ故障，

弁故障，ストレーナ閉塞，点検のための待機除外等の要因により，残

留熱除去系又はそのサポート系である残留熱除去系海水系が機能喪失

することにより崩壊熱除去機能が喪失するカットセット及び残留熱除

去系操作失敗のヒューマンエラーにより崩壊熱除去機能が喪失するカ

ットセットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，残留熱

除去系海水系が機能喪失している場合（取水機能喪失時）は，緊急用

海水系及び残留熱除去系を用いた除熱又は格納容器圧力逃がし装置若

しくは耐圧強化ベントによる除熱が有効である。また，残留熱除去系

が機能喪失している場合（ＲＨＲ故障時）は，格納容器圧力逃がし装

置又は耐圧強化ベントによる除熱が有効である。 

ＴＢＷについては，いずれの事故シーケンスにおいても，外部電源

喪失及び非常用ディーゼル発電機の故障が重畳する等，交流電源の喪

失に伴い崩壊熱除去機能喪失に至るカットセットも抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，常設代

替交流電源設備により交流動力電源を回復することが有効である。な

お，残留熱除去系海水系又は残留熱除去系の故障が重畳した場合は，

ＴＷと同様の対策が有効である。 
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第 1－6 表 「崩壊熱除去機能喪失」における主要なカットセット（1／2） 
炉心

損傷頻度
（／炉年）

主要なカットセット
炉心

損傷頻度
（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する

寄与割合（％）
※１

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①非隔離事象
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.9E-05 30.7 ○

②原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲ系操作失敗

6.0E-06 9.9 ○

③隔離事象
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.9E-06 4.9 ○

③水位低下事象
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.9E-06 4.9 ○

④非隔離事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

2.9E-06 4.8
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

⑥全給水喪失
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.1E-06 1.8
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

⑦原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

9.4E-07 1.6
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

⑧非隔離事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

6.1E-07 1.0
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

⑨隔離事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

4.6E-07 0.8 ○

⑨水位低下事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

4.6E-07 0.8 ○

⑪外部電源喪失
＋ＲＨＲ系操作失敗

4.5E-07 0.7 ○

⑫非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂ熱交バイパス弁閉失敗共通原因故障

3.8E-07 0.6 ○

⑬非隔離事象
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄポンプ起動失敗共通原因故障

3.5E-07 0.6
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

⑬非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂポンプ起動失敗共通原因故障

3.1E-07 0.5 ○

⑮非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂポンプ室空調ファン起動失敗共通原因故障

3.1E-07 0.5 ○

⑯原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

2.0E-07 0.3 ○

⑰非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂポンプ運転継続失敗共通原因故障

1.7E-07 0.3 ○

⑱全給水喪失
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.7E-07 0.3
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

⑲非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂ／Ｃポンプ起動失敗共通原因故障

1.6E-07 0.3 ○

⑲非隔離事象
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂ／Ｃポンプ室空調ファン起動失敗共通原因故障

1.6E-07 0.3 ○

 原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂ熱交バイパス弁閉失敗共通原因故障

1.2E-07 0.2 ○

 原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄポンプ起動失敗共通原因故障

1.1E-07 0.2
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

 原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂポンプ起動失敗共通原因故障

1.0E-07 0.2 ○

 原子炉緊急停止系誤動作等
＋ＲＨＲ－Ａ／Ｂポンプ室空調ファン起動失敗共通原因故障

1.0E-07 0.2 ○

①逃がし安全弁誤開放
＋ＲＨＲ系操作失敗

1.1E-07 0.2 ○

②非隔離事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ系操作失敗

9.7E-08 0.2 ○

③逃がし安全弁誤開放
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.7E-08 ＜0.1
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

①計画外停止
＋ＲＨＲ系操作失敗

4.7E-06 7.8
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

②計画外停止
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

7.4E-07 1.2 ○

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ）
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 0.4 ○

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ）
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 0.4 ○

⑤計画外停止
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

1.5E-07 0.3
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

※1　崩壊熱除去喪失（ＴＷ，ＴＢＷ）の炉心損傷頻度に対する寄与割合を示す

過渡事象
＋ＲＨＲ失敗

4.4E-05

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

事故シーケンス

[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

手動停止／サポート系喪失（手動停止）
＋ＲＨＲ失敗

9.9E-06

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

Ｔ
Ｗ

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

過渡事象
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ失敗

3.8E-07
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第 1－6 表 「崩壊熱除去機能喪失」における主要なカットセット（2／2） 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する

寄与割合
※１

（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.5E-08 ＜0.1
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

②計画外停止
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

3.9E-09 ＜0.1 ○

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.4E-09 ＜0.1 ○

③残留熱除去系海水系故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

1.4E-09 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

1.0E-07 0.2 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

1.0E-07 0.2 ○

③交流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

5.7E-08 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンスによる待機除外

5.4E-10 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

5.4E-10 ＜0.1 ○

③交流電源故障（区分Ⅱ）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンスによる待機除外

3.0E-10 ＜0.1 ○

①小破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

3.3E-08 ＜0.1
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

②小破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

5.2E-09 ＜0.1 ○

③小破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

1.1E-09 ＜0.1 ○

①中破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.2E-08 ＜0.1
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

①中破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

3.4E-09 ＜0.1 ○

①中破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

7.2E-10 ＜0.1 ○

①大破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ系操作失敗

2.2E-09 ＜0.1
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

②大破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

3.4E-10 ＜0.1
[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

○

③大破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ流量調整弁開失敗共通原因故障

7.2E-11 ＜0.1
[ＲＨＲ故障時]
・格納容器圧力逃がし装置
　又は耐圧強化ベント

○

①外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通原因故障

2.0E-07 0.3 ○

②外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通原因故障

1.3E-07 0.2 ○

③外部電源喪失
＋ＤＧＳＷ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

7.2E-08 0.1 ○

①外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗共通原因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

1.0E-09 ＜0.1 ○

②外部電源喪失
＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通原因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

7.0E-10 ＜0.1 ○

③外部電源喪失
＋ＤＧＳＷ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.7E-10 ＜0.1 ○

①外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通原因故障

6.9E-10 ＜0.1 ○

②外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通原因故障
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.6E-12 ＜0.1 ○

③外部電源喪失
＋蓄電池－Ａ給電失敗
＋蓄電池－Ｂ給電失敗

1.7E-12 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗

6.3E-07 1.0 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗

6.3E-07 1.0 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗

4.3E-07 0.7 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗

4.3E-07 0.7 ○

⑤直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 0.5 ○

⑤直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃメンテナンスによる待機除外

2.7E-07 0.5 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 ＜0.1 ○

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

3.3E-09 ＜0.1 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）
＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 ＜0.1 ○

③直流電源故障（区分Ⅱ）
＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

2.2E-09 ＜0.1 ○

※1　崩壊熱除去喪失（ＴＷ，ＴＢＷ）の炉心損傷頻度に対する寄与割合を示す

4.1E-06

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
（ＨＰＣＳ成功）

3.6E-09

6.9E-10

サポート系喪失（直流電源故障）
（外部電源喪失）
＋ＤＧ失敗
（ＨＰＣＳ成功）

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

Ｔ
Ｗ

Ｔ
Ｂ
Ｗ

大破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ失敗

3.0E-09

6.9E-07

中破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ失敗

3.0E-08

事故シーケンス

外部電源喪失
＋ＤＧ失敗
（ＨＰＣＳ成功）

外部電源喪失
＋直流電源失敗
（ＨＰＣＳ成功）

・常設代替交流電源設備

2.1E-08

サポート系喪失（直流電源故障）
（外部電源喪失）
＋ＤＧ失敗
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
（ＨＰＣＳ成功）

[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

サポート系喪失（自動停止）
＋ＲＨＲ失敗

1.7E-06

サポート系喪失（自動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ失敗

8.9E-09

小破断ＬＯＣＡ
＋ＲＨＲ失敗

4.5E-08

手動停止／サポート系喪失（手動停止）
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗
＋ＲＨＲ失敗

5.2E-08

[取水機能喪失時]
・緊急用海水系

[取水機能喪失時]
・緊急用海水系
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【原子炉停止機能喪失】 

いずれの事故シーケンスにおいても，電気的故障としてスクラムコ

ンタクタの故障を原子炉停止機能喪失の要因とするカットセットが上

位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，ＡＴＷ

Ｓ緩和設備（代替再循環系ポンプトリップ機能）及びほう酸水注入系

による対応が有効である。 

なお，直流電源故障（区分Ⅰ，Ⅱ）時は当該区分のＡＴＷＳ緩和設

備（代替再循環系ポンプトリップ機能）が機能しないが，これらのカ

ットセットの寄与は全炉心損傷頻度及び事故シーケンスグループ別炉

心損傷頻度に対して非常に小さくなっており，また，その場合におい

ても再循環系ポンプの手動停止に期待でき，ほう酸水注入系も健全で

あることから炉心損傷防止が可能である。 

また，ＬＯＣＡ起因の原子炉停止失敗時には，原子炉冷却材の流出

により，ほう酸水注入系が有効に機能しないことも考えられるが，こ

れらのカットセットの炉心損傷頻度は非常に小さくなっており，また，

その場合においてもＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）による

反応度制御により対応可能である。 
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第 1－7 表 「原子炉停止機能喪失」における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通原因故障

4.6E-09 18.0 ○

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通原因故障

4.6E-09 18.0 ○

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通原因故障

4.6E-09 18.0 ○

①非隔離事象
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通原因故障

4.6E-09 18.0 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通原因故障

7.6E-12 ＜0.1 ○※１

①直流電源故障（区分Ⅰ）
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通原因故障

7.6E-12 ＜0.1 ○※１

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通原因故障

7.6E-12 ＜0.1 ○※１

①直流電源故障（区分Ⅱ）
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通原因故障

7.6E-12 ＜0.1 ○※１

①小破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通原因故障

8.1E-12 ＜0.1 ○※２

①小破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通原因故障

8.1E-12 ＜0.1 ○※２

①小破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通原因故障

8.1E-12 ＜0.1 ○※２

①小破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通原因故障

8.1E-12 ＜0.1 ○※２

①中破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通原因故障

5.4E-12 ＜0.1 ○※２

①中破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通原因故障

5.4E-12 ＜0.1 ○※２

①中破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通原因故障

5.4E-12 ＜0.1 ○※２

①中破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通原因故障

5.4E-12 ＜0.1 ○※２

①大破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ａ／Ｃ作動失敗共通原因故障

5.4E-13 ＜0.1 ○※２

①大破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｂ／Ｄ作動失敗共通原因故障

5.4E-13 ＜0.1 ○※２

①大破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｅ／Ｇ作動失敗共通原因故障

5.4E-13 ＜0.1 ○※２

①大破断ＬＯＣＡ
＋スクラムコンタクタ－Ｆ／Ｈ作動失敗共通原因故障

5.4E-13 ＜0.1 ○※２

※1　直流電源故障（区分Ⅰ，Ⅱ）時は当該区分の代替再循環ポンプトリップ回路が機能しないが，代替再循環ポンプの手動停止に期待することが可能であり，ほう酸水注入系も健全であることから炉心損傷防止可能

※2　ＬＯＣＡ時は原子炉冷却材の流出によりほう酸水注入系が有効に機能しないことも考えられるが，代替制御棒挿入機能による反応度制御に期待することで炉心損傷を防止可能

事故シーケンス

2.5E-08

小破断ＬＯＣＡ
＋原子炉停止失敗

3.2E-11

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

大破断ＬＯＣＡ
＋原子炉停止失敗

2.2E-12

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替再
　循環系ポンプトリップ機
　能）
・ほう酸水注入系

中破断ＬＯＣＡ
＋原子炉停止失敗

2.2E-11

Ｔ
Ｃ

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替再
　循環系ポンプトリップ機
　能）
・ＡＴＷＳ緩和設備（代替制
　御棒挿入機能）

3.8E-11
サポート系喪失（自動停止）
＋原子炉停止失敗

過渡事象
＋原子炉停止失敗
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【ＬＯＣＡ時注水機能喪失】 

○中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗，小破断Ｌ

ＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

高圧注水機能のうち，高圧炉心スプレイ系が喪失する主要な要因と

して高圧炉心スプレイ系の弁の故障及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機海水系のメンテナンス／ストレーナ閉塞が，原子炉隔離時冷

却系 ※が喪失する主要な要因として復水貯蔵タンクからサプレッショ

ン・チェンバへの切替操作失敗及び原子炉隔離時冷却系ポンプ起動失

敗が抽出されている。また，低圧注水機能が喪失する要因としてサポ

ート系である残留熱除去系海水系のストレーナ閉塞がカットセット上

位に抽出されている。 

※ 小破断ＬＯＣＡ時のみ抽出される（中破断ＬＯＣＡ時は原子炉

隔離時冷却系に期待していない） 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，低圧代

替注水系（常設）の注水容量の及ぶ範囲の破断面積までであれば，原

子炉手動減圧後の低圧代替注水系（常設）による注水が有効である。 

なお，低圧代替注水系（常設）と設計基準設備の共有部分となる注

入弁の故障を伴うカットセットについては，低圧代替注水系（常設）

に期待が出来ないものの，事故シーケンスグループに対する寄与割合

は 0.1％未満と非常に小さい。また，注入弁の故障が重畳した場合は，

炉心損傷防止が困難である。 

 

○中破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗，小破断ＬＯ

ＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

高圧注水機能が喪失する主要な要因として高圧炉心スプレイ系の弁
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の故障及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水系のメンテナン

ス／ストレーナ閉塞が，減圧機能及び原子炉隔離時冷却系※が喪失す

る要因として水位トランスミッタの故障と認知失敗の重畳がカットセ

ット上位に抽出されている。 

※ 小破断ＬＯＣＡ時のみ抽出される（中破断ＬＯＣＡ時は原子炉

隔離時冷却系に期待していない） 

中破断ＬＯＣＡ及び小破断ＬＯＣＡ時における減圧操作に対する認

知失敗については，発生した場合は炉心損傷を防止することができな

いが，ＬＯＣＡが発生しているにもかかわらず，認知に失敗したまま

長時間気づかないことは現実的には考え難く，これら認知失敗が含ま

れるカットセットの炉心損傷頻度は非常に小さくなっている。また，

上位のカットセットには含まれていないが自動減圧回路の機能喪失要

因が格納容器圧力高信号を発信する機器の故障等であれば，過渡時自

動減圧回路による原子炉減圧にも期待できる。 

なお，中破断ＬＯＣＡ時のいずれのカットセットにおいても，ＬＯ

ＣＡの破断面積の大きさが一定の範囲を超えるような場合は，炉心損

傷を防止することができないが，これらの炉心損傷防止対策が有効に

機能しないカットセットについては，格納容器破損防止対策により原

子炉格納容器の閉じ込め機能に期待できることを確認することとして

いる。 
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第 1－8 表 「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＣＩＣ水源切替操作失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

4.3E-15 ＜0.1 ○

②小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＣＩＣ水源切替操作失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

3.5E-15 ＜0.1 ○

③小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

2.5E-15 ＜0.1 ○

①小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動失敗
共通原因故障
＋注水不能認知失敗

4.8E-16 ＜0.1 ○

②小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動失敗
共通原因故障
＋注水不能認知失敗

3.9E-16 ＜0.1 ○

③小破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動失敗
共通原因故障
＋ＲＣＩＣ起動操作失敗
＋原子炉手動減圧失敗

2.3E-16 ＜0.1 ○

①中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.1E-12 5.3 △※１

②中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

9.3E-13 4.3 △※１

③中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

4.5E-13 2.1 △※１

④中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲＳ
－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

3.5E-13 1.6 △※１

⑤中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳメンテナンス＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水
ストレーナ閉塞共通要因故障

3.4E-13 1.6 △※１

⑥中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧ軽油ストレーナ閉塞＋ＲＨＲＳ
－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳクーラ入口弁開け忘れ＋ＲＨＲＳ－Ａ
／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳメカシールクーラ入口弁開け忘れ＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳクーラ出口弁開け忘れ＋ＲＨＲＳ－Ａ
／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳポンプ室空調１冷却水入口弁開け忘れ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳポンプ室空調１冷却水出口弁開け忘れ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳポンプ室空調２冷却水入口弁開け忘れ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳポンプ室空調２冷却水出口弁開け忘れ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳポンプ室空調クーラ元弁開け忘れ＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷポンプ出口弁開け忘れ＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン隔離弁開け忘れ
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン排水弁１開け忘
れ＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ放出ライン排水弁２開け忘
れ＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷエンジンエアクーラ入口弁
開け忘れ＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷエンジンエアクーラ入口弁
開け忘れ＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

⑦中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ系統出口隔離弁開け忘れ＋
ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

2.9E-13 1.3 △※１

 中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗＋ＲＨ
ＲＳ－流量調整弁開失敗共通要因故障

2.4E-13 1.1 △※１

 中破断ＬＯＣＡ＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作動失敗＋ＨＰ
ＣＳ水源切替操作失敗＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通
要因故障

2.3E-13 1.1 △※１

 中破断ＬＯＣＡ＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作動失敗＋ＨＰ
ＣＳ水源切替操作失敗＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通
要因故障

2.3E-13 1.1 △※１

①中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動失敗
共通原因故障
＋注水不能認知失敗

1.3E-13 0.6 △※１

②中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－３）－Ａ／Ｂ作動失敗共通原因
故障
＋注水不能認知失敗

1.3E-13 0.6 △※１

③中破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋原子炉水位トランスミッタ（Ｌ－１）－Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ作動失敗
共通原因故障
＋注水不能認知失敗

1.0E-13 0.5 △※１

①大破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失敗
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

1.1E-13 0.5 －

②大破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンスによる待機除外
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

9.3E-14 0.4 －

③大破断ＬＯＣＡ
＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉塞
＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原因故障

4.5E-14 0.2 －

※1　ＬＯＣＡの破断面積が低圧代替注水系（常設）の注水容量を超える場合は炉心損傷を防止できない

小破断ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

小破断ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋原子炉減圧失敗

1.4E-13

2.2E-14

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能
喪
失

Ｓ
２
Ｅ

・低圧代替注水系（常設）

1.5E-11
中破断ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

中破断ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋原子炉減圧失敗

4.6E-12

大破断ＬＯＣＡ
＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

1.4E-12
Ａ
Ｅ

事故シーケンス

Ｓ
１
Ｅ
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【格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）】 

いずれの事故シーケンスにおいても，原子炉冷却材圧力バウンダリ

における複数の隔離弁が，施設定期検査時の通常状態への復旧失敗や

機械的故障が重畳することで同時に機能喪失し，低圧設計配管が過圧

され破断するカットセットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，格納容

器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）が発生した系統以

外の高圧注水機能又は低圧注水機能（原子炉を減圧した後に使用）を

用いた原子炉注水が有効である。その後は，隔離弁の再閉操作等，破

断箇所の隔離を試みるとともに，使用可能な緩和設備による水位維持，

除熱を行うことで，炉心を安定状態とすることが可能である。 
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第 1－9 表 「格納容器バイパス」における主要なカットセット 

炉心
損傷頻度

（／炉年）
主要なカットセット

炉心
損傷頻度

（／炉年）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

有効性を確認する主な対策
対策の
有効性

①ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ａ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ａ吐出配管破断

1.5E-10 30.4 ○

①ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｂ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ吐出配管破断

1.5E-10 30.4 ○

③ＲＨＲ－Ｃテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｃ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｃテスタブル逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ｃ吐出配管破断

5.9E-11 12.1 ○

④ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.7E-11 3.6 ○

④ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.7E-11 3.6 ○

⑥ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁誤開
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.1E-11 2.2 ○

⑥ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁誤開
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.1E-11 2.2 ○

⑥ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁誤開
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.1E-11 2.2 ○

⑥ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁内部リーク
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁誤開
＋ＲＨＲ低圧配管破断

1.1E-11 2.2 ○

⑩ＨＰＣＳテスタブル逆止弁定期試験
＋ＨＰＣＳ注入弁内部リーク
＋ＨＰＣＳポンプ出口逆止弁内部リーク
＋ＨＰＣＳ低圧配管破断

8.6E-12 1.8 ○

⑪ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ａ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ａ逆止弁操作スイッチ開失敗
＋ＲＨＲ－Ａ吐出配管破断

8.2E-12 1.7 ○

⑪ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｂ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ逆止弁操作スイッチ開失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ吐出配管破断

8.2E-12 1.7 ○

⑬ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁誤開
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁誤開
＋ＲＨＲ低圧配管破断

6.5E-12 1.3 ○

⑬ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器内隔離弁誤開
＋ＲＨＲ停止時冷却ライン（吸込）格納容器外隔離弁誤開
＋ＲＨＲ低圧配管破断

6.5E-12 1.3 ○

⑮ＲＨＲ－Ａテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ａ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ａ逆止弁閉失敗＋ＲＨＲ－Ａ熱交換器破損

4.9E-12 1.0 ○

⑮ＲＨＲ－Ｂテスタブル逆止弁定期試験
＋ＲＨＲ－Ｂ注入弁定期試験時の通常状態への復旧失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ逆止弁閉失敗
＋ＲＨＲ－Ｂ熱交換器破損

4.9E-12 1.0 ○

・破損系統を除く原子炉注水
　機能
・破損系統の隔離

4.8E-10インターフェイスシステムＬＯＣＡ

事故シーケンス

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
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1－2． ＦＶ重要度に照らした重大事故等対処設備の有効性 

 (1) 実施内容 

   ＦＶ重要度の高い基事象に対し，その基事象の発生に伴って生

じる系統機能の喪失に重大事故等防止対策が有効であるか定性的

に分析した。 

   なお，今回の整理は定量的に評価したＦＶ重要度に対し対策の

有効性の観点で定性的な考察を加えたものであり，あくまで定性

的な分析である。対策の有効性を定量的に把握する観点では，新

たに講じた対策をモデル化した上でＰＲＡを実施し，その結果を

比較することが望ましいが，今回はプラント運転時の内部事象出

力運転時レベル１ＰＲＡのＦＶ重要度を定量的な検討材料として

分析することとし，この確認を実施した。 

 (2) 選定条件 

   事故シーケンスグループ別にＦＶ重要度を分析し，その値が

1E-3 を超える基事象について，重大事故等防止対策が有効である

か確認することとした。ＦＶ重要度が小さい基事象は，重大事故

等防止対策による対応が可能であったとしてでも，炉心損傷頻度

の低減効果が小さいことから，事故シーケンスグループの支配的

なリスク要因を網羅的に確認する範囲として，1E-3 を基準とする

こととし，1E-3 未満の基事象については確認対象外とした。 

 (3) 確認結果 

   ＦＶ重要度が 1E-3 を超える基事象を確認したところ，「高圧・

低圧注水機能喪失」，「高圧注水・減圧機能喪失」，「全交流動力電

源喪失」，「崩壊熱除去機能喪失」，「原子炉停止機能喪失」及び

「インターフェイスシステムＬＯＣＡ」については，抽出された
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全ての基事象に対して，定性的には何らかの重大事故等防止対策

が有効であることを確認した。また，「ＬＯＣＡ時注水機能喪

失」については，ＬＯＣＡの破断面積が大きい場合には，抽出さ

れた一部の基事象に対して，定性的には有効な重大事故等対策が

確認されなかった。 

   今回の内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡでは，「崩壊熱除去

機能喪失」が炉心損傷頻度のほぼ 100％を占めており，「崩壊熱除

去機能喪失」に対してはＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事

象に重大事故等対処設備（具体的には格納容器圧力逃がし装置等

による除熱機能の代替）が有効であることを確認した。このこと

から，重大事故等対処設備によって，プラント運転開始時の内部

事象レベル１ＰＲＡの全炉心損傷頻度は 1E-3 程度低減されるも

のと考えられる。また，重大事故等対処設備による内部事象を起

因した炉心損傷リスクへの対策の網羅性は 99％以上と整理できる。 

   事故シーケンスグループ別の確認結果については以下に示すと

おり。 

 

【高圧・低圧注水機能喪失】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び

残留熱除去系海水系の故障並びに点検のための待機除外等が抽出され

たが，これらに対しては低圧代替注水系（常設）による原子炉注水に

よって対応することが可能である。 
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【高圧注水・減圧機能喪失】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，原子炉手動減圧失敗，注水不能認知失敗等

のヒューマンエラーが抽出されたが，これらに対しては過渡時自動減

圧機能による原子炉減圧が有効であり，その後の低圧炉心冷却によっ

て対応することが可能である。 

【全交流動力電源喪失（長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＰ，ＴＢＤ）】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池の

故障等が抽出されたが，これらに対しては常設代替直流電源設備及び

常設代替交流電源設備による電源復旧によって対応することが可能で

ある。また，長期ＴＢの場合については，原子炉隔離時冷却系の運転

継続中に電源が不要となる低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注

水を確保することによって対応することも可能である。 

【崩壊熱除去機能喪失】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，残留熱除去系操作失敗のヒューマンエラー

及び残留熱除去系，残留熱除去系海水系の故障等が抽出されたが，こ

れらに対しては耐圧強化ベント又は格納容器圧力逃がし装置によって

対応することが可能である。また，残留熱除去系海水系が故障した場

合については，緊急用海水系によって対応することも可能である。 
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【原子炉停止機能喪失】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，スクラムコンタクタの故障が抽出されてい

るが，これらに対してはＡＴＷＳ緩和設備（代替再循環系ポンプトリ

ップ機能）及びほう酸水注入系によって対応することが可能である。 

【ＬＯＣＡ時注水機能喪失】 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失については，ＬＯＣＡの破断面積が大きい

場合には炉心損傷防止が困難となるが，破断面積が一定の範囲内であ

れば，何らかの重大事故等防止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，残留熱除去系海水系，高圧炉心スプレイ系

の故障等が抽出されたが，これらに対しては低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水によって対応することが可能である。また，この他

に支配的な基事象として，注水不能認知失敗，原子炉手動減圧失敗等

のヒューマンエラーが抽出されたが，これらに対しては低圧ＥＣＣＳ

が健全な状況であれば，過渡時自動減圧回路による減圧によって対応

することも可能である。 

【格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）】 

ＦＶ重要度が 1E-3 を超える全ての基事象に何らかの重大事故等防

止対策が有効であることを確認した。 

支配的な基事象として，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生の

起因となる配管破損及び隔離弁の閉め忘れ，故障等が抽出されたが，

これらに対しては減圧による漏えい低減や発生個所の隔離によって対

応することが可能である。 
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2. 内部事象運転時レベル１．５ＰＲＡ 

2－1． 主要なカットセットに照らした重大事故等対処設備の有効性 

(1) 選定条件 

事故シーケンスの種類によっては展開されるカットセットが無

数に存在するため，ここでは，各事象シーケンスについて以下の

基準を基に主要なカットセットを抽出した。なお，格納容器先行

破損シーケンスについては，炉心損傷防止対策の有効性を確認し

ているため，カットセットの分析対象から除外した。 

・格納容器破損モードの各ＰＤＳの中で上位 3 位までのカット

セット 

各事故シーケンスにおける主要なカットセット及び格納容器破

損防止対策の確認結果を第 2－1 表～第 2－4 表に示す。 

 

(2) 主要なカットセットの確認結果 

第 2－1 表～第 2－4 表に示したとおり，主要なカットセットレ

ベルまで展開しても，格納容器破損防止対策により格納容器破損

を防止できることを確認した。 
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【雰囲気圧力・温度による静的負荷（過圧破損）】 

最も支配的な事故シーケンスは，ＴＱＵＸによって炉心損傷に至っ

た後に過圧破損に至るシーケンスとなる。本事故シーケンスにおける

主要なカットセットとしては，直流電源（区分Ⅰ）が故障し，ＨＰＣ

Ｓ－ＤＧの運転継続，原子炉減圧及びＲＨＲスプレイに失敗すること

により過圧破損に至る事象が抽出されている。 

本破損モードに対する格納容器破損防止対策としては，常設代替交

流電源設備及び常設代替直流電源設備による電源供給の対策に加え，

低圧代替注水系（常設）による損傷炉心への注水，代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置

による除熱が有効である。 

 

【雰囲気圧力・温度による静的負荷（過温破損）】 

最も支配的な事故シーケンスは，長期ＴＢによって炉心損傷に至っ

た後に過温破損に至るシーケンスとなる。本事故シーケンスにおける

主要なカットセットとしては，外部電源喪失が発生し，軽油貯蔵タン

ク閉塞／破損やＤＧ及びＨＰＣＳ－ＤＧの故障の重畳によって全交流

動力電源喪失に至ることにより，過温破損に至る事象が抽出されてい

る。 

本破損モードに対する格納容器破損防止対策としては，常設代替交

流電源設備による電源供給の対策に加え，低圧代替注水系（常設）に

よる損傷炉心への注水，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却，代替循環冷却系及び格納容器圧力逃がし装置による除

熱が有効である。 
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第 2－1 表 「雰囲気圧力温度による静的負荷」における 

主要なカットセット 

格納容器破損モード
プラント
損傷状態

（ＰＤＳ）

ＣＦＦ
（/炉年）

主要なカットセット
ＣＦＦ

（／炉年）

事故シーケンス
に対する寄与割

合（％）
主な対策

対策
有効性

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗＋ＲＨＲによる格納容器スプレイ操
作失敗

1.8E-10 8.4 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原
子炉手動減圧失敗＋ＲＨＲによる格納容器スプレイ操作失
敗

1.3E-10 5.7 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋注水不能認知失敗＋ＲＨＲによる格納容器スプレイ操作
失敗

8.0E-11 3.7 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋注水不能認知失敗＋損傷炉心の冷却認知失敗

3.1E-10 5.0 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉手動減圧失敗

3.1E-10 5.0 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原
子炉手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉手動減圧失敗

2.1E-10 3.4 ○

①外部電源喪失＋軽油貯蔵タンク閉塞 4.3E-08 62.2 ○

②外部電源喪失＋軽油貯蔵タンク破損 2.8E-09 4.1 ○

③外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｃ，２Ｄ運転継続失敗共通要因
故障＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

4.1E-10 0.6 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋軽油貯蔵タンク閉塞＋原子炉
手動減圧失敗

6.4E-10 15.2 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗＋原子炉手動減圧失敗

2.9E-10 6.9 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗＋ＨＰＣ
Ｓ－ＤＧ運転継続失敗＋原子炉手動減圧失敗

2.0E-10 4.7 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原子炉手動減圧失敗

2.0E-10 4.7 ○

①外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.6E-12 26.6 ○

②外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

1.1E-12 18.1 ○

③外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス

6.8E-13 11.5 ○

①中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失
敗＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

1.1E-12 5.3 ○

②中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンス＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

9.3E-13 4.3 ○

③中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷ海水ストレーナ閉
塞＋ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通要因故障

4.5E-13 2.1 ○

ＴＢＵ 4.2E-09
雰囲気圧力温度による静的負荷

（過温破損）

ＴＱＵＸ 6.3E-09

長期ＴＢ 6.9E-08

雰囲気圧力温度による静的負荷
（過圧破損）

ＴＱＵＸ 2.2E-09

・常設代替交流電源設備
・常設代替直流電源設備
・低圧代替注水系（常設）
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・代替循環冷却系又は格納容器圧力逃がし
　装置

ＬＯＣＡ 2.1E-11

ＴＢＤ 5.9E-12
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【高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱】 

最も支配的な事故シーケンスは，長期ＴＢによって炉心損傷に至っ

た後に格納容器雰囲気直接加熱に至るシーケンスとなる。本事故シー

ケンスにおける主要なカットセットとしては，外部電源喪失が発生し，

軽油貯蔵タンク閉塞／破損やＤＧ及びＨＰＣＳ－ＤＧの故障の重畳に

よって全交流動力電源喪失に至ることにより，原子炉圧力容器が高圧

状態で破損し，格納容器雰囲気直接加熱により格納容器破損に至る事

象が抽出されている。 

本破損モードについては，交流電源が喪失しても原子炉圧力容器の

減圧操作は可能であることから，格納容器破損を防止することが可能

である。 

なお，ヒューマンエラーによる原子炉の減圧失敗については，発生

した場合は格納容器破損を防止することができないが，認知に失敗し

たまま長時間気づかない場合や，操作に失敗したにもかかわらずその

後の対応をとらないことは現実的には考え難く，これらのカットセッ

トの炉心損傷頻度は非常に小さくなっている。 
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第 2－2 表 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」における 

主要なカットセット 

格納容器破損モード
プラント
損傷状態

（ＰＤＳ）

ＣＦＦ
（/炉年）

主要なカットセット
ＣＦＦ

（／炉年）

事故シーケンス
に対する寄与割

合（％）
主な対策

対策
有効性

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉手動減圧失敗
＋ＤＣＨによるＰＣＶ破損

1.2E-12 5.0 －

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋注水不能認知失敗＋損傷炉心の冷却認知失敗＋ＤＣＨに
よるＰＣＶ破損

1.2E-12 5.0 －

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原
子炉手動減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉手動減圧失敗＋Ｄ
ＣＨによるＰＣＶ破損

7.9E-13 3.4 －

①外部電源喪失＋燃料貯蔵タンク閉塞＋ＤＣＨによるＰＣ
Ｖ破損

5.3E-09 62.2 ○

②外部電源喪失＋燃料貯蔵タンク破損＋ＤＣＨによるＰＣ
Ｖ破損

3.5E-10 4.1 ○

③外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｃ，２Ｄ運転継続失敗共通要因
故障＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗＋ＤＣＨによるＰＣＶ
破損

5.0E-11 0.6 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋軽油貯蔵タンク閉塞＋原子炉
手動減圧失敗＋ＤＣＨによるＰＣＶ破損

2.4E-12 15.2 －

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗＋原子炉手動減圧失敗＋ＤＣＨ
によるＰＣＶ破損

1.1E-12 6.9 －

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗＋ＨＰＣ
Ｓ－ＤＧ運転継続失敗＋原子炉手動減圧失敗＋ＤＣＨによ
るＰＣＶ破損

7.3E-13 4.7 －

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原子炉手動減圧失敗＋ＤＣＨによ
るＰＣＶ破損

7.3E-13 4.7 －

①外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗＋ＤＣＨによるＰＣＶ破損

5.8E-15 26.6 ○

②外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋ＤＣＨによるＰＣＶ破損

4.0E-15 18.1 ○

③外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因故障＋
ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス＋ＤＣＨによるＰＣＶ破損

2.5E-15 11.5 ○

高圧溶融物放出／
格納容器雰囲気直接加熱

ＴＱＵＸ 2.4E-11

長期ＴＢ 8.5E-09

ＴＢＵ 1.6E-11

・原子炉圧力容器破損までに逃がし安全弁
　による手動減圧

ＴＢＤ 2.2E-14
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【原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用】 

最も支配的な事故シーケンスは，ＴＱＵＸによって炉心損傷に至っ

た後に原子炉圧力容器が損傷し，ペデスタル（ドライウェル部）に落

下した溶融物と水との接触に伴い，溶融物の持つ熱エネルギが爆発的

な機械エネルギに変換され，格納容器への荷重が生じることで格納容

器が破損するシーケンスとなる。本事故シーケンスにおける主要なカ

ットセットとしては，直流電源（区分Ⅰ）が故障した後，ＨＰＣＳ－

ＤＧの運転及び原子炉減圧に失敗することにより，ペデスタル（ドラ

イウェル部）に落下した溶融物と冷却材との相互作用によって格納容

器破損に至る事象が抽出されている。 

本破損モードに対しては，仮に発生した場合においても格納容器圧

力バウンダリの機能喪失に至らないことを確認しており，対策は講じ

ていない。 

 

第 2－3 表 「原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用」における 

主要なカットセット 

格納容器破損モード
プラント
損傷状態

（ＰＤＳ）

ＣＦＦ
（/炉年）

主要なカットセット
ＣＦＦ

（／炉年）

事故シーケンス
に対する寄与割

合（％）
主な対策

対策
有効性

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋水蒸気爆発（ペデス
タル）

1.4E-15 6.1 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原
子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋水蒸気爆発（ペデスタ
ル）

9.2E-16 4.1 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス
＋原子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋水蒸気爆発（ペデス
タル）

5.9E-16 2.6 ○

①中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失
敗＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ注入弁
開失敗共通要因故障＋水蒸気爆発（ペデスタル）

2.1E-22 0.8 ○

②中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンス＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ注入弁開失敗
共通要因故障＋水蒸気爆発（ペデスタル）

1.7E-22 0.6 ○

③中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失
敗＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ注入弁
開失敗共通要因故障＋水蒸気爆発（ペデスタル）

1.2E-22 0.4 ○

原子炉圧力容器外
溶融燃料－冷却材相互作用

ＴＱＵＸ 2.2E-14

ＬＯＣＡ 2.8E-20

なし
（原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互
作用が発生しても格納容器圧力バウンダリの
機能喪失に至らないことを確認する）



 

別紙 6－33 

【溶融炉心・コンクリート相互作用】 

最も支配的な事故シーケンスは，ＴＢＵによって炉心損傷に至った

後に原子炉圧力容器が損傷し，ペデスタル（ドライウェル部）床面で

の溶融炉心・コンクリート相互作用が継続するシーケンスとなる。本

事故シーケンスにおける主要なカットセットとしては，直流電源（区

分Ⅰ）が故障し，軽油貯蔵タンク閉塞／破損やＤＧ及びＨＰＣＳ－Ｄ

Ｇの故障の重畳によって全交流動力電源喪失に至ることにより，ペデ

スタル（ドライウェル部）床面での溶融炉心・コンクリート相互作用

が継続して格納容器破損に至る事象が抽出されている。 

本破損モードに対する格納容器破損防止対策としては，格納容器下

部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への注水が有

効である。 
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第 2－4 表 「溶融炉心・コンクリート相互作用」における 

主要なカットセット 

格納容器破損モード
プラント
損傷状態

（ＰＤＳ）

ＣＦＦ
（/炉年）

主要なカットセット
ＣＦＦ

（／炉年）

事故シーケンス
に対する寄与割

合（％）
主な対策

対策
有効性

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンス

2.1E-10 6.4 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋Ｒ
ＨＲＳ－Ｂメンテナンス

1.4E-10 4.3 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス
＋ＲＨＲＳ－Ｂメンテナンス

9.2E-11 2.8 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗
＋原子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋ペデスタル注水失敗
＋ＲＨＲによる格納容器スプレイ操作失敗

2.4E-11 3.5 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧ起動失敗＋原
子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋ペデスタル注水失敗＋Ｒ
ＨＲによる格納容器スプレイ操作失敗

1.7E-11 2.4 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＨＰＣＳ－ＤＧメンテナンス
＋原子炉手動減圧失敗＋ＩＶＲ失敗＋ペデスタル注水失敗
＋ＲＨＲによる格納容器スプレイ操作失敗

1.1E-11 1.5 ○

①直流電源故障（区分Ⅰ）＋軽油貯蔵タンク閉塞 2.3E-09 13.7 ○

②直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

1.0E-09 6.2 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－2Ｄ運転継続失敗＋Ｈ
ＰＣＳ－ＤＧ起動失敗

7.0E-10 4.2 ○

③直流電源故障（区分Ⅰ）＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗＋ＨＰＣ
Ｓ－ＤＧ運転継続失敗

7.0E-10 4.2 ○

①外部電源喪失＋軽油貯蔵タンク閉塞＋ＳＲＶ再閉鎖失敗 2.2E-10 42.5 ○

②外部電源喪失＋軽油貯蔵タンク破損＋ＳＲＶ再閉鎖失敗 1.5E-11 2.8 ○

③外部電源喪失＋ＤＧ－2Ｃ，２Ｄ運転継続失敗共通要因
故障＋ＳＲＶ再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ－ＤＧ運転継続失敗

2.1E-12 0.4 ○

①中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失
敗＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ注入弁
開失敗共通要因故障＋ペデスタル（ドライウェル部）での
水蒸気爆発なし

4.9E-18 0.7 ○

②中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ－ＤＧＳＷメンテナンス＋Ｒ
ＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ｂ／Ｃ注入弁開失敗
共通要因故障＋ペデスタル（ドライウェル部）での水蒸気
爆発なし

4.0E-18 0.6 ○

③中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＣＳ入口逆止弁（Ｓ／Ｐ側）開失
敗＋ＲＨＲＳ－Ａメンテナンス＋ＬＰＣＩ－Ａ／Ｂ／Ｃ注
入弁開失敗共通要因故障＋ペデスタル（ドライウェル部）
での水蒸気爆発なし

2.8E-18 0.4 ○

溶融炉心・コンクリート相互作用

ＴＱＵＶ 3.3E-09

ＬＯＣＡ 6.8E-16

ＴＢＰ 5.2E-10

ＴＢＵ 1.7E-08

ＴＱＵＸ 7.0E-10

・常設代替交流電源設備
・常設代替直流電源設備
・格納容器下部注水系（常設）
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3. 内部事象停止時レベル１ＰＲＡ 

3－1． 主要なカットセットに照らした重大事故等対処設備の有効性 

 (1) 選定条件 

   事故シーケンスの種類によっては展開されるカットセットが無

数に存在するものがあるため,ここでは,各事故シーケンスについ

て以下の判断基準を基に主要なカットセットを抽出した。 

・炉心損傷頻度が 1E-7／炉年以上のカットセット 

・事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度への寄与が 1％以上 

   また，上記の条件を満たさないカットセットについても，各事

故シーケンスにおける上位 3 位までのカットセットを抽出し，重

大事故等対処設備が有効であるか確認した。 

   確認結果を第 3－1 表～第 3－3 表に示す。また，主要なカット

セットのうち，各事故シーケンスグループの炉心損傷頻度が最上

位であるシーケンスを第 3－1 図～第 3－3 図に示す。 

 (2) 主要なカットセットの確認結果 

   第 3－1 表～第 3－3 表に示したとおり，全ての事故シーケンス

に対しては，主要なカットセットまで展開した場合においても，

整備する燃料損傷防止対策により燃料損傷を防止できることを確

認した。  
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【崩壊熱除去機能喪失】 

○崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＰＯＳ－Ｂ１～Ｂ３においては，使用可能である除熱・注水設備が

残留熱除去系 1 系統及び復水移送系 1 系統のみとなる。そのため，当

該ＰＯＳにおいて，残留熱除去系の故障の発生後，復水移送系の水源

である復水貯蔵タンクの真空逃がし弁作動失敗により，崩壊熱除去機

能喪失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

○外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＰＯＳ－Ｂ１～Ｂ３においては，使用可能である除熱・注水設備が

残留熱除去系 1 系統及び復水移送系 1 系統のみとなる。そのため，当

該ＰＯＳにおいて，外部電源喪失の発生により復水移送系が機能喪失

し，残留熱除去系のポンプや弁の手動操作失敗により崩壊熱除去機能

喪失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

 

 これらのカットセットに対する燃料損傷防止対策としては，注水設

備の多様化（低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），消

火系等）による対応が有効である。 
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第 3－1 表 「崩壊熱除去機能喪失」における主要なカットセット 

炉心損傷頻度
（／施設定期検査）

主要なカットセット ＰＯＳ
炉心

損傷頻度
（／ＰＯＳ）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

対策の
有効性

①ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ３ 3.0E-07 20.8 ○

①ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ３ 3.0E-07 20.8 ○

③ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ１ 1.1E-07 7.4 ○

③ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ１ 1.1E-07 7.4 ○

⑤ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ２ 6.4E-08 4.5 ○

⑤ＲＨＲ喪失＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作動
失敗

Ｂ２ 6.4E-08 4.5 ○

⑦ＲＨＲ喪失＋ＣＳＴ－Ｂポンプ運転継続失敗 Ｂ３ 2.1E-08 1.5 ○

①ＲＨＲＳ喪失＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作
動失敗

Ｂ３ 3.7E-08 2.6 ○

①ＲＨＲＳ喪失＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作
動失敗

Ｂ３ 3.7E-08 2.6 ○

③ＲＨＲＳ喪失＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし弁作
動失敗

Ｂ１ 1.3E-08 0.9 ○

③ＲＨＲＳ喪失＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作
動失敗

Ｂ１ 1.3E-08 0.9 ○

①外部電源喪失＋ＲＨＲ－Ｂポンプ手動操作失敗 Ｂ２ 8.4E-08 5.9 ○

①外部電源喪失＋ＬＰＣＩ－Ｂ注入弁手動操作失敗 Ｂ２ 8.4E-08 5.9 ○

①外部電源喪失＋ＲＨＲ－Ｂポンプ入口弁（S/P側）
手動操作失敗

Ｂ２ 8.4E-08 5.9 ○

事故シーケンス 主な対策

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

残留熱除去系の故障
（ＲＨＲ喪失）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.9E-07

・ 注水設備の多様化
（低圧代替注水系（常設)，
低圧代替注水系（可搬型），
消火系等）

残留熱除去系の故障
（ＲＨＲＳ喪失）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

1.2E-07

外部電源喪失
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

3.1E-07
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第 3－1 図 「崩壊熱除去機能喪失」における主要なシーケンス 

（ＰＯＳ－Ｂ３ 残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）） 

 

× プラント状態や起因事象との関係により期待できない設備 
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【全交流動力電源喪失】 

○外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＰＯＳ－Ｂ１～Ｂ３においては，待機状態の非常用ＤＧが 1 台のみ

となる。そのため，当該ＰＯＳにおいて，外部電源喪失の発生後，待

機状態の非常用ＤＧの起動失敗や運転継続失敗により全交流動力電源

喪失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

○外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

外部電源喪失後の蓄電池の共通原因故障により，全交流動力電源喪

失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

 

これらのカットセットに対する燃料損傷防止対策としては，常設代

替直流電源設備及び常設代替交流電源設備による電源復旧，注水設備

の多様化（低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），消火

系等）による対応が有効である。 
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第 3－2 表 「全交流動力電源喪失」における主要なカットセット 

炉心損傷頻度
（／施設定期検査）

主要なカットセット ＰＯＳ
炉心

損傷頻度
（／ＰＯＳ）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

対策の
有効性

①外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗 Ｂ３ 8.2E-07 23.3 ○

②外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗 Ｂ３ 5.6E-07 15.8 ○

③外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｃ運転継続失敗 Ｂ１ 3.0E-07 8.4 ○

④外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｃ起動失敗 Ｂ１ 2.0E-07 5.7 ○

⑤外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ運転継続失敗 Ｂ２ 1.8E-07 5.0 ○

⑥外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ起動失敗 Ｂ２ 1.2E-07 3.4 ○

⑦外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ関連信号故障 Ｂ３ 7.9E-08 2.2 ○

⑧外部電源喪失＋ＤＧ－２Ｄ遮断器開失敗 Ｂ３ 7.6E-08 2.1 ○

⑨外部電源喪失＋ＤＧＳＷ－２Ｄ海水ストレーナ閉
塞

Ｂ３ 4.7E-08 1.3 ○

⑩外部電源喪失＋ＤＧＳＷ－２Ｄポンプ起動失敗 Ｂ３ 3.6E-08 1.0 ○

①外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因
故障

Ｂ３ 6.0E-11 ＜0.1 ○

②外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因
故障

Ｃ２ 3.8E-11 ＜0.1 ○

③外部電源喪失＋蓄電池－Ａ／Ｂ給電失敗共通要因
故障

Ｂ１ 2.2E-11 ＜0.1 ○

事故シーケンス 主な対策

常設代替直流電源設備
常設交流代替電源設備
注水設備の多様化

外部電源喪失
＋直流電源失敗
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

1.3E-10

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

外部電源喪失
＋交流電源失敗
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

3.5E-06

・
・
・
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第 3－2 図 「全交流動力電源喪失」における主要なシーケンス 

（ＰＯＳ－Ｂ３ 外部電源喪失） 

 

× プラント状態や起因事象との関係により期待できない設備 
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【原子炉冷却材の流出】 

○原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時／ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＲＨＲ切替時又はＣＵＷブロー時における原子炉冷却材流出の発生

後，運転員によるＬＯＣＡの認知失敗により，燃料損傷に至るカット

セットが上位に抽出されている。 

○原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ） 

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＣＲＤ点検時における大規模な原子炉冷却材流出の発生後，隔離操

作に失敗し，残留熱除去系のポンプ，弁等の手動操作失敗により燃料

損傷に至るカットセットが上位に抽出されている。 

○原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ） 

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

ＬＰＲＭ点検時における原子炉冷却材流出の発生後，隔離操作に失

敗し，残留熱除去系のポンプ，弁等の手動操作失敗及び復水貯蔵タン

クの真空逃がし弁作動失敗が重畳することにより，燃料損傷に至るカ

ットセットが上位に抽出されている。 

 

これらのカットセットに対する燃料損傷防止対策としては，運転員

等がＬＯＣＡの発生を速やかに認知することに加えて，注水設備の多

様化（低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可搬型），消火系

等）による対応が有効である。 

運転員によるＬＯＣＡの認知失敗に関しては，認知に成功しないこ

とには燃料損傷を防止することができないが，ＬＯＣＡの発生の可能

性がある作業では，以下のとおり対策をとった上で実施しており，Ｌ
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ＯＣＡが発生しているにもかかわらず，複数の運転員が認知に失敗し

たまま長時間気づかないことは現実的には考え難い。 

 

（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ） 

 ・ＲＨＲ切替時における弁の開閉状態については，中央制御室の

ランプで確認可能であり，運転手順書には作業時に確認するこ

とと明記されている。 

 ・仮にＬＯＣＡが発生した場合でも，定期的に実施される中央制

御室の運転員による原子炉水位，サプレッション・プール水位

等の監視により，異常の認知が可能である。 

（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ） 

 ・ＣＵＷブロー時における弁の開閉状態については，中央制御室

のランプで確認可能であり，運転手順書には作業時に確認する

ことと明記されている。 

 ・ＣＵＷブローダウン流量は管理されており，燃料損傷までの余

裕時間の間に中央制御室の運転員によるＣＵＷブローダウン流

量，原子炉水位等の監視により異常の認知が可能である。 

 ・中央制御室の運転員の他に，排水先であるＲ／Ｗの運転員によ

る異常の認知にも期待できる。 

 

また，今後もＬＯＣＡの発生の可能性がある作業を実施する場合に

は，作業開始前に注意喚起を実施し，ＬＯＣＡの発生防止を努めると

ともに，ＬＯＣＡが発生した場合の対応手順をあらかじめ確認するこ

とにより，今後も継続的にリスク低減に努めていく。 
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第 3－3 表 「原子炉冷却材の流出」における主要なカットセット 

炉心損傷頻度
（／施設定期検査）

主要なカットセット ＰＯＳ
炉心

損傷頻度
（／ＰＯＳ）

事故シーケンス
グループに対する
寄与割合（％）

対策の
有効性

①ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋運転員の認知失敗 Ｃ２ 4.1E-11 22.2 －

①ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋運転員の認知失敗 Ｄ 4.1E-11 22.2 －

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ入口弁（Ｓ／Ｐ側）手動操作失敗＋復水貯蔵
タンクＡ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ入口弁（Ｓ／Ｐ側）手動操作失敗＋復水貯蔵
タンクＢ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ入口弁（ＳＤＣ側）手動操作失敗＋復水貯蔵
タンクＡ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ入口弁（ＳＤＣ側）手動操作失敗＋復水貯蔵
タンクＢ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ手動操作失敗＋復水貯蔵タンクＡ真空逃がし
弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

③ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－Ｂ
ポンプ手動操作失敗＋復水貯蔵タンクＢ真空逃がし
弁作動失敗

Ｂ２ 5.1E-14 ＜0.1 ○

①ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ＋運転員の認知失敗 Ｃ１ 2.9E-11 15.6 －

①ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ＋運転員の認知失敗 Ｄ 2.9E-11 15.6 －

③ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋軽油貯蔵
タンク閉塞＋外部電源喪失

Ｃ１ 1.5E-17 ＜0.1 ○

③ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋軽油貯蔵
タンク閉塞＋外部電源喪失

Ｄ 1.5E-17 ＜0.1 ○

①ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ（大規模流出）＋隔離失
敗＋ＲＨＲ－Ｂポンプ入口弁（Ｓ／Ｐ側）手動操作
失敗

Ｂ２ 1.1E-11 6.0 ○

①ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ（大規模流出）＋隔離失
敗＋ＲＨＲ－Ｂポンプ入口弁（ＳＤＣ側）手動操作
失敗

Ｂ２ 1.1E-11 6.0 ○

①ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ（大規模流出）＋隔離失
敗＋ＲＨＲ－Ｂポンプ手動操作失敗

Ｂ２ 1.1E-11 6.0 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ入口弁（Ｓ／Ｐ側）手動操作失敗＋復水貯
蔵タンクＡ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ入口弁（Ｓ／Ｐ側）手動操作失敗＋復水貯
蔵タンクＢ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ入口弁（ＳＤＣ側）手動操作失敗＋復水貯
蔵タンクＡ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ入口弁（ＳＤＣ側）注入弁手動操作失敗＋
復水貯蔵タンクＢ真空逃がし弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ手動操作失敗＋復水貯蔵タンクＡ真空逃が
し弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

①ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ＋隔離失敗＋ＲＨＲ－
Ｂポンプ手動操作失敗＋復水貯蔵タンクＢ真空逃が
し弁作動失敗

Ｂ２ 1.2E-14 ＜0.1 ○

事故シーケンス 主な対策

運転員への注意喚起
注水設備の多様化
（低圧代替注水系（常設)，
低圧代替注水系（可搬型），
消火系等）

原子炉冷却材の流出
（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

5.8E-11

原子炉冷却材の流出
（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

原子炉冷却材の流出
（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

8.3E-11

・
・

4.5E-11

原子炉冷却材の流出
（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.8E-14
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第 3－3 図 「原子炉冷却材流出」における主要なシーケンス 

（ＰＯＳ－Ｃ２，ＰＯＳ－Ｄ ＲＨＲ切替時の冷却材流出） 
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3－2． ＦＶ重要度に照らした重大事故等対処設備の有効性 

   停止時におけるＦＶ重要度は，個々の事故シーケンスの事象進

展や対策に大きな差異がないことから，全炉心損傷頻度に対する

分析を実施することとした。その際，全炉心損傷頻度に対する

個々の事故シーケンスグループの寄与割合も考慮し，出力運転時

レベル１ＰＲＡより 1 桁小さい 1E-4 を基準としてそれを超える

基事象を抽出し，重大事故等防止対策が有効か否か定性的に考察

した。 

   その結果，ＦＶ重要度が 1E-4 を超える基事象として抽出され

た全ての基事象（ディーゼル発電機の故障，復水貯蔵タンクの真

空逃がし安全弁の故障等）に対して，重大事故等対処設備（常設

代替直流電源設備及び常設代替交流電源設備による電源復旧，注

水設備の多様化（低圧代替注水系（常設），低圧代替注水系（可

搬型），消火系等）による対応が有効であることを確認した。 
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別紙 7－1 

地震ＰＲＡ，津波ＰＲＡにおける主要な事故シーケンスの 

対策について 

 

地震ＰＲＡ，津波ＰＲＡにおける主要な事故シーケンスについて，

炉心損傷又は格納容器破損に至る要因をカットセットレベルまで展開

し，主要なカットセットに対して重大事故等対処設備が有効であるか

確認した。 

 

1. 地震レベル１ＰＲＡ 

 (1) 選定条件 

   事故シーケンスの種類によっては展開されるカットセットが無

数に存在するため，ここでは，各事故シーケンスグループについ

て以下の基準を基に主要なカットセットを抽出し，整備する炉心

損傷防止対策で対応可能であるかを確認した。 

・事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度への寄与が 1％以上 

   確認結果を第 1－1 表～第 1－9 表に示す。 

 (2) 主要なカットセットの確認結果 

   第 1－1 表～第 1－9 表に示したとおり，「原子炉停止機能喪

失」に含まれるカットセットの一部に炉心損傷防止が困難なカッ

トセットが存在するものの，主要なカットセットレベルまで展開

しても，大半のカットセットについては整備された重大事故等対

処設備により炉心損傷を防止できることを確認した。なお，地震

により重大事故等対処設備の機能が失われる可能性もあるが，そ

の場合は機能喪失を免れた設備等を用いて事象の緩和に努めるこ

ととなる。 
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   炉心損傷防止が困難なカットセットとして，「原子炉停止機能

喪失」における，原子炉スクラムの失敗（シュラウドサポート損

傷）と交流電源又は直流電源の喪失が重畳するカットセットが抽

出された。これらのカットセットに対しては，交流電源又は直流

電源の喪失により，ほう酸水注入系が機能喪失に至ることから，

炉心損傷を防止することができない。 

   ただし，これらの事故シーケンスは，地震発生と同時に最大加

速度を受けるものとして評価している地震ＰＲＡから抽出された

ものであるが，基準地震動Ｓ Ｓよりも十分小さな加速度でスクラ

ム信号「地震加速度大」が発信し，シュラウドサポート等の炉内

構造物が損傷する前に制御棒の挿入が完了すると考えられる。こ

のため，現実的にはこれらの事故シーケンスは発生し難いと考え

られる（別紙 2）。このため，現実的に想定するとこれらのカット

セットによって炉心損傷に至る頻度は十分に小さいものと考えら

れる。 
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【高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ）】 

地震による残留熱除去系（ＲＨＲ）又は残留熱除去系海水系（ＲＨ

ＲＳ）の損傷に伴い低圧注水機能が喪失する事象が上位に抽出されて

いる。なお，高圧注水機能である高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離

時冷却系については，地震ＰＲＡの評価上の仮定として，0.7Ｇを超

えるような地震動では水源切替操作に失敗し，期待できないものとし

ている。この仮定は，他の事故シーケンスグループにおいても同様の

扱いである。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水が有効である。 
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第 1－1 表 「高圧・低圧注水機能喪失」における主要なカットセット 

No. 
加速度区分

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度 

(／炉年) 

事故シーケンスグ

ループに対する

寄与割合（％） 

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 1.5～1.6 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

3.4E-08 7.2 

・低圧代替注水系（常

設） 

 
○ 
 

2 1.4～1.5 3.4E-08 7.2 
 
○ 
 

3 1.3～1.4 2.5E-08 5.4 
 
○ 
 

4 1.3～1.4 

②地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳ配管
損傷＋水源切替操作失敗 

2.4E-08 5.1 
 
○ 
 

4 1.0～1.1 2.4E-08 5.1 
 
○ 
 

6 1.1～1.2 2.3E-08 4.9 
 
○ 
 

7 1.2～1.3 2.2E-08 4.7 
 
○ 
 

8 1.6～1.7 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

2.1E-08 4.5 
 
○ 
 

9 1.4～1.5 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳ配管
損傷＋水源切替操作失敗 

1.8E-08 3.9 
 
○ 
 

10 0.9～1.0 1.5E-08 3.2 
 
○ 
 

10 1.2～1.3 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

1.5E-08 3.2 
 
○ 
 

12 1.5～1.6 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳ配管
損傷＋水源切替操作失敗 

1.3E-08 2.8 
 
○ 
 

13 1.7～1.8 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

1.2E-08 2.6 
 
○ 
 

14 1.3～1.4 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲ熱交換
器損傷＋水源切替操作失敗 

8.5E-09 1.8 
 
○ 
 

15 1.1～1.2 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

8.1E-09 1.7 
 
○ 
 

16 0.8～0.9 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳ配管
損傷＋水源切替操作失敗 

8.0E-09 1.7 
 
○ 
 

17 1.1～1.2 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲ熱交換
器損傷＋水源切替操作失敗 

7.8E-09 1.7 
 
○ 
 

18 1.6～1.7 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳ配管
損傷＋水源切替操作失敗 

7.7E-09 1.6 
 
○ 
 

19 1.4～1.5 

③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲ熱交換
器損傷＋水源切替操作失敗 

7.6E-09 1.6 
 
○ 
 

20 1.2～1.3 6.9E-09 1.5 
 
○ 
 

21 1.5～1.6 5.7E-09 1.2 
 
○ 
 

22 1.8～1.9 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲＳポン
プ損傷＋水源切替操作失敗 

5.5E-09 1.2 
 
○ 

 

23 1.0～1.1 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋地震によるＲＨＲ熱交換
器損傷＋水源切替操作失敗 

4.8E-09 1.0 
 
○ 
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【高圧注水・減圧機能喪失（ＴＱＵＸ）】 

ヒューマンエラーにより減圧機能が喪失する事象が上位に抽出され

ている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，過渡時

自動減圧機能による原子炉減圧が有効である。 
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第 1－2 表 「高圧注水・減圧機能喪失」における主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 0.7～0.8 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋手動
減圧操作失敗 

2.7E-07 20.2 

・過渡時自動減圧機能

 
○ 
 

2 0.8～0.9 1.7E-07 12.7 
 
○ 
 

3 0.7～0.8 ②水源切替操作失敗＋手動減圧操作失敗 1.6E-07 12.4 
 
○ 
 

4 0.7～0.8 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋注水
不能認知失敗 

1.0E-07 8.0 
 
○ 
 

4 0.9～1.0 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋手動
減圧操作失敗 

1.0E-07 7.6 
 
○ 
 

6 0.8～0.9 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋注水
不能認知失敗 

6.5E-08 5.0 
 
○ 
 

7 0.7～0.8 ②水源切替操作失敗＋注水不能認知失敗 6.4E-08 4.9 
 
○ 
 

8 0.8～0.9 ④水源切替操作失敗＋手動減圧操作失敗 6.3E-08 4.8 
 
○ 
 

9 1.0～1.1 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋手動
減圧操作失敗 

5.8E-08 4.5 
 
○ 
 

10 0.9～1.0 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋注水
不能認知失敗 

3.9E-08 3.0 
 
○ 
 

11 1.1～1.2 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋手動
減圧操作失敗 

3.3E-08 2.5 
 
○ 
 

12 0.8～0.9 ②水源切替操作失敗＋注水不能認知失敗 2.5E-08 1.9 
 
○ 
 

13 0.9～1.0 ④水源切替操作失敗＋手動減圧操作失敗 2.4E-08 1.8 
 
○ 
 

14 1.0～1.1 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋注水
不能認知失敗 

2.3E-08 1.8 
 
○ 
 

15 1.2～1.3 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷
（外部電源喪失）＋水源切替操作失敗＋手動
減圧操作失敗 

1.7E-08 1.3 
 
○ 
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【全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）】 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル

発電機の故障が重畳して全交流動力電源喪失に至るカットセット及び

軽油貯蔵タンク閉塞／破損により全交流動力電源喪失に至るカットセ

ットが上位に抽出されている。これらのカットセットが含まれる事故

シーケンスは，全交流動力電源喪失後，蓄電池枯渇により原子炉隔離

時冷却系による炉心の冷却が十分に行われず炉心損傷に至る事象とな

る。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，早期の

電源復旧に期待しない場合，原子炉隔離時冷却系の運転が継続してい

る間に電源が不要となる代替注水手段（低圧代替注水系（可搬型））

を確保することが有効となる。 

 

第 1－3 表 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」における 

主要なカットセット 

No. 
加速度区分

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 0.4～0.5 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋軽油貯蔵タンク閉塞 

1.1E-09 19.1 

・低圧代替注水系（可
搬型） 

 
○ 
 

2 0.3～0.4 9.7E-10 17.1 
 
○ 
 

3 0.5～0.6 9.6E-10 16.9 
 
○ 
 

4 0.6～0.7 6.9E-10 12.2 
 
○ 
 

5 0.2～0.3 5.7E-10 10.0 
 
○ 
 

6 0.16～0.2 1.0E-10 1.8 
 
○ 
 

7 0.4～0.5 

②地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋軽油貯蔵タンク破損 

7.2E-11 1.3 
 
○ 
 

8 0.3～0.4 6.5E-11 1.1 
 
○ 
 

9 0.5～0.6 6.4E-11 1.1 
 
○ 
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【全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ）】 

ＴＢＤでは，地震によるケーブルトレイの損傷により全交流動力電

源喪失に至るカットセットが上位に抽出されている。 

また，ＴＢＵでは，地震による交流電源設備（ＤＧＳＷポンプ，非

常用パワーセンタ）の損傷により全交流動力電源喪失に至るカットセ

ットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，早期の

電源復旧に期待しない場合，高圧代替注水系を起動し，運転が継続し

ている間に電源が不要となる代替注水手段（低圧代替注水系（可搬

型））を確保することが有効となる（ＴＢＤのカットセットに含まれ

る地震によるケーブルトレイ損傷についても，非常用直流母線，非常

用交流母線とは独立した緊急用母線を通じて，常設代替直流電源設備

及び常設代替交流電源設備からの給電による対応が有効である）。 
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第 1－4 表 「全交流動力電源喪失（ＴＢＤ）」における 

主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 1.1～1.2 

①地震によるケーブルトレイ損傷 

3.0E-07 14.0 

・低圧代替注水系（可搬

型） 

 
○ 
 

2 1.0～1.1 2.9E-07 13.6 
 
○ 
 

3 1.2～1.3 2.5E-07 11.6 
 
○ 
 

3 0.9～1.0 2.5E-07 11.6 
 
○ 
 

5 1.3～1.4 2.3E-07 10.5 
 
○ 
 

6 0.8～0.9 2.1E-07 9.9 
 
○ 
 

7 1.4～1.5 1.6E-07 7.6 
 
○ 
 

8 1.5～1.6 1.2E-07 5.7 
 
○ 
 

9 0.7～0.8 9.5E-08 4.4 
 
○ 
 

10 1.6～1.7 7.3E-08 3.4 
 
○ 
 

11 0.6～0.7 4.9E-08 2.3 
 
○ 
 

12 1.7～1.8 3.8E-08 1.8 
 
○ 
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第 1－5 表 「全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）」における 

主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 1.5～1.6 

①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 

3.7E-08 8.3 

・低圧代替注水系（可搬

型） 

 
○ 
 

2 1.4～1.5 3.6E-08 8.0 
 
○ 
 

3 1.3～1.4 

②地震による非常用パワーセンタ損傷 

3.2E-08 7.2 
 
○ 
 

4 1.2～1.3 3.1E-08 7.0 
 
○ 
 

4 1.3～1.4 ①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 3.1E-08 6.9 
 
○ 
 

6 1.0～1.1 

②地震による非常用パワーセンタ損傷 

3.0E-08 6.6 
 
○ 
 

7 1.4～1.5 2.9E-08 6.4 
 
○ 
 

7 1.1～1.2 2.9E-08 6.4 
 
○ 
 

9 1.6～1.7 ①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 2.8E-08 6.4 
 
○ 
 

10 1.5～1.6 ②地震による非常用パワーセンタ損傷 2.1E-08 4.7 
 
○ 
 

11 1.7～1.8 

①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 

1.8E-08 4.0 
 
○ 
 

11 1.2～1.3 1.8E-08 3.9 
 
○ 
 

13 0.9～1.0 

②地震による非常用パワーセンタ損傷 

1.4E-08 3.2 
 
○ 
 

13 1.6～1.7 1.4E-08 3.1 
 
○ 
 

15 0.8～0.9 1.2E-08 2.7 
 
○ 
 

16 1.8～1.9 

①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 

1.1E-08 2.4 
 
○ 
 

17 1.1～1.2 9.0E-09 2.0 
 
○ 
 

18 1.7～1.8 ②地震による非常用パワーセンタ損傷 7.8E-09 1.8 
 
○ 
 

19 1.9～2.0 ①地震によるＤＧＳＷポンプ損傷 5.4E-09 1.2 

 

○ 
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【全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）】 

 ＴＢＰでは，地震による交流電源設備（ＤＧＳＷポンプ，非常用パ

ワーセンタ）の損傷により全交流動力電源喪失に至るカットセットが

上位に抽出されている。 

 これらのカットセットが含まれる事故シーケンスは，全交流動力電

源喪失後，駆動蒸気の喪失により原子炉隔離時冷却系による炉心の冷

却が十分に行われず炉心損傷に至る事象となる。 

 これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，早期の

電源復旧に期待しない場合，原子炉隔離時冷却系の運転が継続してい

る間に電源が不要となる代替注水手段（低圧代替注水系（可搬型））

を確保することが有効となる。 
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第 1－6 表 「全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）」における 

主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 1.5～1.6 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

1.9E-10 8.2 

・低圧代替注水系（可搬
型） 

 
○ 
 

1 1.4～1.5 1.9E-10 7.9 
 
○ 
 

3 1.3～1.4 
②逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震による非常用
パワーセンタ損傷 

1.7E-10 7.1 
 
○ 
 

4 1.2～1.3 1.6E-10 7.0 
 
○ 
 

4 1.3～1.4 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

1.6E-10 6.8 
 
○ 
 

6 1.0～1.1 

②逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震による非常用
パワーセンタ損傷 

1.5E-10 6.6 
 
○ 
 

6 1.4～1.5 1.5E-10 6.4 
 
○ 
 

6 1.1～1.2 1.5E-10 6.4 
 
○ 
 

6 1.6～1.7 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

1.5E-10 6.3 
 
○ 
 

10 1.5～1.6 
②逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震による非常用
パワーセンタ損傷 

1.1E-10 4.7 
 
○ 
 

11 1.7～1.8 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

9.4E-11 4.0 
 
○ 
 

12 1.2～1.3 9.2E-11 3.9 
 
○ 
 

13 0.9～1.0 

②逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震による非常用
パワーセンタ損傷 

7.4E-11 3.1 
 
○ 
 

14 1.6～1.7 7.2E-11 3.0 
 
○ 
 

15 0.8～0.9 6.3E-11 2.7 
 
○ 
 

16 1.8～1.9 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

5.6E-11 2.4 
 
○ 
 

17 1.1～1.2 4.7E-11 2.0 
 
○ 
 

18 1.7～1.8 
②逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震による非常用
パワーセンタ損傷 

4.1E-11 1.7 
 
○ 
 

19 1.9～2.0 
①逃がし安全弁再閉鎖失敗＋地震によるＤＧＳ
Ｗポンプ損傷 

2.8E-11 1.2 ○ 
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【崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ，ＴＢＷ）】 

ＴＷについては，低加速度領域（～0.5Ｇ）における主要なカット

セットとして，ヒューマンエラー及び残留熱除去系海水系のランダム

故障（弁，ストレーナ閉塞等）により崩壊熱除去機能が喪失するカッ

トセットが上位に抽出されている。また，高加速度領域（1.0Ｇ～）

における主要なカットセットとして，地震による残留熱除去系のゲー

ト弁の損傷により崩壊熱除去機能が喪失するカットセットが上位に抽

出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策として，残留熱除

去系海水系が機能喪失している場合（取水機能喪失時）は，緊急用海

水系及び残留熱除去系を用いた除熱や，格納容器圧力逃がし装置又は

耐圧強化ベントによる除熱が有効である。また，残留熱除去系が機能

喪失している場合（ＲＨＲ故障時）は，格納容器圧力逃がし装置又は

耐圧強化ベントによる除熱が有効である。 

ＴＢＷについては，いずれの事故シーケンスにおいても，外部電源

喪失及び非常用ディーゼル発電機の故障が重畳する等，交流電源の喪

失に伴い崩壊熱除去機能喪失に至るカットセットも抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，常設代

替交流電源設備により交流動力電源を回復することが有効である。な

お，残留熱除去系海水系又は残留熱除去系の故障が重畳した場合は，

ＴＷと同様の対策が有効である。 
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第 1－7 表 「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」における主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 0.16～0.2 

①ＲＨＲ系操作失敗 

1.7E-06 30.6 

[ＲＨＲ故障時] 
・格納容器圧力逃がし

装置又は耐圧強化ベ

ント 

 
○ 
 

2 0.2～0.3 1.1E-06 19.1 
 
○ 
 

3 0.3～0.4 3.0E-07 5.5 
 
○ 

 

4 0.4～0.5 1.1E-07 2.1 
 
○ 
 

5 0.16～0.2 
②ＲＨＲＳ－Ａ／Ｂ海水ストレーナ閉塞共通原
因故障 

1.0E-07 1.9 
[取水機能喪失時] 
・緊急用海水系 

 
○ 
 

6 0.2～0.3 6.5E-08 1.2 
 
○ 
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第 1－8 表 「崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）」における主要なカットセット 

No. 
加速度区分 

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度

(／炉年)

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％）

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 0.4～0.5 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗
共通原因故障 

4.5E-09 7.0 

・常設代替交流電源設

備 

 
○ 
 

2 0.3～0.4 4.0E-09 6.2 
 
○ 
 

2 0.5～0.6 4.0E-09 6.1 
 
○ 
 

4 0.4～0.5 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通
原因故障 

3.0E-09 4.7 
 
○ 
 

5 0.6～0.7 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ運転継続失敗
共通原因故障 

2.9E-09 4.4 
 
○ 
 

6 0.3～0.4 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧ－２Ｃ／２Ｄ起動失敗共通
原因故障 

2.7E-09 4.2 
 
○ 
 

6 0.5～0.6 2.7E-09 4.2 
 
○ 
 

8 0.2～0.3 
①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋非常用ディーゼル発電機－２Ｃ
／２Ｄ運転継続失敗共通原因故障 

2.3E-09 3.6 
 
○ 
 

9 0.6～0.7 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋非常用ディーゼル発電機－２Ｃ
／２Ｄ起動失敗共通原因故障 

1.9E-09 3.0 
 
○ 
 

10 0.4～0.5 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧＳＷ－２Ａ／２Ｂストレー
ナ閉塞共通原因故障 

1.6E-09 2.5 
 
○ 
 

10 0.2～0.3 
②地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋非常用ディーゼル発電機－２Ｃ
／２Ｄ起動失敗共通原因故障 

1.6E-09 2.5 
 
○ 
 

12 0.3～0.4 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧＳＷ－２Ａ／２Ｂストレー
ナ閉塞共通原因故障 

1.4E-09 2.2 
 
○ 
 

12 0.5～0.6 1.4E-09 2.2 
 
○ 
 

14 0.6～0.7 
④地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋非常用パワーセンタ損傷 

1.1E-09 1.6 
 
○ 
 

15 0.6～0.7 
③地震によるセラミックインシュレータ損傷（外
部電源喪失）＋ＤＧＳＷ－２Ａ／２Ｂストレー
ナ閉塞共通原因故障 

1.0E-09 1.6 
 
○ 
 

16 0.2～0.3 8.4E-10 1.3 
 
○ 
 

 



 

別紙 7－16 

【原子炉停止機能喪失（ＴＣ）】 

地震によるスクラム系（シュラウドサポート）の損傷を要因とする

カットセットが上位に抽出されている。 

これらのカットセットに対する炉心損傷防止対策としては，代替原

子炉再循環ポンプトリップ回路及びほう酸水注入系による対応が有効

である。ただし，地震によりケーブルトレイ又はＤＧＳＷが損傷する

カットセットを含む場合は，交流電源の喪失又は直流電源の喪失によ

り代替の原子炉停止手段であるほう酸水注入系が機能喪失すること，

及び高圧炉心スプレイ系の機能喪失により原子炉水位の確保が困難で

あることから，炉心損傷を防ぐことができない。 
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第 1－9 表 「原子炉停止機能喪失」における主要なカットセット 

No. 
加速度区分

（Ｇ） 
主要なカットセット 

炉心 

損傷頻度 

(／炉年) 

事故シーケンスグ

ループに対する 

寄与割合（％） 

有効性を確認する主な

対策 

対策の

有効性

1 1.4～1.5 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外

部電源喪失）＋地震によるシュラウドサポート

損傷 

1.3E-08 11.0 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代

替再循環系ポンプト

リップ機能） 
・ほう酸水注入系 

 
○ 
 

2 1.3～1.4 1.2E-08 10.3 
 
○ 
 

3 1.5～1.6 1.1E-08 9.3 
 
○ 
 

4 1.2～1.3 8.5E-09 7.1 
 
○ 
 

5 1.6～1.7 8.0E-09 6.7 
 
○ 
 

6 1.1～1.2 5.7E-09 4.8 
 
○ 
 

7 1.7～1.8 4.4E-09 3.7 
 
○ 
 

8 1.6～1.7 

②地震によるケーブルトレイ損傷＋地震による

シュラウドサポート損傷 

4.0E-09 3.3 

－ 

 
－ 
 

9 1.5～1.6 3.9E-09 3.3 
 
－ 
 

10 1.7～1.8 3.4E-09 2.8 
 
－ 
 

11 1.0～1.1 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外

部電源喪失）＋地震によるシュラウドサポート

損傷 
3.3E-09 2.8 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代

替再循環系ポンプト

リップ機能） 
・ほう酸水注入系 

 
○ 
 

12 1.4～1.5 
②地震によるケーブルトレイ損傷＋地震による

シュラウドサポート損傷 
2.7E-09 2.3 

－ 

 
－ 
 

12 1.8～1.9 2.7E-09 2.2 
 
－ 
 

14 1.8～1.9 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外

部電源喪失）＋地震によるシュラウドサポート

損傷 

2.1E-09 1.8 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代

替再循環系ポンプト

リップ機能） 
・ほう酸水注入系 

 
○ 
 

14 1.9～2.0 

②地震によるケーブルトレイ損傷＋地震による

シュラウドサポート損傷 

2.1E-09 1.8 

－ 

 
－ 
 

16 2.0～3.0 2.0E-09 1.7 
 
－ 
 

17 1.3～1.4 1.9E-09 1.6 
 
－ 
 

18 1.7～1.8 

③地震によるＤＧＳＷポンプ損傷＋地震による

シュラウドサポート損傷 

1.6E-09 1.3 
 
－ 
 

18 1.6～1.7 1.6E-09 1.3 
 
－ 
 

20 1.8～1.9 1.4E-09 1.2 
 
－ 
 

21 0.9～1.0 

①地震によるセラミックインシュレータ損傷（外

部電源喪失）＋地震によるシュラウドサポート

損傷 

1.2E-09 1.0 

・ＡＴＷＳ緩和Ｓ津日

（代替再循環系ポン

プトリップ機能） 
・ほう酸水注入系 

 
○ 
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2. 津波レベル１ＰＲＡ 

 (1) 選定条件 

   事故シーケンスの種類によっては展開されるカットセットが無

数に存在するため，ここでは，各事象シーケンスについて以下の

基準を基に主要なカットセットを抽出した。 

・事故シーケンスグル―プのうち，最も炉心損傷頻度の大きな

事故シーケンスについて，上位 3 位まで 

   各事故シーケンスにおける主要なカットセットの抽出結果及び

主要なカットセットに対して，整備する炉心損傷防止対策で対応

可能であるかを確認した。確認結果を第 2－1 表に示す。 

 (2) 主要なカットセットの確認結果 

   津波ＰＲＡより抽出されるシーケンスについては，津波に起因

する事故シーケンスへの対応に必要な安全機能を有する常設重大

事故等対処設備及び可搬型重大事故等対処設備に対して津波防護

対策を施すことにより，第 2－1 表に示したとおり主要なカット

セットレベルまで展開しても，整備する炉心損傷防止対策により

同様に炉心損傷を防止することが可能である。 
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表 2－1 津波ＰＲＡにおける事故シーケンスごとの主要なカットセット 

津波区分※１ 主要なカットセット
炉心損傷

頻度
（／炉年）

事故シーケンスグ
ループに対する寄

与割合（％）
有効性を確認する主な対策※２ 対策の

有効性

最終ヒートシンク喪失
（ＲＣＩＣ成功）

①最終ヒートシンク喪失 3.2E-06 80.1 ○

①最終ヒートシンク喪失失＋ＲＣＩＣ
　ポンプ起動失敗

4.7E-09 0.1 ○

②最終ヒートシンク喪失＋ＲＣＩＣメ
　ンテナンス

3.0E-09 ＜0.1% ○

③最終ヒートシンク喪失＋ＲＣＩＣ流
　量制御器故障

5.4E-10 ＜0.1% ○

最終ヒートシンク喪失
＋逃がし安全弁再閉鎖失敗

①最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全
　弁再閉鎖失敗

1.7E-08 0.4 ○

原子炉建屋内浸水による複数
の緩和機能喪失（最終ヒート
シンク喪失）

T.P.＋22m
～T.P.＋24m

①原子炉建屋内浸水による複数の緩和
　機能喪失

7.6E-07 19.2 ○

防潮堤損傷 T.P.＋24m～ ①防潮堤損傷 3.3E-07 100.0 － －

事故シーケンス

※1　防潮堤前面位置における津波高さ
※2　有効性を確認する主な対策等に対して必要な浸水防護対策を施すことにより炉心損傷防止が可能

最終ヒートシンク喪失
＋高圧炉心冷却失敗

津波による
最終ヒートシ

ンク喪失

T.P.＋20m
～T.P.＋22m

・津波防護対策
・緊急用海水系
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格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」 

の想定及びその対策について 

 

１．サプレッション・プールへの溶融物落下後に発生する格納容器破

損モードに対する対策について 

  重大事故等対処設備を考慮しないレベル１．５ＰＲＡに基づく格

納容器破損モードの抽出では，図1，図2に示すとおりペデスタルに

おける溶融炉心・コンクリート相互作用の継続により溶融物がサプ

レッション・プールへ落下した後に発生するＭａｒｋ－Ⅱ型格納容

器特有の負荷，物理現象についても分析し，格納容器破損モードを

抽出している。  

一方，重大事故等における格納容器破損防止対策の有効性を確認

する観点では，溶融物がサプレッション・プール中に落下することは，

溶融物冷却の観点ではサプレッション・プールは大量の水を保有し

ているため有効であるが，以下に示すように悪影響も考えられるた

め，原子炉圧力容器が破損するような状況では，ペデスタル床上で溶

融物を冷却保持することが有効と考える。  

 サプレッション・プール水を取り込む系統（残留熱除去系，代

替循環冷却系  等）が機能喪失する恐れがある。  

 ベントを実施する場合，サプレッション・プールにおけるスク

ラビング効果に期待できない。  

 サプレッション・プールにおける溶融物によるライナーアタッ

クにより，格納容器の閉じ込め機能の健全性が脅かされる恐れ

がある。  
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２．格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」について  

解釈に基づき必ず想定する破損モード「溶融炉心・コンクリート相

互作用」は，溶融炉心・コンクリート相互作用により格納容器の構造

部材の支持機能が喪失する破損モードとして想定されているものと

考える。  

ただし，サプレッション・プールへの溶融物落下後に発生するＭａ

ｒｋ－Ⅱ型格納容器特有の破損モードについても，以下に示す観点

を考慮して，格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」

として整理し，ペデスタル床における溶融炉心・コンクリート相互作

用に対する防護対策の有効性を確認することが適切であると考える。 

 ペデスタル床における溶融炉心・コンクリート相互作用に引き

続いて発生する破損モードであること。  

 サプレッション・プールへの溶融物落下後の格納容器破損モー

ドの発生防止のためには，ペデスタル床における溶融炉心・コ

ンクリート相互作用を防止することが有効であること。  

 

３．まとめ  

レベル１．５ＰＲＡより抽出した溶融物がサプレッション・プール

へ落下した後に発生する格納容器破損モードについては，ペデスタ

ル（ドライウェル部）床における溶融炉心・コンクリート相互作用に

引き続いて発生する格納容器破損モードであること，及び当該格納

容器破損モードの防止のためにはペデスタル（ドライウェル部）床に

おける溶融炉心・コンクリート相互作用を防止することが有効であ

ることを考慮し，解釈に基づき必ず想定する格納容器破損モード「溶

融炉心・コンクリート相互作用」として整理する。  
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また，格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の

有効性評価では，ペデスタル床（ドライウェル部）における溶融炉心・

コンクリート相互作用に対する格納容器破損防止対策の有効性を確

認し，原子炉圧力容器が破損するような状況においても，溶融物がペ

デスタル（ドライウェル部）内に保持可能であることを確認する。  
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図 1 ＰＲＡより抽出される格納容器破損モード

溶融炉心・コンク
リート相互作用

継続

ＴＱＵＶ
ＴＱＵＸ
ＴＢＵ
ＴＢＰ
ＴＢＤ

長期ＴＢ
ＬＯＣＡ

炉心
損傷

原子炉圧力
容器下部への
溶融物落下

格納容器バイパス
（格納容器隔離失敗）

過温破損

原子炉
圧力容器
破損

原子炉圧力
容器内部での

デブリ保持に成功

水蒸気に
よる過圧

溶融燃料－冷却材
相互作用

（ＦＣＩ）

格納容器雰囲気
直接加熱

（ＤＣＨ）

原子炉圧力容器外
での水蒸気爆発

格納容器
雰囲気直接加熱

過圧破損
(長期冷却失敗)

格納容器
雰囲気過温

水蒸気等に
よる過圧

過温破損

過圧破損
(長期冷却失敗)

非凝縮性
ガス発生

サプレッション・
プールへの
デブリ落下

溶融燃料－冷却材
相互作用

（ＦＣＩ）

原子炉圧力容器外
での水蒸気爆発

格納容器
雰囲気過温

過温破損

水蒸気等に
よる過圧

過圧破損
（長期冷却失敗）

溶融炉心・コンク
リート相互作用

継続

非凝縮性
ガス発生

溶融炉心・
コンクリート

相互作用

ＴＷ
ＴＢＷ

水蒸気等に
よる過圧

過圧破損
(崩壊熱除去失敗)

炉心
損傷

ＴＣ
水蒸気等に
よる過圧

早期過圧破損
(未臨界確保失敗)

ＩＳＬＯＣＡ
格納容器バイパス

（インターフェイス
システムＬＯＣＡ）

原子炉建屋へ
の流出継続

炉心
損傷

格納容器
雰囲気過温

過温破損

炉心損傷発生から
原子炉圧力容器破損に

至るまでの状態（Ｔ１）
原子炉圧力容器

破損直後の状態（Ｔ２）

ペデスタル（ドライウェル部）への
溶融炉心落下後の状態（Ｔ３）

サプレッション・プールへの
溶融炉心落下後の状態（Ｔ３）

＜凡例＞

：プラント損傷状態

：物理化学現象

：格納容器破損モード

炉心損傷発生前
（レベル1ＰＲＡ）

注）解釈に基づき必ず想定する破損モードとの対応では，
溶融物がサプレッション・プールへ落下した後に発
生する破損モードについては「溶融炉心・コンク
リート相互作用」として整理する。
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図 2 Ｍａｒｋ－Ⅱ格納容器の形状及び溶融デブリの移動経路の概略 
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格納容器直接接触（シェルアタック）を格納容器破損モードの 

評価対象から除外する理由について 

 

必ず想定する格納容器破損モードのうち,格納容器直接接触（シェル

アタック）については,「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及

び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」に次のよ

うに記載されている。 

3.2.3 格納容器破損モードの主要解析条件等 

5) 格納容器直接接触（シェルアタック） 

 a. 現象の概要 

原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格納容器内の床上へ流

れ出す時に,溶融炉心が床面で拡がり原子炉格納容器の壁に接

触することによって,原子炉格納容器が破損する場合がある。 

 

１．格納容器直接接触（シェルアタック） 

シェルアタックについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－６０２５［ １ ］にお

いて，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器に対する検討が実施されてい

る。ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接接触（シ

ェルアタック）のメカニズムは次のとおり。 

炉心損傷後，原子炉圧力容器底部から流出した溶融炉心はペデス

タル部に切れ込み（図 1）があるため，溶融炉心がペデスタル床面に

広がった場合，溶融炉心が切れ込みからペデスタル部の外側に流出

して格納容器の壁面（金属製ライナー部分）に接触する可能性（図 2）

がある。 
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２．格納容器直接接触（シェルアタック）の除外理由 

シェルアタックは，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器に特有の事象

であり，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器では，格納容器の構造上，

ペデスタル（ドライウェル部）床に落下したデブリが直接格納容器バ

ウンダリと接触することはない（図 3）。このため，溶融炉心が床面

で拡がり格納容器の壁に接触する格納容器直接接触（シェルアタッ

ク）の発生の可能性はない。 

よって，格納容器直接接触（シェルアタック）は必ず想定する格納

容器破損モードであるが，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器の構造上，

発生の可能性がないため，東海第二発電所において想定する格納容

器破損モードから除外した。 

 

３．ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器におけるサプレッション・プール

底部のライナープレート破損の扱いについて 

 (1) レベル１．５ＰＲＡにおけるライナープレート破損の考え方 

   レベル１．５ＰＲＡにおいては，環境へ放射性物質が大規模放

出される可能性のある格納容器破損モードとして，雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），溶融炉心・コ

ンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）等を考慮している。一方，格納

容器直接接触（シェルアタック）については，ＢＷＲ Ｍａｒｋ

－Ⅰ型格納容器特有の破損モードであり，ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ

型格納容器においては，サプレッション・プール底部のライナー

プレートが破損したとしても，ライナープレート－コンクリート

間の間隙から外部に放出されるような構造とはなっておらず，ま

た，ベースマットのコンクリート厚さは十分な厚さを有している
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ことから，工学的判断により放射性物質の大規模放出に至らない

ものと考える。このため，ライナープレートの破損を格納容器破

損モードとして考慮していない。 

 (2) 有効性評価におけるライナープレート破損の考え方 

   有効性評価においては，ＰＲＡより抽出された事故シーケンス

については，重大事故等対処設備に期待することにより，全て原

子炉圧力容器内で事象収束が可能であり，溶融炉心は原子炉圧力

容器内で保持されることを確認している。また，仮に重大事故等

対処設備の一部の機能に期待せず，溶融炉心が原子炉圧力容器外

に放出されることを想定した場合においても，ペデスタル（ドラ

イウェル部）における溶融炉心・コンクリート相互作用を防止す

ることで，ライナープレートに接触することなくペデスタル（ド

ライウェル部）内で溶融炉心が適切に冷却されることを確認して

いる。 

 (3) まとめ 

   ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器である東海第二発電所におい

ては，ライナープレート－コンクリート間の間隙から外部に放出

されるような構造とはなっておらず，また，コンクリート侵食に

対してベースマットは十分な厚さを有していることから，工学的

判断により大規模放出に至らないものと考える。このため，ライ

ナープレートの破損を格納容器破損モードとして考慮していな

い。 

   一方で，有効性評価においては，ＰＲＡより抽出された事故シ

ーケンスについては，重大事故等対処設備に期待することにより，

全て原子炉圧力容器内で事象収束が可能であり，溶融炉心は原子
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炉圧力容器内で保持されることを確認している。また，仮に重大

事故等対処設備の一部の機能に期待せず，溶融炉心が原子炉圧力

容器外に放出されることを想定した場合においても，ペデスタル

（ドライウェル部）における溶融炉心・コンクリート相互作用を

防止することで，ライナープレートに接触することなくペデスタ

ル（ドライウェル部）内で溶融炉心が適切に冷却されることを確

認している。 

 

参考文献 

 [1] U.S. NRC,  “The Probability of Mark-I Containment 

Failure by Melt-Attack of the Liner”  NUREG/CR-6025, 

November 1993 
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図 1 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における格納容器直接接触［ １ ］  
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図 2 ＢＷＲ Ｍａｒｋ－Ⅰ型格納容器における 

格納容器直接接触の物理現象図［ １ ］  
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図 3 東海第二発電所（Ｍａｒｋ－Ⅱ型）の格納容器概略図 

サプレッション・ 
チェンバ  

格納容器

ペデスタル

サプレッション・
プール  

ベント管
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格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠と 

格納容器隔離失敗事象への対応について 

 

1. 格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠 

 (1) 格納容器隔離失敗の分岐確率の根拠 

   内部事象レベル１．５ＰＲＡにおける格納容器隔離失敗の分岐確

率は，格納容器隔離失敗による大規模な漏えいを想定しており， 

  ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０(1)を基に 5.0E-3／d として設定してい

る。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０では，米国のＬＥＲ（Licensee 

Event Reports）（1965 年～1984 年）を分析し，表 1 に示すとおり大

規模漏えい事象 4 件を抽出，発生件数 4 件を運転炉年（740 炉年）

で除すことにより，格納容器隔離失敗の発生頻度を算出している。 

   なお，抽出された 4 件以外にもエアロック開放に関する事象が 75

件発生しているが，これらの事象は数時間以内と短時間であり，大

規模な漏えい事象には至っていない。 

 

表 1 大規模漏えいとして抽出された事象 

Reactor Year Event 

Oconee 1 1973 Isolation Valves Open 

San Onofre 1 1977 Holes in Containment 

Palisades 1979 By-pass Valves Open 

Surry 1 1980 Holes in Containment 

 

   また，上記の大規模漏えい事象はいずれもＰＷＲで発生した事象

であり，ＢＷＲにおいては，出力運転中は格納容器内を窒素置換し
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管理しているため，格納容器からの漏えいが存在する場合は，格納

容器圧力の低下等により速やかに検知できる可能性が高いと考えら

れる。 

 

 (2) 最近の米国の格納容器隔離失敗実績に関する参考文献 

   レベル１．５ＰＲＡでは，1984 年までのプラント実績データを用

いたＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０を基に格納容器隔離失敗の分岐確

率を設定している。最近の格納容器隔離失敗に関する報告としては，

ＥＰＲＩ報告書(2)がある。ＥＰＲＩ報告書では，米国における 2007

年時点までの総合漏えい率試験（ＩＬＲＴ：Integrated Leak Rate 

Test）の実績が整理されており，大規模漏えいに至る事象としては

設計漏えい率の 35 倍を基準としているが，発生実績は 0 件となって

いる。 

   大規模漏えいに至る事象実績 0 件（計算上 0.5 件としている）を

ＩＬＲＴ試験数 217 件で除して隔離機能喪失を以下のとおり算出し

た。 

   0.5／217 ＝2.3E-3  

大規模漏えいに至る事象実績※ ：0.5件 

ＩＬＲＴ試験数 ：217件 

※ 発生経験がないため，発生実績を0.5件と仮定。 

   この値は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０で評価された格納容器隔

離失敗確率の 5.0E-3／d よりも小さい値となっており，ＥＰＲＩ報

告書の結果を考慮してもＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４２２０の評価結果を

適用することは妥当であると考えられる。 
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2. 格納容器隔離失敗事象への対応 

 (1) 東海第二発電所で想定される格納容器隔離失敗の経路 

   東海第二発電所で想定される格納容器隔離失敗は，機械的破損及

び人的過誤による隔離機能喪失であり，以下に示すとおりである。 

  ａ．機械的破損による隔離機能喪失 

   (a) 格納容器貫通部からの漏えい 

     格納容器の電気配線貫通部のシール材の劣化や配管貫通部の

管台の割れ等がある場合には，格納容器内雰囲気が漏えいする

可能性がある。 

   (b) 格納容器アクセス部からの漏えい 

     ドライウェル主フランジ，機器搬入用ハッチ，所員用エアロ

ック等のアクセス部のシール部又は溶接部が破損している場合

には，格納容器内雰囲気が漏えいする可能性がある。 

   (c) 格納容器バウンダリからの漏えい 

     格納容器スプレイ配管，不活性ガス系，可燃性ガス濃度制御

系等は格納容器雰囲気と連通しており，これらのバウンダリが

破損している場合には，格納容器内雰囲気が漏えいする可能性

がある。 

  ｂ．人的過誤による隔離機能喪失 

   (a) 漏えい試験配管からの漏えい 

     施設定期検査時の格納容器漏えい試験の後に，試験配管隔離

弁の復旧忘れ等がある場合には、格納容器内雰囲気が漏えいす

る可能性がある。 
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 (2) 格納容器隔離失敗事象への対応 

   (1)で挙げた格納容器隔離失敗事象に対する対応としては，重大事

故等時に，万一にも格納容器の隔離機能が喪失していることのない

よう，格納容器の漏えいに対する検知性を向上させることが有効で

あり，定期試験時及び原子炉起動前における格納容器隔離機能の確

認や手順書に基づく確実な操作を実施している。さらに，出力運転

中は格納容器内を窒素置換し管理しているため，格納容器からの漏

えいが存在する場合は，格納容器圧力の低下等により速やかに検知

できる可能性が高いと考える。 

 

参考文献 
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「ＰＲＡの説明における参照事項（平成 25 年 9 月 原子力規制庁）」への東海第二発電所のＰＲＡの対応状況について 

 

別
紙

1
1
－

1 
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（はじめに）   
本書 は，｢実 用発電用原子炉及 びその付 属 設備 の位 置 ，構 造 及 び設 備 に関 す

る規 則 の解 釈 」（平 成 ２５年 ６月 １９日 ）（以 下 「解 釈 」という。）第 ３章

第 ３７条 に基 づき，原 子 炉 設置（変更 ）許 可申請者 が，確率論的 リスク評 価 (以
下 ，「ＰＲＡ」という。)に関 し，審 査 のための説 明 に際 し，参 照 すべき事 項
を示 すものである。なお，申請者 は，本書 の整 理 によらない構 成 で説 明 する

こともできるが，その際 には本 書 の整 理 と異 なる点 について合 理 的 とする理
由 についての説 明 とともに各項目 に相 当 する内 容 について，申 請 者 の説 明責
任 として示 す必 要 がある。  

 

  

  
１．新 規 制基準適合性 の審 査 において提示 すべきＰＲＡ の実 施 内容 に係 る資

料 について  

従 来 から定 期 安 全 レビュー （ＰＳ Ｒ）等 の機 会 に内 部 事 象 レベル１ＰＲ Ａ

（出 力 運 転 時 ，停 止 時 ）及 びレベ ル１． ５ＰＲ Ａを実 施 してきており，こ れ
らのＰ ＲＡ手 法 を今 回 も適 用 した。また，外 部 事 象 としては ，現 段 階 で適 用
可 能 な事 象 として，日 本 原 子 力学 会 において実 施 基準 が標 準 化 され，試 評 価

等 の実 績 を有 する地 震 レベル１Ｐ ＲＡ及 び津 波 レベル１ＰＲ Ａを対 象 とし，
これら の外 部 事 象 ＰＲＡか ら抽 出 される建 屋 ・構 造物 等 の大 規 模 な損 傷 から
発 生 する事 象 についても事 故 シーケンスグルー プ等 の選 定 に係 る検 討 対 象 範

囲 とした。  
（「2.  事 故 シー ケ ン ス グ ル ー プ等 の選 定 に係 るＰＲ Ａ の実 施 範 囲 ・評 価 対
象 ・実 施手法 」） 

 
なお， ＰＲＡ が適 用 可 能 ではない と判 断 した外 部 事象 につい ては定 性 的 な

検討 から分 析 を実 施 した。 

（重 要 事 故 シ ー ケ ン ス グ ル ー プ及 び重 要 事 故 シ ー ケ ン ス等 の選 定 に つ い て
別 紙 1 有 効 性 評 価 の事 故 シーケ ンスグ ループ選 定 における外 部 事 象 の考 慮
について）  

新規制基準 では，「解 釈第 ３章 第 ３７条 （重 大 事故等の拡 大 の防 止等 ）

「１－１(a)及 び(b)」，「２－１(a)及 び(b)」及 び「４－１(a)及 び(b)」
における事 故 シーケンスグループ等 の抽 出 においてＰＲＡ を活 用 するこ
とが規 定 されており，その実施状況 を確認 する必 要 があるため，原 子 炉設

置 （変 更 ）許 可申請者 においては，審 査 の過 程 において事 故 シーケンスグ
ループ等 の抽 出 におけるＰＲＡの実 施 状況 を説 明 する必要 がある。  

本解釈 における(b)には，「①個 別 プラントの内 部事 象 に関 する確 率 論

的 リスク評 価 （ＰＲＡ）及 び外 部事象 に関 するＰＲＡ（適 用 可能 なもの）
又 はそれに代 わる方 法 で評 価 を実施 すること。」とされており，外 部 事象
に関 しては，ＰＲＡの適 用 が可 能 なもの以 外 はそれに代 わる方 法 につい

て，評 価 条件 や評 価方法 ，評価 のプロセスに関 する説 明 （適 切性 の説 明 を
含 む），評 価 の結 果等評価 結果 を導 くために必 要 と考 えられる事 項 を整 理
し説 明 する必 要 がある。  

そのため，ここでは，日 本 原子力学会標準等 を参 考 に基本的 に想 定 され
るＰＲＡ の実 施内容 を踏 まえて，説 明 に最 低 限必要な項 目 を列 記 した。
なお，説 明 に当 たっては，実施 したＰＲＡ の内 容 を踏 まえてここに記 載

している項 目 に加 えて説 明 すべき事 項 を抽 出 し，説 明 性 の観 点 から再 構 成
するなど，申 請 者 の説 明責 任 として自 ら十 分 検討 すべきことを付 言 する。
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「別 添  東 海第二発電所  確率論的 リスク評 価（ＰＲＡ）について」
に お ける対 応 状 況 を以 下 に示 し，その対 応 箇 所 の項 目 を （ ）で記 載
する。  
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２．ＰＲＡ の評 価 対象   今 回 のＰＲＡの目 的 は，設 計基 準事象 を超 えた重 大 事 故 に対 する炉 心 損 傷
防 止対 策等 の有 効 性 評 価 を行 うための事 故 シーケンス グルー プ等 の抽 出 であ
ること から，設 計 基 準 事 故 対 処設 備 による対 応 を基 本 とし， これま でに整 備

したア クシデ ントマ ネジ メ ント策 （通 商 産 業 省 「原 子 力 発電 所内 におけるア
クシデントマネジメントの整備 について」（平 成 4 年 7 月 ）以 前 から整 備 して
いるア クシデ ントマ ネジ メ ント策 を含 む）には期 待 しないこ とを前 提 に評 価

を行 うこととした。ただし，「ＥＣＣＳ手 動 起動 」，「原子炉手動減圧 」，「残 留
熱 除去系 の手 動 起 動 」，「高 圧 炉心 スプレイ系 及 び原子 炉 隔離時 冷却 系 の水 源
切 替 」等 の設 計 基 準 事故 対処 設備 を作 動 させるための 操 作 については，本 評

価 においても期 待 することとした。  
（「1.事 故 シーケ ン ス グ ル ー プ等 の選 定 に係 るＰ ＲＡ の実 施 範 囲 と評 価 対 象
について」）  

今回 の原 子炉等規制法改正後 の初回設置 （変 更 ）許 可 時 においては，こ
れまでの許 認可実績 を踏 まえて，規 制 上 の担 保 が得 られている対 策 を基 に

ＰＲＡを実 施 するものであり，ＰＲＡ の前 提 となっている設 備 状況等 に
ついてまず整 理 する必 要 があり，評 価対象 を明 示 すること（例：下 図 の(B)
までの設 備 について，既 許 可 ECCSの機 能 を作 動 させるための手 動 起動措置

を評 価 対象 とすることはできるが，許 認 可実績 を踏 まえてそれぞれ個 別 の
評価対象 についての整 理 が必要 。）。 
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ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

３．  レベル１ＰＲＡ   
３．１  内 部事象 （出 力運 転時 ）  

a.対象 プラント  

①対 象 とするプラントの説 明  ①ＰＲ Ａの中 で考 慮 する設 備 を，プラント仕 様 や必 要 となる系 統 ごとに整 理
した。  

（「3.1.1.1 対象 プラント (1)対象 とするプラントの説明 」） 
●設 計 基準事故対処設備 であり，重 大 事故等 の対 処 に用 いる設 備（以 下

「対 処 設備 」という。）等 ，ＰＲＡの中 で考 慮 する設 備 の一 覧及 び設

備 の説 明  
②停 止 時 のプラント状 態 の推移 （停 止時 ＰＲＡのみ）  ②停 止 時 ＰＲＡで記 載  
③プラント状 態 分類 （停 止 時 ＰＲＡのみ）  ③停 止 時 ＰＲＡで記 載  

●プラント状 態 分類 の考 え方   
●プラント状 態 の分 類 結果   

  

  
b.起因事象   

①評価対象 とした起 因 事象 のリスト，説 明及 び発 生 頻度  ①  
●起 因 事象 リスト，説 明及 び発 生頻度  ●国 内 のプラント異 常 事 象 や設 備 を網 羅 している資 料 として原 子 炉 設 置 許 可

申請書及 び海外 の評 価 事例（ＥＰＲＩ ＮＰ－２２３０）を分 析 し，評 価 対

象 とした起 因事象 をリスト化 した。 
（「3.1.1.2 起因事象  (1)評価対象 とした起 因 事象 について」）  

●起 因 事象 の抽 出 の方 法 ，グループ化 している場 合 にはグループ化 の考

え方 ，発 生 頻度 の評 価方法  

●同 定 され た起 因 事 象 にお い て,プ ラ ン ト応 答 や必 要 とな る緩 和 設 備 が同 等

であり ，同 一 のイベントツ リー及 びフォール トツリー で扱 える事 象 をグル
ープ化 した。  

●起 因 事 象 発 生 頻度 は,ＬＯＣＡを除 き,国 内 ＢＷＲプラント の運 転 実 績 に基

づき評 価 し,発生実績 のない事 象 については 0.5 件 の発生 を仮 定 した。ＬＯ
ＣＡについては,米 国 の評 価方法 を踏 まえて発 生 頻度を評 価 した。  

（「3.1.1.2 起因事象  (1)評価対象 とした起 因 事象 について」）  

●対 象 外 とした起 因 事象 と，対 象外 とした理 由  ●同 定 された起 因 事 象 のうち，発 生 の可 能 性 が極 めて低 い場 合 ，又 は発 生 を
仮 定 してもその影 響 が限 定 される場 合 にはリスク評 価 上 の重 要 性 は低 いと
考 え，評 価 対象 から除 外 した。  

・出 力 運転時中 の制 御棒引き抜 き 
・原 子炉冷却材流量 の部 分 喪失及 び原 子炉冷却材系 の停止 ループの誤 起 動
・放 射 性気体廃棄物処理施設 の破 損  

・燃 料 集合体 の落 下事象  
・制 御 棒落下  
・主 蒸 気管破断  

・原 子 炉圧力容器破損 （ＤＢＡ超 過 ＬＯＣＡ）  
・通 常 停止  

（「3.1.1.2 起因事象  (1)評価対象 とした起 因 事象 について」）  

  



 

「ＰＲＡの説明における参照事項（平成 25 年 9 月 原子力規制庁）」への東海第二発電所のＰＲＡの対応状況について 

 

別
紙

1
1
－

4 

ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

c.成功基準   
①成 功 基準 の一 覧表  ①  
●炉 心 損傷 の定 義  ●燃 料 被覆管表面温度 が 1200℃を超 えると評 価 される状 態  

●燃 料 被 覆 管 の酸 化 量 が,酸 化反 応 が著 しくなる前 の被 覆管 厚 さの 15％を超
えると評 価 される状 態  

（「3.1.1.3 成功基準  (1)成功基準 について」）  

●起 因 事象 ごとの成 功 基準の一 覧表  ●成 功 基 準 の検 討 に当 たっては， ＳＡＦ ＥＲコ ード による成 功 基 準 解 析結 果
を用 いて起 因事象 ごとに整 理 した。 

（「3.1.1.3 成 功 基準  (1)成 功 基準 について」及 び「添 付 資料 3.1.1.3-1 成

功基準解析及 び事 故進展解析 について」）  
●対 処 設備作動 までの余 裕 時間及 び使 命時間  ●運 転 員 による緩 和 操 作 を対 象 として，それら を遂 行 するま での余 裕 時 間 を

ＭＡＡ Ｐコー ドに よる事 故 進 展解 析結果 等 に基 づき設 定 した。また，緩 和

設 備 が要 求 される安 全 機 能 を果 たすために必 要 な運 転 時 間 である使 命 時 間
につい ては，機 能 喪 失 した設 備 の復 旧 や追 加 の運 転員 操 作 に期 待 できる時
間 として，24 時間 を適 用 した。  

（「3.1.1.3 成功基準  (1)成功基準 について」）  
●成 功 基準設定 のために熱 水力解析等 を実 施 した場 合 は使 用 した解 析

結果 ，及 び使 用 した解 析 コードの検 証 性  
●成 功 基 準 解 析 に使 用 した Ｓ Ａ Ｆ Ｅ Ｒ コ ー ド は,許 認 可 解 析 で十 分 な実 績 を

有 しており,十 分 な検 証 が行 われている。また,事 故 進 展解 析 に使 用 したＭ

Ａ Ａ Ｐ コ ー ド の検 証 性 につ い て は,重 大 事 故 等 防 止 対 策 の有 効 性 評 価 の内
容説明 と合 わせて提 示 する。  

（「3.1.1.3 成功基準  (1)成功基準 について」）  

  

  
d.事故 シーケンス   

①イベントツリー  ①  
●選 定 した起 因 事 象 に対 して，炉 心 損 傷 を防 止 するために必 要 な緩 和 設 備 や

緩 和操 作 を検 討 し，炉 心 損 傷 に至 る事 故 シーケンスを イベン トツリ ーと し

て展 開 した。  
●選 定 した各 起 因 事 象 の特 徴 を踏 まえ，ヘディ ング及 び事 故 進 展 の説 明 とイ

ベントツリー作 成 上 の主 要 な仮 定 を示 した。  

●展 開 した事 故 シーケンス の最 終 状 態 を炉 心 損 傷 状態又 は成 功 状 態 のいずれ
かに分 類 した。炉 心 損傷状態 については，「原 子炉停 止機能 」，「炉 心 冷却機
能 」，「格 納 容 器 からの除 熱 機 能 」の各 安 全 機 能 に着 目 し，起 因 事 象 及 び緩

和設備 の成 否等 によって分 類 した。 
（「3.1.1.4 事故 シーケンス (1)イベントツリー」）  
 

 
 
 

  

●イベントツリー図  

 
 

●ヘディング，事 故 進展及び最 終状態 の説 明  

 

●イベントツリー作 成 上 の主要 な仮 定  

  



 

「ＰＲＡの説明における参照事項（平成 25 年 9 月 原子力規制庁）」への東海第二発電所のＰＲＡの対応状況について 

 

別
紙

1
1
－

5 

ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

e. システム信 頼 性   
①評 価 対象 としたシステムとその説 明  ①評 価 対 象 としたシステ ム につい ては一 覧 表 を作 成 し，それ ぞれの システ ム

ごとに概 要 ，機 能 ，系 統 図 ，必 要 とするサポ ート系 ，試 験及 びシステム信

頼性評価上 の主 要 な仮 定 を整理 した。 
（「3.1.1.5 システム信 頼 性  (1)評価対象 としたシステムとその説 明 」） 

●評 価 対象 システム一 覧  

●システムの概 要 ，機 能 ，系統図 ，必要 とするサポート系 ，試 験 ，シス
テム信 頼 性評価上 の主 要 な仮定  

 
②システム信 頼 性評価手法  ②システム信 頼 性 解析 では, システムが機 能 喪失 に至 る要 因 の組 合 せを網 羅

的 に展 開 でき，システム の アンア ベイラ ビリ ティの定 量 化 が可 能 である手

法 として，フォー ルトツ リ ー法 を用 いた。また，フロ ントラ イン系 とその
サポート系 についてフォールトツリーを作 成 した。  

（「3.1.1.5 シス テ ム信 頼 性  (2)シス テ ム信 頼 性 評 価 手 法 」及 び「添 付 資 料

3.1.1.5-1 サポート系 が一 部故障 している場 合 の評価 について」）  
③システム信 頼 性評価 の結 果  ③シス テム信 頼 性 解 析 の結 果 について，起 因 事 象 ごとに結 果 が異 なるものは

起因事象 ごとに評 価 し，主 要 なミニマルカットセットの評 価 も実 施 した。

（「3.1.1.5 システム信 頼 性  (3)システム信 頼 性評価の結 果 」） 
●起 因 事象 ごとのシステム信頼性評価結果 

●主 要 なミニマルカットセット（FT を用 いた場 合 ） 
④システム信 頼 性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度とその根 拠  ④制 御 棒 挿 入 失敗確 率及 び逃 がし安 全 弁 による圧 力 制 御 の失 敗 確 率 について

は，シ ステム信 頼 性 評 価 を実 施 せずに非 信 頼 度 を設 定 してお り，そ の根 拠
を明 確 にした。  

（「3.1.1.5 シス テ ム信 頼 性  (4)シス テ ム信 頼 性 評 価 を実 施 せず に設 定 した

非信頼度 とその根 拠 」） 
  

  

f. 信頼性 パラメータ   
①非 信 頼度 を構 成 する要 素 と評 価式  ①系 統 の非 信 頼 度 を評 価 するフォ ールト ツリー の基 事 象 （要 素 ）としては，

機 器故 障 ，共 通 要 因 故障 ，試 験 による待 機 除 外 ,保守作 業 による待 機 除 外 ,

人的過誤等 があり，それぞれの評 価 式 に基 づき非 信頼 度 を評 価 した。 
（「3.1.1.6 信頼性 パラメータ (1)非信頼度 を構 成 する要 素 と評 価式 」） 

②機 器 故障率 パラメータの一覧  ②ＮＵ ＣＩ Ａで公 開 されている国 内 プラントの故 障実 績 （1982年 度 ～2002年

度 21ヵ年 49基 データ）を基 にした 「故 障 件 数 の不 確実 さを考 慮 した国 内 一
般機器故障率 の推 定（平 成 21年 5月公表 ）」（以 下「21ヵ年 データ」という。）
に記 載 されている データ を 使 用 した。また， ＮＵＣＩ Ａで公 開 されている

国 内 プラントの故 障 実 績 は，「原 子 力 発 電 所 に関 する確 率論 的安全 評価 用
の機 器 故 障 率 の算 出 （1982年 度 ～1997年 度 16ヵ年 49基 データ改 訂 版 ）（平
成 13年 2月 ），電 中 研報告 P00001，（財 ）電 力 中央研 究所 」で定 義 した機 器

バウンダリに従 った。  
  なお，21 ヵ年 データに記 載 のない機 器 の故 障率については，類 似 性 を考

慮 した工 学 的判断 に基 づき，21 ヵ年 データに記 載 された他 の機 器 の故 障 率

を使 用 した 
（「3.1.1.6 信頼性 パラメータ (2)機器故障確率 」） 
 

 

●機 器 故障率 パラメータの設定方法（機 器 の分 類 ，機 器 の境 界 ，故 障 モ
ードの分 類 等 ） 

●機 器 故障率 パラメータの一覧 （故 障 モード，故 障率 等 ） 

●機 器 故障率 パラメータの不確実 さ幅  



 

「ＰＲＡの説明における参照事項（平成 25 年 9 月 原子力規制庁）」への東海第二発電所のＰＲＡの対応状況について 

 

別
紙

1
1
－

6 

ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

③機 器 復帰 の取 扱 い方 法及 び機 器復帰失敗確率  ③故 障 した機 器 や外 部 電源の使 命 時間中 の復 旧 には期 待 していない。  

（「3.1.1.6 信 頼 性 パラ メ ー タ (3)機 器 復 帰 の取 扱 い方 法 及 び機 器 復 帰 失 敗
確率 」） 

④待 機 除外確率  ④待 機 除 外 確 率 は保 守 点 検 作 業 による待 機 除 外 を考 慮 してお り，機 器 の平 均

修復時間 と機器故障率 データを用 いて待 機 除外確率 を算出 した。 
（「3.1.1.6 信頼性 パラメータ (4)待機除外確率 」） 

⑤共 通 要因故障 の評 価方法と共 通要因故障 パラメータ  ⑤冗 長 機 能 を有 する機 器 を対 象 に,動 的 機 器 の動 的 故 障 モード及 び一 部 の静

的 機器 について共 通 要 因 故 障 を考 慮 した。また，共 通 要 因故 障 パラメータ
につい ては，米 国 で公 開 されてい る文 献 に記 載 のデータを使 用 し，共 通 原
因故障 のモデル化 にはＭＧＬ法 を用 いた。 

（「3.1.1.6 信 頼 性 パラ メ ー タ (5)共 通 要 因 故 障 の評 価 方 法 と共 通 要 因 故 障
パラメータ」）  

  

  
g. 人的過誤   

①評 価 対象 とした人 的 過誤及 び評価結果  ①  

●人 的 過誤 の評 価 に用 いた手法  
 
 

●人 的 過 誤 の発 生 確 率 の分 析 においてはヒュー マンエ ラーハ ンドブ ック（ Ｎ
ＵＲＥ Ｇ／Ｃ Ｒ－ １２７ ８ ）のＴ ＨＥＲ Ｐ手 法 を用 いて人 的 過 誤 確 率 を評
価 した。 

●人 的 過 誤 は起 因 事 象 発 生前 と起 因 事 象 発生後 に分 類 した。 それぞ れに対 し
て，プ ラント の運 転 ，保 守 ，点 検 等 ，炉 心 損 傷 頻度 に有 意 な影 響 を及 ぼし
得 る人 間 のタスクを分 析 し，タス クを遂 行 する過 程 で起 こり得 る人 的 過 誤

を同 定 し，人 的過誤評価結果 を示 した。起 因 事象発生前 の人 的過誤 として，
試 験 ・保 守 作 業 の終 了 後 の通 常状 態 への復 旧 忘 れ（手 動 弁 の開 閉 忘 れ等 ）
を考 慮 した。起 因 事象発生後 として，認 知 失敗及 び操 作失敗 を考 慮 した。

●認 知 失敗確率 の評 価 では，成 功基準解析及 び事 故進 展解析 の結 果 を踏 まえ，
人 的操 作 に対 する許 容 時 間 を考 慮 し，ＴＨＥ ＲＰの標 準 診断 曲線 を参 照 し
て失 敗 確 率 を設 定 した。ま た，過 誤 回 復 については各 人 的過 誤 の特 徴 を考

慮 し，過 誤 回復 に期 待 できるか否 かを判 断 の上 ，設定 した。  
●起 因 事 象 発 生前及 び起 因 事 象発 生後 の人 的 過 誤 確率の評 価 結 果 を一 覧 表 で

整理 した。  
●各 人 的過誤 の評 価 において評 価 上 の仮 定 を整 理 した。  
（「3.1.1.7 人的過誤 」） 

●人 的 過誤 の分 類 ，人 的操 作 に対 する許 容 時間 ，過 誤 回復 の取 扱 い 

●人 的 過誤評価結果  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

●人 的 過誤評価 に用 いた主 要 な仮定  

  

  
h. 炉心損傷頻度  

①炉 心 損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法  ①本 評 価 では小 イベントツ リー／大 フォールト ツリー のモデ ルを作 成 し，計
算 コードには Safety Watcher を用 いて,フォールトツリー結 合 法 による炉
心損傷頻度 の定 量化 を行 った。  

（「3.1.1.8 炉心損傷頻度  (1)炉心損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法 」） 
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②炉 心 損傷頻度  ②全 炉 心 損 傷 頻度 ，起 因 事 象 別及 びプラント状 態 別 の炉 心損 傷頻度 及 び主 要

な事 故 シーケンスを整 理 し，結 果 の分 析 を行 った 
（「3.1.1.8 炉心損傷頻度  (2)炉心損傷頻度 （点 推定値 ）」） 

●全 炉 心損傷頻度及 び主要 な事 故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別 の炉 心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析  

●プラント損 傷 状態別炉心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスの分 析  
③重 要 度解析 ，不 確実 さ解 析及 び感 度解析  ③炉 心 損 傷 頻 度 に至 る支 配 的 な要 因 を確 認 する観 点 で，重 要 度 解 析 を実 施 し

た。また，炉 心損傷頻度 の不確 かさの幅 を評 価 するため,不 確実 さ解 析 を実

施 した。感 度 解析 は,給復 水系 を考 慮 した場 合 や個 別プラントの起 因 事象発
生 頻 度 及 び機 器 故 障 率 デー タ を用 いた場 合 の炉 心 損 傷 頻 度 を評 価 し,事 故
シーケンスグループごとの炉心損傷頻度等 への影 響 を検討 した。 

（「3.1.1.8 炉心損傷頻度  (3)重要度解析,不確実 さ解 析及 び感 度解析 」） 
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３．  レベル１ＰＲＡ   
３．１  内 部事象 （停 止時 ）   

a.対象 プラント  

①対 象 とするプラントの説 明  ①ＰＲ Ａの中 で考 慮 する設 備 を，プラント仕 様 や必 要 となる系 統 ごとに整 理
した。  

（「3.1.2.1 対象 プラント (1)対象 とするプラントの説明 」） 
●設 計 基準事故対処設備 であり，重 大 事故等 の対 処 に用 いる設 備（以 下

「対 処 設備 」という。）等 ，ＰＲＡの中 で考 慮 する設 備 の一 覧及 び設

備 の説 明  
②停 止 時 のプラント状 態 の推移 （停 止時 ＰＲＡのみ）  ②停 止 時 のプラント状 態 の推移 をプラント状 態（以 下「ＰＯＳ」という。）ご

とに整 理 した。 

（「3.1.2.1 対象 プラント (2)停止時 のプラント状態 の推 移 」） 
③プラント状 態 分類 （停 止 時 ＰＲＡのみ）  
●プラント状 態 分類 の考 え方  

●プラント状 態 の分 類 結果  

③プラント停 止 中 は,プラントの状 態 の変 化 に伴 って，崩 壊熱除去等 に対 する
成 功 基 準 ,余 裕 時 間 ,及 び使 用 可 能 な設 備 の組 み合 わ せ が変 化 する た め,プ

ラント状 態（ＰＯＳ）を分 類 した。また,定 期検査工程 の進 捗 に伴 う使 用 可
能 な緩 和 設 備 の組 み合 わせの変 化 を考 慮 し,ＰＯＳ－ Ｂ及 びＰＯＳ－Ｃを,
それぞれＰＯＳ－Ｂ１～Ｂ６及 びＰＯＳ－Ｃ１，Ｃ２に細 分 化 した。 

（「3.1.2.1 対象 プラント (3)プラント状 態 分類 」） 
  

  
b.起因事象   

①評価対象 とした起 因 事象 のリスト，説 明及 び発 生 頻度  ①  

●起 因 事象 リスト，説 明及 び発 生頻度  ●評 価 対 象 期 間 において発 生 し得 る異 常 事 象 のうち，人 的過 誤 による事 象 を
含 めて炉 心 損 傷 に至 る可 能 性 のある異 常 事 象 を分 析 し，ＰＯ Ｓごと に起 因
事 象 を同 定 した。同 定 した炉 心損 傷 に至 る可 能 性 のある起 因 事 象 のうち除

外 できない事 象 を評 価 する起因事象 として選 定 した。 
（「3.1.2.2 起因事象  (1)起因事象 の選定 」） 

●起 因 事象 の抽 出 の方 法 ，グループ化 している場 合 にはグループ化 の考

え方 ，発 生 頻度 の評 価方法  

●適 用 する起 因 事象 について,以 下 の手 法 により，検 討 し選 定 した。 

・マスターロジックダイアグラムに基 づく分 析  
・国 内 外 での既 往 のＰＲＡによる知 見 の活 用  
・国 内 のプラント運 転 経験 等 （原 子力施設運転管理年報等 をもとに調 査 し

たトラブル情 報 ）のレビュー  
●起 因 事 象 発 生 頻 度 は,国 内 ＢＷ Ｒ プ ラ ン ト の運 転 実 績 やイベ ン ト ツ リ ー及

びフォ ールト ツリ ーを用 いて評 価 した。なお ，起 因 事 象 のグループ化 は実

施 していない。  
（「3.1.2.2 起因事象  (1)起因事象 の選定及 び(3)起因事象 のグループ化 」） 
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●対 象 外 とした起 因 事象 と，対 象外 とした理 由  ●同 定 された起 因 事 象 のうち，発 生 の可 能 性 が極 めて低 い場 合 ，又 は発 生 を

仮 定 してもその影 響 が限 定 される場 合 にはリスク評 価 上 の重 要 性 は低 いと
考 え，評 価 対象 から除 外 した。  
・インターフェイスシステムＬＯＣＡ  

・配 管 破断 ＬＯＣＡ  
・燃 料 集合体 の落 下事象  
・反 応 度投入事象  

・ＲＨＲ運 転中 のＬＯＣＡ  
（「3.1.2.2 起因事象  (2)評価対象外 とした起 因 事象」）  

  

  
c.成功基準   

①成 功 基準 の一 覧表  ①  

●炉 心 損傷 の定 義  ●炉 心 燃料 の有 効燃料長頂部 （ＴＡＦ）が露 出 した状 態 と 
（「3.1.2.3 成功基準  (1)炉心損傷判定条件 」） 

●起 因 事象 ごとの成 功 基準の一 覧表  ●炉 心 損 傷 を防 止 するため に必 要 な安 全 機 能 を同 定 し，当 該 機 能 として期 待

できる緩 和 設 備 に対 して，各 起因 事象 における成 功 基 準 を設 定 し，一 覧 表
に整 理 した。  

（「3.1.2.3 成功基準  (2)起因事象 ごとの成 功 基準 の一覧表 」） 

●対 処 設備作動 までの余 裕 時間及 び使 命時間  ●余 裕 時 間 につい て は,崩 壊 熱 除 去 機 能 喪 失 に係 る起 因 事 象 及 び原 子 炉 水 位
がウェ ル満 水 時 に発 生 する可 能性 のある冷 却 材 流 出 に係 る起 因 事 象 に対 し
ては，ＴＡＦ露 出 までの時 間 が長 いことを考 慮 し，設 定 していない。また，

原 子炉 冷却材 の流 出 に係 る起 因事 象 に対 しては，原 子 炉 水位 が通 常 水 位 の
場 合 に発 生 する可 能 性 のある事 象 についてＴ ＡＦ露 出 までの時 間 を考 慮 し
た。ま た，緩 和 設 備 が要 求 される安 全 機 能 を果 たすために必 要 な運 転 時 間

である使 命 時 間 については ，喪 失 した設 備 の復 旧 や追 加 の運 転 員 操 作 が期
待 できる時 間 として，24 時間 を適 用 した 

（「3.1.2.3 成功基準  (3)対処設備作動 までの余 裕時 間及 び使 命時間 」） 

●成 功 基準設定 のために熱 水力解析等 を実 施 した場 合 は使 用 した解 析
結果 ，及 び使 用 した解 析 コードの検 証 性  

●本 評 価 において，熱 水力 解析 を実 施 していない。  
（「 3.1.2.3 成 功 基 準  (4)熱 水 力 解 析 等 の解 析 結 果 及 び解 析 コ ー ド の 検 証

性 」） 
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d.事故 シーケンス   
①イベントツリー  ①  

●各 起 因 事 象 に対 して，炉 心 損傷 を防 止 するために必 要 な緩 和 設 備 又 は緩 和

操作 を検 討 し，炉 心 損傷 に至 る事 故 シーケンスを展開 した。  
●展 開 した事 故 シーケンス の最 終 状 態 を炉 心 損 傷 状態又 は成 功 状 態 のいずれ

かに分 類 した。事 故 シーケンスの最 終 状 態 については ，炉 心 損 傷 に至 る主

な要 因 の観 点 から区 別 するため，「崩 壊 熱除去機能喪失 」，「全 交 流動力電源
喪失 」，「原 子炉冷却材 の流 出 」に分 類 した。 

●選 定 した各 起 因 事 象 の特 徴 を踏 まえ，ヘディ ング及 び事 故 進 展 の説 明 とイ

ベントツリー作 成 上 の主 要 な仮 定 を示 した 
（「 3.1.2.4 事 故 シ ー ケ ン ス (1)イ ベ ン ト ツ リ ー ， (2)事 故 シ ー ケ ン ス の分
類 」） 

●イベントツリー図  

●ヘディング，事 故 進展及び最 終状態 の説 明  

●イベントツリー作 成 上 の主要 な仮 定  

  

  
e. システム信 頼 性   

①評 価 対象 としたシステムとその説 明  ①評 価 対 象 としたシステ ム につい ては一 覧 表 を作 成 し，それ ぞれの システ ム
ごとに概 要 ，機 能 ，系 統 図 ，必 要 とするサポ ート系 ，試 験 ，システム信 頼
性評価上 の主要 な仮 定 を整 理 した。 

（「3.1.2.5 システム信 頼 性  (1)評価対象 としたシステムとその説 明 」） 

●評 価 対象 システム一 覧  

●システムの概 要 ，機 能 ，系統図 ，必要 とするサポート系 ，試 験 ，シス
テム信 頼 性評価上 の主 要 な仮定  

②システム信 頼 性評価手法  ②シス テム信 頼 性 解 析 では，フロ ントラ イン系 とサポ ート系 についてフォ ー

ルトツリーを作 成 し，信 頼 性評価 を行 った。 
フォー ルトツ リー の作 成 に当 たっては，対 象 範 囲 を示 す系 統 図 を作 成 する
ととも に，そ の範 囲 内 にある機 器 でモデル化 すべき故 障 モードを基 事 象 リ

ストの形 で整 理 した。また ，これ らの情 報 に基 づき緩 和 設備 についてフ ォ
ールトツリーを作 成 し，定 量化 を実 施 した。 

（「3.1.2.5 システム信 頼 性  (2)システム信 頼 性評価手法 」） 

  
③システム信 頼 性評価 の結 果  ③シス テム信 頼 性 解 析 の結 果 について，起 因 事 象 ごとに結 果 が異 なるものは

起因事象 ごとに評 価 し，主 要 なミニマルカットセットの評 価 も実 施 した。

（「3.1.2.5 システム信 頼 性  (3)システム信 頼 性評価の結 果 」） 
●起 因 事象 ごとのシステム信頼性評価結果 

●主 要 なミニマルカットセット（FT を用 いた場 合 ） 
④システム信 頼 性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度とその根 拠  ④システム信 頼 性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度はない。  

（「3.1.2.5 システム信 頼 性 」） 
  

  
f. 信頼性 パラメータ   

①非 信 頼度 を構 成 する要 素 と評 価式  ①系 統 の非 信 頼 度 を評 価 するフォ ールト ツリー の基 事 象 （要 素 ）として，機

器 故障 ，共 通 要 因 故 障 ，人 的 過誤 等 があり，それぞれ の評 価 式 に基 づき非
信頼度 を評 価 した。 

（「3.1.2.6 信頼性 パラメータ (1)非信頼度 を構 成 する要 素 と評 価式 」） 
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②機 器 故障率 パラメータの一覧  ②機 器 故 障 率 は，原 則 として，Ｎ ＵＣＩ Ａで公 開 されている国 内 プラントの

故 障実 績 （1982年 度 ～2002年 度 21ヵ年 49基 データ）を 基 にした「故 障 件 数
の不 確 実 さを考 慮 した国 内 一般機器故障率 の推 定（平 成 21年 5月公表 ）」（以
下「21ヵ年 データ」という。）に記 載 されているデータを使 用 した。また，

ＮＵＣ ＩＡで公 開 されてい る国 内 プラントの故 障 実績 は，「原 子 力 発 電 所
に関 する確 率 論 的 安 全 評価用 の機 器 故 障 率 の算 出 （1982年度 ～1997年 度 16
ヵ年 49基 データ改 訂 版 ）（平成 13年 2月 ），電 中研報 告 P00001，（財 ）電 力

中央研究所 」で定 義 した機 器 バウンダリに従 った。  
（「3.1.2.6 信頼性 パラメータ (2)機器故障率 」） 

●機 器 故障率 パラメータの設定方法（機 器 の分 類 ，機 器 の境 界 ，故 障 モ
ードの分 類 等 ） 

●機 器 故障率 パラメータの一覧 （故 障 モード，故 障率 等 ） 

●機 器 故障率 パラメータの不確実 さ幅  

③機 器 復帰 の取 扱 い方 法及 び機 器復帰失敗確率  ③故 障 した機 器 や外 部 電源の使 命 時間中 の復 旧 には期 待 していない。  

（「3.1.2.6 信 頼 性 パラ メ ー タ (3)機 器 復 帰 の取 り扱 い方 法 及 び機 器 復 帰 失
敗確率 」） 

④待 機 除外確率  ④機 器 の待 機 状 態 はＰＯＳ 分 類 の中 で直 接 考 慮 しているため ，待 機 除 外 確 率

は使 用 していない。  
（「3.1.2.6 信頼性 パラメータ (4)待機除外確率 」） 

⑤共 通 要因故障 の評 価方法と共 通要因故障 パラメータ  ⑤冗 長 機 能 を有 する機 器 を対 象 に,動 的 機 器 の動 的 故 障 モード及 び一 部 の静

的 機器 について共 通 要 因 故 障 を考 慮 した。また，共 通 要 因故 障 パラメータ
については，米 国 で公 開 されている文 献 に記 載 のデータを使 用 した。 

（「3.1.2.6 信 頼 性 パラ メ ー タ (5)共 通 要 因 故 障 の評 価 方 法 と共 通 要 因 故 障

パラメータ」）  
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g. 人的過誤   
①評 価 対象 とした人 的 過誤及 び評価結果  ①  
●人 的 過誤 の評 価 に用 いた手法  

 
 

●人 的 過 誤 の発 生 確 率 の分 析 においてはヒュー マンエ ラーハ ンドブ ック（ Ｎ

ＵＲＥ Ｇ／Ｃ Ｒ－ １２７ ８ ）のＴ ＨＥＲ Ｐ手 法 を用 いて人 的 過 誤 確 率 を評
価 した。 

●人 的 過 誤 は起 因 事 象 発 生前 と起 因 事 象 発生後 に分 類 した。 それぞ れに対 し

て，プ ラント の運 転 ，保 守 ，点 検 等 ，炉 心 損 傷 頻度 に有 意 な影 響 を及 ぼし
得 る人 間 のタスクを分 析 し，タス クを遂 行 する過 程 で起 こり得 る人 的 過 誤
を同 定 し，人 的過誤評価結果 を示 した。起 因 事象発生前 の人 的過誤 として，

試 験 ・保 守 作 業 の終 了 後 の通 常状 態 への復 旧 忘 れ（手 動 弁 の開 閉 忘 れ等 ）
を考 慮 した。起 因 事象発生後 として，認 知 失敗及 び操 作失敗 を考 慮 した。

●認 知 失敗確率 の評 価 では，成 功基準解析及 び事 故進 展解析 の結 果 を踏 まえ，

人 的操 作 に対 する許 容 時 間 を考 慮 し，ＴＨＥ ＲＰの標 準 診断 曲線 を参 照 し
て失 敗 確 率 を設 定 した。ま た，過 誤 回 復 にゆいては各 人 的過 誤 の特 徴 を考
慮 し，過 誤 回復 に期 待 できるか否 かを判 断 の上 ，設定 した。  

●起 因 事 象 発 生前及 び起 因 事 象発 生後 の人 的 過 誤 確率の評 価 結 果 を一 覧 表 で
整理 した。  

●各 人 的過誤 の評 価 において評 価 上 の仮 定 を整 理 した。  
（「3.1.2.7 人的過誤 ） 

●人 的 過誤 の分 類 ，人 的操 作 に対 する許 容 時間 ，過 誤 回復 の取 扱 い 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

●人 的 過誤評価結果  
 

●人 的 過誤評価用 いた主 要 な仮 定  

 

  

  
①炉 心 損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法  ①本 評 価 では小 イベントツ リー／大 フォールト ツリー のモデ ルを作 成 し，計

算 コードには Safety Watcher を用 いて,フォールトツリー結 合 法 による炉

心損傷頻度 の定 量化 を行 った。  
（「3.1.2.8 炉心損傷頻度  (1)炉心損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法 」） 

②炉 心 損傷頻度  ②全 炉 心 損 傷 頻度 ，起 因 事 象 及 びＰＯＳ別 の炉 心 損傷 頻 度及 び主 要 な事 故 シ

ーケンスを整 理 し，結 果 の分析 を行 った。 
 なお ，停 止 時 においては ，レベ ル１． ５ＰＲ Ａは実 施 しないため，プラ ン

ト損 傷 状態別 の炉 心損傷頻度 の評 価 は実 施 していない。  

（「3.1.2.8 炉心損傷頻度  (2)炉心損傷頻度 （点 推定値 ）」） 

●全 炉 心損傷頻度及 び主要 な事 故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別 の炉 心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析  

●プラント損 傷 状態別炉心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスの分 析  

 

③重 要 度解析 ，不 確実 さ解 析及 び感 度解析  ③炉 心 損 傷 頻 度 に至 る支 配 的 な要 因 を確 認 する観 点 で，重 要 度 解 析 を実 施 し
た。ま た，炉 心 損 傷 頻 度 の不 確実 さの幅 を評 価 するため，不 確 実 さ解 析 を
実 施 した。感 度 解 析 は，現 行 保安 規定 における運 用 管 理 のリスクへの影 響

を把 握 するための評 価 を実 施 した。 
（「3.1.2.8 炉心損傷頻度  (2)重要度解析 ，不 確実 さ解析及 び感 度解析 」） 
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３．２ 外 部事象 （地 震 ）  
a. 対象 プラントと事 故 シナリオ   

①対 象 とするプラントの説 明  ①内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１Ｐ ＲＡに おいて収 集 したプラ ント構 成 ・特 性

等 に関 する情 報 の他 ，配 置 関 連設 計図書 等 により地 震 ＰＲＡ に必 要 な情 報
を収 集 ・整 理 した。また， 机 上検 討 では確 認 が難 しいプラン ト情 報 を取 得
するた め，及 び検 討 したシナリオ の妥 当 性 を確 認 するために ，東 海 第 二 発

電 所 においてプラ ントウ ォ ークダ ウンを実 施 し，以 下 の点 について問 題 が
ないことを確 認 した。  

・耐 震 安全性 の確 認  

・二 次 的影響 の確 認  
（「3.2.1.1 対象 プラントと事 故 シナリオ (1)対象 とするプラントの説 明 」）

●地 震 ＰＲＡ の中 で考 慮 する設 備 の一 覧及 び設 備 の説明  

●ウォークダウン実 施 の有 無 とウォークダウンの結 果  

②地 震 により炉 心 損傷 に至 る事 故 シナリオと分 析  ②地 震 により炉 心 損 傷 に至 る事 故 シナリオを抽 出 し，スクリ ーニン グで除 外

するシ ナリオ につ いては そ の内 容 を明 記 した。除 外 されずに残 った事 故 シ
ナリオを分 析 し，以 下 の起 因事象 を選 定 した。 

  ・原 子 炉建屋損傷  

  ・格 納 容器損傷  
  ・原 子 炉圧力容器損傷 
  ・格 納 容器 バイパス  

  ・原 子 炉冷却材圧力 バウンダリ喪 失 （ＥＬＯＣＡ）  
  ・計 装 ・制 御系喪失  
  ・直 流 電源喪失  

  ・交 流 電源喪失  
  ・外 部 電源喪失  
  ・過 渡 事象  

●事 故 シナリオの分 析 ・選 定 とスクリーニングの説 明  

●事 故 シナリオと起 因 事象の分 析結果  

●建 物 ・機 器 リストの作 成 結果  

 （「3.2.1.1 対 象 プラ ン ト と事 故 シナ リ オ (2)地 震 に よ り炉 心 損 傷 に至 る事
故 シナリオと分 析 」） 
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b. 地震 ，津 波 ハザード   
①地 震 ハザード評 価 の方 法  ①日 本 原 子 力 学会標 準 「原 子 力発 電所 の地 震 を起 因 とした確 率 論 的 安 全評 価

実施基準 ：2007」の方 法 に基 づき評 価 した。 

（「3.2.1.2 確率論的地震ハザード (1)確率論的地震ハザード評 価 の方 法 」）
●新 規 制基準（地 震 ）にて策定 された基 準 地震動 の超 過確率 の算 出 に用

いた地 震 ハザード及 び津 波ハザード評 価 に用 いた手 法 の説 明  
 

②地 震 ハザード評 価 に当 たっての主 要 な仮 定  ②震 源 モデルは，特 定 震 源 モデル と領 域 震 源 モデルを 設 定 した。それぞれ の

震 源 モデルにおい て，当 社 の調 査 結 果 等 に基 づき設 定 した震 源 モデル（以
下 ，モデルＡとい う）の他 ，地 震 調 査 研 究推 進本部 の知 見 に基 づき設 定 し
た震 源 モデル（以 下 ，モデルＢという）をロジックツリーで考 慮 した。 

 
 特 定 震 源 モデルのうち内 陸 地殻 内地震 の評 価 において，モ デルＡ につい て

は敷 地 周 辺 の耐 震 設 計 上 考慮 する活 断 層 等 の他 ，活 断 層 研究 会編 （1991）

に掲 載 されている活 断 層 に基 づいて評 価 した。モデル Ｂにつ いては地 震 調
査研究推進本部（2009a）で考 慮 されている活 断 層 を評価対象 とした。特 定
震 源 モデルのうち海 溝 型 地 震 の評 価 において，モデル Ａでは関 東 地 震 を，

モデル Ｂでは関 東 地 震 及 び茨 城県 沖 で発 生 する地 震 を特 定震 源 として扱 っ
た。  

 領 域 震 源 モデルについ て は，内 陸 地 殻 内 地震 及 び海 溝 型地 震 を考 慮 し，敷

地 から 150km 程度 を評 価対象 とした。モデルＡについては，垣 見他（2003）
を参 照 して領 域 区 分 し，各 領 域 の最 大 マグニチュード を領 域 内 の過 去 の地
震 の最 大 値 を基 に設 定 した。モデ ルＢに つい ては，地 震 調査 研究推 進本 部

（2009a）に基 づいて領 域 区分 し，各 領 域 の最 大 マグニチュードを地 震 調査
研究推進本部 （2012）に基 づき設 定 した。 

 地 震 動伝播 モデルは Noda et al(2012)による距 離 減衰式 を用 いた。 

 ロジ ックツ リーは ，震 源 モデル及 び地 震 動 伝 播 モデルの設 定 において，地
震 ハザード評 価 に大 きな影 響 を及 ぼす要 因 に基 づいて作 成 した。震 源 モデ
ルについては，モデルＡとモデルＢをロジックツリーで考 慮 した。  

（「3.2.1.2 確 率 論 的 地 震 ハ ザ ー ド (2)確 率 論 的 地 震 ハザー ド評 価 に当 たっ
ての主 要 な仮 定 」） 

●震 源 モデル，地 震 動伝播 モデルの設 定 と各 モデルの設定根拠及 び不 確
実 さ要 因 の分 析結果 の説 明  

●不 確 実 さ要 因 の分 析 結果に基 づいて作 成 したロジックツリーの明 示
とロジックツリーの各 分岐において設 定 した重 みの根 拠 の説 明  

③地 震 ハザード評 価 結果  ③上 記 を踏 まえ平 均 地 震 ハザード曲 線 及 びフラクタイ ル地 震 ハザード曲 線 を

作成 した。また，基 準 地震 動 ＳＳ の応 答 スペクトルと年超過確率 ごとの一 様
ハザードスペクトルを比 較 した。  

 フ ラ ジリ ティ評 価 用 地 震 動 は年 超 過 確 率 10－ ５ の一 様 ハザードスペ ク トル

に適 合 する模 擬 波 とし，経 時特性 を基 準地震動 ＳＳ の策定 と同 様 に Noda et 
al.（2002）に基 づき地 震 規模 Ｍ＝7.6，等 価震源距離 Xeq＝25.7km とした。

（「3.2.1.2 確率論的地震ハザード (3)確率論的地震ハザード評 価結果 」） 

 

●作 成 したロジックツリーを用 いた地 震 ハザード曲 線 群 の算 出 と，各 ハ
ザード曲 線 群 から求 めた信 頼度別 ハザード曲 線 や平 均 ハザード曲 線

の説 明  
●地 震 ハザード評 価 結果 に基 づくフラジリティ評 価用 地震動 の作 成方

法 の説 明  
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c. 建屋 ・機 器 のフラジリティ   
①評 価 対象 と損 傷 モードの設定  ①～⑥  

 以 下 の手 順 でフラジリティ評 価 を実 施 した。  

  (1)評価対象 と損 傷 モードの設 定  
  (2)評価方法 の選 択  
  (3)評価上 の不 確 かさ，応 答 係数等 の設 定  

(4)現実的耐力 の評 価  
(5)現実的応答 の評 価  
(6)フラジリティの評 価  

 建 屋 フラジリティ及 び屋 外 重要 土木構 造物 のフラジ リティ は「現 実 的 耐 力
と現 実 的応答 による方 法（応答解析 に基 づく方 法 ）」，機器 フラジリティは「耐
力係数 と応 答係数 による方 法 （安 全係数法 ）」を評価 方法 として採 用 した。  

 また ，各 機 器 に対 する耐 震 評価 結果 ，加 振 試 験 結果，文 献 値 等 を基 に，現
実 的耐 力 と現 実 的 応 答 を評 価 してフラジリティ を算 出 した。 なお，構 造 損 傷
モードについては，機 器 の損傷 に支 配的 となる部 位 に着目 して評 価 を行 った。

②フラジリティの評 価 方法の選 択  

③フラジリティ評 価 上 の主 要 な仮定 （不 確実 さの設 定 ，応 答 係数等 ） 

④フラジリティ評 価 における耐 力情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその耐 力 値 と確 率分布  

●評 価 部位 の材 料 と温 度 【構造損傷 の場合 】 

●機 能 限界値 の諸 元 【機 能 損傷 の場 合 】 

⑤フラジリティ評 価 における応 答情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその応 答 値 と確 率分布  

●基 準 地震動 による地 震力 で発 生 する評 価 部位 の応 答 とその他 の荷 重

条件 による評 価 部位 の応 答の内 訳 【構 造損傷 の場 合 】 

●基 準 地震動 による地 震力 で発 生 する評 価 部位 の応 答 【機 能 損傷 の場

合 】 

⑥建 物 ・機 器 のフラジリティ評 価結果  
 （「3.2.1.3-1 建屋 のフラジリティ」，「3.2.1.3-2 屋外重要土木構造物 のフラ

ジリティ」，「3.2.1.3-3 機器 のフラジリティ」）  
  

  
d. 事故 シーケンス   
(1) 起因事象   

①評 価 対象 とした起 因 事象のリスト，説 明 及 び発 生頻 度  ①事 故 シナリオの分 析 を踏 まえ，地 震 ＰＲＡにおける 起 因事 象 は以 下 を評 価
対象 とした。  

  ・原 子 炉建屋損傷  

  ・格 納 容器損傷  
  ・原 子 炉圧力容器損傷 
  ・格 納 容器 バイパス  

  ・原 子 炉冷却材圧力 バウンダリ喪 失 （Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ－ＬＯＣＡ）
  ・計 装 ・制 御系喪失  
  ・直 流 電源喪失  

  ・交 流 電源喪失  
  ・外 部 電源喪失  
  ・過 渡 事象  

 

●地 震 により誘 発 される起 因事象 の選 定方法 とその結 果  

●グループ化 している場 合 にはグループ化 の考 え方 ，発生頻度 の評価方
法  

●対 象 外 とした起 因 事象 と，対 象外 とした理 由  

●地 震 固有 の事 象 とその取 扱 い 

②階 層 イベントツリーとその説 明  ②階 層 イベントツリ ーは ， 起 因事 象 が発 生 した時 の炉 心 損傷 への影 響 が大 き
い順 に並 べ，これらをヘディングとした。  

「3.2.1.4 事故 シーケンス  (1)起因事象 」 
 

●起 因 事象 の階 層化 の考 え方 ，イベントツリーとその説明  
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(2) 成功基準   
①成 功 基準 の一 覧  ①炉 心 損 傷 の定 義 ，炉 心 損 傷 を防 止 するための緩 和 系 の成 功 基 準 並 びに余 裕

時 間 は内 部 事 象 出 力運転 時レベル １ＰＲ Ａと相 違 がない。ま た，緩 和 手 段

のない起 因 事 象 については 成 功基 準 を設 定 していない 。使 命 時 間 について
は内 部 事象出力運転時 レベル１ＰＲＡと同 様 に 24 時 間 とし，機 器 や外 部電
源 の復 旧 には期 待 していない。  

●起 因 事象 ごとの成 功 基準  

●炉 心 損傷 の定 義  

●対 処 設備作動 までの余 裕 時間及 び使 命時間  

●成 功 基準設定 のために熱 水力解析等 を実 施 した場 合 は使 用 した解 析
結果 ，及 び使 用 した解 析 コードの検 証 性  

 「3.2.1.4 事故 シーケンス  (2)成功基準 」 

(3) 事故 シーケンス   
①イベントツリー  ①起 因 事 象 の階 層 イベント ツリー と炉 心 損 傷 直 結事象以 外 の起 因 事 象 に対 し

て，緩 和 系 の状 態 を表 すイベント ツリー を作 成 した。イベン トツリ ーの展

開方法 には小 イベントツリー／大 フォールトツリー法 を用 いた。  
「3.2.1.4 事故 シーケンス  (3)事故 シーケンス」  
 

●イベントツリー図  

●ヘディング，事 故 進展及び最 終状態  

●イベントツリー作 成 上 の主要 な仮 定  

(4) システム信 頼 性   
①評 価 対象 としたシステムとその説 明  ①内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１Ｐ ＲＡに おける検 討 内 容 及 び事 故 シナリオの

分析 を踏 まえて作 成 した建 屋・機器 リストを使 って対 象範囲 を明 確 にした。

各 系統 の情 報 や依 存 性 については内 部 事 象 出 力 運転時レベル １ＰＲ Ａと同
様 である。  

 なお，耐 震重要度 B 及 び C クラス機 器 については，地 震 の影 響 を考 慮 し，

その機 能 は期 待 しない。た だし，安 全 設 備 の使 命 時間 内 の機 能 維 持 に必 要
となる燃 料 移送系設備 は評 価対象 とした。 

●評 価 対象 システム一 覧  

●系 統 図 ，必 要 とするサポート系 ，試 験 ，システム信 頼性評価上 の主 要
な仮 定  

●B 及 び C クラス機 器 の取扱 い 

②機 器 損傷 に関 する機 器間 の相 関 の取 扱 い ②冗 長 設 備 は基 本 的 に同 一 の耐 震 設 計 がなされた上 で同 一 フロアに設 置 され

るため ，同 様 の系 統 及 び機 器 に対 する機 能 喪 失 は，系 統 間及 び機 器 間 で完
全 相関 （完 全 従 属 ）するも のとし た。そ れ以 外 の系 統 間 及 び機 器 間 の相 関
は完 全 独立 を想 定 した。  

③システム信 頼 性評価結果  ③内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１Ｐ ＲＡと同 様 に，イベ ントツ リーの ヘディ ン
グに対 応 するフロントラ イ ン系 とそのサポー ト系 について， フォー ルト ツ
リーを作 成 し，信 頼 性 を評 価 した。 

●起 因 事象 ごとのシステム信頼性評価結果 

●主 要 なミニマルカットセット（FT を用 いた場 合 ） 
④システム信 頼 性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度とその根 拠  ④内 部 出 力 運 転時事 象 レベル１Ｐ ＲＡで設 定 した項 目 を除 き，システム信 頼

性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度 はない。  

(5) 人的過誤  「3.2.1.4 事故 シーケンス  (4)システム信 頼 性 」 
 

①評 価 対象 とした人 的 過誤及 び評価結果  ①地 震 ＰＲＡでは以 下 に示 すよう に，内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１ＰＲＡ で

の検 討 に基 づいた人 的 過 誤 確 率 を使 用 した。起 因 事象 発 生前 の人 的 過 誤 に
ついて は地 震 による影 響 を考 慮 する必 要 がないため， 内 部事 象 レベル１Ｐ
ＲＡで の検 討 結 果 を用 いた。起 因 事 象 発 生後 の人 的過 誤 は地 震 後 に対 応 す

る作 業 であること を考 慮 し，内 部 事 象 出 力運 転時 レベル１Ｐ ＲＡと比 較 し
て高 いストレスレベルを仮 定 した。 

「3.2.1.4 事故 シーケンス  (5)人的過誤 」 

 

●人 的 過誤 の評 価 に用 いた手法  

●人 的 過誤 の分 類 ，人 的操 作 に対 する許 容 時間 ，過 誤 回復 の取 扱 い 

●人 的 過誤評価用 いた主 要 な仮 定  

●人 的 過誤評価結果  
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(6) 炉心損傷頻度  

①炉 心 損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法  ① 本 評 価 で は ， フ ォ ー ル ト ツ リ ー 結 合 法 を 用 い た 計 算 コ ー ド
RiskSpectrum PSA により炉心損傷頻度 を評 価 した。 

②炉 心 損傷頻度結果  ②上 記 のとおりの評 価 手 法 により定 量 化 し，事 故 シーケンス グルー プ別 の炉

心 損傷 頻度 ，地 震 加 速 度 区分 別炉 心損傷 頻度 を算 出 し，主 要 な事 故 シーケ
ンスを確 認 した。 

  なお，地 震 レベル１．５ ＰＲＡ は今 回 実 施 しないた め，プ ラント損 傷 状 態

別 の分 析評価 は行 っていない。  
 
③事 故 シーケンスグ ルー プ 等 の選 定 に係 る炉 心 損 傷頻 度 の相 対 的 な割 合 の確

認 に際 しての参 考 として，不確実 さ解 析 を行 った。  
 また ，炉 心 損 傷 に至 る支 配 的 な要 因 を確 認 する観 点 で，重 要 度 解 析 を実 施

した。  

 また ，対 象 項 目 として評 価 結果 に影 響 を及 ぼす可 能 性 のある仮 定 ，データ
等 を選 定 し，感 度 解析 を実 施 した。 

「3.2.1.4 事故 シーケンス  (6)炉心損傷頻度 」 

 

●全 炉 心損傷頻度及 び主要 な事 故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別 の炉 心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析  

●プラント損 傷 状態別炉心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析  

●地 震 加速度 と炉 心損傷頻度 の関係 とその分 析  

 
③重 要 度解析 ，不 確実 さ解 析及 び感 度解析  
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ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

３．２ 外 部事象 （津 波 ）  
a. 対象 プラントと事 故 シナリオ   

①対 象 とするプラントの説 明  ①内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１Ｐ ＲＡに おいて収 集 したプラ ント構 成 ・特 性

等 に関 する情 報 の他 ，配 置 関 連設 計図書 等 により津 波 ＰＲＡ に必 要 な情 報
を収 集 ・整 理 した。また， 机 上検 討 では確 認 が難 しいプラン ト情 報 を取 得
するた め，及 び検 討 したシナリオ の妥 当 性 を確 認 するために ，東 海 第 二 発

電 所 においてプラ ントウ ォ ークダ ウンを実 施 し，以 下 の点 について問 題 が
ないことを確 認 した。  

・津 波 の影 響  

・間 接 的被害 の可 能性  
（「3.2.2.1 対象 プランと事故 シナリオ (1)対象 とするプラントの説 明 」） 

●津 波 ＰＲＡ の中 で考 慮 する設 備 の一 覧及 び設 備 の説明  

●ウォークダウン実 施 の有 無 とウォークダウンの結 果  

②津 波 により炉 心 損傷 に至 る事 故 シナリオと分 析  ②津 波 により炉 心 損 傷 に至 る事 故 シナリオを抽 出 し，スクリ ーニン グで除 外

するシ ナリオ につ いては そ の内 容 を明 記 した。除 外 されずに残 った事 故 シ
ナリオを分 析 し，以 下 の起 因事象 を選 定 した。 

  ・最 終 ヒートシンク喪 失  

  ・原 子 炉建屋内浸水 による複 数 の緩 和機能喪失  
 また ，津 波 ＰＲＡの評 価 対 象設 備 を以 下 のように分 類 し，建 屋 ・機 器 リス

トを作 成 した。 

  ・津 波 防護施設及 び浸 水防止設備 
  ・起 因 事象 を引 き起 こす設 備  
  ・起 因 事象 を緩 和 する設備  

●事 故 シナリオの分 析 ・選 定 とスクリーニングの説 明  

●事 故 シナリオと起 因 事象の分 析結果  

●建 物 ・機 器 リストの作 成 結果  

 （「3.2.2.1 対 象 プラ ン と 事 故 シナ リ オ (2)津 波 によ り炉 心 損 傷 に至 る事 故
シナリオと分 析 」） 

  

b. 津波 ハザード  
①津 波 ハザード評 価 の方 法  ①基 本 津 波 の超 過 確 率 の算 出 に用 いた確 率 論 的 津 波 ハザード は，日 本 原 子 力

学 会標 準 「原 子 力 発 電所 に対 する津 波 を起 因 とした確 率 論的 リスク評 価 に

関 する実 施 基準 ：2011」,「確 率 論的津波 ハザード解 析 の方 法 」（平 成 23 年
9 月  社団法人  土木学会  原子力土木委員会  津波評価部会 ），2011 年東北地
方太平洋沖地震 から得 られた知 見 等 を踏 まえ実 施 した。  

（「3.2.2.2 確率論的津波ハザード (1)確率論的津波ハザード評 価 の方 法 」）
 

●新 規 制基準（津 波 ）にて策定 された基 準 地震動及 び基準津波 の超過確
率 の算 出 に用 いた津 波 ハザード評 価 に用 いた手 法 の説 明  
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ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

②津 波 ハザード評 価 に当 たっての主 要 な仮 定  •  ②認 識 論 的 不 確実 さとして ，津 波 発 生 領 域 ，波 源 モデル，発 生 パターン，
地 震規 模 ，平 均 発 生 間隔 等を考 慮 した。偶 然 的 不 確実さとし て，津 波 水 位
のばら つきの分 布 を対 数 正 規 分布 として考 慮 した。ロ ジック ツリー の作 成

に当 たっては，日 本 原子力 学会標準（2011），土 木 学会（2002，2009，2011），
原子力安全基盤機構（2014），地 震 調査研究推進本部（2012a，2012b）を参
考 とし，2011 年東北地方太平洋沖地震 の知 見 を踏 まえて分 岐 及 び重 みを設

定 した。 
（「3.2.2.2 確 率 論 的 津 波 ハ ザ ー ド (2)確 率 論 的 津 波 ハザー ド評 価 に当 たっ

ての主 要 な仮 定 」） 

●津 波 発生 モデル，津 波 伝 播 モデルの設 定 と各 モデルの設 定 根拠及 び不
確実 さ要 因 の分 析結果 の説 明  

●不 確 実 さ要 因 の分 析 結果に基 づいて作 成 したロジックツリーの明 示
とロジックツリーの各 分岐において設 定 した重 みの根 拠 の説 明  

③津 波 ハザード評 価 結果  ③ロジ ックツ リーを基 にハザード曲 線 を算 定 した。最 高 水位 及 び最 低 水 位 の
年超過確率 は 10－ ４ 程度及び 10－ ３ 程度 である。  

（「3.2.2.2 確率論的津波ハザード (3)確率論的津波ハザード評 価結果 」） 
●作 成 したロジックツリーを用 いた津 波 ハザード曲 線 群 の算 出 と，各 ハ

ザード曲 線 群 から求 めた信 頼度別 ハザード曲 線 や平 均 ハザード曲 線

の説 明  

●津 波 ハザード評 価 結果 に基 づくフラジリティ評 価用 地震動及 び津波

水位変動 の作成方法 の説 明  
  

  

c. 建屋 ・機 器 のフラジリティ   
①評 価 対象 と損 傷 モードの設定  ①～⑥  

 建 屋 ・機 器 リストに基 づき，評 価 対象設備 の考慮 すべき影 響（損 傷 モード）

ごとに フラジ リテ ィを検 討 した。 その結 果 ，津 波 防護 施 設及 び浸 水 防 止 設
備 については波 力 を，また ，起 因 事 象 を引 き起 こす設 備 及 び起 因 事 象 を緩
和 する設 備 については没 水 ，被 水 を津 波 による支 配的 な損 傷 モードとし て

抽出 した。 
 抽 出 した評 価 対象設備 に対 する波 力 ，没 水 ，被 水 の損傷 モードについては，

津 波 が評 価 対 象 設 備 を損 傷 又 は評 価 対 象 設備 に到 達 する津 波 高 さに達 した

時点 で，当 該設備 が確 率 1.0 で損 傷 すると仮 定 した。  
（「3.2.2.3 建屋 ・機 器 フラジリティ」）  

②フラジリティの評 価 方法の選 択  

③フラジリティ評 価 上 の主 要 な仮定 （不 確実 さの設 定 ，応 答 係数等 ） 

④フラジリティ評 価 における耐 力情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその耐 力 値 と確 率分布  

●評 価 部位 の材 料 と温 度 【構造損傷 の場合 】 

●機 能 限界値 の諸 元 【機 能 損傷 の場 合 】 

⑤フラジリティ評 価 における応 答情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその応 答 値 と確 率分布  

●基 準 津波 による波 力 等 で発生 する評 価部位 の応 答 とその他 の荷 重条
件 による評 価部位 の応 答 の内訳 【構 造損傷 の場 合 】 

●基 準 津波 による津 波 水位変動 で被 水・没水 する評 価 部位 の状 況【機 能

損傷 の場 合 】 

⑥建 物 ・機 器 のフラジリティ評 価結果  
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d. 事故 シーケンス   
(1) 起因事象   

①評 価 対象 とした起 因 事象のリスト，説 明 及 び発 生頻 度  ①津 波 ＰＲＡでは以 下 の起 因事象 を抽 出 した。 

  ・最 終 ヒートシンク喪 失 （T.P.+20m～T.P.+22m） 
  ・原 子 炉建屋内浸水 による複 数 の緩 和機能喪失（最終 ヒートシンク喪 失 ）

（T.P.+22m～T.P.+24m）  

  ・防 潮 堤損傷 （T.P.+24m～） 

●津 波 により誘 発 される起 因事象 の選 定方法 とその結 果  

●グループ化 している場 合 にはグループ化 の考 え方 ，発生頻度 の評価方

法  

●対 象 外 とした起 因 事象 と，対 象外 とした理 由  
●津 波 固有 の事 象 とその取 扱 い  

②階 層 イベントツリーとその説 明  ②階 層 イベントツリ ーは ， 起 因事 象 が発 生 した時 の炉 心 損傷 への影 響 が大 き
い順 に並 べ，これらをヘディングとした。  

（「3.2.2.4 事故 シーケンス (1)起因事象 」） 
●起 因 事象 の階 層化 の考 え方 ，イベントツリーとその説明  

(2) 成功基準   
①成 功 基準 の一 覧  ①炉 心 損 傷 防 止 の成 功 基 準 は，内 部 事 象 出 力運 転時 レベル１ ＰＲＡ と津 波 Ｐ

Ａでは相 違 がないため，内 部 事象 出力運 転時 レベル１ ＰＲＡ で設 定 した成

功基準 を用 いた。ただし，津波襲来 までに原 子 炉 は停 止 していることから，
原 子炉 停止機 能 については ，評 価 対 象 とはせず考 慮 していな い。使 命 時 間
については内 部 事象出力運転時 レベル１ＰＲＡと同様 に 24 時間 とし，機 器

や外 部 電源 の復 旧 には期 待 していない。  
（「3.2.2.4 事故 シーケンス (2)成功基準 」） 

●起 因 事象 ごとの成 功 基準  

●炉 心 損傷 の定 義  

●対 処 設備作動 までの余 裕 時間及 び使 命時間  

●成 功 基準設定 のために熱 水力解析等 を実 施 した場 合 は使 用 した解 析
結果 ，及 び使 用 した解 析 コードの検 証 性  

(3) 事故 シーケンス   

①イベントツリー  ①起 因 事 象 「最 終 ヒートシ ンク喪 失 」については，い ずれの シーケ ンスも炉
心 損傷 に至 るが，圧 力 バウンダリ の健 全 性 及 び高 圧炉 心 冷却 系 である原 子
炉 隔離 時冷却 系 の成 否 により事 故 シーケンス が異 なるため， イベン トツ リ

ーを展 開 して評 価 した。  
（「3.2.2.4 事故 シーケンス (3)事故 シーケンス」）  

●イベントツリー図  

●ヘディング，事 故 進展及び最 終状態  

●イベントツリー作 成 上 の主要 な仮 定  

(4) システム信 頼 性   

①評 価 対象 としたシステムとその説 明  ①シス テムの非 信 頼 度 は，内 部事 象出力 運転時 レベル１ＰＲ Ａと同 様 の評 価
を用 いた。  ●評 価 対象 システム一 覧  

●系 統 図 ，必 要 とするサポート系 ，試 験 ，システム信 頼性評価上 の主 要
な仮 定  

●B 及 び C クラス機 器 の取扱 い 
②機 器 損傷 に関 する機 器間 の相 関 の取 扱 い ②系 統 間 の従 属性 の取 扱 いは内 部 事象 レベル 1PRA と同様 とした。また，津 波

の影 響 については ，建 屋 内 に浸 水 した場 合 ，フロア全 体 が一 様 な深 さで浸

水 し当 該 フロアの機 器 は全 て機 能 喪失 するとした。  
③システム信 頼 性評価結果  ③起 因 事 象 を緩 和 する設 備 のシス テム信 頼 性 は，内 部 事 象出 力運転 時 レベル

１ＰＲ Ａと同 じである。津 波 の影 響 を受 ける可 能 性 のある設 備 は，建 屋 ・

機 器 フラジリティ評 価 の結 果 及 び人 的 過 誤 を考 慮 して設 備 の信 頼 性 評 価 を
実施 した。 

●起 因 事象 ごとのシステム信頼性評価結果 

●主 要 なミニマルカットセット（FT を用 いた場 合 ） 

④システム信 頼 性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度とその根 拠  ④内 部 出 力 運 転時事 象 レベル１Ｐ ＲＡで設 定 した項 目 を除 き，システム信 頼

性評価 を実 施 せずに設 定 した非 信 頼度 はない。  
（「3.2.2.4 事故 シーケンス (4)システム信 頼 性 」） 
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(5) 人的過誤   
①評 価 対象 とした人 的 過誤及 び評価結果  ①起 因 事 象 発 生前 の人 的 過 誤 については津 波 による影 響 を考 慮 する必 要 がな

いため ，内 部 事 象 レベル１ ＰＲＡ での検 討 結 果 を用 いた。起 因 事 象 発 生 後

人 的過 誤 は津 波 襲 来 後 に対 応 する作 業 であることを考 慮 し，内 部 事 象 出 力
運 転時 レベル１Ｐ ＲＡで の 検 討結 果 と比 較 して高 いストレス レベル を仮 定
した。  

（「3.2.2.4 事故 シーケンス (5)人的過誤 」） 

●人 的 過誤 の評 価 に用 いた手法  

●人 的 過誤 の分 類 ，人 的操 作 に対 する許 容 時間 ，過 誤 回復 の取 扱 い 

●人 的 過誤評価用 いた主 要 な仮 定  

●人 的 過誤評価結果  

(6) 炉心損傷頻度  
①炉 心 損傷頻度 の算 出 に用 いた方 法  ①計 算 コード RiskSpectrum@PSA を用 いてフォー ルト ツリ ー結 合 法 により炉

心損傷頻度 を評 価 した。  
  
②炉 心 損傷頻度結果  ②上 述 した手 順 でモデルを 定 量化 し，津 波 高 さ別 及 びプラン ト損 傷 状 態 別 の

炉 心損 傷頻度 を評 価 した。また，全 炉 心 損 傷 頻 度 への寄 与割 合 から主 要 な
事故 シーケンスを抽 出 し，その内 容 を分 析 した。  

●全 炉 心損傷頻度及 び主要 な事 故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別 の炉 心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析  

●プラント損 傷 状態別炉心損傷頻度及 び主 要 な事 故 シーケンスと分 析   
●地 震 加速度 と炉 心損傷頻度 の関係 とその分 析   

③重 要 度解析 ，不 確実 さ解 析及 び感 度解析  ③津 波 ハザードやラ ンダ ム 故 障確 率 に含 まれる不 確 実 さが炉 心 損 傷 頻 度 の分

布 に与 える影 響 を評 価 するため，不 確 実 さ解 析 を行 った。重 要 度 解 析 につ
いては，津 波 ＰＲＡの評 価 対象 となる高 さ T.P.＋20m 以上 の津 波 では必 ず
炉 心損 傷 に至 ることから， 有 益 な結 果 が得 られないた め実 施 していない 。

また，感 度 解 析 として，津 波 襲来 前 に地 震 により外 部 電 源 が喪 失 すると仮
定 した評 価 を実 施 した。  

（「3.2.2.4 事故 シーケンス (6)炉心損傷頻度 」） 

 



 

「ＰＲＡの説明における参照事項（平成 25 年 9 月 原子力規制庁）」への東海第二発電所のＰＲＡの対応状況について 

 

別
紙

1
1
－

2
2 

ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

４．レベル１．５ＰＲＡ   
４．１ 内 部事象   

a. プラントの構 成 ・特 性   

①対 象 プラントに関 する説 明  ①対 象 プラントの機 器 ・系 統 配置 ，形 状 ・設 備 容 量 ，事 故 の緩 和 操 作 ，燃 料
及 びデブリの移 動 経路等 を整理 した。 

（「4.1.1.1 プラントの構 成 ・特 性  (1)対象 プラントに関 する説 明 」） 
●機 器 ・系 統配置 ，形 状 ・設備容量 ，事 故 への対 処 操 作 ，燃 料及 びデブ

リの移 動 経路 など 

  

  

b. プラント損 傷 状態 の分 類及 び発 生頻度   
①  プラント損 傷状態 の一 覧  ①内 部 事 象 出 力運転 時 レベル１Ｐ ＲＡで得 られた炉 心 損 傷状 態 に至 るすべて

の事 故 シーケンス に対 して，事 故 の進 展 及 び緩 和 操作 の類 似 性 からプラン

ト損 傷 状態 （ＰＤＳ）に分 類 し，一 覧 表 で示 した。  
（「4.1.1.2 プラント損 傷 状態 の分 類及 び発 生頻度  (1)ＰＤＳの一 覧 」） 

●プラント損 傷 状態 の考 え方  

●プラント損 傷 状態 の一 覧  

●レベル１の事 故 シーケンスに対 するプラント損 傷状 態 の分 類結果  

●レベル１結 果 との関 係 （レベル１の最 終 状態 と分 類 が異 なる場 合 ） 
②プラント損 傷 状態 ごとの発生頻度 ②プラント損 傷 状態 ごとの発生頻度 を表 に整 理 した。 

（「4.1.1.2 プラ ン ト損 傷 状 態 の分 類 及 び発 生 頻 度  (2)ＰＤ Ｓ別 の炉 心 損 傷
頻度 」） 

●プラント損 傷 状態 ごとの発生頻度 

  

  
c. 格納容器破損 モード  

①格 納 容器破損 モードの一 覧 と各破損 モードに関 する説明  ①  

●事 故 の進 展 を考 慮 して，格 納容 器 の健 全 性 に影 響 を与 える負 荷 を分 析 して
格納容器破損 モードを分 類 した。  

●炉 心 損 傷 後 の格 納 容 器 内 の物 理 化 学 的 挙動 を網 羅的 に考 慮 し，事 故 進 展 に

応 じて想 定 される，格 納 容 器 の健 全 性 に影 響 を与 える負 荷 を，発 生 時 期 に
沿 って示 した。 

●抽 出 した負 荷 ，負 荷 の概 要及 び格 納容器破損 モードの説 明 を示 した。  

（「4.1.1.3 格 納容 器破損モード (1) 格 納容 器破 損モード の一 覧 と各 破 損 モ
ードに関 する説 明 」） 

●格 納 容器破損 モード分 類 の考 え方  
 

●格 納 容器破損 モードの一 覧  
 
 

●各 破 損 モードに関 する説 明  

  

  
d. 事故 シーケンス   

①格 納 容器 イベントツリー構築 の考 え方 及 びプロセス  ①イベ ントツ リーは ，炉 心 損 傷後 の事 象 進 展 を考 慮 し，ＲＰ Ｖ破 損 前 ，ＲＰ
Ｖ破 損 直 後 及 び事 故 進 展 後 長 期 の各 フ ェ ー ズ に お け る緩 和 設 備 の作 動 状
況 ，発 生 する可 能 性 のある各格納容器破損 モードを踏 まえて展 開 した。 

（「4.1.1.4 事 故 シー ケ ン ス (1)格 納 容 器 イベン ト ツ リ ー構 築 の考 え方 及 び
プロセス」）  

 

 
 

●格 納 容器 イベントツリー構築 の考 え方  

●格 納 容器 イベントツリー構築 のプロセスの説 明  
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②格 納 容器 イベントツリー  ②事 故 進 展 後 の各 フェーズ におけ る緩 和 手 段 の作動 状 況 及 び物 理 化 学 現 象

に基 づき設 定 したヘディングに対 して，ヘディング間 の従 属 性 を整 理 した。
また，格 納 容 器 イベントツ リーの構 築 に当 たっては， 最 終状 態 が健 全 な場
合 も含 めて格 納 容器破損 モードを割 り付 けた。  

（「4.1.1.4 事故 シーケンス (2)格納容器 イベントツリー」）  

●格 納 容器 イベントツリーを構 築 するに当 たって検 討 した，重 要 な物 理
化学現象 ，対処設備 の作 動・不 作 動 ，運 転員操作 （レベル1との整 合
性 を含 む），ヘディング間 の従 属 性  

●格 納 容器 イベントツリー  

●格 納 容器 イベントツリーの最 終状態 への健 全 な場 合 も含 めた格 納容

器破損 モードの割 り付 け結 果  
  

  
e. 事故進展解析  

①解 析 対象 とした事 故 シーケンスと対 象事故 シーケンスの説 明  ①事 故 進 展 解 析 の対 象 とした事 故 シーケンスは ，事 故 進 展 の類 似 性 ，緩 和 設

備 の機 能 喪 失 状態 の類 似 性 を考 慮 して選 定 した。選 定 した事 故 シーケンス
は，選 定 理 由 とともに一 覧 表 に整 理 した。また，事 故 進 展解 析 の主 要 な解
析条件 を一 覧表 にまとめた。  

（「4.1.1.5 事 故 進 展 解 析  (1)解 析 対 象 とし た事 故 シ ー ケ ン ス と対 象 事 故 シ
ーケンスの説 明 」） 

●事 故 シーケンス選 定 の考 え方  

●事 故 進展解析 の解 析条件  

●解 析 対象 とした事 故 シーケンス一 覧  

●対 象 事故 シーケンスの説 明  

●有 効 性評価 の対 象 シーケンスとして選 定 した場 合 はその選 定 理由  
②事 故 シーケンスの解 析結 果  ②選 定 した各 事 故 シーケン スにつ いてプ ラント の熱 水 力 挙動 を解 析 した結 果

及 び原 子 炉 圧 力容 器内及 び各 事故 シーケンス の解 析 結 果 における特 徴 的 な

事故進展 を記載 した。  
（「4.1.1.5 事故進展解析  (2)事故 シーケンスの解析 結果 」） 

  

  
f. 格納容器破損頻度  

①格 納 容器破損頻度 の評価 方法  ①格 納 容 器 破 損頻度 の定 量 化 では，内 部 事 象 出 力運転時 レベル１ＰＲＡの評
価 に用 いている計 算 コードと同 じ Safety Watcher を使用 し，格 納 容器 イベ
ントツ リーの ヘデ ィング に 対 する分 岐 確 率 を入 力 条件 として ，ＰＤ Ｓご と

の条 件 付 き格 納容器破損確率（ＣＣＦＰ）及 び格 納容 器破損頻度（ＣＦＦ）
を算 出 した。  

（「4.1.1.6 格納容器破損頻度  (1)格納容器破損頻度の評 価 方法 」） 

②格 納 容器 イベントツリーヘディングの分 岐 確率  ②物 理 化 学 現 象 のヘディン グにお いて，不 確 実 さが大 きい現 象 に対 しては，
当 該現 象 の支 配 要 因 ，不 確 実 さ幅 及 び格 納 容 器 の構 造 健 全性 への影 響 の因
果 関係 を明 らかにし，分 解 イベン トツリ ー手 法 等 を用 いて，分 岐 確 率 を設

定 した。事 故 の緩 和 手 段 に関 するヘディング について は，レ ベル１ ＰＲ Ａ
のフォ ールト ツリ ーをも と に，フ ォール トツ リーを作 成 することにより ，
緩和手段 の非信頼度 （分 岐 確率 ）をモデル化 した。  

（「4.1.1.6 格 納 容 器 破 損 頻 度  (2)格 納 容 器 イベ ント リ ツ リ ー ヘ デ ィ ン グ の
分岐確率 」） 

 

 
 
 

●分 岐 確率 の算 出方法  

●格 納 容器 イベントツリーヘディングの分 岐 確率  
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③格 納 容器破損頻度 の評価 結果  ③全 格 納 容 器 破損頻 度 ，ＰＤＳ別 格 納 容 器 破損 頻度 ，及 び破 損 モード別 格 納

容器破損頻度 を整 理 し，主 要 な事 故 シーケンスの分析 を実 施 した。  
（「 4.1.1.6 格 納 容 器 破 損 頻 度  (3)格 納 容 器 破 損 頻 度 の評 価 結 果 （点 推 定

値 ）」） 

●全 格 納容器破損頻度及 び主要事故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別格納容器破損頻度及 び主 要事故 シーケンスと分 析  

●破 損 モード別 格 納容器破損頻度及 び主要事故 シーケンスと分 析  
  

  
g. 不確実 さ解析及 び感 度 解析   

①不 確 実解析結果  ①格 納 容 器 破 損頻度 の不 確 実 さの幅 を評 価 するため， 不 確実 さ解 析 を実 施 し

た。その結 果 ，格 納容器破 損 モード別 の点 推 定値 は不 確実 さ分 布内 にあり，
点推定値 と不確実 さ解 析結 果 の傾 向 に大 きな差 がないことを確 認 した。 

（「4.1.1.7 不確実 さ解析 及 び感 度解析  (1)不確実解析 」） 

②感 度 解析結果  ②Ｍａ ｒｋ－ Ⅱ型 格 納 容 器 の特 徴 を把 握 するための感 度 解析 を実 施 し，その
結果 をとりまとめた。  

（「4.1.1.7 不確実 さ解析 及 び感 度解析  (2)感度解析」）  
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４．２ 外 部事象 （地 震 ） 地 震 レベル 1.5PRA については，以 下 の理 由 により実 施 は困 難 な段 階 であ
る。  

・学 会 標準 に一 部手順 が示 されているのみであり，標 準的 な PRA 手法 が確

立 されていない。  
・原 子炉格納容器 や原 子炉 建屋等 が地 震動 によって直 接損傷 することが考

えられるが，これらの損 傷 評価 に関 して，現 時 点 では損傷箇所 ，損 傷 モ

ード等 を詳 細 に評 価 する知 見 がないことから，地 震 レベル 1.5PRA の実
施 に向 けた検 討 を始 めたところである。  
なお，炉 心 損 傷 後 の格 納 容 器 内 の物 理 化 学 現 象 の進展 は，地 震 及 び津 波

等 の外 部 事 象 起因 であって も内 部 事 象 と同 等 と考 えられ，格 納 容 器 破 損 モ
ードは内 部 事象 と同 等 と考 えている。  

a. プラントの構 成 ・特 性  

①対 象 プラントに関 する説 明  

●機 器 ・系 統配置 ，形 状 ・設備容量 ，事 故 への対 処 操 作 ，燃 料及 びデブ
リの移 動 経路 など 

●ウォークダウン実 施 の有 無 とウォークダウンの結 果  

②地 震 により格 納 容器破損に至 る事 故 シナリオ  

●格 納 容器損傷及 びその波 及的影響 のシナリオの分 析・選 定 とスクリー
ニングの説 明  

●事 故 シナリオと起 因 事象の分 析結果  

●建 物 ・機 器 リストの作 成 結果  

  

  
b. 地震 ハザード  

①地 震 ハザード評 価 の方 法  同上  

●新 規 制基準（地 震 ，津 波 ）にて策 定 された基 準地震 動 の超 過確率 の算

出 に用 いた地 震 ハザード評 価 に用 いた手 法  

②地 震 ハザード評 価 に当 たっての主 要 な仮 定  

●震 源 モデル，地 震 動伝播 モデルの設 定 と各 モデルの設定根拠及 び不 確
実 さ要 因 の分 析結果 の説 明  

●不 確 実 さ要 因 の分 析 結果に基 づいて作 成 したロジックツリーの明 示

とロジックツリーの各 分岐において設 定 した重 みの根 拠 の説 明  

③地 震 ハザード評 価 結果  

●作 成 したロジックツリーを用 いた地 震 ハザード曲 線 群 の算 出 と，地 震
ハザード曲 線群 から求 めた信頼度別 ハザード曲 線 や平 均 ハザード曲
線 の説 明  

●地 震 ハザード評 価 結果 に基 づくフラジリティ評 価用 地震動 の作 成方  
法 の説 明  
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c. 建屋 ・機 器 のフラジリティ   

①評 価 対象 と損 傷 モードの設定  同上  

②フラジリティの評 価 方法の選 択  

③フラジリティ評 価 上 の主 要 な仮定 （不 確実 さの設 定 ，応 答 係数等 ） 

④フラジリティ評 価 における耐 力情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその耐 力 値 と確 率分布  

●評 価 部位 の材 料 と温 度 【構造損傷 の場合 】 

●機 能 限界値 の諸 元 【機 能 損傷 の場 合 】 

⑤フラジリティ評 価 における応 答情報  

●評 価 部位 ，損 傷 モード及 びその応 答 値 と確 率分布  

●基 準 地震動 による地 震力 で発 生 する評 価 部位 の応 答 とその他 の荷 重
条件 による評 価 部位 の応 答の内 訳 【構 造損傷 の場 合 】 

●基 準 地震動 による地 震力 で発 生 する評 価 部位 の応 答 【機 能 損傷 の場
合 】 

●基 準 地震動 による地 震力 で発 生 する評 価 部位 の応 答 【機 能 損傷 の場

合 】 
⑥建 物 ・機 器 のフラジリティ評 価結果  

  
d. プラント損 傷 状態 の分 類及 び発 生頻度  同上  

①プラント損 傷 状態 の一 覧  

●プラント損 傷 状態 の考 え方  

●プラント損 傷 状態 の一 覧  

●レベル１の事 故 シーケンスに対 するプラント損 傷状 態 の分 類結果  

●レベル１結 果 との関 係 （レベル１の最 終 状態 と分 類 が異 なる場 合 ） 

②プラント損 傷 状態 ごとの発生頻度 
  

  
e.格納容器破損 モード  

①格 納 容器破損 モードの一 覧 と各破損 モードに関 する説明  同上  

●格 納 容器破損 モード分 類 の考 え方  

●格 納 容器破損 モードの一 覧  

●各 破 損 モードに関 する説 明  
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ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

f. 事故 シーケンス   
①格 納 容器 イベントツリー構築 の考 え方 及 びプロセス  同上  

●格 納 容器 イベントツリー構築 の考 え方  

●格 納 容器 イベントツリー構築 のプロセスの説 明  

②格 納 容器 イベントツリー  

●格 納 容器 イベントツリーを構 築 するに当 たって検 討 した，重 要 な物 理
化学現象 ，対処設備 の作 動・不 作 動 （レベル１との整 合性 を含 む），

運転員操作 ，ヘディング間 の従 属 性  

●格 納 容器 イベントツリー  

●格 納 容器 イベントツリーの最 終状態 への健 全 な場 合 も含 めた格 納容
器破損 モードの割 り付 け 

  

 
g. 事故進展解析 

 

①解 析 対象 とした事 故 シーケンスと対 象事故 シーケンスの説 明  同上  

●事 故 シーケンス選 定 の考 え方  

●選 定 した事 故 シーケンスと説 明  

●事 故 進展解析 の解 析条件  

●有 効 性評価 の対 象 シーケンスとして選 定 した場 合 はその選 定 理由  

②事 故 シーケンスの解 析結 果  
  

  
h. 格納容器破損頻度  

①格 納 容器破損頻度 の評価 方法  同上  

②格 納 容器 イベントツリーヘディングの分 岐 確率  

●分 岐 確率 の算 出方法  

●使 用 した分 岐 確率  
③格 納 容器破損頻度 の評価 結果  
●全 格 納容器破損頻度及 び主要事故 シーケンスと分 析  

●起 因 事象別格納容器破損頻度及 び主 要事故 シーケンスと分 析  
●破 損 モード別 格 納容器破損頻度及 び主要事故 シーケンスと分 析  

 

  
i. 不確実 さ解析及 び感 度 解析   

①不 確 実解析結果  同上  

②感 度 解析結果  
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ＰＲＡの説 明 における参 照 事項（原 子力規制庁  平成 25 年 9 月 ）の記 載 内容 東海第二発電所 の対 応状況  

  

５．その他   
a. 専門家判断  

①専 門 家判断 を用 いた事 項 と専 門家判断 の結 果  ①評 価 上 の仮 定 及 び計 算 が適 切 かどうかを判 断 する場 合 ，専 門 家 判 断 を実 施

した。  
②専 門 家判断 の導 出 のプロセス  ②関 連 する分 野 に深 い知 識 や経 験 を有 するものを選 任 し，専 門 家 判 断 を実 施

した。  

  

  
b. ピアレビュー   

①ピアレビューチーム及 びメンバー構 成  ①レビューアの選 定 に当 たっては，専 門性 ，経 験 ，独 立性及 び公 正性 の 4 つ
の要 素 を考 慮 して選 定 している。  

・今 回 実 施 したレビ ュー実 施 方 法 を含 め，ＰＲ Ａ全 般 を俯 瞰 した視 点 か

ら改 善 事 項 を抽 出 する観 点 で ＰＲ Ａ の経 験 豊富 な海 外 レ ビュ ー ア を招
聘 し，米 国 でのＰＲ Ａ実 施 状 況 との比 較 に基 づく助 言 を得 ること とし
た。  

●海 外 の専 門家 も含 めたメンバーであること  

②ピアレビューの手 順  ②オン サイト レビュ ーを効 率 的 ・効 果 的 に実 施 するために，各 レビューア に
事 前 にＰＲＡの概 要 資 料 を提 出 し，全 体 の内 容 把 握及びオン サイト レビ ュ
ーにお いて重 点 的 に内 容 を確 認 する項 目 の抽 出 ・整 理 する期 間 を設 けた。

オンサ イトレ ビュ ーに際 しては，適 宜 ＰＲＡ実 施 者 と質 疑応 答 を行 い，具
体的 な内 容 ・課 題 を共 有 しながら進 めた。 

③ピアレビューの結 果  ③学 会 標準 への不 適 合 や評 価手法 に問 題 があるとされる「指 摘 事項 」は 0 件

であり ，今 回 実 施 したＰＲ Ａの評 価 結 果 に影 響 を及 ぼすよう な技 術 的 な問
題点 がないことが確 認 された。  

④ピアレビュー結 果 のＰＲＡ への反 映 状況  ④ＰＲＡの更 なる品 質 向上に資 すると考 えられる「推 奨事項 」として 12 件 の

コメン トを受 理 しており， 評 価手 法 の見 直 し等 を含 めて今 後 の対 応 を検 討
する。  

  

  
c. 品質保証   

①ＰＲＡ を実 施 するに当 たって行 った品 質 保証活動  ①品 質 保証活動 に基 づく社 内基準 に従 ってＰＲＡを実 施 した。 
・ ＰＲ Ａ の実 施 に当 たって は ，必 要 な力 量 を有 する者 を選 定 し，品 質 保

証上必要 となる体 制 を整 備 した上 で実 施 した。  

・文 書 化 ，記 録 等 の管 理 体 制 及 び管 理 方 法 は社 内基 準 に従 って適 切 に実
施 した。 

 

●ＰＲＡ の実 施体制  

●更 新 ，記 録管理体制  
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東海第二発電所 ＰＲＡピアレビュー実施結果及び今後の対応方針 

について 

 

1. 目 的 

  事故シーケンスグループ及び格納容器破損モードの選定にあたり

実施したＰＲＡの妥当性確認及び品質向上を目的として，国内外の

ＰＲＡ専門家によるピアレビューを実施した。また，レビューにお

いて指摘されたコメントについては，今後の対応方針を検討した。 

2. ピアレビューの実施内容 

2.1 内部事象ＰＲＡ 

   今回実施した以下に示す各ＰＲＡを対象に，日本原子力学会標準

との整合性，及び国内外の知見を踏まえたＰＲＡ手法の妥当性につ

いて確認を行った。なお，本ピアレビューでは「ＰＳＡピアレビュ

ーガイドライン（平成 21 年 6 月 一般社団法人 日本原子力技術協

会）」及び「原子力発電所の確率論的リスク評価の品質確保に関す

る実施基準:2013（2014 年 5 月 一般社団法人 日本原子力学会）」

（以下「ガイドライン等」という。）を参考にレビューを行った。 

 (1) レビュー対象としたＰＲＡ 

・内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ 

・内部事象停止時レベル１ＰＲＡ 

・内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡ 

   なお，地震レベル１ＰＲＡ及び津波レベル１ＰＲＡについては，

実施時期が異なるため，2.2 章に記載する。 

 (2) レビュー体制 

   レビューアの選定にあたっては，ガイドライン等に従い，専門
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性，経験，独立性及び公正性の 4 つの要素を考慮して以下のとお

り選定した。なお，レビューの実施にあたっては，多面的な視点

で評価するため，各ＰＲＡはレビューチームのうち複数のメンバ

ー（主担当，副担当）がレビューを行うこととした。また，今回

実施したレビュー実施方法を含めＰＲＡ全般を俯瞰した視点から

改善事項を抽出する観点でＰＲＡの経験豊富な海外レビューアを

招聘し，欧米でのＰＲＡ実施状況との比較に基づく助言を得るこ

ととした。レビュー体制のイメージを図 1 に示す。 

●国内レビューア：7 名 

●海外レビューア：1 名 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 1 レビュー体制のイメージ 

：主担当

：副担当

ピアレビュー統括リーダー 

海外レビューア 

出力運転時

レベル１ 

ＰＲＡ 

Ａ

Ｂ Ｄ Ｅ

停止時 

レベル１ 

ＰＲＡ 

Ｂ

Ｅ Ｆ

出力運転時

レベル１．５

ＰＲＡ 

Ｃ

Ａ Ｆ
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 (3) 国内レビューアのレビュー方法及び内容 

  ａ．事前準備（情報収集及び分析）：約 1 週間 

    オンサイトレビューを効率的かつ効果的に実施するために，

事前に当社から国内レビューアへＰＲＡの概要資料を提示し，

国内レビューアが全体の内容を把握するとともに，オンサイト

レビューにおいて重点的に内容を確認する項目を抽出・整理す

る期間を設けた。 

  ｂ．オンサイトレビュー：約 1 週間 

    国内レビューアは，各ＰＲＡの実施内容について文書化され

た資料を基に，学会標準への適合性確認を主眼としてレビュー

を実施した。レビューを円滑に進めるため，ＰＲＡ実施者（当

社社員，当社協力会社社員）と質疑応答の場を設け，事実関係

を確認するとともに，国内レビューアとの質疑応答の内容につ

いては適宜文書化しながら進めた。 

  ｃ．ピアレビュー結果報告書の作成：約 1 か月 

    国内レビューアは，オンサイトレビューにて抽出したコメン

トを以下の項目ごとに整理し，ピアレビューの実施結果を報告

書として取りまとめた。 

   ・指摘事項 

ＰＲＡが学会標準に技術的に適合しないもの，又は評価結果

に影響を及ぼすような技術的な問題があるもの 

   ・推奨事項 

学会標準には適合しているものの，より品質の高いＰＲＡの

実施のために反映が推奨されるもの 
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   ・文書化における指摘事項 

学会標準への適合性を示すための文書化が不足しているも

の 

   ・文書化における改善提案 

学会標準への適合性を示すための文書化はされているもの

の，ＰＲＡの説明性向上の観点から改善が望ましいもの 

   ・良好事例 

良好的な事例で，今後も継続した実施が望まれるもの 

2.2 外部事象ＰＲＡ 

   今回実施した以下に示す各ＰＲＡを対象に，日本原子力学会標準

との整合性，及び国内外の知見を踏まえたＰＲＡ手法の妥当性につ

いて確認を行った。なお，本ピアレビューでは「ＰＳＡピアレビュ

ーガイドライン（平成 21 年 6 月 一般社団法人 日本原子力技術協

会）」及び「原子力発電所の確率論的リスク評価の品質確保に関す

る実施基準:2013（2014 年 5 月 一般社団法人 日本原子力学会）」

（以下「ガイドライン等」という。）を参考にレビューを行った。 

(1) レビュー対象としたＰＲＡ 

・地震レベル１ＰＲＡ 

・津波レベル１ＰＲＡ 

(2) レビュー体制 

   レビューアの選定にあたっては，ガイドライン等に従い，専門

性，経験，独立性及び公正性の 4 つの要素を考慮して以下のとお

り選定した。なお，レビューの実施にあたっては，多面的な視点

で評価するため，各ＰＲＡはレビューチームのうち複数のメンバ

ー（主担当，副担当）がレビューを行うこととした。また，今回



 

別紙 12－5 

実施したレビュー実施方法を含めＰＲＡ全般を俯瞰した視点から

改善事項を抽出する観点でＰＲＡの経験豊富な海外レビューアを

招聘し，欧米でのＰＲＡ実施状況との比較に基づく助言を得るこ

ととした。レビュー体制のイメージを図 2 に示す。 

●国内レビューア：5 名 

 

 

 

 

●海外レビューア：1 名 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 2 レビュー体制のイメージ 

 (3) 国内レビューアのレビュー方法及び内容 

  ａ．事前準備（情報収集及び分析）：約 2 週間 

    オンサイトレビューを効率的かつ効果的に実施するために，

事前に当社から国内レビューアへＰＲＡの概要資料を提示し，

国内レビューアが全体の内容を把握するとともに，オンサイト

レビューにおいて重点的に内容を確認する項目を抽出・整理す

：主担当

：副担当

ピアレビュー統括リーダー 

海外レビューア 

津波 

レベル１ 

ＰＲＡ 

地震 

レベル１ 

ＰＲＡ 

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｄ
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る期間を設けた。 

  ｂ．オンサイトレビュー：約 1 週間 

    国内レビューアは，各ＰＲＡの実施内容について文書化され

た資料を基に，学会標準への適合性確認を主眼としてレビュー

を実施した。レビューを円滑に進めるため，ＰＲＡ実施者（当

社社員，当社協力会社社員）と質疑応答の場を設け，事実関係

を確認するとともに，国内レビューアとの質疑応答の内容につ

いては適宜文書化しながら進めた。 

  ｃ．ピアレビュー結果報告書の作成：約 1 か月 

    国内レビューアは，オンサイトレビューにて抽出したコメン

トを以下の項目ごとに整理し，ピアレビューの実施結果を報告

書として取りまとめた。 

   ・指摘事項 

ＰＲＡが学会標準に技術的に適合しないもの，又は評価結果

に影響を及ぼすような技術的な問題があるもの 

   ・推奨事項 

学会標準には適合しているものの，より品質の高いＰＲＡの

実施のために反映が推奨されるもの 

   ・文書化における指摘事項 

学会標準への適合性を示すための文書化が不足しているも

の 

   ・文書化における改善提案 

学会標準への適合性を示すための文書化はされているもの

の，ＰＲＡの説明性向上の観点から改善が望ましいもの 
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   ・良好事例 

良好的な事例で，今後も継続した実施が望まれるもの 

3. レビュー結果の概要及び今後の対応方針 

 (1) 国内レビューアからのコメント 

   国内レビューアによる東海第二発電所のＰＲＡに対するコメン

ト件数を表 1 に，コメントの分類ごとの割合を図 3 に示す。 

   レビューの結果，指摘事項は 0 件であり，今回実施したＰＲＡ

が学会標準に技術的に適合していること，及び評価結果に影響を

及ぼすような技術的な問題点はないことが確認された。 

   また，推奨事項は 12 件，文書化における指摘事項は 10 件，文

書化における改善提案は 97 件，良好事例は 32 件であった。 

   国内レビューアによるレビュー結果の概要及び今後の対応方針

について以下にまとめる。 

 

表 1 国内レビューアによるコメント件数 

 出力運転時

レベル１ 

ＰＲＡ 

停止時 

レベル１

ＰＲＡ 

出力運転時

レベル１．５

ＰＲＡ 

地震 

レベル１ 

ＰＲＡ 

津波 

レベル１

ＰＲＡ 

合計

指摘事項 0 0 0 0 0 0 

推奨事項 7 3 0 1 1 12 

文書化 
指摘事項 1 7 0 2 0 10 

改善提案 34 22 15 19 7 97 

良好事例 14 7 5 5 1 32 

合計 56 39 20 27 9 151 
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図 3 全コメントに対する各コメントの割合 

 

  ａ．指摘事項 

    今回のピアレビューでは指摘事項は 0 件であり，学会標準に

適合したＰＲＡであること，及び評価結果に影響を及ぼすよう

な技術的な問題がないことが確認された。 

  ｂ．推奨事項 

    今回のピアレビューでは 12 件の推奨事項が挙げられた。推奨

事項の内容を表 2 に示す。これらの推奨事項については，今後，

評価手法改善に向けた調査・検討を実施していく。 

  ｃ．文書化における指摘事項及び改善提案 

    今回のピアレビューでは 10 件の指摘事項，97 件の改善提案が

指摘事項

0件

(0%)

文書化におけ

る指摘事項／

改善提案

107件

(71%)

良好事例

32件

(21%)

推奨事項

12件

(8%)
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挙げられており，モデル化された内容が詳細に文書化されてい

ない事例が多く挙げられた。文書化については，実施したＰＲ

Ａモデルの内容を説明するうえで重要な要素であることから，

今後文書化の際に改善を図っていく。文書化に関するコメント

の一例を以下に示す。 

＜文書化における指摘事項＞ 

・緩和操作と緩和設備との従属性について追記する必要がある。

（停止時レベル１ＰＲＡ） 

＜文書化における改善提案＞ 

・格納容器破損モードの設定における，ＩＳＬＯＣＡの発生箇

所及び破損規模の分析については，出力運転時レベル１ＰＲ

Ａ説明資料にて分析されているため，該当箇所を参照してお

くことが望ましい。（出力運転時レベル１．５ＰＲＡ） 

  ｄ．良好事例 

    今回のピアレビューでは 32 件の良好事例が挙げられた。今回

良好事例として挙げられた項目については，今後も引き続き継

続実施していくとともに，更なる品質向上に努めていく。良好

事例の一例を以下に示す。 

＜良好事例＞ 

・フォールトツリー集に，システムごとのフォールトツリーの

作成内容が詳細かつ明確にまとめられている。（出力運転時レ

ベル１ＰＲＡ） 

・他の研究機関においてＢＷＲ５ Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器プラ

ントを対象に実施された評価例も調査し，感度解析を実施し

ている。（出力運転時レベル１．５ＰＲＡ） 
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 (2) 海外レビューアからのコメント 

   今回のピアレビューでは，海外レビューアから 21 件のコメント

が挙げられた。海外レビューアからのコメントを表 3 に示す。今

回実施したＰＲＡは学会標準に適合した手法を用いて評価を実施

しているが，海外レビューアからのコメントを踏まえ，今後，よ

り品質の高いＰＲＡの実施に向けて反映を検討していく。 

 

4. ま と め 

  東海第二発電所のＰＲＡを対象としたピアレビューの結果，国内

レビューアからの指摘事項は無く，ＰＲＡが学会標準に技術的に適

合していること，及び評価結果に影響を及ぼすような技術的な問題

点はないことが確認された。しかしながら，より品質の高いＰＲＡ

の実施に有益なものとして推奨事項，文書化における指摘事項及び

改善提案が多く挙げられた。また，海外レビューアからも，海外の

事例との相違点を踏まえたコメントが得られた。これらのコメント

については，今後，より品質の高いＰＲＡの実施に向けて反映を検

討していく。 

 



 

表 2 国内レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（1／4） 

 

別
紙

1
2
－

1
1 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

成
功
基
準
の
設
定 

1 

今回のＰＲＡは設計基準ベースの評価であるた

め，許認可解析コードを用いている。しかし，今

後アクシデントマネジメント策等を考慮した評価

を行う場合には，リアリスティックな解析結果で

は成功基準を満足する条件に対しても，保守的な

許認可解析コードを用いた場合には成功基準を満

足しない結果を与えるおそれがある。したがって，

リアリスティックな解析結果を与える詳細解析コ

ードを評価に用いることを推奨する。 

今回のＰＲＡは設計基準事故対処設備のみに期

待した評価であるが，今後実施する安全性向上評価

は，重大事故等対処設備等のアクシデントマネジメ

ント策に期待した評価であることから，現実的な成

功基準を設定するため，必要に応じて詳細解析コー

ドによる成功基準解析の実施を検討することとす

る。 

2 

公表されている同型プラントのＰＲＡ（ＰＳＲ

等）により，成功基準の妥当性を確認することが

望ましい。 

今回のＰＲＡでは，同型プラントの成功基準との

比較は実施していたが，文書化を実施していなかっ

た。 

また，左記のコメントと合わせて，成功基準の妥

当性確認に関する文書化における改善提案が出さ

れている。 

このため，今後，同型プラントとの比較について

適切に文書化していくこととする。 



 

表 2 国内レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（2／4） 

 

別
紙

1
2
－

1
2 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

人
間
信
頼
性
解
析 

3,4 

人的過誤確率について，ＨＲＡツリーの各分岐

で中央値とＥＦから平均値を算出し，それぞれの

平均値を用いて人的過誤確率の平均値を評価し，

ＥＦをＴＨＥＲＰの基準により設定しているが，

不確実さの伝播を適切に評価するために，モンテ

カルロ計算や NUREG/CR-1278 の Appendix-A に記載

されている近似計算を実施することを推奨する。

（起因事象発生前，起因事象発生後） 

Appendix-A の手法をベースケースに適用した。今

後の評価では，人的過誤の不確実さの伝播をより適

切に評価するため，ＴＨＥＲＰ以外の手法も含め，

人的過誤確率の評価方法について検討していくこ

ととする。 

5 

今回のＰＲＡでは，「ＩＳＬＯＣＡ起因事象発生

頻度評価用の弁の開け忘れ／閉め忘れ」の人的過

誤確率において，当直長等による過誤回復につい

ては，事象発生前の操作であり十分な時間余裕が

あるため，従属性を低従属として評価している。 

この人的過誤があった場合，一連の作業の流れ

で起因事象が発生し，十分な時間余裕はないと思

われるため，当直長等の過誤回復の取り方につい

て再検討することを推奨する。 

十分な余裕時間はないとして，過誤回復の従属性

を中従属とした場合，人的過誤確率の平均値は約

2.8 倍となり，ＩＳＬＯＣＡの起因事象発生頻度が

約 2.3 倍となるが，ＩＳＬＯＣＡのドミナントカッ

トセットは変わらないことを確認した。 

また，Appendix-A の手法を用いて過誤回復の従属

性を低従属及び中従属とした場合の計算を行った。

その結果，人的過誤確率の平均値は約 2.8 倍となり，

ＩＳＬＯＣＡの起因事象発生頻度が約 2.4 倍となる

が，ＩＳＬＯＣＡのドミナントカットセットは変わ

らないことを確認した。 

今回のＰＲＡの目的から，ベースケースを変更す

る必要はないと判断したが，今後の評価では，当直

長による過誤回復の取り方の見直しについて検討

することとする。 



 

表 2 国内レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（3／4） 

 

別
紙

1
2
－

1
3 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の 

定
量
化 

6 

類似プラントの評価結果との比較については，

公開資料から可能な範囲で何らかの比較を行うこ

とにより，計算結果の妥当性を確認することを推

奨する。 

東海第二発電所は，補機冷却系の系統構成が，独

立した系統による海水直接冷却型であるため，類似

プラントの系統構成と異なることから，類似プラン

トの評価結果との比較による妥当性確認ではなく，

事故シーケンスのカットセットの分析等により妥

当性を確認している。 

系統構成の相違による評価結果への影響につい

て評価・分析することは，プラントの特徴を把握す

るうえで有益であるため，今後の評価では，類似プ

ラントの評価結果との比較を実施することとする。

感
度
解
析 

7 

ベイズ更新処理において，更新のためのエビデ

ンス（東海第二実績データ）は事前分布（一般故

障率算出のための実績データ）と重複しない実績

データを使用することを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，ベイズ更新処理による感度解

析を目的としていることから，事前分布は一般デー

タと見なして簡易的に評価している。 

今後の評価では，ベースケースにおいて個別プラ

ントデータを用いる場合，事前分布との重複に留意

し，ベイズ更新処理を実施することとする。 

停
止
時
レ
ベ
ル
１ 

人
間
信
頼

性
解
析 

8,9 （出力運転時レベル１の番号 3,4 と同様の内容） 
（出力運転時レベル１の番号 3,4 と同様の対応方

針） 

事
故
シ
ー

ケ
ン
ス
の

定
量
化 

10 （出力運転時レベル１の番号 6 と同様の内容） （出力運転時レベル１の番号 6 と同様の対応方針）



 

表 2 国内レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（4／4） 

 

別
紙

1
2
－

1
4 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

地
震
レ
ベ
ル
１ 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の 

定
量
化 

11 

本評価では，同様の系統及び機器の間の損傷を

完 全 従属 と し た 場 合 を ベ ー ス ケ ー ス と し た う え

で，感度解析としてＦＶ重要度上位の機器につい

てその相関がない場合の解析を実施しているが，

それ以外の条件での解析は実施していない。機器

の 間 の相 関 は 冗 長 な 同 様 の 機 器 の 間 だ け で は な

く，特に地震時の応答は様々な機器の間に相関が

あることから，それが炉心損傷頻度に及ぼす影響

について検討することが望ましい。 

今回のＰＲＡは，冗長化された系統は完全相関，

その他の系統は完全独立を仮定してモデル化して

いる。また，相関の不確かさについては冗長化され

た系統のうち，ＦＶ重要度が上位のものを対象に完

全独立を仮定して評価することでその影響の程度

を確認している。 

安全性向上評価へ向けた今後の評価では，相関の

不確かさの影響を把握する観点から，冗長化された

系統以外についても同種機器等の相関関係が疑わ

れる機器については完全相関とした場合や完全独

立とした場合の影響の程度を確認して評価を実施

することを検討する。 

津
波
レ
ベ
ル
１ 

シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
化 

12 

保守による待機除外の組み合わせが存在しない

ケースについて，当該ミニマルカットセットを除

外する目的でイベントヘディングを設けている。

今回のＰＲＡにおいては定量的影響が非常に小さ

く問題はないが，今後のＰＲＡの活用において，

待 機 除外 状 態 を 模 擬 し た 評 価 等 を 実 施 す る 場 合

に，ミニマルカットセットを除外することによっ

て成功分岐において過小評価とならないよう留意

することが望ましい。  

今回のＰＲＡでは，保安規定に基づき運転上許容

されない系統の待機除外の組み合わせが含むカッ

トセットを除外するため，イベントツリーにヘディ

ングを設けて，これらカットセットが含まれること

がないよう評価している。これらの待機除外確率の

組み合わせについては，定量的影響が非常に小さい

ため，評価結果に与える影響は無視できるものと考

えている。 

今後の評価においても，本手法により定量的影響

が非常に小さくなることを確認し，評価結果に影響

を及ぼすことがないよう留意する。 
 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（1／9） 

 

別
紙

1
2
－

1
5 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

起
因
事
象
の
選
定 

1 

発電所に関する起因事象の網羅性を担保するた

めに，プラント内の全ての系統（安全系及び非安

全系）に対して故障モード／影響解析（ＦＭＥＡ）

を実施して東海第二発電所に特有の系統故障によ

る起因事象が存在するかどうかについて確認する

ことを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，従属性を有する起因事象同定

のため，原子炉設置許可申請書添付書類八に記載さ

れている設備について主要な故障モードの影響を

分析しており，ＦＭＥＡを実施している。 

しかし，全ての系統に対してはＦＭＥＡを実施で

きていないため，今後の評価において，全ての系統

に対するＦＭＥＡの実施することとする。 

2 

格納容器内及び格納容器外の主蒸気配管の破断

（格納容器外主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）の上流側）

に関連する起因事象を考慮することを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，ＭＳＩＶ下流側の破断は隔

離事象又は格納容器バイパスとして考慮されてい

るが，ＭＳＩＶ上流側の破断（ＰＣＶ内での蒸気

流出）については考慮されていない。 

今回のＰＲＡでは，ＭＳＩＶ上流側の破断をＬＯ

ＣＡに分類している。ただし，ＬＯＣＡについて液

相部の破断と気相部の破断を区別していないが，実

際は影響が違うため，成功基準が変わることも考え

られる。 

今後の評価では，起因事象分類の詳細化（主蒸気

配管等の気相部の破断の考慮）について検討するこ

ととする。 

3 

感度解析において大ＬＯＣＡの発生位置が考慮

されているが，ベースケースモデルにおいても大

ＬＯＣＡの発生位置を考慮することを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，破断箇所が液相で，かつ配管

径が最も大きい原子炉再循環系配管の破断を想定

し，大ＬＯＣＡの評価を実施するとともに，ＥＣＣ

Ｓ配管破断時を想定した感度解析を実施し，破断箇

所の違いによる影響を確認している。 

今回のＰＲＡの目的から，ベースケースを変更す

る必要はないと判断したが，今後の評価では，起因

事象分類の詳細化（破断箇所の違いの考慮）につい

て検討することとする。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（2／9） 

 

別
紙

1
2
－

1
6 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

起
因
事
象
発
生
頻
度
の
評
価 

4 

今回実施したＰＲＡでは，サポート系故障の起

因 事 象 発 生 頻 度 の 算 出 に ” Jeffery 

Non-Informative Prior”法を用いており，国内Ｂ

ＷＲプラントにおいて発生実績が 0 件の事象につ

いては 0.5 件として計算している。系統／トレン

故障の起因事象発生頻度については，フォールト

ツリーモデルを用いて評価することを推奨する。 

学会標準では，”Jeffery Non-Informative Prior”

法，フォールトツリーを用いる方法のいずれも要求

を満足する手法とされている。フォールトツリーを

用いる方法はプラントの系統構成の特徴を考慮し

た評価となる一方，評価に用いる機器故障率に依存

した評価となる。そのため，今後の評価では，個別

プラントの機器故障率データの採用時にフォール

トツリーを用いる評価方法の採用について検討す

ることとする。 

5 

ベイズ更新処理した東海第二発電所特有の起因

事 象 発生 頻 度 を 用 い た 感 度 解 析 を 実 施 し て い る

が，ベースケースモデルにおいて東海第二発電所

特 有 の起 因 事 象 発 生 頻 度 を 用 い る こ と を 推 奨 す

る。 

今回のＰＲＡの目的から，ベースケースを変更す

る必要はないと判断したが，東海第二発電所固有の

起因事象発生頻度を用いることは，プラントの特徴

を踏まえたＰＲＡを実施するうえで重要であるた

め，今後の評価では，ベースケースにおいてベイズ

更新処理した起因事象発生頻度を用いることとす

る。 

人
間
信
頼
性
解
析 

6 

今回のＰＲＡでは，制御室内の別の運転員によ

る過誤回復を考慮していると説明があったが，制

御室内の複数の運転員はプラントの過渡変化／事

故に対して個々の運転員がそれぞれ独立して別の

対応をするのではなく，一つのグループとして対

応するので，一つの単位／チームとして扱うこと

を推奨する。 

今回のＰＲＡでは，認知については制御室内の運

転員を一つのグループとして扱っており，操作につ

いては全体を指揮し操作の報告を受ける上位運転

員による過誤回復を考慮している。 

これは学会標準においても認められた手法であ

るが，学会標準は古い手法（ＴＨＥＲＰ手法）を基

にしているため，今後の評価では，学会標準の改訂

状況や海外の最新知見等を踏まえて，具体的な人的

過誤確率の評価手法を検討することとする。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（3／9） 

 

別
紙

1
2
－

1
7 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

出
力
運
転
時
レ
ベ
ル
１ 

感
度
解
析 

7 

ＮＲＣのＣＣＦに関する報告書のデータを用い

て感度解析を実施しているが，ベースケースモデ

ルにおいてこのデータを用いることを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，ＮＲＣのＣＣＦに関する報告

書「CCF Parameter Estimations」のデータを用い

た感度解析を実施し，全炉心損傷頻度への影響が小

さいこと，及び事故シーケンスグループの全炉心損

傷頻度への寄与割合は同様の傾向を示しているこ

とを確認している。 

今回のＰＲＡの目的から，ベースケースを変更す

る必要はないと判断したが，今後の安全性を評価す

るＰＲＡでは，国内の検討状況も踏まえて，ＣＣＦ

の評価方法について検討することとする。 

重
要
度
解
析 

8 

重要度指標のＲＡＷについて，冗長機器が関与

する共通原因故障の重要度のＲＡＷは示さず，個

別機器のみに対して示すことを推奨する。 

ある機器に対してＲＡＷを示すことは，その機

器を待機除外にすることを表しているため，共通

原因故障のＲＡＷを示すということは，全ての冗

長性のある機器を待機除外にすることに等しい。 

今回のＰＲＡでは，当該機器の共通原因故障や人

的過誤が評価結果に及ぼす影響を確認するため，共

通原因故障や人的過誤を含めて重要度評価結果を

示している。 

今後の評価では，重要度評価の目的に応じて，個

別機器のみを対象とした重要度評価を実施するこ

ととする。 

停
止
時
レ
ベ
ル
１

適
用
範
囲 

9 

移行期間（最大出力運転状態から真空破壊まで

と，制御棒引き抜きから最大出力運転状態まで）

におけるリスクを明示的に評価することを推奨す

る。 

今回のＰＲＡでは，学会標準に基づき，移行期間

を出力運転時に含めて評価している。 

ただし，低出力状態特有の運転操作に係る人的過

誤を起因とする事象の発生の可能性があること等

を考慮し，今後の評価では，移行期間中のリスク評

価について検討することとする。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（4／9） 

 

別
紙

1
2
－

1
8 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

停
止
時
レ
ベ
ル
１ 

起
因
事
象
発
生
頻
度
の
評
価 

10 

ＲＨＲ喪失及びＲＨＲＳ喪失の起因事象発生頻

度の計算については，フォールトツリーモデルを

用いて評価することを推奨する。 

今回のＰＲＡでは，学会標準に基づき，ＲＨＲ喪

失については国内ＢＷＲプラントの停止時運転実

績から得られた発生件数から算出しており，ＲＨＲ

Ｓ 喪 失 に つ い て は 発 生 実 績 が な い た め ， Jeffery 

Non-Informative Prior 法を用いている。 

フォールトツリーを用いる方法はプラントの系

統構成の特徴を考慮した評価となる一方，評価に用

いる機器故障率に依存した評価となる。そのため，

今後の評価では，個別プラントの機器故障率データ

の採用時にフォールトツリーを用いる評価方法の

採用について検討することとする。 

11 

ＬＯＳＰ喪失の起因事象発生頻度の計算につい

ては，日本のＢＷＲプラント向けに策定された一

般的なパラメータが使用されていた。日本の各原

子力発電所はそれぞれ異なるＬＯＳＰ頻度を有し

ていると考えられることから，ＬＯＳＰの起因事

象発生頻度は東海第二発電所特有のものとするこ

とを推奨する（ＬＯＳＰの起因事象は，東海第二

発電所の停止時リスクにとって支配的な寄与因子

であることに注意すること。）。 

今回の評価では，ＬＯＳＰ喪失の発生頻度は，学

会標準に基づき，国内ＢＷＲプラントの停止時運転

実績から得られた発生件数から算出している。 

個別プラントの特徴を踏まえた起因事象発生頻

度とするため，今後の評価では，ベイズ更新処理し

た評価等により，東海第二発電所固有の起因事象発

生頻度を求めることとする。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（5／9） 

 

別
紙

1
2
－

1
9 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

停
止
時
レ
ベ
ル
１ 

Ｐ
Ｏ
Ｓ
の
設
定 

12 

今回の停止時レベル１ＰＲＡにおいて選択した

燃料交換停止のＰＯＳの期間と，過去の実際の燃

料交換停止のＰＯＳとの間に顕著な相違がないか

どうかを検討すること，相違がある場合には，感

度解析を実施してＰＯＳの各期間の相違によるプ

ラ ン トリ ス ク へ の 影 響 を 評 価 す る こ と を 推 奨 す

る。 

今回の評価では，ＰＲＡの目的から代表的な定期

検査工程を評価対象としており，通常は実施しない

特殊工程（大規模な工事やトラブル等による点検工

程）を含まない等の観点から選定している。 

左記のコメントのとおり，定期検査工程によりＰ

ＯＳの相違があり，プラント停止期間中のリスクは

それぞれ異なるため，今後の評価では，評価の目的

に応じてＰＯＳの影響を評価することとする。 

人
間
信
頼
性
解
析 

13 

ＲＨ Ｒ ト レ ン 間 で の 切 替 操 作 時 の Ｌ Ｏ Ｃ Ａ で

は，切替後のＲＨＲラインにおけるＲＰＶへの注

入弁の開け忘れが原因で，ＲＨＲポンプミニフロ

ー弁が開くことでＳ／Ｐへと冷却材が流出するこ

とを想定している。 

そこで，切替後に運転中のＲＨＲをＬＰＣＩモ

ー ド に切 り 替 え て 注 水 す る こ と に 期 待 し て い る

が，その操作中にミニフローラインからの漏えい

を認識し，ＬＯＣＡの収束させる措置を講じると

考えるのがより妥当である。 

よって，以下の１つをモデル化することを推奨

する。 

・運転員によるＬＯＣＡの診断及び収束操作を考

慮する。 

・運転員が漏えい箇所を認識し，収束させること

に失敗した場合，ＬＰＣＩを用いたＬＯＣＡの

緩和に期待しない。 

今回のＰＲＡでは，冷却材流出の認知に成功した

場合には漏えい箇所の隔離に期待しているが，その

隔離に失敗しても，ＲＨＲ切替後に運転中のＲＨＲ

のＬＰＣＩ注水操作にも期待する評価となってい

る。これは，冷却材流出箇所の特定に失敗する等し

て隔離操作に失敗した場合でも，注水操作を実施す

ることでＬＯＣＡを収束させることが可能と判断

したためである。 

ただし，現実的な操作をモデル化すべきとのコメ

ントの主旨を踏まえ，今後の評価ではより現実的な

評価方法について検討することとする。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（6／9） 

 

別
紙

1
2
－

2
0 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

停
止
時
レ
ベ
ル
１ 

人
間
信
頼
性

解
析 

14 （出力運転時レベル１の番号 6 と同様の内容） （出力運転時レベル１の番号 6 と同様の対応方針）

重
要
度
解
析

15 （出力運転時レベル１の番号 8 と同様の内容） （出力運転時レベル１の番号 8 と同様の対応方針）

地
震
レ
ベ
ル
１ 

シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
化 

16 

ＲＨＲ系統の全ての配管を最も弱い（耐震性が

最も低い）配管部位で代表させて評価している。 

ＲＨ Ｒ 系 統 の あ る 配 管 部 位 を 代 表 さ せ る た め

に，その最も弱い配管部位を使用する方法は保守

的である。しかし，最も弱い配管部位を用いて，

ＲＨＲ系統の全ての配管を代表させるのは非保守

的である。 

地震に起因する系統の故障へのそれぞれの寄与

度を考慮するために，系統に含まれるすべての配

管について別々にモデル化することを推奨する。 

東海第二発電所の配管のフラジリティは他の機

器と比較して強く，配管を区画で分けてそれぞれを

モデル化したとしても，地震ＰＲＡ評価に与える影

響は小さいと考えられる。 

今回のＰＲＡの目的から，評価結果に影響を与え

るものではないと判断するが，米国事例の手法を取

り入れることにより，配管系の影響の程度を正確に

把握することが可能となることから，必要に応じて

モデルの高度化を行っていく必要があると考えて

いる。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（7／9） 

 

別
紙

1
2
－

2
1 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

地
震
レ
ベ
ル
１ 

フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ

評
価 

17 

パワーセンタ及びメタルクラッドスイッチギア

は，リレーチャタリングにより機能喪失する可能

性がある。リレーチャタリングに対する耐力中央

値は，機器本体の電気的機能故障の中央値よりも

低いと思われる。リレーチャタリングの影響を考

慮していない場合，感度解析を推奨する。 

電気・制御機器のフラジリティ評価において使用

している機能維持確認済加速度は，機器本体の機能

喪失のみでなく，リレーチャタリングによる機能喪

失を考慮した加速度であるため，今回の地震ＰＲＡ

は，リレーチャタリングの影響を取込んだ評価とな

っている。このため，感度解析は不要と考える。 

シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
化 

18 

米国の一部の地震ＰＲＡで用いられるＨＲＡ手

法では以下について考慮している。(1) 地震事象

発生後の時間，(2) 運転員操作の場所（制御室内

か制御室外か），(3) 最大加速度に基づく地震過

酷度。東海第二発電所の地震ＰＲＡモデルについ

て計算された人的過誤確率（ＨＥＰ）は，すべて

の地震加速度レベルに対して使用されている。高

い加速度レベルについては異なるＨＥＰを使用す

ることを推奨する。  

今回のＰＲＡでは，評価対象としている全ての地

震加速度（0.16G～ 3.0G）で同じ人的過誤確率を用

いて評価を行っている。高加速度領域においては，

地震による機器損傷により直接炉心損傷に至るシ

ーケンスが支配的となるため，高加速度領域におけ

る人的過誤確率の増加が，評価結果に与える影響は

小さいものと予想される。また，低加速度領域では

人的過誤を含むランダム故障が支配的であるが，地

震が人的過誤に及ぼす影響は小さいと考えられる

ため，人的過誤確率を高めに設定することにより保

守的な評価となると考えられる。なお，今後，安全

性向上評価へ向けて，地震ＰＲＡにおけるＨＲＡ手

法については，国内外の最新知見等を必要に応じて

反映することを検討する。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（8／9） 

 

別
紙

1
2
－

2
2 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

地
震
レ
ベ
ル
１ 

不
確
実
さ
解
析 

19 

東海第二発電所の地震起因のＣＤＦについての

不確実さ解析では，発電所敷地に関するパーセン

タ イ ルハ ザ ー ド 曲 線 に 等 し い 重 み 付 け を し て い

る。不確実さ解析で用いるハザード曲線のフォー

マットは，パーセンタイル曲線ではなくグループ

の重み付けハザード曲線にすべきである。  

不確実さ解析に関しては，今回の評価では既往の

評価を参考にパーセンタイルハザード曲線に等し

い重み付けをして実施している。今回のＰＲＡの目

的から，不確実さ解析を変更する必要はないと考え

るが，安全性向上評価へ向けた今後の評価では，左

記コメントを踏まえ，不確実さ解析に係る国内外の

最新知見等を収集し，必要に応じて反映することを

検討する。 

津
波
レ
ベ
ル
１ 

事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

20 

漂流物の影響は衝突の他に取水構造物の取水ス

クリーンを詰まらせる影響も考えられる。また，

取水スクリーンの閉塞による影響は，より高い年

間頻度で発生する可能性がある。漂流物が取水ス

クリーンを閉塞させる影響を除外できるかどうか

検討することを推奨する。 

大型の漂流物については，海水取水設備を閉塞さ

せることが無いと判断しているが，藻のような小さ

な漂流物による海水取水設備の閉塞事象ついては，

評価方法の具体的な知見がないことから，今後の課

題と考えている。 

また，防潮堤を越流すると，海水取水系が機能喪

失するため，コメントの内容は T.P.＋ 20m 以下の区

分での議論となる。津波ＰＲＡでは，T.P.＋20m 以

下を評価対象外としており，当該区分における海水

取水設備の機能喪失については，内部事象ＰＲＡに

おいて考慮している。 

このため，今回のＰＲＡの目的から，海水取水設

備への漂流物の影響は考慮不要と考えるが，今後は

必要に応じてモデルの高度化を行っていく必要が

あると考えている。 



 

表 3 海外レビューアからのコメント内容及びそのコメントへの対応方針（9／9） 

 

別
紙

1
2
－

2
3 

分類 項目 番号 コメント内容 対応方針 

津
波
レ
ベ
ル
１ 

シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
化 

21 

ＳＳＣの損傷を伴わない津波起因のシナリオに

関して，事故（過渡事象）シーケンスモデルにお

いて考慮する運転員操作のＨＥＰへの津波影響を

評価するため，感度解析を実施することを推奨す

る。  

今回のＰＲＡでは，ＳＳＣの損傷を伴わない津波

については，津波を起因とした事故シーケンスが発

生しないため，津波ＰＲＡ学会標準に従い内部事象

ＰＲＡの評価範囲に含まれるものとして対象外と

している。 

なお，仮に人的過誤への津波影響を考慮した評価

を実施した場合，内部事象ＰＲＡよりも人的過誤確

率を高めに設定しているため，内部事象ＰＲＡの評

価と比較して炉心損傷頻度が増加することが予想

される。ただし，その結果として新たな事故シーケ

ンスは抽出されることはないため，今回のＰＲＡの

目的からベースケースの変更は必要ないと判断し

た。 

なお，今後の評価においては，内部事象ＰＲＡと

比較して人的過誤確率の差異が結果に影響を及ぼ

す影響が大きいと判断した場合には，必要に応じて

モデルの高度化を行っていく必要があると考えて

いる。 

 1 



原子炉格納容器の温度及び圧力に 

関する評価 

付録 2 

本資料のうち，   は営業秘密又は防護上の観点から公開できません。 



目  次 

1. 評価の概要 

(1) はじめに                                  1 

(2) 限界温度・圧力の評価                                  1 

(3) 健全性確認                                   3 

ａ．評価対象                                   3 

ｂ．機能喪失要因                                   5 

ｃ．評価方法                                   6 

ｄ．評価結果の概要                                   10 

 ① 原子炉格納容器本体                                  10 

 ② トップヘッドフランジ                                  11 

 ③ 機器搬入用ハッチ                                  15 

 ④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ                     19 

 ⑤ 所員用エアロック                                  23 

 ⑥ 配管貫通部                                  27 

 ⑦ 電気配線貫通部                                  33 

 ⑧ 原子炉格納容器隔離弁                                  35 

(4) 結論                                  37 

≪別紙≫ 

1. 原子炉格納容器本体 

1.1 評価方針                                  1－1 

1.2 評価結果                                  1－5 



2. トップヘッドフランジ 

2.1 評価方針                                  2－1 

2.2 評価                                  2－5 

2.3 評価結果                                  2－19 

3. 機器搬入用ハッチ 

3.1 評価方針                                  3－1 

3.2 評価                                  3－6 

3.3 評価結果                                  3－22 

4. サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

4.1 評価方針                                  4－1 

4.2 評価                                  4－6 

4.3 評価結果                                  4－23 

5. 所員用エアロック 

5.1 評価方針                                  5－1 

5.2 評価                                  5－8 

5.3 評価結果                                  5－15 

6. 配管貫通部 

6.1 概要                                  6－1 

6.2 配管貫通部（接続配管）                                  6－2 

6.2.1 評価方針                                  6－2 

6.2.2 評価                                  6－3 



6.2.3 評価結果                                  6－5 

6.3 配管貫通部（スリーブ）                                  6－11 

6.3.1 評価方針                                  6－11 

6.3.2 評価                                  6－13 

6.3.3 評価結果                                  6－20 

6.4 配管貫通部（平板類）                                  6－21 

6.4.1 評価方針                                  6－21 

6.4.2 評価                                  6－23 

6.4.3 評価結果                                  6－29 

6.5 配管貫通部（セーフエンド）                                  6－30 

6.5.1 評価方針                                  6－30 

6.5.2 評価                                  6－31 

6.5.3 評価結果                                  6－32 

6.6 配管貫通部（伸縮継手）                                  6－33 

6.6.1 評価方針                                  6－33 

6.6.2 評価                                  6－34 

6.6.3 評価結果                                  6－35 

7. 電気配線貫通部 

7.1 概要                                  7－1 

7.2 電気配線貫通部（アダプタ）                                  7－3 

7.2.1 評価方針                                  7－3 

7.2.2 評価                                  7－3 

7.2.3 評価結果                                  7－5 



7.3 電気配線貫通部（ヘッダ）                                  7－6 

7.3.1 評価方針                                  7－6 

7.3.2 評価                                  7－6 

7.3.3 評価結果                                  7－9 

7.4 電気配線貫通部（モジュール）                                7－11 

7.4.1 評価方針                                  7－11 

7.4.2 評価                                  7－12 

7.4.3 評価結果                                  7－18 

8. 原子炉格納容器隔離弁 

8.1 概要                                  8－1 

8.2 原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁）             8－3 

8.2.1 評価方針                                  8－3 

8.2.2 評価                                  8－4 

8.2.3 評価結果                                  8－4 

8.3 原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁）                       8－6 

8.3.1 評価方針                                  8－6 

8.3.2 評価                                  8－7 

8.3.3 評価結果                                  8－7 

参考資料 1  シール機能維持に対する考え方について 

参考資料 2  改良ＥＰＤＭ製シール材の適用性について 

参考資料 3  改良ＥＰＤＭ製シール材における各試験について 

参考資料 4  改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験について 



参考資料 5  実機フランジ模擬試験の概要について 

参考資料 6   改良ＥＰＤＭ製シール材における実機フランジ模擬試験結果

の適用について 

参考資料 7  改良ＥＰＤＭ製シール材の実機を模擬した小型フランジ試験

について 

参考資料 8   バックアップシール材のシール機能について 

参考資料 9  バックアップシール材塗布による設計影響について 

参考資料 10 トップヘッドフランジ等の開口量評価について 

参考資料 11 経年劣化を考慮したシール機能について 

参考資料 12 化学薬品や核分裂生成物のシール機能への影響について 

参考資料 13 シール材の運転環境（放射線量，温度）の考慮について 

参考資料 14 黒鉛製シール材について 

参考資料 15 試験データの代表性・信頼性について 

参考資料 16 フランジ開口量評価の妥当性について（構造解析との関連性） 

参考資料 17 原子炉格納容器のリーク発生順序及び各部位の裕度について 

参考資料 18 所員用エアロック開口量評価に係る変形支点の変位の影響に

ついて 

参考資料 19 格納容器隔離弁のＳＡ環境下における耐性確認試験の概要に

ついて 

参考資料 20 移動式炉心内計装（ＴＩＰ：Traversing In-core Probe）系

統爆破弁について 

参考資料 21 動的荷重の影響について 

参考資料 22 モデル化している各部位の耐震性について 

参考資料 23 フランジ部の永久変形の評価について 

参考資料 24  原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 



参考資料 25 原子炉格納容器 限界温度・圧力に対する経年劣化の影響につ

いて 

参考資料 26 200℃，2Pd の適用可能時間を過ぎてから用いる限界圧力・温

度について 

参考資料 27  原子炉格納容器貫通部リスト 

参考資料 28 原子炉格納容器に接続される系統の健全性について 



1 

1. 評価の概要 

(1) はじめに 

東海第二発電所の重大事故等対策の有効性評価において，原子炉格納容

器の限界温度・圧力をそれぞれ 200℃，2Pd（0.62MPa[gage]，Pd：最高使

用圧力（0.31MPa[gage]））として評価している。以下にその根拠と妥当性

を示す。 

第 1 表 原子炉格納容器の設計条件と限界温度・圧力の比較 

設計仕様 

（最高使用温度・圧力）

有効性評価で使用する

限界温度・圧力 

温度 171℃※ 200℃ 

圧力 0.31 MPa[gage]（1Pd） 0.62MPa[gage]（2Pd） 

※ ドライウェルの最高使用温度を示す。サプレッション・チェンバの

最高使用温度は 104℃である。 

(2) 限界温度・圧力の評価 

原子炉格納容器の限界温度及び圧力については，重大事故等時において，

原子炉格納容器の機能である放射性物質の閉じ込め機能を確保できること

を条件として設定する。放射性物質の閉じ込め機能を確保するためには，

原子炉格納容器バウンダリを構成する機器である原子炉格納容器本体，ハ

ッチ類，貫通部，隔離弁等が，重大事故等時において著しい損傷が生じる

ことなく，気密性を確保することが必要である。 

重大事故等時の原子炉格納容器閉じ込め機能については，下記の既往研

究で得られた知見に加え，福島第一原子力発電所事故では原子炉格納容器
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の閉じ込め機能が喪失し，放射性物質の放出につながった可能性が高いこ

とから，これまでの福島第一原子力発電所の事故の分析，評価によって得

られている知見を考慮して，原子炉格納容器バウンダリを構成する機器の

機能が健全に維持できることが確認できる条件を設定する。 

これらを踏まえ，有効性評価における重大事故等時の原子炉格納容器の

限界温度・圧力をそれぞれ 200℃，2Pd と設定していることに対し，既往研

究の成果，解析評価及び福島第一原子力発電所の事故の知見等により妥当

性を確認するものである。 

【既往研究】 

ａ．財団法人原子力発電技術機構「重要構造物安全評価（原子炉格納容

器信頼性実証事業）に関する総括報告書（平成 15 年 3 月）」（以下「Ｎ

ＵＰＥＣ試験」という。） 

ｂ．電力共同研究「格納容器電気ペネトレーションの特性確認試験（昭

和 62 年度）」（以下「電気ペネ共研」という。） 

上記の既往研究では，事故時の放射性物質の閉じ込め機能確保の観点か

ら，「構造健全性」，「シール部の機能維持」に着目した破損モードを抽出し，

評価対象部位を選定して健全性評価をしており，200℃，2Pd に対して，原

子炉格納容器の健全性が確保される知見を得ている。 

具体的に，既往研究「ａ．ＮＵＰＥＣ試験」では，鋼製格納容器ハッチ

部のボルト締付部について，ハッチ部のシール機能喪失挙動の把握及び機

能喪失に関する裕度を確認するため，実機ハッチ部分を模擬したハッチモ

デル試験を行っている。また，電気配線貫通部モジュールを対象として，

200℃，0.8MPa における気密性の確認と漏えいが発生する温度・圧力条件
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の確認試験を行っている。 

既往研究「ｂ．電気ペネ共研」では，電気配線貫通部モジュールについ

て，実機の電気配線貫通部の構造を反映した試験体を用い，ＬＯＣＡ時の

圧力，温度条件を超える条件下で気密性能について検証を行い，シール部

の健全性確認を行っている。 

(3) 健全性確認 

ａ．評価対象 

放射性物質の閉じ込め機能を確保するためには，200℃，2Pd の環境下で

原子炉格納容器本体及び開口部等の構造健全性を確認する必要がある。 

さらに，福島第一原子力発電所事故において，原子炉格納容器からの漏

えい要因の一つとして推定されている原子炉格納容器に設置されるトップ

ヘッドフランジ部，ハッチフランジ部，電気配線貫通部等のシール部につ

いても，200℃，2Pd の環境下での機能維持を確認する必要がある。 

このことから，原子炉格納容器本体のほかに，200℃，2Pd の環境下で原

子炉格納容器の変位荷重等の影響により，構造上，リークパスになる可能

性がある開口部及び貫通部の構成品，また，ガスケットの劣化及びシート

部の開口に伴いリークパスになる可能性があるシール部が評価対象となり，

以下の原子炉格納容器バウンダリ構成部を評価する。なお，第 1 図に原子

炉格納容器バウンダリ構成部の概要を示す。 

① 原子炉格納容器本体 

② トップヘッドフランジ 

③ 機器搬入用ハッチ 

④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 
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⑤ 所員用エアロック 

⑥ 配管貫通部 

・接続配管 

・スリーブ 

・平板類※，セーフエンド，伸縮継手 

※ 平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板，フルードヘッド 

⑦ 電気配線貫通部 

・アダプタ，ヘッダ，モジュール 

⑧ 原子炉格納容器隔離弁 

④ サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ

① 原子炉格納容器本体
（トップヘッド）

① 原子炉格納容器本体
（サプレッション・チェンバ）

② トップヘッドフランジ

⑤ 所員用エアロック

⑥ 配管貫通部⑦ 電気配線貫通部

③ 機器搬入用ハッチ

⑧ 原子炉格納容器隔離弁

： 原子炉格納容器バウンダリ

①原子炉格納容器本体
（ドライウェル）

第 1 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部の概要図 
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ｂ．機能喪失要因 

原子炉格納容器バウンダリを構成する各設備の重大事故等時における放

射性物質の閉じ込め機能喪失の要因（以下「機能喪失要因」という。）とし

て，原子炉格納容器内の温度，圧力条件や原子炉格納容器本体の変形に伴

い，第 2 表に示す要因が想定される。 

第 2 表 評価対象における機能喪失要因 

評価対象 
機能喪失要因 

構造部 シール部 

①原子炉格納容器本体 

（トップヘッド，ドライウェ

ル，サプレッション・チェンバ）

一般構造部 延性破壊 － 

構造不連続部 延性破壊 － 

②トップヘッドフランジ フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

③機器搬入用ハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

④サプレッション・チェンバ 

アクセスハッチ 

円筒胴 延性破壊 － 

鏡板 延性破壊 － 

フランジ部 延性破壊 開口，シール材劣化

⑤所員用エアロック 

円筒胴，隔壁 延性破壊 － 

扉板 － 開口，シール材劣化

シール部（扉以外） － シール材劣化 

⑥配管貫通部 

接続配管 延性破壊 － 

スリーブ 

（本体・取付部） 
延性破壊 － 

平板類 延性破壊 開口，シール材劣化

セーフエンド 延性破壊 － 

伸縮継手 疲労破壊 － 

⑦電気配線貫通部 

アダプタ 延性破壊 － 

ヘッダ 延性破壊 － 

モジュール － シール材劣化 

⑧原子炉格納容器隔離弁 
耐圧部（弁箱） 延性破壊 － 

シール部 － シール材劣化 
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ｃ．評価方法 

構造健全性及びシール部の機能維持について，各設備に対し放射性物質

の閉じ込め機能を確保できる判断基準を設定し，以下のいずれかの方法に

より評価し，200℃，2Pd の環境下での健全性及び機能維持を確認する。 

(a) 「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追

補版含む。））ＪＳＭＥ S NC1-2005／2007）」（以下「設計・建設規

格」という。）又は既工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）

等に準拠した評価 

(b) 設計・建設規格の準用等による評価 

(c) 既往研究又は解析結果等を活用した評価 

評価方法による評価対象機器の分類を第 2 図に，評価対象機器の分類及

び評価内容を第 3 表に示す。 
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第 2 図 評価方法による評価対象機器の分類 

評価対象機器の選定 

・原子炉格納容器本体 
 一般構造部，構造不連続部 
・トップヘッドフランジ 
 フランジ部 
・機器搬入用ハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・サプレッション・チェンバアクセスハッチ 
 円筒胴，鏡板，フランジ部 
・所員用エアロック 
 円筒胴，隔壁，扉板，シール部 
・配管貫通部 
 接続配管，スリーブ，平板類，セーフエンド，伸縮継手 
・電気配線貫通部 
 アダプタ，ヘッダ，モジュール 
・原子炉格納容器隔離弁 
 耐圧部（弁箱），シール部 

既往研究又は解析結果等を活用した評
価により確認 

第 3 表の評価方法(a)参照 

シール部（試験結果等を用いた評価） 

第 3 表の評価方法(b)参照 

機能喪失要因の抽出と評価方法の設定 

設計・建設規格又は既
工事計画認可申請書等
に準拠した評価により
確認できる 

設計・建設規格の準用等による評価により
確認 

構造部（規格を用いた評価） 

Yes 

第 3 表の評価方法(c)参照 

No 



第 3 表 評価対象の分類及び評価内容（1／2） 

評価対象 
想定される 

機能喪失要因 
評価方法

※１ 評価方法の概要 判定基準 

原
子
炉
格
納
容
器
本
体

一般構造部，構造
不連続部 

延性破壊 
（一般構造部） 

(b) 原子炉格納容器本体の一般構造部について，設計・建設規格の評価式を準用し，200℃にお
ける 2／3Su 値が発生するときの許容圧力を算出（簡易手法）※２

0.62MPa[gage](2Pd)以上 
0.62MPa[gage](2Pd)+SA 時

の水頭圧以上 

(b) 既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用し，2／3Su 値（200℃）に相
当する許容応力を評価 

許容応力以下 

延性破壊 
（構造不連続部） 

(b) 既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用し，Su 値（200℃）に相当す
る許容応力を評価 

（原子炉格納容器基部について，念のため疲労累積係数を評価） 

許容応力以下 
（疲労累積係数 1 以下） 

ハ
ッ
チ
類

トップヘッドフラ
ンジ 

延性破壊 
（フランジ，ボルト）

(a) フランジについて，設計・建設規格の評価式に準拠し，200℃，2Pd における応力を評価 
締付けボルトについて，既工認で実績のある評価に基づき発生応力を評価 

許容応力以下 

開口，高温劣化 
（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき
評価を実施 

シール部が健全であること 

機器搬入用ハッチ 延性破壊 
（円筒胴，鏡板，フラ

ンジ，ボルト） 

(b) 既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用し，Su 値（200℃）に相当す
る許容応力を評価 

許容応力以下 

(b) 円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当
する許容圧力を評価※２

0.62MPa[gage](2Pd)以上 

(a) 締付けボルトについて，既工認で実績のある評価に基づき発生応力を評価 許容応力以下 

開口，高温劣化 
（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき
評価を実施 

シール部が健全であること 

サプレッション・

チェンバアクセス
ハッチ 

延性破壊 

（円筒胴，鏡板，フラ
ンジ，ボルト） 

(b) 既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用し，Su 値（200℃）に相当す

る許容応力を評価 

許容応力以下 

(b) 円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当

する許容圧力を評価※２

0.62MPa[gage](2Pd)+SA 時

の水頭圧以上 

(a) 締付けボルトについて，既工認で実績のある評価に基づき発生応力を評価 許容応力以下 

開口，高温劣化 

（シール部） 

(c) 有限要素法を用いた弾塑性解析結果による開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき

評価を実施 

シール部が健全であること 

所員用エアロック 延性破壊 
（円筒胴） 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

延性破壊 
（隔壁） 

(b) 既工認の評価値を準用し，Su 値（200℃）に相当する許容応力を評価 許容応力以下 

開口，高温劣化 
（扉板シール部） 

(b) 機械工学便覧のはりのたわみ計算式を用いた開口量評価及びガスケットの試験結果に基づ
き評価を実施 

シール部が健全であること 

開口，高温劣化 
（その他シール部） 

(c) シール材について，ガスケットの試験結果及び材料特性により耐性を評価 シール部が健全であること 
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第 3 表 評価対象の分類及び評価内容（2／2） 

評価対象 
想定される 

機能喪失要因 
評価方法

※1 評価方法の概要 判定基準 

配

管
貫
通

部 

接続配管 延性破壊 (a) 代表配管について，設計・建設規格の評価式に準拠し，配管本体の自重，圧力及び原子炉
格納容器変位に伴う荷重を考慮した発生応力を評価 

許容応力以下 
（疲労累積係数 1 以下） 

スリーブ 延性破壊 

（スリーブ本体） 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

延性破壊 

（スリーブ取付部） 

(b) 原子炉格納容器の自重及び内圧に加え，接続配管の自重及び原子炉格納容器変位に伴う荷

重を考慮して，既工認と同様の手法で発生応力を評価 

許容応力以下 

平板類 延性破壊 
（ボルト締め平板） 

(b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

延性破壊 
（フランジ，ボルト）

(b) 設計・建設規格を適用し，ＪＩＳ B 8265 に基づいて 200℃，2Pd におけるフランジの発生
応力及びボルトの必要総有効断面積を評価 

許容応力以下 
総有効断面積以下 

開口，高温劣化 
（シール部） 

(b) 文献の理論式を用いて 200℃，2Pd における開口量評価及びガスケットの試験結果に基づき
評価を実施 

シール部が健全であること 

セーフエンド 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

伸縮継手 疲労破壊 (a) 設計・建設規格の評価式を準拠し，低サイクル疲労に対する疲労累積係数を評価 疲労累積係数 1 以下 

電
気
配
線

貫
通
部

アダプタ 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

ヘッダ 延性破壊 (b) 設計・建設規格の評価式を準用し，2／3Su 値（200℃）に相当する許容圧力を評価※２ 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

モジュール 高温劣化 
（シール部） 

(c) 電気ペネ共研，ＮＵＰＥＣ試験等の結果により，200℃，2Pd における耐漏えい性を評価 設計漏えい量以下 

原
子
炉
格
納

容
器
隔
離
弁

不活性ガス系 
バタフライ弁 

延性破壊 (a) レーティング設計（圧力クラス 1.03MPa）の 200℃における許容圧力により評価 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

高温劣化 
（シール部） 

(c) 実機を模擬した漏えい確認試験（200℃，2Pd 以上）により評価 設計漏えい量以下 

ＴＩＰボール弁 延性破壊 (a) レーティング設計（圧力クラス 1.03MPa）の 200℃における許容圧力により評価 0.62MPa[gage](2Pd)以上 

高温劣化 
（シール部） 

(c) シール材について，ガスケットの試験結果より耐性を評価 シール部が健全であること 

※1 (a) 設計・建設規格又は既工認等に準拠した評価 

(b) 設計・建設規格の準用等による評価 

(c) 既往研究及び解析結果等を活用した評価 

※2 設計・建設規格における必要な厚さを求める式により許容圧力を算出 
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ｄ．評価結果の概要 

① 原子炉格納容器本体 

原子炉格納容器は，円錐フラスタム形のドライウェル，円筒形のサプ

レッション・チェンバから構成されている。 

原子炉格納容器本体の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り

返し荷重が作用しないこと，圧縮力が原子炉格納容器本体に生じないこ

とから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができ

る。 

したがって，原子炉格納容器本体の機能喪失要因は，高温状態での内

圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，下記のとおり 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

原子炉格納容器の一般構造部について，既工認と同様の評価手法であ

る設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準用し，許容圧力の評

価を行い，許容圧力が 2Pd 又は「2Pd＋ＳＡ時の水頭圧」を上回ることを

確認した。 

また，原子炉格納容器本体の一般構造部及び構造不連続部について，

既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用し，原子炉

格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応力評価を行

い，発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB-3110-1 において，延性破壊評価

は一次応力の評価を実施することになっている。設計・建設規格におけ

る一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度ごとに材料試験（引張
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試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設定された設計引張強

さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたものである（設計・建設規格 

解説 GNR-2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超過

する原子炉格納容器本体の構造健全性を確認するものであるため，上記

割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次一般局部

膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，

原子炉格納容器本体に発生する応力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下

であれば，延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉

じ込め機能）を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建

設規格 解説 PVB-3111 に示されるように，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの

許容値と同等である。なお，耐圧機能維持の観点から，安全評価上の仮

定（原子炉冷却材喪失事故を想定）に保証を与える目的で応力評価を行

う設計・建設規格の供用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基

に，弾性計算により塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全余

裕を考慮して規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su

に到達すると直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されて

いるが，後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力

があり直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 

② トップヘッドフランジ 

トップヘッドフランジは，原子炉格納容器の上蓋フランジであり，締

付ボルトで固定される構造である。また，フランジ間のシールにはガス

ケットを使用している。フランジにはシール溝が二重に配置されており，

原子炉格納容器内側・外側のそれぞれのシール溝にガスケットを取り付
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ける二重シール構造になっている。 

トップヘッドフランジの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破

壊，疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り

返し荷重が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と

考えることができる。 

したがって，トップヘッドフランジの機能喪失要因は，原子炉格納容

器内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形

及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，下記のとおり 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

・本体 

トップヘッドフランジにおける構造健全性評価として，フランジ

部について，既工認と同様の評価手法である設計・建設規格の評価

手法に準拠し，一次応力評価を行い，発生応力が許容応力以下であ

ることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB-3110-1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の

種類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，

国内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮

して設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR-2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を

超過するトップヘッドフランジ部の限界温度及び許容圧力の妥当性

を確認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強
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さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）

には 1.0 とした評価を行う。すなわち，トップヘッドフランジに発

生する応力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊

には至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB-3111 に示すよ

うに，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐

圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故

を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供

用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算によ

り塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して

定めたものであり，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と

規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達する

と直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，

後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があ

り直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 

・シール機能 

・フランジ固定部の強度 

トップヘッドフランジのシール機能維持について，構造健全性

の確認のために，フランジ固定部の締付ボルトの強度評価及びフ

ランジの開口評価を行った。 

締付ボルトについて，原子炉格納容器限界温度，圧力（200℃，

2Pd）における強度評価を，既工認の強度計算をベースに実施した。

評価の結果，許容応力以下であることから，締付ボルトは 200℃，
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2Pd において健全であることを確認した。 

また，原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時における

フランジ開口量を評価するために，ＦＥＭ解析を用いてトップヘ

ッドフランジ部における開口量を評価した。その結果，2Pd にお

ける開口量は，内側ガスケット部及び外側ガスケット部において

許容開口量以下であることを確認した。 

・シール材 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用して

いるが，福島第一原子力発電所事故で当該シール材が事故環境に

曝されて劣化した可能性があることも踏まえ，より事故環境での

性能特性に優れた改良ＥＰＤＭ製（ＥＰＤＭはエチレンプロピレ

ンゴムを示す。）のシール材に変更する。本評価では，改良ＥＰＤ

Ｍ製シール材について事故時の原子炉格納容器内環境でのシール

材劣化特性を考慮してシール機能を評価した。その結果，200℃，

2Pd の環境下において，少なくとも 7 日間の健全性が確保される

ことを確認した。なお，更なる安全性の向上のため，高温蒸気曝

露で劣化が進む特性を持つシール材を補強するために，更に高温

蒸気に耐えられるバックアップシール材を追加塗布し，フランジ

シール部の重大事故等時における閉じ込め機能の健全性を確保す

る。 

以上の評価結果から，トップヘッドフランジの耐性は，シール材

の耐力が支配的となる。シール材が高温環境下で劣化することによ

り，放射性物質の閉じ込め機能を喪失する可能性については，福島



15 

第一原子力発電所の事故の分析からも確認されており，福島第一原

子力発電所事故の経験と分析を踏まえ，高温環境下における耐性を

強化した改良ＥＰＤＭ製シール材を用いることにより，機能を向上

させる。 

シール材の機能確保に関しては，温度・圧力が低下するほど，漏

えい，破損に対する裕度が増加することから，有効性評価に用いて

いる原子炉格納容器の限界温度・圧力の条件である 200℃，2Pd は，

機器や材料が有する耐力に対して裕度を確保した設定であると考え

る。 

このことから，トップヘッドフランジについて，原子炉格納容器の限

界温度・圧力の 200℃，2Pd は，機器や材料が有する耐力に対して裕度を

確保した設定であり，妥当である。 

③ 機器搬入用ハッチ 

機器搬入用ハッチは，フランジ付きの円筒胴が原子炉格納容器の貫通

部に溶接固定され，この円筒胴のフランジに鏡板フランジをボルト固定

しており，フランジ間のシールにはガスケットを使用している。フラン

ジにはシール溝が二重に配置されており，原子炉格納容器内側・外側の

それぞれのシール溝にガスケットを取り付ける二重シール構造になって

いる。 

機器搬入用ハッチの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd

を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が

作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と考えること
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ができる。 

したがって，機器搬入用ハッチの機能喪失要因は，原子炉格納容器内

圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形及び

シール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，下記のとおり 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

・本体 

機器搬入用ハッチにおける構造健全性評価として，機器搬入用ハ

ッチの取付部について，既工認にて認可された圧力及び自重を考慮

した応力値を準用し，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力

2Pd の条件における応力評価を行い，発生応力が許容応力以下であ

ることを確認した。 

また，機器搬入用ハッチの部材において内圧による荷重を受け止

める部位のうち円筒胴及び鏡板について，設計・建設規格に示され

る円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さの評価式を準用し，許容

圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破

壊評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の

種類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，

国内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮

して設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を

超過する機器搬入用ハッチの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認

するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）に
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は 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0

とした評価を行う。すなわち，機器搬入用ハッチに発生する応力が，

Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構

造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると

考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよ

うに，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐

圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故

を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供

用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算によ

り塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して

定めたものであり，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と

規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達する

と直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，

後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があ

り直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 

・シール機能 

・フランジ固定部 

機器搬入用ハッチのシール機能維持について，構造健全性確認

のために，フランジ固定部の締付ボルトの強度評価及びフランジ

の開口評価を行った。 

締付ボルトについて，原子炉格納容器限界温度，圧力（200℃，

2Pd）における強度評価を，既工認の強度計算をベースに実施した。

評価の結果，許容応力以下であることから，締付ボルトは 200℃，
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2Pd において健全であることを確認した。 

また，原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時における

フランジ開口量を評価するために，ＦＥＭ解析を用いて機器搬入

用ハッチフランジ部における開口量を評価した。その結果，2Pd

における開口量は，内側ガスケット部及び外側ガスケット部にお

いて許容開口量以下であることを確認した。 

・シール材 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用して

いるが，福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性がある

ことも踏まえ，より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシール材

に変更する。本評価では，改良ＥＰＤＭ製シール材について事故

時の原子炉格納容器内環境でのシール材劣化特性を考慮してシー

ル機能を評価した。その結果，200℃，2Pd の環境下において，少

なくとも 7 日間の健全性が確保されることを確認した。なお，更

なる安全性の向上のため，高温環境下で劣化が進む特性を持つシ

ール材を補強するために，更に高温環境下で耐えられるバックア

ップシール材を追加塗布し，フランジシール部の重大事故等時に

おける閉じ込め機能の健全性を確保する。 

以上の評価結果から，機器搬入用ハッチの耐性は，シール材の耐

力が支配的となる。シール材が高温環境下で劣化することにより，

放射性物質の閉じ込め機能を喪失する可能性については，福島第一

原子力発電所事故の分析からも確認されており，福島第一原子力発

電所事故の経験と分析を踏まえ，高温環境下における耐性を強化し
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た改良ＥＰＤＭ製シール材を用いることにより，機能を向上させる。 

シール材の機能確保に関しては，温度・圧力が低下するほど，漏

えい，破損に対する裕度が増加することから，有効性評価に用いて

いる原子炉格納容器の限界温度・圧力の条件である 200℃，2Pd は，

機器や材料が有する耐力に対して裕度を確保した設定であると考え

る。 

このことから，機器搬入用ハッチについて，原子炉格納容器の限界温

度・圧力の 200℃，2Pd は，機器や材料が有する耐力に対して裕度を確保

した設定であり，妥当である。 

④ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

サプレッション・チェンバアクセスハッチは，フランジ付きの円筒胴

が原子炉格納容器の貫通部に溶接固定され，この円筒胴のフランジに鏡

板フランジをボルト固定しており，フランジ間のシールにはガスケット

を使用している。フランジにはシール溝が二重に配置されており，原子

炉格納容器内側・外側のそれぞれのシール溝にガスケットを取り付ける

二重シール構造になっている。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの設計時に考慮される機能

喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評

価条件である 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度

域でないこと，繰り返し荷重が作用しないことから，脆性破壊及び疲労

破壊は評価対象外と考えることができる。 

したがって，サプレッション・チェンバアクセスハッチの機能喪失要

因は，原子炉格納容器内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，
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フランジ部の変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考

えられる。 

このため，下記のとおり 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

・本体 

サプレッション・チェンバアクセスハッチにおける構造健全性評

価として，サプレッション・チェンバアクセスハッチの取付部につ

いて，既工認にて認可された圧力及び自重を考慮した応力値を準用

し，原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件におけ

る応力評価を行い，発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

また，サプレッション・チェンバアクセスハッチの部材において

内圧による荷重を受け止める部位のうち円筒胴及び鏡板について，

設計・建設規格に示される円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さ

の評価式を準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd＋ＳＡ

時水頭圧を上回ることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破

壊評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の

種類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，

国内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮

して設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を

超過するサプレッション・チェンバアクセスハッチの限界温度及び

許容圧力の妥当性を確認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ

（一次一般膜応力強さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋
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一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，サプレ

ッション・チェンバアクセスハッチに発生する応力が，Pｍが 2／3Su，

PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機

能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよ

うに，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐

圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故

を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供

用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算によ

り塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して

定めたものであり，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と

規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達する

と直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，

後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があ

り直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 

・シール機能 

・フランジ固定部 

サプレッション・チェンバアクセスハッチのシール機能維持に

ついて，構造健全性確認のために，フランジ固定部の締付ボルト

の強度評価及びフランジの開口評価を行った。 

締付ボルトについて，原子炉格納容器限界温度，圧力（200℃，

2Pd）における強度評価を，既工認の強度計算をベースに実施した。

評価の結果，いずれも許容応力以下であることから，締付ボルト

は 200℃，2Pd において健全であることを確認した。 
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また，原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時における

フランジ開口量を評価するために，ＦＥＭ解析を用いてサプレッ

ション・チェンバアクセスハッチフランジ部における開口量を評

価した。その結果，2Pd における開口量は，内側ガスケット部及

び外側ガスケット部において許容開口量以下であることを確認し

た。 

・シール材 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用して

いるが，福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性がある

ことも踏まえ，より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシール材

に変更する。本評価では，改良ＥＰＤＭ製シール材について事故

時の原子炉格納容器内環境でのシール材劣化特性を考慮してシー

ル機能を評価した。その結果，200℃，2Pd の環境下において，少

なくとも 7 日間の健全性が確保されることを確認した。 

以上の評価結果から，サプレッション・チェンバアクセスハッチ

の耐性は，シール材の耐力が支配的となる。シール材が高温環境下

で劣化することにより，放射性物質の閉じ込め機能を喪失する可能

性については，福島第一原子力発電所事故の分析からも確認されて

おり，福島第一原子力発電所事故の経験と分析を踏まえ，高温環境

下における耐性を強化した改良ＥＰＤＭ製シール材を用いることに

より，機能を向上させる。 

シール材の機能確保に関しては，温度・圧力が低下するほど，漏

えい，破損に対する裕度が増加することから，有効性評価に用いて



23 

いる原子炉格納容器の限界温度・圧力の条件である 200℃，2Pd は，

機器や材料が有する耐力に対して裕度を確保した設定であると考え

る。 

このことから，サプレッション・チェンバアクセスハッチについて，

原子炉格納容器の限界温度・圧力の 200℃，2Pd は，機器や材料が有する

耐力に対して裕度を確保した設定であり，妥当である。 

⑤ 所員用エアロック 

所員用エアロックは，円筒胴が原子炉格納容器の貫通部に溶接固定さ

れており，円筒胴の両端に平板（隔壁）を溶接し，人が出入りできる開

口部を設けている。この開口部に枠板（隔壁）を溶接し，枠板の前面を

開閉扉で塞ぐ構造である。枠板の前面と扉間のシールにはシリコンゴム

のガスケットを使用している。なお，トップヘッドフランジやハッチ類

と異なり，原子炉格納容器加圧時は所員用エアロック扉が支持部に押し

つけられる構造となっているため，扉板が開くことはない。 

また，隔壁には扉開閉ハンドル軸等が貫通しており，シール材を使用

している。 

所員用エアロックの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り

返し荷重が作用しないこと，有意な圧縮力が所員用エアロックに生じな

いことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることが

でき，高温状態で原子炉格納容器内圧を受けることによる，過度な塑性

変形に伴う延性破壊が機能喪失要因として想定される。そのため，所員
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用エアロック本体の塑性変形に伴う延性破壊，また，扉の変形及びシー

ル材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，下記のとおり 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

・本体 

所員用エアロックにおける構造健全性評価として，所員用エアロ

ックにおいて内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴につ

いて，既工認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必

要厚さの評価式を準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd

を上回ることを確認した。 

また，隔壁の構造健全性を確認するため，既工認において最も厳

しい応力点を代表評価点として，既工認の評価値を準用し，原子炉

格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応力評価

を行い，発生応力が許容応力以下であることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破

壊評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の

種類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに

国内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮

して設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を

超過する所員用エアロックの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認

するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）に

は 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0

とした評価を行う。すなわち，所員用エアロックに発生する応力が，
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Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構

造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると

考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよ

うに，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐

圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故

を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供

用状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算によ

り塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して

定めたものであり，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と

規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達する

と直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，

後者は，断面表面が Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があ

り直ちに破損には至らないため割下げ率は 1.0 としている。 

・シール機能 

・扉 

所員用エアロック扉閉止時は，扉は原子炉格納容器内圧により

扉板が支持部に押付けられる構造であり，圧力により扉板が開く

ことはない。しかし，内圧が負荷される面積が大きいことから，

てこの原理でガスケット部の微小な開口が予想されるため，圧力

による開口量を理論式に基づき評価した。 

扉に用いられているシール材は，従来はシリコンゴムを使用し

ているが，福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性があ

ることも踏まえ，より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシール
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材に変更する。本評価では，改良ＥＰＤＭ製シール材について事

故時の原子炉格納容器内環境でのシール材劣化特性を考慮してシ

ール機能を評価した。その結果，200℃，2Pd の環境下において，

少なくとも 7 日間の健全性が確保されることを確認した。 

・シール材 

扉のシリコンゴムのガスケット以外に所員用エアロックの扉板

貫通部に使用しているシール材は以下のとおりである。 

①扉開閉ハンドル貫通部Ｏリング･･･ふっ素ゴム 

②電線管貫通部･･･････････････････ふっ素樹脂 

③均圧配管･･･････････････････････非石綿系シートガスケット 

④均圧弁･････････････････････････ふっ素樹脂 

扉開閉ハンドル貫通部Ｏリングに使われているシール材（ふっ

素ゴム）及び均圧配管に使われているシール材（非石綿系シート

ガスケット）は，重大事故環境下の放射線による影響で，シール

機能が低下することが考えられるため，より耐環境性に優れた改

良ＥＰＤＭ製のシール材に変更する。 

電線管貫通部に使われているシール材（ふっ素樹脂）は，重大

事故環境下の放射線による影響で，シール機能が低下することが

考えられるため，より耐環境性に優れた膨張黒鉛のシール材に変

更する。 

均圧弁に使われているシール材（ふっ素樹脂）は，重大事故環

境下の放射線による影響で，シール機能が低下することが考えら
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れるため，より耐環境性に優れたＰＥＥＫ材のシール材に変更す

る。 

⑥ 配管貫通部 

・接続配管 

接続配管に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，座屈

及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件

を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，圧縮力が接続配管に生じないことから，脆性破壊，

疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，接続配管の機能喪失要因は，原子炉格納容器の変形に

より生じる過度な曲げ荷重に伴う延性破壊が想定される。ここで，貫

通配管に加えられる曲げ荷重は二次応力に分類されることから，自重

等の一次応力と併せて，一次＋二次応力が許容値を満足することを確

認する。 

このため，配管に発生する反力及びモーメントが最大となる貫通部

を代表として選定し，当該配管について，３次元梁モデルを用いた弾

性解析にて自重，圧力及び原子炉格納容器変位に伴う荷重を考慮した

評価を行い，発生応力が許容応力を下回ることを確認した。 

・スリーブ 

スリーブ本体及び取付部の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆

性破壊，疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件

である 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域で

ないこと，繰り返し荷重が作用しないこと，圧縮力がスリーブに生じ
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ないことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えるこ

とができる。 

したがって，スリーブの機能喪失要因は，高温状態で内圧による過

度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

スリーブ本体に発生する応力が大きいと考えられる配管厚さと口径

の比が最も小さくなる貫通部を代表として選定し，既工認と同様の評

価手法である設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準用し，

許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを確認した。 

また，スリーブ取付部については，接続配管の選定と同様，接続配

管の第１拘束点までの距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，

変位による反力及びモーメントが最大となる貫通部を代表として選定

し，当該貫通部の接続配管解析の結果で得られた配管反力に基づき，

原子炉格納容器本体も含めたスリーブ取付部について，既工認と同様

の評価手法で自重，圧力及び原子炉格納容器変位に伴う荷重を考慮し

た評価を行い，発生応力が許容応力を下回ることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種

類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに国内

Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設

定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過するスリーブ本体及び取付部の限界温度及び許容圧力の妥当性を確

認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）に

は 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0
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とした評価を行う。すなわち，スリーブ本体及び取付部に発生する応

力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，

構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると

考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）

に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの

許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 

・平板類 

平板類のうち，平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及び

フルードヘッドは，スリーブまたはセーフエンドに溶接固定されてい

る。また，フランジ部は，ボルトにより固定されており，フランジ間

のシール部には，ガスケットを使用している。 

平板類の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊

及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件

を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と考える
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ことができる。 

したがって，平板類の機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過

度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形及びシール材

の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

平板類は，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による

発生応力が大きくなる最大径の貫通部代表として選定し，下記のとお

り 200℃，2Pd の環境下での健全性を確認した。 

・本体 

ボルト締め平板について，既工認と同様の評価手法である設

計・建設規格に示される必要厚さの評価式を用いて許容圧力が

2Pd を上回ることを確認した。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性

破壊評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料

の種類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をも

とに国内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率

を考慮して設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐

2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力

を超過するボルト締め平板の限界温度及び許容圧力の妥当性を確

認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）

には 1.5 とした評価を行う。すなわち，ボルト締め平板に発生す

る応力が，Pｍが 2／3Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構

造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できる
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と考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示す

ように，供用状態Ｄの Pｍの許容値と同等である。なお，耐圧機能

維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想

定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用

状態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算によ

り塑性不安定現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮し

て定めたものであり，Pｍは 2／3Su と規定されている。Pｍは，膜

応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至るため

割下げ率 1.5 を考慮して規定されている。 

・シール機能 

・フランジ固定部の強度 

ボルト締め平板のシール機能維持について，構造健全性の確

認のために，フランジ固定部のフランジ強度評価及び締付ボル

トの有効断面積評価並びにフランジの開口評価を行った。 

フランジ部について，ＪＩＳ B 8265「圧力容器の構造－一般

事項」を用いて，2Pd におけるフランジの発生応力が許容応力

を下回ること及びボルトの必要総有効断面積がボルトの総有効

断面積を下回ることを確認した。 

また，原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけ

るフランジ開口量を評価するために，文献の理論式を用いてボ

ルト締めフランジ部における開口量を評価した。その結果，2Pd

における開口量は，許容開口量以下であることを確認した。 
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・シール材 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用し

ているが，福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性が

あることも踏まえ，より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシ

ール材に変更する。本評価では，改良ＥＰＤＭ製シール材につ

いて事故時の原子炉格納容器内環境でのシール材劣化特性を考

慮してシール機能を評価した。その結果，200℃，2Pd の環境下

において，少なくとも 7 日間の健全性が確保されることを確認

した。 

・セーフエンド 

セーフエンドは，伸縮継手付貫通部に用いられる短管で，スリーブ

及び伸縮継手等に溶接固定されている。 

セーフエンドの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲

労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰

り返し荷重が作用しないこと，圧縮力がセーフエンドに生じないこと

から，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができ

る。 

したがって，セーフエンドの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受

け，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

セーフエンドは，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧

による発生応力が大きくなるため，最大口径の貫通部を代表として選

定し，既工認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要

厚さの評価式を準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上
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回ることを確認した。 

・伸縮継手 

伸縮継手は，配管貫通部に用いられる伸縮継手であり，セーフエン

ドに溶接固定されている。 

伸縮継手の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊及び疲労

破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考慮

した場合，脆性破壊が生じる温度域でないことから，脆性破壊は評価

対象外と考えることができる。 

したがって，伸縮継手の機能喪失要因は，通常運転時に累積される

低サイクル疲労に加えて重大事故時に累積される低サイクル疲労によ

る疲労破壊が想定される。 

200℃，2Pd での伸縮継手の構造部における健全性評価として，既工

認で通常運転時の疲労累積係数が最も大きい貫通部の伸縮継手を代表

として選定し，設計・建設規格に示される伸縮継手の疲労評価の式を

用いて疲労累積係数を算出し，許容値以下であることを確認した。 

⑦ 電気配線貫通部 

・アダプタ 

アダプタの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破

壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰

り返し荷重が作用しないこと，過度の圧縮力がアダプタに生じないこ

とから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることがで

きる。 
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したがって，アダプタの機能喪失要因は，高温状態での内圧による

過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

アダプタについて，設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を

準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを確認

した。 

・ヘッダ 

ヘッダの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd

の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないこと，過度の圧縮力がヘッダに生じないことから，

脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，ヘッダの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過

度な塑性変形による延性破壊が想定される。 

ヘッダについて，設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準

用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを確認し

た。 

・モジュール 

モジュールのシール材には，ＥＰゴム及びエポキシ樹脂を使用して

いるため，高温劣化によるシール機能の低下が想定される。 

モジュールのシール材については，電気ペネ共研において，実機電

気配線貫通部と同等の試験体を用い，原子炉格納容器内側の電気配線

貫通部端子箱部分の環境条件を 200℃，約 2.6Pd（約 0.8MPa[gage]）

とした条件下におけるモジュール部シール材の耐漏えい性を確認して
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いる。 

また，過去の電気配線貫通部の環境試験において，原子炉格納容器

内を 200℃と模擬した試験を行い，電気配線貫通部の長期健全性を確

認している。 

さらに，ＮＵＰＥＣ試験において，実機電気配線貫通部モジュール

と同等のモジュール試験体を用い，シール材からの漏えい限界圧力・

温度の把握を行っている。この評価では，最大 3.2Pd（1.0MPa[gage]），

約 260℃までの耐漏えい性を確認している。 

したがって，電気配線貫通部については，有効性評価における限界

温度・圧力としている 200℃，2Pd 条件下でのシール機能を確認した。 

⑧ 原子炉格納容器隔離弁 

原子炉格納容器隔離弁のうち不活性ガス系バタフライ弁及び移動式炉

心内計装（Traversing In-core Probe，以下「ＴＩＰ」という。）ボール

弁について，事故環境下でのシール材の損傷（変形）が想定されるため

以下のとおり健全性を確認する。 

また，弁の耐圧部については，機能喪失要因として脆性破壊，疲労破

壊，座屈及び変形が考えられるが，200℃，2Pd の環境下では脆性破壊が

生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が作用しないこと，圧縮力が弁

本体に生じないことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と

考えることができる。 

したがって，原子炉格納容器隔離弁のうち不活性ガス系バタフライ弁

及びＴＩＰボール弁の耐圧部の機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け

ることによる過度な変形（一次応力）が想定されるため，以下のとおり

健全性を確認する。 
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・原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁） 

設計・建設規格（弁の圧力温度基準に基づく評価）に基づき，弁

箱の耐圧機能の評価を行い，200℃，2Pd での耐圧性能を有すること

を確認した。 

また，隔離機能（気密性保持）については，弁体シート部ガスケ

ットの耐環境性が支配的であり，今後，不活性ガス系バタフライ弁

のシート部に改良ＥＰＤＭ製シール材を採用するため，200℃，2Pd

の環境下での弁シート部への影響をバタフライ弁供試体による蒸気

加熱漏えい試験により確認し，事故環境下における放射性物質の閉

じ込め機能があることを確認した。 

・原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

設計・建設規格（弁の圧力温度基準に基づく評価）に基づき，弁

箱の耐圧機能の評価を行い，200℃，2Pd での耐圧性能を有すること

を確認した。 

また，従来からＴＩＰボール弁にはふっ素ゴム，ふっ素樹脂のシ

ール材が使われている。これらは重大事故環境下の放射線によりシ

ール機能が低下することが考えられるため，トップヘッドフランジ

及び機器搬入用ハッチ等で採用したものと同様に改良ＥＰＤＭ製シ

ール材に変更する。 

なお，上記以外の隔離弁については，以下の理由により 200℃，2Pd

の環境下で健全性を有している。 

・弁箱は各配管ラインの設計圧力に応じて適切なものが選定されてお
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り（耐圧性能が最小のものでも 1.03MPa［gage］），耐圧上問題にな

ることはない。 

・弁のグランド部及び弁蓋部のシールには，黒鉛製のパッキン，ガス

ケットを有しており，耐熱性上問題となることはない。 

・弁シート部は金属製又は黒鉛製である。 

(4) 結論 

東海第二発電所の原子炉格納容器本体並びに原子炉格納容器に設置され

ている開口部（トップヘッドフランジ，機器搬入用ハッチ，サプレッショ

ン・チェンバアクセスハッチ，所員用エアロック），原子炉格納容器貫通部

（配管貫通部，電気配線貫通部）及び原子炉格納容器隔離弁の構造健全性

について，有効性評価における限界温度・圧力として設定する 200℃，2Pd

の妥当性を評価した。また，開口部，原子炉格納容器貫通部及び原子炉格

納容器隔離弁に使用されているシール部についても，同様に限界温度，圧

力に対する妥当性を評価した。 

その結果，構造健全性については，限界温度・圧力環境下において想定

される損傷モードにおける評価では，許容値に対して余裕があることから

機器に著しい損傷が生じることなく，放射性物質の閉じ込め機能を確保で

きることを確認した。 

一方，シール部については，シール材が高温環境下において劣化する特

性を有していることを考慮しても，限界温度・圧力環境下において，シー

ル材に耐環境性に優れた改良ＥＰＤＭ製シール材を用いることにより，少

なくとも 7 日間の健全性を確保できることを確認した。 

評価結果まとめを第 4 表に示す。 

以上のことから，東海第二発電所で設定した原子炉格納容器の限界温
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度・圧力の 200℃，2Pd は，機器や材料が有する耐力に対して裕度を確保し

た設定であり，妥当である。 
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原子炉格納容器本体 

トップヘッドフランジ 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（1／6） 

上部円筒胴

下部円錐胴

フランジ部円筒胴

上鏡板

機器搬入用ハッチ取付部

原子炉格納容器基部

上部円錐胴

下部円筒胴

円錐胴（A部）

円錐胴（B部）

円錐胴（C部）

円錐胴（D部）

円錐胴（E部）

円錐胴（F部）

円筒胴（A部）

円筒胴（B部）

円筒胴（C部）

サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ取付部
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機器搬入用ハッチ 

サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（2／6） 
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所員用エアロック 

配管貫通部（接続配管） 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（3／6） 

接続配管

原子炉格納容器

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側
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配管貫通部（スリーブ） 

配管貫通部（平板類） 

配管貫通部（セーフエンド，伸縮継手） 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（4／6） 
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電気配線貫通部（高圧用） 

電気配線貫通部（低圧用） 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（5／6） 
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原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁） 

原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

第 3 図 原子炉格納容器バウンダリ構成部概要図（6／6） 



第 4 表 評価結果まとめ（1／2） 

評価対象 評価点 評価方法 評価条件 評価値※１ 判定基準 評価結果 

原子炉格納容器本体 

一般構造部 設計・建設規格を準用 

既工認の評価値を準用
した評価 

200℃ 
2Pd 

許容圧力：0.693MPa[gage](円筒胴部) 

発生応力：

[gage](2Pd+SA 時の
水頭圧)以上 

281MPa 以下 

破断せず 

構造不連続部 既工認の評価値を準用
した評価 

200℃ 
2Pd 

発生応力：
（疲労累積係数： ） 

422MPa 以下 
（疲労累積係数 1 以下） 

破断せず 
（1 以下） 

トップヘッドフランジ

構造部（フランジ，ボル
ト） 

フランジ：PVE-3700
ボルト ：工認手法

2Pd 発生圧力(フランジ)：185MPa 
発生応力(ボルト) ：

422MPa 以下 
576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ，ガ
スケット）

有限要素法（ＦＥＭ） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

機器搬入用ハッチ 

構造部（円筒胴，鏡板，
フランジ，ボルト）

既工認の評価値を準用
した評価 
設計・建設規格準用 

工認手法 

200℃ 
2Pd 

発生応力：

許容圧力(円筒胴)：2.445MPa[gage] 

許容圧力(鏡板)：10.110MPa[gage] 
発生応力(ボルト)：

422MPa 以下 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 
576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ，ガ
スケット）

有限要素法（ＦＥＭ） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

サプレッション・チェン
バアクセスハッチ

構造部（円筒胴，鏡板，

フランジ，ボルト）

既工認の評価値を準用

した評価 
設計・建設規格準用 

工認手法 

200℃ 

2Pd 

発生応力：

許容圧力(円筒胴)：4.493MPa[gage] 
許容圧力(鏡板)：10.637MPa[gage] 

発生応力(ボルト)：

422MPa 以下 

[gage](2Pd+SA 時の
水頭圧)以上 

576MPa 以下 

破断せず 

シール部（フランジ，ガ
スケット）

有限要素法（ＦＥＭ） 
ガスケット試験 

200℃ 
2Pd 

開口量： (内側)， (外側) 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

所員用エアロック 

構造部（円筒胴） 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力：3.716MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

構造部（隔壁） 既工認の評価値を準用
した評価 

2Pd 発生応力： 422MPa 以下 破断せず 

シール部（扉板シール

部）

機械工学便覧 

ガスケット試験 

200℃ 

2Pd 

開口量： 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

シール部（その他シール
部）

ガスケット試験 
材料仕様 

200℃ 200℃以上 200℃以上 シール機能維持※３

※1 複数評価している項目は最も厳しい値を記載

※2 フランジ部の形状・寸法に基づき解析等により算出した開口量が，圧縮永久ひずみ試験結果及び実機フランジ模擬試験の漏えい試験結果に基づき設定した許容開口量以下で

あることを確認 

※3 シール材の試験結果又は材料仕様により高温環境下における耐性を確認

※4 試験における漏えい量が設計漏えい量以下であることを確認

4
5
 



第 4 表 評価結果まとめ（2／2） 

評価対象 評価点 評価方法 評価条件 評価値※１ 判定基準 評価結果 

配管 

貫通部 

接続配管 同左 代表配管：PPC-3520，
PPC-3530 

200℃ 
2Pd 

発生応力(X-31)：169MPa 許容応力(257MPa)以下 破断せず 

スリーブ スリーブ本体 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力(X-18)：26.617MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

スリーブ取付部 工認手法 2Pd 発生応力(X-31)：250MPa 許容応力(422MPa)以下 破断せず 

平板類 構造部（ボルト締め平板） 設計・建設規格を準用 2Pd 許容圧力(X-28)：1.90MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

構造部（フランジ，ボル
ト） 

ＪＩＳ B 8265 
2Pd 

発生応力(X-28 フランジ)：124MPa 
必要有効断面積(X-28 ボルト)：1.212
×10３ mm２

許容応力(281MPa)以下 
総有効断面積(6.765×10３mm２)
以下 

破断せず 

シール部（フランジ，ガ

スケット）

文献の理論式 200℃ 

2Pd 

開口量： 許容開口量( )以下 シール機能維持※２

セーフエン
ド

同左 設計・建設規格を準用 200℃ 
2Pd 

許容圧力(X-18)：4.529MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

伸縮継手 同左 設計・建設規格を準用 2Pd 疲労累積係数(X-14)： 疲労累積係数 1 以下 １以下 

電気配線

貫通部 

アダプタ 同左 設計・建設規格を準用 200℃ 
2Pd 

許容圧力(低圧)：10.645MPa[gage] 
許容圧力(高圧)：10.619MPa[gage] 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

ヘッダ 同左 設計・建設規格を準用 200℃ 

2Pd 

許容圧力(低圧)：27.948MPa[gage] 

許容圧力(高圧)：10.69MPa[gage] 

0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

モジュール シール部（モジュール） 電気ペネ共研， 
ＮＵＰＥＣ試験 

200℃ 
2Pd 

漏えいなし 設計漏えい量以下 シール機能維持※４

原子炉 
格納容器

隔離弁 

不活性ガス
系バタフラ

イ弁

耐圧部（弁箱） レーティング設計 200℃ 
2Pd 

許容圧力：1.40MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

弁シート部 漏えい確認試験 200℃ 

2Pd 

漏えいなし 設計漏えい量以下 シール機能維持※４

ＴＩＰボー
ル弁

耐圧部（弁箱） レーティング設計 200℃ 
2Pd 

許容圧力：1.32MPa[gage] 0.62MPa[gage](2Pd)以上 破断せず 

シール部 ガスケット試験 200℃ 
2Pd 

200℃以上 200℃以上 シール機能維持※３

※1 複数評価している項目は最も厳しい値を記載

※2 フランジ部の形状・寸法に基づき解析等により算出した開口量が，圧縮永久ひずみ試験結果及び実機フランジ模擬試験の漏えい試験結果に基づき設定した許容開口量以下で

あることを確認 

※3 シール材の試験結果又は材料仕様により高温環境下における耐性を確認

※4 試験における漏えい量が設計漏えい量以下であることを確認

4
6
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1. 原子炉格納容器本体 

1.1 評価方針 

原子炉格納容器は，円錐フラスタム形のドライウェル，円筒形のサプレ

ッション・チェンバから構成されている。 

原子炉格納容器本体の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないこと，圧縮力が原子炉格納容器本体に生じないことか

ら，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，原子炉格納容器本体の機能喪失要因は，高温状態での内圧

による過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

原子炉格納容器本体の評価対象と評価方法を第 1－1 表に，評価対象を

第 1－1 図にそれぞれ示す。 

ここで，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年

追補版を含む））（第Ⅰ編 軽水炉規格）ＪＳＭＥ S NC1-2005／2007」（以

下，「設計・建設規格」という。）の解説表 PVB-3110-1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することになっている。設計・建設規格にお

ける一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度ごとに材料試験（引張

試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設定された設計引張強

さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたものである（設計・建設規格 解

説 GNR-2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超過す

る原子炉格納容器本体の構造健全性を確認するものであるため，上記割下

げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次一般局部膜応力

強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，原子炉

別紙 
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格納容器本体に発生する応力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB-

3111 に示されるように，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。

なお，耐圧機能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事

故を想定）に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状

態Ｄの許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安

定現象の評価を行うことへの理論的安全余裕を考慮して規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至るた

め割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が Su に到

達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至らないため割

下げ率は 1.0 としている。 

(1) 一般構造部 

原子炉格納容器本体の一般構造部（設計・建設規格 PVE-3010 で規定され

ている部位）の評価として，設計・建設規格の PVE-3230(2)a 項及び PVE-

3323(1)項を準用し，許容引張応力に供用状態Ｄにおける一次一般膜応力の

許容値である 200℃の 2／3Su を与えることで許容応力を算出し，評価圧力

2Pd 又は「2Pd＋ＳＡ時の水頭圧」を上回ることを確認する。また，既工認

にて認可された評価値（圧力及び自重を考慮した応力値）を用いた応力評

価を実施する。200℃，2Pd における発生応力 Pｍを算出し，原子炉格納容器

の 2／3Su 値（200℃）に相当する許容応力以下であることを確認する。 
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(2) 構造不連続部 

原子炉格納容器の構造不連続部の評価として，既工認にて認可された評

価値（圧力及び自重を考慮した応力値）を用いた応力評価を実施する。評

価温度・圧力（200℃，2Pd）における発生応力 PＬ＋Pｂを算出し，原子炉格

納容器の Su 値（200℃）に相当する許容応力以内であることを確認する。 

また，東海第二発電所の原子炉格納容器は原子炉格納容器基部において

アンカボルトで支持された自立式の格納容器であるため，温度上昇時には

原子炉格納容器基部に熱応力（二次応力）が発生する。二次応力は，応力

増加に伴い局部的な塑性流れが生じ応力分布が均等化され破損を引き起こ

すとは考えられないが，念のため一次＋二次応力を評価する。 

第 1－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部

一般構造部 延性破壊 

・設計・建設規格の評価式を準

用した評価 

・既工認の評価結果を用いた評

価 

構造不連続部 延性破壊 
・既工認の評価結果を用いた評

価 
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上部円筒胴

下部円錐胴

フランジ部円筒胴

上鏡板

機器搬入用ハッチ取付部

原子炉格納容器基部

上部円錐胴

下部円筒胴

円錐胴（A部）

円錐胴（B部）

円錐胴（C部）

円錐胴（D部）

円錐胴（E部）

円錐胴（F部）

円筒胴（A部）

円筒胴（B部）

円筒胴（C部）

サプレッション・チェンバ
アクセスハッチ取付部

第 1－1 図 原子炉格納容器本体の評価対象 
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1.2 評価結果 

(1) 一般構造部 

原子炉格納容器本体の一般構造部について，既工認と同様の評価手法で

ある設計・建設規格に示される必要最小板厚の式を用い許容圧力を求め，

2Pd 又は「2Pd＋ＳＡ時の水頭圧」を上回ることを確認した。その際，部材

に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準を超えた限界温度，

圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su 値）に対する割下げ率

を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価した。Su 値を算出する

際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。評価結果の詳細を

別添 1－1 に示す。 

また，既工認にて認可された評価値（圧力及び自重を考慮した応力値）

を用いて，評価温度・圧力（200℃，2Pd）における発生応力を算出し，原

子炉格納容器の 2／3Su 値（200℃）に相当する許容応力以下であることを

確認した。評価結果の詳細を別添 1－2 に示す。 

上記により，200℃，2Pd における発生応力に対して，一般構造物の許容

応力以下であることを確認した。 

(2) 構造不連続部 

 原子炉格納容器の構造不連続部について，既工認にて認可された評価値

（圧力及び自重を考慮した応力値）を用いて，評価温度・圧力（200℃，2Pd）

における発生応力を算出し，原子炉格納容器の Su 値（200℃）に相当する

許容応力以下であることを確認した。評価結果の詳細を別添 1－2 に示す。 

 上記により，200℃，2Pd における発生応力に対して，構造不連続部の許

容応力以下であることを確認した。 
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簡易手法による原子炉格納容器の許容圧力評価結果 

東海第二発電所の原子炉格納容器円筒部，円錐部及びトップヘッド部の必要

板厚は，設計・建設規格の PVE-3521，PVE-3230(2)a 項及び PVE-3230(2)h 項を

用いて求めることができる。ここで求めた式の許容引張応力に 200℃での 2／

3Su を与えることで東海第二発電所の限界圧力は，算出できる。 

下記に，各評価対象を示す。 

 ①上鏡板 

 ②フランジ部円筒胴 

上鏡板：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3521 を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （RW＋0.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

R ふた板の中央部における内半径(mm)  

W さら形ふた板の形状による係数 1.322 

P 200℃における許容圧力 1.362 

1.362MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

フランジ部円筒胴：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径(mm)  

P 200℃における許容圧力 1.971 

1.971MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

別添 1－1 
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 ③円錐胴 A 部 

 ④円錐胴 B 部 

円錐胴 A 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／ （Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 1.289 

1.289MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

円錐胴 B 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／（ Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 1.061 

1.061MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 



1－8 

 ⑤円錐胴 C 部 

 ⑥円錐胴 D 部 

円錐胴 C 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／ （Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 0.823 

0.823MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

円錐胴 D 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／（ Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 0.725 

0.725MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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 ⑦円錐胴 E 部 

 ⑧円錐胴 F 部 

円錐胴 E 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／ （Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 0.709 

0.709MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

円錐胴 F 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)h 項を準用 

P ＝ 2cosθ･Sηt ／ （Dｉ＋1.2cosθ･t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

θ 円錐の頂角の 1／2（°）  

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径（mm）  

P 200℃における許容圧力 0.790 

0.790MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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 ⑨円筒胴 A 部 

 ⑩円筒胴 B 部 

円筒胴 A 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／（Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm）  

Dｉ 胴内径(mm)  

P 200℃における許容圧力 0.822 

0.822MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

円筒胴 B 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径(mm) 

P 200℃における許容圧力 0.693 

0.693MPa[gage] ＞ [gage]（2Pd＋SA 時の水頭圧） 
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 ⑪円筒胴 C 部 

円筒胴 C 部：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径(mm)  

P 200℃における許容圧力 0.822 

0.822MPa[gage] ＞ [gage]（2Pd＋SA 時の水頭圧） 
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既工認の評価値を用いた原子炉格納容器の応力評価結果 

 原子炉格納容器に対して，既工認の評価値を用いた応力評価を実施する。

評価する対象は，既工認で評価した対象とし，第 1－2(1)図に示す。また，

評価対象の応力評価する項目を第 1－2(1)表に示す。 

第 1－2(1)図 原子炉格納容器の評価箇所（１／２） 

別添 1－2 
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第 1－2(1)図 原子炉格納容器の構造不連続部の評価箇所（２／２） 

：評価点 
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第 1－2(1)表 評価対象部位整理表 （記号○：評価対象，－：評価不要） 

評価対象 評価点 

一次応力 

一次＋二次 

応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ ＰＬ＋Ｐｂ＋Ｑ 

原子炉格納容

器本体 

①円筒部と円錐部の接合部 －※1 ○ －※3

②円錐部の角度変化部 －※1 ○ －※3

③円錐部の板厚変化部 －※1 ○ －※3

④円錐部と円筒部の接合部 －※1 ○ －※3

⑤円筒部（中央部） ○ －※2 －※3

⑥原子炉格納容器基部 －※1 ○ （○）※4

注記※1：構造不連続部であるため，ＰＬ＋Ｐｂで評価するもの 

※2：一般構造部であるため，Ｐｍで評価するもの 

※3：既工認時は，一次＋二次応力の評価も実施しているが，本評価は原子炉格

納容器の重大事故時の限界圧力，温度が条件であり，繰り返し発生しない

とから，繰り返し荷重を考慮する必要がない。このことから，設計・建設

規格における運転状態Ⅳ，供用状態Ｄの考え方と同様に，疲労破壊を制限

するための一次＋二次応力評価は省略されるもの 

※4：※3 と同様に一次＋二次応力評価は省略されるものであるが，熱応力が発

生する部位であることから，念のため確認するもの
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応力評価は，既工認時の設計圧力から 2Pd へ換算したときの係数を既工認

の発生応力値へ係数倍し，その値が許容値以下であることを確認する。 

上記の評価対象について，設計圧力から係数倍を算出した結果を以下に示

す。 

設計条件 

既工認時の設計圧力 0.279MPa 

最高使用圧力（0.31MPa）の 2 倍 0.62MPa 

最高使用圧力の 2 倍 ／ 既工認時の設計圧力 2.223 

評価対象のうち，原子炉格納容器本体の評価点である⑤円筒部（中央部），

⑥原子炉格納容器基部は，重大事故時に想定されるサプレッション・チェン

バ水位を考慮し，水頭圧を加味した応力評価を実施する。 

  上記の評価対象について，設計圧力から係数倍を算出した結果を以下に示

す。 

⑤円筒部（中央部） 

設計条件 

既工認時の設計圧力 0.279MPa 

最高使用圧力（0.31MPa）の 2 倍 0.62MPa 

重大事故時の水頭圧 

（最高使用圧力の 2 倍＋重大事故時の水頭圧） 

／ 既工認時の設計圧力 
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 ⑥原子炉格納容器基部 

設計条件 

既工認時の設計圧力 0.279MPa 

最高使用圧力（0.31MPa ）の 2 倍 

＋通常水位の水頭圧 
0.69MPa 

重大事故時の水頭圧 

（最高使用圧力の 2 倍＋重大事故時の水頭圧） 

／ 既工認時の設計圧力 

既工認時の設計圧力から 2Pd へ換算結果を用いて，既工認で得られてい

る一次応力を係数倍し，許容値以下であるかを確認した。ここで，許容応

力は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超過する部位に対

しての構造健全性を確認するものであるため，供用状態Ｄを適用し，評価

を実施した。 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pｍ PＬ＋Pｂ

応力

強さ 

許容

応力 

応力

強さ 

許容

応力 

① 円筒部と円錐部の接合部 － － 422 

② 円錐部の角度変化部 － － 422 

③ 円錐部の板厚変化部 － － 422 

④ 円錐部と円筒部の接合部 － － 422 

⑤ 円筒部（中央部） 281 － 

⑥ 原子炉格納容器基部 － － 422 
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上記の結果は，以下のような保守性がある。 

・最も裕度の小さい評価点⑤は，一般部に生じる一次一般膜応力に対す

る評価であり，応力の許容基準として規格に定められた設計引張強さ

Su に安全率 1.5 を考慮した値（2／3Su）を用いていること 

・応力評価には規格物性値を用いており，実機材料の強度よりも小さい

値を用いていること 

・応力評価で用いている一次応力には内圧以外に死荷重も含まれている

が，それも含めて係数倍していること 

これらの保守性からも，原子炉格納容器の構造健全性は，200℃，2Pd にお

いて，維持される。 
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原子炉格納容器基部の評価 

1. 概要 

原子炉格納容器本体については，200℃，2Pd において一次応力が発生する。

また，原子炉格納容器基部については，熱膨張の拘束による熱応力が発生す

る。ここでは，既工認（工事計画認可申請書参考資料（平成 20・02・29 原第

41 号 平成 20 年 4 月 7 日付け））の参考資料 2－6「サプレッション・チェン

バ円筒部シェル部及びサンドクッション部の強度計算書」の応力値を用いて，

原子炉格納容器基部について一次＋二次応力（PＬ＋Pｂ＋Q）を評価する。 

なお，原子炉格納容器の限界圧力，限界温度の確認においては，繰り返し

荷重を考慮する必要はないと考えられるが，原子炉格納容器基部については，

念のため，200℃，2Pd における発生応力を算出し，許容応力を下回ることを

確認する。 

2. 評価方針 

発生応力は，熱により発生する二次応力に分類されることから，設計・建

設規格に示される一次＋二次応力の評価方法及び評価基準値に従う。 

許容値は，設計・建設規格において示される原子炉格納容器（クラスＭＣ

容器）の供用状態Ａ，Ｂに対する許容値と同じ 3S（S 値：200℃における値）

とする。 

一次＋二次応力が制限値を超えた場合は，設計・建設規格 PVB-3315(2)に

規定される疲労評価により，疲労累積係数が 1 以下であることを確認する。 

別添 1－3 
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3. 評価条件 

(1) 圧力及び温度 

評価圧力 ： 0.62MPa[gage]（2Pd） 

評価温度 ： 200℃ 

(2) 材料及び許容応力 

材料及び許容応力を第 1－3(1)表に示す。 

4. 応力計算 

(1) 応力評価点 

応力評価点を第 1－3(2)表及び第 1－3(1)図に示す。応力評価点は，既工

認の強度計算書において，一次局部膜応力＋一次曲げ応力＋二次応力が最

大の値を示す部位を応力評価点とする。 

第 1－3(1)表 材料の許容応力 

部位 材料 
一次＋二次応力 

PＬ＋Pｂ＋Q 

原子炉格納容器 SGV480 393（＝3S） 

第 1－3(2)表 応力評価点 

応力評価点番号 評価項目 応力評価点 

P6 

一次局部膜応力 

＋ 

一次曲げ応力 

＋ 

二次応力 

原子炉格納容器基部 



1－20 

(2) 応力計算 

原子炉格納容器基部の作用する圧力，熱応力及び死荷重による圧力は，

既工認で計算した応力を用い，評価荷重比の割り増しを考慮して算出する。 

5. 応力評価 

原子炉格納容器基部の各荷重による応力を第 1－3(3)表に示す。また，応

力の組合せ結果を第 1－3(4)表に示す。 

応力評価点の発生応力は一次＋二次応力の許容値を超える結果となったた

め，疲労評価を行い，疲労累積係数が 1 以下であることを確認した。疲労評

価の結果を第 1－3(5)表，第 1－3(6)表に示す。 

第 1－3(1)図 応力評価点 

応力評価点 P6 
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第 1－3(3)表 各荷重による応力 

荷重 

一次＋二次応力 

PL＋Pb＋Q 

内面 外面 

σt σ  τ σt σ  τ 

SA 時荷重  

鉛直荷重（通常）  

熱荷重（SA 時：200℃）  

プール水頭  

    σt：円周方向応力，σ ：軸方向応力，τ：せん断応力（t－ 方向）

第 1－3(6)表 評価結果 

一次＋二次応力評価（MPa） 疲労評価 

一次＋二次応力評価 許容応力 疲労累積係数 許容値 

393 1 

第 1－3(4)表 一次＋二次応力の評価結果 

応力評価点 荷重の組合せ 応力分布 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

P6 
死荷重＋内圧＋熱

＋ＳＡ時の水頭圧 
一次＋二次応力 393 

第 1－3(5)表 疲労評価結果 

Sｎ 発生応力［MPa］ 

K 応力集中係数 

Kｅ ピーク応力補正係数 

Sｐ

疲労解析によるピーク応力強さのサイクルにおい

て，その最大値と最小値との差［MPa］ 
 

S  繰返しピーク応力強さ［MPa］ 

S ’ 補正繰返しピーク応力強さ［MPa］ 

Nａ 許容繰返し回数［回］ 

Nｃ 重大事故等時の繰返し回数［回］ 1 

U 疲労累積係数 

注）設計・建設規格 PVB-3315(2)項を適用 
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2. トップヘッドフランジ 

2.1 評価方針 

トップヘッドフランジは，原子炉格納容器の上蓋フランジであり，締付

ボルトで固定される構造である。また，フランジ間のシールにはガスケッ

トを使用している。フランジにはシール溝が二重に配置されており，原子

炉格納容器内側・外側のそれぞれのシール溝にシリコンゴムのガスケット

を取り付ける二重シール構造になっている。 

トップヘッドフランジの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，

疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の

条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と考えること

ができる。 

シール部については，内圧が低い段階ではボルトの締め付けにより開口

は抑制されるが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することにより，外部

への漏えい経路を形成する。 

また，フランジが開口してもフランジの密閉性を担保しているシール材

が健全であれば，シール材が開口に追従するため外部への漏えいを防止す

ることができるが，重大事故環境に晒されると，シール材が高温劣化し，

フランジの開口に追従できなくなりシール機能の低下が想定される。

したがって，トップヘッドフランジの機能喪失要因は，原子炉格納容器

内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形及び

シール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pdでの健全性確認には以下の評価が必要である。 

・フランジ部の耐圧 

・フランジ固定部の強度 
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・ガスケットの健全性 

トップヘッドフランジの評価対象と評価方法を第2－1表に，評価対象を

第2－1図にそれぞれ示す。 

(1) フランジ部の耐圧 

フランジ部の耐圧評価として，原子炉格納容器温度・圧力が200℃，2Pd 

におけるフランジ部の一次応力評価を行い，発生応力が許容応力以下であ

ることを確認する。 

評価に当たっては，既工認と同様の評価手法である設計・建設規格の評

第 2－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 

（フランジ部） 
延性破壊 既工認に準拠した評価 

シール部 

（フランジ，ガスケット） 

開口 

シール機能低下 

実機モデルのＦＥＭ解

析による開口量評価 

既往研究の試験結果を

用いた評価 

第 2－1 図 トップヘッドフランジの評価対象 
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価手法に準拠し，構造健全性を確認する。 

ここで，設計・建設規格の解説表PVB-3110-1において，延性破壊評価は

一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種類及

び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，国内Su 値検

討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたも

のである（設計・建設規格 解説GNR-2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超過す

るトップヘッドフランジ部の限界温度及び許容圧力の妥当性を確認するも

のであるため，上記割下げ率をPｍ（一次一般膜応力強さ）には1.5，PＬ+Pｂ

（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には1.0とした評価を行う。す

なわち，トップヘッドフランジ部に発生する応力が，Pｍ が2／3Su，PＬ+Pｂ

がSu 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能要求（放射性

物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格解説PVB-3111 に示すように，供

用状態ＤのPｍ ，PＬ+Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機能維持の観点

から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）に保証を与える

目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの許容応力は，鋼材の

究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定現象の評価を行うことへ

の理論的安全裕度を考慮して定めたものであり，Pｍ は2／3Su，PＬ+Pｂ は1.5

×2／3Su（=Su）と規定されている。前者は，膜応力であり断面の応力がSu 

に到達すると直ちに破損に至るため割下げ率1.5を考慮して規定されてい

るが，後者は，断面表面がSuに到達しても断面内部は更なる耐荷能力があ

り直ちに破損には至らないため割下げ率は1.0 としている。 
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(2) フランジ固定部の強度

①締付けボルトの強度評価 

 トップヘッドフランジの締付けボルトについて，200℃，2Pdにおける強

度を評価する。 

②フランジの開口評価 

原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけるフランジ開口量

を評価するために，ＦＥＭ解析を用いてトップヘッドフランジ部における

開口量を評価する。 

(3) ガスケットの健全性

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用しているが，

福島第一原子力発電所事故で当該シール材が事故環境に曝されて劣化した

可能性があることも踏まえ，より事故環境での性能特性に優れた改良ＥＰ

ＤＭ製（ＥＰＤＭはエチレンプロピレンゴムを示す。）のシール材に変更

する。改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能を確

認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに格納容器限界開口量を評

価し，重大事故等時におけるフランジ開口量と比較することで格納容器閉

じ込め機能を評価する。 
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2.2 評価 

(1) フランジ部の耐圧 

トップヘッドフランジについて，既工認と同様の評価手法である設計・

建設規格 PVE-3700 を適用し，ＪＩＳ B 8265「圧力容器の構造－一般事項」

に基づいてフランジの発生応力について算出した結果を示す。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

応力計算に用いるトップヘッドフランジの形状及び主要寸法を第 2－2

図に示す。また，応力算出結果を第 2－2 表に示す。 

各発生応力とも許容応力を下回っており,200℃，2Pd 条件下においてト

ップヘッドフランジの構造健全性を確認した。  
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第 2－2 図 トップヘッドフランジの形状及び主要寸法 

第 2－2 表 応力算出結果 

単位：MPa

荷重 応力 許容応力

2Pd 

フランジの軸方向応力 185 422 

フランジの径方向応力 2 281 

フランジの周方向応力 86 281 

組合せ応力 

�
2 94 281 

�
2 136 281 

上フランジ 

下フランジ 

フランジ材質：ASME SA516 Gr70（SGV480 相当） 
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(2) フランジ固定部の強度 

①締付けボルトの強度評価 

 トップヘッドフランジの締付けボルトについて，200℃，2Pdにおける強

度を，既工認の強度計算をベースに評価する。締付けボルトの主要仕様を

第2－3表，評価結果を第2－4表に示す。 

発生応力は，許容応力以下であることから，締付けボルトは200℃，2Pd

において健全である。 

第2－3表 トップヘッドフランジ締付けボルトの主要仕様 

項 目 東海第二発電所 

ボルト材質 ASME SA320 Gr.L43（SNCM439相当） 

ボルト呼び 

ボルト本数 

第2－4表 締付けボルトの評価結果（単位：MPa） 

項 目 東海第二発電所 許容値 

トップヘッドフランジ  576 

②フランジの開口評価 

トップヘッドフランジについて，2Pd におけるフランジ面の開口量が許

容開口量以下であることを確認するため，三次元ＦＥＭモデルを用いて弾

塑性解析を実施した。 

第 2－3 図に解析モデルを示す。本解析では，フランジの他，圧力作用面

であるトップヘッド及び原子炉格納容器胴部（円筒胴及び円錐胴）をモデ
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ル化する。 

また，フランジシール部を構成する各種部材（フランジ，ボルト，ナッ

ト等）の荷重伝達経路を詳細にモデル化するため，ソリッド要素を用いて

可能な限り詳細な形状をモデル化する。モデルは対称性を考慮してボルト

1／2 ピッチ分をモデル化している。荷重条件として，0 から発散するまで

内圧を加えた。 

200℃における圧力と開口量の関係を第 2－4 図に示す。 

2Pd における内側ガスケット部の開口量は ，外側ガスケット部は

であった。 

第 2－3 図 トップヘッドフランジの解析モデル 
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(3) ガスケットの健全性

フランジシール部は，内圧が低い段階ではボルトの初期締付けにより

開口は抑制されているが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することに

より，外部への漏えい経路を形成する。ただし，フランジ部が開口して

も，フランジ部の密閉性を担保しているシール材が健全であれば，シー

ル材が開口に追従するため外部への漏えいを防止することができる。し

かしながら，重大事故環境に晒されると，フランジシール部に使用され

ているシール材が劣化し，フランジの開口に追従できなくなり格納容器

閉じ込め機能を損なう可能性がでてくる。 

そこで，トップヘッドフランジのシール部に使用されているシール材

（シリコンゴム）について，事故時環境下の耐性が優れた改良ＥＰＤＭ

製シール材に変更して格納容器閉じ込め機能の強化を図る。したがって，

改良ＥＰＤＭ製シール材について，事故時の温度や放射線による劣化特

性を試験により確認し，想定される事故シナリオにおけるシール機能を

第 2－4 図 圧力と開口量の関係（東海第二発電所モデル，200℃） 
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評価する。なお，フランジ部のシール材は，プラントの定期検査時に開

放される場合には取り替えを実施しており，通常運転中における劣化は

極めて軽微であることから，事故条件下での評価を実施する。 

a. シール材（改良ＥＰＤＭ製）の圧縮永久ひずみ試験結果について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の事故時環境における劣化特性を確認するため

に，ＪＩＳ K 6262「加硫ゴム及び熱加塑性ゴムの常温・高温及び低温にお

ける圧縮永久ひずみの求め方」に準じた圧縮永久ひずみ試験を実施した。

その結果を第2－5表に示す。なお，圧縮永久ひずみ測定とは，所定の圧縮

率をかけ変形させた後，開放時の戻り量を評価するものである。完全に元

の形状に戻った場合を0％とし，全く復元せずに完全に圧縮された状態のま

まである状態を100％としている。圧縮永久ひずみが第2－5表で示す

は，シール材の初期締付量が であるとき，  戻ることを意味す

る。この場合，  のフランジ部開口まではシール機能が確保可能であ

る。 

第 2－5 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量  

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 
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b. 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験 

b－1 実機を模擬した小型フランジ試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材の性能を確認するために，圧縮永久ひずみ試験

に加え，実機フランジＯリング溝を模擬した小型試験装置を用いて，事故

条件を模擬した環境に曝露した後のシール機能を確認した。試験装置を第

2－5図に示しており，実機Ｏリング溝の断面寸法を1／2スケールとして試

験治具を製作し，予めγ線照射したシール材を用いて試験体を作り，高温

環境に曝露した後に気密確認試験を実施した。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量はフラン

ジガスケット部の事故後7日間の累積放射線量の目安である800kGyを用い

て実施している。また，高温曝露は高温空気及び高温蒸気で曝露し，温度

については，格納容器限界温度である200℃と，さらに余裕を見た250℃を

設定し，それぞれ7日間(168時間)一定温度で高温曝露している。また，試

験治具のＯリング溝は内側に の段差があり，その段差の間からシール材

が高温空気又は蒸気に曝露されるため，事故時の格納容器過圧に伴うフラ

ンジ開口を考慮した状態で，高温曝露ができる試験体となっている。高温

曝露後は，事故時に発生する水素を模擬するために，Ｈｅにより気密確認

試験を実施している。気密確認試験では，格納容器限界圧力2Pd(0.62MPa)

以上の気密性を確認するため最大で0.9MPaまで加圧して気密性を確認して

いる。また，格納容器過圧に伴うフランジ開口時のシール材の気密性を確

認するために，高温曝露後の試験体フランジを0.8mm開口させ，その状態で

もＨｅ気密確認試験を実施し，0.9MPa加圧時に漏えいのないことを確認し

ている。なお，開口量の0.8mmは，2Pdにおける開口量が最も大きなトップ

ヘッドフランジのフランジ開口量（ ）を1／2 スケールにしたもの

と同等である。 
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試験結果は第2－6表に示すとおり，本試験により200℃が168時間継続し

た場合の改良ＥＰＤＭ製シール材のシール機能の健全性を確認した。 

第2－5図 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験装置 

第 2－6 表 Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 曝露条件 γ線照射量 
開口変位

模擬
0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 
乾熱 200℃， 

168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 
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b－2 実機フランジ模擬試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材は前述の小型フランジ試験に加え，より大口径

（ガスケット径：約250mm）の実機フランジ模擬試験（実機フランジモデル

試験）も実施しており，実機条件に近い状態でのシール健全性の確認を行

っている。試験装置は第2－6図，第2－7図に示しており，試験フランジの

溝断面形状は実機と同じとし，溝径を縮小した試験フランジとする。試験

試料の断面形状は実機と同じとし，径を縮小した試験試料とする。予めγ

線照射したシール材を用いて試験体を作り，高温環境に曝露した後に気密

確認試験を実施する。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量はフラン

ジガスケット部の事故後7日間の累積放射線量の目安である800kGyを用い

て実施している。また，ＥＰＤＭの劣化は一般的に酸素により引き起こさ

れるとの知見に基づき，高温曝露は蒸気ではなく高温空気（乾熱）で曝露

し，温度については，格納容器限界温度である200℃と，さらに余裕を見た

250℃，300℃とし，それぞれ定める期間を一定温度で高温曝露する。また，

内圧作用時の実機フランジの開口を模擬するため，フランジ面に調整シム

を挟んで押し込み量を調整できる装置にしている。 

本試験装置によりシール材を高温曝露した後，気密確認試験を実施した。

気密確認試験では，格納容器限界圧力 2Pd（0.62MPa）を包絡する圧力で気

密性を確認した。 
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第 2－6 図 実機フランジ模擬試験の装置概要 

試験装置外観（フランジ開放時） 試験装置外観（フランジ密閉時） 

第 2－7 図 実機フランジ模擬試験装置の外観 
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試験結果を第 2－7 表に示す。フランジによるガスケット試験体の押し

込み量が最小限（0mm）であっても，有意な漏えいは発生せず，200℃・168

時間，250℃・96 時間，300℃・24 時間の耐性が確認された。第 2－8 図に

200℃・168 時間の試験ケースにおける試験体の外観を示す。第 2－8 図よ

り，フランジとガスケット試験体との接触面を境界として劣化（表面のひ

び割れ）は内周側で留まり，外周側に有意な劣化が見られないことから，

フランジ接触面でシール機能を維持できていることが確認された。また，

断面形状より，劣化（表面のひび割れ）はガスケット試験体の表面層のみ

で留まっているため，有意な劣化が進行していないことが確認された。 

第 2－7 表 シビアアクシデント条件での試験結果 

No. 試験体 温度 継続時間 押し込み量 
漏えい 

の有無 

1 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
200℃ 168 時間 0mm 無 

2 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
250℃ 96 時間 0mm 無 

3 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
300℃ 24 時間 0mm 無 

下記条件は全ケース共通 

試験圧力：2Pd 以上（0.854MPa 以上），放射線照射量：800kGy， 

加圧媒体：乾熱（空気） 

漏えい判定基準：1cc／min 以上の漏えい量が 30 分以上継続した場合に漏えい有と 

する。 
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第 2－8 図 試験後の試験体外観（200℃・168 時間） 
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  c.トップヘッドフランジの開口量評価 

ガスケットの健全性を評価するにあたり，トップヘッドフランジに許容

される開口量について以下のように設定する。 

第 2－9 図に開口量とシール材のシール性関係図を示す。東海第二発電

所のトップヘッドフランジは，タング（突起）がガスケットを押し込む構

造であり，フランジの定格締付量（タング押込量）は である。圧力

の増加に伴いフランジ部は開口するが，「シール材（改良ＥＰＤＭ製）の圧

縮永久ひずみ試験」より得られたガスケットの圧縮永久ひずみ率 をも

とに，ガスケットの事故時環境における最大復元量を評価すると ＝

×(100％－ )）となる。また，「実機フランジ模擬試験」から 200℃，

2Pd におけるタング押込量 0mm においてシール機能が維持されていること

を確認したことから，許容開口量は，最大復元量と同じ に設定する。 

本評価に用いる許容開口量は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」シーケンスのベント実施タイミング（事故後約

19 時間）における環境条件を包絡する 168 時間後の圧縮永久ひずみ試験

第 2－9 図 ひずみ率と許容開口量関係図 

初期状態 200°，2Pd状態

ひずみ率0％ ひずみ率

トップヘッドフランジのガスケットは，
定格締付量（タンク押込量）
である。ひずみ率が0％であれば，
締付けを開放した場合，ガスケット
は 回復する。

重大事故環境では，ガスケットが劣
化し，ひずみ率が大きくなる。圧縮
永久ひずみ試験の結果より，開口
量が 以下であればシール機
能は維持できる。
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結果（ひずみ率）から としている。 

したがって，(2)b.項にて求めた 200℃，2Pd（0.62MPa[gage]）におけ

る開口量は，内側ガスケット部で ，外側ガスケット部で で

あり，許容開口量 を下回り，シール機能が維持できることを確認

した（第 2－10 図）。 

第 2－10 図 圧力と開口量の関係（東海第二発電所モデル，200℃） 
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2.3 評価結果 

トップヘッドフランジの健全性評価結果を表2－11に示す。 

第2－11表 トップヘッドフランジの健全性評価結果 

No. 大項目 評価方法 評価 結果 

(1) フランジ部の 

耐圧 

応力評価 200℃，2Pdにおけるフランジ部の

一次応力は，許容値：2／3Suを満

足することを確認 

○ 

(2) フランジ固定

部の強度 

①締付けボルト強

度評価 

200℃，2Pdにおける締付ボルトの

一次応力は，許容値：2／3Suを満

足することを確認 

○ 

②フランジ開口評

価 

200℃，2Pdにおけるフランジ開口

を評価 

（(3)ガスケットの健全性と併せ

て健全性評価を行う） 

－ 

(3) ガスケットの 

健全性 

シール材劣化，開

口量評価 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ製シ

ール材）の事故時環境における

劣化特性を考慮しても200℃，

2Pdにおけるフランジ開口量

は，許容開口量以下となり，シ

ール機能が維持されることを確

認 

○ 

以上により，トップヘッドフランジについては，200℃，2Pd 環境下でも，

放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

なお，更なる安全性向上対策として，重大事故後の長期におけるシール

機能健全性を補強するために，高温蒸気に耐性があるバックアップシール

材を追加塗布する。その有効性については，バックアップシール材の試験

を元に評価し，格納容器閉じ込め機能の信頼性を確認した。 
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3. 機器搬入用ハッチ 

3.1 評価方針 

機器搬入用ハッチは，フランジ付きの円筒胴が原子炉格納容器の貫通部

に溶接固定され，この円筒胴のフランジに鏡板フランジをボルト固定して

おり，フランジ間のシールにはシリコンゴムのガスケットを使用している。

フランジにはシール溝が二重に配置されており，原子炉格納容器内側・外

側のそれぞれのシール溝にガスケットを取り付ける二重シール構造になっ

ている。 

機器搬入用ハッチの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲

労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd を考

慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が作用し

ないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と考えることができる。 

シール部については，内圧が低い段階ではボルトの締め付けにより開口

は抑制されるが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することにより，外部

への漏えい経路を形成する。 

また，フランジが開口してもフランジの密閉性を担保しているシール材

が健全であれば，シール材が開口に追従するため外部への漏えいを防止す

ることができるが，重大事故環境に晒されると，シール材が高温劣化し，

フランジの開口に追従できなくなりシール機能の低下が想定される。 

したがって，機器搬入用ハッチの機能喪失要因は，原子炉格納容器内圧

による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フランジ部の変形及びシー

ル材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pd での健全性確認には以下の評価が必要である。 

・本体の耐圧 
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・フランジ固定部の強度 

・ガスケットの健全性 

機器搬入用ハッチの評価対象と評価方法を第 3－1 表に，評価対象を第 3

－1 図にそれぞれ示す。 

第 3－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 
（円筒胴，鏡板，フランジ部）

延性破壊 

・既工認の評価結果を用い

た評価 

・設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

・既工認に準拠した評価 

シール部 
（フランジ，ガスケット） 

開口，シール材
劣化 

・有限要素法を用いた弾塑

性解析結果を活用した評

価 

・試験結果等に用いた評価 

第 3－1 図 機器搬入用ハッチの評価対象 
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(1) 本体の耐圧 

a. 既工認の評価値を用いた応力評価 

機器搬入用ハッチの構造健全性評価として，既工認にて認可された

評価値（圧力及び自重を考慮した応力値）を用いた評価を実施する。

評価温度・圧力（200℃，2Pd）における発生応力 PＬ＋Pｂを算出し，発

生応力が原子炉格納容器の Su 値（200℃）に相当する許容応力以下で

あることを確認する。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種

類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，国

内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して

設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過する機器搬入用ハッチの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認する

ものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，

PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評

価を行う。すなわち，機器搬入用ハッチに発生する応力が，Pｍが 2／

3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で

機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）

に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの
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許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 

b. 許容圧力評価 

機器搬入用ハッチの構造健全性評価として，機器搬入用ハッチの部

材において内圧による荷重を受け止める部位のうち円筒胴及び鏡板に

ついて，設計・建設規格に示される円筒胴及び鏡板の内圧に対する必

要厚さの評価式を準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を

上回ることを確認する。 

ここで，設計建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊評

価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種

類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，国

内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して

設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過する機器搬入用ハッチの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認する

ものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，

PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評
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価を行う。すなわち，機器搬入用ハッチに発生する応力が，Pｍが 2／

3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で

機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）

に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの

許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 

(2) フランジ固定部の強度 

a. 締付けボルトの強度評価 

機器搬入用ハッチのフランジ締付ボルトについて，200℃，2Pd にお

ける強度を評価する。 

b. フランジの開口評価 

原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけるフランジ開

口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑性解析結果を活用し，

機器搬入用ハッチにおける開口量を評価する。 
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(3) ガスケットの健全性 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用しているが，

福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性があることも踏まえ，

より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシール材に変更する。改良ＥＰ

ＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能を確認するために，

圧縮永久ひずみ試験結果をもとに格納容器限界開口量を評価し，重大事

故等時におけるフランジ開口量と比較することで格納容器閉じ込め機能

を評価する。 

3.2 評価 

(1) 本体の耐圧 

a. 既工認の評価値を用いた応力評価 

機器搬入用ハッチに対して，既工認にて認可された評価値（圧力及

び自重を考慮した応力値）を用いた応力評価を実施する。評価する対

象は，機器搬入用ハッチの開口補強周りと原子炉格納容器本体との接

合部であり，機器搬入用ハッチの自重及び開口部周辺の局所に生じる

応力が発生する箇所である機器搬入用ハッチの取付部とした。評価対

象箇所を第 3－2 図に示す。なお，対象箇所は，既工認において，取付

部で最も厳しい箇所を示している。既工認時は，一次＋二次応力の評

価も実施しているが，本評価は原子炉格納容器の重大事故時の限界圧

力，温度が条件であり，繰り返し発生しないことから，繰り返し荷重

を考慮する必要がない。このことから，設計・建設規格における運転

状態Ⅳ，供用状態Ｄの考え方と同様に，疲労破壊を制限するための一

次＋二次応力評価は省略する。  
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第 3－2 図 機器搬入用ハッチの評価対象箇所 

：評価点 
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機器搬入用ハッチの応力評価結果を以下に示す。発生応力は許容応

力以下であることを確認した。よって，機器搬入用ハッチは，200℃，

2Pd において，十分な強度を有する。 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pｍ PＬ＋Pｂ

応力

強さ 

許容

応力 

応力

強さ 

許容

応力 

P6-2 
機器搬入用ハッチ取付

部 
－ － 422 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする。 
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b. 許容圧力評価 

機器搬入用ハッチの円筒胴及び鏡板の構造健全性について，設計・

建設規格に定められている円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さの

評価式を準用し，許容圧力の評価を実施した。評価部位として，内圧

による荷重を受け止める部位（円筒胴，鏡板）を選択し，許容圧力を

評価した。 

評価に用いた主要仕様を第 3－2 表 に示す。 

第 3－3 表 に，機器搬入用ハッチの許容圧力評価結果を示す。 

第 3－2 表 機器搬入用ハッチの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

最高使用圧力（MPa） 0.31 

最高使用温度（℃） 171 

材料 ASME SA516 Gr.70(SGV480 相当) 

内径（mm） 

胴板厚さ（mm） 

蓋板厚さ（mm） 

第 3－3 表 機器搬入用ハッチの許容圧力評価結果 

①円筒胴：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径(mm) 

P 200℃における許容圧力 2.445 

2.445MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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(2)フランジ固定部の強度 

a. 締付ボルトの強度評価 

フランジの締付ボルトについて，200℃，2Pd における強度評価を，

既工認の強度計算をベースに評価する。機器搬入用ハッチの締付ボル

ト基本仕様を第 3－4 表，評価結果を第 3－5 表に示すが，発生応力は，

許容応力以下であることから，締付ボルトは 200℃，2Pd において健全

である。 

第 3－4 表 機器搬入用ハッチ締付ボルトの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

ボルト材質 ASME SA320 Gr.L43(SNCM439 相当) 

ボルト呼び 

ボルトの本数 

第 3－5 表 締付ボルトの評価結果（単位:MPa） 

項目 東海第二発電所 許容値 

機器搬入用ハッチ 576 

②鏡板：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3323(1)項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （R＋0.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

R 鏡板内半径(mm) 

P 200℃における許容圧力 10.110 

10.110MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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b. フランジの開口評価

原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけるフランジ開

口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑性解析結果を活用し，

機器搬入用ハッチ部における開口量を評価した。解析モデルを第 3－3

図に，開口量の解析評価結果を第 3－4 図にそれぞれ示す。 

2Pd における開口量は，内側ガスケット部で ，外側ガスケッ

ト部で  となる。

第 3－3 図 機器搬入用ハッチ開口部評価解析モデル 

第 3－4 図 機器搬入用ハッチの各ガスケット部の圧力と開口変位の関係 
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(3) ガスケットの健全性 

フランジシール部は，内圧が低い段階ではボルトの初期締付けにより

開口は抑制されているが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することに

より，外部への漏えい経路を形成する。ただし，フランジ部が開口して

も，フランジ部の密閉性を担保しているシール材が健全であれば，シー

ル材が開口に追従するため外部への漏えいを防止することができる。し

かしながら，重大事故環境に晒されると，フランジシール部に使用され

ているシール材が劣化し，フランジの開口に追従できなくなり格納容器

閉じ込め機能を損なう可能性がでてくる。 

そこで，機器搬入用ハッチのフランジシール部に使用されているシー

ル材（シリコンゴム）について，事故時環境下の耐性が優れた改良ＥＰ

ＤＭ製シール材に変更して格納容器閉じ込め機能の強化を図る。したが

って，改良ＥＰＤＭ製シール材について，事故時の温度や放射線による

劣化特性を試験により確認し，想定される事故シナリオにおけるシール

機能を評価する。なお，フランジ部のシール材は，プラントの定期検査

時に開放される場合には取り替えを実施しており，通常運転中における

劣化は極めて軽微であることから，事故条件下での評価を実施する。 

a. シール材（改良ＥＰＤＭ製）の圧縮永久ひずみ試験結果について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の事故時環境における劣化特性を確認する

ために，ＪＩＳ K 6262「加硫ゴム及び熱加塑性ゴムの常温・高温及び

低温における圧縮永久ひずみの求め方」に準じた圧縮永久ひずみ試験

を実施した。その結果を第3－6表に示す。なお，圧縮永久ひずみ測定

とは，所定の圧縮率をかけて変形させた後，開放時の戻り量を評価す

るものである。完全に元の形状に戻った場合を0％とし，全く復元せず
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に完全に圧縮された状態のままである状態を100％としている。例えば，

圧縮永久ひずみが第3－6表で示す 」は，シール材の初期締付量

が  であるとき，  戻ることを意味する。この場合，  の

フランジ部開口まではシール機能が確保可能と想定できる。 

b. 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験 

b‐1 実機を模擬した小型フランジ試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材の性能を確認するために，圧縮永久ひず

み試験に加え，実機フランジＯリング溝を模擬した小型試験装置を

用いて，事故条件を模擬した環境に曝露した後のシール機能を確認

した。試験装置を第3－5 図に示しており，実機Ｏリング溝の断面寸

法を1／2 スケールとして試験治具を製作し，予めγ線照射したシー

ル材を用いて試験体を作り，高温環境に曝露した後に気密確認試験

を実施した。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量は

フランジガスケット部の事故後7 日間（168時間）の累積放射線量の

目安である800kGy を用いて実施している。また，高温曝露は高温空

第 3－6 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量  

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 
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気及び高温蒸気で曝露し，温度については，格納容器限界温度であ

る200℃と，さらに余裕を見た250℃を設定し，それぞれ7日間(168

時間)一定温度で高温曝露している。また，試験治具のＯリング溝は

内側に  の段差があり，その段差の間からシール材が高温空気又

は蒸気に曝露されるため，事故時の格納容器過圧に伴うフランジ開

口を考慮した状態で，高温曝露ができる試験体となっている。高温

曝露後は，事故時に発生する水素を模擬するために，Ｈｅにより気

密確認試験を実施している。気密確認試験では，格納容器限界圧力

2Pd(0.62MPa)以上の気密性を確認するため最大で0.9MPaまで加圧し

て気密性を確認している。また，格納容器過圧に伴うフランジ開口

時のシール材の気密性を確認するために，高温曝露後の試験体フラ

ンジを0.8mm開口させ，その状態でもＨｅ気密確認試験を実施し，

0.9MPa加圧時に漏えいのないことを確認している。なお，開口量の

0.8mm は，2Pdにおける開口量が最も大きなトップヘッドフランジの

フランジ開口量（ ）を1／2 スケールにしたものと同等であ

る。

試験結果は第3－7表で示すとおり，本試験により200℃が168時間

継続した場合の改良ＥＰＤＭ製シール材のシール機能の健全性を確

認した。 
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第3－5 図 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験装置 

第3－7 表 Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 曝露条件 γ線照射量 
開口変位 

模擬
0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 
乾熱 200℃， 

168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 

b‐2 実機フランジ模擬試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材は前述の小型フランジ試験に加え，より

大口径（ガスケット径：約250mm）の実機フランジ模擬試験（実機フ

ランジモデル試験）も実施しており，実機条件に近い状態でのシー

ル健全性の確認を行っている。試験装置は第3－6図，第3－7図に示
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しており，試験フランジの溝断面形状は実機と同じとし，溝径を縮

小した試験フランジとする。試験試料の断面形状は実機と同じとし，

径を縮小した試験試料とする。予めγ線照射したシール材を用いて

試験体を作り，高温環境に曝露した後に気密確認試験を実施する。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量は

フランジガスケット部の事故後7日間の累積放射線量の目安である

800kGyを用いて実施している。また，改良ＥＰＤＭ製シール材の劣

化は一般的に酸素により引き起こされるとの知見に基づき，高温曝

露は蒸気ではなく高温空気（乾熱）で曝露し，温度については，格

納容器限界温度である200℃と，さらに余裕を見た250℃，300℃とし，

それぞれ定める期間を一定温度で高温曝露する。また，内圧作用時

の実機フランジの開口を模擬するため，フランジ面に調整シムを挟

んで押し込み量を調整できる装置にしている。 

本試験装置によりシール材を高温曝露した後，気密確認試験を実

施した。気密確認試験では，格納容器限界圧力2Pd（0.62MPa）を包

絡する圧力で気密性を確認した。 



3－17 

第3－6 図 実機フランジ模擬試験の装置概要 

第3－7 図 実機フランジ模擬試験装置の外観 

試験結果を第3－8 表に示す。フランジによるガスケット試験体の

押し込み量が最小限（0mm）であっても，有意な漏えいは発生せず，

200℃・168時間，250℃・96時間，300℃・24時間の耐性が確認され

た。第3－8図に200℃・168時間の試験ケースにおける試験体の外観

を示す。第3－8図より，フランジとガスケット試験体との接触面を

試験装置外観（フランジ開放時） 試験装置外観（フランジ密閉時） 
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境界として劣化（表面のひび割れ）は内周側で留まり，外周側に有

意な劣化が見られないことから，フランジ接触面でシール機能を維

持できていることが確認された。また，断面形状より，劣化（表面

のひび割れ）はガスケット試験体の表面層のみで留まっているため，

有意な劣化が進行していないことが確認された。 

第 3－8 表 シビアアクシデント条件での試験結果 

No. 試験体 温度 継続時間 押し込み量 
漏えい 

の有無 

1 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
200℃ 168 時間 0mm 無 

2 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
250℃ 96 時間 0mm 無 

3 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
300℃ 24 時間 0mm 無 

下記条件は全ケース共通 

試験圧力：2Pd 以上（0.854MPa 以上），放射線照射量：800kGy， 

加圧媒体：乾熱（空気） 

漏えい判定基準：1cc／min 以上の漏えい量が 30 分以上継続した場合に漏え

い有とする。 
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第 3－8 図 試験後の試験体外観（200℃・168 時間） 



3－20 

  c. 機器搬入用ハッチフランジの開口量評価 

ガスケットの健全性を評価するにあたり，機器搬入用ハッチフランジに

許容される開口量について以下のように設定する。 

第 3－9 図に開口量とシール材のシール性関係図を示す。東海第二発電所

の機器搬入用ハッチフランジは，タング（突起）がガスケットを押し込む

構造であり，フランジの定格締付量（タング押込量）は である。圧

力の増加に伴いフランジ部は開口するが，「シール材（改良ＥＰＤＭ製）の

圧縮永久ひずみ試験」より得られたガスケットの圧縮永久ひずみ率 を

もとに，ガスケットの事故時環境における最大復元量を評価すると，

（＝ ×(100％－ )）となる。また，「実機フランジ模擬試験」から

200℃，2Pd におけるタング押込量 0mm においてシール機能が維持されてい

ることを確認したことから，許容開口量は，最大復元量と同じ に設

定する。 

本評価に用いる許容開口量は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」シーケンスのベント実施タイミング（事故後約

第 3－9 図 ひずみ率と許容開口量関係図 

初期状態 200°，2Pd状態

ひずみ率0％ ひずみ率

トップヘッドフランジのガスケットは，
定格締付量（タンク押込量）
である。ひずみ率が0％であれば，
締付けを開放した場合，ガスケット
は 回復する。

重大事故環境では，ガスケットが劣
化し，ひずみ率が大きくなる。圧縮
永久ひずみ試験の結果より，開口
量が 以下であればシール機
能は維持できる。

 

機器ハッチ
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19 時間）における環境条件を包絡する 168 時間後における圧縮永久ひず

み試験結果（ひずみ率）から としている。 

したがって，(2)b.項にて求めた 200℃，2Pd（0.62MPa[gage]）におけ

る開口量は，内側ガスケット部で ，外側ガスケット部で

であり，許容開口量 を下回り，シール機能が維持できることを確

認した（第 3－10 図）。 

第 3－10 図 圧力と開口量の関係（東海第二発電所モデル，200℃） 
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3.3 評価結果 

機器搬入用ハッチの健全性評価結果を第3－9表に示す。 

第3－9 表 機器搬入用ハッチの健全性評価結果 

No. 大項目 評価方法 評価 結果 

(1) 本体の耐圧 ①既工認の評価値を用

いた評価 

200℃，2Pdにおける一次応力

は，許容値：Suを満足するこ

とを確認 

許容圧力は，2Pd以上であるこ

とを確認

○ ②許容圧力評価 

(2) フランジ固定部

の強度 

①締付けボルト評価 200℃，2Pdにおける締付ボル

トの一次応力は，許容値：2

／3 Suを満足することを確認 

○ 

②フランジ開口評価 200℃，2Pdにおけるフランジ

開口を評価 

（(3)ガスケットの健全性と

併せて健全性評価を行う） 

－ 

(3) ガスケットの健

全性 

シール材劣化，開口量

評価  

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ

製シール材）の事故時環境

における劣化特性を考慮し

ても200℃，2Pdにおけるフ

ランジ開口量は，許容開口

量以下となり，シール機能

が維持されることを確認 

○ 

以上により，機器搬入用ハッチについては，200℃，2Pd環境下でも，放

射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

なお，更なる安全性向上対策として，重大事故後の長期におけるシール

機能健全性を補強するために，高温蒸気に耐性があるバックアップシール

材を追加塗布する。その有効性については，バックアップシール材の試験

を元に評価し，格納容器閉じ込め機能の信頼性を確認した。 
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4. サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

4.1 評価方針 

サプレッション・チェンバアクセスハッチは，フランジ付きの円筒胴が

原子炉格納容器の貫通部に溶接固定され，この円筒胴のフランジに鏡板フ

ランジをボルト固定しており，フランジ間のシールにはシリコンゴムのガ

スケットを使用している。フランジにはシール溝が二重に配置されており，

原子炉格納容器内側・外側のそれぞれのシール溝にガスケットを取り付け

る二重シール構造になっている。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの設計時に考慮される機能喪

失要因は，脆性破壊，疲労破壊及び延性破壊が考えられる。今回の評価条

件である 200℃，2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でな

いこと，繰り返し荷重が作用しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評

価対象外と考えることができる。 

シール部については，内圧が低い段階ではボルトの締め付けにより開口

は抑制されるが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することにより，外部

への漏えい経路を形成する。 

また，フランジが開口してもフランジの密閉性を担保しているシール材

が健全であれば，シール材が開口に追従するため外部への漏えいを防止す

ることができるが，重大事故環境に晒されると，シール材が高温劣化し，

フランジの開口に追従できなくなりシール機能の低下が想定される。 

したがって，サプレッション・チェンバアクセスハッチの機能喪失要因

は，原子炉格納容器内圧による過度な塑性変形に伴う延性破壊，また，フ

ランジ部の変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えら

れる。 
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このため，200℃，2Pd での健全性確認には以下の評価が必要である。 

・本体の耐圧 

・フランジ固定部の強度 

・ガスケットの健全性 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価対象と評価方法を第 4

－1 表に，評価対象を第 4－1 図にそれぞれ示す。 

第 4－1 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価対象 

第 4－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 
（円筒胴，鏡板，フランジ部）

延性破壊 

・既工認の評価結果を用い

た評価 

・設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

・既工認に準拠した評価 

シール部 
（フランジ，ガスケット） 

開口，シール材
劣化 

・有限要素法を用いた弾塑

性解析結果を活用した評

価 

・試験結果等に用いた評価 
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(1) 本体の耐圧 

a. 既工認の評価値を用いた応力評価 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの構造健全性評価として，

既工認にて認可された評価値（圧力及び自重を考慮した応力値）を用

いた評価を実施する。評価温度・圧力（200℃，2Pd）における発生応

力 PＬ＋Pｂを算出し，発生応力が原子炉格納容器の Su 値（200℃）に相

当する許容応力以下であることを確認する。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種

類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，国

内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して

設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過するサプレッション・チェンバアクセスハッチの限界温度及び許容

圧力の妥当性を確認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一

般膜応力強さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応

力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，サプレッション・チ

ェンバアクセスハッチに発生する応力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su

以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能要求（放射性

物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）
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に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの

許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 

b. 許容圧力評価 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの構造健全性評価として，

サプレッション・チェンバアクセスハッチの部材において内圧による

荷重を受け止める部位のうち円筒胴及び鏡板について，設計・建設規

格に示される円筒胴及び鏡板の内圧に対する必要厚さの評価式を準用

し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd＋ＳＡ時の水頭圧を上回

ることを確認する。 

ここで，設計建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊評

価は一次応力の評価を実施することとなっている。 

一方，設計・建設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種

類及び温度ごとに材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに，国

内 Su 値検討会で設定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して

設定されたものである（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過するサプレッション・チェンバアクセスハッチの限界温度及び許容
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圧力の妥当性を確認するものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一

般膜応力強さ）には 1.5，PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応

力強さ）には 1.0 とした評価を行う。すなわち，サプレッション・チ

ェンバアクセスハッチに発生する応力が，Pｍが 2／3Su，PＬ＋Pｂが Su

以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能要求（放射性

物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）

に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの

許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 

(2) フランジ固定部の強度 

a. 締付けボルトの強度評価 

サプレッション・チェンバアクセスハッチのフランジ締付ボルトに

ついて，200℃，2Pd における強度を評価する。 
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b. フランジの開口評価 

原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけるフランジ開

口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑性解析結果を活用し，

サプレッション・チェンバアクセスハッチにおける開口量を評価する。 

(3) ガスケットの健全性 

シール材（ガスケット）には，従来はシリコンゴムを使用しているが，

福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能性があることも踏まえ，

より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシール材に変更する。改良ＥＰ

ＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能を確認するために，

圧縮永久ひずみ試験結果をもとに格納容器限界開口量を評価し，重大事

故等時におけるフランジ開口量と比較することで格納容器閉じ込め機能

を評価する。 

4.2 評価 

(1) 本体の耐圧 

a. 既工認の評価値を用いた応力評価 

サプレッション・チェンバアクセスハッチに対して，既工認にて認

可された評価値（圧力及び自重を考慮した応力値）を用いた応力評価

を実施する。評価する対象は，サプレッション・チェンバアクセスハ

ッチの開口補強周りと原子炉格納容器本体との接合部であり，サプレ

ッション・チェンバアクセスハッチの自重及び開口部周辺の局所に生

じる応力が発生する箇所であるサプレッション・チェンバアクセスハ

ッチの取付部とした。評価対象箇所を第 4－2 図に示す。なお，対象箇

所は，既工認において，取付部で最も厳しい箇所を示している。既工
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認時は，一次＋二次応力の評価も実施しているが，本評価は原子炉格

納容器の重大事故時の限界圧力，温度が条件であり，繰り返し発生し

ないことから，繰り返し荷重を考慮する必要がない。このことから，

設計・建設規格における運転状態Ⅳ，供用状態Ｄの考え方と同様に，

疲労破壊を制限するための一次＋二次応力評価は省略する。 
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第 4－2 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価対象箇所 

：評価点 
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    サプレッション・チェンバアクセスハッチの応力評価結果を以下に示

す。発生応力は許容応力以下であることを確認した。よって，サプレッ

ション・チェンバアクセスハッチは，200℃，2Pd において，十分な強度

を有する。 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pｍ PＬ＋Pｂ

応力

強さ 

許容

応力 

応力

強さ 

許容

応力 

P6-4 
サプレッション・チェンバ

アクセスハッチ取付部 
－ － 422 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする。  
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b. 許容圧力評価 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの円筒胴及び鏡板の構造

健全性について，設計・建設規格に定められている円筒胴及び鏡板の

内圧に対する必要厚さの評価式を準用し，許容圧力の評価を実施した。

評価部位として，内圧による荷重を受け止める部位（円筒胴，鏡板）

を選択し，許容圧力を評価した。 

評価に用いた主要仕様を第 4－2 表 に示す。 

第 4－3 表 に，サプレッション・チェンバアクセスハッチの許容圧

力評価結果を示す。 

第 4－2 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

最高使用圧力（MPa） 0.31 

最高使用温度（℃） 104.5 

材料 ASME SA516 Gr.70(SGV480 相当) 

内径（mm） 

胴板厚さ（mm） 

蓋板厚さ（mm） 
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第 4－3 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの許容圧力評価結果 

(2)フランジ固定部の強度 

a. 締付ボルトの強度評価 

フランジの締付ボルトについて，200℃，2Pd における強度評価を，

既工認の強度計算をベースに評価する。サプレッション・チェンバア

クセスハッチの締付ボルト基本仕様を第 4－4 表，評価結果を第 4－5

表に示すが，発生応力は，許容応力以下であることから，締付ボルト

は 200℃，2Pd において健全である。 

②鏡板：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3323(1)項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （R＋0.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

R 鏡板内半径（mm） 

P 200℃における許容圧力 10.637 

10.637MPa[gage] ＞ [gage]（2Pd＋SA 時の水頭圧） 

①円筒胴：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P = 2Sηt ／ (Dｉ＋1.2t) 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径（mm） 

P 200℃における許容圧力 4.493 

4.493MPa[gage] ＞ [gage]（2Pd＋SA 時の水頭圧） 
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第 4－4 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

締付ボルトの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

ボルト材質 ASME SA320 Gr.L43(SNCM439 相当) 

ボルト呼び 

ボルトの本数 

第 4－5 表 締付ボルトの評価結果（単位:MPa） 

項目 東海第二発電所 許容値 

サプレッション・チェンバ

アクセスハッチ
576 

b. フランジの開口評価

原子炉格納容器の重大事故等時の過温，過圧時におけるフランジ開

口量を評価するために，有限要素法を用いた弾塑性解析結果を活用し，

サプレッション・チェンバアクセスハッチ部における開口量を評価し

た。解析モデルを第 4－3 図に，開口量の解析評価結果を第 4－4 図に

それぞれ示す。 

2Pd における開口量は，内側ガスケット部で ，外側ガスケッ

ト部で  となる。 

第 4－3 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチ開口部評価解析モデル 
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第 4－4 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチの 

各ガスケット部の圧力と開口変位の関係 

(3) ガスケットの健全性

フランジシール部は，内圧が低い段階ではボルトの初期締付けにより

開口は抑制されているが，内圧の上昇に伴って開口量が増加することに

より，外部への漏えい経路を形成する。ただし，フランジ部が開口して

も，フランジ部の密閉性を担保しているシール材が健全であれば，シー

ル材が開口に追従するため外部への漏えいを防止することができる。し

かしながら，重大事故環境に晒されると，フランジシール部に使用され

ているシール材が劣化し，フランジの開口に追従できなくなり格納容器

閉じ込め機能を損なう可能性がでてくる。 

そこで，サプレッション・チェンバアクセスハッチのフランジシール

部に使用されているシール材（シリコンゴム）について，事故時環境下

の耐性が優れた改良ＥＰＤＭ製シール材に変更して格納容器閉じ込め機

能の強化を図る。したがって，改良ＥＰＤＭ製シール材について，事故
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時の温度や放射線による劣化特性を試験により確認し，想定される事故

シナリオにおけるシール機能を評価する。なお，フランジ部のシール材

は，プラントの定期検査時に開放される場合には取り替えを実施してお

り，通常運転中における劣化は極めて軽微であることから，事故条件下

での評価を実施する。 

a. シール材（改良ＥＰＤＭ製）の圧縮永久ひずみ試験結果について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の事故時環境における劣化特性を確認する

ために，ＪＩＳ K 6262「加硫ゴム及び熱加塑性ゴムの常温・高温及び

低温における圧縮永久ひずみの求め方」に準じた圧縮永久ひずみ試験

を実施した。その結果を第4－6表に示す。なお，圧縮永久ひずみ測定

とは，所定の圧縮率をかけ変形させた後，開放時の戻り量を評価する

ものである。完全に元の形状に戻った場合を0％とし，全く復元せずに

完全に圧縮された状態のままである状態を100％としている。圧縮永久

ひずみが第4－6表で示す 」は，シール材の初期締付量が  で

あるとき，  戻ることを意味する。この場合，  のフランジ

部開口まではシール機能が確保可能である。 
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b. 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験 

b－1 実機を模擬した小型フランジ試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材の性能を確認するために，圧縮永久ひず

み試験に加え，実機フランジＯリング溝を模擬した小型試験装置を

用いて，事故条件を模擬した環境に曝露した後のシール機能を確認

した。試験装置を第4－5図に示しており，実機Ｏリング溝の断面寸

法を1／2スケールとして試験治具を製作し，予めγ線照射したシー

ル材を用いて試験体を作り，高温環境に曝露した後に気密確認試験

を実施した。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量は

フランジガスケット部の事故後7日間の累積放射線量の目安である

800kGyを用いて実施している。また，高温曝露は高温空気及び高温

蒸気で曝露し，温度については，格納容器限界温度である200℃と，

さらに余裕を見た250℃を設定し，それぞれ7日間（168時間）一定温

度で高温曝露している。また，試験治具のＯリング溝は内側に  の

段差があり，その段差の間からシール材が高温空気又は蒸気に曝露

第 4－6 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量  

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 
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されるため，事故時の格納容器過圧に伴うフランジ開口を考慮した

状態で，高温曝露ができる試験体となっている。高温曝露後は，事

故時に発生する水素を模擬するために，Ｈｅにより気密確認試験を

実施している。気密確認試験では，格納容器限界圧力2Pd(0.62MPa)

以上の気密性を確認するため最大で0.9MPaまで加圧して気密性を確

認している。また，格納容器過圧に伴うフランジ開口時のシール材

の気密性を確認するために，高温曝露後の試験体フランジを0.8mm

開口させ，その状態でもＨｅ気密確認試験を実施し，0.9MPa加圧時

に漏えいのないことを確認している。なお，開口量の0.8mmは，2Pd

における開口量が最も大きなトップヘッドフランジのフランジ開口

量（ ）を1／2スケールにしたものと同等である。

試験結果は第4－7表で示すとおり，本試験により200℃が168時間

継続した場合の改良ＥＰＤＭ製シール材のシール機能の健全性を確

認した。 

第4－5 図 改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験装置 
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第4－7 表 Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 曝露条件 γ線照射量 
開口変位 

模擬
0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 
乾熱 200℃， 

168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気 1MPa，

250℃，168 時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 

b－2 実機フランジ模擬試験 

改良ＥＰＤＭ製シール材は前述の小型フランジ試験に加え，より

大口径（ガスケット径：約250mm）の実機フランジ模擬試験（実機フ

ランジモデル試験）も実施しており，実機条件に近い状態でのシー

ル健全性の確認を行っている。試験装置は第4－6図，第4－7図に示

しており，試験フランジの溝断面形状は実機と同じとし，溝径を縮

小した試験フランジとする。試験試料の断面形状は実機と同じとし，

径を縮小した試験試料とする。予めγ線照射したシール材を用いて

試験体を作り，高温環境に曝露した後に気密確認試験を実施する。 

試験条件としては，事故条件を模擬するために，放射線照射量は

フランジガスケット部の事故後7日間の累積放射線量の目安である

800kGyを用いて実施している。また，ＥＰＤＭの劣化は一般的に酸

素により引き起こされるとの知見に基づき，高温曝露は蒸気ではな

く高温空気（乾熱）で曝露し，温度については，格納容器限界温度

である200℃と，さらに余裕を見た250℃，300℃とし，それぞれ定め
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る期間を一定温度で高温曝露する。また，内圧作用時の実機フラン

ジの開口を模擬するため，フランジ面に調整シムを挟んで押し込み

量を調整できる装置にしている。 

本試験装置によりシール材を高温曝露した後，気密確認試験を実

施した。気密確認試験では，格納容器限界圧力2Pd（0.62MPa）を包

絡する圧力で気密性を確認した。 

第4－6 図 実機フランジ模擬試験の装置概要 

第4－7 図 実機フランジ模擬試験装置の外観 

試験装置外観（フランジ開放時） 試験装置外観（フランジ密閉時） 
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試験結果を第4－8 表に示す。フランジによるガスケット試験体の

押し込み量が最小限（0mm）であっても，有意な漏えいは発生せず，

200℃・168時間，250℃・96時間，300℃・24時間の耐性が確認され

た。第4－8 図に200℃・168時間の試験ケースにおける試験体の外観

を示す。第4－8図より，フランジとガスケット試験体との接触面を

境界として劣化（表面のひび割れ）は内周側で留まり，外周側に有

意な劣化が見られないことから，フランジ接触面でシール機能を維

持できていることが確認された。また，断面形状より，劣化（表面

のひび割れ）はガスケット試験体の表面層のみで留まっているため，

有意な劣化が進行していないことが確認された。 

第 4－8 表 シビアアクシデント条件での試験結果 

No. 試験体 温度 継続時間 押し込み量 
漏えい 

の有無 

1 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
200℃ 168 時間 0mm 無 

2 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
250℃ 96 時間 0mm 無 

3 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
300℃ 24 時間 0mm 無 

下記条件は全ケース共通 

試験圧力：2Pd 以上（0.854MPa 以上），放射線照射量：800kGy， 

加圧媒体：乾熱（空気） 

漏えい判定基準：1cc／min 以上の漏えい量が 30 分以上継続した場合に漏え

い有とする。 
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第 4－8 図 試験後の試験体外観（200℃・168 時間） 



4－21 

  c. サプレッション・チェンバアクセスハッチのフランジの開口量評価 

ガスケットの健全性を評価するにあたり，サプレッション・チェンバア

クセスハッチのフランジに許容される開口量について以下のように設定す

る。 

第 4－9 図に開口量とシール材のシール性関係図を示す。東海第二発電所

のサプレッション・チェンバアクセスハッチのフランジは，タング（突起）

がガスケットを押し込む構造であり，フランジの定格締付量（タング押込

量）は である。圧力の増加に伴いフランジ部は開口するが，「シール

材（改良ＥＰＤＭ製）の圧縮永久ひずみ試験」より得られたガスケットの

圧縮永久ひずみ率 をもとに，ガスケットの事故時環境における最大復

元量を評価すると， （＝ ×(100％－ )）となる。また，「実

機フランジ模擬試験」から 200℃，2Pd におけるタング押込量 0mm において

シール機能が維持されていることを確認したことから，許容開口量は，最

大復元量と同じ に設定する。 

本評価に用いる許容開口量は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

第 4－9 図 ひずみ率と許容開口量関係図 

初期状態 200°，2Pd状態

ひずみ率0％ ひずみ率

トップヘッドフランジのガスケットは，
定格締付量（タンク押込量）
である。ひずみ率が0％であれば，
締付けを開放した場合，ガスケット
は 回復する。

重大事故環境では，ガスケットが劣
化し，ひずみ率が大きくなる。圧縮
永久ひずみ試験の結果より，開口
量が 以下であればシール機
能は維持できる。

 

ＳＣハッチ
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納容器過圧・過温破損）」シーケンスのベント実施タイミング（事故後約

19 時間）における環境条件を包絡する 168 時間後における圧縮永久ひず

み試験結果（ひずみ率）から としている。 

したがって，(2)b.項にて求めた 200℃，2Pd（0.62MPa[gage]）におけ

る開口量は，内側ガスケット部で ，外側ガスケット部で

であり，許容開口量 を下回り，シール機能が維持できることを確

認した（第 4－10 図）。 

第 4－10 図 圧力と開口量の関係（東海第二発電所モデル，200℃） 
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4.3 評価結果 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの健全性評価結果を第4－12表

に示す。 

第4－12 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの健全性評価結果 

No. 大項目 評価方法 評価 結果 

(1) 本体の耐圧 ①既工認の評価値を用

いた評価 

200℃，2Pdにおいて一次応力

は，許容値：Suを満足するこ

とを確認 

許容圧力は2Pd＋SA時の水頭

圧以上であることを確認

○ ②許容圧力評価 

(2) フランジ固定部

の強度 

①締付けボルト評価 200℃，2Pdにおける締付ボル

トの一次応力は，許容値：2

／3 Suを満足することを確認 

○ 

②フランジ開口評価 200℃，2Pdにおけるフランジ

開口を評価 

（(3)ガスケットの健全性と

併せて健全性評価を行う） 

－ 

(3) ガスケットの健

全性 

シール材劣化，開口量

評価 

・ガスケット（改良ＥＰＤＭ

製シール材）の事故時環境

における劣化特性を考慮し

ても200℃，2Pdにおけるフ

ランジ開口量は，許容開口

量以下となり，シール機能

が維持されることを確認 

○ 

以上により，サプレッション・チェンバアクセスハッチについては，200℃，

2Pd環境下でも，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

なお，更なる安全性向上対策として，重大事故後の長期におけるシール

機能健全性を補強するために，高温蒸気に耐性があるバックアップシール

材を追加塗布する。その有効性については，バックアップシール材の試験

を元に評価し，格納容器閉じ込め機能の信頼性を確認した。 
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5. 所員用エアロック 

5.1 評価方針 

所員用エアロックは，円筒胴が原子炉格納容器の貫通部に溶接固定され

ており，円筒胴の両端に平板（隔壁）を溶接し，人が出入りできる開口部

を設けている。この開口部に枠板（隔壁）を溶接し，枠板の前面を開閉扉

で塞ぐ構造である。枠板の前面と扉間のシールにはシリコンゴムのガスケ

ットを使用している。なお，トップヘッドフランジやハッチ類と異なり，

原子炉格納容器加圧時は所員用エアロック扉が支持部に押しつけられる構

造となっているため，扉板が開くことはない。 

隔壁には扉開閉ハンドル軸，開閉表示盤の電線管が貫通しており，貫通

部にはふっ素系シール材を使用している。また，隔壁に接続する均圧配管

にはフランジ部及び均圧弁にシール材を使用しており，フランジ部には非

石綿系シートガスケット，均圧弁シート部にはふっ素系シール材を使用し

ている。 

所員用エアロックの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲

労破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返

し荷重が作用しないこと，有意な圧縮力が所員用エアロックに生じないこ

とから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，所員用エアロックの機能喪失要因は，高温状態で原子炉格

納容器内圧を受けることによる，過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定さ

れる。 

また，シール部のうち扉板部については，原子炉格納容器内の圧力が上

昇した際に，扉板は所員用エアロック本体側に押し付けられる構造である

ため，圧力により扉板が開くことはないが，高温状態で内圧を受けること
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による扉板のわずかな変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低

下が想定される。なお，その他のシール部についても高温劣化によるシー

ル機能の低下が想定される。 

そのため，所員用エアロック本体の塑性変形に伴う延性破壊，並びに，

扉の変形及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。 

このため，200℃，2Pd での健全性確認には以下の評価が必要である。 

・本体の耐圧 

・ガスケットの健全性 

所員用エアロックの評価対象と評価方法を第 5－1 表に，評価対象を第 5

－1 図にそれぞれ示す。 

第 5－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象（シール材） 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部

円筒胴 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を
準用した評価 

隔壁 延性破壊 
既工認の評価結果を用いた
評価 

シ
ー
ル
部

扉板 
（ガスケット） 

開口，シール材
劣化 

機械工学便覧の計算式を用
いた評価 
試験結果等を用いた評価 

扉開閉ハンドル貫通部 
（Ｏリング） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

電線管貫通部 
（シール材） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

均圧配管フランジ部 
（ガスケット） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

均圧弁 
（シート部） 

シール材劣化 試験結果等を用いた評価 
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(1) 本体の耐圧 

a. 許容圧力評価 

所員用エアロックの構造健全性評価として，所員用エアロックにお

いて内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴について，既工

認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要厚さの評価

式を準用し，許容圧力の評価を行い，許容圧力が 2Pd を上回ることを

確認する。 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。一方，設計・建

設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度ごとに

材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設定

された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたものであ

る（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

第 5－1 図 所員用エアロックの評価対象 
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今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過する所員用エアロックの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認する

ものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 

とした評価を行う。すなわち，所員用エアロックに発生する応力が， 

Pｍが 2／3Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全で機能

要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍの許容値と同等である。なお，耐圧機能維持の観

点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）に保証を

与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの許容応力

は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定現象の評

価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであり，Pｍは

2／3Su と規定されている。Pｍは，膜応力であり断面の応力が Su に到

達すると直ちに破損に至るため割下げ率 1.5 を考慮して規定されてい

る。 

b. 既工認の評価値を用いた応力評価 

所員用エアロックの隔壁の構造健全性を確認するため，既工認にお

いて最も厳しい応力点を代表評価点として，既工認の評価値を準用し，

原子炉格納容器の限界温度 200℃，限界圧力 2Pd の条件における応力

評価を実施する。（隔壁部の代表評価点以外の応力評価点については別

添 5－1 参照） 

ここで，設計・建設規格の解説表 PVB‐3110‐1 において，延性破壊

評価は一次応力の評価を実施することとなっている。一方，設計・建
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設規格における一次応力強さの許容値は，材料の種類及び温度ごとに

材料試験（引張試験）を実施した結果をもとに国内 Su 値検討会で設

定された設計引張強さ（Su）に割下げ率を考慮して設定されたもので

ある（設計・建設規格 解説 GNR‐2200）。 

今回の評価は，設計基準である最高使用温度及び最高使用圧力を超

過する所員用エアロックの限界温度及び許容圧力の妥当性を確認する

ものであるため，上記割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5，

PＬ＋Pｂ（一次局部膜応力強さ＋一次曲げ応力強さ）には 1.0 とした評

価を行う。すなわち，所員用エアロックに発生する応力が，Pｍ が 2

／3Su，PＬ＋Pｂが Su 以下であれば，延性破壊には至らず，構造は健全

で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確保できると考える。 

この許容値の考え方は，設計・建設規格 解説 PVB‐3111 に示すよう

に，供用状態Ｄの Pｍ，PＬ＋Pｂの許容値と同等である。なお，耐圧機

能維持の観点から，安全評価上の仮定（原子炉冷却材喪失事故を想定）

に保証を与える目的で応力評価を行う設計・建設規格の供用状態Ｄの

許容応力は，鋼材の究極的な強さを基に，弾性計算により塑性不安定

現象の評価を行うことへの理論的安全裕度を考慮して定めたものであ

り，Pｍは 2／3Su，PＬ＋Pｂは 1.5×2／3Su（=Su）と規定されている。

前者は，膜応力であり断面の応力が Su に到達すると直ちに破損に至る

ため割下げ率 1.5 を考慮して規定されているが，後者は，断面表面が

Su に到達しても断面内部は更なる耐荷能力があり直ちに破損には至

らないため割下げ率は 1.0 としている。 
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(2) ガスケットの健全性 

a. 扉のシール材 

所員用エアロックの扉に用いられているシール材は，従来はシリコ

ンを使用しているが，福島第一原子力発電所事故で高温劣化した可能

性があることも踏まえ，より高温耐性に優れた改良ＥＰＤＭ製のシー

ル材に変更する。所員用エアロック扉閉止時は，扉は原子炉格納容器

内圧により扉板が支持部に押付けられる構造であり，圧力により扉板

が開くことはない。しかし，高温状態で内圧を受けることによる扉板

のわずかな変形によりガスケット部の微小な開口が予想されるため，

圧力による開口量を機械工学便覧のはりのたわみ計算式に基づき評価

する。改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能

を確認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに許容開口量を評

価し，重大事故時における扉板部の開口量と比較することで格納容器

閉じ込め機能を評価する。 

なお，シール材の高温劣化については，エアロックの扉に使用され

るシール材がトップヘッドフランジ及びハッチ類と同一であり，事故

時の耐環境性に優れた改良ＥＰＤＭ製シール材であること，事故時に

は格納容器の内圧により扉が押し付けられシール部を抑え込む方向で

あること及び扉が二重に設けられることから，原子炉格納容器閉じ込

め機能への影響度は小さいと考え，トップヘッドフランジ・ハッチ類

の評価にて代表するものとする。所員用エアロックの構造概略図を第

5-2 図に示す。なお，エアロックのシール材は，プラントの定期検査

時に開放される場合には取り替えを実施しており，通常運転中におけ

る劣化は極めて軽微であることから，事故条件下での評価を実施する。 
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第 5－2 図 所員用エアロックの構造概略図 

b. 扉以外のシール材 

所員用エアロックには，扉のシリコンガスケット以外に格納容器閉

じ込め機能を確保するための隔壁貫通部にシール材が使用されている

が，今後，事故時の耐環境性に優れた第 5－2 表に示すシール材に変更

する。 

これらのシール材について試験結果及び一般的な材料特性により重

大事故環境下における耐性を確認する。 

第 5－2 表 所員用エアロック（扉以外）のシール材 

対象部位 シール材 

扉開閉ハンドル貫通部 

（Ｏリング） 
改良ＥＰＤＭ材 

電線管貫通部（シール材） 膨張黒鉛材 

均圧配管フランジ部 

（ガスケット） 

改良ＥＰＤＭ材 又は 

膨張黒鉛材 

均圧弁（シート部） ＰＥＥＫ材 
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5.2 評価 

(1) 本体の耐圧 

a. 許容圧力評価 

所員用エアロックの構造健全性評価として，所員用エアロックにお

いて内圧による荷重を受け止める部位のうち，円筒胴について，既工

認と同様の評価手法である設計・建設規格に示される必要厚さの評価

式を準用し，許容圧力の評価を実施した。 

評価に用いた主要仕様を第 5－3 表 に示す。 

第 5－4 表 に，所員用エアロックの許容圧力評価結果を示す。 

第 5－3 表 所員用エアロックの主要仕様 

項目 東海第二発電所 

最高使用圧力（MPa） 0.31 

最高使用温度（℃） 171 

材料 ASME SA516 Gr.70(SGV480 相当) 

内径（mm） 

胴板厚さ（mm） 

第 5－4 表 所員用エアロックの許容圧力評価結果 

①円筒胴：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Sｕ値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径（mm） 

P 200℃における許容圧力 3.716 

3.716MPa ＞ 0.62MPa（2Pd） 
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b. 既工認の評価値を用いた応力評価 

所員用エアロックの隔壁に対して，既工認の評価値を用いた応力評

価を実施する。評価対象箇所を第 5－3 図に示す。なお，対象箇所は，

既工認において，最も厳しい箇所を示している。 

第 5－3 図 所員用エアロックの評価対象箇所 

：評価点 
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    所員用エアロックの応力評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力

以下であることを確認した。よって，所員用エアロックは，200℃，2Pd

において，十分な強度を有する。 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pm PL＋Pb

応力

強さ 

許容

応力 

応力

強さ 

許容

応力 

P8 隔壁 － －  422 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする。  
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(2) ガスケットの健全性 

a. 扉のシール材 

    a‐1 扉板部の開口量評価  

所員用エアロック扉閉止時は，扉は原子炉格納容器内圧により扉

板が支持部に押付けられる構造であり，圧力により扉板が開くこと

はない。しかし，高温状態で内圧を受けることによる扉板のわずか

な変形によりガスケット部の微小な開口が予想されるため，圧力に

よる開口量を機械工学便覧のはりのたわみ計算式に基づき評価した。

改良ＥＰＤＭ製シール材による事故時の格納容器閉じ込め機能を確

認するために，圧縮永久ひずみ試験結果をもとに許容開口量を評価

し，重大事故時における扉板部の開口量と比較することで格納容器

閉じ込め機能を評価した。 

許容開口量の設定に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久

ひずみ試験結果を第 5－5 表に示す。 

許容開口量の設定に使用する試験結果は，トップフランジの設定

の考え方と同様，168 時間のひずみ率とする。また，扉板シール部

第 5－5 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量  

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 



5－12 

の定格押込量が であることを踏まえ，許容開口量は （＝

定格締付量 ×（100％－ ）／100%）とする。 

機械工学便覧のはりのたわみ計算式を用いて求めた，所員用エア

ロック扉板の変位量は第 5－6 表に示すとおり であり，許容

開口量 を下回る。 

所員用エアロック扉の変形概念図を第 5－4 図に示す。 

第 5－6 表 所員用エアロック（扉板）の開口量評価結果 

評価式：機械工学便覧 

δ＝ w×L１ ／ （24×E×I）×（3L１
３＋6L１

２×L２－L２
３） 

w ＝ P×b       （w：単位荷重） 

I ＝ b×h３／12  （I：断面二次モーメント） 

P 圧力（MPa[gage]） 0.62 

b 扉板の幅（mm） 

L１ 支点からシール部までの長さ（mm） 

E 縦弾性係数（MPa） 191,000 

h 扉板の厚さ（mm） 

L２ 支点間の長さ（mm） 

δ 変位量（mm） 

第 5－4 図 所員用エアロック扉の変形概念図 
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b. 扉以外のシール材 

所員用エアロックには，扉のシリコンガスケット以外に格納容器閉

じ込め機能を確保するための隔壁貫通部にシール材が使用されている

が，今後，事故時の耐環境性に優れた第 5－2 表に示すシール材に変更

する。 

これらのシール材について試験結果及び一般的な材料特性により重

大事故環境下における耐性を確認した。 

扉開閉ハンドル貫通部及び均圧配管フランジ部に使用する改良ＥＰ

ＤＭ製シール材については，第 5－5 表の圧縮永久ひずみ試験結果に示

すとおり，重大事故環境下においても十分な耐性を有することを確認

している。 

電線管貫通部及び均圧配管フランジ部に使用する膨張黒鉛材は，一

般的に 400℃程度の高温環境下においても高い安定性を得ることがで

きるシール材料であり，第 5－7 表に示す材料特性から，重大事故環境

下においても十分な耐性を有することを確認した。 

均圧弁シート部に使用するＰＥＥＫ材は，一般的に 200℃程度の高温

環境下においても高い安定性を得ることができるシール材料であり，第

5－8 表に示す材料特性から，重大事故環境下においても十分な耐性を有

することを確認した。 

第 5－7 表 膨張黒鉛材の材料特性 

シール材 
仕様 

耐熱温度 耐圧性 耐放射線性 

膨張黒鉛材 400℃以上 6.9MPa 約 15MGy 
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また，実機均圧弁と同型の弁を使用した，重大事故時の格納容器環境

を模擬した耐環境試験を実施しており，熱及び放射線曝露後の漏えい試

験にて弁シート部の気密性が確保できることを確認している。第 5－9

表に耐環境試験条件を示す。 

第 5－8 表 ＰＥＥＫ材の材料特性 

シール材 
仕様 

耐熱温度 融点 耐放射線性 

ＰＥＥＫ材 250℃ 334℃ 約 10MGy 

第 5－9 表 均圧弁の耐環境試験条件（PEEK 材） 

熱劣化 200℃，168 時間 

放射線照射量 

漏えい試験圧力 0.9MPa[gage] 
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5.3 評価結果 

所員用エアロックの健全性評価結果を第5－10表に示す。 

第5－10表 所員用エアロックの健全性評価結果 

No. 大項目 評価方法 評価 結果 

(1) 本体の耐圧 ①許容圧力評価 許容圧力は2Pd以上であるこ

とを確認 

200℃，2Pdにおいて一次応力

は，許容値：Suを満足するこ

とを確認

○ ②既工認の評価値を用

いた評価 

(2) ガスケットの健

全性 

シール材劣化，開口量

評価 

ガスケット（改良ＥＰＤＭ材，

膨張黒鉛材，ＰＥＥＫ材）の

事故時環境における劣化特性

を考慮しても200℃，2Pdにお

けるフランジ開口量は，許容

開口量以下となり，シール機

能が維持されることを確認 

○ 

以上により，所員用エアロックについては，200℃，2Pd 環境下でも，放

射性物質の閉じ込め機能を維持できる。  
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別添 5－1 

所員用エアロックの隔壁部の評価について 

所員用エアロックの隔壁部は，既工認において，第 5－1(1)図で示す応力評

価点の発生応力を算出している。それに基づき供用状態Ｄにおける許容応力を

下回ることを確認し，隔壁部の構造健全性を確保されることを，評価する。 

所員用エアロックの応力評価点を第 5－1(1)図に，所員用エアロックの各応

力評価点における評価結果を第 5－1(1)表に示す。 

第 5－1(1)図 所員用エアロックの応力評価点 
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  所員用エアロックの応力評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力以下

であることを確認した。よって，所員用エアロックは，200℃，2Pd におい

て，十分な強度を有する。 

第 5－1(1)表 所員用エアロック隔壁部の評価結果 

材質：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

応力 

評価点 

番号 

応力 

評価点 

一次応力[MPa] 

応力比
Pｍ PＬ＋Pｂ

応力

強さ 

許容

応力 

応力

強さ 

許容

応力 

P1 

隔壁 

－ － 

422 

P2 － － 

P3 － － 

P4 － － 

P5 － － 

P6 － － 

P7 － － 

P8 － － 

P9 － － 

P10 － － 

許容値は，供用状態Ｄを適用し，Su とする。 
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6. 配管貫通部 

6.1 概要 

配管貫通部の 200℃，2Pd 環境下の健全性を確認する。 

代表的な配管貫通部の概要図を第 6－1 図に示す。配管貫通部は，スリー

ブと平板類（平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及びフルード

ヘッド），セーフエンド，伸縮継手とスリーブ等に接続する配管（接続配管）

によって原子炉格納容器バウンダリを構成している。また，フランジ部は

ボルトにより固定されており，シール部にはシリコンゴムを使用している。 

上記を踏まえ，以下の構成で健全性を確認する。 

6.2 項では，配管貫通部（接続配管）の構造健全性を確認する。 

6.3 項では，配管貫通部（スリーブ）の構造健全性を確認する。 

6.4 項では，配管貫通部（平板類）の構造健全性，シール部の機能維持

を確認する。 

6.5 項では，配管貫通部（セーフエンド）の構造健全性を確認する。 

6.6 項では，配管貫通部（伸縮継手）の構造健全性を確認する。 

第 6－1 図 配管貫通部概要図 
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6.2 配管貫通部（接続配管） 

6.2.1 評価方針 

接続配管は，スリーブ等を介して原子炉格納容器と接続している。 

接続配管の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，圧縮力が接続配管に生じないことから，脆性破壊，

疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，接続配管の機能喪失要因は，原子炉格納容器の変形によ

り生じる過度な曲げ荷重に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd での接続配管の健全性確認について，第 6－1

表に示す評価方法により評価を実施する。 

接続配管は原子炉格納容器貫通部の変位が支持構造物により拘束され

ることにより，反力及びモーメントが発生し，応力が発生する。接続配

管の評価では，拘束条件として，厳しくなる接続配管の第１拘束点まで

の距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，変位による反力及び

モーメントが最大となる貫通部 X-31 の接続配管を代表として評価する。

（別添 6.2－1 参照） 

第 6－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 

（接続配管） 
延性破壊 

設計・建設規格の評価式に準

拠した評価 

（X-31 で代表評価） 
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6.2.2 評価 

貫通部 X-31 に接続する接続配管について，3 次元梁モデルを用いた配

管解析にて自重，圧力及び原子炉格納容器変位に伴う荷重を考慮した発

生応力を算出し，設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530 に規定される一次

応力，一次＋二次応力の制限値を満足することを確認する。 

評価に用いる縦弾性係数及び熱膨張係数は，今回の評価が設計基準を

超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，200℃における値を用

いる。 

(1) 解析条件 

解析条件を第 6－2 表に示す。また，原子炉格納容器貫通部の変位を第

6－3 表に示す。 

第 6－2 表 解析条件 

名称 単位 スリーブ 接続配管 

材   料 － 
SA333 Gr.6 

（GSTPL 相当） 
SM400B 

外   径 mm 609.6 609.6 

厚   さ mm 31.0 9.5 

縦弾性係数 ×10５MPa 1.92※１ 1.91※１

熱膨張係数 ×10－６mm/mm℃ 12.70※１ 12.09※１

温   度 ℃ 200 200 

圧   力 MPa[gage] 0.62 0.62 

※1：200℃における値 
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(2) 強度計算に使用する記号の定義 

管の応力計算に用いる記号について以下に説明する。 

記号 単位 説明 

B１ － 応力係数で，PPB-3810 で規定する値 

B２ － 応力係数で，PPB-3810 で規定する値 

D０ mm 管の外径 

Mａ N･mm 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Mｃ N･mm 管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生

じるモーメント 

P MPa 計算圧力 

Sａ MPa 許容応力 

Sｃ MPa 室温における設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

Sｈ MPa 使用温度における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

Sｎ MPa 一次応力と二次応力を加えて求めた応力 

Sｐｒｍ MPa 一次応力 

Z mm３ 管の断面係数 

f － 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力低

減係数 

i１，i２ － 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する応力係数 

t mm 管の厚さ 

第 6－3 表 原子炉格納容器貫通部の変位 

貫通部番号 温度 
変位（mm） 

水平（外向き） 鉛直（上向き） 

X-31 200℃   
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(3) 材料の許容応力 

設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530 に規定される要求事項への適合性

を確認する。なお，応力計算に使用する管の外径及び厚さは，公称値を

用いる。 

   ・一次応力（Sｐｒｍ）[設計・建設規格 PPC-3520(1)b.] 

� 2	 � 1.5	

・一次＋二次応力（Sｎ）[設計・建設規格 PPC-3530(1)a.] 

� 4	 � 0.75		 � 	

一次＋二次応力の許容応力は，設計・建設規格 PPC-3530(1)c.に基づ

き，次式により算出する。 

� 1.25	f		 � �1 � 0.25	f	�

6.2.3 評価結果 

解析モデルを第 6－2 図，解析結果を第 6－4 表に示す。 

貫通部 X-31 の接続配管について，設計・建設規格 PPC-3520，PPC-3530

の規定を満足することから，配管の変形による延性破壊の可能性がない

ことが確認できた。以上の結果より，200℃，2Pd の環境下においても配

管が損傷に至らず，放射性物質の閉じ込め機能を維持できる。 

第 6－4 表 貫通部 X-31 に接続配管の解析結果（最大応力発生点） 

単位：MPa 

貫通部 
一次応力評価 一次＋二次応力評価 

発生応力 許容応力 発生応力 許容応力 

X-31 39 150 169 257 
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第 6－2 図 解析モデル図（X-31） 
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別添 6.2－1 

接続配管の評価対象について 

接続配管の評価では，拘束条件として，厳しくなる接続配管の第１拘束点ま

での距離及び配管口径の比が最も小さい箇所であり，接続配管に発生する反力

及びモーメントが最大となる貫通部 X-31 を代表として選定している。原子炉格

納容器には熱膨張に伴う変位が発生するが，貫通部に接続される配管は支持構

造物により拘束されているため，貫通部には反力及びモーメントが発生する。

以下に考え方を示す。 

1. 配管貫通部の形式 

配管貫通部の構造は第 6.2－1(1)図に示すとおり，以下の 3 つに区分され

る。 

形式 1：二重管タイプ（ベローズ付） 

形式 2：二重管タイプ（ベローズ無） 

形式 3：直結タイプ 

形式 1 のベローズ付タイプの貫通部は配管の相対変位をベローズで吸収す

る構造であるため，反力及びモーメントは貫通部に伝わらない構造である。

一方，形式 2 及び形式 3 の貫通部は，変位による配管反力及びモーメントが

貫通部に作用し，これにより接続配管と貫通部に応力が発生する。このこと

から，形式 2（二重管タイプ（ベローズ無））及び形式 3（直結タイプ）の貫

通部より評価部位を選定する。 
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2. 反力及びモーメントの算出 

配管貫通部の変位により発生する反力及びモーメントを以下のようにモデ

ル化して算出する。 

配管貫通部に変位が発生すると，接続する配管の第 1 拘束点で変位が拘束

されることにより，貫通部に反力及びモーメントが作用することとなる。こ

れを，第 6.2－1(2)図のような梁モデルとして評価する。 

第 6.2－1(1)図 配管貫通部の構造図 

第 6.2－1(2)図 配管貫通部の梁モデル 

変位

反力及びモーメント

支持間隔

第1拘束点
支持間隔

変位
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第 6.2－1(2)図において梁の自由端側に変位を与えた際に発生する反力及

びモーメントは次式のとおりとなる。 

反力 F ＝ 3・E・I・δ／L３ 

モーメント M ＝ F・L 

＝ 3・E・I・δ／L２

E：縦弾性係数   I：断面二次モーメント 

δ：貫通部変位   L：支持間隔 

貫通部変位δは次式のとおりとなる。 

δ ＝ α・ ・⊿T 

α：熱膨張係数   ：基準点からの距離  ⊿T：基準温度との差 

基準点からの距離は第 6.2－1(3)図に示すとおり，鉛直方向と半径方向の

距離の二乗平方根によって求める。 

第 6.2－1(3)図 基準点からの距離 

基準点

格納容器中心

格納容器基礎レベル

半径方向距離

鉛直方向距離

第1拘束点
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3. 選定結果

配管貫通部に作用する反力及びモーメントが最大となる，貫通部 X-31 を代

表箇所として選定している。各配管貫通部の反力及びモーメントを算出した

結果を第 6.2－1(1)表に示す。 

第 6.2－1(1)表 主要な配管貫通部の反力及びモーメント 

貫通部 

番号 
系統 

基準点 

からの 

距離 

(mm) 

接続配管仕様 

支持間隔 

(mm) 

計算値 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

縦弾性 

係数 

(MPa) 

反力 

(N) 

モーメント

(×10６N･mm)

L／D 

（－） 

X-3 AC 系 D/W 排気 38,486.4 609.6 9.5 191,000 4,926.1 

X-11A RHR D/W スプレイ 36,419.1 406.4 12.7 191,000 9,063.7 

X-13 SLC 29,343.8 48.6 5.1 183,000 4,747.0 

X-203 FCS 入口 25,100.6 114.3 6.0 191,000 2,991.3 

X-5 RCW 入口 24,763.9 216.3 8.2 191,000 5,154.6 

X-46 RCW 戻り 24,763.9 216.3 8.2 191,000 3,357.8 

X-11B RHR D/W スプレイ 23,823.3 406.4 12.7 191,000 11,973.3 

X-53 AC 系 D/W 供給 23,481.3 508.0 9.5 191,000 7,714.7 

X-76 FCS 入口 23,481.3 114.3 6.0 191,000 7,382.8 

X-25A RHR S/C スプレイ 20,144.4 114.3 6.0 191,000 4,483.0 

X-25B RHR S/C スプレイ 20,144.4 114.3 6.0 191,000 3,574.8 

X-79 AC 系 S/C 排気 20,144.4 609.6 9.5 191,000 8,961.6 

X-80 AC 系 S/C 供給 20,144.4 609.6 9.5 191,000 10,042.1 

X-52A FCS 戻り 19,073.7 165.2 7.1 191,000 7,408.8 

X-52B FCS 戻り 19,073.7 165.2 7.1 191,000 7,960.3 

X-47 RHR テストライン 16,536.1 406.4 9.5 191,000 9,200.0 

X-48 RHR テストライン 16,536.1 406.4 9.5 191,000 5,674.5 

X-49 HPCS テストライン 16,536.1 318.5 10.3 191,000 10,305.7 

X-63 LPCS テストライン 16,536.1 318.5 10.3 191,000 16,506.5 

X-31 HPCS ポンプ入口 13,043.0 609.6 9.5 191,000 2,820.9 

X-32 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 9,312.6 

X-34 LPCS ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 5,560.0 

X-35 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 9,727.6 

X-36 RHR ポンプ入口 13,040.6 609.6 9.5 191,000 8,780.0 
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6.3 配管貫通部（スリーブ） 

6.3.1 評価方針 

スリーブは，原子炉格納容器本体胴を貫通する円筒形の部材で，原子

炉格納容器本体胴に溶接固定されている。 

スリーブの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，内圧を受けるスリーブには圧縮力が生じないことか

ら，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，スリーブの機能喪失要因は，高温状態で内圧による過度

な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのスリーブの健全性確認について，第 6－5

表に示す評価方法により評価を実施する。 

スリーブ本体の評価は，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が

内圧による発生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-18A～D を代表

評価し，スリーブ取付部については，接続配管の反力及びモーメントが

最大となる作用することから，6.2 配管貫通部（接続配管）と同様に貫通

部 X-31 を代表として評価する。 

スリーブの評価対象を第 6－3 図に示す。 

第 6－5 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部

スリーブ本体 延性破壊 

設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

（X-18A～D で代表評価）

スリーブ取付部 

（スリーブ側，胴側）
延性破壊 

設計・建設規格の評価式

を準用した評価 

（X-31 で代表評価） 
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第 6－3 図 スリーブの評価対象 
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6.3.2 評価 

(1) スリーブ本体 

貫通部 X-18A～D のスリーブ本体については，既工認と同様の評価手法

である設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準用し，許容圧力

を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ(Su

値)に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。 

すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，延性破

壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）を確

保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格において示

される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許容値

と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

a. 計算に使用する記号の定義 

スリーブ本体の許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下

に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

η － 継手効率 

t mm 板厚 

DＯ mm スリーブの外径 
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b. 許容圧力の計算方法 

スリーブ本体の許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算す

る。 

       ［設計・建設規格 PVE-3611］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，スリーブ本体の許容圧力を計算する。 

c. 許容圧力の計算結果 

スリーブ本体の許容圧力の計算結果を以下に示す。 

スリーブ：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3611 を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （DＯ－0.8t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

DＯ 管台の外径（mm） 

P 200℃における許容圧力[MPa] 26.617 

26.617MPa ＞ 0.62MPa（2Pd） 

t � 2 � 0.8

P � 2
0.8
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(2) スリーブ取付部 

貫通部 X-31 の貫通配管解析の結果で得られた配管反力に基づき，原子

炉格納容器本体も含めたスリーブ取付部について，既工認と同様の評価

手法で自重，圧力及び原子炉格納容器変位に伴う荷重を考慮した発生応

力を算出し，許容値を満足することを確認する。 

発生応力は，死荷重及び内圧による一次応力，熱膨張に伴う配管反力

により発生する二次応力として分類されることから，設計・建設規格に

示される一次応力，一次＋二次応力の評価方法及び評価基準値に従う。 

許容値は，設計・建設規格において示される原子炉格納容器（クラス

ＭＣ容器）の供用状態Ａ，Ｂに対する許容値と同じ 3S（S 値：200℃にお

ける値）とする。 

a. 貫通部の形状及び主要寸法 

貫通部の形状及び主要寸法を第 6－4 図及び第 6－6 表に示す。 

第 6－4 図 貫通部の形状（X-31） 



6－16 

b. 記号の説明 

貫通部の応力計算に用いる記号について以下に説明する。 

記号 単位 説明 

A mm2 断面積 

dＯ mm 直径 

MＣ N･mm 水平方向モーメント 

MＬ N･mm 鉛直方向モーメント 

P MPa 内圧，軸方向荷重 

Pｂ MPa 一次曲げ応力 

PＬ MPa 一次局部応力 

Q MPa 二次応力 

D mm 原子炉格納容器の内径 

S MPa 許容引張応力 

T mm 原子炉格納容器胴の厚さ 

tｎｏ mm スリーブの厚さ 

Z mm3 断面係数 

ν － ポアソン比 

σ  MPa 軸方向応力 

σｔ MPa 円周方向応力 

τ MPa せん断応力 

第 6－6 表 貫通部の主要寸法（X-31） 

単位：mm 

貫通部番号 T１ T２ dＯ tｎｏ D 

X-31      
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c. 評価条件 

配管解析から得られた取合い部の反力に基づき設定した評価荷重を第

6－7 表に，作用方向を第 6－5 図に示す。また，材料及び許容応力を第 6

－8 表に示す。 

第 6－7 表 評価荷重 

貫通部番号 荷重の種類 
軸力（N） モーメント（N･mm） 

P MＣ MＬ

X-31 
死荷重 6.570×101 7.207×106 3.484×107

熱荷重 3.205×104 2.591×107 5.271×107

鉛直方向            水平方向 

第 6－5 図 貫通部の形状（X-31） 

第 6－8 表 材料の許容応力 

部位 材料 
一次応力 一次＋二次応力 

PＬ＋Pｂ PＬ＋Pｂ＋Q 

原子炉格納容

器胴 

SA516 Gr.70 

（SGV480相当）
422MPa（＝Su） 393MPa（＝3S） 
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d. 応力評価点 

応力評価点を第 6－9 表及び第 6－6 図に示す。 

e. 応力評価点 P1 の計算 

原子炉格納容器胴に作用する限界圧力（内圧）及び死荷重による応

力は，既工認で計算した応力を用い，評価荷重比の割り増しを考慮し

て算出する。また，貫通部に作用する荷重（配管反力）により貫通部

近傍に発生する応力は，第 6－7 図に示すＦＥＭモデルを用いて計算す

る。 

第 6－6 図 貫通部の応力評価点 

第 6－9 表 応力評価点 

応力評価点番号 貫通部番号 応力評価点 

P1-A，P1-B，P1-C X-31 
原子炉格納容器胴とスリーブ

の取付部（胴側） 
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f. 応力評価

貫通部 X-31 の 200℃，2Pd における各応力評価点の発生応力は，一次

応力，一次＋二次応力の許容値を下回る。 

組合せ荷重による応力評価結果を第 6－10(1)表，第 6－10(2)表に示す。 

第 6－7 図 貫通部の計算モデル 

第 6－10(1)表 材料の許容応力（一次応力） 

貫通部 

番号 

荷重の 

組合せ 
応力分布 応力評価点 発生応力 許容応力 

X-31
死荷重＋ 

内圧 
一次応力 

P1-A 242MPa 

422MPa P1-B 250MPa 

P1-C 245MPa 
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6.3.3 評価結果 

スリーブについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め

機能を維持できる。 

第 6－10(2)表 材料の許容応力（一次＋二次応力） 

貫通部 

番号 

荷重の 

組合せ 
応力分布 応力評価点 発生応力 許容応力 

X-31 
死荷重＋ 

内圧＋熱 

一次＋二次

応力 

P1-A 124MPa 

393MPa P1-B 188MPa 

P1-C 135MPa 



6－21 

6.4 配管貫通部（平板類） 

6.4.1 評価方針 

平板類のうち，平板，穴あき平板，フランジ，ボルト締め平板及びフ

ルードヘッドは，スリーブまたはセーフエンドに溶接固定されている。

また，フランジ部は，ボルトにより固定されており，フランジ間のシー

ル部にはシリコンゴムのガスケットを使用している。 

平板類の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊及

び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考

慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重が作用

しないことから，脆性破壊及び疲労破壊は評価対象外と考えることがで

きる。 

したがって，平板類の機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過度

な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

また，シール部については，高温状態で内圧を受け，フランジ部が変

形することによる開口及びシール材の高温劣化によるシール機能の低下

が想定される。さらに，シール部の開口が進むとボルトに引張応力が作

用し，ボルト破損に至ることが想定される。 

このため，200℃，2Pd での平板類の健全性確認について，第 6－11 表

に示す評価方法により評価を実施する。シール部については，改良ＥＰ

ＤＭ製シール材による評価を実施する。 

平板類は，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧による発

生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-28 を代表評価する。 

平板類（X-28）の評価対象を第 6-8 図に示す。 
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第 6－11 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構
造
部

ボルト締め平板 延性破壊 

設計・建設規格の評価式を

準用した評価 

（X-28 で代表評価） 

フランジ 延性破壊 
ＪＩＳ B 8265を用いた評価

（X-28 で代表評価） 

ボルト 延性破壊 
ＪＩＳB 8265 を用いた評価

（X-28 で代表評価） 

シ
ー
ル
部

フランジ，ガスケット
開口，シール材

劣化 

一般式を用いた評価 

試験結果等を用いた評価 

（X-28 で代表評価） 

第 6－8 図 平板類（X-28）の評価対象 
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6.4.2 評価 

(1) 構造部（ボルト締め平板） 

貫通部 X-28 のボルト締め平板について，既工認と同様の評価手法であ

る設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を用いて許容圧力を求め，

2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ(Su

値)に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求(放射性物質の閉じ込め機能)

を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格におい

て示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許

容値と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

a. 計算に使用する記号の定義 

ボルト締め平板の許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以

下に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 許容圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

K － 平板の取付方法による係数 

t mm 板厚 

d mm 平板の径または最少内のり 
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b. 許容圧力の計算方法 

ボルト締め平板の許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算

する。 

      ［設計・建設規格 PVE-3410］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，アダプタの許容圧力を計算する。 

c. 計算結果 

以下の示すとおり，ボルト締め平板の許容圧力は 2Pd 以上である。 

ボルト締め平板：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3410 を準用 

P ＝ S／K×（t／d）２

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

K 係数 0.47 

t 呼び厚さ（mm） 

d 平板の径（mm） 

P 200℃における許容圧力 1.90 

1.90MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

t � d

P �
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(2) 構造部（フランジ，ボルト） 

貫通部 X-28 のフランジ部について，ＪＩＳ B 8265「圧力容器の構造

－一般事項」を用いて，2Pd におけるフランジの発生応力が許容応力を

下回ること及びボルトの必要総有効断面積が，ボルトの総有効断面積を

下回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格におい

て示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許

容値と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 
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a. フランジ部の仕様及び評価条件 

貫通部 X-28 のフランジ概要図を第 6－9 図，フランジ部の仕様及び評

価条件を第 6－12 表に示す。 

第 6－9 図 フランジ概要図（貫通部 X-28） 

第 6－12 表 評価条件（貫通部 X-28） 

項目 仕様及び値 

評価圧力 0.62MPa[gage] 

評価温度 200℃ 

フランジ材質 SGV480 相当 

フランジ内径 

フランジ板厚（最小厚さ）

ボルト呼び径 

ボルト本数 
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ボルトの評価結果を第 6－13 表，フランジの評価結果を第 6－14 表に

示す。 

第 6－13 表 ボルト評価結果（貫通部 X-28） 

単位：mm２

荷重 必要総有効断面積 Am 総有効断面積 Ab 

2Pd 1.212×10３ 6.765×10３

第 6－14 表 フランジ応力評価結果（貫通部 X-28） 

単位：MPa 

応力 記号 
X-28 

発生応力 許容応力 

ハブの軸方向応力 90 422 

フランジの半径方向応力 158 281 

フランジの周方向応力 31 281 

組合せ応力 
�
2 124 281 

組合せ応力 
�
2 61 281 
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(3) シール部 

a. 規格等を用いた評価（ボルト締め平板） 

貫通部 X-28 のフランジ部について，文献の理論式を用いて 2Pd におけ

る開口量を求め，許容開口量を下回ることを確認する。 

シール材については，改良ＥＰＤＭ製シール材を使用することとする。 

許容開口量の設定に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひず

み試験結果を第 6－15 表に示す。 

許容開口量はトップヘッドフランジの考え方と同様，168 時間のひず

み率と貫通部 X-28 のフランジ部の定格締付量 を踏まえ  

（＝定格締付量 ×（100％－ ）／100％）とする。 

第6-10図に示すモデルを用いた開口量の評価結果を第6－16表に示す。 

2Pd における開口量は であり，許容開口量 を下回る。 

第 6－15 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量 

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 
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6.4.3 評価結果 

平板類については，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め機

能を維持できる。  

第 6－10 図 評価モデル 

第 6－16 表 フランジ部開口量評価結果（貫通部 X-28） 

*1：出典「ROARK’S FORMULAS FOR STRESS AND STRAIN EIGHTH EDITION」 

*2：保守的に，はりの最大変位量をシール部の変位量とみなす 
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6.5 配管貫通部（セーフエンド） 

6.5.1 評価方針 

セーフエンドは，伸縮継手付貫通部に用いられる短管で，スリーブ及

び伸縮継手等に溶接固定されている。 

セーフエンドの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労

破壊，座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，

2Pd の条件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り

返し荷重が作用しないこと，圧縮力がセーフエンドに生じないことから，

脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，セーフエンドの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，

過度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのセーフエンドの健全性確認について，第 6

－17 表に示す評価方法により評価を実施する。 

セーフエンドは，配管厚さと口径の比が最も小さくなる箇所が内圧に

よる発生応力が大きくなるため，最大径の貫通部 X-18A～D を代表評価す

る。 

セーフエンドの評価対象を第 6－11 図に示す。 

第 6－17 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 規格方法 

構造部 

（セーフエンド） 
延性破壊 

規格を用いた評価 

（X-18A～D で代表評価） 
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6.5.2 評価 

(1) 構造部 

a. 規格を用いた評価 

貫通部 X-18A～D のセーフエンドについて，既工認と同様の評価手法で

ある設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準用し，許容圧力を

求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界圧力・限界温度の評価であることを踏まえ，設計引張強さ

（Su 値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 とし

て評価を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であ

れば，延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込

め機能）を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規

格において示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに

対する許容値と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

第 6－11 図 セーフエンドの評価対象 
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評価結果を以下に示す。 

貫通部 X-18A～D のセーフエンドは，2Pd を上回る。 

6.5.3 評価結果 

セーフエンドについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ

込め機能を維持できる。 

セーフエンド：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式：PVE-3230(2)a 項を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｉ＋1.2t） 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 
281 

η 継手効率（－） 1.0 

t 呼び厚さ（mm） 

Dｉ 胴内径(mm)  

P 200℃における許容圧力 4.529 

4.529[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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6.6 配管貫通部（伸縮継手） 

6.6.1 評価方針 

伸縮継手は，配管貫通部に用いられる伸縮継手で，セーフエンドに溶

接固定されている。 

伸縮継手の設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊及び疲労破

壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条件を考慮した

場合，脆性破壊が生じる温度域でないことから，脆性破壊は評価対象外

と考えることができる。 

したがって，伸縮継手の機能喪失要因は，通常運転時に累積される低

サイクル疲労に加えて重大事故時に累積される低サイクル疲労による疲

労破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd での伸縮継手の健全性確認について，第 6－18

表に示す評価方法により評価を実施する。 

なお，評価結果については，伸縮継手の通常状態，設計状態の疲労累

積係数と重大事故等時の疲労累積係数の和が最も大きい配管貫通部

X-14 を代表とする。 

伸縮継手の評価対象を第 6－12 図に示す。 

第 6－18 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 規格方法 

構造部 

（伸縮継手） 
疲労破壊 

設計・建設規格に準拠した評価

（X-14 で代表評価） 
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6.6.2 評価 

 (1) 構造部 

a. 規格を用いた評価 

貫通部 X-14 の伸縮継手について，設計・建設規格に示される伸縮継手

の疲労評価の式を用いて算出し，疲労累積係数が 1 以下であることを確

認する。重大事故時の繰り返し回数は 1 回とする。また，重大事故時の

伸縮継手の全伸縮量は，簡易的に設計状態（171℃，１Pd）の 2 倍とする。

縦弾性係数(Ｅ)を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃

を用いる。 

第 6－12 図 伸縮継手の評価対象 
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評価結果を以下に示す。 

疲労累積係数は 1 以下である。 

6.6.3 評価結果 

伸縮継手については，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込め

機能を維持できる。 

伸縮継手：SUS304 

疲労評価算定式：PVE-3810 に準拠 

Nｓｉ＝（11031／σ）3.5

σ＝1.5Eｔδ／（n√（bh３））＋Ph／tc 

E 200℃における縦弾性係数（MPa） 183,000 

t ベローズの板厚（mm） 

δ 全伸縮量（mm） 

n ベローズの波数の 2 倍の値 

b ベローズの波のピッチの１／２（mm）

h ベローズの波の高さ（mm） 

P 限界圧力（MPa） 0.62 

c ベローズの層数 

σ ベローズに生じる応力（MPa） 

NＳ３ 許容繰返し回数（回） 

N３ 設計繰返し回数（回） 1 

ΣNｉ／NＳｉ（i＝1～3） 疲労累積係数 
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7. 電気配線貫通部 

7.1 概要 

電気配線貫通部の 200℃，2Pd 環境下における健全性を確認する。 

電気配線貫通部は，高圧用と低圧用の構造上 2 種類に大別される。高圧

用電気配線貫通部の構造図を第 7－1 図，低圧用電気配線貫通部の構造図を

第 7－2 図に示す。 

高圧用電気配線貫通部は，モジュールがヘッダに溶接されており，モジ

ュール内に封入されたＥＰゴム，スリーブ及びアダプタにより気密性を維

持する構造となっている。 

低圧用電気配線貫通部は，ヘッダとモジュール固定部のＯリング（ＥＰ

ゴム），モジュール内に封入されたエポキシ樹脂，スリーブ及びアダプタに

より気密性を維持する構造となっている。 

上記を踏まえ，以下の構成で健全性を確認する。 

7.2 項では，電気配線貫通部（アダプタ）の構造健全性を確認する。 

7.3 項では，電気配線貫通部（ヘッダ）の構造健全性を確認する。 

7.4 項では，電気配線貫通部（モジュール）のシール部の機能維持を

確認する。 

なお，スリーブについては，配管貫通部（スリーブ）の評価において

評価している。 
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第 7－1 図 高圧用電気配線貫通部構造図 

第 7－2 図 低圧用電気配線貫通部構造図 
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7.2 電気配線貫通部（アダプタ） 

7.2.1 評価方針 

アダプタの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，過度の圧縮力がアダプタに生じないことから，脆性

破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，アダプタの機能喪失要因は，高温状態での内圧による過

度な塑性変形に伴う延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのアダプタの健全性評価について，第 7－1

表に示す評価方法により評価を実施する。 

なお，電気配線貫通部は複数設置されているが，構造上は高圧用と低

圧用の 2 種類であることから，それぞれについて評価を実施する。 

7.2.2 評価 

アダプタについて，設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準

用し，許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

第 7－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を準用

した評価 
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延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格におい

て示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許

容値と同じ考え方である（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照）。 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

(1) 計算に使用する記号の定義 

アダプタの許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下に示

す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

η － 継手効率 

t mm 板厚 

D０ mm アダプタの外径 

(2) 許容圧力の計算方法 

アダプタの許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算する。 

        ［設計・建設規格 解説 PVE-3611］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，アダプタの許容圧力を計算する。 

t � 2 � 0.8

P � 2
0.8
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7.2.3 評価結果 

以下に示すとおり，アダプタの 200℃における許容圧力は 2Pd 以上で

ある。これより，200℃，2Pd の環境下で放射性物質の閉じ込め機能が確

保されることを確認した。 

アダプタ：ASME SA105（SF440A 相当） 

許容圧力計算式：PVE-3611 を準用 

P ＝ 2Sηt ／ （Dｏ－0.8t） 

項 目 低圧用 高圧用 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2/3Su 値を使用）
267 267 

η 継手効率（－） 1.0 1.0 

t 板厚（mm）  

Dｏ アダプタ外径（mm） 

P 200℃における許容圧力（MPa） 10.645 10.619 

低圧用：10.645[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

高圧用：10.619[gage]MPa ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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7.3 電気配線貫通部（ヘッダ） 

7.3.1 評価方針 

ヘッダの設計時に考慮される機能喪失要因は，脆性破壊，疲労破壊，

座屈及び延性破壊が考えられる。今回の評価条件である 200℃，2Pd の条

件を考慮した場合，脆性破壊が生じる温度域でないこと，繰り返し荷重

が作用しないこと，過度の圧縮力がヘッダに生じないことから，脆性破

壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考えることができる。 

したがって，ヘッダの機能喪失要因は，高温状態で内圧を受け，過度

な塑性変形による延性破壊が想定される。 

このため，200℃，2Pd でのヘッダの健全性評価について，第 7－2 表

に示す評価方法により評価を実施する。 

なお，電気配線貫通部は複数設置されているが，構造上は高圧用と低

圧用の 2 種類であることから，それぞれについて評価を実施する。 

7.3.2 評価 

ヘッダについて，設計・建設規格に示される必要厚さの評価式を準用

し，許容圧力を求め，2Pd を上回ることを確認する。 

その際，部材に発生する応力強さの許容値は，今回の評価が設計基準

を超えた限界温度，圧力の評価であることを踏まえ，設計引張強さ（Su

値）に対する割下げ率を Pｍ（一次一般膜応力強さ）には 1.5 として評価

を行う。すなわち，部材に発生する応力 Pｍが 2／3Su 値以下であれば，

第 7－2 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

構造部 延性破壊 
設計・建設規格の評価式を準用

した評価 
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延性破壊に至らず，構造は健全で機能要求（放射性物質の閉じ込め機能）

を確保できると考える。この許容値の考え方は，設計・建設規格におい

て示される原子炉格納容器（クラスＭＣ容器）の供用状態Ｄに対する許

容値と同じ考え方である。（設計・建設規格 解説 PVB-3111 参照） 

Su 値を算出する際の温度は，限界温度として設定した 200℃を用いる。 

(1) 計算に使用する記号の定義 

ヘッダの許容圧力の計算に使用する記号の定義について，以下に示す。 

記号 単位 説明 

P MPa 圧力 

S MPa 
許容引張応力 

（200℃における 2／3Su 値を使用） 

K － 平板の取付方法による係数 

t mm 板厚 

d mm 平板の径または最少内のり 

(2) 許容圧力の計算方法 

ヘッダの許容圧力は，設計・建設規格の評価式を用いて計算する。 

      ［設計・建設規格 解説 PVE-3410］ 

設計・建設規格の評価式を圧力について解くと 

上式を用いて，ヘッダの許容圧力を計算する。 

t � d

P �
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(3) 穴の補強計算

東海第二発電所に設置されている電気配線貫通部のヘッダにはモジ

ュール取付用の貫通穴があるため，既工認の強度計算と同様に穴の補

強を評価する。 

ここで、 

A0 ：補強に有効な面積 

Ar ：補強に必要な面積 

dp ：パイプの最大内径 

t0r：ヘッダの計算上必要な厚さ 

tpp：パイプの最小厚さ 

t0 ：ヘッダの厚さ 

Y ：補強に有効な範囲 

1 ：点検溝の幅 

2 ：点検溝の深さ 

F ：係数 

図 穴部の形状及び寸法（単位：mm）（既工事計画書より） 
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7.3.3 評価結果 

以下に示すとおり，ヘッダの 200℃における許容圧力は 2Pd 以上であ

る。これより，200℃，2Pd の環境下で放射性物質の閉じ込め機能が確保

されることを確認した。 

ヘッダの計算上必要な厚さ t0rは，設計・建設規格 PVE-3410 より 

� d

              ＝14.49 ㎜ 

K：0.5（既工認より） 

P：0.62 MPa（＝2Pd） 

S：251 MPa（200℃における 2／3Su） 

ヘッダ：ASME SA182 Gr.F304（SUSF304 相当） 

許容圧力計算式：PVE-3410 を準用 

P ＝ S／K×（t／d）２

項 目 低圧用 高圧用 

S 
許容引張応力（MPa） 

（200℃における 2／3Su 値を使用）
251 251 

K 平板の取付方法による係数 0.33 0.33 

t 公称板厚（mm） 

d 平板の径または最小内のり（mm）  

P 200℃における許容圧力（MPa） 27.948 10.69 

低圧用：27.948MPa[gage] ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 

高圧用：10.69MPa[gage]  ＞ 0.62MPa[gage]（2Pd） 
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補強に必要な面積 Ar

 Ar＝dp・t0r・F＝  ×14.49×1.0＝  mm2

補強に有効な面積 A0

 A0＝（2Y-dp-2tpp）（t0-t0r）-2 1・ 2

  ＝（2×  -  - 2× ）×（ -14.49）-2× ×  

  ＝  mm2

よって A0＞Ar/2＝  mm2

であり，穴の補強は十分である。 
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7.4 電気配線貫通部（モジュール） 

7.4.1 評価方針 

モジュールのシール材には，高圧用モジュールにはＥＰゴム，低圧用

モジュールには，エポキシ樹脂及びＥＰゴムを使用しているため，高温

劣化によるシール機能の低下が想定される。 

なお，モジュールの接合部は，原子炉格納容器貫通部付け根から十分

距離を確保し，原子炉格納容器胴側の変形影響が減衰する位置に設けて

いることから，200℃，2Pd による格納容器胴側の不均一な変形に伴う影

響は及ばない。 

このため，200℃，2Pd でのモジュールの健全性確認について，第 7－3

表に示す評価方法により評価を実施する。 

第 7－3 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

シール部 

（モジュール） 
シール材劣化 試験結果等を用いた評価 
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7.4.2 評価 

(1) 電気ペネ共研の試験結果を用いた評価 

電気ペネ共研において，LOCA 時の圧力，温度条件を超える条件下での，

電気配線貫通部の知見を得るため，東海第二発電所を含む国内 BWR 電力

実機の電気配線貫通部の構造を反映した試験体を用い，電気配線貫通部

モジュールの気密性能について検証を行っている。第 7－3 図に電気ペネ

共研の試験概要図を，第 7－4 表，第 7－4 図及び第 7－5 図に試験結果を

示す。 

試験結果より，高圧用モジュールのＥＰゴムシール部は 194℃／62 時

間，低圧用モジュールの樹脂シール部は 137℃／62 時間の熱劣化に対し

て，漏えいがないことが確認できている。 

なお，本試験においては，放射線による照射が行われていないが，電

気ペネトレーションの二次シール部は格納容器本体から離れた位置に取

り付けられ，スリーブ周囲は遮へい壁で覆われていることから，温度と

同様に格納容器内の積算線量に比べ小さいものと考える。 

したがって，実機においてもシール部の耐性に対し有意な影響を及ぼ

さない範囲と考えられるため，シール部の劣化要因としては温度が主要

なパラメータであると考える。 

第 7－3 図 電気ペネ共研の試験概要図 
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第 7－4 図 高圧用モジュール試験体 温度分布図 

第 7－5 図 低圧用モジュール試験体 温度分布図 

二次シール部：44℃ 一次シール部：194℃ 

第 7－4 表 電気ペネ共研の試験結果 

種類
試験条件 シール部温度(℃)／漏えい有無 

雰囲気 温度(℃) 圧力(MPa) 放射線照射 時間(h) 一次シール 二次シール 

高圧 乾熱 200(220)※ (0.61～0.79)※ なし 62 194/漏えいなし 44/漏えいなし 

低圧 乾熱 200(220)※ (0.60～0.81)※ なし 62 137/漏えいなし 68/漏えいなし 

※：（）内は記録グラフからの読み取り値 
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(2) 過去の環境試験結果を用いた評価 

過去の電気配線貫通部の環境試験では，電気配線貫通部（高圧用）及

び電気配線貫通部（低圧用）を対象として，冷却材喪失事故模擬試験が

実施されており，健全性が確認されている。第 7－6 図及び第 7－7 図に

試験装置の概要図，第 7－8 図に冷却材喪失事故模擬試験における二次シ

ール部の温度測定結果を示す。 

第 7－6 図及び第 7－7 図に示すとおり，試験においては電気ペネモジ

ュールとカバーのみの構成であり，実機に比べ簡略的な構造である。そ

のため，実機に比べカバー外側からの入熱量が多く，結果として二次シ

ール部の温度が実機に比べ高くなる傾向にあるものと考えられる。一方，

電気ペネ共研における試験は電気ペネトレーションの接続箱内を加熱す

る構造であり，モジュール部への伝熱の観点からはより実機に即した構

造であると言える。 

したがって，格納容器内環境が 200℃となった場合の実際の温度は電

気ペネ共研の温度（高圧用 44℃，低圧用 68℃）で得られた結果が実機に

則したものあると考えていること及び本試験において原子炉格納容器内

を模擬した電気ペネ共研の試験（二次シール部において高圧用 44℃，低

圧用 68℃）よりも厳しい温度条件下で，13 日間のシール機能の健全性が

確認された結果から，格納容器が 200℃の状況において格納容器閉じ込

め機能が確保できると考える。 
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第 7－6 図 冷却材喪失事故模擬試験の試験装置概要図（高圧用） 

第 7－7 図 冷却材喪失事故模擬試験の試験装置概要図（低圧用） 
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第7－8図 冷却材喪失事故模擬試験温度測定結果 

なお，第 7－8 図で示した試験については，経年劣化を踏まえた冷却材

喪失事故模擬試験であり，劣化を考慮して第 7－5 表に示す試験を実施し

ている。 

第7－5表 劣化を考慮した試験方法 

No 試験項目 試験方法 

１ サーマルサイクル

試験 

ペネトレーションを冷熱装置内に設置し，60 サイク

ルのサーマルサイクルを放射線照射試験の前後2 回

実施。1サイクルは  を  時間で変

化させている。 

２ 放射線照射試験 ペネトレーションが40 年間の運転期間及び冷却材

喪失事故時に受ける放射線を考慮し照射線量  

として試験を実施。 

３ 熱劣化試験 加熱促進により，40 年間に相当する加速熱劣化とし

て を加える。 

これらのことから，原子炉格納容器に使用されているシール材は，運転中

の環境を考慮しても事故時に耐漏えい性能を確保されるものと考えられる。 
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(3) ＮＵＰＥＣの試験結果を用いた評価 

ＮＵＰＥＣ試験において，実機を模擬したモジュール試験体を使用し

て，高温時におけるシール部の漏えい確認試験が行われている。第 7－6

表に試験結果，第 7－7 図に漏えい発生温度の圧力依存性を示す。 

漏えい発生温度は，圧力が 0.4MPa～1.0MPa の範囲においては，圧力に

依存せず，ほぼ一定となることが報告されている。 

また，放射線照射の影響については，エポキシ樹脂に 800kGy の放射線

照射を行った場合においても，放射線照射を行わなかった場合に比べ，

シート部からの漏えい発生温度が著しく低くなることはなかった。 

第 7－6 表 漏えい発生条件確認試験結果 

種類 雰囲気 圧力(MPa) 放射線照射量(kGy) 漏えい発生温度(℃) 

高圧用 蒸気 0.8 800 400℃まで漏えいなし

低圧用

蒸気 0.4 800 284 

蒸気 0.8 800 284～303 

蒸気 0.8 なし 285 

蒸気 1.0 なし 266 

第 7－7 図 低圧モジュールの漏えい発生温度の圧力依存 
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7.4.3 評価結果 

モジュールについては，200℃，2Pd 環境下でも，放射性物質の閉じ込

め機能を維持できる。 
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8. 原子炉格納容器隔離弁 

8.1 概要 

原子炉格納容器隔離弁の 200℃，2Pd 環境下における健全性を確認する弁

の耐圧部は，弁箱，弁蓋，弁体等で構成しており，弁体，グランド部及び

弁蓋部等には，シール材を使用している。原子炉格納容器隔離弁のうち，

不活性ガス系バタフライ弁及びＴＩＰボール弁には，ゴム系又は樹脂系の

シール材を使用しており，高温劣化による機能低下が想定される。 

また，弁の耐圧部については，機能喪失要因として，脆性破壊，疲労破

壊，座屈及び変形が考えられるが，200℃，2Pd の環境下では，脆性破壊が

生じる温度域ではないこと，繰り返し荷重が作用しないこと，圧縮力が弁

本体に生じないことから，脆性破壊，疲労破壊及び座屈は評価対象外と考

えることができる。 

したがって，原子炉格納容器隔離弁のうち，不活性ガス系バタフライ弁

及びＴＩＰボール弁の耐圧部の機能喪失要因は，高温状態で内圧を受ける

ことによる過度な変形（一次応力）が想定されるため，以下の構成で健全

性を確認する。 

8.2 項では，不活性ガス系バタフライ弁の機能維持を確認する。 

8.3 項では，ＴＩＰボール弁の機能維持を確認する。 

上記以外の隔離弁については，以下の理由により 200℃，2Pd の環境下で

健全性を有している。 

・弁箱は各配管ラインの設計圧力に応じて適切なものが選定されており

（耐圧性能が最小のものでも，1.03MPa[gage]），耐圧上問題となるこ

とはない。 

・弁グランド部及び弁蓋部のシールには，黒鉛製のパッキン，ガスケッ
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トを有しており，耐熱性上問題となることはない。 

・弁シート部は金属製又は黒鉛製である。  
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8.2 原子炉格納容器隔離弁（不活性ガス系バタフライ弁） 

8.2.1 評価方針 

不活性ガス系バタフライ弁は，弁シート部にＥＰゴムを使用している

ため，シール材の高温劣化によるシール機能の低下が考えられる。また，

弁耐圧部は，高温状態で内圧を受けることによる延性破壊が想定される。

このため，200℃，2Pd での不活性ガス系バタフライ弁の健全性について，

第 8－1 表に示す評価方法により確認する。なお，弁シート部のシール材

については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施する。 

不活性ガス系バタフライ弁の評価対象を第 8－1 図に示す。 

第 8－1 図 不活性ガス系バタフライ弁評価対象 

第 8－1 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

弁シート部 シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

耐圧部（弁箱） 延性破壊 
設計・建設規格（弁の圧力温度

基準）の準用による評価 
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8.2.2 評価 

(1) 隔離機能 

隔離機能は，弁シート材の耐環境性が支配的であるため，200℃，2Pd

の環境下での弁シート部への影響を 600A のバタフライ弁供試体による

蒸気加熱漏えい試験により確認する。試験条件を第 8－2 表に示す。 

(2) 弁耐圧部の構造健全性 

設計・建設規格 別表 1－1 に示す弁の許容圧力が，200℃，2Pd の環境

条件を上回ることを確認する。 

8.2.3 評価結果 

(1) 隔離機能 

蒸気加熱漏えい試験を実施した結果，200℃，2Pd 環境下において，弁

シート部からの漏えいはなく，弁シート部の隔離機能が維持することを

確認した。 

(2) 弁耐圧部の構造健全性 

当該弁の圧力クラスは 1.03MPa（150LB）であり，弁耐圧部の 200℃に

おける許容圧力 1.40MPa[gage]は，2Pd（0.62MPa[gage]）を上回る。こ

れにより，弁耐圧部については，200℃，2Pd 環境下において健全性が維

第 8－2 表 蒸気加熱漏えい試験条件 

試験圧力 0.853MPa 

試験温度 200℃ 

試験時間 168Hr 

積算放射線量  
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持されることを確認した。 

圧力クラス 1.03MPa の弁の温度－許容圧力を第 8－2 図に示す。 

以上のことから，不活性ガス系バタフライ弁について，200℃，2Pd の環

境下での健全性を有すると考える。 

第 8－2 図 不活性ガス系バタフライ弁の温度－許容圧力 
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8.3 原子炉格納容器隔離弁（ＴＩＰボール弁） 

8.3.1 評価方針 

ＴＩＰボール弁は，弁シート部，グランドシール部にふっ素樹脂，弁

蓋シール部にはふっ素ゴムを使用しているため，シール材の高温劣化に

よるシール機能の低下が考えられる。また，弁耐圧部は，高温状態で内

圧を受けることによる延性破壊が想定される。このため，200℃，2Pd で

のＴＩＰボール弁の健全性について，第 8－3 表に示す評価方法により確

認する。なお，弁シート部，グランドシール部及び弁蓋シール部のシー

ル材については，改良ＥＰＤＭ製シール材による評価を実施する。 

ＴＩＰボール弁の評価対象を第 8－3 図に示す。 

第 8－3 図 ＴＩＰボール弁評価対象 

第 8－3 表 評価対象と評価方法 

評価対象 機能喪失要因 評価方法 

シール材 シール材劣化 試験結果等を用いた評価 

耐圧部（弁箱） 延性破壊 
設計・建設規格（弁の圧力温度

基準）の準用による評価 
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8.3.2 評価 

(1) 隔離機能 

隔離機能は，シール材の耐環境性が支配的であるため，200℃，2Pd 環

境下における圧縮永久ひずみ試験及び不活性バタフライ弁の蒸気加熱漏

えい試験の結果から，シール材の環境耐性を確認する。 

(2) 弁耐圧部の構造健全性 

設計・建設規格 別表 1－1 に示す弁の許容圧力が，200℃，2Pd の環境

条件を上回ることを確認する。 

8.3.3 評価結果 

(1) 隔離機能 

ボール弁の構造上，圧力負荷により隔離機能を有するシート部が離れ

る方向に変形することは考えにくいため，要求される環境下においてシ

ール材に適用する材質の劣化が無い限り，シール性に影響を及ぼすこと

はない。したがって，隔離機能の評価は，シール材の環境耐性があるこ

とをもって評価する。 

弁シート部，グランドシール部及び弁蓋シール部に使用する改良ＥＰ

ＤＭ製シール材については，第 8－4 表に示す圧縮永久ひずみ試験結果か

ら，200℃，2Pd 環境下における環境耐性を有している。また，不活性ガ

ス系バタフライ弁の蒸気加熱漏えい試験の結果において，同材質の弁シ

ートからの漏えいが無いことを確認している。 
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(2) 弁耐圧部の構造健全性 

当該弁の圧力クラスは 1.03MPa（150LB）であり，弁耐圧部の 200℃に

おける許容圧力 1.32MPa[gage]は 2Pd（0.62MPa[gage]）を上回る。これ

により，弁耐圧部については，200℃，2Pd 環境下において健全性が維持

されることを確認した。 

圧力クラス 1.03MPa の弁の温度－許容圧力を第 8－4 図に示す。 

第 8－4 表 圧縮永久ひずみ試験※１結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量 

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168 時間 

ひずみ率※２ ※３

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 

※3 の平均値 

第 8－4 図 ＴＩＰボール弁の温度－許容圧力 
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以上のことから，ＴＩＰボール弁について，200℃，2Pd の環境下での健

全性を有すると考える。 
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別添 8－1 

原子炉格納容器隔離弁の抽出について 

原子炉格納容器隔離弁について，原子炉格納容器限界温度，圧力（200℃，2Pd）

での健全性を確認するため，第 8－1(1)図のフローに従い対象弁を抽出した。 

第 8－1(1)図 原子炉格納容器隔離弁の評価対象抽出フロー 

（例） 
ゴム又は樹脂系の材料 

（例） 
金属又は黒鉛系の材料 

原子炉格納容器隔離弁 

設計温度・圧力が
200℃，2Pd 以上 

シール部（弁シート，
グランド等）の材料が
使用環境への耐性を有
している 

SA 環境で使用可能 

Yes 

Yes 

No 

シール部の健全性評価を実施 

No 

（評価対象弁） 
・不活性ガス系バタフライ弁 
・ＴＩＰボール弁 
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参考資料 1 

シール機能維持に対する考え方について 

原子炉格納容器のハッチ類，配管貫通部，電気配線貫通部及び原子炉格

納容器隔離弁のシール部のシール機能は，ガスケット等の試験結果及び材

料特性により判定基準を定め，200℃，2Pd の環境下においてシール機能が

維持できることを確認している。シール機能維持の考え方を第 1 表に示す。 

第 1 表 シール機能維持の考え方 

対象箇所 判定基準 シール機能維持の考え方 

・トップヘッドフランジ 

・機器搬入用ハッチ 

・サプレッション・チェ

ンバアクセスハッチ 

・所員用エアロック（扉

板シール部） 

・配管貫通部（平板類） 

許容開口

量以下 

開口量評価で得られた開口量※１が，ガスケッ

トの試験結果※２に基づき設定した許容開口

量（シール機能が維持できる開口量）以下で

あることを確認することにより，シール機能

が維持できることを確認 

※１ フランジ部の形状・寸法に基づき解析等によ

り算出 

※２ 圧縮永久ひずみ試験結果及び実機フランジ模

擬試験による漏えい試験結果

・電気配線貫通部 

 （モジュール） 

・原子炉格納容器隔離弁 

 （バタフライ弁） 

設計漏え

い量以下 

試験における漏えい量が設計漏えい量以下

であることを確認することにより，シール機

能が維持できることを確認 

・所員用エアロック 

 （扉板以外シール部） 

・原子炉格納容器隔離弁 

 （ＴＩＰボール弁） 

200 ℃ 以

上 

圧力により開口が生じる部位ではないため，

試験結果及び材料仕様によりシール材の高

温環境下における耐性を確認することによ

り，シール機能が維持できることを確認 
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また，ハッチ類，電気配線貫通部（モジュール）及び原子炉格納容器隔

離弁（バタフライ弁）については，シール材の漏えい試験結果に基づき設

定した判定基準を基にシール機能の維持を確認している。このことから，

各漏えい試験において判定基準として設定した漏えい量より，判定基準を

満たした場合に実機において想定される漏えい量を推定したところ，格納

容器全体の設計漏えい率に比べても十分小さい値であり，シール機能は維

持されると判断している。漏えい量の推定結果を第 2 表に示す。 

第 2 表 判定基準を満たした場合に想定される漏えい量の推定結果（1／2） 

対象箇所 判定基準 
判定基準を満たした場合に想定される 

漏えい量 

・トップヘッドフランジ 

・機器搬入用ハッチ 

・サプレッション・チェ

ンバアクセスハッチ 

・所員用エアロック（扉

板シール部） 

・配管貫通部（平板類） 

許 容 開 口

量以下 

実機フランジ模擬試験において，開口量＝

許容開口量となる状態を模擬したリーク試

験を実施しており，本試験において判定基

準として設定した漏えい量から格納容器ハ

ッチ類の実機相当に換算した漏えい量は，

格納容器設計漏えい率である 0.5％／day

に比べ，十分に小さい値であることを確認

している。 

○漏えい有無の判定基準 

漏えい量：1cc／min 以下 

○実機相当換算値 

0.001％／day 以下（ＰＣＶ空間容積に

対する割合）  
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第 2 表 判定基準を満たした場合に想定される漏えい量の推定結果（2／2） 

対象箇所 判定基準 
判定基準を満たした場合に想定される 

漏えい量 

・電気配線貫通部 

 （モジュール） 

・原子炉格納容器隔離弁 

 （バタフライ弁） 

設 計 漏 え

い量以下 

試験における判定基準として設定した漏え

い量から電気配線貫通部（モジュール）及

び原子炉格納容器隔離弁（バタフライ弁）

の実機相当に換算した漏えい量は，格納容

器設計漏えい率である 0.5％／day に比べ，

十分に小さい値であることを確認してい

る。 

＜電気配線貫通部（モジュール）＞ 

 ○漏えい有無の判定基準（設計漏えい量）

1×10－７Pa・m3／s 以下 

 ○実機相当換算値 

1×10－７％／day 以下（ＰＣＶ空間容

積に対する割合）  

＜原子炉格納容器隔離弁（バタフライ弁）＞

 ○漏えい有無の判定基準（設計漏えい量）

240cc／min 以下／600A 

 ○実機相当換算値 

    0.02％／day 以下（ＰＣＶ空間容積

に対する割合）  

・所員用エアロック 

 （扉板以外シール部） 

・原子炉格納容器隔離弁 

 （ＴＩＰボール弁） 

200℃以上 圧力により開口が生じる部位でなく，また，

高温環境下での耐性を確認していることか

ら格納容器内の 200℃の環境条件であって

もシール機能に影響を及ぼすものでない。 
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参考資料 2 

改良ＥＰＤＭ製シール材の適用性について 

東海第二発電所では，改良ＥＰＤＭ製シール材として

」を採用する計画である。 

改良ＥＰＤＭ製シール材の開発経緯を以下に示す。 

・従来，格納容器のシール材（ガスケット）として使用していたシリコ

ンゴムは，使用温度範囲が－60℃～＋200℃であり，従来のＥＰＤＭ製

シール材の使用温度範囲－50℃～＋150℃よりも耐熱性は若干高いも

のの，既往の試験結果から高温蒸気環境での劣化が確認されていた。 

・従来のＥＰＤＭ製シール材はシリコンゴムに比較して高温蒸気に強い

材料であったが，更なる耐熱性向上を目的に材料の改良を進め，改良

ＥＰＤＭ製シール材を開発した。 

改良ＥＰＤＭ製シール材については，ガスケットメーカにおいて，耐熱

性，耐高温蒸気性及び耐放射線性の確認を目的に，事故時環境を考慮した

条件

にて圧縮永久ひずみ試験が実施されており，耐性が確認されている。 

東海第二発電所で採用予定の改良ＥＰＤＭ製シール材

については，ガスケットメーカで実施された試験と同様に圧縮永

久ひずみ試験を実施するとともに，重大事故等時の温度及び放射線による劣

化特性がシール機能に影響を及ぼすものでないことを実機フランジ模擬試験

にて確認している。 

また，改良ＥＰＤＭ製シール材は，従来のＥＰＤＭ製シール材と同様，ガ

スケットメーカにて材料や特長に応じ定めている型番品
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として管理されているものであり，当該品を特定可能であること

から，メーカ型番を指定することにより今回シール機能が確認されたものを

確実に調達することが可能である。 

なお，今後の技術開発により，より高い信頼性があるシール材が開発され

た場合は，今回と同様に圧縮永久ひずみ試験等を実施し，事故時環境におけ

るシール機能評価を行うことで，実機フランジへの適用性について確認する。 
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参考資料 3 

改良ＥＰＤＭ製シール材における各試験について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の適用にあたり，「改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮

永久ひずみ試験」及び「実機フランジ模擬試験」の 2 種類の試験を実施して

いる。本資料では，各試験の位置付けを明確化するとともに，「実機フランジ

模擬試験」の試験条件がシビアアクシデント環境を適切に模擬できているか

を確認するため「高温曝露の方法」及び「放射線試験の方法」について適切

性を確認した。 

1．各試験の位置付けについて 

(1) 改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験 

フランジ部からの漏えいの発生を防止するため，フランジ面にはシー

ル材がセットされている。フランジはフランジボルトを締め付けること

によりシール材を圧縮し，シール機能を発揮する構造となっている。 

このため，フランジ部からの漏えいは「内部圧力の上昇によりフラン

ジ部が開口すること」に加え「その開口量がシール材の復元量を超える」

場合に生じる。したがって，シール材の耐漏えい性能を確認するために

は，シール材がセットされるフランジが「圧力上昇によりどの程度開口

するのか」を評価し，その開口量に熱等により劣化した「シール材の復

元量」を確認することが必要となる（第 1 表参照）。 
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圧縮永久ひずみ試験で得られるひずみ率がフランジ構造によらず，一

様に適用できる理由を整理する。 

・原子炉格納容器の限界温度・圧力である 200℃，2Pd で評価している

ため，圧力上昇による影響は，フランジ構造によらず同等である。 

・本試験は，フランジ構造に関わらず，圧縮状態で使用される静的シ

ール部におけるシール材単体の劣化度（ひずみ率）から復元量を確

認するものであることから，フランジ構造の違いはフランジ構造の

解析による開口量計算において評価している。 

・本試験におけるシール材試験片の圧縮率は， としており，改良

型ＥＰＤＭ製シール材を適用する「角型断面ガスケットを用いるボ

ルト締めフランジのガスケットの圧縮率」とほぼ同等である（第 2

表参照）。  

よって，東海第二発電所原子炉格納容器の限界温度・圧力の評価では，

フランジ部の開口量と圧縮永久ひずみ試験結果を用いることでシール部

の健全性を評価できる。  

第 1 表 フランジ部の開口量評価と圧縮永久ひずみ試験の位置付け 

フランジ部からの漏えい要因 確認事項 
試験（及び評価）の 

位置付け 

圧力の上昇によりフランジ部が

開口することによる漏えい 

フランジ部の圧

力上昇による開

口量 

解析による開口量評価 

開口量がシール材の復元特性を

超えることによる漏えい 

熱等により劣化

したシール材の

復元量 

圧縮永久ひずみ試験に

よるシール材の復元量

評価 
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第 2 表 角型断面ガスケットを用いるボルト締めフランジのガスケットの圧縮率 

設備名 
フランジ

溝深さ 

タング

部高さ 

ガスケット 

高さ 

ガスケット

押し込み量 
圧縮率 

トップヘッド 

フランジ 

機器搬入用 

ハッチ 

サプレッショ

ン・チェンバア

クセスハッチ 

閉止板 

（X-28） 

フランジ 

溝深さ タング部高さ ガスケット 

高さ

ガスケット 

押し込み量 

・ガスケット押し込み量＝（ガスケット高さ＋タング部高さ）－フランジ溝深さ 

・圧縮率＝（ガスケット押し込み量／ガスケット高さ）×100％
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(2) 実機フランジ模擬試験 

圧縮永久ひずみ試験結果を用いた開口量評価では，内圧によるフラン

ジの構造部の変形は模擬しているが，実機フランジ溝にガスケットをセ

ットした状態におけるシール材の変形は模擬していないため，実機にセ

ットした状態におけるシール材の変形による気密性を確認する必要があ

る。また，(1)項で記述したシール機能の評価では，ガスケットの復元量

とフランジの開口量が等しい状態（ガスケット押し込み量が 0mm で接し

ている状態）までをシール機能維持のクライテリアとしており，その状

態においても気密性を有することを確認する必要がある。 

実機フランジ模擬試験は，圧縮永久ひずみ試験の結果を用いた開口量

評価の中で最も厳しい状態を再現する試験をすることで，開口量評価の

妥当性を確認するために実施している。（第 3 表参照） 

第 3 表 実機フランジ模擬試験の位置付け 

開口量評価における未確認事項 確認事項 
実機フランジ模擬試験

の位置付け 

実機フランジガスケット溝にガ

スケットをセットした状態にお

ける内圧や熱膨張によりシール

材が変形した状態における気密

性 

内圧，熱膨張でシ

ール材がガスケ

ット溝内で変形

した状態で気密

性を有すること 

ガスケット溝内でのシ

ール材の変形を考慮す

るため，実機フランジ

を模擬した試験装置※

により気密性を有して

いることを確認 

ガスケットに対するタングの押

し込み量が 0mm で接している状

態（開口量＝許容開口量）にお

ける気密性 

ガスケットに対

するタングの押

し込み量が 0mm

で接している状

態で気密性を有

すること 

ガスケットに対するタ

ングの押し込み量が

0mm で接している状態

で試験を実施すること

により気密性を有して

いることを確認 

※試験装置の断面形状は実機と同形状であり，ガスケット及び溝寸法は幅・高さと

もに実機と同等で，中心径のみ縮小した試験装置（第 1 図参照） 
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実機フランジ模擬試験で得られた結果がフランジ構造によらず，一様に

適用できる理由を整理する。 

・原子炉格納容器の限界温度・圧力である 200℃，2Pd で評価しているた

め，圧力上昇による影響は，フランジ構造によらず同等である。 

・内圧上昇後にフランジが開口した状態を想定し，ガスケットの復元量

とフランジの開口量が等しい状態（押し込み量が 0mm で接している状

態）でのシール性を確認しているものであり，フランジ構造による開

口の違いはフランジ部の解析による開口量計算において評価している。 

   実機フランジ模擬試験によって，ガスケットに対するタングの押し込み

量が 0mm で接している状態を再現しており，圧縮永久ひずみ試験の結果を

用いた開口量評価において，最も厳しい状態である。よって，東海第二発

電所原子炉格納容器の限界温度・圧力の評価では，フランジ部の解析によ

る開口量評価において，開口量が許容開口量以内であることを確認するこ

とで，シール部の健全性を評価できる。 

試験装置外観（フランジ開放時） 試験装置外観（フランジ密閉時） 

第 1 図 試験装置外観写真 
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2．実機フランジ模擬試験の高温曝露の方法について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の劣化は，一般的に酸素により引き起こされる

との知見に基づき，実機フランジ模擬試験では蒸気ではなく高温空気（乾

熱）で曝露し，シビアアクシデント環境より保守的な条件で試験を実施し

ている。また，温度については格納容器限界温度 200℃が 7 日間継続する条

件であり，シビアアクシデント環境よりも厳しい条件で曝露しており，そ

れに加え，さらに余裕をみた 250℃，300℃をそれぞれ定める期間を一定温

度で高温に曝露した試験を実施している。 

よって，本試験は高温曝露時に，蒸気環境よりも厳しい乾熱曝露，シビ

アアクシデント環境よりも保守的な温度条件により，シビアアクシデント

環境を適切に模擬できていると考える。 

3．実機フランジ模擬試験の放射線照射の方法について 

放射線照射量については，シビアアクシデント条件を模擬するために，

有効性評価（大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ機能喪失＋ＳＢＯ）におけるフランジ

ガスケット部における事故後 7 日間の累積放射線量の目安である 800kGy を

用いて試験している。 

また，放射線照射と高温曝露の順序について「原子力発電所のケーブル

経年劣化評価ガイドライン」に事故時環境評価試験の試験実施方法として

放射線照射をした後に定められた温度条件下に曝露することが定められて

いることから，この考え方を参考にし，放射線照射後に高温曝露を行う順

序で試験を実施している。 



参考 4－1

参考資料 4 

改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験について 

改良ＥＰＤＭ製シール材の事故時環境における劣化特性を確認するために，

ＪＩＳ K 6262「加硫ゴム及び熱加塑性ゴムの常温・高温及び低温における圧

縮永久ひずみの求め方」に準じた圧縮永久ひずみ試験を実施した。 

試験装置を第 1 図に示す。試験片として，予めγ線照射したシール材を用

いている。放射線量は，事故時条件を模擬するために，フランジガスケット

部の事故後7日間の累積放射線量の目安である を用いて実施している。

試験は，試験片を圧縮板ではさみボルトを締付けることにより圧縮させる。 

試験片の圧縮量はスペーサの厚さで調整している。 

第 1 図 圧縮永久ひずみ試験装置 

１ 試験片  ４ 圧縮板 

２ スペーサ ５ ボルト 

３ ナット



参考 4－2

 試験では，加圧試験容器を用いて高温蒸気で曝露し，試験温度は，格納容

器限界温度である 200℃，試験期間は 7 日間（168 時間）とし，一定温度で高

温曝露している。 

 圧縮永久ひずみ率は，試験片の初期厚みと試験後の試験片の厚さを測定し，

次の式（１）により算出する。各試験片の中心を 0.01mm の単位まで厚さ測定

し，3 個の試験片で得られた値の平均値を算出する。圧縮永久ひずみの算出

概念図を第 2 図に示す。 

Cs � �	 �
� � � 100 ・・・・・・・・・・・（１） 

          Cs：圧縮永久ひずみ率 

          ｔ０：試験片の初期厚み 

ｔ１：試験後の試験片の厚み 

ｔ２：スペーサ厚さ 

初期状態 試験状態 圧縮開放 

厚さｔ０ 厚さｔ２（25%圧縮） 厚さｔ１

Cs � � �
� � � 100

第 2 図 圧縮永久ひずみの算出概念図 
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 圧縮永久ひずみ試験の結果を第 1 表に示す。 

第 1 表 圧縮永久ひずみ試験※１結果（改良ＥＰＤＭ製） 

材料 
試験

温度 

構造部放射線

照射量 

試験 

雰囲気
試験時間

ひずみ率（％）※２

各試験片 平均 

改良ＥＰＤＭ 

）
200℃  蒸気 168 時間

 

 

※1 JIS K 6262 に従い実施 

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％ 



参考 5－1 

参考資料 5 

実機フランジ模擬試験の概要について 

改良ＥＰＤＭ製シール材のシール機能の性能確認として，実機フランジの形

状を模擬した試験装置を用いて，実機条件に近い状態でのシール健全性の確認

を行った。 

試験フローを第 1 図に示し，試験の概要を以下に示す。 

1．試験装置 

実機フランジ模擬試験の試験装置は第 2 図，第 3 図に示すようにフランジ

ユニット，ガス供給ユニット，リークガス計測ユニットから構成される。フ

ランジユニットは，直径 250mm のガスケット試験体を組み込んで内部を加圧

可能な試験フランジと，試験フランジを所定の試験条件に加熱制御するため

のフランジ加熱ヒータから構成される。試験フランジにガスケット試験体を

組み込む溝断面形状（フランジ型式）は実機フランジで採用されているタン

グ＆グルーブ型（Ｔ＆Ｇ型）を模擬している。フランジ断面形状は実機と同

形状であり，中心径のみを縮小した試験装置としているため，試験で得られ

第 1 図 実機フランジ模擬試験の試験フロー 

放射線照射試験 

実機フランジモデル試験 

ガスケット試験体に事故後 7 日間の累積放

射線量の目安である 800kGy を照射する。 

実機フランジの形状を模擬した試験装置に

より，シビアアクシデントを想定した温度，

圧力条件でのリーク試験を実施する。 
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たリーク量をガスケット径比で補正することで実機フランジにおけるリーク

量として適用できる。 

また，内圧上昇後の格納容器フランジの開口を模擬するため，ガスケット

試験体の押し込み量をフランジ間に設置する調整シムにより設定する。ガス

供給ユニットは，高圧空気ボンベと圧力調整器から構成され，所定の圧力に

調整された加圧ガスを空気加熱器により所定の温度に加熱制御する。リーク

量はリークガス計測ユニットのマスフローメータにて計測される。試験装置

外観を第 3 図に示す。 

第 2 図 試験装置概要図 

試験装置外観（フランジ開放時） 試験装置外観（フランジ密閉時） 

第 3 図 試験装置外観 
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2．試験条件 

事故時条件を模擬するために，放射線照射量は，フランジガスケット部の

事故後 7 日間の累積放射線量の目安である 800kGy を予め照射したシール材を

ガスケット試験体として用いる。放射線による劣化と熱による劣化は，放射

線照射をした後に定められた温度条件下に曝露する逐次法により付与した。 

一般に有機材料の放射線劣化挙動には，酸素が影響を及ぼすことが知られ

ているが，環境に酸素が存在しない場合においては放射線と熱の同時法と逐

次法の劣化はほぼ等しいことが知られている。格納容器内は，通常時は窒素

環境下，事故時は蒸気環境下であり，酸素が常に供給される環境ではないこ

とから，放射線と熱の同時曝露による劣化への影響は十分小さく，逐次法に

よる劣化の付与は妥当であると考える。なお，「原子力発電所のケーブル経年

劣化評価ガイドライン」において，事故時環境試験の試験方法として放射線

照射をした後に定められた温度条件下に曝露することが定められており，こ

のことからも逐次法による劣化の付与は妥当であると考える。 

改良ＥＰＤＭ製シール材の劣化は，一般的に酸素により引き起こされると

の知見に基づき，加圧雰囲気は蒸気ではなく高温空気（乾熱）を用い，試験

温度については，格納容器限界温度である 200℃，さらに余裕を見た 250℃，

300℃とし，加圧圧力は格納容器限界圧力 2Pd（0.62MPa）を包絡する圧力

（0.854MPa 以上）で気密確認を実施する。また，格納容器内圧上昇後の実機

フランジの開口を模擬するため，フランジによるガスケット試験体の押し込

み量を最小限（0mm）で設定する。なお，押し込み量は，高温での試験を実施

する前段階として，常温での予備加圧を実施し，ガスケットから漏えいが起

こらない状態を押し込み量 0mm と定義する。 
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3．試験結果 

試験結果を第 1 表に示す。フランジによるガスケット試験体の押し込み量

が最小限（0mm）であっても，有意な漏えいは発生せず，200℃・168 時間，250℃・

96 時間，300℃・24 時間の耐性が確認された。第 4 図に 200℃・168 時間の試

験ケースにおける試験体の外観を示す。第 4 図より，フランジとガスケット

試験体との接触面を境界として劣化（表面のひび割れ）は内周側で留まり，

外周側に有意な劣化が見られないことから，フランジ接触面でシール機能を

維持できていることが確認された。また，断面形状より，劣化（表面のひび

割れ）はガスケット試験体の表面層のみで留まっているため，有意な劣化が

進行していないことが確認された。 

第 1 表 シビアアクシデント条件での試験結果 

No. 試験体 温度 継続時間 押し込み量 
漏えい 

の有無 

1 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
200℃ 168 時間 0mm 無 

2 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
250℃ 96 時間 0mm 無 

3 
改良ＥＰＤＭ 

（  ）
300℃ 24 時間 0mm 無 

下記条件は全ケース共通 

試験圧力：2Pd 以上（0.854MPa 以上），放射線照射量：800kGy，加圧媒体：乾熱（空気） 

漏えい判定基準：1cc／min 以上の漏えい量が 30 分以上継続した場合に漏えい有とする。 
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第 4 図 試験後のガスケット試験体外観（200℃・168 時間） 
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参考資料 6 

改良ＥＰＤＭ製シール材における実機フランジ模擬試験結果の適用について 

改良ＥＰＤＭ製シール材については，シール機能の性能確認として圧縮永久

ひずみ試験に加えて，実機フランジを模擬した試験装置（「実機フランジ模擬試

験装置」という。）を用いてシール機能を確認している。 

実機フランジ模擬試験装置のフランジ断面形状は実機と同形状，ガスケット

及び溝寸法は幅・高さともに実機と同等であり，中心径のみを縮小した試験装

置としており，フランジ部は実機と同様な変形を模擬できる。 

また，実機フランジ模擬試験ではガスケット試験体の押し込み量を 0mm（ガ

スケットとタングが接している状態）に設定し，実機が 2Pd 時の開口量以上を

模擬した条件で試験を実施している。 

1．実機と実機フランジ模擬試験装置の比較 

実機（トップヘッドフランジ）及び，実機フランジ模擬試験装置のフラン

ジ部の断面形状及び寸法を第 1 図，第 2 図，第 1 表に示す。 

第 1 図 トップヘッドフランジ断面形状図 
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2．実機への適用性 

前述のとおり，実機フランジ模擬試験装置は，フランジの断面形状が実機

と同形状，ガスケット及び溝寸法は幅・高さとも実機と同等であり，中心径

のみを縮小した試験装置である。 

実機フランジ模擬試験では，漏えい有無の判定基準として，1cc／min 以上

の漏えい量が 30 分以上継続した場合に漏えい有と判断することとしている。

ここで，試験の判定基準として設定した 1cc／min の漏えい量を実機フランジ

での漏えい量に換算し，格納容器の設計漏えい率との比較を行った結果は以

下のとおりである。 

第 2 図 実機フランジ模擬試験装置図

第 1 表 実機フランジと実機フランジ模擬試験装置の寸法比較 

単位：mm 

ガスケット寸法 溝寸法 

内径 外径 幅 高さ 内径 外径 幅 高さ 

実機フランジ 

(トップヘッド

フランジ)

実機フランジ 

模擬試験装置 
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ガスケットの内径を di，外径を do とすると，ＪＩＳ B 2490 よりガスケッ

トからの漏えい量 L はガスケットの接触面の内径 di に比例し，ガスケット接

触幅(do-di)/2 に反比例する。 

第 1 表より実機フランジ模擬試験のガスケットの断面形状は実機と一致さ

せていることから，ガスケット試験体の接触幅は実機ガスケットと一致して

いる。このため，フランジ部からの漏えい量はガスケット内径に比例する。

また，実機フランジ模擬試験ではガスケット押し込み量を 0mm に設定し，実

機が 2Pd 時の開口量以上を模擬した条件で試験を実施している。 

本試験で判定基準として設定した漏えい量（1cc／min）より，ガスケット

径比で補正した実機フランジでの漏えい量を推定したところ，格納容器全ハ

ッチ類フランジからのリーク量は 0.001％／day 以下であり，格納容器の設計

漏えい率（0.5％／day）の 1／500 以下となる。実機フランジのガスケット径

を第 2 表に，実機フランジにおける漏えい量の推定結果を第 3 表に示す。 

このように，事故時条件を模擬した改良ＥＰＤＭ製シール材の試験結果は，

格納容器の設計漏えい率と比較して十分に余裕がある状態であることから，

改良ＥＰＤＭ製シール材の実機への適用は可能であると考える。 

21
1

2 ）／（do／di－
＝

（do－di）／

diL
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第 2 表 実機フランジのガスケット径 

対象 ガスケット径※１※３

トップヘッドフランジ 

機器搬入用ハッチ 

所員用エアロック※２ 

サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

X-28 貫通部 

合計 

[注記] 

※１: 二重ガスケットについては保守的に外側ガスケットの中心径を用いる 

※２: エアロックはガスケット周長が等価となる等価直径とする。 

※３: ガスケット径が 100mm 以下の閉止フランジ付貫通部については，他の

大開口部と比較して影響が小さいため対象外する。 

第 3 表 実機フランジにおける漏えい量の推定結果 

試験での漏えい判定基準(L1) 1 cc／min 

試験フランジガスケット径(D1) 

格納容器フランジガスケット径合計(D0) 

ガスケット径比(α=D0／D1) 

格納容器フランジでの漏えい量(L0=L1×α) 

格納容器空間容積(V0) 

格納容器空間容積に対する割合(L0／V0) 
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参考資料 7 

改良ＥＰＤＭ製シール材の実機を模擬した小型フランジ試験について 

改良ＥＰＤＭ製シール材について，耐高温性，耐蒸気性を確認するために，

800kGyのγ線照射を行った材料を用いて，高温曝露又は蒸気曝露を行った後，

気密確認試験を実施して漏えいの有無を確認した。また，試験後の外観観察，

ＦＴ－ＩＲ分析及び硬さ測定を行い，曝露後のシール材の状況を確認した。本

試験に使用した試験治具寸法は第1図，試験治具及びシール材外観は第2図に示

すとおりである。シール材の断面寸法は実機の1／2とし，内側の段差1mmに加

えて外側からも高温空気又は蒸気に曝露されることとなる。 

なお，治具に使用されている鉄鋼材料と改良ＥＰＤＭ製シール材とでは，改

良ＥＰＤＭ製シール材の方が線膨張係数は大きく，温度を低下させた場合には

改良ＥＰＤＭ製シール材の方が治具と比較して収縮量が大きくなるため，試験

治具溝内でのタング等との密着性は低下する方向となり，気密試験は高温状態

より室温での試験の方が厳しくなると考えられる。このことから，本試験のオ

ートクレーブでの蒸気曝露及び室温でのＨｅ気密確認試験の条件は，実プラン

トで想定されるシビアアクシデント条件と比較して保守的な条件となると想定

される。試験の詳細と結果を以下に記載する。 

① 高温曝露 

熱処理炉を使用して乾熱200℃，168時間の高温曝露を実施した。 

② 蒸気曝露 

蒸気用オートクレーブを使用して，1MPa，250℃の蒸気環境下で168時間

曝露を実施した。蒸気用オートクレーブ系統図を第3図に，蒸気曝露試験

体設置状況を第4図に示す。 
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③ Ｈｅ気密確認試験

高温曝露及び蒸気曝露後の試験体について，Ｈｅを用いて気密試験を実

施した。負荷圧力は0.3MPa，0.65MPa，0.9MPaとし，スヌープでのリーク

確認と，0.3MPaでは保持時間10分，0.65MPa及び0.9MPaでは保持時間30分

で圧力降下の有無を確認した。また，0.8mmの隙間ゲージを用いてフラン

ジ開口変位を模擬した気密確認試験も実施した（実機1.6mm相当の変位）。

試験状況を第5図，第6図に，試験結果を第1表に示す。いずれの条件下で

もリーク及び圧力降下は認められなかった。 

④ 試験後外観観察

デジタルマイクロスコープを用いてＨｅ気密確認試験後のシール材表面

を観察した。観察結果を第7図に示す。シール材表面に割れ等の顕著な劣

化は認められなかった。 

第1図 試験治具寸法 

第2図 試験治具及びシール材外観 
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第3図 蒸気用オートクレーブ系統図 

第4図 蒸気曝露試験体設置状況 
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第1表 Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 曝露条件 γ線照射量 
開口変位 

模擬 
0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 
乾熱200℃， 

168時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気1MPa，

250℃，168時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気1MPa，

250℃，168時間 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 

第 5 図 Ｈｅ気密確認試験状況 

第 6 図 開口模擬したＨｅ気密試験 

（隙間ゲージ使用） 
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第7図 試験後外観観察結果 

（a: 乾熱 200℃，168 時間，b，c: 蒸気 250℃，168 時間） 

⑤ ＦＴ－ＩＲ分析

試験後のシール材のＦＴ－ＩＲ分析結果を第8図，第9図に示す。ＦＴ－

ＩＲ分析では赤外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸収

されることを利用して，試料に赤外線を照射して透過又は反射した光量を

測定することにより分子構造や官能基の情報を取得可能である。高温曝露

中に空気が直接接触する位置（曝露面）では，ベースポリマーの骨格に対

応するピークが消失していたが，その他の分析位置，曝露条件では顕著な

劣化は認められなかった。 

第 8 図 ＦＴ－ＩＲ分析結果（曝露面） 

曝露面 曝露面 曝露面 

シート面 シート面 シート面

【ａ】 【ｂ】 【ｃ】
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第9図 ＦＴ－ＩＲ分析結果（シート面） 

⑥ 硬さ測定

試験後のシール材の硬さ測定結果を第10図に示す。曝露面，シート面，

裏面，断面の硬さを測定した。曝露面において，乾熱200℃，168時間条件

では酸化劣化によって硬さが顕著に上昇していた。その他の部位，条件で

は，蒸気250℃，168時間条件の曝露面で若干の軟化が確認された以外，硬

さは初期値近傍であり，顕著な劣化は確認されなかった。 

第10図 硬さ測定結果 
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以上の試験結果から，200℃，2Pd，168時間の条件下では，フランジガスケ

ット材として改良ＥＰＤＭ製シール材を使用した場合は，格納容器内部圧力上

昇時のフランジ部の開口を勘案しても格納容器フランジ部の気密性は維持され

ると考えられる。 
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参考資料 8 

バックアップシール材のシール機能について 

格納容器閉じ込め機能の更なる安全性向上対策を目的に，自主的な取り組み

として，バックアップシール材（一液硬化型耐火シーラント）を塗布する。バ

ックアップシール材は第 1 図で示すように，現行シール材のシール溝よりも外

側のフランジ面全周に塗布できるシール材である。バックアップシール材は，

耐高温性，耐蒸気性，耐放射線性が確認され，重大事故環境下においてもシー

ル機能を発揮できるものを用いる。 

第1図 バックアップシール材イメージ図 

（１）バックアップシール材の適用目的 

   原子炉格納容器のフランジ部のシール機能は，200℃，2Pd の環境下に

おいて，改良ＥＰＤＭ製シール材により重大事故後 7 日間のシール機能が

維持できることを確認しているが，格納容器内が長時間にわたり高温状態

が続くことでシール材の性能が低下することを考慮して，改良ＥＰＤＭ製

シール材の外側にバックアップシール材を塗布し，「改良ＥＰＤＭ製シー

ル材＋バックアップシール材」の組み合わせとすることで，長期における

シール機能健全性を補強する。 

また，改良ＥＰＤＭ製シール材は，事故時の耐環境性に優れていること
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を確認しているが，一般的な劣化モードとして酸化劣化があげられるため，

長期におけるシール材の信頼性を向上させるためには，劣化要因である酸

素の高温状態曝露を回避することが必要になる。バックアップシール材は，

フランジ外側ガスケット部よりも外周のフランジ面に塗布することから，

改良ＥＰＤＭ製シール材への格納容器外側からの酸素供給を遮断する役割

も果たすことができるため，酸化劣化による改良ＥＰＤＭ製シール材のシ

ール機能低下を抑えることが可能である。 

以上より，バックアップシール材は，事故発生後の改良ＥＰＤＭ製シー

ル材の長期におけるシール機能健全性を補強することができるため，格納

容器閉じ込め機能の更なる安全性向上対策として，トップヘッドフランジ，

機器搬入用ハッチフランジ及びサプレッション・チェンバアクセスハッチ

フランジのシール部に「改良ＥＰＤＭ製シール材＋バックアップシール材」

を採用する。 

（２）バックアップシール材の性能確認試験 

バックアップシール材に関して，耐高温性，施工性等を確認するために，

以下の試験を実施した。 

１）高温曝露後及び蒸気曝露後気密確認試験 

２）開口模擬後気密確認試験 

３）実機適用性試験 

４）長時間試験（改良ＥＰＤＭ製シール材との組み合わせ） 

各々の試験の詳細を以下に示す。 

１）蒸気曝露試験（250℃×168時間）後気密確認試験 

フランジ部に塗布するバックアップシール材に関して，小型試験治具
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（第2図参照）を用いてγ線照射及び蒸気曝露後にＨｅ気密確認試験を

実施し漏えいの有無を確認するとともに，試験後にＦＴ－ＩＲ分析を実

施してバックアップシール材の化学構造の変化状況を確認した。試験条

件の詳細を以下に記載する。 

①γ線照射 

事故条件を模擬するために，放射線照射量はフランジ部の事故後7

日間の累積放射線量の目安である800kGyを目標に，線源Co-60，照射

時間100時間にてγ線照射を実施した。 

照射実績は，雰囲気線量8.19kGy／h，8.27kGy／h，累積照射量

819kGy，827kGy であった。 

②高温曝露 

熱処理炉を使用して300℃，73時間及び350℃，73時間の高温曝露を

実施した。 

③蒸気曝露 

蒸気用オートクレーブを使用して，試験体（3個）を1MPa，250℃の

蒸気環境下で168時間曝露を実施した。蒸気用オートクレーブ系統図

を第3図に，試験片設置状況を第4図に示す。 

④Ｈｅ気密確認試験 

蒸気曝露後の試験体について，Ｈｅを用いて気密試験を実施した。

高温曝露条件では負荷圧力0.2，0.3，0.4，0.5，0.62 MPa，蒸気曝露

条件では負荷圧力は0.3，0.65，0.9MPaとし，スヌープでのリーク確

認と0.65MPa 及び0.9MPaは保持時間30分，その他の圧力では保持時間

10分で圧力降下の有無を確認した。気密確認試験状況を第5図に，試

験結果を第1表及び第2表に示す。いずれの試験体もリーク及び圧力降

下は認められなかった。 
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⑤ ＦＴ－ＩＲ分析

Ｈｅ気密確認試験後にＦＴ－ＩＲ分析を実施した。ＦＴ－ＩＲ分析は赤

外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸収されることを利

用して，試料に赤外線を照射して透過又は反射した光量を測定することに

より分子構造や官能基の情報を取得可能である。分析結果を第6図に示す。

本試験条件では350℃高温曝露条件を除いてシロキサン構造の変化量は小

さく，顕著な劣化は認められなかった。 

第2図 小型試験治具寸法 

第3図 蒸気用オートクレーブ系統図 
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第1表 Ｈｅ気密確認試験結果（高温曝露後） 

No.
高温曝露 

条件 
0.2MPa 0.3MPa 0.4MPa 0.5MPa 0.62MPa

γ線 

照射量

1 300℃，73時間 ○ ○ ○ ○ ○ 827kGy

2 350℃，73時間 ○ ○ ○ ○ ○ 827kGy

○：リーク及び圧力降下なし 

第2表 Ｈｅ気密確認試験結果（蒸気曝露後） 

No. 蒸気曝露条件 0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa γ線照射量

1 1MPa， 250℃， 168時間 ○ ○ ○ 819kGy 

2 1MPa， 250℃， 168時間 ○ ○ ○ 819kGy 

3 1MPa， 250℃， 168時間 ○ ○ ○ 819kGy 

○：リーク及び圧力降下なし 

第4図 蒸気曝露 

試験片設置状況 
第 5 図 気密確認試験状況 
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第 6 図 ＦＴ－ＩＲ分析結果 

２）開口模擬後気密確認試験

重大事故時には，事故後ベント実施までは圧力が2Pd近傍と高くなり

フランジ部が開口することから，フランジ開口を経験した後にバックア

ップシール材により気密性が維持されているか否かを確認するため，

30cm中型試験体を用いて隙間ゲージで一度変位を経験させた後にＨｅ気

密確認試験を実施した。試験の流れとしては，バックアップシール材を

塗布したフランジを乾燥させた後に，隙間ゲージで変位を加え，その後

隙間ゲージを引き抜いて試験フランジの変位を当初位置に戻す。その状

態でＨｅ気密確認試験を実施して漏えいの有無を確認した。試験実施状

況を第7図，第8図，試験条件及び結果を第3表に示す。 

1.9mmまでの変位を経験した後もＨｅ気密確認においてリーク及び圧

力降下は認められなかった。なお，Ｈｅ気密確認試験は，１）の蒸気曝

露試験（250℃×168時間）後気密確認試験と同様に，負荷圧力は0.3MPa，
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0.65MPa，0.9MPaとし，スヌープでのリーク確認と0.3MPaは保持時間10

分で，0.65MPa及び0.9MPaは保持時間30分で圧力降下の有無を確認した。 

なお，開口模擬後気密確認試験は試験装置上の理由から，バックアッ

プシール材に高温曝露は経験させていない。しかしながら，ＦＴ－ＩＲ

分析結果では250℃蒸気曝露でバックアップシール材の化学構造の変化

量は小さく，顕著な劣化が認められなかったことから，高温曝露の有無

は事故時開口を模擬したバックアップシール材の性能を確認する試験に

おいては，試験結果に大きな影響を与えないと考えている。 

第7図 バックアップシール材塗布状況 

（1.5mm 厚さ）

第8図 変位付与状況 

隙間ゲージを用いて所定の変位を加えた後，

隙間ゲージを抜いて再締め付け 
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第 3 表 開口模擬後Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 塗布厚さ 変位 0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 備考 

1 1.5mm 
変位付与前 ○ ○ ○  

1.0mm ○ ○ ○  

2 5.0mm 
変位付与前 ○ ○ ○  

1.0mm ○ ○ ○  

3 1.5mm 
変位付与前 ○ ○ ○  

1.9mm ○ ○ ○  

○：リーク及び圧力降下なし 

３）実機適用性試験 

実機フランジは直径が大きく塗布長さが長いため，実際にバックアッ

プシール材を適用した場合に問題なく気密性が担保出来るか否か，また，

既存のシール材との干渉の有無を確認するため，バックアップシール材

の塗布と局所漏えい試験を実施した。 

バックアップシール材塗布条件は，第9図に示す内側及び外側シール

材に加えて，格納容器外側にバックアップシール材を塗布して既存シー

ル材とバックアップシール材との干渉の有無を確認する条件，第10図に

示す内側シール材に格納容器外側にバックアップシール材塗布し，バッ

クアップシール材単体でシール機能を持つことを確認する条件の2通り

実施した。いずれの局所漏えい試験も結果は良好であった。 

なお，バックアップシール材の塗布時には，塗布厚さが1～1.5mm程度

となる様に治具を用いて作業を実施した（第11図参照）。 
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第 9 図 内側及び外側シール材＋格納容器外側バックアップシール材塗布条件 

第 10 図 内側シール材＋格納容器外側バックアップシール材塗布条件 

(a) バックアップシール材塗布作業 (b) ハッチ閉鎖時

第 11 図 バックアップシール材塗布試験状況 

４）長時間試験

重大事故時においては，復旧までに相応の日数が必要と考えられるこ

とから，30日，又はそれ以上の期間曝露したシール材の気密性を確認す
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ることを目的に，改良ＥＰＤＭ製シール材（γ線照射量800kGy）とその

外側にバックアップシール材を適用した条件で，長期間高温曝露を実施

した後にＨｅ気密確認試験を行い漏えいの有無を確認した。試験条件を

以下に示す。 

また，試験体の状況（改良ＥＰＤＭ製シール材＋バックアップシール

材塗布）を第12図に示す。 

①高温曝露 

熱処理炉を用いて，乾熱200℃条件下にて高温曝露を実施した。な

お，試験体は，所定の日数曝露した後に取り出して下記のＨｅ気密確

認試験を実施し，Ｈｅ気密確認試験後には，再度，熱処理炉に戻して

乾熱200℃条件にて追加日数の高温曝露を継続実施している。 

②Ｈｅ気密確認試験 

高温曝露後の試験体について，Ｈｅを用いて気密試験を実施した。

負荷圧力は0.3MPa，0.65MPa，0.9MPaとし，スヌープでのリーク確認

と0.3MPaは保持時間10分，0.65MPa及び0.9MPaは保持時間30分で圧力

降下の有無を確認した。試験状況を第13図に，試験結果を第4表に示

す。いずれの試験においてもリーク及び圧力降下は認められなかった。 
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第4表 Ｈｅ気密確認試験結果 

No. 曝露条件 曝露日数 曝露時間 0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 乾熱 200℃ 30 720時間 ○ ○ ○ 

2 乾熱 200℃ 45 1,080時間 ○ ○ ○ 

3 乾熱 200℃ 60 1,440時間 ○ ○ ○ 

4 乾熱 200℃ 75 1,800時間 ○ ○ ○ 

5 乾熱 200℃ 90 2,160時間 ○ ○ ○ 

6 乾熱 200℃ 105 2,520時間 ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし 

以上のことから，バックアップシール材について格納容器限界温度

200℃における長期におけるシール性が確認できた。また，ベント実施ま

での間に格納容器の過圧によりフランジ開口を経験したとしても，ベント

第 12 図 試験体の状況 

（改良ＥＰＤＭ＋バックアップシール材） 

第 13 図 Ｈｅ気密確認試験状況 
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後のフランジ開口量が小さい領域では高温性に優れたシール機能を発揮す

ることが確認できた。よって，バックアップシール材は，格納容器ベント

操作後の長期シール機能強化に有効である。 

なお，格納容器閉じ込め機能として最も厳しいシナリオである「雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において代替循

環冷却系を使用しないシーケンスでは，格納容器雰囲気温度は，7日間

（168時間）時点で150℃未満であり，その後の格納容器雰囲気温度は崩壊

熱の減衰によって低下傾向となるため，7日間（168時間）以降は150℃を

下回る。したがって，これよりも過酷な200℃状態が30日間継続しても格

納容器閉じ込め機能は健全であることが試験により確認できているため，

事故後長期のシール性向上のためには「改良ＥＰＤＭ製シール材＋バック

アップシール材」は有効であると考えている。  
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（３）バックアップシール材の塗布条件 

バックアップシール材のシール機能が確保されるための塗布幅，塗布厚

さ，塗布作業に関する条件は，各種試験の結果から第5表の通り定めてい

る。塗布幅は幅が広い程シール機能が向上するが，試験でシール機能が確

認できた最小の塗布幅を元に設定している。塗布厚さについては，シール

機能が確認できた塗布厚さを元に設定している。また，バックアップシー

ル材は塗布後，徐々に乾燥して固まるため，塗布後にフランジ閉鎖するま

での時間を制約として設けることにしている。この時間についても，試験

によりバックアップシール材の乾燥時間を考慮して，シール機能が確認で

きた時間を元に設定している。 

第5表 バックアップシール材の塗布条件 

項目 塗布条件 

バックアップシール材の塗布幅 

バックアップシール材の塗布厚さ 

塗布後，フランジ閉鎖までの時間 

（４）バックアップシール材の品質確認 

バックアップシール材は第5表の条件で塗布することで，シール機能が

確保可能である。従って，バックアップシール材塗布作業時に「塗布幅」，

「塗布厚さ」，「塗布後，フランジ閉鎖までの時間」を確認することで品

質を確認する。「塗布幅」，「塗布厚さ」については，幅，厚さを担保可

能な専用治具を用いてバックアップシール材を塗布作業する等で，品質確

認を行う。「塗布後，フランジ閉鎖までの時間」については，塗布作業時

間を管理することで品質確認を行う。 
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参考資料 9 

バックアップシール材塗布による設計影響について 

（１） バックアップシール材塗布によるフランジ設計への影響 

フランジ設計として，漏えい発生を防止するためにＯリング溝にシール

材（改良ＥＰＤＭ製）がセットされているが，シール機能を確保するため

に以下が設計上考慮されている。 

バックアップシール材をフランジ面に塗布することで，上記①～④の考

慮事項について悪影響を与えないことを確認するため，バックアップシー

ル材が塗布されることにより「フランジ開口量評価でシール材（改良ＥＰ

ＤＭ製）追従性に悪影響を与えないこと」，「フランジ応力評価に悪影響を

与えないこと」，「シール材（改良ＥＰＤＭ製）に化学反応等の悪影響を与

えないこと」，「フランジ締付作業・開放作業に悪影響を与えないこと」を

確認した。 

（２） バックアップシール材厚さの影響について 

バックアップシール材の有無によるフランジ厚さの変化はほとんど無く，

約 0.01mm であることが確認されている。また，バックアップシール材の塗

布条件として，幅 ，厚さ としている。この条件を施

① シール材について，開口を考慮した適切な押込み量を確保すること 

② 内圧及びシール材反力について，適切なフランジ強度を有すること 

③ シール材が，化学的影響を受ける等により，反応や劣化等の影響を受

けないこと 

④ フランジ締め付け作業の施工性が確保できること 
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工管理できるように，専用治具を用いて実施する。具体的には，塗布条件

を満足できるように切り欠きを有したヘラのようなものを使用することで

考えている。これをフランジ面に当てて，延ばすことでバックアップシー

ル材を特別な技量なく，幅及び厚さは均一に塗布可能とする。 

実プラントでのガスケットの押込み深さは である。一方，バッ

クアップシール材適用による押込み量の変化は約 0.01mm と想定され，バッ

クアップシール材適用による押込み深さの変化量やフランジ開口量への影

響は無視できる程度で悪影響はないと考えられる。 

（３） バックアップシール材塗布に伴うフランジへの影響について 

バックアップシール材を塗布した場合の影響評価として，①開口量評価

及び②フランジ応力評価を実施した。前述（１）からバックアップシール

材塗布時の厚さは約 0.01mm である。 

① 開口量評価 

構造上バックアップシール材の厚さ分，突起によるガスケットの締

め付け量は低減する。このため，最も評価結果が厳しくなるトップヘ

ッドフランジにて 2Pd 時の締付量と必要締付量を比較し，シール性能

を維持できることを確認した（第 1 図,第 1 表参照）。なお，ここで用

いたガスケットの必要締め付け量は実機を模擬した試験を実施し，締

付量 0mm でもシール性能を維持できることを確認している。 
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評価式：締付量＝初期締付量―バックアップ材厚さー開口量 

       ＝（  ）―（0.01mm）―（ ） 

       ＝  ＞ 0mm 

第 1 図 バックアップシール材塗布時の初期締付状態図 

第 1 表 2Pd 時のバックアップシール材を用いたフランジシール部 

開口量と締付量 

設備名 
バックアップ 

シール材厚さ 
開口量 締付量 必要締付量 

トップヘッド 

フランジ 
0.01   0 以上 

（単位：mm） 

② フランジ部応力評価 

バックアップシール材を用いた際，2Pd 時にフランジに加わる荷重

には，格納容器内圧による荷重，ガスケット反力による荷重及びバッ

クアップシール材による荷重があるが，バックアップシール材反力に

よる荷重は内圧による荷重と比較して極めて小さくなる。このため，

ｇ１:バックアップシール材厚さ 0.01mm 

ｇ２:初期締付量

ｇ１

ｇ２
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フランジ部へ発生する応力の影響は格納容器内圧が支配的であり，バ

ックアップシール材の有無によりフランジ部へ加わる発生応力はほ

とんど変化しないと考えられる。 

（４） 改良ＥＰＤＭ製シール材に対する悪影響，フランジ締付・開放作業への

影響について 

 フランジ締付・開放作業等の現場作業への影響について，フランジ締

付時の締付ボルト管理トルク値の変更は必要ないこと，フランジ開放時

（点検時）の手入れの際にバックアップシール材はスクレーパ等により，

容易に除去可能であることを参考資料 8 で示すバックアップシール材の

性能確認試験によって，確認している。また，バックアップシール材の

除去時にフランジ部の構造により，現場作業への影響が考えられるが，

フランジ面とガスケットを装填する溝部の不連続な箇所があるものの，

作業上，影響はない。 

化学的影響については，長時間試験で改良ＥＰＤＭ製シール材とバッ

クアップシール材を組み合わせたフランジで劣化後の気密性が確認でき

ていることからも，悪影響がないと考えられる。また，フランジ締付時

にバックアップシール材の余剰分は，フランジ外面に出てくるが除去可

能である。 

（５） まとめ 

 以上の検討により，バックアップシール材塗布におけるフランジ締込

量への影響は約 0.01mm とわずかであり，開口量評価及びフランジ部応力

評価に大きな影響はない。また，改良ＥＰＤＭ製シール材に対して化学
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反応の影響がないこと，フランジ締付作業性も確保できることから，バ

ックアップシール材塗布によるフランジ設計上の影響はない。 
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参考資料 10 

トップヘッドフランジ等の開口量評価について

（１）トップヘッドフランジの開口量評価における製作公差等の影響について

原子炉格納容器フランジ部の閉じ込め機能評価については，フランジ開

口量評価と改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ特性を組み合わせる

ことで評価している。トップヘッドフランジの開口量評価を第 1 図，改良

ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験結果を第 1 表に示す。 

第 1 図 トップヘッドフランジの圧力と開口量の関係 

（東海第二発電所モデル，200℃） 

第 1 表 圧縮永久ひずみ試験※1結果（改良ＥＰＤＭ製） 

試験温度 200℃ 

構造部放射線照射量  

試験雰囲気 蒸気 

試験時間 168h 

ひずみ率※2 ※3

※1 JIS K 6262 に従い実施

※2 試料を圧縮し完全に回復した状態が 0％，全く回復しない状態が 100％

※3 の平均値 
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第 1 図の開口量評価線図で設定している許容開口量は，格納容器内温度

200℃の状態を 7 日間経過した際のシール材復元量が，フランジ開口量に追

従できなくなる限界であり，格納容器限界温度・圧力である 200℃，2Pd

に対して，シール材機能は余裕があることを示している。 

なお，原子炉格納容器のトップフランジについては，技術基準規則第 44

条に要求される単体の漏えい試験を可能とするように，内側ガスケットと

外側ガスケットの間に加圧空間を有した二重シール構造を採用している。

格納容器バウンダリに要求される事故時の閉じ込め機能維持の観点からは，

内外どちらかのシール部の機能が保たれていればよく，さらに一方のシー

ル機能が喪失するまではもう一方のシール部は直接事故時環境に晒される

ものでない。このため，本評価ではフランジの内側シール材の追従性が失

われた時を機能喪失とみなした評価であるが，実際には外側シール材の追

従性が失われるまでは閉じ込め機能を確保できる。しかしながら，外側シ

ール材部の開口量は内側シール材部と比較して小さいこともあり，本評価

では保守的に格納容器の内側シール部の閉じ込め機能を評価した。 

開口量評価については，フランジ開口量とシール材復元量を比較してい

るが，シール部を構成する部位の製作公差（フランジの製作公差，シール

材の製作公差等），シール部の構成材料の熱膨張，材料物性のばらつきを考

慮したひずみ率を踏まえ，保守的な評価を次に示す。なお，製作公差のう

ち，ガスケットの寸法公差は，最小側を 0 と設計変更し，製作公差を考慮

しても，公称値以上の寸法となるように管理する。 

以上の考え方を第 2 表に整理する。  
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第 2 表 シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評価の考え方 

評価項目 評価内容 考え方 

シール部を構

成する部位の

製作公差 

二乗和平方根の

採用 

・機器の寸法公差は，一般的に独立した値

を組み合わせて使用する場合，各々の寸

法公差の二乗和平方根を用いて，算出す

る。 

ガスケットの

製作公差 

ガスケット設計

の変更 

・トップヘッドフランジ部のガスケットに

ついて，製作公差の最小側を 0 と設計変

更し，製作公差を考慮しても，公称値以

上の寸法となるように管理するため，上

記のシール部の公差に反映する。 

シール部の構

成材料の熱膨

張 

材料の熱膨張を

考慮 

・開口量評価は，200℃におけるシール部

の評価であることから，構成材料の熱膨

張を考慮した。 

ガスケットの

ひずみ率 

材料物性のばら

つきの考慮した

ひずみ率を採用

・ＪＩＳ K 6262 の結果に基づき，ひずみ

率 をより厳しい値とするため，圧縮

永久ひずみ試験の結果に，統計学的なば

らつきを考慮したひずみ率の設定 

ひずみ率は，第 2 表の考え方に記載の通り，圧縮永久ひずみ試験の結果

に，統計学的なばらつきを考慮したひずみ率の設定とする。設定方法は，

ＪＩＳ K 6262 の結果に基づき，ひずみ率 と類似の条件にて実施した

試験結果を抽出し，試験片数を増やして統計学的なばらつきを考慮した圧

縮永久ひずみ率を算出した。抽出したデータを追加した統計学的なばらつ

きの評価結果を第 3 表に示す。追加抽出したデータは No.2～4 の 3 回分（9

個）であり，雰囲気，温度・劣化時間，照射時間を変えて実施した試験の

うち，雰囲気，温度・劣化時間が同一であるものを選定した。なお，試験

No.1 は，ひずみ率 を設定した試験データである。 

第 3 表に示すとおり，試験回数 4 回分，合計 12 個の試験データに基づく

統計学的なばらつきを考慮したひずみ率を算出した結果，圧縮永久ひずみ
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率の最大値は であった。 

第 3 表 統計学的に算出した圧縮永久ひずみ率 

試験 No. ひずみ率 平均値 標準偏差σ 平均値＋2σ 

1 

  

2 

3 

4 

注記：試験条件は以下の通り 

雰囲気：蒸気環境（試験 No.1～4） 

温度・劣化時間：200℃・168 時間（試験 No.1～4） 

照射線量：  

圧縮永久ひずみ試験：ＪＩＳ K 6262 に基づき実施（試験 No.1～4） 

本評価における圧縮永久ひずみのばらつきは，重大事故環境を考慮した

ひずみ率を確認するため，原子力プラント特有の条件として の放射

線量を照射した後，圧縮状態で 200℃の飽和蒸気環境にて 168 時間劣化さ
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せた状態での測定値であり，改良型ＥＰＤＭ製シール材の使用温度範囲外

で実施した過酷な環境下での試験であることから，ひずみ率のばらつきの

幅が大きく出たものと考えられる。なお，改良ＥＰＤＭ材のメーカカタロ

グ値として記載されている圧縮永久ひずみ （試験条件 ）

の試験時は，測定値のばらつきが 程度であり，重大事故環境における

試験で生じたばらつきと有意な差はない。 

ここで，第 3 表に示す圧縮永久ひずみ率のデータ群における外れ値の有

無について棄却検定法を用いて評価する。 

棄却検定法として，原子力発電所内の安全系に係る計器類を対象とし，

多点データの統計的処理に係る手法を定めた指針である「安全保護系計器

のドリフト評価指針」（ＪＥＡＧ 4621-2007 日本電気協会）を参考とし，

グラブス・スミルノフ検定を採用した。 

統計学的に算出した圧縮永久ひずみ率は，正規分布に従う場合，

（平均値±2σ）の値が全ケース内に含まれる確率は約 95％である。 

したがって，全ケースから外れる確率 5％を検定水準としてグラブス・

スミルノフ検定を行い，第 4 表及び第 5 表に示す試験データ群の中に外れ

値は存在するか確認を実施した。 

第 4 表 試験データ群 

x1 x2 x3 x4 x5 x6 x7 x8 x9 x10 x11 x12
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第 5 表 試験データのまとめ 

項目 データ数 最大値 最小値 
平均値 

µ 
不偏標準偏差 

s 

値 12 

グラブス・スミルノフ検定とは，任意の検査値に対し検定統計量 t（式

(1)）を求め，この検定統計量 t がある検定水準における臨界値 τ（式(2)）

よりも大きい場合，その検査値を異常値とみなす判定法である。 

s
x

t i
i                     （式(1)） 

ここで， 

xi：検査値（i＝1,2,････,12） 

μ：標本平均

s：不偏標準偏差 

ti：検定統計量（i＝1,2,････,12） 

2
/

2
/

2
1

n

n

tnnn
tn            （式(2)） 

ここで， 

n：データ数 

tα/n：自由度（n－2）の t 分布の上側 100α/n％値

（α＝0.05 として t 分布表より算出） 

第 5 表の試験データのまとめから，データ群の平均値 µ 及び標準偏差 s

（不偏標準偏差）はそれぞれ µ＝  ，s＝ となる。また，検査値 xi

は平均値から最も離れた値とし，x4＝ とする。 
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このときの検定統計量 t４は以下のとおりである。 

4
4 s

x
t

これに対し，臨界値 τ は，標本数 n＝12，有意水準 α を 5％と設定し， nt /

を自由度 2n の t 分布の上側 100α/n％値としたとき， 

2

2

2
/

2
/

28.31221212
28.3112

2
1

n

n

tnnn
tn

＝2.29 

 となる。 

ここで， nt / ＝3.28 は，下図に示す t 分布表から算定した値である。 

(出典：推計学入門演習（産業図書株式会社）) 

2・α/n = 2・0.05/12 

n-2=12-23.28
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以上より，平均値から最も離れた検定値である x4＝ に対する検定統

計量 t は であり，臨界値 τ＝2.29 よりも小さいため，異常値とは判定

されない。 

したがって，第 3 表に示す圧縮永久ひずみ値のデータ群において外れ値

と判定されるものはなく，これらの値のばらつきを考慮して統計学的に算

出した圧縮永久ひずみ率 を評価に用いることは妥当である。 

なお，本評価において使用したグラブス・スミルノフ検定手法は，対象

とするデータ群が正規分布に従うことを適用の前提条件としている。ここ

では，改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験のデータ(12 点)に対

して，正規性の検討を実施する。 

正規性の検討に用いる手法として，原子力発電所内の安全系に係る計器

類を対象とし，多点データの統計的処理に係る手法を定めた指針である「安

全保護系計器のドリフト評価指針」（ＪＥＡＧ 4621-2007 日本電気協会）

を参考とし，χ2(カイ 2 乗)適合度検定を採用した。 

χ2適合度検定は，仮定された理論上の確率分布に対して，標本から求め

られた度数が適合するか否かを検証する手法として一般的に知られたもの

である。 

χ2 検定の対象データを第 6 表に示す。第 6 表のデータは，蒸気環境で

200℃／168 時間劣化させた試料の圧縮永久ひずみ試験データ（12 個）であ

る。 
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第 6 表 改良ＥＰＤＭの圧縮永久ひずみデータ(単位：％) 

x1 x2 x3 x4 x5 x6 x7 x8 x9 x10 x11 x12

平均値： ／不偏標準偏差：  

χ2適合度検定は，第 6 表に示す標本データと正規分布を仮定した期待値とを

比較し，適合度を検定するものであり，データ数と関係なく一般的に使用され

る。第 6 表に示すデータを階級ごとに分割して整理した結果を第 7 表に，第 7

表に基づき作成したヒストグラムを第 2 図に示す。 

第 7 表 圧縮永久ひずみデータの度数分布表 

階級 
度数 

Ｏi 

期待度数 

Ｅi 
(Ｏi-Ｅi)2／Ｅi 

階級数：12（自由度：9） χ2値 
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第 2 図 圧縮永久ひずみデータのヒストグラム 

χ2値は，標本データの度数と正規分布を仮定した場合の期待度数との差

分の積算として下式で求められる。 

)( 2
2

Ei
EiOi

ここで， 

Oi：ある階級に含まれるデータ数

Ei：ある階級の期待度数

χ2適合度検定では，標本データより求めたχ2値が，データの自由度（階

級数－制約数）に対するχ2分布表の値よりも小さければ，正規分布に従っ

ている（正規性がある）と判定される。自由度 9，上側確率 5％に対する

χ2 分布表の値は 16.92 であり，12 個のデータに基づくχ2 値 は

16.92 よりも小さいため，第 6 表に示す圧縮永久ひずみデータに対する正

規性を示すとの仮定は棄却されなかった。
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(出典：推計学入門演習（産業図書株式会社）) 

次に第 2 表に基づき，シール部を構成する部位の製作公差等を考慮した

トップヘッドフランジの開口量評価を実施する。 

製作公差がトップヘッドフランジの開口量評価に影響する箇所は，シー

ル材を締め付ける部位の開口方向の製作公差であるため，ガスケット溝深

さ，タング部高さ及びガスケット高さが該当する（第 3 図参照）。これらの

製作公差を第 8 表に示す。
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第 8 表 製作公差を考慮したガスケットの押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ 

ガスケット押し込み量 

第 8 表より，製作公差を考慮したガスケットの押し込み量は， 

（公称値）－ （公差）＝ と評価できる。 

第 3 図 製作公差の概要（赤点線：製作公差のイメージ） 

更に，各部位の熱膨張を考慮した寸法を第 9 表に示す。これらの製作公差

の概要を第 4 図に示す。 

フランジガスケット部詳細 

上蓋側フランジ

本体側フランジ

ガスケット

フランジ 

溝深さ 
ガスケット 

高さ 
タング部高さ （－）

（－）

タング部
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第 9 表 各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

第 4 図 熱膨張変位の概要（赤点線：熱膨張のイメージ） 

熱膨張量ΔL の評価式は以下の通り 

   ΔＬ＝Ｌ×α×Δｔ 

ここに， 

Ｌ：基準寸法(mm) 

α：材料の熱膨張係数(mm/mm･℃) 

鋼材＝11.85×10-6，ガスケット＝

Δｔ：据付状態から評価温度までの温度差(℃)(＝200－ ＝ ) 

第 9 表より，熱膨張を考慮したガスケットの押し込み量は，製作公差を考

慮したガスケットの押し込み量より， ＋ ＝ と評価できる。 

タング部

フランジガスケット部詳細 

上蓋側フランジ

本体側フランジ

ガスケット

フランジ 

溝深さ 
ガスケット 

高さ 
タング部高さ 

（－）

（＋）

（＋）
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また，実機フランジ模擬試験においては，高温での試験を実施する前段階

として，予備加圧にて徐々に調整シム量を少なくしていき，ガスケットから

の漏えいが起こらない状態を押し込み量 0mm と定義していることから，漏え

いが起こらなくなった時点においては，調整シムの最小厚さである

のガスケット押し込み量が発生する恐れがある。 

上記より，実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量は，

製作公差及び熱膨張を考慮したガスケットの押し込み量より， －

＝ と評価できる。 

以上の結果から，シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評

価は第 10 表の通りとなり，ばらつきを保守側に積み上げて評価した場合にお

いても，内側・外側ともシール機能は維持されることを確認した。 

第 10 表 シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評価結果 

評価 押し込み量 ひずみ率 
許容 

開口量 

開口量

(2Pd) 
評価結果 

公称値 
内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 

内側 ○ 

外側 ○ 



参考 10－15

（２）トップヘッドフランジの施工管理について 

実機のトップヘッドフランジにおいては，定期検査におけるトップヘッ

ドフランジ閉鎖時に，決められたトルクでボルトを締め付けることが要領

書で定められていること，異物の噛み込みや予期せぬフランジの変形等に

よる隙間が生じていないことを の隙間ゲージが挿入できないこと

をもって確認していることから，作業者の技量によってガスケットの押し

込み量が変動することは考え難く，作業管理における品質は維持できると

考える。トップヘッドフランジ部の構造を第 5 図に示す。上蓋側フランジ

と本体側フランジのフランジ面を隙間が無いように据え付けることで，タ

ング（突起）によるガスケット押し込み量 が確保出来る構造となっ

ている。 

         第 5 図 トップヘッドフランジ部の構造 

A 部
A 部詳細

格納容器本体 

（トップヘッド）

フランジ

ガスケット

格納容器本体

（ドライウェル）

ボルト

（トルク管理）

フランジガスケット部詳細 

上蓋側フランジ

本体側フランジ

ガスケット

フランジ面（面間管理）

押し込み量 タング
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また，トップヘッドフランジの溝及びタング（突起）については，定期

検査の開放時に手入れを実施しているが，溝やタングを傷つけないような

素材で手入れを行っていること，外観目視点検を開放の都度行い傷や変形

がないことを確認していること，定期検査毎に原子炉格納容器全体の漏え

い率検査及びトップヘッドフランジ部のみのリークテストを実施しており，

有意な変動のないことを確認していることから，トップヘッドフランジの

溝及びタングは気密性を維持していると考える。原子炉格納容器全体漏え

い率検査実績及びトップヘッドフランジ部リークテスト実績を第 6 図，第

7 図に示す。 

第 6 図 原子炉格納容器全体漏えい率検査実績 

第 7 図 トップヘッドフランジ部リークテスト実績 
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（３）トップヘッドフランジ以外の開口量評価における製作公差等の影響につ

いて 

   トップヘッドフランジの開口量評価（（１）にて記載）と同様に，原子炉

格納容器バウンダリ構成部として，評価対象としている機器搬入用ハッチ，

サプレッション・チェンバアクセスハッチ，所員用エアロックについても

開口量評価を実施する。評価結果は，第 11 表から第 22 表の通りであり，

製作公差を考慮しても閉じ込め機能が維持できる。 

第 11 表 機器搬入用ハッチのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ - 0.01mm 

ガスケット押し込み量 

第 12 表 機器搬入用ハッチの各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 
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第 13 表 機器搬入用ハッチの開口量評価結果 

評価 押し込み量 ひずみ率
許容 

開口量 
開口量 評価結果 

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む

第 14 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ - 0.01mm 

ガスケット押し込み量 

第 15 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの各部位の熱膨張を考慮した

寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 
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第 16 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチの開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容 

開口量 
開口量 評価結果 

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む

第 17 表 所員用エアロックのガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

ガスケット押し込み量 

第 18 表 所員用エアロックの各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

第 19 表 所員用エアロックの開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容 

開口量 
開口量 評価結果 

公称値 ○ 

評価値 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む
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第 20 表 閉止板（X-28）のガスケット押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

ガスケット押し込み量 

第 21 表 閉止板（X-28）の各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

第 22 表 閉止板（X-28）の開口量評価結果 

評価 
押し込み

量 
ひずみ率 

許容開口

量 
開口量 評価結果 

公称値 内側 ○ 

外側 ○ 

評価値 内側 ○ 

外側 ○ 

※実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量を含む
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（４）実機フランジ計測結果を考慮したトップヘッドフランジ部の開口量評価

について

トップヘッドフランジのシール部は，製作公差を考慮した場合の許容開

口量と開口量の比較において，内側シール部の裕度が小さいことから，実

機フランジ（サプレッション・チェンバアクセスハッチ）の寸法測定を実

施し，製作寸法の誤差を確認した。サプレッション・チェンバアクセスハ

ッチの構造図を第 8 図に，フランジ部の寸法測定結果を第 23 表に示す。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの実機フランジ寸法測定の結

果，製作公差（  ）に対し，シール部が開口となる方向の製

作寸法の誤差は 以内であった。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチシール部のガスケット溝及び

タング（突起）は，トップヘッドフランジのガスケット溝及びタング（突

起）と設計メーカ，設計，製作方法及び材質は同じであり，機械加工の精

度も同等であると考えられることから，製作寸法の誤差についても同等で

あると考える。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの製作寸法の誤差は，

であり，設計の製作公差を用いてシール部の公差を とした評価は，

実機フランジのシール部に対して保守的な評価であると評価できる。 

参考として，サプレッション・チェンバアクセスハッチと同程度の製作

寸法の誤差があると仮定し，サプレッション・チェンバアクセスハッチの

実機フランジ寸法測定結果からトップヘッドフランジについて開口量評価

を行った。 

評価の結果，トップヘッドフランジの内側シール部における許容開口量

は第 24 表に示すとおり， であり，開口量に裕度があることを確認

した。 
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第 23 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチフランジ部測定結果 

測定 

箇所

設計値

[mm]

測定結果 [mm]

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側 内側 外側

溝深さ 

タング高さ

第 24 表 トップヘッドフランジ開口量評価 

押し込み
量

（公称値）

シール部の
公差

熱膨張
調整 

シム量
ひずみ率 許容開口量

開口量
（2Pd）

内側 

シール部

外側 

シール部

＜評価条件＞ 
・ガスケット寸法：

・シール部の公差：S/C アクセスハッチの実測値使用
バックアップシール有 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

第 8 図 サプレッション・チェンバアクセスハッチ 構造図 

計測箇所 

フランジガスケット部詳細

：熱膨張のイメージ
フランジガスケット部詳細

タング部
ガスケット

フランジ
溝深さ ガスケット高さ

タング部高さ

（－）

（＋）

（＋）

円筒胴

鏡板
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（５）開口量評価における保守性について

第 25 表に示すとおり，ＦＥＭ解析による開口量評価おいては，構造物の

剛性や強度が実機に比べ低めとした評価としていることや許容開口量の算

出において，圧縮永久ひずみ試験は実機よりも劣化に対して保守性がある

評価であるが，実機フランジ模擬試験において試験装置等の誤差があるこ

とや実機フランジ締付時の面間管理（隙間ゲージ挿入による管理）には実

機フランジでのガスケット押し込み量に対し不確実さがある。 

今後，ガスケットの増厚を検討し，裕度を確保することとする。 

第 25 表 開口量評価における保守性 

項目 保守性 備考 

開
口
量

ＦＥＭ 

解析 

・構造物に設けられているリブを無視す

るなど，実際の構造物よりも剛性を低

く見積もっている。 

・実機フランジ締付け

時の面間管理（隙間

ゲージ挿入による管

理）において隙間ゲ

ージの厚さ以下の隙

間は把握できていな

い。

・材料物性値を規格値ベースとすること

で，強度を低めに見積もっている。 

・フランジが閉じる方向に作用する自重

を考慮していない。 

許
容
開
口
量

漏えい 

限界 

・既往知見で得られたガスケット自身の

変形によるセルフシール性については

評価に反映されない。 

・実機フランジ模擬試

験において，試験装

置等の製作誤差は把

握できていない。

ひずみ率 ・実機のガスケットは底面・側面が溝と

接しているのに対し，圧縮永久ひずみ

試験は，試験体の側面全体が直接蒸気

環境下に晒されるため，ひずみ試験か

ら得られたひずみ率は材料の劣化を保

守側に見積もっている。

・実機ガスケット全体のうち，タング部

で圧縮している部分は局所的であり，

圧縮されていない部分が大部分残存し

ているため，タング押し込み部の復元

量は，圧縮されていない部分のゴム弾

性の寄与も想定される。
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参考資料 11 

経年劣化を考慮したシール機能について 

本資料では，シール材の経年劣化を考慮したシール機能の健全性について示

す。 

原子炉格納容器のシール材に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材については，

性能確認のための試験を実施している。試験においては，通常運転時に加えて，

重大事故時に想定される照射線量を上回る放射線環境を経験したシール材に対

し，高温蒸気環境下での耐漏えい性能を確認している。また，開口部に用いら

れる改良ＥＰＤＭ製シール材は，通常運転中に想定される温度環境を踏まえて

も劣化はほとんどしないものと考えていること，かつ，原子炉格納容器の開口

部に用いられているシール材については，全て，プラントの定期検査において

取り替えを行っており，複数の運転サイクルにわたって使用しないものである

ことから，現在の性能確認の結果により，十分に耐漏えい性能が確保されるも

のと考えられる。 

また，長期間シール材を継続使用する電気配線貫通部については，過去の電

気配線貫通部の環境試験において，電気配線貫通部（高圧用）及び電気配線貫

通部（低圧用）を対象として，通常運転中の劣化を考慮した上で冷却材喪失事

故模擬試験が実施されており，健全性が確認されている（第1表参照）。 

これらのことから，原子炉格納容器に使用されているシール材は，運転中の

環境を考慮しても事故時のシール機能は確保されるものと考えられる。 
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第1表 劣化を考慮した試験方法 

No 試験項目 試験方法 

１ サーマルサイクル

試験 

ペネトレーションを冷熱装置内に設置し，60 サイ

クルのサーマルサイクルを放射線照射試験の前後2

回実施。1サイクルは  を  時間

で変化させている。 

２ 放射線照射試験 ペネトレーションが40 年間の運転期間及び冷却材

喪失事故時に受ける放射線を考慮し照射線量

として試験を実施。 

３ 熱劣化試験 加熱促進により，40 年間に相当する加速熱劣化と

して を加える。 

また，自主的取組として適用することを考えているバックアップシール材に

ついて，経年劣化によるシール機能の影響を確認した。ここでは，バックアッ

プシール材をフランジに長時間塗布したときの変形特性を確認するために，バ

ックアップシール材を塗布した試験用フランジを恒温槽で約560日間（18ヶ月

程度）55℃に保持し，バックアップシール材に関して，以下を実施した。 

（１）Ｈｅ気密確認試験（0.3, 0.65, 0.9 MPa）

（２）ＦＴ－ＩＲ分析
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試験の結果，Ｈｅ気密確認試験において第2表で示すとおりリークは認めら

れなかった。また，ＦＴ－ＩＲ分析においても第1図に示すとおり，55℃を約

18ヶ月保持した試験材の分析結果は初期材と同様で劣化は認められず，プラン

ト通常運転状態で１サイクル（13ヶ月程度）経過しても性状が変わらないと考

えられる。 

第2表 Ｈｅ気密確認試験結果 

保持条件 0.3 MPa 0.65 MPa 0.9 MPa 

55℃ 約18ヶ月 ○ ○ ○ 

〇：リーク及び圧力降下なし 

第1図 ＦＴ－ＩＲ分析結果 
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参考資料 12 

化学薬品や核分裂生成物のシール機能への影響について 

１．化学薬品等のシール機能への影響 

東海第二発電所のシール材として適用する改良ＥＰＤＭ製シール材は，エ

チレンとプロピレン等の共重合によって得られる合成ゴムの一種であり，同

材質のゴムであるＥＰゴムは，これまでも原子炉格納容器隔離弁の弁体等に

使用されてきた実績のある材料である。 

ＥＰＤＭ材の基本的な特性を考慮した場合，シール機能に影響を及ぼす可

能性のある物質としては，「溶剤」と「潤滑油」が挙げられる。第 1 表にＥ

ＰＤＭ材の基本特性を示す。 

洗い油やベンゼン等の溶剤については，管理区域内への持ち込み管理を行

っており，プラント運転中においては格納容器内に存在しないため，シール

材に悪影響を及ぼすことはない。 

潤滑油については，原子炉再循環ポンプモータや再循環流量制御弁の動作

に使用されているが，格納容器胴側に設置されるシール部から離れた位置に

設置されている。仮に漏えいが発生した場合でも，機器の下部に設置される

堰，又はダイアフラムフロア床面の傾斜によって，ドレンサンプ設備に導か

れることで周辺への流出は防止され，シール材に悪影響を及ぼすことはない。 

第 1 表 ＥＰＤＭ材の基本特性 

耐蒸気性 A 

耐水性 A 

耐性（植物油） A ～ B 

耐性（潤滑油） D 

耐性（溶剤） D 

凡例 A：優  B：良  D：不可（但し配合による） 

出典：日本バルカー工業（株）発行「バルカーハンドブック」より抜粋 
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２．重大事故等時に発生する核分裂生成物や水素のシール機能への影響 

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影響を及ぼす可能性

がある物質として，アルカリ金属であるセシウム及びハロゲン元素であるよ

う素が存在する。このうち，アルカリ金属のセシウムについては，水中でセ

シウムイオンとして存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，膨張黒鉛ガス

ケットや金属ガスケットはアルカリ環境において劣化の影響はなく，また，

ＥＰＤＭ材についても耐アルカリ性を有する材料であることから，セシウム

によるシール機能への化学的影響はないものと考える。 

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料である膨張黒鉛ガスケ

ットや金属ガスケットでは影響がないが，有機材料であるＥＰＤＭ材では影

響を生じる可能性がある。今後，使用することとしている改良ＥＰＤＭ製シ

ール材については，電力共同研究による影響の確認を行っており，炉心損傷

時に想定されるよう素濃度（約 450mg／m３）よりも高濃度のよう素環境下（約

1,000mg／m３）においても，圧縮永久ひずみ等のシール材としての性状に大

きな変化がないことを確認している。このように，よう素環境下での性能が

確認された材料を用いることにより，シール機能への影響が生じることはな

いものと考える。 

重大事故等時に格納容器内で発生する水素の格納容器外への主要な放出

モードとして気体分子のガスケット材料透過が考えられる。これは水素等の

分子量が小さい気体の場合に起こりうる事象であるが，重大事故時の格納容

器内環境条件下（温度・放射線）においてシール機能の顕著な劣化は生じな

いこと，及び気体分子の透過に対して十分な材料の厚みが確保されているこ

とから，ガスケット材料透過による格納容器外への水素の放出可能性は極め

て低いものと考えられる。 
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参考資料 13 

シール材の運転環境（放射線量，温度）の考慮について

トップヘッドフランジ等のシール材に使用する改良ＥＰＤＭ製シール材につ

いては，性能確認のための試験を実施している。試験においては，通常運転時

に加えて，重大事故時に想定される照射線量を上回る放射線環境を経験したシ

ール材に対し，高温蒸気環境下での性能を確認している。また，開口部に用い

られる改良ＥＰＤＭ製シール材は，通常運転中に想定される温度環境を踏まえ

ても劣化はほとんどないものと考えられること，プラントの定期検査において

は取り替えを行っており，複数の運転サイクルにわたって使用しないものであ

ることから，現在の性能確認の結果により，十分に性能が確保されるものと考

えられる。 

また，長期間シール材を継続使用する電気配線貫通部については，過去の電

気配線貫通部の環境試験において，電気配線貫通部（高圧用）及び電気配線貫

通部（低圧用）を対象として，通常運転中の劣化を考慮した上で冷却材喪失事

故模擬試験が実施されており，健全性が確認されている。 

これらのことから，原子炉格納容器に使用されているシール材は，運転中の

環境を考慮しても事故時のシール機能は確保されるものと考える。 
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参考資料 14 

黒鉛製シール材について 

黒鉛製シール材は，膨張黒鉛（化学反応を用いて鱗片状黒鉛に物質を挿入

した黒鉛層間化合物を急熱すると層間に入れられた物質が燃焼，ガス化し，

黒鉛が層の重なり方向に膨張したもの）を圧縮加工したものであり，一般的

に 400℃程度の高温環境下においても安定性の高いシール材料である。 

東海第二発電所で使用する黒鉛製シール材の仕様を第 1 表に示す。重大事

故環境下に十分な耐性を有する製品であることを確認している。 

第 1 表 貫通部に使用する黒鉛製シール材の仕様 

対象部位 
仕様 

耐熱温度 耐圧性 耐放射線性 

所員用エアロック

電気配線貫通部 
400℃以上 6.9MPa 15MGy 
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参考資料 15 

試験データの代表性・信頼性について 

長期的な格納容器温度（168 時間以降で 150℃を下回る状況）と閉じ込め機能

の関係を評価するために，時間経過による改良ＥＰＤＭ製シール材への長期的

な影響について試験結果をもとに第 1 表に示しているが，その試験データの信

頼性について説明する。 

第 1 表には改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ率，硬さ，質量変化率

をそれぞれ試験時間に対して示しているが，これは同じ環境条件に曝露した試

験体 3 個のデータの平均値を示したものである。試験体 3 個それぞれの試験結

果を第 2 表に示す。圧縮永久ひずみ率，硬さ，質量変化率について試験体 3 個

の実測値データに大きなばらつきは無いことが確認できる。 

第 1 表 改良ＥＰＤＭ製シール材の基礎特性データの経時変化 

試験時間 0～7 日 7 日～14 日 14 日～30 日 

試験温度 

圧縮永久ひずみ率（％）

硬さ 

質量変化率（％） 
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また，シール材の復元特性を示すために，劣化を付与した試験体を用いて，

復元速度測定試験を実施した。試験ケースを第 3 表に示す。 

全てのケースにおいて試験体 3 個に対して試験を実施したものであり，試験

結果のばらつきを確認するため，代表としてケース 1－2 の試験体 3 個全ての試

験結果を第 1 図に示す。いずれの試験体においても同様の傾向を示しており，

復元速度 500mm／min の試験に大きなばらつきはない。 

その他の試験ケースについても，試験結果に大きなばらつきはないため，各

ケース試験体3個のうち代表として1個の試験結果を第2図及び第3図に示す。

第 2 表 0～7 日（200℃），7 日～30 日（150℃）の圧縮永久ひずみ試験 

No 
試験時間 

（日） 

試験温度 

（℃） 

圧縮永久ひずみ試験 

圧縮永久 

ひずみ率（％）
硬さ 

質量変化率 

（％） 

実測値 平均値 実測値 平均値 実測値 平均値

1 0～7 200 

2 7～14 150 

3 14～30 150 
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第 3 表 改良ＥＰＤＭ製シール材の基礎特性データの経時変化 

ケース 材料 照射量
曝露 

媒体 
曝露温度 復元速度 

試験 

体数 

1－1 改良ＥＰＤＭ材 3 

1－2 改良ＥＰＤＭ材 3 

2－1 改良ＥＰＤＭ材 3 

2－2 改良ＥＰＤＭ材 3 

第 1 図 復元速度測定試験（ケース 1－2 の試験体 3 個） 

第 2 図 復元速度測定試験（左：ケース 1－1，右：ケース 1－2） 

第 3 図 復元速度測定試験（左：ケース 2－1，右：ケース 2－2） 



参考 16－1

参考資料 16 

フランジ開口量評価の妥当性について（構造解析との関連性） 

今回，実施したトップヘッドフランジの開口量評価には，ＦＥＭ解析を用

いている。ＦＥＭ解析では，開口量に影響を及ぼす可能性のあるボルト等の

構造は，実機の寸法等を模擬して解析モデルに反映している。また，フラン

ジ部の開口の挙動への影響が大きいと考えられる上下フランジ面同士の接触

の影響も考慮し，三次元ソリッド要素を用いて弾塑性大変形解析を実施した。

その評価モデルを第 1 図に，圧力－開口量の関係を第 2 図に示す。 

以上のような解析手法を用いることにより，高い精度で開口量の評価が可

能である。第 3 図はＮＵＰＥＣで実施された機器搬入用ハッチフランジの圧

力と開口量の関係である。この開口量は，第 4 図に示すハッチモデル試験体

のフランジ部にひずみゲージを取り付けて，漏えいが生じるまで内圧を加え

て計測されたものである。なお，この試験において，漏えいが発生したのは，

内圧が 6.17Pd，フランジ開口量が平均で 6.3mm のときであり，フランジが開

口しても，漏えいが生じていない結果が得られている。この試験結果に対し

て，当社解析と同様に精度を向上させた解析手法を適用し，同等のメッシュ

分割を用いて評価を行っている(第 5 図及び第 1 表参照)。第 3 図の示すよう

に，試験結果と解析結果の比較から解析結果は，圧力の上昇に伴って増加す

るフランジ部の開口量を精度よく評価できていることがわかる。 

フランジ部の開口量評価では，フランジ部だけではなく，圧力作用面であ

る上鏡板や胴部もモデル化しているため，内圧の増加により，ボルト部にモ

ーメントが生じてフランジ部の開口が発生する。フランジ部に生じるモーメ

ントが増加すると，同時に上鏡板や胴部の幾何学形状も変化するため，ボル

トへの荷重のかかり方が逐次的に変化し，結果として，内圧の増加に対する
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開口挙動が曲線的に変化する。 

以上より，ＦＥＭ解析を用いて実施したトップヘッドフランジの開口量評

価により，実機の挙動を適切に評価することが可能である。 

第 1 図 トップヘッドフランジ部の解析モデル 

第 2 図 トップヘッドフランジ部における圧力－開口量の関係 
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第 3 図 ＮＵＰＥＣ機器搬入用ハッチフランジの圧力－開口量の関係 

第 4 図 ＮＵＰＥＣハッチモデル試験体 

第 5 図 ＮＵＰＥＣハッチモデル試験解析モデル 
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第 1 表 ＮＵＰＥＣ解析モデルと当社解析モデルの比較 

解析項目 ＮＵＰＥＣ解析モデル 当社解析モデル 

解析コード ＡＮＳＹＳ ＡＢＡＱＵＳ 

モ デ ル 化 範

囲 

胴部，上鏡部：軸対称ソリッド要素

ボルト，ブラケット：平面応力要素

フランジシール面：接触要素 

格納容器胴部（円筒胴，円錐胴），

上鏡部，フランジシール部構成部材

（フランジ，ボルト，ナット等）：

ボルト 1/2 ピッチ分をセクタとした

周期対称ソリッド要素 

フランジシール面：接触要素 

材料定数 試験体の材料の引張試験から得ら

れた物性値を用いた。 

応力ひずみ関係は，真応力－真ひず

み関係を多直線で近似して用いた。

材料規格に基づく物性値を用いた。 

応力ひずみ関係は，ASME B&PV Code 

Sec. Ⅷ（2012Addenda） Div.2 ANNEX 

3-D による真応力－真ひずみ関係を

多直線で近似して用いた。 

境界条件 上鏡中央は，軸対称性からＸ方向に

拘束，Ｙ方向を自由。胴板下端はＸ

方向に自由，Ｙ方向を拘束。 

格納容器胴側と底部との取り合いを

固定。端部は対称条件を設定。 

ボ ル ト 初 期

締 め 付 け 荷

重 

実機で設定している値を用いた。 実機で設定している値を用いた。 

荷重条件 内圧を段階的に負荷し，1.96MPa と

なるまで解析を実施した。 

内圧を段階的に負荷し，発散するま

で解析を実施した。 
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参考資料 17 

原子炉格納容器のリーク発生順序及び各部位の裕度について 

原子炉格納容器バウンダリを構成する各設備に関して，重大事故等時に放

射性物質の閉じ込め機能が喪失する要因として，原子炉格納容器内の温度・

圧力条件の変化や原子炉格納容器本体の変形に伴い，構造健全性が失われる

場合と，シール部のシール機能が失われる場合が想定される。 

構造部材の評価については，規格等に定められている許容値を基準として

用いて評価しており，200℃，2Pd の環境条件が継続しても構造強度を維持で

きるため，閉じ込め機能に対して十分な裕度を有しているものと考える。 

一方，シール部については，シール材が事故条件下において時間的に劣化

していくことが確認されており，現在の評価において健全性が確認されてい

る 7 日間の期間を超えて 200℃，2Pd の環境条件が長時間継続した場合には，

シール材が機能を喪失し漏えいが生じる可能性がある。また，シール部のう

ち，トップヘッドフランジや機器搬入用ハッチ等，フランジ構造になってい

る箇所については，圧力の上昇に伴い開口量が増加するため，その影響によ

り，他のシール部に比べて漏えいが生じるリスクが高いものと考えられる。 

以上の検討結果から，原子炉格納容器で漏えいが発生する可能性が高い部

位はフランジ構造のシール部であると評価できる。このため，フランジ構造

のシール部について，200℃，2Pd の状態での健全性を確認した際の判定基準

に対する裕度を確認した。 

フランジ部の限界温度・圧力に対する裕度を第 1 表に示す。 
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第 1 表 フランジ部の限界温度・圧力に対する裕度 

評価対象部位 
開口量 

（mm） 

許容値 

（mm） 
裕 度※

トップヘッドフランジ 
内側 1.1 

外側 1.4 

機器搬入用ハッチ 
内側 1.4 

外側 1.8 

サプレッション・チェンバ

アクセスハッチ 

内側 4.6 

外側 6.3 

所員用エアロック 6.5 

閉止フランジ 15.1 

※：許容値／開口量 
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参考資料 18 

所員用エアロック開口量評価に係る変形支点の変位の影響について 

所員用エアロックにおけるシール部の評価については，原子炉格納容器内圧

による扉板の変形に伴うシール部の開口量評価を実施しているが，この評価で

は，変形による支点のずれを考慮しない評価としているため，支点のずれに伴

う影響について評価を行う。第 1 図に所員用エアロックシール部の構造を示す。 

1．扉板の変形（たわみ等）について 

所員用エアロック扉板を第 2 図，第 3 図のように 2 点支持のはりとしてモ

デル化する。東海第二発電所の所員用エアロック扉板は平板形状であり，扉

板の板厚を考慮してモデル化していることから，はりとしてモデル化するこ

とは妥当であると考える。また，はりモデルは変位量が保守的となる扉板長

辺側をモデル化しており，実際に荷重がかかった際は，上下に加え左右にも

第 1 図 所員用エアロックのシール部構造 



参考 18－2

支持があるところを，上下 2 点支持としていることから，保守的な評価であ

ると言える。 

このはりモデルにより，扉板の変形（たわみ等）によって生じる縦軸方向

（扉幅）の変位量δx を評価した結果，0.2mm 程度であり，ガスケット幅

と比較しても十分小さく無視できる。 

第 2 図 2 点支持はりモデル

縦軸方向（扉端）の変位量δx は δx＝2×L3－L2 

第 3 図 三角形モデル 



参考 18－3

2．変形支点の変位について 

上記で示した扉の軸方向への滑りδx＝0.2mm の場合について，所員用エア

ロック扉を第 4 図のように 2 点支持はりモデル化し，シール部の開き量を算

出した。その結果，扉シール部の変位は，変形支点を考慮しない場合の変位

量と同じ  mm であった。 

δ＝ w×L1 ／ （24×E×I）×（3L1３＋6L1２×L2－L2３） 

＝  mm 

第 4 図 2 点支持はりモデル 
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参考資料 19 

格納容器隔離弁のＳＡ環境下における耐性確認試験の概要について 

原子炉格納容器隔離弁のうち，バタフライ弁の弁座ゴムシートに対し，重大

事故時環境における耐性向上のため，より耐熱性・耐放射線性に優れたシール

材である改良ＥＰＤＭ製シール材を選定し，耐性確認試験を実施した。試験の

概要を以下に示す。  

1．試験内容 

試験フロー及び試験内容を第 1 表に示す。また，第 1 図に蒸気通気試験装

置の概要図，第 2 図に常温弁座漏えい試験の概要図を示す。600A バタフライ

弁を供試体とし，弁座シール材に改良ＥＰＤＭ製シール材を適用して，初期

性能確認，劣化処理を行った後，200℃における飽和蒸気環境下（BWR の原子

炉格納容器の設計圧力の 2 倍（2Pd）以上）で 168 時間，蒸気通気試験を実施

する。さらに常温復帰後，窒素を媒体とした常温弁座漏えい試験を実施する。

重大事故時環境における格納容器の閉じ込め機能を確認する観点から，弁は

閉弁状態で実施する。重大事故時環境における放射線による劣化と熱による

劣化は，シール材に放射線照射をした後，定められた温度条件下に曝露する

逐次法により付与する。一般に有機材料の放射線劣化挙動には，酸素が影響

を及ぼすことが知られているが，環境に酸素が存在しない場合においては放

射線と熱の同時法と逐次法の劣化はほぼ等しいことが知られている。バタフ

ライ弁のシール材は格納容器内の雰囲気をシールするものであり，事故時の

蒸気環境をシールし，酸素が常に供給される環境をシールするものではない

ことから，逐次法と比較して放射線と熱の同時曝露のシール機能への影響は

十分小さいものと考える。  
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第 1 図 蒸気通気試験装置概要図 

第 1 表 試験フロー及び試験内容 

試験フロー 試験内容 

通常運転中に負荷される温度，線量を供試体に加える 

初期状態における閉じ込め機能等を確認する 

負荷試験機を用いて弁の開閉操作を実施する 

重大事故環境で想定される放射線量（0.3MGy）を供試体に照射す

る 

第 1 図に示す試験装置で 200℃，0.62MPa 以上の蒸気環境下にお

ける閉じ込め機能を確認する。蒸気は 168 時間通期し，24 時間お

きに二次側の漏えい検出弁より漏えいの有無を確認する。 

第 2 図に示す試験装置で供試体一次側を 0.62MPa 以上の窒素加圧

環境下とし，二次側からの漏えいがないことを確認する。 

熱・放射線同時劣化処理 

初期機能試験 

機械的劣化処理 

放射線照射劣化 

蒸気通気試験 

常温弁座漏えい試験 
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2．試験結果 

蒸気通気試験の試験結果を第 2 表に，常温弁座漏えい試験の試験結果を第 3

表に示す。蒸気通気試験中に漏えいは確認されず，また，常温復帰後の常温

弁座漏えい試験においても漏えいは確認されず，閉じ込め機能を維持できる

ことを確認した。 

第 2 表 蒸気通気試験結果 

シール材 圧力 温度 加圧媒体 継続時間 照射量 
漏えいの

有無 

改良 

ＥＰＤＭ材 

0.62MPa

以上 
200℃ 蒸気 168 時間  無 

第 3 表 常温弁座漏えい試験結果 

シール材 圧力 温度 加圧媒体 
漏えいの

有無 

改良ＥＰＤＭ材 
0.62MPa

以上 
常温 窒素 無 

第 2 図 常温弁座漏えい試験概要図 
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参考資料 20 

移動式炉心内計装（ＴＩＰ：Traversing In-core Probe）系統爆破弁に 

ついて 

1．系統概要 

移動式炉心内計装（ＴＩＰ：Traversing In-core Probe）系統は，炉心内

の軸方向及び水平方向の中性子束分布の測定をすると共に，局部出力モニタ

（ＬＰＲＭ）の較正を行うために設けられた移動式の中性子測定装置である。 

ＴＩＰ系統は，5 系統の中性子検出機構，駆動機構，インデクサ機構，バル

ブアセンブリなどで構成されており，炉心内 43 箇所において中性子束分布を

測定できるようになっている。 

ＴＩＰ系統のバルブアセンブリは，ＴＩＰボール弁とＴＩＰ火薬切断弁（爆

破弁）により構成されており，原子炉格納容器バウンダリとしては，通常運

転時は全閉状態であるＴＩＰボール弁により，隔離機能を維持している。 

ＴＩＰボール弁が開状態となるのは，通常運転時の局部出力モニタの較正

のためＴＩＰ検出器を炉心内に挿入・引抜する期間である。ＴＩＰ検出器を

炉心内に挿入している間に格納容器隔離信号が入った場合には，ＴＩＰ検出

器が自動引抜され，ＴＩＰボール弁が自動閉止する。また，ＴＩＰ検出器が

炉心に挿入している間に格納容器隔離信号が入り，且つ検出器が炉心内から

引抜けない場合又はＴＩＰボール弁が正常に閉止しない場合，ＴＩＰ火薬切

断弁により閉止を行う運用としている。 

ＴＩＰのシステム概略図を第 1 図に，ＴＩＰシステム機器構成図を第 2 図

に示す。 



参考 20－2

第 1 図 ＴＩＰシステム概略図 

第 2 図 ＴＩＰシステム機器構成図 
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2．ＴＩＰ装置の機能，動作について 

(1) 駆動機構

駆動機構は，モータにより駆動ケーブルを駆動することにより，検出

器を炉内へ送り込むものである。 

(2) バルブアセンブリ

バルブアセンブリは，ＴＩＰボール弁とＴＩＰ火薬切断弁の 2 つのバ

ルブから構成され，格納容器の隔離のためにインデクサ機構と駆動機構

の間の案内管に設けられたものである。 

ＴＩＰボール弁は電極弁であり，通常は安全方向となるようにスプリ

ングにより閉弁されている。検出器が駆動されている場合にはソレノイ

ドが励磁されてボール弁は開弁し，検出器がチェンバーシールド内に収

められた場合にはソレノイドが無励磁となり閉弁するように，シールド

リミットスイッチにてインターロック制御されている。

ＴＩＰ火薬切断弁はボール弁とチェンバーシールドの間にあり，非常

時にのみ使用される。検出器が炉心にある場合，原子炉内に何らかの原

因による漏えいが発生し，その上検出器を引抜けない場合やボール弁が

全閉しない場合に限って，ＴＩＰ制御盤のキーロックスイッチによりケ

ーブルを切断し，格納容器の隔離を行うものである。 

(3) 共通案内管

共通案内管は炉心中央の案内管へ導くための案内管であり，各インデ

クサ機構から集まった案内管は，5 ウェイコネクタにより 1 本の案内管へ

集められ炉内に入っていく。 
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(4) パージシステム

パージシステムは，駆動機構内ケーブル及びインデクサ機構の絶縁劣

化，錆防止のため，湿分の少ない制御用空気及び窒素ガスにて常にパー

ジしている。 

(5) インデクサ機構

インデクサ機構は，炉内案内管とチャンバーシールドの間にあり，駆

動機構からの案内管と，炉内案内管を正確に結合させる機構である。 

3．ＴＩＰ火薬切断弁の構造について 

前述のとおり，ＴＩＰ火薬切断弁は，原子炉内に何らかの原因による漏え

いが発生し，その上検出器を引抜けない場合やボール弁が全閉しない場合に

限って使用される弁である。ＴＩＰ火薬切断弁の構造図を第 2 図に示す。 

ＴＩＰ制御盤のキーロックスイッチにより作動信号を入力することで，パ

ワーカートリッジ内の火薬に着火し，爆発力によりカッターが飛び出し，Ｔ

ＩＰ検出器ケーブルを内蔵している案内管を切断した後，所定の位置に停止

する。 

第 2 図 ＴＩＰ火薬切断弁構造図 



参考 20－5

4．ＴＩＰ火薬切断弁の信頼性確認について 

ＴＩＰ火薬切断弁の信頼性確認のため，ＴＩＰ火薬切断弁の起爆回路の健

全性を確認することを目的として，定検毎で第 1 表に示す検査を実施してい

る。経年劣化の影響が懸念される弁駆動源である火薬については，設計寿命

を考慮して交換頻度を 65 ヶ月としており，火薬切断弁ごと交換することとし

ている。 

また，火薬切断弁の交換の際には，同一ロットの試供品にて爆破試験等を

実施することで，動作信頼性を確保している。 

第 1 表 ＴＩＰ火薬切断弁の検査項目 

検査項目 内容 

外観検査 目視による外観点検 

絶縁抵抗測定試験 
ＴＩＰ火薬切断弁～中央制御室操作ユニット間の 

ケーブル健全性確認 

導通確認試験 ＴＩＰ火薬切断弁の点火回路の健全性確認試験 
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参考資料 21 

動的荷重の影響について 

1. はじめに 

 原子炉格納容器については，事故時に動的な荷重が発生する可能性がある。

ここでは，評価温度・圧力（200℃，2Pd）において考慮すべき動的荷重を抽

出し，その影響を評価した。 

2. 考慮すべき動的荷重の抽出 

  原子炉格納容器内における動的な荷重は，以下によって生じうる。 

 (1) 高温の炉心（溶融デブリを含む）と水との接触に伴う蒸気発生 

    ①損傷炉心等のヒートアップした炉心への注水時の蒸気発生 

    ②下部プレナムへの溶融炉心の移行（リロケーション）時の蒸気発生 

    ③原子炉圧力容器破損に伴うＦＣＩ発生時の蒸気発生 

 (2) 原子炉冷却材バウンダリ内に内包された高エネルギー流体の格納容器

への放出 

①ＬＯＣＡブローダウン時の高温水・蒸気の放出 

②逃がし安全弁の作動に伴うサプレッション・プールへの蒸気放出 

 これらのうち，原子炉格納容器圧力の上昇率が最も大きく，フランジ等の

開口量の変化速度が速い事象は，(1)③のＦＣＩ発生時の蒸気発生である。こ

の影響について，3.に示す。 

 また，(2)②については，原子炉格納容器圧力の上昇率は大きくないもの

の，サプレッション・チェンバ内で動的な荷重が発生する。加えて，(2)①に



参考 21－2 

ついても，ベント管からの高温水・蒸気の吹き出しによってサプレッション・

チェンバ内に動的な荷重が発生する。これらの影響について，4.に示す。 

3. 原子炉圧力容器破損に伴うＦＣＩ発生時の蒸気発生の影響について 

有効性評価に関する事故シナリオにおいて，溶融炉心がペデスタルに落下

した際に格納容器内圧力がスパイク上に上昇する。フランジ等のシール部に

用いるシール材は，フランジ等の開口量に合わせて形状が変化することによ

りシール性能を確保しているが，上記の圧力上昇時のフランジの開口量の変

化する速度にシール材の形状の変化が追従できない場合には，漏えいが生じ

る可能性がある。 

このため，シール材の形状が変化するために必要な時間（復元速度）を確

認し，フランジ部の開口量の変化速度との比較を行った。 

3.1 シール材の形状変化速度 

フランジ部においてシール材に採用する改良ＥＰＤＭ製シール材につい

て，復元速度を評価するため，ＪＩＳ K 6254 に基づく試験を行った。 

当社が評価している有効性評価に関する事故シナリオにおいて，フラン

ジ開口量の変化速度が最も早くなるのは，溶融炉心がペデスタルに落下し

た際の圧力上昇時（ＦＣＩ発生時）である。この場合における開口量の変

化速度は 1.49×10-2mm／s 程度であることが分かっているため，これを参

照して，1.49×10-2mm／s を上回る 300mm／min（5mm／s）及び 500mm／min

（8.33mm／s）を試験速度とした。 

試験では，常温下で所定距離（3.75mm）まで一定速度（300mm／min 又

は 500mm／min）で圧縮後，初期位置まで一定速度（300mm／min 又は 500mm

／min）で荷重を開放し，この際に改良ＥＰＤＭ製シール材に加わる圧縮応
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力を測定する試験を実施した（第 1 図参照）。本試験装置では，シール材の

荷重を開放するとき，シール材の復元速度が試験装置の開放速度より大き

い場合には圧縮応力が計測されることから，これにより，復元速度を測定

することができる。 

3.2 試験結果 

試験結果を第 2 図に示す。この図に示すように，荷重開放時の各計測点

において圧縮応力が測定されたことから，改良ＥＰＤＭ製シール材の復元

速度は 500mm／min（8.33mm／s）以上であることを確認した。前述のとお

り，フランジ開口量の変化速度が最も早くなるのは，溶融炉心がペデスタ

ルに落下した際の圧力上昇時（ＦＣＩ評価）であるが，その時のフランジ

開口変化速度は 1.49×10-2mm／s 程度であり，以下のとおりシール材復元

速度は十分な追従性を有しているものであり，急速な開口に対してもシー

ル機能を維持できるものと考える。 

【復元速度測定装置】 

荷重検出部へ 

駆動部へ 

ガスケット 

【荷重負荷時】 

①所定距離まで圧縮 

しながら応力を測定 

試験装置開放速度＜ガスケット復元速度 

の場合に応力が発生 

【荷重開放時】 

②初期位置まで戻す時のガス 

ケット圧縮応力を測定 

荷重 

負荷 圧縮応力 

荷重 

開放 

第 1 図 復元速度測定試験の概要
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シール材復元速度 500mm／min（8.33mm／s）以上＞フランジ開口変化速

度（1.49×10-2mm／s） 

なお，本試験は，劣化していない材料に対して実施したものであるが，参

考資料 15 で示す通り，劣化後の圧縮永久ひずみ，硬さ，質量変化率は，大き

なばらつきがなく，有意な性状変化が見られていない。また，さらに詳細に

劣化による影響を確認するために，劣化後の材料のＦＴ－ＩＲやシート面の

硬さに関する検討を行った。その結果，シール材の性状に大きな変化は確認

されなかった。 

これらに示す試験結果から，劣化を考慮した場合でもシール材の復元特性

に大きな変化はなく，また，復元速度はフランジ開口速度に対して十分な余

裕があることから，開口に対する追従性に問題はないものと考える。 

第 2 図 一定復元速度下で測定した改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮応力 
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＜追従性判断に使用できる理由＞ 

800kGy の放射線照射を行い，乾熱 200℃を 168 時間暴露した改良ＥＰＤＭ

製シール材，及び 800kGy の放射線照射を行い，蒸気 250℃を 168 時間暴露し

た改良ＥＰＤＭ製シール材について，劣化後のシート面のＦＴ－ＩＲスペク

トルを第 3 図に，硬さ測定の測定値を第 4 図に示す。その結果，ＦＴ－ＩＲ

スペクトルは，分析位置に顕著な劣化が認められないこと，硬さ測定結果は，

200℃，168 時間条件では酸化劣化によって硬さが顕著に上昇したが、その他

は，硬さの初期値近傍であることから，乾熱放射線照射＋蒸気暴露後の試験

片と初期試験片に顕著な差異はないことが確認できるため，復元特性が同様

であると類推される。 

第 3 図 ＦＴ－ＩＲ分析結果（シート面） 
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第 4 図 硬さ測定結果 

4. 逃がし安全弁の作動に伴うサプレッション・プールへの蒸気放出の影響に

ついて 

サプレッション・チェンバに作用する水力学的動荷重は大別して次の 2 種

類がある。 

(1) ドライウェルとサプレッション・チェンバを繋ぐベント管からの吹き

出しによる荷重 

(2) 主蒸気逃がし安全弁の作動時に，サプレッション・プール水中の排気

管端部に設置されたクエンチャからの蒸気吹き出しによる荷重 

このうち(1)については，格納容器圧力が低いＬＯＣＡ発生直後で支配的と

なる現象であるため，その後，格納容器が限界温度・圧力に近づいた状態に

おいては評価不要と考える。したがって，(2)のクエンチャからの蒸気吹き出

しによる荷重の影響について検討を行った。 

クエンチャからの蒸気吹き出しに伴う荷重には，次の 2 種類がある。 
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(a) 気泡振動荷重 

主蒸気逃がし安全弁作動時に排気管内の空気が圧縮され，クエンチャ

から水中に放出される際に，気泡の膨張・収縮の繰り返しにより生じる

荷重。 

(b) 蒸気凝縮振動荷重 

原子炉圧力容器からの蒸気が，クエンチャから水中に放出される際に

生じる凝縮振動。 

このうち，(a)の気泡振動荷重については，荷重の大きさがガス量とそのエ

ネルギーに支配され，プラント設計においては主蒸気逃がし安全弁排気管の

吹き出し圧力を考慮した荷重を設定している。重大事故時における排気管内

のガス量や吹き出し圧力は，設計基準事故時と同等か，温度上昇に伴う排気

管内のガス密度の低下によって低下する傾向にあると考えられるため，気泡

振動荷重がプラント設計条件よりも厳しくなることはない。 

(b)の蒸気凝縮振動荷重については，排気管に設置されているクエンチャの

効果により安定した蒸気凝縮が行われることから，気泡振動荷重と比較して

も十分小さく，また，サプレッション・プール水のサブクール度の変化によ

っても不安定凝縮が発生しない事が，過去の試験において確認されている。

（第 5 図参照） 

これらの検討結果から，重大事故等時におけるサプレッション・チェンバ

動荷重の影響は，プラント設計時に考慮している動荷重の影響と同等レベル

であると考える。 
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第 5 図 蒸気凝縮時の圧力変動と水温の関係 
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参考資料 22 

モデル化している各部位の耐震性について 

原子炉格納容器バウンダリを構成する各機器について，基準地震動ＳＳに対

する耐震性を示すため，地震時の発生応力と供用状態ＤＳの評価基準値を比較

した。その結果，全ての評価部位において発生応力は，評価基準値を下回って

おり，評価対象部位は地震に対して健全性を有していると考える。（第 1 表参照） 

なお，フランジ部については，フランジ面がボルトで固定されており，地震

時にはフランジ接合された部位同士が一体として加振されるため，地震によっ

てフランジ部応力は発生しないと評価している。 

第 1 表 地震時の原子炉格納容器各機器における発生応力 

単位：MPa 

評価機器 

一次応力 

応力分類 発生応力 
供用状態ＤＳにお

ける評価基準値 

ドライウェル上鏡板 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
380 

ドライウェル円錐胴 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
380 

サプレッション・ 

チェンバ円筒胴 

一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
387 

機器搬入用ハッチ 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
380 

サプレッション・ 

チェンバアクセス 

ハッチ 

一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
387 

所員用エアロック 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
380 

配管貫通部 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
344 

電気配線貫通部 
一次局部膜＋ 

一次曲げ応力 
356 
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参考資料 23 

フランジ部の永久変形の評価について 

原子炉格納容器バウンダリの健全性評価のうち，開口評価を行っているもの

に対して，事故時の原子炉格納容器過圧状態における開口により，永久変形が

生じないことを示す。 

開口影響がある部位の評価として，200℃，2Pd におけるフランジ部の変形に

よるフランジ部の発生応力を算出し，供用状態Ｃにおける評価基準値と比較し

た。その結果，全てのフランジ部の発生応力が供用状態Ｃにおける評価基準値

を下回っており，永久変形が生じないことを確認した。 

＜評価対象＞ 

①トップヘッドフランジ 

②機器搬入用ハッチ 

③サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

④所員用エアロック 



参考 23－2

① トップヘッドフランジ 

トップヘッドフランジについて，既工認と同様の評価手法を用いて算出

したフランジ及びボルトの発生応力が，供用状態Ｃにおける評価基準値を

下回ることを確認する。 

トップヘッドフランジの評価結果を第 1 表に示す。発生応力は供用状態

Ｃにおける評価基準値を下回っており，永久変形は生じない。 

② 機器搬入用ハッチ 

機器搬入用ハッチのフランジ部について，既工認と同様の評価手法を用

いて算出したフランジの発生応力が，供用状態Ｃにおける評価基準値を下

回ることを確認する。 

機器搬入用ハッチフランジの評価結果を第 2 表に示す。発生応力は供用

状態Ｃにおける評価基準を下回っており，永久変形は生じない。 

第 1 表 トップヘッドフランジの評価結果 

単位：MPa 

荷重 発生応力 
供用状態Ｃにおける

評価基準値 

2Pd 

フランジの軸方向応力 σ   185 339 

フランジの径方向応力 σ  2 226 

フランジの周方向応力 σ  86 226 

組合せ応力 

σ �σ

2
94 226 

σ �σ

2
136 226 

使用状態でのボルトの応力 σ  247 423 
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③ サプレッション・チェンバアクセスハッチ 

サプレッション・チェンバアクセスハッチフランジ部について，既工認

と同様の評価手法を用いて算出したフランジの発生応力が，供用状態Ｃに

おける評価基準値を下回ることを確認する。 

サプレッション・チェンバアクセスハッチの評価結果を第 3 表に示す。

発生応力は供用状態Ｃにおける評価基準を下回っており，永久変形は生じ

ない。 

第 2 表 機器搬入用ハッチフランジの評価結果 

材質：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

S 供用状態Ｃにおける評価基準値（MPa） 226 

MＰ 内圧によるモーメント（N･mm／mm） 2.112×10４

Rｍ フランジ平均半径（mm） 

b フランジ幅（mm）  

h フランジ高さ（mm）  

I フランジの断面二次モーメント（mm４） 4.22×10７

σ 発生応力（MPa） 87 

第 3 表 サプレッション・チェンバアクセスハッチフランジ部の評価結果 

材質：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

S 供用状態Ｃにおける評価基準値（MPa） 226 

MＰ 内圧によるモーメント（N･mm／mm） 5.038×10３

Rｍ フランジ平均半径（mm） 

b フランジ幅（mm）  

h フランジ高さ（mm） 

I フランジの断面二次モーメント（mm４） 1.14×10７

σ 発生応力（MPa） 29 
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④ 所員用エアロック 

所員用エアロックの隔壁部は，既工認において，最も厳しい応力点を代

表評価点として，発生応力を算出している。それに基づき供用状態Ｃの評

価基準値との比を算出し，設計圧力に対する裕度を求め，その比を設計圧

力に乗ずることで所員用エアロック部の許容圧力が求まる。この許容圧力

が 2Pd を上回ることを確認する。 

応力評価結果を第 4 表に示す。許容圧力は 2Pd を上回り，永久変形は生

じない。 

第 4 表 所員用エアロックの評価結果 

材質：ASME SA516 Gr.70（SGV480 相当） 

許容圧力算定式： 

α＝S／σ 

  P＝PＤ×α 

σ 既工認での発生応力（MPa） 89 

S 供用状態Ｃにおける評価基準値（MPa） 339 

α 発生応力と評価基準値との比 3.808 

PＤ 設計圧力（MPa） 0.279 

P 許容圧力 1.062 

1.062MPa ＞ 0.62MPa（2Pd） 
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参考資料 24 

原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

1. 検討方針 

原子炉格納容器バウンダリ構成部の評価対象の各部位に対し，評価温度・

圧力（200℃，2Pd）負荷時に部材が弾性域又は塑性域のいずれにあるか，ま

た，除荷後に残留ひずみが生じるかを確認するとともに，除荷後の残留ひず

みの挙動により，耐震性への影響を評価する。 

2. 検討結果 

残留ひずみの有無及び耐震性への影響有無については，一次応力のみ考慮

する部位と一次＋二次応力を考慮する部位に分けて次のとおり判断する。 

評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けず二次応力を考慮

する必要がない場合は，一次応力がSyを超えるか否かで残留ひずみの有無を

確認する。この場合，一次応力がSy以下の場合は，除荷後に残留ひずみは生

じない（第1図，0→a→0）。Syを超える場合は，除荷後に残留ひずみが生じ

る（第1図，0→a→b→c）。一次応力は与えられた荷重に対して決定する応

力であるため，同じ荷重が作用した場合の発生応力は除荷後も同等であり，

評価温度・圧力負荷前と同じ弾性的挙動を示す（第1図，c→b）。また，設

計・建設規格の許容値は荷重を変形前の断面積で割った公称応力を基に設定

されているため（第2図），設計・建設規格の許容値内であれば発生応力を

算出する際に変形前の断面積を用いることに問題ない。 

なお，材料に予めひずみが作用した場合について，作用した予ひずみ（～

約19%）だけ応力－ひずみ曲線をシフトしたものと，予ひずみが作用しない

材料の応力－ひずみ曲線がほぼ一致するという知見[1]が得られており，十分
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小さな残留ひずみであれば発生応力に与える影響はないと言える。 

地震（許容応力状態ⅣAS）の一次応力の許容応力は，供用状態Ｄの許容応

力の制限内で同等であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示す

ことから，耐震性に影響はないと判断できる。 

[1] 一般社団法人 日本溶接協会「建築鉄骨の地震被害と鋼材セミナー(第12回溶

接構造用鋼材に関する研究成果発表会)」 JWES－IS－9701，(1997) 

第1図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次応力） 

第2図 公称応力と真応力について 

次に，評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けるため，局

部的に発生する二次応力を考慮する必要がある場合は，構造不連続部に発生

する二次応力も考慮して，一次＋二次応力で残留ひずみの有無を確認する。 
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一次＋二次応力がSyを超えると塑性域に入るが（第3図（設計・建設規格 

解説PVB－3112），0→A→B），2Sy以下の場合は除荷時にひずみが減少し，

除荷後に残留ひずみは生じない（第3図（設計・建設規格 解説PVB－3112），

B→C）。また，その後の挙動は第3図のB－C上の弾性的挙動を示し，これは

評価温度・圧力負荷前と同じである。 

一次＋二次応力が2Syを超える場合は，残留ひずみ有と判断する（第3図

(応力S1が2Sy超の場合)）。しかし，十分小さな残留ひずみであれば，上述

の通り，発生応力に与える影響はないと言える。 

地震（許容応力状態ⅣAS）の一次＋二次応力の許容応力は，今回の一次＋

二次応力の許容応力と同等であることから，地震による外力が加わったとし

ても一次＋二次応力の許容応力の制限内であり，さらに評価温度・圧力負荷

前と同様の挙動を示すことから，耐震性に影響はないと判断できる。 

なお，一次応力がSyを超える部位については，残留ひずみ有と判断する。

このとき，上述のとおり，十分小さな残留ひずみであれば発生応力に与える

影響はないといえる。 

（応力S1 が2Sy 以下の場合） （応力S1 が2Sy 超の場合） 

第3図 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次＋二次応力） 
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除荷後に残留ひずみが生じるかを確認するとともに，除荷後の挙動により，

耐震性への影響を評価するため，一次応力がSy以下か又は一次＋二次応力が

2Sy以下かを確認した。各部位の評価温度・圧力負荷時の状況を第1表に示す。 

原子炉格納容器本体（基部）については，一次＋二次応力がSyを超えるた

め除荷後に残留ひずみが生じるが，供用状態Ｄの制限内であり，除荷後は弾

性的挙動を示すため，耐震性への影響はない。 

機器搬入口用ハッチ（円筒胴），サプレッション・チェンバアクセスハッ

チ（円筒胴），所員用エアロック（隔壁部），配管貫通部（平板類，セーフ

エンド），電気配線貫通部及び原子炉格納容器隔離弁については，一次応力

がSyを超えないと考えられ，残留ひずみは生じない。伸縮継手については疲

労係数が微小であることから耐震性への影響はない。 

トップヘッドフランジについては，一次応力がSy以下であり，残留ひずみ

は生じない。 

配管貫通部（接続配管，スリーブ取付部）については，一次＋二次応力が

2Sy以下であり，残留ひずみは生じない。 

以上より，一次応力は供用状態Ｄの制限内であり，一次＋二次応力は2Sy

以下であることを確認した。 

したがって，耐震評価にて考慮する許容応力に対応する地震が生じた場合，

地震による外力が加わったとしても今回の評価で考慮した許容応力の制限内

であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示すことから，耐震性

への影響はないと考える。 
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第1表 各部位の評価温度・圧力負荷時の状況 

評価部位 評価点 分類 評価値※１ 判定値 
残留ひず

み有無 
備考 

原子炉格納容

器本体 
基部 一次+二次

452MPa 

（2Sy） 

有 

（1%未満）

トップヘッド

フランジ
同左 一次 185MPa 

226MPa 

（Sy） 
無 

機器搬入用 

ハッチ
円筒胴 一次 

0.62MPa 

（2Pd） 

1.966MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ・ﾁｪ

ﾝﾊﾞｱｸｾｽﾊｯﾁ
同左 一次 

0.62MPa 

（2Pd） 

0.708MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

所員用 

エアロック
隔壁部 一次 195MPa 

226MPa 

（Sy） 
無 

配
管
貫
通
部

接続配管 

同左 

（貫通部付

近） 

一次+二次 169MPa 
370MPa 

（2Sy） 
無 

スリーブ
スリーブ

取付部
一次+二次 188MPa 

393MPa 

（2Sy） 
無 

平板類 同左 一次 
0.62MPa 

（2Pd） 

1.534MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

ｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 同左 一次 
0.62MPa 

（2Pd） 

3.643MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

伸縮継手 同左 疲労係数は微小 ＜1.0） 

電
気
配
線
貫
通
部

アダプタ 同左 一次 
0.62MPa 

（2Pd） 

7.795MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

ヘッダ 同左 一次 
0.62MPa 

（2Pd） 

6.133MPa 

（Syでの限

界圧力） 

無 

原子炉格納容

器隔離弁 
弁箱 一次 

0.62MPa 

（2Pd） 

1.03MPa 

（ﾚｰﾃｨﾝｸﾞ

設計圧）

無 

※1 判定値を超える場合，残留ひずみ有となる。
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参考資料 25 

原子炉格納容器 限界温度・圧力に対する経年劣化の影響について 

1. はじめに 

原子炉格納容器の限界温度・圧力に関する評価における評価対象部位につ

いて，放射性物質の閉じ込め機能が，経年劣化により低下していないことを

確認し，今回の限界温度・圧力に関する評価結果に影響しないことを確認す

る。なお，考慮する経年劣化事象については，東海第二発電所において実施

した高経年化技術評価を参考に検討する。 

2. 原子炉格納容器本体 

原子炉格納容器本体については，経年劣化事象として腐食が考えられるが，

原子炉格納容器本体は，鋼板表面に防食塗装を施すとともに，保全計画に基

づく外観点検において表面の腐食，塗膜等の異常があれば，補修塗装を実施

するとともに適切な肉厚管理を実施している。また，保全計画に基づき，計

画的に肉厚測定を実施していることから，有意な劣化はないと考えられる。

なお，原子炉格納容器本体に対して，一般社団法人 日本電気協会 電気技術

規程「原子炉格納容器の漏えい率試験規程（ＪＥＡＣ 4203）」（以下，「ＪＥ

ＡＣ 4203」という。）に基づく，全体漏えい率試験（1 回／1 定検）を実施し，

放射性物質の閉じ込め機能の健全性を継続的に確認している。 

3. 原子炉格納容器本体以外 

原子炉格納容器本体以外の評価部位について，考慮する経年劣化事象は以

下のとおり。 
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・ステンレス鋼配管については，塩分付着による外面の応力腐食割れが考

えられるが，社内規則に基づき計画的な塩化物付着量測定を実施し，基

準を満足しない場合は，純水拭きを実施することにより，塩化物付着量

を応力腐食割れ発生のしきい値未満に管理していることから，有意な劣

化はないと考えられる。 

・炭素鋼配管については，流れ加速型腐食による減肉が考えられるが，社

内規則に基づき計画的な肉厚測定を実施し，基準を満足しない場合は，

計画的に取り替えを行うなど，適切な管理を行っている。 

・原子炉格納容器隔離弁については，保全計画に基づく，計画的な分解点

検，目視・表面検査を実施していることから，有意な劣化はないと考え

られる。 

・電気配線貫通部については，経年劣化事象として樹脂等の劣化が考えら

れる。これらの部位の経年劣化については，長期健全性試験により，健

全性を確認している。 

・機器搬入用ハッチ等に使用しているガスケット等については，保全計画

に基づく定期的な取り替えを実施していることから，経年劣化事象とは

ならない。 

・ＪＥＡＣ 4203 に基づく，全体漏えい率検査（1 回／1 定検）を実施し，

放射性物質の閉じ込め機能の健全性を継続的に確認している。 

以上のことから，経年劣化による原子炉格納容器の限界温度・圧力への影

響はないと考える。 
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参考資料 26 

200℃，2Pd の適用可能時間を過ぎてから用いる限界圧力・温度について 

1. 概要 

有効性評価における格納容器温度・圧力の判断基準（評価項目）は200℃，

2Pdと設定しており，200℃，2Pdの状態が継続することを考慮した評価が必

要な部位はシール部である。このため，シール部については，200℃，2Pdの

状態が7日間（168時間）継続した場合でもシール機能に影響がないことを確

認することで，限界温度・圧力における格納容器閉じ込め機能の健全性を示

している。 

ここでは，200℃，2Pdを適用可能な7日間（168時間）以降においても，有

効性評価で得られている厳しい条件を考慮し，格納容器の閉じ込め機能を示

す。 

また，上記に加えて，7日間（168時間）以降の累積放射線照射量について

も，格納容器の閉じ込め機能に影響がないことを確認する。 

2. 7日間（168時間）以降の圧力，温度の条件 

7日間（168時間）以降において，格納容器圧力が最も高くなるのは，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において代替

循環冷却系を使用する場合のシーケンス及び「高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱」で想定されるシーケンスである。これらのシーケンスは，格

納容器内酸素濃度が4.0vol％（ドライ条件）に到達した時点で，格納容器内

酸素濃度上昇による格納容器ベントを遅延するため，310kPa[gage]までサプ

レッション・チェンバへの窒素注入を行う手順としており，第1表で示すと
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おり，7日間（168時間）以降の格納容器圧力は最大で310kPa[gage]となる。

代表的に，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

において代替循環冷却系を使用する場合のシーケンスにおける格納容器圧力

の推移を第1図に示す。 

第 1 図 格納容器圧力（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・ 

過温破損）」において代替循環冷却系を使用する場合） 

7日間（168時間）以降の格納容器雰囲気温度が最も高くなるのは，「雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において代替循

環冷却系を使用できない場合のシーケンスである。このシーケンスの格納容

器雰囲気温度の推移を第2図に示すが，7日間（168時間）時点で150℃未満で

あり，その後の格納容器雰囲気温度は崩壊熱の減衰によって低下傾向となる

ため，第1表で示すとおり7日間（168時間）以降は150℃を下回る。また，格

納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度※）についても，事象発生後3.9

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 24 48 72 96 120 144 168

格
納
容
器
圧
力

事故後の時間(h)

ドライウェル

サプレッション・チェンバ

(MPa[gage])

格納容器圧力 310kPa[gage]到達にて

窒素供給停止（約 163 時間） 

0.62MPa[gage] 

格納容器酸素濃度（ドライ条件）4.0%到達にて

サプレッション・チェンバへの窒素供給開始

（約 84 時間） 
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時間後に生じる最高値は157℃であるが，7日間以降は150℃を下回る。 

※：評価に用いているＭＡＡＰコードは，FP沈着に伴う発熱を考慮したものとなってい
る。格納容器内のFP挙動については，原子力安全基盤機構（JNES）の「シビアアク
シデント時格納容器内多次元熱流動及びFP挙動解析」において，FPのほとんどが原
子炉キャビティ内の床や壁表面にとどまり，格納容器全体に飛散することがないこ
とが確認されており，健全性が維持されたシール部等の貫通部への局所的なFP沈着
は発生しにくく，ＭＡＡＰコードによる壁面温度の結果は妥当と考える。 

第 2 図 格納容器雰囲気温度（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器 

    過圧・過温破損）」において代替循環冷却系を使用できない場合） 

第 1 表 事故発生後の経過時間と格納容器圧力・温度，累積放射線照射量 

の関係 

事故発生後の経過時間 0～168 時間 168 時間以降 

格納容器圧力 
評価項目として 

2Pd(620kPa[gage])を設定 

有効性評価シナリオで 

最大310kPa[gage]となる 

（ＭＡＡＰ解析結果） 

格納容器温度 
評価項目として 

200℃を設定 

有効性評価シナリオで 

150℃を下回る 

（ＭＡＡＰ解析結果） 

0

100
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300

0 24 48 72 96 120 144 168

格
納
容
器
温
度

事故後の時間(h)

ドライウェル

サプレッション・チェンバ

（℃）

200℃ 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（約 19 時間） 

その後，崩壊熱の低下とともに徐々に格納容器雰囲気温度低下 
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3. 7日間（168時間）以降の格納容器圧力・温度と閉じ込め機能の関係につい

て 

3.1 7日間（168時間）以降の格納容器圧力と閉じ込め機能の関係について 

時間経過により，格納容器の健全性に影響を及ぼす部位はシール部のシ

ール材である。シール部の機能維持は，第3図の模式図に示すとおり，格

納容器内圧力の上昇に伴うフランジ部の過渡的な開口挙動に対し，シール

材料の復元量が十分に確保されていることをもって確認している。つまり，

格納容器温度によるシール材の熱劣化を考慮しても，圧縮永久ひずみ試験

結果によりシール材の復元量が十分であれば，シール部の機能は健全であ

る。長期のケースとして，有効性評価シナリオにおいて168時間時の格納

容器圧力が高い代替循環冷却系運転ケースを評価しても，格納容器圧力は

約0.31MPaであり開口量は小さい（第2表参照）。なお，復元量の具体的な

評価は，格納容器温度に関係することから3.2で示す。 

第 3 図 シール部の機能維持確認の模式図 

シール材 
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第 2 表 格納容器圧力と開口量の関係 

フランジ部位 溝 
168時間時 

1Pd(0.31MPa) 
2Pd(0.62MPa) 

トップヘッド 

フランジ 

内側 

外側 

機器搬入用ハッチ
内側 

外側 

サプレッション・

チェンバアクセス

ハッチ 

内側 

外側 

3.2 7日間（168時間）以降の格納容器温度と閉じ込め機能の関係について 

格納容器温度の上昇に伴う，時間経過によるシール材の長期的（格納容

器温度が150℃を下回る状況）な影響を調査する。ここでは，トップヘッ

ドフランジや機器搬入用ハッチ等に使用されている改良ＥＰＤＭ製シール

材を用いて，168時間以降の温度・時間とシール材料の劣化挙動を確認す

るため，シール材の基礎特性試験を実施した。試験結果を第3表に示す。 
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第 3 表 改良ＥＰＤＭ製シール材の基礎特性データの経時変化 

試験時間 0～7 日 7 日～14 日 14 日～30 日 

試験温度 200℃ 150℃ 150℃ 

圧縮永久ひずみ率

[％] 

硬さ 

質量変化率[％] 

注記：γ線 1.0MGy 照射済の試験体を用い，飽和蒸気環境下に暴露した後の測定値 

第3表に示すように，168時間以降，150℃の環境下においては，改良Ｅ

ＰＤＭ製シール材の基礎特性データにはほとんど変化はなく，経時劣化の

兆候は見られない。したがって，重大事故後168時間以降における格納容

器の温度を150℃と設定した場合でも，シール部の機能は十分維持される。

なお，ＥＰＤＭ材は一般特性としての耐温度性は150℃であり，第3表の結

果は改良ＥＰＤＭ製シール材が200℃条件を7日間経験しても，一般特性と

しての耐熱温度まで低下すれば，それ以降は有意な劣化傾向は見られない

ことを示していると考える。また，第3表の結果から圧縮永久ひずみ  

時の改良ＥＰＤＭ製シール材復元量とフランジ開口量のイメージを第4図

に示しており，第2表で示す168時間以降の格納容器圧力に対しても十分追

従可能な復元量を維持していることも確認できる。 
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第 4 図 圧縮永久ひずみ  時のシール材復元量とフランジ開口量 

4. 7日間（168時間）以降の格納容器の閉じ込め機能について 

2.で示したように有効性評価結果からも，7日間（168時間）以降は格納容

器温度が改良ＥＰＤＭ製シール材の一般特性としての耐熱温度である150℃

を下回ることが判っている。また，格納容器圧力についてもベント操作の有

無に関わらず圧力は低下しており，開口量は2Pd時と比較しても小さいこと

が確認できている。なお，代替循環冷却系を使用するシーケンスの場合，中

長期的には，水の放射線分解によって生じる水素と酸素が格納容器圧力の上

昇に寄与するが，酸素濃度がドライ条件で4.3vol％に到達した場合にはベン

トを実施することとしていることから，格納容器圧力は1Pdから数十kPaまで

の上昇にとどまる。 

よって，格納容器温度・圧力が評価項目（200℃・2Pd）にて7日間経験し

てもシール材が問題ないことを確認することで，長期の格納容器閉じ込め機

能を確保できる。 

7日間（168時間）以降の格納容器の閉じ込め機能については，格納容器圧

力・温度は低下していること，及び代替循環冷却系を使用するシーケンスに

おける中長期的な水の放射線分解に伴う水素と酸素の発生の寄与も大きくな
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いことから，最初の7日間（168時間）に対して200℃・2Pdを超えないよう管

理することで，長期的な格納容器閉じ込め機能は維持される。ただし，事故

環境が継続することにより，熱劣化等の閉じ込め機能低下要因が存在するこ

とも踏まえ，長期的なプラントマネジメントの目安として，7日間（168時間）

以降の領域においては，格納容器温度については第5図に示すとおり150℃を

超えない範囲で，また，格納容器圧力については第6図に示すとおり1Pd程度

（1Pd＋数十kPa※）以下でプラント状態を運用する。 

※：酸素濃度をドライ換算で4.3vol％以下とする運用の範囲 

第 5 図 格納容器温度の 168 時間以降の考え方 

第 6 図 格納容器圧力の 168 時間以降の考え方 

2Pd（620kPa[gage]）

1Pd 程度（1Pd ＋ 数十 kPa）以下を 1 つの目
安として収束に向けてマネジメントを実施 

2Pd（620kPa[gage]）

150℃を超えないことを 1 つの目安として 
収束に向けてマネジメントを実施



参考 26－9

6. 7 日間（168 時間）以降の放射線照射量と閉じ込め機能の関係について 

時間経過によるシール材の長期的な影響を調査する。ここでは，トップヘ

ッドフランジや機器搬入用ハッチ等に使用されている改良ＥＰＤＭ製シール

材を用いて，168 時間以降の累積放射線照射量・時間とシール材料の劣化挙

動を確認するため，シール材の基礎特性試験を実施した。試験結果を第 4 表

に示す。累積放射線照射量による影響は，試験結果より，有意な変化がない

ことから，7 日間以降のシール機能は，維持できる。 

第 4 表 改良ＥＰＤＭ製シール材の累積放射線照射量とひずみ率の関係 

累積放射線照射量 ひずみ率 

  試験条件 

雰囲気：蒸気環境 

温度・劣化時間：200℃・168 時間＋150℃・168 時間 
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参考資料 27 

原子炉格納容器貫通部リスト（1／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 

[mm] 

厚さ t 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

ハ
ッ
チ

X-15 ｲｸｲﾌﾟﾒﾝﾄﾊｯﾁ 3658 －※ －※ 

X-16 ﾊﾟｰｿﾈﾙ・ｴｱ・ﾛｯｸ 2400 －※ －※ 

X-28 CRD ﾊｯﾁ 609.6 31.0 0.051 

X-51 ｱｸｾｽﾊｯﾁ 1982 －※ －※ 

※当該貫通部は，配管貫通部以外の評価対象であり，代表性として不要な情報であるた

め，「－」とする。 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ t 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
】

X-2 RPV ﾍｯﾄﾞｽﾌﾟﾚｲ 22B 29.0 0.052 

X-3 

ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ排気系 

2-26B-12 

2-26V-9,150,153 

20B 26.2 0.052 

X-5 RCW 送り(2-9V33) 8B 12.7 0.059 

X-6 HPCS 28B 39.0 0.055 

X-7 予備 12B 17.4 0.055 

X-8 LPCS 28B 39.0 0.055 

X-11A RHR(A) 16B 21.4 0.053 

X-11B RHR(B) 16B 21.4 0.053 

X-12A LPCI(A) 28B 39.0 0.055 

X-12B LPCI(B) 28B 39.0 0.055 

X-12C LPCI(C) 28B 39.0 0.055 

X-13 SLC 10B 15.1 0.056 

X-14 CUW ﾎﾟﾝﾌﾟ吸込 22B 29.0 0.052 

X-17A FDW（to RPV） 36B 51.0 0.056 

X-17B FDW（to RPV） 36B 51.0 0.056 
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原子炉格納容器貫通部リスト（2／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
】

X-18A MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18B MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18C MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-18D MS（to Turbin） 44B 51.0 0.046 

X-19A RHR SDC 戻り 28B 39.0 0.055 

X-19B RHR SDC 戻り 28B 39.0 0.055 

X-20 RHR SDC 36B 51.0 0.072 

X-21 
蒸気（to RCIC 

Turbin） 
26B 39.0 0.059 

X-22 復水ﾄﾞﾚﾝ 12B 17.4 0.055 

X-26 予備 16B 21.4 0.053 

X-43 予備 6B 11.0 0.067 

X-46 RCW 戻り(2-9V30) 8B 12.7 0.059 

X-52A FCS(A)＆予備 20B 26.2 0.052 

X-52B FCS(B)＆予備 20B 26.2 0.052 

X-53 

ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ給気系 

2-26B-2,9 

2-26V-16 

20B 26.2 0.052 

X-55 N2 ｶﾞｽ供給系＆FPC 10B 15.1 0.056 

X-56 
予備＆N2 ｶﾞｽ供給

系,DHC 
26B 39.0 0.059 

X-57 
FP 系＆N2 ｶﾞｽ供給

系 
18B 23.8 0.052 

X-58 補給水系 18B 23.8 0.052 

X-76 to FCS(A) 10B 15.1 0.056 

X-81 予備 1 1/2B 5.1 0.105 

X-107B DHC 入口 12B 17.4 0.055 
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原子炉格納容器貫通部リスト（3／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
プ
ロ
セ
ス
配
管
貫
通
部
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
】

X-4 RCIC 14B 19.0 0.053 

X-23 FLOOR DRAIN SUMP 3B 7.6 0.085 

X-24 
EQUIPMENT DRAIN 

SUMP 
3B 7.6 0.085 

X-25A RHR(A) 4B 8.6 0.075 

X-25B RHR(B) 4B 8.6 0.075 

X-31 HPCS SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-32 RHR(B) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-33 RCIC SUCTION 8B 12.7 0.059 

X-34 LPCS SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-35 RHR(A) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-36 RHR(C) SUCTION 24B 31.0 0.051 

X-47 RHR(A),RCIC 16B 21.4 0.053 

X-48 RHR(B),ML 16B 21.4 0.053 

X-49 HPCS TEST 12B 17.4 0.055 

X-59 予備 16B 21.4 0.053 

X-60 
RHR(A)Hx 安全弁排

気の閉止 
18B 23.8 0.052 

X-62 
RHR(B)Hx 安全弁排

気の閉止 
18B 23.8 0.052 

X-63 LPCS TEST,RHR(A) 12B 17.4 0.055 

X-77 RCIC 2B 5.5 0.091 

X-78 OIL DRAIN SUMP 3B 7.6 0.085 

X-79 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ排

気系(AC 系) 

2-26B-10,11 

2-26V-152,155 

20B 26.2 0.052 

X-80 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ給

気系(AC 系) 

2-26B-3,4,5,6,7 

2-26V-18,19,69, 

70 

20B 26.2 0.052 
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原子炉格納容器貫通部リスト（4／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
計
装
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
】

X-9A CRD 引抜 1B 4.5 0.132 

X-9B CRD 引抜 1B 4.5 0.132

X-9C CRD 引抜 1B 4.5 0.132

X-9D CRD 引抜 1B 4.5 0.132

X-10A CRD 挿入 1B 4.5 0.132

X-10B CRD 挿入 1B 4.5 0.132

X-10C CRD 挿入 1B 4.5 0.132

X-10D CRD 挿入 1B 4.5 0.132

X-27A 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105 

X-27B 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105

X-27C 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105

X-27D 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105

X-27E 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105

X-27F 
移動式炉心内校正

装置ﾄﾞﾗｲﾌﾞ 
1 1/2B 5.1 0.105

X-29A 
γﾗｼﾞｴｰｼｮﾝｾﾝｻ 

CH-A 
10B 15.1 0.056 

X-29B  
γﾗｼﾞｴｰｼｮﾝｾﾝｻ 

CH-B 
10B 15.1 0.056

X-29C 
AC,PASS,CAMS,RPV

ﾌﾗﾝｼﾞﾘｰｸｵﾌ 
10B 15.1 0.056

X-29D CAMS,PLR,MS 10B 15.1 0.056

X-30 MS 10B 15.1 0.056 

X-37A AC(2-26V213,214) 2B 5.5 0.091 

X-37B 
ｼｰﾙﾍﾞﾛｰ L/T 

(2-26V215,216) 
2B 5.5 0.091 
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原子炉格納容器貫通部リスト（5／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
計
装
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
】

X-38 
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,PLR,MS 
10B 15.1 0.056 

X-39 
NB/CRD-dp, 

HPCS-dp 
10B 15.1 0.056

X-40 

ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,CAMS,MSPCV-

L/T 盤 

10B 15.1 0.056

X-41A RCIC 10B 15.1 0.056

X-41B RCIC 10B 15.1 0.056

X-42 
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,MSIV-LCS,MS 
10B 15.1 0.056

X-44A J/P 10B 15.1 0.056

X-44B J/P,PASS 10B 15.1 0.056

X-44C J/P 10B 15.1 0.056

X-44D J/P 10B 15.1 0.056

X-54A 
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,PLR 
10B 15.1 0.056

X-54B PLR 10B 15.1 0.056

X-54C 
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用，MSIV-LCS,PLR 
10B 15.1 0.056

X-54D PLR 10B 15.1 0.056

X-66A 
RHR,LPCS,ﾎﾞﾄﾑﾗｲﾅ

ｰ L/T 盤 
10B 15.1 0.056

X-66B RHR 10B 15.1 0.056

X-69A PLR HPU ﾗｲﾝ 10B 15.1 0.056

X-69B PLR HPU ﾗｲﾝ 10B 15.1 0.056

X-73 O2測定用 2B 5.5 0.091 

X-74 O2測定用,FP ﾓﾆﾀ 2B 5.5 0.091 

X-75 O2測定用 2B 5.5 0.091 
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原子炉格納容器貫通部リスト（6／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
計
装
配
管
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
】

X-84A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84C 水位計 1B 4.5 0.132 

X-84D 水位計 1B 4.5 0.132 

X-85A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-85B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86A 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86B 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86C 水位計 1B 4.5 0.132 

X-86D 水位計 1B 4.5 0.132 

X-87 MS,炉心 dpt-N005 10B 15.1 0.056 

X-88 MS 10B 15.1 0.056 

X-89 MS,CUW,NB 10B 15.1 0.056 

X-90 
ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力測定

用,CAMS,MS 
10B 15.1 0.056 

X-203 FCS 2B 5.5 0.091 
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原子炉格納容器貫通部リスト（7／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

配
管
貫
通
部
【
計
装
配
管
貫
通
部
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
】

X-64A 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水位

測定用
2B 5.5 0.091 

X-64B 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水位

測定用
2B 5.5 0.091 

X-64C 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水位

測定用
2B 5.5 0.091 

X-64D 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ水位

測定用
2B 5.5 0.091 

X-65 予備 2B 5.5 0.091 

X-67 予備 12B 17.4 0.055 

X-68 予備 2B 5.5 0.091 

X-70 
ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ圧力

測定用
2B 5.5 0.091 

X-71A 
真空破壊弁 N2 ｶﾞｽ

供給系 
10B 15.1 0.056 

X-71B 
真空破壊弁 N2 ｶﾞｽ

供給系 
10B 15.1 0.056 

X-82 O2測定用 2B 5.5 0.091 

X-83 
O2測定用,FP ﾓﾆﾀ, 

PASS,CAMS 
2B 5.5 0.091 

X-200A MSIV LCS 4B 8.6 0.075 

X-200B MSIV LCS 4B 8.6 0.075 

X-201A 予備 3B 7.6 0.085 

X-201B 予備 3B 7.6 0.085 

X-202A 予備 3B 7.6 0.085 

X-202B 予備 3B 7.6 0.085 

X-230 計測 12B 17.4 0.055 
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原子炉格納容器貫通部リスト（8／8） 

分類 
貫通部 

No. 
用   途 

スリーブ 取り付け位置 

口径 
厚さ 

[mm] 
t／D 

高 さ 

〔EL〕 
角度 

電
気
配
線
貫
通
部
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

X-100A 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100B 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100C 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-100D 中性子検出等 12B 17.4 0.055 

X-101A PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101B PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101C PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-101D PLR ﾎﾟﾝﾌﾟ電源 18B 23.8 0.052 

X-102A 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-102B 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-103 計測 12B 17.4 0.055 

X-104A CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104B CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104C CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-104D CRD 位置指示用 12B 17.4 0.055 

X-105A 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105B 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105C 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-105D 電源＆出力 12B 17.4 0.055 

X-106A 予備 12B 17.4 0.055 

X-106B 指示＆制御 12B 17.4 0.055 

X-107A 指示＆出力 12B 17.4 0.055 
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参考資料 28 

原子炉格納容器に接続される系統の健全性について 

1. はじめに 

200℃，2Pd の条件下において，原子炉格納容器に接続される系統

の健全性が維持できることを以下のとおり確認した。 

2. 格納容器破損防止対策に使用される系統について 

格納容器破損防止対策としては，下記条項に係る系統設備が使用

され，各々発生する事象に応じて使用される系統，設備が異なる。 

第 49 条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

対策：代替格納容器スプレイ系（常設及び可搬型）により，残

留熱除去系の格納容器スプレイ機能が喪失した場合で

も，格納容器内雰囲気の冷却・減圧・放射性物質の低減

機能を維持する。 

第 50 条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

対策：格納容器圧力逃がし装置により，格納容器内の圧力及び

温度を低下させることで，残留熱除去系が機能喪失した

場合でも，格納容器の過圧破損を防止する。 

第 51 条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

対策：格納容器下部注水系（常設及び可搬型）により，格納容

器下部に落下した溶融炉心を冷却する。 
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第 52 条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための

設備） 

対策：格納容器内の不活性化，水素濃度計による格納容器内水

素濃度の監視及び格納容器圧力逃がし装置による水素

ガスの格納容器外への排出により，格納容器内の水素爆

発を防止する。 

上記のうち，第 49 条，第 51 条，第 52 条に関連する系統について

は原子炉格納容器バウンダリ外より冷却水や不活性ガスをバウンダ

リ内へ注入する（押し込む）対策がとられるのに対し，第 50 条では

バウンダリ外へ内包ガスを放出，あるいは同バウンダリを跨いで系

統を構成（ＰＣＶバウンダリを拡大）し，原子炉格納容器内包流体を

循環させる対応がとられる。 

ここでは，第 50 条関連系統設備（原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための設備）について 200℃，0.62MPa[gage](2Pd)環境下での

使用における影響を検討する。 
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3. 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（第 50 条）の健

全性について 

3.1 格納容器圧力逃がし装置 

格納容器圧力逃がし装置については，新設の系統設備であり，系

統を構成するフィルタ装置や弁・配管等については，いずれも最高

使用温度 200℃，最高使用圧力 0.62MPa[gage](2Pd)で設計するこ

ととしている。したがって，原子炉格納容器が 200℃，2Pd の環境

にあっても，系統設備の健全性に問題はない。 

格納容器圧力逃がし装置の概要図を第１図に示す。 

第 1 図 格納容器圧力逃がし装置 概要図 

3.2 代替循環冷却系 

代替循環冷却系は，サプレッション・チェンバを水源とし，代替

循環冷却系ポンプ，残留熱除去系熱交換器及び残留熱除去系海水
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系ポンプ又は緊急用海水ポンプを使用し，原子炉圧力容器へ注水

するとともに，格納容器内にあるスプレイヘッダよりドライウェ

ル内に水をスプレイするものである。また，残留熱除去系海水系ポ

ンプ又は緊急用海水ポンプによりサプレッション・プール水を残

留熱除去系熱交換器にて冷却できるものである。 

主要機器の仕様を 3.2.1 項に，代替循環冷却系概要図を第 2 図

に示す。 

3.2.1 主要機器の仕様 

(1) 代替循環冷却系ポンプ 

型 式 ：ターボ形 

台 数 ：1（予備1） 

容 量 ：約250m３／h／個 

全 揚 程 ：約120m 

最高使用圧力 ：3.45MPa[gage] 

最高使用温度 ：80℃ 

 (2) 残留熱除去系熱交換器 

型    式 ：縦型Ｕチューブ式 

基 数 ：2 

最高使用圧力  ：3.45MPa[gage] 

最高使用温度  ：249℃ 

伝 熱 容 量 ：約19.4×10３ kW（１基当たり） 

(原子炉停止時冷却モ-ド) 
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第2図 代替循環冷却系 概要図 
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3.2.2 代替循環冷却系の健全性 

代替循環冷却系の健全性について，「代替循環冷却系ポンプの

健全性」，「残留熱除去系ポンプの健全性」，「シール材の信頼

性」の観点から評価する。なお，残留熱除去系熱交換器について

は，最高使用温度が 249℃で設計されているため，健全性に問題

はない。 

(1) 代替循環冷却系ポンプの健全性 

0.62MPa[gage]（2Pd）においては，サプレッション・プール

水の温度は0.62MPa[gage]（2Pd）における飽和温度167℃とな

る。サプレッション・プール水は残留熱除去系ポンプを経由し，

残留熱除去系海水系ポンプ又は緊急用海水ポンプからの海水

を用いて残留熱除去系熱交換器にて冷却後，代替循環冷却系ポ

ンプにて原子炉及びドライウェルに注水を行う。ここでは，残

留熱除去系熱交換器において冷却したサプレッション・プール

水の温度が，代替循環冷却系ポンプの最高使用温度80℃を超え

ないことを確認する。評価条件は以下のとおり。 

  緊急用海水ポンプ流量    ：600m３／h 

  代替循環冷却系ポンプ流量  ：250m３／h 

  海水温度          ：32℃ 

  サプレッション・プール水温度：167℃ 

上記の条件で残留熱除去系熱交換器出口温度を評価した結

果，出口温度は約70℃と評価され，代替循環冷却系ポンプの最

高使用温度80℃を下回る。なお，代替循環冷却系ポンプの運転
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に伴うポンプ入熱による影響及びサプレッション・プール水中

の核分裂生成物による発熱による影響については，代替循環冷

却系ポンプの入口側に残留熱熱交換器が設置されており，代替

循環冷却系ポンプの運転によって，残留熱除去系熱交換器によ

り冷却された水に入れ替わることから影響はないものと考え

る。 

以上より，2Pdの条件下においても，代替循環冷却系ポンプ

の健全性については問題ない。 

(2) 残留熱除去系ポンプの健全性 

代替循環冷却系については，残留熱除去系ポンプ（最高使用

圧力：3.51MPa，最高使用温度：182℃）を流路として使用する。 

系統概要図（第2図）に示すとおり，代替循環冷却系は代替

循環冷却系ポンプでサプレッション・チェンバの水を循環させ

る系統構成となっており，残留熱除去系が機能喪失している前

提で使用する設備であるため，残留熱除去系ポンプは，停止し

ている状態でポンプ内を系統水が流れることとなる。残留熱除

去系ポンプの軸封部はメカニカルシールで構成されており，ポ

ンプ吐出側から分岐して送水される冷却水（フラッシング水）

により温度上昇を抑える設計としている（第3図）。 

ポンプ停止時に系統水が流れる状態においては，通常どおり

メカニカルシールに冷却水（フラッシング水）が送水されない

ことが考えられるため，その際のシール機能への影響について

確認した。 

残留熱除去系ポンプのメカニカルシールは，スプリングによ



参考 28－8

って摺動部を押さえつける形でシールする構造となっている

（第4図）。代替循環冷却系運転時には残留熱除去系ポンプが

停止している状態であるため，通常のポンプ運転時のように冷

却水（フラッシング水）が封水ラインを通じてメカニカルシー

ル部に通水されないことが想定されるが，上述のとおり，冷却

水（フラッシング水）はメカニカルシールの摺動による温度上

昇を抑えるためのものであり，ポンプが停止している状態では

冷却の必要がなく，特にメカニカルシールの機能に影響はない。 

なお，軸封部及び封水ラインにおいては，代替循環冷却系ポ

ンプ運転時には残留熱除去系ポンプが停止していることから，

ポンプの吐出圧力に相当する圧力がかかることはなく，格納容

器圧力である0.62MPa[gage]（2Pd）であるため，軸封部への影

響はないと考える。 

したがって，代替循環冷却系運転時において軸封部からの系

統水の著しい漏えいはないと考えており，残留熱除去系ポンプ

の最高使用温度以下で通水されることから健全性については

問題ない。 
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第 3 図 残留熱除去系ポンプ 概要図 

第 4 図 残留熱除去系ポンプメカニカルシール 構造図 

スプリング

フラッシング水
摺動部
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(3) シール材の健全性について 

代替循環冷却系を使用する場合に，系統内の弁，配管及びポ

ンプのバウンダリに使用されているシール材について高温環

境による影響，放射線影響及び化学種による影響によって材料

が劣化し漏えいが生じる可能性がある。これらの影響について

下記のとおり評価を行った。 

① 高温環境及び放射線による影響 

代替循環冷却系は，重大事故時に炉心損傷した状況で系

統を使用することとなる。このため，高温環境下であるこ

と及び系統内を高放射能の流体が流れることから，高温及

び放射線による劣化が懸念される。 

上記に示す部材のうち，配管フランジガスケット及び弁

グランドシールには膨張黒鉛材料若しくはステンレス等

の金属材料が用いられている。これらは，耐熱性があるこ

と及び無機材料であり高放射線下においても劣化の影響

はないか極めて小さい。このため，これらについては評価

温度である200℃以上の耐熱性を有することに加え，放射

線による影響はついても，耐放射線性能が確認されたシー

ル材を用いることから，シール性能が維持されるものと考

える。 

残留熱除去系ポンプのバウンダリを構成する部材（メカ

ニカルシール，ケーシングシール等）のシール材には，エ

チレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）やフッ素ゴムが用いら

れており，高温環境下での使用による影響及び放射線によ

る影響を受けて劣化することが考えられるため，200℃の
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環境下において７日間の高耐熱性を有し，耐放射線性に優

れた改良ＥＰＤＭ製シール材への取り替えを今後行うこ

とにより，耐熱性及び耐放射線性を確保する。 

また，代替循環冷却系ポンプのバウンダリを構成する部

材（ケーシングシール等）のシール材についても同様に，

耐熱性及び耐放射線性に優れた材料を適用する。 

② 核分裂生成物による化学的影響 

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影

響を及ぼす可能性がある物質として，アルカリ金属である

セシウム及びハロゲン元素であるよう素が存在する。この

うち，アルカリ金属のセシウムについては，水中でセシウ

ムイオンとして存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，

膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットはアルカリ環境に

おいて劣化の影響はなく，また，ＥＰＤＭについても耐ア

ルカリ性を有する材料であることから，セシウムによるシ

ール機能への化学的影響はないものと考える。 

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料であ

る膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットでは影響がない

が，有機材料であるＥＰＤＭでは影響を生じる可能性があ

る。設備での使用を考慮している改良ＥＰＤＭについては，

電力共同研究により，よう素による影響の確認を行ってお

り，炉心損傷時に想定されるよう素濃度（約450mg／m３）よ

りも高濃度のよう素環境下（約1,000mg／m３）においても，

圧縮永久ひずみ等のシール材としての性状に大きな変化

がないことを確認している。また，ガスケットメーカにお
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いて，よう素に対するＥＰＤＭ材の耐性として，第1表に示

すとおり，5段階評価（ランク1が最も耐性がある）のうち，

ランク2に位置づけられており，よう素に対する耐性があ

るものと考える。 

このように，よう素に対する性能が確認された材料を用

いることにより，漏えい等の影響が生じることはないもの

と考える。 

第 1 表 ＥＰＤＭの特性 

薬品 耐性ランク 

ヨウ素 2 

＜耐性ランクの凡例＞ 
1：動的部分にも使用可能で体積変化率は 10％以内。  
2：動的部分にも条件により使用可能，体積変化率は 20％以内。 

3：静的部分には使用可能，体積変化率は 30％以内。  
4：静的部分には条件により使用可能，体積変化率は 100％以内。  
5：使用できない，体積変化率は 100％以上。 

出典：日本バルカー工業(株 )発行「バルカーハンドブック」より抜粋 

格納容器圧力逃がし装置を使用する際，サプレッショ

ン・プール水の酸性化を防止すること及びサプレッショ

ン・プール水中の核分裂生成物由来のよう素を捕捉するこ

とにより，よう素の放出量の低減を図るため，サプレッシ

ョン・プール水ｐＨ制御装置を自主的な取組みとして設け

る計画である。サプレッション・プール水ｐＨ制御装置を

使用により，アルカリ薬液である水酸化ナトリウムを格納

容器へ注入することとなるため，アルカリ薬液によるシー

ル性への影響が懸念されるが，耐アルカリ性を有する改良

ＥＰＤＭを使用することにより，格納容器バウンダリのシ

ール機能には影響はない。  
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4. まとめ 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（第 50 条）につ

いて，200℃，2Pd の条件における設備の健全性について評価した。 

フィルタベント設備については，200℃，2Pd を系統の設計温度，

設計圧力とするため，設備上の問題はない。 

代替循環冷却系については，代替循環冷却系ポンプの最高使用温

度は 80℃であるが，残留熱除去系熱交換器によりサプレッション・

プール水は代替循環冷却系ポンプの最高使用温度を超えないと評価

されている。また，ガスケットやシール材については，黒鉛系ガス

ケット等を用いており，200℃，2Pd の条件下であっても健全性は維

持可能であると評価された。 



重大事故等対策の有効性評価に係る 

シビアアクシデント解析コードについて

付録３ 

本資料のうち、枠囲みの内容は営業秘密の

観点から公開できません。 



 

i  

目 次 

1. はじめに ........................................................... 1 

2. 有効性評価における物理現象の抽出 ................................... 3 

2.1 炉心損傷防止 ................................................. 12 

2.2 格納容器破損防止 ............................................. 72 

2.3 運転停止中原子炉における燃料損傷防止 ........................ 101 

3. 抽出された物理現象の確認 ......................................... 110 

3.1 ＢＷＲプラントシステムの階層構造分析と抽出された物理現象の対

応確認 ........................................................... 110 

3.2 EURSAFE における物理現象と抽出された物理現象の対応確認 ...... 113 

4. 適用候補とするコードについて ..................................... 119 

4.1 適用候補コードの概要 ........................................ 121 

5. 有効性評価に適用するコードの選定 ................................. 136 

5.1 炉心損傷防止 ................................................ 137 

5.2 格納容器破損防止 ............................................ 145 

5.3 運転停止中原子炉における燃料損傷防止 ........................ 150 

6. 選定されたコードの有効性評価への適用性について ................... 165 

 

添付資料１ 許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較について   

                                                                   添付-1 

 

第１部 ＳＡＦＥＲ 1-1

第２部 ＣＨＡＳＴＥ 2-1

第３部 ＲＥＤＹ 3-1

第４部 ＳＣＡＴ 4-1



 

ii  

第５部 ＭＡＡＰ 5-1

第６部 ＡＰＥＸ 6-1

  

参考資料１ ＴＲＡＣＧ 参考1-1

参考資料２ ＪＡＳＭＩＮＥ 参考2-1

参考資料３ ＬＳ－ＤＹＮＡ 参考3-1

 

 

 

 

 



 

1  

1.  はじめに  

本資料は，炉心損傷防止，格納容器破損防止及び運転停止中原子炉に

おける燃料損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下「有効

性評価」という。）に適用する解析プログラム（以下「解析コード」とい

う。）に関して説明するものである。 

第1.1図に有効性評価に適用する解析コードの説明の流れと本資料の構

成を示す。 

 



 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1.1図 有効性評価に適用する解析コードの説明の流れと資料構成 

第６部 ＡＰＥＸコード 

①有効性評価において考慮すべき物理現象の抽出 

事故シーケンスグループ等ごとに事象の推移を踏まえて注目する評価指標を選定し，運転操作への影響も考慮して解析モデルとして備え

るべき物理現象を抽出する。また，階層構造分析の手法を参考に，分解したプロセスと抽出した物理現象との対応を確認する。 

重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 

１．はじめに 

２．有効性評価における物理現象の抽出 

３．抽出された物理現象の確認 

４．適用候補とするコードについて 

５．有効性評価に適用するコードの選定 

６．選定されたコードの有効性評価への適用性について 

②有効性評価への適用候補コード 

①で抽出した物理現象について評価可能と考えられるコードを適用候補として選定する。 

③有効性評価に適用するコードの選定 

適用候補の中から，事故シーケンスグループ等ごとに有効性評価に用いるコードを選定する。 

④重要現象の特定（各解析コード） 

①で抽出した物理現象について，有効性評価における評価指標及び運転操作への影響の観点でランク付けを行い，重要現象を特定する。 

⑤重要現象に対する解析モデル（各解析コード） 

重要現象に対する解析モデルの取り扱いを説明する。 

⑥重要現象に対する妥当性確認方法（各解析コード） 

④で特定された重要現象に対する解析モデルの妥当性確認について，具体的な確認方法を記載する。 

⑦各種試験・実機解析への適用性（各解析コード） 

試験解析，ベンチマーク解析等によって重要現象に対する解析モデルの妥当性，実機スケールへの適用性及び不確かさを確認する。 

⑧有効性評価への適用性（各解析コード） 

評価指標及び運転操作の観点で，重要現象に対する解析コードの不確かさが有効性評価に及ぼす影響を考察し，その適用性を確認する。 

第５部 ＭＡＡＰコード 

第４部 ＳＣＡＴコード 

第３部 ＲＥＤＹコード 

第２部 ＣＨＡＳＴＥコード 

第１部 ＳＡＦＥＲコード 

１．はじめに 

２．重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

2.2 ランクの定義 

2.3 物理現象に対するランク付け 

３．解析モデルについて 

3.1 コード概要 

3.2 重要現象に対する解析モデル 

3.3 解析モデル 

3.4 入出力 

４．妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

4.2～4.4 各種試験 

4.5 実機解析への適用性 

５．有効性評価への適用性 

5.1 不確かさの取扱いについて（評価指標の観点） 

5.2 不確かさの取扱いについて（運転操作の観点） 

６．参考文献 
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2. 有効性評価における物理現象の抽出 

本章では，有効性評価において解析モデルとして具備する必要がある

物理現象の抽出を行う。 

有効性評価における解析の目的は，炉心損傷防止，格納容器破損防止

及び運転停止中原子炉における燃料損傷防止に関する重大事故等対策の

有効性の確認であり，国内のＢＷＲプラントが対象である。 

物理現象の抽出は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則の解釈」（以下「規則の解釈」とい

う。）において，有効性評価に当たって「必ず想定する事故シーケンス

グループ」，「必ず想定する格納容器破損モード」及び「必ず想定する

運転停止中事故シーケンスグループ」として挙げられたシーケンスグル

ープ及び格納容器破損モードを対象とし，その中で代表的と考えられる

シーケンスを前提として行う。 

 

2.1，2.2及び2.3節では，各事故シーケンスグループあるいは格納容器

破損モードに対し，事象の推移を踏まえて注目する評価指標を選定する

とともに，運転員等操作の観点も含め，解析上必要な物理現象を抽出す

る。 

物理現象の抽出に当たっては，3.1節で説明する階層構造分析における

物理領域ごとに整理することとし，その物理領域は，事象進展に関連す

るＢＷＲのシステムを質量やエネルギの輸送に関して特徴的な現象を一

括することができる比較的独立性の高いコンポーネント（炉心，原子炉

圧力容器，原子炉格納容器）に分類している。また，時間領域について

も，出現する物理現象が大きく異なる炉心損傷前と炉心損傷後に分割し

た。 
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以下に，各物理領域について説明する。 

 

A)   炉心（核） 

炉心（核）は，上部支持板，下部炉心支持板と炉心シュラウドに囲まれた

燃料集合体とチャンネルバイパスからなる領域で，核的な物理現象に関係す

る領域である。 

原子炉がスクラムするまでの期間は，中性子による核分裂出力が主要な熱

源となる。中性子束は，燃料温度（ドップラ反応度），減速材密度（ボイド

反応度及び減速材温度反応度）の変化による反応度フィードバック効果，制

御棒反応度及びボロン濃度（ボロン反応度）の影響を受け，同時に出力分布

も影響を受ける（出力分布変化）。過渡時の中性子束挙動は，スクラム時の

制御棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効果），中性子寿命，遅発中性子

生成割合の影響を受ける。制御棒の位置や燃料温度分布，減速材密度分布

は，炉心の出力分布に影響する。炉心外周部の制御棒が1本引き抜かれる場

合，局所的に出力が上昇することから，三次元的な出力分布変化の影響が生

じる。また，制御棒反応度効果は一般に三次元的な位置に依存する影響を受

ける。 

ＢＷＲ炉心では，低炉心流量・高出力状態においては，核的な反応度フィ

ードバックと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発

生する可能性がある。 

また，原子炉スクラム後に核分裂連鎖反応が停止すると，β線等を出して

崩壊する核種に起因する崩壊熱が主要な熱源となる。 

 

B)   炉心（燃料） 

炉心（燃料）は，炉心内の燃料棒の挙動に着目した領域である。 
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燃料棒は燃料ペレット，燃料被覆管及びそれらの間のギャップガスにより

構成される。核分裂反応により燃料棒内で発生した熱エネルギが，冷却材へ

と放出される。燃料棒内温度変化は，ペレット内発熱密度分布，燃料ペレッ

ト熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導，燃料棒表面熱伝達の影響を

受ける。燃料棒表面熱伝達は，通常は単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達の考

慮で十分であるが，ドライアウトして燃料棒表面温度が高くなった場合は，

横方向及び縦方向からの燃料棒間輻射熱伝達の効果が生じる（三次元効

果）。 

沸騰遷移において，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する評価には，

リウェット，クエンチ等の物理現象モデルが必要になる。 

燃料温度は全ての事象解析において評価指標となる燃料被覆管温度に加

え，核分裂出力の変化にも影響を与える。炉心出力が急激に上昇した場合に

は，ペレット－被覆管機械的相互作用（以下「ＰＣＭＩ」という。）が生じ

る可能性がある。また，炉心露出等により燃料棒の温度が著しく上昇した場

合には，ジルコニウム－水反応が促進され，発熱量が増加するとともに，燃

料被覆管が酸化される。燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形，破裂が発生

する場合には，燃料被覆管変形による流路減少が生じると冷却挙動に影響を

与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

炉心（熱流動）は，炉心の熱流動挙動に着目した領域で，燃料集合体とチ

ャンネルバイパスからなるいわゆる炉心領域と，炉心流量に関係する下部プ

レナムや再循環ループ，上部プレナムからなる領域である。 

炉心では入口から流入した冷却材が燃料集合体内を流れ，炉心を冷却す

る。炉心入口は単相流状態だが，燃料集合体内を上昇するにつれ沸騰して二
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相流状態となり，軸方向ボイド率分布が発生する（沸騰・ボイド率変化）。

チャンネルバイパスには，下部プレナムや燃料集合体のリーク孔等から，再

循環流量の一部が流入する。燃料集合体出力分布によりボイド率分布が影響

を受ける結果，各燃料集合体の全圧力損失が均一化するように，燃料集合体

間に流量配分が生じる。原子炉への注水による再冠水過程においては，燃料

集合体の内部には異なる流れの状態が存在する。炉心スプレイ注水後，スパ

ージャが水没した場合には，上部プレナムの周辺領域がサブクール状態とな

る。これにより炉心の三次元的な流動状態（三次元効果）が発生する。 

また，再循環ポンプトリップにより炉心流量が低下した場合は，炉心内で

の径方向の燃料集合体間流量配分変化（三次元効果）が発生する。さらに，

原子炉スクラムに失敗し，高出力・低炉心流量状態では中性子束振動現象及

び炉心流量振動現象（三次元効果）が生じる。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管に大破断を生じたような圧力

急減事象では，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッシング）が発生する。炉

心とダウンカマの自然循環が途切れた場合には，炉心に二相水位（気液分離

（水位変化）・対向流）が形成され，炉心上部が蒸気中に露出する場合があ

る。炉心が露出した場合には，露出部周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱

非平衡状態が発生する場合がある。炉心上部が露出した状態で上部プレナム

に注水すると，燃料集合体から吹き上げる蒸気により燃料集合体内に落下す

る水量が制限される気液二相対向流現象（ＣＣＦＬ）や，上部プレナムのサ

ブクール水により燃料集合体から吹き上げる蒸気が凝縮して，水が一気に燃

料集合体内に落下するＣＣＦＬブレークダウンが発生する場合がある。ま

た，炉心流量が少ないと，下部プレナムで水が停滞し，温度成層化が発生す

る可能性がある。 
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D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

原子炉圧力容器は，炉心，上部プレナム，下部プレナム，セパレータ，蒸

気ドーム，ダウンカマ，ジェットポンプと再循環ループ又は再循環ポンプか

らなる領域で，主蒸気配管と給水系も含める。 

主蒸気配管には，原子炉圧力容器の過度な圧力上昇を防止するために逃が

し安全弁（以下「ＳＲＶ」という。）が設置されており，蒸気はサプレッシ

ョン・チェンバのプール水面下に放出される。 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。セパレータから出

て蒸気中に巻き込まれた液滴はキャリーオーバー，セパレータ戻り水に巻き

込まれた気泡はキャリーアンダーと呼ばれる。 

ポンプトリップ時の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性で決まる。ポンプトリップ後の自然循

環流量はダウンカマと炉心シュラウド内側の圧力損失のバランスから決ま

る。 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管に大破断を生じたような圧力

低下時の二相流動は，下部プレナム等における減圧沸騰（フラッシング）に

伴って蒸気が発生し，水面下にボイドを含む二相水位（気液分離（水位変

化）・対向流）が形成される。水位低下により炉心が露出した場合に発生す

る過熱蒸気が上部プレナムを経由して蒸気ドームに流出し，気液熱非平衡状

態が発生する場合がある。このような原子炉圧力の急減時には，構造材から

冷却材への熱伝達（構造材との熱伝達）が発生する。また，主蒸気隔離弁急
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閉事象のような圧力上昇事象では，蒸気の凝縮が発生する。原子炉冷却材圧

力バウンダリを構成する配管等に破断を生じると系外（原子炉格納容器）へ

の冷却材放出が生じ，破断流量は臨界流又は差圧流になる。原子炉圧力容器

内冷却材の補充源としては原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣＩＣ」とい

う。），非常用炉心冷却系（以下「ＥＣＣＳ」という。）及び代替注水設備

がある。 

ほう酸水注入系（ＳＬＣ）作動時には炉心内にほう酸水が拡散し，炉心の

停止に必要な反応度を与える（ほう酸水の拡散，三次元効果）。 

 

E)   原子炉格納容器  

原子炉格納容器は，格納容器下部，ドライウェル，ウェットウェルからな

る領域である。原子炉格納容器は通常，原子炉冷却材圧力バウンダリから隔

離された状態であるが，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管等に破

断を生じた場合，冷却材がドライウェルに放出される。また，格納容器各領

域間の流動としては，放出された蒸気がサプレッション・チェンバのプール

で凝縮され，圧力が抑制される。また，逃がし安全弁作動時には原子炉圧力

容器の蒸気はサプレッション・チェンバのプールに放出されて凝縮し，冷却

材及び非凝縮性ガスは原子炉格納容器内の気相部及び構造材へ熱伝達する

（気液界面の熱伝達）。サプレッション・プール冷却としては，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水を残留熱除去系の熱交換器で冷却することがで

き，また，原子炉格納容器内にスプレイ冷却することにより格納容器内雰囲

気を冷却する。原子炉格納容器内気相部の温度変化に対しては，構造材との

熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容器における残留熱除去系によ

る除熱機能が喪失した場合には，原子炉への注水を確保し格納容器ベントに

より除熱する。原子炉内では放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発
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生するが，原子炉格納容器内を不活性化している。 

 

F) 原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

炉心が露出し，崩壊熱や燃料被覆管の酸化反応熱により燃料がヒートアッ

プすると，燃料ペレットの崩壊，燃料被覆管の溶融，溶融物の流下による燃

料外径の増加（燃料のキャンドリング）により，流路の閉塞に至る。更に温

度が上昇すると，溶融プールを形成し，溶融物は次第に下方に移動し，下部

プレナムに堆積する（リロケーション）。 

この過程において溶融炉心との熱伝達により温度が上昇し，一部の原子炉

内構造物が溶融する。炉心損傷後に注水がある場合には，損傷炉心は冷却さ

れることになる。冷却材は次第に原子炉格納容器内へと放出されるが，溶融

した炉心が原子炉圧力容器内に残された冷却材と相互作用すると，一部の溶

融炉心は細粒化あるいは固化する（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱

伝達／溶融炉心細粒化））。また，原子炉圧力容器内で溶融炉心の再臨界に

至る可能性がある。 

高温の溶融炉心から原子炉内構造物及び原子炉圧力容器へ，さらに，原子

炉圧力容器からの輻射熱伝達により，原子炉格納容器側へ熱が移動する（構

造材との熱伝達）。下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達による熱的負荷によ

って，原子炉圧力容器破損に至る。 

炉心溶融の過程で高温の水蒸気と燃料被覆管，制御材及び構造材の反応，

水の放射線分解によって非凝縮性ガスが発生する（放射線水分解等による水

素ガス・酸素ガス発生）。また，燃料被覆管破損や炉心溶融が発生すると，

気相及び液相（液滴又は液体）として，燃料から核分裂生成物（ＦＰ）が放

出され，冷却材の流れとともに原子炉圧力容器内に拡がっていく（原子炉圧

力容器内ＦＰ挙動）。 
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G) 原子炉格納容器（炉心損傷後） 

原子炉圧力が高圧の状態で原子炉圧力容器破損に至ると，溶融炉心及び水

蒸気が高圧で放出される。この過程では溶融炉心は液相（液滴）としてエン

トレインされ，酸化反応を伴いながら原子炉格納容器空間部に放出される

（原子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出／格納容器内雰囲気直接加

熱）。原子炉圧力が低圧の場合，原子炉圧力容器破損後に溶融炉心が落下

し，格納容器下部床面で拡がりながら床に堆積する。溶融炉心の落下の過程

において，格納容器下部区画の内部構造物を溶融，破損させる。格納容器下

部区画に水がある場合には，冷却材と相互作用し，一部，細粒化あるいは固

化する（原子炉圧力容器外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達／溶融炉心細粒

化））。格納容器下部に堆積した溶融炉心が床面を拡がり，原子炉格納容器

バウンダリに到達する場合には，原子炉格納容器を破損させる（格納容器直

接接触）。 

格納容器下部区画に水がある場合には，溶融炉心と格納容器下部プール

水，コンクリートとの間で伝熱する。水がない場合には，高温の溶融炉心か

らの輻射熱伝達によって構造物が加熱される。このとき，コンクリート温度

が上昇するとコンクリ―トの分解により，非凝縮性ガスを発生させる可能性

がある。また，原子炉格納容器内で溶融炉心の再臨界に至る可能性がある。 

ＦＰは，原子炉圧力容器内から，逃がし安全弁や破損口を介して，又は溶

融炉心の原子炉格納容器内への移動に伴って原子炉格納容器内に放出される

（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

 

抽出された物理現象は，事故シーケンスグループ等との組合せで注目する

評価指標に対して，解析を実施する上で必要な物理現象と，物理現象自体が
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生じない又は解析を実施する上で必ずしも必要ではない物理現象に分類し，

マトリクスの形で整理する。この整理は，最終的に解析コード選定において

用いることとなる。 

なお，事故シーケンスグループ等ごとで抽出する各物理領域に特徴的な物

理現象は，過去の同種の解析や研究から得られた知見に基づき，注目する評

価指標への影響が具体的，かつ，それを模擬するために求められる解析コー

ドの物理モデルや解析条件との対応が明確なレベルで抽出を行う。また，解

析コードの選定を幅広く客観的に判断するために，評価指標に対し影響が小

さい現象についても，物理現象として選定することとする。 
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2.1 炉心損傷防止 

本節の各項では，炉心損傷防止に係る事故シーケンスグループごとに，事

象の推移を踏まえて，注目する評価指標及び運転員等操作に対して影響する

と考えられる物理現象を，対象とした物理領域ごとに抽出する。 

 

物理現象の抽出に当たって対象とする評価指標は，「規則の解釈」に示

される，以下の（a）～（d）の有効性があることを確認する評価項目に対

応したものである。 

(a) 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり，かつ，炉

心を十分に冷却できるものであること。 

(b) 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の1.2

倍又は限界圧力を下回ること。 

(c) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界

圧力を下回ること。 

(d) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界

温度を下回ること。 

 

一方，厳密には，評価項目に対応する評価指標ごとに，解析上必要な

物理現象が異なっており，ここでは，事故シーケンスグループの特徴を

踏まえて，有効性評価の評価項目の中で余裕が小さくなる方向のものを

選定した。さらに，この選定により，他の評価項目に対する物理現象の

抽出及び有効性があることの確認に影響しないと考えられるものを，以

下に示すように，注目する評価指標として選定する。 

・ 評価項目(a)の評価指標として燃料被覆管温度 

・ 評価項目(b)の評価指標として原子炉圧力 
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・ 評価項目(c)の評価指標として原子炉格納容器圧力 

・ 評価項目(d)の評価指標として原子炉格納容器温度 

 

抽出された物理現象は，事故シーケンスグループとの組合せでマトリ

クスの形で第2.1表のように整理されている。第2.1表では，注目する評価

指標に対して解析を実施する上で必要な物理現象を「○」，物理現象自体

が生じない又は解析を実施する上で必ずしも必要ではない物理現象を

「－」で表している。 

なお，物理現象の抽出に当たっての事故シーケンスグループごとの事象

の推移は，国内外の先進的な対策を踏まえて計画されている炉心損傷防

止対策を考慮し，かつ，その対策に有効性があると想定される範囲につい

て記述している。 
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2.1.1  高圧・低圧注水機能喪失 

(1)  事象の推移 

高圧・低圧注水機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，運転時の

異常な過渡変化又は事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注水機能が喪

失し，原子炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失することを想定し

た事象とする。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，代替注水設備等による炉

心冷却機能の確保が挙げられる。高圧代替注水設備の場合には，高圧状態

の原子炉へ冷却材を注水することにより炉心冷却を確保することができ，

低圧代替注水設備の場合には，手動操作により原子炉を減圧し，減圧後に

低圧代替注水設備により炉心冷却を確保することができる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋ＲＣＩＣ及びＥＣＣ

Ｓ（高圧注水系及び低圧注水系）起動失敗」を想定する。給水流量の全喪

失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低により原子炉はスクラム

するため未臨界が確保される。しかし，原子炉水位低でＲＣＩＣ及びＥＣ

ＣＳ（高圧注水系及び低圧注水系）の起動に失敗する。原子炉水位低で主

蒸気隔離弁（以下「ＭＳＩＶ」という。）が閉止すると原子炉圧力は上昇

し，原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出

され，これにより原子炉の圧力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。一方，

原子炉注水機能喪失の状況下では，原子炉内保有水が減少し続け，いずれ

は炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，高圧代替注水設備の場合には，高圧代替注

水設備による高圧状態の原子炉への注水を開始する。ＳＲＶからの冷却材
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の流出により原子炉水位は低下するが，高圧代替注水設備による原子炉注

水開始により，原子炉水位は回復し事象は収束する。低圧代替注水設備の

場合には手動操作によりＳＲＶを開き，原子炉を急速減圧し，原子炉の減

圧後に低圧代替注水設備による原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧

を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部

を下回るが，低圧代替注水設備による注水を開始すると原子炉内保有水及

び原子炉水位が回復し，炉心が再冠水することにより事象は収束する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度は上昇するが，代替格納容器

スプレイによる冷却及び格納容器ベントによる除熱を行うことにより，圧

力及び温度の上昇は抑えられる。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，給水も含めた原子炉への注水機能の喪

失事象を想定しているため，原子炉を隔離し，注水設備が高圧代替注水設

備の場合には，高圧状態の原子炉への注水，低圧代替注水設備の場合には

原子炉の減圧後，原子炉へ注水を行い炉心冷却する。原子炉隔離後，原子

炉圧力はＳＲＶの開閉により制御され，その後，減圧されるため，ＳＲＶ

の設定圧力を超えることはない。 

一方，原子炉水位は，ＳＲＶによる原子炉圧力制御及び低圧代替注水設

備の場合に必要な原子炉減圧操作により冷却材を原子炉格納容器のサプレ

ッション・チェンバのプールに放出するため低下し，炉心上部が露出する

場合には，炉心燃料がヒートアップし，燃料被覆管の温度が上昇する可能
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性がある。 

また，原子炉格納容器は，原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲ

Ｖを介して徐々に流出するため，圧力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，給水を含めた原子炉への注水機能の喪失事

象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期的な燃料被覆管温度変化，

原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原子炉格納容器温度変化が評

価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖反応が停止するので，β線

等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記の評価対象に影響する。 

給水が喪失して原子炉水位低信号でスクラムする以前と，原子炉スクラム

直後の短時間は，中性子による核分裂出力が主要な熱源となる。スクラム以

前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ反応度），減速材密度（ボイド

反応度）の変化による反応度フィードバック効果の影響を受けるが，給水が

喪失してからスクラムするまでの時間が短いため，通常運転時からの出力分

布変化はほとんどない。スクラム直後の中性子束変化は，スクラム時の制御

棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効果）の影響を受ける。ＢＷＲプラン

トの炉心では，低炉心流量，高出力状態においては，核的な反応度フィード

バックと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発生す

る可能性があるが，本事故シーケンスグループではスクラムに成功するた
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め，発生しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に代替注水設備による注水で炉心水位

が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価には，リ

ウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動
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は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。代替注水設備による注水は，ダウンカマ又は炉心バイ

パス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制現象（Ｃ

ＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナムで水が

停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 
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再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶからの冷却材放出流量は，臨界

流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶから放出した冷却材は，本事故シ

ーケンスグループでは，代替注水設備からの注水により補われる。ＥＣＣＳ

（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水量の変化及び凝縮に

よるボイド率変化を与える主要な現象として捉えられる。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 
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ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバ

のプール水温が上昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）され

ることで圧力及び温度が上昇する。また，代替格納容器スプレイを行った場

合は，格納容器内雰囲気がスプレイにより冷却されて温度及び圧力上昇を抑

制する。サプレッション・チェンバはベント管，真空破壊装置を介してドラ

イウェルに接続しているため，相互に格納容器各領域間の流動の影響を受け

る。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容

器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているが，格納容器ベント

を実施することにより，格納容器内圧力及び温度の上昇を抑制する。 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。また，サプレッション・プール冷却は実施し

ないことから考慮不要である。 
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2.1.2  高圧注水・減圧機能喪失 

(1)  事象の推移 

高圧注水・減圧機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，運転時の異

常な過渡変化又は事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注水機能が喪失

し，かつ原子炉減圧機能が喪失することを想定した事象とする。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，自動減圧ロジックの追加

等による原子炉減圧機能の強化，代替注水設備等による炉心冷却機能の確

保が挙げられ，原子炉水位の低下により，原子炉の自動減圧を行い，減圧

後に低圧注水系等により炉心冷却を確保することができる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋ＲＣＩＣ及びＥＣＣ

Ｓ（高圧注水系）起動失敗＋原子炉の減圧の失敗」を想定する。給水流量

の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低により原子炉はス

クラムするため未臨界が確保される。しかし，原子炉水位低でＲＣＩＣ及

びＥＣＣＳ（高圧注水系）の起動に失敗する。原子炉水位低でＭＳＩＶが

閉止すると原子炉圧力は上昇し，原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到達する

と断続的に弁から蒸気が放出され，これにより原子炉の圧力はＳＲＶ設定

値近傍に維持される。一方，原子炉が高圧に維持され低圧注水系による原

子炉注水が困難な状況下では，原子炉内保有水が減少し続け，いずれは炉

心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，自動減圧ロジックを追加し，ＳＲＶにより

原子炉を自動で急速減圧し，原子炉の減圧後に低圧注水系による原子炉注

水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原子

炉水位は低下し，有効燃料棒頂部を下回るが，低圧注水系による注水を開
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始すると原子炉内保有水及び原子炉水位が回復し，炉心が再冠水すること

により事象は収束する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度は上昇するが，炉心再冠水以

降は残留熱除去系を用いた除熱を行うことにより，圧力及び温度の上昇は

抑えられる。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，給水及び原子炉への高圧注水機能の喪

失事象を想定しているため，原子炉を隔離し，その後の自動減圧により低

圧注水を行い炉心冷却する。原子炉隔離後，原子炉圧力はＳＲＶの開閉に

より制御され，その後，減圧されるため，ＳＲＶの設定圧力を超えること

はない。 

一方，原子炉水位は，ＳＲＶによる原子炉圧力制御及び減圧操作により

冷却材を原子炉格納容器のサプレッション・チェンバのプールに放出する

ため低下し，炉心上部が露出する場合には，燃料はヒートアップし，燃料

被覆管の温度が上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器は，原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲ

Ｖを介して徐々に流出するため，圧力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 
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事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，給水及び原子炉への高圧注水機能及び原子

炉減圧機能の喪失事象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期的な燃

料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原子炉格

納容器温度変化が評価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖反応が

停止するので，β線等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記の評価

対象に影響する。 

給水が喪失して原子炉水位低信号でスクラムする以前と，原子炉スクラム

直後の短時間は，中性子による核分裂出力が主要な熱源となる。スクラム以

前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ反応度），減速材密度（ボイド

反応度）の変化による反応度フィードバック効果の影響を受けるが，給水が

喪失してからスクラムするまでの時間が短いため，通常運転時からの出力分

布変化はほとんどない。スクラム直後の中性子束変化は，スクラム時の制御

棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効果）の影響を受ける。ＢＷＲプラン

トの炉心では，低炉心流量，高出力状態においては，核的な反応度フィード

バックと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発生す

る可能性があるが，本事故シーケンスグループではスクラムに成功するた

め，発生しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱
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伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に低圧注水系による注水で炉心水位が

回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価には，リウ

ェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動

は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸
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騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉を自動で急速減圧した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラ

ッシング）が発生する。低圧注水系による注水は，ダウンカマ又は炉心バイ

パス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制現象（Ｃ

ＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナムで水が

停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 
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ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶからの冷却材放出流量は，臨界

流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶから放出した冷却材は，本事故シ

ーケンスグループでは，低圧注水系からの注水により補われる。ＥＣＣＳ（給

水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水量の変化及び凝縮による

ボイド率変化を与える主要な現象として捉えられる。 

原子炉を自動で急速減圧した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラ

ッシング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水

位はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時

には，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材

との熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 

ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 
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E)   原子炉格納容器  

原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバ

のプール水温が上昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）され

ることで圧力及び温度が上昇する。サプレッション・チェンバはベント管，

真空破壊装置を介してドライウェルに接続しているため，相互に格納容器各

領域間の流動の影響を受ける。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。また，残留熱

除去系によるサプレッション・プール冷却による除熱を行うことにより，格

納容器内圧力及び温度の上昇を抑制する。サプレッション・プール冷却によ

る格納容器内圧力及び温度制御が可能であるため，格納容器スプレイによる

冷却及び格納容器ベントは実施しない。 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。 
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2.1.3  全交流動力電源喪失 

(1)  事象の推移 

全交流動力電源喪失は，送電系統又は所内主発電設備の故障等により，

外部電源が喪失するとともに，非常用所内電源系統も機能喪失し，安全機

能を有する系統及び機器の交流動力電源が喪失することを想定した事象と

する。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，可搬型及び常設の代替交

流電源設備による給電が一定時間確保できないことを想定し，常設直流電

源等の確保及びＲＣＩＣによる炉心冷却並びに交流動力電源確保後の減圧

操作及び低圧代替注水設備による炉心冷却が挙げられる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

ここでは，具体的な事故シナリオの代表として「全交流動力電源喪失＋

給水流量の全喪失＋ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳ又は低圧代替注水設備」を想定

する。外部電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉又は原子炉水位低によ

り原子炉はスクラムするため未臨界が確保される。しかし，非常用ディー

ゼル発電機の起動に失敗して全交流動力電源喪失となる。外部電源喪失に

より給水流量の全喪失となり，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低

でＲＣＩＣの起動に成功し，原子炉水位は回復する。原子炉水位低又はタ

ービン蒸気加減弁急速閉に伴いＭＳＩＶが閉止すると原子炉圧力は上昇

し，原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出

され，これにより原子炉の圧力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。一方，

直流電源が枯渇し，ＲＣＩＣが機能喪失した場合には，原子炉内保有水が

減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷

に至る。 
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炉心損傷を防止するために，交流動力電源による給電ができない一定期

間直流電源の確保によりＲＣＩＣによる炉心冠水維持を継続し，交流動力

電源確保後に，手動操作によりＳＲＶを開き，原子炉を急速減圧し，原子

炉の減圧後に低圧代替注水設備又は低圧注水系による原子炉注水を開始す

ることで，炉心の冠水維持を継続することで事象は収束する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度は上昇するが，交流動力電源

の給電開始前は代替格納容器スプレイによる冷却及び格納容器ベントによ

る除熱，交流動力電源の給電開始後は代替ヒートシンク等を用いた残留熱

除去系によるサプレッション・プール冷却による除熱を行うことにより，

原子炉格納容器の圧力及び温度の上昇は抑えられる。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，交流動力電源の給電開始前はＲＣＩＣ

により，交流動力電源の給電開始後は低圧代替注水設備又は残留熱除去系

の低圧注水モードにより炉心冷却するが，原子炉隔離後，原子炉圧力はＳ

ＲＶの開閉により制御され，その後，減圧されるため，ＳＲＶの設定圧力

を超えることはない。 

一方，原子炉水位は，ＳＲＶによる原子炉圧力制御及び減圧操作により

冷却材を原子炉格納容器のサプレッション・チェンバのプールに放出する

ため低下し，炉心上部が露出する場合には，炉心燃料がヒートアップし，

燃料被覆管温度が上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器は，原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲ
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Ｖを介して徐々に流出するため，圧力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，安全機能を有する系統及び機器の交

流動力電源の喪失事象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期的な燃

料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原子炉格

納容器温度変化が評価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖反応が

停止するので，β線等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記の評価

対象に影響する。 

外部電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉又は原子炉水位低でスクラム

する以前と，原子炉スクラム直後の短時間は，中性子による核分裂出力が主

要な熱源となる。スクラム以前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ反

応度），減速材密度（ボイド反応度）の変化による反応度フィードバック効

果の影響を受けるが，外部電源が喪失してからスクラムするまでの時間が短

いため，通常運転時からの出力分布変化はほとんどない。スクラム直後の中

性子束変化は，スクラム時の制御棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効

果）の影響を受ける。ＢＷＲプラントの炉心では，低炉心流量，高出力状態

においては，核的な反応度フィードバックと熱水力特性に関連した核熱水力

不安定事象（三次元効果）が発生する可能性があるが，本事故シーケンスグ

ループではスクラムに成功するため，発生しない。 
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B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に低圧代替注水設備又は低圧注水系に

よる注水で炉心水位が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下す

る。この評価には，リウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要にな

る。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動
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は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は，燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。低圧代替注水設備又は低圧注水系による注水は，ダウ

ンカマ又は炉心バイパス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落

下水の抑制現象（ＣＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，

下部プレナムで水が停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 
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再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶからの冷却材放出流量は，臨界

流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶから放出した冷却材は，本事故シ

ーケンスグループでは，低圧代替注水設備又は低圧注水系からの注水により

補われる。ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水量

の変化及び凝縮によるボイド率変化を与える主要な現象として捉えられる。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 
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ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバ

のプール水温が上昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）され

ることで圧力及び温度が上昇する。また，代替格納容器スプレイを行った場

合は，格納容器内雰囲気がスプレイにより冷却されて温度及び圧力上昇を抑

制する。サプレッション・チェンバはベント管，真空破壊装置を介してドラ

イウェルに接続しているため，相互に格納容器各領域間の流動の影響を受け

る。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容

器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているが，格納容器ベント

による除熱，又は代替ヒートシンク等を用いた残留熱除去系によるサプレッ

ション・プール冷却を実施することにより，格納容器内圧力及び温度の上昇

を抑制する。 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。 
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2.1.4 崩壊熱除去機能喪失 

2.1.4.1 取水機能が喪失した場合 

(1)  事象の推移 

崩壊熱除去機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，運転時の異常な

過渡変化又は事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，原子炉注水には成功する

が，崩壊熱の除去に失敗する事象を想定する。具体的には，取水機能が喪

失した場合を想定した事象とする。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，ＲＣＩＣ等による原子炉

注水を行うとともに，格納容器スプレイによる冷却及び代替ヒートシンク

を用いた残留熱除去系による除熱により，原子炉格納容器の健全性を維持

し，炉心冷却機能を確保することができる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして「全交流動力電源喪失＋給水流量の全喪失

＋取水機能喪失」を想定する。外部電源喪失の発生後，タービン蒸気加減

弁急速閉又は原子炉水位低により原子炉はスクラムするため未臨界が確保

される。しかし，取水機能の喪失に伴う非常用ディーゼル発電機の機能喪

失により全交流動力電源喪失となる。外部電源喪失により給水流量の全喪

失となり，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低でＲＣＩＣの起動に

成功し，原子炉水位は回復する。その後，原子炉を減圧し，低圧代替注水

設備等による原子炉注水を開始する。原子炉水位低又はタービン蒸気加減

弁急速閉に伴いＭＳＩＶが閉止すると原子炉圧力は上昇し，原子炉圧力が

ＳＲＶの設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出され，これにより

原子炉の圧力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流
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出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度は上昇するが，代替格納容器

スプレイによる冷却及び代替ヒートシンクを用いた残留熱除去系による除

熱を行うことにより，原子炉格納容器の圧力及び温度の上昇は抑えられ

る。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，ＲＣＩＣにより原子炉へ注水を行い炉

心冷却する。原子炉隔離後，原子炉圧力はＳＲＶの開閉により制御され，

その後減圧されるため，ＳＲＶの設定圧力を超えることはない。 

一方，原子炉水位は，ＳＲＶによる原子炉圧力制御及び減圧操作により

冷却材を原子炉格納容器のサプレッション・チェンバのプールに放出する

ため低下し，炉心上部が露出する場合には，炉心燃料がヒートアップし，

燃料被覆管の温度が上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器は，原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲ

Ｖを介して徐々に流出するため，圧力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，ＲＣＩＣによる原子炉注水には成功するが
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崩壊熱の除去機能の喪失事象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期

的な燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原

子炉格納容器温度変化が評価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖

反応が停止するので，β線等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記

の評価対象に影響する。 

外部電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉，又は原子炉水位低でスクラ

ムする以前と，原子炉スクラム直後の短時間は，中性子による核分裂出力が

主要な熱源となる。スクラム以前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ

反応度），減速材密度（ボイド反応度）の変化による反応度フィードバック

効果の影響を受けるが，外部電源が喪失してからスクラムするまでの時間が

短いため，通常運転時からの出力分布変化はほとんどない。スクラム直後の

中性子束変化は，スクラム時の制御棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効

果）の影響を受ける。ＢＷＲプラントの炉心では，低炉心流量，高出力状態

においては，核的な反応度フィードバックと熱水力特性に関連した核熱水力

不安定事象（三次元効果）が発生する可能性があるが，本事故シーケンスグ

ループではスクラムに成功するため，発生しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度
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（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に代替注水設備による注水で炉心水位

が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価には，リ

ウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動

は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は，燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩
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壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。代替注水設備による注水は，ダウンカマ又は炉心バイ

パス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制現象（Ｃ

ＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナムで水が

停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温
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度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶからの冷却材放出流量は，臨界

流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶから放出した冷却材は，本事故シ

ーケンスグループでは，代替注水設備からの注水により補われる。ＥＣＣＳ

（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水量の変化及び凝縮に

よるボイド率変化を与える主要な現象として捉えられる。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 

ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバ

のプール水温が上昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）され

ることで圧力及び温度が上昇する。また，代替格納容器スプレイを行った場

合は，格納容器内雰囲気がスプレイにより冷却されて温度及び圧力上昇を抑

制する。サプレッション・チェンバはベント管，真空破壊装置を介してドラ
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イウェルに接続しているため，相互に格納容器各領域間の流動の影響を受け

る。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容

器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているが，格納容器ベント

による除熱，又は代替ヒートシンク等を用いた残留熱除去系によるサプレッ

ション・プール冷却を実施することにより，格納容器内圧力及び温度の上昇

を抑制する。 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。 
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2.1.4.2 残留熱除去系が故障した場合 

(1)  事象の推移 

崩壊熱除去機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，運転時の異常な

過渡変化又は事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，原子炉注水には成功する

が，崩壊熱の除去に失敗する事象を想定する。具体的には，残留熱除去系

が故障した場合を想定した事象とする。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，ＲＣＩＣ等による原子炉

注水を行うとともに，格納容器スプレイによる冷却及び格納容器ベントに

よる除熱により，原子炉格納容器の健全性を維持し，炉心冷却を確保する

ことができる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋ＲＨＲ機能喪失＋Ｒ

ＣＩＣ及びＥＣＣＳ注水設備又は代替注水設備」を想定する。給水流量の

全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低により原子炉はスク

ラムするため未臨界が確保される。また，原子炉水位低でＲＣＩＣの起動

に成功し，原子炉水位は回復する。その後，原子炉を減圧し，高圧注水設

備等による原子炉注水を開始する。原子炉水位低又は手動操作によりＭＳ

ＩＶを閉止すると原子炉圧力は上昇し，原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到

達すると断続的に弁から蒸気が放出され，これにより原子炉の圧力はＳＲ

Ｖ設定値近傍に維持される。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度は上昇するが，代替格納容器

スプレイによる冷却及び格納容器ベントによる除熱を行うことにより，原

子炉格納容器の圧力及び温度の上昇は抑えられる。 
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(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，ＲＣＩＣにより原子炉へ注水を行い炉

心冷却する。原子炉隔離後，原子炉圧力はＳＲＶの開閉により制御され，

その後減圧されるため，ＳＲＶの設定圧力を超えることはない。 

一方，原子炉水位は，ＳＲＶによる原子炉圧力制御及び減圧操作により

冷却材を原子炉格納容器のサプレッション・チェンバのプールに放出する

ため低下し，炉心上部が露出する場合には，炉心燃料がヒートアップし，

燃料被覆管の温度が上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器は，原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲ

Ｖを介して徐々に流出するため，圧力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，ＲＣＩＣによる原子炉注水には成功するが

崩壊熱の除去機能の喪失事象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期

的な燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原

子炉格納容器温度変化が評価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖

反応が停止するので，β線等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記
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の評価対象に影響する。 

給水が喪失して原子炉水位低信号でスクラムする以前と，原子炉スクラム

直後の短時間は，中性子による核分裂出力が主要な熱源となる。スクラム以

前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ反応度），減速材密度（ボイド

反応度）の変化による反応度フィードバック効果の影響を受けるが，給水が

喪失してからスクラムするまでの時間が短いため，通常運転時からの出力分

布変化はほとんどない。スクラム直後の中性子束変化は，スクラム時の制御

棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効果）の影響を受ける。ＢＷＲプラン

トの炉心では，低炉心流量，高出力状態においては，核的な反応度フィード

バックと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発生す

る可能性があるが，本事故シーケンスグループではスクラムに成功するた

め，発生しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に代替注水設備による注水で炉心水位
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が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価には，リ

ウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動

は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は，燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。代替注水設備による注水は，ダウンカマ又は炉心バイ
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パス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制現象（Ｃ

ＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナムで水が

停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶからの冷却材放出流量は，臨界

流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶから放出した冷却材は，本事故シ

ーケンスグループでは，代替注水設備からの注水により補われる。ＥＣＣＳ

（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水量の変化及び凝縮に
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よるボイド率変化を与える主要な現象として捉えられる。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 

ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

原子炉内で崩壊熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバ

のプール水温が上昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）され

ることで圧力及び温度が上昇する。また，代替格納容器スプレイを行った場

合は，格納容器内雰囲気がスプレイにより冷却されて温度及び圧力上昇を抑

制する。サプレッション・チェンバはベント管，真空破壊装置を介してドラ

イウェルに接続しているため，相互に格納容器各領域間の流動の影響を受け

る。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容
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器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているが，格納容器ベント

を実施することにより，格納容器内圧力及び温度の上昇を抑制する。 

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。また，サプレッション・プール冷却は実施し

ないことから考慮不要である。 
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2.1.5  原子炉停止機能喪失 

(1)  事象の推移 

原子炉停止機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，運転時の異常な

過渡変化の発生後，原子炉停止機能が喪失することを想定した事象とす

る。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，代替制御棒挿入機能によ

る制御棒挿入又はほう酸水注入系によるほう酸水の注入，並びに代替原子

炉冷却材再循環ポンプ・トリップ機能による再循環ポンプトリップが挙げ

られる。ただし，本事故シーケンスグループでは代替制御棒挿入機能は保

守的に作動しないものとしている。また，残留熱除去系による除熱によ

り，原子炉格納容器の健全性を維持し，炉心冷却機能を確保することがで

きる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとしては「ＭＳＩＶの誤閉止＋原子炉スクラム失

敗」を想定する。ＭＳＩＶの誤閉止による原子炉スクラムに失敗するため

臨界状態が維持される。ＭＳＩＶが閉止すると原子炉圧力は上昇し，代替

原子炉冷却材再循環ポンプ・トリップ機能が作動して再循環ポンプがトリ

ップするため炉心流量が減少する。これにより原子炉出力は低めに抑制さ

れる。 

原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到達すると断続的に弁から蒸気（冷却

材）が放出され，原子炉圧力の上昇は抑制される。原子炉で発生した蒸気

（冷却材）は原子炉格納容器内のサプレッション・チェンバへ放出される

ため，原子炉格納容器温度及び原子炉格納容器圧力が上昇する。 
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ＭＳＩＶの閉止により，タービン駆動給水ポンプが停止するが，モータ

駆動給水ポンプの自動起動を考慮する。また，ＭＳＩＶの閉止により，給

水加熱器への抽気蒸気が無くなるため，給水温度は低下し，炉心入口サブ

クーリングが大きくなることから原子炉出力は次第に上昇する。原子炉出

力の上昇により，燃料被覆管温度は上昇する。 

一方，制御棒が挿入されないことから，原子炉を未臨界にするために，

ほう酸水注入系を手動操作にて起動することにより，ほう酸水が徐々に注

入され，負の反応度が印加されると，原子炉出力は次第に低下する。  

原子炉格納容器のプール水温上昇率は原子炉出力の低下とともに緩やか

となり，残留熱除去系起動によるサプレッション・プール冷却効果と相ま

って，事象は収束する。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シーケンスグループでは，原子炉スクラムに失敗しているため，

ＭＳＩＶ閉止後は，原子炉出力及び原子炉圧力が上昇する。原子炉出力の

上昇は，燃料被覆管表面を沸騰遷移状態に導くことによる燃料被覆管温度

の上昇を生じさせる可能性がある。また，原子炉圧力は，原子炉がスクラ

ムしていないため，発生する大量の蒸気により上昇する可能性がある。 

原子炉格納容器内は，原子炉内で発生した蒸気がＳＲＶを介してサプレ

ッション・チェンバに放出されるため，原子炉格納容器温度及び原子炉格

納容器圧力が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 
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事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループでは原子炉スクラムを考慮しないため，核分裂

出力に関連する熱源として，核分裂による発熱，核分裂生成物の崩壊熱及び

減速材での直接発熱を長時間に亘って考える必要がある。ほう酸水注入系起

動により原子炉が停止するまでの期間においては，ボイド反応度（減速材密

度反応度），ドップラ反応度，減速材温度反応度，ボロン反応度等の反応度

フィードバック効果が出力分布変化や遅発中性子寿命や中性子寿命と関連し

あって原子炉出力に影響する。また，本事故シーケンスグループでは制御棒

反応度や制御棒速度のような制御棒反応度効果を考慮しないため，事象進展

において高出力で低炉心流量状態となった場合に核的な反応度フィードバッ

クと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発生する可

能性がある。 

 

B)   炉心（燃料） 

前項の核分裂により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内ペレットの熱伝

導，燃料と燃料被覆管間のギャップ熱伝達，燃料被覆管内の熱伝導，燃料棒

表面からの熱伝達により冷却材へと放出される。このうち，燃料棒表面熱伝

達には冷却材の状態によって単相壁面熱伝達，二相壁面熱伝達の二つの状態

が存在し，原子炉出力の上昇によって燃料棒がドライアウトした場合にはリ

ウェット現象が生じる。本事故シーケンスグループでは炉心の露出が生じな

いことから，輻射熱伝達の三次元効果は重要な物理現象とはならない。この
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評価には，リウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。これ

らの物理現象によって燃料棒内温度変化が生じるが燃料温度はドップラ反応

度フィードバック効果に影響を与えるため，この観点からも考慮が必要であ

る。また，燃料被覆管温度が非常に高くなった場合には，ジルコニウム－水

反応による燃料被覆管酸化が生じ，更に燃料棒内圧の上昇が大きい場合は燃

料被覆管変形が生じることが考えられる。 

 

C)   炉心（熱流動） 

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱されるため，冷却材の熱流動

挙動は，燃料被覆管温度に直接的に影響する。本事故シーケンスグループで

は，炉心における沸騰・ボイド率の変化は，ＭＳＩＶ閉鎖による圧力波の伝

播，炉心以外での温度成層化，チャンネル－バイパス間冷却材温度差，炉心

内二相水位有無により影響される。また，炉心内の圧力損失は炉心流量の流

動挙動に影響を与える。原子炉水位が低下して炉心部に二相水位が生じると

気液分離（水位変化）・対向流が生じて炉心の一部で過熱蒸気が発生し，気

液熱非平衡が生じる。再循環ポンプトリップにより強制循環力が小さくなる

場合には炉心入口流量配分が変わり得る（三次元効果）。本事故シーケンス

グループでは，事象進展において高出力で低炉心流量状態となった場合に核

的な反応度フィードバックと熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三

次元効果）が発生する可能性がある。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

前項までに挙げた主要な炉心領域の現象に対する境界条件は，冷却材の流

動挙動の結果として与えられる。再循環ポンプのコーストダウン特性と流路

慣性はトリップ時の冷却材流量変化に，炉心部の圧力損失は自然循環に移行
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した際の自然循環流量に影響する。ＭＳＩＶ閉鎖による原子炉圧力上昇時の

圧力波の伝播及び原子炉出力上昇によるボイド率分布の変化や前述の冷却材

流量変化は，シュラウド外の沸騰・凝縮・ボイド率変化に影響する。原子炉

水位の低下はセパレータのキャリーアンダー増加を生じさせ，ダウンカマ部

における気液分離（水位変化）・対向流の発生に影響する。 

ほう酸水注入によるほう酸水の拡散は反応度フィードバック効果に影響す

る。原子炉圧力上昇によりＳＲＶが作動してＳＲＶの流量特性に応じて冷却

材を臨界流状態で放出して原子炉圧力上昇を抑制するが，この冷却材放出は

原子炉内での冷却材の保有水量に影響する。なお，冷却材の流動挙動に与え

る要因は，炉心以外領域と炉心内領域におけるマスバランス（圧力バラン

ス）であるため，炉心以外での領域内で二相水位，二相流動，気液分離（水

位変化）・対向流，気液熱非平衡が原子炉出力に影響することはない。な

お，核分裂により継続して熱を発生している本事故シーケンスグループでは

原子炉圧力容器等の構造材との熱伝達による放熱は相対的に小さいため無視

できる。 

ＳＲＶから放出された冷却材は，ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）

からの注水により補われる。ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）からの

注水は，注水系統の流量特性や温度特性により原子炉圧力容器内の保有水量

の変化や炉心入口サブクール度の変化に影響する。原子炉のエネルギバラン

スは，主として前述の原子炉出力と冷却材の出入りに伴う変化により定ま

る。 

再循環ポンプトリップにより，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流

量配分に影響する（三次元効果）。 
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E)   原子炉格納容器 

原子炉内で発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレッション・チ

ェンバに放出され，圧力及び水温が上昇する。 

サプレッション・チェンバのプール水温度が上昇するが，残留熱除去系に

よるサプレッション・プール冷却による除熱を行うことにより圧力及び温度

の上昇を抑制する。本事故シーケンスグループでは，サプレッション・チェ

ンバへ放出された蒸気は，サプレッション・チェンバのプール水で凝縮して

プール水温度が上昇する。放出された蒸気の，格納容器各領域間の流動や，

気液界面の熱伝達による雰囲気温度／圧力への影響がドライウェルやウェッ

トウェル雰囲気温度／圧力変化へ影響することが考えられる。 

なお，構造材との熱伝達及び内部熱伝導については，熱伝導による放熱を

考慮しないことで圧力や温度上昇を厳しく評価することになるために無視す

ることが可能である。なお，スプレイ冷却や格納容器ベントは同様に結果を

厳しく評価するためにその実施を仮定しない。また，本事故シーケンスグル

ープでは注水機能が維持されるため炉心の冠水が維持されていることから，

放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスの発生は重要な物理現象とはなら

ない。 
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2.1.6  ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

(1)  事象の推移 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失は，発電用原子炉の出力運転中に，原子炉

冷却材圧力バウンダリを構成する配管の大規模な破断（大破断ＬＯＣＡ）

あるいは中小規模の破断（中小破断ＬＯＣＡ）の発生後，高圧注水機能及

び低圧注水機能の喪失を想定した事象とする。 

国内外の先進的な対策を踏まえて代替注水設備が計画されているが，大

破断ＬＯＣＡの場合事象進展が速く，対策の有効性を示すことは困難と考

えられる。このため，対策に有効性があると想定される範囲としては，中

小破断ＬＯＣＡの発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失し，か

つ，自動減圧系の機能が喪失して，炉心損傷に至る事象を想定する。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，代替注水設備等による炉

心冷却機能の確保が挙げられる。高圧代替注水設備の場合には，高圧状態

の原子炉へ冷却材を注水することにより炉心冷却を確保することができ，

低圧代替注水設備の場合には，手動操作により原子炉を減圧し，減圧後に

低圧代替注水設備により炉心冷却を確保することができる。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして「中小破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ（高圧注水

系，低圧注水系及び自動減圧系）起動失敗」を想定する。中小破断ＬＯＣ

Ａ発生後，外部電源喪失となり，炉心流量急減又は原子炉水位低により原

子炉はスクラムするため未臨界が確保される。破断口からの冷却材の流出

及び外部電源喪失に伴う給水流量の全喪失により，原子炉水位が急速に低

下し，原子炉水位低でＲＣＩＣ及びＥＣＣＳ（高圧注水系及び低圧注水

系）の起動に失敗する。原子炉水位低でＭＳＩＶが閉止すると原子炉圧力
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は上昇し，原子炉圧力がＳＲＶの設定値に到達すると断続的に弁から蒸気

が放出され，これにより原子炉の圧力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。

一方，原子炉注水機能喪失の状況下では原子炉内保有水が減少し続け，い

ずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，高圧代替注水設備の場合には，高圧代替注

水設備による高圧状態の原子炉への注水を開始する。ＳＲＶからの冷却材

の流出により原子炉水位は低下するが，高圧代替注水設備による原子炉注

水開始により，原子炉水位は回復し，事象は収束する。低圧代替注水設備

の場合には手動操作によりＳＲＶを開き，原子炉を急速減圧し，原子炉の

減圧後に低圧代替注水設備による原子炉注水を開始する。原子炉の急速減

圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代替

注水設備による注水を開始すると原子炉内保有水量及び原子炉水位が回復

し，炉心が再冠水することにより事象は収束する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出し，また，高温の冷却材が破断口から流出するため，原子炉格納容器の

圧力及び温度は上昇するが，代替格納容器スプレイによる冷却及び格納容

器ベントによる除熱を行うことにより，圧力及び温度の上昇は抑えられ

る。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，給水も含めた原子炉への注水機能の喪

失事象を想定しているため，原子炉を隔離し，注水設備が高圧代替注水設

備の場合には高圧状態の原子炉への注水，低圧代替注水設備の場合には原
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子炉減圧操作後に原子炉へ注水を行い炉心冷却する。原子炉隔離後，原子

炉圧力はＳＲＶの開閉により制御され，その後減圧されるため，ＳＲＶの

設定圧力を超えることはない。 

一方，原子炉水位は，破断口からの冷却材の流出，ＳＲＶによる原子炉

圧力制御及び低圧代替注水設備の場合に必要な減圧操作により低下し，炉

心上部が露出する場合には，燃料はヒートアップし，燃料被覆管の温度が

上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器は，破断口からの高温の冷却材の流出及び原子炉

内で崩壊熱により発生した蒸気がＳＲＶを介して徐々に流出するため，圧

力及び温度が上昇する可能性がある。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度，原子炉圧

力，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化，原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変

化及び原子炉格納容器温度変化に影響する物理現象としては以下が挙げら

れる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，給水を含めた原子炉への注水機能の喪失事

象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期的な燃料被覆管温度変化，

原子炉圧力変化，原子炉格納容器圧力変化及び原子炉格納容器温度変化が評

価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖反応が停止するので，β線

等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記の評価対象に影響する。 

中小破断ＬＯＣＡの発生後，外部電源喪失となり，炉心流量急減又は原子

炉水位低信号でスクラムする以前と，原子炉スクラム直後の短時間は，中性

子による核分裂出力が主要な熱源となる。スクラム以前の期間の中性子束
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は，燃料温度（ドップラ反応度），減速材密度（ボイド反応度）の変化によ

る反応度フィードバック効果の影響を受けるが，中小破断ＬＯＣＡが発生し

てからスクラムするまでの時間が短いため，通常運転時からの出力分布変化

はほとんどない。スクラム直後の中性子束変化は，スクラム時の制御棒反応

度と制御棒速度（制御棒反応度効果）の影響を受ける。ＢＷＲプラントの炉

心では，低炉心流量，高出力状態においては，核的な反応度フィードバック

と熱水力特性に関連した核熱水力不安定事象（三次元効果）が発生する可能

性があるが，本事故シーケンスグループではスクラムに成功するため，発生

しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後に代替注水設備による注水で炉心水位

が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価には，リ

ウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時
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に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動

は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は，燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。代替注水設備による注水は，ダウンカマ又は炉心バイ

パス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制現象（Ｃ

ＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナムで水が

停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 
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これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶ及び破断口からの冷却材放出流

量は，臨界流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶ及び破断口から放出

した冷却材は，本事故シーケンスグループでは，代替注水設備からの注水によ

り補われる。ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材の保有水

量の変化及び凝縮によるボイド率変化を与える主要な現象として捉えられ

る。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ
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シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 

ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

破断口から冷却材が放出（冷却材放出）されること，及び原子炉内で崩壊

熱により発生した蒸気（冷却材）がＳＲＶを介してサプレッション・チェン

バに放出され，蒸気凝縮によりサプレッション・チェンバのプール水温が上

昇し，格納容器内雰囲気が加熱（気液界面の熱伝達）されることで圧力及び

温度が上昇する。また，代替格納容器スプレイを行った場合は，格納容器内

雰囲気がスプレイにより冷却されて温度及び圧力上昇を抑制する。サプレッ

ション・チェンバはベント管，真空破壊装置を介してドライウェルに接続し

ているため，相互に格納容器各領域間の流動の影響を受ける。 

原子炉格納容器内温度上昇により，原子炉格納容器本体をはじめとする原

子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生じる。原子炉格納容

器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているが，格納容器ベント

を実施することにより，格納容器内圧力及び温度の上昇を抑制する。 
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放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生については，原子炉格納容

器内を不活性化しており，かつ本事象では炉心損傷に至ることはないため，

重要な物理現象とはならない。また，サプレッション・プール冷却は実施し

ないことから考慮不要である。 
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2.1.7  格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

(1)  事象の推移 

格 納 容 器 バ イ パ ス （ イ ン タ ー フ ェ イ ス シ ス テ ム Ｌ Ｏ Ｃ Ａ ）

は，発電用原子炉の出力運転中に，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続さ

れた系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管

のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破断することを想

定した事象とする。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，ＥＣＣＳ（給水系・代替

注水設備を含む）による炉心冷却機能の確保が挙げられる。また，インタ

ーフェイスシステムＬＯＣＡ発生箇所の隔離により冷却材の流出を停止す

ることが可能である。 

本事故シーケンスグループにおける主要現象の抽出に関連する事象の推

移は以下のとおりである。 

具体的な事故シナリオとして，「高圧炉心注水系の吸込配管（ＡＢＷ

Ｒ）」，「低圧注水系の注水配管（ＢＷＲ）」等の破断を想定する。配管

破断発生後，炉心流量急減又は原子炉水位低により原子炉はスクラムする

ため未臨界が確保される。破断口から冷却材が流出するため原子炉内保有

水が減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心

損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳにより炉心を冷却す

ることによって炉心の著しい損傷の防止を図り，また，逃がし安全弁によ

る原子炉減圧に伴う冷却材漏えいの抑制及びインターフェイスシステムＬ

ＯＣＡの発生箇所の隔離によって，格納容器外への冷却材の流出の防止を

図る。原子炉減圧後は，低圧注水設備等による原子炉注水によって原子炉

水位を維持することにより事象は収束する。 
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(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につき

説明する。 

本事故シ－ケンスグループでは，原子炉が隔離された場合，原子炉圧力

はＳＲＶの開閉により維持されるため，ＳＲＶの設定圧力を超えることは

ない。 

一方，原子炉水位は，破断口からの冷却材の流出及びＳＲＶの開閉によ

り低下し，炉心上部が露出する場合には，燃料がヒートアップし，燃料被

覆管の温度が上昇する可能性がある。 

また，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，原子炉減圧

及び破断箇所隔離後の原子炉格納容器内への蒸気流入により上昇するが，

設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化」の

「原子炉冷却材喪失」のそれを超えることはない。 

以上より，炉心損傷防止に係るものとして，燃料被覆管温度及び原子炉

圧力を評価指標とする。 

事象中の燃料被覆管温度変化及び原子炉圧力変化に影響する物理現象と

しては以下が挙げられる。 

 

A)   炉心（核） 

本事故シーケンスグループは，原子炉格納容器外側での配管等の破

断事象を想定しているため，原子炉スクラム後の長期的な燃料被覆管温度変

化及び原子炉圧力変化が評価対象となる。原子炉スクラム後には核分裂連鎖

反応が停止するので，β線等を出して崩壊する核種に起因する崩壊熱が上記

の評価対象に影響する。 
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配管等の破断発生後，炉心流量急減又は原子炉水位低信号でスクラムする

以前と，原子炉スクラム直後の短時間は，中性子による核分裂出力が主要な

熱源となる。スクラム以前の期間の中性子束は，燃料温度（ドップラ反応

度），減速材密度（ボイド反応度）の変化による反応度フィードバック効果

の影響を受けるが，配管等の破断が発生してからスクラムするまでの時間が

短いため，通常運転時からの出力分布変化はほとんどない。スクラム直後の

中性子束変化は，スクラム時の制御棒反応度と制御棒速度（制御棒反応度効

果）の影響を受ける。ＢＷＲプラントの炉心では，低炉心流量，高出力状態

においては，核的な反応度フィードバックと熱水力特性に関連した核熱水力

不安定事象（三次元効果）が発生する可能性があるが，本事故シーケンスグ

ループではスクラムに成功するため，発生しない。 

 

B)   炉心（燃料） 

核分裂あるいは崩壊熱により燃料棒内で発生した熱は，燃料棒内の熱

伝導及び熱伝達により冷却材へと放出される。スクラム後の燃料被覆管

温度変化は，燃料棒内温度変化に影響するペレット内発熱密度分布，燃料ペレ

ット熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆管熱伝導及び燃料棒表面熱伝達の影響

を受ける。燃料棒表面熱伝達は，単相壁面熱伝達と二相壁面熱伝達に加えて，

炉心が露出して燃料棒表面温度が高くなった場合は，輻射熱伝達の影響を受け

る。スペーサによる伝熱促進現象は，炉心露出時の燃料被覆管表面最高温度

（ＰＣＴ）に影響する。再循環ポンプがトリップした時に，炉心流量の急減に

より燃料棒の一部で温度が上昇する沸騰遷移が発生する可能性がある。水位が

低下して炉心が露出した場合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射

熱伝達（三次元効果）が生じる。露出後にＲＣＩＣ及びＥＣＣＳによる注水で

炉心水位が回復すると，ドライアウトした燃料棒の温度が低下する。この評価
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には，リウェット等の沸騰遷移に係る物理現象モデルが必要になる。 

スクラムして炉心出力が低下するため，ＰＣＭＩは発生しない。炉心露出時

に燃料被覆管の温度が著しく上昇した場合には，ジルコニウム－水反応が促進

され，燃料被覆管が発熱するとともに，燃料被覆管が酸化される。燃料棒の温

度が著しく上昇した場合には，燃料棒内圧の上昇，燃料被覆管の変形が発生す

る可能性があり，破裂が発生して燃料被覆管変形による流路減少が生じると，

冷却挙動に影響を与える。 

 

C)   炉心（熱流動）  

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，冷却材の熱流動挙動

は，燃料被覆管温度に直接的に影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。本

事故シーケンスグループでは，原子炉内保有水の減少により炉心に二相水位

（気液分離（水位変化））が形成され，炉心上部が露出して燃料被覆管の温

度上昇が生じ，炉心の冠水状態からの露出及び再冠水過程においては，沸

騰・ボイド率の変化が熱伝達に影響する。炉心が露出した場合には，露出部

周囲の蒸気が過熱蒸気となり，気液熱非平衡状態が発生する。過熱蒸気の存

在は，燃料棒表面熱伝達に影響する。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，チャンネルバイパス

と燃料集合体下部の圧力差に基づき，通常運転時とは逆に，チャンネルバイ

パスの冷却材がリーク孔等から燃料集合体に流入する。燃料集合体ごとの崩

壊熱差によって，炉心の燃料集合体のボイド率分布や二相水位が異なる（三

次元効果）。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳによる注水は，ダウンカマ又は

炉心バイパス領域への注水なので，炉心上部での対向流による落下水の抑制
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現象（ＣＣＦＬ）は発生しない。再循環ポンプが停止するため，下部プレナ

ムで水が停滞し，温度成層化が発生する可能性がある。 

これらの二相流動状態や水頭に基づく炉心の圧力損失は原子炉の流動挙動

に影響を与える。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

再循環ポンプにより炉心へ流入した冷却材は，炉心で三次元のボイド率分

布を生じ，上部プレナム部でより均一なボイド率分布となった後，セパレー

タへ流入する。セパレータによって気液分離された戻り水は，給水と混合さ

れ，原子炉圧力容器内のダウンカマに水位が形成される。 

再循環ポンプがトリップし，炉心流量が減少すると，下部プレナムの流量

配分が変化するものと予想されるが，下部プレナムにある多くの構造材によ

り流量はミキシングされるので，炉心入口流量配分に与える影響は小さい

（三次元効果）。 

ポンプトリップ後の短期的な冷却材流量変化はジェットポンプや再循環ポ

ンプのコーストダウン特性や流路慣性が影響する。ポンプトリップ後の自然

循環流量はダウンカマ水頭，炉心部の圧力損失及び沸騰によるボイド率変化

が影響する。 

ＳＲＶを使用した原子炉の圧力制御又は原子炉減圧による冷却材の放出に

伴い，気液分離（水位変化）・対向流となった二相流動様式が燃料被覆管温

度変化と原子炉圧力変化に影響する。ＳＲＶ及び破断口からの冷却材放出流

量は，臨界流あるいは差圧流として評価できる。ＳＲＶ及び破断口から放出

した冷却材は，本事故シーケンスグループでは，ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳからの

注水により補われる。ＥＣＣＳ（給水系・代替注水設備含む）注水は，冷却材

の保有水量の変化及び凝縮によるボイド率変化を与える主要な現象として捉
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えられる。 

原子炉減圧操作を実施した場合には，下部プレナム等で減圧沸騰（フラッ

シング）が発生する。これに伴い発生したボイドにより形成された二相水位

はボイド率変化に応じて変化する。また，ＭＳＩＶ閉止直後の圧力上昇時に

は，蒸気の凝縮が発生する。原子炉圧力容器内の構造物蓄熱量は，構造材と

の熱伝達として長期の原子炉圧力容器内圧力変化に影響する。 

炉心が露出した場合に発生する過熱蒸気は，上部プレナム，ドライヤ，蒸

気ドームを経由して圧力容器外へ流出するまでに，ダウンカマから発生した

飽和蒸気や構造材と熱伝達してほとんど飽和温度になり，原子炉格納容器圧

力変化及び原子炉格納容器温度変化の観点で，気液熱非平衡は主要な物理現

象とはならない。 

ほう酸水の拡散は本シーケンスではほう酸水注入を実施しないことから考慮

不要である。 

 

E)   原子炉格納容器  

本事故シーケンスグループは，格納容器バイパス事象であり原子炉格納容

器内挙動が，燃料被覆管温度へ影響を与えることはないことから，主要な物

理現象は抽出しない。 
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第
2
.
1
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
炉

心
損

傷
防

止
）
（

2
/
3
）

 

評
価
事
象
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機

能
喪
失
 

高
圧
注
水
・
減
圧
機

能
喪
失
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪

失
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪

失
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機

能
喪
失
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ

ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
 

分 類 

評 価 指 標
 

物
理
現
象
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子

炉
格

納
容

器
圧

力
及

び
原

子
炉

格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子

炉
格

納
容

器
圧

力
及

び
原

子
炉

格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却
材
流
量
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

冷
却
材
放
出
（
臨
界
流
・
差
圧
流
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

沸
騰
・
凝
縮
・
ボ
イ
ド
率
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

気
液
分
離
（
水
位
変
化
）
・
対
向
流
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

〇
 

〇
 

気
液
熱
非
平
衡
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力
損
失
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

〇
 

〇
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水

設
備
含
む
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

ほ
う
酸
水
の
拡
散
 

－
 

－
 

－
 

－
 

〇
 

－
 

－
 

三
次
元
効
果
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
：

解
析

を
実
施

す
る

上
で

必
要
な

物
理
現

象
，

－
：

物
理
現

象
自
体

が
生

じ
な

い
又
は

解
析
を

実
施

す
る

上
で
必

ず
し
も

必
要

で
は

な
い
物

理
現
象
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第
2
.
1
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
炉

心
損

傷
防

止
）
（

3
/
3
）

 

評
価
事
象
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機

能
喪
失
 

高
圧
注
水
・
減
圧
機

能
喪
失
 

全
交

流
動

力
電

源

喪
失

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪

失
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪

失
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機

能
喪
失
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ

ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
 

分 類 

評 価 指 標
 

物
理
現
象
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子

炉
格

納
容

器
圧

力
及

び
原

子
炉

格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子

炉
格

納
容

器
圧

力
及

び
原

子
炉

格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧

力
及
び
原
子
炉
格
納

容
器
温
度
 

燃
料
被
覆
管
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却
材
放
出
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
冷
却
 

－
  

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
  

－
  

気
液
界
面
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

－
 

〇
 

－
 

ス
プ
レ
イ
冷
却
 

〇
 

－
 

〇
 

〇
 

－
 

〇
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ

ス
・
酸
素
ガ
ス
発
生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
 

〇
 

－
  

〇
 

〇
 

－
  

〇
 

－
  

〇
：

解
析

を
実
施

す
る

上
で

必
要
な

物
理
現

象
，

－
：

物
理
現

象
自
体

が
生

じ
な

い
又
は

解
析
を

実
施

す
る

上
で
必

ず
し
も

必
要

で
は

な
い
物

理
現
象
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2.2 格納容器破損防止  

本節の各項では，格納容器破損防止に係る格納容器破損モードごとに，事

象の推移を踏まえて，注目する評価指標及び運転員等操作に対して影響する

と考えられる物理現象を，対象とした物理領域ごとに抽出する。 

 

物理現象の抽出に当たって対象とする評価指標は，「規則の解釈」に示

される，以下の（a）～（i）の有効性があることを確認する評価項目に対

応したものである。 

(a) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧

力を下回ること。 

(b) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温

度を下回ること。 

(c) 放射性物質の総放出量は，放射性物質による環境への汚染の視点も

含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること。 

(d) 原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は2.0MPa以下に低減

されていること。 

(e) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・

機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失しない

こと。 

(f) 原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止するこ

と。 

(g) 可燃性ガスの蓄積，燃焼が生じた場合においても，(a)の要件を満

足すること。 

(h) 原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子炉格

納容器バウンダリと直接接触しないこと及び溶融炉心が適切に冷却
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されること。 

(i) 溶融炉心による侵食によって，原子炉格納容器の構造部材の支持機

能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 

ここでは，格納容器破損モードの特徴を踏まえて，本資料で説明する解

析コードで取り扱う範囲の評価項目に対応する評価指標を選定する。 

抽出された物理現象は，格納容器破損モードとの組合せでマトリクスの

形で第2.2表のように整理されている。第2.2表では，注目する評価指標に

対して解析を実施する上で必要な物理現象を「○」，物理現象自体が生じ

ない又は解析を実施する上で必ずしも必要ではない物理現象を「－」で表

している。 
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2.2.1  炉心損傷前の原子炉圧力容器内における現象  

事象発生後短期に炉心損傷に至る事故シーケンスグループにおいて，炉心

損傷前の炉心領域に対して，2.1節で抽出された物理現象の中で，事象進展に

対する影響があると考えられる物理現象は「崩壊熱」のみであると考えられ

るが，格納容器破損防止評価では，2.1節の炉心損傷防止において抽出された

物理現象について，基本的にすべての物理現象を対象とする。 

ただし，以下の現象については，物理現象自体が生じない又は評価指標に

対する影響が小さいため物理現象として抽出しない。 

 

・出力分布変化（炉心（核）） 

炉心内の出力分布はおおむね初期状態（通常運転状態）に依存し，原子

炉スクラムにより出力が直ちに低下する事象では，過渡中の出力分布変化

は主要な物理現象とはならない。 

 

・三次元効果（炉心（核），炉心（燃料），炉心（熱流動），原子炉圧力容

器（逃がし安全弁含む）） 

炉心損傷に至る前の炉心及び原子炉圧力容器内における熱水力的な三次

元効果（炉心不安定事象，炉心部における流量配分効果），輻射熱伝達の

三次元効果については，冷却材喪失に伴い炉心損傷に至る事象において

は，事象進展に影響を及ぼす主要な物理現象とはならない。また，ほう酸

水の拡散における三次元的な効果については，ほう酸水注入を実施しない

ため，考慮不要である。 

 

・沸騰遷移（炉心（燃料）） 

事象初期の短期間における炉心損傷前の燃料被覆管温度変化に影響する
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現象であり，炉心損傷に至る事象においては，主要な物理現象とはならな

い。 

 

・ほう酸水の拡散（原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）） 

本事故シーケンスグループでは，ほう酸水注入は実施しない。 
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2.2.2  雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

(1)  事象の推移  

原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度による静的負荷は，原子炉

格納容器内へ流出した高温の冷却材，溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発

生した水蒸気，金属－水反応によって発生した非凝縮性ガス等の蓄積によ

って，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度が緩慢に上昇し，原子

炉格納容器が破損に至る事象を想定する。 

この事象に対する格納容器破損防止対策としては，代替注水設備による

原子炉圧力容器内の損傷炉心への注水，又は原子炉圧力容器が破損する場

合には格納容器下部への注水を実施し，溶融燃料を冷却すること及び代替

格納容器スプレイにより，原子炉格納容器気相部の冷却を行い，原子炉格

納容器圧力及び原子炉格納容器温度の上昇を抑制することが挙げられる。

また，原子炉格納容器圧力の上昇時には格納容器ベントにより原子炉格納

容器の過圧による破損を防止する。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。本格納容器破損モードにおいては，原子炉格納容器の過圧破

損及び過温破損を防止する対策の有効性を確認することが評価目的である

ことから，評価指標は原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度とす

る。 

 

A) 原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

事象初期において原子炉内への注水に失敗するため，逃がし安全弁又はＬ

ＯＣＡ時の破断口からの原子炉圧力容器内の冷却材の放出に伴う水位低下に
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より，炉心燃料は露出し，ヒートアップを開始する。過熱した燃料棒表面で

は燃料被覆管と水蒸気による酸化反応により水素ガスが発生する。酸化反応

熱により燃料棒は更に過熱され，燃料被覆管は損傷に至り，高温領域から燃

料ペレットが崩壊を始める。事象進展に伴い，溶融物が流下すると燃料外径

が増加（キャンドリング）し，流路の閉塞が発生する。制御棒等の原子炉内

構造物は，溶融燃料からの輻射熱伝達により溶融して（構造材との熱伝

達），炉心部の下方ノードへ移行する。溶融燃料についても，流路の閉塞に

より冷却材や蒸気による流入が停止すると溶融プールを形成し，溶融プール

の下部に形成されたクラストが破損すると，下方ノードへと移行していく。 

代替注水設備等による原子炉内への注水で炉心が再冠水し，損傷炉心冷却

に成功する場合には，原子炉圧力容器破損は防止される。 

代替注水設備による損傷炉心冷却に失敗する場合には，溶融炉心の炉心部

下方への移行を抑止することができず，溶融炉心は周辺クラストの破損に伴

い，徐々に下部プレナム領域へリロケーションを開始する。溶融炉心は下部

プレナムに残存する冷却材に落下するため，溶融炉心と冷却材との相互作用

が生じ，溶融炉心が細粒化（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））

し，水との熱伝達（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達））により

水蒸気を発生させつつ冷却される。さらに下部プレナムでの溶融炉心の熱伝

達により，原子炉圧力容器破損に至る。 

一連の過程で燃料から放出されたＦＰは，原子炉圧力容器内を水及び蒸気

の流動とともに輸送され（原子炉圧力容器内ＦＰ挙動），一部は原子炉圧力

容器外へ放出される。放射線水分解等により発生する水素ガス・酸素ガスに

ついても同様に原子炉圧力容器外へ放出される。 

制御棒（中性子吸収材含む）溶融開始後，炉心溶融落下に至る間に原子炉

内に注水される場合には，溶融炉心の再臨界に至る可能性が考えられるが，
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炉心部から制御棒が溶融落下するまでに，炉心燃料の溶融は進展し，注水時

には金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う発熱反応により炉心溶

融が促進されるため，再臨界に至る炉心燃料形状が継続的に維持されている

可能性は十分小さい。 

 

B)   原子炉格納容器 （炉心損傷後含む） 

逃がし安全弁又はＬＯＣＡ時の破断口から高温の冷却材（冷却材の放

出），溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気が原子炉格納容器内

へ放出され，炉心損傷時には同時に，金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応

等）に伴う水素ガス及び冷却材の放射線水分解による水素ガス・酸素ガスが

発生し，格納容器内へ放出される。 

これらの水蒸気及び非凝縮性ガスは，原子炉格納容器各領域間の流動に伴

い格納容器内全体に広がってゆき，サプレッション・チェンバ・プール表面

での蒸気蒸発，凝縮，気液界面の熱伝達等の過程を経て，格納容器内雰囲気

の圧力及び温度が上昇する。サプレッション・チェンバ・プール水表面での

気液界面の熱伝達により，圧力上昇は抑制される。原子炉格納容器内温度の

上昇により，格納容器本体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱

伝達及び内部熱伝導が生じる。 

原子炉格納容器における残留熱除去系による除熱機能が喪失しているた

め，格納容器スプレイ冷却により，格納容器圧力及び温度を維持するが，格

納容器スプレイは，サプレッション・チェンバ内のベント配管が水没しない

ように停止する。崩壊熱により原子炉格納容器圧力が上昇するが，格納容器

ベント又はサプレッション・プール冷却等の格納容器除熱を実施することに

より格納容器圧力を抑制する。 

格納容器内において，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発生す
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るが，格納容器内を不活性化しているため脅威とはならない。 

炉心損傷後に原子炉圧力容器内の損傷炉心から放出されるＦＰは，水及び

蒸気の流動とともに輸送され，格納容器内各領域において熱源となる崩壊熱

分布に影響を与える（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

代替注水設備による損傷炉心への注水に失敗した場合には，原子炉圧力容

器の破損に至るが，この場合に考慮する物理現象については，「高圧溶融物

放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 
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2.2.3  高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

(1)  事象の推移  

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱は，原子炉圧力容器が高い圧

力の状態で損傷し，溶融燃料並びに水蒸気及び水素ガスが急速に放出さ

れ，原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が発生し，原子炉格納容器の破

損に至る事象を想定する。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，高圧溶融物放出及びそ

れに続く格納容器雰囲気直接加熱を防止するために，逃がし安全弁の開放

による原子炉圧力容器の減圧を行う。 

本格納容器破損モードにおける主要現象の抽出に関連する事象の推移は

以下のとおりである。 

炉心損傷後，溶融した炉心は下部プレナムに落下し，下部プレナム内の

冷却材を蒸発させるとともに，原子炉圧力容器下部ヘッドの温度を上昇さ

せ，いずれは原子炉圧力容器破損に至り，溶融炉心が原子炉圧力容器から

放出される。このとき，原子炉圧力容器の減圧操作により，十分な減圧が

達成されていれば，高圧溶融物放出及びそれに続く格納容器雰囲気直接加

熱には至らない。 

 

(2)  物理現象の抽出 

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。本格納容器破損モードにおいては，高圧条件での溶融物の噴

出を防止するための原子炉圧力容器の減圧対策の有効性を確認することが

評価目的であることから，評価指標は原子炉圧力とする。 
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A)   原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

事象初期において原子炉内への注水に失敗するため，逃がし安全弁からの

原子炉圧力容器内冷却材の放出に伴う水位低下により，炉心燃料は露出し，

ヒートアップを開始する。 

代替注水設備による注水が実施できない場合には，原子炉圧力容器の高圧

破損を防止するために逃がし安全弁による手動減圧操作を実施するため，原

子炉圧力は急速に低下するとともに，原子炉内の冷却材も逃がし安全弁から

原子炉格納容器へと放出される。 

過熱した燃料棒表面では燃料被覆管と水蒸気による酸化反応により水素ガ

スが発生する。酸化反応熱により燃料棒は更に過熱され，燃料被覆管は損傷

に至り，高温領域から燃料ペレットが崩壊を始める。事象進展に伴い，溶融

物が流下すると燃料外径が増加（キャンドリング）し，流路の閉塞が発生す

る。制御棒等の原子炉内構造物は，溶融燃料からの輻射熱伝達により溶融し

て（構造材との熱伝達），炉心部の下方ノードへ移行する。溶融燃料につい

ても，流路の閉塞により冷却材や蒸気による流入が停止すると溶融プールを

形成し，溶融プールの下部に形成されたクラストが破損すると，下方ノード

へと移行し，その後，溶融炉心の炉心部下方への移行を抑止することができ

ず，溶融炉心は周辺クラストの破損に伴い，徐々に下部プレナムへ蓄積する

（リロケーション）。下部プレナムに冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷

却材との相互作用が生じ，溶融炉心が細粒化（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶

融炉心細粒化））し，水との熱伝達（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子

熱伝達））により水蒸気を発生させつつ冷却される。さらに下部プレナムで

の溶融炉心の熱伝達により，原子炉圧力容器破損に至る。 

一連の過程で燃料から放出されたＦＰは，原子炉圧力容器内を水及び蒸気

の流動とともに輸送され，一部は原子炉圧力容器外に放出される（原子炉圧
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力容器内ＦＰ挙動）。放射線水分解等により発生する水素ガス・酸素ガスに

ついても同様に原子炉圧力容器外へ放出される。 

制御棒（中性子吸収材含む）溶融開始後，炉心溶融落下に至る間に原子炉

内に注水される場合には，溶融炉心の再臨界に至る可能性が考えられるが，

炉心部から制御棒が溶融落下するまでに，炉心燃料の溶融は進展し，注水時

には金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う発熱により炉心溶融が

促進されるため，再臨界に至る炉心燃料形状が継続的に維持される可能性は

十分小さい。 

 

B)   原子炉格納容器（炉心損傷後含む）  

逃がし安全弁から溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気が原子

炉格納容器内へ放出（冷却材の放出）され，炉心損傷時には同時に，金属－

水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う水素ガス及び冷却材の放射線水分

解による水素ガス・酸素ガスが発生し，格納容器内へ放出される。 

これらの水蒸気及び非凝縮性ガスは，原子炉格納容器各領域間の流動に伴

い格納容器内全体に広がってゆき，サプレッション・チェンバ・プール表面

での蒸気蒸発，凝縮，気液界面の熱伝達等の過程を経て，格納容器内雰囲気

の圧力及び温度が上昇する。原子炉格納容器内温度の上昇により，格納容器

本体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が

生じる。 

原子炉圧力容器の破損後，下部プレナムに蓄積していた溶融炉心は原子炉

格納容器へと放出される。格納容器下部に落下した溶融炉心と格納容器下部

の冷却材プールの間で相互作用が生じ，溶融炉心が細粒化（原子炉圧力容器

外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））し，水との熱伝達（原子炉圧力容器外ＦＣＩ

（デブリ粒子熱伝達））により水蒸気を発生させつつ冷却される。格納容器
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下部領域には制御棒駆動装置等の構造物が存在するため，溶融炉心落下時

に，これら内部構造物を破損，溶融する可能性がある。 

格納容器下部に落下した溶融炉心は，格納容器下部床面に拡がり，格納容

器下部の冷却材プールやコンクリートと熱伝達するが，格納容器バウンダリ

は，溶融炉心と直接接触する（格納容器直接接触）ことがない構造になって

いる。溶融炉心落下に伴い，コンクリート温度が上昇するとコンクリート分

解及び非凝縮性ガスを発生させる可能性がある。この時，溶融燃料は炉心形

状を維持しておらず，落下時において，制御棒等の中性子吸収材もデブリ内

に取り込んでいると考えられることから，溶融炉心の再臨界は発生しないと

考えられる。 

格納容器内において，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発生す

るが，格納容器内を不活性化しているため脅威とはならない。 

炉心損傷後に原子炉圧力容器内の損傷炉心から放出されるＦＰは，水及び

蒸気の流動とともに輸送され，格納容器内各領域において熱源となる崩壊熱

分布に影響を与える（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

本事故シーケンスグループでは，スプレイ冷却，格納容器ベント及びサプ

レッション・プール冷却は実施しないことから考慮不要である。また，原子

炉圧力容器の減圧に失敗し，原子炉圧力容器が高圧破損する場合には，放出

された溶融炉心は蒸気流により液滴状態となって原子炉格納容器に飛散し，

格納容器雰囲気を直接加熱し，急激な圧力上昇をもたらす可能性がある（原

子炉圧力容器破損後の高圧溶融炉心放出，格納容器雰囲気直接加熱）がある

が，これらの現象は，急速減圧により原子炉圧力容器破損時の圧力を低減す

ることによって防止される。 
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2.2.4  原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

(1)  事象の推移  

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用は，原子炉圧力容器から

流出した溶融燃料が原子炉圧力容器外の冷却材と接触して一時的な圧力の

急上昇が発生し，原子炉格納容器内構造物に対する機械的荷重が生じる

（水蒸気爆発）事象である。水蒸気爆発については，実機において大規模

な水蒸気爆発に至る可能性は極めて低いと考えられるが，溶融炉心から冷

却材への伝熱による水蒸気発生に伴う急激な圧力上昇（圧力スパイク）の

発生の可能性があることから，ここでは圧力スパイクにより，原子炉格納

容器の過圧破損に至る事象を想定する。 

この事象では，圧力スパイクによる原子炉格納容器圧力の上昇の程度を

把握し， 原子炉格納容器の健全性を確認することを目的としており，この

事象を防止するための対策はないが，その他の格納容器破損モードの防止

策として，代替格納容器スプレイ，格納容器ベント，原子炉圧力が高い場

合の原子炉圧力容器の減圧操作を想定する。 

本格納容器破損モードにおける主要現象の抽出に関連する事象の推移は

以下のとおりである。 

炉心損傷後，溶融した炉心は下部プレナムに落下し，下部プレナム内の

冷却材を蒸発させるとともに，原子炉圧力容器下鏡部温度を上昇させ，い

ずれは原子炉圧力容器破損に至る。格納容器下部には，代替注水設備を用

いた注水により，原子炉圧力容器破損前に冷却材プールが形成される。こ

のため，原子炉圧力容器破損後，溶融炉心が格納容器下部に落下すると，

格納容器下部床面の冷却材と接触して圧力スパイクが発生する。 
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(2)  物理現象の抽出  

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。本格納容器破損モードにおいては，圧力スパイクによる原子

炉格納容器の破損が生じないことを確認することが評価目的であることか

ら，評価指標は原子炉格納容器圧力とする。 

 

A)   原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

事象初期において原子炉内への注水に失敗するため，逃がし安全弁又はＬ

ＯＣＡ時の破断口からの原子炉圧力容器内冷却材の放出に伴う水位低下によ

り，炉心燃料は露出し，ヒートアップを開始する。過熱した燃料棒表面では

燃料被覆管と水蒸気による酸化反応により水素ガスが発生する。酸化反応熱

により燃料棒は更に過熱され，燃料被覆管は損傷に至り，高温領域から燃料

ペレットが崩壊を始める。事象進展に伴い，溶融物が流下すると燃料外径が

増加（キャンドリング）し，流路の閉塞が発生する。制御棒等の原子炉内構

造物は，溶融燃料からの輻射熱伝達により溶融して（構造材との熱伝達），

炉心部の下方ノードへ移行する。溶融燃料についても，流路の閉塞により冷

却材や蒸気による流入が停止すると溶融プールを形成し，溶融プールの下部

に形成されたクラストが破損すると，下方ノードへと移行していく。 

代替注水設備による原子炉内への注水により炉心が再冠水し，損傷炉心の

冷却に成功した場合には，原子炉圧力容器の破損は防止される。 

代替注水設備による損傷炉心への注水に失敗する場合には，溶融炉心の炉

心部下方への移行を抑止することができず，溶融炉心は周辺クラストの破損

に伴い，徐々に下部プレナムへリロケーションする。下部プレナムに冷却材

が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉心が細粒化

（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））し，水との熱伝達（原子炉
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圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達））により水蒸気を発生させつつ冷却

される。さらに下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達により，原子炉圧力容器

破損に至る。一連の過程で燃料から放出されたＦＰは，原子炉圧力容器内を

水及び蒸気の流動とともに輸送され，一部は原子炉圧力容器外に放出される

（原子炉圧力容器内ＦＰ挙動）。放射線水分解等により発生する水素ガス・

酸素ガスについても同様に原子炉圧力容器外へ放出される。 

制御棒（中性子吸収材含む）溶融開始後，溶融炉心落下に至る間に原子炉

内に注水される場合には，溶融炉心の再臨界に至る可能性が考えられるが，

炉心部から制御棒が溶融落下するまでに，炉心燃料の溶融は進展し，注水時

には金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う発熱反応により炉心溶

融が促進されるため，再臨界に至る炉心燃料形状が継続的に維持されている

可能性は十分小さい。 

 

B)   原子炉格納容器（炉心損傷後含む） 

逃がし安全弁又はＬＯＣＡ時の破断口から高温の冷却材（冷却材の放

出），溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気が原子炉格納容器内

へ放出され，炉心損傷時には同時に，金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応

等）に伴う水素ガス及び冷却材の放射線水分解による水素ガス・酸素ガスが

発生し，格納容器内へ放出される。 

これらの水蒸気，非凝縮性ガスは，原子炉格納容器各領域間の流動に伴い

格納容器内全体に広がってゆき，サプレッション・チェンバ・プール表面で

の蒸気蒸発，凝縮，気液界面の熱伝達等の過程を経て，格納容器内雰囲気の

圧力及び温度が上昇する。原子炉格納容器内温度の上昇により，格納容器本

体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生

じる。 
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原子炉圧力容器の破損後，下部プレナムに蓄積していた溶融炉心は原子炉

格納容器へと放出される。格納容器下部に落下した溶融炉心と格納容器下部

の冷却材プールの間で相互作用が生じ，溶融炉心が細粒化（原子炉圧力容器

外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））し，水との熱伝達（原子炉圧力容器外ＦＣＩ

（デブリ粒子熱伝達））により水蒸気を発生させつつ冷却される。格納容器

下部領域には制御棒駆動装置等の構造物が存在するため，溶融炉心落下時

に，これら内部構造物を破損，溶融する可能性がある。 

格納容器下部に落下した溶融炉心は，格納容器下部床面に拡がり，格納容

器下部の冷却材プールやコンクリートと熱伝達するが，格納容器バウンダリ

は，溶融炉心と直接接触する（格納容器直接接触）ことがない構造になって

いる。コンクリート温度が上昇するとコンクリート分解及び非凝縮性ガスを

発生させる可能性がある。この時，溶融燃料は炉心形状を維持しておらず，

落下時において，制御棒等の中性子吸収材もデブリ内に取り込んでいると考

えられることから，溶融炉心の再臨界は発生しないと考えられる。 

格納容器内において，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発生す

るが，格納容器内を不活性化しているため脅威とはならない。 

炉心損傷後に原子炉圧力容器内の損傷炉心から放出されるＦＰは，水及び

蒸気の流動とともに輸送され，格納容器内各領域において熱源となる崩壊熱

分布に影響を与える（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

本事故シーケンスグループでは，スプレイ冷却，格納容器ベント及びサプ

レッション・プール冷却は実施しないことから考慮不要である。 
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2.2.5  水素燃焼 

(1)  事象の推移 

水素燃焼は，原子炉内水位維持に失敗して炉心損傷し，ジルコニウム－

水反応による水素ガス発生，放射線水分解による水素ガス及び酸素ガスが

発生する事象を想定する。 

この事象に対する格納容器破損防止対策として，窒素置換による格納容

器雰囲気の不活性化を行うことにより原子炉格納容器内の酸素濃度を抑制

する。また，残留熱除去系等による除熱が実施できない場合には，格納容

器ベントにより格納容器過圧破損を防止するとともに，可燃性ガスを格納

容器外に排出する。その他の格納容器破損モードの防止策として，原子炉

圧力が高い場合の原子炉圧力容器の減圧操作も想定する。 

本格納容器破損モードにおける主要現象の抽出に関連する事象の推移は

以下のとおりである。 

炉心の冷却能力が低下し，崩壊熱による炉心ヒートアップに伴い，ジル

コニウム－水反応により反応熱とともに水素ガスが発生し，その後も燃料

温度の上昇が継続し，炉心損傷に至る。発生した水素ガスは，冷却材とと

もに原子炉格納容器に放出される。炉心損傷後は，代替注水設備による原

子炉内への注水を実施することにより，炉心を再冠水させて原子炉圧力容

器の破損を防止する。 

炉心溶融が進展し，炉心燃料が下部プレナムへ移行する場合には，代替

注水設備を用いた格納容器下部への注水により，原子炉圧力容器の破損前

に冷却材プールが形成される。 

その後，代替注水設備を用いた格納容器スプレイにより，原子炉格納容

器気相部の冷却を行い，原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度の上

昇を抑制する。格納容器スプレイは，サプレッション・チェンバのベント
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配管が水没しないように停止する。スプレイ停止後は，崩壊熱により原子

炉格納容器圧力が上昇するが，格納容器ベントを実施することにより格納

容器圧力を抑制する。格納容器除熱として，残留熱除去系等の復旧又は代

替除熱設備による除熱を期待する場合には，サプレッション・チェンバ・

プールを水源として，熱交換器を介した原子炉内への注水，格納容器内注

水を行うことにより原子炉及び原子炉格納容器を冷却する（サプレッショ

ン・プール冷却）。 

 

(2)  物理現象の抽出  

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。本格納容器破損モードにおいては，原子炉格納容器内の水素

濃度が爆轟を引き起こさないことを確認することが評価目的であるが，Ｂ

ＷＲは窒素置換による格納容器雰囲気の不活性化が行われていることか

ら，酸素濃度の抑制が重要である。したがって，評価指標は酸素濃度とす

る。 

 

A)   原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

事象初期において原子炉内への注水に失敗するため，原子炉圧力容器の炉

心燃料は，逃がし安全弁からの原子炉圧力容器内冷却材の放出に伴う水位低

下により，炉心燃料は露出し，ヒートアップを開始する。過熱した燃料棒表

面では燃料被覆管と水蒸気による酸化反応により水素ガスが発生する。酸化

反応熱により燃料棒は更に過熱され，燃料被覆管は損傷に至り，高温領域か

ら燃料ペレットが崩壊を始める。事象進展に伴い，溶融物が流下すると燃料

外径が増加（キャンドリング）し，流路の閉塞が発生する。制御棒等の原子

炉内構造物は，溶融燃料からの輻射熱伝達により溶融して（構造材との熱伝
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達），炉心部の下方ノードへ移行する。溶融燃料についても，流路の閉塞に

より冷却材や蒸気による流入が停止すると溶融プールを形成し，溶融プール

の下部に形成されたクラストが破損すると，下方ノードへと移行していく。 

代替注水設備による原子炉内への注水により炉心が再冠水し，損傷炉心の

冷却に成功した場合には，原子炉圧力容器破損は防止される。なお，代替注

水設備による損傷炉心への注水に失敗した場合には，原子炉圧力容器の破損

に至るが，この場合に考慮する物理現象については，「高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

一連の過程で燃料から放出されたＦＰは，原子炉圧力容器内を水及び蒸気

の流動とともに輸送され，一部は原子炉圧力容器外に放出される（原子炉圧

力容器内ＦＰ挙動）。放射線水分解等により発生する水素ガス・酸素ガスに

ついても同様に原子炉圧力容器外へ放出される。 

制御棒（中性子吸収材含む）溶融開始後，溶融炉心落下に至る間に原子炉

内に注水される場合には，溶融炉心の再臨界に至る可能性が考えられるが，

炉心部から制御棒が溶融落下するまでに，炉心燃料の溶融は進展し，注水時

には金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う発熱反応により炉心溶

融が促進されるため，再臨界に至る炉心燃料形状が継続的に維持されている

可能性は十分小さい。 

 

B)   原子炉格納容器（炉心損傷後含む）  

逃がし安全弁から，溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気が原

子炉格納容器内へ放出（冷却材の放出）され，炉心損傷時には同時に，金属

－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う水素ガス及び冷却材の放射線水

分解による水素ガス・酸素ガスが発生し，格納容器内へ放出される。 

これらの水蒸気，非凝縮性ガスは，原子炉格納容器各領域間の流動に伴い
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格納容器内全体に広がってゆき，サプレッション・チェンバ・プール表面で

の蒸気蒸発，凝縮，気液界面の熱伝達等の過程を経て，格納容器内雰囲気の

圧力及び温度が上昇する。原子炉格納容器内温度の上昇により，格納容器本

体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部熱伝導が生

じる。 

格納容器除熱として，残留熱除去系等の復旧又は代替除熱設備による除熱

を期待する場合には，サプレッション・チェンバ・プールを水源として，熱

交換器を介した原子炉内への注水，格納容器内注水を行うことにより原子炉

及び原子炉格納容器を冷却する（サプレッション・プール冷却）。 

残留熱除去系等による除熱機能が喪失している場合，格納容器スプレイ冷

却により，格納容器圧力及び温度を維持するが，格納容器スプレイは，サプ

レッション・チェンバ内のベント配管が水没しないように停止する。スプレ

イ停止後は，崩壊熱により原子炉格納容器圧力が上昇するが，格納容器ベン

トを実施することにより格納容器圧力を抑制する。 

格納容器内において，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発生す

るが，格納容器内を不活性化しているため脅威とはならない。 

炉心損傷後に原子炉圧力容器内の損傷炉心から放出されるＦＰは，水及び

蒸気の流動とともに輸送され，格納容器内各領域において熱源となる崩壊熱

分布に影響を与える（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

代替注水設備による損傷炉心への注水に失敗した場合には，原子炉圧力容

器の破損に至るが，この場合に考慮する物理現象については，「高圧溶融物

放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 
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2.2.6  溶融炉心・コンクリート相互作用 

(1)  事象の推移  

溶融炉心・コンクリート相互作用は，原子炉格納容器下部の床上へ流出

した溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，原子炉格納容器下部側壁

及び床のコンクリートが分解，侵食され，原子炉格納容器の構造部材の支

持機能が喪失し，原子炉格納容器の破損に至る事象を想定する。 

この事象に対する格納容器破損防止対策は，格納容器下部への注水によ

り，あらかじめ冷却材プールを形成し，原子炉圧力容器破損により落下し

た溶融炉心を冷却してコンクリート侵食を抑制することである。また，原

子炉圧力が高い場合には，原子炉圧力容器の減圧操作を想定する。 

本格納容器破損モードにおける主要現象の抽出に関連する事象の推移は

以下のとおりである。 

炉心損傷後，代替注水設備による損傷炉心への注水に失敗した場合に

は，溶融した炉心は，下部プレナムに落下し，下部プレナム内の冷却材を

蒸発させるとともに，原子炉圧力容器下部ヘッドの温度を上昇させる。そ

の後，原子炉圧力容器破損に至る。 

格納容器下部には，代替注水設備を用いた格納容器下部への注水によ

り，原子炉圧力容器破損前に冷却材プールが形成される。 

原子炉圧力容器破損後，格納容器下部に落下する溶融炉心は格納容器下

部床面に堆積し，プール水及び代替注水設備により注水される冷却材によ

る冷却を伴いつつ，格納容器下部のコンクリートを加熱する。このとき，

コンクリート温度が融解温度を上回る場合に，コンクリートが侵食され

る。その後，溶融炉心の冷却が進むと，コンクリート侵食は停止し，事象

収束に向かう。 
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(2)  物理現象の抽出  

各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につい

て説明する。本格納容器破損モードにおいては，コンクリート侵食を抑制

するための対策の有効性を確認することが評価目的であることから，評価

指標はコンクリート侵食量とする。 

 

A)   原子炉圧力容器（炉心損傷後）（逃がし安全弁含む） 

事象初期において原子炉内への注水に失敗するため，原子炉圧力容器の

炉心燃料は，逃がし安全弁又はＬＯＣＡ時の破断口からの原子炉圧力容器

内冷却材の放出に伴う水位低下により，炉心燃料は露出し，ヒートアップ

を開始する。過熱した燃料棒表面では燃料被覆管と水蒸気による酸化反応

により水素ガスが発生する。酸化反応熱により燃料棒は更に過熱され，燃

料被覆管は損傷に至り，高温領域から燃料ペレットが崩壊を始める。事象

進展に伴い，溶融物が流下すると燃料外径が増加（キャンドリング）し，

流路の閉塞が発生する。制御棒等の原子炉内構造物は，溶融燃料からの輻

射熱伝達により溶融して（構造材との熱伝達），炉心部の下方ノードへ移

行する。溶融燃料についても，流路の閉塞により冷却材や蒸気による流入

が停止すると溶融プールを形成し，溶融プールの下部に形成されたクラス

トが破損すると，下方ノードへと移行していく。 

代替注水設備による原子炉内への注水により炉心が再冠水し，損傷炉心

の冷却に成功した場合には，原子炉圧力容器の破損は防止される。 

代替注水設備による損傷炉心への注水に失敗する場合には，溶融炉心の

炉心部下方への移行を抑止することができず，溶融炉心は周辺クラストの

破損に伴い，徐々に下部プレナムへリロケーションする。下部プレナムに

冷却材が残存する場合，溶融炉心と冷却材との相互作用が生じ，溶融炉心
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が細粒化（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））し，水との熱伝

達（原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達））により水蒸気を発生

させつつ冷却される。さらに下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達により，

原子炉圧力容器破損に至る。 

一連の過程で燃料から放出されたＦＰは，原子炉圧力容器内を水及び蒸

気の流動とともに輸送され，一部は原子炉圧力容器外に放出される（原子

炉圧力容器内ＦＰ挙動）。放射線水分解等により発生する水素ガス・酸素

ガスについても同様に原子炉圧力容器外へ放出される。 

制御棒（中性子吸収材含む）溶融開始後，溶融炉心落下に至る間に原子

炉内に注水される場合，溶融炉心の再臨界に至る可能性が考えられるが，

炉心部から制御棒が溶融落下するまでに，炉心燃料の溶融は進展し，注水

時には金属－水反応（燃料被覆管の酸化反応等）に伴う発熱反応により炉

心溶融が促進されるため，再臨界に至る炉心燃料形状が継続的に維持され

ている可能性は十分小さい。 

 

B)   原子炉格納容器（炉心損傷後含む） 

逃がし安全弁又はＬＯＣＡ時の破断口から高温の冷却材（冷却材の放

出），溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気が原子炉格納容器

内へ放出され，炉心損傷時には同時に，金属－水反応（燃料被覆管の酸化

反応等）に伴う水素ガス及び冷却材の放射線水分解による水素ガス・酸素

ガスが発生し，格納容器内へ放出される。 

これらの水蒸気，非凝縮性ガスは，原子炉格納容器各領域間の流動に伴

い格納容器内全体に広がってゆき，サプレッション・チェンバ・プール表

面での蒸気蒸発，凝縮，気液界面の熱伝達等の過程を経て，格納容器内雰

囲気の圧力及び温度が上昇する。原子炉格納容器内温度の上昇により，格
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納容器本体をはじめとする原子炉格納容器内の構造材との熱伝達及び内部

熱伝導が生じる。 

原子炉圧力容器の破損後，下部プレナムに蓄積していた溶融炉心は原子

炉格納容器へと放出される。格納容器下部に落下した溶融炉心と格納容器

下部の冷却材プールの間で相互作用が生じ，溶融炉心が細粒化（原子炉圧

力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒化））し，水との熱伝達（原子炉圧力容器

外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達））により水蒸気を発生させつつ冷却され

る。格納容器下部領域には制御棒駆動装置等の構造物が存在するため，溶

融炉心落下時に，これら内部構造物を破損，溶融する可能性がある。 

格納容器下部に落下した溶融炉心は，格納容器下部床面に拡がり，格納

容器下部の冷却材プールやコンクリートと熱伝達するが，格納容器バウン

ダリは，溶融炉心と直接接触する（格納容器直接接触）ことがない構造に

なっている。コンクリート温度が上昇するとコンクリート分解及び非凝縮

性ガスを発生させる可能性がある。この時，溶融燃料は炉心形状を維持し

ておらず，落下時において，制御棒等の中性子吸収材もデブリ内に取り込

んでいると考えられることから，溶融炉心の再臨界は発生しないと考えら

れる。 

格納容器内において，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガスが発生

するが，格納容器内を不活性化しているため脅威とはならない。 

炉心損傷後に原子炉圧力容器内の損傷炉心から放出されるＦＰは，水及

び蒸気の流動とともに輸送され，格納容器内各領域において熱源となる崩

壊熱分布に影響を与える（原子炉格納容器内ＦＰ挙動）。 

本事故シーケンスグループでは，スプレイ冷却，格納容器ベント及びサ

プレッション・プール冷却は実施しないことから考慮不要である。 
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－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料
棒
内
温
度
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

燃
料
棒
表
面
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

沸
騰
遷
移
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料
被
覆
管
酸
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

燃
料
被
覆
管
変
形
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

三
次
元
効
果
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰
・
ボ
イ
ド
率
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

気
液
分
離
（
水
位
変
化
）
・
対
向
流
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

気
液
熱
非
平
衡
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

圧
力
損
失
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

三
次
元
効
果
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

〇
：
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
物
理
現
象
，
－
：
物
理
現
象
自
体
が
生
じ
な
い
又
は
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
物
理
現
象
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第
2
.
2
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
格

納
容

器
破

損
防

止
）

（
2
/
5
）

 

評
価
事
象
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る

静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過

圧
・
過
温
破
損
）
 

高
圧
溶
融
物
放
出
 ／

格
納
容

器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融

燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
 

水
素
燃
焼
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
リ
ー
ト
相

互
作
用
 

分
類
 

評
価
指
標
 

物
理
現
象
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
及

び
原
子
炉
格
納
容
器
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

酸
素
濃
度
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却
材
流
量
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

冷
却
材
放
出
（
臨
界
流
・
差
圧
流
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

沸
騰
・
凝
縮
・
ボ
イ
ド
率
変
化
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

気
液
分
離
（
水
位
変
化
）
・
対
向
流
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

気
液
熱
非
平
衡
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

圧
力
損
失
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注
水
（
給
水
系
・
代
替
注
水
設
備
含
む
）
 

〇
 

－
 

－
 

○
 

○
 

ほ
う
酸
水
の
拡
散
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次
元
効
果
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

〇
：
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
物
理
現
象
，
－
：
物
理
現
象
自
体
が
生
じ
な
い
又
は
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
物
理
現
象
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第
2
.
2
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
格

納
容

器
破

損
防

止
）

（
3
/
5
）

 

評
価
事
象
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る

静
的
負
荷
 （

格
納
容
器
過
  

圧
・
過
温
破
損
）
 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容

器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融

燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
 

水
素
燃
焼
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

相
互
作
用
 

分 類
 

評
価
指
標
 

物
理
現
象
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
及
び

原
子
炉
格
納
容
器
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

酸
素
濃
度
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却
材
放
出
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
冷
却
 

○
 

－
 

－
 

〇
 

－
 

気
液
界
面
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

ス
プ
レ
イ
冷
却
 

〇
 

－
 

－
 

〇
 

－
 

放
射
線
水
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
・
酸
素
ガ
ス
発

生
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
 

○
 

－
 

－
 

〇
 

－
 

〇
：
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
物
理
現
象
，
－
：
物
理
現
象
自
体
が
生
じ
な
い
又
は
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
物
理
現
象
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第
2
.
2
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
格

納
容

器
破

損
防

止
）

（
4
/
5
）

 

評
価
事
象
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る

静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過

圧
・
過
温
破
損
）
 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容

器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融

燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
 

水
素
燃
焼
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

相
互
作
用
 

分
 類

 
評
価
指
標
 

物
理
現
象
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

酸
素
濃
度
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
溶
融
炉
心
細
粒
化
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
デ
ブ
リ
粒
子
熱
伝
達
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

溶
融
炉
心
の
再
臨
界
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

放
射
線
水
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
・
酸
素
ガ
ス
発
生
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｐ
挙
動
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
：
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
物
理
現
象
，
－
：
物
理
現
象
自
体
が
生
じ
な
い
又
は
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
物
理
現
象
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第
2
.
2
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

一
覧

（
格

納
容

器
破

損
防

止
）

（
5
/
5
）

 

評
価
事
象
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ

る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器

過
圧
・
過
温
破
損
）
 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納

容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶

融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作

用
 

水
素
燃
焼
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー

ト
相
互
作
用
 

分
 類

 
評
価
指
標
 

物
理
現
象
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

及
び
原
子
炉
格
納
容
器

温
度
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

酸
素
濃
度
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食

量
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
の
高
圧
溶
融
炉
心
放
出
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

格
納
容
器
下
部
床
面
で
の
溶
融
炉
心
の
拡
が
り
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

内
部
構
造
物
の
溶
融
，
破
損
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
溶
融
炉
心
細
粒
化
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
デ
ブ
リ
粒
子
熱
伝
達
）
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

格
納
容
器
直
接
接
触
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融
炉
心
と
格
納
容
器
下
部
プ
ー
ル
水
と
の
伝
熱
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

溶
融
炉
心
と
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
伝
熱
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
分
解
及
び
非
凝
縮
性
ガ
ス
発
生
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

溶
融
炉
心
の
再
臨
界
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
格
納
容
器
内
Ｆ
Ｐ
挙
動
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
 

〇
：
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
物
理
現
象
，
－
：
物
理
現
象
自
体
が
生
じ
な
い
又
は
解
析
を
実
施
す
る
上
で
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
い
物
理
現
象
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2.3 運転停止中原子炉における燃料損傷防止 

  本節の各項では，運転停止中原子炉における燃料損傷防止に係る事故シー

ケンスグループごとに，事象の推移を踏まえて，注目する評価指標及び運転

員操作等に対して影響すると考えられる物理現象を，対象とした物理領域ご

とに抽出する。 

 運転停止中の原子炉において想定する事故シーケンスグループのうち，

「反応度の誤投入」を除く以下の事故シーケンスグループでは，解析コード

を用いない事象進展の評価を実施することから，本節では，「反応度の誤投

入」事象を対象に，物理現象の抽出を行う。 

  ・崩壊熱除去機能喪失 

  ・全交流動力電源喪失 

  ・原子炉冷却材の流出 

   

  物理現象の抽出に当たって対象とする評価指標は，「規則の解釈」に示さ

れる，以下の(a)～(c)の評価項目に対応したものである。 

(a) 燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b) 放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c) 未臨界を確保すること(ただし，通常の運転員等操作における臨

界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上

昇を伴う臨界は除く。）。 

 

  一方，厳密には，評価項目に対応する評価指標ごとに，解析上必要な物理

現象が異なっており，ここでは，事故シーケンスグループの特徴を踏まえ

て，有効性評価の評価項目の中で余裕が小さくなる方向のものであって，代

表的に選定したとしても，他の評価項目に対する物理現象の抽出及び有効性
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があることの確認に影響しないと考えられるものを注目する評価指標として

選定する。 

 

  抽出された物理現象は，事故シーケンスグループとの組合せでマトリクス

の形で第2.3表のように整理されている。第2.3表では，注目する評価指標に

対して解析を実施する上で必要な物理現象を「○」，物理現象自体が生じな

い又は解析を実施する上で必ずしも必要でない物理現象を「-」で表してい

る。 
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2.3.1  反応度の誤投入 

(1)   事象の推移 

  反応度の誤投入は，発電用原子炉の運転停止中に，制御棒1本が全引抜

されている状態から，他の1本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操

作によって引き抜かれ，臨界近接を認知できずに臨界に至る事象が発生す

ることを想定する。 

  この事象に対する燃料損傷防止対策としては，実効増倍率及び制御棒反

応度価値の事前評価による臨界近傍での高い制御棒価値を生じ得るような

制御棒パターン形成の防止，操作手順の策定による制御棒の誤選択防止と

操作量の制限，並びに起動領域モニタあるいは中間領域モニタによる状態

監視を実施し，出力の過度な上昇を防止する。また，炉心が臨界を超過し

て過度な中性子束上昇に至ったときにはスクラムによる負の反応度投入，

制御棒挿入等により出力を抑制するとともに未臨界を確保する。これらの

対策によって事象の拡大を防止し，燃料の著しい損傷の防止を図る。 

 原子炉停止中に，制御棒１本が全引抜されている状態から，他の１本の

制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，臨界近接

を認知できずに臨界に至った場合，起動領域モニタの原子炉周期短信号あ

るいは中間領域モニタの中性子束高信号が発生して，原子炉はスクラムす

る。そのため，一時的に臨界超過に至るものの，燃料健全性には影響がな

く，また，スクラムにより未臨界は確保される。また，原子炉の水位に有

意な変動はない。 

 

(2)   物理現象の抽出 

  各物理領域において，解析を実施する上で必要な物理現象の抽出につき

説明する。本事故シーケンスグループでは出力上昇による燃料破損の可能
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性があるため，燃料エンタルピが評価指標になる。 

  本事故シーケンスグループの有効性評価においては，燃料エンタルピの

最大値が「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」

に示された燃料の許容設計限界を超えているか否か及び「発電用軽水型原

子炉施設の反応度投入事象における燃焼の進んだ燃料の取扱いについて」

に示されたＰＣＭＩによるピーク出力部燃料エンタルピの増分における破

損しきい値と比較することによって，燃料棒の破損の有無を確認する。 

なお，ＡＢＷＲでは起動領域モニタによるペリオドトリップ機能とＦＭ

ＣＲＤの遅い制御棒引抜速度により引抜制御棒反応度投入量が従来型ＢＷ

Ｒより小さく，炉心が即発臨界になることはないことから，投入反応度が

即発臨界に至ることがないことをもって，燃料健全性に影響がないことを

確認する。 

事象中の燃料エンタルピに影響する物理現象としては以下が挙げられ

る。 

 

A)   炉心(核) 

本事故シーケンスグループにおいては，制御棒引き抜きに伴い炉心に正の

反応度が印加されることにより核分裂出力が増加するが，起動領域モニタあ

るいは中間領域モニタにより原子炉がスクラムし炉心に負の反応度が投入さ

れることで未臨界に至る。この制御棒反応度効果が，本事故シーケンスグル

ープにおいては特に重要となる。 

引抜制御棒周りの局所的な核分裂出力増加に伴い，燃料温度の上昇，減速

材密度低下及び減速材温度増加が発生し，これによる反応度フィードバック

効果（ドップラ反応度，減速材密度反応度，減速材温度反応度）は，核分裂

出力へ影響を与える。また，反応度フィードバックは動的反応度の大小が重
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要であるため，遅発中性子割合も影響する。 

さらに，制御棒引き抜きに伴う出力分布変化は直接的に燃料エンタルピ分

布に影響を与えるが，反応度フィードバック効果を通じても燃料エンタルピ

に影響する。 

本事故シーケンスグループは，局所的かつ一時的な出力上昇事象であるた

め，炉心の核熱不安定事象（三次元効果）は生じないと考えられるため，燃

料エンタルピに与える影響はない。また，臨界超過による核分裂出力が支配

的であり，崩壊熱は主要な物理現象とはならない。 

 

B)   炉心(燃料) 

前項の核分裂により燃料棒内で発生した熱は，燃料ペレット及び燃料被覆

管の熱伝導とギャップ部及び燃料棒表面の熱伝達を通して冷却材へと放出さ

れる。ギャップ熱伝達を含む燃料棒の熱伝導に基づく燃料棒内温度変化は燃

料エンタルピに影響する。被覆管-冷却材の熱伝達は出力増加に伴い，液単

相，核沸騰，沸騰遷移を経て膜沸騰状態となると，燃料棒表面熱伝達が著し

く悪化し，燃料エンタルピは大きくなるため，沸騰遷移と燃料棒表面熱伝達

（液単相，核沸騰，膜沸騰）が燃料エンタルピに影響する主要な現象となり

得る。 

沸騰遷移までの条件においては過渡中の燃料棒の機械的な変形や化学変化

が問題となることはないが，沸騰遷移を経て膜沸騰状態に至り，燃料被覆管

温度が非常に高くなった場合は，酸化反応による熱発生が燃料エンタルピに

影響を与えることが考えられる。また，急激な出力上昇を伴う場合，燃料被

覆管の変形が発生し得るが，燃料エンタルピにより燃料破損の有無を評価し

ており，さらに本事故シーケンスグループではそれほど大きな出力上昇は発

生せず燃料被覆管の変形による流路減少が生じることもないため，燃料被覆
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管の変形は重要な物理現象とはならない。また，本事故シーケンスグループ

では炉心の露出が生じないことから，輻射熱伝達の三次元効果は重要な物理

現象とはならない。 

なお，本事故シーケンスグループで投入反応度が1ドルを超えない場合に

は，炉心出力上昇が緩やかで燃料温度はほとんど上昇しないことから，これ

らの物理現象は重要な物理現象とはならない。 

 

C)   炉心(熱流動) 

燃料棒から放出される熱は冷却材により除熱され，炉心の熱流動挙動は，

燃料エンタルピに直接影響する燃料棒表面での熱伝達に影響する。 

本事故シーケンスグループでは，出力上昇に伴い炉心において沸騰・ボイ

ド率変化が生じる場合には，減速材密度反応度，燃料棒の熱伝達，圧力損失

等に影響を及ぼす。核分裂出力は局所的に増加するため，ボイド発生による

流量配分（三次元効果）が起こり得る。 

また，本事故シーケンスグループは気液分離(水位変化)による炉心の露出

は生じず，急激な出力上昇が起きないため，対向流（ＣＣＦＬ）又は蒸気の

過熱に伴う気液の熱非平衡も生じない。 

なお，本事故シーケンスグループで投入反応度が１ドルを超えない場合に

は，炉心出力上昇が緩やかでボイドは発生しないことから，これらの物理現

象は重要な物理現象とはならない。 

 

D)   原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む） 

本事故シーケンスグループは，低温，大気圧，炉心入口サブクーリングが

大きい低流量一定状態であり，また，急激な出力上昇及びそれに伴う大幅な

蒸気発生，圧力変化が起きないため，冷却材流量変化，沸騰・凝縮・ボイド
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率変化，圧力損失変化，下部プレナムでの流量配分のような三次元効果，気

液分離・対向流，気液熱非平衡，冷却材放出（臨界流，差圧流）が顕著に生

じる状態とはならないことから，原子炉圧力容器の冷却材流動は主要な現象

とはならない。 

また，構造材との熱伝達についても，原子炉内温度がほとんど上昇しない

ことから考慮不要である。ＥＣＣＳ注水(給水系・代替注水設備含む），ほう

酸水の拡散は本シーケンスグループではＥＣＣＳ注水及びほう酸水注入を実

施しないことから考慮不要である。 
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第2.3表 抽出された物理現象一覧(運転停止中原子炉における 

燃料損傷防止) (1/2) 

評価事象 反応度の誤投入 

分
類 

評価指標

物理現象 

燃料エンタルピ 

炉
心
（
核
） 

核分裂出力 ○ 

出力分布変化 ○ 

反応度フィードバック効果 ○ 

制御棒反応度効果 ○ 

崩壊熱 － 

三次元効果 － 

炉
心
（
燃
料
） 

燃料棒内温度変化 ○ 

燃料棒表面熱伝達 ○ 

沸騰遷移 ○ 

燃料被覆管酸化 ○ 

燃料被覆管変形 － 

三次元効果 － 

炉
心
（
熱
流
動
） 

沸騰・ボイド率変化 ○ 

気液分離（水位変化）・対向流 － 

気液熱非平衡 － 

圧力損失 ○ 

三次元効果 ○ 

〇：解析を実施する上で必要な物理現象，－：物理現象自体が生じない又は

解析を実施する上で必ずしも必要ではない物理現象 
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第2.3表 抽出された物理現象一覧(運転停止中原子炉における 

燃料損傷防止) (2/2) 

評価事象 反応度の誤投入

分
類 

評価指標

物理現象 

燃料エンタルピ

(

逃
が
し
安
全
弁
含
む)

 

原
子
炉
圧
力
容
器 

冷却材流量変化 － 

冷却材放出（臨界流・差圧流） － 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 － 

気液分離（水位変化）・対向流 － 

気液熱非平衡 － 

圧力損失 － 

構造材との熱伝達 － 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備

含む） 

－ 

ほう酸水の拡散 － 

三次元効果 － 

〇：解析を実施する上で必要な物理現象，－：物理現象自体が生じない又は

解析を実施する上で必ずしも必要ではない物理現象 
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3. 抽出された物理現象の確認 

3.1 ＢＷＲプラントシステムの階層構造分析と抽出された物理現象の対応確認 

２章において，事故シーケンスグループ等ごとに，事象進展及び運転員等

操作を踏まえ分析して抽出した物理現象について，評価が可能な解析コード

の選定と適用性確認を行うため，米国ＮＲＣのRG1.203や日本原子力学会標

準「統計的安全評価の実施基準：2008」で用いているＥＭＤＡＰ

(Evaluation Model Development and Assessment Process)に示されるプラ

ントシステムの階層構造分析を比較対象とし，有効性評価で解析対象とする

ＢＷＲプラントの物理領域を展開して階層化した。階層化構造分析は，有効

性評価において取り扱う事象や安全評価解析に関して十分な専門的知識及び

経験を有する事業者，メーカによる作成，相互レビューを経てまとめたもの

である。第3.1図及び第3.2図には，階層化結果及び２章で抽出した物理現象

との対応を示す。 

また，以下に，本資料における階層構造分析の考え方を示す。 

 

構成要素 内容 

システム 解析すべきシステムの全体 

サブシステム（物理領域） 解析に考慮しなければならない主要な構成要素 

モジュール（物理領域） サブシステムの中の機器 

成分 物質の化学形態 

相 固体，液体あるいは蒸気 

幾何学的形態 移動時の幾何学的な形態（プール，液滴，気
泡，液膜等） 

場 流れにより輸送される物理量が幾何学的形態ご

とに形成する場（質量，運動量，エネルギ，圧

力等） 

輸送プロセス システム各部における構成相間の移動と相互作

用を決定するメカニズム 
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構成要素については，有効性評価においてモデル化の必要な物理領域（サ

ブシステム，モジュール）として，炉心（核，燃料，熱流動），原子炉圧力

容器（逃がし安全弁含む），原子炉格納容器及び炉心損傷後の原子炉圧力容

器（逃がし安全弁含む），原子炉格納容器を定めた。この物理領域は，2章

の物理現象の抽出においても，整理上用いている。 

各物理領域に含まれる，解析対象とする成分（物質）については，同種の

場の方程式（関連する物理量（質量，エネルギ，運動量）の輸送を解くため

の方程式）で表現できる相及び幾何学的形態に着目して分類し，それらの間

の質量，エネルギ及び運動量（力）の輸送を輸送プロセスとした。ただし，

厳密には更に細分化できる相又は幾何学的形態であっても同種の場の方程式

で表現される場合（液膜と液滴，核種の異なるＦＰ等）には，まとめて取り

扱うこととしており，このため，それらの間の輸送プロセス（液膜―液滴の

相互変化等）は表現していない。また，サブシステム，モジュール間の輸送

については，総量的な概念に留めている。 

なお，炉心（核，燃料）については，熱流動現象を中心とする他のモジュ

ールと性格が異なるが，モジュール間の関係を明確にするため，便宜的に同

様に同一の場の方程式で表現される単位に分類し，それに関連する物理プロ

セスを整理した。炉心損傷後については，損傷後の物理現象として特徴的な

もののみを記載しており，炉心損傷前の物理現象として既に述べられている

現象については，損傷後においても特徴的なもの以外は記載していない。 

第3.1図及び第3.2図に示すとおり，評価において解析コードでのモデル化

が考えられるプロセスを体系化し，抽出された物理現象がその範囲に含まれ

ていることを確認した。 

以上により，抽出された物理現象について，解析コードにおいて必要な解

析モデルの範囲が明確となった。実際には，評価する事故シーケンスグルー
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プ等ごとに抽出される物理現象によって，解析コードに求められる解析モデ

ルの記述のレベルは異なっており，これについては，５章の解析コードの選

定において，複数の候補からコードを選定する際に考慮する。 
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3.2 EURSAFEにおける物理現象と抽出された物理現象の対応確認 

炉心損傷後の物理現象に関しては，EC 5th Framework Program（1999-

2002）にて作成されたEURSAFE（2001-2003）をベースに，五つの領域（圧力

容器内現象，圧力容器外溶融炉心挙動，動的負荷，長期的な負荷，核分裂生

成物）において21の物理現象に絞り込んだPIRTが作成されている1)。 

EURSAFEにおける炉心損傷後の現象と有効性評価において抽出された物理現

象の対応関係を第3.3図に示す。EURSAFEにおける物理現象のうち，今回の有

効性評価において抽出されていない現象が存在するが，その理由は，以下の

とおりである。 

 

(1)  原子炉圧力容器外の溶融炉心挙動 

A)  「原子炉圧力容器破損及び溶融炉心放出」  

原子炉圧力容器破損及びそれに伴い溶融炉心（コリウム）が破損口から

原子炉圧力容器外に放出される現象である。有効性評価では，代替注水設

備により事前に水張りした格納容器下部の冷却材プールへの溶融炉心放出

を想定しており，細粒化やエントレインメントについて考慮していること

から，有効性評価において抽出した物理現象である「原子炉圧力容器外 

ＦＣＩ」に対応する。なお，高圧時の溶融炉心放出については，「高圧溶

融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に対応する。 

B)  「溶融炉心・セラミック相互作用（コアキャッチャ）」 

国内のＢＷＲにおいて，コアキャッチャは設置されていないことから，

対応する現象は抽出されない。 
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(2)  動的負荷 

A)  「水蒸気爆発」 

格納容器破損モードとして，大規模な水蒸気爆発に至る可能性は国内Ｂ

ＷＲでは極めて小さいと考えられることから対応する現象は抽出されな

い。 

B)  「水素燃焼と爆轟」  

ＢＷＲプラントは出力運転時に格納容器内は窒素置換されているため，

炉心損傷に伴い，ジルコニウム－水反応，放射線水分解等による水素ガ

ス・酸素ガスが大量に発生したとしても，水素燃焼及び水素爆轟には至ら

ないことを有効性評価において確認している。したがって，対応する現象

は抽出されない。 

C)  「原子炉格納容器及び機器の動的挙動」 

水蒸気爆発，水素燃焼又は爆轟に伴う原子炉格納容器及び機器の瞬時の

機械的な挙動に関する現象である。上記 A)及び B)のとおり，対応する現

象は抽出されない。 

 

(3)  長期負荷 

A)  「原子炉格納容器及びベースマットの機械的挙動」 

  原子炉格納容器及びベースマットに対する長期の機械的な挙動に関する

もので，貫通部での漏えい等，原子炉格納容器の健全性が失われてゆく過

程での構造物に係る現象である。こうした機械的挙動については，格納容

器破損防止の観点で各評価指標（原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器温

度，ベースマット侵食深さ）について有効性を確認することから，有効性

評価における物理現象として抽出されていない。 
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(4)  核分裂生成物 

A)  「格納容器バイパス放出」 

有効性評価においては，格納容器バイパス事象における炉心損傷防止対

策の有効性を確認することとしており，対応する物理現象は抽出されな

い。 

B)  「よう素の化学形態」 

よう素は，化学形態（粒子状よう素，元素状よう素及び有機よう素）に

応じて原子炉格納容器内での沈着等の挙動が異なる。格納容器内での粒子

状よう素の挙動は，他のエアロゾル挙動に含まれ，「原子炉格納容器内Ｆ

Ｐ挙動」として抽出し考慮されている。粒子状よう素及び元素状よう素

は，沈着等で気相部から除去されるが，有機よう素は気相部に留まる。有

機よう素は，よう素全体に占める割合が小さく，気相部において有機よう

素から発生する崩壊熱も小さい。したがって「よう素の化学形態」の取り

扱いの差異は原子炉格納容器圧力及び原子炉格納容器温度の評価にはほと

んど影響しないことから，有効性評価における物理現象として抽出されて

いない。 

 

以上より，EURSAFEにおける炉心損傷後の物理現象と，有効性評価にお

いて抽出された物理現象との関係を整理し，有効性評価解析を実施する上

で，新たに抽出すべき物理現象がないことを確認した。 

 

1)  D. Magallon et al., “European expert network for the reduction 

of uncertainties in severe accident safety issues (EURSAFE)”, 

Nuclear Engineering and Design 235 (2005) 309 346. 



 

 

116 

  

シ
ス

テ
ム

サ
ブ

シ
ス

テ
ム

モ
ジ

ュ
ー

ル
成

分
相

幾
何

学
形

態
場

輸
送

プ
ロ

セ
ス

抽
出

さ
れ

た
物

理
現

象

（
物

理
領

域
）

（
物

理
領

域
）

Ｂ
Ｗ

Ｒ
原

子
炉

圧
力

容
器

炉
心

（
核

）
中

性
子

束
輸

送
・
拡

散
出

力
分

布
変

化

炉
心

損
傷

前
核

分
裂

（
即

発
）

核
分

裂
出

力

核
分

裂
（
遅

発
）

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

減
速

三
次

元
効

果

吸
収

（
共

鳴
）

制
御

棒
反

応
度

効
果

吸
収

（
制

御
材

）
崩

壊
熱

放
射

性
崩

壊
崩

壊
熱

炉
心

（
燃

料
）

燃
料

ペ
レ

ッ
ト

固
相

エ
ネ

ル
ギ

（
温

度
）

表
面

熱
伝

達
燃

料
棒

内
温

度
変

化

ギ
ャ

ッ
プ

ガ
ス

気
相

熱
輻

射
燃

料
棒

表
面

熱
伝

達

エ
ネ

ル
ギ

（
温

度
）

熱
伝

導
沸

騰
遷

移

燃
料

被
覆

管
固

相
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
（
化

学
反

応
量

）
酸

化
反

応
燃

料
被

覆
管

酸
化

伝
熱

形
状

変
化

燃
料

被
覆

管
変

形

Ｆ
Ｐ

放
出

三
次

元
効

果

炉
心

（
熱

流
動

）
冷

却
材

液
相

液
単

相
流

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
形

状
・
摩

擦
損

失
圧

力
損

失

気
相

気
液

混
合

流
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

間
速

度
差

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化

気
液

分
離

流
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
（
液

相
）

相
変

化
気

液
分

離
・
対

向
流

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
（
気

相
）

界
面

せ
ん

断
気

液
熱

非
平

衡

界
面

熱
伝

達
三

次
元

効
果

原
子

炉
圧

力
容

器
冷

却
材

液
相

液
単

相
流

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
形

状
・
摩

擦
損

失
冷

却
材

流
量

変
化

気
相

気
液

混
合

流
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

間
速

度
差

圧
力

損
失

気
液

分
離

流
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
（
液

相
）

相
変

化
気

液
分

離
（
水

位
変

化
）
・
対

向
流

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
（
気

相
）

界
面

せ
ん

断
気

液
熱

非
平

衡

界
面

熱
伝

達
E
C

C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）

冷
却

材
注

入
冷

却
材

放
出

（
臨

界
流

・
差

圧
流

）

格
納

容
器

へ
の

放
出

沸
騰

・
凝

縮
・
ボ

イ
ド

率
変

化

三
次

元
効

果

非
凝

縮
性

ガ
ス

気
相

気
相

と
混

合
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ

ほ
う

酸
液

相
液

相
中

に
分

布
質

量
ほ

う
酸

水
注

入
ほ

う
酸

水
の

拡
散

構
造

材
※

固
相

温
度

（
熱

エ
ネ

ル
ギ

）
表

面
熱

伝
達

構
造

材
と

の
熱

伝
達

原
子

炉
格

納
容

器
冷

却
材

液
相

プ
ー

ル
水

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

変
化

格
納

容
器

領
域

間
の

流
動

液
単

相
流

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
界

面
熱

伝
達

気
液

界
面

の
熱

伝
達

気
相

自
由

気
体

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
冷

却
材

注
入

冷
却

水
抽

出
ス

プ
レ

イ
冷

却

液
相

部
冷

却
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

冷
却

圧
力

容
器

か
ら

の
流

入
冷

却
材

放
出

放
射

線
水

分
解

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

・
酸

素
発

生

非
凝

縮
性

ガ
ス

気
相

気
相

と
混

合
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
格

納
容

器
か

ら
の

放
出

格
納

容
器

ベ
ン

ト

構
造

材
※

固
相

温
度

（
熱

エ
ネ

ル
ギ

）
表

面
熱

伝
達

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導

化
学

量
酸

化
反

応

※
制

御
棒

案
内

管
、

核
計

装
管

等
含

む

※
制

御
棒

案
内

管
、

核
計

装
管

等
含

む

 

第
3
.
1
図

 
Ｂ
Ｗ

Ｒ
プ

ラ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
の

階
層

構
造

分
析

と
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

の
対

応
（

炉
心

損
傷

前
）

 

    

幾
何

学
的

形
態

 

気
液

分
離

(
水

位
変

化
)
・

対
向

流
 

気
液

分
離

(
水

位
変

化
)
・

対
向

流
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

放
射
線

水
分

解
等

に
よ

る
水

素
ガ

ス
・
酸

素
ガ

ス
発

生
 



 

 

117 

シ
ス

テ
ム

サ
ブ

シ
ス

テ
ム

モ
ジ

ュ
ー

ル
成

分
相

幾
何

学
形

態
場

輸
送

プ
ロ

セ
ス

抽
出

さ
れ

た
物

理
現

象
（
物

理
領

域
）

（
物

理
領

域
）

Ｂ
Ｗ

Ｒ
原

子
炉

圧
力

容
器

上
部

・
炉

心
部

中
性

子
束

輸
送

・
拡

散

炉
心

損
傷

後
核

分
裂

（
即

発
）

核
分

裂
（
遅

発
）

減
速

吸
収

（
共

鳴
）

吸
収

（
制

御
材

）

燃
料

固
相

ペ
レ

ッ
ト

・
被

覆
管

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
溶

融
・
固

化
・
崩

壊
リ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

（
炉

内
）

溶
融

炉
心

固
相

粒
子

・
ク

ラ
ス

ト
状

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
崩

壊
熱

液
相

溶
融

プ
ー

ル
状

態
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
酸

化
反

応

表
面

熱
伝

達

熱
輻

射

冷
却

材
注

入

冷
却

材
液

相
プ

ー
ル

水
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
F
P

放
出

溶
融

炉
心

の
再

臨
界

気
相

自
由

気
体

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

変
化

界
面

熱
伝

達

非
凝

縮
性

ガ
ス

気
相

冷
却

材
気

相
と

混
合

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
放

射
線

水
分

解
放

射
線

水
分

解
等

に
よ

る
水

素
・
酸

素
発

生

温
度

（
熱

エ
ネ

ル
ギ

）
表

面
熱

伝
達

構
造

物
※

固
相

機
械

エ
ネ

ル
ギ

応
力

ー
歪

み
特

性
構

造
材

と
の

熱
伝

達

化
学

量
酸

化
反

応

液
相

溶
融

状
態

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
溶

融
・
固

化

F
P

液
相

エ
ア

ロ
ゾ

ル
状

・
沈

着
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ

気
相

ガ
ス

状
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
相

間
移

動
原

子
炉

圧
力

容
器

内
F
P
挙

動

液
相

・
気

相
溶

融
炉

心
内

混
在

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ

物
質

移
動

下
部

プ
レ

ナ
ム

溶
融

炉
心

固
相

粒
子

・
ク

ラ
ス

ト
状

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
溶

融
・
固

化
・
崩

壊
リ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

（
下

部
プ

レ
ナ

ム
）

液
相

溶
融

プ
ー

ル
状

態
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
崩

壊
熱

酸
化

反
応

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C

I（
溶

融
炉

心
細

粒
化

）

表
面

熱
伝

達
原

子
炉

圧
力

容
器

内
F
C

I（
デ

ブ
リ

粒
子

熱
伝

達
）

熱
輻

射

F
P

放
出

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

冷
却

材
液

相
プ

ー
ル

水
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

変
化

気
相

自
由

気
体

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
界

面
熱

伝
達

放
射

線
水

分
解

非
凝

縮
性

ガ
ス

気
相

冷
却

材
気

相
と

混
合

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
格

納
容

器
へ

の
放

出

機
械

エ
ネ

ル
ギ

応
力

ー
歪

み
特

性
原

子
炉

圧
力

容
器

破
損

構
造

物
※

固
相

化
学

量
酸

化
反

応

温
度

（
熱

エ
ネ

ル
ギ

）
表

面
熱

伝
達

液
相

溶
融

状
態

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
溶

融
・
固

化

F
P

液
相

エ
ア

ロ
ゾ

ル
状

・
沈

着
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ

気
相

ガ
ス

状
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
相

間
移

動
原

子
炉

圧
力

容
器

内
F
P
挙

動

液
相

・
気

相
溶

融
炉

心
内

混
在

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ

物
質

移
動

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C

I（
溶

融
炉

心
細

粒
化

）

原
子

炉
格

納
容

器
溶

融
炉

心
液

相
液

滴
状

態
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
溶

融
・
固

化
・
崩

壊
原

子
炉

圧
力

容
器

外
F
C

I（
デ

ブ
リ

粒
子

熱
伝

達
）

溶
融

プ
ー

ル
状

態
崩

壊
熱

圧
力

容
器

破
損

後
の

高
圧

溶
融

炉
心

放
出

固
相

粒
子

・
ク

ラ
ス

ト
状

態
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
酸

化
反

応
格

納
容

器
内

雰
囲

気
直

接
加

熱

相
変

化
溶

融
炉

心
の

再
臨

界

表
面

熱
伝

達
格

納
容

器
下

部
床

面
で

の
溶

融
炉

心
の

拡
が

り

熱
輻

射

F
P

放
出

内
部

構
造

物
の

溶
融

、
破

損

格
納

容
器

容
器

直
接

接
触

冷
却

材
液

相
プ

ー
ル

水
質

量
・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
相

変
化

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動

液
滴

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
界

面
熱

伝
達

気
液

界
面

の
熱

伝
達

気
相

自
由

気
体

質
量

・
運

動
量

・
エ

ネ
ル

ギ
冷

却
材

注
入

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

・
酸

素
発

生

冷
却

材
抽

出
ス

プ
レ

イ
冷

却

非
凝

縮
性

ガ
ス

気
相

冷
却

材
気

相
と

混
合

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ
液

相
部

冷
却

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン

・
プ

ー
ル

冷
却

圧
力

容
器

か
ら

の
流

入
冷

却
材

放
出

放
射

線
水

分
解

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
プ

ー
ル

水
と

の
伝

熱

格
納

容
器

か
ら

の
放

出
溶

融
炉

心
と

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
伝

熱

構
造

物
※

固
相

温
度

（
熱

エ
ネ

ル
ギ

）
表

面
熱

伝
達

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導

機
械

エ
ネ

ル
ギ

応
力

ー
歪

み
特

性

酸
化

反
応

化
学

量
コ

ン
ク

リ
ー

ト
分

解
コ

ン
ク

リ
ー

ト
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ガ

ス
発

生

F
P

液
相

エ
ア

ロ
ゾ

ル
状

・
沈

着
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
格

納
容

器
か

ら
の

放
出

格
納

容
器

ベ
ン

ト

気
相

ガ
ス

状
質

量
・
エ

ネ
ル

ギ
相

間
移

動
原

子
炉

格
納

容
器

内
F
P
挙

動

液
相

・
気

相
溶

融
炉

心
内

混
在

質
量

・
エ

ネ
ル

ギ

※
制

御
棒

案
内

管
、

核
計

装
管

等
含

む

※
制

御
棒

案
内

管
、

核
計

装
管

等
含

む

※
制

御
棒

案
内

管
、

核
計

装
管

等
含

む

 

 

第
3
.
2
図

 
Ｂ
Ｗ

Ｒ
プ

ラ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
の

階
層

構
造

分
析

と
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

の
対

応
（

炉
心

損
傷

後
）

 

幾
何

学
的

形
態

 

構
造

材
※

 

構
造

材
※

 

構
造

材
※

 
応
力
－
ひ
ず
み
特
性
 

応
力
－
ひ
ず
み
特
性
 

応
力
－
ひ
ず
み
特
性
 

格
納

容
器

直
接

接
触
 

放
射

線
水

分
解

等
に
よ

る
水

素
ガ

ス
・

酸
素

ガ
ス

発
生
 

放
射

線
水

分
解

等
に
よ

る
水

素
ガ

ス
・

酸
素

ガ
ス

発
生
 



 

 

118 

粒
子
状
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内

FP
挙
動
，
原
子
炉
格
納
容
器
内

FP
挙
動
 

有
機
，
元
素
状
 

炉
心
か
ら
の

 FP
，
ア
ク
チ
ニ
ド
及
び
構
造
材
の
放
出

 
R

el
ea

se
  

of
  

fis
si

on
  

pr
od

uc
ts

,  
ac

tin
id

es
  

an
d 

 
st

ru
ct

ur
e  

m
at

er
ia

l f
ro

m
 th

e c
or

e 

核
分
裂
生
成
物
 

Fi
ss

io
n 

pr
od

uc
ts

 

複
雑
構
造
で
の
沈
着
，
再
浮
遊
及
び
保
持
を
含
む
 R

CS
 内

の
 

輸
送
 

Tr
an

sp
or

t i
n 

th
e R

CS
 in

cl
ud

in
g 

de
po

si
tio

n,
 

re
su

sp
en

si
on

, r
et

en
tio

n 
in

 co
m

pl
ex

 st
ru

ct
ur

es
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
放
出
 

Ex
 v

es
se

l r
el

ea
se

 a
nd

 b
y-

pa
ss

 p
at

hs
 

格
納
容
器
内
エ
ア
ロ
ゾ
ル
挙
動
 

Ae
ro

so
l b

eh
av

io
ur

 in
 th

e c
on

ta
in

m
en

t 

よ
う
素
の
化
学
形
態
 

Io
di

ne
 ch

em
is

tr
y 

そ
の
他
の
 F

P 
挙
動
 

O
th

er
 F

P’
s b

eh
av

io
ur

 

格
納
容
器
バ

イ
パ
ス
事
象
に
お
け
る
炉
心
損
傷
防
止

対
策
の
有
効
性
を
 

確
認
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
，
物
理
現
象
と
し
て
抽
出
さ
れ
な
い
。
 

原
子
炉
格
納
容
器
内

FP
挙
動
と
し
て
抽
出
し
考
慮
し
て
い
る
。
 

元
素
状
よ
う
素
は
，
粒
子
状
よ
う
素
の
よ
う
に
沈
着
等
で
気
相
部
か
ら
除

去
さ
れ
る
た
め
，
粒
子
状
よ
う
素
と
同
じ
と
し
て
扱
う
。
有
機
よ
う
素
は

原
子
炉
格
納
容
器
内
で
の
沈
着
等
の
挙
動
が
異
な
る
が
，
有
機
よ
う
素
の

崩
壊
熱
割
合
は
小
さ
く
，
格
納
容
器
内
圧
力
・
温
度
評
価
に
ほ
と
ん
ど
影

響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
物
理
現
象
と
し
て
抽
出
し
て
い
な
い
。
な
お
，
被

ば
く
評
価
に
お
い
て
は
，
い
ず
れ
も
別
途
考
慮
し
て
い
る
。
 

：
有
効
性
評
価
に
お
い
て
抽
出
さ
れ
て
い
な
い
物
理
現
象
 

 
 

 

                                    

第
3
.
3
図

 
E
UR
S
A
F
E
 
に

お
け

る
現

象
分

類
と

有
効

性
評

価
に

お
い

て
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
の

関
係

の
整

理
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
 F

CI
（
溶
融
炉
心
細
粒
化
，
デ
ブ
リ
粒
子
熱
伝
達
）
 

格
納
容
器
下
部
床
面
で
の
溶
融
炉
心
の
拡
が
り
 

溶
融
炉
心
と
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
伝
熱
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
分
解
及
び
非
凝
縮
性
ガ
ス
発
生
 

低
圧
時
の
コ
リ
ウ
ム
放
出
に
つ
い
て
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
外

FC
I（

溶

融
炉
心
細
粒
化
，
デ
ブ
リ
粒
子
熱
伝
達
）
と
し
て
抽
出
し
考
慮
し
て
い

る
。
（
高
圧
時
は
「
高
圧
溶
融
物
放
出
と
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」

を
参
照
）
 

格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
 

原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
後
の
高
圧
溶
融
炉
心
放
出
，

格
納
容
器
雰
囲
気

直
接
加
熱
と
し
て
抽
出
し
考
慮
し
て
い
る
。
 

圧
力
容
器
内
現
象
 

In
-V

es
se

l p
he

no
m

en
a 

炉
心
崩
壊

（
Co

re
 d

eg
ra

da
tio

n）
 

リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
 

再
冠
水
（

Re
flo

od
in

g）
 

下
部
ヘ
ッ
ド
内
コ
リ
ウ
ム
挙
動
 

Co
ri

um
 b

eh
av

io
r i

n 
th

e 
bo

tt
om

 h
ea

d 

下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
 

１
次
系
及
び
２
次
系
の
健
全
性
 

In
te

gr
ity

 of
 p

ri
m

ar
y 

an
d 

se
co

nd
ar

y 
ci

rc
ui

ts
 

圧
力
容
器
外
コ
リ
ウ
ム
挙
動
 

Ex
-v

es
se

l c
or

iu
m

 b
eh

av
io

r 
圧
力
容
器
破
損
及
び
コ
リ
ウ
ム
放
出
 

Ve
ss

el
 fa

ilu
re

 a
nd

 co
ri

um
 re

le
as

e 
原
子
炉
圧
力
容
器
溶
融
，
破
損
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
（

M
CC

I）
 

M
ol

te
n 

co
re

–c
on

cr
et

e i
nt

er
ac

tio
n 

溶
融
炉
心
と
格
納
容
器
下
部
プ
ー
ル
水
の
伝
熱
 

溶
融
炉
心
・
セ
ラ
ミ
ッ
ク
相
互
作
用
（
コ
ア
キ
ャ
ッ
チ
ャ
）
 

Co
re

-c
at

ch
er

s, 
co

ri
um

–c
er

am
ic

 in
te

ra
ct

io
n 

動
的
負
荷
 

D
yn

am
ic 

lo
ad

in
g 

水
蒸
気
爆
発
 

Va
po

r e
xp

lo
si

on
 

溶
融
物
冷
却
に
伴
う
圧
力
ス
パ
イ
ク
 

St
ea

m
 sp

ik
es

 fr
om

 m
el

t q
ue

nc
hi

ng
 

水
素
燃
焼
と
爆
轟
 

H
yd

ro
ge

n 
co

m
bu

st
io

n 
an

d 
de

to
na

tio
n 

圧
力
容
器
及
び
１
次
系
の
動
的
挙
動
 

D
yn

am
ic

 b
eh

av
io

r o
f p

re
ss

ur
e v

es
se

l a
nd

 p
ri

m
ar

y 
ci

rc
ui

t 

格
納
容
器
及
び
機
器
の
動
的
挙
動
 

D
yn

am
ic

 b
eh

av
io

r o
f c

on
ta

in
m

en
t a

nd
 eq

ui
pm

en
t 

長
期
負
荷
 

Lo
ng

-te
rm

 lo
ad

in
g 

格
納
容
器
内
熱
水
力
 

Co
nt

ai
nm

en
t t

he
rm

al
hy

dr
au

lic
s 

気
液
界
面
の
熱
伝
達
 

格
納
容
器
及
び
ベ
ー
ス
マ
ッ
ト
の
機
械
的
挙
動
 

M
ec

ha
ni

ca
l s

ta
tic

 b
eh

av
io

r o
f c

on
ta

in
m

en
t a

nd
 b

as
em

at
 

溶
融
物
放
出
と
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

M
el

t e
je

ct
io

n 
an

d 
di

re
ct

 co
nt

ai
nm

en
t h

ea
tin

g 

EC
CS

注
水
（
給
水
系
・
代
替
注
水
設
備
含
む
）

 

国
内

BW
R 
に
お
い
て
コ
ア
キ
ャ
ッ
チ
ャ
は
設
置
さ
れ
て
い
な
い
。
 

水
素
濃
度
評

価
に
よ
り
爆
轟
に
至
ら
な
い
こ
と
を
確

認
す
る
こ
と
と
し
 

て
お
り
，
物
理
現
象
と
し
て
抽
出
さ
れ
な
い
。
 

機
械
的
挙
動

に
つ
い
て
は
，
有
効
性
を
確
認
す
る
評

価
項
目
の
具
体
的
 

な
設
定
に
お
い
て
別
途
考
慮
し
て
い
る
。（

格
納
容
器
圧
力
・

温
度

，
コ

ン

ク
リ
ー
ト
侵

食
量
に
つ
い
て
評
価
を
実
施
）
 

有
効
性
評
価
に
お
い
て
抽
出
さ
れ
た
物
理
現
象
 

構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
 

現
象

(P
he

no
m

en
a)

 
領
域

(D
om

ai
n)

 

コ
リ

ウ
ム

放
出
 

格
納
容
器
破
損
モ
ー
ド
と
し
て
水
蒸
気
爆
発
は
，
国
内
 B

W
R 
で
は
発
生
 

し
な
い
と
判
断
し
て
い
る
。
 



119 

4. 適用候補とするコードについて 

前項で抽出した考慮すべき物理現象を踏まえ，原子炉，プラント

挙動及び格納容器挙動が評価可能なコードとして，以下を有効性評

価に適用するコードの候補とした。 

 

①  ＳＡＦＥＲ 

②  ＣＨＡＳＴＥ 

③  ＲＥＤＹ 

④  ＳＣＡＴ 

⑤  ＭＡＡＰ 

⑥  ＡＰＥＸ 

⑦  三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード 

⑧  ＩＳＣＯＲ 

⑨  ＬＡＭＢ 

⑩  短期間格納容器圧力応答解析コード 

⑪  長期間格納容器圧力応答解析コード 

⑫  可燃性ガス濃度解析コード 

⑬  ＴＲＡＣ 

 

これらのコードのうち，①～④及び⑥～⑫は従来の国内ＢＷＲの

原子炉設置変更許可申請書の添付書類十の安全評価において使用実

績があるコードである。⑤については，原子炉設置変更許可申請書

における適用実績はないが，第 4.1 表に示すような実績を有する。

なお，⑬については，第 4.1 表に示すような実績を有するものの，

従来の原子炉設置変更許可申請書において適用実績のある解析コー
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ドが適用可能であるため，選定されたコードとの比較対象として，

適宜，参考として解析結果の比較に用いることとする。 
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4.1 適用候補コードの概要 

4.1.1 ＳＡＦＥＲ 

ＳＡＦＥＲは長期間の原子炉内熱水力過渡変化を解析するコード

である。原子炉内を９ノードに分割し，原子炉圧力，各ノードの水

位変化等を計算する。炉内冷却材量の評価に当たっては，上部タイ

プレート，炉心入口オリフィス等での気液対向流制限現象（ＣＣＦ

Ｌ）及び上部プレナムにおけるサブクール域の局在化により冷却材

が下部プレナムに落下する現象（ＣＣＦＬブレークダウン）を考慮

することができる。 

また，本コードでは，平均出力燃料集合体及び高出力燃料集合体

に対して燃料ペレット，燃料被覆管，チャンネルボックス等の温度

計算を行う。燃料被覆管の温度計算においては，その冷却状態に応

じた熱伝達係数，燃料棒間の輻射及び燃料棒とチャンネルボックス

の輻射を考慮することができる。 

また，燃料被覆管と冷却水又は水蒸気との化学反応（ジルコニウ

ム－水反応）を Baker-Just の式によって計算し，表面の酸化量を求

める。さらに，燃料棒内の圧力を計算することによって，燃料被覆

管の膨れと破裂の有無を評価し，破裂が起きた場合には，燃料被覆

管の内面に対してもジルコニウム－水反応を考慮する。 

本コードの入力は，原子炉出力，原子炉圧力等の初期条件，原子

炉の幾何学的形状及び水力学的諸量，燃料集合体及び炉心に関する

データ，プラント過渡特性パラメータ，ＥＣＣＳ等の特性，想定破

断の位置及び破断面積等であり，出力として，原子炉圧力，原子炉

水位，燃料被覆管最高温度，燃料被覆管酸化量等が求められる。
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4.1.2  ＣＨＡＳＴＥ 

ＣＨＡＳＴＥは，燃料ペレット，燃料被覆管，チャンネルボック

ス等の温度計算を行うコードである。本コードは，燃料ペレットを

半径方向に最大９ノードに分割し，燃料集合体内燃料棒を１本ごと

に全て取り扱い，その熱的相互作用（輻射等）を考慮している。ま

た，ジルコニウム－水反応を Baker-Just の式によって計算し，表面

の酸化量を求める。さらに，燃料棒内の圧力を計算することによっ

て，燃料被覆管の膨れと破裂の有無を評価し，破裂が起きた場合に

は，燃料被覆管の内面に対してもジルコニウム－水反応を考慮す

る。燃料被覆管表面からの除熱に対する熱伝達係数は，ＳＡＦＥＲ

で求めた値を用いる。 

本コードの入力は，原子炉出力及び原子炉圧力の時間変化，炉心

露出時間及び再冠水時間，炉心スプレイによる冷却開始時間等のプ

ラント過渡特性，燃料集合体及び炉心に関するデータ及び熱伝達係

数変化であり，出力として，燃料被覆管最高温度，燃料被覆管酸化

量等が求められる。 
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4.1.3  ＲＥＤＹ 

ＲＥＤＹは，炉心，原子炉圧力容器，圧力容器内部構造物，原子

炉冷却材再循環系，主蒸気管，タービン系，原子炉格納容器等のプ

ラント全体を模擬し，６群の遅発中性子及び反応度フィードバック

を含む炉心一点近似動特性，燃料棒の熱的動特性及び冷却材の熱水

力挙動を計算する。 

本コードの入力は，原子炉出力，炉心流量等の初期条件，原子

炉，主蒸気管，原子炉格納容器等のデータ，核データ，燃料棒デー

タ，各種制御系データ等であり，出力として，原子炉出力，原子炉

圧力，炉心流量，原子炉水位，格納容器圧力，サプレッション・チ

ェンバ・プール水温度等の時間変化が求められる。 

なお，本コードは，従来の原子炉設置変更許可申請書において適

用実績のあるものに，格納容器圧力，サプレッション・チェンバ・

プール水温度の時間変化を求めることができるように，格納容器モ

デルを追加したものである。 
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4.1.4  ＳＣＡＴ 

ＳＣＡＴは，単一チャンネルを模擬し，これを軸方向一次元に多

ノード分割する。各ノードについて，燃料棒には半径方向にのみ熱

伝導方程式を適用して冷却材への熱伝達を計算し，チャンネル内冷

却材には，質量及びエネルギ保存則を適用して冷却材の熱水力挙動

を計算する。 

本コードの入力は，燃料集合体の幾何学的形状，軸方向出力分布

等の炉心データ，燃料集合体出力，チャンネル入口流量等の初期条

件，ＲＥＤＹコードの出力から得られたチャンネル入口流量等の過

渡変化のデータ等であり，出力として，ＧＥＸＬ相関式に基づく限

界出力比（ＣＰＲ），各ノードでの冷却材流量，クオリティ等の時間

変化が求められる。 

なお，本コードは，従来の原子炉設置変更許可申請書において適

用実績のあるものに，沸騰遷移後の燃料被覆管温度を求めることが

できるように，沸騰遷移後の燃料被覆管－冷却材間の熱伝達相関式

とリウェット相関式を適用している。 
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4.1.5  ＭＡＡＰ 

ＭＡＡＰは，炉心損傷を伴う事故シーケンスについて，炉心損

傷，圧力容器破損，格納容器破損，放射性物質の環境放出に至るま

でのプラント内の熱水力及び放射性物質挙動を解析するコードであ

る。炉心損傷後の原子炉内及び格納容器内を一次系，ドライウェ

ル，ウェットウェルに分割し，重大事故等時に想定される炉心のヒ

ートアップ，燃料被覆管の酸化・破損，炉心損傷，溶融炉心移行挙

動と冷却性，水素ガスと水蒸気の生成，溶融炉心・コンクリート反

応，格納容器圧力・温度，放射性物質の放出と移行／沈着挙動等の

諸現象がモデル化され，また，種々の注水設備や冷却設備の特性や

制御系がモデル化できるため，自動トリップや運転員操作等による

システム応答を含む，重大事故等時のプラント挙動の評価が可能で

ある。 

本コードの入力は，原子炉出力，原子炉圧力，格納容器圧力，格

納容器温度等の初期条件，原子炉の幾何学的形状及び水力学的諸

量，燃料集合体及び炉心に関するデータ，格納容器自由空間体積，

流路面積及び流路抵抗，注水設備，減圧設備及び冷却設備の特性，

想定破断の位置及び破断面積等であり，出力として，原子炉圧力，

原子炉水位，燃料温度，溶融炉心温度，格納容器圧力，格納容器温

度，コンクリート侵食量，放射性物質の格納容器内の分布等が求め

られる。 
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4.1.6  ＡＰＥＸ 

有効性評価に適用するコード候補としてここで挙げたＡＰＥＸコ

ードは，炉心動特性解析を行うＡＰＥＸコードと，単チャンネル熱

水力解析を行うＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）※からなる。 

ＡＰＥＸは，熱的現象を断熱としており，炉心平均出力の過渡変

化を炉心一点近似による中性子動特性方程式で表し，出力の炉心空

間分布を二次元（R-Z）拡散方程式で表す。炉心各部分のエンタルピ

の上昇は，出力分布に比例するものとし，炉心平均エンタルピがあ

る程度上昇する間（エンタルピステップ）は，出力分布は一定とし

ている。また，投入反応度としては，制御棒価値，スクラム反応度

及びドップラ反応度を考慮するが，このドップラ反応度は，二次元

拡散計算による出力分布を考慮して求められる。 

ＡＰＥＸコードの入力は，炉心の幾何学的形状，各種中性子断面

積，拡散係数，ドップラ係数，炉心動特性パラメータ等の核デー

タ，制御棒反応度の時間変化等であり，出力として，中性子束分

布，エンタルピ分布及び炉心平均出力の時間変化が求められる。 

ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）コードは，燃料棒を燃料ペレット，ペレッ

トと燃料被覆管の間の空隙部であるギャップ部，燃料被覆管で構成

し，ノードごとに径方向の熱伝達を計算する。燃料ペレット及び燃

料被覆管には，径方向一次元の非定常熱伝導方程式を適用して燃料

棒内の温度分布を計算し，チャンネル内冷却材には，質量，運動量

及びエネルギ保存則を適用して冷却材の熱水力学的挙動を計算す

る。冷却材の沸騰状態に応じた熱伝達率相関式を用いることによ

り，燃料棒の除熱量を求める。 

ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）コードの入力は，ＡＰＥＸコードの出力か
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ら得られた炉心平均出力変化，炉心出力分布に加え，燃料集合体の

幾何学的形状，燃料集合体熱水力データ，燃料物性データ，ギャッ

プ熱伝達係数，ペレット径方向出力分布，局所出力ピーキング係数

等であり，出力として，非断熱燃料エンタルピの時間変化が求めら

れる。 

 

※ギャップ部の熱伝達，低温時の膜沸騰熱伝達，限界熱流束条件等の

モデルをＳＣＡＴコードに追加したものである。 
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4.1.7 三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード 

三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードは，沸騰水型原子炉の炉心

核熱水力特性を解析するコードで，三次元の拡散方程式により原子

炉全体の出力分布や実効増倍率を計算する。さらに，その出力分布

を基に熱的評価計算及び燃焼計算を行う。本コードの用途は多岐に

わたり，制御棒運用計画，燃焼度管理，原子炉停止余裕の計算等に

使用される。出力運転時の計算では，ボイドの発生によるボイド分

布を考慮した出力分布となるよう収束計算を行う。 

本コードの入力は，炉心の幾何学的形状，単位燃料集合体核計算

で得られた核定数，熱水力計算に必要なデータ，制御棒パターン，

炉心熱出力等の炉心状態を表すデータであり，出力として炉心出力

分布，ボイド分布，燃焼度分布，実効増倍率が求められる。 
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4.1.8  ＩＳＣＯＲ 

ＩＳＣＯＲは，定常状態における炉心内の熱水力特性を解析する

コードであり，炉心内の全燃料集合体を幾つかにタイプ分けし，タ

イプごと及び炉心全体の熱水力特性を計算する。 

具体的には，設計出力分布を使用して，各燃料集合体への冷却材

流量配分を，燃料集合体入口と出口間の圧力差が全燃料集合体にお

いて等しくなるように繰り返し計算により求め，熱的余裕，炉心圧

力損失等の熱水力特性を計算する。 

本コードの入力は，炉心熱出力，炉心流量等の炉心状態を表すデ

ータ，出力分布に関するデータ，燃料集合体の幾何学的形状及びそ

の他熱水力計算に必要なデータであり，出力として限界出力比，圧

力損失，ボイド分布等が求められる。 
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4.1.9  ＬＡＭＢ 

ＬＡＭＢは，短期間の原子炉内熱水力過渡変化を解析するコード

であり，原子炉圧力容器に接続する各種一次系配管の破断事故を取

り扱うことができる。本コードは，原子炉圧力容器及び再循環系を

七つのノードに分割し，質量，運動量及びエネルギ保存則に基づく

方程式を解くことにより，定常状態から事故発生後数十秒間の各ノ

ード内の冷却材の質量，圧力及びエンタルピ，ノード間の冷却材流

量等の時間変化を計算する。炉心流量の変化としては，破断直後か

らの原子炉冷却材再循環ポンプのコーストダウンによる流量の変化

を詳細に計算することができる。 

本コードの入力は，原子炉出力，炉心流量等の初期条件，原子炉

の幾何学的形状及び水力学的諸量，燃料集合体及び炉心に関するデ

ータ，プラント過渡特性パラメータ，再循環ポンプ特性，想定破断

の位置及び破断面積等であり，出力として，ブローダウン中の燃料

棒の限界出力過渡変化解析に使用する原子炉圧力，炉心流量及び炉

心入口エンタルピの時間変化，破断口からの流出流量等が求められ

る。 
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4.1.10 短期間格納容器圧力応答解析コード 

短期間格納容器圧力応答解析コードは，ＬＯＣＡ直後の冷却材ブ

ローダウン期間中の格納容器内圧力及び温度の変化を解析するコー

ドである。本コードは，原子炉格納容器をドライウェルとサプレッ

ション・チェンバの２ノードに分割し，各ノードについて質量保存

則に基づく方程式，エネルギ保存則に基づく方程式，運動方程式及

び状態方程式を解くことにより，格納容器内圧力及び温度を計算す

る。なお，格納容器内構造物との間の熱の授受は保守的に考慮して

いない。 

本コードの入力は，格納容器内各部の圧力，温度，湿度等の初期

条件，自由空間体積，流路面積及び流路抵抗並びに一次冷却系から

の質量流量及びエネルギ放出量であり，出力として格納容器内圧力

及び温度の時間変化が求められる。 
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4.1.11 長期間格納容器圧力応答解析コード 

長期間格納容器圧力応答解析コードは，ＬＯＣＡ後の冷却材ブロ

ーダウン期間以降の原子炉格納容器スプレイ冷却系作動期間中にお

ける長期間格納容器内圧力及び温度の変化を解析するコードであ

る。本コードは，原子炉格納容器をドライウェルとサプレッショ

ン・チェンバの２ノードに分割し，各ノードについて質量保存則に

基づく方程式，エネルギ保存則に基づく方程式，運動方程式及び状

態方程式を解くことにより，格納容器内圧力及び温度を計算する。

また，ＥＣＣＳモデル，格納容器スプレイモデル及び熱交換器モデ

ルが組み込まれている。 

本コードの入力は，格納容器内各部の圧力，温度，湿度等の初期

条件，自由空間体積，流路面積及び流路抵抗の他，ＥＣＣＳ流量，

格納容器スプレイ流量，熱交換器容量，海水温度等であり，出力と

して格納容器内圧力及び温度の時間変化が求められる。 
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4.1.12 可燃性ガス濃度解析コード 

可燃性ガス濃度解析コードは，ＬＯＣＡ後の格納容器内の可燃

性ガス濃度を解析するコードである。本コードは，原子炉格納容

器をドライウェルとサプレッション・チェンバの２ノードに分割

し，各ノードについて質量バランスの式によって水素ガス及び酸

素ガスの濃度変化を計算する。各ノード間のガスの移動は，圧力

バランスの式により求める。水素ガス及び酸素ガスの発生源とし

ては，ジルコニウム－水反応（水素ガス）及び水の放射線分解

（水素ガス及び酸素ガス）を考慮する。また，可燃性ガス濃度制

御系のモデルが組み込まれている。 

本コードの入力は，格納容器内各部の圧力，温度，湿度等の初

期条件，自由空間体積，流路面積及び流路抵抗の他，ジルコニウ

ム－水反応割合及び水の放射線分解率並びに可燃性ガス濃度制御

系容量及び作動時間であり，出力として，格納容器内の水素及び

酸素濃度の時間変化が求められる。 
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4.1.13 ＴＲＡＣ 

ＴＲＡＣは，三次元２流体モデル，炉心については三次元中性子

動特性モデルを有するコードである。ＴＲＡＣのモデル構成はモジ

ュール手法に基づいており，熱水力モデルとして，配管，ポンプ，

弁，分岐管，チャンネル，ジェットポンプ，ベッセルの基本コンポ

ーネントがある。システム解析は，これらのコンポーネントをブロ

ック構成して行う。使用するコンポーネントの数は任意で，その接

続やコンポーネント内の詳細は入力データによって指定する。この

ため，単純な個別効果試験からＢＷＲ実プラントまで，様々な規模

の設備について解析することができるコードである。 

ＴＲＡＣの熱水力に用いる２流体モデルは，気液相についての質

量，運動量，エネルギの保存式を解く。質量，運動量，エネルギの

保存式は，気液相間及び壁面について摩擦や熱伝達を扱う構成相関

式を用いた種々の基本モデルによって完結している。流動様式マッ

プはコード全般にわたり同一のものが適用されており，構成相関式

は流動様式にしたがって選択される。 
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第 4.1 表 各コードの使用実績 

コード 適用実績 

ＭＡＡＰ 米国産業界が実施した IDCOR(Industry 

Degraded Core Rulemaking Program，産業界

における損傷炉心規制プログラム)及び米国

EPRI を中心とした MUG(MAAP User’s Group)

のもとで開発されてきたコードである。国内

では，個別プラントのＰＲＡやストレステス

ト等において，米国では，設計認証申請にお

いて使用される等，国内外において使用実績

が豊富な代表的解析コードである。 

ＴＲＡＣ ＴＲＡＣは，ロスアラモス国立研究所

（LANL）で PWR 用に開発された TRAC-P1A と称

するバージョンが最初のものである。ＢＷＲ

向けのＴＲＡＣの開発は GE 社とアイダホ国立

研究所（INEL）の協力によって 1979 年に始ま

り，1985 年以降，過渡・安定性・ATWS 解析用

にＴＲＡＣを高度化することを目的に，開発

が継続された。米国の設計認証申請において

も，ＴＲＡＣコードによる事故解析が実施さ

れている等の適用例がある。 

※ 本表では，国内ＢＷＲの原子炉設置変更許可申請書の添付書類十

の安全評価において使用実績があるコードは除く。 
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5. 有効性評価に適用するコードの選定 

有効性評価に適用するコードを選定するに当たって，コードが備

えるべき物理現象モデルは２章で抽出されたとおりであり，４章で

述べた候補コードの特徴を踏まえ，必要な物理モデルの有無，模擬

性能の優劣及び利便性の観点から，適用するコードの選定を行っ

た。以下に，コード選定における考え方を整理する。なお，最終的

に選定された有効性評価に使用するコード一覧を第 5.14 表に示す。 
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5.1 炉心損傷防止 

5.1.1 高圧･低圧注水機能喪失 

2.1.1 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.1 表に示す。 

評価指標である燃料被覆管温度及び原子炉圧力に対しては，原子

炉圧力容器内で事故時に発生し得る気液対向流制限等の熱水力挙動

や燃料棒ヒートアップ挙動を詳細に評価するための現象モデルを兼

ね備えたコードとしてＳＡＦＥＲを用いることとした。また，ＳＡ

ＦＥＲによる炉心ヒートアップ解析結果において，燃料被覆管が高

温となり，燃料棒やチャンネルボックスの幾何学的配置を考慮した

詳細な輻射伝熱計算が必要となる場合には，併せてＣＨＡＳＴＥを

用いることとした。 

他に燃料被覆管温度上昇を伴う事故時の炉心部や圧力容器内の物

理現象を評価対象としているものにＭＡＡＰが挙げられるが，ＭＡ

ＡＰは，過渡変化時のスクラムまでの出力変化を取り扱えないた

め，燃料被覆管温度の詳細な挙動や膨れ／破損評価には適していな

い。 

評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度に対しては，ＳＡ

ＦＥＲは格納容器内の熱水力現象を取り扱うモデルを有しておら

ず，格納容器内において考慮すべき現象に必要となる現象モデルを

すべて有しているＭＡＡＰを用いることとした。 

ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないが，事象初期に原

子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は崩壊熱レベルに低下

するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納容器の長期的な評価

に対しては適用性を有する。  
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5.1.2 高圧注水･減圧機能喪失 

2.1.2 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.2 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとし，評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度

に対しては，ＭＡＡＰを用いることとした。 
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5.1.3 全交流動力電源喪失 

2.1.3 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.3 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとし，評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度

に対しては，ＭＡＡＰを用いることとした。 
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5.1.4 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.4.1 取水機能が喪失した場合 

2.1.4.1 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮す

べき現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.4 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとし，評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度

に対しては，ＭＡＡＰを用いることとした。 

 

5.1.4.2 残留熱除去系が故障した場合 

2.1.4.2 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮す

べき現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.4 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとし，評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度

に対しては，ＭＡＡＰを用いることとした。 
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5.1.5 原子炉停止機能喪失 

2.1.5 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.5 表に示す。 

本事故シーケンスグループでは，原子炉停止機能が喪失するた

め，炉心部の解析モデルについては，原子炉停止機能が喪失した状

態での，炉心内ボイド率変化，燃料温度変化及びボロン濃度の変化

に伴う原子炉出力応答が適切に評価できること及び炉心損傷に繋が

る燃料被覆管温度上昇や燃料被覆管の酸化量増加を適切に把握でき

ることがコード選定の要件として挙げられる。 

また，炉心部以外の解析モデルについては，評価指標である原子

炉圧力，ＳＲＶの作動によるサプレッション・チェンバのプール水

温の上昇，ＲＨＲによるサプレッション・チェンバのプール水の冷

却や格納容器圧力を評価できることが要件として挙げられる。 

以上のうち，炉心部の解析モデルに関する要求に対しては，出力

応答の評価において，ボイド率変化，出力変化といった事象推移を

考慮するために，これらの過渡変化に伴う核的挙動を考慮した炉心

動特性モデルが必要となる。また，燃料被覆管温度上昇を適切に把

握するためには，特に出力上昇やチャンネル内の冷却材条件の変化

を伴う本事象に対して，事象進展中の燃料棒表面熱伝達係数の変化

を取り込んだ評価が行える必要がある。 

したがって，これら原子炉出力，原子炉圧力，サプレッション・

チェンバのプール水温及び格納容器圧力変化を事象進展に見合った

評価とするため，すべてを同時に評価することが可能なＲＥＤＹを

用いることとした。また，評価指標である燃料被覆管温度について

は，出力上昇に伴う沸騰遷移時の燃料被覆管温度の評価モデルを有
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するＳＣＡＴを用いることとした。 

なお，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないことから適

さない。 
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5.1.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

2.1.6 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.6 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとし，評価指標である原子炉格納容器の圧力及び温度

に対しては，ＭＡＡＰを用いることとした。 
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5.1.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

2.1.7 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.7 表に示す。 

5.1.1 項での議論と同様に，評価指標である燃料被覆管温度及び

原子炉圧力に対しては，ＳＡＦＥＲ及び必要に応じてＣＨＡＳＴＥ

を用いることとした。 

なお，本事故シーケンスグループは，格納容器バイパス事象であ

り，原子炉格納容器の圧力及び温度を評価指標としていないため，

これらの評価指標に対するコードの選定は不要である。 
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5.2 格納容器破損防止 

5.2.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損） 

2.2.2 項で抽出した本格納容器破損モードの評価で考慮すべき現

象に対する各コードのモデルの対応を第 5.8 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードはＭＡＡＰのみであることから，ＭＡＡＰを用いること

とした。 

なお，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないが，事象初

期に原子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は崩壊熱レベル

に低下するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納容器の長期的

な評価に対しては適用性を有する。 
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5.2.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

2.2.3 項で抽出した本格納容器破損モードの評価で考慮すべき現

象に対する各コードのモデルの対応を第 5.9 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードはＭＡＡＰのみであることから，ＭＡＡＰを用いること

とした。 

なお，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないが，事象初

期に原子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は崩壊熱レベル

に低下するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納容器の長期的

な評価に対しては適用性を有する。 
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5.2.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

2.2.4 項で抽出した本格納容器破損モードの評価で考慮すべき現

象に対する各コードのモデルの対応を第 5.10 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードはＭＡＡＰのみであることから，ＭＡＡＰを用いること

とした。 

なお，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないが，事象初

期に原子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は崩壊熱レベル

に低下するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納容器の長期的

な評価に対しては適用性を有する。 
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5.2.4 水素燃焼 

2.2.5 項で抽出した本格納容器破損モードの評価で考慮すべき現

象に対する各コードのモデルの対応を第 5.11 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードはＭＡＡＰのみであることから，ＭＡＡＰを用いること

とした。 

なお，ＭＡＡＰは水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの

発生モデルを備えていないが，別途評価した崩壊熱から発生量を評

価し，それらの発生量を初期条件として与えることで考慮すること

が可能である。また，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていな

いが，事象初期に原子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は

崩壊熱レベルに低下するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納

容器の長期的な評価に対しては適用性を有する。 
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5.2.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

2.2.6 項で抽出した本格納容器破損モードの評価で考慮すべき現

象に対する各コードのモデルの対応を第 5.12 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードはＭＡＡＰのみであることから，ＭＡＡＰを用いること

とした。 

なお，ＭＡＡＰは，炉心動特性モデルを備えていないが，事象初

期に原子炉はスクラムし，事故後短期間で炉心出力は崩壊熱レベル

に低下するため，崩壊熱を考慮できれば，原子炉格納容器の長期的

な評価に対しては適用性を有する。 
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5.3 運転停止中原子炉における燃料損傷防止 

5.3.1 反応度の誤投入 

2.3.1 項で抽出した本事故シーケンスグループの評価で考慮すべ

き現象に対する各コードのモデルの対応を第 5.13 表に示す。 

評価指標に対して，考慮すべき現象に対する現象モデルを兼ね備

えたコードとしてＡＰＥＸ及びＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）を用いること

とした。 

ここで，2.3.1 項で述べたとおり，ＡＢＷＲでは，投入反応度が

即発臨界に至ることがないことをもって，燃料健全性に影響がない

ことを確認することができるため，ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）は必要に

応じて用いることとする。
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5
.
1
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

高
圧

･
低

圧
注

水
機

能
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT  

(RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 
原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

高
圧

注
水

･
減

圧
機

能
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備

含
む

）
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
4
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

崩
壊

熱
除

去
機

能
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
5
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

三
次

元
効

果
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
1
)
 

－
1
)
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

2
)
 

－
2
)
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備

含
む

）
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ほ
う

酸
水

の
拡

散
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド

 
1
)

 炉
心

は
冠

水
状

態
で

，
原

子
炉

圧
力

が
維

持
さ

れ
る

た
め

燃
料

被
覆

管
変

形
は

生
じ

な
い

 
2
)

 膜
沸

騰
状

態
の

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

を
保

守
的

な
取

扱
い

と
し

て
い

る
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第
5
.
6
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

時
注

水
機

能
喪

失
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備

含
む

）
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
7
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
炉

心
損

傷
防

止
：

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス

（
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
シ

ス
テ

ム
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S

注
水

（
給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

  
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
8
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
格

納
容

器
破

損
防

止
：

雰
囲

気
圧

力
・

温
度

に
よ

る
静

的
負

荷
（

格
納

容
器

過
圧

・
過

温
破

損
）
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ）

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S
注

水
（

給
水

系
・

代
替

注
水

設
備

含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素

ガ
ス

発
生

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素

ガ
ス

発
生

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

格
納

容
器

下
部

床
面

で
の

溶
融

炉
心

の
拡

が

り
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

内
部

構
造

物
の

溶
融

，
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
ﾌ
ﾟ
ｰ
ﾙ
水

と
の

伝

熱
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ｶ
ﾞ
ｽ
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

【
記

号
の

説
明

】
 

○
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
る

 
※

 三
次

元
：

三
次

元
沸

騰
水

型
原

子
炉

模
擬

計
算

コ
ー

ド
 

○
*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
9
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
格

納
容

器
破

損
防

止
：

高
圧

溶
融

物
放

出
／

格
納

容
器

雰
囲

気
直

接
加

熱
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ）

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原 子 炉 格 納 容 器

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

格
納

容
器

下
部

床
面

で
の

溶
融

炉
心

の
拡

が
り

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

内
部

構
造

物
の

溶
融

，
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
ﾌ
ﾟ
ｰ
ﾙ
水

と
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

溶
融

炉
心

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ｶ
ﾞ
ｽ
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
1
0
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
格

納
容

器
破

損
防

止
：

原
子

炉
圧

力
容

器
外

の
溶

融
燃

料
－

冷
却

材
相

互
作

用
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ）

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原 子 炉 格 納 容 器

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

格
納

容
器

下
部

床
面

で
の

溶
融

炉
心

の
拡

が
り

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

内
部

構
造

物
の

溶
融

，
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
ﾌ
ﾟ
ｰ
ﾙ
水

と
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

溶
融

炉
心

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ｶ
ﾞ
ｽ
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

【
記

号
の

説
明

】
 

○
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
る

 
※

 三
次

元
：

三
次

元
沸

騰
水

型
原

子
炉

模
擬

計
算

コ
ー

ド
 

○
*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
1
1
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
格

納
容

器
破

損
防

止
：

水
素

燃
焼

）
 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ）

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S
注

水
（

給
水

系
・

代
替

注
水

設
備

含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

格
納

容
器

下
部

床
面

で
の

溶
融

炉
心

の
拡

が
り

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

内
部

構
造

物
の

溶
融

，
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
ﾌ
ﾟ
ｰ
ﾙ
水

と
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

溶
融

炉
心

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ｶ
ﾞ
ｽ
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

【
記

号
の

説
明

】
 

○
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
る

 
※

 三
次

元
：

三
次

元
沸

騰
水

型
原

子
炉

模
擬

計
算

コ
ー

ド
 

○
*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
1
2
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
格

納
容

器
破

損
防

止
：

溶
融

炉
心

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
相

互
作

用
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

崩
壊

熱
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

○
*
 

（ 燃 料 ）

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
○

*
 

－
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

冷
却

材
流

量
変

化
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

気
液

熱
非

平
衡

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
○

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

E
C
C
S
注

水
（

給
水

系
・

代
替

注
水

設
備

含

む
）

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原 子 炉 格 納 容 器

冷
却

材
放

出
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

○
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝

導
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 
（ 逃 が し 安 全 弁 含 む ） 

原 子 炉 圧 力 容 器 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱

伝
達

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

放
射

線
水

分
解

等
に

よ
る

水
素

ガ
ス

・
酸

素
ガ

ス
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 炉 心 損 傷 後 ） 

原 子 炉 格 納 容 器 

格
納

容
器

下
部

床
面

で
の

溶
融

炉
心

の
拡

が
り

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

内
部

構
造

物
の

溶
融

，
破

損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
溶

融
炉

心
細

粒

化
)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

F
C
I
(
デ

ブ
リ

粒
子

熱

伝
達

)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

溶
融

炉
心

と
格

納
容

器
下

部
ﾌ
ﾟ
ｰ
ﾙ
水

と
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

溶
融

炉
心

と
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

伝
熱

 
－

 
－

 
－

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
分

解
及

び
非

凝
縮

性
ｶ
ﾞ
ｽ
発

生
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

F
P
挙

動
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

【
記

号
の

説
明

】
 

○
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
る

 
※

 三
次

元
：

三
次

元
沸

騰
水

型
原

子
炉

模
擬

計
算

コ
ー

ド
 

○
*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第
5
.
1
3
表

 
抽

出
さ

れ
た

物
理

現
象

と
コ

ー
ド

の
解

析
モ

デ
ル

の
対

応
 

（
運

転
停

止
中

原
子

炉
に

お
け

る
燃

料
損

傷
防

止
：

反
応

度
の

誤
投

入
）

 

分 類 

解
析

で
考

慮
す

べ
き

物
理

現
象

 

適
用

候
補

コ
ー

ド
 

SAFER 

CHASTE 

REDY 

SCAT 

MAAP 

APEX 

SCAT (RIA用) 

三次元
※
 

ISCOR 

LAMB 

短期PCV
※
 

長期PCV
※
 

可燃性ガス
※
 

（ 核 ） 

炉 心 

核
分

裂
出

力
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
*
 

○
 

○
*
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

出
力

分
布

変
化

 
○

*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

○
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

制
御

棒
反

応
度

効
果

 
○

*
 

－
 

○
 

－
 

○
*
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 燃 料 ） 

炉 心 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
○

 
○

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 
－

 

沸
騰

遷
移

 
○

*
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

（ 熱 流 動 ） 

炉 心 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

圧
力

損
失

 
○

 
－

 
○

 
○

 
○

 
－

 
○

 
－

 
○

 
○

 
－

 
－

 
－

 

三
次

元
効

果
 

○
*
 

－
 

○
*
 

○
*
 

－
 

－
 

○
*
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 
【

記
号

の
説

明
】

 
○

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

る
 

※
 三

次
元

：
三

次
元

沸
騰

水
型

原
子

炉
模

擬
計

算
コ

ー
ド

 
○

*
：

必
要

な
モ

デ
ル

を
備

え
て

い
な

い
が

解
析

条
件

等
で

考
慮

可
能

 
短

期
P
C
V
：

短
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
－

：
必

要
な

モ
デ

ル
を

備
え

て
い

な
い

 
長

期
P
C
V
：

長
期

間
格

納
容

器
圧

力
応

答
解

析
コ

ー
ド

 
 

可
燃

性
ガ

ス
：

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
解

析
コ

ー
ド
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第 5.14 表 有効性評価において使用するコード一覧 

事故シーケンスグループ 適用コード 

高圧・低圧注水機能喪失 ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

ＭＡＡＰ 

高圧注水・減圧機能喪失 ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

ＭＡＡＰ 

全交流動力電源喪失 ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

ＭＡＡＰ 

崩壊熱除去機能喪失 ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

ＭＡＡＰ 

原子炉停止機能喪失 ＲＥＤＹ 

ＳＣＡＴ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

ＭＡＡＰ 

格納容器バイパス（インターフェイスシス

テムＬＯＣＡ） 

ＳＡＦＥＲ 

（ＣＨＡＳＴＥ） 

 

格納容器破損モード 適用コード 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損） 

ＭＡＡＰ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 ＭＡＡＰ 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 ＭＡＡＰ 

水素燃焼 ＭＡＡＰ 

格納容器直接接触（シェルアタック） －※１ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 ＭＡＡＰ 

※１ ＢＷＲ MARK-Ⅰ型の格納容器に特有の事象であるため，評価対

象として想定する格納容器破損モードとはしていない。 

 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止 適用コード 

崩壊熱除去機能喪失 － 

全交流動力電源喪失 － 

原子炉冷却材の流出 － 

反応度の誤投入 ＡＰＥＸ 

ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）※２

※２ ＡＢＷＲでは必要に応じて用いる。 
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6. 選定されたコードの有効性評価への適用性について 

重大事故等対策の有効性評価を行うに当たって，炉心損傷防止対

策，格納容器破損防止対策及び運転停止中原子炉における燃料損傷

防止対策の有効性評価において想定する事故シーケンスグループあ

るいは格納容器破損モードのそれぞれにおいて，関連する物理現象

を抽出し，それらの物理現象に関する解析モデルを備えたコードと

して，有効性評価へ適用するコードを選定した。 

これらの各コードについての解析モデルの妥当性及び有効性評価

への適用性の検討結果については，第１部～第６部に示す。 
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許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較について 

 

本有効性評価解析に適用する解析コードとして，ＳＡＦＥＲ／ＣＨ

ＡＳＴＥ，ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴ，ＡＰＥＸ／ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）を

選定しているが，これらは従来の国内ＢＷＲの原子炉設置変更許可申

請書の添付書類十の安全評価において使用実績があるコードであるこ

とから，設計基準（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故）と重

大事故等対策の有効性評価の解析対象範囲について整理を行った。 

 

 表１   ＳＡＦＥＲ／ＣＨＡＳＴＥにおける従来許認可解析と重大事故

等対策の有効性評価の比較 

 表２－１ ＲＥＤＹにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評

価の比較 

 表２－２ ＳＣＡＴにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評

価の比較 

表３   ＡＰＥＸ／ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）における従来許認可解析と重大

事故等対策の有効性評価の比較  

 

 
 

添付資料１  
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表１ ＳＡＦＥＲ／ＣＨＡＳＴＥにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（1／12） 
 従来許認可解析 

（ＢＷＲ５原子炉冷却材喪失：中小破断） 
重大事故等対策の有効性評価 

（ＢＷＲ５ ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

原
子
炉
圧
力

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
水
位
）  

燃
料
被
覆
管
温
度

 

熱
伝
達
係
数

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

1.0E+04

1.0E+05

1.0E+06

0 10 20 30 40 50

熱

伝

達

係

数

事故後の時間 (分)

(m2・K)）

 
 

炉心露出による 
温度上昇 

炉心露出による 
温度上昇 

原子炉減圧に伴う蒸気

流出による炉心露出 

自動減圧系作動 逃がし弁手動操作 
による原子炉減圧 

低圧代替注水系作動

低圧注水系作動 

低圧炉心スプレイ系作動

原子炉減圧に伴う蒸気

流出による炉心露出 

PCT 発生位置 
露出 PCT 発生位置 

再冠水 

核沸騰冷却 
（ボイド率に対応した値） 蒸気冷却

膜沸騰冷却(冠水時) 
噴霧流冷却(露出時) 

遷移沸騰冷却
核沸騰冷却

(再冠水後) 
核沸騰冷却 

（ボイド率に対応した値）
蒸気冷却

膜沸騰冷却(冠水時) 
噴霧流冷却(露出時) 

遷移沸騰冷却

核沸騰冷却(再冠水後) 

PCT 発生位置 
露出 

PCT 発生位置 
再冠水 

(W/(m2 K))
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表１ ＳＡＦＥＲ／ＣＨＡＳＴＥにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（2／12） 

 従来許認可解析 
（ＢＷＲ５原子炉冷却材喪失：中小破断） 

重大事故等対策の有効性評価 
（ＢＷＲ５ ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

事

象

進

展 

原子炉圧力：ＰＬＲ配管破断及び原子炉スク

ラムにより低下し，ＭＳＩＶ閉鎖後は上昇に

転じＳＲＶ開閉により圧力が制御され，ＡＤ

Ｓ作動により強制減圧される。 
原子炉水位：破断口からの冷却材流出及びＳ

ＲＶからの蒸気流出により低下し，ＡＤＳ作

動による減圧沸騰により一時的に上昇する

が，その後，再び低下して炉心露出し，ＥＣ

ＣＳの注水後，炉心再冠水する。 
燃料被覆管温度：炉心露出により上昇を開始

し，除熱が発熱を上回ると低下する。 

熱伝達係数：炉心冠水時は核沸騰冷却，炉心

露出時は蒸気冷却，ＥＣＣＳの注水後は噴霧

流冷却を経て，炉心再冠水後は核沸騰冷却に

復帰する。 

原子炉圧力：ＰＬＲ配管破断及び原子炉スク

ラムにより低下し，ＭＳＩＶ閉鎖後は上昇に

転じＳＲＶ開閉により圧力が制御され，ＳＲ

Ｖ手動操作により強制減圧される。 
原子炉水位：破断口からの冷却材流出及びＳ

ＲＶからの蒸気流出により低下し，ＳＲＶ手

動操作による減圧沸騰により一時的に上昇す

るが，その後，再び低下して炉心露出し，代

替注水系の注水後，炉心再冠水する。 
燃料被覆管温度：炉心露出により上昇を開始

し，除熱が発熱を上回ると低下する。 
熱伝達係数：炉心冠水時は核沸騰冷却，炉心

露出時は蒸気冷却，代替注水系の注水後は噴

霧流冷却を経て，炉心再冠水後は核沸騰冷却

に復帰する。 
原子炉スクラム：０秒 

ＭＳＩＶ閉鎖：約 19 秒 

原子炉水位低（レベル１）：約２分 

原子炉減圧開始：約４分 

炉心露出：約５分 

低圧炉心スプレイ系作動：約６分 

低圧注水系作動：約７分 

ＰＣＴ発生：約７分（約 589℃） 

炉心再冠水：約８分 

原子炉スクラム：０秒 

ＭＳＩＶ閉鎖：約２分 

原子炉水位低（レベル１）：約 16 分 

原子炉減圧開始：約 30分 

炉心露出：約 31 分 

ＥＣＣＳ：機能喪失 

低圧代替注水開始：約 32分 

ＰＣＴ発生：約 38分（約 805℃） 

炉心再冠水：約 52分 

変
化
範
囲

原子炉圧力：大気圧～ＳＲＶ吹出設定圧力 

原子炉水位：原子炉圧力容器底部～通常水位

燃料被覆管温度：約 152～約 589℃ 

熱伝達係数：約 10～約 57000 W/(m2･K) 

時間：０秒～約８分 

原子炉圧力：同左 

原子炉水位：同左 

燃料被覆管温度：約 126～約 805℃ 

熱伝達係数：約１～約 57000 W/(m2･K) 

時間：０秒～約 55分 

適
用
範
囲

原子炉圧力：大気圧～ＳＲＶ吹出設定圧力 

原子炉水位：原子炉圧力容器底部～頂部 

燃料被覆管温度：飽和温度～1200℃ 

熱伝達係数：０～約 57000 W/(m2･K) 

時間：０秒～制限なし 

原子炉圧力：同左 
原子炉水位：同左 
燃料被覆管温度：同左 
熱伝達係数：同左 
時間：同左 
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可
解

析
と

同
一

の
ベ

ス
ト

フ
ィ

ッ

ト
曲

線
を

用
い

て
い

る
た

め
，
差

異
は

な
い

。 
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
5／

1
2
）
 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

逃
が

し
安

全
弁

 
安

全
弁
機

能
 

逃
が

し
弁

機
能

 
有

 
従

来
許

認
可

解
析

条
件

に
対

し
て

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
で

は
ノ

ミ
ナ

ル
条

件

を
前

提
に

設
定

し
て

お
り

，
期

待
す

る
減

圧

機
能

の
違

い
に

よ
る

差
が

あ
る

が
，

原
子

炉

減
圧

に
伴

う
基

本
的

な
挙

動
は

，
従

来
許

認

可
解

析
と

同
様

で
あ

る
。

 

原
子

炉
減

圧
 

自
動

減
圧

系
 

逃
が

し
弁

手
動

操
作

 
有

 

外
部

電
源

 
事

故
と
同

時
に

喪
失

 
事

故
と
同

時
に

喪
失

又
は

健
全

 
有

 
外

部
電

源
が

健
全

な
場

合
は

，
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
動

作
タ

イ
ミ

ン
グ

に
差

が
あ

る

が
，

事
故

後
の

炉
心

及
び

原
子

炉
圧

力
容

器

内
の

基
本

的
な

挙
動

は
，

従
来

許
認

可
解

析

と
同

様
で

あ
り

，
差

異
に

よ
る

影
響
は

な
い
。 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

，
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
及

び

代
替

注
水

系
 

安
全

要
求

仕
様

値
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

破
断

口
，
Ｓ
Ｒ

Ｖ
か

ら
の

冷

却
材

の
流

出
 

平
衡

均
質

流
モ

デ
ル

及
び

差
圧

流
モ

デ
ル

 
同

左
 

無
 

差
異

は
な

い
。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
6／

1
2
）
 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 モ デ ル 

燃
料

被
覆

管
と

冷
却

材
間

の

熱
伝

達
係

数
 

核
沸

騰
 

（
ボ

イ
ド

率
の

関
数

と
す

る
相

関

式
）

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
炉

心
冠

水
時
の

熱
水

力
挙

動
は

従
来

許
認

可

解
析

と
同

様
で

あ
り

，
ボ

イ
ド

率
依

存
の

核

沸
騰

熱
伝

達
モ

デ
ル

は
適

用
可

能
。

 
膜

沸
騰
 

（
噴

霧
流

冷
却

の
相

関
式

と
修

正

B
r
o
m
l
ey

の
式

を
ボ

イ
ド

率
の

関
数

と
し

て
使

用
す

る
相

関
式

）
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
過

渡
事

象
発
生

直
後

の
高

流
量

／
高

圧
条

件

か
ら

炉
心

再
冠

水
後

の
低

流
量

／
低

圧
条

件

ま
で

適
用

可
能

。
 

遷
移

沸
騰

 
（

核
沸

騰
と

膜
沸

騰
の

熱
伝

達
係

数

を
燃

料
被

覆
管

過
熱

度
で

内
挿

し
た

相
関

式
）

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
核

沸
騰

熱
伝
達

係
数

と
膜

沸
騰

熱
伝

達
係

数

の
内

挿
値

を
適

用
す

る
た

め
，

同
じ

く
適

用

可
能

。
 

蒸
気

単
相
 

（
D
i
t
tu
s
-
Bo
e
l
te
r
の

式
）

 
同

左
 

無
 

差
異

は
な

い
。

 
炉

心
露

出
に
よ

る
ヒ

ー
ト

ア
ッ

プ
挙

動
は

，

従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で
あ

り
，

重
大

事

故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

に
お

い
て

長
時

間

持
続

す
る

場
合

に
も

適
用

可
能

。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
7／

1
2
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 モ デ ル 

燃
料

被
覆

管
と

冷
却

材
間

の
熱

伝
達

係
数

 
噴

霧
流

 
（

S
u
n
-S
a
ha

の
式

）
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
炉

心
露

出
時

に
原

子
炉

注
水

に
よ

る
再

冠
水

過
程

に
お

い
て

炉
心

に
液

滴
が

混
入

す
る

状

態
は

従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で
あ

り
，

重

大
事

故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

に
お

い
て

長

時
間

持
続

す
る

場
合

に
も

適
用

可
能
。

 
ス

プ
レ
イ

（
落

下
水

）
 

（
ス

プ
レ

イ
冷

却
実

験
デ

ー
タ

に
基

づ
く

相
関

式
）

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
従

来
許

認
可

解
析

で
も

ス
プ

レ
イ

冷
却

の
効

果
が

小
さ

い
こ

と
か

ら
適

用
を

除
外

し
て

お

り
，

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
で

も

適
用

を
除

外
し

て
い

る
。

 
濡

れ
 

（
濡

れ
た

後
の

熱
伝

達
係

数
は

A
n
d
e
r
se
n
の

モ
デ

ル
に

基
づ
く

）
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
濡

れ
に

よ
る

冷
却

効
果

小
さ

く
，

高
出

力
燃

料
集

合
体

で
は

保
守

的
に

落
下

水
は

無
視

し

て
い

る
た

め
，

適
用

さ
れ

な
い

。
 

輻
射

 
（

燃
料

集
合

体
幾

何
形

状
に

依
存

す

る
輻

射
形

態
係

数
，
輻
射

率
，
灰

色
体

輻
射

係
数

に
基

づ
き

導
出

し
た

式
）

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
燃

料
集

合
体

内
幾

何
形

状
に

依
存

し
，

幾
何

形
状

は
変

更
な

い
た

め
適

用
可

能
。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
8／

1
2
）
 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 核 ） 

核
分

裂
出

力
 

出
力

分
布

変
化

 
反

応
度

フ
ィ

ー
ド

バ

ッ
ク

効
果

 
制

御
棒
反

応
度

効
果

 
崩

壊
熱

 

事
象

発
生

後
早

期
に

原
子

炉
が

ス
ク

ラ

ム
し

未
臨

界
と

な
る

が
，

ス
ク

ラ
ム

ま

で
は

核
分

裂
出

力
，

ス
ク

ラ
ム

後
は

崩

壊
熱

を
考

慮
し

て
適

切
に

原
子

炉
出

力

変
化

を
設

定
し

て
い

る
。

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
9／

1
2
）
 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 燃 料 ） 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
燃

料
棒
表

面
熱

伝
達

 
沸

騰
遷
移

 

沸
騰

遷
移

に
よ

り
燃

料
棒

温
度

上
昇

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
，

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
 

沸
騰

遷
移

に
よ

る
燃

料
棒

温
度

上
昇

評
価

は
，

従
来

許
認

可
解

析
の

範
囲

で
評

価
さ

れ
て

い
る

。
 

無
 

差
異

は
な

い
。

 

炉
心

露
出

に
よ

り
燃

料
棒

温
度

上
昇

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

）
 

炉
心

露
出

期
間

：
約

３
分

間
 

再
冠

水
 

：
約

10
分
以

内
 

炉
心

露
出

に
よ

り
燃

料
棒

温
度

上
昇
 

 炉
心

露
出

期
間

：
約

10
～

30
分

間
 

再
冠

水
 

：
約

１
時

間
以

内
 

有
 

炉
心

露
出

期
間

が
長

時
間

と
な

る
た

め
影

響

が
あ

る
が

，
炉

心
露

出
，

炉
心

再
冠

水
，

除

熱
量

が
発

熱
量

を
上

回
る

こ
と

に
よ

る
温

度

低
下

と
い

う
基

本
的

な
挙

動
は

，
従

来
許

認

可
解

析
と

同
様

で
あ

る
。

 
燃

料
被
覆

管
酸

化
 

無
視

し
得

る
程

度
 

１
％

以
下
 

有
 

燃
料

被
覆

管
温

度
が

高
温

に
な

る
た

め
影

響

が
あ

る
が
，
評
価

式
で

あ
る

Ba
k
e
r
-
Ju
s
t
の

式
は

，
燃

料
被

覆
管

温
度

が
高

温
に

な
る

場

合
に

も
実

験
に

よ
り

妥
当

性
が

確
認

さ
れ

て

い
る

。
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

膨
れ

・
破

裂
は

発
生

し
な

い
 

膨
れ

は
発

生
す

る
が

破
裂

は
発

生
し

な
い

 
有

 
燃

料
被

覆
管

温
度

が
高

温
に

な
る

た
め

影
響

が
あ

る
。

 
三

次
元
効

果
 

三
次

元
的

な
輻

射
伝

熱
は

，
最

高
温

度

位
置

に
対

し
て

は
，

伝
熱

量
が

増
加

す

る
た

め
，

燃
料

被
覆

管
温

度
は

厳
し

く

な
ら

な
い

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
10
／

1
2）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 熱 流 動 ） 

沸
騰

・
ボ

イ
ド

率
変

化
 

減
圧

沸
騰

に
よ

り
発

生
し

た
ボ

イ
ド

に

よ
り

形
成

さ
れ

た
二

相
水

位
変

化
に

よ

り
炉

心
が

露
出

し
燃

料
被

覆
管

温
度

が

上
昇

す
る

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
気

液
分
離

（
水

位
変

化
）

：
同

上
 

対
向

流
：

 
炉

心
ス

プ
レ

イ
が

作
動

す
る

場
合

に
Ｃ

Ｃ
Ｆ

Ｌ
，

Ｃ
Ｃ

Ｆ
Ｌ

ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン

が
発

生
す

る
。

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

：
 

露
出

す
る

場
合

は
露

出
期

間
が

長
時

間
に

な
る

。
 

対
向

流
：

同
左

 

有
 

炉
心

露
出

期
間

が
長

時
間

と
な

る
た

め
影

響

が
あ

る
が

，
炉

心
露

出
，

炉
心

再
冠

水
，

除

熱
量

が
発

熱
量

を
上

回
る

こ
と

に
よ

る
温

度

低
下

と
い

う
基

本
的

な
挙

動
は

，
従

来
許

認

可
解

析
と

同
様

で
あ

る
。

 
気

液
熱
非

平
衡

 
炉

心
露

出
時

に
燃

料
棒

の
ヒ

ー
ト

ア
ッ

プ
に

よ
り

蒸
気

が
過

熱
さ

れ
る

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

圧
力

損
失

 
事

故
と

同
時

に
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

し
炉

心
流

量
が

早
期

に
低

下
す

る

た
め

，
炉

心
部

の
圧

力
損

失
は

減
少

す

る
。

 

事
故

直
後

に
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

し
炉

心
流

量
が

早
期

に
低

下
す

る
た

め
，
炉
心

部
の

圧
力

損
失
は

減
少

す
る

。
 

有
 

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

の
タ

イ
ミ

ン
グ

に

わ
ず

か
な

差
異

が
あ

る
が

，
炉

心
流

量
が

早

期
に

低
下

す
る

た
め

影
響

は
小

さ
い
。

 

三
次

元
効

果
 

炉
心

再
冠

水
過

程
で

は
，

燃
料

集
合

体

の
内

部
に

は
異

な
る

流
れ

の
状

態
が

存

在
す

る
。

炉
心

ス
プ

レ
イ

注
水

後
，

ス

パ
ー

ジ
ャ

が
水

没
し

た
場

合
に

は
，

上

部
プ

レ
ナ

ム
の

周
辺

領
域

が
サ

ブ
ク

ー

ル
状

態
と

な
る

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
11
／

1
2）

 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

冷
却

材
流

量
変

化
 

事
故

と
同

時
に

再
循

環
ポ

ン
プ

が
ト

リ

ッ
プ

し
炉

心
流

量
が

早
期

に
低

下
す

る
。

 

事
故

直
後

に
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

し
炉

心
流

量
が

早
期

に
低

下
す

る
。

 

有
 

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

の
タ

イ
ミ

ン
グ

に

わ
ず

か
な

差
異

が
あ

る
が
，
影

響
は
小

さ
い

。 

炉
心

露
出

時
は

原
子

炉
水

位
が

低
下

し

て
，

炉
心

シ
ュ

ラ
ウ

ド
内

外
の

自
然

循

環
が

維
持

で
き

な
い

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

冷
却

材
放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 
自

動
減

圧
系

に
よ

る
原

子
炉

の
急

速
減

圧
，

あ
る

い
は

，
破

断
口

か
ら

の
冷

却

材
放

出
に

よ
り

炉
心

露
出

が
生

じ
る
。

 

逃
が

し
弁

手
動

操
作

に
よ

る
原

子
炉

の
急

速
減

圧
，
あ

る
い

は
，
破
断

口
か

ら
の

冷
却

材
放

出
に

よ
り

炉
心

露
出

が
生

じ
る

。
 

有
 

減
圧

手
段

の
違

い
に

よ
る

影
響

が
あ

る
が

，

冷
却

材
放

出
の

基
本

的
な

挙
動

は
，

従
来

許

認
可

解
析

と
同

様
で

あ
る

。
 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変
化

 
自

動
減

圧
系

に
よ

る
原

子
炉

の
急

速
減

圧
，

あ
る

い
は

，
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
後

の
冷

却

材
放

出
に

よ
る

減
圧

沸
騰

に
よ

り
発

生

し
た

ボ
イ

ド
量

の
変

化
に

応
じ

て
二

相

水
位

が
変

化
す

る
。

ま
た

，
原

子
炉

注

水
に

よ
り

蒸
気

は
凝

縮
さ

れ
る

。
 

逃
が

し
弁

手
動

操
作

に
よ

る
原

子
炉

の
急

速
減

圧
，
あ

る
い

は
，
Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

後
の

冷
却

材
放

出
に

よ
る

減
圧

沸
騰

に
よ

り
発

生
し

た
ボ

イ
ド

量
の

変
化

に
応

じ
て

二
相

水
位

が
変

化
す

る
。
ま

た
，
原
子

炉
注

水
に

よ
り

蒸
気
は

凝
縮

さ
れ

る
。
 

有
 

減
圧

手
段

の
違

い
に

よ
る

影
響

が
あ

る
が

，

減
圧

開
始

時
間

と
設

備
仕

様
が

異
な

る
以

外
，

原
子

炉
減

圧
に

伴
う

基
本

的
な

熱
水

力

挙
動

は
，
従
来
許

認
可

解
析
と

同
様
で

あ
る

。 
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表

１
 
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ
Ｅ

に
お

け
る

従
来

許
認
可

解
析

と
重

大
事

故
等

対
策

の
有
効

性
評

価
の

比
較

（
12
／

1
2）

 

 
項

 
目

 
従

来
許
認

可
解

析
 

（
原

子
炉

冷
却

材
喪

失
事

故
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向
流

 
圧

力
損
失

 

こ
れ

ら
の

物
理

現
象

は
炉

心
以

外
の

領

域
で

は
直

接
的

に
は

影
響

し
な

い
。

 
同

左
 

無
 

差
異

は
な

い
。

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

 
自

動
減

圧
系

に
よ

る
原

子
炉

減
圧

過
程

に
お

い
て

，
構

造
材

の
保

有
熱

が
冷

却

材
へ

移
行

す
る

。
 

逃
が

し
弁

手
動

操
作

に
よ

る
原

子
炉

減
圧

過
程

に
お

い
て

，
構

造
材
の

保
有

熱
が

冷
却

材
へ

移
行

す
る

。
 

有
 

減
圧

手
段

の
違

い
に

よ
る

影
響

が
あ

る
が

，

減
圧

開
始

時
間

と
設

備
が

異
な

る
以

外
，

原

子
炉

減
圧

に
伴

う
構

造
材

と
の

熱
伝

達
の

基

本
的

な
挙

動
は

，
従

来
許

認
可

解
析

と
同

様

で
あ

る
。

 
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
注

水
（

給

水
系

・
代

替
注

水
設

備
含

む
）
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

に
よ

る
原

子
炉

注
水

に
よ

り

炉
心

が
冷

却
さ

れ
る

。
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

又
は

代
替

注
水

設
備

に
よ

る
原

子
炉

注
水

に
よ

り
炉

心
が

冷
却

さ
れ

る
。
 

有
 

原
子

炉
注

水
設

備
の

差
異

に
よ

る
影

響
は

あ

る
が

注
水

特
性

が
異

な
る

以
外

，
炉

心
冷

却

の
基

本
的

な
挙

動
は

，
従

来
許

認
可

解
析

と

同
様

で
あ

る
。

 
三

次
元
効

果
 

事
故

と
同

時
に

再
循

環
ポ

ン
プ

が
ト

リ

ッ
プ

す
る

た
め

，
炉

心
流

量
急

減
過

程

に
お

い
て

下
部

プ
レ

ナ
ム

内
の

流
量

配

分
の

不
均

等
は

発
生

し
な

い
。

 

事
故

直
後

に
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

す
る

た
め

，
炉

心
流

量
急
減

過
程

に
お

い
て

下
部

プ
レ

ナ
ム

内
の

流
量

配
分

の
不

均
等

は
発

生
し

な
い

。
 

有
 

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

の
タ

イ
ミ

ン
グ

に

わ
ず

か
な

差
異

が
あ

る
が
，
影

響
は
小

さ
い

。 
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表２－１ ＲＥＤＹにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（1／11） 
 従来許認可解析 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止 

＋原子炉停止機能喪失） 

原
子
炉
出
力
（
中
性
子
束
）  

 

 

原
子
炉
圧
力 

 

 

 

格
納
容
器
圧
力
／ 

格
納
容
器
プ
ー
ル
水
温
度

原子炉スクラムにより蒸気発生量が減少す

るため，原子炉格納容器側パラメータの変

化はほとんどない。 

 

運
転
特
性
図 

 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

原子炉スクラムに

よる出力低下 
原子炉スクラム失

敗による出力上昇 

原子炉スクラム及び逃が

し弁開による圧力低下

原子炉スク

ラム失敗及

び逃がし弁

開閉による

圧力制御 

逃がし弁開による圧力低下
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表２－１ ＲＥＤＹにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（2／11） 
 従来許認可解析 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止 

＋原子炉停止機能喪失） 

事
象
進
展 

原子炉出力(中性子束)：ＭＳＩＶ閉鎖によ

る原子炉スクラムにより低下する。 

 

 

 

 

原子炉圧力：ＭＳＩＶ閉鎖により上昇する

が，逃がし弁開及び原子炉スクラムにより

降下に転じ，その後は逃がし弁により圧力

制御される。 

格納容器圧力及びプール水温度：逃がし弁

開により蒸気がサプレッション・チェンバ

のプール水中へ放出されるが，その量は僅

かであり，格納容器圧力及びプール水温度

上昇は小さいと考えられる。なお，従来許

認可では本パラメータは評価対象外であ

る。 

運転特性図上の運転点は，原子炉スクラム

により，高出力低流量には至らない。 

原子炉出力(中性子束)：ＭＳＩＶ閉鎖による

原子炉スクラムに失敗して，圧力上昇により

上昇した後，圧力高ＲＰＴによる炉心流量減

少により低下する。その後，給水加熱喪失に

よる炉心入口サブクール度の増加により緩

やかに上昇する。 

原子炉圧力：ＭＳＩＶ閉鎖により上昇し，逃

がし弁が作動するが，原子炉スクラム失敗に

より原子炉出力が高めに維持されることか

ら，原子炉圧力も高めを維持する。 

格納容器圧力及びプール水温度：逃がし弁開

により蒸気がサプレッション・チェンバのプ

ール水中へ放出されるため，格納容器圧力及

びプール水温度が上昇する。ほう酸水の注入

による原子炉出力低下とＲＨＲによる除熱

により，格納容器圧力／プール水温度は低下

に転じる。 

運転特性図上の運転点は，原子炉スクラム失

敗及びＲＰＴにより，高出力低流量に至る。

原子炉スクラム：約 0.3 秒 

逃がし弁開：約２秒 

MSIV 閉鎖：約３秒 

原子炉スクラム：失敗 

逃がし弁開：約２秒 

MSIV 閉鎖：約３秒 

ECCS 起動：約 34 秒 

給水停止：約 173 秒 

SLC 起動：約 11 分 

変
化
範
囲 

原子炉出力：初期値～０％ 

原子炉圧力：初期値～8.08MPa[gage] 

格納容器圧力：(評価対象外) 

プール水温度：(評価対象外) 

時間：０秒～約 20秒 

原子炉出力：０％～306％ 

原子炉圧力：初期値～約 8.92MPa[gage] 

格納容器圧力：初期値～約 0.19MPa[gage] 

プール水温度：初期値～約 113℃ 

時間：０秒～約 2400 秒(40 分) 

適
用
範
囲 

原子炉出力：０％以上 

原子炉圧力：タービン無負荷圧力 

～最高使用圧力の 1.2 倍 

格納容器圧力：(評価対象外) 

 

プール水温度：(評価対象外) 

時間：０秒～制限なし 

原子炉出力：同左 

原子炉圧力：同左 

 

格納容器圧力：通常運転圧力 

～0.62MPa[gage] 

プール水温度：通常運転温度～200℃ 

時間：同左 
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
3
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

運
転

条
件

 
原

子
炉
出

力
：

過
出

力
条

件
 

炉
心

流
量

：
運

転
特

性
図

考
慮

 
原

子
炉
圧

力
：

過
出

力
条

件
 

原
子

炉
出

力
：

定
格

出
力

条
件

 
炉
心

流
量

：
運

転
特

性
図

考
慮

 
原
子

炉
圧

力
：

定
格

出
力

条
件

 

有
 

従
来

許
認

可
解

析
が
保
守

的
評

価
条
件

を
採

用
し

て
い

る
に

対
し

て
，
重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

で
は

よ
り

実
機
に
近

い
条

件
を
設

定
。

 
解

析
結
果

は
よ

り
現
実
的

な
結

果
と
な

る
。

 
初

期
原
子

炉
水

位
 

通
常

水
位

 
同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
事

象
 

主
蒸

気
隔

離
弁

の
誤

閉
止

 
同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
原

子
炉
ス

ク
ラ

ム
 

主
蒸

気
隔

離
弁

閉
ス

ク
ラ

ム
 

ス
ク

ラ
ム

機
能

喪
失

 
有

 
原

子
炉
停

止
機

能
喪
失
事

象
の

前
提
条

件
。

 
炉

心
条
件

 
  

９
×

９
燃

料
(
Ａ
型

)
，
９

×
９

燃
料
(
Ｂ

型
)
，
８

×
８

燃
料

，
MO
X
燃
料

の
混
在

炉
心

又
は

単
一

炉
心
 

(
プ

ラ
ン

ト
に

よ
り

異
な

る
) 

９
×

９
(
Ａ
型

)
，
M
OX

燃
料
の

単
一
炉

心
，
又

は
９

×
９

(
Ａ
型

)と
MO
X
燃
料

の
混

在
炉

心
 

(
プ
ラ
ン

ト
に

よ
り

異
な

る
) 

有
 

 

従
来

許
認

可
解

析
で

は
原

子
炉

内
に

存
在

す
る

燃

料
タ

イ
プ

ご
と

に
保

守
的

な
混

在
炉

心
を

選
定

し

て
い

る
が

，
重

大
事

故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

で

は
代

表
的

な
炉

心
条

件
と

し
て

単
一

炉
心

又
は

M
O
X

混
在

を
選

定
し
て

い
る

。
燃

料
タ

イ
プ

は
異

な
る

も
の

の
，

熱
水

力
特

性
は

同
等

で
あ

り
，

プ

ラ
ン

ト
全

体
挙

動
に
及
ぼ

す
影

響
は
小

さ
い

。
 

ボ
イ

ド
反

応
度

係
数

 
ド

ッ
プ
ラ

反
応

度
係

数
 
圧

力
上
昇

過
渡

用
保

守
係

数
を

使
用

 
 

圧
力

上
昇

過
渡

用
保

守
係

数
を

代
表

値
と

し
て

使
用

 
無

  
原

子
炉
停

止
機

能
喪
失
事

象
で

は
炉
心

流
量

が
急

減
す

る
挙

動
も

あ
る
が
，

起
因

事
象
が

従
来

許
認

可
と

同
じ

で
あ

る
こ
と
か

ら
保

守
係
数

の
代

表
値

と
し

て
，

出
力

上
昇
を
厳

し
く

す
る
圧

力
上

昇
過

渡
と

同
じ

値
を

使
用
す
る

。
 

ギ
ャ

ッ
プ

熱
伝

達
係

数
 
燃

焼
期
間

中
結

果
を

厳
し

く
す

る
値

 
同
左

 
無

 
重

大
事
故

等
対

策
の
有
効

性
評

価
に
お

け
る

燃
焼

期
間

は
従

来
許

認
可
解
析

と
同

じ
で
あ

り
差

異
は

な
い

。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
4
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

代
替

再
循

環
ト

リ
ッ

プ
機

能
 

考
慮

し
な

い
 

考
慮

す
る

 
有

 
原

子
炉
停

止
機

能
喪

失
事

象
の

前
提
条

件
。

 
 

代
替

制
御

棒
挿

入
機

能
 

考
慮

し
な

い
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

ほ
う

酸
水

注
入

機
能

 
考

慮
し
な

い
 

考
慮

す
る

 
有

 
原

子
炉
停

止
機

能
喪

失
事

象
の

前
提
条

件
。

 
 

予
備

給
水

ポ
ン

プ
 

考
慮

し
な

い
 

考
慮

す
る

 
有

 
Ｍ

Ｓ
Ｉ
Ｖ

閉
に

よ
る

給
水

加
熱

喪
失
の

効
果

に
よ

り
出

力
が

上
昇

す
る

た
め

結
果
が

厳
し

く
な

る
条

件
を

設
定

。
 

崩
壊

熱
 

一
次

遅
れ

特
性

 
４
群

又
は

11
群
モ

デ
ル
 

(
AN
S
I
/A
N
S
-5
.
1
-1
9
79

相
当
)
 

有
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
で
は

長
時

間
領

域
で

の
崩

壊
熱

に
よ

る
影

響
を
精

度
良

く
評

価
す

る
た

め
に
，
よ
り
現

実
的
な

崩
壊

熱

変
化

を
設

定
。

 
外

部
電
源

 
健

全
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 
Ｓ

Ｒ
Ｖ
仕

様
 

逃
が

し
弁

機
能

 
（

作
動
設

定
値

は
過

出
力

条
件

用
）

 
逃
が

し
弁

機
能

 
（
作

動
設

定
値

は
設

計
値

）
 

有
 

定
格

出
力

条
件

に
従

い
，
開
設

定
圧
力

を
設

計

値
に

変
更

し
て

い
る

が
，
初
期

原
子
炉

圧
力

か

ら
開

設
定

値
ま

で
の

差
は

同
じ

で
あ
る

た
め
，

原
子

炉
減

圧
に

伴
う

基
本

的
な

挙
動
は
，
従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で
あ

る
。

 
再

循
環
ポ

ン
プ

慣
性

 
設

計
値

 
同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
5
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ
 

考
慮

し
な

い
 

 
考
慮

す
る

 
 

有
 

従
来

許
認

可
解

析
で

の
評

価
指

標
上
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
の

動
作

有
無

は
考

慮
不

要
で

あ
っ
た

が
，
重

大
事

故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

で
は
原

子
炉

が
ス

ク
ラ

ム
し

な
い

た
め

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ
作

動
の

影
響

を
確

認
し

て
い

る
。
 

高
圧

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ
 

考
慮

し
な

い
 

考
慮

す
る

 
 

有
 

従
来

許
認

可
解

析
で

の
評

価
指

標
上
，
高

圧
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
の

動
作

有
無

は
考

慮
不

要
で
あ

っ
た

が
，
重

大
事

故
等
対
策

の
有
効

性
評
価

で
は

原

子
炉

が
ス

ク
ラ

ム
し

て
い

な
い

た
め
，
高

圧
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
作

動
の

影
響

を
確

認
し

て
い
る

。
 

原
子

炉
格

納
容

器
 

考
慮

し
な

い
 

 
考
慮

す
る

 
 

有
 

従
来

許
認

可
解

析
で

は
，
早
期

に
ス
ク

ラ
ム

す

る
た

め
原

子
炉

格
納

容
器

側
評

価
は
実

施
し

な
い

が
，
重

大
事
故
等

対
策
の

有
効
性

評
価

で

は
原

子
炉

格
納

容
器

側
も

評
価

指
標
で

あ
る

た
め

設
計

値
を

使
用

し
て

そ
の

影
響
を

確
認

し
て

い
る

。
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

考
慮

し
な

い
 

 
考
慮

す
る

 
 

有
 

従
来

許
認

可
解

析
で

は
，
原
子

炉
格
納

容
器

側

評
価

は
実

施
し

な
い

が
，
重
大

事
故
等

対
策

の

有
効

性
評

価
で

は
原

子
炉

格
納

容
器
側

も
評

価
指

標
で

あ
る

た
め

設
計

値
を

使
用
し

て
そ

の
影

響
を

確
認

し
て

い
る

。
 



  

添付-19

表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
6
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 核 ） 

核
分

裂
出

力
 

出
力

分
布

変
化

 
反

応
度

フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
 

圧
力

上
昇

過
渡

事
象

発
生

時
に

結
果

を
厳

し
く

評
価

す
る

サ
イ

ク
ル

末
期

炉
心

条
件

を
選

定
し

て
，

ボ
イ

ド
，

ド
ッ

プ
ラ

反
応

度
に

保
守

係
数

を
考

慮
し

た
設

定
を

実
施

し
て

い
る

。
 

ま
た

，
反

応
度

効
果

と
し

て
は

，
ボ

イ
ド

，
ド

ッ
プ

ラ
，

ス
ク

ラ
ム

，
制

御
棒

の
反

応
度

を
考

慮
し

て
い

る
。

 
 

同
左

 
    ま
た
，
反
応
度
効

果
と

し
て

は
，
ボ
イ

ド
，

ド
ッ

プ
ラ

，
ボ
ロ

ン
反

応
度

を
考

慮
し
て

い
る

。
 

有
 

圧
力

上
昇

過
渡

事
象
の
評

価
で

あ
る
た

め
，
従

来

許
認
可
と

同
じ
保

守
係
数

を
用
い

て
い
る

。
 

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

し
な

い
た

め
，

ボ
ロ

ン
注

入
に

よ
る

出
力

低
下

に
よ

り
事

象
が

収
束

す

る
。

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

せ
ず

，
原

子
炉

出
力

の
変

化
が

従
来

許
認

可
解

析
に

比
べ

て
大

き
く

な
り

，
燃

料
被

覆
管

温
度

評
価

に
影

響
を

及
ぼ

す
。

 

崩
壊

熱
 

崩
壊

熱
に

つ
い

て
は

，
比

較
的

短
時

間
で

ス
ク

ラ
ム

動
作

し
て

事
象

は
収

束
す

る
た

め
，

影
響

は
ほ

と
ん

ど
な

く
，

一
次

遅
れ

を
仮

定
し

て
い

る
。

 
 

崩
壊

熱
に

つ
い

て
は

，
よ
り

現
実

的
な
崩

壊
熱

曲
線

を
使

用
し

て
い

る
。

 
有

 
崩

壊
熱

に
つ

い
て

は
，

原
子

炉
に

て
発

生
す

る

蒸
気

量
が

原
子

炉
格

納
容

器
側

の
パ

ラ
メ

ー
タ

変
化

に
影

響
す

る
。

な
お

，
原

子
炉

格
納

容
器

側
評

価
は

従
来

許
認

可
解

析
で

は
実

施
し

て
い

な
い

。
 

三
次

元
効

果
 

事
象

発
生

後
短

時
間

で
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

す
る

た
め

，
中

性
子

束
振

動
現

象
は

生
じ

な
い

。
 

 

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

せ
ず

高
出

力
・
低
流

量
状

態
に

至
る

た
め

，
中
性

子
束

振
動
現

象
が

生
じ

る
可

能
性

が
あ

る
。

 

有
 

中
性

子
束

振
動

現
象

が
燃

料
被

覆
管

温
度

に
対

し
て

影
響

を
与

え
る
可
能

性
が

あ
る
。
よ

っ
て

，

こ
の

現
象

を
取

り
扱

う
こ

と
が

可
能

な
異

な
る

解
析

コ
ー

ド
に

よ
る
参
考

解
析

を
参
照

す
る

。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
7
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 燃 料 ） 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 
 

原
子

炉
内

の
平

均
的

燃
料

棒
を

代
表

と

し
，

燃
料

棒
を

同
心

円
状

に
分

割
し

て

燃
料

ペ
レ

ッ
ト

の
熱

伝
導

度
，

燃
料

ギ

ャ
ッ

プ
の

熱
伝

達
率

を
適

用
し

て
い

る
。

 
 

同
左

 
  

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

で
あ

り
，

差
異

は

な
い

。
 

ま
た

，
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

事
象

で
は

炉

心
冠

水
状

態
を

維
持

す
る

た
め

，
平

均
的

燃

料
棒

の
燃

料
棒

内
温

度
変

化
及

び
燃

料
表

面

熱
伝

達
に

つ
い

て
は

従
来

許
認

可
解

析
と

同

様
で

あ
る

。
 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 
燃

料
表

面
熱

伝
達

は
一

定
と
し

核
沸

騰

の
代

表
値

を
適

用
し

て
い

る
。

 

 熱
的

評
価

に
つ

い
て

は
，

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

コ

ー
ド

に
て

実
施
（

最
小

限
界

出
力

比
（

Ｍ

Ｃ
Ｐ

Ｒ
）

が
燃

料
の

許
容

設
計

限
界

を

下
回

ら
な

い
こ

と
を

確
認

。
）

 

 

同
左
 

  熱
的

評
価

に
つ

い
て

は
，

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

コ
ー

ド
に

て
実

施
（

燃
料

被
覆

管
温

度
評

価
を

実
施

し
て

判
断

基
準

を
上

回
ら

な
い

こ
と

を
確

認
。

）
 

無
 

沸
騰

遷
移

 
（

Ｓ
Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

（
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

―
 

―
 

燃
料

被
覆

管
酸

化
 

（
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

（
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

―
 

―
 

燃
料

被
覆

管
変

形
 

（
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

（
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

 

―
 

―
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
8
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 熱 流 動 ） 

沸
騰

・
ボ

イ

ド
率

変
化

 
原

子
炉

出
力

の
上

昇
並

び
に

炉
心

流
量

の
低

下
に

よ
り

炉
心

平
均

ボ
イ

ド
率

が

増
加

す
る

が
，
炉

心
は

冠
水

を
維

持
し
て

い
る

た
め

，
二

相
水

位
の

影
響

は
な
い

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向

流
 

気
液

熱
非

平

衡
 

炉
心

部
の

保
有

水
量

は
十

分
保

た
れ

，
炉

心
は

冠
水

を
維

持
し

て
い

る
こ

と
か

ら

影
響

は
な

い
。

 
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

圧
力

損
失

 
事

象
発

生
時

に
再

循
環

ポ
ン

プ
が

ト
リ

ッ
プ

し
た

際
の

炉
心

流
量

変
化

の
速

さ

に
つ

い
て

，
炉
心

部
の

圧
力

損
失

の
影
響

に
よ

り
炉

心
流

量
低

下
速

度
が

大
き

く

な
る

。
 

原
子

炉
圧

力
高

に
よ

り
再

循
環

ポ
ン

プ

が
ト

リ
ッ

プ
し

炉
心

流
量

が
早

期
に

低

下
す

る
た

め
，

炉
心

部
の

圧
力

損
失

の

影
響

に
よ

り
炉

心
流

量
低

下
速

度
が

大

き
く

な
る

。
 

無
 

圧
力

損
失

に
よ

る
影
響
に

差
異

は
な
い

。
 

三
次

元
効

果
 

事
象

発
生

後
短

時
間

で
原

子
炉

ス
ク

ラ

ム
す

る
た

め
，
核

熱
水

力
不

安
定

事
象
は

生
じ

な
い
。
な
お

，
流

量
配

分
に

よ
る
冷

却
材

流
量

変
化

へ
の

影
響

は
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ

コ
ー

ド
側

に
て

考
慮

す
る

。
 

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

せ
ず

高
出

力
・

低

炉
心

流
量

状
態

に
至

る
た

め
，

核
熱

水

力
不

安
定

事
象

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ

る
。

な
お

，
流

量
配

分
に

よ
る

冷
却

材

流
量

変
化

へ
の

影
響

は
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ

ー

ド
側

に
て

考
慮

す
る

。
 

有
 

核
熱

水
力

不
安

定
事

象
が

燃
料

被
覆

管
温

度
に

影
響

を
与

え
る
可
能

性
が

あ
る
。
よ
っ

て
，
こ
の

現
象

を
取

り
扱

う
こ

と
が
可

能
な

異
な

る
解

析
コ

ー
ド

に
よ

る
参

考
解

析
を

参
照

す
る

。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
9
／

11
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

冷
却

材
流

量
変

化
 

原
子

炉
水

位
低

に
よ

り
再

循
環

ポ

ン
プ

が
ト

リ
ッ

プ
す

る
が

，
実

機

機
能

の
反

映
で

あ
る

た
め

設
計

値

を
使

用
し

て
い

る
。

 

事
象

発
生

時
に

再
循

環
ポ

ン
プ

が
ト

リ

ッ
プ

し
た

際
の

炉
心

流
量

変
化

の
速

さ

が
，

解
析

結
果

に
影

響
す

る
と

考
え

ら

れ
る

。
よ

り
現

実
的

な
評

価
を

実
施

す

る
た

め
設

計
値

を
使

用
し

て
い

る
。

 

有
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
で

は
再

循

環
ポ

ン
プ

の
ト

リ
ッ

プ
を

考
慮

し
て

い
る

た

め
，

設
計

値
を

使
用

し
た

現
実

的
な

解
析

条

件
と

し
て

い
る

。
 

 
冷

却
材

放

出
（

臨
界

流
・

差
圧

流
）

 

原
子

炉
圧

力
が

逃
が

し
弁

設
定

値

に
達

す
る

と
蒸

気
を

放
出

し
て

原

子
炉

圧
力

上
昇

を
緩

和
す

る
。

 
  

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

沸
騰

・
凝

縮
・
ボ
イ

ド

率
変

化
 

 

こ
れ

ら
の

物
理

現
象

は
炉

心
以

外

の
領

域
で

は
直

接
的

に
は

影
響

し

な
い

。
 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。

 

圧
力

損
失

 
  

考
慮

し
て

い
る

 
同

左
 

無
 

差
異

は
な

い
。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
1
0
／
1
1
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注

水
（

給
水

系
・

代
替

注

水
設

備
含

む
）
 

・
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
系

は
考

慮
し

な
い

。
 

・
給

水
ポ

ン
プ

予
備

機
は

考
慮

し
な
い
。
 

・
給

水
加

熱
喪

失
を

考
慮

。
 

・
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
系

を
考

慮
。
 

・
予

備
機

を
含

め
た

給
水

系
を

考
慮
。
 

・
同

左
 

有
 

原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム

せ
ず

，
ま

た
給

水
ポ

ン
プ

予
備

機
が

起
動

す
る

た
め

，
給

水
加

熱
喪

失
に

よ
る

出
力

上
昇

が
燃

料
被

覆
管

温
度

へ
影

響
す

る
可
能
性

が
あ

る
。

 

ほ
う

酸
水

の

拡
散

 
ほ

う
酸
水

注
入

は
考

慮
し

な
い

。
 

原
子

炉
停

止
を

達
成

す
る

た
め

に
，
ほ

う
酸

水
の

原
子

炉
へ

の
注

入
を

設
定
。

 
有

 
従

来
許

認
可

解
析

で
は

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム

に
よ

り
原

子
炉

停
止

と
な

る
が

，
重

大
事

故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

解
析

で
は

，
ほ

う
酸

水
注

入
に

よ
る

原
子

炉
停

止
と

し
て

お
り
，
原
子

炉
停

止
ま
で
の
時

間
が
長

く
，

格
納

容
器

プ
ー

ル
水

温
度

及
び

格
納

容
器

圧
力

評
価

に
影

響
す
る
。

 
三

次
元
効

果
 

Ｒ
Ｅ

Ｄ
Ｙ

コ
ー

ド
で

は
，
燃
料

集
合
体

間

の
流

量
配

分
に

つ
い

て
考

慮
し

て
い

な

い
。

 

同
左

 
無

 
差

異
は
な

い
。
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表
２

－
１

 
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
1
1
／
1
1
）

 
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）

 
重

大
事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

考
慮

し
な

い
 

 
原

子
炉

圧
力
が

逃
が

し
弁

設
定

値
に

達

す
る

と
蒸

気
を

放
出

す
る

た
め

，
格

納

容
器

プ
ー

ル
水

温
度

が
上

昇
す

る
。

 
  

有
 

格
納

容
器

プ
ー

ル
水

温
度

及
び

格
納

容
器

圧
力

評
価

に
影

響
す

る
。

 

格
納

容
器

各

領
域

間
の

流

動
 

考
慮

し
な

い
 

 
原

子
炉

格
納
容

器
を

１
ノ

ー
ド

で
モ

デ

ル
化

し
，

空
間

部
温

度
は

格
納

容
器

プ

ー
ル

水
温

度
と

同
じ

に
す

る
と

仮
定

し

て
い

る
。
 

 

有
 

格
納

容
器

プ
ー

ル
水

温
度

及
び

格
納

容
器

圧
力

評
価

に
影

響
す

る
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ

ョ
ン

・
プ

ー

ル
冷

却
 

考
慮

し
な

い
 

 
Ｒ

Ｈ
Ｒ
に

よ
る

除
熱

を
考

慮
。

 
有

 
格

納
容

器
プ

ー
ル

水
温

度
及

び
格

納
容

器

圧
力

評
価

に
影

響
す

る
。

 

気
液

界
面

の

熱
伝

達
 

考
慮

し
な

い
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
に

同
じ
。

 
 

有
 

格
納

容
器

プ
ー

ル
水

温
度

及
び

格
納

容
器

圧
力

評
価

に
影

響
す

る
。
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表２－２ ＳＣＡＴにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（1／11） 
 従来許認可解析 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止 

＋原子炉停止機能喪失） 

最
小
限
界
出
力
比
（
M

C

P

R
）

 

 

 
 原子炉出力の上昇によりＭＣＰＲは減少

し，沸騰遷移判定基準に達する。 
 
 

燃
料
被
覆
管
温
度 

 
沸騰遷移は生じないため，燃料被覆管温度

は初期値からほとんど変化しない。 
 

 

 
 
 

原子炉スクラムによ

りMCPRは減少しない 

沸騰遷移による燃料被覆

管温度の上昇とリウェッ

トによる温度の低下 
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表２－２ ＳＣＡＴにおける従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の比較（2／11） 

 従来許認可解析 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＡＢＷＲ主蒸気隔離弁の誤閉止 

＋原子炉停止機能喪失） 

事

象

進

展

ＭＣＰＲ：原子炉スクラムによる負の反応度

効果により，過渡時のＭＣＰＲは初期値を下

回らない。 

燃料被覆管温度：沸騰遷移が生じることは無

く，温度はほとんど変化しない。 

ＭＣＰＲ：原子炉スクラムしないため，過渡

時のＭＣＰＲは沸騰遷移判定基準を下回る。

 

燃料被覆管温度：沸騰遷移が生じるため，温

度は上昇する。原子炉出力の低下に伴いリウ

ェットが発生し温度は低下する。 

原子炉スクラム：約 0.3 秒 

ＭＳＩＶ閉鎖：約３秒 

沸騰遷移・リウェット：発生しない 

原子炉スクラム：失敗 

ＭＳＩＶ閉鎖：同左 

沸騰遷移・リウェット：数秒～約 400 秒 

変
化
範
囲

ＭＣＰＲ：初期値を下回らない 

燃料被覆管温度：初期値からほとんど変化し

ない 

時間：０秒～数秒 

ＭＣＰＲ：沸騰遷移判定基準を下回る 

燃料被覆管温度：初期値～約 1000℃ 

時間：０秒～約 400 秒 

適
用
範
囲

ＭＣＰＲ：1.0以上 

燃料被覆管温度：対象外 

時間：０秒～制限なし 

ＭＣＰＲ：同左 

燃料被覆管温度：飽和温度～1200℃ 

時間：同左 
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
3
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

バ
ン

ド
ル

出
力
 

初
期

Ｍ
Ｃ

Ｐ
Ｒ

が
Ｏ

Ｌ
Ｍ

Ｃ
Ｐ

Ｒ
と

な
る

値
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一
の
設

定
で
あ

り
，

差
異

は
な

い
。
 

事
象
 

主
蒸

気
隔

離
弁

の
誤

閉
止
 

同
左
 

 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一
の
事

象
で
あ

り
，

差
異

は
な

い
。
 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
 

主
蒸

気
隔

離
弁

閉
ス

ク
ラ

ム
 

ス
ク

ラ
ム

機
能

喪
失
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

前
提
条

件

で
あ

り
，
条
件

の
差

異
が
生
じ

る
。
ス

ク
ラ

ム
機

能
喪

失
時

は
沸

騰
遷
移
が

生
じ

，
燃

料

被
覆

管
温

度
が

上
昇

す
る
。
沸
騰

遷
移
後

に

お
け

る
燃

料
被

覆
管

温
度
挙
動

は
，
Ｓ
Ｃ

Ａ

Ｔ
コ

ー
ド

が
取

扱
う

従
来
許
認

可
解
析

の

範
囲

外
で

あ
る

。
そ

の
た
め

，
原

子
炉
停

止

機
能

喪
失

事
象

を
適

切
に
評
価

す
る
よ

う

に
，
熱
伝

達
係

数
，
ボ

イ
ド
モ
デ

ル
等
を

従

来
許

認
可

解
析

か
ら

変
更
し
て

い
る
。
 

燃
料

タ
イ

プ
 

９
×

９
燃

料
(
Ａ
型

)
,
 ９

×
９

燃
料

(
Ｂ

型
)，

M
OX

燃
料
 

９
×

９
(
Ａ
型

)
燃
料

,
 M
O
X
燃

料
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一
の
設

定
で
あ

り
，

差
異

は
な

い
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
4
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

Ｍ
Ｃ

Ｐ
Ｒ
 

Ｏ
Ｌ

Ｍ
Ｃ

Ｐ
Ｒ
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
設

定
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

沸
騰

遷
移

判
定

Ｍ
Ｃ

Ｐ

Ｒ
 

Ｓ
Ｌ

Ｍ
Ｃ

Ｐ
Ｒ
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
設

定
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

ホ
ッ

ト
チ

ャ
ン

ネ
ル

の

軸
方

向
出

力
分

布
 

中
央

出
力

ピ
ー

ク
分

布
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
分

布
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

最
大

線
出

力
密

度
 

4
4
.
0
k
W/
m
×
1
.
0 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
設

定
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

局
所

出
力

ピ
ー

キ
ン

グ

係
数
 

上
記

の
初

期
Ｍ

Ｃ
Ｐ

Ｒ
と

ピ
ー

ク
位

置
で

の
線

出
力

密
度

を
満

た
す

よ
う

調
整

し
た

値
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
設

定
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

ホ
ッ

ト
チ

ャ
ン

ネ
ル

の

ギ
ャ

ッ
プ

熱
伝

達
係

数
 

平
均

出
力

ロ
ッ

ド
 

 ホ
ッ

ト
ロ

ッ
ド
 

  燃
焼

期
間

中
の

バ
ン

ド
ル

平
均

の
最

大
値

（
軸

方
向

一
定

値
）

 

平
均

出
力

ロ
ッ

ド
に

同
じ
 

  同
左
 

 

最
大

線
出

力
密
度

4
4
kW
/
m
相
当

 

（
軸

方
向

分
布

考
慮

）
 

  

無
 

 

有
 

  従
来

許
認

可
解

析
と

同
一
の
設

定
で
あ

り
，

差

異
は

な
い

。
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，

沸

騰
遷

移
後

に
お

け
る

燃
料
被
覆

管
温
度

挙
動

を

評
価

す
る

た
め

に
，

ホ
ッ
ト
ロ

ッ
ド
の

ギ
ャ

ッ

プ
熱

伝
達

係
数

に
差

異
が
生
じ

る
。
軸

方
向

分

布
を

考
慮

し
た

ギ
ャ

ッ
プ
熱
伝

達
係
数

を
適

用

す
る

こ
と

で
，

適
切

に
評
価
で

き
る
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
5
／

11
）
 

項
 

目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

解 析 モ デ ル 

燃
料

被
覆

管
と

冷
却

材
間

の

熱
伝

達
係

数
 

サ
ブ

ク
ー

ル
：

サ
ブ

ク
ー

ル
沸

騰
，
核
沸

騰
：

膜
沸

騰
：
 

リ
ウ

ェ
ッ

ト
：

D
i
t
t
u
s-
B
o
el
t
er

の
式
 

J
e
n
s
-
Lo
t
t
es

の
式
 

使
用

し
な

い
 

使
用

し
な

い
 

同
左
 

同
左
 

修
正

Do
u
g
al
l
-
Ro
h
s
en
o
w
式
 

日
本

原
子

力
学

会
標

準
「

B
WR

に
お

け
る

過
渡

的
な

沸
騰

遷
移

後
の

燃

料
健

全
性

評
価

基
準
：

2
0
03
」

に
お

け
る

相
関
式

2 

無
 

無
 

有
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事

象
の

解
析

で
は

，

沸
騰

遷
移

後
に

お
け

る
燃

料
被

覆
管

温
度

挙

動
を

評
価

す
る

た
め

に
，

熱
伝

達
モ

デ
ル

に

差
異

が
生

じ
る

。
日

本
原

子
力

学
会

標
準

で

推
奨

さ
れ

る
相

関
式

を
適

用
す

る
こ

と
で

，

適
切

に
評

価
で

き
る

。
 

ま
た

，
核

沸
騰

ま
で

の
挙

動
は

従
来

許
認

可

解
析

と
同

等
で

あ
り

，
サ

ブ
ク

ー
ル

，
サ

ブ

ク
ー

ル
沸

騰
，

及
び

核
沸

騰
で

適
用

す
る

相

関
式

に
つ

い
て

は
従

来
許

認
可

解
析

コ
ー

ド

の
取

り
扱

い
の

範
囲

内
に

収
ま

る
。

沸
騰

遷
移

評
価

モ
デ

ル
 

G
E
X
L
相

関
式
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
設

定
で

あ
り

，

差
異

は
な

い
。
 

ボ
イ

ド
モ

デ
ル
 

サ
ブ

ク
ー

ル
ボ

イ
ド

モ
デ

ル

気
泡

離
脱

点
：
 

蒸
気

生
成

：
 

圧
損

モ
デ

ル
 

単
相

摩
擦

損
失

係
数

：
 

二
相

摩
擦

増
倍

係
数

：
 

局
所

二
相

増
倍

係
数

：
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
6
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 核 ） 

核
分

裂
出

力
 

出
力

分
布

変
化
 

反
応

度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果
 

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

   

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

   

－
 

－
 

   

崩
壊

熱
 

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 
（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

－
 

－
 

三
次

元
効

果
 

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 
（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）
 

－
 

－
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
7
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 燃 料 ） 

燃
料

棒
内

温

度
変

化
 

燃
料

棒
表

面

熱
伝

達
 

沸
騰

遷
移
 

出
力

が
上

昇
し

て
Ｍ

Ｃ
Ｐ

Ｒ
が

低

下
す

る
が

，
沸

騰
遷

移
は

生
じ

ず
，

核
沸

騰
状

態
で

事
象

は
推

移
す

る
。
 

  

原
子

炉
出

力
が

急
激

に
上

昇
す

る
た

め
，

沸
騰

遷
移

が
生

じ
て

膜
沸

騰
状

態

に
移

行
す

る
。

そ
の

後
，

原
子

炉
出

力

の
低

下
に

よ
っ

て
リ

ウ
ェ

ッ
ト

に
至

る

こ
と

で
核

沸
騰

状
態

へ
移

行
す

る
。

燃

料
被

覆
管

温
度

は
，

燃
料

ペ
レ

ッ
ト

内

発
熱

に
よ

り
燃

料
ペ

レ
ッ

ト
熱

伝
導

と

ギ
ャ

ッ
プ

部
の

熱
伝

達
及

び
燃

料
被

覆

管
熱

伝
導

を
通

し
て

上
昇

す
る

。
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
で

は
，

沸

騰
遷

移
が

生
じ

る
た
め

，
燃
料

被
覆

管

温
度

の
挙

動
に

差
異
が

生
じ
る

。
沸

騰

遷
移

後
に

お
け

る
燃
料

被
覆
管

温
度

挙

動
は

，
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
コ
ー

ド
が
取

扱
う

従

来
許

認
可

解
析

の
範
囲

外
で
あ

る
。

そ

の
た

め
，

原
子

炉
停
止

機
能
喪

失
事

象

を
適

切
に

評
価

す
る
よ

う
に
，

熱
伝

達

係
数

，
ボ

イ
ド

モ
デ
ル

等
を
従

来
許

認

可
解

析
か

ら
変

更
し
て
い

る
。

 

燃
料

被
覆

管

酸
化
 

燃
料

被
覆

管
温

度
の

上
昇

量
が

小

さ
く

，
ジ

ル
コ

ニ
ウ

ム
－

水
反

応

が
発

生
す

る
程

度
に

は
至

ら
な

い
。
 

沸
騰

遷
移

発
生

に
よ

っ
て

燃
料

被
覆

管

温
度

が
高

温
と

な
る

た
め

，
ジ

ル
コ

ニ

ウ
ム

－
水

反
応

が
発

生
す

る
。

 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析

で

は
，

燃
料

被
覆

管
温
度

が
高
温

と
な

る

た
め

，
取

扱
う

燃
料
被

覆
管
酸

化
量

の

評
価

に
差

異
が

生
じ
る

。
そ
の

た
め

，

燃
料

被
覆

管
と

冷
却
水

又
は
水

蒸
気

と

の
化

学
反

応
に

B
ak
e
r
-J
u
st

の
式

を

適
用

し
て

燃
料

被
覆
管

酸
化
量

を
計

算

す
る

。
 

燃
料

被
覆

管

変
形
 

無
し
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差

異
は

な
い
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
8
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 熱 流 動 ） 

沸
騰
・
ボ
イ

ド
率

変
化
 

ボ
イ

ド
率

は
低

下
し

て
い

く
。

 
ス

ク
ラ

ム
し

な
い

た
め

ボ
イ

ド
率

は
高

い
ま

ま
維

持
さ

れ
る

。
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，
ス

ク
ラ

ム
機

能
喪

失
を

仮
定
し
て

お
り
，
ボ

イ
ド

率
の

挙
動

に
差

異
が

生
じ
る
。
し

か
し

，
原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
で

の
ボ
イ
ド

率
は
，
過

渡
解

析
で

の
ボ

イ
ド

率
の

最
大

値
と

同
等

で
あ

る

た
め

，
差

異
に

よ
る

影
響
は
な

い
。
 

気
液

分
離
（

水
位

変
化

）
・
対

向
流
 

炉
心

部
に

二
相

水
位

は
形

成
さ

れ

な
い

。
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差
異
は

な
い
。
 

気
液

熱
非

平
衡
 

無
し
 

沸
騰

遷
移

発
生

に
よ

っ
て

過
熱

蒸

気
が

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，
沸

騰
遷

移
発

生
に

よ
り
，
気
液
熱

非
平
衡

に
差

異

が
生

じ
る

。
そ

の
た

め
，
原
子

炉
停
止

機
能

喪

失
事

象
を

適
切

に
評

価
す
る
よ

う
に
，
燃

料
被

覆
管

－
冷

却
材

間
の

熱
伝

達
係

数
を

従
来

許

認
可

解
析

か
ら

変
更

し
て
い
る

。
 

圧
力

損
失
 

流
量

に
影

響
を

与
え

な
い

。
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差
異
は

な
い
。
 

三
次

元
効

果
 

炉
心

径
方

向
出

力
分

布
の

変
化

は

小
さ

く
，

流
量

配
分

に
よ

る
冷

却

材
流

量
変

化
へ

の
影

響
は

小
さ

い
。
 

ま
た

，
事

象
発

生
後

短
時

間
で

原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

す
る

た
め

，
核

熱

水
力

不
安

定
事

象
は

生
じ

な
い

。
 

炉
心

径
方

向
出

力
分

布
の

変
化

は

小
さ

く
，
流

量
配

分
に

よ
る
冷

却
材

流
量

変
化

へ
の

影
響

は
小

さ
い

。
 

一
方
，
原
子

炉
が

ス
ク

ラ
ム
せ

ず
高

出
力

・
低

流
量

状
態

に
至

る
た

め
，

核
熱

水
力

不
安

定
事

象
が

生
じ

る

可
能

性
が

あ
る

。
 

有
 

核
熱

水
力

不
安

定
事

象
が

燃
料

被
覆

管
温

度

に
影

響
を

与
え

る
可

能
性
が
あ

る
。
よ

っ
て
，

こ
の

現
象

を
取

り
扱

う
こ

と
が

可
能

な
異

な

る
解

析
コ

ー
ド

に
よ

る
参

考
解

析
を

参
照

す

る
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
9
／

11
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

冷
却

材
流

量

変
化
 

原
子

炉
水

位
低

に
よ

っ
て

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

し
，
自
然

循

環
流

量
相

当
ま

で
流

量
が

低
下

す
る

。
 

Ａ
Ｔ

Ｗ
Ｓ

圧
力

高
や

原
子

炉
水

位
低

に

よ
っ

て
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
し

，

自
然

循
環

流
量

相
当

ま
で

低
下

す
る
。
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差
異
は

な
い
。
 

 

冷
却

材
放

出

（
臨

界
流
・
差

圧
流

）
 

Ｍ
Ｓ

Ｉ
Ｖ

誤
閉

止
に

よ
る

原
子

炉
圧

力
の

上
昇

に
よ

っ
て

逃
が

し
安

全
弁

が
作

動
す

る
。
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差

異
は

な
い
。
 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド
率

変

化
 

炉
心

以
外

の
領

域
に

お
け

る
本

物
理

現
象

が
評

価
指

標
に

与
え

る
影

響
は

な
い

。
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差

異
は

な
い
。
 

圧
力

損
失
 

炉
心

以
外

の
領

域
に

お
け

る
本

物
理

現
象

が
評

価
指

標
に

与
え

る
影

響
は

な
い

。
 

同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差

異
は

な
い
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
1
0
／
1
1
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 圧 力 容 器 （ 逃 が し 安 全 弁 を 含 む ） 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注

水
（

給
水

系
・

代
替

注

水
設

備
含

む
）
 

・
Ｔ

／
Ｄ

給
水

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
 

  

・
Ｔ

／
Ｄ

給
水

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
 

・
Ｍ

／
Ｄ

給
水

ポ
ン

プ
起

動
 

・
Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｆ
，

Ｒ
Ｃ

Ｉ
Ｃ

起
動

 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，

Ｍ
／

Ｄ
給

水
ポ

ン
プ

起
動

を
仮

定
し

て
お

り
，
入

口
サ

ブ
ク

ー
リ

ン
グ
が

増
加
す

る
た

め
，
入

口
サ

ブ
ク

ー
リ

ン
グ
に

差
異
が

生
じ

る
。
入

口
サ

ブ
ク

ー
リ

ン
グ
の
増

加
は

G
E
XL

相
関

式
で

適
用

可
能

と
考
え
ら

れ
る
た

め
，

差
異

に
よ

る
影

響
は

な
い
。
 

ほ
う

酸
水

の

拡
散
 

ほ
う

酸
水

注
入

系
は

起
動

し
な

い
。
 
ほ

う
酸
水

注
入

系
の
起

動
に
よ

っ
て

原
子

力
出

力
を

抑
制
し

，
原
子

炉
停

止
を

達
成

す
る

。
（
Ｒ

Ｅ
Ｄ
Ｙ

コ
ー

ド
に

よ
る

評
価

）
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，

ほ
う

酸
水

注
入

系
の

起
動

を
考

慮
す

る
た

め
，

ほ
う

酸
水

の
効

果
に
差
異

が
生
じ

る
。

燃
料

被
覆

管
温

度
の

上
昇

は
事

象
初

期
で

あ
り
，
ほ
う

酸
水

注
入

系
に
よ

る
出
力

抑
制

の
効

果
が

現
れ

る
段

階
よ

り
早

い
た

め
影

響
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る
。
そ

の
た
め

差
異

に
よ

る
影

響
は

な
い

。
 

三
次

元
効

果
 

(
下

部
プ

レ
ナ

ム
の

流
量

配
分
)
 

再
循

環
ポ

ン
プ

は
対
称

に
ト
リ

ッ
プ

す
る

た
め

影
響

は
な

い
。
 

 同
左
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

の
差
異
は

な
い
。
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表
２

－
２

 
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
に

お
け

る
従
来

許
認

可
解
析
と

重
大

事
故
等

対
策

の
有

効
性

評
価

の
比
較

（
1
1
／
1
1
）
 

 
項

 
目
 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
過

渡
解

析
）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

停
止

機
能

喪
失

）
 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異
 

差
異

に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

原 子 炉 格 納 容 器 

冷
却

材
放

出
 

原
子

炉
格

納
容

器
の

挙
動

を
評

価
し

な
い

た
め

本
物

理
現

象
は

考
慮

し
な

い
。
 

原
子

炉
格

納
容

器
に

お
け

る
本

物
理

現
象

が
評

価
指

標
に

与
え

る
影

響
は

な
い

。
 

逃
が

し
安

全
弁

を
介

し
て

原
子

炉
格

納

容
器

の
圧

力
及

び
プ

ー
ル

水
温

が
上

昇

す
る

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）

。
 

有
 

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
事
象
の

解
析
で

は
，

原
子

炉
格

納
容

器
の

挙
動

を
評

価
す

る
た

め
，
物
理

現
象

の
考

慮
有
無
に

差
異
が

生
じ

る
。
い
ず

れ
も

Ｒ
Ｅ

Ｄ
Ｙ
コ
ー

ド
に
て

適
切

に
評

価
で

き
，
Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ
コ
ー

ド
に
よ

る
評

価
に

お
い

て
差

異
に

よ
る
影
響

は
な
い

。
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流

動
 

同
上
 

原
子

炉
格
納

容
器

の
雰

囲
気
温

度
及

び

圧
力

変
化

に
影

響
す

る
（

Ｒ
Ｅ

Ｄ
Ｙ

コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）

。
 

有
 

同
上
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

冷
却

 
同

上
 

残
留

熱
除
去

系
に

よ
る

サ
プ
レ

ッ
シ

ョ

ン
・

プ
ー

ル
冷

却
を

行
う

こ
と

に
よ

っ

て
原

子
炉

格
納

容
器

の
圧

力
及

び
プ

ー

ル
水

温
の

上
昇

を
抑

制
す

る
（

Ｒ
Ｅ

Ｄ

Ｙ
コ

ー
ド

に
よ

る
評

価
）

。
 

有
 

同
上
 

気
液

界
面

の
熱

伝
達

 
同

上
 

原
子

炉
格
納

容
器

の
雰

囲
気
温

度
及

び

圧
力

変
化

に
影

響
す

る
。

（
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ

コ
ー

ド
に

よ
る

評
価

）
 

有
 

同
上
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表３  ＡＰＥＸ／ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）における従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の

比較（1／12） 

 従来許認可解析 

（ＢＷＲ５制御棒落下/低温時※） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＢＷＲ５原子炉運転停止中の制御棒誤引抜）

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ

  

 
※制御棒落下事象を比較対象として選定した理由は，起動時の制御棒引き抜き時の過渡変化の燃料

エンタルピは最大約 88kJ/kgUO2 であり，制御棒落下事象の方が厳しい事象（燃料エンタルピ：８～

669kJ/kgUO2）であるため 

0

500

1000

0 1 2 3 4 5 6 7

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ

時間(s)

(kJ/kgUO2)

燃料エンタルピ

0

500

1000

0 5 10 15 20

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ

時間(s)

(kJ/kgUO2)

燃料エンタルピ
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表３  ＡＰＥＸ／ＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）における従来許認可解析と重大事故等対策の有効性評価の

比較（2／12） 
 従来許認可解析 

（ＢＷＲ５制御棒落下/低温時） 

重大事故等対策の有効性評価 

（ＢＷＲ５原子炉運転停止中の制御棒誤引抜）

事
象
進
展 

原子炉の起動時に制御棒がインシーケンス

で引き抜かれた臨界状態から，制御棒 1 本が

落下速度の上限値 0.95m/s で落下すること

により，原子炉出力が上昇する。 

急激な出力上昇は，ドップラ反応度の負のフ

ィードバックにより抑えられるとともに，平

均出力領域モニタの中性子束高スクラム信

号が発生して，原子炉はスクラムし，事象は

収束する。 

原子炉の停止時に制御棒が１本引き抜かれた

局所臨界状態から，隣接する１本の制御棒が

引抜速度の上限値 9.1cm/s で連続的に引き抜

かれることにより原子炉出力が上昇する。 

原子炉出力が上昇し，起動領域モニタの原子

炉周期短信号が発生して，原子炉はスクラム

し，事象は収束する。 

原子炉スクラム：約 1.5 秒 原子炉スクラム：約 6.8 秒 

変
化
範
囲 

燃料エンタルピ：８kJ/kgUO2～約 669kJ/kgUO2

沸騰状態：単相，核沸騰，膜沸騰 

時間：０秒～７秒 

燃料エンタルピ：８kJ/kgUO2～約 144kJ/kgUO2

沸騰状態：単相，核沸騰 

時間：０秒～20 秒 

適
用
範
囲 

沸騰状態：単相，核沸騰，膜沸騰 

時間：０秒～制限なし 

沸騰状態：同左 

時間：同左 
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表
３

 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
3
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：

原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る
制

御
棒

の
異

常
な

引
き

抜
き

）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

運
転

停
止

中
の

制
御

棒
誤
引

抜
) 

従
来

許
認

可
 

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

炉
心

条

件
 

事
故
：
低
温

臨
界

状
態

/
高
温
待

機
臨
界

状
態
 

過
渡
（

Ｂ
Ｗ

Ｒ
５
）：

高
温
待
機

臨
界
状

態
 

過
渡

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
：
低

温
臨
界

状
態
 

低
温

停
止

状
態
 

有
 

低
温

停
止

状
態

を
初

期
炉

心
条

件
と

し
て

お

り
，

差
異

が
生

じ
る

。
た

だ
し

，
個

々
の

炉

心
パ

ラ
メ

ー
タ

自
体

は
従

来
許

認
可

解
析

の

低
温

臨
界

条
件

と
同

一
で

あ
り

，
ま

た
，

事

故
後

の
炉

心
の

基
本

的
な

挙
動

は
従

来
許

認

可
解

析
と

同
様

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

差
異

に

よ
る

影
響

は
な

い
。
 

事
象

 
事

故
：
制

御
棒

落
下
 

過
渡

：
制

御
棒

の
誤

引
抜
 

制
御

棒
の

誤
引

抜
 

無
 

過
渡

解
析

と
同

一
の

事
象

で
あ

り
，

従
来

許

認
可

解
析

の
モ

デ
ル
適
用

範
囲

内
で
あ

る
。
 

初
期

実
効

増

倍
率

 
1
.
0
0
（
通

常
の

制
御

棒
引

抜
操

作
で
臨

界
に

達
し

て
い

る
）
 

1
.
0
0
(
保

守
的

に
初

期
状

態
で

臨
界

を
想

定
) 

無
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

で
は

保
守

側

に
初

期
実

効
増

倍
率
を

1
.
00

と
し

て
お

り
，

初
期

実
効

増
倍

率
条
件
の

差
異

は
な
い

。
 

初
期

制
御

棒

パ
タ

ー
ン

 
臨

界
状
態

に
対

応
し

た
制

御
棒

パ
タ
ー

ン
 

制
御

棒
１

本
全

引
抜
 

有
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

で
は

制
御

棒

１
本

全
引

抜
状

態
を

初
期

条
件

と
し

て
お

り
，

条
件

の
差

異
が

生
じ

る
。

事
故

後
の

炉

心
の

基
本

的
な

挙
動

は
従

来
許

認
可

解
析

と

同
様

で
あ

り
，

差
異
に
よ

る
影

響
は
な

い
。
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表
３

 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
4
／

12
）
 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：

原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る
制

御
棒

の
異

常
な

引
き

抜
き

）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

(
原

子
炉
運
転

停
止

中
の

制
御
棒

誤
引
抜

) 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

出
力

 
事

故
（
低

温
臨

界
状

態
）
：
定
格

の
10

-
8
 

事
故
（
高

温
待

機
臨

界
状

態
）：

定
格
の

1
0
-
6  

過
渡

（
低

温
臨

界
状

態
）
：
定
格

の
10

-
8
 

過
渡
（
高

温
待

機
臨

界
状

態
）：

定
格
の

1
0
-
3  

定
格
の

1
0
-
8  

無
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

で
は

低

温
臨

界
状

態
に

対
応

し
た

初
期

出
力

と

し
て

お
り
，
事
故
・
過
渡

解
析
（

低
温

臨

界
状

態
）

と
の

差
異
は
な

い
。

 
初

期
燃
料

被

覆
管

表
面

温

度
及

び
原

子

炉
冷

却
材

の

温
度

 

低
温

臨
界

状
態

：
2
0
℃
 

高
温

待
機

臨
界

状
態

(Ｂ
Ｗ
Ｒ
５

)
：

28
6
℃
 

高
温

待
機

臨
界

状
態

(Ａ
Ｂ
Ｗ
Ｒ

)
：

28
7
℃
 

2
0
℃
 

無
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

で
は

低

温
臨

界
状

態
に

対
応

し
た

初
期

温
度

と

し
て

お
り
，
事
故
・
過
渡

解
析
（

低
温

臨

界
状

態
）

と
の

差
異
は
な

い
。

 

初
期

燃
料

エ

ン
タ

ル
ピ

 
低

温
臨
界

状
態

：
８

k
J/
k
g
UO

2
 

高
温

待
機

臨
界

状
態

：
7
5
k
J/
k
g
U
O
2 

８
k
J
/
kg
U
O
2 

無
 

初
期

温
度

に
対

応
し

た
燃

料
エ

ン
タ

ル

ピ
と

し
て

お
り
，
事
故
・
過
渡
解

析
（

低

温
臨

界
状

態
）

と
の
差
異

は
な

い
。

 
初

期
原
子

炉

圧
力

 
低

温
臨
界

状
態

：
0
.
0
MP
a
[
ga
g
e
] 

高
温

待
機

臨
界

状
態

(Ｂ
Ｗ
Ｒ
５

)
：

7
.
0
3
M
Pa
[
g
ag
e
] 

高
温

待
機

臨
界

状
態

(Ａ
Ｂ
Ｗ
Ｒ

)
：
 

7
.
1
7
M
Pa
[
g
ag
e
] 

0
.
0
M
P
a[
g
a
ge
] 

無
 

原
子

炉
低

温
停

止
状

態
に

対
応

し
た

初

期
圧

力
と

し
て

お
り
，
事

故
・
過

渡
解
析

（
低

温
臨

界
状

態
）
と
の

差
異

は
な
い
。
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表

３
 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
5
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：
原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る
制

御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
）

 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

(
原

子
炉

運
転

停
止

中
の

制
御
棒

誤
引
抜

) 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

初
期

炉
心

流

量
 

定
格
の

2
0％

 

（
再

循
環

ポ
ン

プ
に

よ
る

冷
却

材
循
環
）
 

定
格

の
２

％
 

（
崩

壊
熱

除
去

系
に

よ
る

冷
却

材
循
環

）
 

有
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

で
は

崩
壊

熱
除

去
系

に
よ

る
冷

却
材

循
環

を
仮

定
し

て
お

り
，

初
期

流
量

に
差

異
が

生
じ

る
。

事
故

後
の

炉
心

の
基

本
的

な
挙

動
は

従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で
あ

り
，

差
異

に
よ

る
影

響
は

な
い

。
 

局
所

出
力

ピ

ー
キ

ン
グ

係

数
 

最
大

出
力

と
な

る
燃

料
集

合
体

断
面
に

対
応

す
る

値
 

燃
焼

度
条

件
 

サ
イ

ク
ル

初
期

：
未

燃
焼

 
サ

イ
ク
ル

末
期
：
当

該
燃

料
の

燃
焼
度

よ

り
小

さ
い

燃
焼

度
 

最
大

出
力

と
な

る
燃

料
集

合
体

断
面

に
対

応
す

る
値

 
燃

焼
度
条

件
 

未
燃

焼
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
と

同
一

の
局

所
出

力
ピ

ー
キ

ン
グ

係
数

を
使

用
し

て
お

り
，

差
異

は
な

い
。
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表

３
 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
6
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：
原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る
制

御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
）

 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

(
原

子
炉

運
転

停
止

中
の

制
御
棒

誤
引
抜

) 
従

来
許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 モ デ ル 

ギ
ャ

ッ
プ

熱

伝
達

 
R
o
s
s
 
& 
S
t
ou
t
e
の

式
 

同
左

 
無

 
従

来
許

認
可

解
析

と
同

一
の

熱
伝

導
方

程

式
を

使
用

し
て

お
り
，
差

異
は

な
い
。

 

燃
料

棒
表

面

熱
伝

達
 

単
相

強
制

対
流
：
Di
t
t
us
-
B
oe
l
t
e
r
の

式
 

核
沸

騰
状

態
：

J
en
s
-
Lo
t
t
es

の
式
 

膜
沸

騰
状

態
(
低
温

時
)：

N
S
RR

の
実
測

デ

ー
タ

に
基

づ
い

て
導

出
さ

れ
た

熱
伝
達

相
関

式
 

膜
沸

騰
状

態
(
高
温

待
機

時
) 
：

D
o
u
g
a
ll
-
R
oh
s
e
no
w
の

式
 

同
左

 
無

 
従

来
許

認
可

解
析

と
同

一
の

熱
伝

達
相

関

式
を

用
い

て
お

り
，
差
異

は
な

い
。
ま

た
，

事
故

後
の

炉
心

の
基

本
的

な
挙

動
は

従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で
あ

り
，

熱
伝

達
係

数
に

つ
い

て
は

従
来

許
認

可
解

析
コ

ー
ド

の
取

り
扱

い
の

範
囲
内
に

収
ま

る
。

 

沸
騰

遷
移

 
低

温
時
：

R
oh
s
e
no
w
-
Gr
i
f
fi
t
h
の
式

及

び
K
u
ta
t
e
la
d
z
e
の

式
 

高
温

待
機

時
：

G
EX
L
相

関
式
で

の
MC
P
R

が
限

界
値
 

同
左

 
無

 
従

来
許

認
可

解
析

と
同

一
の

沸
騰

遷
移

判

定
式

を
用

い
て

お
り
，
差

異
は

な
い
。
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表

３
 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
7
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：

原
子

炉
起

動
時

に
お

け
る
制

御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
）

 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

(
原

子
炉
運
転

停
止

中
の

制
御
棒

誤
引
抜

) 
従

来
許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件 

引
抜

/落
下

制
御

棒
 

事
故

：
イ

ン
シ

ー
ケ

ン
ス

制
御

棒
引
抜

で

許
可

さ
れ

た
制

御
棒

１
本
 

過
渡
（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

５
）：

イ
ン

シ
ー

ケ
ン
ス

制

御
棒

引
抜

で
許

可
さ

れ
た

制
御

棒
１
本
 

過
渡
（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）：

イ
ン

シ
ー

ケ
ン
ス

制

御
棒

引
抜

で
許

可
さ

れ
た

制
御

棒
26

本
 

初
期

引
抜

制
御

棒
に

隣
接

す
る

制
御

棒
１

本
 

有
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

は
引

抜

制
御

棒
に

隣
接

す
る

制
御

棒
１

本
の

引

抜
を

仮
定

し
て

お
り
，
引

抜
制
御

棒
に
差

異
が

生
じ

る
。
事
故

後
の

炉
心
の

基
本
的

な
挙

動
は

従
来

許
認

可
解

析
と

同
様

で

あ
り

，
差

異
に

よ
る
影
響

は
な

い
。
 

引
抜

/落
下

制
御

棒
価

値
 

事
故

：
1
.
3
%Δ

k 

過
渡

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

５
）
：

1.
3
%Δ

k
 

過
渡

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
：

3.
5
%Δ

k
 

誤
引

抜
制

御
棒

全
引

抜
時

の
反

応
度
価

値
 

有
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

は
誤

引

抜
制

御
棒

全
引

抜
時

の
反

応
度

価
値

を

用
い

る
た

め
，
制
御

棒
価

値
に
差

異
が
生

じ
る

。
事

故
後

の
炉

心
の

基
本
的

な
挙
動

は
従

来
許

認
可

解
析
と
同

様
で

あ
り
，
差

異
に

よ
る

影
響

は
な
い
。
 

制
御

棒
引

抜

/
落

下
速

度
 

事
故

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

５
）
：

0.
9
5
m/
s
 

事
故

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
：

0.
7
m
/s
 

過
渡

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

５
）
：

9.
1
c
m/
s
 

過
渡

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
：

3.
3
c
m/
s
 

Ｂ
Ｗ

Ｒ
５

：
9
.
1
cm
/
s 

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

：
3
.
3
cm
/
s 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
（
過
渡

）
と
同

一
の
制

御
棒

引
抜

速
度

と
し
て
お

り
，
差

異
は
な

い
。
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表
３

 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
8
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：
原
子

炉
起

動
時

に
お
け

る
制
御

棒
の

異
常

な
引

き
抜

き
）

 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

(
原

子
炉
運
転

停
止

中
の

制
御
棒

誤
引
抜

) 
従

来
許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

解 析 条 件  

ス
ク

ラ
ム

条

件
 

事
故
：
中
性

子
束

高
（
平

均
出
力

領
域
モ

ニ
タ

） 
過

渡
（
中

間
領

域
モ

ニ
タ

採
用

プ
ラ
ン

ト
）
：

中
性

子
束

高
 

過
渡

（
起

動
領

域
モ

ニ
タ

採
用

プ
ラ
ン

ト
）
：

原
子

炉
周

期
短

 

中
間

領
域

モ
ニ

タ
採

用
プ

ラ
ン

ト
：

中
性

子
束

高
 

起
動

領
域

モ
ニ

タ
採

用
プ

ラ
ン

ト
：

原
子

炉
周

期
短

 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
（

過
渡

）
と

同
一

の
ス

ク
ラ

ム
条

件
と

し
て

お
り

，
差

異
は

な
い

。
 

検
出

器
バ

イ

パ
ス

条
件

 
事

故
：
平

均
出

力
領

域
モ

ニ
タ
に

単
一
故

障
を

仮
定

す
る

。
 

過
渡

（
Ｂ

Ｗ
Ｒ

５
）
：
Ａ

，
Ｂ
チ

ャ
ン
ネ

ル
と

も
に

引
抜

制
御

棒
に

最
も

近
い

検
出
器
を

1

個
ず

つ
バ

イ
パ

ス
 

過
渡

（
Ａ

Ｂ
Ｗ

Ｒ
）
：
Ａ

，
Ｂ
，

Ｃ
グ
ル

ー
プ

と
も

に
引

抜
制

御
棒

に
最

も
近

い
検
出

器
を

1
個

ず
つ

バ
イ

パ
ス
 

Ｂ
Ｗ

Ｒ
５

：
Ａ

，
Ｂ

チ
ャ

ン
ネ

ル
と

も
に

引
抜

制
御

棒
に

最
も

近
い

検
出

器
を

1
個

ず
つ

バ
イ

パ
ス
 

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

：
Ａ

，
Ｂ

，
Ｃ

グ
ル

ー
プ

と
も

に
引

抜
制

御
棒

に
最

も
近

い
検

出
器

を
１

個
ず

つ
バ

イ
パ

ス
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
（

過
渡

）
と

同
一

の
検

出
器

バ
イ

パ
ス

条
件

と
し

て

お
り

，
差

異
は

な
い

。
 

ス
ク

ラ
ム

動

作
遅

れ
 

事
故

：
0
.
09

秒
 

過
渡

（
中

間
領

域
モ

ニ
タ

採
用

プ
ラ
ン

ト
）
：

0
.
0
9
秒
 

過
渡

（
起

動
領

域
モ

ニ
タ

採
用

プ
ラ
ン

ト
）
：

0
.
2
秒
 

中
間

領
域

モ
ニ

タ
採

用
プ

ラ
ン

ト
：

0
.
0
9

秒
 

起
動

領
域

モ
ニ

タ
採

用
プ

ラ
ン

ト
：

0
.2

秒
 

無
 

従
来

許
認

可
解

析
（

過
渡

）
と

ス
ク

ラ
ム

動
作

遅
れ

と
し

て
お

り
，
差
異

は
な

い
。
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表
３

 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
用

）
に

お
け

る
従

来
許
認

可
解

析
と

重
大

事
故

等
対
策

の
有

効
性

評
価

の
比

較
（
9
／

12
）

 

 
項

 
目

 

従
来

許
認

可
解

析
 

（
事

故
：

制
御

棒
落

下
）

 
（

過
渡
：
原
子

炉
起

動
時

に
お
け

る
制

御
棒

の
異

常
な

引
き

抜
き

）
 

重
大

事
故

等
対

策
の

有
効

性
評

価
 

（
原

子
炉

運
転

停
止

中
の

 
制
御

棒
誤

引
抜

) 

従
来

許
認

可

と
の

差
異

 
差

異
に
よ

る
影

響
 

物 理 現 象 

炉 心 （ 核 ） 

核
分

裂
出

力
 

出
力

分
布

変
化

 
反

応
度
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

効
果

 
制

御
棒
反

応
度

効
果

 

事
故
：
制

御
棒

落
下

に
よ

り
急
激

な
反

応
度

投
入

と
出

力
分

布
変

化
が

生
じ

る
。
急
激

な
出

力
上

昇
は

ド
ッ
プ

ラ
反

応
度

の
負

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

に
よ

り
抑

え
ら

れ
る

と
と

も
に

，
平
均

出
力

領
域

モ
ニ

タ
の

中
性

子
束

高
ス

ク
ラ

ム
信

号
が

発
生

し
て

，
原

子
炉
は

ス
ク

ラ
ム

す
る

。
 

過
渡
：
制

御
棒

が
連

続
的

に
引
き

抜
か

れ
，
原

子
炉

出
力

が
上

昇
す
る

。
出

力

上
昇

後
に

ス
ク

ラ
ム

信
号

が
発

生
し

て
原

子
炉

は
ス

ク
ラ

ム
す

る
。

 

制
御

棒
が

連
続

的
に

引
き

抜
か

れ
，

原
子

炉
出

力
が

上
昇

す
る

。

出
力

上
昇

後
に

ス
ク

ラ
ム

信
号

が

発
生

し
て

原
子

炉
は

ス
ク

ラ
ム

す

る
。

 

有
 

停
止

中
の

制
御

棒
誤

引
抜

解
析

は
炉

心
外

周
部

の
制

御
棒

が
局

所
的

に
引

き
抜

か
れ

る
こ

と
か

ら
，

局
所

的
に

出
力

が
上

昇
し

，
三

次
元

的
な

出
力

分
布

変
化

の
影

響
が

生
じ

る
。

ま
た

，
制

御
棒

反
応

度
効

果
は

一
般

に
三

次
元

的
な

位
置

に
依

存
す

る
影

響
を

受
け

る
が

，
事

象
を

通
じ

て
の

炉
心

挙
動

は
従

来
許

認
可

解
析

（
事

故
）

の
範

囲
を

超
え

る
こ

と
は

な
い
。
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表

３
 
Ａ

Ｐ
Ｅ

Ｘ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

（
Ｒ
Ｉ

Ａ
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大
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解
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落
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過
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来
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異

 
差

異
に
よ
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炉 心 （ 燃 料 ） 

燃
料

棒
内

温
度
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燃

料
棒
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熱
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達

 
沸

騰
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移
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故

：
炉

心
出

力
が

急
激
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上

昇
す
る

た
め
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最

高
出

力
燃

料
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沸

騰
遷
移
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状
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沸

騰
状
態

で
は

燃
料

の
除

熱
量

が
低

下
し

，
燃
料
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度
は

1
,
00
0
℃
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超
え

る
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で
推

移
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る
。

 
過

渡
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出

力
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上
昇

は
事

故
と
比

較
し

て
緩
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あ
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。

 

炉
心

出
力
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昇
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解
析
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し
て

緩
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ら
，
最
高

出
力
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。
 

燃
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被
覆

管
酸

化
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管
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反
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。
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温
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。
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。
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じ
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熱

流
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も
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。
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。
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1．はじめに 

本資料は，炉心損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下「有

効性評価」という。）に適用するコードのうち，SAFER Ver.3（以下「ＳＡＦ

ＥＲコード」という。）について， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 
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2．重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＳＡＦＥＲコードが適用される炉心損傷防止対策における事故シーケン

スグループについて，具体的な事故シーケンス及びその事象の推移と評価

指標について記述する。ＳＡＦＥＲコードが適用される炉心損傷防止対策

における事故シーケンスグループは，出力運転中の発電用原子炉を対象と

した以下の６グループである。 

・高圧・低圧注水機能喪失 

・高圧注水・減圧機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・崩壊熱除去機能喪失 

・ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

・格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

 

(1) 高圧・低圧注水機能喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注

水機能が喪失し，原子炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失するこ

とを想定した事象とする。 

具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋原子炉隔離時冷却系

（以下「ＲＣＩＣ」という。）及び非常用炉心冷却系（以下「ＥＣＣＳ」と

いう。）（高圧注水系及び低圧注水系）起動失敗」を想定する。給水流量の

全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低信号が発生して原子

炉はスクラムするため未臨界が確保される。しかし，原子炉水位低信号で

ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳ（高圧注水系及び低圧注水系）の起動に失敗する。
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原子炉水位低信号で主蒸気隔離弁（以下「ＭＳＩＶ」という。）が閉止する

と原子炉圧力は上昇し，原子炉圧力が主蒸気逃がし安全弁（以下「ＳＲ

Ｖ」という。）の設定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出され，これ

により原子炉圧力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。一方，原子炉注水機

能喪失の状況下では，原子炉圧力容器内の保有水が減少し続け，いずれは

炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，代替注水設備等による炉

心冷却機能の確保があげられる。 

炉心損傷を防止するために，高圧代替注水設備を使用する場合には，高

圧状態の原子炉へ注水を開始する。ＳＲＶからの冷却材の流出により原子

炉水位は低下するが，高圧代替注水設備による原子炉注水開始により原子

炉水位は回復し事象は収束する。低圧代替注水設備を使用する場合には，

手動操作によりＳＲＶを開き，原子炉を急速減圧し，原子炉の減圧後に低

圧代替注水設備による原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始す

ると，冷却材の流出により原子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部を下回る

が，低圧代替注水設備による注水を開始すると原子炉水位が回復し，炉心

は再冠水することにより事象収束に向かうことになる。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

(2) 高圧注水・減圧機能喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，高圧注

水機能が喪失し，かつ，原子炉減圧機能が喪失することを想定する。 
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具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋ＲＣＩＣ及びＥＣＣ

Ｓ（高圧注水系）起動失敗＋原子炉の減圧失敗」を想定する。給水流量の

全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位低信号が発生して原子

炉はスクラムするため未臨界が確保される。しかし，原子炉水位低信号で

ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳ（高圧注水系）の起動に失敗する。原子炉水位低信

号でＭＳＩＶが閉止すると原子炉圧力は上昇し，原子炉圧力がＳＲＶの設

定値に到達すると断続的に弁から蒸気が放出され，これにより原子炉の圧

力はＳＲＶ設定値近傍に維持される。一方，原子炉が高圧に維持され低圧

注水系による原子炉注水が困難な状況下では，原子炉圧力容器内の保有水

が減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損

傷に至る。 

炉心損傷を防止するため，代替自動減圧ロジックによりＳＲＶが開き，

原子炉を減圧し，原子炉の減圧後にＥＣＣＳ（低圧注水系）により原子炉

注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始すると，冷却材の流出により原

子炉水位は低下し，有効燃料棒頂部を下回るが，低圧注水系による注水を

開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水することにより事象収束に

向かうことになる。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

(3) 全交流動力電源喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，送電系

統又は所内主発電設備の故障等により，外部電源が喪失するとともに，非

常用所内電源系統も機能喪失し，安全機能を有する系統及び機器の全交流

動力電源が喪失することを想定する。 
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具体的な事故シナリオとして「外部電源喪失＋非常用ディーゼル発電機

の機能喪失」を想定する。外部電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉又

は原子炉水位低信号で原子炉はスクラムするため未臨界が確保される。ま

た，原子炉水位低信号でＲＣＩＣが自動起動して原子炉水位は維持され

る。しかし，非常用ディーゼル発電機の起動失敗により全交流動力電源喪

失となり，また，直流電源が枯渇し，ＲＣＩＣが機能喪失した場合には原

子炉圧力容器内の保有水が減少し続け，いずれは炉心露出により燃料被覆

管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，交流電源設備による給電ができない一定期

間直流電源を確保し，ＲＣＩＣによって原子炉水位を適切に維持しつつ，

代替電源設備，低圧代替注水設備の準備が完了したところで，原子炉の減

圧及びＥＣＣＳ（低圧注水系）又は低圧代替注水設備による原子炉注水を

開始する。原子炉の減圧は，ＳＲＶにより手動操作にて実施する。原子炉

減圧を開始すると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代

替注水設備等による注水開始により原子炉水位が回復するため，事象収束

に向かうことになる。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

(4) 崩壊熱除去機能喪失 

① 取水機能喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，原子炉

注水には成功するが，取水機能喪失により崩壊熱除去機能が喪失すること

を想定する。 
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具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋取水機能喪失」を想

定する。外部電源喪失後，タービン蒸気加減弁急速閉又は原子炉水位低信

号により原子炉はスクラムするため未臨界が確保される。また，原子炉水

位低信号でＲＣＩＣが自動起動して水位は維持される。その後，原子炉を

減圧し，低圧代替注水設備等による原子炉注水を開始する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度が上昇し，いずれは原子炉格

納容器が先行破損し，その後炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉

心損傷に至る。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

② 残留熱除去系機能喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，運転時

の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く）の発生後，原子炉

注水には成功するが，残留熱除去系（以下「ＲＨＲ」という。）の故障によ

り崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。 

具体的な事故シナリオとして「給水流量の全喪失＋ＲＨＲ機能喪失」を

想定する。給水流量の全喪失後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位

低信号が発生して原子炉はスクラムするため未臨界が確保される。また，

原子炉水位低信号でＲＣＩＣ等が自動起動して原子炉水位は維持される。

その後，原子炉を減圧し，高圧注水設備等による原子炉注水を開始する。 

一方，原子炉内で崩壊熱により発生する蒸気がＳＲＶを介して徐々に流

出するため，原子炉格納容器の圧力及び温度が上昇し，いずれは原子炉格



 

1-10 

納容器が先行破損し，その後炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉

心損傷に至る。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

(5) ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

この事故シーケンスグループは，発電用原子炉の出力運転中に，原子炉

冷却材圧力バウンダリを構成する配管の大規模な破断（大破断ＬＯＣＡ）

あるいは中小規模の破断（中小破断ＬＯＣＡ）の発生後，高圧注水機能，

低圧注水機能及び原子炉減圧機能が喪失することを想定する。 

具体的な事故シナリオとして「中小破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ（高圧注水

系，低圧注水系）起動失敗」を想定する。中小破断ＬＯＣＡ発生後，炉心

流量急減信号又は原子炉水位低信号で原子炉はスクラムするため未臨界が

確保される。しかし，高圧注水系，低圧注水系及び自動減圧系の起動失敗

により，原子炉圧力容器内の保有水が減少し続け，いずれは炉心露出によ

り燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

この事象に対する炉心損傷防止対策としては，代替注水設備等による炉

心冷却機能の確保があげられる。 

炉心損傷を防止するために，高圧代替注水設備を使用する場合には，高

圧状態の原子炉へ注水を開始する。ＳＲＶからの冷却材の流出により原子

炉水位は低下するが，高圧代替注水設備による原子炉注水開始により原子

炉水位は回復し事象は収束する。低圧代替注水設備を使用する場合には，

手動操作によりＳＲＶを開き，原子炉を急速減圧し，原子炉の減圧後に低

圧代替注水設備による原子炉注水を開始する。原子炉の急速減圧を開始す

ると，冷却材の流出により原子炉水位は低下するが，低圧代替注水設備に
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よる注水を開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水することにより

事象収束に向かうことになる。 

したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

なお，大破断ＬＯＣＡ時は炉心の著しい損傷までの事象進展が早く，国

内外の先進的な対策と同等のものを考慮しても，炉心損傷防止対策を有効

に実施することはできないため，格納容器破損防止対策を講じて，その有

効性を確認している。 

 

(6) 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

この事故シーケンスグループは，原子炉冷却材圧力バウンダリと接続さ

れた系統で，高圧設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管

のうち，隔離弁の故障等により低圧設計部分が過圧され破損する事象を想

定する。 

具体的な事故シナリオとして，「高圧炉心注水系の吸込配管」等の破損を

想定する。機器破損等の発生後，原子炉水位は急速に低下し，原子炉水位

低信号が発生して原子炉はスクラムするため未臨界が確保される。しか

し，破損口から冷却材が流出するため原子炉圧力容器内の保有水が減少

し，いずれは炉心露出により燃料被覆管温度が上昇し，炉心損傷に至る。 

炉心損傷を防止するために，ＲＣＩＣ及びＥＣＣＳ（高圧注水系）によ

り炉心を冷却することによって炉心損傷の防止を図り，また，逃がし安全

弁による原子炉減圧に伴う冷却材漏えいの抑制及びインターフェイスシス

テムＬＯＣＡの発生箇所の隔離によって，原子炉格納容器外への冷却材の

流出の防止を図る。原子炉減圧後は，低圧注水設備等による原子炉注水に

よって原子炉水位を維持することにより事象収束に向かうことになる。 
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したがって，本事象では炉心露出・ヒートアップの可能性があるため，

燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

炉心損傷防止対策における事故シーケンスに対し，有効性評価上要求さ

れる評価項目は，以下の５点である。 

a. 燃料被覆管の温度（1200℃以下） 

b. 燃料被覆管の酸化量（15％以下） 

c. 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 

（最高使用圧力の 1.2 倍以下） 

d. 格納容器圧力バウンダリにかかる圧力（限界圧力以下） 

e. 格納容器圧力バウンダリにかかる温度（限界温度以下） 

 

原子炉設置変更許可申請解析に記載した解析結果から，15％に対し十分

な余裕があり評価指標として燃料被覆管の温度で代表できると考えられる

b.を除く，a. c. d. e.を評価指標として取り上げる。このうち，c．はＳ

ＲＶの作動により原子炉圧力の上昇が抑えられ，ＳＲＶの設定圧力以下に

抑えられるため評価指標から除外する。また，d．と e．はＳＡＦＥＲコー

ドの評価範囲以外であるため除外する。 
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2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された

物理現象のうちＳＡＦＥＲコードで評価する事象において考慮すべき物理

現象を対象に，表 2-1 の定義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」，及び「Ｉ」の

ランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物理現象を重要現象とし

て抽出する。 

 

表 2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作

に対する影響が大きい

と考えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実

験との比較等により求め，実機

評価における評価指標及び運転

操作への影響を評価する 

Ｍ 評価指標及び運転操作に

対する影響が中程度と考

えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割

を担うが，影響が「Ｈ」に比べて顕

著でない物理現象であるため，必ず

しも不確かさによる実機評価におけ

る評価指標及び運転操作への影響を

評価する必要はないが，本資料で

は，実機評価への影響を感度解析等

により評価するか，「Ｈ」と同様に

評価する 

Ｌ 評価指標及び運転操作に

対する影響が小さいと考

えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化

は必要であるが，評価指標及び運転

操作への影響が明らかに小さい物理

現象であるため，検証／妥当性確認

は記載しない 

Ｉ 評価指標及び運転操作に

対し影響を与えないか，

又は重要でない現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与え

ないか，又は重要でない物理現象で

あるため，検証／妥当性確認は記載

しない 
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2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうち 2.1 節で述べた事象進展を踏まえ，2.2 節のランクの定義に

従い，評価指標及び運転操作への影響に応じて「Ｈ」及び「Ｍ」に分類す

ることで物理現象の中から重要現象を特定する。この結果を表 2-2 に示

す。 

ランク付けに当たっては，燃料被覆管温度は炉心冷却，炉心水位，燃料

被覆管のヒートアップから影響を受けるため，これらに関する物理現象も

相対的に高いランクとしている。また，運転操作等により原子炉を強制的

に減圧し，温度・圧力を低下させるシーケンスでは，原子炉の減圧により

代替注水設備を含む注水系からの冷却水の注水による炉心冷却を期待する

ため，原子炉の減圧に寄与する物理現象も相対的に高いランクとしてい

る。 

以下に，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。また，減速材直接発熱は核

分裂で発生するエネルギのうち，減速材の発熱に寄与する割合はきわめて

小さい。したがって，核分裂出力は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと

考えられる。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉
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がスクラムし未臨界となるため，事象発生後スクラムするまでの時間が短

く，通常運転時からの出力分布変化に対する影響が小さい。したがって，

出力分布変化は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，反応度フィー

ドバック効果は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，制御棒反応度

及び制御棒速度は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，崩壊熱は燃料

被覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，核熱水力不安定事象は発生しない。した
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がって，核的な三次元効果は燃料被覆管温度に影響を与えない。 

 

(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，事故直後における燃

料棒内の熱を冷却材に放出する燃料ペレット径方向発熱密度分布，燃料ペ

レット・燃料被覆管内熱伝導及び燃料ペレット－燃料被覆管のギャップ熱

伝達の影響は小さい。したがって，燃料棒内温度変化は燃料被覆管温度に

対し重要度が低いと考えられる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，崩壊熱による燃料の

発熱及び燃料棒表面から冷却材への熱伝達が燃料被覆管温度変化の支配的

要因になる。原子炉減圧後の減圧沸騰により二相流動状態となった場合に

は，二相壁面熱伝達により冷却される。また，炉心が露出した場合には，

蒸気単相流，燃料棒間の輻射熱伝達により冷却される。露出した燃料棒周

囲の蒸気が過熱され気液熱非平衡状態となる可能性があり，燃料棒表面熱

伝達に影響する。したがって，燃料棒表面熱伝達は燃料被覆管温度に対し

重要度が高いと考えられる。 

 

(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，給水流量の全喪失あるいは小破断

ＬＯＣＡを起因事象としており，炉心流量の減少は緩やかに変化し，事故

直後に原子炉がスクラムし原子炉出力が低下するため，燃料集合体で核沸
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騰からの離脱が発生する可能性は低い。一方，事故後長期において炉心が

露出する場合には，燃料被覆管温度が上昇するが，原子炉注水により炉心

が再冠水することによって，最終的には核沸騰状態に遷移して冷却され

る。したがって，沸騰遷移は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えら

れる。 

 

(10) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，燃料被覆管が高温に

なるとジルコニウム－水反応による発熱量が増加すると考えられる。しか

し，代替注水設備等の原子炉注水により炉心が冷却され，燃料被覆管温度

はジルコニウム－水反応が顕著になるほど上昇しない。したがって，燃料

被覆管酸化は燃料被覆管温度に対し重要度が中程度と考えられる。 

 

(11) 燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスでは，事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし未臨界となるため，燃料ペレットが膨張することはなくＰＣＭＩは

発生しない。燃料被覆管が高温になり，燃料棒内圧の上昇に伴う膨れ・破

裂が発生する場合には，燃料棒間の輻射熱伝達への影響，燃料集合体内の

流路減少による冷却への影響がある。破裂が発生する場合には，燃料被覆

管内面酸化による反応熱への影響が考えられるが，崩壊熱に比べて燃料被

覆管温度への寄与は小さい。燃料被覆管の破裂により核分裂生成物が原子

炉格納容器内に放出されると，格納容器内雰囲気放射線モニタにより炉心

損傷の判断を実施した場合，格納容器スプレイや格納容器ベントの操作タ

イミングに影響することとなる。ただし，この操作は事象発生後早期に行
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うものではない。したがって，燃料被覆管変形は燃料被覆管温度に対し重

要度は中程度と考えられる。 

 

(12) 三次元効果［炉心（燃料）］ 

 本物理現象は，横方向及び縦方向からの輻射熱伝達の効果を意味してい

る。評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出

する場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，炉心が露出した場

合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射の寄与が大きくなる。

輻射伝熱に関する三次元効果は，輻射伝熱量が増加するため，燃料被覆管

温度に与える影響は結果を厳しくするものではなく，重要度が低いと考え

られる。 

 

(13) 沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，サブクールボイドの発生

は燃料被覆管温度に影響しない。原子炉減圧操作を実施した場合には，下

部プレナム等で減圧沸騰（フラッシング）が発生する。これに伴い発生し

たボイドにより形成された二相水位はボイド率変化に応じて変化する。し

たがって，沸騰・ボイド率変化は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考

えられる。 

 再循環ポンプトリップ，代替注水設備等による原子炉注水により，原子

炉圧力容器下部で温度成層化が発生する可能性があるが，事故後長期にお

いては十分に混合され影響は無視できる。 
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(14) 気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，原子炉減圧操作に伴う下部プレナ

ムフラッシングが発生する事象であり，フラッシングにより発生したボイ

ドを含む二相水位の変化は，炉心露出時の燃料被覆管温度に影響がある。

したがって，気液分離（水位変化）は燃料被覆管温度に対し重要度が高い

と考えられる。 

 一方，炉心上部での気液対向流制限（以下「ＣＣＦＬ」という。），ＣＣ

ＦＬブレークダウンは，事象進展が緩やかなこと，代替注水設備等による

原子炉注水はダウンカマ又は炉心バイパス領域に注水されるため発生しな

い。炉心スプレイ系による原子炉注水が行われる場合には発生する可能性

があるが，短期間であるため影響は小さい。また，炉心に冷却水が保持さ

れ水位が形成されている場合で，かつ，下部プレナムにも水位が形成され

る場合には，炉心下部でＣＣＦＬが発生する可能性があるが，原子炉減圧

操作を経て炉心が再冠水する過程では事象進展が緩やかであり，下部プレ

ナムに顕著な水位が形成されることはないため，炉心下部のＣＣＦＬは発

生しない。したがって，対向流は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考

えられる。 

 

(15) 気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，露出した燃料棒周囲

の蒸気が過熱され気液熱非平衡状態となる可能性がある。炉心の一部で発

生した過熱蒸気は，上部プレナムから炉心シュラウド外に至る経路におい

て飽和蒸気になると考えられ，熱流動挙動への影響は小さいと考えられ

る。しかしながら，気液熱非平衡の影響は，(8)でも述べたように燃料棒表
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面熱伝達に影響するため燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えられ

る。 

 

(16) 圧力損失［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故直後に再循環ポンプ

がトリップし炉心流量が早期に低下するため，炉心部の圧力損失の影響は

小さい。また，炉心バイパス部は，局所的な圧力損失は小さい。したがっ

て，圧力損失は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(17) 三次元効果［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，露出した炉心が再冠水す

る過程においては，炉心中心部の一部の出力の高い燃料集合体では気液並

行上昇流，周辺の出力の低い燃料集合体では下降流，その他多くの燃料集

合体では気液対向流が生じる可能性がある。これらの炉心の三次元的な流

動状態により燃料集合体の冷却状態に差異が生じる。したがって，三次元

効果は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。 

 

(18) 冷却材流量変化［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故直後に再循環ポンプ

がトリップし炉心流量が早期に低下するため，強制循環時の冷却材流量変

化の影響は小さい。また，事故後長期において炉心が露出する場合には，

原子炉水位が低下して炉心シュラウド内外の自然循環が維持できないた

め，自然循環時の冷却材流量変化の影響は小さい。したがって，冷却材流

量変化は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 
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(19) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＳＲＶを使用した原子炉の急速減

圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材放出により炉心露出が発生し，燃料被覆管

温度が上昇する可能性がある。また，原子炉減圧に伴い低圧注水量が変化

するため，炉心冷却への影響が大きい。したがって，冷却材放出は燃料被

覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。 

 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド率変化［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＳＲＶを使用した原子炉の急速減

圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材放出による原子炉減圧があり，減圧沸騰に

よる各部の蒸気発生とボイド率変化が二相水位に影響する。また，原子炉

への冷却水の注水により蒸気が凝縮される。炉心以外の領域の沸騰・凝

縮・ボイド率変化は燃料被覆管温度に対し，重要度は中程度と考えられ

る。 

 

(21) 気液分離（水位変化）・対向流［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。炉心以外の領域の気液分

離（水位変化）・対向流は燃料被覆管温度に対し，重要度が中程度と考えら

れる。 

 

(22) 気液熱非平衡［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。しかし，炉心以外の領域
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の気液熱非平衡は燃料被覆管温度に対し影響はない。 

 

(23) 圧力損失［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。しかし，炉心以外の領域

の圧力損失は燃料被覆管温度に対し直接的な影響はないため，重要度が低

いと考えられる。 

 

(24) 構造材との熱伝達［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＳＲＶを使用した原子炉の急速減

圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材放出により原子炉が減圧され，構造材から

冷却材への熱伝達が発生する。しかし，崩壊熱に比べて寄与は小さい。し

たがって，構造材との熱伝達は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考え

られる。 

 

(25) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＥＣＣＳ又は代替注水設備による

原子炉注水により炉心が冷却される事象である。したがって，ＥＣＣＳ

（給水系・代替注水設備含む）による原子炉注水は燃料被覆管温度に対し

重要度が高いと考えられる。 

 

(26) ほう酸水による拡散［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれもほう酸水の注入を考慮し

ていないため，ほう酸水による拡散は燃料被覆管温度に影響を与えない。 
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(27) 三次元効果［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故後長期において炉心

が露出する場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，炉心流量急減過

程において下部プレナム内の流量配分が不均等になる場合があるが，事故

直後に再循環ポンプがトリップするため影響は小さい。したがって，三次

元効果は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

  



 

1-24 

表 2-2 炉心損傷防止対策の有効性評価の物理現象のランク 

  

  事故シーケンス 

  グループ 

高圧・

低圧注

水機能

喪失 

高圧注

水・減

圧機能

喪失 

全交流

動力電

源喪失 

崩壊熱

除去機

能喪失 

ＬＯＣ

Ａ時注

水機能

喪失 

格納容器バ

イパス 

(インター

フェイスシ

ステムＬＯ

ＣＡ) 

分類 
評価指標

物理現象 

燃料被覆

管温度 

燃料被覆

管温度 

燃料被覆

管温度 

燃料被覆

管温度 

燃料被覆

管温度 

燃料被覆管

温度 

炉心 

(核) 

(1) 核分裂出力 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(2) 出力分布変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(3) 反応度フィードバック効

果 

Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(5) 崩壊熱 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

炉心 

(燃料) 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(9) 沸騰遷移 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(12) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

炉心 

(熱流動) 

(13) 沸騰・ボイド率変化 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(14) 気液分離（水位変

化）・対向流 

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(15) 気液熱非平衡 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(16) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(17) 三次元効果 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

原子炉 

圧力 

容器 

(逃が

し安全

弁を含

む) 

(18) 冷却材流量変化 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(19) 冷却材放出（臨界

流・差圧流） 

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド

率変化 

Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(21) 気液分離（水位変

化）・対向流 

Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ 

(22) 気液熱非平衡 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(23) 圧力損失 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(24) 構造材との熱伝達 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

(25) ＥＣＣＳ注水（給水

系・代替注水設備含

む） 

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

(26) ほう酸水による拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(27) 三次元効果 Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ 

 



 

1-25 

3．解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＳＡＦＥＲコードは，長期間の原子炉内熱水力過渡変化及び炉心ヒート

アップを解析するコードであり，原子炉圧力容器に接続する各種一次系配

管の破断事故，原子炉冷却材流量の喪失事故及び原子炉冷却材保有量の異

常な変化等を取り扱うことができる。燃料被覆管温度上昇を伴う事故時の

炉心部や原子炉圧力容器内を評価対象としているものにＭＡＡＰコードが

あげられるが，ＳＡＦＥＲコードは，ＭＡＡＰコードに比べて，ＣＣＦＬ

や燃料棒表面の熱伝達等，原子炉内熱水力挙動及び燃料被覆管温度挙動を

詳細に評価することが可能であるため，炉心損傷防止対策の有効性評価解

析には適している。 

本コードは仮想的な高出力燃料集合体１体を含めて原子炉圧力容器内を 9

ノードに分割し，原子炉圧力，各ノードの水位変化等を計算する。また，

各種のＥＣＣＳ，ＲＣＩＣ等の性能特性を入力することにより，それらの

性能を評価することができる。原子炉内冷却材量の評価に当たっては，上

部タイプレート，炉心入口オリフィス等でのＣＣＦＬ及び上部プレナムに

おけるサブクール域の局在化により冷却材が下部プレナムに落水する現象

（ＣＣＦＬブレークダウン現象）を考慮することができる。 

また，本コードでは，平均出力燃料集合体及び高出力燃料集合体に対し

て燃料ペレット，燃料被覆管，チャンネルボックス等の温度計算を行う。

燃料被覆管の温度計算においては，その冷却状態に応じた熱伝達係数を考

慮でき，また，燃料棒間の輻射及び燃料棒とチャンネルボックスの輻射

を，考慮することができる。 

また，燃料被覆管と冷却水又は水蒸気との化学反応（ジルコニウム－水

反応）を Baker-Just の式によって計算し，表面の酸化量を求める。さら
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に，燃料棒内の圧力を計算することによって，燃料被覆管の膨れと破裂の

有無を評価し，破裂が起きた場合には，燃料被覆管の内面に対してもジル

コニウム－水反応を考慮する。 

本コードの入力は，原子炉出力，原子炉圧力等の初期条件，原子炉の幾

何学的形状及び水力学的諸量，燃料集合体及び炉心に関するデータ，プラ

ント過渡特性パラメータ，ＥＣＣＳ等の特性，想定破断の位置，破断面積

等であり，出力として，原子炉圧力，原子炉水位，燃料被覆管最高温度

（以下「ＰＣＴ」という。），燃料被覆管酸化量等が求められる。 

なお，ＳＡＦＥＲコードは「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評

価指針」（以下「ＥＣＣＳ性能評価指針」という。）で妥当性が認められて

いるモデルを使用しており，ＢＷＲプラントの設計基準事故のＬＯＣＡ解

析（ＥＣＣＳ性能評価解析）に適用されている。 
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

２章において重要現象に分類された物理現象について，その物理現象を

評価するために必要となる解析モデルを表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 重要現象に対する解析モデル 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

炉心 

（核） 
崩壊熱 崩壊熱モデル 

炉心 

（燃料） 

燃料棒表面熱伝達 
燃料棒表面熱伝達モデル 

沸騰遷移 

燃料被覆管酸化 ジルコニウム－水反応モデル 

燃料被覆管変形 膨れ・破裂評価モデル 

炉心 

（熱流動） 

沸騰・ボイド率変化 

二相流体の流動モデル 気液分離（水位変化）・対向流 

三次元効果 

気液熱非平衡 燃料棒表面熱伝達モデル 

原子炉 

圧力容器 

(逃がし安全弁を

含む) 

冷却材放出（臨界流・差圧流） 臨界流モデル 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 
二相流体の流動モデル 

気液分離（水位変化）・対向流 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注

水設備含む） 
原子炉注水系モデル 
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3.3 解析モデル(１)(２) 

ＳＡＦＥＲコードの計算モデルは熱流動解析を実施する熱水力モデルと

燃料棒熱解析を実施する炉心ヒートアップモデルに大別される。主要な計

算モデルを表 3-2 に示す。 

 

3.3.1 熱水力モデル 

ＳＡＦＥＲコードは熱力学的に均質，平衡を仮定した熱水力モデルを持

ち，原子炉圧力容器内の冷却材体積を炉心シュラウド等の原子炉内構造物

による物理的な境界にしたがって８ノードに区分する。また，仮想的な高

出力燃料集合体１体を独立のノードとしてモデル化している。 

原子炉圧力は，原子炉圧力容器内を一点で近似し，原子炉圧力容器全体

の冷却材に対する質量及びエネルギの保存式に基づき計算する。 

各ノードの水位挙動や冷却材保有量の計算には，質量，運動量及びエネ

ルギの保存則を適用し，二相流体の流動モデルとしてドリフトフラックス

モデル及び気液界面からの蒸気離脱流に対する気泡上昇流モデル，燃料上

部等でのＣＣＦＬモデルを用いている。なお，運動量保存式は下部プレナ

ムが満水のときに再循環流量及び炉心入口流量を求めるために用いられ，

炉心シュラウド内外の圧力損失のバランスを考慮している。 

また，大破断ＬＯＣＡ時の再冠水過程に下部プレナムと炉心に水位が

別々に形成されるときの炉心各チャンネルの平行流路の流動挙動を，実験

に基づいて近似的にモデル化している。 

なお，破断口及びＳＲＶからの流出流量は臨界流モデルを用いて計算

し，原子炉圧力が低下すると差圧流モデルに切り替わる。 
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（1）ノード分割 

実機解析に用いるノード分割を図 3-1 に示す。ノード間の矢印は流路を

表し，その方向は通常運転状態の流れの向きを表している。 

原子炉圧力容器内は，冷却材保有量計算のために８ノードに分割してい

る。これらのノードは，ＢＷＲの典型的な領域を与えるように選んでお

り，物理的な境界や流路抵抗等によって分けている。また，高出力燃料集

合体１体を独立のノードとして設ける。このノード分割を適用したＢＷＲ

のＬＯＣＡ模擬実験解析結果と実験結果との比較により，原子炉圧力容器

内の冷却材保有量の分布及び炉心の水位，燃料被覆管温度の変化等を適切

に評価することを確認している。 

ノード間の冷却材の移動は流路を介して行い，ＬＯＣＡ模擬実験でＣＣ

ＦＬが確認された燃料集合体上部と下部及び炉心バイパス下部の流路につ

いてはＣＣＦＬ計算を可能としている。 

ＬＯＣＡ模擬実験の結果によれば，露出した炉心が再冠水する過程にお

いて，燃料集合体の内部には異なる流れの状態が存在し得ることが示され

ている。下部プレナムに二相水位が形成されている場合，一部の出力の高

い燃料集合体では蒸気と水の上昇流，大部分の燃料集合体では気液対向

流，炉心周辺部の出力の低い燃料集合体では下降流が生じる。 

これは，炉心周辺部の燃料集合体はボトムエントリーオリフィス，それ

以外の燃料集合体はサイドエントリーオリフィスであるため，燃料集合体

入口の条件が異なることによるとともに，炉心スプレイ注水後にスパージ

ャが水没している場合，上部プレナムの周辺領域にサブクール水が存在し

ていることによる。 

ＳＡＦＥＲコードは，上述のノード分割と流路の設定に基づいて，次の

ようにその効果を取り込んでいる。 
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a) 炉心中心部の一部の出力の高い燃料集合体で生じる気液並行上昇流

については，炉心（ノード３）とは独立に設けた高出力燃料集合体

（ノード９）で取り扱う。 

b) 炉心周辺の出力の低い燃料集合体で生じる下降流については，上部

プレナム（ノード５）のプール水が下部プレナム（ノード１）に移

動することで取り扱う。 

c) その他多くの燃料集合体で生じる気液対向流は，炉心（ノード３）

及び高出力燃料集合体（ノード９）の入口と出口の流路で取り扱

う。 

以上のように，ＳＡＦＥＲコードは，炉心の三次元的な流動状態を模擬

している。なお，それぞれの取扱いのモデル化の詳細については，（4）炉

心内流動に記述する。 

 

① ノード１：下部プレナム 

下部プレナムは，制御棒案内管外側の下部プレナム領域であり，原子炉

圧力容器壁と炉心支持板によって仕切られている。ジェットポンプ内も下

部プレナムの領域としているが，ジェットポンプ内の水位は，炉心シュラ

ウド内の圧損とジェットポンプを通る圧損を考慮することにより，下部プ

レナム内の水位とは別に計算する。 

定格出力時においては，再循環ポンプによりダウンカマ領域の冷却水が

下部プレナムに供給され，炉心入口オリフィスを介して燃料集合体下部に

配分される。 

 

② ノード２：制御棒案内管 

制御棒案内管は，制御棒案内管上部での燃料支持金具での流路抵抗によ
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り，炉心バイパスノードとは切り離している。 

このノードは，上部の燃料支持金具との間隙及び下部の制御棒駆動機構

との間隙を介して炉心バイパス及び下部プレナムと通じている。 

 

③ ノード３：炉心 

炉心は，原子炉内の全燃料集合体とし，炉心内のボイド率分布をより詳

細に計算するために，軸方向に 12 のサブノードに再分割する。これらのサ

ブノードは，燃料集合体下部及び燃料集合体上部の非加熱ノード（各１ノ

ード），そして 10 の加熱ノードからなる。炉心内の燃料集合体下部の炉心

入口オリフィスによって下部プレナムに通じており，また，燃料上部タイ

プレートによって上部プレナムに通じている。 

 

④ ノード４：炉心バイパス 

炉心バイパスは，燃料集合体間の領域（中心バイパス）及び炉心シュラ

ウド壁と炉心最外周の燃料集合体の間の領域（周辺バイパス）とする。こ

のノードは，制御棒案内管の上部にあり，種々の漏えい流路を通って炉心

下部と通じている。バイパス領域と下部プレナム間の小さな漏えい流路も

また考慮する。 

 

⑤ ノード５：上部プレナム 

上部プレナムは，炉心上部の二相混合プレナム領域と，プレナム上部の

気水分離器を含む。炉心ノードと炉心バイパスノードからの出口流量はこ

のノードで混合する。炉心スプレイスパージャ及び炉心注水スパージャか

らの注入水とも，このノードで混合する。 

上部プレナムから溢れた水と蒸気はそれぞれダウンカマと蒸気ドームに
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移行する。 

 

⑥ ノード６：下部ダウンカマ 

下部ダウンカマは，給水スパージャの下方に位置し，炉心シュラウド外

側のダウンカマ部の領域である。定格出力時において，このノードは未飽

和領域である。この未飽和水の水位は，給水が継続する間，給水スパージ

ャの高さに維持される。この未飽和水ノードの質量及びエネルギ変化が上

部ダウンカマノードとは別に計算される。 

 

⑦ ノード７：上部ダウンカマ 

上部ダウンカマは，給水スパージャとダウンカマ水位との間の領域であ

り，定格出力時においては，飽和領域である。このノードの上部の境界は

二相混合水位として変動し，下部はノード６によって区別されている。 

 

⑧ ノード８：蒸気ドーム 

蒸気ドームは，ダウンカマと上部プレナムそれぞれの二相混合水位の上

の全蒸気空間とする。このノードの空間部体積は，ダウンカマや上部プレ

ナムの二相混合水位が変化するにつれて変わることになる。 

 

⑨ ノード９：高出力燃料集合体 

炉心の燃料集合体とは出力の異なる燃料集合体の冷却材保有量，ボイド

率，水位，燃料棒温度等を計算する目的のために高出力燃料集合体１体が

独立した仮想領域としてモデル化されている。このノードの熱水力挙動

は，すでに計算されている炉心の圧力損失から計算され，燃料棒温度計算

に反映される。高出力燃料集合体の計算結果は，他のノードの状態に影響
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を与えない。 

 

（2）質量及びエネルギ保存式 

質量及びエネルギの流れについて，図 3-2 に示す。流出量は，負の流入

量として考える。なお，対象としているノードを明記する必要がある場合

には，図 3-1 で用いられているノード番号を使用する。 

 

ａ．未飽和ノードの質量及びエネルギ保存式 

未飽和ノード i の質量保存式は，次式で与えられる。 

iiifig WWWWM
i

)()()()(   （3-1） 

エネルギ保存式は，次式で与えられる。 

PVhMhMhWQ
iiiiiii )(   （3-2） 

式（3-1），式（3-2）より，エンタルピ変化率は，次式のようになる。 

iiii
MPVWhhWQh iii )()(   （3-3） 

ここで， 

M ： 冷却材質量 

Q ： 伝熱又は発熱による流入エネルギ 

W ： 冷却材流量 

h ： エンタルピ 

： 変換係数 

V  ： ノード体積 
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P  ： 圧力 

添字 f は飽和液相， g は蒸気相， は未飽和液相を示す。 

 

ｂ． 飽和ノードの質量及びエネルギ保存式 

飽和ノード i の蒸気及び水の質量保存式は，それぞれ次式で与えられ

る。 

ii

ii

fgifif

fgigg

mWWM

mWM

)()(

)(
    （3-4） 

ここで， 

ifgm  ：フラッシング率 

 

エネルギ保存式は，次式で表される。 

PVVhMhMhMhM

PVhM
dt
dhWQ

gfffffgggg

iiiii

iiii
)(

')()(

　　　　　　

 

       （3-5） 

式（3-5）の左辺の正味エネルギ流入量は，次式で表される。 

jij
WhWhWhhW

j
iffiggi )()()(   （3-6） 

さらに，飽和水及び飽和蒸気のエンタルピが圧力変化に伴い飽和限界

線上にそって変化することから， 
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P
dP
dh

hP
dP
dh

h g
g

f
f ，     （3-7） 

の関係を用い，式（3-4），式（3-5），式（3-6）及び式（3-7）により，

フラッシング率は，次式のように求まる。 

fgg
g

gf
f

f
j

fifg hM
dP
dh

vM
dP
dh

vPWhhQm
iijiji

)()()(  

        （3-8） 

ここで， 

gv  ：蒸気の比体積 

fv  ：液相の比体積 

 

このフラッシング率は，以下に述べるような補正を加えて使用され

る。 

 

ｃ． 蒸気ドーム内の質量及びエネルギ保存式 

蒸気ドームには，ダウンカマ及び上部プレナムからの蒸気が全て流入

する。その質量保存式は，次式で与えられる。 

8)(
8 gg WM      （3-9） 

 

蒸気ドームのエネルギ保存式より過熱エネルギは次式で表される。 

8
)(8 g

g
gsh M

dP
dh

vPQE     （3-10） 
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この過熱エネルギ（ shE ）は，蒸気ドームに直接接しているノード，す

なわち，上部プレナムとダウンカマのフラッシング率に補正項を加える

形で配分される。これは，ＳＡＦＥＲコードは蒸気ドームの蒸気は飽和

と仮定しているため，過熱エネルギは蒸気ドームに接する水面での飽和

水の蒸発に置き換え，フラッシング率を補正しているものである。 

ifgifg

i
ifg

fgsh
ifg mm

m

hE
m ,,7

5
,

,

/
    （3-11） 

ここで， 

5i  ：上部プレナムノード 

7,6i  ：ダウンカマノード 

 

上記以外の，蒸気ドームに接していない炉心，高出力燃料集合体等の

ノードに関しては，過熱エネルギによるフラッシング率の補正は行わな

い。 

ifgifg mm ,,           （3-12） 

ここで， 

941 及び～i  ： 上部プレナム及びダウンカマ以外のノード 

 

ｄ． 圧力変化率 

ＳＡＦＥＲコードでは原子炉圧力容器内の圧力がほぼ一様であること

を仮定しており，その圧力変化は，全原子炉圧力容器体積が一定である

ことから，次のように導かれる。 
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0V  

vMvMvMvMvMvM ffffgggg  （3-13） 

ここで，原子炉圧力容器全体の質量変化率は，高出力燃料集合体を除

く原子炉圧力容器内ノードの質量変化率を合計することにより計算され

る。これらは蒸気ドームを含めて，以下のようになる。 

ii
ff

i
gg iii

MMMMMM ，，  （3-14） 

また，比容積の導関数は，次式で表される。 

h
dh
dvP

dP
dvvP

dP
dv

vP
dP
dv

v f
f

g
g ，，  （3-15） 

正味の未飽和水エンタルピ変化率は，次式で表される。 

ii
iii

MMhh     （3-16） 

式（3-14），式（3-15）及び式（3-16）により，式（3-13）は，以下の

ようになる。 

P
vM

dP
dv

M
dP
dv

MM
h
vhvMvMvMP f

f
g

gffgg
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       （3-17） 

式（3-16）を式（3-17）に代入すると，圧力変化率の最終的な式は，

次のようになる。 

YXP       （3-18） 

ここで， YX , は次式で表される。 

sat j
fi

fg

fg

ii
ff

i
gg jijiii

WhhQ
h
v

WWvWvX  

sub j
jii

ii
i hWQ

h
v

h
vhvW

ii
（3-19） 

f
f

f
fg

fgf
g

g
g

fg

fgg M
dP
dh

v
h
v

P
v

M
dP
dh

v
h
v

P
v

Y  

     
ii

M
h
vv

P
v

sub ii

   （3-20） 

 

ｅ．全体的な運動方程式 

ＳＡＦＥＲコードは下部プレナムと蒸気ドームの間で三つの経路

を考えており，各ループの運動方程式を解いている。その三つの経

路とは，炉心と健全側と破断側の二つに分けた冷却材再循環系であ

る。 

図 3-3 は，ジェットポンプ型ＢＷＲを例にして，原子炉圧力容器

内について運動方程式を解いているループを示した図である。それ
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ぞれのループは蒸気ドームからダウンカマを通り，ジェットポンプ

を経て下部プレナムに至る。そして，炉心，上部プレナムを通って

蒸気ドームに戻る。図 3-3 を参照してループ“a”回りの運動方程

式は次のようになる。 

0,43,43,,,32,21 fsfJPpJPss PPPPPP   （3-21） 

ここで，添字は， 

ji ： i から jへの流路 

JP ： ジェットポンプ 

s  ： 静圧差 

f  ： 摩擦又は局所損失による圧損 

p  ： 駆動流によるジェットポンプ部の圧力上昇 

 

同様な式がループ“b”にも書ける。ＳＡＦＥＲコードは長時間

の冷却材保有量の分布の計算を意図したコードであり，短時間の再

循環ポンプの挙動の計算を意図しているものではない。後者の機能

はＬＡＭＢコードによってなされる。したがって，ＳＡＦＥＲコー

ドでは再循環ポンプはジェットポンプ内の圧力上昇分として簡単に

モデル化されている。 

各ループの再循環ポンプ流量は，コーストダウン時定数を用いて

指数関数的に減衰するものとして，次式で与えられる。 

/
0

t
pp eWW      （3-22） 

ここで， 

pW  ： 再循環ポンプ流量 
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0pW  ： 初期再循環ポンプ流量 

τ ： コーストダウン時定数 

 

この流量を用いて，ジェットポンプの圧力上昇分 pJPP , は次式で

求められる。 

2

,,
0

0
p

p
pJPpJP W

W
PP      （3-23） 

ここで，
0, pJPP は，初期のジェットポンプの圧力上昇分を表す。 

また，ジェットポンプの摩擦圧損は，それぞれのループに対して

次のように計算される。 

JP

f

pRCpRC

JP
fJP

WWWW
A
KP 2

2,

)(
  （3-24） 

ここで， 

)/( 2AK ： 圧損係数 

RCW  ： ジェットポンプ出口流量 

f  ： 液相密度 

JP
2  ： 均質二相増倍係数 

 

ト ラ ン ジ ェ ン ト の 最 初 の 数 秒 後 ， 式 （ 3-24 ） の 0pW ，

RCpRC WWW  となり，両方のループは同一となる。炉心の摩擦圧

損は三つの項の和で評価される。すなわち，炉心入口オリフィス部

での局所圧損，燃料集合体の燃料棒部分の摩擦圧損，そしてスペー
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サと上部タイプレートによる一つにまとめた局所圧損（出口部で一

つにまとめられている）である。 

e

f

ee

localf

chch

ch

SEO

f

SEOSEO

SEO
f

WW
A
KWW

D
fLWW

A
KP 2

2
22

2,43 02
 

        （3-25） 

ここで， 

DfL /  ： 燃料集合体の燃料棒部分の摩擦圧損係数 

0
2 ， SEO

2 ， e
2 ： それぞれ，炉心平均，炉心入口オリフィス 

及び炉心出口の均質二相増倍係数 

A  ： 流路面積 

添字 eは炉心出口， chは燃料集合体の燃料棒部分を示す。 

 

対向流状態では，摩擦の項が非常に小さいため， fP ,43 は次のように

評価される。 

g

chgchg

f

chch

ch
f

WWWW

D
fLP

,,,,
,43 2

1
  （3-26） 

 

式（3-24）と式（3-25）を式（3-21）に代入すると，それぞれのル

ープの運動量保存式は，次のように表される。 

JP

f

pRCpRC

JP
pJPss

WWWW
A
KPPP 2

2,,32,21

)()(
 

0
22

2,43 2 f

chch

ch

SEO

f

SEOSEO

SEO
s

WW
D
fLWW

A
KP  
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02
2 e

f

ee

local

WW
A
K

   （3-27） 

さらに，下部プレナムの質量保存式より，次式が得られる。 

fgfg
RC

g

RCgRC

g

RCg vm
WWWW

bbaa ,,,,
 

 01,,

dP
dv

M
dP
dv

MPWWWWW g
g

f
f

brk

brkLEAKL

g

SEOgSEO
 

        （3-28） 

ここで， 

1LW  ： 制御棒案内管から下部プレナムへの漏えい流量 

LEAKW ： バイパスから下部プレナムへの漏えい流量 

brkW  ： 破断流量 

brk  ： 破断流の密度 

 

式（3-27）と式（3-28）より下部プレナムが満水のときの再循環流

量及び炉心入口流量が決定される。インターナルポンプ型ＢＷＲに

対しても同様に計算される。 

 

（3）蒸気スリップ流 

気液界面が存在する場合の気液界面に対する蒸気の相対速度は，Zuber-

Findlay のドリフトフラックスモデル(３）あるいは Wilson の気泡上昇モデル

(４)により求める。 

ＳＡＦＥＲコードでは蒸気泡上昇モデルとドリフトフラックスモデルに
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よる蒸気スリップ流を両方計算し，それらのスリップ流のうち大きい方

が，その領域から出る蒸気流量を決定する際に使用される。この場合，低

ボイド率低流量のときは気泡上昇相関式，高ボイド率高流量のときはドリ

フトフラックス相関式が自動的に使用されることになる。 

 

ａ． ドリフトフラックスモデル 

ドリフトフラックスモデルは，分布係数 oC 及びボイドで重み付けた蒸

気ドリフト速度 gjV を用いて蒸気の相対速度を求める。 

水位面を通過する全体積流量 outj は，ノードの体積が一定であるという

条件の下に質量保存式を解くと次式で与えられる。 

dP
dv

M
dP
dv

M
A
PAvmjj g

g
f

ffgfginout /   （3-29） 

ここで， 

outj ： 水位面の体積流束 

inj  ： ノード入口の体積流束 

 

その時，水位面での気相及び液相の速度はそれぞれ次のようになる。 

gjoutog VjCU      （3-30） 

e

geout
f

Uj
U

1
     （3-31） 

ここで， 

gU ： 気相速度 
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fU ： 液相速度 

e  ： 水位面でのボイド率 

 

水位面を離れる蒸気流量 swgW , は，次式で表される。 

)(, fgegswg UUAW
    （3-32） 

 

ｂ． 気泡上昇モデル 

水の速度に対する蒸気泡の相対上昇速度は，Wilson の関係式を用いて

も計算される。この関係式により，圧力，ボイド率，及び水力直径の関

数としての蒸気泡の相対上昇速度 RV が得られる。 

5.019.0/1
78.1/1

)(
)()(136.0

gPfD
PfPh

V
iH

e
R  ； 840852.2

)()( PfPh
e  

       （3-33） 

5.019.0/1
78.0/1

)(
)()(75.0

gPfD
PfPh

V
iH

e
R  ； 840852.2

)()( PfPh
e  

       （3-34） 

ここで， 

32.0

gf

gPh      （3-35） 

19.0

)(
1)(

gD
Pf

gfHi

   （3-36） 

 

g  ： 重力加速度 

HD  ： 各ノードにおける水力直径 
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e  ： 各ノードにおける出口ボイド率 

σ ： 表面張力 

g  ： 蒸気の密度 

f  ： 飽和水の密度 

 

各ノードからの蒸気流量 swgW , は，蒸気泡上昇モデルから次式のように

計算される。 

Reegswg VAW ,      （3-37） 

 

（4）炉心内流動 

ＣＣＦＬは，幾何学的に狭くなった流路において，重力による液体の下

降流が，蒸気の上昇流により制限を受ける現象である。 

ＳＡＦＥＲコードでは，炉心入口オリフィス（炉心入口部），上部タイプ

レート（炉心出口部），炉心バイパス頂部及び炉心バイパス底部の４箇所で

ＣＣＦＬを考慮している。特に重要な場所は，燃料集合体の上部タイプレ

ート（炉心上部）と炉心入口オリフィス（炉心下部）である。炉心上部に

おけるＣＣＦＬは，注入された炉心スプレイ水の炉心への下降流を遅らせ

るが，一方，炉心下部におけるＣＣＦＬは，燃料集合体からの下部プレナ

ムへの落下水を減少させ，炉心の冷却材保有量を維持する効果がある。Ｓ

ＡＦＥＲコードでは，これら炉心上部，下部において水の下降流を予測す

るのに，Wallis 型の相関式(５)を用いている。この関係式を，以下に示す。 

4/1
2

4/12/1
1

4/12/1 )()( DKDjKDj fg
＊＊

  （3-38） 

ここで， 

2/1

)( gfc

g
gg Dg

jj ＝
＊

    （3-39） 
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2/1

)( gfc

f
ff Dg

jj ＝
＊

    （3-40） 

 

1K ， 2K は定数であり， D は形状固有の値である。この関係式における

1K 及び 4/1
2 DK は，実験データから得られる。 

 

また，再冠水過程において下部プレナムに二相水位が形成されている場

合，炉心中心部の出力の高い燃料集合体では気液並行上昇流，炉心周辺部

の出力の低い燃料集合体では水の下降流（ＣＣＦＬブレークダウン）が生

じることが実験により示されている。これらの流動を次のようにモデル化

している。 

 

ａ． 気液並行上昇流モデル(6)(7） 

炉心中心部の一部の出力の高い燃料集合体内では気液並行上昇流が生

じる。下部プレナムの水面下で発生した蒸気は，ジェットポンプ，又

は，インターナルポンプを通ってダウンカマ部へ流れるものと炉心へ流

れるものとに分けられる。ＳＡＦＥＲコードでは，多チャンネル効果を

模擬するために，炉心（ノード３）と独立した高出力燃料集合体（ノー

ド９）を設けて気液並行上昇流を考慮する。 

炉心及び高出力燃料集合体内の全圧損特性をもとに気液並行上昇流の

生じる燃料集合体の体数を求めるとともに，熱水力計算については，炉

心と高出力燃料集合体とに対して，次式に示す差圧バランス並びに炉心

入口オリフィスの蒸気量バランスを考慮し，下部プレナムからの蒸気流

入量を求める。 

HOT
CORE

AVE
CORE PP      （3-41） 
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HOT
HOT
SEOgHOTT

AVE
SEOgLPg NWNNWW ・・ ,,,   （3-42） 

ここで， 

AVE
COREP ： 炉心領域の全圧損 

HOT
COREP ： 高出力燃料集合体の全圧損 

LPgW ,  ： 下部プレナムから炉心へ流入する総蒸気量 

AVE
SEOgW ,  ： 炉心領域の炉心入口オリフィスを通過する蒸気量 

HOT
SEOgW ,  

： 高出力燃料集合体の炉心入口オリフィスを通過する蒸

気量 

TN  ： 全燃料集合体数 

HOTN  ： 気液並行上昇流が生じる燃料集合体数 

 

ｂ． ＣＣＦＬブレークダウンモデル 

ＣＣＦＬブレークダウン現象は，炉心スプレイスパージャが二相プー

ル水で水没している場合，上部プレナムに注入されたスプレイ水により

周辺燃料集合体上部にサブクール域の局在化が生じ，上部プレナムの冷

却水が周辺燃料集合体を通って下部プレナムへ落下する現象である。Ｓ

ＡＦＥＲコードでは，この現象をＣＣＦＬブレークダウンモデルとして

模擬しており，上部プレナムの冷却水を下部プレナムに移動する。すな

わち，上部プレナムの水位がスプレイスパージャ位置より高くなり，か

つ，上部プレナム内に流入したサブクール水による蒸気凝縮割合がＣＣ

ＦＬブレークダウン条件を満足したときにブレークダウンが生じるとし

ている。 

max)( D
f

fgg
D C

hhW
hW

C
・

    （3-43） 

ここで， 

DC  ： 凝縮係数 
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gW  ： 上部プレナムに流入する蒸気流量 

W  ： 上部プレナムに流入する未飽和水流量 

h  ： 上部プレナムに流入する未飽和水のエンタルピ 

fh  ： 飽和水のエンタルピ 

fgh  ： 蒸発潜熱 

maxDC ： ＣＣＦＬブレークダウン条件を定める定数 

 

上式における DC は，上部プレナム内に流入した冷却水が，蒸気の凝縮

に寄与する割合を示している。 maxDC はＢＷＲプラントの炉心及び上部プ

レナムを実寸大で分割模擬した実験の結果に基づいて決められている。 

 

ｃ．高出力燃料集合体モデル 

出力の高い燃料集合体の熱水力挙動及び燃料棒ヒートアップ挙動を評

価するため，高出力燃料集合体モデルを適用している。この高出力燃料

集合体は，炉心（ノード３）と独立したノードとして扱う。炉心の熱水

力挙動を知るための質量，エネルギ及び運動量保存式は，炉心の平均出

力燃料集合体だけを用いて求める。これらの計算により，炉心の平均出

力燃料集合体の水位及び燃料被覆管温度の他に，原子炉内各部に分配さ

れる冷却水の質量，炉心上部・下部プレナム間の差圧，下部プレナムの

減圧沸騰による蒸気発生量等を求めている。 

高出力燃料集合体モデルは，炉心の上部・下部プレナムの差圧に基づ

き高出力燃料集合体への流入蒸気量を求める。これをもとに，高出力燃

料集合体の熱水力過渡変化及び燃料棒ヒートアップが計算される。な

お，高出力燃料集合体の熱水力過渡変化は，炉心の平均出力燃料集合体

計算で用いられるものと同じ熱水力モデルを用いて求めている。 
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（5）破断流 

破断箇所はＳＡＦＥＲモデルにおける任意のノードに，独立に，最大５

箇所まで設定することができ，その破断面積は時間の関数として変化させ

ることができる。破断流量は Moody のスリップ流モデル(8)又は平衡均質流モ

デル(9)に基づく臨界流を適用して計算する。 

破断流の計算に用いる圧力は原子炉圧力と破断口中心より上の二相流の

静水圧を加えたものを用いる。 

また，破断流の計算に用いるエンタルピは，破断口が接続するノードの

エンタルピとなるが，二つのノードが重なる場合は，混合長さの加重平均

エンタルピが用いられる。 

有効性評価では，設計基準事故のＬＯＣＡと同様に，破断口及びＳＲＶ

からの流出流量の計算に平衡均質流モデルを使用する。 

 

（6）注水系 

ＢＷＲプラントには，冷却水を原子炉に直接注入できる注水系が多数あ

る。例えば，ＢＷＲ－５のＥＣＣＳは，炉心上部に注水する高圧炉心スプ

レイ系（以下「ＨＰＣＳ」という。）及び低圧炉心スプレイ系（以下「ＬＰ

ＣＳ」という。），炉心バイパスに注水する低圧注水系（以下「ＬＰＣＩ」

という。）で構成されるが，他のプラントでは再循環配管やダウンカマに注

水されるようになっているものもある。これらのＥＣＣＳに加えて，原子

炉隔離時に崩壊熱を除去するためのＲＣＩＣがある。ＳＡＦＥＲコード

は，これらの注水系を模擬することができる。 

注水流量は，原子炉圧力の関数となる。ＳＡＦＥＲコードでは，停止・

再起動等の多重機能を設けている。図 3-4 にこのロジックを示す。 
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時刻 t１で原子炉圧力や原子炉水位，ドライウェル圧力による起動信号を

受ける。ディーゼル発電機の起動時間や弁開時間等の遅れを考慮して時刻 

t２で注水が始まる。注水流量はポンプのＱ－Ｈ特性で決まる。 

原子炉圧力や原子炉水位等で注水停止信号を模擬でき，時刻 t３で停止信

号が入ると，時間遅れを考慮した t４で注水が停止する。 

これらを用いていくつかの再起動や停止ロジックを模擬することができ

る。 

有効性評価で考慮する原子炉代替注水設備は，運転操作を含めてこれら

の注水系モデルを用いて取り扱うことができる。 

 

3.3.2 炉心ヒートアップモデル 

（1）ノード分割 

ＳＡＦＥＲコードでは，燃料や燃料被覆管の温度変化については径方向

熱伝導モデルを用い，原子炉圧力容器や他の内部構造物については，ヒー

トスラブモデルを用いて模擬している。 

 

ａ． 燃料と燃料被覆管 

燃料棒は，径方向に燃料ペレットを３ノード及び燃料被覆管を２ノー

ドに分割している。また，燃料棒発熱部の軸方向は，実験解析で妥当性

を確認した 10 ノード分割とする。燃料棒の温度変化は，軸方向及び周方

向の熱伝導を無視した円筒形モデルを用いた熱伝導方程式を解くことに

より得られる。 

 

ｂ． 燃料集合体と燃料棒 

燃料集合体は平均出力燃料集合体と高出力燃料集合体に分け，それぞ
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れに対して平均出力燃料棒と高出力燃料棒の２種類の燃料棒を考慮して

いる。平均出力燃料棒は，燃料棒から冷却材への伝熱計算に使用し，燃

料集合体内の熱水力挙動が求められる。高出力燃料棒は燃料集合体上部

のＣＣＦＬを厳しく評価するため燃料集合体内蒸発量計算に使われる。 

ＰＣＴは，高出力燃料集合体と平均出力燃料集合体のそれぞれの燃料

棒の燃料被覆管温度の中の最大値とする。 

 

ｃ． 原子炉圧力容器と原子炉内構造物 

原子炉圧力容器は最大七つに区分されたヒートスラブで模擬してお

り，それぞれのヒートスラブの表面熱伝達はそのヒートスラブの面して

いる各領域内のボイド率の関数で与えられる。 

原子炉内構造物は六つのヒートスラブ；蒸気乾燥器，上部プレナムド

ーム，炉心シュラウド壁，制御棒案内管，チャンネルボックス，制御棒

に分けて模擬する。 

これらのヒートスラブのうち，四つ（上部プレナムドーム，炉心シュ

ラウド壁，制御棒案内管，チャンネルボックス）は内壁と外壁が別の領

域に面していることを模擬しているため，ヒートスラブの数は 10 とな

る。 

 

（2）熱伝導方程式 

燃料ペレット及び燃料被覆管の温度変化は，円筒座標の熱伝導方程式を

解くことにより得られる。軸方向及び周方向の熱伝導は無視している。こ

の方程式は次式で与えられる。 

Q
r
T

r
k

r
Tk

rt
TC p    （3-44） 
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ここで， 

 ： 燃料ペレット又は燃料被覆管の密度 

pC  ： 燃料ペレット又は燃料被覆管の比熱 

k  ： 燃料ペレット又は燃料被覆管の熱伝導率 

T  ： 燃料ペレット又は燃料被覆管の温度 

t  ： 時間 

r  ： 半径方向距離 

Q ： 発熱量 

 

なお，ＣＨＡＳＴＥコードにおいても同じ式が用いられている。 

 

原子炉圧力容器及び内部構造物のヒートスラブの温度変化は次式で表せ

る。 

i

ki
k

iik

kk

kk

AH
R

FTT
CC

q
dt

dT
1
)(1

   （3-45） 

ここで， 

kq ： ヒートスラブ k の熱量 

kC ： ヒートスラブ k の熱容量 

kR ： ヒートスラブ k の熱抵抗 

kA ： ヒートスラブ k の伝熱面積 

iH ： 熱水力ノード i への熱伝達係数 

iF  ： 熱水力ノード i に接するヒートスラブ k の伝熱面積のうち，

水面以下の部分に接する割合 

添字 k は k 番目のヒートスラブ，添字 i は i 番目の熱水力ノードを示

す。 

 

（3）熱源 



 

1-53 

ＳＡＦＥＲコードでは熱源として，核分裂による出力，核分裂生成物の

崩壊熱，アクチニドの崩壊熱及びジルコニウム－水反応による発熱を考慮

している。核分裂による出力，核分裂生成物の崩壊熱及びアクチニドの崩

壊熱は，初期炉心出力に対する割合として時間の関数として入力する。各

燃料棒での熱発生率は，炉心平均の熱発生率に各々対応するピーキング係

数を乗じて決定される。 

有効性評価では，核分裂による出力変化はＲＥＤＹ等により計算される

運転時の異常な過渡変化あるいは設計基準事故の出力変化，崩壊熱は

ANSI/ANS-5.1-1979(10)に基づく計算結果を使用する。 

 

（4）熱伝達 

燃料棒から冷却材への熱伝達は，核沸騰，膜沸騰，そして遷移沸騰の適

切な熱伝達事象から決定される熱伝達係数を用いて計算される。遷移沸騰

は核沸騰と膜沸騰の間の円滑な遷移をモデル化したものである。また，露

出部の冷却には，蒸気冷却，噴霧流冷却，落下水（スプレイ）冷却，及び

輻射熱伝達を考慮している。 

なお，輻射熱伝達は，高出力燃料棒から平均出力燃料棒への輻射及び平

均出力燃料棒からチャンネルボックスへの輻射のみが考慮されている。 

熱伝達の沸騰事象を決める計算ロジックを図 3-5 に示す。また，熱伝達

係数計算モデルの一覧を表 3-3 に示す。 

 

ａ． 核沸騰熱伝達 

核沸騰熱伝達係数は，冷却材のボイド率の関数として模擬している。 

このモデルは，図 3-6 に示すように三つの領域に分け，それぞれの境

界の値を入力する。図 3-6 の H3 は強制対流核沸騰，H2 は未飽和単相強制
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対流，そして H1 は蒸気単相強制対流に対する熱伝達係数の代表値であ

る。未飽和沸騰は考慮せず，飽和沸騰が生じるまで，未飽和単相強制対

流の熱伝達係数を用いることにより，燃料棒の除熱量を保守的に評価す

る。 

核沸騰熱伝達は，膜沸騰熱伝達等の他の熱伝達に比べて熱伝達係数が

非常に大きく，核沸騰熱伝達係数が継続する期間に燃料被覆管温度が上

昇することはない。したがって，核沸騰熱伝達係数の変化がＰＣＴに与

える影響は小さいため，核沸騰熱伝達の単純なモデル化が可能である。 

 

ｂ． 膜沸騰熱伝達 

膜沸騰熱伝達係数は，対流膜沸騰に関してはｅ．節で述べる噴霧流冷

却熱伝達式，プール及び低流量膜沸騰に関しては，修正 Bromley の式（11）

で計算する。 

修正 Bromley の式は次式で表される。 

RFBMB HHH      （3-46） 

プール膜沸騰熱伝達係数 FBH 及び輻射熱伝達係数 RH は次のように計算

される。 

4/13

)(
)(

62.0
HSWg

fggfgg
FB LTT

ghK
H    （3-47） 

SW

SW
RR TT

TTH
44

    （3-48） 

ここで， 

gK ： 飽和蒸気の熱伝導率 

f ： 飽和水の密度 

g ： 飽和蒸気の密度 



 

1-55 

fgh ： 蒸発潜熱 

g  ： 重力加速度 

g ： 飽和蒸気の粘性 

HL ： 膜の長さ 

WT ： 表面温度 

ST  ： 冷却材の飽和温度 

R ： Stefan-Boltzmann 定数 

 ： 燃料被覆管の輻射率 

 

膜沸騰熱伝達係数としては，噴霧流冷却熱伝達式を用いた値 MH と修正

Bromley 相関式を用いた値 MBH を両方計算し，ボイド率で以下のように重

み付けをしている。 

局所的なボイド率が１に近づいたときは，膜沸騰熱伝達係数は単相蒸

気冷却モードへ連続的に移行するため，高流量時の膜沸騰に適用される

MH を使用する。一方，低ボイド率の領域では，プール膜沸騰又は低流量

時の膜沸騰に適用される MBH がより適切である。その中間の領域の膜沸騰

熱伝達係数は，ボイド率により MBH と MH の間を内挿して求める。以上の

膜沸騰熱伝達係数をまとめて図 3-7 に示す。 

 

ｃ． 遷移沸騰熱伝達 

遷移沸騰は，核沸騰と膜沸騰の間を連続的に変化させるためにモデル

化されており，冷却材のクオリティが限界値以下で，かつ，燃料被覆管

の過熱度が最小安定膜沸騰温度以下のときに適用される。冷却材クオリ

ティが限界値以上になると，核沸騰から膜沸騰へ急激な変化がおこる。 

遷移沸騰の熱伝達は，核沸騰と膜沸騰の熱伝達係数の対数値が直線的
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に変化するものとし，模擬している（図 3-8）。 

FBNB
CHFMIN

CHF
NBTB HH

TT
TTHH loglogloglog  （3-49） 

ここで， 

TBH  ： 遷移沸騰熱伝達係数 

NBH  ： 限界熱流束時の温度での 核沸騰熱伝達係数 

FBH  ： 最小安定膜沸騰温度での膜沸騰熱伝達係数 

T  ： 過熱度 

MINT ： 最小安定膜沸騰温度 

CHFT ： 限界熱流束温度 

 

遷移沸騰は比較的短い過渡期間で生じ，ＰＣＴに与える影響は小さい

ため，このような補間モデルが可能である。 

 

ｄ． 蒸気冷却熱伝達 

ＳＡＦＥＲコードでは，燃料棒が露出している部分で，下部プレナム

及び燃料集合体からの蒸気による冷却効果を考慮している。蒸気冷却熱

伝達係数は，蒸気単相流に対する Dittus-Boelter の式（12）を使用してい

る。 

4.08.0 PrRe023.0 ss
h

v
v D

KH     （3-50） 

ここで， 

vH  ： 蒸気冷却熱伝達係数 

vK  ： 蒸気の熱伝導率 

hD  ： 水力直径 



 

1-57 

sRe  ： 蒸気のレイノルズ数 

sPr  ： 蒸気のプラントル数 

 

蒸気の物性値は燃料集合体軸方向ノードごとに上流ノード出口の蒸気

温度（過熱を考慮）を境界条件として評価する。 

 

ｅ． 噴霧流冷却熱伝達 

蒸気に液滴が混入した噴霧流状態の熱伝達係数は，Sun のモデルと

Saha のモデルを組み合わせたモデル（13）を適用する。 

液滴による熱伝達の促進は Sun のモデル（14）に基づき以下のように表す

ことができる。 

XNu
XNu

D
K

XNu
NuX

D
KH

s
s

h

v

s

s

h

v
M 21

4
21
)1(12

22

（ 3-51 ） 

ここで， sNu は Dittus-Boelter の式による蒸気単相熱伝達のヌセ

ルト数， X は液滴による熱伝達向上の程度を決めるパラメータであ

り，次式で与えられる。 

4.08.0 PrRe023.0 sssNu     （3-52） 

fgv

vh

hK
hDX

2
     （3-53） 

d

dv

d
H )1(6 ,

     （3-54） 

3/1
55.0

, Pr459.02 g
v

drv

d

v
dv

dU
d
KH   （3-55） 

dvH , は，蒸気と液滴間の界面熱伝達率であり， dd は液滴の平均直

径， rU は相対速度である。 
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蒸気の物性値は燃料集合体軸方向ノードごとに上流ノード出口の蒸気

温度（過熱を考慮）を境界条件として評価する。 

噴霧流冷却熱伝達時においては蒸気の温度は一般に飽和温度よりも高

くなる。そこで，この効果を考慮するため，蒸気温度は Saha の式（15）を

用いて計算する。Saha によれば，単位体積あたりの液滴蒸発量 v は次式

で与えられる。 

fgh

svv
v hD

TTK
K 21

)1)((
    （3-56） 

2/122

1 16300
v

hvv

cr

Dj
P
PK    （3-57） 

ここで， 

vK ： 蒸気の熱伝導率 

vT  ： 蒸気の温度 

sT  ： 飽和温度 

 ： ボイド率 

hD ： 水力等価直径 

fgh ： 蒸発潜熱 

P  ： 圧力 

crP ： 臨界圧力 

v ： 蒸気の密度 

vj  ： 蒸気の流速 

 ： 表面張力 
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Saha のモデルでは，上式をもとにして，加熱面から蒸気への伝熱量，

過熱蒸気から液滴への伝熱量，さらに，軸方向のクオリティ変化等を連

立させることにより蒸気の軸方向温度分布を求める。 

 

液滴上昇流（エントレインメント）における液滴の平均直径は，臨界

ウェーバー数 cWe から次式で計算する。 

2
rv

c
d U

Wed       （3-58） 

液滴が落下する場合は，２種類の液滴を考慮する。一つは，上部タイ

プレートにおける上昇蒸気流と液体の相互作用による液体の崩壊によっ

て形成される液滴である。もう一つは，燃料棒及びチャンネルボックス

の壁面を落下する液膜のクエンチフロントで形成される液滴であり，壁

面からの急速な伝熱によりスパッタリングが起こる。液滴の平均直径は

液滴の質量と液滴密度の保存式を使用して評価することができる。 

3/1

3
,

3
, SPUTTERd

SPUTTER

UTPd

UTP

SPUTTERUTP
d

d
W

d
W

WWd     （3-59） 

ここで，W は液滴の質量流量であり，添字の UTP は上部タイプレート

で発生する液滴，SPUTTER はスパッタリングで発生する液滴を表す。 

ＳＡＦＥＲコードでは，液滴界面の熱伝達係数は液滴の流れ方向に応

じて，式（3-53），式（3-56）あるいは式（3-57）により計算する。 

 

ｆ． スペーサの効果 

ｄ．節で述べた蒸気（単相）冷却熱伝達及びｅ．節で述べた噴霧流冷

却熱伝達においては，スペーサの直後で流れが乱されることにより熱伝
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達がよくなる現象が実験により明らかになった（16）。このスペーサの乱流

促進効果を実寸大の電気加熱集合体による蒸気（単相）冷却実験装置Ｒ

ＲＴＦ（Refill Reflood Test Facility）による実験データから求めた

結果，次式が得られた。 

d
Nu

/
72.11PrRe023.0 4.08.0    （3-60） 

ここで， 

 ： 各スペーサ後端からの距離 

d ： 水力等価直径 

 

スペーサの乱流促進効果による熱伝達の向上は，右辺の括弧内の係数

で与えられる。 

噴霧流冷却熱伝達に関しても乱流促進効果は，蒸気単相冷却熱伝達の

場合と同様に上記括弧内の補正により与えられる。 

なお，本モデルの使用はオプションで，有効性評価では保守的に使用

しない。 

 

ｇ． 落下水（スプレイ）熱伝達 

落下水（スプレイ）による熱伝達係数は，スプレイ熱伝達実験装置Ｓ

ＨＴＦ（Spray Heat Transfer Test Facility）による実験データより得

られ，高出力燃料棒と平均出力燃料棒のそれぞれに対して，燃料集合体

内に落下する水量とロッド表面過熱度及び圧力の関数としてモデル化し

ている（13）。また，炉心スプレイ開始以前でもＣＣＦＬにより上部プレナ

ムから液滴落下がある場合には落下水熱伝達を考慮する。 

)( ST
SP PWh γ・      （3-61） 



 

1-61 

ここで， 

SPh  ： 熱伝達係数 

W  ： 落下水量 

P  ： 圧力 

ST  ： ロッド表面過熱度 

, , ,  ： 係数 

 

ｈ． 輻射熱伝達 

ＳＡＦＥＲコードの燃料棒及び燃料被覆管の熱伝達モデルは，ほとん

どＣＨＡＳＴＥコードと同じであるが，ＣＨＡＳＴＥコードではそれぞ

れの燃料棒と周囲のチャンネルボックス，燃料棒間の複雑な輻射熱伝達

の経路をモデル化しているのに対し，ＳＡＦＥＲコードでは高出力燃料

棒と平均出力燃料棒の２本を扱っており，それぞれの周辺温度を考えて

輻射熱伝達をモデル化している。 

周辺温度は，高出力燃料棒に対しては平均出力燃料棒の温度，平均出

力燃料棒に対してはチャンネルボックスの温度としている（図 3-9）。輻

射による伝熱は，次式で与えられる輻射熱伝達係数を用いて計算され

る。 

 
satW

BW
RR TT

TTH
44

    （3-62） 

ここで， 

RH ： 輻射熱伝達係数 

WT ： 燃料被覆管表面温度 

BT  ： 周辺温度 

satT ： 飽和温度 
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 ： 輻射率 

R ： Stefan-Boltzmann 定数 

 

ＳＡＦＥＲコードでは，周辺温度として用いる燃料棒とチャンネルの

濡れも考慮している。 

 

ｉ． 燃料棒とチャンネルの濡れモデル 

ＳＡＦＥＲコードにおいては，落下水による壁面濡れ効果は燃料棒及

びチャンネルで考慮される。燃料棒とチャンネルでは伝熱面の数が１面

か２面かの違いはあるが，濡れモデルそのものは同様の考え方を採用し

ている。モデルの概要は図 3-10 に示すとおりであり，先端でスパッタリ

ングをおこす液膜が順次下方に進行していく。このクエンチフロントの

進行速度を frU として二次元（軸方向，半径方向）の熱伝導解析から得た

Andersen による次式を用いる（17）。 

2
1exp2)(

3/1
3

4
3

5.1 ・・ BiBi
dC

K
U

WWW

W
fr  

        （3-63） 

ここで， 

WK ： 熱伝導率 

W ： 密度 

WC ： 比熱 

Wd  ： 水力直径 

 

また，無次元数は次式で定義されている。 
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W

Wfr

K
dh

Bi       （3-64） 

2/1

2
0

0

)(
))((

S

S

TT
TTTT

    （3-65） 

   ＳＡＦＥＲコードにおいては，濡れに関する熱伝達係数 frh として，ク

エンチフロントについては 61013.1 W/m2・℃，既に濡れた壁と流下液膜間

については核沸騰の値 3100.3 W/m2・℃をそれぞれ用いている。また，ラ

イデンフロスト温度 0T は satT （飽和温度）＋65℃を採用している。 

 

（5）ジルコニウム－水反応 

燃料被覆管と水との反応による反応熱及び酸化量の計算は Baker-Just の

式(18)により計算し，蒸気の供給に制限がないものとする。また，蒸気を反

応温度まで上げるためのエネルギは必要としないものと仮定する。この二

つの仮定により反応熱を大きく見積もる。 

化学反応式は次式で与えられる。 

HHZrOOHZr 222 22    （3-66） 

ここで， H は反応熱であり，燃料被覆管温度の関数として次式で表され

る。 

)273(43 TRRH     （3-67） 

ここで， 

43 , RR ： Baker-Just に基づく定数 

T  ： 燃料被覆管温度 

 

また，燃料被覆管の酸化割合は次式で表される。 
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273
exp 21

T
RR

dt
d

    （3-68） 

ここで， 

 ： 燃料被覆管酸化厚さ 

21 , RR ： Baker-Just に基づく定数 

 

酸化厚さは，式（3-68）を積分し，次式で与えられる。 

2/1

2
121

2
12 273

exp)(2
avT

RttR   （3-69） 

ここで， 

1  ： 時刻 1t における酸化厚さ 

2  ： 時刻 2t における酸化厚さ 

avT ： 時刻 1t から 2t までの間の燃料被覆管平均温度 

 

発熱割合は，反応熱と燃料被覆管酸化割合の積であり，燃料被覆管酸化

割合は燃料被覆管の密度，表面積，及び酸化膜成長割合の積である。 

したがって，発熱割合は次式で与えられる。 

dt
dAHMHQ zrzrR ・・・・    （3-70） 

ここで， 

RQ  ： 発熱割合 

zrM  ： 燃料被覆管酸化割合 

zr  ： 燃料被覆管密度 

A  ： 燃料被覆管表面積 

dtd / ： 燃料被覆管酸化膜成長割合 
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燃料被覆管が破裂すると計算される場合には，その時点以降破裂箇所近

傍の内面も反応するとし，これも同様の方法で計算する。 

 

（6）ギャップ熱伝達 

過渡時の燃料ペレット－燃料被覆管ギャップ熱伝達係数は，定常時のギ

ャップ熱伝達係数評価モデルと同じ，Ross and Stoute に基づくモデル(19)を

用いて計算する。 

ギャップ熱伝達係数は次の３成分からなるとする。 

rfsg hhhh      （3-71） 

ここで， 

gh ： ギャップ熱伝達係数 

sh  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の接触による熱伝達成分 

fh ： ギャップ中のガスの熱伝導による熱伝達成分 

rh  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の間の輻射による熱伝達成分 

 

なお，ギャップ熱伝達係数の初期値及び過渡計算に用いるギャップ内の

ガス組成等は，燃料棒熱機械設計コード PRIME Ver.1（以下「ＰＲＩＭＥ」

という。）(20)(21)から引き継ぐ。 

 

ａ． 固体接触による熱伝達成分 

燃料ペレットと燃料被覆管の接触による熱伝達係数 sh は次式により計

算する。 
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4/122

0 2
pc

m

cm
s

RR
HA

PKh

・

・
    （3-72） 

ここで， 

mK  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の平均熱伝導率 

   
pc

pc
m KK

KK
K

・2
 

cK  ： 燃料被覆管熱伝導率 

pK  ： 燃料ペレット熱伝導率 

cP  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の接触圧力 

0A  ： 定数 

mH  ： 燃料被覆管メイヤー硬さ 

cR  ： 燃料被覆管内表面粗さ 

pR  ： 燃料ペレット表面粗さ 

 

ｂ． ガスによる熱伝達成分 

ギャップ中のガスの熱伝導による熱伝達係数 fh は次式により計算す

る。 

effpc

f
f RggRRC

K
h

)()( 21

   （3-73） 

ここで， 

fK  ： 混合ガスの熱伝導率 

C  ： 燃料ペレット－燃料被覆管接触圧の関数 

cR ， pR ： 燃料被覆管内表面粗さ及びペレット表面粗さ 

21 gg ： 混合ガスの温度ジャンプ距離 

effR  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の実効半径ギャップ 



 

1-67 

 

ｃ． 輻射による熱伝達成分 

燃料ペレットと燃料被覆管の間の輻射による熱伝達係数 rh は次式によ

り計算する。 

)()11()11(

)( 44

cpg
pcc

p

cp
r

TTG
S
S

TT
h   （3-74） 

ここで， 

 ： Stefan-Boltzmann 定数 

pT  ： 燃料ペレット表面温度 

cT  ： 燃料被覆管内面温度 

pS  ： 燃料ペレット表面積 

cS  ： 燃料被覆管内面積 

c  ： 燃料被覆管内面の輻射率 

p  ： 燃料ペレット表面の輻射率 

gG  ： 形態係数 

 

（7）膨れ・破裂 

燃料被覆管の膨れは，燃料棒プレナム部とギャップ部の温度及び体積か

ら燃料棒内圧を評価し，燃料被覆管内外圧力差から燃料被覆管の周方向応

力を求め，燃料被覆管の歪量をこの周方向応力に基づき求めている。 

また，燃料被覆管の破裂は実験に基づく周方向応力のベストフィット曲

線に基づいて判定する。図 3-11 に燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆

管温度と燃料被覆管応力の関係を示す。 
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ａ． 燃料棒内圧 

燃料棒内圧 gP は，燃料棒プレナム部とギャップ部の圧力が等しいとし

て，温度及び体積の変化を考慮して次式で計算する。 

P

P

F

F
g

T
V

T
V

RNP ・
     （3-75） 

ここで， 

gP ： 燃料棒内圧 

FV ： 燃料棒ギャップ体積 

PV ： 燃料棒プレナム体積 

FT ： 燃料棒ギャップ温度 

PT ： 燃料棒プレナム温度 

N ： 燃料棒内ガスのモル数 

R  ： 気体定数 

 

ｂ． 燃料被覆管の周方向応力 

燃料被覆管の周方向応力 は，燃料棒内外圧差より次式で計算す

る。 

PP
t

D
g2

     （3-76） 

ここで， 

 ： 周方向応力 

D  ： 燃料被覆管内径 

t  ： 燃料被覆管肉厚 

P  ： 冷却材圧力 
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ｃ． 燃料被覆管の歪 

燃料被覆管の歪 は，弾性領域では燃料被覆管の周方向応力から次式に

より計算する。 

2
1

E
     （3-77） 

ここで， 

 ： 燃料被覆管の歪 

E  ： ヤング率 

 ： ポアソン比 

 

また，塑性変形は，実験データに基づき燃料被覆管破裂を起こす温度

より 200  F 低い温度に達した時点から始まるとする。 
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表 3-2 ＳＡＦＥＲコードの計算モデル一覧 

項 目 計算モデル 

ノード 

分割 

原子炉圧力容器内 ９ノードに分割（図 3-1） 

原子炉圧力容器及び

原子炉内構造物 

原子炉圧力容器は七つ，原子炉内構造物は六

つに区分したヒートスラブで模擬 

燃料ペレットと燃料

被覆管 

径方向に燃料ペレットを３ノード及び燃料被

覆管を２ノードに分割 

燃料ペレット及び燃料被覆管の径方向に対

し，円筒一次元熱伝導方程式を用いる 

軸方向は発熱部を 10 ノードに分割 

熱水力 

モデル 

保存則 熱力学的に均質，平衡を仮定 

各ノード：質量保存式，エネルギ保存式 

流れの経路全体：運動量保存式 

蒸気スリップ流 気泡上昇モデルとドリフトフラックスモデルによ

る蒸気スリップ速度を計算し，大きい方を使用 

炉心内流動 気液対向流モデル（Wallis 型の相関式） 

ＣＣＦＬブレークダウンモデル 

気液並行上昇流モデル 

破断流 臨界流モデル及び差圧流モデル 

注水系 ECCS，RCIC 及び代替注水設備を模擬（図 3-4） 

炉心 

ヒート 

アップ 

モデル 

熱伝達 以下の熱伝達モードを考慮 
・核沸騰 

・膜沸騰 

・遷移沸騰 

・蒸気単相 

・噴霧流 

・スプレイ（落下水） 

・濡れ 

・輻射 

熱源 核分裂による発生熱，崩壊熱及びジルコニウ

ム－水反応による発熱を考慮 

炉心出力は核分裂による発生熱と核分裂生成

物及びアクチニドの崩壊熱を考慮した炉心出

力時間変化データを入力 

ジルコニウム－水反応 Baker-Just の式 

ギャップ熱伝達 過渡変化は Ross and Stoute に基づくモデルを用

いる。なお，ギャップ熱伝達係数の初期値及び過

渡計算に用いるギャップ内のガス組成等は燃料棒

熱機械設計コード PRIME から引き継ぐ 

膨れ・破裂 膨れは燃料被覆管周方向応力に基づき計算し，破

裂は燃料被覆管周方向応力のベストフィット曲線

により判定する（図 3-11） 
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表 3-3 ＳＡＦＥＲコードの熱伝達係数計算モデル 

熱伝達モード 熱伝達係数計算モデル 

核沸騰 ボイド率の関数とする相関式 

膜沸騰 

 

噴霧流冷却の相関式と修正 Bromley の式をボイド

率の関数として使用する相関式 

遷移沸騰 

 

核沸騰と膜沸騰の熱伝達係数を燃料被覆管過熱度

で内挿した相関式 

蒸気単相 Dittus-Boelter の式 

噴霧流 Sun-Saha の式 

スプレイ（落下水） スプレイ冷却実験データに基づく相関式 

濡れ 

 

濡れた後の熱伝達係数は Andersen のモデルに基づ

く 

輻射 

 

高出力燃料棒と平均出力燃料棒間，平均出力燃料

棒とチャンネルボックス間で考慮 
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図 3-1 ＳＡＦＥＲコードのノード分割図 

 

  

　主蒸気,ＳＲＶ
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（未飽和ノード） （飽和ノード） 

図 3-2 質量及びエネルギバランス 

 

 

 

 

図 3-3 再循環及び炉心流ループ 

（ジェットポンプ型ＢＷＲの例） 
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図 3-4 ＳＡＦＥＲコードの注水系作動ロジック 

 

  

0

遅れ時間遅れ時間

ｔ1

起動信号

ｔ2

注水開始

ｔ3

停止信号

ｔ4

注水停止

ｔ5

再起動信号

時 間
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図 3-5 ＳＡＦＥＲコードの沸騰事象を決めるロジック 

 

  

Yes 
?BTTT  

No 

T  ：事故後の時間 

BTT  ：沸騰遷移時間（入力） 

X  ：クオリティ 

CX  ：膜沸騰限界クオリティ（入力） 

T  ：燃料被覆管過熱度 

MINT  ：最小安定膜沸騰過熱度 

CHFT  ：限界熱流束過熱度（入力） 

核沸騰 膜沸騰 遷移沸騰 

No

No 

No 

Yes

Yes

Yes 

?CXX  

?MINTT  

?CHFTT  
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図 3-6 核沸騰熱伝達係数モデル 

 

 

図 3-7 膜沸騰熱伝達係数モデル 
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図 3-8 遷移沸騰熱伝達係数モデル 

 

 

 

 

 

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 

図 3-9 輻射熱伝達モデル 
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図 3-10 チャンネル濡れモデル 

 

図 3-11 燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管応力の関係 

  

両側が伝熱面となるチャンネ

ルの場合は先行流下する液膜
のみでモデルを考慮 
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3.4 入出力 

ＳＡＦＥＲコードの主要な入出力を図 3-12 に示す。ＳＡＦＥＲコードの

インプットデータは以下のとおり構成される。ＳＡＦＥＲコードのインプ

ットデータの元となるプラントデータ，事故条件，事故収束に重要な機

器・操作等を整理した解析条件を添付１に示す。 

① 原子炉圧力容器，内部構造物の幾何形状 

② 初期条件（原子炉出力，原子炉圧力，炉心入口流量，原子炉水位） 

③ 炉心仕様（幾何形状，炉心圧損，原子炉出力の時間変化） 

④ 燃料仕様（幾何形状，燃料棒出力，初期状態，物性） 

⑤ 機器，設備仕様（ＥＣＣＳ等の注水特性，ＳＲＶ特性， 

ＭＳＩＶ閉止特性） 

⑥ 外乱条件（破断条件等） 

 

上記をインプットデータとして，原子炉内熱水力過渡解析及び炉心ヒー

トアップ解析を実施し，以下のアウトプットデータを得る。 

① 原子炉圧力及び原子炉内水位の過渡変化 

② 燃料被覆管温度 

③ ジルコニウム－水反応量（燃料被覆管酸化割合） 

 

また，ＳＡＦＥＲコードにより求められた対流熱伝達係数と原子炉圧力

の時間変化及び炉心露出・再冠水時間をＣＨＡＳＴＥコードに用いる。 

 

なお，ＳＡＦＥＲコードは過渡変化の計算タイムステップをインプット

データとして与え,計算時間を通して一定としている。有効性評価解析は従

来の設計基準事故解析に比べて解析時間が長くなるが，想定される事象の



 

1-80 

原子炉内の熱水力的挙動及び炉心ヒートアップ挙動は設計基準事故（中小

破断ＬＯＣＡ）と同様であることから，計算タイムステップは設計基準事

故解析と同じ値を原則として適用する。 
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 （原子炉幾何形状） 

 （初期条件）                   （燃料棒出力） 

 （炉心仕様）                  （燃料棒初期状態） 

 （機器・設備仕様）               （燃料棒形状，物性） 

 （原子炉出力変化） 

 （外乱条件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 ＳＡＦＥＲコードの入出力 
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4. 妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

ＳＡＦＥＲコードの評価マトリックスを表 4-1 に示す。表 4-1 は 2 章で

重要現象に分類された物理現象を列挙している。各実験解析の内容につい

て詳細を 4.2 節以降に示すが，それらの要約を 4.1.1，4.1.2 及び 4.1.3 に

示す。 

ＳＡＦＥＲコードは，ＢＷＲのＬＯＣＡを模擬したシステム挙動実験結

果と実験解析結果との比較により解析モデルの妥当性確認が行われてお

り，ＢＷＲのＬＯＣＡ時の燃料被覆管温度の評価に適用できることを確認

している。したがって，2 章で重要現象に分類された物理現象はＬＯＣＡを

模擬したシステム挙動実験により，総合的に妥当性が確認されている。 

ジェットポンプ型ＢＷＲに対しては，ＴＢＬ（Two Bundle Loop）及びＲ

ＯＳＡ－Ⅲ（Rig of Safety Assessment）の実験解析が行われ，ＡＢＷＲ

に対しては，ＦＩＳＴ（Full Integral Simulation Test）－ＡＢＷＲの実

験解析を行っている。ＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果は実験結果

（蒸気ドーム圧力，水位）と良く一致し，模擬燃料被覆管最高温度は実験

結果に比べ 10℃～150℃程度高く予測することを確認した。 (22)  

なお，ＳＡＦＥＲコードの妥当性は，当時の通産省原子力発電技術顧問

会（基本設計）ＬＯＣＡ検討会及び原子炉安全基準専門部会（ＥＣＣＳ性

能評価小委員会）においても審議され，ＬＯＣＡ時の燃料被覆管温度評価

への適用の妥当性が確認されている。(23)(24) 

 

重要現象に分類された物理現象のうち崩壊熱は，信頼性の高い評価モデ

ルと現実的な評価条件を使用して評価した値を事象発生後の原子炉出力変

化として入力している。このため，ＳＡＦＥＲコードにおける崩壊熱の妥
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当性確認は不要とした。 

燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡については，ＬＯＣＡを

模擬した実験結果における燃料被覆管温度とＳＡＦＥＲコードによる実験

解析結果を比較することにより，ＳＡＦＥＲコードの熱伝達モデルの妥当

性を確認できる。 

燃料被覆管酸化については，3.3.2(5)に記載したとおり，蒸気供給制限

がなく，蒸気を反応温度まで上げるためのエネルギは必要としないものと

仮定し，反応量及び反応熱を過大に評価するように選定した酸化反応速度

式を採用している。そのため，ＳＡＦＥＲコードにおける燃料被覆管酸化

の妥当性確認は不要とした。 

燃料被覆管変形については，3.3.2(7)に記載したとおり，燃料被覆管の

歪量を計算し，燃料被覆管の破裂を判定する破裂限界曲線には実験値と良

く一致するベストフィット曲線に基づき現実的な条件を適用していること

から，ＳＡＦＥＲコードにおける燃料被覆管変形の妥当性確認は不要とし

た。 

沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流及び三次元効

果については，有効性評価解析においては炉心が露出する可能性のあるシ

ーケンスでの炉心・原子炉水位を評価する上で重要な物理現象として選定

しており，炉心・原子炉水位を確認することでその妥当性を確認できる。 

冷却材放出（臨界流・差圧流）は，ＬＯＣＡを模擬した実験結果におけ

るシステム圧力変化とＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果を比較するこ

とによりその妥当性を確認できる。 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）は，動作を期待する系統の

作動圧力や流量を入力するが，有効性評価解析では，設計での不確かさを

考慮し，設備設計における設計条件を仮定する。このように，設計に基づ
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く作動圧力や流量を条件として与えることから，ＳＡＦＥＲコードにおい

てはこれらに対する妥当性確認は不要とした。 

 

以上より，重要現象に対する妥当性確認については，ＢＷＲのＬＯＣＡ

を模擬したシステム挙動実験結果と実験解析結果との比較において，シス

テム圧力，炉心水位，燃料被覆管温度に着目してＳＡＦＥＲコードの妥当

性を確認する。 

 

4.1.1 ＴＢＬ実験解析 

ＴＢＬ実験は，1100ＭＷ級ＢＷＲプラントを 2/764 に縮尺模擬し，電気

加熱の実寸大模擬燃料集合体２体，再循環系２系統及びＥＣＣＳを装備し

た実験装置を用い，配管破断による冷却材放出開始からＥＣＣＳの作動に

より炉心が冷却するまでの圧力容器内熱水力挙動を実時間で模擬した実験

である。ＳＡＦＥＲコードによる実験解析により，実験結果との比較から

熱水力計算モデル及び燃料被覆管温度計算モデルの妥当性を確認する。 

 

4.1.2  ＲＯＳＡ－Ⅲ実験解析 

ＲＯＳＡ－Ⅲ実験は，ＢＷＲ体系を 1/424 に縮尺模擬したシステムであ

り，電気加熱の実長の 1/2 長さの模擬燃料集合体４体と二つの再循環系，

ＥＣＣＳからなる実験装置を用い，配管破断による冷却材放出開始からＥ

ＣＣＳの作動により炉心が冷却するまでの圧力容器内熱水力挙動を実時間

で模擬した実験である。ＳＡＦＥＲコードによる実験解析により，実験結

果との比較から熱水力計算モデル及び燃料被覆管温度計算モデルの妥当性

を確認する。 
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4.1.3 ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験解析 

ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験は，ＡＢＷＲプラントを 1/872 で縮尺模擬し，

電気加熱の実寸大模擬燃料集合体１体とダウンカマの下端にインターナル

ポンプを模擬するループとポンプを装備した実験装置を用い，配管破断に

よる冷却材放出開始からＥＣＣＳの作動により炉心が冷却するまでの圧力

容器内熱水力挙動を実時間で模擬した実験である。ＳＡＦＥＲコードによ

る実験解析により，実験結果との比較から熱水力計算モデルの妥当性を確

認する。 
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表 4-1 重要現象に対する妥当性確認方法 

分類 重要現象 解析モデル 
Ｔ
Ｂ
Ｌ 

実
験
解
析 

Ｒ
Ｏ
Ｓ
Ａ
─
Ⅲ 

実
験
解
析 

Ｆ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
─
Ａ
Ｂ
Ｗ
Ｒ 

実
験
解
析 

炉心 
(核) 

崩壊熱 * 崩壊熱モデル － － － 

炉心 
(燃料) 

燃料棒表面熱伝達 

沸騰遷移 

燃料棒表面熱

伝達モデル 

図 4-6 

図 4-9 

図 4-12 

図 4-15 

図 4-34 

図 4-23

図 4-34

図 4-32

図 4-33

燃料被覆管酸化* ジルコニウム

－水反応モデ

ル 

－ － － 

燃料被覆管変形* 膨れ・破裂評

価モデル 

－ － － 

炉心 
(熱流動) 

沸騰・ボイド率変化 

気液分離（水位変化）・対向流 

三次元効果 

二相流体の流

動モデル 

図 4-4 

図 4-5 

図 4-8 

図 4-11

図 4-14

図 4-20

図 4-21

図 4-22

図 4-31

気液熱非平衡 燃料棒表面熱

伝達モデル 

図 4-6 

図 4-9 

図 4-12

図 4-15

図 4-34

図 4-23

図 4-34

－ 

原子炉 
圧力 
容器 
（逃が
し安全
弁を含
む） 

冷却材放出（臨界流・差圧

流） 

臨界流モデル 図 4-3 

図 4-7 

図 4-10

図 4-13 

図 4-19 図 4-26

図 4-27

図 4-28

 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 

気液分離（水位変化）・対向流 

二相流体の流

動モデル 

－ － 図 4-29

図 4-30

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替

注水設備含む）* 

原子炉注水系 

モデル 

－ － － 

* 4.1 節に記載の理由により，妥当性確認が不要である重要現象 
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4.2 ＴＢＬ実験解析(25)(26)(27) 

ＴＢＬは，1100ＭＷ級ＢＷＲプラントを 2/764 に縮尺模擬し，電気加熱

の実寸大模擬燃料集合体２体からなるＬＯＣＡ模擬実験装置であり，実験

はＬＯＣＡ時の熱水力現象及び炉心の冷却挙動を総合的に把握するため，

配管破断による冷却材放出開始からＥＣＣＳの作動により炉心が冷却する

までの圧力容器内熱水力挙動及び炉心冷却挙動を実時間で模擬するＬＯＣ

Ａ総合模擬実験である。図 4-1 にＴＢＬ実験装置の系統図を示す。 

 

4.2.1 解析条件 

表 4-2 にＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象としたＴＢＬ実験条件

を示す。解析は再循環配管の大破断（Run No.1），中小破断（Run No.2），

主蒸気配管の完全破断（Run No.3）及び高圧炉心スプレイ配管の完全破断

（Run No.4）の 4 ケースについて実施した。 

図 4-2 に実験解析で用いたＳＡＦＥＲコードのノード分割を示す。ＳＡ

ＦＥＲコードでは圧力容器を八つの熱水力ノードに分割しているととも

に，高出力バンドルを設けている。また，ノード３と９の模擬燃料集合体

は，ボイド分布を解析するため，更に軸方向に細分化した。分割数は，模

擬燃料棒の軸方向温度計測位置を考慮して有効発熱部を９分割とし，その

上下の非加熱部を含めて全 11 分割とした。 

破断流は均質臨界流モデルを用いて計算した。ＥＣＣＳ流量は実験デー

タを時間の関数として入力した。また，崩壊熱模擬曲線には実験データ

(ANS+20％相当)と同等のものを用いた。 

 

4.2.2 解析結果 

ＳＡＦＥＲコードによるＴＢＬ実験解析の各解析結果について説明す
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る。 

（1）再循環配管の大破断（Run No.1） 

Run No.1 は，再循環配管の完全両端破断（２×100％）模擬実験であり，

ＥＣＣＳとしてＬＰＣＳ及び３ＬＰＣＩ（３台のＬＰＣＩポンプの作動）

を想定している。 

図 4-3 に圧力変化を示す。また，図 4-4 に炉心シュラウド内各部の混合

水位変化を示す。ＳＡＦＥＲコードの解析結果は，実験結果と良く一致す

ることがわかる。また，ＳＡＦＥＲコードは，下部プレナムの水位形成後

の炉心入口オリフィス（以下「ＳＥＯ」という。）でのＣＣＦＬ現象及びＣ

ＣＦＬ現象に伴う冷却水の分配挙動を良く再現している。図 4-5 に約 50 秒

時点における平均出力バンドル及び高出力バンドル内のボイド率分布の比

較を示す。ＳＡＦＥＲコードは出力差に伴って生じる流動挙動の違いを良

く表現している。図 4-6 に高出力バンドルの燃料被覆管温度変化を示す。

ＳＡＦＥＲコードのＰＣＴは，実験結果に対し，約 150℃高く評価した。 

後述する他ケースに比べてＰＣＴを高めに予測するのは，高出力バンド

ルを吹き上げる蒸気による冷却を過小評価しているためと考えられ，適用

している蒸気及び噴霧流の熱伝達相関式に依存している。蒸気単相熱伝達

相関式は，蒸気流量が増加するほど熱伝達係数を過小評価する傾向にあ

り，また，噴霧流熱伝達相関式も熱伝達係数を過小評価する（添付２の

Ⅱ．熱伝達相関式，モデルの適用性に記載の添付図 2-7 及び添付図 2-9）。

再循環配管の両端破断を模擬した本ケースは，他ケースに比べて冷却材放

出量が多く減圧が急激であるため下部プレナムの蒸気発生量が多い。すな

わち，高出力バンドルを吹き上げる蒸気流量が多く，蒸気及び噴霧流の熱

伝達係数の過小評価の影響が他ケースに比べて大きいため，実験結果に対

し温度が高くなっていると考えられる。 
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（2）再循環配管の中小破断（Run No.2） 

Run No.2 は，再循環ポンプ入口配管の 3.4％破断実験であり，ＥＣＣＳ

としてＬＰＣＳ，３ＬＰＣＩ及び自動減圧系（以下「ＡＤＳ」という。）の

作動を想定している。 

図 4-7 に圧力変化を示す。圧力は，ＭＳＩＶ閉により直ちに上昇し，Ｓ

ＲＶ開閉によって変化した後，ＡＤＳ作動によって急激な減圧過程に移行

する。ＳＡＦＥＲコードの解析結果は，破断開始から炉心再冠水に至る全

期間を通して実験結果を良く模擬している。図 4-8 に炉心シュラウド内各

部の二相混合水位変化を示す。実験で見られる炉心露出及びＬＰＣＩ注水

後の炉心再冠水の挙動について，解析は良く再現している。図 4-9 に高出

力バンドルの燃料被覆管温度変化を示す。図 4-8 に示したように解析結果

の炉心上部の露出が早いため，ヒートアップ開始時間が早い。炉心露出後

の温度上昇率はほぼ同じであるが，ＬＰＣＳ作動後は，実測値の温度上昇

率がわずかに小さい。これは，ＳＡＦＥＲコードのスプレイ熱伝達モデル

がやや保守的な傾向にあることを示している。また，図 4-8 から約 550 秒

で炉心再冠水されたことが実験，解析の両方から判断できる。しかし，図

4-9 に示したように，最終的な温度低下は，実験の約 550 秒に対して解析は

約 580 秒となっている。これは，炉心再冠水後に適用されるＳＡＦＥＲコ

ードの膜沸騰熱伝達モデルが保守的なモデルになっていることを示してい

る。ＳＡＦＥＲコードのＰＣＴは，実験結果に対し，約 60℃高く評価し

た。 

 

（3）主蒸気配管の完全破断（Run No.3） 

Run No.3 は，主蒸気配管の完全破断を模擬している。作動ＥＣＣＳとし
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てはＬＰＣＳ，３ＬＰＣＩ及びＡＤＳであるが本実験は主蒸気管の完全破

断であり，ＡＤＳは作動しない。 

図 4-10 に圧力変化を示す。本実験は主蒸気配管破断であるので，破断口

を通して蒸気が流出し，急激な減圧過程となる。ＳＡＦＥＲコードの解析

結果は，全般的な圧力変化を良く模擬した。図 4-11 に炉心シュラウド内各

部の混合水位変化を示す。解析における炉心露出及びＬＰＣＩ注入後の急

激な水位回復挙動は実験結果と良い一致を示した。図 4-12 に高出力バンド

ルの燃料被覆管温度変化を示す。図 4-11 に示したように解析結果の炉心上

部の露出が早いため，ヒートアップ開始時間が早い。ＬＰＣＳ注水後，実

測値の温度上昇率が小さくなるが，解析では実測値ほど温度変化が見られ

なかった。これは，ＳＡＦＥＲコードの熱伝達モデルがやや保守的な傾向

にあることを示している。また，解析結果は，ＬＰＣＩによる炉心再冠水

がわずかに遅いため，燃料被覆管温度の低下開始時間も実測値に比べて約

20～30 秒遅くなった。ＳＡＦＥＲコードのＰＣＴは，実験結果に対し，約

70℃高く評価した。 

 

（4）高圧炉心スプレイ系配管の破断（Run No.4） 

Run No.4 はＨＰＣＳ配管の完全破断模擬実験であり，ＥＣＣＳとして２

ＬＰＣＩ及びＡＤＳ作動を想定している。 

図 4-13 に圧力変化を示す。また，図 4-14 に炉心シュラウド内各部の水

位変化を示す。圧力は，ＡＤＳが約 290 秒で作動することにより急減圧す

るが，大破断で見られたＳＥＯでの顕著なＣＣＦＬはなく，実験と同様の

結果を得た。圧力，水位ともにＳＡＦＥＲコードの解析結果は実験結果を

良く模擬した。図 4-15 に高出力バンドルの燃料被覆管温度変化を示す。Ｓ

ＡＦＥＲコードのＰＣＴは，実験結果に対し，約 50℃高く評価した。 
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4.2.3 まとめ 

表 4-6 にＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果と実験結果のＰＣＴの比

較を示す。 

ＳＡＦＥＲコードによるＴＢＬ実験解析結果と実験データとの比較に基

づきＳＡＦＥＲコードを評価した結果，ＳＡＦＥＲコードは，ＢＷＲのＬ

ＯＣＡ時の冷却材放出開始からＥＣＣＳの作動により炉心が冷却するまで

の圧力容器内熱水力挙動を適切に評価し，炉心ヒートアップ挙動について

はＰＣＴを安全側に評価することを確認した。 
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表 4-2 ＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象としたＴＢＬ実験条件 

Run No.

条件 

1 2 3 4 

破断位置 

 

再循環配管

吸込口 

同左 主蒸気配管 ＨＰＣＳ 

配管 

破断面積（％） ２×100 

 

3.4 100 100 

作動 ECCS 

 

LPCS+3LPCI LPCS+3LPCI 

+ADS 

LPCS+3LPCI 

+ADS 

2LPCI+ADS 

初期バンドル出

力（MW） 

4.1/5.9 4.05/5.45 4.04/5.7 4.0/5.7 

初期ドーム圧力 

（MPa[gage]） 

7.1 7.0 7.0 7.1 
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図 4-1 ＴＢＬ系統図 

 

図 4-2 ＴＢＬ実験解析のノード分割図 
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図 4-3  圧力変化（ＴＢＬ Run No.1，再循環配管の大破断） 

図 4-4 炉心シュラウド内水位変化（ＴＢＬ Run No.1，再循環配管の大破断） 

図 4-5 ボイド率の分布（ＴＢＬ Run No.1，再循環配管の大破断） 
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図 4-6 燃料被覆管温度変化（ＴＢＬ Run No.1，再循環配管の大破断） 
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図 4-7 圧力変化（ＴＢＬ Run No.2，再循環配管の中小破断） 

 
 

図 4-8 炉心シュラウド内水位変化（ＴＢＬ Run No.2，再循環配管の中小破断） 

 

図 4-9 燃料被覆管温度変化（ＴＢＬ Run No.2，再循環配管の中小破断） 
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図 4-10  圧力変化（ＴＢＬ Run No.3，主蒸気配管の完全破断） 

 

図 4-11 炉心シュラウド内水位変化（ＴＢＬ Run No.3，主蒸気配管の完全破断）

 

図 4-12 燃料被覆管温度変化（ＴＢＬ Run No.3，主蒸気配管の完全破断） 
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図 4-13  圧力変化（ＴＢＬ Run No.4，高圧炉心スプレイ配管の破断） 

図 4-14 炉心シュラウド内水位変化(ＴＢＬ Run No.4，高圧炉心スプレイ配管の破断)

図 4-15 燃料被覆管温度変化（ＴＢＬ Run No.4，高圧炉心スプレイ配管の破断）
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4.3 ＲＯＳＡ－Ⅲ実験解析(28)(29) 

ＲＯＳＡ－Ⅲは，ＢＷＲ体系を 1/424 に縮約模擬したシステムであり，

電気加熱の実長の 1/2 長さの模擬燃料集合体４体と，二つの再循環ルー

プ，ＥＣＣＳ及び蒸気・給水系を備えている。ＲＯＳＡ－Ⅲ実験は，ＢＷ

ＲのＬＯＣＡ時の熱水力挙動及びＥＣＣＳの有効性に関する総合模擬実験

であり，図 4-16 に実験装置，図 4-17 に系統図を示す。 

 

4.3.1 解析条件 

表 4-3 にＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象としたＲＯＳＡ－Ⅲ実

験ケース及び条件を示す。解析は，再循環ポンプ入口配管での２×100%両

端破断実験（Run No.1）から破断なし（Run No.7）まで破断面積をパラメ

ータとした７ケースについて実施した。 

図 4-18 に実験解析で用いたＳＡＦＥＲコードのノード分割を示す。ＳＡ

ＦＥＲコードでは圧力容器を八つの熱水力ノードに分割している。ＲＯＳ

Ａ－Ⅲの燃料集合体は４体であり，これらをノード３で模擬した。また，

炉心内ボイド分布を解析するためにノード３を更に軸方向に細分化した。

分割数は，模擬燃料棒の軸方向温度計測位置を考慮して有効発熱部を７分

割とし，その上下の非加熱部を含めて全９分割とした。ノード９は高出力

燃料集合体であり，ＰＣＴの計算を行うためのノードである。 

破断流は均質臨界流モデルを用いて計算した。ＥＣＣＳ流量は実験デー

タを時間の関数として入力した。また，崩壊熱模擬曲線には実験データ

(ANS5.1 相当)と同等のものを用いた。 

 

4.3.2 解析結果 

ＳＡＦＥＲコードによるＲＯＳＡ－Ⅲ実験解析の例として大破断（Run 
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No.1，Run No.2），小破断（Run No.5）及び破断なし（Run No.7）の解析結

果について説明する。図 4-19，図 4-20，図 4-21，図 4-22 及び図 4-23 に，

実験結果とＳＡＦＥＲコードによる解析結果の比較を，蒸気ドーム圧力変

化，平均出力チャンネル内の水位変化，高出力チャンネル内の水位変化及

び燃料被覆管温度変化について示す。 

 

（1）蒸気ドーム圧力 

図 4-19 に蒸気ドーム圧力変化の比較を示す。 

Run No.1，Run No.2 はともに大破断実験であるために，ダウンカマ内の

水位低下は早く，Run No.1 は 13 秒，Run No.2 は 15 秒に再循環ポンプ吸込

ノズルが露出し，急激な減圧が生じる。Run No.5 は小破断実験であり，Run 

No.7 は破断なしであるので，ＭＳＩＶ閉後の圧力は上昇し続け，ＳＲＶの

作動によって圧力がほぼ一定に保たれた後，ＡＤＳの作動により急激な減

圧となる。図 4-19 から分かるように，ＳＡＦＥＲコードはこれらの圧力変

化を良く模擬している。 

 

（2）炉心シュラウド内水位 

図 4-20 に平均出力チャンネル，図 4-21 及び図 4-22 に高出力チャンネル

内の混合水位変化の比較を示す。 

各実験ケースのうち特に大破断実験解析では，上部タイプレート，炉心

入口部でのＣＣＦＬ現象が顕著に生じており，これに伴う炉心内の水位変

化はＳＡＦＥＲコードの解析結果と実験データで良く一致している。ま

た，小破断実験である Run No.5 と破断なし実験である Run No.7 について

は，ＡＤＳの作動により急激にチャンネル内水位が低下して露出する様子

を解析結果は良く表している。 
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図 4-20，図 4-21 及び図 4-22 により，大破断，小破断及び破断なしの炉

心シュラウド内水位変化をＳＡＦＥＲコードはおおむね良く模擬している

ことがわかる。 

 

（3）燃料被覆管温度 

図 4-23 に燃料被覆管温度変化の比較を示す。図 4-23 に示した燃料被覆

管温度変化はＰＣＴ位置の燃料被覆管温度変化を示しており，破断なし実

験（Run No.7）の場合のみ実験と解析でＰＣＴノードが異なっているた

め，ヒートアップ開始が実験と解析で大きな差となった。しかし，ＰＣＴ

は実験結果に対し約 20℃高く評価している程度である。 

大破断実験でのＰＣＴは実験結果に比べ，約 20℃から 100℃高く評価さ

れている。これは，ＳＡＦＥＲコードの炉心露出時に適用される蒸気冷却

及び噴霧流冷却の熱伝達モデルが保守的なモデルであり，また，炉心再冠

水後に適用される膜沸騰熱伝達モデルも保守的なモデルになっているため

である。 

 

4.3.3 まとめ 

ＲＯＳＡ－Ⅲ実験装置で行われた再循環配管破断の実験データを用い

て，ＳＡＦＥＲコードの妥当性確認を行った。２×100％両端破断，

100％，50%，15%，５％，２%のスプリット破断及び０%（破断なし）の模擬

実験についての実験データとＳＡＦＥＲコードによる解析結果の比較によ

り，以下のことを確認した。 

・破断口径によらず圧力変化を良く予測した。 

・大破断実験で見られる炉心上部，下部でのＣＣＦＬ現象を予測できた。

これにより，炉心シュラウド内水位変化を良く予測した。また，小破断
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実験解析も同様に炉心シュラウド内水位変化を良く予測した。 

・燃料被覆管最高温度は実験値に比べ 10～100℃程度高めに評価した。 

（表 4-6 参照） 

 

また，ＲＯＳＡ-Ⅲにおける破断なしの実験結果（Run No.7）は，実機の

有効性評価事象で想定される原子炉急速減圧，炉心の露出に伴う炉心ヒー

トアップ及び冷却水注水による炉心の再冠水の過程がよく類似している。

このような破断のない過渡変化に対しても，ＳＡＦＥＲコードは，表 4-6

に示すように炉心の再冠水時間を遅く，ＰＣＴを高めに予測できることが

確認された。したがって，実機の有効性評価解析にもＳＡＦＥＲコードを

適用できると考える。 
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表 4-3 ＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象とした ROSA-Ⅲ実験条件 

 Run No. 

条件 

1 2 3 4 5 6 7 

破断位置 再循環配管吸込口 
破断 

なし 

破断面積 

（％） 

2×100 100 50 15 5 2 0 

作動 ECCS LPCS+3L

PCI+ADS

同左 同左 同左 同左 同左 同左 

初期全出

力（MW） 

3.967 3.972 3.963 3.964 3.969 3.962 3.962 

初期ドー

ム圧力
(MPa[gage]) 

7.37 7.29 7.3 7.3 7.35 7.35 7.3 
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図 4-17 ＲＯＳＡ－Ⅲ系統図 

 

  

図 4-16 ＲＯＳＡ－Ⅲ実験装置 
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図 4-18 ＲＯＳＡ－Ⅲ実験解析のノード分割図 
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図 4-19 蒸気ドーム圧力変化 

（ＲＯＳＡ－Ⅲ，再循環配管大／中／小破断，破断なし） 
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図 4-20 平均出力チャンネル内水位変化 

（ＲＯＳＡ－Ⅲ，再循環配管大破断，小破断） 
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図 4-21 高出力チャンネル内水位変化 

（ＲＯＳＡ－Ⅲ，再循環配管大破断，小破断） 
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RUN NO.7 

 
 

図 4-22 高出力チャンネル内水位変化（ＲＯＳＡ－Ⅲ，破断なし） 

 

 

 

 

 

図 4-23 燃料被覆管温度変化 

（ＲＯＳＡ－Ⅲ，再循環配管大／中／小破断，破断なし） 

  



 

1-110 

4.4 ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験解析(30) 

ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲは，ＡＢＷＲプラントを 1/872 で縮尺模擬してお

り，電気加熱の実寸大模擬燃料集合体１体と，ダウンカマの下端にインタ

ーナルポンプを模擬するループとポンプを装備している。また，主蒸気

系，給水系，ＥＣＣＳ，配管等の破断を模擬している。実験は，ＡＢＷＲ

のＬＯＣＡ時の冷却材ブローダウン現象の把握，ＥＣＣＳの炉心冷却能力

の確認及びＳＡＦＥＲコードの妥当性確認を目的に行われた。図 4-24 に系

統図を示す。 

 

4.4.1 解析条件 

表 4-4 にＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象としたＦＩＳＴ－ＡＢ

ＷＲ実験ケース及び条件を示す。解析は，炉心スプレイ（以下「ＣＳ」と

いう。）配管の完全破断（Run No.1），主蒸気（以下「ＭＳ」という。）配管

の完全破断（Run No.2），給水（以下「ＦＷ」という。）配管の完全破断

（Run No.3）及び圧力容器底部（以下「ＢＢ」という。）の 80cm2 相当配管

破断（Run No.4）を模擬した４ケースについて実施した。 

図 4-25 にＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験装置の圧力容器内領域と実験解析で用

いたＳＡＦＥＲコードのノード分割を示す。ＳＡＦＥＲコードでは圧力容

器を八つの熱水力ノードに分割している。ノード３の模擬燃料集合体は，

ボイド分布を解析するため，更に軸方向に細分化した。分割数は，有効発

熱部を５分割とし，その上下の非加熱部を含めて全７分割とした。 

破断流量及びＡＤＳ流量は均質臨界流モデルを用いて計算した。また，

ＥＣＣＳの起動とＭＳＩＶ閉止はダウンカマ領域の水位信号を用いた（主

蒸気配管の完全破断（Run No.2）を除く）。 
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4.4.2 解析結果 

ＳＡＦＥＲコードによるＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験解析の結果について説

明する。表 4-5 には，主要な事象の発生時刻を実験データとＳＡＦＥＲ解

析結果を比較して示している。また，図 4-26，図 4-27，図 4-28，図 4-

29，図 4-30，図 4-31，図 4-32 及び図 4-33 には，実験結果とＳＡＦＥＲ解

析結果の比較を，蒸気ドーム圧力変化，破断流量変化，ダウンカマ領域水

位変化，炉心シュラウド内水位変化及び燃料被覆管温度変化について示

す。 

 

（1）蒸気ドーム圧力 

図 4-26 及び図 4-27 に蒸気ドーム圧力変化を示す。 

ＣＳ配管破断実験は，ダウンカマ領域の水位低信号によりＭＳＩＶが閉

止する約 80 秒までは圧力制御されるため圧力は維持されている。ＭＳＩＶ

閉止後に圧力が上昇するが，約 150 秒でのＡＤＳ作動により急速減圧す

る。ＳＡＦＥＲコードは，ＭＳＩＶ閉止後わずかに圧力を高めに評価して

いるが，ＡＤＳ作動による減圧過程全体を通して実験と良く一致してい

る。 

ＭＳ配管破断実験は，破断後直ちに減圧するが，ＭＳＩＶが約３秒で閉

止すると，冷却材放出流量は破断配管１本のみに減少するため，圧力は上

昇している。しかし，約５秒以降はバンドル出力の低下により単調に減少

する。減圧過程では減圧沸騰，高圧注水系（以下「ＨＰＦＬ」という。）サ

ブクール水の注入による蒸気凝縮が発生しているが，ＳＡＦＥＲコードは

実験の圧力挙動を良く予測している。また，図 4-28 に破断流量変化を示

す。ＳＡＦＥＲ解析結果は実験結果と良く一致している。 

ＦＷ配管破断実験についても，ＳＡＦＥＲコードは実験の圧力挙動を良
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く予測している。実験では，破断後の減圧に伴い約 40 秒で下部プレナムの

沸騰により減圧が緩やかになり，ＨＰＦＬの注入による蒸気凝縮により減

圧が加速している。ＳＡＦＥＲコードはこれらの挙動を再現している。 

ＢＢ(80cm2相当)配管破断実験は，ＭＳＩＶ閉止する約 52 秒までは圧力制

御されるため圧力は維持されている。ＭＳＩＶ閉止後に圧力が上昇する

が，ＨＰＦＬ及びＨＰＣＳの注水により圧力上昇は抑制され，約 98 秒でＡ

ＤＳが作動すると急速に減圧する。ＳＡＦＥＲコードは実験の圧力挙動を

良く予測しており，特に，ＡＤＳ作動後の減圧過程は実験と良く一致して

いる。 

 

（2）ダウンカマ領域水位 

図 4-29 及び図 4-30 にダウンカマ領域の水位変化を示す。 

ＣＳ配管破断実験とＢＢ(80cm2 相当)配管破断実験については，ＡＤＳが

作動する前の水位変化を比較して図 4-29 に示す。実験結果とＳＡＦＥＲ解

析結果は非常に良く一致していることから，水位低信号によって作動する

としているＭＳＩＶ，ＥＣＣＳの起動のタイミングも良く合っている。 

ＭＳ配管破断については，ＳＡＦＥＲコードはＨＰＦＬが注入を開始す

るまでは実験結果を良く再現している。実験ではダウンカマ上部でＣＣＦ

Ｌ現象が発生しており，これにより注入されたＨＰＦＬ水がダウンカマ上

方に維持され水位を形成している。このような現象はＳＡＦＥＲコードで

はモデル化されていないため，実験結果と解析結果に差が生じている。し

かし，ダウンカマ上部でのＣＣＦＬ現象はＦＩＳＴ-ＡＢＷＲ固有の現象で

あり，実機においては発生しないので特に問題とはならない。 

ＦＷ配管破断実験については，実験結果に対してＳＡＦＥＲコードが水

位を高めに予測している。これは，実験結果はコラプス水位であるのに対
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して，ＳＡＦＥＲ解析結果は二相水位を示しているためである。 

 

（3）炉心シュラウド内水位 

図 4-31 にＣＳ配管破断実験及びＢＢ(80cm2相当)配管破断実験の炉心シュ

ラウド内のバンドル及び上部プレナム（図 4-25 における領域３及び領域

５）の水位変化を示す。 

ＣＳ破断実験の上部プレナム水位は，ＡＤＳ作動前にＣＳ破断位置まで

低下し，破断位置が露出する。ＡＤＳ作動により急速減圧すると，沸騰に

より二相水が上部プレナムに流入するため一時的に二相水位は増加する

が，水位は再び低下して約 300 秒でＣＳ破断位置が露出する。ＡＤＳ作動

及び破断位置の露出のタイミングはＳＡＦＥＲコードで良く予測してい

る。ＡＤＳ作動後の水位変化において，ＳＡＦＥＲコードの解析結果が高

めとなっている部分があるが，水位変化の全体挙動は一致しているといえ

る。なお，バンドル内は常に二相水で満たされており，ＳＡＦＥＲコード

も同じ結果となっている。 

ＢＢ(80cm2相当) 配管破断実験の上部プレナム水位は，ＭＳＩＶ閉止後の

システム圧力上昇によりボイド率が減少するため低下するが，ＨＰＣＳ注

水により上昇し，さらにＡＤＳ作動による減圧沸騰により二相水が増加し

て満水となる。この間，バンドル内は常に二相水で満たされている。ＳＡ

ＦＥＲコードはこれらの挙動を良く予測している。 

ＭＳ配管破断実験とＦＷ配管破断実験については，バンドル内は全期間

にわたり二相水で冠水されており，また，上部プレナム領域も二相水で満

水である。このため，炉心シュラウド内に水位は形成されない。 

 

（4）燃料被覆管温度 
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実験では，４ケースのいずれもバンドル内が二相水位で冠水維持されて

いるため燃料被覆管温度上昇はなく，システム圧力に対する飽和温度近傍

を維持している。ＳＡＦＥＲ解析結果も実験結果を良く再現している。図

4-32 にＣＳ配管破断，また，図 4-33 にＢＢ(80cm2相当)配管破断の燃料被

覆管温度変化の比較を示す。 

 

4.4.3 まとめ 

以上より，ＡＢＷＲプラントのＬＯＣＡ模擬実験であるＦＩＳＴ－ＡＢ

ＷＲのＣＳ配管，ＭＳ配管，ＦＷ配管の破断実験及びＢＢ配管破断実験に

ついて，ＳＡＦＥＲコードによる実験解析を行い，ＳＡＦＥＲコードがＡ

ＢＷＲプラントに対しても適用可能であることを確認した。 

・四つの異なるＬＯＣＡ実験における模擬バンドルは二相水位により冠水

が維持され，模擬燃料棒はヒートアップすることなく，冷却材の自然循

環により冷却された。ＳＡＦＥＲコードはこれらの四つの実験の挙動を

予測できた。 

・ＳＡＦＥＲコードはＡＢＷＲのＬＯＣＡ事象の圧力変化の全体的な傾向

を予測できることを確認した。 

・ＳＡＦＥＲコードはダウンカマ領域の水位変化を良く予測したことによ

り，ＭＳＩＶ閉止，ＥＣＣＳ注水及びＡＤＳ作動のタイミングを正しく

取り込むことができた。 

また，ＦＩＳＴ-ＡＢＷＲにおけるＭＳ配管破断の実験結果（Run No.2）

は，実機の有効性評価事象で想定される原子炉急速減圧過程と類似してい

る。このような過渡変化に対してＳＡＦＥＲコードの適用性が確認された

ことから，実機の有効性評価解析にもＳＡＦＥＲコードを適用できると考

える。  
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表 4-4 ＳＡＦＥＲコードによる実験解析の対象としたＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ 

実験条件 

Run No.

条件 

1 

(CSLB) 

2 

(MSLB) 

3 

(FWLB) 

4 

(BB(80cm2)) 

破断位置 炉心スプレイ

配管 

主蒸気(MS) 

配管 

給水(FW) 

配管 

圧力容器 

底部(BB) 

破断面積（％） 100 100 100 80cm2相当 

作動 ECCS 1HPCS+ADS 2HPFL+ADS 2HPFL+ADS 1HPCS+2HPFL+ADS

初期出力（MW） 約 4.6 約 4.6 約 4.6 約 4.6 

初期ドーム圧力 

（MPa[gage]） 

7.32 7.29 7.30 7.31 

 

 

 

 

表 4-5 ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験における主要事象の発生時刻 

（実験データ／SAFER 解析結果，単位：ｓ） 

Run No.

事象 

1 

(CSLB) 

2 

(MSLB) 

3 

(FWLB) 

4 

(BB(80cm2))

破断発生，給水流量及び

再循環ポンプ停止，バン

ドル出力変化開始 

0/0 0/0 0/0 0/0 

破断位置露出(ＦＷＬＢ) ― ― 6/7 ― 

ＭＳＩＶ閉止 80/80 3/3 10/10 52/52 

ＨＰＦＬ－１ 注入開始 不作動仮定 37/37 127/126 62/63 

ＨＰＦＬ－２ 注入開始 不作動仮定 37/37 217/217 87/89 

ＨＰＣＳ－２ 注入開始 119/113 不作動仮定 不作動仮定 87/89 

破断位置露出(ＣＳＬＢ) 119/113 ― ― ― 

ＡＤＳ作動 150/157 ― ― 98/102 

破断位置露出(ＣＳＬＢ) 300/300 ― ― ― 
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図 4-24 ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ系統図 

 

図 4-25 ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験解析ノード分割図 
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図 4-26 蒸気ドーム圧力変化 

（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＣＳ配管破断，ＭＳ配管破断） 

 

 
図 4-27 蒸気ドーム圧力変化 

（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＦＷ配管破断，ＢＢ(80cm2)破断） 

 

 

図 4-28 破断流量変化（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＭＳ配管破断） 
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図 4-29 ダウンカマ領域水位変化 

（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＣＳ配管破断，ＢＢ(80cm2)破断） 

 

 
図 4-30 ダウンカマ領域水位変化 

（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＦＷ配管破断，ＭＳ配管破断） 

 

 
図 4-31 炉心シュラウド内水位変化 

（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＣＳ配管破断，ＢＢ(80cm2)破断） 
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図 4-32 燃料被覆管温度変化（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＣＳ配管破断） 

 

図 4-33 燃料被覆管温度変化（ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ，ＢＢ(80cm2)破断） 
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4.5 実機解析への適用性 

4.5.1 重要現象への適用性 

ＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果と主要な実験結果の比較を表 4-6

に示す。また，図 4-34 に燃料被覆管最高温度の比較を示す。 

以下に，ＳＡＦＥＲコードの重要現象への適用性の妥当性確認について

述べる。 

 

(1) 炉心水位（沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，三次

元効果） 

ＴＢＬ，ＲＯＳＡ－Ⅲ及びＦＩＳＴ－ＡＢＷＲの実験解析により，ＳＡ

ＦＥＲコードの二相水位変化は解析結果に重畳する水位振動成分を除い

て，実験結果とおおむね同等の結果が得られている。なお，炉心が露出す

る事象についての炉心再冠水時刻を遅く評価する傾向にあるが，その差

は，表 4-6 に示すように±０～＋54 秒の範囲で実験結果と一致している。

これらの試験では注水手段としてＥＣＣＳを想定しており，一方，有効性

評価で注水系として使用するのはこれより注水能力の小さい代替注水系で

あるが，「5.有効性評価への適用性」に記載する，再冠水過程における水

位変動が燃料棒冷却に及ぼす影響の不確かさを考慮することにより，ＳＡ

ＦＥＲコードは，沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

に適用できる。 

 

(2) 燃料被覆管温度（燃料棒表面熱伝達，気液熱非平衡） 

ＴＢＬ及びＲＯＳＡ－Ⅲの実験解析により，ＳＡＦＥＲコードが噴霧流

熱伝達モデルに Sun-Saha の式を用いているため，炉心露出時の熱伝達係

数を低く予測し，燃料被覆管温度を高く予測していることを確認した。Ｐ
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ＣＴは表 4-6 に示すように+10℃～+150℃程度高めに評価する。なお，ス

プレイ冷却のない実験結果（ＴＢＬ実験 Run No.4）では，+50℃程度高め

に評価する。 

ＳＡＦＥＲコードでは，燃料棒表面熱伝達モデルで採用している個々の

熱伝達相関式は，それぞれ実験結果を保守的に予測するか，あるいは，よ

く一致することが確認されていることから，「5.有効性評価への適用性」

に記載する，ＴＢＬ，ＲＯＳＡ－Ⅲ実験で想定している注水手段と有効性

評価で使用している注水手段での注水能力の相違が燃料棒表面熱伝達に及

ぼす影響の不確かさを考慮することにより，ＳＡＦＥＲコードは燃料棒表

面熱伝達に適用できる。 

 

(3) 原子炉圧力（冷却材放出，沸騰・凝縮・ボイド率変化） 

ＴＢＬ，ＲＯＳＡ－Ⅲ及びＦＩＳＴ－ＡＢＷＲの実験解析により，ＳＡ

ＦＥＲコードが系の圧力変化及び圧力容器の水位変化を良く予測すること

を確認しており，有効性評価におけるＭＳＩＶの閉止による圧力上昇挙動

から急速減圧時の圧力低下挙動は実験解析と同等である。 

したがって，圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果が得られて

いることから，ＳＡＦＥＲコードは冷却材放出及び沸騰・凝縮・ボイド率

変化に適用できる。 

 

(4) 原子炉水位（沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向

流） 

ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲの実験解析により，ＳＡＦＥＲコードが原子炉水位

（ダウンカマ領域水位）の低下を良く予測し，水位低下によるＭＳＩＶの

閉止，ＥＣＣＳの起動のタイミングを予測できることを確認した。ＥＣＣ
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Ｓ起動のタイミングは表 4-5 に示すように，－６秒～＋７秒の範囲で実験

結果と一致している。炉心シュラウド外水位については，燃料被覆管温度

及び運転員操作のどちらに対しても，二相水位及びこれを決定する二相流

動モデルの妥当性の有無は重要ではなく，質量及び水頭のバランスだけで

定まるコラプス水位が取り扱えれば十分である。 

したがって，炉心シュラウド外のコラプス水位を適切に評価することか

ら，ＳＡＦＥＲコードは沸騰・凝縮・ボイド率変化及び気液分離（水位変

化）・対向流に適用できる。 

 

4.5.2 実験装置のスケーリング及びＥＣＣＳ構成の異なるプラントへの適用

性 

ＳＡＦＥＲコードの妥当性確認に使用したＴＢＬ，ＲＯＳＡ－Ⅲ及びＦ

ＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験装置は，表 4-7 に示すように，それぞれ実機を縮尺

模擬し，実機と同等のＥＣＣＳ構成としている。 

実験装置と実機の差異については，特に，燃料集合体の体数と軸方向長

さ及びＥＣＣＳ構成が重要と考えられるため，これらについて，実験結果

の実機適用性についての考え方を以下に述べる。 

 

（1）燃料集合体の体数及び軸方向長さの影響 

ＴＢＬは熱出力 3293ＭＷ，燃料集合体 764 体を装荷したＢＷＲを対象と

しており，出力の異なる複数の燃料集合体が存在する系において，ＥＣＣ

Ｓの作動及び炉心の温度上昇に密接に関連する原子炉圧力及び原子炉水位

の変化を実時間で模擬することを目的として設計されている。このため，

ＴＢＬは電気加熱の実寸大模擬燃料集合体２体を用い，原子炉圧力容器内

の熱水力挙動を模擬するために各領域の容積，ＥＣＣＳ注水量を実機の燃
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料集合体数との比（2/764）で縮尺模擬している。また，圧力容器及び内部

構造物の寸法は，事故後の原子炉水位変化を実時間で模擬するようジェッ

トポンプ下端から気水分離器下端までの高さ方向の長さを実機と同一とし

ている。 

ＴＢＬ実験では低出力燃料集合体と高出力燃料集合体の熱水力挙動の差

異，いわゆる多チャンネル効果が現れた。減圧過程において，高出力燃料

集合体では下部プレナムから燃料集合体内に吹き上げる蒸気流量が大きく

気液上昇流を生じ，低出力燃料集合体では蒸気流量が少ないため燃料集合

体上部からの落下水が多くて気液対向流になり流動分離が生じていること

が差圧計測より推定された。この流動様式の差異は，別途行われた，実機

の炉心シュラウド内を実寸大で分割模擬した実規模多チャンネルの再冠水

システム実験（31）の結果でも確認されている。 

したがって，ＴＢＬはＢＷＲの事故後の熱水力挙動を模擬することが可

能であり，実験解析で得られた結論はＢＷＲへ適用できると考える。 

 

ＲＯＳＡ－Ⅲ及びＦＩＳＴ－ＡＢＷＲの基本的なスケーリングの考え方

はＴＢＬと同様であり，実機のＬＯＣＡ時の炉内熱水力挙動を実時間で模

擬することを目的として設計されている。ＲＯＳＡ－Ⅲは燃料集合体 848

体からなる熱出力 3800ＭＷのＢＷＲの炉心を実機の 1/2 の軸方向長さの電

気加熱の燃料集合体４体で模擬しており，各部の体積は実機の 1/424 とな

っている。ＲＯＳＡ－Ⅲ実験結果の実機適用性に関しては，ＲＯＳＡ－Ⅲ

実験とＢＷＲのＬＯＣＡの熱水力挙動との類似性が主要なＲＯＳＡ－Ⅲ実

験に対して確認されている（32）。ＲＯＳＡ－Ⅲ実験データと計算コードによ

るＲＯＳＡ－Ⅲ及びＢＷＲ両体系の解析結果をもとに評価が行われ，小破

断ＬＯＣＡについても，圧力挙動，流動挙動，炉心水位挙動及び燃料棒表
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面温度挙動について，基本的挙動を良く模擬していることが確認されてい

る（33）。また，炉心の軸方向長さは実機の 1/2 であるが，炉心シュラウド内

側と外側の相対的な高さと容積の関係を良く模擬していることから，全炉

心露出及び再冠水に要する時間は，実機の結果と一致している。 

したがって，ＲＯＳＡ－ⅢはＢＷＲの事故後の熱水力挙動を模擬するこ

とが可能であり，実験解析で得られた結論はＢＷＲへ適用できると考え

る。 

 

また，ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲは燃料集合体 872 体からなる熱出力 3926ＭＷ

のＡＢＷＲの炉心を電気加熱の実寸大模擬燃料集合体１体で模擬してお

り，各部の体積は実機の 1/872 となっている。したがって，実験は実寸大

模擬燃料集合体１体を用いた炉心の平均的な挙動を示している。ＡＢＷＲ

は設計基準事故時においては炉心が冠水維持される設計になっており，炉

心が露出，再冠水する過程がないため炉心の三次元的流動様式の差異は重

要ではない。なお，ＡＢＷＲで炉心露出が発生する場合は，ＢＷＲと同様

の炉心ヒートアップが発生するため，前述のＴＢＬ及びＲＯＳＡ－Ⅲにお

ける実験結果が適用できると考える。 

したがって，ＦＩＳＴ－ＡＢＷＲはＡＢＷＲの事故後の熱水力挙動を模

擬することが可能であり，実験解析で得られた結論はＡＢＷＲへ適用でき

ると考える。 

 

（2）ＥＣＣＳ構成の影響 

ＴＢＬ及びＲＯＳＡ－Ⅲは外部再循環系及びジェットポンプを有するプ

ラントを模擬し，また，ＥＣＣＳは炉心上部に注水する炉心スプレイ系

（ＨＰＣＳ及びＬＰＣＳ），炉心バイパス部に注水するＬＰＣＩで構成する
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ＥＣＣＳを模擬しており，実プラントの構成と相違はない。 

また，ＡＢＷＲ実プラントは炉心上部に注水するＨＰＣＦ，ＲＣＩＣ及

び低圧注水系（以下「ＬＰＦＬ」という。）で構成されるが，ＦＩＳＴ－Ａ

ＢＷＲは炉心上部に注水するＨＰＣＳとダウンカマ部に注水するＨＰＦＬ

で構成されており，実プラントと相違する。しかし，原子炉内注水位置は

同等であることから，ＨＰＣＦとＨＰＣＳの相違，ＬＰＦＬとＨＰＦＬの

相違は原子炉圧力容器内の保有水の分布の観点からは問題にならない。し

たがって，実機解析へ適用できると考える。 

なお，ＡＢＷＲの設計基準事故解析及びＦＩＳＴ－ＡＢＷＲ実験では，

炉心が冠水維持され，炉心のヒートアップはない。しかし，有効性評価解

析では炉心が露出し，燃料被覆管温度が上昇する。ＡＢＷＲにおいて炉心

が露出し，燃料被覆管温度が上昇する事象については，炉心の熱水力的挙

動はＢＷＲの中小ＬＯＣＡの挙動と同様と考えられる。ＡＢＷＲは低圧注

水系が炉心シュラウド外のダウンカマ部に注水されるが，冷却水は下部プ

レナムに流入し，さらに燃料集合体下部から燃料集合体内に流入して炉心

を再冠水冷却する。これは，低圧注水系が炉心シュラウド内に注水される

ＢＷＲも同様であり，炉心バイパス領域の上部に注水された冷却水はバイ

パス部に蓄積し，燃料集合体下部から燃料集合体内に流入して炉心を再冠

水冷却する。したがって，ＢＷＲの炉心ヒートアップ挙動を模擬した実験

結果により妥当性を確認されたＳＡＦＥＲコードは，ＡＢＷＲの炉心露出

及びヒートアップ解析にも適用できると考える。 

 

4.5.3 実機解析（９×９燃料）への適用性 

ＳＡＦＥＲコードの妥当性確認に使用したＴＢＬ，ＲＯＳＡ－Ⅲ及びＦ

ＩＳＴ-ＡＢＷＲ各実験の模擬燃料集合体は，表 4-7 に示すとおり，いずれ
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も実機の８×８燃料集合体を模擬している。一方，実機の有効性評価解析

は，９×９燃料を装荷した炉心について解析，評価していることから，Ｓ

ＡＦＥＲコードの９×９燃料への適用性について以下に述べる。 

 

ＳＡＦＥＲコードの熱水力モデル及び炉心ヒートアップモデルは，3.3 節

に述べたように，一般的な式を用いている。また，９×９燃料は従来燃料

との共存性を考慮して，従来の炉型でも使用し得るよう燃料集合体の改良

が行われており，燃料の相違による熱水力的特性の差は小さい。したがっ

て，ＳＡＦＥＲコードを９×９燃料に適用する場合は，添付１に示した解

析条件のうち，燃料及び炉心に係るデータを９×９燃料及び炉心の設計に

基づいて適切に入力することにより，その炉心の長期間の原子炉内熱水力

過渡変化を適切に評価することができる。 

なお，燃料の相違により変更する具体的な解析条件を，添付１より抜粋

して表 4-8 に示す。９×９燃料(Ａ型)は，燃料集合体の有効燃料長下端か

ら約 2/3 の高さまで部分長燃料棒が存在するため，燃料集合体の水力等価

直径と流路面積は，部分長燃料棒上端の上下で変化する。この影響とし

て，部分長燃料棒上端より上の領域では，空間が存在するため流速が低下

して熱伝達率が低下する可能性が考えられる。ＳＡＦＥＲコードは，炉心

（全燃料集合体）の水力等価直径と流路面積を軸方向で一様としてモデル

化しているため，９×９燃料(Ａ型)装荷炉心の解析に際しては，部分長燃

料棒上端より上の領域の水力等価直径と流路面積で代表している。炉心の

水力等価直径と流路面積の入力データの解析結果への影響は小さいが，部

分長燃料棒上端より上の領域の形状で代表する場合の方が水力等価直径が

大きくなり，その結果として炉心露出時の蒸気単相熱伝達係数を小さめに

見積もるように取り扱っている。一方，部分長燃料棒上端より上の領域の
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形状で代表した場合，過渡時の燃料集合体の圧力損失が低減され，炉心流

量が増加する傾向になると考えられるが，炉心冷却上，その影響は小さ

い。 

 

4.5.4 まとめ 

以上より，本章に記載している妥当性確認結果は，ＥＣＣＳ構成等の異

なるＢＷＲプラント共通の妥当性確認として適用性を有するとともに，実

機ＢＷＲの有効性評価解析に適用できるといえる。 

なお，有効性評価解析における原子炉内ノード分割は，ＬＯＣＡと同様

の物理現象が想定されることから，ＢＷＲのＬＯＣＡ模擬実験解析と同様

の分割とする。また，有効性評価解析が対象とするシーケンスでは，炉心

露出による燃料被覆管のヒートアップの可能性があるため，炉心及び高出

力燃料集合体に関しては軸方向に更に細分化し，有効発熱部を 10 分割，そ

の上下の非加熱部を含めて全 12 分割とする。 
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表 4-6 ＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果と実験結果の比較(22) 

実験 
最高温度(℃) 最高温度時刻(s) 再冠水時刻(s) 

実験 解析 実験 解析 実験 解析 

TBL (1) 446 599 135 152 162 165 

 (2) 533 591 524 536 550 604 

 (3) 351 421 134 143 156 167 

 (4) 598 654 612 620 668 722 

ROSA-Ⅲ (1) 511 612 119 136 171 182 

 (2) 559 581 133 135 177 182 

 (3) 644 674 190 184 210 210 

 (4) 573 627 336 328 366 368 

 (5) 566 594 410 383 440 447 

 (6) 531 542 531 512 548 553 

 (7) 364 382 696 691 734 738 

FIST-ABWR (1) 温度上
昇なし

温度上
昇なし

－ － 露出 
なし 

露出 
なし 

 (2) 同上 同上 － － 同上 同上 

 (3) 同上 同上 － － 同上 同上 

 (4) 同上 同上 － － 同上 同上 

 

 

表 4-7 実験装置のスケーリング及びＥＣＣＳ構成 

項目 TBL ROSA-Ⅲ FIST-ABWR 

模擬した 

プラント 

BWR 

熱出力 3293MW 

集合体数 764 体 

HPCS/LPCS/LPCI 

BWR 

熱出力 3800MW 

集合体数 848 体 

HPCS/LPCS/LPCI 

ABWR 

熱出力 3926MW 

集合体数 872 体 

HPCF/LPFL/RCIC 

実験装置 体積比：2/764 

熱出力：約 10MW 

集合体数：８×８燃

料２体（実寸大） 

HPCS/LPCS/LPCI 

体積比：1/424 

熱出力：約４MW 

集合体数：８×８燃

料４体（1/2 長） 

HPCS/LPCS/LPCI 

体積比：1/872 

熱出力：約 4.6MW 

集合体数：８×８燃

料１体（実寸大） 

HPCS/HPFL 
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表 4-8 燃料の相違により変更するＳＡＦＥＲ解析条件 

分類 解析条件 

定格出力運転条件

パラメータ及び幾

何形状データ 

冷却材体積 炉心 

流路形状データ（各領域の水

力的等価直径，流路断面積） 

炉心 

上部タイプレート 

圧力損失データ 炉心 

炉心データ 炉心核分裂出力時間変化 

炉心崩壊熱時間変化 

燃料データ 燃料集合体あたりの燃料棒数 

燃料棒配列 

燃料棒ピッチ 

燃料棒有効長 

燃料被覆管外径，燃料被覆管肉厚 

燃料被覆管物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット直径 

燃料ペレット－燃料被覆管ギャップ条件（ガス圧力，ガ

ス組成，ギャップ熱伝達係数） 

燃料ペレット物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット径方向出力分布 

燃料棒最大線出力密度 

燃料棒軸方向出力分布 

局所出力ピーキング 

燃料集合体断面平均燃焼度 
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図 4-34 燃料被覆管最高温度の比較(22) 
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5．有効性評価への適用性 

4 章に記載した実験解析を踏まえ，重要現象についての不確かさ及びその

不確かさが評価指標の観点と運転員操作の観点から有効性評価解析へ与え

る影響について表 5-1 にまとめた。以下にその不確かさについて記述す

る。 

 

5.1 不確かさの取扱いについて（評価指標の観点） 

ＳＡＦＥＲコードで取り扱う評価指標は，燃料被覆管温度であるため，

燃料被覆管温度への重要現象の不確かさの影響について以下に記載する。 

 

（1）崩壊熱 

崩壊熱は信頼性の高い評価モデルと最確条件を包絡できる条件を使用し

て大きくなるように評価した値をＳＡＦＥＲコードの入力として使用して

いるため，有効性評価では燃料被覆管温度を高く評価する。 

 

（2）燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移，気液熱非平衡 

燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡については，実験解析に

おいて，熱伝達係数を低めに評価する可能性があり，他の解析モデルの

不確かさともあいまってコード全体として，炉心が露出する場合は，実

験結果の燃料被覆管最高温度に比べて高めに評価することから，有効性

評価解析においても燃料被覆管温度は高めに評価される。また，炉心が冠

水維持する場合は，燃料被覆管温度の上昇はなく，不確かさは小さい。 

 

（3）燃料被覆管酸化 

燃料被覆管の酸化量の計算は，燃料被覆管温度が高温となる場合に酸化
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量，酸化反応熱を高めに評価する Baker-Just の式を適用しているため，燃

料被覆管温度は高めに評価される。 

 

（4）燃料被覆管変形 

燃料被覆管温度計算と燃料棒内圧の計算から，内圧による応力が破裂限

界応力を超えた場合には，燃料被覆管が破裂を起こすとみなし，燃料被覆

管の内側にもジルコニウム－水反応を計算する。破裂を判定する限界応力

は，図 3-11 に示したように，実験データのベストフィット曲線を仮定し，

現実的な条件としている。 

 

（5）沸騰・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流，三次元効果 

炉心の二相水位は，解析結果に重畳する水位振動成分を除いて，実験結

果とおおむね同等の結果が得られていることから，有効性評価解析におけ

る燃料被覆管温度への影響は小さい。また，低圧代替注水設備の注水によ

る炉心内の二相水位変化に起因する燃料棒冷却（蒸気単相冷却又は噴霧流

冷却）の不確かさは 20℃～40℃程度である（添付５参照）。 

なお，原子炉圧力の評価において，炉心スプレイを用いる一部の実験解

析では実験結果に比べて圧力低下を早めに予測する不確かさがあるが，低

圧注水系を注水手段として用いる事故シーケンスでは考慮する必要はな

い。 

 

（6）冷却材放出（臨界流・差圧流） 

ＳＲＶからの冷却材放出については，設定圧力で設計流量が放出される

ように入力で設定するため，不確かさの影響はない。破断口からの冷却材

放出は，実験データと良く一致する現実的な臨界流モデルを適用してお
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り，有効性評価解析における燃料被覆管温度への影響は小さい。 

冷却材圧力変化については，原子炉へ注水する系統の注水開始時間や流

量に影響するが，圧力変化は実験結果とおおむね同等の解析結果が得られ

ていることから，有効性評価解析における燃料被覆管温度への影響は小さ

い。 

 

（7）ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） 

ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）の原子炉注水については，

各系統の設計条件に基づく原子炉圧力と注水流量の関係を使用しており，

実機設備仕様に対して注水流量を少なめに与え，燃料被覆管温度を高めに

評価する。 

 

（8）沸騰・凝縮・ボイド率変化，気液分離（水位変化）・対向流 

炉心シュラウド外水位については，二相流動モデルの妥当性の有無は重

要でなく，質量及び水頭のバランスだけで定まるコラプス水位が取り扱え

れば十分であることから，有効性評価解析における燃料被覆管温度への影

響は小さい。 

 

以上より，重要現象の不確かさは，燃料被覆管温度を過大評価又は過大

評価する方向に寄与し，有効性評価解析は評価指標の観点で厳しい評価と

なっている。 
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5.2 不確かさの取扱いについて（運転操作の観点） 

ＳＡＦＥＲコードで取り扱う運転操作は，ＳＲＶを使用した原子炉減圧

操作及びＥＣＣＳ又は代替注水設備を使用した原子炉注水操作，注水停止

操作である。これらの運転操作へのコードの不確かさの影響を以下に記載

する。 

 

（1）運転操作の起点への影響 

ＳＲＶを使用した原子炉減圧操作及びＥＣＣＳ，代替注水設備を使用し

た原子炉注水操作は，代替電源あるいは代替注水設備の準備が完了したタ

イミング又は原子炉水位低信号の発信を起点に実施する。代替電源あるい

は代替注水の準備の完了のタイミングは訓練実績等に基づく時間に余裕を

みて設定されるため，不確かさの影響は安全側に評価される。また，原子

炉水位低信号の発信はＥＣＣＳ起動用設定水位を採用しており，事象発生

後の原子炉水位の低下過程で発信される。事象発生後の原子炉水位変化は

崩壊熱及び臨界流モデルの不確かさの影響があるが，これらの評価モデル

及び評価条件の選定には信頼性の高い評価モデル及び現実的な評価条件を

採用しているため，不確かさの影響は小さい。 

なお，燃料被覆管の破裂判定に対しては，格納容器ベント操作への影響

が考えられるが，格納容器ベント開始タイミングまでの時間的余裕が十分

あることから，コードの不確かさが運転操作の可否に影響することはな

い。  

また，解析上の取扱いとして，破裂判定は燃料被覆管温度が最も高くな

る燃料集合体の値を代表として用いるが，現実的な炉心における燃焼度の

分布を踏まえると，その影響は更に小さくなる。 
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（2）運転操作後の影響 

原子炉減圧操作後は，原子炉圧力変化に対応して原子炉への注水が行わ

れ，原子炉水位の回復及び維持がなされる。その後，注水系の停止，再起

動等の運転操作が考えられるが，原子炉圧力が低下し，かつ，原子炉水位

が維持された状態であるため，コードの不確かさはその後の運転操作の可

否に影響しない。 
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表
5
-
1
 

重
要
現
象
の
不
確
か
さ
（
1
/
3
）
 

分
類
 

重
要
現
象
 

解
析
モ
デ
ル
 

不
確
か
さ
 

有
効
性
評
価
解
析
へ
の
影
響
 

炉
心
 

(
核
)
 

崩
壊

熱
 

崩
壊

熱
モ
デ

ル
 

入
力

値
に
含

ま
れ
る

。
最
確
条

件
を

包
絡

で
き
る

条

件
を

設
定
す

る
こ
と

に
よ
り
崩

壊
熱

を
大

き
く
す

る

よ
う

考
慮
し

て
い
る

。
 

崩
壊

熱
を
大

き
く
設

定
す
る
た

め
，

燃
料

被
覆
管

温

度
を

高
く
評

価
す
る

。
 

炉
心
 

(
燃
料
)
 

燃
料

棒
表
面

熱
伝

達
，
沸

騰
遷

移
 

燃
料

棒
表
面

熱
伝

達
モ

デ
ル
 

Ｔ
Ｂ

Ｌ
，
Ｒ

Ｏ
Ｓ
Ａ

－
Ⅲ
の
実

験
解

析
に

お
い
て

，

熱
伝

達
係
数

を
低
め

に
評
価
す

る
可

能
性

が
あ
り

，

他
の

解
析
モ

デ
ル
の

不
確
か
さ

と
も

あ
い

ま
っ
て

コ

ー
ド

全
体
と

し
て
，

炉
心
が
露

出
し

，
ス

プ
レ
イ

冷

却
の

な
い
場

合
に
は

実
験
結
果

の
燃

料
被

覆
管
最

高

温
度

に
比
べ

て
+
5
0℃

程
度
高

め
に

評
価

し
，
ス

プ

レ
イ

冷
却
の

あ
る
場

合
に
は
実

験
結

果
に

比
べ
て

1
0
℃

～
1
5
0℃

程
度
高

め
に
評

価
す

る
。

ま
た
，

炉

心
が

冠
水
維

持
す
る

場
合
に
お

い
て

は
，

Ｆ
Ｉ
Ｓ

Ｔ

－
Ａ

Ｂ
Ｗ
Ｒ

の
実
験

解
析
に
お

い
て

燃
料

被
覆
管

温

度
の

上
昇
は

な
い
た

め
，
不
確

か
さ

は
小

さ
い
。
 

ま
た

，
低
圧

代
替
注

水
設
備
に

よ
る

注
水

で
の
燃

料

棒
冷

却
過
程

に
お
け

る
蒸
気
単

相
冷

却
又

は
噴
霧

流

冷
却

の
不
確

か
さ
は

2
0
℃
～

4
0
℃

程
度

で
あ
る

。
 

実
験

解
析
で

は
熱
伝

達
モ
デ
ル

の
保

守
性

に
よ
り

燃

料
被

覆
管
温

度
を
高

く
評
価
す

る
こ

と
か

ら
，
有

効

性
評

価
解
析

で
も
燃

料
被
覆
管

温
度

を
高

く
評
価

す

る
。
 

燃
料

被
覆
管

酸
化
 

ジ
ル

コ
ニ
ウ

ム
－

水
反

応
モ
デ

ル
 

酸
化

量
及
び

酸
化
反

応
に
伴
う

発
熱

量
を

よ
り
大

き

く
見

積
も
る

B
a
k
er
-
J
u
st

式
に

よ
る
計

算
モ
デ

ル

を
採

用
し
て

お
り
，

保
守
的
な

結
果

を
与

え
る
。
 

燃
料

被
覆
管

温
度
を

高
く
評
価

す
る

。
 

燃
料

被
覆
管

変
形
 

膨
れ

・
破
裂

評
価

モ
デ

ル
 

膨
れ

・
破
裂

は
，
燃

料
被
覆
管

温
度

と
円

周
方
向

応

力
に

基
づ
い

て
評
価

さ
れ
，
燃

料
被

覆
管

温
度
は

上

述
の

よ
う
に

高
め
に

評
価
さ
れ

，
円

周
方

向
応
力

は

燃
焼

期
間
中

の
変
化

を
考
慮
し

て
燃

料
棒

内
圧
を

大

き
く

設
定
し

保
守
的

に
評
価
し

て
い

る
。

し
た
が

っ

て
，

ベ
ス
ト

フ
ィ
ッ

ト
曲
線
を

用
い

る
場

合
も
破

裂

の
判

定
は
お

お
む
ね

保
守
的
と

な
る

。
 

破
裂

発
生
前

の
燃
料

被
覆
管
の

膨
れ

及
び

破
裂
発

生

の
有

無
は
，

伝
熱
面

積
や
ギ
ャ

ッ
プ

熱
伝

達
係
数

，

破
裂

後
の
ジ

ル
コ
ニ

ウ
ム
－
水

反
応

熱
に

影
響
を

与

え
，

燃
料
被

覆
管
最

高
温
度
及

び
酸

化
割

合
に
影

響

を
与

え
る
こ

と
と
な

る
。
解
析

コ
ー

ド
で

は
，
前

述

の
判

定
を
行

う
た
め

の
燃
料
被

覆
管

温
度

を
高
め

に

評
価

す
る
こ

と
か
ら

，
お
お
む

ね
保

守
的

な
結
果

を

与
え

る
も
の

と
考
え

る
。
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表
5
-
1
 

重
要
現
象
の
不
確
か
さ
（
2
/
3
）
 

分
類

 
重

要
現

象
 

解
析

モ
デ

ル
 

不
確

か
さ

 
有

効
性

評
価

解
析

へ
の

影
響

 

炉
心

 

(
熱

流
動

)
 

沸
騰

・
ボ

イ

ド
率

変
化

，

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向

流
，

三
次

元

効
果

 

二
相

流
体

の

流
動

モ
デ

ル
 

Ｔ
Ｂ

Ｌ
，

Ｒ
Ｏ

Ｓ
Ａ

－
Ⅲ

，
Ｆ

Ｉ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

の
実

験
解

析
に

お

い
て

，
二

相
水

位
変

化
は

解
析

結
果

に
重

畳
す

る
水

位
振

動
成

分
を

除

い
て

，
実

験
結

果
と

お
お

む
ね

同
等

の
結

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。
低

圧

代
替

注
水

設
備

の
注

水
に

よ
る

燃
料

棒
冷

却
（

蒸
気

単
相

冷
却

又
は

噴

霧
流

冷
却

）
の

不
確

か
さ

は
2
0
℃

～
4
0
℃

程
度

で
あ

る
。

 

ま
た

，
原

子
炉

圧
力

の
評

価
に

お
い

て
，

Ｒ
Ｏ

Ｓ
Ａ

－
Ⅲ

で
は

２
M
P
a
よ

り
低

い
圧

力
で

系
統

的
に

圧
力

低
下

を
早

め
に

予
測

す
る

傾
向

を
呈

し

て
お

り
，

解
析

上
，

低
圧

注
水

系
の

起
動

タ
イ

ミ
ン

グ
を

早
め

る
可

能

性
が

示
さ

れ
る

。
し

か
し

，
実

験
で

圧
力

低
下

が
遅

れ
た

理
由

は
，

水

面
上

に
露

出
し

た
上

部
支

持
格

子
等

の
構

造
材

の
温

度
が

燃
料

被
覆

管

か
ら

の
輻

射
や

過
熱

蒸
気

に
よ

り
上

昇
し

，
Ｌ

Ｐ
Ｃ

Ｓ
ス

プ
レ

イ
の

液

滴
で

冷
却

さ
れ

た
際

に
蒸

気
が

発
生

し
た

た
め

で
あ

り
，

低
圧

注
水

系

を
注

水
手

段
と

し
て

用
い

る
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

で
は

考
慮

す
る

必
要

の

な
い

不
確

か
さ

で
あ

る
。

こ
の

た
め

，
燃

料
被

覆
管

温
度

に
大

き
な

影

響
を

及
ぼ

す
低

圧
代

替
注

水
設

備
の

注
水

タ
イ

ミ
ン

グ
に

特
段

の
差

異

を
生

じ
る

可
能

性
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

炉
心

内
の

二
相

水
位

変
化

を
お

お

む
ね

同
等

に
適

切
に

評
価

す
る

こ

と
か

ら
，

有
効

性
評

価
解

析
で

は

燃
料

被
覆

管
温

度
へ

の
影

響
は

小

さ
い

。
な

お
，

解
析

に
対

し
て

実

機
の

注
水

量
が

多
い

た
め

，
燃

料

露
出

期
間

が
短

く
な

り
，

有
効

性

評
価

解
析

で
は

燃
料

被
覆

管
温

度

を
高

め
に

評
価

す
る

。
 

気
液

熱
非

平

衡
 

燃
料

棒
表

面

熱
伝

達
モ

デ

ル
 

Ｔ
Ｂ

Ｌ
，

Ｒ
Ｏ

Ｓ
Ａ

－
Ⅲ

の
実

験
解

析
に

お
い

て
，

熱
伝

達
係

数
を

低

め
に

評
価

す
る

可
能

性
が

あ
り

，
他

の
解

析
モ

デ
ル

の
不

確
か

さ
と

も

あ
い

ま
っ

て
コ

ー
ド

全
体

と
し

て
，

炉
心

が
露

出
し

，
ス

プ
レ

イ
冷

却

の
な

い
場

合
に

は
実

験
結

果
の

燃
料

被
覆

管
最

高
温

度
に

比
べ

て
+
5
0
℃

程
度

高
め

に
評

価
し

，
ス

プ
レ

イ
冷

却
の

あ
る

場
合

に
は

実
験

結
果

に

比
べ

て
1
0
℃

～
1
5
0
℃

程
度

高
め

に
評

価
す

る
。

ま
た

，
炉

心
が

冠
水

維

持
す

る
場

合
に

お
い

て
は

，
Ｆ

Ｉ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

の
実

験
解

析
に

お

い
て

燃
料

被
覆

管
温

度
の

上
昇

は
な

い
た

め
，

不
確

か
さ

は
小

さ
い

。
 

ま
た

，
低

圧
代

替
注

水
設

備
に

よ
る

注
水

で
の

燃
料

棒
冷

却
過

程
に

お

け
る

蒸
気

単
相

冷
却

又
は

噴
霧

流
冷

却
の

不
確

か
さ

は
2
0
℃

～
4
0
℃

程

度
で

あ
る

。
 

実
験

解
析

で
は

熱
伝

達
モ

デ
ル

の

保
守

性
に

よ
り

燃
料

被
覆

管
温

度

を
高

く
評

価
す

る
こ

と
か

ら
，

有

効
性

評
価

解
析

で
も

燃
料

被
覆

管

温
度

を
高

く
評

価
す

る
。
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表
5
-
1
 

重
要
現
象
の
不
確
か
さ
（
3
/
3
）
 

分
類
 

重
要
現
象
 

解
析
モ
デ
ル
 

不
確
か
さ
 

有
効
性
評
価
解
析
へ
の
影
響
 

原
子

炉
圧

力
容

器

(
逃

が
し

安
全

弁
を

含
む

)
 

冷
却

材
放

出
 

（
臨

界
流

・

差
圧

流
）

 

臨
界

流
モ

デ

ル
 

Ｔ
Ｂ

Ｌ
，

Ｒ
Ｏ

Ｓ
Ａ

－
Ⅲ

，
Ｆ

Ｉ
Ｓ

Ｔ
－

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

の
実

験
解

析
に

お
い

て
，

圧
力

変
化

は
実

験
結

果
と

お
お

む
ね

同
等

の
解

析
結

果
が

得
ら

れ
て

お
り

，
臨

界
流

モ
デ

ル
に

関
し

て
特

段
の

不
確

か
さ

を
考

慮
す

る
必

要
は

な
い

。
 

S
R
V
流

量
は

，
設

定
圧

力
で

設
計

流
量

が
放

出

さ
れ

る
よ

う
に

入
力

で
設

定
す

る
た

め
，

不
確

か
さ

の
影

響
は

な
い

。
破

断
口

か
ら

の
放

出
は

実
験

結
果

と
良

い
一

致
を

示
す

臨
界

流
モ

デ
ル

を
適

用
し

て
い

る
。

有
効

性
評

価
解

析
で

も
圧

力
変

化
を

適
切

に
評

価
し

，
原

子
炉

へ
の

注
水

の
タ

イ
ミ

ン
グ

及
び

注
水

流
量

を
適

切
に

評
価

す
る

た
め

，
燃

料
被

覆
管

温
度

へ
の

影
響

は
小

さ
い

。
 

沸
騰

・
凝

縮
・

ボ
イ

ド

率
変

化
 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）

・
対

向

流
 

二
相

流
体

の

流
動

モ
デ

ル
 

下
部

プ
レ

ナ
ム

の
二

相
水

位
を

除
き

，
ダ

ウ
ン

カ
マ

の
二

相
水

位
（

炉
心

シ
ュ

ラ
ウ

ド
外

水
位

）
に

関
す

る
不

確
か

さ
を

取
り

扱
う

。
炉

心
シ

ュ
ラ

ウ
ド

外
水

位
に

つ
い

て

は
，

燃
料

被
覆

管
温

度
及

び
運

転
員

操
作

の
ど

ち
ら

に
対

し
て

も
二

相
水

位
及

び
こ

れ
を

決
定

す
る

二
相

流
動

モ
デ

ル
の

妥
当

性
の

有
無

は
重

要
で

な
く

，
質

量
及

び
水

頭
の

バ
ラ

ン
ス

だ
け

で
定

ま
る

コ
ラ

プ
ス

水
位

が
取

り
扱

え
れ

ば
十

分
で

あ
る

。
こ

の
た

め
，

特
段

の
不

確
か

さ
を

考
慮

す
る

必
要

は
な

い
。

 

炉
心

シ
ュ

ラ
ウ

ド
外

水
位

を
適

切
に

評
価

す
る

こ
と

か
ら

，
有

効
性

評
価

解
析

で
は

燃
料

被
覆

管
温

度
へ

の
影

響
は

小
さ

い
。

 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注

水
（

給
水

系
・

代
替

注

水
設

備
含

む
）

 

原
子

炉
注

水

系
モ

デ
ル

 

入
力

値
に

含
ま

れ
る

。
各

系
統

の
設

計
条

件
に

基
づ

く
原

子
炉

圧
力

と
注

水
流

量
の

関
係

を
使

用
し

て
お

り
，

実
機

設
備

仕
様

に
対

し
て

注
水

流
量

を
少

な
め

に
与

え
，

燃
料

被
覆

管
温

度
を

高
め

に
評

価
す

る
。

 

注
水

特
性

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
系

統
の

設
計

条
件

に
基

づ
く

原
子

炉
圧

力
と

注
水

流
量

の
関

係
を

入
力

す
る

。
実

機
設

備
に

対
し

て
注

入
流

量
を

少
な

め
に

与
え

る
た

め
，

有
効

性
評

価
解

析
で

は
燃

料
被

覆
管

温
度

を
高

め
に

評
価

す
る

。
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添付１ 入力項目リスト 

入力項目リスト（1/4） 

分類 入力項目 

定格出力運転条

件パラメータ及

び幾何形状デー

タ 

原子炉熱出力 

炉心流量 

主蒸気流量 

給水流量 

再循環ポンプ流量 

原子炉ドーム圧力 

原子炉水位 

冷却材体積 炉心 

上部プレナム 

下部プレナム 

炉心バイパス 

制御棒案内管 

ダウンカマ 

蒸気ドーム 

主蒸気配管 

再循環配管 

原子炉各部の寸法

（原子炉圧力容器下

端からの高さ） 

燃料有効部上端，下端 

炉心シュラウドヘッド上端，下端 

給水スパージャノズル 

炉心シュラウドサポートプレート 

ジェットポンプ上端，下端 

気水分離器出口 

制御棒案内管下端 

炉心支持板上端 

チャンネルボックス上端 

ＥＣＣＳ注水位置 

水位計ノズル 

主蒸気出口ノズル 

原子炉圧力容器頂部 
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入力項目リスト（2/4） 

分類 入力項目 

定格出力運転条

件パラメータ及

び幾何形状デー

タ 

流路形状データ（各

領域の水力的等価直

径，流路断面積） 

炉心 

上部プレナム 

下部プレナム 

ダウンカマ 

上部タイプレート 

炉心入口オリフィス 

ジェットポンプ入口 

原子炉圧力容器及び

内部構造材データ

（質量，熱容量，表

面積） 

原子炉圧力容器 

炉心シュラウド 

炉心支持板 

上部格子板 

チャンネルボックス 

制御棒案内管 

制御棒 

気水分離器 

蒸気乾燥器 

圧力損失データ 主蒸気配管 

炉心 

気水分離器 
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入力項目リスト（3/4） 

分類 入力項目 

炉心データ 炉心核分裂出力時間変化 

炉心崩壊熱時間変化 

燃料集合体数 

燃料データ 燃料集合体あたりの燃料棒数 

燃料棒配列 

燃料棒ピッチ 

燃料棒有効長 

燃料被覆管外径，燃料被覆管肉厚 

燃料被覆管物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット直径 

燃料ペレット－燃料被覆管ギャップ条件（ガス圧力，ガス

組成，ギャップ熱伝達係数） 

燃料ペレット物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット径方向出力分布 

燃料棒最大線出力密度 

燃料棒軸方向出力分布 

局所出力ピーキング 

燃料集合体断面平均燃焼度 
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入力項目リスト（4/4） 

分類 入力項目 

ＳＲＶ 段数及び個数 

吹き出し圧力 

吹き出し容量 

再循環ポンプ ポンプ台数 

停止トリップ設定点 

慣性時定数 

主蒸気隔離弁 閉トリップ設定点 

全閉時間 

事故収束に重要

な機器，操作関

連 

ＥＣＣＳ及びＲＣＩＣ 

（自動起動・停止設定点，作動遅れ時間，台数，容量，

原子炉注水特性，冷却水温度，注水・停止手動操作条

件） 

代替注水設備 

（注水・停止手動操作条件，台数，容量，原子炉注水特

性，冷却水温度） 

自動減圧系（ＡＤＳ） 

（弁個数，吹き出し圧力，吹き出し容量，自動起動設定

点，作動遅れ時間） 

ＳＲＶ（手動開操作条件，個数） 

事故条件 破断条件（位置，口径） 

格納容器圧力 
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添付２ 相関式，モデルの適用性 

 

Ⅰ．平衡均質臨界流モデルの適用性 

 

1. はじめに 

炉心損傷防止対策の有効性評価に使用している平衡均質臨界流モデル（１）

は，二相流を飽和平衡の均質流とみなし，摩擦を考慮しない単相の臨界流

理論を適用したモデルである。本モデルは「ＥＣＣＳ性能評価指針」で使

用を認められているものである。 

 

2. 平衡均質臨界流モデルの適用性 

平衡均質臨界流モデルによる計算値は実験データとの比較によりその妥

当性が確認されている。 

 

(1)飽和水のブローダウン実験データとの比較（１） 

添付図 2-1 に，内田，Fauske，Henry，そして Sozzi らの異なる研究者に

よる飽和水のブローダウン実験結果を示す。これらの実験における管内径

は 0.4～1.31cm（0.158～0.513in.）である。また，Allemann は，内径

17.3cm（6.8in.）までの管を介して容器からのブローダウン実験を行って

いる。図には，流量が均質に近くなるパイプ長さ 10cm（４in.）以上のデー

タのみを示す。 

図は管入口部が飽和水の場合の臨界流量と入口圧力の関係を示してお

り，臨界流量は管入口圧力とともに増加する。図には管径，管長の異なる

実験データが含まれているが，管長はすべて 10cm 以上であり，管入口付近

の非平衡の影響は少ないと考えられ，この場合の臨界流量は実線で示す平
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衡均質臨界流モデルによる計算値と一致している。 

 

(2)飽和水及び未飽和水のブローダウン実験データとの比較（１） 

添付図 2-2 は，Henry のブローダウン実験による流出流量であり，長さ

90cm（3ft），内径 0.8cm（0.313in.）の管からの流出である。図は，管入口

部が飽和水及び未飽和水の状態における臨界流量を管入口部エンタルピに

対して示している。管入口部が飽和水及び未飽和水のいずれの状態におい

ても，実線で示す平衡均質臨界流モデルによる計算値は実験データと良い

一致を示している。 

 

(3)ノズル形状の影響（２）（３） 

Sozzi らの実験では，管長，管径，管入口・出口形状，入口サブクール度

等臨界流量に対する主要な影響因子の効果が系統的に調べられている。添

付図 2-3 は滑らかな管入口部をもつ直管から流出する臨界流量を管長 L に

対して示したもので，臨界流量は管長の増加につれて最初急激に，その後

緩やかに減少している。また，図中には各入口クオリティについて，L=0 す

なわち管の摩擦がないものとし，熱平衡状態を仮定した平衡均質臨界流モ

デルによる計算値が示されている。管長が 0.127m(約５in.)の点で計算値と

実験値は良く一致し，この点よりも短い場合には管入口部での急激な状態

変化により生じる気液間の非平衡のため臨界流量は平衡均質臨界流モデル

による計算値より大きく，一方，この管入口部での非平衡が緩和する

0.127m(約５in.)よりも長い場合には L すなわち管摩擦の影響により臨界流

量は小さくなる。 
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3. まとめ 

熱平衡状態を仮定した平衡均質臨界流モデルにより，管入口条件を適用

し，容器に接続する管からの冷却材流出流量を予測した。平衡に達するの

に十分な長さ（0.127m(約５in.)）をもつ場合の流出流量は，管入口状態が

飽和水及び未飽和水ともに，計算結果と実験データは良く一致しており，

流出流量は管入口近傍の均質流により制限されること示している。 

ＢＷＲプラントで仮定する破断口及びＳＲＶからの流出流量は，原子炉

圧力容器ノズル又はノズルに接続する配管を通過し，その長さは 0.127m(約

５in.)より長い。したがって，管入口付近の非平衡の影響は無視できると

考えられ，平衡均質臨界流モデルを炉心損傷防止対策の有効性評価に適用

することは妥当である。 
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添付図 2-1  飽和水の臨界流実験データ(１) 
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添付図 2-2  未飽和水及び飽和水の臨界流実験データ(１) 
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添付図 2-3  臨界流量の管長による変化(３) 
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Ⅱ．熱伝達相関式，モデルの適用性 

 

1. 炉心損傷防止対策の有効性評価における熱伝達相関式の選定 

炉心損傷防止対策の有効性評価における事故シーケンスグループのう

ち，高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ）を例にすると，給水流量の全喪

失後，原子炉水位が急速に低下し，原子炉水位低（レベル３）信号が発生

して原子炉はスクラムするが，原子炉水位低（レベル２及びレベル１）で

高圧注水系及び低圧注水系の起動に失敗する。原子炉の減圧をＳＲＶによ

り手動操作にて実施すると，冷却材の流出により原子炉水位が低下し，有

効燃料棒頂部を下回るが，原子炉の減圧後に低圧代替注水設備による注水

を開始すると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。原子炉水位が回復

するまでの間に炉心が一時的に露出するために燃料被覆管の温度が上昇す

るが，再冠水により燃料棒は冷却されて燃料被覆管温度は低下する。 

事故期間中の燃料棒ヒートアップ挙動は，事象発生から炉心露出するま

での冠水状態，露出状態及び水位回復後の再冠水状態を経験することか

ら，燃料棒表面熱伝達を適切に評価するためＳＡＦＥＲコードでは添付表

2-1 に示す熱伝達相関式，モデルを適用している。これらのモデルは，「Ｅ

ＣＣＳ性能評価指針」において妥当性が認められたものである。添付表 2-1

にはこれらの相関式，モデル選定の基本的な考え方も併せて示す。また，

添付図 2-4 に，ＴＱＵＶ評価における熱伝達係数の適用例を示す。 

 

2. ＳＡＦＥＲコードの熱伝達相関式の適用方法 

ＳＡＦＥＲコードは，燃料棒の軸方向ノードが二相混合水で冠水してい

るときは，核沸騰，遷移沸騰，膜沸騰から熱伝達係数が計算され，熱伝達

様式を決める選択ロジックは添付図 2-5 に従っている。沸騰遷移開始時間
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BTT は別途ＳＣＡＴコードで評価された結果を入力する。また，蒸気クオリ

ティが膜沸騰限界クオリティ CX 以上になった場合，又は，燃料被覆管過熱

度が安定膜沸騰状態における最小過熱度 MINT 以上になった場合には膜沸騰

を適用する。燃料被覆管過熱度が MINT を下回り，さらに限界熱流束過熱度

CHFT 以下のときはリウェットと判定し，核沸騰に復帰する。また， CHFT

より大きい場合には遷移沸騰とし，膜沸騰と核沸騰の熱伝達係数を内挿計

算する。 

燃料棒の軸方向ノードが二相混合水で冠水していないときは，輻射熱伝

達と蒸気冷却又は噴霧流冷却から熱伝達係数が決まる。上部プレナムから

の落下水が存在する場合は，落下水（スプレイ）熱伝達と輻射熱伝達が組

み合わされる。また，燃料棒及びチャンネルの濡れによる冷却も考慮され

ている。 
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添付表 2-1 有効性評価で用いるＳＡＦＥＲコードの熱伝達相関式，モデル 

添付図 2-4 

番号 
熱伝達様式 熱伝達相関式，モデル 選定の基本的な考え方 

① 核沸騰 
ボイド率の関数とする

相関式 

核沸騰熱伝達係数は他の熱伝達係

数に比べて非常に大きく，この熱

伝達係数の変化に対し，燃料被覆

管温度の感度が非常に小さいため

簡便化したモデルとしている。 

② 蒸気単相 Dittus-Boelter の式 
単相流の相関式として広く認めら

れている評価式を採用している。

③ 膜沸騰 

噴霧流冷却の相関式と

修正 Bromley の式をボ

イド率の関数として使

用する相関式 

過渡事象発生直後の高流量，高圧

条件からＥＣＣＳ等の注水による

炉心再冠水後の低流量，低圧条件

まで適用可能なモデルとして採用

している。 

  

（低ボイド率；低流

量） 

修正 Bromley の式 

低ボイド率では，管壁を薄い気相

膜が覆い，チャンネルの中心を二

相混合相が流れる逆環状流の形態

の流れとなる。気相への熱伝達及

び気相から液相への熱伝達は対流

によって行われ，修正 Bromley の

式により実験データを良く予測で

きることから採用している。 

  

（高ボイド率；高流

量） 

Sun-Saha の式 

蒸気に液滴が混入した場合の噴霧

流冷却は，上記の蒸気単相熱伝達

相関式をもとに液滴を考慮した補

正項及び過熱蒸気中の液滴の蒸発

量を決める相関式を組み合わせた

モデルであり，模擬燃料集合体冷

却実験におけるロッド表面温度を

実験値よりも高く評価することか

ら採用している。 

④ 遷移沸騰 

核沸騰と膜沸騰の熱伝

達係数を燃料被覆管過

熱度で内挿した相関式

核沸騰と膜沸騰の間を連続的に変

化させるためにモデル化してお

り，燃料棒上での遷移沸騰が比較

的短い過渡期間で生じるため，こ

のような補間モデルが容認可能と

考えられる。 
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添付図 2-4 熱伝達係数の推移（ＴＱＵＶの例） 

 

  

① ② 

③ 

④ 
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添付図 2-5  ＳＡＦＥＲコードの熱伝達様式選択ロジック 

 

       

       

       

       

       

       

膜 沸 騰 核 沸 騰 遷 移 沸 騰 蒸気単相 噴 霧 流 スプレイ 濡 れ 

CHFTT  

MINTT  

CXX  

BTTT  

燃料棒冠水 

蒸気単相 

スプレイ
（落下水）

濡 れ 

T    ：事故後の時間 

BTT   ：沸騰遷移時間（入力） 

X    ：クオリティ 

CX   ：膜沸騰限界クオリティ（入力） 

T   ：燃料被覆管過熱度 

MINT ：最小安定膜沸騰過熱度 

CHFT ：限界熱流束過熱度（入力） 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes No 

No 

No 

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

No 
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3. 有効性評価において適用する熱伝達相関式，モデルの適用性 

ＳＡＦＥＲコードに採用した個々の熱伝達相関式は実験結果との比較に

より妥当性を確認し，これらの熱伝達相関式を適用した燃料被覆管温度の

計算結果の妥当性は，炉心露出，原子炉注水及び炉心再冠水の一連の過程

を模擬したＬＯＣＡ模擬システム実験結果との比較により確認している。 

また，添付表 2-2 に熱伝達相関式のデータベース又は妥当性確認実験の

パラメータ範囲と有効性評価におけるパラメータ変化範囲を示す。 

以下に，有効性評価において適用する熱伝達相関式，モデルの適用性を

示す。 

 

 

添付表 2-2 熱伝達相関式の実験範囲と有効性評価における変化範囲 

熱伝達相関式 実験パラメータ範囲 
有効性評価解析の 

パラメータ変化範囲例 

Jens-Lottes の式 

（核沸騰熱伝達）

圧力； 

0.6～17.2MPa[abs] 

圧力； 

0.7～7.7 MPa[abs] 

熱流束； 

～7.9×106 W/m2 

熱流束； 

～1.3×106 W/m2 

Dittus-Boelter

の式 

（蒸気単相熱伝

達） 

バンドル蒸気流量； 

100～1200 kg/h 

バンドル蒸気流量； 

～600kg/h 

バンドル出力； 

30～280 kW 

バンドル出力； 

～170kW 

加熱面最高温度； 

400～700℃ 

加熱面最高温度； 

～約 1100℃ 

修正 Bromley の式

（低流量膜沸騰熱

伝達） 

圧力； 

8.3MPa[gage]以下 

圧力； 

～1.6 MPa[gage] 

加熱面温度； 

1260℃以下 

加熱面温度； 

～約 1100℃ 

Sun-Saha の式 

（噴霧流熱伝達）

バンドル蒸気流量； 

200～1000 kg/h 

バンドル蒸気流量； 

～600kg/h 

バンドル出力； 

60～300 kW 

バンドル出力； 

～170kW 
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(1) 核沸騰 

燃料が露出するまでの核沸騰領域については，Jens-Lottes の式（１）及び

単相流については Dittus-Boelter の式（２）に基づいた熱伝達係数を，ボイ

ド率の関数とするモデルを適用している。 

このモデルは添付図 2-6 に示すように三つの領域に分け，それぞれの境

界の値を入力として与える。H3 は強制対流核沸騰，H2 は未飽和単相強制対

流，そして H1 は蒸気単相強制対流に対する熱伝達係数の代表値である。 

Jens-Lottes の式のデータベースは単管で，圧力範囲は 85～2500 psia

（約 0.6～17.2 MPa[abs]）である。有効性評価解析における核沸騰熱伝達

適用時の圧力変動範囲は，添付表 2-2 に示すようにＳＲＶ作動圧力約 7.7 

MPa[abs]から原子炉減圧後の約 0.7 MPa[abs]の範囲であり， Jens-Lottes

の式のデータベースの圧力範囲に含まれる。また，有効性評価解析におけ

る核沸騰熱伝達適用時の熱流束変化範囲についても参考文献(1)に示される

条件の範囲内にある。 

以上より，Jens-Lottes の式に基づく熱伝達係数を適用した核沸騰熱伝達

モデルは有効性評価解析にも適用可能である。 

 

 

添付図 2-6 核沸騰熱伝達係数モデル 

0 α1 α2 1 α
ボイド率

Ｈ

H3

H2

H1

熱
伝
達
係
数
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(2) 蒸気単相 

 燃料が露出した後の蒸気単相状態には単管試験データに基づく Dittus-

Boelter の式（２）を適用している。 

ＢＷＲの実寸大８×８型模擬燃料集合体１体を用いた蒸気単相冷却実験

の実験データと Dittus-Boelter の式による計算結果の比較を添付図 2-7 に

示す（３）（４）。Dittus-Boelter の式による計算結果が燃料集合体形状を模擬

した実験結果より熱伝達が小さくなるのは，Dittus-Boelter の式は滑らか

な管内乱流に対し開発された式であり入口部の助走区間の効果を無視して

いるのに対し，燃料集合体形状を模擬した実験結果はスペーサによる乱流

促進効果及び入口部の助走区間の効果により熱伝達特性が向上するためで

ある。ＳＡＦＥＲコードには，燃料集合体形状を模擬した実験結果に基づ

き，スペーサによる乱流促進効果を反映した修正式を備えているが，有効

性評価解析では，これらの熱伝達の改善効果は考慮していないため，実際

の熱伝達を過小評価する。 

この蒸気単相冷却実験における実験範囲は，模擬燃料集合体の蒸気流量

100～1200kg/h，出力 30～280kW，加熱面最高温度 400～700℃である。一

方，有効性評価解析におけるこれらの変化範囲は添付表 2-2 に示すよう

に，加熱面最高温度を除いて実験条件の範囲内にある。加熱面最高温度に

ついては実験条件を上回るが，本実験において，模擬燃料棒表面温度によ

って熱伝達特性はほとんど変わらないことが確認されている。 

また，ＰＷＲ模擬燃料集合体による蒸気冷却実験データ（模擬燃料棒最

高温度が約 800℃程度のＯＲＮＬ－ＴＨＴＦ（Oak Ridge National 

Laboratory - Thermal Hydraulic Test Facility）の蒸気冷却実験（ＰＷ

Ｒの 17×17 型燃料と同じ形状の有効発熱長約 3.66m の模擬燃料棒を８×８

型に 64 本配列した集合体を使用し，中小破断ＬＯＣＡ時の燃料露出を想定
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して圧力 2.6MPa から 8.5MPa，模擬燃料棒温度は最大約 800℃の範囲で蒸気

単相熱伝達特性を調べた実験）及びＦＬＥＣＨＴ－ＳＥＡＳＥＴデータ

（ Full Length Emergency Core Cooling Heat Transfer   Separate 

Effects Tests And System Effects Tests）の蒸気冷却実験（ＰＷＲ燃料

と同じ形状の有効発熱長約 3.66m の模擬燃料棒を 161 本有する集合体と 21

本有する集合体の２種類を使用し，圧力 0.14MPa から 0.28MPa，模擬燃料棒

温度は最大約 220℃の範囲で蒸気単相熱伝達特性を調べた実験）の約 1100

点のデータを使用して Dittus-Boelter の式による計算結果と比較，評価さ

れている（５）。この結果によると，Dittus-Boelter の式は少なくとも保守的

であると結論されている。なお，Dittus-Boelter の式はプラントル数が

0.7 以上の単相流に適用可能とされている。圧力 0.5MPa[abs]及び温度

1000℃の過熱蒸気のプラントル数を求めると 0.8 以上であることから，こ

のような高温状態も Dittus-Boelter の式の適用範囲にあると考える。した

がって，Dittus-Boelter の式は有効性評価解析に適用可能である。 
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添付図 2-7 蒸気単相熱伝達係数の無次元整理（３）（４） 
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(3) 膜沸騰及び噴霧流 

代替注水設備による注水が開始された以降の再冠水過程では，燃料棒が

二相水位以下の高流量状態においては Sun-Saha の式に基づく噴霧流熱伝達

相関式（３）（４），低流量状態においては修正 Bromley の式（６）の二つの相関式

をボイド率の関数として使用するモデルを適用している。 

膜沸騰熱伝達係数モデルを図示すると添付図 2-8 のようになる。遷移ボ

イド率 T は，レイノルズ数の関数として実験相関式で与えられる。ボイド

率が T より小さい範囲では，熱伝達係数は修正 Bromley の式が成り立つ。

一方，高ボイド率では流れは噴霧流になるので熱伝達係数は Sun-Saha の式

に基づく噴霧流熱伝達式を用いる。熱伝達相関式は，蒸気単相熱伝達に液

滴による熱伝達向上を考慮した Sun のモデルを適用する。また，噴霧流冷

却熱伝達時においては蒸気の温度は一般に飽和温度よりも高くなる。そこ

で，この効果を考慮するため，蒸気温度 を Saha のモデルを用いて計算す

る。 

Sun のモデルと Saha のモデルを組み合わせた噴霧流熱伝達モデルによる

計算値を，実寸大の電気加熱集合体を使用した噴霧流熱伝達実験結果と比

較した結果を添付図 2-9 に示す。図に示すように，計算によるロッド表面

温度は実験値よりも高くなっている（３）（４）。このことから，噴霧流冷却モデ

ルの保守性が示された。 

この噴霧流熱伝達実験における噴霧流パラメータ範囲は，模擬燃料集合

体の蒸気流量 200～1000kg/h，出力 60～300kW である。一方，有効性評価解

析におけるこれらの変化範囲は，添付表 2-2 に示すように，実験条件の範

囲内にある。 

また，KWU 社の実規模大模擬燃料集合体（340 本ロッド）を使用した再冠

水過渡試験における二相水位下の熱伝達係数を修正 Bromley の式で予測し
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た結果を添付図 2-10 に示す。修正 Bromley の式は，過渡時の膜沸騰領域に

おいて試験データと極めて良く一致する（６）。 

修正 Bromley の式の適用範囲は，参考文献(6)によれば，圧力 1200psig

（約 8.3MPa[gage]）以下，加熱面温度 2300  F（約 1260℃）以下である。

一方，有効性評価解析における膜沸騰熱伝達適用時のこれらの変化範囲

は，添付表 2-2 に示すように，修正 Bromley の式の適用範囲に含まれてい

る。 

 

以上により，Sun-Saha の式に基づく噴霧流熱伝達の相関式及び修正

Bromley の式は有効性評価解析に適用可能である。 
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添付図 2-8 膜沸騰熱伝達係数モデル 

 

 
 

添付図 2-9 Sun-Saha の噴霧流冷却モデルと実験値の比較（３）（４） 
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添付図 2-10 修正 Bromley の式と実験値の比較（６） 
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(4) 遷移沸騰 

燃料が再冠水し，燃料棒表面温度が最小安定膜沸騰温度より降下した後

に膜沸騰から遷移沸騰への遷移が生じる。ＳＡＦＥＲコードは，安定膜沸

騰状態での最小過熱度ΔTMIN における膜沸騰熱伝達係数 HFB と沸騰遷移点に

対する燃料被覆管過熱度ΔTCHF における核沸騰熱伝達係数 HNB を内挿する相

関式を適用している。添付図 2-11 に遷移沸騰熱伝達係数モデルを示す。安

定膜沸騰状態における最小過熱度ΔTMINは Iloeje の式（７）を使用して計算す

る。 

Iloeje の式の実験データベースは，1000psia（6.9MPa）の単一圧力にお

ける過渡沸騰実験であるが，異なる圧力への外挿性を具備させるため

Berenson の最小プール膜沸騰温度相関式に基づき，質量流束及び熱平衡ク

オリティの効果に対応できるよう拡張している。実験データと Iloeje の式

を添付図 2-12 に示すが，Iloeje の式は実験条件下において良く一致してい

る。 

 

  
 

添付図 2-11 遷移沸騰熱伝達係数モデル 
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添付図 2-12 最小安定膜沸騰温度に関する Iloeje の式（７） 
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4. 各解析コードによる熱伝達相関式の比較 

添付表 2-3 にＳＡＦＥＲコード以外の燃料被覆管温度評価に使用されて

いる熱伝達相関式を比較して示す。これらの熱伝達評価手法を比較する

と，膜沸騰の熱伝達相関式にそれぞれ特徴があり，ＳＡＦＥＲ及びＲＥＬ

ＡＰ４は沸騰遷移後及び炉心再冠水後の膜沸騰も対象にしており，ＳＣＡ

Ｔは沸騰遷移後のみを対象にして相関式を採用している。 

 

・ＳＡＦＥＲ 沸騰遷移後及び炉心再冠水後の熱伝達の予測として噴霧

流冷却の相関式と修正 Bromley の式をボイド率の関数と

して使用する相関式を採用している。沸騰遷移後の高ボ

イド率領域には過熱蒸気中に液滴が分散した噴霧流に対

する熱伝達相関式を，炉心再冠水後の低流量膜沸騰及び

プール膜沸騰に対しては修正 Bromley 式を採用してい

る。 

・ＲＥＬＡＰ４ 強制対流膜沸騰に対しては Groeneveld 5.9 あるいは

Dougall-Rohsenow を採用している。いずれも蒸気の強

制対流が主要な伝熱機構であるという仮定のもとに得

られたものである。 

・ＳＣＡＴ 沸騰遷移後のドライアウト領域における熱伝達の予測式

としては，本コードは修正 Dougall-Rohsenow 式を採用し

ている。 

 

なお，膜沸騰の熱伝達相関式 Dougall-Rohsenow 式は，蒸気単相流の乱流

熱伝達の式である Dittus-Boelter 式を二相流に適用した式であるが，米国

10CFR50 Appendix K においては，Dougall-Rohsenow 式の適用条件によって
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は熱伝達率を非保守的に評価するとされており，参考文献(10)では，添付

図 2-13 に示すように高圧かつ高クオリティ条件下において熱伝達率を過大

評価する傾向にあるとしている。また，日本原子力研究所（JAERI）で行わ

れた定常ポスト限界熱流束（CHF）試験（11）によると，高過熱度で Dougall-

Rohsenow 式による予測値が実験値を上回るとの知見もある。ＳＡＦＥＲコ

ードは，Dougall-Rohsenow 式を使用していないが，その基礎となった

Dittus-Boelter 式に基づく噴霧流熱伝達率モデルを使用しているため，

Dougall-Rohsenow 式の適用方法を確認することにより，ＳＡＦＥＲコード

における噴霧流熱伝達の Sun-Saha のモデルの適用方法の妥当性を確認す

る。 

参考文献（10）によると，非保守性の要因は蒸気温度を飽和としている

ためであるとしている。また，JAERI で行われた定常ポスト CHF 試験データ

においても，添付図 2-14 の上段の図に示すように物性値を飽和温度条件で

評価すると高過熱度で予測値が実験値を上回る結果になっている。JAERI の

実験から，ポスト CHF 熱伝達係数を保守的に予測するには，ヌセルト数及

びプラントル数は蒸気温度を膜温度として求め，レイノルズ数中の密度は

飽和温度，粘性は膜温度としてレイノルズ数を求めて，Dougall-Rohsenow

式を用いるとしている（11）。 

この予測法による熱伝達係数の予測値と実験データの比較を伝熱面過熱

度に対して整理した結果を添付図 2-15(1)に示す。この図によれば，伝熱面

過熱度が十分に大きくなれば，熱伝達係数の予測値は実験データに漸近す

るが，高過熱度まで結果を保守的に評価する。また，添付図 2-15(2)及び添

付図 2-15(3)に示されているように，本予測法が広い条件範囲（２MPa～

18MPa，33～1100kg/(m2s)）で，蒸気流のヌセルト数を十分保守的に予測す

ることが分かる。 
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一方，ＳＡＦＥＲコードは，単相蒸気熱伝達の Dittus-Boelter 式及び噴

霧流熱伝達の Sun-Saha のモデルの適用においては，蒸気の過熱を考慮した

蒸気温度に基づく物性値を使用しており，これらの式の適用方法は添付図

2-7 及び添付図 2-9 に示したように保守的であることを確認している。ま

た，JAERI の実験データにおいても，物性値を膜温度で求めた場合の予測値

は，添付図 2-14 の中段の図に示すように，実験結果より小さい値になると

している。したがって，ＳＡＦＥＲコードにおけるこれらの相関式の適用

方法は妥当である。 
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添付表 2-3 燃料被覆管温度評価に使用されている熱伝達相関式 

 

    解析コード 

 

流動様式 

SAFER RELAP4/MOD6 

/U4/J3（8）（9） 

(WREM-JINS/B コード

システム) 

SCAT 

核沸騰 Jens-Lottes Thom Jens-Lottes 

強制対流蒸発流 ― Schrock-Grossman ― 

遷移沸騰 ― McDonough-Milich 

-King 
― 

膜沸騰 

Sun-Saha  

及び 

修正 Bromley 

Groeneveld 5.9， 

Dougall-Rohsenow 

 

修正 Dougall- 
Rohsenow 

単相蒸気流 Dittus-Boelter Dittus-Boelter ― 

噴霧流 Sun-Saha ― ― 
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添付図 2-13 Dougall-Rohsenow の式による熱伝達係数評価値（計算値／実

験値）（10） 
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添付図 2-14 伝熱面表面過熱度とポスト CHF 熱伝達率の関係（11） 

（試験 10120812；7MPa,562kg/m2s,2.9m） 
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添付図 2-15(1) 伝熱面表面過熱度とポスト CHF 熱伝達率の関係（11） 

添付図 2-15(2) Nu/Re0.8と Pr の関係（高過熱度データ）（11） 

 

添付図 2-15(3) Nu 数の実験値と予測値との比較（11） 

Daugall-Rohsenow 
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Ⅲ．燃料棒破裂判定曲線の適用性 

 

1. 事故時の燃料破損につながる要因分析 

 事故時の燃料破損につながる要因分析結果を添付表 2-4 に示す。添付表 2-4

より，有効性評価における燃料破損の要因はＬＯＣＡと同様に，炉心露出に

伴う燃料被覆管温度上昇，原子炉減圧に伴う燃料棒内外圧力の逆転によるも

のであり，新たな要因はない。 

 

添付表 2-4 事故時の燃料破損につながる要因分析結果 

燃料破損の要因 有効性評価における分析 

給水喪失，冷却材放出に

よる炉心露出に伴う燃料

被覆管温度上昇，原子炉

減圧に伴う燃料棒内外圧

力の逆転による燃料被覆

管破裂 

炉心露出による燃料被覆管温度の上昇，原子炉

手動減圧により燃料棒外圧が低下することによ

り，燃料棒内圧が高くなることに伴う燃料被覆

管破裂に至る可能性がある。 

反応度投入事象に伴う急

激な出力上昇による高温

破裂破損，ＰＣＭＩ破損 

出力運転中の事故では，１ドルを超える急激な

反応度は投入されないため除外できる。 

高熱流束下での沸騰遷移

（ＢＴ）に伴う燃料被覆

管の高温酸化による脆性

破壊 

有効性評価で仮定している起因事象の全給水流

量喪失及び外部電源喪失事象ではＢＴは発生し

ない。仮に，事象初期にＢＴが発生した場合で

も，燃料被覆管温度評価は従来設置許可申請書

添付書類十設計基準事故解析では最大でも

600℃程度であること，また，温度上昇は短期

間で収まるため燃料被覆管酸化層の増加は無視

できる程度であることから，脆化による破損は

ないと考えられるため除外できる。 
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2. 破裂判定曲線の適用性 

有効性評価では，従来の設計基準事故（ＬＯＣＡ）解析と比較して炉心露

出開始時間が遅く，また，炉心露出時間が長くなる。従来の設計基準事故

（ＬＯＣＡ）評価及び有効性評価において，同じ燃料棒破裂判定曲線を適用

することについて，燃料被覆管の膨れ・破裂に及ぼす影響を検討した結果を

以下に示す。 

 

（１）燃料棒内圧と原子炉圧力の差圧（燃料棒内外圧差） 

  燃料棒内圧の計算に用いられる燃料プレナム部ガス温度は燃料被覆管温

度に依存するため，長時間露出時の温度上昇は燃料棒内圧の計算に考慮さ

れる。また，原子炉圧力は，従来の設計基準事故（ＬＯＣＡ）解析も大気

圧近傍にまで減圧され，有効性評価でも事故後長期は大気圧近傍まで減圧

される。 

したがって，有効性評価における燃料棒内外圧差は，従来の設計基準事

故（ＬＯＣＡ）の想定範囲と同等である。 

 

（２）燃料被覆管最高温度（温度上昇率） 

炉心露出開始時間が遅くなる場合，定性的には，崩壊熱が低いことによ

り燃料被覆管の温度上昇率が小さくなる傾向になる。また，炉心露出期間

が長くなると燃料被覆管最高温度が高くなる傾向になる。ＢＷＲプラント

の有効性評価における燃料被覆管温度上昇率はおおむね２℃／s 程度であ

り，燃料被覆管の最高温度は 1100℃程度以下となっている。 

一方，燃料棒破裂判定曲線の策定に際しては，温度上昇率が０℃／s から

5.6℃／s，また，破裂温度は 20℃から約 1500℃の実験データを使用して，

破裂判定曲線を策定している。(1) 
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したがって，有効性評価における燃料被覆管温度上昇率及び燃料被覆管

最高温度は燃料棒破裂判定曲線の実験データの範囲内である。 

 

（３）ジルコニウム－水反応による燃料被覆管酸化 

  炉心露出期間が長くなるとジルコニウム－水反応が長時間継続し，燃料

被覆管の酸化により燃料被覆管の延性が低下する可能性がある。有効性評

価における燃料被覆管の最高温度は 1100℃程度以下であり，燃料被覆管の

酸化割合も大きくはない。 

したがって，有効性評価における燃料被覆管酸化の範囲は，約 1500℃の

高温まで加熱した破裂実験データの範囲内にあると考える。 

  

以上より，有効性評価においても従来の設計基準事故（ＬＯＣＡ）評価と

同じ燃料棒破裂曲線を適用できると考える。 

 

〔参考文献〕 

(1)「沸騰水型原子力発電所 非常用炉心冷却系（ECCS）性能解析モデルに

ついて」，日立 GE ニュークリア・エナジー株式会社，HLR－018 訂４，平

成 26 年６月 
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添付３ 前処理コード 

 

ＳＡＦＥＲコードのインプットデータ作成に使用される前処理コードとＳ

ＡＦＥＲコードにインプットされるパラメータを以下に示す。これらの関係

を添付図３に示す。 

（１）燃料棒熱・機械設計コード（ＰＲＩＭＥ）による燃料物性データ 

① ギャップ熱伝達係数 

② 燃料棒内圧 

③ 燃料棒内の核分裂生成ガス及び初期封入ガスの量 

（２）炉心熱水力解析コード（ＩＳＣＯＲ）による熱水力データ 

① 炉心圧損 

② 高出力燃料集合体入口流量 

（３）プラント動特性解析コード（ＲＥＤＹ）による炉心出力データ 

① 中性子束 

 

ＰＲＩＭＥコードにより求められた燃料物性データをＳＡＦＥＲコードに

おける初期値として用いる。燃料被覆管とペレット間のギャップ熱伝達係数

は，燃料被覆管温度上昇を厳しくするように，燃焼期間中の変化を考慮して

最小となる値を与える。ギャップ熱伝達係数の初期値を小さく設定すること

で，燃料ペレットの初期保有熱量を高めに見積もり，炉心ヒートアップ時の

燃料被覆管温度上昇率が大きくなる。また，燃料棒の内圧とガス量は，燃料

棒の膨れ・破裂を厳しくするように，燃焼期間中の変化を考慮して最大とな

る値を与える。燃料棒の内圧とガス量の初期値を大きく設定することで，炉

心ヒートアップ時の燃料棒内圧及び燃料被覆管周方向応力を大きく見積も

り，燃料被覆管の膨れ・破裂を厳しく評価する。 
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ＩＳＣＯＲコードにより求められた炉心圧損と高出力燃料集合体入口流量

をＳＡＦＥＲコードにおける初期値として用いる。事象発生後早期に再循環

ポンプがトリップし炉心流量が早期に低下するため，これらのパラメータが

事象進展に及ぼす影響は小さい。 

ＲＥＤＹコードにより求められた事象発生直後の中性子束と原子炉停止後

の崩壊熱から，原子炉出力変化を求め，ＳＡＦＥＲコードで用いる。有効性

評価において影響を与える崩壊熱については，サイクル末期の燃焼度のばら

つきを考慮し，10％の保守性を確保することで最確条件を包絡できる条件を

設定している。そのため，有効性評価解析では燃料被覆管温度は高めに評価

される。 

なお，ＳＡＦＥＲコードにより求められた対流熱伝達係数と原子炉圧力の

時間変化及び炉心露出・再冠水時間をＣＨＡＳＴＥコードに用いる。 
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添付図３ ＳＡＦＥＲコードの入出力 

  



 

1-184 

添付４ 炉心の過熱蒸気の影響評価 

 

１．はじめに 

ＳＡＦＥＲコードは，炉心露出時の燃料被覆管温度上昇に伴う蒸気の過熱

を燃料棒表面熱伝達の計算において考慮しているが，炉心及び高出力燃料集

合体の流量を評価する熱流動計算では，蒸気密度は常に飽和蒸気密度として

いる。そこで，飽和蒸気密度を利用することの妥当性を確認するため，熱流

動計算においても過熱蒸気密度を利用して炉心の圧力損失，流量配分を解析

した感度解析を実施し，ＰＣＴへの影響を評価した。 

感度解析の結果，炉心露出時の燃料被覆管温度上昇に伴う蒸気の過熱によ

る炉心及び高出力燃料集合体の流量への影響は小さく，ＰＣＴへの影響は無

視できることを確認した。 

感度解析の方法，条件，結果及び評価について以下に述べる。 

 

２．解析方法及び条件 

感度解析は，ＳＡＦＥＲコードの燃料集合体の圧力損失及び流量計算にお

いて，飽和蒸気密度に代わり，燃料棒表面熱伝達の計算において求められた

過熱蒸気温度に基づき求めた密度を適用することにより，過熱蒸気の体積膨

張の影響を取り込んで計算結果に対する影響を調査した。 

具体的には，炉心及び高出力燃料集合体の露出部の過熱蒸気の条件として

露出部の蒸気温度が最大になる燃料棒有効発熱部上端の蒸気温度に基づき過

熱蒸気の密度を求め，燃料集合体出口における圧力損失及び流量計算に適用

した。また，燃料集合体内の露出部の圧力損失及び流量計算には，前記の過

熱蒸気の密度と飽和蒸気の密度を算術平均した密度を適用した。なお，この

感度解析は，一時的にプログラムを変更することにより行った。 
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感度解析による影響評価は，炉心及び高出力燃料集合体がともに露出し，

燃料被覆管温度が高くなるＢＷＲ－５プラントの高圧注水・減圧機能喪失を

例に実施した。 

 

３．解析結果 

燃料集合体内の熱流動計算において過熱蒸気を考慮した感度解析結果（添

付図中の凡例では「過熱蒸気密度利用」という。）を，飽和蒸気を仮定した現

行のモデルによる解析結果（添付図中の凡例では「飽和蒸気密度(現行)」と

いう。）と比較した。 

添付図 4-1 に原子炉圧力変化，添付図 4-2 に原子炉水位変化の比較を示

す。また，添付図 4-3 に炉心の水位変化，添付図 4-4 に炉心の燃料被覆管及

び蒸気の温度変化，添付図 4-7 に炉心平均出力燃料集合体の入口流量変化の

比較を示す。さらに，添付図 4-5 に高出力燃料集合体の水位変化，添付図 4-6

に高出力燃料集合体の燃料被覆管及び蒸気の温度変化，添付図 4-8 に高出力

燃料集合体の入口流量変化の比較を示す。 

添付図 4-3 及び添付図 4-5 に示すように，炉心及び高出力燃料集合体の水

位は有意な差はない。これは，燃料集合体内の蒸気流による圧力損失は静水

頭に比べて小さいため，飽和蒸気で考えたときと過熱蒸気の密度を考慮した

ときで，ほとんど流量配分や水位に差が生じないためと考える。 

また，ＰＣＴは，飽和蒸気を仮定した現行解析の 705℃に対し，過熱蒸気を

考慮した場合も同じとなり，影響がない結果になった。 
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４．まとめ 

以上の検討から，炉心露出時の燃料被覆管温度上昇に伴う蒸気の過熱によ

る密度変化が，有効性評価の熱流動計算に及ぼす影響は無視できる程度と考

えられ，ＳＡＦＥＲコードを適用することは問題ないと考える。 
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添付図 4-1 原子炉圧力変化の比較 

添付図 4-2 原子炉水位変化の比較 
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添付図 4-3 炉心シュラウド内水位変化の比較（炉心） 

添付図 4-4 燃料被覆管及び蒸気の温度変化の比較（炉心） 
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添付図 4-5 炉心シュラウド内水位変化の比較（高出力燃料集合体） 

添付図 4-6 燃料被覆管及び蒸気の温度変化の比較（高出力燃料集合体） 
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添付図 4-7 燃料集合体入口流量変化の比較（炉心，集合体１体あたり） 

添付図 4-8 燃料集合体入口流量変化の比較（高出力燃料集合体） 
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添付５ 代替注水設備による炉心再冠水過程における熱伝達について 

 

１．はじめに 

有効性評価の炉心損傷防止解析において，高圧・低圧注水機能喪失及びＬ

ＯＣＡ時注水機能喪失（中小ＬＯＣＡ）時は，注水系として使用するのは代

替注水設備であり，ＥＣＣＳに比べて注水能力は小さく，炉心再冠水までに

は設計基準事故解析に比べて長時間を要することとなる。 

代表ＡＢＷＲプラントの有効性評価における高圧・低圧注水機能喪失の解

析では，原子炉減圧に伴う冷却材の流出により炉心が露出し，代替注水設備

が注水を開始すると徐々に原子炉水位が上昇し始め，これに伴う冷却材の蒸

発量増加等により熱伝達係数が向上するため，燃料被覆管温度は低下に転じ

る。 

有効性評価における解析では，露出した燃料集合体内の蒸気流に液滴が混

入した場合には噴霧流冷却熱伝達を適用して燃料被覆管温度を評価してい

る。しかしながら，有効性評価では冠水速度が小さいため，噴霧流冷却熱伝

達による冷却効果には不確かさが残ることから，この不確かさの程度を確認

することを目的として噴霧流冷却熱伝達のＰＣＴへの影響を感度解析により

評価した。また，高出力燃料集合体水位の振動がＰＣＴに及ぼす影響の不確

かさについても概略評価した。 

 

２．感度解析条件及び解析結果 

噴霧流冷却熱伝達のＰＣＴへの影響を確認するため，噴霧流冷却熱伝達を

除外して蒸気単相流熱伝達を適用した感度解析を実施した。また，炉心軸方

向ノード分割数の影響を確認するため，現行申請解析（ベースケース）の 10

分割から 48 分割に増加させた場合の感度解析を併せて実施した。主な解析結
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果を添付図 5-1，添付図 5-2，添付図 5-3 及び添付図 5-4 に示す。 

本感度解析より，噴霧流冷却熱伝達を考慮した場合（ベースケース）のＰ

ＣＴは約 969℃であるのに対して，噴霧流冷却熱伝達を除外した場合のＰＣＴ

は約 972℃となり，ベースケースに対して約３℃上昇する結果となった。ま

た，炉心軸方向ノード分割を 48 分割にした場合のＰＣＴは約 982℃となり，

約 13℃上昇する結果となった。 

また，上記感度解析結果によると，再冠水時の熱伝達係数の改善過程にお

いて，軸方向中心位置（ノード５）の冠水と露出の繰り返しに対応する熱伝

達係数の変化がみられることから，その不確かさについても評価した。 

有効性評価解析のように崩壊熱が低下した状況下での二相水位の振動的な

現象に関しては，実機ＢＷＲ燃料集合体を模擬した５×５格子配列集合体を

用いた実験において現象が確認されている(1)。実験によれば，大気圧条件下で

崩壊熱が１％程度の場合，燃料集合体部保有水の蒸発に伴う緩やかな水位低

下過程における二相水位は，大きな蒸気スラグの通過により最大で約 150 mm

の振幅で上下動すると報告されている。有効性評価解析における炉心再冠水

過程では，原子炉圧力は 0.2 MPa 程度と本実験条件である大気圧より高い圧

力下であるため，気液密度差が減少し，水位の振動は抑制される方向となる

と考えられるものの，本実験結果で確認された二相水位の振動的な現象は発

生する可能性はあるものと考えられる。一方で，このような二相水位の振動

による影響の程度を把握することを目的として，感度解析（噴霧流冷却熱伝

達除外，炉心軸方向 10 分割）に対して，軸方向中心位置（ノード５）が完全

に冠水するまで燃料被覆管温度が低下しないと仮定し，ノード５の冠水前の

蒸気冷却期間のヒートアップ過程における燃料被覆管温度変化を基に設定し

た近似曲線を外挿することによりＰＣＴの概略評価を行った。 

添付図 5-5 に原子炉水位（炉心シュラウド内水位）変化，添付図 5-6 にＰ
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ＣＴ発生位置の燃料被覆管温度変化を示す。軸方向中心位置冠水時の燃料被

覆管温度は約 1000℃となり，ベースケースの約 969℃に対して約 31℃上昇す

る結果となった。 

 

３．まとめ 

 以上より，低圧代替注水設備のようなＥＣＣＳと比較して注水能力が小さ

い注水系による炉心再冠水過程においては，噴霧流冷却熱伝達の不確かさ，

また，解析における水位及び熱伝達係数の不確かさを踏まえると，全体とし

て 20℃～40℃程度の不確かさがあると推定できる。 

 

 

 

 

 

〔参考文献〕 
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“ Coolability height of 5x5 heated rod bundle in reference to 

collapsed level and boiling two-phase flow dynamics,”23rd 
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Chiba, Japan, May 17-21, 2015. 
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（噴霧流冷却熱伝達考慮，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 48 分割） 

 

添付図 5-1 原子炉水位変化の比較 
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（噴霧流冷却熱伝達考慮，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 48 分割） 

 

添付図 5-2 ＰＣＴ発生位置の燃料被覆管温度変化の比較 

 

0 5010 20 30 40

1200.0

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

事故後の時間(分)

燃
料

被
覆

管
温

度
　

(
℃

)

軸方向ノード8

0 5010 20 30 40

1200.0

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

事故後の時間(分)

燃
料

被
覆

管
温

度
　

(℃
)

軸方向ノード8

0 5010 20 30 40

1200.0

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

事故後の時間(分)

燃
料

被
覆

管
温

度
　

(
℃

)

軸方向ノード36



 

1-196 

 
（噴霧流冷却熱伝達考慮，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 48 分割） 

 

添付図 5-3 ＰＣＴ発生位置の熱伝達係数変化の比較 

 

0 5010 20 30 40

1.0e+6

1.0e+0

1.0e+1

1.0e+2

1.0e+3

1.0e+4

1.0e+5

事故後の時間(分)

熱
伝

達
係

数
　

(W
/(

m2
･K

))

軸方向ノード8

0 5010 20 30 40

1.0e+6

1.0e+0

1.0e+1

1.0e+2

1.0e+3

1.0e+4

1.0e+5

事故後の時間(分)

熱
伝

達
係

数
　

(W
/
(m

2
･K

))

軸方向ノード8

0 5010 20 30 40

1.0e+6

1.0e+0

1.0e+1

1.0e+2

1.0e+3

1.0e+4

1.0e+5

事故後の時間(分)

熱
伝

達
係

数
　

(
W/

(
m2

･
K)

)

軸方向ノード36



 

1-197 

 
（噴霧流冷却熱伝達考慮，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 

 
（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 48 分割） 

 

添付図 5-4 高出力燃料集合体の蒸気流量変化の比較 
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添付図 5-5 原子炉水位（炉心シュラウド内水位）変化 

（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 

 

添付図 5-6 ＰＣＴ発生位置での燃料被覆管温度変化 

（噴霧流冷却熱伝達除外，炉心軸方向 10 分割） 
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添付６ 原子炉隔離状態における原子炉圧力挙動について 

 

１．はじめに 

炉心損傷防止有効性評価のうち，全交流動力電源喪失及び崩壊熱除去機能

喪失時では，事象発生後，主蒸気隔離弁が閉止し，原子炉は高圧状態に維持

されるが，原子炉水位低信号により自動起動したＲＣＩＣによる原子炉注水

により，炉心は露出することなく原子炉水位は回復し，冠水を維持する。 

ＢＷＲのＲＣＩＣには，原子炉圧力容器の頂部から注水する方式と給水系

から注水する方式の２種類があり，プラントにより異なる。いずれの方式で

も，炉心は冠水維持されるため，炉心冷却が問題となることはないが，この

うち，給水系から注水する場合の解析では，ＲＣＩＣによる注水開始から原

子炉が減圧されるまでに時間遅れが生じ，その後大きな圧力低下を示す結果

となっていることから，これらの原子炉圧力変化挙動について以下に説明す

る。 

 

２．解析モデル 

給水系から注水する方式の場合，ＲＣＩＣからの注水は，給水ノズルを通

じて炉心シュラウド外領域に注水され，給水ノズルが水中に水没している場

合には，未飽和の注入水は炉心シュラウド外領域の冷却水と混合し，炉心シ

ュラウド外領域の冷却水の未飽和度が増加する。しかしながら，炉心シュラ

ウド外領域の水面と蒸気ドーム領域の蒸気は断熱としているため，炉心シュ

ラウド外領域の冷却水の未飽和度の増加が原子炉圧力に直接影響することは

ない。このため，混合水の未飽和度の増加が原子炉圧力への影響として現れ

るのは，混合水が下部プレナムを経由して炉心に達し，炉心の蒸気発生を抑

制し，さらに上部プレナム領域ボイドを潰した後， 蒸気ドーム内蒸気を凝縮
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する計算に切り替わったときとなる。ただし，この計算の切替えは，冷却材

が全て未飽和となっても未飽和水の注入が継続したとき，すなわち，炉心が

過冷却状態のときにのみ行われる。 

 

３．解析結果の説明 

代表ＢＷＲの崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失）時の解析結果から，添

付図６に原子炉圧力，ＲＣＩＣの注水流量，上部プレナム領域水位及び各領

域のボイド率の推移を示す。ここで，各領域のボイド率については，下記定

義による負のボイド率により各領域冷却材の未飽和度を表す。 

 
）注水比容積飽和水比容積－（

）飽和水比容積各部水の比容積－（
負のボイド率＝  

なお，添付図６のボイド率は，ＲＣＩＣ注入水の原子炉内流入経路に従

い，下から，炉心シュラウド外領域，炉心（軸方向ノード１），炉心（軸方向

ノード 12）及び上部プレナム領域の順に示す。 

ＲＣＩＣを給水系から注水した場合，炉心シュラウド外領域の冷却水は，

ほぼ飽和にある状態からＲＣＩＣ注入水と混合して未飽和となり，未飽和度

が徐々に増加することを添付図６は示している。また，ＲＣＩＣの注水が継

続されることによる原子炉内の冷却水の未飽和度の増加に伴い，炉心領域

（軸方向ノード 12）及び上部プレナム領域のボイド率が減少していることを

示している。 

炉心領域での蒸気発生が減少してボイド率がゼロに漸近する過程で逃がし

安全弁の開閉間隔が徐々に広がっていき，さらに，未飽和水が上部プレナム

領域に到達して上部プレナム領域ボイドを潰して蒸気ドーム領域内蒸気を凝

縮することで，前項記載の解析モデルの特性とあいまって原子炉圧力が大き

く低下する。 
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４．実機における原子炉圧力挙動について 

 上記に示した，炉心が過冷却となったときに生じる大きな原子炉圧力低下

は，実機にて生じ得る減圧幅を過剰に見積もっている可能性がある。これ

は，実機では炉心内の蒸気が消失した後に自然循環流量がほぼゼロとなるた

め，上部プレナム内の冷却水が滞留し，特に蒸気ドーム部と接する領域に高

温水が滞留すると見込まれることから，蒸気ドーム内蒸気の凝縮が抑制さ

れ，原子炉圧力の低下が大きく緩和されると考えられるためである。 

また，炉心シュラウド外領域の冷却水と蒸気ドーム部蒸気との間の熱交換

による原子炉圧力挙動への影響については次のように考えられる。すなわ

ち，実機プラントにおいても，ＲＣＩＣが給水系から注水され，かつ給水ノ

ズルが水中に水没している場合には，未飽和の注入水が炉心シュラウド外領

域の冷却水と混合し，炉心シュラウド外領域の冷却水の未飽和度が増加する

と考えられる。このとき，前々項記載の断熱仮定とは異なり，実機では未飽

和水水面と蒸気ドーム領域の蒸気との熱交換による蒸気凝縮に伴って原子炉

圧力が低下する可能性がある。しかし，ＲＣＩＣが水面下に注水されたとき

には蒸気ドーム内で大規模な蒸気の対流場が形成されることはなく，水面近

くで局所的かつ限定的な蒸気流れが生じ得るだけであることから，実機にお

いても未飽和水水面は断熱に近く，炉心シュラウド外領域の冷却水の未飽和

度増加による圧力低下は小さいものと考えられる。 

なお，ＲＣＩＣはこれらの原子炉圧力範囲では，原子炉圧力によらず十分

な注水能力を有すること，当該事象ではＲＣＩＣの自動起動により原子炉水

位は炉心より十分高い位置で維持されることから，実機と解析の差異が炉心

冷却に及ぼす影響は小さいと考えられる。 
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５．炉心露出が発生する事象における挙動について 

例えば，高圧・低圧注水機能喪失の評価では，逃がし安全弁を用いて原子

炉減圧操作を行った後，低圧代替注水系により原子炉注水を行い，炉心露出

により燃料被覆管温度が上昇した炉心を再冠水して冷却するが，上記にて説

明した原子炉の圧力低下挙動は，炉心が過冷却となった時に発生する特異な

挙動であり，炉心が露出するような炉心冷却が問題となる状態では過冷却状

態とはならないため，発生するものではない。 

また，低圧代替注水系で低圧注水系配管を介して注水する場合，注水ノズ

ルが蒸気雰囲気中に露出しているときには，未飽和の注入水が水面より上部

にある注入水の経路上の蒸気を部分的に凝縮させる。逃がし安全弁による原

子炉減圧挙動を評価する際に重畳する現象として蒸気雰囲気中への注水によ

る蒸気凝縮現象を考慮した評価がなされていることから，低圧代替注水系の

注水に伴う主要な蒸気凝縮効果が取り込まれた解析がなされていると結論で

きる。 

なお，残る蒸気凝縮現象として未飽和水からなる水面への蒸気凝縮がある

が，これについては，前項４．にて説明したとおりであり，これによる圧力

低下は小さいものと考えられる。 

 

６．まとめ 

ＳＡＦＥＲコードでの解析では，ＲＣＩＣが給水系から注水される場合，

注入された冷却水が炉心シュラウド外領域の冷却水と混合することにより未

飽和水となり，未飽和水の流入により炉心領域の蒸気発生が抑制され，上部

プレナム領域ボイドを潰したのち，蒸気ドーム領域内蒸気を凝縮することで

原子炉圧力が大きく低下することとなる。しかしながら，これらの挙動は，

炉心が露出するような状態で発生するものではなく，また，当該事象ではＲ
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ＣＩＣの自動起動により原子炉水位は炉心より十分高い位置で維持されるた

め，これらの原子炉圧力変化挙動が評価項目に及ぼす影響は小さいものと考

える。 
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添付図６ 原子炉圧力，ＲＣＩＣ流量，上部プレナム水位及びボイド率の推移 
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1．はじめに 

本資料は，炉心損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下「有

効性評価」という。）に適用するコードのうち，CHASTE Ver.7 及び CHASTE 

Ver.8（以下「ＣＨＡＳＴＥコード」という。）について， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

なお，CHASTE Ver.7 と CHASTE Ver.8 との相違は，９×９燃料格子配列の入

力方法のみであり，今回の有効性評価において適用している輻射伝熱モデル

は同一であるため，解析結果に影響を及ぼすものではない。 
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2．重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＣＨＡＳＴＥコードが適用される有効性評価における事故シーケンスグ

ループは既定ではなく，ＳＡＦＥＲコードによる炉心ヒートアップ解析結

果において，燃料被覆管の温度が高温となり燃料棒やチャンネルボックス

の幾何学的配置を考慮したより詳細な輻射熱伝達計算が必要となる場合に

ＣＨＡＳＴＥコードが用いられる。 

したがって，炉心露出・ヒートアップが発生して燃料被覆管温度が高温

になる場合を評価するため，設計基準事故のＬＯＣＡの炉心冷却の判断基

準と同様に，燃料被覆管温度が評価指標である。 

 

炉心損傷防止対策における事故シーケンスに対し，有効性評価上要求さ

れる評価項目は，以下の５点である。 

a. 燃料被覆管の温度（1200℃以下） 

b. 燃料被覆管の酸化量（15％以下） 

c. 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 

（最高使用圧力の 1.2 倍以下） 

d. 格納容器圧力バウンダリにかかる圧力（限界圧力以下） 

e. 格納容器圧力バウンダリにかかる温度（限界温度以下） 

原子炉設置変更許可申請解析に記載した解析結果から，15％に対し十分

な余裕があり評価指標として燃料被覆管の温度で代表できると考えられる

b.を除く，a. c. d. e.を評価指標として取り上げる。このうち，c．d．e．

はＣＨＡＳＴＥコードの評価範囲以外であるため除外する。 
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2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうちＣＨＡＳＴＥコードで評価する事象において考慮すべき物理

現象を対象に，表 2-1 の定義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」，及び

「Ｉ」のランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物理現象を重要

現象として抽出する。 

 

表 2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作に

対する影響が大きいと考

えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験

との比較等により求め，実機評価

における評価指標及び運転操作へ

の影響を評価する 

Ｍ 評価指標及び運転操作に

対する影響が中程度と考

えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役

割を担うが，影響が「Ｈ」に比べ

て顕著でない物理現象であるた

め，必ずしも不確かさによる実機

評価における評価指標及び運転操

作への影響を評価する必要はない

が，本資料では，実機評価への影

響を感度解析等により評価する

か，「Ｈ」と同様に評価する 

Ｌ 評価指標及び運転操作に

対する影響が小さいと考

えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル

化は必要であるが，評価指標及び

運転操作への影響が明らかに小さ

い物理現象であるため，検証／妥

当性確認は記載しない 

Ｉ 評価指標及び運転操作に

対し影響を与えないか，

又は重要でない現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与

えないか，又は重要でない物理現

象であるため，検証／妥当性確認

は記載しない 
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2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうち，2.1 節で述べた事象を踏まえ，2.2 節記載のランクの定義に

従い，評価指標及び運転操作への影響に応じて「Ｈ」及び「Ｍ」に分類す

ることで物理現象の中から重要現象を特定する。この結果を表 2-2 に示

す。 

なお，本資料の本文「2.有効性評価における物理現象の抽出」で抽出さ

れた物理現象は，事故シーケンスグループに対して抽出されたものである

ため，ＳＡＦＥＲコードの解析結果を引き継ぐ物理現象を含んでいる。そ

のような物理現象は，ＳＡＦＥＲコードの説明資料で示す。 

以下に，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。また，減速材直接発熱は核

分裂で発生するエネルギのうち，減速材の発熱に寄与する割合はきわめて

小さい。したがって，核分裂出力は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと

考えられる。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事象発生後スクラムするまでの時間が短

く，通常運転時からの出力分布変化に対する影響が小さい。したがって，

出力分布変化は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 
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(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，反応度フィー

ドバック効果は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，制御棒反応度

及び制御棒速度は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。 

 

(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，事故後長期における炉心露出後の燃料被

覆管温度上昇時の原子炉出力は崩壊熱となる。したがって，崩壊熱は燃料

被覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事象発生後早期に原子炉

がスクラムし未臨界となるため，核熱水力不安定事象は発生しない。した

がって，核的な三次元効果は燃料被覆管温度に影響を与えない。 
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(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，事故直後における燃

料棒内の熱を冷却材に放出する燃料ペレット径方向発熱密度分布，燃料ペ

レット・燃料被覆管内熱伝導及び燃料ペレット－燃料被覆管のギャップ熱

伝達の影響は小さい。したがって，燃料棒内温度変化は燃料被覆管温度に

対し重要度が低いと考えられる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，崩壊熱による燃料の

発熱及び燃料棒表面から冷却材への熱伝達が燃料被覆管温度変化の支配的

要因になる。原子炉減圧後の減圧沸騰により二相流動状態となった場合に

は，二相壁面熱伝達により冷却される。また，炉心が露出した場合には，

蒸気単相流，燃料棒間の輻射熱伝達により冷却される。露出した燃料棒周

囲の蒸気が過熱され気液熱非平衡状態となる可能性があり，燃料棒表面熱

伝達に影響する。燃料被覆管温度が高温になり，燃料棒の膨れ・破裂が発

生する場合は，燃料棒やチャンネルボックスの幾何学的配置を考慮したよ

り詳細な輻射熱伝達計算が必要となる。したがって，燃料棒表面熱伝達は

燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。 

 

(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，給水流量の全喪失あるいは小破断

ＬＯＣＡを起因事象としており，炉心流量の減少は緩やかに変化し，事故

直後に原子炉がスクラムし原子炉出力が低下するため，燃料集合体で核沸
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騰からの離脱が発生する可能性は低い。一方，事故後長期において炉心が

露出する場合には，燃料被覆管温度が上昇するが，原子炉注水により炉心

が再冠水することによって，最終的には核沸騰状態に遷移して冷却され

る。したがって，沸騰遷移は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えら

れる。なお，沸騰遷移は，輻射熱伝達を除き，原子炉冷却材と燃料被覆管

表面の熱伝達としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理現

象である。 

 

(10) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，燃料被覆管が高温に

なるとジルコニウム－水反応による発熱量が増加すると考えられる。しか

し，代替注水設備等の原子炉注水により炉心が冷却され，燃料被覆管温度

はジルコニウム－水反応が顕著になるほど上昇しない。したがって，燃料

被覆管酸化は燃料被覆管温度に対し重要度が中程度と考えられる。 

 

(11) 燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスでは，事象発生後早期に原子炉がスク

ラムし未臨界となるため，燃料ペレットが膨張することはなくＰＣＭＩは

発生しない。燃料被覆管が高温になり，燃料棒内圧の上昇に伴う膨れ・破

裂が発生する場合には，燃料棒間の輻射熱伝達への影響，燃料集合体内の

流路減少による冷却への影響がある。破裂が発生する場合には，燃料被覆

管内面酸化による反応熱への影響が考えられるが，崩壊熱に比べて燃料被

覆管温度への寄与は小さい。燃料被覆管の破裂により核分裂生成物が原子

炉格納容器内に放出されると，格納容器内雰囲気放射線モニタにより炉心
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損傷の判断を実施した場合，格納容器スプレイや格納容器ベントの操作タ

イミングに影響することとなる。ただし，この操作は事象発生後早期に行

うものではない。したがって，燃料被覆管変形は燃料被覆管温度に対し重

要度は中程度と考えられる。 

 

(12) 三次元効果［炉心（燃料）］ 

 本物理現象は，横方向及び縦方向からの輻射熱伝達の効果を意味してい

る。評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出

する場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，炉心が露出した場

合には，燃料棒間及びチャンネルボックスとの輻射による冷却の寄与が大

きくなる。有効性評価で用いるＣＨＡＳＴＥコードでは，ＳＡＦＥＲコー

ドの解析結果から燃料被覆管温度が最も厳しくなるノードを含む一断面に

ついて横方向の輻射熱伝達のみを考慮して評価しており，縦方向の輻射熱

伝達を考慮するよりも燃料被覆管最高温度を高く評価する。したがって，

輻射伝熱に関する三次元効果は，輻射伝熱量が増加するため，燃料被覆管

温度に与える影響は結果を厳しくするものではなく重要度が低いと考えら

れる。 

 

(13) 沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，サブクールボイドの発生

は燃料被覆管温度に影響しない。原子炉減圧操作を実施した場合には，下

部プレナム等で減圧沸騰（フラッシング）が発生する。これに伴い発生し

たボイドにより形成された二相水位はボイド率変化に応じて変化する。し

たがって，沸騰・ボイド率変化は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考
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えられる。 

 再循環ポンプトリップ及び代替注水設備等による原子炉注水により，原

子炉圧力容器下部で温度成層化が発生する可能性があるが，事故後長期に

おいては十分に混合され影響は無視できる。なお，沸騰・ボイド率変化

は，輻射熱伝達を除き，原子炉冷却材と燃料被覆管表面の熱伝達としてＳ

ＡＦＥＲコードから引き継がれる物理現象である。 

 

(14) 気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，原子炉減圧操作に伴う下部プレナ

ムフラッシングが発生する事象であり，フラッシングにより発生したボイ

ドを含む二相水位の変化は，炉心露出時の燃料被覆管温度に影響がある。

したがって，気液分離（水位変化）は燃料被覆管温度に対し重要度が高い

と考えられる。 

 一方，炉心上部での気液対向流制限（以下「ＣＣＦＬ」という。），Ｃ

ＣＦＬブレークダウンは，事象進展が緩やかなこと及び代替注水設備等に

よる原子炉注水はダウンカマ又は炉心バイパス領域に注水されるため発生

しない。炉心スプレイ系による原子炉注水が行われる場合には発生する可

能性があるが，短期間であるため影響は小さい。また，炉心に冷却水が保

持され水位が形成されている場合で，かつ，下部プレナムにも水位が形成

される場合には，炉心下部でＣＣＦＬが発生する可能性があるが，原子炉

減圧操作を経て炉心が再冠水する過程では事象進展が緩やかであり，下部

プレナムに顕著な水位が形成されることはないため，炉心下部のＣＣＦＬ

は発生しない。したがって，対向流は燃料被覆管温度に対し重要度が低い

と考えられる。なお，気液分離（水位変化）・対向流は，炉心露出開始時

間及び炉心再冠水時間としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれ
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る物理現象である。 

 

(15) 気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であるため，露出した燃料棒周囲

の蒸気が過熱され気液熱非平衡状態となる可能性がある。炉心の一部で発

生した過熱蒸気は，上部プレナムから炉心シュラウド外に至る経路におい

て飽和蒸気になると考えられ，熱流動挙動への影響は小さいと考えられ

る。しかしながら，気液熱非平衡の影響は，(8)でも述べたように燃料棒表

面熱伝達に影響するため燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えられ

る。なお，気液熱非平衡は，原子炉冷却材と燃料被覆管表面熱伝達として

ＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(16) 圧力損失［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故直後に再循環ポンプ

がトリップし炉心流量が早期に低下するため，炉心部の圧力損失の影響は

小さい。また，炉心バイパス部は，局所的な圧力損失は小さい。したがっ

て，圧力損失は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。なお，

圧力損失は熱流動特性である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析結

果から引き継がれる物理現象である。 

 

(17) 三次元効果［炉心（熱流動）］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，露出した炉心が再冠水す

る過程においては，炉心中心部の一部の出力の高い燃料集合体では気液並
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行上昇流，周辺の出力の低い燃料集合体では下降流，その他多くの燃料集

合体では気液対向流が生じる可能性がある。これらの炉心の三次元的な流

動状態により燃料集合体の冷却状態に差異が生じる。したがって，三次元

効果は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと考えられる。なお，三次元効

果は熱流動特性である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から

引き継がれる物理現象である。 

 

(18) 冷却材流量変化［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故直後に再循環ポンプ

がトリップし炉心流量が早期に低下するため，強制循環時の冷却材流量変

化の影響は小さい。また，事故後長期において炉心が露出する場合には，

原子炉水位が低下して炉心シュラウド内外の自然循環が維持できないた

め，自然循環時の冷却材流量変化の影響は小さい。したがって，冷却材流

量変化は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。なお，冷却材

流量変化は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコー

ドの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(19) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，主蒸気逃がし安全弁（以下「ＳＲ

Ｖ」という。）を使用した原子炉の急速減圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材

放出により炉心露出が発生し，燃料被覆管温度が上昇する可能性がある。

また，原子炉減圧に伴い低圧注水量が変化するため，炉心冷却への影響が

大きい。したがって，冷却材放出は燃料被覆管温度に対し重要度が高いと

考えられる。なお，冷却材放出（臨界流・差圧流）は原子炉圧力容器内挙

動である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる
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物理現象である。 

 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド率変化［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＳＲＶを使用した原子炉の急速減

圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材放出による原子炉減圧があり，減圧沸騰に

よる各部の蒸気発生とボイド率変化が二相水位に影響する。また，原子炉

への冷却水の注水により蒸気が凝縮される。炉心以外の領域の沸騰・凝

縮・ボイド率変化は燃料被覆管温度に対し，重要度は中程度と考えられ

る。なお，沸騰・凝縮・ボイド率変化は原子炉圧力容器内挙動である原子

炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理現象であ

る。 

 

(21) 気液分離（水位変化）・対向流［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。炉心以外の領域の気液分

離（水位変化）・対向流は燃料被覆管温度に対し，重要度が中程度と考え

られる。なお，気液分離（水位変化）・対向流は原子炉圧力容器内挙動で

ある原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理

現象である。 

 

(22) 気液熱非平衡［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。しかし，炉心以外の領域

の気液熱非平衡は燃料被覆管温度に対し影響はない。なお，気液熱非平衡

は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの解析
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結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(23) 圧力損失［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，事故後長期において炉心が露出す

る場合に燃料被覆管温度が上昇する事象である。しかし，炉心以外の領域

の圧力損失は燃料被覆管温度に対し直接的な影響はないため，重要度が低

いと考えられる。なお，圧力損失は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧

力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(24) 構造材との熱伝達［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＳＲＶを使用した原子炉の急速減

圧あるいはＬＯＣＡ後の冷却材放出により原子炉が減圧され，構造材から

冷却材への熱伝達が発生する。しかし，崩壊熱に比べて寄与は小さい。し

たがって，構造材との熱伝達は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考え

られる。なお，構造材との熱伝達は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧

力としてＳＡＦＥＲコードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(25) 非常用炉心冷却系（以下「ＥＣＣＳ」という。）注水（給水系・代替注

水設備含む）［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，ＥＣＣＳ又は代替注水設備による

原子炉注水により炉心が冷却される事象である。したがって，ＥＣＣＳ

（給水系・代替注水設備含む）による原子炉注水は燃料被覆管温度に対し

重要度が高いと考えられる。なお，ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備

含む）は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコード

の解析結果から引き継がれる物理現象である。 
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(26) ほう酸水による拡散［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれもほう酸水による注入を考慮

していないため，ほう酸水による拡散は燃料被覆管温度に影響を与えない。 

 

(27) 三次元効果［原子炉圧力容器］ 

 評価する具体的な事故シーケンスは，いずれも事故後長期において炉心

が露出する場合に燃料被覆管温度が上昇する事象であり，炉心流量急減過

程において下部プレナム内の流量配分が不均等になる場合があるが，事故

直後に再循環ポンプがトリップするため影響は小さい。したがって，三次

元効果は燃料被覆管温度に対し重要度が低いと考えられる。なお，三次元

効果は原子炉圧力容器内挙動である原子炉圧力としてＳＡＦＥＲコードの

解析結果から引き継がれる物理現象である。 
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表 2-2 炉心損傷防止対策の有効性評価の物理現象のランク 

事故シーケンス
燃料被覆管の温度が

高温となる事象 

分類 
評価指標 

 物理現象 
燃料被覆管温度 

炉心 

(核) 

(1) 核分裂出力 Ｌ 

(2) 出力分布変化 Ｌ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｌ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｌ 

(5) 崩壊熱 Ｈ 

(6) 三次元効果 Ｉ 

炉心 

(燃料) 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｌ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｈ※ 

(9) 沸騰遷移 Ｈ※ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｍ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｍ 

(12) 三次元効果 Ｌ 

炉心 

(熱流動) 

(13) 沸騰・ボイド率変化 Ｈ※ 

(14) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｈ※ 

(15) 気液熱非平衡 Ｈ※ 

(16) 圧力損失 Ｌ 

(17) 三次元効果 Ｈ※ 

原子炉 

圧力 

容器 

(逃がし

安全弁を

含む) 

(18) 冷却材流量変化 Ｌ 

(19) 冷却材放出（臨界流・差圧流） Ｈ※ 

(20) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｍ※ 

(21) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｍ※ 

(22) 気液熱非平衡 Ｉ 

(23) 圧力損失 Ｌ 

(24) 構造材との熱伝達 Ｌ 

(25) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水

設備含む） 

Ｈ※ 

(26) ほう酸水による拡散 Ｉ 

(27) 三次元効果 Ｌ 

※ ＳＡＦＥＲコードから引き継ぐ物理現象についての解析モデル，妥当

性確認等についてはＳＡＦＥＲコードに記載する。 
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3．解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＣＨＡＳＴＥコードは，燃料集合体軸方向の任意の一断面で燃料ペレッ

ト，燃料被覆管，チャンネルボックス等の温度計算を行うコードである。

本コードは，燃料ペレットを半径方向に最大９ノードに分割し，燃料集合

体内燃料棒を全て１本ごとに取り扱い，その熱的相互作用（輻射）も考慮

している。また，ジルコニウム－水反応を Baker-Just の式によって計算

し，表面の酸化量を求める。さらに，燃料棒内の圧力を計算することによ

って，燃料被覆管の膨れと破裂の有無を評価し，破裂が起きた場合には，

燃料被覆管の内面に対してもジルコニウム－水反応を考慮する。 

炉心のヒートアップ解析には通常ＳＡＦＥＲコードが用いられるが，Ｃ

ＨＡＳＴＥコードは，燃料被覆管の温度が高温となり，より詳細な温度計

算が必要な場合に用いられる。ＳＡＦＥＲコードでは燃料集合体内の燃料

棒は平均出力燃料棒と高出力燃料棒の２種類しか取り扱わないが，ＣＨＡ

ＳＴＥコードでは燃料棒やウォータロッドとチャンネルボックスの幾何学

的配置（７×７，８×８，９×９格子配列に適用可能）を考慮しているた

め，燃料集合体内の全ての燃料棒を１本ごとに取り扱うことが可能であ

り，燃料棒間及び燃料棒－チャンネルボックス間の詳細な輻射熱伝達計算

を実施して，燃料棒１本ごとの温度評価が可能である。 

本コードは燃料集合体の一断面での温度評価を行うコードのため，プラ

ントの挙動はＳＡＦＥＲコードから境界条件として引き継ぐ。 

本コードの入力は，燃料集合体及び炉心に関するデータ，過渡特性（原

子炉出力の時間変化，原子炉圧力の時間変化，炉心露出時間及び再冠水時

間，炉心スプレイ系による冷却開始時間，対流熱伝達係数変化等）があ

る。燃料被覆管温度は，ＳＡＦＥＲコードから引き継がれる対流熱伝達と



 

2-20 

ＣＨＡＳＴＥコードにより計算される輻射熱伝達の合計の熱伝達係数に基

づいて計算される。対流熱伝達係数変化等がＳＡＦＥＲコードから引き継

がれて入力されることに伴い，ＳＡＦＥＲコードでのモデル及び解析条件

の保守性が境界条件として引き継がれる。出力として，燃料被覆管最高温

度，燃料被覆管酸化量等が求められる。 

なお，ＣＨＡＳＴＥコードは「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能

評価指針」で妥当性が認められているモデルを使用しており，ＢＷＲ型プ

ラントのＥＣＣＳ性能評価解析（ＬＯＣＡ解析）に適用されている。 

  

3.2 重要現象に対する解析モデル 

2 章において重要現象に分類された物理現象（表 2-2 で「Ｈ」及び「Ｍ」

に分類された物理現象）について，その物理現象を評価するために必要と

なる解析モデルを表 3-1 に示す。 
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表 3-1 重要現象に対する解析モデル 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

炉心 

（核） 

崩壊熱 崩壊熱モデル 

炉心 

（燃料） 

燃料棒表面熱伝達 対流熱伝達モデル ＳＡＦＥＲコ

ードの解析結

果を引き継ぐ

ため対象外 

輻射熱伝達モデル 燃料棒間，燃

料棒－チャン

ネルボックス

間の輻射熱伝

達評価モデル

（燃料被覆管

の 変 形 も 考

慮）※ 

燃料被覆管酸化 ジルコニウム－水反応モデル 

燃料被覆管変形 膨れ・破裂評価モデル 

※ ＳＡＦＥＲコードでは，高出力燃料棒から平均出力燃料棒及び平均出力燃

料棒からチャンネルボックスへの輻射熱伝達のみを評価している。 
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3.3 解析モデル(１)(２) 

ＣＨＡＳＴＥコードの主要な計算モデルを表 3-2 に示す。 

 

3.3.1 計算モデル 

3.3.1.1 ノード分割 

ヒートアップ計算は，燃料集合体の軸方向の任意の一断面について行

う。この断面はさらに，次のようにノード分割する。 

 

（1）燃料棒グループ 

燃料棒は，１本ごとに取り扱う。燃料集合体断面における燃料棒及びウ

ォータロッドを全て考慮し図 3-1 のように燃料棒グループに分けて取り扱

う。９×９配列型燃料集合体の場合，対称性から 45 グループに分けること

ができる。 
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図 3-1 燃料集合体の燃料棒グループ分け 

（９×９燃料（Ａ型）の例，斜線はウォータロッド） 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

2 10 11 12 13 14 15 16 17

4 12 19 25 28 29 30

5 13 20 34 35

6 14 21 36 37 38 39

7 15 22 28 33 37 40 41 42

8 16 23 29 34 38 41 43 44

9 17 24 30 35 39 42 44 45

3 11 18 19 20 21 22 23 24

33 
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（2）燃料ペレット 

燃料棒は，燃料ペレットとジルカロイ製被覆管からなる。燃料ペレット

は，ペレット中心とペレット表面を含め，半径方向に等間隔で最大９ノー

ドに分け，温度分布，熱伝導を計算する。図 3-2に燃料ペレットのノード分

割を示す。 

 

（3）燃料被覆管 

燃料被覆管は，図 3-2のように，燃料被覆管の内表面と外表面の二つにノ

ード分割する。燃料被覆管温度は，両表面温度の平均とする。なお，燃料

被覆管は，酸化層及び非酸化層に区別して熱伝導を計算する。 

 

（4）チャンネルボックス 

チャンネルボックスは，図 3-2のように，内表面と外表面の二つにノード

分割する。 

 

（5）ウォータロッド 

  ウォータロッドは，燃料被覆管と同様に内表面と外表面の二つにノード

分割する。 

 

  



 

2-25 

 

 

（燃料ペレット及び被覆管）      （チャンネルボックス） 

 

図 3-2 燃料棒及びチャンネルボックスのノード分割 

 

  

チャンネルボックス
外表面 

チャンネルボックス

内表面 

被覆管 燃料ペレット 

ペレット－被覆管
ギャップ 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

燃料表面
燃料中心 

被覆管
内表面 

被覆管
外表面 



 

2-26 

3.3.1.2 熱伝導方程式 

燃料棒内の温度分布の計算は，燃料ペレット，燃料被覆管及びチャンネ

ルボックスの径方向に対して円筒一次元熱伝導方程式を用いる。ただし，

これは径方向のみで，軸方向及び周方向の熱伝導は無視している。この方

程式は次式で与えられる。 

Q
r
T

r
k

r
Tk

rt
TC    （3.3.1.2-1） 

  ここで， 

 ： 密度 

C  ： 比熱 

T  ： 温度 

t  ： 時間 

r  ： 半径方向距離 

k  ： 熱伝導率 

Q  ： 発熱量 

 

この式はＳＡＦＥＲコードで用いられているものと同じである。 
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3.3.1.3 ギャップ熱伝達 

過渡時の燃料ペレット－燃料被覆管ギャップ熱伝達係数は，定常時のギ

ャップ熱伝達係数評価モデルと同じ，Ross and Stoute に基づくモデル（４）

を用いて計算する。ギャップ熱伝達係数は次の３成分からなるとする。 

rfsg hhhh      （3.3.1.3-1） 

  ここで， 

gh  ： ギャップ熱伝達係数 

sh  ： 燃料と燃料被覆管の接触による熱伝達成分 

fh ： ギャップ中のガスの熱伝導による熱伝達成分 

rh  ： 燃料と燃料被覆管の間の輻射による熱伝達成分 

 

なお，ギャップ熱伝達係数の初期値及び過渡計算に用いるギャップ内の

ガス組成等は，燃料棒熱機械設計コード PRIME Ver.1（以下「ＰＲＩＭＥ」

という。）（５）（６）から引き継ぐ。 

 

（1）固体接触による熱伝達成分（ sh ） 

燃料ペレットと燃料被覆管の接触による熱伝達係数は次式により計算す

る。 

40 RHA
PKh

m

cm
s

・・

・
     （3.3.1.3-2） 

ここで， 

cP  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の接触圧力 

0A  ： 定数 

mH ： 燃料被覆管メイヤー硬さ 

mK ： 燃料ペレットと燃料被覆管の平均熱伝導率 
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pc

pc
m KK

KK
K

・2
 

cK  ： 燃料被覆管熱伝導率 

pK ： 燃料ペレット熱伝導率 

4R  ： 表面粗さ係数 

 

4/122

4 2
pc RR

R  

cR  ： 燃料被覆管内表面粗さ 

pR  ： 燃料ペレット表面粗さ 

 

（2）ガスによる熱伝達成分（ fh ） 

ギャップ中のガスの熱伝導による熱伝達係数は次式により計算する。 

effpc

f
f RggRRC

K
h

21

  （3.3.1.3-3） 

  ここで， 

fK  ： 混合ガスの熱伝導率 

C  ： 燃料ペレット－燃料被覆管接触圧に関する定数 

cR ， pR  ： 燃料被覆管内表面粗さ及び燃料ペレット外表面粗さ 

21 gg  ： 混合ガスの温度ジャンプ距離 

effR  ： 燃料ペレットと燃料被覆管の実効半径ギャップ 

 

（3）輻射による熱伝達成分（ rh ） 

燃料ペレットと燃料被覆管の間の輻射による熱伝達係数は次式により計

算する。 

))(111(

)( 44

cp
pc

cp
r

TT

TT
h     （3.3.1.3-4） 

ここで， 
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 ： Stefan-Boltzmann 定数 

pT  ： 燃料ペレット外表面温度 

cT  ： 燃料被覆管内表面温度 

c ： 燃料被覆管表面の輻射率 

p ： 燃料ペレット表面の輻射率 

 

3.3.1.4 対流熱伝達 

各燃料棒表面の対流熱伝達係数は，ＳＡＦＥＲコードの解析結果から時

間の関数として引き継いで用いる。 

 

3.3.1.5 輻射熱伝達 

輻射熱伝達モデルは，以下のような仮定としている。 

① 輻射伝熱は，水平方向二次元体系として，物体間の輻射伝熱を評価す

る。 

② 全ての物体の表面は灰色として，灰色体輻射係数を物体間の輻射率と

形態係数から設定する。 

③ 各物体の表面温度は一様とする。 

④ 物体から他の物体への輻射，及び，物体から他の物体に反射する輻射

熱は，水平方向二次元体系で等方的に反射される。 

⑤ 輻射率は，燃料棒間又は燃料棒－チャンネルボックス間に対し，ジル

コニウム合金の値を設定する。 

⑥ 形態係数は，幾何形状配置における全ての燃料棒に着目し，近接する

燃料棒，ウォータロッド及びチャンネルボックスに対して設定し，燃

料棒の膨れが生じた場合には，形状の変化に応じて再設定される。 

⑦ 部分長燃料棒は，部分長燃料棒の上部にも出力燃料棒※が存在すると
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仮定することで，発熱体からの放射及び輻射熱の反射効果が大きくな

り，除熱量が減少するため，輻射伝熱量は保守的に評価される。 

⑧ 炉心スプレイ等の作動により，蒸気が存在する場合には，蒸気又は液

滴による輻射熱の吸収は考慮しない。 

 

※ 部分長燃料棒の上部の出力設定として，部分長燃料棒の有効発熱

部上端を含む断面の出力分布を仮定する方法や，平均出力燃料棒の

出力を仮定する方法がある。 

 

（1）輻射熱伝達係数 

燃料棒間及び燃料棒－チャンネルボックス間の輻射による熱伝達を次の

ように評価する。 

物体 i から系内の全ての物体 j に対する等価輻射熱伝達係数は次式とな

る。 

44

1
, ji

JMAX

j
ji

sati
ir TTF

TT
h     （3.3.1.5-1） 

ここで， 

irh ,  ： 物体 i の等価輻射熱伝達係数 

JMAX ： 系内の物体 j の数 

jiF
 

： 物体 i から物体 j への灰色体輻射係数 

  （形態係数と輻射率から求まる） 

 ： Stefan-Boltzmann 定数 

iT
 ： 物体 i の表面温度（絶対温度） 

jT
 

： 物体 j の表面温度（絶対温度） 

satT
 ： 飽和温度（絶対温度） 
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（2）灰色体輻射係数 

（3.3.1.5-1）式中の灰色体輻射係数の算出法を記載する。 

物体 i からの輻射に起因して，物体 j に到達する輻射熱流束割合を ijH と

おく。物体 j での吸収される熱流束割合は jijH ，物体 j で反射される熱流

束割合は )1( jijH である。 

物体 i からの輻射に起因して，物体 j の単位面積から反射される熱流束割

合を ji R とおくと， )1( jijji HR より以下のように表される。 

j

ji
ij

R
H

1
      （3.3.1.5-2） 

ここで，輻射率と吸収率は同一であるため，物体 i からの輻射に起因し

て，物体 j で吸収される熱流束割合は（3.3.1.5-2）より以下のように表さ

れる。 

j

j
jijij RH
1

     （3.3.1.5-3） 

灰色体輻射係数 jiF は，物体 i からの輻射熱流束が物体 j で吸収される割

合であり，（3.3.1.5-3）式より次式が成立する。 

j

j
jjijii ARFA
1

     （3.3.1.5-4） 

ここで， 

iA  ： 物体 i の表面積 

jA  ： 物体 j の表面積 

ji R  ： 物体 i からの輻射に起因して，物体 j の単位面積か

ら反射される熱流束割合 

j  ： 物体 j の輻射率 

（燃料被覆管及びチャンネルボックスの乾いた状

態の輻射率として 0.67，水膜で濡れた状態の輻射

率として 0.96 を用いる。添付２に輻射率の妥当性

を示す。） 
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jiF
 

： 物体 i から物体 j への灰色体輻射係数 

  （形態係数と輻射率から求まる） 

 

ji R が決まれば，物体 i から物体 j への灰色体輻射係数 jiF が求まる。 ji R

は物体 i から直接物体 j に到達する輻射，及び，物体 i から他の物体で反射

して物体 j に到達する輻射を考慮して，熱バランスから次のように求められ

る。 

iii fKR 1
     （3.3.1.5-5） 

Ｎ個の物体についての表面積，輻射率及びＮ×Ｎ個の形態係数がわかれ

ば，Ｎ個の行列方程式を解くことにより，全ての i と j について，輻射によ

る熱流束割合 ji R が求まる。そして，灰色体輻射係数は（3.3.1.5-4）式か

ら求めることができる。 

 

ここで， 
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)1/(1 ii  

ijf  ： 物体 i から物体 j への形態係数 
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（3）形態係数 

形態係数の計算は，燃料集合体の燃料棒配列に基づき四つのグループに

分類して行う。図 3-3 に形態係数計算体系を示す。 

 

ａ．第 1近接（隣接）燃料棒 

図 3-3における燃料棒①と②の関係であり，燃料棒間に障害となる他の

燃料棒はない。対象となる燃料棒は着目燃料棒の位置により異なるが，

最大４本である。 

ｂ．第２近接燃料棒 

図 3-3における燃料棒①と③の関係であり，燃料棒間には障害となる燃

料棒が２本（第１近接燃料棒②と⑤）存在する。対象となる燃料棒は最

大４本である。 

ｃ．第３近接燃料棒 

図 3-3における燃料棒①と④の関係であり，燃料棒間には障害となる燃

料棒が２本（第１近接燃料棒⑤と第２近接燃料棒③）存在する。対象と

なる燃料棒は最大８本である。 

ｄ．チャンネルボックス 

チャンネルボックスは，４本の第１近接（隣接）燃料棒，４本の第２

近接燃料棒及び８本の第３近接燃料棒が全て揃わない位置の燃料棒との

関係になる。チャンネルボックスは１ノードとして扱い，自身への形態

係数も含める。 

 ｅ．ウォータロッド 

   ウォータロッドは，燃料棒と同様に形態係数を求める。太径ウォータ

ロッドについても，その座標及び径から形態係数が求められる。 
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 ｆ．部分長燃料棒 

   輻射伝熱の観点からは，稠密体系の方が燃料被覆管温度を高めに評価

するため，部分長燃料棒より上部にも出力燃料棒が存在すると仮定す

る。 

 

着目燃料棒と第１近接燃料棒及び第２近接燃料棒間の形態係数は，円筒

形のピンの形態係数を計算するＶＩＥＷＰＩＮコード（７）のモデルを使用し

て計算する。また，着目燃料棒と第３近接燃料棒又はチャンネルボックス

間の形態係数は，着目燃料棒の形態係数の総和が 1.0となることから逆算し

て求められる。 

 

以上から，ＣＨＡＳＴＥコードの輻射熱伝達モデルは，有効性評価解析

で必要となる燃料集合体断面の幾何学的配置を考慮した，燃料被覆管，チ

ャンネルボックスのより詳細な温度評価が可能であり，燃料棒の膨れによ

る変形も考慮することができる。したがって，有効性評価解析に適用可能

なものであると考えている。 
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図 3-3 ＣＨＡＳＴＥコードの輻射熱伝達計算における形態係数計算体系 

 

  

チャンネル
ボックス   第１近接 第２近接 第３近接 
       燃料棒  燃料棒  燃料棒 

2 3 

5 1 

4 
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3.3.1.6 熱源 

燃料内での熱発生量は，崩壊熱の時間変化により変わり，次式で与えら

れる。 

   00 / QQFPVQ ff      （3.3.1.6-1） 

  ここで， 

Q  ： 燃料の崩壊熱 

fV  ： 燃料ノードの体積 

0P  ： 燃料棒線出力密度 

fF  ： 出力ピーキング 

0/ QQ ： 規格化した崩壊熱 

 

なお，上式の規格化した崩壊熱は，核分裂による発生熱，核分裂生成物

の崩壊熱及びアクチニドの崩壊熱を含み，初期出力に対する割合を時間の

関数として入力する。 

  有効性評価では，核分裂による出力変化はＲＥＤＹ等により計算される

運転時の異常な過渡変化あるいは設計基準事故の出力変化，崩壊熱は

ANSI/ANS-5.1-1979(3) に基づく計算結果を使用する。 

 

3.3.1.7 ジルコニウム－水反応 

燃料被覆管温度が高くなると，ジルコニウム－水反応による発熱が顕著

になるが，これによる発熱量及び酸化量は，以下の Baker-Just の式（8）によ

り計算する。この場合，燃料被覆管の温度上昇に伴う膨れを計算し，燃料

被覆管に破裂が発生する場合は，その時点以降，燃料被覆管の外面だけで

なく内面においてもジルコニウム－水反応が生じるものとし，Baker-Just
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の式を適用する。 

 

（1）酸化割合 

ジルコニウム－水反応は，蒸気の供給不足により制限されることがない

ものと仮定する。燃料被覆管の酸化厚さの割合は，次式で計算する。 

   
Rox

ox
T
R

th
Rth 21 exp     （3.3.1.7-1） 

  ここで， 

oxth  ： 酸化厚さの割合 

oxth  ： 酸化厚さ 

RT  ： 燃料被覆管温度 

21 , RR  ： Baker-Just の式に基づく定数 

 

（2）発熱割合 

ジルコニウム－水反応による反応熱は水や蒸気が持続的に供給され得る

と仮定する。この二つの仮定により反応熱を大きく見積もる。 

化学反応式は次式で与えられる。 

 HHZrOOHZr 222 22    

ここで， H は反応熱であり，燃料被覆管温度の関数として次式で表わさ

れる。 

 )273(43 TRRH    （3.3.1.7-2） 

ここで， 

43 , RR  ： Baker-Just の式に基づく定数 

T  ： 燃料被覆管温度 
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発熱割合は，反応熱と燃料被覆管酸化量割合の積であり，燃料被覆管酸

化量割合は燃料被覆管の密度，表面積及び酸化厚さ割合の積である。 

したがって，発熱割合は次式で与えられる。 

oxzrzrR thAHMHQ ・・・・    （3.3.1.7-3） 

ここで， 

RQ  ： 発熱割合 

H ： 反応熱 

zrM ： 燃料被覆管酸化量割合 

Zr  ： 燃料被覆管密度 

A  ： 燃料被覆管表面積 

oxth ： 酸化厚さ割合 

 

3.3.1.8 燃料被覆管の膨れ，破裂 

ＣＨＡＳＴＥコードは，過渡時の燃料被覆管の膨れ，破裂を考慮してい

る。燃料被覆管の膨れは，燃料棒プレナム部とギャップ部の温度及び体積

から燃料棒内圧を評価し，燃料被覆管内外圧力差から燃料被覆管の周方向

応力を求め，燃料被覆管の歪量をこの周方向応力に基づき求めている。ま

た，燃料被覆管の破裂は実験に基づく周方向応力の限界曲線に基づいて判

定する。 

 

（1）燃料棒内圧 

燃料棒内圧は，燃料棒プレナム部とギャップ部の圧力が等しいとして，

温度及び体積の変化を考慮して次式で計算する。 

P

P

F

F
g

T
V

T
V

RNP ・
     （3.3.1.8-1） 
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  ここで， 

gP ： 燃料棒内圧 

FV ： 燃料棒ギャップ体積 

PV ： 燃料棒プレナム体積 

FT ： 燃料棒ギャップ温度 

PT  ： 燃料棒プレナム温度 

N  ： 燃料棒内ガスのモル数 

R  ： 気体定数 

 

（2）燃料被覆管の周方向応力 

燃料被覆管の周方向応力は，燃料棒内外圧差より次式で計算する。ここ

で，冷却材圧力はＳＡＦＥＲコードの解析結果から時間の関数として引き

継いで用いる。 

  PP
t

Di
g2

     （3.3.1.8-2） 

 ここで， 

 ： 周方向応力 

Di ： 燃料被覆管内径 

t  ： 燃料被覆管肉厚 

gP ： 燃料棒内圧 

P  ： 冷却材圧力 

 

（3）燃料被覆管の歪 

燃料被覆管の歪は，弾性領域では燃料被覆管の周方向応力から次式によ

り計算する。 
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2

1
E

      （3.3.1.8-3） 

 ここで， 

 ： 燃料被覆管の歪 

 ： 燃料被覆管の周方向応力 

E  ： ヤング率 

 ： ポアソン比 

 

また，塑性変形は，Hardy 等の実験データに基づき燃料被覆管破裂を起こ

す温度より 200°F 低い温度に達した時点から始まるとする。図 3-4 に破裂

前の燃料被覆管の歪を温度（破裂温度－燃料被覆管温度）の関数として示

す。図中の実線より，燃料被覆管温度での歪量が求まる。 

 

（4）燃料被覆管の破裂 

燃料被覆管の破裂は，燃料被覆管の温度が上昇して燃料被覆管の内圧に

よる周方向応力がその温度における引張り強さを超えた時点で発生する。

図 3-5に燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管周

方向応力の関係を示す。燃料被覆管の破裂は，実験データのベストフィッ

ト曲線に基づいて判定する。 

 

破裂後の最終的な変形量は，破裂以前の燃料棒内外圧差によって異な

る。したがって，実験データを燃料被覆管の周方向応力で整理することに

より以下の値としている。 
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低応力領域（ psi1500 ）； 23.0LE  （内側燃料棒） 

    16.0LE  （外側燃料棒） 

高応力領域（ psi1500 ）； 15.0LE  （内側燃料棒） 

    11.0LE  （外側燃料棒） 

ここで， は燃料被覆管の周方向応力， LE は半径方向の歪量を初期の半

径で割ったものである。 
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図 3-4 塑性変形量と破裂前の燃料被覆管温度の関係 
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図 3-5 燃料棒に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と 

燃料被覆管応力の関係 
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表 3-2 ＣＨＡＳＴＥコードの計算モデル一覧 

項 目 計算モデル 

ノード 

分割 

燃料集合体 軸方向の任意の一断面の燃料棒，ウォータロ

ッド及びチャンネルボックスを模擬し，燃料

棒を全て１本ごとに取り扱う（図 3-1） 

燃料棒 燃料ペレットを半径方向に最大９ノードに分

割（図 3-2） 

燃料ペレット及び燃料被覆管の径方向に対

し，円筒一次元熱伝導方程式を用いる 

熱伝達 

モデル 

ギャップ熱伝達 過渡変化は Ross and Stoute に基づくモデル

を用いる 

なお，ギャップ熱伝達係数の初期値及び過渡

計算に用いるギャップ内のガス組成等は燃料

棒熱機械設計コードＰＲＩＭＥから引き継ぐ 

対流熱伝達 ＳＡＦＥＲコードの解析結果から時間の関数

として引き継ぐ 

輻射熱伝達 解析対象の評価位置断面が露出した以降は，

燃料棒間及び燃料棒－チャンネルボックス壁

間の輻射熱伝達を考慮 

その他 熱源 核分裂による発生熱，崩壊熱及びジルコニウ

ム－水反応による発熱を考慮 

燃料棒出力は核分裂による発生熱と核分裂生

成物及びアクチニドの崩壊熱を考慮した燃料

棒出力時間変化データを入力 

ジルコニウム－

水反応 

Baker-Just の式 

膨れ・破裂 膨れは燃料被覆管周方向応力に基づき計算

し，破裂は燃料被覆管周方向応力のベストフ

ィット曲線により判定する（図 3-5） 
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3.4 入出力 

ＣＨＡＳＴＥコードの主要な入出力を図 3-6に示す。ＣＨＡＳＴＥコード

のインプットデータは以下のとおり構成される。ＣＨＡＳＴＥコードのイ

ンプットデータの元となる燃料データ，過渡特性を整理した解析条件を添

付１に示す。 

① 燃料データ（幾何形状，燃料棒出力，初期状態，局所出力及び燃焼度

分布，断面平均燃焼度，物性） 

② 過渡特性（原子炉出力，原子炉圧力及び燃料被覆管表面対流熱伝達係

数の時間変化，炉心露出及び再冠水時間） 

 

上記をインプットデータとして，炉心ヒートアップ解析を実施し，以下

のアウトプットデータを得る。 

① 燃料被覆管温度 

② ジルコニウム－水反応量（燃料被覆管酸化割合） 

 

  



 

2-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 ＣＨＡＳＴＥコードの入出力 

  

ＣＨＡＳＴＥ 

燃料被覆管温度 

ジルコニウム－水反応量 

（燃料被覆管酸化割合） 

 

（燃料データ） 

・幾何形状 

・燃料棒出力 

・初期状態 

・局所出力及び燃焼度分布 

・断面平均燃焼度 

・物性 

（過渡特性） 

・原子炉出力時間変化 

・原子炉圧力時間変化 

・対流熱伝達係数時間変化 

・炉心露出，再冠水時間 
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4．妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

ＣＨＡＳＴＥコードの評価マトリックスを表 4-1 に示す。表 4-1 は 2章で

重要現象に分類された物理現象を列挙している。各実験解析の内容につい

て詳細を 4.2 以降に示すが，それらの要約を 4.1.1，4.1.2 及び 4.1.3 に示

す。 

ＣＨＡＳＴＥコードは，ＢＷＲのＬＯＣＡを模擬したＥＣＣＳ冷却実験

結果と実験解析結果との比較により解析モデルの妥当性が確認されてい

る。 

 

重要現象に分類された物理現象のうち崩壊熱は，信頼性の高い評価モデ

ルと現実的な評価条件を使用して評価した値を事象発生後の原子炉出力変

化として入力している。このため，ＣＨＡＳＴＥコードにおける崩壊熱の

妥当性確認は不要とした。 

燃料棒表面熱伝達については，対流熱伝達はＳＡＦＥＲコードの解析結

果より引き継いでおり，ＬＯＣＡを模擬した実験結果における燃料被覆管

温度とＳＡＦＥＲコードによる実験解析結果を比較することにより，ＳＡ

ＦＥＲコードの熱伝達モデルの妥当性を確認していることから，ＣＨＡＳ

ＴＥコードにおける燃料棒表面熱伝達のうち対流熱伝達の妥当性確認は不

要とした。 

燃料被覆管酸化については，3.3.1.7 に記載したとおり，蒸気供給制限が

なく，反応温度まで上げるためのエネルギはないものと仮定し，反応量及び

反応熱を過大に評価するように選定した酸化反応速度式を採用している。そ

のため，ＣＨＡＳＴＥコードにおける燃料被覆管酸化の妥当性確認は不要と

した。 
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燃料被覆管変形については，3.3.1.8 に記載したとおり，燃料被覆管の歪

量を計算し，燃料被覆管の破裂を判定する破裂限界曲線には実験値とよく一

致するベストフィット曲線に基づき現実的な条件を適用していることから，

ＣＨＡＳＴＥコードにおける燃料被覆管変形の妥当性確認は不要とした。 

以上から，重要現象に対する妥当性確認については，ＢＷＲのＬＯＣＡ

を模擬したＥＣＣＳ冷却実験結果と実験解析結果との比較において，燃料

被覆管温度に着目してＣＨＡＳＴＥコードの妥当性を確認する。 

 

4.1.1 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験解析 

米国ＡＥＣ（現ＮＲＣ）の出資のもとに行われたＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ

実験により，ＢＷＲのＬＯＣＡ時のＥＣＣＳによる炉心冷却メカニズムの

解明と燃料被覆管温度を予測する炉心ヒートアップモデルの妥当性確認が

行われた。その結果，スプレイ冷却及び輻射の組み合わせによる熱伝達モ

デルにより，実験解析の結果は実験結果を上回ることを確認している。 

 

4.1.2 炉心冷却実験解析 

ＧＥ社による炉心スプレイ冷却と炉心再冠水冷却実験に基づき，炉心ヒ

ートアップ計算モデルの妥当性確認を行い，実験解析の大部分の結果が実

験結果を上回ることが確認された。また，実験と解析結果の主要な差は，

実験のスプレイ冷却が解析のスプレイ冷却に対して上回っていることによ

る。 

 

4.1.3 スプレイ冷却特性実験解析 

実機９×９燃料を模擬した実寸大の模擬燃料集合体実験装置を用いたス

プレイ冷却特性実験に基づき，炉心ヒートアップ計算モデルの妥当性確認
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が行われた。その結果，スプレイ冷却及び輻射の組み合わせによる熱伝達

モデルにより，実験解析の結果は実験結果を上回ることを確認している。 
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表 4-1 重要現象に対する妥当性確認方法 

分類 重要現象 解析モデル 

Ｂ
Ｗ
Ｒ
─
Ｆ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
Ｔ 

実
験
解
析 

炉
心
冷
却
実
験
解
析 

ス
プ
レ
イ
冷
却
特
性 

実
験
解
析 

Ｂ
Ｗ
Ｒ
の
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ 

模
擬
試
験 

炉心 
(核) 

崩壊熱※１ 崩壊熱モデル － － － － 

炉心 
(燃料) 

燃料棒表面熱
伝達 

対流熱
伝達モ
デル※１

ＳＡＦＥＲコード
の解析結果を引き
継ぐ 

－ － － －※２ 

輻射熱
伝達モ
デル 

燃料棒間，燃料棒
－チャンネルボッ
クス間の輻射熱伝
達評価モデル（燃
料被覆管の変形も
考慮） 

表 4-2 
図 4-4 
図 4-5 
図 4-6 

表 4-3 
表 4-4 
図 4-9 

図 4-14
図 4-15

－ 

燃料被覆管酸
化※１ 

ジルコニウム－水反応モデル － － － － 

燃料被覆管変
形※１ 

膨れ・破裂評価モデル － － － － 

炉心 
(熱流動) 

沸騰・ボイド
率変化 
気液分離（水
位変化）・対
向流 

二相流体の流動モデル － － － －※２ 

気液熱非平衡 対流熱
伝達モ
デル※１

ＳＡＦＥＲコード
の解析結果を引き
継ぐ 

－ － － －※２ 

原子炉 
圧力 
容器 

冷却材 放出
（臨界流・差
圧流） 

臨界流モデル － － － －※２ 

沸騰・凝縮・
ボイド率変化
気液分離（水
位変化）・対
向流 

二相流体の流動モデル － － － －※２ 

ＥＣＣＳ注水
（給水系・代
替注水設備含
む） 

原子炉注水系モデル － － － －※２ 

※１ 4.1 に記載の理由により，妥当性確認が不要である重要現象 

※２ ＳＡＦＥＲコードの評価範囲による物理現象であり，ＳＡＦＥＲコード

に記載する。  
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4.2 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験解析(９) 

(1) 概要 

米国ＡＥＣ（現在のＮＲＣ）の出資のもとにＧＥ社が行った実験であ

り，ＢＷＲ実機の７×７燃料集合体１体を実寸大で模擬し，ジルカロイ被

覆管を用いた５種類の集合体とステンレス製被覆管を用いた５種類の集合

体を電気加熱して，ＢＷＲのＬＯＣＡ時の条件を模擬した実験及び定常実

験を約 150ケース行った。実験は，集合体上部からのスプレイ冷却実験，集

合体下部からの冷却材流入による再冠水冷却実験及び両者を模擬した実験

の３種類が行われた。図 4-1 に実験装置を示す。 

本実験から，ＢＷＲのＬＯＣＡ時のＥＣＣＳ作動期間中の熱伝達メカニ

ズムの解明と被覆管温度を適切に予測可能な炉心ヒートアップ計算モデル

を開発した。また，モデルの妥当性確認も行われ，スプレイ冷却及び輻射

の組み合わせによる熱伝達モデルにより，実験解析の結果は実験結果を上

回ることを確認している。 

（BWR-FLECHT：The Boiling Water Reactor Full Length Emergency Cooling 

Heat Transfer test program） 

 

(2) 実験条件 

ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験の主要な条件を以下に示す。 

① 冷却モード  上部スプレイ，再冠水，スプレイと再冠水 

② 模擬燃料集合体形状 実機ＢＷＲの実寸大７×７型 

③ 模擬燃料被覆管材質 ステンレス鋼，ジルカロイ-２ 

④ 冷却材流量  集合体当たりスプレイ流量：2.45～5.0 gpm 

冠水速度：１～６ inch/s 

スプレイと冠水：3.25 gpm，6.0 inch/s 
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⑤ 冷却開始時の被覆管温度 875～2250°F（約 468～1232℃） 

⑥ 集合体出力  100～325 kW 

⑦ 被覆管最高温度  1300～2700°F（約 704～1482℃） 

⑧ 模擬燃料棒内ガス圧力 加圧なし 

⑨ 系統圧力   15～300 psia 

 

なお，ジルカロイ被覆管の集合体は，４種類の集合体がスプレイ冷却の

条件下で実験され，ステンレス鋼被覆管の集合体はスプレイ及び再冠水冷

却の条件下で実験された。 

 

(3) 妥当性確認結果 

炉心ヒートアップ計算モデルによる解析は，ジルカロイ被覆管を用いた

スプレイ冷却実験３ケースについて実施している。実験解析の例として，

表 4-2に集合体（Zr2K）を使用した実験結果（最高温度及び発生時間）と解

析結果の比較を示す。炉心ヒートアップ計算モデルは，ジルコニウム－水

反応量（被覆管の酸化量）計算として Baker-Just の式が組み込まれている

が，ＦＬＥＣＨＴ実験から，Baker-Just の式で計算される酸化量は，実験

値の約２倍大きい値となることが分かった。したがって，実験解析では許

認可解析用の計算条件（100％MWR）の他に，ジルコニウム－水反応量を 1/2

としたケース（50％MWR）についても解析している。 

なお，集合体の模擬燃料棒配置は図 4-2に示すとおりであり，グループ５

の 20本及びグループ 18の９本は温度計測のない模擬燃料棒である。また，

グループ 19 は熱電対の故障がある。また，図 4-3 に局所出力分布を示す。 

図 4-2に示した集合体の燃料棒配置における代表的な燃料棒グループにつ

いて，スプレイ冷却開始後の被覆管温度変化を図 4-4，図 4-5 及び図 4-6 に
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示す。図中の○印が実験結果，破線が炉心ヒートアップ計算モデルによる

予測値である。 

・図 4-4に集合体内の最外周（チャンネルボックスに接する，ロッド２）に

位置する模擬燃料棒の温度変化を示す。炉心ヒートアップ計算モデルに

よる予測値は，実験結果に比べて 100％MWR 時で約 90°F（約 50℃），

50％MWR 時で約 60°F（約 33℃）高くなる。本燃料棒は，局所出力分布で

は，以下のロッド 30及び 31よりも大きな出力ピーキングを有しているが

最高温度は低くなっている。これは，本燃料棒が最外周でチャンネルボ

ックスに隣接し，内側の燃料棒よりも冷却が促進されていることによる

と考えられる。（なお，時刻５分以降の実験結果については，ヒーター

又は熱電対の不良によるとして記載されていない） 

・図 4-5 に集合体内の最外周から２列目（ロッド 30）に位置する模擬燃料

棒の温度変化を示す。炉心ヒートアップ計算モデルによる予測値は，実

験結果に比べて 100％MWR 時は約 90°F（約 50℃），50％MWR 時は 50°F

（約 28℃）高くなる。 

・図 4-6 に集合体内の最外周から３列目（ロッド 31）に位置する模擬燃料

棒の温度変化を示す。炉心ヒートアップ計算モデルによる予測値は，実

験結果に比べて100％MWR時は約200°F（約111℃），50％MWR時は150°F

（約 83℃）高くなる。本燃料棒はロッド 30 と同様に内側の燃料棒であ

る。実験結果で最高温度がロッド 30 より低くなっているのは，局所出力

分布の違いによると考えられる。（なお，時刻７分以降の実験データの

変動は，模擬燃料棒のヒーターの故障に起因するものである。しかし，

すでに温度が低下した後であり最高温度の妥当性確認結果には影響ない

ものである） 
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表 4-2 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験結果（Zr2K バンドル，スプレイ冷却実験） 

注記 

１．最高温度偏差：予測値－実験値 

  ここで＋は最高温度の過大評価を示す。 

２．最高温度発生時間：予測値－実験値 

  ここで＋は最高温度の発生時間予測値が実験値より遅いことを示す。 

３．熱電対異常 

４．（ ）内は６ft 以外の熱電対の位置を示す。 

５．電流増加によりロッド No.24 の中間面での局所出力が増加していたと考え

られる。局所的出力増加を含む計算では，最高温度でここで示す値より

も約 100°F 高く予測する。 
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図 4-2 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験，Zr2K バンドル配置 

 

 

図 4-3 局所出力分布 

  

（グループ番号） 

（６ft又は記載された 

高さでの熱電対位置） 

（ロッド番号） 

（ロッド番号） 

（局所出力分布係数） 
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図 4-4 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験解析結果（Zr2K バンドル，ロッド２） 

 
図 4-5 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験解析結果（Zr2K バンドル，ロッド 30）

 

図 4-6 ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験解析結果（Zr2K バンドル，ロッド 31）

  

○ 実験結果 
---- 解析結果（50％MWR） 

―― 解析結果（100％MWR）

○ 実験結果 
---- 解析結果（50％MWR） 

―― 解析結果（100％MWR）

○ 実験結果 
---- 解析結果（50％MWR） 

―― 解析結果（100％MWR）
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4.3 炉心冷却実験解析 

4.3.1 ８×８燃料集合体の炉心スプレイと冠水の冷却効果確認実験(10) 

(1) 概要 

８×８燃料集合体のＬＯＣＡ時炉心ヒートアップ計算モデルの妥当性を

確認するため，ＢＷＲ実機の８×８燃料集合体１体を実寸大で模擬した電

気加熱，ステンレス鋼被覆管による実験装置を用いたＥＣＣＳによる炉心

冷却実験である。図 4-7 に実験装置を示す。 

本実験では，炉心スプレイによる冷却効果及び炉心スプレイの集合体下

部からの冷却材流入（再冠水）効果を確認し，スプレイ流量，冠水速度及

び再冠水開始時間をパラメータとした実験を行い，炉心ヒートアップ計算

モデルの妥当性確認を行っている。計算モデルによる実験解析の結果は，

実験の被覆管最高温度と比較して，－30°F から＋100°F（－17℃から＋

56℃）の範囲に入っていることを確認した。 

 

(2) 実験条件 

実機ＢＷＲの燃料集合体出力及びスプレイ流量等を仮定し，炉心スプレ

イ作動開始から再冠水までの期間の被覆管温度を計測した。主な実験条件

は下記である。 

 

① 冷却モード  上部スプレイ，スプレイと再冠水 

② 模擬燃料集合体形状 実機ＢＷＲの実寸大８×８型 

③ 模擬燃料被覆管材質 ステンレス鋼 

④ 冷却材流量  集合体当たりスプレイ流量：0.5～11.8 gpm 

冠水速度：0.5～６ inch/s 

⑤ スプレイ開始時間  事故後 30 秒を模擬 



 

2-59 

⑥ 再冠水開始時間  45～515 秒 

（スプレイ開始後）  

⑦ 冷却開始時の被覆管温度 1040～1825°F（約 560～996℃） 

⑧ 集合体出力  200～300 kW 

⑨ 軸方向ピーキング係数 1.4 

⑩ 局所出力分布  ＢＷＲ６プラントの代表例（図 4-8） 

⑪ 模擬燃料棒内ガス圧力 加圧なし 

⑫ 系統圧力   大気圧 

 

(3) 妥当性確認結果 

炉心ヒートアップ計算モデルの妥当性確認は，スプレイ冷却と再冠水冷

却を組み合わせた実験，及びスプレイ冷却のみの実験について行われた。

スプレイ冷却と再冠水冷却を組み合わせた実験の結果と解析結果の比較を

図 4-9 に示す。 

図 4-9は，集合体内で最高温度を示す燃料棒について，スプレイ及び再冠

水による冷却を模擬した実験結果と炉心ヒートアップ計算モデルによる実

験解析結果を比較したものである。図中の水平線は集合体内最高温度の予

測値を示している。 

この結果から，実験解析の結果は実験の最高温度（1327°F（約 720℃）

～2084°F（約 1140℃））と比較して－30°F（約 17℃）から＋100°F（約

56℃）の範囲に入っており，大部分の実験結果の最高温度を上回っている

ことが分かる。 
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図 4-7 ８×８燃料集合体冷却効果確認実験装置 

 

  

（熱交換器）

（熱交換器） 

（貯蔵タンク） 
（ドレン） 

（保持タンク）

(試験 

ﾊﾞﾝﾄﾞﾙ) 
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図 4-8 局所出力分布 

 

図 4-9 ８×８燃料集合体冷却効果確認実験 

 
  

実験条件 

・スプレイ流量 ：3.0gpm 

・冠水速度 ：1.5 - 6.0ips

・加熱部下端の冠水時間 ：45 - 515sec 

・ピーク出力 ：300kW 

（
集

合
体

内
最

高
温

度
偏
差
（

実
験

値
－

予
測

値
）

）
 

（集合体内最高温度実験値） 

（スプレイ及び再冠水冷却 

組み合わせ実験の最高温度）



 

2-62 

4.3.2 ８×８燃料集合体の内圧下ＥＣＣＳ冷却実験(11) 

(1) 概要 

本実験は，８×８燃料集合体，内圧加圧燃料棒，ジルカロイ被覆管のＬ

ＯＣＡ時冷却特性の妥当性を確認するため，ＢＷＲ実機の８×８燃料集合

体１体を実寸大で模擬した実験装置を用いたＥＣＣＳによる炉心冷却実験

である。4.3.1 節に述べた実験と異なる点としては，燃料棒内のＦＰガスイ

ンベントリを模擬するためアルゴンガスで初期に加圧した点とジルカロイ

被覆管を用いた点である。図 4-10 に実験装置を示す。 

本実験では，ＢＷＲ６プラント用８×８燃料集合体と取替用８×８燃料

集合体の２種類の燃料集合体について実験が行われ，炉心ヒートアップ計

算モデルによる実験解析と実験結果の比較から，モデルの妥当性を確認し

ている。炉心ヒートアップ計算モデルによる実験解析結果は，ＢＷＲ６用

燃料集合体では 350°F（約 194℃），取替用燃料集合体では 600°F（約

333℃）高く，過小評価はわずかであるとの結果を得た。これより，炉心ヒ

ートアップ計算モデルの妥当性を確認した。 

 

(2) 実験条件 

本実験では，炉心スプレイ流量，集合体初期出力等プラントの違いを考

慮した実験を行うため，ＢＷＲ６用燃料集合体及び取替用燃料集合体の２

種類について実験を行い，集合体内全燃料棒の被覆管温度を計測した。主

な実験条件は以下である。 
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 ＢＷＲ６用燃料集合体 取替用燃料集合体

① 冷却モード 炉心スプレイと再冠水 同左 

② 模擬燃料集合体形状 ＢＷＲ６用８×８型 取替用８×８型 

③ 模擬燃料被覆管材質 ジルカロイ 同左 

④ 集合体当たりスプレイ流量 3.25 gpm 2.45 gpm 

⑤ 再冠水速度 3.5 inch/s 2.0 inch/s 

⑥ スプレイ開始時間 事故後 45 秒 事故後 30 秒 

⑦ 再冠水開始時間 スプレイ開始後 50 秒 同 174 秒 

⑧ 冷却開始時の被覆管温度 1183°F（約 639℃） 1490°F（約 810℃）

⑨ 集合体出力 367 kW 355 kW 

⑩ 軸方向ピーキング係数 1.4 同左 

⑪ 局所出力分布 図 4-11 図 4-12 

⑫ 模擬燃料棒内ガス圧力 95～113 psig 90～117 psig 

⑬ 系統圧力 大気圧 同左 

 

(3) 妥当性確認結果 

実験結果における被覆管最高温度に対する炉心ヒートアップ計算モデル

による実験解析の被覆管最高温度の差を，集合体内の代表的な燃料棒につ

いて表 4-3 及び表 4-4 に示す。なお，ロッド番号 37 はウォータロッドであ

るため温度評価の対象外とする。 

・表 4-3に示すＢＷＲ６用燃料集合体の実験解析では，集合体内被覆管最高

温度（以下「ＰＣＴ」という。）は実験値に対して６°F（約３℃）※高

くなり，良い一致を示した。また，集合体内の３本の燃料棒のみ実験結

果より低い温度（15～20°F（約８～11℃））を示しているがその差は小

さく，その他大部分が実験結果を上回っておりその最大値は約 390°F

（約 199℃）である。 

・表 4-4 に示す取替用燃料集合体の実験解析では，ＰＣＴは実験値より

103°F（約 57℃）※高い値を示した。また，集合体内の３本の燃料棒のみ
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実験結果より低い温度（４～50°F（約２～28℃））を示しているがその

差は小さく，その他大部分が実験結果を上回っておりその最大値は約

600°F（約 333℃）である。 

・実験と解析結果の主要な差は，実験のスプレイ冷却が解析のスプレイ冷

却に対して上回っていることによる。 

※６°F（約３℃）及び 103°F（約 57℃）は表に示されていない燃料棒で

生じている。 
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図 4-10 ８×８燃料集合体の内圧下ＥＣＣＳ冷却実験装置 

 

  

（曇り取り装置） 
（蒸気偏向板） 

（上部ﾌﾟﾚﾅﾑﾀﾝｸ） 

（冠水用水） 
（熱交換器） 

（熱交換器） 

（貯蔵タンク） 

（ドレン） 

（保持タンク） 

(試験 

ﾊﾞﾝﾄﾞﾙ) 
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図 4-11 局所出力分布（ＢＷＲ６用） 

 

図 4-12 局所出力分布（取替用） 

  

ロッド番号 

局所出力分布係数 

ウォータロッド 

ウォータロッド
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表 4-3 実験結果と解析結果の比較（ＢＷＲ６用燃料集合体） 

 

 

  

スプレイ 

開始時温度 

最高温度偏差 

（予測値－実験値） 

（ウォータロッド）
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表 4-4 実験結果と解析結果の比較（取替用燃料集合体） 

 

 

 

  

スプレイ 

開始時温度

最高温度偏差 

（予測値－実験値） 

（ウォータロッド） 
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4.4 スプレイ冷却特性実験解析(12)  

(1) 概要 

本実験装置は，実機９×９燃料を模擬した実寸大の模擬燃料集合体（チ

ャンネルボックス装着），模擬燃料集合体を格納した圧力容器，圧力容器

内へのスプレイ水供給系，圧力容器への蒸気供給系及び圧力容器内で発生

する蒸気の排出系から構成されている。模擬燃料集合体は電気加熱され，

炉心スプレイ系を模擬した冷却状態での冷却特性実験を行った。実験は，

実機の再循環配管両端破断事故を模擬したシステム実験として，スプレイ

熱伝達実験及び大破断ＬＯＣＡ模擬実験を行った。図 4-13 に実験装置を示

す。 

大破断ＬＯＣＡ模擬実験から，実機の燃料被覆管温度を実験的に確認す

るとともに非発熱体となるウォータロッドの濡れ特性について評価し，Ｃ

ＨＡＳＴＥコードの妥当性確認を行い，スプレイ冷却及び輻射の組み合わ

せによる熱伝達モデルにより，実験解析の結果は実験結果を上回ることを

確認している。 

 

(2) 実験条件 

大破断ＬＯＣＡ模擬実験では，実機大破断ＬＯＣＡにおいて炉圧が大気

圧となる事故後 40 秒以降の状態を模擬するために，実験条件を以下のよう

に設定している。また，表 4-5 に実験条件を示す。 

①スプレイ流量 

実機の最低スプレイ流量である３gpm／バンドルを設定した。 

②バンドル出力 

初期出力を実機の事故後 40 秒での値とし，その後の崩壊熱の時間変化

も GE（平均）＋３σにより考慮している。また，実機燃料と模擬燃料の
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熱容量の違いを反映するために，出力を更に厳しく 1.2倍した実験も行っ

ている。 

③初期燃料棒表面温度 

ベースケースではスプレイ熱伝達実験と同様に 500℃としたが，出力を

1.2 倍したケースでは実機で想定される 700℃の条件とした。 

 

(3) 妥当性確認結果 

炉心ヒートアップ解析に用いるＣＨＡＳＴＥコードの妥当性及び保守性

を確認するため，表 4-5 の実験条件に示した T1，T2 実験の実験解析を実施

した。図 4-14，図 4-15 に最高出力断面の各燃料棒表面温度について実験値

と解析結果の比較を示す。 

いずれの実験においても，ＣＨＡＳＴＥコードによる解析は実験結果を

良く模擬している。また，解析値は実験値よりも高めとなっており，燃料

被覆管温度の最高値の比較ではＣＨＡＳＴＥコードが T1 実験で約 34℃，T2

実験で約 93℃高めとなっている。 
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表 4-5 実験条件 

 

No. 圧力 

（kPa） 

スプレイ流量 

（gpm） 

初期バンドル 

出力（kW） 

初期燃料棒 

表面温度（℃）

T1 100 3.0 260 500 

T2 100 3.0 310 700 
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図 4-14 T1 実験とＣＨＡＳＴＥ解析の比較 
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図 4-15 T2 実験とＣＨＡＳＴＥ解析の比較 
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4.5 実機解析への適用性 

ＢＷＲのＬＯＣＡを模擬した燃料集合体冷却実験は，実機の燃料集合体

１体を実寸大で模擬しており，集合体出力，出力分布，炉心スプレイ流

量，炉心再冠水速度等の実験条件も実機条件に設定して実施されている。

これらの実験結果と実験解析結果を比較すると，燃料被覆管最高温度は，

前節に述べたように，実験解析結果の大部分が高く予測することを確認し

た。 

有効性評価における重要現象は，2 章に述べたように，設計基準事故のＬ

ＯＣＡと同様であり，燃料被覆管温度が評価指標であることから，それを

安全側に予測できるＣＨＡＳＴＥコードは有効性評価に適用できる。 
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5．有効性評価への適用性 

4 章に記載した実験解析を踏まえ，重要現象についての不確かさ，及びそ

の不確かさが評価指標の観点と運転員操作の観点から有効性評価解析へ与

える影響について表 5-1 にまとめた。以下にその不確かさについて記述す

る。 

 

5.1 不確かさの取扱いについて（評価指標の観点） 

ＣＨＡＳＴＥコードで取り扱う評価指標は，燃料被覆管温度である。燃

料被覆管温度は熱伝達係数に依存する。主に燃料被覆管温度への重要現象

の不確かさの影響について以下に記載する。 

 

（1）崩壊熱 

崩壊熱は信頼性の高い評価モデルと最確条件を包絡できる条件を使用し

て大きくなるように評価した値をＣＨＡＳＴＥコードの入力として使用し

ているため，有効性評価では燃料被覆管温度を高く評価する。 

 

（2）燃料棒表面熱伝達 

  対流熱伝達は，ＳＡＦＥＲコードの実験解析において，熱伝達係数を低

めに評価する可能性があり，他の解析モデルの不確かさともあいまって

コード全体として，スプレイ冷却のない実験結果の燃料被覆管最高温度

に比べて高めに評価する。 

輻射熱伝達は，燃料集合体断面の幾何学的配置に基づいて，燃料被覆

管，チャンネルボックスの温度を詳細に評価する。高温となる場合の輻射

率に比べて小さい値を用いていること，また，部分長燃料棒より上部にも

出力燃料棒が存在すると仮定して輻射伝熱を小さくするよう設定するた
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め，燃料被覆管温度を高く評価する。 

 

（3）燃料被覆管酸化 

燃料被覆管の酸化量の計算は，燃料被覆管温度が高温となる場合に酸化

量，酸化反応熱を高めに評価する Baker-Just の式を適用しているため，燃

料被覆管温度は高めに評価される。 

 

（4）燃料被覆管変形 

燃料被覆管温度計算と燃料棒内圧の計算から，内圧による応力が破裂限

界応力を超えた場合には，燃料被覆管が破裂を起こすとみなし，燃料被覆

管の内側にもジルコニウム－水反応を計算する。破裂を判定する限界応力

は，図 3-5に示したように，実験データのベストフィット曲線を仮定し，現

実的な条件としている。 

 

以上から，重要現象の不確かさは，燃料被覆管温度を過大評価又は過大

評価する方向に寄与し，有効性評価解析は評価指標の観点で厳しい評価とな

っている。 

 

5.2 不確かさの取扱いについて（運転操作の観点） 

ＣＨＡＳＴＥコードが適用される可能性のある有効性評価で取り扱う運

転操作は，ＳＲＶを使用した原子炉減圧操作及び代替注水系等を使用した

原子炉注水操作である。 

この操作は原子炉圧力を低下させ，低圧注水系による原子炉注水を促進

させるために実施する。この運転員等操作は，代替注水系及び代替電源の

準備の完了のタイミング又は原子炉水位低信号の発信を起点に実施するた
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め，燃料被覆管温度を起点としている運転員等操作はないことから，運転

員等操作に与える影響はない。 

なお，燃料被覆管の破裂判定に対しては，格納容器ベント操作への影響

が考えられるが，格納容器ベント開始タイミングまでの時間的余裕が十分

あることから，コードの不確かさが運転操作の可否に影響することはな

い。 

また，解析上の取扱いとして，破裂判定は燃料被覆管温度が最も高くな

るバンドルの値を代表として用いるが，現実的な炉心における燃焼度の分

布を踏まえると，その影響は更に小さくなる。 
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表
5
-
1
 

重
要
現
象
の
不
確
か
さ
（
1
/
2
）
 

分
類
 

重
要
現
象
 

解
析
モ
デ
ル
 

不
確
か
さ
 

有
効
性
評
価
解
析
へ
の
影
響
 

炉
心
 

(
核
)
 

崩
壊

熱
 

崩
壊

熱
モ

デ
ル

 
入

力
値

に
含

ま
れ

る
。

最
確

条
件

を
包

絡
で

き

る
条
件
を
設
定
す
る
こ
と
に
よ
り
崩
壊
熱
を
大

き
く
す
る
よ
う
考
慮
し
て
い
る
。
 

崩
壊
熱
を
大
き
く
設
定
す
る
た
め
，
燃
料
被
覆

管
温

度
を

高
く

評
価

す
る

。
 

炉
心
 

(
燃
料
)
 

燃
料

棒
表

面

熱
伝

達
 

対
流

熱
伝

達
モ

デ
ル

 

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
コ

ー
ド

に
記

載
 

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
コ

ー
ド

に
記

載
 

輻
射

熱
伝

達
モ

デ
ル

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。
 

輻
射

率
は

，
1
2
0
0℃

付
近

の
ジ

ル
カ

ロ
イ

被
覆

管
の
酸
化
面
に
お
け
る
輻
射
率
（
0
.
7
～
0
.
8
）

を
踏

ま
え

て
0
.
67

を
用

い
る

こ
と

で
，

輻
射

伝
熱
を
小
さ
く
す
る
よ
う
考
慮
し
て
い
る
。
な

お
，

輻
射

率
0
.
67

を
用

い
た

場
合

の
Ｐ

Ｃ
Ｔ

は
，

輻
射

率
0
.
75

を
用

い
た

場
合

に
比

べ
て

数
℃
程
度
高
く
な
る
（
添
付
２
参
照
）
。

 

ま
た
，
部
分
長
燃
料
棒
よ
り
上
部
に
も
出
力
燃

料
棒
が
存
在
す
る
と
仮
定
し
て
輻
射
伝
熱
を
小

さ
く
す
る
よ
う
考
慮
し
て
い
る
。
 

燃
料
集
合
体
断
面
の
幾
何
学
的
配
置
に
基
づ
い

て
，
燃
料
被
覆
管
，
チ
ャ
ン
ネ
ル
ボ
ッ
ク
ス
の

温
度

を
詳

細
に

評
価

す
る

。
 

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ
ー
ド
か
ら
引
き
継
ぐ
対
流
熱
伝

達
係
数
，
燃
料
の
最
大
線
出
力
密
度
等
の
解
析

条
件
に
よ
り
，
全
体
と
し
て
保
守
的
に
評
価
す

る
。

 

燃
料

被
覆

管

酸
化

 

ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

－
水

反
応

モ
デ

ル
 

酸
化
量
及
び
酸
化
反
応
に
伴
う
発
熱
量
を
よ
り

大
き

く
見

積
も

る
B
a
k
e
r
-
J
u
s
t
式

に
よ

る
計

算
モ
デ
ル
を
採
用
し
て
お
り
，
保
守
的
な
結
果

を
与

え
る

。
 

燃
料
被
覆
管
温
度
を
高
く
評
価
す
る
。
 

 
 



 

 

2-80 

表
5
-
1
 

重
要
現
象
の
不
確
か
さ
（
2
/
2
）
 

分
類

 
重

要
現

象
 

解
析

モ
デ

ル
 

不
確

か
さ

 
有

効
性

評
価

解
析

へ
の

影
響

 

炉
心

 

(
燃
料
)
 

燃
料

被
覆

管

変
形

 

膨
れ

・
破

裂
評

価
モ

デ
ル

 

膨
れ
・
破
裂
は
，
燃
料
被
覆
管
温
度
と
円
周
方

向
応
力
に
基
づ
い
て
評
価
さ
れ
，
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ

コ
ー
ド
か
ら
引
き
継
ぐ
対
流
熱
伝
達
係
数
，
及

び
燃
料
の
最
大
線
出
力
密
度
等
の
解
析
条
件
を

保
守
的
に
取
り
扱
う
こ
と
に
よ
り
燃
料
被
覆
管

温
度
は
高
め
に
評
価
さ
れ
，
円
周
方
向
応
力
は

燃
焼
期
間
中
の
変
化
を
考
慮
し
て
燃
料
棒
内
圧

を
大
き
く
設
定
し
保
守
的
に
評
価
し
て
い
る
。

ベ
ス
ト
フ
ィ
ッ
ト
曲
線
を
用
い
る
場
合
も
破
裂

の
判
定
は
お
お
む
ね
保
守
的
と
な
る
。
 

破
裂
発
生
前
の
被
覆
管
の
膨
れ
及
び
破
裂
発
生

の
有
無
は
，
伝
熱
面
積
や
ギ
ャ
ッ
プ
熱
伝
達
係

数
，
破
裂
後
の
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
熱
に

影
響
を
与
え
，
燃
料
被
覆
管
最
高
温
度
及
び
酸

化
割
合
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
と
な
る
。
解
析

コ
ー
ド
で
は
，
前
述
の
判
定
を
行
う
た
め
の
燃

料
被

覆
管

温
度

を
高

め
に

評
価

す
る

こ
と

か

ら
，
お
お
む
ね
保
守
的
な
結
果
を
与
え
る
も
の

と
考

え
る

。
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添付１ 入力項目リスト 

 

 

分類 入力項目 

燃料データ 燃料集合体当たりの燃料棒数 

燃料棒配列 

燃料棒ピッチ 

チャンネルボックス内幅 

燃料被覆管外径，燃料被覆管肉厚 

燃料被覆管物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット直径 

燃料ペレット－燃料被覆管ギャップ条件（ガス圧力，ガ

ス組成，ギャップ熱伝達係数） 

燃料ペレット物性（熱伝導率，比熱，密度） 

燃料ペレット径方向出力分布 

燃料棒最大線出力密度 

燃料棒軸方向出力分布 

局所出力及び燃焼度分布 

断面平均燃焼度 

過渡特性 炉心核分裂出力変化 

炉心崩壊熱時間変化 

原子炉圧力変化 

燃料棒表面対流熱伝達係数変化 

炉心露出時間，再冠水時間 
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添付２ 輻射率の妥当性について 

 

 

ＣＨＡＳＴＥコードでは，燃料被覆管及びチャンネルボックスの乾いた状

態での輻射率は 0.67 としている。 

ジルカロイ被覆管を用いた物性評価試験(1)において，1200℃付近の酸化面に

おける輻射率は 0.7～0.8 の範囲であると報告されている。解析に用いる輻射

率である 0.67 は，約 800℃の酸化膜を有するジルカロイに相当する値(2)であ

り，ＢＷＲ－ＦＬＥＣＨＴ実験等で用いられてきた実績のある値である。 

輻射率の感度解析(3)として，ＢＷＲ２プラントの原子炉冷却材喪失事故につ

いて，輻射率を 0.67 とした場合のＰＣＴは，輻射率を 0.75 とした場合より，

ＰＣＴが 1400℃程度において約 30℃高くなることが確認されている。この感

度解析ではＰＣＴが高く輻射率の効果が大きくなり，また燃料形状も異なる

ことから，有効性評価解析の条件における輻射率の感度を確認するため，Ｂ

ＷＲ５代表プラントについて輻射率の感度解析を行った。1．に解析条件及び

解析結果を示す。感度解析の結果，ＰＣＴが 900℃程度となる有効性評価解析

において，輻射率を 0.67 とした場合のＰＣＴは，輻射率を 0.75 とした場合よ

り約３℃高くなることを確認した。 

また，有効性評価解析で用いるＣＨＡＳＴＥコードでは，ＳＡＦＥＲコー

ドの解析結果から燃料被覆管温度が最も厳しくなるノードを含む一断面につ

いて，水平方向二次元体系で横方向の輻射熱伝達のみを考慮して評価してお

り，縦方向の輻射熱伝達を考慮するよりもＰＣＴを高く評価している。 

したがって，ＰＣＴが 900℃程度となっている有効性評価解析において，輻

射率 0.67 を用いてＣＨＡＳＴＥコードを使用して，ＰＣＴを評価することは

可能と考える。 
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また，濡れた状態の輻射率は，水の輻射率の代表的な値として 0.96 を用い

ている。 

 

1．有効性評価解析における輻射率の感度について 

有効性評価解析における輻射率の感度を確認するため，ＢＷＲ５代表プラ

ントについて，燃料棒及びチャンネルボックスに適用している輻射率に関す

る感度解析を実施し，ＰＣＴへの影響を確認した。以下に，解析条件及び解

析結果を示す。 

 

(1) 解析条件 

 対象プラント     ：ＢＷＲ５代表プラント 

 事故シーケンス ：高圧・低圧注水機能喪失 

 解析条件  ：燃料棒及びチャンネルボックスの輻射率を 0.67 から 

0.75 に変更する。 

 

(2) 解析結果 

 添付表２に解析結果を示す。 

 

添付表２ 輻射率感度解析結果 

評価項目 
ベースケース 

（輻射率：0.67） 

感度解析 

（輻射率：0.75） 

燃料被覆管最高温度 

（℃） 
約 890 約 887 

 

(3) まとめ 

ＢＷＲ５代表プラントの高圧・低圧注水機能喪失シーケンスについて，輻
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射率の影響を確認する感度解析を実施し，ＰＣＴが約３℃低下する結果であ

った。 

 

 

〔参考文献〕 

(1)  “AEC FUELS AND MATERIALS DEVELOPMENT PROGRAM PROGRESS REPORT 

NO.76”, GEMP-1008, September 30, 1968. 

(2) “ZIRCONIUM DATA MANUAL PROPERTIES OF INTEREST IN REACTOR DESIGN”, 

TRG Report 108, 1962. 

(3) “LOSS-OF-COOLANT ACCIDENT & EMERGENCY CORE COOLING MODELS FOR 

GENERAL ELECTRIC BOILING WATER REACTORS”, NEDO-10329, APRIL 1971. 
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添付３ 輻射伝熱モデルの妥当性について 

 

 

ＣＨＡＳＴＥコードは，ＳＡＦＥＲコードから引き継がれる対流熱伝達と

ＣＨＡＳＴＥコードにより計算される輻射熱伝達とスプレイ熱伝達に基づい

て燃料被覆管温度の計算を行うコードであるが，有効性評価に当たっては，

スプレイ熱伝達を考慮していない９×９燃料の設計基準事故評価の評価手法

を踏襲している。 

このため，ここではスプレイの影響を受けない実験として，ＣＨＡＳＴＥ

コードの輻射伝熱モデルの妥当性確認が行われた実験を以下に示す。 

 

(1) 概要 

スプレイ熱伝達実験(1)では，炉心スプレイによる対流熱伝達率（スプレイ

熱伝達率）を評価するための実験，模擬燃料棒－模擬チャンネルボックス間

の輻射伝熱量及び熱容量を評価するための実験が行われている。輻射伝熱実

験は，スプレイを作動させず対流を抑えた条件下での模擬燃料集合体内の温

度分布を求め，輻射伝熱量を評価している。 

輻射伝熱実験では，ＣＨＡＳＴＥコードの輻射伝熱モデルにより評価した

模擬燃料棒と模擬チャンネルボックスの輻射率を用いて計算された被覆管温

度と実測値の傾向がおおむね一致していることを確認している。 

添付図 3-1 に実験装置を示す。 

 

(2) 実験条件 

輻射伝熱実験の主要な条件を以下に示す。 

① 冷却モード 輻射伝熱のみによる冷却 
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② 模擬燃料集合体 実機ＢＷＲの実寸大８×８型 

③ 模擬燃料棒材質 インコネル 600 

④ 模擬チャンネルボックス材質 SUS304 

⑤ 集合体出力 4.7～26.3 kW 

⑥ 系統圧力 大気圧～約 0.8 MPa[abs] 

 

(3) 妥当性確認結果 

実験解析では，模擬燃料棒にインコネル 600 を，模擬チャンネルボックス

にSUS304を用いていることから，模擬燃料棒及び模擬チャンネルボックスの

材質に応じて，模擬燃料棒の輻射率を 0.50，模擬チャンネルボックスの輻射

率を 0.75 と設定して計算している。 

輻射伝熱実験で，燃料集合体の対角線方向にある模擬燃料棒の軸方向最高

出力部で測定された被覆管表面温度分布と，ＣＨＡＳＴＥコードを用いた実

験解析の計算値との比較を添付図 3-2 に示す。対角線方向の被覆管表面温度

分布の計算値は実測値の傾向とおおむね一致している。 

 

上述の実験及び実験解析では，模擬燃料棒と模擬チャンネルボックスで材

質が異なることから，輻射率についても異なる値を設定して計算しており，

被覆管表面温度分布は実機と必ずしも同じではないものの，模擬チャンネル

ボックスへの輻射の寄与が大きい模擬チャンネルボックスに隣接する模擬燃

料棒の温度は，被覆管最高温度が発生する中央領域の模擬燃料棒に比べて低

く，輻射率が異なることの影響は小さいと考えられる。 

したがって，実験での実測値と計算値の傾向がおおむね一致しているこ

と，また，添付２で示したとおり，有効性評価でＣＨＡＳＴＥコードを用い

ている解析の状況においては，輻射が被覆管最高温度を高く評価するような
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保守的な設定となっていることから，有効性評価におけるＣＨＡＳＴＥコー

ドの輻射伝熱モデルは適用可能なものであると考える。また，有効性評価に

おけるＣＨＡＳＴＥコードの妥当性確認に当たってスプレイの影響を考慮す

る必要はないものと考える。 

 

 

〔参考文献〕 

 (1) 共同研究報告書，炉心スプレイ低流量時の熱伝達に関する研究， 

昭和 60 年度下半期（最終報告書），昭和 61 年３月 
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添付図 3-1 スプレイ熱伝達実験装置 
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添付図 3-2 輻射伝熱実験における燃料集合体内温度分布の実測値と計算値
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添付４ 前処理コード 

ＣＨＡＳＴＥコードのインプットデータ作成に使用される前処理コードと

ＣＨＡＳＴＥコードにインプットされるパラメータを以下に示す。これらの

関係を添付図４に示す。

(1) 単位燃料集合体核特性計算コード（ＴＧＢＬＡ）による燃料棒出力

データ

① 局所出力分布

② 燃焼度分布

③ 断面平均燃焼度

(2) 燃料棒熱・機械設計コード（ＰＲＩＭＥ）による燃料物性データ

① ギャップ熱伝達係数

② 燃料棒内圧

③ 燃料棒内の核分裂生成ガス及び初期封入ガスの量

(3) 長期間熱水力過渡変化解析コード（ＳＡＦＥＲ）による過渡特性データ

① 原子炉圧力

② 軸方向各ノードの対流熱伝達係数

(4) プラント動特性解析コード（ＲＥＤＹ）による核分裂出力変化

① 中性子束

ＴＧＢＬＡコードにより求められた各燃料棒の出力分布，燃焼度分布及び

燃料集合体断面平均燃焼度をＣＨＡＳＴＥコードに用いる。これらのデータ

は，次に述べるギャップ熱伝達係数の設定にあわせ，燃焼期間中の変化を考

慮して設定する。
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ＰＲＩＭＥコードにより求められた燃料物性データをＣＨＡＳＴＥコード

における初期値として用いる。燃料被覆管とペレット間のギャップ熱伝達係

数は，燃料被覆管温度上昇を厳しくするように，燃焼期間中の変化を考慮し

て最小となる値を与える。ギャップ熱伝達係数の初期値を小さく設定するこ

とで，燃料ペレットの初期保有熱量を高めに見積もり，炉心ヒートアップ時

の燃料被覆管温度上昇率が大きくなる。また，燃料棒の内圧とガス量は，燃

料棒の膨れ・破裂を厳しくするように，燃焼期間中の変化を考慮して最大と

なる値を与える。燃料棒の内圧とガス量の初期値を大きく設定することで，

炉心ヒートアップ時の燃料棒内圧及び燃料被覆管周方向応力を大きく見積も

り，燃料被覆管の膨れ・破裂を厳しく評価する。 

ＲＥＤＹコードにより求められた事象発生直後の中性子束と原子炉停止後

の崩壊熱から原子炉出力変化を求め，ＣＨＡＳＴＥコードで用いる。有効性

評価において影響を与える崩壊熱については，燃焼度にサイクル末期のばら

つきを考慮し，10％の保守性を確保することで最確条件を包絡できる条件を

設定している。そのため，有効性評価解析では燃料被覆管温度は高めに評価

される。 
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添付図４ ＣＨＡＳＴＥコードの入出力 
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添付５ 有効性評価における９×９燃料（Ａ型）の代表性 

 

 

1．はじめに 

 炉心損傷防止対策の有効性評価は９×９燃料（Ａ型）（以下「Ａ型燃料」

という。）を代表燃料として評価しており，有効性評価に用いるＣＨＡＳＴ

Ｅコードの適用性は，主としてＡ型燃料を対象に確認されている。一方，実

炉には９×９燃料（Ｂ型）（以下「Ｂ型燃料」という。）も装荷されている

ことから，ＣＨＡＳＴＥコードにＢ型燃料が適用できることを確認する。こ

こでは，ＣＨＡＳＴＥコードに入力される燃料データを整理した上で，対応

する解析モデルがＢ型燃料の評価に適用できることを示す。 

 また，Ｂ型燃料の燃料データを入力した解析を行い，その影響を確認する

ことで，Ａ型燃料で代表することができることを示す。 

 

2．解析手法 

 対象とする燃料集合体をＢ型燃料とし，Ａ型燃料で代表した申請解析と同

様にＣＨＡＳＴＥコードで解析評価する。ＣＨＡＳＴＥコードに入力する燃

料棒，ウォータチャンネル，チャンネルボックスの幾何学的配置及び燃料特

性（ギャップ熱伝達係数，燃料物性等）にＢ型燃料の燃料データを反映し，

ＣＨＡＳＴＥコードでの燃料形状の差が結果に及ぼす影響を明確にするた

め，ＳＡＦＥＲコードから引き継ぐ対流熱伝達係数はＡ型燃料で評価した値

を用いて燃料被覆管最高温度及び燃料被覆管の酸化量を評価する。 

 

3．燃料に関連する解析入力と解析モデルの整理 

 燃料に関連する解析入力とそれに対応する解析モデルを添付表 5-1に示す。
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Ａ型燃料と比べたＢ型燃料の特徴として，ウォータチャンネルの採用，燃料

棒の径が小さい，標準長燃料棒のみで構成される，スペーサ形状が異なると

いった点があげられる。しかし，ＣＨＡＳＴＥコードを使用する上でこれら

の相違は問題とはならず，Ｂ型燃料についてもＣＨＡＳＴＥコードの解析モ

デルは適用可能である。以下に各解析入力とモデルに対するＢ型燃料の適用

性を示す。 

 

3.1 Ｂ型燃料への適用性 

 ＣＨＡＳＴＥコードにおいては，燃料棒，ウォータロッド，チャンネルボ

ックスの幾何学的配置や熱容量等を入力し，燃料棒表面熱伝達モデルの輻射

熱伝達を評価するため，Ｂ型燃料の幾何学的配置等を入力することで適切に

評価できる。ＣＨＡＳＴＥコードは，矩形のウォータチャンネルの形状を直

接的に扱うことはできない。ＣＨＡＳＴＥコードと同一の輻射計算モデルを

持つＣＨＡＲＭコード(1)において，Ｂ型模擬燃料のスプレイ実験解析結果（別

添）のとおり，Ｂ型燃料のウォータチャンネルを複数の丸型ロッドで模擬し

ており，Ｂ型燃料を適切に模擬することができることを確認している。この

ため，ＣＨＡＳＴＥコードにおいてＣＨＡＲＭコードと同様に丸型ウォータ

ロッドでウォータチャンネルを模擬することでＢ型燃料の輻射の評価が可能

である。 

 

3.2 燃料特性の入力 

 ＣＨＡＳＴＥコードでは，燃料ペレット・燃料被覆管の比熱，密度等及び

ギャップ熱伝達係数を入力として，燃料棒の半径方向一次元熱伝導（燃料棒

熱伝導），ギャップ熱伝達，ジルコニウム－水反応及び燃料被覆管の膨れ・

破裂を評価する。これらの入力にＢ型燃料の特性を反映する。 
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4．Ｂ型燃料による解析評価 

4.1 評価内容 

 対象プラント ：ＢＷＲ５ 代表炉 

 対象燃料集合体：Ｂ型燃料 

 事故シーケンス：高圧・低圧注水機能喪失（ＭＵＷＣによる注水ケース） 

 解析条件   ：Ｂ型燃料の燃料データを入力する。ＳＡＦＥＲコードか

ら引き継ぐ対流熱伝達係数は，Ａ型燃料で評価した値を入

力する。その他の解析条件はＡ型燃料で代表した有効性評

価のベース解析と同じとする。 

 

4.2 解析結果 

 Ａ型燃料と比較したＢ型燃料の解析結果を添付表 5-2 に示す。 

 燃料被覆管最高温度については，Ｂ型燃料の方が 30℃程度と数％高くなっ

ている。 

 

5．代表燃料評価の適切性 

 Ｂ型燃料の方がＡ型燃料に比べて燃料被覆管最高温度が 30℃程度と数％高

い結果（約 921℃）となるものの，1200℃に対しては余裕があり，また，ＳＡ

ＦＥＲコードから引き継ぐ対流熱伝達係数，燃料の最大線出力密度等の解析

条件が全体として保守的になっていることを考慮すれば，ＣＨＡＳＴＥコー

ドについても有効性評価においてはＡ型燃料の解析結果で代表しても問題な

いと考える。 
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6．まとめ 

 ＣＨＡＳＴＥコードにＢ型燃料が適用できることを確認した。また，Ｂ型

燃料の燃料データを用いて解析を行った。Ａ型燃料とＢ型燃料の解析結果に

大きな差はなく，有効性評価におけるＣＨＡＳＴＥコードにおいてもＡ型燃

料で代表することができると考える。 

 

 

〔参考文献〕 

(1) 「ＢＷＲプラントのＬＯＣＡ／ＥＣＣＳ性能評価コードの検討につい

て」平成３年 12 月，通商産業省原子力発電技術顧問会 安全解析コード

検討会 
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添付表 5-1 ＣＨＡＳＴＥコードの燃料に係る入力と解析モデルの対応 

解析入力 解析モデル 

燃料棒，ウォータロッド／ウォータ

チャンネル，チャンネルボックスの

幾何学的配置 

・炉心ヒートアップモデル（燃料棒

表面熱伝達（輻射）） 

燃料特性（ギャップ熱伝達係数，燃

料物性等） 

・炉心ヒートアップモデル（燃料棒

熱伝導，ギャップ熱伝達，燃料被覆

管熱伝導，ジルコニウム－水反応，

膨れ・破裂） 

 

 

 

添付表 5-2 Ａ型燃料とＢ型燃料の解析結果の比較 

評価項目 
Ｂ型燃料に対する 

解析結果 

Ａ型燃料に対する 

解析結果 

燃料被覆管最高温度

（℃） 
約 921 約 890 

燃料被覆管の酸化量

（％） 
約３ 約１ 
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ＣＨＡＲＭコードによる９×９燃料（Ｂ型）ヒートアップ実験解析 

 

1．はじめに 

 ９×９燃料（Ｂ型）を対象に実施されたヒートアップ試験を対象に実験解

析を行い，角型ウォータチャンネル（Ｗ／Ｃ）を丸型ウォータロッド（Ｗ／

Ｒ）で模擬する妥当性を確認した。実験解析では，炉心ヒートアップ解析コ

ードＣＨＡＲＭコードを用いた。 

 

2．試験の概要 

 試験は，９×９燃料（Ｂ型）を模擬した実規模試験体を用いたスプレイ熱

伝達試験であり，ヒータロッドを電気加熱し昇温させた後に，燃料上部から

スプレイを投入している。試験体の形状寸法を表１に示す。被覆管，チャン

ネルボックス及びウォータチャンネルの材質はステンレス鋼である。出力分

布等の試験条件を表２に示す。 

表１ 試験体形状 

項目 値（単位：cm） 

発熱長さ 約 380 

ヒータシース内径 約 0.95 

ヒータシース外径 約 1.1 

チャンネルボックス内寸 約 13.4 

ウォータチャンネル外寸 約４ 

 

表２ 主要な試験条件 

項目 値 

バンドル出力 216kW 325kW 

軸方向出力分布 コサイン分布（ピーキング最大値約 1.4） 

出力変化 図１ 

 

別添 
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図１ バンドル出力の時間変化 

 

3．ＣＨＡＲＭコードによる実験解析 

 図２に９×９燃料（Ｂ型）の断面概略図を示す。実験解析では，試験体中

央部の３×３ロッド領域における角型ウォータチャンネルを９本のウォータ

ロッドで模擬した。ここで，輻射の評価で影響する３×３ロッド領域におけ

る外周部８本のウォータロッドの構造材断面積は，熱容量が同等となるよう

に肉厚を調整し，実機の角型ウォータチャンネルの構造材断面積と合わせ，

これらの８本のウォータロッドの外径（中心間距離）は燃料棒ピッチと同一

とした。ステンレス鋼である被覆管，チャンネルボックス及びウォータチャ

ンネル表面の輻射における輻射率は 0.45 に設定した。ヒータロッド温度測定

値との比較対象は，高さ方向については軸方向出力分布の最大位置である中

央部とし，径方向は対角部（３箇所），外周部，外周部より２層目及びウォ

ータチャンネル隣接位置とした。 
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図２ ９×９燃料（Ｂ型）の断面概略図 

 

 ＣＨＡＲＭコードによるヒータロッド温度挙動の測定値との比較例を図３

に示す。本検討では，９×９燃料（Ｂ型）体系における輻射効果を確認する

ことから，ヒータロッド温度挙動はスプレイ投入開始時点までとした。216kW

及び 325kW 条件でのヒータロッド温度は測定値を±20℃の範囲で予測してお

り，角型ウォータチャンネルをウォータロッドで模擬することは妥当である

と考えている。 

  

外周 

Ｗ／Ｃ隣接 

Ｗ／Ｃ外周２層目 対角コーナー 

対角Ｗ／Ｃ外周２層目 

対角Ｗ／Ｃ隣接 

※解析ではＷ／Ｃ（破線

部）を太径Ｗ／Ｒで模

擬 
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図３ ヒータロッド温度の時間変化の例（325kW 条件，Ｗ／Ｃ隣接ヒータロッド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ヒータロッド温度最高値の計算値と測定値の比較 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

0 50 100 150 200

ヒ
ー

タ
ロ

ッ
ド

温
度

[℃
]

時間[s]

試験データ

解析結果

500

550

600

650

700

750

800

500 550 600 650 700 750 800

ヒ
ー

タ
ロ

ッ
ド

温
度

[℃
]：

解
析

結
果

ヒータロッド温度[℃]：試験データ

バンドル出力216kW

バンドル出力325kW

スプレイ投入開始前



 

 

3-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部  ＲＥＤＹ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

3-2 

目 次 

 

－ ＲＥＤＹ － 

 

1. はじめに                                                   3-4 

1.1 解析コード                                              3-5 

1.2 妥当性確認の方針                                        3-5 

2. 重要現象の特定                                             3-7 

2.1 事故シーケンスと評価指標                                3-7 

2.2 ランクの定義                                            3-10 

2.3 物理現象に対するランク付け                              3-11 

3. 解析モデルについて                                         3-25 

3.1 コード概要                                              3-25 

3.2 重要現象に対する解析モデル                              3-25 

3.3 解析モデル                                              3-27 

3.4 入出力                                                  3-48 

4. 妥当性確認                                                 3-52 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法                          3-52 

4.2 炉心（核）における重要現象の妥当性確認                  3-66 

4.3 炉心（熱流動）における重要現象の妥当性確認              3-70 

4.4 原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）における重要現象の妥当性確

認                                                      3-81 

4.5 原子炉格納容器における重要現象の妥当性確認              3-100 

4.6 実機解析への適用性                                      3-103 

5. 有効性評価への適用性                                       3-106 



 

 

3-3 

5.1 不確かさの取り扱いについて（評価指標の観点）            3-106 

5.2 不確かさの取り扱いについて（運転操作の観点）            3-116 

6. 参考文献                                                   3-118 

 

添付１ 入力項目リスト                                        3-120 

添付２ 軸方向出力分布の変化について                          3-122 

添付３ 軸方向出力分布変化を考慮したボイドマップの影響について

                                                      3-125 

添付４ 短時間領域を細分割しての重要現象のランクの検討        3-128 

添付５ 原子炉停止機能喪失事象での反応度係数（ＲＥＤＹコード用）の 

保守因子について                                      3-135 

添付６ ボロン反応度添加率について                            3-161 

添付７ 最適評価コードによる解析結果との全体的挙動比較        3-167 

 

 



 

 

3-4 

1. はじめに 

本資料は，炉心損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下

「有効性評価」という。）に適用するコードのうち，ＲＥＤＹコードについ

て， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

  



 

 

3-5 

1.1 解析コード 

本資料で使用する解析コードは，ＡＢＷＲ用の“REDY Ver.2”と従来型Ｂ

ＷＲ用の“REDY Ver.1(ATWS 用)”の二つであり，これらを以下「ＲＥＤＹ

コード」という。ただし，従来型ＢＷＲに対する実機試験の再現解析では

“REDY Ver.1”を使用している。一部の評価でＲＥＤＹコードの計算結果を

インプットとする“SCAT Ver.3”（以下「ＳＣＡＴコード」という。）を併用

するが，ＳＣＡＴコードの説明は別資料（第４部ＳＣＡＴ）にて行う。 

なお，本資料で引用している最適評価コードは，“TRACG Ver.5”であり，

これを以下「ＴＲＡＣコード」という。 

 

1.2 妥当性確認の方針 

重大事故等対策の有効性評価にＲＥＤＹコードを適用することの妥当性

確認の方針を以下に述べる。 

(1) ＲＥＤＹコードの妥当性確認は，原子力学会標準「統計的安全評価の

実施基準：2008」を参考にした図 1-1 ＲＥＤＹコードにおける検討手

順に従う。 

(2) ＲＥＤＹコードは,プラント安定性や運転時の異常な過渡変化を評価

する目的で開発されたコードであり，起動試験等の予測解析や再現解

析に使用されて来た経緯を持つ。このため実機試験結果で妥当性確認

が示せる範囲については，これを積極的に活用し，モデルの妥当性を

示す。 

(3) 本資料は，原子炉停止機能喪失事象に対して抽出された物理現象に対

してＲＥＤＹコードを用いることの妥当性を示すことが目的である。

なお，補足として最適評価コード（ここではＴＲＡＣコードが該当）

による参考解析結果を必要に応じて参照する。 



 

 

3-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          (注)次章以降では，最適評価コードをＴＲＡＣコードと呼ぶ。 

図 1-1 ＲＥＤＹコードにおける検討手順 

  

妥当性確認 

有効性評価への適用性 

重要度ランクテーブ

ルの作成 
重要度ランクテーブルの作成 

原子炉施設の選定(2.1(2)) 

解析事象の選定(2.1(1)) 

時間領域の分割(2.3) 

注目パラメータの確認(2.1(4)) 

物理領域の設定 

物理現象の同定 

解析コードの選定 

（ＲＥＤＹコー

ド） 

本文(別資料)

【参考】最適評価コー

ドによる解析結果との

全体的挙動比較(添付

７) 

ＲＥＤＹコードでの感度解析（5.1） 

実機試験での

妥当性確認 

（4.2～4.4）

本資料

重要度のランク付け（2.3） 

個別効果試験等（4.2～4.5） 

（不確かさの定量化） 

評価マトリックスの作成 

（4.1） 
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2. 重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

(1) 解析事象の選定 

ＲＥＤＹコードが適用される炉心損傷防止対策における事故シーケンス

グループである原子炉停止機能喪失は，運転時の異常な過渡変化の発生時

において原子炉のスクラム失敗を想定する事象であり，事故シーケンスと

して主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失が選定されている。 

 

(2) 原子炉施設の選定 

本事故シーケンスが生じる可能性はＢＷＲ型式により相違はないが，Ａ

ＢＷＲと従来型ＢＷＲとの主な違いである再循環系の違い（インターナル

ポンプか外部設置の再循環ポンプか）は，本事故シーケンスでは早期にポ

ンプがトリップすることからシナリオ上大きな違いはない。このことか

ら，ここでは原子炉施設としてＡＢＷＲを選定した。ただし，有意に異な

る場合は従来型ＢＷＲに関しての説明を併記している。 

 

(3) 事故シーケンス 

運転時の異常な過渡変化では，主蒸気隔離弁の誤閉止により，原子炉ス

クラム信号が発生し，全制御棒が急速挿入され原子炉は停止する。主蒸気

隔離弁の誤閉止は原子炉からタービンへ流れる主蒸気流量を遮断すること

になるため，原子炉圧力は上昇するものの，原子炉がスクラムされている

ことと，圧力が定められた値を超えた場合は逃がし安全弁が作動するた

め，圧力上昇は抑制される。なお，主蒸気隔離弁の誤閉止により，タービ

ン駆動給水ポンプは停止し，さらに原子炉水位低下を厳しめに評価する目

的で，モータ駆動給水ポンプも不作動を仮定しているが，運転時の異常な
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過渡変化の判断基準に照らして，この仮定が影響を与えるものではない。 

一方，原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止では，原子

炉圧力が上昇し，炉心内ボイドが減少することに起因した正のボイド反応

度が印加され，原子炉出力が増加する。原子炉圧力が上昇して，原子炉圧

力高信号で再循環ポンプ（インターナルポンプ４台）がトリップし，炉心

流量を低下させる。このとき，同時にインターロックで作動する代替制御

棒挿入は失敗を仮定する。再循環ポンプトリップにより，原子炉出力は低

めに抑制される。原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると断続的

に弁から蒸気が放出され，原子炉圧力の上昇は抑制される。逃がし安全弁

が断続して開動作するため，原子炉から発生した蒸気は原子炉格納容器内

のプール水へ放出され，プール水温及び格納容器圧力が上昇する。なお，

主蒸気隔離弁の誤閉止により，タービン駆動給水ポンプが停止するが，モ

ータ駆動給水ポンプの自動起動は考慮する（従来型ＢＷＲでも原子炉出力

が厳しくなるように起動を仮定する）。主蒸気隔離弁の閉止により，給水加

熱器への加熱蒸気がなくなるため，給水温度は低下し，炉心入口サブクー

リングが大きくなることから原子炉出力は次第に上昇する。これにより燃

料は沸騰遷移状態となり燃料被覆管温度が上昇する。 

一方，制御棒が挿入されないことから，原子炉を未臨界にするために手

動操作により，ほう酸水注入系が起動され，負のボロン反応度が徐々に印

加されると，原子炉出力は次第に低下する。  

原子炉格納容器のプール水温上昇率は原子炉出力の低下とともに緩やか

となり，残留熱除去系起動によるサプレッション・プール冷却効果と相ま

って，事象は収束に向かうことになる。 
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(4) 注目パラメータの確認 

原子炉停止機能喪失事象に対して適用される判断基準は，以下のとおり

である。 

a. 燃料被覆管の温度（1200℃以下） 

b. 燃料被覆管の酸化量（15％以下） 

c. 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力（最高使用圧力の 1.2倍

未満） 

d. 格納容器圧力バウンダリにかかる圧力（限界圧力未満） 

e. 格納容器圧力バウンダリにかかる温度（限界温度未満） 

 

原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止では，原子炉設置

変更許可申請解析に記載した解析結果から，判断基準に対し十分な余裕が

あり評価指標として燃料被覆管の温度で代表できると考えられる b.を除

く，a. c. d. e.を評価指標として取り上げる。したがって，本事象では燃

料被覆管の温度（以下「燃料被覆管温度」という。），原子炉冷却材圧力バ

ウンダリにかかる圧力（以下「原子炉圧力」という。），格納容器圧力バウ

ンダリにかかる圧力及び温度（以下「格納容器圧力」及び「原子炉格納容

器のプール水温度」という。）が注目パラメータとなる。このうち，燃料被

覆管温度は，ＲＥＤＹコードでの計算結果を使用して，ＳＣＡＴコードで

評価される。 
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2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2．有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうちＲＥＤＹコードで評価する事象において考慮すべき物理現象

を対象に，表 2-1の定義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」及び「Ｉ」のランクに

分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物理現象を重要現象として抽出す

る。 

 

表 2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作

に対する影響が大きい

と考えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験と

の比較等により求め，実機評価にお

ける評価指標及び運転操作への影響

を評価する 

Ｍ 評価指標及び運転操作

に対する影響が中程度

と考えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割

を担うが，影響が「Ｈ」に比べて顕

著でない物理現象であるため，必ず

しも不確かさによる実機評価におけ

る評価指標及び運転操作への影響を

評価する必要はないが，本資料で

は，実機評価への影響を感度解析等

により評価するか，「Ｈ」と同様に

評価することとする 

Ｌ 評価指標及び運転操作

に対する影響が小さい

と考えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化

は必要であるが，評価指標及び運転

操作への影響が明らかに小さい物理

現象であるため，検証／妥当性評価

は記載しない 

Ｉ 評価指標及び運転操作

に対し影響を与えない

か，又は重要でない現

象 

評価指標及び運転操作へ影響を与え

ないか，又は重要でない物理現象で

あるため，検証／妥当性評価は記載

しない 
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2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2．有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうち，2.1 節で述べた事象進展を踏まえ，2.2 節記載のランクの定

義に従い，評価指標及び運転操作への影響に応じて「Ｈ」及び「Ｍ」に分

類することで物理現象の中から重要現象を特定する。この結果を表 2-2に示

す。 

本事故シーケンスでは，事故発生初期の約５分以内に原子炉圧力，燃料

被覆管温度の順で注目パラメータがピークを迎える。それ以降は，手動起

動したほう酸水注入系による負のボロン反応度効果によって次第に原子炉

出力が抑制され，また残留熱除去系による除熱が行われることから，数十

分後に格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度はピークを迎え，

最終的には事象は収束する。以上より，炉心内挙動を評価する短時間領域

と，原子炉格納容器側挙動を評価する長時間領域の二つに時間領域を分割

して考えるものとした。 

原子炉圧力と燃料被覆管温度を支配する物理現象の同定とその重要度評

価は，上述したように一つの短時間領域でまとめている。この理由は燃料

被覆管温度が異なる時間で二度のピークを生じ，かつ一度目の燃料被覆管

温度のピークは原子炉圧力のピーク時間と前後するためである。本資料で

は，このランク付けの妥当性を裏付けるため，短時間領域を時間経過に伴

って変化するプラント挙動を考慮した三つのサブ時間領域に細分割し，こ

のサブ時間領域ごとでの重要現象のランク付けを行っている（添付４参

照）。なお，このサブ時間領域は短時間領域における反応度係数の不確かさ

評価にも適用している（添付５参照）。 

上記において，ＳＣＡＴコードで評価する燃料被覆管温度に係わる物理

現象のランクは，ＳＣＡＴコードへのインプット値となる炉心入口流量，



 

 

3-12 

出力，炉心圧力及び炉心入口エンタルピに影響を与えるものについて注目

して選定している。 

 

以下に，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

原子炉スクラム失敗を仮定した事象では，ボロンによって原子炉が未

臨界になるまで臨界状態が継続する。すなわち，事象発生後も継続した

核分裂出力が原子炉出力や発生蒸気量に影響を及ぼすため，核分裂出力

はどの評価指標に対しても重要度が高いと考えられる。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

再循環ポンプがトリップした後の給水加熱喪失状態では，軸方向出力

分布が下方ピークになることが知られており，注目パラメータに影響を

与える可能性がある。ただし，この場合でも炉心平均ボイド率は増加す

ることになるため，原子炉出力は低めに推移すると考えられ，燃料被覆

管温度（主に，ＳＣＡＴコードのインプットとしての炉心流量，原子炉

出力），格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度の評価指標に与

える影響は，結果を厳しくするものではなく重要度は低いと考えられ

る。 

 

(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

（ボイド反応度（減速材密度反応度）とドップラ反応度） 

本事故シーケンスでは，反応度の変化が長時間にわたって原子炉出力

や発生蒸気量に影響を及ぼす。短時間領域では，原子炉スクラム失敗を
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仮定した事象でも原子炉圧力の評価指標に対して（ここで選択した原子

炉施設では）余裕があり，反応度フィードバック効果の重要度は低い

が，燃料被覆管温度（主に，ＳＣＡＴコードのインプットとしての原子

炉出力）の評価指標に対しての重要度は高いと考えられる。一方，長時

間領域では，低出力状態が継続するものの，格納容器圧力及び原子炉格

納容器のプール水温度へ与える影響は後述するボロン反応度が支配的な

変化要因となり，重要度は中程度だと考えられる。 

（ボロン反応度） 

事象収束に必要なほう酸水注入系の起動は，事故発生後約 10 分以降で

あり，これ以降はボロン反応度の印加が出力の抑制に重要な役割を果た

す。したがって，長時間領域の格納容器圧力及び原子炉格納容器のプー

ル水温度の評価指標に与える重要度が高いと考えられる。 

（その他） 

上述以外に，反応度フィードバック効果として知られている減速材温

度反応度は，起動時のボイド反応度やドップラ反応度の影響がほとんど

ない状態では考慮する必要があるが，本事故シーケンスのような高い出

力が継続する事象では評価指標に与える重要度は低い。なお，遅発中性

子生成割合，中性子寿命といったパラメータは上記の反応度評価に含ま

れる。 

 

(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

本事故シーケンスでは，原子炉スクラムに失敗する評価を実施するこ

とが目的であるため，制御棒反応度や制御棒速度のような制御棒反応度

効果は考慮不要である。 
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(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

崩壊熱はプラント停止後の事象進展では主要な熱発生源となるが，本

事故シーケンスでは高い出力で臨界状態が維持される。このため，全出

力に占める崩壊熱の割合が小さい短時間領域では，評価指標である原子

炉圧力や燃料被覆管温度に与える影響はほとんどない。一方，核分裂出

力が急速に低下した後の長時間領域では，変化の遅い崩壊熱が原子炉全

出力に占める割合が大きく，格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール

水温度の評価指標に与える重要度が中程度になると考えられる。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

本事故シーケンスでは，制御棒反応度や制御棒速度のような制御棒反

応度効果を考慮しないため，事象進展において高出力で低炉心流量状態

となった場合，沸騰二相流における密度波不安定現象（熱水力的要因）

とボイド反応度フィードバック効果（核的要因）が結合して中性子束振

動（三次元効果）が生じ，評価指標である燃料被覆管温度に影響を与え

る（ＳＣＡＴコードで評価）可能性がある。 

この中性子束振動現象が生じる際には，給水加熱喪失により原子炉出

力が上昇するが，このときの軸方向出力分布は下方ピークになると，冷

却材はより上流側から沸騰を開始し，炉心平均のボイド率の減少幅を小

さめに抑制する。これにより，原子炉出力の上昇は低めに抑制されるこ

とになる。しかしながら，原子炉出力の上昇と核熱水力不安定事象によ

る中性子束振動が重畳した場合，評価指標である燃料被覆管温度へ与え

る影響が大きくなる可能性も考えられる。このため，三次元効果は燃料

被覆管温度変化に対して重要度は中程度になると考えられる。 

時間平均では炉心全体の挙動としての中性子束振動が，原子炉圧力，
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格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度の評価指標に与える影

響は，逃がし安全弁開閉による圧力制御と相まって重要度は低いと考え

られる。 

なお，ＲＥＤＹコードでは，中性子束振動現象を模擬することが困難

であるため，中性子束振動が局所的な燃料被覆管温度に与える影響に関

しては，米国において中性子束振動の評価実績がある異なる解析コード

（ＴＲＡＣコード）による参考解析結果を参照する（添付７参照）。 

 

(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

燃料棒内で発生した熱は，燃料棒表面から熱伝達により冷却材に伝わ

り蒸気となる。燃料棒内の熱移動は，燃料ペレットや燃料被覆管内での

熱伝導度，燃料ギャップでの熱伝達率に影響されるが，燃料棒内の出力

分布や物性値はこの事象を通じて大きく変わることがなく，どの評価指

標に与える重要度も低いと考えられる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達 ［炉心（燃料）］ 

燃料で発生した熱は，燃料棒表面から単相壁面熱伝達や二相壁面熱伝

達により冷却材に伝わり蒸気となる。この速さは，燃料棒表面の熱伝達

率にも影響されるが，原子炉スクラム失敗を仮定した事象では平均炉心

で見れば沸騰状態が継続しており，熱伝達の速さが評価指標へ与える重

要度は低いと考えられる。 

 

(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

沸騰遷移が生じるのは原子炉出力が高く炉心流量が低い短時間領域で

ある。沸騰遷移が生じるとドライアウトやリウェット現象が起こるが，
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これらの現象は高出力燃料バンドルが対象となる局所的な現象であり，

プラント全体の挙動としては，どの評価指標に対しても主要な現象とは

ならない。ただし，高出力燃料バンドルにおける沸騰遷移現象は，ＳＣ

ＡＴコードで評価している。 

 

(10) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

(11) 燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

これらの物理現象については，主蒸気隔離弁の誤閉止による圧力上昇

により原子炉出力が一時的に上昇するが，早期の再循環ポンプトリップ

による出力抑制効果により，プラント全体の平均応答としてはどの評価

指標に対しても影響を与えない。ただし，ＳＣＡＴコードで評価する燃

料被覆管温度に関しては，それぞれ重要度を検討する必要がある。 

 

(12) 沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

燃料から冷却材に伝えられる熱により，炉心平均ボイド率が増加する

が，一方，炉心入口サブクーリングの増加や非常用炉心冷却系（以下

「ＥＣＣＳ」という。）の炉心上部への注水等による凝縮が生じると，炉

心平均ボイド率は減少する。炉心平均ボイド率は核熱水力計算に使用さ

れるため，どの評価指標に与える重要度も高いと考えられる。なお，本

事故シーケンスでは，ＬＯＣＡとは異なり，炉心は冠水が継続されてお

り，炉心部の二相水位を考慮する必要はない。 

 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

(14) 気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

これらの物理現象は，ＬＯＣＡにおける炉心内水位低下事象を想定し
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たものであり，原子炉スクラム失敗を仮定する事象では炉内保有水は十

分に保たれ，炉心は冠水が維持されることから，どの評価指標に対して

も主要な物理現象とはならない。 

 

(15) 圧力損失［炉心（熱流動）］ 

炉心圧力損失が大きい場合，再循環ポンプトリップ時の炉心流量の低

下速度が大きくなり，出力抑制効果に影響する。また，再循環ポンプト

リップ後では，炉心圧力損失は自然循環流量に影響する。よって，本件

に関しては(17)に含まれるものとする。 

 

(16) 三次元効果［炉心（熱流動）］ 

本事故シーケンスでは，制御棒挿入失敗を仮定していることから，高

い出力が長期にわたって継続する。本物理現象は，炉心流量の変化，炉

心入口サブクーリングの変化，ＥＣＣＳによる上部プレナムへの注水等

によって，原子炉内での径方向の燃料集合体間流量配分が時間を追って

変化する現象も指している。しかしながら，プラント全体としての原子

炉出力は炉心平均ボイド率の変化でほぼ決まることが，これまでの多く

のＲＥＤＹコードによる実機試験結果の再現解析から確認されており，

さらに，本事故シーケンスでは径方向出力分布の変化は小さく，流量配

分による冷却材流量変化への影響は小さいと考えられるため，どの評価

指標に与える重要度も低いと考えられる。 

また，本事故シーケンスでは，出力が高く炉心流量が低い運転領域を

経過する期間があり，この期間に中性子束振動現象（（6）参照）及び炉

心流量の振動現象（高出力チャンネルでの流量振動現象を含む）が生じ

る可能性がある。この期間では炉心流量を支配するのは強制循環力又は
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自然循環力であり，中性子束振動が炉心流量の振動現象へ及ぼす影響は

小さいと考えられるが，核と熱水力現象は相互に関連する事象であるこ

とを鑑み，評価指標である燃料被覆管温度に与える重要度を三次元効果

［炉心（核）］と同じ中程度とし，三次元効果［炉心（核）］に含めて検

討する。 

 

(17) 冷却材流量変化［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

再循環ポンプトリップにより炉心流量を低下させることで原子炉出力

を抑制するが，冷却材流量変化の速さ（コーストダウン特性）は原子炉

出力の抑制の速さに影響する。原子炉圧力は評価指標に対して余裕があ

るため重要度は低いと考えられるが，短時間領域での評価指標である燃

料被覆管温度（主に，ＳＣＡＴコードのインプットとしての炉心入口流

量変化）に与える重要度は高いと考えられる。 

本事故シーケンスでは，再循環ポンプトリップ後に自然循環状態で高

出力状態が継続する。このため，自然循環流量が原子炉出力変化に与え

る影響は無視できない。自然循環状態時に燃料被覆管温度が厳しくなる

従来型ＢＷＲプラントの場合（主に，ＳＣＡＴコードのインプットとし

ての炉心入口流量，原子炉出力），長時間領域での格納容器圧力及び原子

炉格納容器のプール水温度の評価指標に与える重要度は高いと考えられ

る。 

 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

原子炉圧力が逃がし安全弁の設定値に到達すると逃がし安全弁から蒸

気が放出され，圧力上昇を緩和する。短時間領域では，逃がし安全弁か

ら放出される蒸気流量は，原子炉圧力最大値を左右するものであり，原
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子炉圧力の評価指標に与える重要度は中程度と考えられるが，燃料被覆

管温度の評価指標に与える重要度は低いと考えられる。 

一方，長時間領域では，逃がし安全弁から放出される蒸気流量が多い

と格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度へ与える重要度が高

いと考えられるが，これに伴い原子炉圧力が低下し，早く逃がし安全弁

が閉鎖することになることから，総合すると重要度は低いと考えられ

る。 

 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

ここで取り扱うべき沸騰・凝縮・ボイド率変化の物理現象は，炉心シ

ュラウド外の状態である。短時間領域の注目パラメータである原子炉圧

力及び燃料被覆管温度は炉心内の出力変動に伴うものであり，また長時

間領域の注目パラメータである格納容器圧力及び原子炉格納容器のプー

ル水温度は，原子炉から放出される蒸気量に起因したものである。この

ため本事故シーケンスでは炉心以外の沸騰・凝縮・ボイド率変化は炉心

内の状態変化に直接的な影響はないことから評価指標に与える重要度は

低いと考えられる。 

 

(20) 気液分離（水位変化）・対向流［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

(21) 気液熱非平衡［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

これらの物理現象については，炉心流量変化に影響する要因は，炉心

外領域と炉心内領域におけるマスバランス（圧力バランス）であるた

め，炉心外領域での気液分離（水位変化）・対向流，気液熱非平衡が，原

子炉出力に与える影響は小さく，どの評価指標に対しても主要な物理現

象とはならない。 
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(22) 圧力損失［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

炉心シュラウド外の圧力損失は，(15)の炉心圧力損失と同様に，再循

環ポンプトリップ時の流量変化速度，トリップ後の自然循環流量に影響

する。よって，本件に関しては，(17)で考慮する。 

 

(23) 構造材との熱伝達［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

原子炉スクラム失敗を仮定しているため，原子炉出力はほう酸水注入

によって抑制されるまで高い値を維持する。このため，原子炉ドーム部

を含む炉心シュラウド外領域の構造材と冷却材間との熱伝達は，どの評

価指標に対しても主要な物理現象とはならない。 

 

(24) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）［原子炉圧力容器（逃がし安

全弁含む）］ 

本事故シーケンスでは，給水ポンプの停止，予備給水ポンプ等も考慮

しており，これらは炉心入口サブクーリングの変化に起因した原子炉内

ボイドの変化，原子炉水位の変化に起因した炉心流量の変化となって原

子炉出力に影響を及ぼす。また，原子炉水位低下等によりＥＣＣＳの起

動を想定しているため，ＥＣＣＳの注水量は原子炉水位の上昇及び炉心

流量の変化に影響する。また，主蒸気隔離弁が誤閉止して給水加熱器へ

の加熱蒸気が遮断されると，給水温度が低下して原子炉出力上昇につな

がる。 

短時間領域での原子炉圧力の評価指標への影響はないと考えられる

が，燃料被覆管温度（主に，ＳＣＡＴコードのインプットとしての炉心

入口エンタルピ），長時間領域での格納容器圧力及び原子炉格納容器のプ
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ール水温度の評価指標に与える重要度は高いと考えられる。 

 

(25) ほう酸水の拡散［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

過去のほう酸水の拡散に係わる試験により得られている知見から，上

部プレナム部から注入されるほう酸水は，炉心流量が小さい場合は一度

炉心周辺部を下降した後に炉心に戻るルートを通って拡散する。炉心流

量が増加してくると，上記に加え，上部プレナム部から注入されたほう

酸水が炉心に直接入ることなく，一度炉心シュラウド外を循環し混合さ

れてから，下方から炉心に入るほう酸水の割合が増えてくる。炉心流量

がさらに増加すると全量が炉心流量と共に一度上昇し，炉心シュラウド

外を循環し混合されてからダウンカマを下降し下方から炉心に入る。な

お，ほう酸水が下部プレナムから注入される従来型ＢＷＲプラントの場

合は，炉心流量に係らず，常に下方から炉心に入る。原子炉スクラム失

敗を仮定した事象では，長期的な事象収束において，ボロン反応度によ

り出力を抑制するためのほう酸水注入系の起動による炉心内のほう酸水

拡散は重要な現象である。したがって，長時間領域の格納容器圧力及び

原子炉格納容器のプール水温度の評価指標に与える重要度は高いと考え

られる。 

なお，ＲＥＤＹコードでは，三次元的な炉心挙動は模擬できないが，

試験結果を反映したモデルにしていることで，物理現象に対応してい

る。 

 

(26) 三次元効果［原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）］ 

本物理現象は，炉心以外の領域における周方向流量配分を意味してい

るが，炉心シュラウド外での周方向流量分布，下部プレナムでの周方向
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流量分布とも，原子炉内の構造物の配置や，給水スパージャ等の構造か

らして，重要な物理現象とはならない。 

 

(27) 冷却材放出［原子炉格納容器］ 

本物理現象自体は，原子炉格納容器側から見た逃がし安全弁から放出

される蒸気に関わる事象であり，原子炉から見た(18)と同じものであ

る。 

 

(28) 格納容器各領域間の流動［原子炉格納容器］ 

逃がし安全弁から原子炉格納容器のプール水に断続的に蒸気が放出さ

れる場合でも，原子炉格納容器内の空間部の温度は，保守的に常にプー

ル水温度と同じになると仮定することで，格納容器各領域間の流動は，

長時間領域の評価を行う上で重要現象とはならない。 

 

(29) サプレッション・プール冷却［原子炉格納容器］ 

本物理現象が短時間領域で評価指標に与える影響はないが，原子炉圧

力が逃がし安全弁の設定値に達すると，逃がし安全弁から原子炉格納容

器のプール水へ蒸気が放出され，格納容器圧力及び原子炉格納容器のプ

ール水温度が上昇することになる。残留熱除去系がこの熱を除去するこ

とでこれらの上昇は抑制されるものの，長時間領域の格納容器圧力及び

原子炉格納容器のプール水温度の評価指標に与える重要度は高いと考え

られる。 

 

(30) 気液界面の熱伝達［原子炉格納容器］ 

逃がし安全弁から原子炉格納容器のプール水に断続的に蒸気が放出さ
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れる場合でも，原子炉格納容器内の空間部の温度は保守的に常にプール

水温度と同じになると仮定することで，気液界面の熱伝達は，長時間領

域の評価を行う上で重要現象とはならない。 

 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導［原子炉格納容器］ 

長時間領域の評価指標である格納容器圧力及び原子炉格納容器のプー

ル水温度を厳しめに評価するためには，これらの物理現象は考慮しない

方が保守的である。 

 

(32) スプレイ冷却［原子炉格納容器］ 

本事故シーケンスでは，評価指標である格納容器圧力及び原子炉格納

容器のプール水温度を厳しめに評価するために，スプレイ冷却は考慮し

ていない。 

 

(33) 放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生［原子炉格納容器］ 

本事故シーケンスでは，原子炉が冠水維持されていることから放射線

水分解等による水素ガス及び酸素ガス発生は重要な物理現象とはならな

い。 

 

(34) 格納容器ベント［原子炉格納容器］ 

本事故シーケンスでは，長時間領域の評価指標である格納容器圧力及

び原子炉格納容器のプール水温度を厳しめに評価するために，格納容器

ベントは考慮していない。 
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表 2-2 炉心損傷防止対策の有効性評価における重要現象のランク 

*1 No.17 で評価 *2 No.18 と同一物理現象 *3 事故シーケンスグループに対して抽出された

ものであるが，ＳＣＡＴコードで評価する物理事象であり，ここでは参考記載。 

*4 ＳＣＡＴコードで評価する場合に，ＲＥＤＹコードの結果を引き継ぐ。 

*5 三次元効果の模擬はＲＥＤＹ／ＳＣＡＴコード体系では困難であるため，米国において中

性子束振動の評価実績のあるＴＲＡＣコードを使用して参考的に解析して参照する。 

  

 事故シーケンスグループ 原子炉停止機能喪失 

 短時間領域 長時間領域 

分類 評価指標

物理現象 原子炉

圧力 

燃料被覆管温度 
格納容

器圧力

原子炉格

納容器の

プール水

温度 
REDY SCAT＊3 

 

炉心 

(核) 

(1) 核分裂出力 Ｈ Ｈ (Ｈ)＊4 Ｈ 

(2) 出力分布変化 Ｉ Ｌ Ｈ Ｌ 

(3) 
反応度フィードバック効果 

（ボイド，ドップラ，ボロン） 
Ｌ／Ｉ Ｈ／Ｉ (Ｈ)＊4 Ｍ／Ｈ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(5) 崩壊熱 Ｉ Ｉ (I)＊4 Ｍ 

(6) 三次元効果 Ｌ Ｍ＊5 Ｍ＊5 Ｌ 

 

炉心 

(燃料) 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｌ Ｌ Ｈ Ｌ 

(9) 沸騰遷移 Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｉ Ｉ Ｌ Ｉ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

 

炉心 

(熱流動) 

(12) 沸騰・ボイド率変化 Ｈ Ｈ Ｌ Ｈ 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(14) 気液熱非平衡 Ｉ Ｉ Ｍ Ｉ 

(15) 圧力損失 *1 *1 (Ｌ)＊4 *1 

(16) 三次元効果 Ｌ Ｍ＊5 Ｍ＊5 Ｌ 
 

原子炉圧

力容器 

(逃がし

安全弁含

む) 

(17) 冷却材流量変化 Ｌ Ｈ (Ｈ)＊4 Ｈ 

(18) 冷却材放出(臨界流・差圧流) Ｍ Ｌ (Ｌ)＊4 Ｌ 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｌ Ｌ Ｉ Ｌ 

(20) 気液分離(水位変化)・対向流 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(21) 気液熱非平衡 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(22) 圧力損失 *1 *1 Ｉ *1 

(23) 構造材との熱伝達 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(24)
ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替注水設備含む) 
Ｉ Ｈ (Ｈ)＊４ Ｈ 

(25) ほう酸水の拡散 Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(26) 三次元効果 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

 

原子炉格

納容器 

(27) 冷却材放出 *2 *2 *2 *2 

(28) 格納容器各領域間の流動 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(29) サプレッション・プール冷却 Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ 

(30) 気液界面の熱伝達 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(32) スプレイ冷却 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(33)
放射線水分解等による水素ガス・

酸素ガス発生 
Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 

(34) 格納容器ベント Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ 



 

 

3-25 

3. 解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＲＥＤＹコードは，制御棒の異常な引き抜きを除く運転時の異常な過渡

変化解析及び冷却材流量の喪失の事故解析を評価するコードである。炉

心，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内部構造物，原子炉冷却材再循環

系，主蒸気管，タービン系，原子炉格納容器等プラント全体を模擬してい

る。炉心核特性は６群の遅発中性子を考慮した一点近似動特性方程式を適

用し，中性子エネルギは１群としている。反応度モデルには制御棒，ボイ

ド，ドップラ，スクラム及びボロンの各反応度を考慮している。また，燃

料棒の熱的動特性及び冷却材の熱水力的挙動を計算する。制御系として

は，圧力制御系，給水制御系及び再循環流量制御系を模擬し，また，安全

保護系も模擬している。 

本コードの入力は，原子炉出力，炉心流量等の初期条件，原子炉，主蒸

気管等のデータ，核データ，燃料棒データ，原子炉格納容器データ，各種

制御系データ等であり，出力として，原子炉出力，原子炉圧力，炉心流

量，原子炉水位，格納容器圧力，原子炉格納容器のプール水温度等の時間

変化が求められる。 

 

3.2 重要現象に対する解析モデル 

2 章において重要現象に分類された物理現象について，その物理現象を評

価するために必要となる解析モデルを表 3-1 に示す。 
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表 3-1 重要現象に対する解析モデル 

 

(注 1) 重要現象の欄で，(*1)をつけた現象は，2 章でどの評価指標に対し

てもランクＬとされた現象，又は他の現象に含むとした現象であ

る。ここでは，見易さを考えて参考までに再掲している。 

(注 2) 必要な解析モデルの欄で，(*2)をつけたモデルは原子炉停止機能喪

失事象のために拡充されたモデル，(*3)をつけたモデルは，現行の

原子炉設置変更許可申請解析では特に必要とされなかったモデル

である。 

  

分類 重要現象 必要な解析モデル 

炉心 

(核) 
核分裂出力 核特性モデル 

出力分布変化(*1) 核特性モデル 

反応度フィードバック効果 反応度モデル(*2) 

崩壊熱 崩壊熱モデル(*2) 

炉心 

(燃料) 
燃料棒内温度変化(*1) 

燃料棒モデル 
燃料棒表面熱伝達(*1) 

炉心 

(熱流動) 
沸騰・ボイド率変化 

炉心ボイドモデル 
圧力損失(*1) 

原子炉圧力容器 

(逃がし安全弁含

む) 

冷却材流量変化 再循環系モデル 

冷却材放出(臨界流・差圧流) 逃がし安全弁モデル 

沸騰・凝縮・ボイド率変化(*1)
再循環系モデル 

圧力損失(*1) 

ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替注水設備含む) 
給水系モデル 

ほう酸水の拡散 
ほう酸水拡散モデル

(*3) 

原子炉格納容器 冷却材放出 逃がし安全弁モデル 

サプレッション・プール冷却 格納容器モデル(*3) 
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3.3 解析モデル（1）（2）（3） 

ＲＥＤＹコードは，3.2 節で述べた重要現象を評価するための解析モデル

を有しており，妥当な数値解法をもつことはこれまでの実機プラントの起

動試験等でも確認され，従来の原子炉設置変更許可申請にも適用されてい

る設計解析コードである。 

各モデルの説明を以下に示す。なお，ここで説明している解析モデル

は，表 3-1に示した重要現象に分類された物理現象を評価するための解析モ

デルと，新適用モデルを中心に記述している。 

 

(1) プラント動特性コード解析モデル（全体） 

図 3-1 に，プラント動特性コード解析モデルの全体図を示す。 
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図 3-1 プラント動特性コード解析モデル（ＡＢＷＲ） 
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(2) 核特性モデル 

一点近似動特性モデルを用いて，中性子動特性挙動を評価する。 

入力として「(3) 反応度モデル」から得られる各種反応度を用いる。 

a. 中性子エネルギは１群とする。 

b. 中性子束は時間と空間で変数分離可能であり，中性子束の空間分布は

一定である。 

c. 反応度フィードバックは，平均出力の代表燃料チャンネルに基づいて

計算する。 

 

一点近似動特性モデルは次の式で表される。 

  

 

 ：中性子数 

 ：反応度 

 ：全遅発中性子割合 

 ：各遅発中性子先行核崩壊定数 

 ：各遅発中性子先行核密度 

 ：各遅発中性子割合 

 ：即発中性子生成時間 

ここで 

β
τ0 ， 

β

δ
⊿ k

Nk ， 
β

βi
if ， i0i Cy τ  

とおき，前述の式に代入すると，ＲＥＤＹコードでモデル化している次式
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が得られる。 

6

1i
iiN0 yn)1k(

dt
dn

λ⊿τ  

)6,2,1i(   ynf
dt

dy
iii

i λ  

0τ  ：即発中性子炉周期 

Nk⊿  ：正味の反応度（反応度総和） 

if  ：全遅発中性子割合に対する各遅発中性子割合 

iy  ：遅発中性子群 

 

(3) 反応度モデル 

５種類の反応度（制御棒反応度，ボイド反応度，ドップラ反応度，スク

ラム反応度，ボロン反応度）が，「(2) 核特性モデル」で示した動特性方程

式の入力となる。 

制御棒反応度，スクラム反応度は外部入力として与えられる。ボイド反

応度は「(6) 炉心ボイドモデル」より得られる炉心平均ボイド率の関数と

して，ドップラ反応度は「(5) 燃料棒モデル」より得られる燃料平均温度

の関数としてテーブルで与えられる。ボロン反応度は，「(12) ほう酸水拡

散モデル」より得られる。 

正味の反応度 NK⊿ は次式で表される。 

 

BSDVRN KKKKKK ⊿⊿⊿⊿⊿⊿  

 

RK⊿  ：制御棒反応度 

VK⊿  ：ボイド反応度 

DK⊿  ：ドップラ反応度 
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SK⊿  ：スクラム反応度 

BK⊿  ：ボロン反応度 

 

(4) 崩壊熱モデル 

原子炉出力の全てが核分裂によって直接生じるわけではない。出力の約

94％は核分裂から直接生じるが，残りの約６％は燃料内に生成された放射

性分裂生成物の崩壊によるものである。原子炉の全出力はｊ群の崩壊熱を

仮定すると次式で表わされる。 

n
1ST

KK1n
j

1i di

di
j

1i
dif  

fn  ：原子炉全出力 

diK  ：崩壊熱生成割合（i 群） 

diT  ：崩壊熱等価時定数（i 群） 

n  ：核分裂出力，中性子個数 

 

図 3-2 に 11 群及び４群モデルの時間変化を ANSI/ANS-5.1-1979 で表した

曲線と比較して示す。 
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(5) 燃料棒モデル 

原子炉内の平均的な燃料棒で代表させ，図 3-3に示すようにその燃料棒表

面を同心円状に分割し，それぞれのノードに熱伝導方程式を適用して，燃

料温度，平均表面熱流束を計算する。入力としての生成熱（核分裂による

即発分と崩壊熱による遅発分を考慮）は，「(2) 核特性モデル」より得られ

る中性子束と，「(4) 崩壊熱モデル」より得られる崩壊熱により算出してい

る。 

a. 燃料ペレット４ノード，燃料被覆管１ノード及びギャップ部１ノード

とする。 

ANSI/ANS-5.1-1979 で表した曲線 

11 群モデル 

４群モデル 

図 3-2 崩壊熱特性の比較 

時間(秒) 
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b. 温度分布の空間依存性は半径方向のみとする。 

c. 燃料の熱伝導度はノードの平均温度の関数とし，ノード内では一定と

する。 

d. 燃料の密度及び比熱は温度によらず一定とする。 

e. 各ノードの温度はそのノードについて体積平均したものとする。 

f. 燃料被覆管での熱発生は無視する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，燃料棒中心 hR (=0)で，径方向の温度Ｔの変化は，以下の式で与

えられ， 

0
r
T

hRr
 

となる。 

図 3-3 燃料棒モデル 
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燃料棒と燃料被覆管のギャップ間の熱流束 Gq は，燃料ギャップ実効面積

gA ，燃料ギャップコンダクタンス gh ，ペレット表面の温度 0fT 及び燃料被覆

管内面の温度 CiT の温度から， 

)T(ThA= Ci0fggGq  

となる。 

燃料被覆管と冷却材の境界で，燃料棒被覆管熱伝導率 CLK ，燃料表面平均

熱伝達率 Bh ，燃料棒被覆管外側表面温度 C0T 及び炉心の飽和温度 B1T とする

と， 

)T(Th)
r
TK( B1C0BRrCL r

 

となる。 

なお，ｉ番目のノードにおける熱収支は次のようになる。 

iii
i

pfif t
TCV 発生熱量流出熱量流入熱量  

燃料棒内での熱輸送は，熱伝導が支配的であるため，q / ｒA はフーリエの

法則で表せる。 

r
TKAq

r
TK=

A
q

r
r

又は　  

r  ：径方向長さ 

q  ：単位時間当たりの通過熱量 

Ｋ ：熱伝導率 

rA  ：燃料棒表面積 

Ｔ ：温度 

iV  ：各ノードの体積 

f  ：燃料棒密度 
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pfC  ：燃料棒比熱 

 

(6) 炉心ボイドモデル 

炉心部はサブクール領域と飽和領域に分けて質量及びエネルギバランス

を解き，炉心出口クオリティ，炉心部圧力の変化を求める。 

入力としては「(5) 燃料棒モデル」から得られる熱量，「(9) 再循環系モ

デル」等から得られる炉心流量，炉心入口エンタルピを用いる。 

a. 飽和水，飽和蒸気は熱平衡状態にあるとする。 

b. サブクール領域の流体の圧縮性は無視する。 

c. 炉心バイパス流（チャンネルボックス外を流れる冷却水）は炉心入口

でエンタルピを保ったまま出口に達するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記モデルから得られる炉心出口クオリティを基に，過渡状態の炉心平

均ボイド率を求める。 

a. ボイドモデルは炉心を一点に近似した集中定数モデルとする。 

b. 定常状態の炉心平均ボイド率αを出口クオリティ等の関数として求め

る。 

図 3-4 炉心部モデル図 
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c. 過渡変動に伴う炉心平均ボイド率は，炉心流量ｍの変化を考慮した補

正後のボイド率（ ）として次式で求める。 

α'＝α-(A＋Bｍ＋Cｍ2)  （A，B，C は定数） 

さらに,これに二次遅れ伝達関数で模擬しボイド率（ ）とする。 

d. 炉心圧力変化を考慮する。 

 

 

  

 

             
)(

=
sG

　  

 

 

 

 

(7) 蒸気ドーム部モデル 

ベッセル圧力ノードについてのセパレータ流量，キャリーアンダー流量

を考慮して質量及びエネルギバランスを解いてその圧力変化を求め，ドー

ム部圧力と主蒸気管圧力から主蒸気流量を計算する。 

入力として「(11) 給水系モデル」からの給水流量，またセパレータモデ

ルからセパレータ流量，キャリーアンダー流量を用いる。 

a. 給水とバルク水の混合には時間遅れはないものとする。 

b. バルク領域の液体は圧力が上昇過程にあり，キャリーアンダー質量が

ゼロの時を除いて飽和状態にあるものとする。 

c. セパレータ内の液体は常に飽和状態にあるものとする。 

出口クオリティ(PU) 

定常状態の炉心ボイド率 過渡状態の炉心ボイド率

G(s)は炉心沸騰部ボイ

ドスイープ時間に依存

する二次遅れ伝達関数

炉心流量変化

を考慮 

 

 

ボ 

イ 

ド 

率 

（％） 
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(8) 主蒸気管モデル 

主蒸気管部のベッセル出口から主蒸気隔離弁までと，主蒸気隔離弁から

主蒸気加減弁までの２ノードに分割する。主蒸気管内では蒸発，凝縮のい

ずれも生じないと仮定して質量及び体積バランスを解き，各ノードの圧力

変化を求める。入力として「(7) 蒸気ドーム部モデル」で得られる主蒸気

流量，圧力制御系モデルから得られるタービンバイパス弁開度や主蒸気加

減弁開度を用い，また，主蒸気隔離弁が閉止する場合は主蒸気隔離弁閉止

特性を外部入力として与える。 

a. 逃がし安全弁（逃がし弁機能）は設定圧に達すると開放し始める。 

b. 主蒸気加減弁及びタービンバイパス弁は圧力制御系モデルで制御され

る。 

 

ここで，逃がし安全弁が設置されている主蒸気管部の圧力の変化率を表

わす式は，主蒸気管中では凝縮も蒸発も起こらないと仮定したときの質量

と体積バランスの式から得られ，主蒸気隔離弁流量は弁開度変化に伴う時

間関数で与えられる。なお，逃がし安全弁流量は「(10) 逃がし安全弁(逃

主蒸気加減弁

図 3-5 主蒸気管モデル 

キャリーアンダー
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がし弁機能)モデル」から求められる。 

)mm(m
d
dP

V
1PP ISORV13

gRLI
2RL  

PRL ：主蒸気管圧力 

P2 ：原子炉ドーム圧力 

VLI ：主蒸気管体積 

ρgR ：密度 

m13 ：原子炉出口流量 

mRV ：逃がし安全弁（逃がし弁機能）流量 

mISO ：主蒸気隔離弁流量 

 

(9) 再循環系モデル 

ダウンカマ，下部プレナム，再循環ポンプ，炉心部，セパレータ等原子

炉一巡の圧力損失係数，再循環ポンプ吐出圧力，炉心シュラウド内外のヘ

ッド差及び慣性に従って再循環流量を計算する。また，ポンプ慣性とトル

クよりポンプの運動方程式を解き，ポンプ回転速度を計算する。再循環流

量とポンプ回転速度は，ポンプ流量に依存する吐出圧特性及び負荷トルク

特性を通じて相互に関連する。また，再循環ポンプの回転速度は，再循環

流量制御系モデルから得られる速度要求信号が本モデルのインプットとな

る。 

 

(10) 逃がし安全弁（逃がし弁機能）モデル 

逃がし安全弁は原子炉圧力容器内の圧力が設定点を超えた時に作動し，

原子炉内圧力が高くなることを防ぐ。その位置は主蒸気隔離弁よりも原子

炉側に位置する。逃がし安全弁は，開く圧力と再び閉じる圧力とは異な
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る。代表的な逃がし安全弁特性を図 3-6 に示す。 

定格の逃がし安全弁容量（逃がし弁機能動作時）の合計 RCm は，初期圧

における個々の逃がし安全弁容量から得られる。 

 

i
RL,0RVRViRC )(PCNm  （全ての開いている設定圧グループの総和） 

 

弁を流れる蒸気流量は次式で表わされる。 

 

RVRURCRU )/m(mm τ－  

上記以外のとき

き

　　　：　　　

　：

0

  0  ＜P   P  ＞ P P  ＞P)
P
P(m

m
のとかつか、 RLRRiRLRSiRL

RL,0

RL
RU

RV  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 逃がし安全弁開度特性 

  

主蒸気管圧力(PRL) 

100

逃
が
し
弁
開
度
（
％
） 

50

0

PRR PRS
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RCm  ：逃がし安全弁流量 

RVN  ：逃がし安全弁（逃がし弁機能）個数 

)(PC RL,0RV  ：圧力 RL,0P における個々の逃がし安全弁容量（逃がし弁機能） 

RUm  ：補正前の逃がし安全弁流量 

RV  ：逃がし安全弁時定数 

RVm  ：補正後の逃がし安全弁流量 

RLP  ：主蒸気管ノード１圧力 

RL,0P  ：主蒸気管ノード１初期圧力 

RSiP  ：各逃がし安全弁吹出し圧力 

RRiP  ：各逃がし安全弁吹止まり圧力 
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(11) 給水系モデル 

給水流量は図 3-7 に示すように，給水制御系と給水ポンプを模擬し，原

子炉水位，主蒸気流量及び給水流量の三要素の変化から求める。給水エン

タルピは，「(8) 主蒸気管モデル」から得られる主蒸気流量の変化から遅

れ要素を考慮して図 3-8 のように求める方法と，ヒートバランスによる給

復水系各部の給水エンタルピと配管体積及び給水流量から算出し，一次遅

れを考慮して図 3-9 に示す方法のいずれかを選択できる。主蒸気流量の遮

断時には，どちらも給水エンタルピの低下を一次遅れと輸送遅れで模擬し

ている点では同等であるが，図 3-8 のモデルでは給水加熱器を一つで模擬

し，図 3-9 のモデルでは多段で模擬している点が異なる。 

また，ＥＣＣＳはインターロックに従って設計流量が原子炉に注水さ

れ，そのエンタルピは，注入源が復水貯蔵タンクの場合は復水貯蔵タンク

水温に基づくエンタルピ，原子炉格納容器のプール水の場合は「(13) 格

納容器モデル」のエンタルピとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 給水系モデル 
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図 3-8 給水エンタルピモデル（１） 

 

 

 

 

 

 

 

(12) ほう酸水拡散モデル 

ＡＢＷＲでは，ほう酸水は，ほう酸水貯蔵タンクからほう酸水注入系配

管と高圧炉心注水系（以下「ＨＰＣＦ」という。）配管を経由して，ＨＰＣ

Ｆスパージャから炉心上部に注入される。一方，従来型ＢＷＲでは，ほう

酸水は，ほう酸水貯蔵タンクから配管を経由してスタンドパイプから炉心

下部に注入される。 

これらのモデルでは次の仮定を設ける。 

a. 起動判定遅れ時間，配管でのほう酸水の輸送遅れ時間を考慮する。 

b. ボロン反応度は，有効炉心（有効燃料下端から上端まで）の単位体積

あたりに存在するボロンの重量（炉心内ボロン濃度）に比例する。 

c. 炉心に到達するほう酸水は，炉心上部に注入されるＡＢＷＲでは炉心

流量には依存せず，時間の一次関数で増加するものとする。一方炉心

下部に注入される従来型ＢＷＲでは炉心流量依存（ミキシング効率）

原子炉へ

図 3-9 給水エンタルピモデル（２） 
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で変わるものとし，これを図 3-10 に示す。 

ボロンが炉心下部に到達した後の炉心内のボロン反応度は次式で表わさ

れる。 

hotB

hotB6

0C

C

mass0

t

0 BB
B C

K ⊿10
K M

dt(t)m
=(t)K⊿

なお， 6

0C

C

mass0

t

0 BB
10

K M

dt(t)m
が炉心のボロン濃度 BC である。

図3-10 ボロンミキシング効率（従来型ＢＷＲ） 
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BK⊿  ：ボロン反応度 

Bm  ：下部プレナムに注入されるボロン流量 

B ：下部プレナムでのボロンミキシング効率 

 0 M  ：初期冷却材合計量 

C  ：炉心内冷却材の平均密度 

0C  ：初期炉心内冷却材の密度 

massK  ：原子炉水位変化を考慮した冷却材量の変化比 

      （主蒸気管や逃がし安全弁から蒸気が流出することに

より，初期冷却材合計量 0M が時間を追って変化する

ことを考慮した無次元ファクタであり，ボロンが濃

縮・希釈される影響を表す） 

hot-BK⊿  ：初期状態から高温停止までに必要なボロン反応度の合計 

hot-BC  ：高温停止を達成するために必要なボロン濃度 

BC  ：炉心内ボロン濃度 

 

(13) 格納容器モデル 

図 3-11 に格納容器モデルを示す。ここでは以下のことを仮定する。 

ドライウェルとウェットウェル（サプレッション・プール（以下「Ｓ／

Ｐ」という。）含む）は，空間的に一体と仮定する。これは，本モデルが原

子炉スクラム失敗を仮定した事象の解析で使用されることを前提としてお

り，原子炉スクラム失敗を仮定した事象の場合，原子炉の圧力上昇によっ

て開いた逃がし安全弁から，蒸気がＳ／Ｐの水中に放出されウェットウェ

ルの圧力がドライウェルの圧力上昇に先行し，真空破壊装置が早期に開

き，開いたままになるためである。 
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a. 原子炉格納容器からの放熱による熱喪失は保守的に考慮しない。 

b. 原子炉格納容器内の空間部の温度は，保守的に常にプール水温度と同

じとする。 

c. 原子炉格納容器内の空間部は，保守的に常に水蒸気で飽和しているも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

従来型ＢＷＲの例            ＡＢＷＲ 

 

 

原子炉格納容器の質量バランスとエネルギバランスは次の式のようにな

る。 

 

HPCIGRCICGSVRVsp mmmmM  

HPCFHPCIHPCSRCIC mmmm  (1) 

 

HPCIGHPCIGRCICGRCICGg2SVRVsp hmhmh mmE  

poolHPCFHPCIHPCSRCIC h mmmm coolspex TTQ  (2) 

 

格納容器圧力 contP は，ガスと蒸気の分圧の合計に等しいので 

図 3-11 格納容器モデル 

 

ウェットウェル

(W/W)
⊿Lsp

Tsp
Msp

Asp 

Pcont

∑=Vcont,v

ベント管 

真空破壊装置 

(D/W)

ドライウェル

ウェットウェル

(W/W)

ベント管 

真空破壊装置

(D/W)
ドライウェル
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scont,acont,cont PPP  (3) 

ここでガスの分圧はボイルシャルルの法則から 

vcont,spmacont, /V273TRnP  (4) 

で計算できる。 

s,contP は， 

/C/MET spspsp  (5) 

であるので，仮定b.から， scont,P は次式のように求まる。 

sp1scont, TfP  :蒸気表より (6) 

よって，(3)，(4)，(6)から，格納容器圧力 contP が求まる。 

 

なお，格納容器モデルはＲＥＤＹコードの一部として組み込んでいる。

この理由は次の通りである。 

原子炉スクラム失敗を仮定した本事故シーケンスでは，逃がし安全弁か

ら放出された蒸気は原子炉格納容器のプール水中に放出され，これを受け

てプール水のエンタルピは次第に大きくなる。一方，残留熱除去系による

プール水の除熱はプール水のエンタルピ上昇を抑制し，ボロンの反応度抑

制が支配的になってからはプール水のエンタルピを低下させる。 

本事故シーケンスでは，この原子炉格納容器のプール水がＥＣＣＳによ

り原子炉に注入され，炉内水の温度低下に寄与することから，このような

原子炉内保有水と原子炉格納容器のプール水とが連携して巡回する物理現

象を解く必要があった。 

 

spM  ：Ｓ／Ｐ保有水量 

RVm  ：逃がし弁流量 

SVm  ：安全弁流量 
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RCICGm  ：Ｓ／Ｐに排出される原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣＩ 

Ｃ」という。）タービン排気流量 

HPCIGm  ：Ｓ／Ｐに排出される高圧炉心注水系（以下「ＨＰＣＩ」 

という。）タービン排気流量 

RCICm  ：ＲＣＩＣ流量 

HPCSm  ：高圧炉心スプレイ系（以下「ＨＰＣＳ」という。）流量 

HPCIm  ：ＨＰＣＩ流量 

HPCFm  ：ＨＰＣＦ流量 

spE  ：原子炉格納容器内の水と蒸気の保有エネルギ 

g2h  ：逃がし安全弁から排出される蒸気エンタルピ 

HPCIGh  ：Ｓ／Ｐに排出されるＨＰＣＩタービン排気エンタルピ 

RCICGh  ：Ｓ／Ｐに排出されるＲＣＩＣタービン排気エンタルピ 

poolh  ：Ｓ／Ｐ水エンタルピ 

exQ  ：残留熱除去系等の熱除去割合 

spT  ：Ｓ／Ｐ水温度 

coolT  ：残留熱除去系熱交換後の二次側温度 

contP  ：格納容器圧力 

acont,P  ：格納容器圧力 空気分圧 

scont,P  ：格納容器圧力 蒸気分圧 

C  ：Ｓ／Ｐ水の比熱 

mn  ：モル数 

R  ：気体定数 

vcont,V  ：原子炉格納容器の空間体積（Ｓ／Ｐの水が占める部分を

除く）  
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3.4 入出力 

ＲＥＤＹコードの主要な入出力パラメータを図 3-12 に示す。ＲＥＤＹコ

ードのインプットデータは以下のとおり構成される。 

 

(1) 前処理コードからＲＥＤＹコードへのインプット 

（核データ） 

① ボイド反応度 

② ドップラ反応度 

③ ボロン反応度 

④ その他の動特性パラメータ 

（燃料物性データ） 

① 炉心平均ギャップ熱伝達係数 

（熱水力データ） 

① 炉心圧損係数 

② ボイドマップ 

 

(2) 前処理コードを用いないインプット 

(原子炉幾何形状) 

① 原子炉，原子炉内部構造物，主蒸気管等の寸法 

(炉心仕様) 

② 燃料棒に関するデータ（外径，内径，熱伝導度，比熱等） 

③ 出力分布，蒸気表等の熱水力関係データ 

(機器・設備仕様) 

④ 各種の弁の特性 
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⑤ 再循環ポンプ等のデータ 

⑥ ほう酸水注入系に関するデータ 

(制御系仕様) 

⑦ 各種の制御系に関するデータ 

(格納容器形状) 

⑧ Ｓ／Ｐ水温度，ドライウェル空間容積等の原子炉格納容器に

関するデータ 

(初期運転条件) 

⑨ 運転条件データ（原子炉出力，主蒸気流量，炉心流量，原子

炉圧力等） 

(外乱条件) 

⑩ 外乱条件（過渡変化起因条件等） 

 

(3) ＲＥＤＹコードのアウトプットその１ 

プラント動特性解析を実施し，以下のアウトプットデータを得る。 

① 中性子束 

② 平均表面熱流束 

③ 主蒸気流量 

④ タービン蒸気流量 

⑤ 給水流量 

⑥ 炉心流量 

⑦ 再循環ポンプ流量 

⑧ 原子炉圧力 

⑨ 原子炉水位 

⑩ 逃がし安全弁流量 
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⑪ タービンバイパス弁流量 

⑫ 炉心入口エンタルピ 

⑬ 炉心平均ボイド率 

⑭ 格納容器圧力 

⑮ 原子炉格納容器のプール水温度 

 

(4) ＲＥＤＹコードのアウトプットその２ 

ＳＣＡＴコードへ以下のデータを渡すことにより，燃料被覆管温度評価

を実施する。 

① 炉心入口流量 

② 出力 

③ 炉心圧力 

④ 炉心入口エンタルピ 
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図 3-12 ＲＥＤＹコードの主要な入出力 

 

ＲＥＤＹ 

プラント動特性解析 

 

(原子炉幾何形状) 

(炉心仕様) 

(機器・設備仕様) 

(制御系仕様) 

(格納容器形状) 

(初期運転条件) 

(外乱条件) 

①炉心入口流量 

②出力 

③炉心圧力 

④炉心入口エンタルピ 

①中性子束 

②平均表面熱流束 

③主蒸気流量 

④タービン蒸気流量 

⑤給水流量 

⑥炉心流量 

⑦再循環ポンプ流量 

⑧原子炉圧力 

⑨原子炉水位 

⑩逃がし安全弁流量 

⑪タービンバイパス弁流量 

⑫炉心入口エンタルピ 

⑬炉心平均ボイド率 

⑭格納容器圧力 

⑮原子炉格納容器のプール水温度 

ＳＣＡＴ 

単チャンネル 

熱水力解析 

①ＭＣＰＲ 

②燃料被覆管温度 

③燃料被覆管酸化量 

④クオリティ 

⑤熱伝達係数 

 
ＴＧＢＬＡ／ＨＩＮＥＳ 

 
単位燃料集合体核特性 

計算コード（4）（5） 

（核データ） 

①ボイド反応度 

②ドップラ反応度 

③ボロン反応度 

④

 
ＰＲＩＭＥ 

 
燃料棒熱・機械設計 
コード（6）（7）（8）（9） 

（燃料物性データ） 

①炉心平均ギャップ熱伝達

係数 

 
ＩＳＣＯＲ 

 
炉心熱水力解析 
コード（10）（11） 

（熱水力データ） 

①炉心圧損係数 

②ボイドマップ 
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4. 妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

2 章で重要現象に分類された物理現象の妥当性確認方法を表 4-1 の評価マ

トリックスに示す。ＲＥＤＹコードは，運転時の異常な過渡変化における

プラント全体の挙動を評価する解析コードであり，実機プラントの起動試

験（以下「実機試験」という。）の結果との比較によっても妥当性確認が行

われているが，本資料ではこれを含めて原子炉スクラム失敗を仮定した評

価に着目して妥当性を確認する。 

以下の各節にて適宜参照する国内ＡＢＷＲに対する実機試験結果とＲＥ

ＤＹコード（REDY Ver.2）による解析結果との比較を初めに列挙しておく。

ただし，必要に応じて従来型ＢＷＲの実機試験結果とＲＥＤＹコード

（REDY Ver.1）による解析結果との比較も併用している。 

これらの実機試験解析では，初装荷燃料炉心（ＢＯＣ-１）の核定数やボ

イドマップ，実機試験の結果から得られた各種の機器・弁特性（開度特性

やポンプ慣性含む），制御ロジックで使用するデータに実機セット値等を使

用している点が，原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止で

の解析条件とは異なる。しかしながら，これらの違いがパラメータの変化

の大きい原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止解析に与え

る影響は無視できる。また，主蒸気隔離弁が初期に閉鎖することから圧力

制御系は評価結果に影響を与えず，給水流量制御系の動作も，本評価解析

のように給水ポンプトリップや予備機が起動（その後ランアウト流量制限

がかかる）する場合には期待されない。再循環流量制御系に関しては，実

機試験は手動モードであるが本事象では自動としている。これは，手動モ

ードにすると，出力が高く維持され放出蒸気が多く原子炉水位低で早期に

再循環ポンプがトリップし，結果として出力が小さく評価されるためであ
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る。 

図 4-1 インターナルポンプ３台トリップ時の過渡変化 

図 4-2 発電機負荷遮断時の過渡変化 

図 4-3 主蒸気隔離弁全閉時の過渡変化 

図 4-4 給水ポンプトリップ予備機不起動時の過渡変化 

図 4-5 再循環流量制御系速度設定点変更試験 

図 4-6 給水制御系水位設定点変更試験 

図 4-7 圧力制御系圧力設定点変更試験 
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表 4-1 重要現象に対する妥当性確認方法（評価マトリックス） 

 

 

  

分類 重要現象 計算モデル 
妥当性確認 

（着目パラメータ） 

炉心 

(核) 

核分裂出力 核特性モデル 図 4-1，図 4-4～図 4-7 

（中性子束変化） 
反応度フィードバック

効果 
反応度モデル 

(ボイド・ドップラ) 

反応度モデル 

(ボロン) 

図 4-26～図 4-33 

崩壊熱 崩壊熱モデル 図 4-8 

炉心 

(熱流動) 

沸騰・ボイド率変化 炉心ボイドモデル 図 4-1，図 4-3 

図 4-5～図 4-7 

（中性子束，水位変化） 

図 4-9～図 4-16 

原子炉圧力

容器 

(逃がし安

全弁含む) 

冷 却 材

流 量 変

化 

コーストダ

ウン特性 
再循環系モデル 図 4-1～図 4-2 

(炉心流量変化) 

自然循環流

量 
図 4-2，図 4-17，図 4-18 

(炉心流量) 

冷却材放出 

(臨界流・差圧流) 

逃がし安全弁モデル 図 4-3 

(逃がし安全弁流量) 

ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替注水設

備含む) 

給水系モデル 図 4-4，図 4-6 

(給水流量変化時の中性子

束) 

図 4-19～図 4-21 

ほう酸水の拡散 ほう酸水拡散モデル 図 4-22～図 4-33 

原子炉格納

容器 

サプレッション・プー

ル冷却 
格納容器モデル 基礎的な物理法則を適用

したモデルであるため式

確認とした。 
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(1) 実機インターナルポンプ３台トリップ試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

定格出力／定格炉心流量試験点において，常用高圧母線の故障等の発生

を模擬し，常用高圧母線に接続するインターナルポンプを３台同時にトリ

ップさせている。 

b. 実機試験結果の挙動 

インターナルポンプ３台トリップにより炉心流量が急減し，再循環系が

手動モードであることから，流量は回復することなく，約 70％で整定す

る。炉心流量の低下により中性子束も低下するが，この間プラントはスク

ラムしないため運転は継続している。水位は一時的に約 20cm 上昇するが，

給水制御系により通常水位に制御される。 

図 4-1 インターナルポンプ３台トリップ時の過渡変化 

-20 

原子炉圧力変化(×9.8×10-3 MPa)
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c. 実機試験結果との比較 

ＲＥＤＹコードの解析結果は，炉心流量，中性子束，原子炉圧力及び原

子炉水位とも実機挙動の変化傾向とはどの時点でも一致している。なお，

原子炉水位は過渡的に実機との変化幅の差が大きくなっているが，プラン

ト状態が整定しつつある 25 秒付近ではその差は小さくなってきている。 
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(2) 実機発電機負荷遮断試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

定格出力／定格炉心流量試験点において，送電系統の故障等により，負

荷が急激に遮断された場合を模擬し，発電機負荷遮断を行っている。 

b. 実機試験結果の挙動 

発電機負荷遮断信号により，主蒸気加減弁の急閉，タービンバイパス弁

の急開が生じ，原子炉は直ちにスクラムしている。スクラムすることによ

り中性子束は急激に減少してほぼゼロとなる。なお，図には示していない

が，バイパス弁容量が定格蒸気流量の 33％であるため，圧力が上昇し逃が

し安全弁が３弁開放している。 

c. 実機試験結果との比較 

ＲＥＤＹコードの解析結果は，中性子束，主蒸気流量，原子炉圧力及び

原子炉水位とも実機試験と同様な変化となっている。原子炉圧力は解析の

図 4-2 発電機負荷遮断時の過渡変化 

原子炉圧力変化(×9.8×10-3 MPa)
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方がやや高めとなっており，解析結果が保守的な評価を与えている。な

お，本事象においては，給水ポンプにトリップ，予備機起動，ランアウト

流量制限等が生じており，過渡的に給水制御指令信号から切り離される。

こうした条件下でも実機試験の給水流量挙動を模擬するため，起動停止の

流量変化がある部分では解析で得られる流量に補正をかけて再現してい

る。 
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(3) 実機主蒸気隔離弁全閉試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

定格出力／定格炉心流量試験点において，原子炉水位，主蒸気流量等の

原子炉系の異常，あるいは運転員の誤操作等により主蒸気隔離弁が全閉す

ることを模擬している。 

b. 実機試験結果の挙動 

主蒸気隔離弁全閉により直ちに原子炉はスクラムし，主蒸気流量はゼロ

に，中性子束もほぼゼロになる。原子炉圧力は約 0.51MPa 上昇しているが，

逃がし安全弁が６弁開放することにより圧力上昇が抑えられている。 

c. 実機試験結果との比較 

ＲＥＤＹコードの解析結果は，中性子束，主蒸気流量及び原子炉圧力と

も実機の増減方向を良く模擬しており，その変化幅の差も小さい。 

なお，本事象においては，事象発生直後から給水ポンプにトリップ，予

図 4-3 主蒸気隔離弁全閉時の過渡変化 

原子炉圧力変化(×9.8×10-3 MPa)
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備機起動，ランアウト流量制限等が生じ，過渡的に給水制御指令信号から

切り離されている。こうした条件下で実機試験の給水流量挙動を模擬する

ため，解析における給水流量変化を入力としている。 
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(4) 実機給水ポンプトリップ予備機不起動試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

定格出力／定格炉心流量試験点において，給復水系ポンプがトリップ

し，予備機が自動起動しなかった場合を模擬した。なお，水位低下を抑え

るために再循環ポンプをランバックさせることで出力を低下させ，運転継

続が図られている。 

b. 実機試験結果の挙動 

タービン駆動給水ポンプの１台がトリップし，予備のモータ駆動給水ポ

ンプが起動しないため，給水流量が低下するが，インターナルポンプを自

動ランバックさせ出力を低下させることで水位低下を抑えている。原子炉

水位は約 20cm 低下した後に回復傾向となり，運転継続している。 

c. 実機試験結果との比較 

ＲＥＤＹコードの解析結果は，中性子束，主蒸気流量及び原子炉圧力と

図 4-4 給水ポンプトリップ予備機不起動時の過渡変化 

原子炉圧力変化(×9.8×10-3 MPa)
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も良く実機と一致している。原子炉水位は，解析の方の低下が速いが，最

低水位及びその後の回復傾向は良く一致している。なお，解析における給

水流量変化は，給水ポンプにトリップ及びランアウト状態が生じ，過渡的

に給水制御指令信号から切り離されているため，実機に合わせた給水流量

変化を入力している。 
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(5) 実機再循環流量制御系速度設定点変更試験 

 

 

a. 実機試験概要 

90％出力／90％炉心流量試験点において，再循環流量制御系の再循環ポ

ンプ速度設定を－10％，＋10％ステップ状に変化させている。 

b. 実機試験結果の挙動 

炉心流量の－10％の変化に対して，中性子束は低下して過渡的にアンダ

ーシュートした後，炉心流量の整定に伴い一定となる。原子炉水位，原子

炉圧力等のパラメータも過渡的に変化するがその後安定状態となってい

る。炉心流量＋10％も同様である。 

c. 実機試験結果との比較 

再循環流量を±10％変化させた例である。炉心流量の増減により中性子

束は急激に変化しているが，炉心流量の整定に伴い安定に整定している。

ＲＥＤＹコードの解析結果は，実機試験結果と良く一致している。 

  

図 4-5 再循環流量制御系速度設定点変更試験 

（定格出力：±10％設定点変更） 

原子炉圧力変化(×9.8×10-3 MPa)
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(6) 実機給水制御系水位設定点変更試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

90％出力／90％炉心流量試験点において，給水制御系の水位設定値を－

10cm，＋10cm ステップ状に変化させている。 

b. 実機試験結果の挙動 

水位設定値の－10cm 変更に対して，給水流量が減少して原子炉水位が低

下する。その後目標水位に達すると各パラメータは一定となる。水位設定

値＋10cm 変更も同様である。 

c. 実機試験結果との比較 

原子炉水位を±10cm 変化させた例であり，ＲＥＤＹコードの解析結果

は，実機試験結果と良く一致している。 

  

図 4-6 給水制御系水位設定点変更試験 

（定格出力：±10cm 設定点変更） 

100
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(7) 実機圧力制御系圧力設定点変更試験 

 

 

 

a. 実機試験概要 

90％出力／90％炉心流量試験点において，圧力制御系の圧力設定値を－

0.069MPa，＋0.069MPa ステップ状に変化させている。 

b. 実機試験結果の挙動 

原子炉圧力の－0.069MPa の変化に対して，主蒸気流量，中性子束は過渡

的に変化した後，原子炉圧力の整定に伴い一定となる。原子炉圧力＋

0.069MPa も同様である。 

c. 実機試験結果との比較 

原子炉圧力を±0.069MPa 変化させた例であり，ＲＥＤＹコードの解析結

果は，実機試験結果と良く一致している。 

 

  

図 4-7 圧力制御系圧力設定点変更試験 

（定格出力：±0.069MPa 設定点変更） 
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4.2 炉心（核）における重要現象の妥当性確認 

炉心（核）に対する重要現象は，核分裂出力，反応度フィードバック効

果及び崩壊熱であり，ＲＥＤＹコードでは，これらを評価するモデルとし

て， 

・核特性モデル（一点近似動特性モデル） 

・反応度モデル（ボイド，ドップラ及びボロン） 

・崩壊熱モデル 

を採用している。 

 

4.2.1 核特性モデルと反応度モデル（ボイド，ドップラ）の妥当性確認 

(1)実機試験結果との比較による妥当性確認 

ＲＥＤＹコードの核特性モデルは一点近似動特性モデルを採用してお

り，方程式自体は机上又は実験解析で検証されている公知のものである。

実機の原子力発電プラントに，この一点近似動特性モデルを適用した場

合，正しい核定数及び適切な反応度フィードバックが与えられた条件下に

おいて，実機試験の中性子束応答を良く模擬できることは，これまで国内

外での多数の実機試験との比較で確認されている。この妥当性確認は核特

性単独モデルではできず，核特性モデル，反応度モデルに加え他の熱水力

モデル等との総合効果として確認される。 

核特性モデルの妥当性を確認することが目的であるため，ここで引用す

る実機試験結果は，原子炉がスクラムしない場合の以下の事象が参照対象

となる。 

図 4-1 インターナルポンプ３台トリップ時の過渡変化 

図 4-4 給水ポンプトリップ予備機不起動時の過渡変化 

図 4-5 再循環流量制御系速度設定点変更試験 
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図 4-6 給水制御系水位設定点変更試験 

図 4-7 圧力制御系圧力設定点変更試験 

 

本事故シーケンスで作動する再循環ポンプトリップ時の炉心流量急減によ

る炉心内ボイド率増加に伴う出力抑制模擬能力は図 4-1，図 4-5 から，給水

流量変化（ＥＣＣＳ注水）から生じる炉心入口サブクーリング変化に伴う炉

心内ボイド率増減に伴う出力変化の模擬能力は図 4-4，図 4-6 から，圧力変

更に対する出力変動模擬能力は図 4-7 からその妥当性が確認できる。 

 

(2)反応度モデル（ボイド，ドップラ）の妥当性確認 

申請解析におけるＲＥＤＹコードの反応度フィードバックは，単位燃料

集合体核特性計算コードによる評価から求められた反応度係数に不確かさ

等を考慮し，本事故シーケンスにおける全ての解析時間を通して同一値の

保守因子として動的ボイド係数 1.25，動的ドップラ係数 0.9 を掛けて評価

している。これは，本事故シーケンスの初期における現象（圧力上昇によ

りボイドが減少することによる出力上昇）が支配的であるためである。し

かしながら，本事故シーケンスは，事象進展に伴ってプラント状態が大き

く変化するため，本資料でこの妥当性を確認する。手法としては，原子炉

内の物理現象が主な評価対象となる短時間領域をプラント挙動に従ってさ

らに三つのサブ時間領域に細分割し（添付４参照），それぞれの領域での反

応度フィードバック（ボイド，ドップラ）の不確かさを求め，サブ時間領

域ごとの不確かさを事象進展に伴って変更可能な機能をＲＥＤＹコードに

追加して行う。 

サブ短時間領域ごとの動的ボイド係数，動的ドップラ係数のそれぞれに

求めた不確かさ（下限値・ノミナル値・上限値の組み合わせ）を添付５に
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示す。 

 

4.2.2 反応度モデル（ボロン）の妥当性確認 

実機試験からは確認できない反応度フィードバックモデルのうち，ボロ

ン反応度に関しては，後述する「4.4.6 ほう酸水拡散モデルの妥当性確

認」でそのモデルの妥当性確認を実施している（図 4-26～図 4-33）。このモ

デルでは，反応度抑制に寄与する炉心内のボロン濃度変化を計算し，この

濃度にインプット定数としての，高温停止に必要な「ボロン反応度／ボロ

ン濃度（ボロン反応度添加率）」を乗じてボロン反応度に換算している。な

お，ボロン反応度添加率に関する妥当性確認結果を添付６に示す。 

高温停止に必要なボロン反応度は，三次元未臨界性評価を考慮している

ため，その不確かさは，ほう酸水注入系の三次元未臨界性評価における停

止余裕基準の 1.5％⊿k（12）（13）とする。なお，本評価は，定格運転時に臨界

を保った状態を起点としており，高温停止に必要なボロン所要量は炉心の

違いで大きく変化することはないため，代表的に平衡炉心で評価している

が，ここでは，炉心変更及び MOX混在炉心の場合における装荷遅れ等に伴う

高温停止に必要なボロン反応度の不確かさについても考慮し，十分余裕が

ある値として停止余裕基準と同等の 1.5％⊿k とした。 

よって，これらの合計から３％⊿k を不確かさとした。 

 

4.2.3 崩壊熱モデルの妥当性確認 

ＲＥＤＹコードの崩壊熱は，11 群又は４群モデルで模擬し，両モデルは

同等であることを 3.3 節で確認している。 

以下，11 群モデルについて説明する。11 群モデルは 1979 年に米国の

NUREG-1335（14）で参照され，Idaho National Engineering Laboratory が採
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用した 11 群モデルとデータを採用している。日本では，1992 年４月 28 日

の原子力安全委員会，原子炉安全基準専門部会 原子力崩壊熱評価小委員

会での論議により，ＡＥＳＪ推奨値を用いることも妥当との結論が得られ

ている。本資料の図にＲＥＤＹコードで使用している崩壊熱曲線を重ね合

わせたものが図 4-8 である。11 群モデルと現状のデータはＧＥモデル

（1973）＋３σともほぼ同等であり，新ＡＮＳ（1979）＋２σやＡＥＳＪ

推奨値よりは，わずかに高めに評価していることが確認できた。なお，図

4-8 からＲＥＤＹコードで使用している崩壊熱計算の不確かさは，１秒の時

点で最大＋0.8％，－0.1％である。 

 

 

図 4-8 ＲＥＤＹコードの崩壊熱曲線と各種推奨値との比較 
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4.3 炉心（熱流動）における重要現象の妥当性確認 

炉心（熱流動）に対する重要現象は，沸騰・ボイド率変化であり，ＲＥ

ＤＹコードでは，炉心ボイドマップとそのスイープモデルのことである。 

炉心ボイドマップは図 4-9に示すように，定格炉心流量における炉心出口

クオリティと炉心平均ボイド率との関係を，炉心入口サブクーリングをパ

ラメータとしてまとめた関数である。過渡時の状態は，ここから得られる

炉心平均ボイド率に，炉心流量補正，さらにはスイープモデルを適用して

模擬している。炉心平均ボイド率へのスイープ効果は炉心入口流量の変化

等を考慮した二次遅れモデル近似である。 

 

(1) 炉心ボイドマップの妥当性 

炉心ボイドマップは，定格状態において設計軸方向出力分布（平衡炉心

に相当する下方ピーク）を仮定し，炉心熱水力解析コードを用いて求めて

いる。後述の 4.3.1 節で参照している「炉心ボイドマップ確認試験」におい

ては，実際は軸方向出力分布を下方分布，均一分布，中央分布として試験

を実施している。その結果，軸方向出力分布の違いによるボイド率に与え

る影響の明確な差はないと結論付けている。本事故シーケンスでは，給水

加熱喪失の影響を受けている間，より下方ピークとなることが知られてお

り，設計軸方向出力分布を仮定していることの妥当性を確認するために，

仮により下方ピークとなった場合のボイドマップを作成して比較した。こ

の結果，より下方ピークを想定した場合は，同じ炉心入口サブクーリング

であれば沸騰開始が早くなり，本事故シーケンス範囲での炉心ボイドマッ

プ全体がボイド率の大きい方に並行移動する（初期の炉心ボイド率が多少

高くなる）ことを確認している。ここで，プラント全体の挙動に影響を及

ぼすボイド反応度の変化は，初期運転点でのボイド率の相違による影響よ
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りも，主にそこからのボイド率の変化幅と変化速度による影響が支配的で

ある。このことから軸方向出力分布の違いによる影響はボイド率の変化幅

や変化速度に大きく影響するものではないため，結果としてプラント全体

への影響に有意な差を与えることはないといえる。実際，添付３に示した

ように, 本事故シーケンス解析で初期の軸方向出力分布をより下方ピーク

に変更した解析を実施した場合でも，評価結果に与える影響は小さいこと

を確認している(*1)。また，本事故シーケンス解析での高炉心入口サブク

ーリング側の炉心入口サブクーリング変動範囲は，従来の高温高圧での実

バンドル体系での試験範囲外である。しかしながら，炉心入口サブクーリ

ングが高まるにつれて，サブクール沸騰及び飽和沸騰開始点が下流側に移

動するものの，サブクール沸騰開始後の下流側の流動状態は通常の炉心入

口サブクーリング時と特に変わるものではないため，平均ボイド率を対象

とした炉心ボイドマップの高炉心入口サブクーリングでの不確かさに対す

る影響は小さいと考えられる。 

 

(*1) ＲＥＤＹコードでは模擬できないが，短時間領域では給水加熱喪失に

より軸方向出力分布が下方ピークとなると想定される（添付２参照）。こ

れに伴いボイドマップも変わるものと推測され，この過渡時のボイドマ

ップを初期炉心状態として作成し，その影響を参考解析してみると，短

時間の評価パラメータは小さめに評価されることが確認できた（添付３

参照）。 

 

(2) 炉心流量補正モデルの妥当性 

過渡時の炉心平均ボイド率の変化は，上記(1)の炉心ボイドマップから得

られた炉心平均ボイド率に対し，炉心流量補正を加えて求める。後述の図
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4-15 の試験解析結果により軸方向出力分布の影響が小さいこと,図 4-16 の

試験解析結果により炉心入口サブクーリングの影響が小さいことも確認し

ていることから, 本事故シーケンスにこのモデルを適用することの妥当性

が確認された。 

なお，炉心流量補正モデルの妥当性は「4.3.3 実機試験結果との比較に

よる妥当性確認」でも示している。 

(3) ボイドスイープモデルの妥当性

ボイドスイープモデルは，炉心入口流量，沸騰長等をパラメータとし

た，過渡時の軸方向の炉心内ボイド伝播変化を考慮したものである。ボイ

ドスイープモデルの妥当性は，後述の 4.3.1 図 4-13 で参照している時間領

域での試験結果，図 4-14 で参照している周波数特性での試験結果より確認

している。さらに前述の 4.1で示した実機試験結果（ボイドスイープのモデ

ルのパラメータである炉心入口流量等を変えた場合）に対する模擬能力が

十分高いことを，計測可能な中性子束変化を通して総合的に確認してい

る。 

図 4-9 ボイドマップの例（15） 
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4.3.1 炉心ボイドマップ確認試験

図 4-10 及び図 4-11 に，日本国内で実施された試験装置系統図及び試験部

を示す。

図 4-10 試験装置系統図

図 4-11 試験部概要図と解説
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図 4-12 に，実機定格流量相当における定常状態のボイド試験結果につい

て，試験結果で得られた炉心出口クオリティとボイド率との関係を示す。

図中，ＲＥＤＹコードにおける設計式の値を実線で示すが，試験結果と良

く一致していることが確認されている。 

図 4-12 ボイドマップの確認結果（実機定格流量相当）（15） 
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また，同試験装置で過

渡時のスイープモデルの

妥当性も確認しており，

この結果を図 4-13 に示

す。 

ＲＥＤＹコードのボイ

ドスイープモデルによる

計算値についても同図に

示すが，両者の時間変化

挙動は良く一致してい

る。また，この妥当性

は，実機試験結果との比

較でも確認されている。 図 4-13 流量減少時のボイド率変化（15）
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ＧＥ社から報告されているボイドスイープモデルの妥当性確認結果で

は，試験装置は実機との相似性を考慮した設備とし，電気入力を正弦状に

変化させて，出力と平均ボイド率の周波数伝達関数を求めている。この実

験解析をＲＥＤＹコードの可変二次遅れスイープモデルと比較した結果を

図 4-14 に示すが，実炉で重要な 0.1Hz から１Hz の周波数範囲で実験結果と

解析結果とは，良く一致していることが確認されている。 

4.3.2 炉心平均ボイド率の炉心流量補正モデルに係わる妥当性確認

ＲＥＤＹコードでは定格炉心流量で定めた炉心平均ボイドマップを用いて

おり，炉心流量が低下した場合に相対的蒸気ドリフト量が増えて炉心内の

平均ボイド率が変化することを炉心流量の二次関数でマイナス補正してい

る。本事故シーケンスでは，再循環ポンプトリップ後に低炉心流量や自然

循環状態で高出力状態が継続することからこのモデルの重要度が高い。 

図 4-14 過渡時ボイド率の解析結果と実験結果との比較（15） 

（出力―平均ボイド伝達関数の周波数応答） 



3-77

図 4-15 は，「4.3.1 炉心ボイドマップ確認試験」の中で報告している日本

国内で実施された試験結果を，炉心入口流量の変化に伴うボイド率補正率

（ＰＵ）(=定格炉心流量でのボイド率に対する補正割合)の関係として整理

したものである。試験装置は，８×８燃料を模擬しており，出力分布が均

一の場合（かつ，炉心出口クオリティ 25％）と下方ピーク（かつ，炉心出

口クオリティ 20％）の場合の試験結果（それぞれ４点と２点）をプロット

している。これによると，炉心ボイド率の炉心流量補正率は，軸方向出力

分布の違いに係らず，ＲＥＤＹモデルの二次関数とほぼ一致しており，そ

の妥当性が確認できた。 

上記の試験で模擬した燃料は８×８燃料であること，試験点数が必ずしも

十分とはいえないことから，炉心ボイド率の炉心流量補正モデルの妥当性

確認の方法として，設計データとの比較手法（炉心熱水力解析コードで多

数のボイドマップデータを作成し，炉心流量の違いによる影響を整理する

図 4-15 炉心ボイドマップの流量依存性（国内試験結果との比較）
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手法）を用いる。 

図 4-16 は，炉心流量を 15％，40％，70％，100％とし，それぞれに対し

て炉心出口クオリティを 30％，40％，60％，80％かつ６種類の炉心入口サ

ブクーリングを変えた場合の試験解析を行い，ボイド率補正率（ＰＵ）を

求めて図にまとめたものである。図では試験点が重なっているが，同じ炉

心流量における試験解析点数は上記より各 24 個存在する。なお，燃料は９

×９燃料（Ａ型）の平衡炉心を想定している。 

同図に，ＲＥＤＹコードモデルで使用している二次関数を実線で併記し

ているが，炉心出口クオリティや炉心入口サブクーリングの違いに係ら

ず，ボイド率補正率（ＰＵ）は炉心流量の二次関数でフィッティングでき

ることが示されている。なお，約 40％流量付近では，試験解析点よりＲＥ

ＤＹモデルのデータの方がボイド率を少なめに評価しており，これは短時

間領域での原子炉出力を高めに評価していることを意味する。 

本図から，破線で示したような炉心流量に依存しない場合（補正なし）

を不確かさ下限とし，15％炉心流量での試験解析点も包含する二次関数を

不確かさ上限とする。 
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4.3.3 実機試験結果との比較による妥当性確認

炉心ボイドの挙動は実機では直接確認することができない。ただし，核

分裂出力変化の妥当性を実機試験結果で確認した 4.2.1 節と同様に，ＲＥＤ

Ｙコードのボイドマップが実機の過渡変化挙動を模擬できないと， 

・ これによって生じるボイドフィードバック起因の中性子束変化

・ 炉心内ボイド率が変化することでの炉心シュラウド外水位変化（検出

水位）

が模擬できないことになる。 

以上より，これらの中性子束，検出水位を着目パラメータとして，以下

の事象について実機試験結果とＲＥＤＹコードの解析結果を比較した。 

図 4-1 インターナルポンプ３台トリップ時の過渡変化 

図 4-3 主蒸気隔離弁全閉時の過渡変化 

図 4-5 再循環流量制御系速度設定点変更試験 

図 4-16 炉心ボイドマップの流量依存性（試験解析結果との比較）
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図 4-6 給水制御系水位設定点変更試験 

図 4-7 圧力制御系圧力設定点変更試験 

 

図 4-1のＲＥＤＹコードの解析結果は，炉心流量急減に伴う実機の中性子

束変化を良く模擬しており，結果的に本事故シーケンスでの再循環ポンプ

トリップ時の炉心流量急減に伴う炉心ボイド率の増加現象が模擬できるこ

とを意味している。 

図 4-3のＲＥＤＹコードの解析結果は，実機の原子炉水位変化を良く模擬

しており，スクラム失敗を仮定した原子炉隔離に伴う圧力上昇によって

（この場合はスクラムも併用）生じる炉心ボイド率の減少現象を十分模擬

できることが確認できたといえる。 

図 4-5の再循環流量の増減変化に対する中性子束の変化は良く実機を模擬

できているが，これにより，炉心流量の変化に伴うボイドスイープのモデ

ルの妥当性が確認できる。 

図 4-6は給水流量を試験で増減させたものであるが，中性子束の変化が良

く実機を模擬できている。この場合，給水流量の変化は炉心入口サブクー

リングを増減させるが，炉心入口サブクーリングをパラメータとしている

ボイドマップの妥当性が示されている。 

図 4-7は原子炉圧力を増減させた試験結果であるが，中性子束の変化は良

く実機を模擬できている。すなわち，ボイドマップの圧力変化に対する模

擬モデルの妥当性が確認できる。 
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4.4 原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）における重要現象の妥当性確認

原子炉圧力容器（逃がし安全弁含む）に対する重要現象は，冷却材流量

変化（強制循環時），冷却材流量変化（自然循環時），冷却材放出（臨界

流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）及びほう酸水の

拡散であり，ＲＥＤＹコードでは，これらを評価するモデルとして， 

・再循環系モデル

・逃がし安全弁モデル

・給水系モデル

・ほう酸水拡散モデル

を採用している。 

4.4.1 再循環系モデルの実機試験結果との比較による妥当性確認その１

（冷却材流量変化（強制循環時）） 

重要な物理現象である，冷却材流量変化（強制循環時）の妥当性確認を

実機試験結果との比較によって行う。 

再循環ポンプトリップによる炉心流量低下速度は，炉心のボイド挙動，

炉心を含む過渡流れの圧力損失係数，再循環ポンプの慣性定数や初期回転

速度といった多くのパラメータによって複合的に影響を受ける。 

よって，ここでは再循環ポンプトリップ，又はそれ相当の炉心流量変化

がどの程度ＲＥＤＹコードで模擬できているのかを実機試験結果で確認す

る。 

図 4-1 インターナルポンプ３台トリップ時の過渡変化 

図 4-2 発電機負荷遮断時の過渡変化 

図 4-1 の実機試験結果は全 10 台のインターナルポンプのうち，３台のポ
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ンプがトリップした場合であるが，ＲＥＤＹコードは炉心流量急減の変化

を良く模擬できている。また，図 4-2の実機試験結果はインターロックによ

り４台のインターナルポンプトリップ（＋６台のインターナルポンプラン

バック）が行われた事象であるが，こちらもＲＥＤＹコードは炉心流量急

減の変化を良く模擬できている。 

以上より，本事故シーケンスでの再循環ポンプトリップ時の炉心流量急

減に伴う再循環系モデルの妥当性が確認できた。 

なお，再循環ポンプの炉心流量低下率はポンプの時定数が支配的要因と

なり，時定数の不確かさはポンプの設計仕様から＋10％，－10％である。 

 

4.4.2 再循環系モデルの実機試験結果との比較による妥当性確認その２ 

（冷却材流量変化（自然循環時）） 

重要な物理現象である，冷却材流量変化（自然循環時）の妥当性確認を

実機試験結果との比較によって行う。 

再循環ポンプトリップにより，自然循環状態で高出力状態が継続する原

子炉スクラム失敗を仮定した事象では，炉心流量の整定値が高い場合に炉

心内ボイド率が小さくなり出力が大きくなると想定される。よって，ここ

では再循環ポンプトリップ後の自然循環流量がどの程度ＲＥＤＹコードで

模擬できているのかを実機試験結果で確認する。 

図 4-2 発電機負荷遮断時の過渡変化 

 

ＢＷＲプラントの起動停止の運転では，最低ポンプ速度状態を経由する

も自然循環流量での運転は行わない運用としている。このため，通常運転

時の自然循環状態の実機データは存在しないが，図 4-2の過渡事象はこれに

近いものとなっている。 
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図 4-2に示した実機の発電機負荷遮断試験結果では，インターロックによ

り４台のインターナルポンプトリップが行われ，残りの６台のポンプが最

低ポンプ速度運転となった炉心流量状態が実現されており，低炉心流量状

態を模擬したデータであるとみなすことができる。 

この場合は，原子炉がスクラムされていることから炉心のボイド率も次

第に低下していく過程にあるが，ＲＥＤＹコードはこの過程を含めて低炉

心流量状態を模擬できることが示されている。 

4.4.3 再循環系モデルの実機試験結果との比較による妥当性確認その３

（冷却材流量変化（自然循環時）） 

上述したＡＢＷＲの実機試験結果での妥当性確認結果は，自然循環状態

に近いものとして６台のインターナルポンプが最低ポンプ速度となった場

合であるが，これを補足する目的で，従来型ＢＷＲでの試験結果との比較

結果を示す。なお，解析コードは“REDY Ver.1”を使用しているが，ここで

確認している主要なモデルは“REDY Ver.1(ATWS 用)”と同等である。 

図 4-17 は，460MWe の従来型ＢＷＲプラントにおいて，２台の再循環ポン

プＭ／Ｇセットを手動でトリップさせた試験結果をＲＥＤＹコードで再現

解析したものである。再循環ポンプＭ／Ｇセットトリップにより，ポンプ

回転速度が徐々に低下し，これにつれて炉心流量も低下し，自然循環状態

になっている。これによれば，炉心流量，中性子束及び主蒸気流量変化と

も 20 秒後の整定値は約２％以内で一致している。 
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図 4-18 は，1100MWe の従来型ＢＷＲプラントにおいて，２台の再循環ポ

ンプを手動でトリップさせた場合の試験結果をＲＥＤＹコードで再現した

ものである。この場合も 20 秒後の自然循環状態に着目すると，原子炉水位

変化，原子炉圧力変化，中性子束変化も整定値で数％以内の差で一致して

おり，ここで着目したい自然循環流量の値は精度良く模擬できることが確

認できた。 

 

本事故シーケンスでは，原子炉水位が大きく低下し，さらにＥＣＣＳも

注水されることから，上述の実機試験結果における自然循環流量の状態と

は多少異なる。しかしながら，いずれにせよ自然循環状態は，インターナ

ルポンプまたは再循環ポンプによる強制循環力がなくなった状態であり，

ＲＥＤＹコードが採用している単純な運動量保存則(*1)において，摩擦圧

損等の占める影響力は流量の二乗に比例して小さくなることから､炉心シュ

時間（秒） 

定 

格 

値 

に 

対 

す 

る 

値 

（％） 

中性子束 

主蒸気流量 

炉心流量 

実測値 

解析値 

図 4-17 再循環ポンプＭ／Ｇセット２台トリップ試験（1） 
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ラウド内外の位置ヘッド差（マスバランス）が支配的な駆動力となる。な

お，炉心摩擦損失係数自体は，炉心熱水力解析コードにより炉心平均ボイ

ド率の関数として求めているが，本事故シーケンスを通してボイド率の変

化が小さいことから，炉心摩擦損失係数の変化も小さい。以上より，本事

故シーケンスにおける自然循環流量を模擬する場合，一次元の運動量保存

則を適用することは妥当であると考える。 

(*1) ＲＥＤＹコードでは，一次元流れの運動量保存則により，各圧力評

価点間の圧力差，位置損失（位置ヘッド），摩擦圧損，局所圧損，加速

圧損，ポンプ昇圧（強制循環力）から過渡時の流量変化を求めてい

る。 
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図 4-18 再循環ポンプ２台トリップ試験（15） 
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4.4.4 逃がし安全弁モデルの実機試験結果との比較による妥当性確認

原子炉圧力の評価にとって重要な物理現象である冷却材放出は，本事故

シーケンスでは逃がし安全弁からの蒸気放出に該当する。実機ではこれに

対応した試験結果が存在することから，これをＲＥＤＹコードの流量変化

（自然循環時）との比較によって行う。 

図 4-3 主蒸気隔離弁全閉時の過渡変化 

図 4-3の主蒸気隔離弁全閉時の実機試験結果にある主蒸気流量は，原子炉

が隔離した後は全て逃がし安全弁から放出される蒸気流量である。ここに

おいて，ＲＥＤＹコードの解析結果と実機試験結果の挙動は開閉タイミン

グを含めてほぼ一致しており，原子炉スクラム失敗を仮定した事象に対し

て，逃がし安全弁モデルを使うことの妥当性が確認された。 

なお，モデルにおける吹出し容量は，「日本工業規格 JISB8210」付属書記

載の算出式により計算された値をインプットデータとして用いており，吹

き出し容量の不確かさは－0％，＋16.6％であることが分かっている。 

4.4.5 給水系モデルの妥当性確認

（総合的な妥当性確認，主に給水流量） 

原子炉への給水流量が変化すると，例えば増加した場合には，炉心入口

サブクーリングが増加するために炉心のボイドが減少し，正のボイド反応

度が印加されることで原子炉出力が増加する。また，給水の温度が変化す

ると，例えば低くなった場合には給水流量が同じでも，前述と同じ理由で

出力が増加する。 

実機試験結果の中から給水流量変化が主導となる以下の事象にて，ＲＥ

ＤＹコードの妥当性確認を行う。なお，ＥＣＣＳ流量変化に伴う実機デー
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タは存在しないが，原子炉に注水された場合の原子炉内全体の減圧効果や

炉心入口サブクーリングに与える影響は同等と考え，ここでの妥当性確認

に含めるものとする。 

図 4-4 給水ポンプトリップ予備機不起動時の過渡変化 

図 4-6 給水制御系水位設定点変更試験 

図 4-4の実機試験は給水ポンプトリップにより給水流量が急激に低下した

場合のプラント挙動であり，給水流量の減少による炉心入口サブクーリン

グ減少が炉心のボイド率増加を引き起こし，時間遅れの後に中性子束減少

として表れている。実機試験では再循環ポンプランバックによる炉心流量

低下も並行して炉心ボイド率増加を引き起こしているため，炉心入口サブ

クーリング減少のみの影響ではないが，総合してどのパラメータの挙動も

ＲＥＤＹコードは良く模擬できている。 

図 4-6は，給水流量が増減した場合のプラント挙動であり，こちらの実機

試験結果では給水流量が減少した場合，増加した場合の中性子束の挙動が

ＲＥＤＹコードにて良く模擬されている。 

このように，ＲＥＤＹコードの解析結果と実機試験結果の挙動は良く一

致しており，原子炉スクラム失敗を仮定した事象での給水流量変化に対し

ての模擬能力の妥当性が確認された。 

（給水エンタルピモデルの妥当性確認） 

給水エンタルピモデルは 3.3節の解析モデルに示したように，二つのモデ

ルから選択できる。

図 4-19 は，給水エンタルピモデル（１）のＲＥＤＹコードで使用してい

る主蒸気流量と給水エンタルピとの相関テーブルを，実機試験データと比
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較したものである。これによると，モデルで使用しているデータの方が給

水エンタルピを多少小さめに評価しており，全般的に良く一致している。

ただし，原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止では，早期

に主蒸気流量が遮断されゼロとなるが，この点での給水エンタルピはモデ

ルの方が約 60kJ/kg（約 14℃）程高めであり，これを主蒸気流量がゼロの点

での不確かさとする。 

図 4-20 は，給水エンタルピモデルにおける一次遅れ特性を確認したもの

である。ＲＥＤＹコードでは 60 秒の時定数を使用しているが，実機試験結

果を良く再現できるのは 80 秒の時定数である。このことから，本事故シー

ケンスでは給水エンタルピの低下を早めに評価していることとなり，モデ

ルの保守性が確認できた。

図 4-19 給水エンタルピモデル（１）の主蒸気流量と給水エンタルピとの関係
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給水エンタルピの低下は，主蒸気隔離弁の誤閉止に伴って生じる給水加

熱蒸気喪失に起因して生じ，エンタルピが低下した給水が原子炉圧力容器

に到達するのには時間遅れがある。ＲＥＤＹコードではこの遅れ時間を考

慮できるようになっているが，本事故シーケンスでは厳しめに遅れ時間を

０秒として評価している。よって，この遅れ時間 50 秒（給水流量 68％相当

で評価）を不確かさ下限とする。 

図 4-21 は，給水エンタルピモデル（２）で入力する給水エンタルピ変化

の保守性を確認したものである。有効性評価では，インプットデータとし

ての輸送遅れ時間算出の際に給水流量を上限値一定と仮定している。この

ため解析では，給水流量の変動を考慮した場合よりも輸送遅れ時間が短く

なり，給水エンタルピの低下を速めに模擬している。 

図 4-20 給水エンタルピモデル（１）における一次遅れ特性 
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（ＥＣＣＳエンタルピの妥当性確認） 

本事故シーケンスで期待しているＥＣＣＳ（ＨＰＣＦとＲＣＩＣ）の流

量は安全要求の下限値を使用し，原子炉格納容器のプール水又は復水貯蔵

槽を水源としている。基本ケースでは，それぞれの設計流量（ＨＰＣＦで

182m3/h）を用いているが，流量制御をしているＲＣＩＣは別として，ＨＰ

ＣＦの場合にはプラス側の不確かさがあり，制御棒挿入失敗を仮定した本

事象では，炉心を冷却する作用によりどの評価指標に与える影響も厳しく

なる可能性がある。ＨＰＣＦでは実力値として＋137％（250m3/h）の能力が

あり，これを不確かさとする。 

また，制御棒挿入失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止では，長時間領

域での評価指標である格納容器圧力と原子炉格納容器のプール水温度を高

めに評価する目的で，原子炉格納容器のプール水温度は保安規定で定めた

上限値 35℃を基本ケースとしている。しかしながら，一方で，ＥＣＣＳは

この原子炉格納容器のプール水も使用しており，より冷たいプール水が結

図 4-21 給水エンタルピモデル（２）に入力する給水エンタルピ変化 
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果を厳しくする可能性も考えられる。よって，ここでは設計仕様の常用温

度下限である 10℃を不確かさの下限とする。 

4.4.6 ほう酸水拡散モデルの妥当性確認

ほう酸水注入系によって原子炉に注入されたほう酸水は，炉心内冷却材

内に拡散されることによりボロン反応度効果として作用し，原子炉を停止

させる。 

ほう酸水が原子炉に到達するまでの遅れ時間は単純な移送計算で求めら

れるが，到達後の原子炉内拡散は複雑であり，これを詳細に模擬すること

は困難である。このため，ほう酸水拡散モデルでは，その入力データを試

験結果から得られた結果に基づいて厳しめに設定又は補正することで安全

側の評価となっていることを確認する。 

ボロンミキシングの試験設備は 1/6縮尺で模擬した試験設備であり，ほう

酸水流量及び炉心流量をパラメータとして原子炉内ボロン濃度の時間変化

を計測している。 

図 4-22，図 4-23及び図4-24に米国で実施された1/6スケール三次元試験

装置(バレシトス試験装置)構成図及び炉心部測定位置を示す ）。試験は

制御棒挿入失敗を仮定した時の炉心流量範囲でのミキシング条件を考慮

し，以下の試験条件で行っている。 
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ＡＢＷＲ用には，炉心上部からの注水試験が該当し，自然循環状態では，

ボロンは主に炉心バイパス部を下降し，燃料下部タイプレートのリーク流

路から燃料チャンネル内に流入している。ボロンは上部プレナムで一様に

混合されている。なお，従来型ＢＷＲプラントでは，ボロンは下部プレナ

ムで一様な混合が得られることが確認されている。

図 4-22 全体構成図

図 4-24 径方向測定位置（図の■の部分）図 4-23 軸方向測定位置 
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(1) ＡＢＷＲの場合

炉心上部のＨＰＣＦスパージャから注入されるＡＢＷＲでは，例えば炉

心流量がゼロの場合は原子炉内に注入されたボロンは全量が炉心内に下降

し，遅れなく反応度に寄与する。このほう酸水の注入位置によって，ＡＢ

ＷＲのほう酸水拡散モデルで使用するボロンのミキシング効率は炉心流量

には依存しないものと見なされるので，炉内拡散遅れを考慮し，ほう酸水

の注入速度を保守的な時間遅れでインプットするモデルとしている。 

ＡＢＷＲ向けの試験結果を図4-26，図4-27，図4-28及び図4-29に示す。

また，モデル化の検討図を図 4-30 及び図 4-31 に示す。 

最も保守側の結果を包含する値を注入速度として用いることは妥当である。 

なお，個々の計測値の一例として，燃料集合体内の混合率の変化を図 4-

25 に示す。試験結果からは時間とともに位置によるバラツキは小さくなっ

ている。 
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図 4-26 ボロン濃度の時間変化(1) 

図 4-25 計測点ごとのボロン軸方向測定結果 

図 4-27 ボロン濃度の時間変化(2)
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図 4-28 ボロン濃度の時間変化(3) 

図 4-29 ボロン濃度の時間変化(4)
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図 4-31 実機ほう酸水流量におけるボロン濃度時間変化のモデル 

図 4-30 ＳＬＣ流量と目標濃度到達時間の関係 
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(2) 従来型ＢＷＲの場合

炉心下部の下部プレナムスタ

ンドパイプから注入される従来

型ＢＷＲでは，原子炉に一定速

度で注入されるほう酸水は，炉

心流量が小さい場合にはその一

部が下部プレナムに滞留し反応

度に寄与できないことが考えら

れる。これを模擬するためにほ

う酸水拡散モデルでは，注入速

度に炉心流量依存のボロンミキ

シング効率を掛けている。この

ボロンのミキシング効率は図 4-

32 のようにモデル化されてい

る。 

従来型ＢＷＲ向けの試験結果を図 4-33 に示す。なお，ミキシング効率は

「反応度に寄与する領域の濃度」を「原子炉内全領域で十分に混合した時の

濃度」で割った無次元数で定義される。試験の結果から以下がいえる。 

これにより，従来型ＢＷＲにおいて， 

図 4-32 従来型ＢＷＲのボロンミキシング効率

図 4-33 従来型ＢＷＲのボロン混合試験結果
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することは妥当である。 

以上より，ほう酸水拡散モデルは妥当であることが確認された。なお，拡

散モデルにおけるボイドの影響を添付６に示す。 

 

原子炉スクラム失敗を仮定した事象が発生し，ほう酸水注入系が作動する

時点では，ある程度の変動はあるものの，燃料棒での中性子発生及び中性子

吸収，減速材による中性子減速及び中性子吸収等がバランスしている。この

状態でほう酸水注入系が作動すると，炉心が沸騰状態であっても減速材中に

はボロンが含まれ，吸収効果が増加する。このため，前述の状態よりも反応

度は低下する。ボロン濃度が一定であれば，上記状態よりも出力が低下した

ところで再びバランスするが，ボロン濃度は増加し続けるため，沸騰状態に

おいても確実に出力は低下して原子炉停止に至ると考える。 
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4.5 原子炉格納容器における重要現象の妥当性確認 

3.3 節で示した格納容器モデルは，質量バランスとエネルギバランスに，

基礎的な物理法則を適用したものであり，この妥当性はこれを適用するモ

デル構築上の仮定確認と，インプットとしての逃がし安全弁からの蒸気流

量及び熱交換係数で決まる。以下，モデルが保守的で妥当であることを確

認する。 

原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止では，圧力上昇に

よって開いた逃がし安全弁からの蒸気は排気管を経由し，原子炉格納容器

のプール水中に放出され冷却される。この時，状態によっては一部の蒸気

はウェットウェルの空間部に移行する。つまり，事故解析のＬＯＣＡとは

異なり最初に圧力の上昇が始まるのはウェットウェルであり，真空破壊装

置が開いて初めてドライウェルの圧力も上昇を開始する。原子炉格納容器

を一つの圧力ノードとして評価できるのは，このように，本事故シーケン

スでは基本的に真空破壊装置は早期に開き，開いたままとなるためであ

る。 

ここで，原子炉格納容器内の空間部の温度は常にプール水温度と同じと

仮定しているが，実際には，原子炉格納容器内の気体温度はプール水温度

に遅れて，かつ吸熱して変化するため，気体温度を時間遅れなくプール水

温度に追随させることは，格納容器圧力を高く評価することになり，この

仮定は保守的である。また，原子炉格納容器内の空間部は常に水蒸気で飽

和しているものとすると仮定しているが，原子炉格納容器内の気体空間が

水蒸気で飽和していなければ，蒸気分圧はより低い値となるためこの仮定

も保守的である。 

以上のとおり，モデルは空間的に原子炉格納容器を一体とし，単純な計

算で保守性を確保しており，原子炉格納容器における重要現象を保守的に
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評価できるモデルであることが確認された。 

以上にて確認してきた妥当性確認結果と重要現象に対する不確かさを表 4-2

にまとめる。 

〔参考文献（4 章関連）〕 
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表 4-2 解析モデルの妥当性確認結果と重要現象に対する不確かさのまとめ 

分類 重要現象 解析モデル 妥当性確認 不確かさ 

炉心(核) 核分裂出力 核特性モデル ＡＢＷＲ実機試験 反応度フィードバック効果に含める 

反応度フィードバック効果 反応度モデル 

（ボイド・ドップラ）

ＡＢＷＲ実機試験 

設計解析での確認 
添付５の添付表 5-5 参照 

反応度モデル 

（ボロン） 

設計値の確認（ほう酸水拡散

モデル自体は以下）

高温停止に必要なボロン反応度： 

－３％⊿k 

崩壊熱 崩壊熱モデル 学会推奨曲線，モデル式確認 １秒経過で最大＋0.8％／－0.1％ 

炉心(熱流動) 沸騰・ボイド率変化 炉心ボイドモデル 
試験装置，ＡＢＷＲ実機試験 反応度フィードバック効果に含める 

設計解析での確認 炉心流量補正なし/最大補正二次関数 

原子炉圧力容器

(逃がし安全弁

含む) 

冷却材流量

変化 

コーストダウ

ン特性 再循環系モデル 
ＡＢＷＲ実機試験，設計値 ポンプの時定数：＋10％／－10％ 

自然循環流量 ＡＢＷＲ実機試験 モデルの仮定に含まれる

冷却材放出(臨界流・差圧流) 逃がし安全弁モデル ＡＢＷＲ実機試験，設計値 逃がし弁流量：＋16.6％ 

ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替注水設備含む)
給水系モデル 

（給水エンタルピ） 
ＡＢＷＲ実機試験，設計値 

(1)給水温度（主蒸気流量ゼロで）： 

－60 kJ/kg（－14℃） 

(2)遅れ時間 +50 秒 

給水系モデル 

（ＨＰＣＦ流量） 
設計値等の確認 

ＨＰＣＦ流量： 

＋137％ 

給水系モデル 

（ＥＣＣＳエンタルピ）
設計値等の確認 

原子炉格納容器のプール水初期エンタル

ピ：－104 kJ/kg（－25℃） 

ほう酸水の拡散 ほう酸水拡散モデル 試験装置 入力値に含まれる 

原子炉格納容器 サプレッション・プール冷却 格納容器モデル モデル式確認 入力値に含まれる 
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4.6 実機解析への適用性

重要現象に対して実施したＲＥＤＹコードの妥当性確認が，実機解析に

適用可能であることを述べる。 

4.6.1 重要現象への適用性

ＲＥＤＹコードを用いた有効性評価における重要現象は，核分裂出力，

反応度フィードバック効果，沸騰・ボイド率変化，冷却材流量変化（強制

循環流量），冷却材流量変化（自然循環流量），冷却材放出（臨界流・差圧

流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む），ほう酸水の拡散及びサ

プレッション・プール冷却である。 

ＲＥＤＹコードは元々実際に起こり得るプラント挙動（プラント安定性

や運転時の異常な過渡変化）を評価する目的で開発されており，4.1 節から

4.5 節で確認したように，重要現象を模擬した各モデルの妥当性は実在する

実機試験結果との比較によりほぼ確認可能である。さらに，直接確認でき

ない炉心ボイドモデルについては，実機を模擬した試験装置での試験によ

っても確認されており，また，崩壊熱については学会等で公的に認められ

た特性を模擬していることが確認できた。なお，ボイドマップは，炉心熱

水力解析コードから得られた炉心出口クオリティとボイド率との関係から

静的に求めたものであることから，多少各パラメータの変動が大きくなる

原子炉スクラム失敗を仮定した事象の評価においても適用可能であると考

える。 

実機試験で確認できない，原子炉スクラム失敗を仮定した事象として特

有なほう酸水注入によるボロン反応度変化については，三次元コードから

得られた実機を想定した高温停止に必要なボロン反応度とボロン濃度をデ

ータとし，これに試験によって裏付けられた炉心内平均ボロン濃度の変化
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を考慮している。したがって，ほう酸水拡散モデルも，原子炉スクラム失

敗を仮定した実機の適用において問題がない。 

原子炉格納容器内への逃がし安全弁からの蒸気放出に伴う圧力と温度の

評価に関しては，質量及びエネルギをバランス式から計算し，保守的な結

果を与える仮定の下で構築された単純な物理方程式を採用していることを

4.5 節で説明した。したがって，原子炉格納容器の評価においてこのモデル

を実機に適用することに問題はない。 

 

4.6.2 出力等が異なるプラントへの適用性 

出力等が異なるプラントにおいて，原子炉停止機能喪失事象評価に影響

する設備の相違箇所は，以下のとおりである。 

・再循環系 

・ほう酸水注入箇所 

・ＥＣＣＳの構成 

 

再循環系については，ＡＢＷＲはインターナルポンプを採用している

が，定格原子炉出力がより小さい従来型ＢＷＲでは外部ループとジェット

ポンプにより構成されている。この相違は，再循環ポンプがトリップして

炉心流量が低下する際の炉心流量の低下速度に影響し，炉心からの冷却材

への熱交換に影響するが，それぞれ実機試験結果で確認された異なる再循

環系モデルを選択する。 

ほう酸水の注入箇所については，ＡＢＷＲでは炉心上部への注入となる

が，定格原子炉出力がより小さい従来型ＢＷＲでは炉心下部へ注入する。

この相違に対しては，それぞれ試験装置により確認された異なるデータを

適用できる。 
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ＥＣＣＳの構成については，原子炉スクラム失敗を仮定した事象時には

原子炉圧力が高めに推移するため，高圧系のＥＣＣＳを使用するが，炉型

や定格原子炉出力によらず基本的な構成は相違ない。 

以上より，出力等が異なるプラントへも適用可能である。 

 

4.6.3 まとめ 

以上より，本章に記載している妥当性確認結果は，出力等が異なるプラ

ントと共通の確認結果として適用性を有するとともに，実機ＢＷＲの有効

性評価解析に適用できると考える。 
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5. 有効性評価への適用性 

4 章に記載した実機比較解析等を踏まえ，重要現象についての不確かさ，

及びその不確かさが評価指標の観点と運転員操作の観点から有効性評価解

析へ与える影響について表 5-1にまとめた。以下にその不確かさについて記

述する。 

 

5.1 不確かさの取り扱いについて（評価指標の観点） 

5.1.1 重要現象に対する不確かさが評価指標に与える影響 

ＲＥＤＹコードで取り扱う評価指標は，原子炉圧力，燃料被覆管温度，

格納容器圧力，原子炉格納容器のプール水温度である。このうち燃料被覆

管温度については，ＲＥＤＹコードの解析結果をＳＣＡＴコードに受け渡

し評価を実施する。 

以下に重要現象の不確かさがこれらの評価指標に与える影響について示

す。 

 

(1) 核分裂出力 

核分裂出力は 3.3節に示す一点近似動特性の核特性モデルを解くことに

より求めている。核分裂出力の不確かさは，核特性モデルで使用する反

応度フィードバック効果（ボイド反応度，ドップラ反応度，ボロン反応

度）の不確かさに含まれる。核定数の不確かさに対しては原子炉スクラ

ム失敗を仮定した事象が保守的な結果を与えるような燃焼度時点の炉心

データを組み合わせて使用しており，反応度フィードバック効果につい

ては後述の(2)に示す。 

 



 

 

3-107 

(2) 反応度フィードバック効果 

ボイド反応度及びドップラ反応度の不確かさについては，運転時の異

常な過渡変化評価と同様に，ボイド反応度に保守ファクタを考慮して計

算することにより，加圧事象時の出力上昇が大きくなるように評価して

いる。しかし，本事故シーケンスは，原子炉圧力や炉心入口サブクール

が時間経過につれて増減する長期事象であることから，運転時の異常な

過渡変化のような短時間の事象を評価する場合とは異なり保守因子が変

化するため，ボイド反応度及びドップラ反応度の不確かさ評価で設定し

た範囲に対して感度解析にて確認する必要がある。なお，感度解析のた

めの単位燃料集合体核特性計算コードの不確かさを含めた反応度フィー

ドバック係数の不確かさ評価については，添付５にて説明する。また，

感度解析実施のためにサブ時間領域ごと（添付４参照）に反応度係数を

変更可能な機能をＲＥＤＹコードに追加して評価を実施する。 

 

ボロン反応度の不確かさについては，その不確かさについて感度解析

を行い，評価指標に対する影響を 5.1.2 節で確認する。 

 

(3) 崩壊熱 

発生熱源としての崩壊熱が大きい場合は，長時間領域で評価指標に影

響があるものと想定された。崩壊熱の不確かさ幅は時間とその時点まで

の核分裂出力の変遷で決まるが，不確かさについて感度解析を行い，評

価指標に対する影響を 5.1.2 節で確認する。 

 

(4) 沸騰・ボイド率変化 

沸騰・ボイド率変化現象の不確かさは，ＲＥＤＹコードでは 3.3節に示
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した炉心ボイドモデルとそのデータの不確かさによる。データは炉心熱

水力解析コードの解析結果を元に一点近似用に作成しており，現実的に

評価していることから，ボイドマップが評価指標に与える影響は小さ

い。ただし，ボイドマップの炉心流量補正の不確かさについては感度解

析を行い，評価指標に対する影響を 5.1.2 節で確認する。 

 

(5) 冷却材流量変化（コーストダウン特性）  

再循環ポンプトリップ時，ポンプ速度の低下が遅いほど原子炉出力の

抑制も遅くなり，原子炉圧力が高めに評価される。また，炉心流量の低

下が速いと，燃料被覆管温度が高くなる可能性がある。 

この冷却材流量低下速度が燃料被覆管温度の評価指標に与える不確か

さは感度解析にて確認する必要がある。 

 

(6) 冷却材流量変化（自然循環流量） 

再循環ポンプトリップにより炉心流量が低下し，自然循環状態となる

が，その際，炉心流量が小さいと燃料被覆管温度が高くなる可能性があ

る。また，炉心流量が大きいと原子炉出力が高くなり，逃がし安全弁の

開閉により原子炉格納容器側に放出される蒸気流量が多くなることか

ら，格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度が高くなると考え

られる。 

自然循環流量は，再循環ポンプの駆動力（ＡＢＷＲで数台運転中の期

間），核特性と，これに起因した炉心内の熱水力学的挙動変化，炉心シュ

ラウド内外挙動やＥＣＣＳ注水（給水系を含む）等に総合的に影響され

る物理現象である。このためこれを単独で切り出して不確かさを感度解

析することは困難である。しかしながら，4.4.3 節で説明しているように
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自然循環状態は炉心シュラウド内外の位置ヘッド差（マスバランス）が

支配的であり原子炉内ボイドによる摩擦圧損等の炉心流量への影響は小

さいこと，実機試験での挙動をおおむね再現できることを確認している

ことから，炉心流量の不確かさによる影響は評価指標に対する安全裕度

を有意に小さくするものではない。さらに，解析モデルの異なるコード

（ＴＲＡＣコード）により参考的に解析評価を行い，ＲＥＤＹコードに

よる解析結果とプラントの全体挙動が同様であることを確認する（添付

７参照）。 

 

(7) 冷却材放出（臨界流・差圧流）（原子炉圧力容器） 

短時間領域では，逃がし安全弁から放出される蒸気流量が少ないほ

ど，事象初期の圧力上昇が緩和されにくく，原子炉圧力が高めに評価さ

れるとともに，炉心出力及び炉心圧力も高くなり，燃料被覆管温度も高

くなると考えられる。解析で使用している逃がし安全弁容量は安全率を

考慮して決定した下限値であるが，この吹出し容量の違いが評価指標に

与える不確かさは感度解析にて確認する必要がある。 

 

(8) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む） 

給水温度の変化やＥＣＣＳの水源としての原子炉格納容器のプール水

温度の初期値は，炉心入口サブクーリングの変化となって原子炉出力を

変化させるため，燃料被覆管温度や長時間領域の格納容器圧力，原子炉

格納容器のプール水温度の評価指標に影響する可能性がある。以上よ

り，給水温度の変化や原子炉格納容器のプール水温度の初期値の不確か

さについて確認する必要がある。 

なお，炉心に注入されるＥＣＣＳ流量が多いほど，原子炉水位が高く
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なり自然循環状態における炉心流量が大きくなるため，原子炉出力が高

くなる効果があると考えられる。ただし，ＲＣＩＣについては流量制御

しており，不確かさの考慮は不要である。また，ＨＰＣＦ（ＨＰＣＳ）

流量については，安全要求値を下限値として使用しているが，プラス側

の不確かさは感度解析にて確認する必要がある。 

 

(9) ほう酸水の拡散 

ほう酸水の拡散に係わる不確かさは，ボロン反応度の不確かさとして

原子炉出力の抑制に影響することから，長時間領域の格納容器圧力や原

子炉格納容器のプール水温度の評価指標に影響する。これについては，

試験装置で得られたほう酸水の混合特性を考慮して保守的に設定してお

り，厳しい評価となっている。 

 

(10) サプレッション・プール冷却 

3.3 節にて示したとおり，ＲＥＤＹコードにおける格納容器モデルで

は，放熱による熱損失を考慮せず，かつ空間部が飽和状態にある等，温

度及び圧力評価において保守的な仮定を置き，質量バランスとエネルギ

バランスの式等により格納容器圧力や原子炉格納容器のプール水温度を

計算している。これにより，格納容器圧力や原子炉格納容器のプール水

温度を保守的に評価しており，コードの不確かさ要因としては考慮しな

いことにする。また，残留熱除去系の除熱量については，除熱量が小さ

い場合はサプレッション・プールの冷却速度が遅くなり格納容器圧力や

原子炉格納容器のプール水温度が高くなる可能性があるが，残留熱除去

系の除熱量は最小値を用いていることから，コードの不確かさ要因とし

ては考慮しないことにする。 
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5.1.2 重要現象の不確かさに対する感度解析 

5.1.1 節に示した重要現象に対する不確かさについて，評価指標に与える

影響が大きい，もしくは影響の大きさの確認が必要であるとした重要現象

について，ＲＥＤＹコードを用いた感度解析を実施した。なお，対象とし

た重要現象は，反応度フィードバック効果（ボイド反応度，ドップラ反応

度，ボロン反応度），崩壊熱，沸騰・ボイド率変化（炉心流量補正），冷却

材流量変化，冷却材放出（臨界流・差圧流）（原子炉圧力容器）及びＥＣＣ

Ｓ注水（給水系・代替注水設備含む）である。 

各重要現象に対するＲＥＤＹコードによる感度解析結果を表 5-2に示す。

対象プラントはＡＢＷＲとし，主蒸気隔離弁の誤閉止を起因事象とした。

また，これらのパラメータを最確値としたケースをベースケースとし，各

感度解析における評価指標の値を，ベースケースからの偏差の形で示し

た。 

 

評価指標の中で，制限値に対する裕度が小さいのは燃料被覆管温度だけ

である。このため，以下はこの燃料被覆管温度に絞っての考察を行う。 

表 5-2に示した感度解析結果をみると，不確かさが燃料被覆管温度にプラ

ス側の感度（結果を厳しくする感度）を与えることはない。例えば，ボイ

ド係数とドップラ係数の保守因子に関しては，申請解析条件では代表的に

ボイド係数 1.25 とドップラ係数 0.9（解析時間を通して一定）を使用して

いるが，事故シーケンスに沿って不確かさを評価し，これをサブ時間領域

ごとに変えた感度解析結果によると，各組合せにおいて結果を有意に厳し

くすることはなく，加圧事象時の反応度係数の保守因子を申請解析条件で

用いることの代表性が確認された。また，不確かさ幅を特定できないこと
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から，表 5-2に含めずに添付２と添付３で補足している軸方向出力分布が下

方ピークになる場合を想定した場合は，燃料被覆管温度がより小さく評価

される傾向が見られることが確認されている。 

以上を総合すると，申請解析におけるＲＥＤＹコードによる解析結果は

評価指標である燃料被覆管温度を保守的に評価していると考える。 

なお，ＲＥＤＹコードでは模擬できない，核熱水力不安定事象に起因し

た中性子束振動現象が燃料被覆管温度に与える影響は，参考解析のＴＲＡ

Ｃコードによる解析結果を参照しても，その影響は小さくかつ判断基準に

対しても十分裕度があることを別途確認している。 
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表 5-1 重要現象の不確かさ（1/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉心(核) 核分裂出力 核特性モデル 考慮しない 反応度フィードバック効果の不確かさに含まれる。 

反応度フィード

バック効果 

反応度モデル 
(ボイド，ドップラ) 

添付５の添付表 5-5 参照 反応度係数の不確かさが評価指標に影響を及ぼす。 

反応度モデル 

(ボロン) 

高温停止に必要なボロン反応度： 

－３％⊿k 

ボロン反応度が小さい方が格納容器圧力と原子炉格納

容器のプール水温度を厳しく評価する。 

崩壊熱 崩壊熱モデル 崩壊熱： 

１秒後＋0.8％／－0.1％ 

崩壊熱が大きい方が格納容器圧力と原子炉格納容器の

プール水温度を厳しく評価する。 

炉心 

(熱流動) 

沸騰・ボイド率

変化 

炉心ボイド 

モデル 

炉心流量補正： 

補正なし／最大補正二次関数 

補正量が大きい方が，炉心流量が小さくなった場合に

炉心ボイド率を少なめに模擬することから，原子炉出

力を高めに算出し，燃料被覆管温度を厳しく評価す

る。 

原子炉圧力

容器 

(逃がし安

全弁含む) 

冷却材

流量変

化 

コース

トダウ

ン特性 

再循環系モデル 再循環ポンプ慣性時定数： 

＋10％／－10％ 

冷却材流量変化（強制循環時）速度が小さいと原子炉

圧力が高く評価され，大きいと燃料被覆管温度が高く

評価される。 

自然循

環流量 
モデルの仮定に含まれる 冷却材流量変化（自然循環時）が大きいと燃料被覆管

温度が高くなる可能性があり，小さいと格納容器圧力

及び原子炉格納容器のプール水温度が高くなる。 

冷却材放出(臨

界流・差圧流) 

逃がし安全弁 

モデル 

逃がし弁流量： 

＋16.6％ 

冷却材放出量が小さいと，原子炉圧力及び燃料被覆管

温度が高く評価されるが，下限値を使用しているため

不確かさについては考慮不要。冷却材放出量が大きい

と，格納容器圧力及び原子炉格納容器のプール水温度

が高く評価される可能性がある。 
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表 5-1 重要現象の不確かさ（2/2） 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

原子炉圧力

容器 

(逃がし安

全弁含む) 

ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替

注水設備含む) 

給水系モデル 給水エンタルピ 

(1)給水温度（主蒸気流量ゼロ

で） 

－60 kJ/kg（－14℃） 

(2)遅れ時間 ＋50 秒 

事象発生初期の給水温度低下による出力上昇により燃

料被覆管温度が高くなる可能性がある。また，給水流

量やＥＣＣＳ流量が多いと格納容器圧力と原子炉格納

容器のプール水温度に影響を与える可能性がある。 

ＨＰＣＦ流量： 

＋137％ 

原子炉格納容器のプール水初期

エンタルピ： 

－104 kJ/kg（－25℃） 

ほう酸水の拡散 ほう酸水拡散モ

デル 

保守的な値を使用 ほう酸水の変化を保守的に設定しており，格納容器圧

力と原子炉格納容器のプール水温度も保守側の結果と

なる。 

原子炉格納

容器 

サプレッショ

ン・プール冷却 

格納容器モデル 保守的モデルに含まれる 単純な物理式を用いること及び保守的仮定により，保

守的に評価している。 
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表 5-2 重要現象の不確かさに対するＲＥＤＹ感度解析結果 

重要現象 不確かさ幅 

ベースケースからの感度 

原子炉圧力 

(MPa) 

燃料被覆管

温度(℃) 

原子炉格納容器の

プール水温度(℃)

格納容器圧力

(MPa) 

9.08 (*) 1060 (*) 113 (*)  0.19 (*)  

反応度フィードバック効

果 

添付５の添付表 5-5 参照 -0.44/0.01(*１) 0/0(*１) （ボロン反応度が支配的な期間で
あり詳細不確かさは評価しない）

ボロン反応度：－３％⊿k 0.00  

(評価対象外)

0 

(評価対象外)

＋7 ＋0.04 

崩壊熱 崩壊熱曲線：初期値で＋１％／－２％ 
(1 秒後で＋0.8％／－0.1％を包含) 

0.00／0.00 0／0 0／0 0.00／0.00 

沸騰・ボイド率変化 炉心流量補正： 

補正なし／最大補正二次関数 

-0.18／0.00 -170／0 -4／2 -0.02／0.01 

冷却材流量変化(コースト

ダウン特性) 

再循環ポンプ慣性時定数： 
＋10％／－10％ 

0.00／-0.01 0／0 0／0 0.00／0.00 

冷却材放出(臨界流・差圧流) 逃がし弁流量：＋16.6％ -0.39 0 0 0.00 

ＥＣＣＳ注水 

(給水系・代替注水設備含

む) 

給水エンタルピ 
(1)給水温度（主蒸気流量ゼロで） 

－60 kJ/kg（－14℃） 
(2)遅れ時間 ＋50 秒 

0.00 -110(*2) 0 0.00 

ＨＰＣＦ流量： ＋137％ 0.00 0 ＋4 ＋0.03 

原子炉格納容器のプール水初期エンタル

ピ：－104kJ/kg（－25℃） 

0.00 0 -18 -0.06 

(*) ベースケースでの評価結果  

(*1) 本評価は，添付５の（動的ボイド係数，動的ドップラ係数）の保守因子から五つの組合せ（ノミナル値，ノミナル値）（下限値，下限値）

（下限値，上限値）（上限値，下限値）（上限値，上限値）を実施し，その結果から最大値と最小値を記載したものである。 

(*2) 給水温度（＋要因）と遅れ時間（－要因）を同時に考慮した感度。仮に遅れ時間は考慮しない（０秒）とした場合は 10℃となる。 
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5.2 不確かさの取り扱いについて（運転操作の観点） 

原子炉スクラム失敗を仮定した事象においてＲＥＤＹコードで取り扱う

運転操作は，ほう酸水注入系及び残留熱除去系の手動起動操作，自動減圧

系（以下「ＡＤＳ」という。）作動阻止操作，ＥＣＣＳによる水位低下維持

操作である。 

これらの運転操作へのコードの不確かさの影響を以下に記載する。 

 

(1) 運転操作の起点への影響 

ほう酸水注入系及び残留熱除去系の手動起動操作は，事象発生時点か

ら又は原子炉格納容器のプール水温度高の発信を起点に実施している。

プラントの運転操作としては，制御棒が全挿入されない状態で，原子炉

格納容器のプール水温度が高くなった場合，ほう酸水注入系及び残留熱

除去系を起動することになるが，状態確認等の運転員操作の余裕時間を

考慮しているため，不確かさの影響は保守的に評価される。 

ＡＤＳは作動条件成立後時間遅れをもって作動する。手動阻止操作は

原子炉水位低下を確認して，ＡＤＳ作動条件成立前に阻止操作を実施し

ている。運転員は原子炉水位を確認して手動操作を実施するとともに，

条件成立後であっても時間遅れがあるため，解析コードの不確かさは運

転員操作に影響を与えない。 

水位低下維持操作は，ボロン濃度上昇に伴い原子炉出力が低下し原子

炉水位が上昇してくるために，原子炉水位を低めに維持する操作であ

る。運転員は原子炉水位を確認して手動操作を実施するため，解析コー

ドの不確かさは運転員操作に影響を与えない。 
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(2) 運転操作後の影響 

ほう酸水注入系及び残留熱除去系の手動起動操作後は，炉心部でのボ

ロン濃度増加により原子炉出力が低下するため，原子炉水位が回復して

くる。原子炉水位が上昇するとボロン濃度上昇割合が減少する可能性が

あるが，高温停止に必要なボロン濃度に至る時間の評価において定常水

位を仮定しているため，コードの不確かさは水位低下維持操作に影響を

与えない。 

 

以上より，ＲＥＤＹコードの不確かさの運転操作への影響を考慮する

と，実機運用上は時間余裕が増える方向又は影響を与えないため，有効性

評価で確認できた運転操作の妥当性については実機運転においても適用で

きる。 
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添付１ 入力項目リスト 

 

入力項目リスト（1/2） 

分類 入力項目 

定格出力運転条件パラメータ及び

幾何形状データ 

原子炉熱出力 

炉心流量 

 主蒸気流量 

 給水流量 

 再循環ポンプ流量 

 原子炉圧力 

 原子炉水位 

 原子炉各部寸法 

 各種圧力損失データ 

 格納容器容積 

炉心データ ボイド反応度 

 ドップラ反応度 

 ボロン反応度 

 炉心圧力損失 

燃料データ 燃料棒本数 

 燃料有効長 

 燃料被覆管外径 

 燃料被覆管物性 

 燃料ギャップコンダクタンス 

 軸方向出力分布 
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入力項目リスト（2/2） 

分類 入力項目 

逃がし安全弁 段数及び個数 

 吹き出し圧力 

 吹き出し容量 

給水系 容量（予備機含む） 

 停止条件 

 給水温度低下特性 

主蒸気隔離弁 閉トリップ設定点 

 全閉時間 

事故収束に重要な機器，操作関連 代替原子炉再循環ポンプトリップ機能 

（自動作動設定点，作動遅れ時間，台

数，再循環ポンプ慣性時定数） 

 高圧注水系 

（自動起動・停止設定点，作動遅れ時

間，台数，容量，原子炉注水特性，冷

却水温度，注水量調整手動操作条件） 

 ほう酸水注入系 

（注水遅れ時間，注水流量，高温停止

濃度，起動手動操作条件） 

 残留熱除去系 

（手動起動操作条件，台数，容量） 
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添付２ 軸方向出力分布の変化について 

 

ＲＥＤＹコードの軸方向出力分布のデータは，固定のインプットデータで

あり，時間変化で変わることの模擬はできない。 

一方，添付図 2-1に示すＴＲＡＣコードの解析結果（代表チャンネルの軸方

向出力分布の変化）によると，事象発生前（初期状態）は上方ピークであっ

た軸方向出力分布は主蒸気隔離弁の誤閉止後給水加熱喪失状態になると，炉

心入口のサブクールが増加し炉心下部を中心に正の反応度が投入されるた

め，軸方向出力分布は下方ピークとなっている。ただし，この下方ピークに

シフトしている時間帯は約 70 秒から約 200 秒であり，この時期を過ぎると初

期の軸方向出力分布に戻っている。 

ここでは，ＲＥＤＹにおける“下方ピークの軸方向出力分布データ”の影

響を確認するために，一貫して下方ピーク出力分布とした場合（異なる炉心

を評価するのが目的ではないことから，核特性やボイドマップ等は変更して

いない単独効果）の影響を確認する。 
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添付図 2-2 のように軸方向出力分布を変えた場合の確認結果を添付図 2-3，

添付表 2-1に示すが，これによると本事象で一時的に生じる下方ピーク状態を

仮定しても，ＲＥＤＹコードでは炉心全体に及ぼす影響はほとんどないこと

が確認された。 

 

  

添付図 2-1 ＴＲＡＣコードによる軸方向出力分布の時間変化 
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申請解析 

軸方向出力分布 下方ピーク

200 

150 

100

50

0 500 1000 1500 2000 2500

時間[s] 

中

性

子

束

[％] 

 

 

添付図 2-3 ＲＥＤＹコード解析結果 

(下方ピーク) 
 

 

 

 

評価指標 ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布） 

原子炉圧力(MPa[gage]) 9.08 9.08 

燃料被覆管温度(℃) 1060 1060 

格納容器圧力(MPa[gage]) 0.19 0.19 

原子炉格納容器のプール水温

度(℃) 

113 113 

 （注）燃料被覆管温度を求めるＳＣＡＴコードでは，中央ピークとしている。 

 

添付表 2-1 軸方向出力分布を変えた場合の解析結果 

添付図 2-2 ＲＥＤＹコードに 

おける解析条件 
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添付３ 軸方向出力分布変化を考慮したボイドマップの影響について 

 

ＲＥＤＹコードでは，定格炉心流量でのボイドマップデータに基づき，こ

れに過渡状態の変化を加えることで炉心のボイド率を模擬しており，このボ

イドマップモデルの妥当性は，広い範囲の実機試験等で確認されている。た

だし，ＲＥＤＹコードの定格炉心流量でのボイドマップデータ自体は，固定

のインプットデータであり，ＲＥＤＹコードの軸方向出力分布変化と同様，

時間で変わることの模擬はできない。 

原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止解析では，主蒸気隔

離弁の誤閉止に伴う給水加熱喪失により，過渡的に軸方向出力分布が大きく

下方ピークとなることがわかっており，これがＲＥＤＹコードで用いている

定格ボイドマップに与える影響を確認する。 

ここでは，ＴＲＡＣコードによる解析結果から得られる下方ピークとなっ

た時点での軸方向出力分布を用い，炉心熱水力解析コードを用いて下方ピー

ク時の軸方向出力分布でのボイドマップを作成し，“下方ピークを想定した場

合のボイドマップデータ”の影響を確認するために，一貫して下方ピークの

ボイドマップとした場合（異なる炉心を評価するのが目的ではないことか

ら，核や軸方向出力分布は変更していない単独効果）の影響を確認する。 

今回の申請解析で用いたボイドマップ作成用軸方向出力分布を添付図 3-1

に，今回の感度解析で用いたボイドマップ作成用軸方向出力分布（ＴＲＡＣ

コードによる代表的な下方ピーク）を添付図 3-2 に示す。 
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今回実施した影響解析の主な条件を以下に示す。 

・プラント：代表ＡＢＷＲ 

・評価事象：原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止 

・初期条件：100％出力/100％炉心流量 

・炉  心：９×９燃料（Ａ型）単一炉心 

・ボイドマップ：原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止

時の給水加熱喪失状態における軸方向出力分布(下方ピ

ーク)を考慮したボイドマップ 

 

添付表 3-1に示すとおり，給水加熱喪失に伴う軸方向出力分布の変化を考慮

したボイドマップにより解析を実施した結果，評価指標に及ぼす影響は比較

的小さいことが確認できた。 

  

添付図 3-1 申請解析に用いる 

設計ボイドマップ作成における 

軸方向出力分布 

添付図 3-2 ＴＲＡＣの 

「原子炉スクラム失敗を仮定した

主蒸気隔離弁の誤閉止」の 

軸方向出力分布 
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評価指標 ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

（設計ボイドマップ） 

ＲＥＤＹコード 

(ＴＲＡＣコードによる代表的な 

下方ピークに対応したボイドマッ

プ) 

原子炉圧力(MPa[gage]) 9.08 8.94 

燃料被覆管温度(℃) 1060 970 

格納容器圧力(MPa[gage]) 0.19 0.19 

原子炉格納容器のプール水温

度(℃) 

113 114 

（注）燃料被覆管温度を求めるＳＣＡＴコードでは，中央ピークとしている。 

 

  

添付表 3-1 ボイドマップを変えた場合の解析結果 
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添付４ 短時間領域を細分割しての重要現象のランクの検討 

 

１．短時間領域の細分割 

短時間領域をサブ時間領域１（出

力変動期），サブ時間領域２（出力

抑制期），サブ時間領域３（出力再

上昇期）の三つのサブ時間領域に細

分割した場合の重要現象のランクを

検討する。なお，短時間領域での評

価指標は，原子炉圧力と燃料被覆管

最高温度（以下「ＰＣＴ」とい

う。）である。 

 

(1)サブ時間領域１（０秒から約10

秒） 

原子炉スクラム失敗を仮定した主

蒸気隔離弁の誤閉止により原子炉圧

力が上昇するために，炉心平均ボイ

ド率が減少し，これにより正のボイ

ド反応度が印加され中性子束が上昇

する。ただし，中性子束上昇に伴っ

て燃料温度と熱出力も増加するた

め，負のドップラ反応度印加，発生

熱に伴う炉心内ボイド率増加による

負のボイド反応度印加により中性子

（ａ）中性子束，平均表面熱流束，炉心流量

（ｂ）原子炉蒸気流量，給水流量 

（ｃ）原子炉圧力変化，原子炉水位変化，

逃がし安全弁流量 

 

添付図 4-1 原子炉停止機能喪失 



  

 

3-129 

束の過度な上昇は抑制される（ＢＷＲの自己制御性）。同時期に，原子炉圧

力高のインターロック信号が２秒で作動し４台の再循環インターナルポン

プ（以下「ＲＩＰ」という。）トリップが炉心流量を急減させ負のボイド反

応度を印加することにより，中性子束は２秒後に306％のピークを迎えた

後，一時的に定格値以下にまで低下する。その後は継続する圧力上昇によ

って中性子束が再度上昇する。なお，本期間内で給水ポンプはタービン駆

動給水ポンプからモータ駆動給水ポンプに切り替わる。 

以上に述べた時間領域は，中性子束が定格値近傍で増減する領域であ

り，これをサブ時間領域１（出力変動期）とした。 

 

(2)サブ時間領域２（約10秒～約60秒） 

この時間領域では，再循環流量制御系自動モードにより，トリップして

いない６台のＲＩＰポンプ速度が次第に最低速度まで低下し，炉心流量が

一定になるまで，炉心のボイド率が増加する。このため，徐々に負のボイ

ド反応度が投入され出力は約50％まで低下する。この時間領域の初期では

まだ出力が高く，炉心流量減少開始による冷却能力低下により，燃料被覆

管温度が15秒で820℃となり（一次ピーク），原子炉圧力は19秒後に最大値

8.92MPa[gage]となるが，その後はいずれも継続的な炉心流量低下により

徐々に抑制される。これをサブ時間領域２（出力抑制期）とした。なお，

図示してはいないが，格納容器圧力高により34秒後にＨＰＣＦとＲＣＩＣ

が起動し，原子炉水位の異常な低下を抑制している。 

 

(3)サブ時間領域３（約60秒～約200秒） 

トリップしなかった６台のＲＩＰは最低速度で運転を継続し，炉心流量

はほぼ一定となる。この間，主蒸気隔離弁が閉鎖することに起因して給水
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加熱能力が喪失し，給水流量のエンタルピが次第に低下することにより，

炉心入口サブクーリングが増加する。このため，炉心平均ボイド率が減少

し，出力が次第に上昇し150秒前後に定格出力近傍で平衡状態となる。この

間の原子炉圧力は逃がし安全弁の開閉によりほぼ一定に制御される。173秒

で復水器ホットウェル水位低で給水ポンプトリップ，191秒で原子炉水位低

で運転中の６台のＲＩＰトリップが生じ，再循環流量は自然循環流量状態

に移行するとともに，原子炉出力は低下し，燃料被覆管温度も175秒で

1060℃となった（二次ピーク）のち低下する。以上に述べた時間領域は，

給水加熱喪失により中性子束が再上昇する領域であり，これをサブ時間領

域３（出力再上昇期）とした。 

 

２．重要現象のランク付け 

原子炉圧力の最大値と燃料被覆管温度（一次ピーク）の最大値はサブ時

間領域２で，燃料被覆管温度（二次ピーク）は給水加熱喪失により中性子

束が再上昇するサブ時間領域３で決まる。短時間領域で重要と考えられる

物理現象は，核分裂出力，出力分布変化，反応度フィードバック効果，三

次元効果（核），沸騰・ボイド率変化，三次元効果(熱流動），冷却材流量変

化，冷却材流量放出，ＥＣＣＳ流量（給水系含む）であるが，これらの物

理現象を前述の三つのサブ時間領域ごとに当てはめて，評価指標へのラン

クと不確かさを検討した。 

(1)核分裂出力 

反応度フィードバック効果との総合事象として評価するものであり，プ

ラント挙動に関わらず，どのサブ時間領域でも評価指標に与える重要度は

高いと考える。 
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(2)出力分布変化 

サブ時間領域１とサブ時間領域２では，軸方向出力分布は形状がそれほ

ど変わらずに一様に変化する。一方，サブ時間領域３では給水加熱喪失に

より軸方向出力分布が下方ピークとなることが従来から知られている。 

原子炉圧力は冷却材流量放出（逃がし安全弁）により制御され，本物理

現象はどのサブ時間領域でも評価指標である原子炉圧力を評価する上で重

要現象とはならない。燃料被覆管温度は，サブ時間領域３において軸方向

出力分布が下方ピークに変化することから，炉心ボイド率の変化を通して

評価指標である燃料被覆管温度へ影響を与える。本物理現象はむしろ燃料

被覆管温度を小さくする方向である。この下方ピークへの変化を考慮しな

い評価は厳しめの結果を与えることになることから，評価指標である燃料

被覆管温度に与える重要度は低い。ただし，これを確認するために添付２

及び３にてサブ時間領域３で軸方向出力分布が下方ピークとなることの影

響を確認するための感度解析を実施している。 

 

(3)反応度フィードバック効果（ボイド反応度，ドップラ反応度） 

原子炉圧力は冷却材流量放出（逃がし安全弁）により制御され，本物理

現象はどのサブ時間領域でも評価指標である原子炉圧力に与える重要度は

低いと考えられる。 

一方，本物理現象が評価指標である燃料被覆管温度に与える重要度は，

サブ時間領域２及びサブ時間領域３で高い。詳細化したサブ時間領域ごと

のプラント状態を見てみると，各サブ時間領域のボイド率変化，燃料温度

変化，炉心入口サブクーリング変化はプラント挙動に大きく左右され，各

サブ時間領域に対して実施した不確かさ評価結果（添付５参照）を，それ

ぞれのサブ時間領域に別々に適用してその影響を確認することがより現実
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的であると考える。以上より，サブ時間領域ごとに反応度フィードバック

効果（ボイド反応度，ドップラ反応度）の不確かさを変えて，燃料被覆管

温度に与える影響を評価する。 

 

(4)三次元効果（核） 

核熱水力不安定事象により中性子束振動が生じる可能性のある期間は，

サブ時間領域３であり，本物理現象が評価指標である燃料被覆管温度に与

える重要度は中程度と考えられる。ただし，ＲＥＤＹコードでは中性子束

振動（三次元効果）を再現することはモデル上困難であり，ＴＲＡＣコー

ドを参照している。 

 

(5)沸騰・ボイド率変化 

沸騰・ボイド率変化は反応度フィードバック効果（ボイド反応度）に直

接影響を与えることから，評価指標である原子炉圧力に対しては，サブ時

間領域１及びサブ時間領域２で重要度が高い。評価指標である燃料被覆管

温度に対してはサブ時間領域２及びサブ時間領域３で重要度が高く，サブ

時間領域１は出力変動期間ではあるが，ボイド率の炉心流量依存性並びに

その後のサブ時間領域２及び３へ与える影響の重要度を考慮すると，重要

度は中程度になると考えられる。 

この場合，ＲＥＤＹコードで使用しているボイドマップの炉心流量依存

性の不確かさはどのサブ時間領域でも適用でき，ＲＥＤＹコード説明書に

て不確かさを評価している。なお，サブ時間領域３において下方ピークに

対応したボイドマップとなることの検討は前述(2)の出力分布変化に含めて

検討・考察している。 
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(6)三次元効果(熱流動) 

上記，(4)の三次元効果（核）と同様，サブ時間領域３（出力再上昇期）

を対象とした核熱水力不安定事象に起因した中性子束振動が，評価指標で

ある燃料被覆管温度に与える重要度は中程度と考える。 

 

(7)冷却材流量変化 

ポンプトリップによるコーストダウン特性は，サブ時間領域１で評価指

標である燃料被覆管温度に与える重要度が高いと考えられ，ＲＥＤＹコー

ド説明書本文にて不確かさの感度解析を実施している。 

 

(8)冷却材流量放出 

冷却材流量放出（逃がし安全弁流量）は，原子炉内で発生する熱を原子

炉から原子炉格納容器へ放出する上でサブ時間領域１及び２において，評

価指標である原子炉圧力に与える影響は中程度と考えられる。一方，本事

象が評価指標である燃料被覆管温度に与える重要度はどのサブ時間領域に

おいても小さいと考えられる。 

 

(9)ＥＣＣＳ流量（給水系含む） 

時間遅れを持って炉心に影響を与える給水加熱喪失は，サブ時間領域３

において炉心入口サブクールの減少として出力に影響するため，燃料被覆

管温度に対して重要度が高いと考えられ，ＲＥＤＹコード説明書本文にて

感度解析を実施している。 

以上，短時間領域におけるプラント挙動を考慮した上で各重要物理現象

のランク付けを再検討した結果を添付表4-1に示す。ここで，太線で囲んだ

ものが，本文の短時間領域で報告しているものであり，短時間領域でのラ
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ンク（三つのサブ時間領域の中で一番高いランク）付けは妥当であること

が示されている。 

 

添付表4-1 短時間領域を細分割した場合のランク評価結果 

細分割区分 

（全体は短時間領域）

サブ時間領域１ サブ時間領域２ サブ時間領域３ 短時間領域 

出力変動期 出力抑制期 出力再上昇期 － 

評価指標

物理現象 

原子炉

圧力 
ＰＣＴ

原子炉

圧力 
ＰＣＴ

原子炉

圧力 
ＰＣＴ 

原子炉

圧力 
ＰＣＴ

核分裂出力 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 

出力分布変化 Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｌ Ｉ Ｌ 

反応度フィードバック

効果（ボイド，ドップラ） 
Ｌ Ｍ Ｌ Ｈ Ｌ Ｈ Ｌ Ｈ 

三次元効果 

「炉心(核)」 
Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｍ Ｌ Ｍ 

沸騰・ボイド率変化 

「炉心(熱流動)」 
Ｈ Ｍ Ｈ Ｈ Ｌ Ｈ Ｈ Ｈ 

三次元効果 

「炉心(熱流動)」 
Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｍ Ｌ Ｍ 

冷却材流量変化 

「原子炉圧力容器」 
Ｌ Ｈ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ Ｈ 

冷却材流量放出 

「原子炉圧力容器」 
Ｍ Ｌ Ｍ Ｌ Ｌ Ｌ Ｍ Ｌ 

ＥＣＣＳ注水 

（給水系含む） 
Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｈ Ｉ Ｈ 
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添付５ 原子炉停止機能喪失事象での反応度係数（ＲＥＤＹコード用）の保

守因子について 

 

原子炉停止機能喪失事象に対する炉心損傷防止対策の有効性評価におい

て，ＲＥＤＹコードに原子炉設置変更許可申請書の添付書類八記載の平衡炉

心サイクル末期の反応度係数に一律の保守因子（減速材ボイド係数は 1.25

倍，ドップラ係数は 0.9 倍）を掛けた反応度係数を用いている。 

一方，本事象では，事象の進展に伴い，初期の運転状態から炉心流量，原

子炉圧力，炉心入口エンタルピ，軸方向出力分布等が時間とともに変化し，

ボイド係数，ドップラ係数が影響を受け，保守因子は一定ではない。 

そこで有効性評価手法が適切であることを確認するために，前述のとおり

5.1.2 節の「重要現象の不確かさに対する感度解析」において本事象を三つの

サブ時間領域に細分割した上で，それぞれに反応度係数に対する保守因子を

設定してＲＥＤＹコードによる評価を行っている。 

 

ここでは，①，②において 5.1.2 節の「重要現象の不確かさに対する感度解

析」で用いる反応度係数に対する保守因子を求め，③において 5.1.2節の感度

解析結果より有効性評価の一律の保守因子の手法が適用できることを確認し

た。 

① 炉心一点近似縮約による反応度係数評価は，圧力変化，流量変化等の

摂動による炉心状態変化及び事象進展に伴う炉心状態変化を扱うこと

ができない。原子炉停止機能喪失事象では，この炉心状態変化の変化

に伴う不確かさが大きくなる可能性があるため，静的な三次元沸騰水

型原子炉模擬計算コードにより，各サブ時間領域に対するボイド係

数，ドップラ係数を評価し，炉心一点近似手法による反応度係数（添
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付書類八記載の値）に対する比として各時間領域の反応度係数の保守

因子のノミナル値を評価した。 

② ①で求めた保守因子のノミナル値に，静的な三次元沸騰水型原子炉模

擬計算コードにより評価したボイド係数，ドップラ係数の不確かさ及

び取替炉心設計段階における不確かさ（補足参照）を加えることで，

5.1.2 節の「重要現象の不確かさに対する感度解析」で用いる反応度係

数の保守因子変動幅を求めた。 

③ ①及び②の検討より，原子炉停止機能喪失事象に対する炉心損傷防止

対策の有効性評価において，事象を通じた一律の保守因子として，ボ

イド係数は 1.25 及びドップラ係数は 0.9 が適用できることを確認し

た。 

 

１．原子炉停止機能喪失事象での各時間領域の反応度係数の保守因子のノミ

ナル値 

（１）評価方法 

原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止発生事象の短時間領

域を，以下の三つのサブ時間領域に細分割し， 

・出力変動期（サブ時間領域１） 

・出力抑制期（サブ時間領域２） 

・出力再上昇期（サブ時間領域３） 

各サブ時間領域の代表的な炉心状態における炉心パラメータを用い，静的な

三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードにより，ボイド係数，ドップラ係数を

評価し，原子炉設置変更許可申請書の添付書類八に記載の反応度係数（保守

因子1.0倍に相当）と比較した。 

ボイド係数は，各解析点に応じた微小な摂動を与え実効増倍率の変化量を
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求め，炉心平均のボイド率の変化量で除することで求めた。各解析点での摂

動は，添付表5-2，添付表5-3及び添付表5-4に示すように，サブ時間領域１で

は圧力摂動，サブ時間領域２では流量摂動，サブ時間領域３では入口エンタ

ルピ摂動を与えた。 

ドップラ係数は，各解析点における摂動計算により炉心平均値を求めた。 

 

（２）解析条件 

解析は三つの代表プラントを対象として行い，この主な解析条件を添付表

5-1-1 に示す。また，各代表プラントの短時間領域の細分割区分を添付表 5-1-

2～4 に示す。 

 

添付表 5-1-1 主な解析条件 

プラント 代表ＡＢＷＲ 代表従来型ＢＷＲ① 代表従来型ＢＷＲ② 

評価条件 原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止 

初期条件 100%出力／100%炉心流量 100%出力／85%炉心流量 

炉心 ９×９燃料（Ａ型） 

単一炉心 

９×９（Ａ型）+標準組

成 MOX 燃料混在炉心 

９×９燃料（Ａ型） 

単一炉心 

炉心格子 Ｎ格子 Ｓ格子 Ｃ格子 

解析 

コード 

ＨＩＮＥＳ／ 

ＰＡＮＡＣＨ 

ＴＧＢＬＡ／ 

ＬＯＧＯＳ 

ＨＩＮＥＳ／ 

ＰＡＮＡＣＨ 

（注）ＨＩＮＥＳ，ＴＧＢＬＡ：単位燃料集合体核特性計算コード 

  ＰＡＮＡＣＨ，ＬＯＧＯＳ：三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード 
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添付表 5-1-2 代表ＡＢＷＲの短時間領域の細分割区分 

細分割区分 中性子束挙動の特徴 

サブ時間領域１（出力変動期） 0 秒～約 10 秒 100％→306%→100％以下 

サブ時間領域２（出力抑制期） 約 10秒～約 60秒 約 50％まで低下 

サブ時間領域３（出力再上昇期） 約 60秒～約 200 秒 約 100％まで再上昇 

 

添付表 5-1-3 代表従来型ＢＷＲ①の短時間領域の細分割区分 

細分割区分 中性子束挙動の特徴 

サブ時間領域１（出力変動期） 0 秒～約 10 秒 100％→754%→100％以下 

サブ時間領域２（出力抑制期） 約 10秒～約 50秒 約 30％まで低下 

サブ時間領域３（出力再上昇期） 約 50秒～約 280 秒 約 90％まで再上昇 

 

添付表 5-1-4 代表従来型ＢＷＲ②の短時間領域の細分割区分 

細分割区分 中性子束挙動の特徴 

サブ時間領域１（出力変動期） 0 秒～約 10 秒 100％→560%→100％以下 

サブ時間領域２（出力抑制期） 約 10秒～約 40秒 約 40％まで低下 

サブ時間領域３（出力再上昇期） 約 40秒～約 140 秒 約 80％まで再上昇 
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（３）解析結果 

各解析点における，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによる反応度係

数と一点近似モデルの反応度係数(*)の比（以下「三次元／炉心一点近似（保守

因子 1.0）」という。）を添付表 5-2，添付表 5-3 及び添付表 5-4 に示す。これ

によると，摂動及び事象進展に伴い軸方向の出力分布及びボイド分布が変化

するためボイド係数は変化するが，ドップラ係数は主に U-238 の共鳴吸収が支

配的であることから変化は小さくなっている。 

 

(*)原子炉設置変更許可申請書の添付書類八に記載の減速材ボイド係数，ドップラ係

数 

 

冒頭に述べたように，炉心一点近似縮約による反応度係数評価は，圧力変

化，流量変化等の摂動及び事象進展に伴う炉心状態の変化を扱えないため，

三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードを用いて炉心状態変化を取り込んで評

価しているが，ボイド係数において特にその影響が大きいことが分かる。 

このように三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードを用いることで，炉心状

態変化を取り込むことができるものの，静的評価であることによる不確かさ

が含まれると考えられる。そこで，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コ

ードによりボイド係数を評価できることを含めて，サブ時間領域ごとに保守

因子の設定について以下のとおり確認した。 

 

サブ時間領域１では，圧力増加による正のボイド反応度印加による中性子

束の上昇が支配的である。圧力摂動においては，軸方向ボイド率分布変化に

伴う軸方向出力分布への影響は，流量摂動，エンタルピ摂動に比較して小さ

く，また，炉心一体型の摂動であり，特に軸方向にほぼ時間遅れなく摂動が
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与えられるため，事象開始時点の炉心状態に対して静的な三次元沸騰水型原

子炉模擬計算コードを用いてボイド係数を評価することは可能であると考え

られる。 

 

サブ時間領域２における支配的要因は流量摂動であり，炉心出力だけでな

く，軸方向ボイド率分布，軸方向出力分布もこの影響を受ける。炉心入口流

量が減少すると，この流量摂動の影響が時間遅れを伴って動的に下方から上

方に伝わり，上部のボイド率が変化する前に下方のボイド率が増加すること

となる。このため，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによるボイ

ド係数評価では現実の軸方向ボイド率分布，軸方向出力分布と異なった状態

を評価していることになる。この流れによる時間遅れがボイド率変化に及ぼ

す影響を確認するため，ＳＣＡＴコードにより，サブ時間領域２の流量減少

の時間変化を模擬した場合と定常解析に相当する準静的に流量が減少した場

合について，軸方向ボイド率分布を評価したところ，両者の差はほとんどな

いことが確認された。以上より，サブ時間領域２における流量減少は緩やか

であり，流れによる時間遅れによる軸方向ボイド率分布への影響は小さく，

ボイド係数への影響は小さいといえる。なお，5.1.2節の「重要現象の不確か

さに対する感度解析」において本事象を三つのサブ時間領域に細分割した上

で，反応度係数に対する保守因子の上限値，下限値を添付表5-2に基づき設定

してＲＥＤＹコード／ＳＣＡＴコードによる評価を行っており，一律の保守

因子を用いた有効性評価における燃料被覆管温度よりも高くならないとの結

果を得ている。このようにボイド係数の有効性評価結果への感度が小さいこ

とから，不確かさを大きめに考慮することで，静的な三次元沸騰水型原子炉

模擬計算コードによりボイド係数を評価することは可能であると考えられ

る。 



  

 

3-141 

 

サブ時間領域３においては，給水温度低下に伴うエンタルピ摂動が支配的

であるが，逃がし安全弁開閉に伴う圧力摂動もボイド係数に影響を及ぼす。

圧力摂動については軸方向ボイド率分布変化に伴う軸方向出力分布への影響

は小さいが，エンタルピ摂動では影響が大きく，ボイド係数自体として絶対

値が大きくなる。サブ時間領域３において給水温度が低下し，さらに逃がし

安全弁が閉じられた場合は，両者ともボイド率を低下させる方向に働くため

正のボイド反応度が印加されることになる。この場合，ボイド反応度変化量

としては両者の効果が重畳するものの，ボイド率変化量も両者の効果が重畳

するので，単位ボイド率変化量に対するボイド反応度変化量で定義されるボ

イド係数は，エンタルピ摂動単独で変化したボイド係数と圧力摂動単独で変

化したボイド係数の中間的な値となる。以上より，エンタルピ摂動単独で変

化したボイド係数を用いた方が出力を高め（保守的）に評価することにもな

るため，エンタルピ摂動によるボイド係数で代表させている。 

 

エンタルピ摂動による影響は，流量摂動と同様に時間遅れをもって炉心軸

方向下方から上方に伝わるが，サブ時間領域２の炉心流量減少に比較して事

象進展がゆっくりしていることから，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算

コードで評価することは可能であると考えられる。一方，サブ時間領域３

は，当該時点までの事象進展に伴う炉心状態変化による不確かさがより大き

くなると考えられるため，保守因子を設定する上で不確かさを大きめに見る

必要がある。この不確かさの定量化は困難であるが，5.1.2節の「重要現象の

不確かさに対する感度解析」より，ボイド係数の有効性評価結果への感度が

小さいことから，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによりボイド

係数を評価することは可能であると考えられる。 
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なお，中性子束振動状態での静的反応度係数は定義できないため，本手法

の適用対象外である。中性子束振動が局所的な燃料被覆管温度に与える影響

に関しては，米国において中性子束振動の評価実績がある異なる解析コード

（ＴＲＡＣコード）による参考解析結果を参照する。 

添付表 5-2 代表ＡＢＷＲの原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁

の誤閉止事象の代表点における反応度係数の比（三次元／炉心

一点近似（保守因子 1.0）） 

細分割区分 摂動の種類 ボイド係数 ドップラ係数

サブ時間領域１ 圧力摂動 

サブ時間領域２ 流量摂動 

サブ時間領域３(*) 入口エンタルピ摂動 

(*)中性子束振動に対しては適用外 

添付表 5-3 代表従来型ＢＷＲ①の原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気

隔離弁の誤閉止事象の代表点における反応度係数の比（三次元

／炉心一点近似（保守因子 1.0）） 

細分割区分 摂動の種類 ボイド係数 ドップラ係数

サブ時間領域１ 圧力摂動 

サブ時間領域２ 流量摂動 

サブ時間領域３(*) 入口エンタルピ摂動 

(*)中性子束振動に対しては適用外 
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添付表 5-4 代表従来型ＢＷＲ②の原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気

隔離弁の誤閉止事象の代表点における反応度係数の比（三次元

／炉心一点近似（保守因子 1.0）） 

細分割区分 摂動の種類 ボイド係数 ドップラ係数

サブ時間領域１ 圧力摂動 

サブ時間領域２ 流量摂動 

サブ時間領域３(*) 入口エンタルピ摂動 

(*)中性子束振動に対しては適用外

２．原子炉停止機能喪失事象での反応度係数の保守因子の変動範囲 

前節で求めた各サブ時間領域の保守因子のノミナル値と，補足に記載した

三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによるボイド係数，ドップラ係数の不

確かさ及び取替炉心設計段階における不確かさを用いて，5.1.2 節の「重要現

象の不確かさに対する感度解析」で用いる反応度係数の保守因子を求めた。 

具体的には，添付表 5-2，添付表 5-3，添付表 5-4 の値に，以下の添付表 5-

5（補足表 5-9 より転載）の不確かさを加えて，添付表 5-6，添付表 5-7，添付

表 5-8 のようになる。 

なお，ここでは遅発中性子割合の不確かさも含めて，動的反応度係数とし

てまとめている。 

添付表 5-5 平衡炉心末期の動的反応度係数の不確かさ（まとめ） 

不確かさの要因 動的ボイド係数 動的ドップラ係数

原子炉停止機能喪失事象解析での不確かさ（合計） 

（補足表 5-9 より転載） 
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（＊）１．で前述したような静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードを用いるこ

とによる不確かさ，事象進展に伴う炉心状態変化による不確かさの増加が考え

られることから，「その他の要因に対する安全余裕」として，ボイド係数

，ドップラ係数 の安全余裕を採用している。 
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添付表 5-6 代表ＡＢＷＲの原子炉スクラム失敗を仮定した 

主蒸気隔離弁の誤閉止事象中の動的反応度係数の 

保守因子（平衡炉心サイクル末期） 

  反応度係数 

細分割区分 

動的ボイド係数 動的ドップラ係数 

下限値 ノミナル 上限値 下限値 ノミナル 上限値 

サブ時間領域１

サブ時間領域２

サブ時間領域３

添付表 5-7 代表従来型ＢＷＲ①の原子炉スクラム失敗を仮定した 

主蒸気隔離弁の誤閉止事象中の動的反応度係数の 

保守因子（平衡炉心サイクル末期） 

 反応度係数

細分割区分 

動的ボイド係数 動的ドップラ係数 

下限値 ノミナル 上限値 下限値 ノミナル 上限値

サブ時間領域１

サブ時間領域２

サブ時間領域３
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添付表 5-8 代表従来型ＢＷＲ②の原子炉スクラム失敗を仮定した 

主蒸気隔離弁の誤閉止事象中の動的反応度係数の 

保守因子（平衡炉心サイクル末期） 

 反応度係数

細分割区分 

動的ボイド係数 動的ドップラ係数 

下限値 ノミナル 上限値 下限値 ノミナル 上限値

サブ時間領域１

サブ時間領域２

サブ時間領域３

（＊）サブ時間領域１は事象進展に伴う炉心状態変化による不確かさの増加は小さい

と考えられることから，添付表 5-6，添付表 5-7，添付表 5-8 では「その他の

要因に対する安全余裕」を含まず記載している。 

ただし，5.1.2 の「重要現象の不確かさに対する感度解析」では，保守側評価

として，サブ時間領域１に対してもサブ時間領域２，３と同じボイド係数

，ドップラ係数 の安全余裕を採用している。 

添付表 5-7 に示した代表従来型ＢＷＲプラント①の検討結果は，標準組成

MOX 燃料混在炉心の場合を想定しているが，ここに初期 Pu 組成変動，及び装

荷遅れの影響を考慮すれば，添付表 5-7の結果に対して，更に動的ボイド係数

で 倍，動的ドップラ係数で 倍を見込む必要がある。 
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動的反応度係数の保守因子の変動による有効性評価への影響を確認するた

め，添付表 5-6，添付表 5-7 及び添付表 5-8 に示した保守因子の上下限値を組

み合わせた感度解析を実施した。添付表 5-9，添付表 5-10 及び添付表 5-11 に

感度解析結果を示す。代表ＡＢＷＲの場合は，給水温度低下によって原子炉

出力が準静的に増加するサブ時間領域３において燃料被覆管温度が最高温度

となるため，各ケースとも有意な差は生じていない。一方，代表従来型ＢＷ

Ｒの場合は，原子炉圧力上昇によって原子炉出力が急増するサブ時間領域

１，流量減少によって原子炉出力が急減するサブ時間領域２及び給水温度低

下によって原子炉出力が準静的に増加するサブ時間領域３において燃料被覆

管温度が最高温度となるため，保守因子の影響を比較的受けやすいものの，

ベースケースに比較して過度に温度が上昇するものはない。以上より，不確

かさが燃料被覆管温度に有意な影響を及ぼすものではないことを確認した。 
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添付表 5-9 代表ＡＢＷＲの動的反応度係数の保守因子の 

不確かさを考慮した場合の感度解析 

保守因子(*1) 燃料被覆管温度 

動的ボイド 

係数 

動的ドップラ 

係数 

最高温度 

（℃） 

最高温度の 

偏差(*2)（℃） 

ベースケース 1.25 0.9 約 1060 - 

ケース１ ノミナル値 ノミナル値 約 1060 0 

ケース２ 下限値 下限値 約 1060 0 

ケース３ 下限値 上限値 約 1060 0 

ケース４ 上限値 下限値 約 1060 0 

ケース５ 上限値 上限値 約 1060 0 

（＊1）ノミナル値／上限値／下限値については，添付表 5-6 参照 

（＊2）ベースケースとの偏差 

添付表 5-10 代表従来型ＢＷＲ①の動的反応度係数の保守因子の 

不確かさを考慮した場合の感度解析 

保守因子(*1) 燃料被覆管温度 

動的ボイド 

係数 

動的ドップラ 

係数 

最高温度 

（℃） 

最高温度の 

偏差(*2)（℃） 

ベースケース 1.25 0.9 約 1030 - 

ケース１ ノミナル値 ノミナル値 約 930 -100

ケース２ 下限値 下限値 約 920 -110

ケース３ 下限値 上限値 約 870 -160

ケース４ 上限値 下限値 約 1010 -20

ケース５ 上限値 上限値 約 940 -90

（＊1）ノミナル値／上限値／下限値については，添付表 5-7 参照 

（＊2）ベースケースとの偏差 
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添付表 5-11 代表従来型ＢＷＲ②の動的反応度係数の保守因子の 

不確かさを考慮した場合の感度解析 

保守因子(*1) 燃料被覆管温度 

動的ボイド 

係数 

動的ドップラ 

係数 

最高温度 

（℃） 

最高温度の 

偏差(*2)（℃） 

ベースケース 1.25 0.9 約 880 - 

ケース１ ノミナル値 ノミナル値 約 830 -50

ケース２ 下限値 下限値 約 840 -40

ケース３ 下限値 上限値 約 880 0(*3) 

ケース４ 上限値 下限値 約 870 -10

ケース５ 上限値 上限値 約 850 -30

（＊1）ノミナル値／上限値／下限値については，添付表 5-8 参照 

（＊2）ベースケースとの偏差 

（＊3）サブ時間領域３にて最高温度が発生しており，ベースケースと同じサブ時間

領域１での最高温度の偏差は-140℃となっている。 
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３．原子炉停止機能喪失事象に対する炉心損傷防止対策の有効性評価におけ

る反応度係数の保守因子について 

有効性評価において反応度係数に一律の保守因子（減速材ボイド係数は

1.25倍，ドップラ係数は0.9倍）を用いていることについて，以下に検討した

結果をまとめる。 

サブ時間領域１は，１．で述べたとおり，圧力摂動が支配的な期間であ

り，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードにより保守因子を評価する

ことが可能である。また，ボイド係数は２．に示した保守因子変動範囲より

も保守的な値（1.25）を有効性評価で用いている。ドップラ係数は保守因子

変動範囲の下限値が有効性評価で用いている値よりも下回っているものの，

サブ時間領域１の出力ピークに起因した燃料被覆管温度への影響は，ドップ

ラ係数が下限値の場合でも有意に厳しくなるケースはなく，ドップラ係数の

感度は小さいことが分かった。 

従って，サブ時間領域１において，反応度係数の保守因子は，動的ボイド

係数は1.25倍，動的ドップラ係数は0.9倍を適用できると考えられる。 

サブ時間領域２は，流量摂動が支配的な期間ではあるが，静的な三次元沸騰

水型原子炉模擬計算コードで評価する保守因子には，流れによる時間遅れが

軸方向ボイド率分布，軸方向出力分布へ及ぼす影響は考慮されていない。し

かしながら，流量減少は緩やかであり，ＳＣＡＴコードによる評価により，

流れの時間遅れによる軸方向ボイド率分布への影響は小さいことが確認され

たため，この現象のボイド係数への影響は小さいといえる。不確かさを考慮

して設定した保守因子の上限値及び下限値を用いたＲＥＤＹコード／ＳＣＡ

Ｔコードによる評価結果は，一律の保守因子を用いた有効性評価における燃
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料被覆管温度よりも有意に厳しくなることはなく，サブ時間領域２において

も，反応度係数の保守因子は，動的ボイド係数は1.25倍，動的ドップラ係数

は0.9倍を適用できると考えられる。 

サブ時間領域３は，給水温度低下に伴うエンタルピ摂動及び逃がし安全弁

開閉に伴う圧力摂動が支配的な期間ではあるが，保守的にエンタルピ摂動が

支配的であるとして保守因子を評価している。サブ時間領域３におけるエン

タルピ摂動は事象進展が遅いため，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コ

ードにより保守因子を評価することは可能と考えられるが，２．に示したよ

うに保守因子変動範囲は有効性評価で用いた一律の保守因子よりも非保守的

なものがある。しかしながら，不確かさを考慮して設定した保守因子の上限

値及び下限値を用いたＲＥＤＹコード／ＳＣＡＴコードによる評価を行って

いるが，一律の保守因子を用いた有効性評価における燃料被覆管温度よりも

有意に厳しくなることはないとの結果を得ており，サブ時間領域３において

も，反応度係数の保守因子は，動的ボイド係数は1.25倍，動的ドップラ係数

は0.9倍を適用できると考えられる。 

 

以上より，反応度係数の保守因子として，動的ボイド係数は 1.25 倍，動的

ドップラ係数は 0.9 倍を適用できると考える。 
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添付５補足 反応度係数評価の不確かさ要因について 

反応度係数の評価を以下の四つの段階に分けて，不確かさ要因を抽出し整

理した。 

[1]～[3]は，反応度係数計算の不確かさと取替設計段階における不確かさ

であり，[4]は[1]～[3]で述べた炉心一点近似手法によるＲＥＤＹコードの反

応度係数の不確かさである。 

[1] 燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ

[2] 燃料集合体計算に由来する不確かさ

[3] 三次元炉心計算の不確かさ（取替炉心の詳細設計段階の不確かさも

含む）

[4] ＲＥＤＹコードの反応度係数の不確かさ（[1]～[3]で記載）

以下に，[1]～[3]の反応度係数の主要な不確かさ要因を挙げる。なお，サ

ブ時間領域２及びサブ時間領域３においては，静的な三次元沸騰水型原子炉

模擬計算コードにより反応度係数を評価するのに当たり有意な不確かさが生

じる可能性があり，さらに補足表 5-2にあるように，その他の要因も幾つか考

えられることから，これらを「その他の要因に対する安全余裕」として，動

的ボイド係数に ，変動量の小さい動的ドップラ係数に の安全余裕を

加える。5.1.2 で重要現象の不確かさに対する感度解析を行うのにおいては，

保守側にサブ時間領域１に対しても，同じ安全余裕を加えることとする。 

[1] 燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ

燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ要因としては，補足表 5-1に

示す核データライブラリ中に含まれる種々の不確かさに起因した不確かさ

が挙げられる。 
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補足表 5-1 燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ要因 

 不確かさ要因 備 考 

1.1 核データライブラリ中に含

まれる種々の不確かさに起

因した不確かさ 

臨界試験によりライブラリまで含めて妥

当性が確認される。 

実機の運転により実効増倍率等が確認さ

れる。 

 

現行の単位燃料集合体核特性計算コードの核データライブラリは ENDF-

B4,B5 で，最新（ENDF-B7）のものではないが，臨界試験（ボイド反応度：

EPICURE，BASALA 試験，ドップラ反応度：Hellstrand の実験式，実効遅発中

性子割合β：TCA，MISTRAL 試験）との比較で，核データ断面積ライブラリ

まで含めた燃料集合体計算コードの不確かさが確認されている。 

 

[2] 燃料集合体計算に由来する不確かさ 

燃料集合体計算に由来する不確かさ要因を補足表 5-2に整理する。これら

は，試験との比較により不確かさが確認されている。 

なお，ドップラ係数に対しては，ペレット内温度分布の影響は有意だ

が，重核種の熱振動の影響を無視していることで相殺する方向（両者合計

でやや more negative 側の評価，参考文献の文献１～文献５参照）となって

おり，現行コードでは考慮されていない。 
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補足表 5-2 燃料集合体計算に由来する不確かさ要因 

不確かさ要因 備 考 

2.1 概念モデルに由来する不確かさ 

・実験又は連続群モンテカルロ計算

手法との相違に由来する不確かさ

臨界試験との比較で確認解析 

2.2 数学的モデルに由来する不確かさ 

・種々の数学モデル（拡散近似，燃

焼チェイン，共鳴計算等）に由来

する不確かさ

臨界試験との比較で確認 
ドップラ係数については，重核種の熱

振動の影響（more negative 側）は有

意(*) 

2.3 入力データ，計算条件等に由来する

不確かさ 

・実験体系との妥当性確認時と設計

計算時又は連続群モンテカルロ計

算との比較計算時とで異なる種々

の条件，設定，計算体系のモデル

化等に由来する不確かさ

・減速材の密度及び温度の分布，燃

料温度分布が実機燃料と異なるこ

とに由来する不確かさ

チャンネル曲り，製造公差の影響は炉

心全体で平均化され影響は小さいと考

えられる(*)

集合体内ボイド分布の影響は Gd が存

在する領域では有意（参考文献の文献６）だ

が，平衡炉心では新燃料体数が少なく

炉心全体への影響は小さいと考えられ

る(*)

ドップラ係数については，燃料棒ペレ

ッ ト 内 温 度 分 布 の 影 響 （ less

negative 側）は有意(*)

2.4 下流側コードへのデータ受け渡しの

方法論・モデルに由来する不確かさ 

影響の大きな要因はないと考えられる

(*) 

2.5 その他の不確かさ 

・妥当性確認に用いる実験データの

不確かさ

試験の測定誤差が大きい場合（ドップ

ラ係数）は考慮

 (*)その他の要因として考えられるもの（追加の安全余裕にて考慮） 

燃料集合体計算に由来する不確かさ（補足表 5-2の（*)を除く要因）は，試

験データとの比較により，補足表 5-3 のようになっている。 

補足表 5-3 単位燃料集合体核特性計算コードの不確かさ 

動的ボイド係数 動的ドップラ係数 

試験データを基準とした不確かさ 

・動的ボイド係数の不確かさは，ボイド反応度試験（EPICURE，BASALA 試

験）の不確かさとβ測定試験（TCA，MISTRAL 試験）の不確かさより
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程度としている。 

・動的ドップラ係数の不確かさは，現行コードの評価値は Hellstrand の実

効共鳴積分との比較で同等かやや less negative 側の評価となっている

が，不確かさとしては，Hellstrand の実験式の誤差の にβの不

確かさ を独立事象として加えて としている。

[3] 三次元炉心計算に由来する不確かさ

三次元炉心計算に由来する不確かさ要因を補足表 5-4 に整理する。これら

の要因は，最終的に，三次元出力分布，三次元燃焼度分布の三次元炉心計

算の不確かさに由来した反応度係数の不確かさと，取替炉心の詳細設計段

階において炉心状態が異なることに由来した反応度係数の不確かさの二つ

に集約できる。 
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補足表 5-4 三次元炉心計算に由来する不確かさ要因 

 不確かさ要因 備 考 

3.1 概念モデルに由来する不確かさ 

・無限格子を対象としたマクロ断面積

評価法に由来する不確かさ 

 

 

・設計想定炉心の包絡性に由来する不

確かさ 

三次元出力分布等に不確かさが生じ

るが，γスキャン測定結果，照射後

試験の燃焼度測定により影響を把握

している 

HBB/UB や１ヶ月運転期間変動等，包

絡的な炉心条件を考慮している 

3.2 数学的モデルに由来する不確かさ 

・少数群の粗メッシュ体系における定

常固有値計算の解析結果と実機との

相違に由来する初期炉心条件の不確

かさ 

・炉心燃焼計算の不確かさから生じる

炉心条件の不確かさに由来する不確

かさ 

これらの数学的モデル，入力デー

タ，計算条件等に由来する不確かさ

が原因で，初期炉心条件である三次

元出力分布，三次元燃焼度分布に不

確かさが生じている 

これらについては，γスキャン測定

結果，照射後試験の燃焼度測定によ

り不確かさを把握し，反応度係数へ

の影響を評価している 3.3 入力データ，計算条件等に由来する不

確かさ 

・原子炉圧力，入口エンタルピ，炉心

流量等のパラメータの入力データと

実機との相違に由来する不確かさ 

3.4 下流側コードへのデータ受渡しの方法

論・モデルに由来する不確かさ 

・平衡サイクル早期及び末期等の特定

の炉心状態の選定に由来する設計想

定炉心の代表性にかかわる不確かさ 

動的ボイド係数の大きいサイクル末

期を選定している(*) 

HBB/UB や１ヶ月運転期間変動等，包

絡的な炉心条件を考慮している 

 

3.5 その他の不確かさ 

・妥当性確認に用いる実験データの不

確かさ 

γスキャン測定，燃焼度測定による

実験データの不確かさは小さいので

無視する 

(*)起動時等にキセノンの蓄積が少ない場合は，制御棒が多く挿入され，動的ボイド

係数の絶対値が増加する。サイクル末期の動的ボイド係数の絶対値はサイクル初

期より大きく，サイクル初期の起動時に制御棒が多く挿入された場合の動的ボイ

ド係数の絶対値を制御棒密度を変えた感度解析により評価すると，サイクル末期

の絶対値に包含される程度となる。仮に，サイクル初期の起動時において，サイ

クル末期の動的ボイド係数の絶対値の範囲を超えたとしても，その他の不確かさ

要因として考慮できる程度である。 
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補足表 5-4 の 3.2，3.3 において，γスキャン測定結果よりノード出力の

平均二乗誤差（ＲＭＳ）で 程度あり，照射後試験の燃焼度測定との比

較で相対偏差（１σ）で 程度ある。これらの不確かさは大部分ばらつ

きの成分であるので，炉心平均のボイド係数，ドップラ係数への影響はノ

ード間の影響が相殺され大きくないと考えられるが，ここでは軸方向の出

力分布が 程度ずれた場合と，燃焼度が 一律ずれた場合の反応度係

数の解析結果に基づき，補足表 5-5 の反応度係数の不確かさを考慮する。 

補足表 5-5 三次元出力分布，三次元燃焼度分布に由来した三次元炉心計算の不確かさ 

ボイド係数 ドップラ係数 

三次元炉心計算の不確かさ 

一方，補足表 5-4 の 3.4 に記載のように，取替炉心設計段階における不確

かさとして，運転期間，燃料装荷位置，制御棒挿入位置の変動に由来した

不確かさを考慮する必要がある。 

運転期間については，13 ヶ月運転の平衡炉心の反応度係数を基準に，±

１ヶ月程度変動させた平衡炉心における反応度係数を評価し，変動の影響

を評価した。 

燃料装荷位置については，炉心の熱的制限値を満足する範囲で，特定サ

イクルの燃料装荷位置における集合体燃焼度を，炉心の内側から燃焼度の

大きい燃料を配置した平衡炉心と，炉心の外側から燃焼度の大きい燃料を

配置した場合の平衡炉心における反応度係数を評価し，変動の影響を評価

した。 

制御棒挿入位置については，サイクルを通じて制御棒を深めに挿入して

運転した平衡炉心と，制御棒を浅めに挿入して運転した平衡炉心における
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反応度係数を評価し，変動の影響を評価した。 

これらより，補足表 5-6 の反応度係数の不確かさを考慮する。 

補足表 5-6 取替炉心の詳細設計段階における不確かさ 

ボイド係数 ドップラ係数 

詳細設計段階の不確かさの影響 

[4]ＲＥＤＹコードの反応度係数の不確かさ

ＲＥＤＹコードのボイド係数の不確かさ，ドップラ係数の不確かさにつ

いては，炉心一点近似モデルに由来した不確かさが挙げられるが，個々の

不確かさ要因に分解するのではなく，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計

算コードによるボイド係数，ドップラ係数と直接比較することにより，全

体の不確かさを一括して評価する。 

なお，静的な三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによる反応度係数の

評価には，事象進展に伴う炉心状態変化に起因した不確かさが含まれてい

ると考えられる。 

そこで，サブ時間領域１については出力ピークまで圧力摂動の幅を増加

させ，サブ時間領域２及びサブ時間領域３については別の時刻の異なる炉

心状態で，ボイド係数を評価したところ 程度の変化に留まり，表 5-2の

感度解析で考慮した の不確かさに対して問題ないことを確認した。こ

の影響は，「その他の要因に対する安全余裕」の中で考慮する。 

以上をまとめると，平衡炉心末期の動的ボイド係数，動的ドップラ係数の

不確かさは，補足表 5-7 及び補足表 5-8 のようになる。 
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補足表 5-7 平衡炉心末期の動的ボイド係数の不確かさ 

不確かさの主要因 不確かさ 

[1] 燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ

[2] 燃料集合体計算に由来する不確かさ

[3] 三次元炉心計算に由来する不確かさ

[3] 取替炉心の詳細設計段階の不確かさ

その他の要因に対する安全余裕 

合計 

補足表 5-8 平衡炉心末期の動的ドップラ係数の不確かさ 

不確かさの主要因 不確かさ 

[1] 燃料集合体計算より上流側で生じる不確かさ

[2] 燃料集合体計算に由来する不確かさ

[3] 三次元炉心計算に由来する不確かさ

[3] 取替炉心の詳細設計段階の不確かさ

その他の要因に対する安全余裕 

合計 

以上より，平衡炉心末期の反応度係数の不確かさは，補足表 5-9のようにな

る。 

補足表 5-9 平衡炉心末期の動的反応度係数の不確かさ（まとめ） 

不確かさの要因 動的ボイド係数 動的ドップラ係数

原子炉停止機能喪失事象解析での

不確かさ（合計） 
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添付６ ボロン反応度添加率について 

１．ほう酸水拡散モデルの妥当性確認において参照した試験について

炉心を一点近似で模擬しているＲＥＤＹコードでは，次式のようにボロ

ン反応度は有効炉心内のボロン濃度に比例し，ベッセル内にゆっくりと蓄

積され一様に混合すると仮定している。 
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hotB

hotB
BB C

K ⊿
C =K⊿

BK⊿  ：ボロン反応度 

BC  ：炉心内ボロン濃度 

hot-BK⊿ ：高温停止に必要なボロン反応度 

hot-BC ：高温停止に必要なボロン濃度 

hotB

hotB

C
K ⊿

：ボロン反応度添加率 

制御棒挿入失敗を仮定した本事象では，徐々に注入されるボロンが原子

炉格納容器の評価指標に与える影響を評価することが目的であり，数十分

の長時間解析であることからしても，ボイドが発生する炉心内でもボロン

が一様に混合すると仮定し，ボロン濃度の変化からボロン反応度を求めて

いることは妥当であると考える。 

一方，実機を考えると，原子炉の発熱によって炉心内でボイド（蒸気）

が発生するが，反応度に寄与するのは，有効炉心内に存在するボロン量で

ある。この観点から，前述の試験もＲＥＤＹコードのモデルも「有効炉心

内のボロン濃度変化」に着目している。 

ただし，前述の試験には核的な検討は含んでいない。このため，前述の

ボロン反応度添加率に与えるボイドの核的影響と不確かさについては，次

章で説明する。 

なお， 高温停止に必要なボロン反応度は，三次元沸騰水型原子炉模擬計

算コード（ＬＯＧＯＳ）により，高温待機時の過剰反応度を打ち消すため

の反応度として求めている。高温停止に必要なボロン濃度は，高温停止に

必要なボロン反応度を投入するのに必要なボロン濃度である。前述の仮定

をもとに高温停止に必要なボロン濃度とボロン反応度を使用してＲＥＤＹ
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コードによる評価を実施している。

２．ボイドがボロン反応度添加率に与える核的影響評価

前章のボロン反応度添加率（⊿K     C      ）については，ボイド発生

に伴う中性子スペクトル変化による影響を受ける可能性があるので，以下

で検討する。 

ここでは，ＡＢＷＲの９×９（Ａ型）ウラン燃料を対象として，ボイド

率を０％,40％,70％と変え，ボロンを注入した場合の無限増倍率を評価

し，ボイドがボロン反応度添加率に与える核的影響を調べた。 

燃料集合体核特性評価の評価条件は以下のとおりである。 

対象領域 ：９×９（Ａ型）ウラン低Ｇｄ燃料の中央部領域 

（軸方向９～15 ノード） 

ただし，ノードは，燃料有効長を 24 分割し燃料

下端から数えた値で，燃料集合体と燃料集合体間

の水領域を含む領域 

解析コード ：単位燃料集合体核特性計算コード(ＴＧＢＬＡ) 

炉心状態 ：高温待機時 

燃焼度 ：サイクル末期相当（９×９（Ａ型）ウラン燃料 25GWd/st） 

履歴ボイド率 ：40％（ＢＷＲ炉心の代表的な値） 

ボロン濃度  ：０, 300, 600ppm（水に含まれるボロン濃度） 

評価の結果，対象領域の体積平均のボロン濃度と無限増倍率の関係は添

付図６のようになった。対象領域の体積平均のボロン濃度は，ボイド率

０％の場合は０, 300, 600ppm であり，ボイド率 40％，70％の場合は水の量

が減少しているので，対象領域の体積平均のボロン濃度が減少している。 
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上図より，ボイド率によらず傾きはほとんど変わらない結果となった。 

添付図６より，ボロン濃度が０ppmと 300ppm（無限増倍率の二次内挿値）

の無限増倍率の差より，ボロン反応度添加率[⊿k/ppm]を求めると，添付表

６のようになる。 

添付表６ ボロン反応度添加率のボイド率依存性 

0-300ppm の傾き 0-600ppm の傾き

ボイド率[％] 

ボロン反応度添加率[%⊿k/ppm] 

添付図６  無限増倍率のボロン濃度依存性 
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添付表６より，０-300ppm のボロン濃度のボロン反応度添加率はボイド率

によらずほとんど変わらないことがわかる。 

したがって，ボイドが発生した場合のボロン反応度添加率に，高温待機

時のボイド率０％のボロン反応度添加率を用いるＲＥＤＹのモデルには問

題ないと考える。 

 

３．ボロン反応度添加率に与える不確かさ 

添付図６及び添付表６は代表領域の燃料集合体計算による評価結果であ

るが，炉心計算においても，ボロン反応度添加率はボイド率の違いにはほ

とんど影響されないものと考えられる。 

一方，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード（ＬＯＧＯＳ）によるボロ

ン反応度添加率（⊿k/ppm）は，高温待機時において，ボロンなしの場合と

600ppm の場合の実効増倍率の差を 600 で除すことにより求めている。高温

停止に必要なボロン濃度は 600ppm より小さいので，ボロン反応度添加率は

若干保守側の設定となっている。 

以上より，ボロン反応度添加率にはボイド率の違いによる影響はほとん

ど見られず，ＬＯＧＯＳによるボロン反応度添加率は若干保守側の設定と

なっていることが確認できた。 

なお，実際の炉心では，炉心流量は炉心上部に移行するに従い，炉心で

発生する熱により水が蒸気に変わり，ボロンが濃縮され，水中のボロン濃

度が高くなる効果が考えられるので，添付表６の評価値自体も保守性を有

している。 
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４．その他 

以上，ボロン反応度添加率について補足説明したが，ボロン反応度の不

確かさに関しては，これ以外に次のことがいえる。 

・5.1.2 の感度解析において，高温停止に必要なボロン反応度につい

て３%⊿ｋの不確かさを考慮した場合でも，格納容器圧力へ与える

影響は＋0.04MPa，原子炉格納容器のプール水温度への影響は高々+

７℃であり，影響は小さいことを確認している。 

 

なお，ボロン反応度の不確かさに直接係わる事項ではないが,評価指標で

ある格納容器温度圧力と原子炉格納容器のプール水温度に係わる事項とし

て，次の事項についても留意しておく必要がある。 

・原子炉格納容器の判断基準は，それぞれ 0.62MPa[gage]及び 200℃

であるが，これに対して申請解析による最大値は 0.19MPa[gage]及

び 113℃と小さく，どちらも判断基準に対して十分な裕度がある。 

・格納容器モデルは 3.3(13)に示したように，「原子炉格納容器内の空

間部の温度は，保守的に常にプール水温度と同じとする」等の非常

に保守的な仮定を設けており，評価結果を厳しくしている。 
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添付７ 最適評価コードによる解析結果との全体的挙動比較 

 

プラントの全体的挙動については，本資料の 4章「妥当性確認」で実機試

験結果との比較を実施しているが，原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気

隔離弁の誤閉止では，より広い適用範囲（高出力かつ低炉心流量状態，ス

クラムが生じない給水加熱喪失状態，ほう酸水の注入による出力抑制事象

等）での解析が必要とされる。さらに，原子炉スクラム失敗を仮定した主

蒸気隔離弁の誤閉止では，ＲＥＤＹコードでは模擬されない核熱水力不安

定事象（中性子束振動現象），高出力バンドルのリウェット現象がプラント

にフィードバックされる影響も生じ得る可能性がある。 

以上より，他のコードでの解析結果を参照し，プラント挙動に大きな差

異がないことを確認するという目的で，原子炉の熱水力挙動を評価する多

次元二流体モデル及び炉心の中性子動特性を評価する三次元中性子動特性

モデルを使用し，米国において運転時の異常な過渡変化評価や原子炉スク

ラム失敗事象評価，安定性評価での適用実績がある（各ＬＴＲ（Licensing 

Topical Report）に対してＮＲＣの承認が得られている）ＴＲＡＣコードを

用い，本事故シーケンスにおける原子炉スクラム失敗事象でのプラント全

体的挙動をＲＥＤＹコードのものと比較する。両解析コードによる共通解

析条件を添付表 7-1 に示す。 
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添付表 7-1 ＲＥＤＹコード，ＴＲＡＣコードの共通解析条件 

（原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止-ＡＢＷＲの例） 

項 目 解析条件 

原子炉熱出力 3926 MW（定格原子炉熱出力の 100％） 

原子炉圧力 7.07 MPa[gage] 

炉心流量 52.2×103 t/h（定格炉心流量の 100％） 

主蒸気流量 7.64×103 t/h（定格主蒸気流量の 100％）

原子炉水位 通常運転水位 

ＲＣＩＣ流量 182 m3/h 

ＨＰＣＦ流量 182～727 m3/h 

原子炉水位低(Ｌ3)設定点 ＋62 cm 

原子炉水位低(Ｌ2)設定点 －58 cm 

原子炉水位低(Ｌ1.5)設定点 －203 cm 

原子炉圧力高設定点 7.48 MPa[gage] 

主蒸気隔離弁閉鎖時間 ３秒 

主蒸気隔離弁閉鎖特性  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁設定圧力 

第１段

第２段

第３段

第４段

第５段

第６段

逃がし弁機能（公称値）を使用 

7.51 MPa[gage]×１個, 363 t/h/個 

7.58 MPa[gage]×１個, 367 t/h/個 

7.65 MPa[gage]×４個, 370 t/h/個 

7.72 MPa[gage]×４個, 373 t/h/個 

7.79 MPa[gage]×４個, 377 t/h/個 

7.86 MPa[gage]×４個, 380 t/h/個 

格納容器限界圧力 0.62MPa[gage] 

格納容器限界温度 200℃ 

 

  

321 1.70

1
0

時間（秒）

100 弁
実
効
流
路
断
面
積(

％) 
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ＴＲＡＣコードと比較するＲＥＤＹコードの解析結果は，申請解析に加

え，後述する理由により，“下方ピーク軸方向出力分布炉心”の場合も比較

する。これらの違いを添付表 7-2 に示す。 

 

添付表 7-2 ＲＥＤＹコード解析条件の比較 

 申請解析 下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定

ＲＥＤＹの軸方

向出力分布 

設計下方ピーク 下方ピーク（*1） 

ＲＥＤＹのボイ

ドマップ 

設計ボイドマップ 上記の軸方向出力分布（*1）に対応し

たボイドマップ 

    (*1)ＴＲＡＣコードによる原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気 

隔離弁の誤閉止事象の解析結果で，給水加熱喪失が生じている 

時の代表的な下方ピーク軸方向出力分布。 

 

両解析コードによる比較を添付図 7-1（短時間領域）及び添付図 7-2（長

時間領域）に，評価指標との比較結果を添付表 7-3 に示す。 

 

(1) 短時間領域での考察 

短時間領域では，添付図 7-1に示すように，ＲＥＤＹコードによる申請解

析結果（左側の図）をＴＲＡＣコードの解析結果（右側の図）と比較する

と，全体的な挙動は良く一致している。特に，評価指標の一つである燃料

被覆管温度が厳しくなる約 70 秒から約 200 秒では，炉心流量はほぼ同一と

なっており，給水加熱喪失に伴って変化する中性子束の増加傾向，それが

高い値で平衡する傾向等も類似の挙動を示している。ただし，平衡時の値

はＲＥＤＹコードの方が若干高めであり，“炉心の核熱水力モデルの相違”

に起因しているものと推定される。このため，添付表 7-3に示したように，
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燃料被覆管温度はＴＲＡＣコードでの解析結果 550℃に対し，ＲＥＤＹコー

ドでは 1060℃と高めに評価されている。また，他の三つの評価パラメータ

最大値も同様にＲＥＤＹコードの方が大きい。 

上述に推定した，ＲＥＤＹコード（炉心一点近似）とＴＲＡＣコード

（炉心三次元）の“炉心の核熱水力モデルの相違”について確認するため

にＲＥＤＹコードで “下方ピーク軸方向出力分布炉心”を仮定した場合の

結果を添付図7-1に併記した（添付図7-2及び添付表7-3にも併せて記載）。

これによると，評価指標の一つである燃料被覆管温度が厳しくなる約 150秒

前後の原子炉出力は，添付図 7-1(1)の中性子束変化図（中央の図）に示し

たように申請解析結果（左側の図）より約 10％低くなっており，ＴＲＡＣ

コードの解析結果（右側の図）に近くなっている。また，この時の燃料被

覆管温度は添付表 7-3 に示したように，970℃と小さくなる結果が得られて

いる。以上より，“炉心の核熱水力モデル”の差がＲＥＤＹコードとＴＲＡ

Ｃコードとの結果に与える一要因であることがＲＥＤＹコードでの解析結

果から確認できる。 

なお，ＴＲＡＣコードでは約 70 秒から約 200 秒の注目すべき期間で，物

理現象のランクをＭとした三次元効果（中性子束振動現象）が見られる。

これに対し，ＲＥＤＹコードの解析では振動現象は見られず，ＲＥＤＹコ

ードの軸方向出力分布のみ下方ピークを仮定した場合の解析（中央の図）

で多少顕著に見られる中性子束振動も，逃がし安全弁の開閉に起因した中

性子束変動である。これは，ＲＥＤＹコードでは，炉心を一点近似の集中

定数系のモデルで模擬していることから，炉心内での局所的挙動を考慮す

る必要のあるチャンネル安定性を含んでいる炉心安定性を模擬するのが困

難なためである。 

しかしながら，ＴＲＡＣコードの解析結果では，中性子束振動により燃



  

 

3-171 

料被覆管温度も振動しているものの，その最大値はむしろＲＥＤＹコード

の解析結果より十分小さくなっている。さらに，前述の逃がし安全弁の開

閉に起因する中性子束振動現象と三次元効果による中性子束振動現象の影

響で上昇する燃料被覆管温度分を,ＳＣＡＴコードによる核沸騰状態におけ

る燃料被覆管温度に加算したとしても,判断基準を下回る結果となってい

る。 

 

(2) 長時間領域での考察 

長時間領域では，添付図 7-2 に示すように，13 分以降の自然循環流量に

違いが見られるが，駆動源の一つである原子炉水位の変化もほぼ合ってい

ることから，この数パーセントの自然循環流量の差は，炉心の核熱水力モ

デルの相違に起因しているものと推定される。しかしながら，ＲＥＤＹコ

ードでは，自然循環流量が大きいことで，中性子束が高めの値に維持さ

れ，評価指標である格納容器圧力や原子炉格納容器のプール水温度に対す

る評価結果を厳しくしている。なお，格納容器圧力や原子炉格納容器のプ

ール水温度といったパラメータの増加は類似の挙動を示している。 
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ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定） 
ＴＲＡＣコード 

 

 

 

添付図 7-1(1) 原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の解析結果比較（短時間領域） 
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ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定） 
ＴＲＡＣコード 

ＳＣＡＴコードによる解析結果 ＳＣＡＴコードによる解析結果 ＴＲＡＣコードによる解析結果 

添付図 7-1(2) 原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の解析結果比較（短時間領域） 
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ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定） 
ＴＲＡＣコード 

 

 

 

 

添付図 7-2(1)原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の解析結果比較（長時間領域） 
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ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定） 
ＴＲＡＣコード 

 

 

 

 

添付図 7-2(2) 原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の解析結果比較（長時間領域） 
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ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心を仮定） 
ＴＲＡＣコード 

添付図 7-2(3)原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止の解析結果比較（長時間領域） 

 

添付表 7-3 ＡＢＷＲを例とした解析結果の比較 

評価指標 

ＲＥＤＹコード 

（申請解析） 

ＲＥＤＹコード 

（下方ピーク軸方向出力分布炉心

を仮定） 

ＴＲＡＣコード 

解析結果 

原子炉圧力  10.34MPa[gage] 9.08 8.94 8.53 

燃料被覆管温度  1200℃ 1060 970 550 

格納容器圧力  0.62MPa[gage] 0.19 0.19 0.14 

原子炉格納容器のプール水

温度  

200℃ 113 114 103 

      （注）燃料被覆管温度を求めるＳＣＡＴコードでは，中央ピークとしている。 
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添付７補足 ＴＲＡＣコードによる三次元核熱結合不安定の影響評価について 

 

１．目的 

「原子炉スクラム失敗を仮定した主蒸気隔離弁の誤閉止」事象における三

次元核熱結合不安定による出力振動の影響を確認するため，ＴＲＡＣコード

による参考解析を実施している。しかしながら，本参考解析では，給水加熱

喪失後の炉出力解析結果がＲＥＤＹコードの解析結果より低めに推移してい

る。このため，ＴＲＡＣコードによる参考解析において，給水加熱喪失後の

出力上昇をＲＥＤＹコードと同程度になるように調整した感度解析を実施

し，逃がし安全弁閉による出力上昇に加え，三次元核熱結合不安定による出

力振動（上昇）が重畳した場合の燃料被覆管温度の上昇幅を検討した。 

 

２．感度解析条件 

ＴＲＡＣコードによる解析において，給水加熱喪失後の出力上昇をＲＥＤ

Ｙコードと同程度になるように解析条件を設定する方法としては以下が考え

られる。 

（１）初期炉心流量を流量制御幅下限より更に低流量側にシフトさせ，再

循環ポンプトリップ後の出力を全体的に高めに推移させる。 

（２）ボイド／ドップラ反応度係数を調整し，給水加熱喪失後の正の反応

度投入量を大きくすることにより，出力上昇量を高めにする。 

（３）給水温度低下幅をより大きくし，給水加熱喪失後の炉心入口サブク

ーリングの増加量を大きくする。これにより，給水加熱喪失後の正の

反応度投入量を大きくし，出力上昇量を高めにする。 
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これらのうち（２）の場合，整定出力をＲＥＤＹコードと同程度とするた

め，ボイド反応度係数の絶対値をノミナルより大きめに設定することにな

る。このとき，三次元核熱結合不安定による出力振動発生時のボイドフィー

ドバックの影響が過度に保守側に評価される可能性がある。 

また，（３）の場合，給水加熱喪失時の給水温度低下を想定し得る温度より

更に低めに設定することになる。このため，給水加熱喪失後の炉心軸方向出

力分布がノミナルより更に下方ピークとなり，三次元核熱結合不安定及び燃

料被覆管温度の評価に影響する可能性がある。 

 

一方，（１）の場合，炉心反応度係数及び給水温度低下はノミナルのままと

し，他の手法と同様に整定出力及び炉心ボイド率はＲＥＤＹコードと同程度

とすることができる。したがって，ＲＥＤＹコードの整定出力に合わせるこ

と以外の要素を極力取り除くため，初期炉心流量を流量制御幅下限より更に

低流量側にシフトさせた運転点から解析する方法を採用し，感度解析を実施

した。 

なお，この初期運転点は，あくまでも意図的に整定出力を高めるために設

定した仮の運転点である。 

 

３．解析結果 

補足表７に解析結果を，以下の図に解析結果の比較を示す。 

補足図 7-1 ＲＥＤＹ/ＳＣＡＴコード（申請解析） 

補足図 7-2 ＴＲＡＣコード（ベースケース解析） 

補足図 7-3 ＴＲＡＣコード（意図的に整定出力を高めた解析） 

ここで，補足図 7-1 及び補足図 7-2 の初期運転点は定格出力／定格炉心流量

である。 
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補足図7-2及び補足図7-3のＴＲＡＣコードによる解析結果では，補足図7-

1 のＲＥＤＹコードの解析結果には見られない核熱不安定による出力振動が，

逃がし安全弁閉による出力上昇と重畳して模擬されている。一般に低炉心流

量かつ高出力運転点の方が核熱不安定に対する余裕が小さくなることが知ら

れており，補足図 7-2のＴＲＡＣコードによる解析結果（ベースケース解析）

に比べ，補足図 7-3に示すＴＲＡＣコードによる解析結果（意図的に整定出力

を高めた解析）の方が出力の振動幅は大きくなっている。しかしながら，整

定出力レベルをＲＥＤＹコードの解析結果に合わせたＴＲＡＣコードによる

解析（補足図 7-3）においても，燃料被覆管温度の最大値は 620℃程度で，Ｒ

ＥＤＹ/ＳＣＡＴコードによる燃料被覆管温度の最大値を下回る結果となって

いる（補足表７参照）。 

なお，補足図 7-3 において約 190 秒付近で燃料被覆管温度が近傍のピーク値

に比べ高くなっている。補足図 7-4に示すように，逃がし安全弁閉による圧力

上昇と核熱不安定による出力上昇のタイミングが比較的一致しているためと

考えられるが，この場合においても燃料被覆管温度の更なる上昇は 80℃程度

に留まる。これは数百℃の燃料被覆管温度の上昇は，沸騰遷移の発生による

燃料被覆管と原子炉冷却材間の熱伝達の低下によるものであり，逃がし安全

弁閉に伴い沸騰遷移が発生した状態（熱伝達係数が低下した状態）から核熱

不安定による出力振動により再度出力が上昇したとしても，熱伝達状態の変

化はなく，熱流束の上昇も短時間で限定的であるためである。 

 

以上より，参考解析の位置付けではあるがＴＲＡＣコードを用いて逃がし

安全弁閉による出力上昇と，三次元核熱結合不安定による出力振動が重畳し

た事象が発生した場合の影響を検討した結果，逃がし安全弁閉による出力上
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昇に加え，三次元核熱結合不安定による出力振動（上昇）が重畳した場合の

燃料被覆管温度の上昇幅は数十℃程度であると推定される。したがって，Ｒ

ＥＤＹ/ＳＣＡＴコードによる評価において核熱不安定による出力振動の影響

を考慮しても燃料被覆管温度は判断基準を満足すると考えられる。 

 

 

補足表７ 感度解析結果のサマリ 

項目 

ＲＥＤＹ/ＳＣＡ

Ｔコード 

（申請解析） 

ＴＲＡＣコード 

（ベースケース解

析） 

ＴＲＡＣコード 

（意図的に整定出

力を高めた解析） 

判断基準 

燃料被覆管 

最高温度 
約 1060℃ 約 550℃ 約 620℃ 1200℃ 
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補足図 7-1 ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴコード

（申請解析） 

補足図 7-2 ＴＲＡＣコード 

（ベースケース） 

補足図 7-3 ＴＲＡＣコード 

（意図的に整定出力を高めた解析） 
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補足図 7-4 バンドル出力，原子炉圧力及び燃料被覆管温度の時間変化 

（ＴＲＡＣ解析） 
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付録 

 

参考に，ＴＲＡＣコードによる解析（意図的に整定出力を高めた解析）に

おいて逃がし安全弁閉のタイミングを調整し，三次元核熱不安定による出力

振動に伴う出力上昇のタイミングと，逃がし安全弁閉による圧力上昇のタイ

ミングを合わせた解析を実施し（付録図１参照），解析結果とＲＥＤＹ解析の

中性子束，炉心入口流量を比較し，出力振動が大きくなる時間領域について

ＴＲＡＣコードの挙動（中性子束及びバンドル入口流量）を，初期運転点を

100％出力/90％炉心流量としたＲＥＤＹ解析（低流量解析）に反映してＳＣ

ＡＴ解析を実施した。低流量解析をベースにしたのは，低流量の方が三次元

核熱結合不安定に対する余裕が小さくなるためである。なお，ＴＲＡＣコー

ドによる出力振動はＲＥＤＹコードに対して上下しているが，本解析では保

守的に出力が上昇する側の変動のみを重ね合わせた（付録図２参照）。なお，

ＴＲＡＣコードによる出力振動は，２～３秒間隔であることから，0.5 秒ごと

にタイミングをずらした感度解析も併せて実施した。 

付録表１及び付録表２に示すように，出力振動に伴う出力上昇と逃がし安

全弁閉による圧力上昇を重畳させたＴＲＡＣコードによる解析結果をＲＥＤ

Ｙコードの解析結果に反映して作成したデータを使用したＳＣＡＴコードに

よる解析では，ＲＥＤＹ/ＳＣＡＴコードの解析結果（低流量解析）に比べ最

大で 70℃程度高い結果となる。 
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付録図１ 中性子束と原子炉圧力の時間変化 

（出力振動に伴う出力上昇と逃がし安全弁による圧力上昇のタイミングを 

合わせたＴＲＡＣ解析） 

 

 

付録図２ ＲＥＤＹコードにＴＲＡＣコードの出力振動を重畳させた中性子束 

（ＳＣＡＴ 感度解析用の入力として使用） 
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付録表１ 解析結果サマリ 

項目 

ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴコード 

（出力振動に伴う出力上昇と逃がし安全弁による圧力

上昇を重畳させたＴＲＡＣ解析の結果をＲＥＤＹデ

ータに反映した解析結果との比較：ベースケース） 

燃料被覆管温度の上昇

幅の変化 
約 20℃ 

 

 

付録表２ 感度解析結果サマリ 

項目 

ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴコード 

（ＲＥＤＹデータに反映させるＴＲＡＣ解析のタイミ

ングをずらした感度解析結果） 

燃料被覆管温度の上昇幅

の変化 

約 70℃（0.5 秒ずらした解析） 

約 30℃（1.0 秒ずらした解析） 

約 30℃（1.5 秒ずらした解析） 

約 60℃（2.0 秒ずらした解析） 

約 50℃（2.5 秒ずらした解析） 
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1. はじめに 

本資料は，炉心損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下「有

効性評価」という。）に適用するコードのうち，ＳＣＡＴコード（SCAT 

Ver.3）について， 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

に関してまとめたものである。 

なお，ＲＥＤＹコードの計算結果をインプットとする必要があるが，この

ＲＥＤＹコードに対する説明は別資料（第３部ＲＥＤＹ）にて行う。 

 また，本資料で引用している最適評価コードはＴＲＡＣコード（TRACG 

Ver.5）である。 
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2. 重要現象の特定 

2.1 事故シーケンスと評価指標 

ＳＣＡＴコードが適用される炉心損傷防止対策における事故シーケンスグ

ループである原子炉停止機能喪失は，運転時の異常な過渡変化の発生時にお

いて原子炉のスクラム失敗を想定する事象であり，事故シーケンスとして主

蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失が選定されている。 

 主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，主蒸気隔離弁閉

止時の原子炉圧力上昇によるボイド減少で炉心に正の反応度が投入されるこ

とにより生じる沸騰遷移，及び給水加熱喪失の状態で出力が増加することに

より生じる沸騰遷移によって燃料被覆管の温度（以下「燃料被覆管温度」と

いう。）が上昇し高温になる。それに伴い燃料被覆管の酸化量（以下「燃料被

覆管酸化量」という。）も増加するが，判断基準（15％以下）に十分余裕があ

るため，評価指標は燃料被覆管温度で代表できると考えられる。 

したがって，燃料被覆管温度が評価指標である。炉心損傷防止対策の有効

性を確認するその他の評価指標についてはＲＥＤＹコードによる解析で確認

する。 

 

2.2 ランクの定義 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された原子

炉停止機能喪失で取り扱う物理現象について，表 2-1 の定義に従い「Ｈ」，

「Ｍ」，「Ｌ」及び「Ｉ」のランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物

理現象を重要現象として抽出する。  
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表 2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取り扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作に対する

影響が大きいと考えられる現象 

物理現象に対する不確かさを実験との比

較等により求め，実機評価における評価

指標及び運転操作への影響を評価する。 

Ｍ 評価指標及び運転操作に対する

影響が中程度と考えられる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割を担

うが，影響が「Ｈ」に比べて顕著でない

物理現象であるため，必ずしも不確かさ

による実機評価における評価指標及び運

転操作への影響を評価する必要はない

が，本資料では，実機評価への影響を感

度解析等により評価するか，「Ｈ」と同様

に評価することとする。 

Ｌ 評価指標及び運転操作に対する

影響が小さいと考えられる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化は必

要であるが，評価指標及び運転操作への

影響が明らかに小さい物理現象であるた

め，検証／妥当性評価は記載しない。 

Ｉ 評価指標及び運転操作に対し影

響を与えないか，又は重要でな

い現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与えない

か，又は重要でない物理現象であるた

め，検証／妥当性評価は記載しない。 
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2.3 物理現象に対するランク付け 

本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物理

現象のうち，2.1 節で述べた事象進展を踏まえ，2.2 節記載のランクの定義に

従い，評価指標及び運転操作への影響に応じて「Ｈ」及び「Ｍ」に分類する

事で物理現象の中から重要現象を特定する。この結果を表 2-2 に示す。 

なお，本資料の本文「2. 有効性評価における物理現象の抽出」で抽出され

た物理現象は，事故シーケンスグループに対して抽出されたものであるた

め，ＲＥＤＹコードの解析結果を引き継ぐ物理現象を含んでいる。そのよう

な物理現象は，ＳＣＡＴコードで評価する事象において考慮すべき物理現象

の対象外としてＲＥＤＹコードの説明資料で示す。 

以下に，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1) 核分裂出力［炉心（核）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，核分裂出力と崩

壊熱の和である原子炉出力の変化によって燃料ペレットの発熱挙動及び燃料

被覆管温度挙動に影響を与える。したがって，核分裂出力は燃料被覆管温度

変化に対して重要度は高いと考えられる。なお，原子炉出力変化はＲＥＤＹ

コードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(2) 出力分布変化［炉心（核）］ 

出力分布には，径方向出力分布及び軸方向出力分布がある。主蒸気隔離弁

の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，原子炉スクラム失敗を仮定して

いることから，径方向出力分布の変化は小さい。一方，給水温度の変化等か

ら軸方向出力分布は変化する。軸方向出力分布の変化は，沸騰遷移の生じた

位置の局所の出力によって燃料被覆管温度挙動に影響を与える。したがっ
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て，出力分布変化は燃料被覆管温度の変化に対して重要度は高いと考えられ

る。 

 

(3) 反応度フィードバック効果［炉心（核）］ 

（ボイド反応度（減速材密度反応度）とドップラ反応度） 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，原子炉出力がボ

イド・ドップラ反応度フィードバック効果によって変動し，燃料ペレットの

発熱挙動及び燃料被覆管温度挙動に影響を与える。したがって，ボイド・ド

ップラ反応度フィードバック効果は燃料被覆管温度変化に対して重要度は高

いと考えられる。なお，反応度フィードバック効果は原子炉出力変化として

ＲＥＤＹコードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

（ボロン反応度） 

 事象収束に必要なほう酸水注入系の手動起動はボロン反応度の印加が出力

の抑制に重要な役割を果たす。燃料被覆管温度の上昇は事象初期であり，ほ

う酸水注入系による出力抑制の効果が現れる段階より早いため，ボロンの反

応度フィードバック効果が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えら

れる。 

 

（その他） 

上述以外に，反応度フィードバック効果として知られている減速材温度反

応度は，起動時のボイド反応度やドップラ反応度の影響が殆どない状態では

考慮する必要があるが，本事故シーケンスのような高い出力が継続する事象

では評価指標に与える重要度は低い。なお，遅発中性子生成割合，中性子寿

命といったパラメータは上記の反応度評価に含まれる。 
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(4) 制御棒反応度効果［炉心（核）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，スクラム失敗及

び代替制御棒挿入機能が作動しないことを仮定しているため，制御棒反応度

及び制御棒速度による効果が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考え

られる。 

 

(5) 崩壊熱［炉心（核）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，核分裂出力と崩

壊熱の和である原子炉出力の変化による燃料ペレットの発熱挙動及び燃料被

覆管温度挙動に影響を与えるが，スクラムが失敗した状態で崩壊熱は核分裂

出力に比べて小さい。したがって，崩壊熱が燃料被覆管温度変化に与える影

響は殆どないと考えられる。なお，原子炉出力変化はＲＥＤＹコードの解析

結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(6) 三次元効果［炉心（核）］ 

 中性子束振動（三次元効果）が発生すると，中性子束と冷却材流量の振動

によって沸騰遷移及びリウェットの発生に影響を与えることから，燃料被覆

管温度挙動に影響を与える可能性がある。 

流量振動によって沸騰遷移を発生させる試験では，流量振幅が大きくなる

と数秒の周期で燃料被覆管温度が鋸歯状的に上昇と降下を繰り返し，温度上

昇幅は僅かであることが確認されている(1)。これは中性子束の振動周期が数秒

であることに対して熱流束の時間変化が小さいためと考えられる。しかし，

スクラム失敗を仮定した原子炉停止機能喪失の事象のように，原子炉出力の

増加に伴い中性子束と熱流束が大きい状態で中性子束振動が発生すると，燃
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料被覆管温度の上昇幅が有意に大きくなる可能性も考えられる。したがっ

て，三次元効果は燃料被覆管温度変化に対して重要度は中程度と考えられ

る。なお，原子炉出力変化及び炉心入口流量の変化はＲＥＤＹコードの解析

結果から引き継がれる物理現象である。 

ここでスクラム失敗を仮定した原子炉停止機能喪失の事象において，原子

炉出力の増加に伴い中性子束と熱流束が大きい状態で中性子束振動が発生し

ても燃料被覆管温度の上昇幅が有意に大きくならないことは，米国において

中性子束振動の評価実績のあるＴＲＡＣコードによる参考解析結果を参照す

る（第３部ＲＥＤＹ添付７参照）。 

 

(7) 燃料棒内温度変化［炉心（燃料）］ 

燃料棒内温度変化は，燃料ペレット内発熱により燃料ペレット熱伝導とギ

ャップ部の熱伝達及び燃料被覆管熱伝導を通して燃料被覆管温度挙動に影響

を与える。したがって，燃料棒内温度変化は燃料被覆管温度変化に対して重

要度は高いと考えられる。 

 

(8) 燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，沸騰遷移が生じ

て燃料被覆管温度は上昇する。沸騰遷移後，冷却材への熱伝達に関わる燃料

棒表面熱伝達は燃料被覆管温度挙動に影響を与える。特に膜沸騰状態の下で

は，過熱蒸気により燃料棒表面熱伝達が変化すること，更に高温に至る場合

には，輻射熱伝達の寄与が次第に大きくなること等により燃料被覆管温度挙

動に大きな影響を与える。したがって，燃料棒表面熱伝達は燃料被覆管温度

変化に対して重要度は高いと考えられる。 
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(9) 沸騰遷移［炉心（燃料）］ 

 主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，沸騰遷移が生じ

て核沸騰から膜沸騰状態に移行し，原子炉出力の低下によってリウェットに

至ることで核沸騰状態に移行する。ドライアウト領域では，燃料被覆管温度

は急上昇する。その後リウェットによって核沸騰時の温度まで低下する。し

たがって，沸騰遷移は燃料被覆管温度変化に対して重要度は高いと考えられ

る。 

 

(10) 燃料被覆管酸化［炉心（燃料）］ 

燃料被覆管酸化はジルコニウム－水反応によって発熱量が増加するが，出

力の高い主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では核反応によ

る発熱量に比べて影響は小さいと考えられる。したがって，燃料被覆管酸化

は燃料被覆管温度変化に対して重要度は低いと考えられる。 

 

(11) 燃料被覆管変形［炉心（燃料）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，炉心は冠水状態

及び原子炉圧力が維持されることから燃料被覆管変形は生じないため，燃料

被覆管変形が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(12) 沸騰・ボイド率変化［炉心（熱流動）］ 

沸騰遷移が生じる高クォリティの状態では軸方向ボイド率変化を含むボイ

ド率変化は小さく，また膜沸騰状態での表面熱伝達の変化は主にクォリティ

の変化に依存することから，ボイド率変化による表面熱伝達の変化は小さ

い。また，炉心は冠水状態が維持されて炉心部に二相水位が形成されないた

め，水面変動による大きなボイド率変化はない。そのため燃料被覆管温度挙
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動への影響は小さいと考えられる。したがって，沸騰・ボイド率変化は燃料

被覆管温度変化に対して重要度は低いと考えられる。 

 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流［炉心（熱流動）］ 

 主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，炉心は冠水状態

が維持されて炉心部に二相水位が形成されないため，気液分離（水位変化）・

対向流が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(14) 気液熱非平衡［炉心（熱流動）］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，原子炉圧力容器

内の保有水は十分に保たれ，炉心は冠水が維持されている。高出力燃料集合

体の一部で高温の過熱蒸気が発生したとしても，当該蒸気流は炉心出口近傍

で他の燃料集合体から流出する二相流との混合により飽和になると考えら

れ，炉心外の熱流動挙動への影響は小さいと考えられる。しかし，発生した

過熱蒸気の影響が当該燃料集合体内の隣接する燃料棒に波及する可能性があ

る。したがって，気液熱非平衡による熱流動の変化は燃料被覆管温度変化に

対して重要度は中程度と考えられる。なお，発生した過熱蒸気による燃料被

覆管温度への影響，すなわち燃料被覆管と冷却材との温度差が低下すること

の影響は，膜沸騰状態における燃料棒表面熱伝達係数の物性値等をモデル化

することで得られる保守性によっておおむね相殺されることで実効的に取り

込まれており，(8)項の燃料棒表面熱伝達［炉心（燃料）］で相応に考慮でき

るとしてよいと考えられる。 

 

(15) 圧力損失［炉心（熱流動）］ 

チャンネル内の圧力損失は，チャンネルを流れる冷却材流量を介して表面
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熱伝達の変化に影響を与える。しかし，沸騰遷移後は冷却材流量の変化によ

る表面熱伝達の変化は小さく，燃料被覆管温度挙動への影響は小さいと考え

られる。したがって，圧力損失は燃料被覆管温度変化に対して重要度は低い

と考えられる。なお，炉心入口流量の変化はＲＥＤＹコードの解析結果から

引き継がれる物理現象である。 

 

(16) 三次元効果［炉心（熱流動）］ 

 三次元効果による燃料集合体間の流量配分は，冷却材流量が変化すること

から，燃料被覆管温度挙動に影響を与える。しかし，主蒸気隔離弁の誤閉止

＋原子炉停止機能喪失の事象では，径方向出力分布の変化は小さく，流量配

分による冷却材流量変化への影響は小さいと考えられる。また，高出力燃料

集合体は平均出力燃料集合体に比べてボイド率が高く流量低下が早くなる

が，冷却材流量が減少すれば二相部の圧力損失による流量配分の寄与が相対

的に小さくなるので，高出力燃料集合体の流量低下は緩和されると考えられ

る。したがって，三次元効果による燃料集合体間の流量配分は燃料被覆管温

度変化に対して重要度は低いと考えられる。 

 ただし，中性子束と冷却材流量の振動現象（高出力チャンネルの流量振動

現象を含む）は，沸騰遷移及びリウェットの発生に影響を与えることから，

燃料被覆管温度挙動に影響を与える可能性がある。そのため，三次元効果

［炉心（熱流動）］は(6)項の三次元効果［炉心（核）］と同様に燃料被覆管温

度変化に対して重要度は中程度とし，三次元効果［炉心（核）］に含めて検討

する。 

 

(17) 冷却材流量変化［原子炉圧力容器］ 

 再循環ポンプトリップにより炉心流量を減少させることで原子炉出力を抑
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制することから，再循環ポンプのコーストダウン特性と流路慣性による冷却

材流量変化の速さは原子炉出力の抑制の速さに影響する。また，事象発生直

後に再循環ポンプトリップするため，燃料被覆管温度上昇時の冷却材流量は

自然循環流量相当である。したがって，冷却材流量変化は燃料被覆管温度に

対して重要度は高いと考えられる。なお，炉心入口流量の変化はＲＥＤＹコ

ードの解析結果から引き継がれる物理現象である。 

 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉圧力容器］ 

 主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，主蒸気隔離弁の

誤閉止による原子炉圧力の上昇によって逃がし安全弁が作動する。逃がし安

全弁から放出される蒸気流量の変化によって原子炉圧力が変化し，ボイドの

生成・凝縮に影響するため反応度フィードバック効果に影響する。反応度フ

ィードバック効果は(3)項の反応度フィードバック効果［炉心（核）］で考慮

する。したがって，冷却材放出（臨界流・差圧流）は燃料被覆管温度変化に

対して重要度は低いと考えられる。なお，原子炉圧力変化及び原子炉出力変

化はＲＥＤＹコードの解析結果を引き継がれる物理現象である。 

 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化［原子炉圧力容器］ 

 ここで取り扱う物理現象は，炉心以外での領域の状態である。主蒸気隔離

弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，沸騰・凝縮・ボイド率変化

（減圧沸騰（フラッシング），二相水位，二相流動）が炉心内の領域に与える

影響は小さく，燃料被覆管温度挙動への影響はないと考えられる。したがっ

て，沸騰・凝縮・ボイド率変化が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと

考えられる。 
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(20) 気液分離（水位変化）・対向流［原子炉圧力容器］ 

ここで取り扱う物理現象は，炉心以外での領域の状態である。主蒸気隔離

弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，炉心以外の領域で気液分離

（水位変化）・対向流が生じないため，燃料被覆管温度変化に与える影響はな

いと考えられる。 

 

(21) 気液熱非平衡［原子炉圧力容器］ 

ここで取り扱う物理現象は，炉心以外での領域の状態である。主蒸気隔離

弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，炉心以外の領域で気液熱非平

衡が生じないため，燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(22) 圧力損失［原子炉圧力容器］ 

ここで取り扱う物理現象は，炉心以外での領域の状態である。主蒸気隔離

弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象での燃料被覆管温度を評価する上

で，(15)項の圧力損失［炉心（熱流動）］の物理現象を考慮する。したがっ

て，圧力損失が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(23) 構造材との熱伝達［原子炉圧力容器］ 

 主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，原子炉出力はほ

う酸水注入によって抑制されるまで高い値を維持する。このため，原子炉ド

ーム部を含む炉心シュラウド外領域の構造材と冷却材間との熱伝達は影響を

与えないと考えられる。したがって，構造材との熱伝達が燃料被覆管温度変

化に与える影響はないと考えられる。 
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(24) 非常用炉心冷却系（以下「ＥＣＣＳ」という。）注水（給水系・代替注

水設備含む）［原子炉圧力容器］ 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，ＥＣＣＳ注水

（給水系・代替注水設備含む）により冷却材を注入し，炉心入口流量及び炉

心入口エンタルピの変化によって燃料被覆管温度挙動に影響を与える。した

がって，ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含む）は燃料被覆管温度変化

に対して重要度は高いと考えられる。なお，炉心入口流量変化及び炉心入口

エンタルピ変化はＲＥＤＹコードの解析結果から引き継がれる物理現象であ

る。 

 

(25) ほう酸水の拡散［原子炉圧力容器］ 

 事象収束に必要なほう酸水注入系の手動起動はボロン反応度の印加が出力

の抑制に重要な役割を果たす。燃料被覆管温度の上昇は事象初期であり，ほ

う酸水注入系による出力抑制の効果が現れる段階より早いため，ほう酸水の

拡散が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(26) 三次元効果［原子炉圧力容器］ 

 燃料被覆管温度の上昇は事象初期であり，ほう酸水注入系による出力抑制

の効果が現れる段階より早いため，ほう酸水の輸送・拡散における三次元効

果が燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(27) 冷却材放出（臨界流・差圧流）［原子炉格納容器］ 

 本物理現象自体は，格納容器側から見た逃がし安全弁から放出される蒸気

流に係る事象であり，原子炉から見た(18)項の冷却材放出（臨界流・差圧

流）[原子炉圧力容器]と同じである。 



 

4-16 

 

(28) 格納容器各領域間の流動［原子炉格納容器］ 

 格納容器各領域間の流動は原子炉側への影響はなく，燃料被覆管温度変化

に与える影響はないと考えられる。 

 

(29) サプレッション・プール冷却［原子炉格納容器］ 

 サプレッション・プール冷却は，ＥＣＣＳの高圧注水による冷却材の温度

が変化するため，燃料被覆管温度挙動に影響を与える可能性がある。燃料被

覆管温度の上昇は事象初期であり，残留熱除去系によるサプレッション・プ

ール冷却の効果が現れる段階より早いため，燃料被覆管温度変化に与える影

響はないと考えられる。 

 

(30) 気液界面の熱伝達［原子炉格納容器］ 

 気液界面の熱伝達は原子炉側への影響はなく，燃料被覆管温度変化に与え

る影響はないと考えられる。 

 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導［原子炉格納容器］ 

 構造材との熱伝達及び内部熱伝導は原子炉側への影響はなく，燃料被覆管

温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(32) スプレイ冷却［原子炉格納容器］ 

 スプレイ冷却は，サプレッション・プール水温の低下によってＥＣＣＳの

高圧注水による冷却材の温度が変化するため，燃料被覆管温度挙動に影響を

与える可能性がある。主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象で

は，スプレイ冷却の実施を仮定していないため，燃料被覆管温度変化に与え
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る影響はないと考えられる。 

 

(33) 放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生［原子炉格納容器］ 

 放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生は原子炉側への影響はな

く，燃料被覆管温度変化に与える影響はないと考えられる。 

 

(34) 格納容器ベント［原子炉格納容器］ 

 格納容器ベントは，サプレッション・プール水温の低下によってＥＣＣＳ

の高圧注水による冷却材の温度が変化するため，燃料被覆管温度挙動に影響

を与える可能性がある。主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象

では，格納容器ベントの実施を仮定していないため，燃料被覆管温度変化に

与える影響はないと考えられる。 
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表 2-2 原子炉停止機能喪失における物理現象のランク（ＳＣＡＴコード） 

（1/2） 

 事故シーケンス

 
主蒸気隔離弁の誤閉止

＋原子炉停止機能喪失

分類 
評価指標

物理現象 
燃料被覆管温度 

炉心（核） (1) 核分裂出力 （Ｈ）*1 

(2) 出力分布変化 Ｈ 

(3) 反応度フィードバック効果 （Ｈ）*1 

(4) 制御棒反応度効果 I 

(5) 崩壊熱 （Ｉ）*1 

(6) 三次元効果 Ｍ*2 

炉心 

（燃料） 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｈ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｈ 

(9) 沸騰遷移 Ｈ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｌ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｉ 

炉心 

（熱流動） 

(12) 沸騰・ボイド率変化 Ｌ 

(13) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｉ 

(14) 気液熱非平衡 Ｍ 

(15) 圧力損失 （Ｌ）*1 

(16) 三次元効果 Ｍ*2 

原子炉圧力

容器 

（逃がし安

全弁含む） 

(17) 冷却材流量変化 （Ｈ）*1 

(18) 冷却材放出（臨界流・差圧流） （Ｌ）*1 

(19) 沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｉ 

(20) 気液分離（水位変化）・対向流 Ｉ 

(21) 気液熱非平衡 Ｉ 

(22) 圧力損失 Ｉ 

(23) 構造材との熱伝達 Ｉ 

(24) ＥＣＣＳ注水（給水系・代替注水設備含

む） 

（Ｈ）*1 

(25) ほう酸水の拡散 Ｉ 

(26) 三次元効果 Ｉ 

＊1 事故シーケンスグループに対して抽出されたものであるため，ＲＥＤＹコードの解析結果を引き継

ぐ物理現象も含んでいる。そのような物理現象は，ＳＣＡＴコードで評価する事象において考慮すべ

き物理現象の対象外とする。 

＊2 三次元効果の模擬はＲＥＤＹ／ＳＣＡＴコード体系では困難であるため，米国において中性子束振

動の評価実績のあるＴＲＡＣコードによる参考解析結果を参照する。  
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表 2-2 原子炉停止機能喪失における物理現象のランク（ＳＣＡＴコード） 

（2/2） 

 事故シーケンス
主蒸気隔離弁の誤閉止

＋原子炉停止機能喪失

分類 
評価指標

物理現象 
燃料被覆管温度 

原子炉格納容器 (27) 冷却材放出（臨界流・差圧流） (18)と同一物理現象 

(28) 格納容器各領域間の流動 Ｉ 

(29) サプレッション・プール冷却 Ｉ 

(30) 気液界面の熱伝達 Ｉ 

(31) 構造材との熱伝達及び内部熱伝導 Ｉ 

(32) スプレイ冷却 Ｉ 

(33) 放射線水分解等による水素ガス・酸素

ガス発生 

Ｉ 

(34) 格納容器ベント Ｉ 
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3. 解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＳＣＡＴコードは，燃料の熱的余裕及び燃料被覆管温度を解析するコード

である。本コードは，単一チャンネルを模擬し，これを軸方向一次元に多ノ

ード分割する。各ノードについて，燃料棒には半径方向だけの熱伝導方程式

を適用して冷却材への熱伝達を計算し，チャンネル内冷却材には，質量及び

エネルギ保存則を適用して冷却材の熱水力挙動を計算する。 

なお，本コードは，従来の原子炉設置変更許可申請書において適用実績の

ある「運転時の異常な過渡変化の解析」及び「事故解析」における最小限界

出力比（以下「ＭＣＰＲ」という。）の評価に加え，原子炉停止機能喪失の事

象で生じる沸騰遷移後の燃料被覆管温度及び燃料被覆管表面の酸化量を評価

する。そのため，沸騰遷移後の燃料被覆管－冷却材間の熱伝達相関式とリウ

ェット相関式を適用する。また，燃料被覆管と冷却水又は水蒸気との化学反

応（以下「ジルコニウム－水反応」という。）に「軽水型動力炉の非常用炉心

冷却系の性能評価指針」（以下「ＥＣＣＳ性能評価指針」という。）に示され

ている Baker-Just の式(2)を適用する。 

本コードの入力は，燃料集合体の幾何学的形状，軸方向出力分布等の炉心

データ，燃料集合体出力，チャンネル入口流量等の初期条件，ＲＥＤＹコー

ドの出力から得られた燃料集合体出力，チャンネル入口流量等の過渡変化の

データ等であり，出力として，ＧＥＸＬ相関式(3)(4)に基づく限界出力比，各ノ

ードでの冷却材流量，クォリティ，燃料被覆管温度等の時間変化が求められ

る。また，燃料被覆管温度から燃料被覆管酸化量の時間変化が求められる。
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

２章において重要現象に分類された物理現象（表 2-2で「Ｈ」及び「Ｍ」に

分類された物理現象）について，その物理現象を評価するために必要となる

解析モデルを表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 重要現象に対する解析モデル 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

炉心（核） 出力分布変化 燃料モデル 出力分布モデル 

炉心（燃料） 燃料棒内温度変化 燃料モデル 熱伝導モデル 

燃料ペレット－被覆管ギャップ

熱伝達モデル 

 燃料棒表面熱伝達 チャンネル内 

熱流動モデル 

被覆管表面熱伝達モデル 

（サブクール熱伝達，サブクー

ル沸騰熱伝達，核沸騰熱伝

達，膜沸騰熱伝達，輻射熱伝

達*） 

リウェットモデル 

 沸騰遷移 チャンネル内 

熱流動モデル 

沸騰遷移評価モデル 

炉心 

（熱流動） 

気液熱非平衡 チャンネル内 

熱流動モデル 

被覆管表面熱伝達モデル 

リウェットモデル 

* 燃料被覆管温度を厳しい側に評価する観点から，輻射熱伝達の寄与を解析コード中で取り扱わない。 

 

  



 

4-22 

3.3 解析モデル(5)(6) 

ＳＣＡＴコードは，ＲＥＤＹコードにより求められた原子炉停止機能喪失

時の炉心へ与えられる外乱を用いて，燃料のＭＣＰＲ及び燃料被覆管温度を

評価する。またＲＥＤＹコードから求まる中性子束，炉心流量，炉心入口エ

ンタルピ，炉心圧力の時間変化を境界条件とする。重要現象に対するＳＣＡ

Ｔコードの計算モデルを表 3-2 に示す。 
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表 3-2 ＳＣＡＴコードのモデル一覧 

項 目 計算モデル 

チャンネル内

熱流動モデル 

流動の基本式 

（非平衡ドリフトフラックス

モデル）

気液各相に対して質量保存式とエネ

ルギ保存式，及び気液混相の運動量

保存式を適用 

ボイドモデル を適用した

Zuber-Findlay の式 

サブクールボイドモデル

圧力損失モデル 

被覆管表面熱伝達モデル 以下の熱伝達モードを考慮 

・サブクール熱伝達

Dittus-Boelter の式 

・サブクール沸騰・核沸騰熱伝達

Jens-Lottes の式 

・膜沸騰熱伝達

修正 Dougall-Rohsenow 式(注 2) 

沸騰遷移評価モデル ＧＥＸＬ相関式を適用 

リウェットモデル リウェットクォリティをモデル化し

た相関式を適用(注 2)

燃料モデル 出力分布モデル 初期値で固定した軸方向出力分布を

適用 

熱伝導モデル 燃料棒径方向に一次元熱伝導方程式

を適用 

燃料ペレット－被覆管ギャッ

プ熱伝達モデル 

初期値で固定した軸方向ギャップ熱

伝達係数を適用 

(注 1) 現行の原子炉設置許可申請解析では特に必要とされなかったモデル 

(注 2) 原子炉停止機能喪失事象のために拡充されたモデル 
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3.3.1 チャンネル内熱流動モデル 

ＳＣＡＴコードは，燃料棒，ウォータロッド，チャンネルボックスで構成

される燃料集合体の冷却材挙動を評価するモデルである。燃料集合体の冷却

材流路は軸方向に複数のノードに分割して冷却材の熱水力挙動を計算する。 

 

(1) 保存則 

冷却材流路の軸方向各ノードについて保存則を適用して熱水力状態を計算

する。二相流モデルには，気液各相の質量保存式とエネルギ保存式，及び気

液混相の運動量保存式の五つの保存式を適用し，ドリフトフラックスモデル

に基づく気液各相の速度差を考慮する。 

目的のノードの冷却材の沸騰状態（サブクール，サブクール沸騰，核沸

騰，膜沸騰）を判定し，それに対して与えられる質量保存式とエネルギ保存

式を解くことでクォリティ，エンタルピ等を求める。ボイド率を求めるため

に，ボイド率とクォリティの相関式を用いる。 

ノードの熱水力状態が求められると，燃料棒から冷却材に伝わる熱を計算

する。 

保存式は下式である。 

 

(a) 質量保存式   t (αρ ) +  G  z = Γ    t [(1  α)ρ ] +  G  z =  Γ  
 

(b) エネルギ保存式   t (αρ h ) +   z (G h ) = Q + α  P t + h Γ    t [(1  α)ρ h ] +   z (G h ) = Q + (1  α)  P t  h Γ  
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なお，質量保存式及びエネルギ保存式から求められた全ノードの熱水力状

態を用いて，運動量保存式を解くことでチャンネル内の圧力損失を求めるこ

とができる。 

運動量保存式は下式である。 

 

 P z +   z (G u + G u ) +  G t + (f ρ  )G 2D +   g = 0 
 

ここで， G = G + G  ρ = ρ (1  α) + ρ α 
 

記号は以下のとおりである。 

 α : ボイド率 

 ρ : 密度  G : 質量流束  u : 相速度 

 Γ  : 蒸気生成率 

 h : エンタルピ 

 Q : 熱伝達量 

 P : 冷却材圧力 

 g : 重力加速度 

 f : 摩擦抵抗係数 

 DH : 水力等価直径 
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（添字） v : 蒸気相l : 液相g : 飽和蒸気f : 飽和水

(2) 構成式

①ボイドモデル，サブクールボイドモデル

②圧力損失モデル
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上記①②のモデルが適切に評価できていることを添付２に示す。 

③被覆管表面熱伝達モデル

冷却材の沸騰状態（サブクール，サブクール沸騰，核沸騰，膜沸騰）に

基づいた熱伝達の相関式を適用する。 

冷却材の沸騰状態の選択ロジックを図 3-1に示す。サブクール沸騰開始位

置は単相液相エンタルピを示す曲線と気泡離脱時のエンタルピを示す曲線

の交点より求まる。すなわち，単相液相エンタルピが気泡離脱時のエンタ

ルピ以上となった時にサブクール沸騰が始まるとする。また，核沸騰は液

相エンタルピが飽和状態に達した時に始まるとする。核沸騰から膜沸騰へ

の移行については，限界クォリティと沸騰長さの関係等に基づき整理され

たＧＥＸＬ相関式を用いて判定する。リウェットによる膜沸騰状態から核

沸騰状態への移行については，日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡

的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」(8)で推奨される相関式を用い
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て判定する。ＧＥＸＬ相関式を用いた沸騰遷移判定の詳細は④で，リウェ

ット判定については⑤に示す。 

各流動状態に対して設定される熱伝達モデルの一覧を表 3-2に示す。サブ

クール領域の単相流には Dittus-Boelter の式(9)を，サブクール沸騰及び核

沸騰領域には Jens-Lottes の式(10)を，膜沸騰領域には修正 Dougall-

Rohsenow 式(8)(11)を適用する。 

 なお，過渡的な沸騰遷移後の熱伝達相関式について，日本原子力学会標

準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」で

は，その適用範囲内において修正 Dougall-Rohsenow 式を使用することが妥

当であるとしている。また，燃料被覆管温度が 800℃程度を超える高温範囲

では，輻射熱伝達が温度の増加とともに増大して燃料集合体内の燃料被覆

管温度を平坦化するように作用するが，ＳＣＡＴコードにおいては輻射熱

伝達の影響を考慮せず，出力の大きな燃料棒の燃料被覆管温度を高めに評

価する方法を採っている。 

 

相関式は下式である。ただし，飽和核沸騰時及び沸騰遷移後において

は，冷却材の温度を飽和温度として冷却材への熱流束を評価する。 

 

(a) Dittus-Boelter の式(9) 

h = 0.023Re . Pr . kD  
 

(b) Jens-Lottes の式(10) 

h = Q A  T   
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 T  = 60e      Q A 10     
 

 

(c) 修正 Dougall-Rohsenow 式(8)(11) 

h = 0.023  GD μ ,  x + ρ , ρ , (1  x )   . Pr ,  . k , D   
各物性値に用いる過熱蒸気の温度は，蒸気膜温度（燃料被覆管表面温度

と飽和温度の平均温度）を用いる。  
記号は以下のとおりである。 

 h : 熱伝達率 
 Q : 熱伝達量 

 ΔTJL : 燃料被覆管表面温度と冷却材温度（飽和温度）との差  xe : 断面平均熱平衡クォリティ 

 DH : 水力等価直径 

 G : 冷却材の質量流束 

 P : 冷却材圧力 

 A : 伝熱面積 

 k : 冷却材の熱伝導率 

 ρ : 冷却材の密度 

 μ : 冷却材の粘性係数 

 Re : 冷却材のレイノルズ数 

 Pr : 冷却材のプラントル数 

 （添字） g,s : 飽和蒸気 
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 l,s : 飽和水 

 g,f : 過熱蒸気 
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沸騰遷移判定：ＧＥＸＬ相関式による沸騰遷移判定 

リウェット判定：相関式２によるリウェット判定 

 

図 3-1 流動状態の選択ロジック 

 

 

 

 

液相エンタルピは

気泡離脱エンタル

ピ以上か 

液相エンタルピは

飽和水エンタルピ

以上か 

沸騰遷移判定

サブクール

沸騰 
核沸騰 膜沸騰 

リウェット判定

サブクール

no 

yes 

yes 

no 

no 

yes no 

yes 
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④沸騰遷移評価モデル 

燃料集合体が沸騰遷移に至る状況はＧＥＸＬ相関式を用いて計算する。

有効性評価解析における沸騰遷移の判定は，ＧＥＸＬ相関式から得られる

ＭＣＰＲがＭＣＰＲに関する燃料の許容設計限界（以下「ＳＬＭＣＰＲ」

という。）を下回った時点とする。 

ＧＥＸＬ相関式は沸騰遷移の開始を予測する式で，ＢＷＲ炉心で出現す

ることが予想される種々の軸方向出力分布を条件とした豊富な試験データ

に基づいて作成されており，以下の特徴を有する。 

・出力分布依存性を考慮する手段として，「限界クォリティ（ＸＣ）対沸

騰長さ（ＬＢ）」の関係を導入している。 

・局所出力分布の関数を取り込んでいる。 

・実形状の模擬燃料集合体により得られたデータをベストフィットして

いることが大きな特徴として挙げられる。 

ＧＥＸＬ相関式は次式で表現される。 

ＸＣ＝ｆ（ＬＢ，ＤＱ，Ｇ，Ｌ，Ｐ，Ｒ） 

記号は以下のとおりである。 

 ＸＣ : 断面平均の限界クォリティ 

 ＬＢ : 沸騰長さ 

 ＤＱ : 熱的等価直径 

 Ｇ  : 質量流束 

 Ｌ  : 加熱長さ 

 Ｐ  : 圧力 

 Ｒ  : 局所出力分布に関する係数 

 

以下に，ＧＥＸＬ相関式から得られるＭＣＰＲの計算と，沸騰遷移の生
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じる位置を判定する計算について述べる。 

 

(a) ＭＣＰＲの計算方法 

ＧＥＸＬ相関式を用いた限界出力（燃料集合体のある点において沸騰

遷移を生じさせる燃料集合体出力）の計算は，次に述べる手法によって

行う。 

(i)  注目するバンドルの質量速度，圧力，局所出力関数等を求める。 

(ⅱ) (i)の条件下でＧＥＸＬ相関式を用いて「限界クォリティ（ＸＣ）

対沸騰長さ（ＬＢ）」を計算する。 

(ⅲ) 注目するバンドルの出力を上昇させ，(i)の条件下で「運転クォ

リティ（Ｘ）対沸騰長さ（ＬＢ）」を計算する。 

(ⅳ) (ⅱ)と(ⅲ)で得られた曲線を比較し，(ⅱ)の曲線に(ⅲ)の曲線が

ある点で接する場合の出力を求める。これが求める限界出力であ

る。 

もし(ⅱ)(ⅲ)で得られた曲線が接しない場合，出力を変えて(ⅲ)の計

算を反復し，接する場合のバンドル出力を求める。この関係を図 3-2に示

す。 

運転出力に対しＧＥＸＬ相関式から得られる限界出力の比がＭＣＰＲ

となる。有効性評価解析では，ＭＣＰＲがＳＬＭＣＰＲを下回った時点

で沸騰遷移が発生したと判断する。ＳＬＭＣＰＲは，ＧＥＸＬ相関式が

持つ不確かさ等を考慮して保守的に設定する。 

過渡時のＭＣＰＲについては，主に限界クォリティと運転クォリティ

の比に基づく値で評価する。 
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(b) 沸騰遷移位置判定の計算方法 

沸騰遷移の判定後，沸騰遷移の生じる位置を判定する。有効性評価解

析における沸騰遷移の生じる位置を判定する計算は，次に述べる手法に

よって行う。 

(i)  ＧＥＸＬ相関式を用いて限界クォリティ（ＸＣ）を計算する。 

(ⅱ) (i)での限界クォリティを用いてＳＬＭＣＰＲに相当する限界クォ

リティを求める。 

(ⅲ) 軸方向沸騰遷移位置を表すために，(ⅱ)でのＳＬＭＣＰＲに相当

する限界クォリティを補正する。 

(ⅳ) この補正した限界クォリティと運転クォリティとを比較し，交点

の軸方向ノード位置を沸騰遷移が生じた位置と判定する。 

 

この関係を図 3-3 に示す。 

沸騰遷移を判定した位置では，沸騰遷移後の熱伝達相関式によって求

めた熱伝達係数を用いて燃料被覆管温度を計算する。  
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図 3-2 限界出力の評価手法(3)(4) 
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*)有効性評価解析ではＳＬＭＣＰＲに 
相当する限界クォリティ 

 

図 3-3 沸騰遷移位置判定の評価手法 

 

 

 

沸騰遷移判定位置におけるクォリティディフェクト 

 = 限界クォリティ*－運転クォリティ 
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⑤リウェットモデル 

 沸騰遷移後のリウェット時刻の予測方法について，日本原子力学会標準

「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」で

は，相関式１(8)(12)と相関式２(8)(13)のリウェット相関式のいずれかを使用す

ることが妥当であるとしている。相関式１は単管試験データに基づいて作

成した相関式で，相関式２は管群試験データに基づいて現象論的に作成し

た相関式である。 

相関式２は，相関式１よりもドライアウト持続時間を長く評価する傾向

があるため，燃料被覆管温度を高めに評価する。そのため，相関式２をリ

ウェット時刻の予測方法に適用する。 

なお，相関式２は，燃料集合体内の軸方向着目位置の流路断面平均クォ

リティがリウェットクォリティを下回ったときにリウェットが発生すると

いう考えに基づいている。実機の設計及び運転条件を対象とした熱水力試

験によれば，準定常状態におけるリウェットクォリティは沸騰遷移を生じ

る限界クォリティに一致するが，過渡状態におけるリウェットクォリティ

は限界クォリティを下回る傾向にある。相関式２は，リウェット時点にお

ける流路断面平均クォリティと限界クォリティの偏差をモデル化したもの

である。 

相関式は下式である(8)(13)。 x     = x +  x 
 x =  0.0635 D Fh  u    G(x  x )q"      

G G   T   T  T    t  dx dt 
記号は以下のとおりである。  xrewet : 燃料集合体内の流路で断面平均したリウェットクォ

リティ 
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 xc : 燃料集合体内の流路で断面平均した限界クォリティ  x : 燃料集合体内の流路で断面平均したクォリティ   x : 過渡時におけるリウェットクォリティの限界クォリ

ティからの偏差 

  Tw : 壁面過熱度 

  T0 : 液膜先端固気液三相界面の過熱度 
 q” : ドライアウト部の熱流束 
 F : 断面平均燃料棒出力に対するピーキング係数 

 G : 冷却材の質量流束  Dw : 熱的等価直径  hfg : 蒸発潜熱 
 tm : x-xc が最大となる時刻 

  t0 : x-xc が最大となる時刻から x が xc まで復帰するまでの

経過時間 

 
      : x が xc まで復帰した時刻からリウェット時刻までの x

の平均変化率 

 G0 : 質量流束規格化基準値  u    : 液膜進展速度規格化基準値 
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3.3.2 燃料モデル 

ＳＣＡＴコードの燃料モデルは，燃料集合体（燃料棒，ウォータロッド

等）やチャンネルボックスで構成される。燃料棒熱伝達計算は，最大５グル

ープに分けることができ，各々の燃料棒ごとに行うことができる。 

実機解析に用いるグルーピング及びノーディングを図 3-4 及び図 3-5 に，考

え方を表 3-3 に示す。９×９燃料（Ａ型）の場合は，図 3-4 に示すようにホッ

トロッド（標準長），平均出力ロッド（標準長），部分長ロッド，ウォータロ

ッドの四つのグループに分けて模擬している。 

 

(1) 出力分布モデル 

燃料の軸方向出力分布の初期状態一定値として入力している。 

 

(2) 熱伝導モデル 

燃料棒は，燃料ペレット，ペレットと被覆管の間の空隙部であるギャップ

部，被覆管で構成され，図 3-5に示すように軸方向に複数のノードに分割し，

それぞれのノードに径方向に熱伝導方程式を適用して，冷却材への熱伝達を

計算する。 

① 燃料ペレットは径方向に複数のノードに分割し，被覆管は通常内側と

外側の二つのノードに分割して取り扱う。 

② 燃料ペレットでは，ペレット中心部よりペレット周辺部が相対的に局

所出力が大きくなる傾向があり，この特性を取り込めるように径方向出

力分布を考慮することができる。 

③ ペレットと被覆管のギャップ部の熱の授受には，ギャップ熱伝達係数

を用い，一般に軸方向中央部のギャップ熱伝達係数が大きくなる傾向が

あり，このため，ギャップ熱伝達係数は軸方向分布を考慮できる。 
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ギャップ熱伝達については時間変化をしない一定値とする場合と，出

力上昇に伴う燃料ペレットの熱特性の変化を考慮に入れた時間的に変化

する場合の取り扱いが可能である。 

④ 熱伝導率，熱容量等，燃料ペレット及び被覆管の物性については，関

係式若しくはテーブル形式で温度依存を考慮する。 

 

(3) 燃料ペレット－被覆管ギャップ熱伝達モデル 

燃料ペレットと被覆管の間のギャップ熱伝達係数は，熱放出率を考慮した

輻射伝導係数，燃料ペレットと被覆管相互の接触圧力を考慮した熱伝達係

数，熱膨張の影響を考慮した気相部の熱伝導係数から求められる。 

ＭＣＰＲを計算する解析では，燃料棒機械設計コードＰＲＩＭＥ(14)(15)(16)(17)

で計算された結果に基づき，軸方向ギャップ熱伝達係数は一定値を用いてい

る。 

 

 燃料棒の温度分布を示す方程式は下式である(5)(6)。 

(a) 燃料ペレット 1r   r  rK  T r = ρ C  T t  Q  
 

(b) 燃料ペレット－被覆管ギャップ部 

 K  T r 
燃料表面

= H  T    
 

(c) 燃料被覆管 1r   r  rK  T r = ρ C  T t 
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記号は以下のとおりである。  T : 温度   Tgap : 燃料ペレット－燃料被覆管ギャップの温度差  KF : 燃料ペレットの熱伝導率  Kc : 燃料被覆管の熱伝導率  Hg : 燃料ペレット－燃料被覆管の熱伝達率 

 ρF : 燃料ペレット密度 

 ρc : 燃料被覆管密度  CF : 燃料ペレット比熱  Cc : 燃料被覆管比熱  Qg : 燃料ペレットの発熱量 
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表 3-3 ＳＣＡＴコードのノーディングの考え方（９×９燃料（Ａ型）の例） 

領域 考え方 

燃料棒グループ 燃料集合体の燃料棒及びウォータロッドを考慮するため，ホッ

テスト出力標準長燃料棒，平均出力標準長燃料棒，部分長燃料

棒，ウォータロッドのグループに分ける。 

燃料棒（軸方向） 燃料集合体内の熱水力挙動を詳細に計算するために，核計算に

合わせて燃料部を 24 ノードに分割している。また燃料上部に燃

料プレナム部を設ける。 

燃料棒（径方向） 燃料ペレット内の熱挙動を詳細に計算するために燃料ペレット

部は 12 ノード，燃料ペレットと被覆管の間のギャップ部を１ノ

ード，また，被覆管部を燃料ペレット側と冷却材側に分けた２

ノードに分割している。 
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図 3-4 燃料集合体モデル（９×９燃料（Ａ型）の例） 
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図 3-5 燃料棒モデル（９×９燃料（Ａ型）の例） 
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3.4 入出力 

ＳＣＡＴコードはＲＥＤＹコードにより求められた原子炉停止機能喪失時

の炉心へ与えられる外乱を用いて評価する。ＳＣＡＴコードの主要な入出力

を図 3-6 に示す。各インプットデータの詳細な入力情報については添付 1に示

す。 

①炉心データ 

②燃料データ 

 

なお，ＳＣＡＴコードの入口流量及びバンドル出力の時間変化は，ＲＥＤ

Ｙコードにより求められた規格化した炉心入口流量及び出力の時間変化がイ

ンプットとなる。初期値は，初期ＭＣＰＲに合わせた入口流量及びバンドル

出力を与える。 

初期入口流量は，炉心熱水力解析コードＩＳＣＯＲ(18)(19)を用いて，ＭＣＰ

Ｒの初期値が通常運転時の制限値（以下「ＯＬＭＣＰＲ」という。）になるよ

うに初期バンドル出力とともに求められる。具体的には，高出力燃料集合体

及び平均出力燃料集合体の入口流量は全燃料集合体の入口と出口間の圧力差

が等しくなるように計算され，また，計算された入口流量を用いて求められ

た高出力燃料集合体のＭＣＰＲがＯＬＭＣＰＲとなるように，入口流量とバ

ンドル出力の繰り返し計算が行われることで，初期バンドル出力と初期入口

流量が得られる。 

ＯＬＭＣＰＲに相当する高出力燃料集合体は，平均出力燃料集合体よりも

出力が高く，ボイド率が大きいため，高出力燃料集合体の初期入口流量は炉

心平均の初期入口流量よりも小さい。 

 

上記をインプットデータとして，単チャンネル熱水力解析を実施し，以下
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のアウトプットデータを得る。 

①ＭＣＰＲ 

②燃料被覆管温度 

③燃料被覆管酸化量（ジルコニウム－水反応量） 

④クォリティ 

⑤熱伝達係数 
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図 3-6 ＳＣＡＴコードの入出力 
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4. 妥当性確認 

4.1 重要現象に対する妥当性確認方法 

 ＳＣＡＴコードの評価マトリックスを表 4-1 に示す。表 4-1 は２章で重要現

象に分類された物理現象を列挙しており，出力分布変化，燃料棒内温度変

化，燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移及び気液熱非平衡である。 

出力分布変化については，中央ピークに基づく軸方向出力分布を代表とし

て設定する。主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，再循

環ポンプトリップや主蒸気遮断による給水加熱喪失の状態で軸方向出力分布

は下部ピークに変化する。下部ピークでは，沸騰遷移が発生する燃料集合体

上部において局所の出力が小さいため燃料被覆管温度上昇が小さくなる。そ

のため，軸方向出力分布を中央ピークに設定することで，燃料被覆管温度は

高めに評価される。よって，出力分布変化における解析モデルの妥当性評価

は不要とした。なお，沸騰遷移位置については以下の沸騰遷移の重要現象で

取り扱う。 

燃料棒内温度変化については，燃料ペレットと燃料被覆管間のギャップ熱

伝達係数を高めに設定する。主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の

事象において，主蒸気隔離弁閉止によって原子炉出力が急増する状態では，

燃料ペレットから冷却材へ伝達される熱量が大きいほどＭＣＰＲが小さくな

って，沸騰遷移位置が深く予測される。そのため，燃料ペレット熱伝導率及

びギャップ熱伝達係数によって表面熱流束に対する熱伝達の遅れを小さくす

ることで燃料被覆管温度は高めに評価される。また給水加熱喪失によって原

子炉出力が準静的に増加する状態では，表面熱流束に対する熱伝達の遅れに

よる燃料被覆管温度への影響は大きくないと考えられる。よって，燃料棒内

温度変化における解析モデルの妥当性評価は不要とした。 

燃料棒表面熱伝達及び気液熱非平衡については，ＢＷＲ燃料の沸騰遷移を
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模擬したＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合体熱水力試験(20)(21)(22)の燃料被覆管温度

測定値との比較により，燃料棒表面熱伝達及び気液熱非平衡の解析モデルの

妥当性を確認する。 

沸騰遷移については，ＧＥＸＬ相関式がＡＴＬＡＳ試験データ(3)(4)を基に作

成されていることを確認することに加え，上述のＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合

体熱水力試験においてドライアウト持続時間の測定値と比較することによ

り，沸騰遷移の解析モデルの妥当性を確認する。 

 

 

  



 

4-50 

 

表 4-1 重要現象に対する妥当性確認方法 

分類 重要現象 解析モデル 

Ａ
Ｔ
Ｌ
Ａ
Ｓ
試
験 

Ｎ
Ｕ
Ｐ
Ｅ
Ｃ 

Ｂ
Ｗ
Ｒ
燃
料 

集
合
体
熱
水
力
試
験 

炉心 

（核） 

出力分布変化＊ 出力分布モデル － － 

炉心 

（燃料） 

燃料棒内温度変化＊ 熱伝導モデル 

燃料ペレット－被覆管ギャップ熱

伝達モデル 

－ － 

 燃料棒表面熱伝達 被覆管表面熱伝達モデル 

リウェットモデル 

－ 図 4-15

図 4-16

 沸騰遷移 沸騰遷移評価モデル 図 4-3 

図 4-5 

図 4-6 

図 4-12

図 4-13

図 4-14

炉心 

（熱流動） 

気液熱非平衡 被覆管表面熱伝達モデル 

リウェットモデル 

－ 図 4-15

図 4-16

＊4.1 に記載の理由により，妥当性確認が不要である重要現象 
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4.2 ＡＴＬＡＳ試験 

(1) ＡＴＬＡＳ試験設備の概要(3)(4) 

米国ＧＥ社ＡＴＬＡＳ試験設備の仕様を表 4-2 に，系統構成図を図 4-1 に示

す。 

実験は循環ポンプにより流体を循環させ，混合器で温度差のある水（循環

ポンプからの水と空冷熱交からの水）を混合し，目的のサブクール水を得

る。サブクール水の一部は凝縮器に流されるが，残りは流量制御弁を通り，

オリフィス流量計，タービン流量計を経て試験部に入る。試験部で発生した

蒸気は凝縮器で凝縮され，循環ポンプに戻る。蒸気ドラムの圧力は，冷水を

ドラム中にスプレイして蒸気を凝縮させることにより制御される。 

試験部容器の模式図を図 4-2に示す。試験部は高温高圧流水中において実寸

大規模燃料集合体に直接通電し，原子炉内の発熱状態を模擬して沸騰二相流

の伝熱流動特性を測定するためのもので，模擬燃料集合体，圧力容器，接続

電極等から構成される。 

また，試験条件を表 4-3 に，試験パラメータの範囲を表 4-4 に示す。試験条

件はＢＷＲの通常運転時の値に対応し，出力の上昇，流量の減少は沸騰遷移

を生ずる範囲までを含んでいる。 

 

(2) 妥当性確認結果 

①定常状態における予測能力 

９×９燃料集合体のＧＥＸＬ相関式で予測した限界出力と測定された限

界出力の比較を図 4-3 に示す。これらの比較によれば 90％以上のデータに

ついて，予測値が測定値の±６％以内に入る。ＧＥＸＬ相関式の予測能力

を統計的に評価するため，実験限界出力比（以下「ＥＣＰＲ」という。）な

る量を次のように定義する。 
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ＥＣＰＲ = 予測限界出力（ＧＥＸＬ相関式による）

測定限界出力（ＡＴＬＡＳ試験による）
 

ＡＴＬＡＳ試験で得られた９×９燃料のヒストグラムを作ると図 4-4のよ

うになり，ＧＥＸＬ相関式はＢＷＲ運転範囲を含む広範囲の運転条件で優

れた一致を示していると考えられる。 

 

②過渡状態における予測能力 

 過渡状態の沸騰遷移について，沸騰遷移予測時間の比較を図 4-5に示す。

沸騰遷移発生時間の計算値の多くは，±0.35 秒以内に入っていた。また，

この範囲に入らなかったものについては，予測時間は実測より早くなって

おり，保守的な結果を与えている。 

 次に７×７燃料における沸騰遷移予測位置の比較を図 4-6に示す。各位置

に対する沸騰遷移予測時間は実測より早く，また沸騰遷移予測位置は深く

なっており，保守的な結果を与えている。 

 

(3) 入口サブクーリングに対するＧＥＸＬ相関式の適用性 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解析で

は，給水加熱喪失の状態が継続するため入口サブクーリングが大きくなる。

代表的なＡＢＷＲ及びＢＷＲ５における入口サブクーリングは 320 kJ/kg 以下

の範囲で変化し，ＡＴＬＡＳ試験の範囲以上となることから，この範囲の入

口サブクーリングに対するＧＥＸＬ相関式の適用性を確認する必要がある。

ただし，この確認は，第１～第３スペーサの範囲に対してのみ行う。 

ＡＴＬＡＳ試験４×４格子における入口サブクーリングと限界出力測定値

との関係を図 4-7 に示す。限界出力測定値はおよそ 320kJ/kg 近くまで，ほぼ

直線的に上昇することが示されている。この４×４格子は７×７燃料の形状
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を模擬したものであり，入口サブクーリングと限界出力との関係のような基

本的な熱水力特性を同等に再現できる。同様に，９×９燃料（Ａ型）におけ

る関係を図 4-8に示す。これらの直線傾向は，環状流又は環状噴霧流（以下，

総称して「環状流」という。）で発生する液膜ドライアウトに起因するＣＨＦ

（Critical heat flux）発生機構において，入口サブクーリング増加，すなわ

ち入口サブクールクォリティの増加に応じて下流側に移動する環状流開始高

さとの相関関係に由来すると考えられる。 

これは次のように説明できる。まず，同一の燃料集合体内冷却水流量の下

では，環状流に流動様式が遷移する環状流開始点の高さが蒸気クォリティの

大きさに従って定まる。環状流開始高さは液膜ドライアウトの直前で生じる

流動様式の遷移位置に相当し，これに至るまでに必要となる冷却材への総熱

伝達量は，燃料集合体出力の大小にかかわらず，入口サブクールクォリティ

の大きさに比例して増加する。特に，同一の燃料集合体出力の下では，入口

サブクールクォリティが増加すると，環状流開始高さはその大きさに比例し

て下流側に移動する。また，環状流開始点から燃料集合体出口までの加熱量

は，同一出力の下では環状流開始点が下流側に移動するにつれて小さくな

る。一方，入口サブクーリングが大きくなる給水加熱喪失期間は，炉心流量

が低下するため燃料集合体内の冷却水流量が定格の３～４割程度となり，こ

のような低流量条件下ではドライアウトは主に液膜の蒸発により生じるた

め，第１～第３スペーサ位置でドライアウトが生じるためには，環状流開始

点の下流側への移動に応じて，各スペーサ位置と環状流開始点との距離（以

下「環状流長さ」という。）の減少量を相殺させる量だけ燃料集合体の線出力

密度が増加する必要がある。このとき，環状流長さが十分に大きいことか

ら，この相殺量は入口サブクールクォリティの増分に対しておおむね線形で

近似できる。以上から，液膜ドライアウトによる沸騰遷移を生じさせるため
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の冷却材への熱伝達量，すなわち限界出力値が入口サブクールクォリティ又

は入口サブクーリングに応じておおむね直線的に上昇することになる。 

一方で，７×７燃料を模擬した４×４格子に比べて，９×９燃料（Ａ型）

は細径燃料棒を採用しながら燃料棒本数を増やすことで伝熱面積を増加さ

せ，限界出力を向上させている。さらに，９×９燃料（Ａ型）の丸セル型ス

ペーサは，４×４格子の試験で採用された格子型スペーサに比べてドライア

ウトの抑制効果が高いことが知られている。燃料格子形状等が限界出力値に

影響を及ぼし，９×９燃料（Ａ型）では限界出力性能も改善されているた

め，第１～第３スペーサ位置で環状流が維持されていることを確認する必要

がある。給水加熱喪失期間は液膜から液滴が生じにくい低流量条件にあり，

加えて第３スペーサから下流側における蒸気クォリティは 0.3を超えるため，

十分に環状流に至っていると評価される。したがって，９×９燃料（Ａ型）

においても検討範囲の第１～第３スペーサ位置に対しては，４×４格子と同

等の入口サブクーリングまで安定した直線性が確保されると考えられる。 

なお，図 4-9に９×９燃料（Ａ型）における入口サブクーリングとＧＥＸＬ

相関式による限界出力計算値との関係（炉心流量は定格流量の約 30%）を示

す。限界出力計算値は入口サブクーリングが増加するにつれて直線的に上昇

し，ＡＴＬＡＳ試験の範囲外の外挿領域まで直線傾向を維持していることが

確認できる。 

4.3(3)で述べる柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における主蒸気隔離

弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解析（感度解析）で

は，燃料被覆管最高温度（以下「ＰＣＴ」という。）が厳しくなる給水加熱喪

失後の原子炉出力が高い状態で保持される期間において，ＧＥＸＬ相関式は

第４スペーサ位置まで沸騰遷移が及ぶと評価している。入口サブクーリング

が大きいため飽和沸騰開始高さが燃料集合体中央付近まで上昇し，沸騰長さ
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（飽和沸騰開始位置から沸騰遷移を生じる位置までの軸方向距離）が極端に

短くなる。しかし，このような条件下でも，上流側のサブクール領域におい

てドライアウト以外の現象が生じるような熱水力的に不安定な状態には至ら

ないと考えられる。主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有

効性評価解析における条件において，広い範囲の試験データを整理した甲藤

のＣＨＦ特性領域線図(23)ではドライアウト領域に相当している。さらに，提

唱されている気泡充満モデルや蒸気ブランケットモデルが対象とする現象は

いずれも加熱面近傍にボイド率が集中する状況下でのＣＨＦ発生機構である

が，解析上では，4.1 節のように中央ピークに基づく軸方向出力分布を設定し

ていることと相まって，中央ピークから下流側で発生するドライアウトに起

因するＣＨＦ発生機構であるため，上流側で高熱流束条件下において生じる

ＣＨＦ発生機構に至る可能性は十分小さいと考えられる。4.3(3)に後述する

とおり，実際に第４スペーサで沸騰遷移が生じる可能性は極めて小さく，Ｇ

ＥＸＬ相関式の判定は十分保守側といえる。 

ただし，それに続く給水ポンプトリップによる原子炉水位低下により，再

循環ポンプがトリップして炉心流量が減少する過程は，入口サブクーリング

が回復するため本項の説明対象外となる。この過程におけるＧＥＸＬ相関式

の適用性については，4.3(3)に後述することとする。 

以上の検討から，主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有

効性評価解析で現れる９×９燃料（Ａ型）のＡＴＬＡＳ試験の範囲以上の入

口サブクーリングに対しても，第１～第３スペーサの範囲ではＧＥＸＬ相関

式は適用可能であることを確認した。一方，第４スペーサに対しては，ＧＥ

ＸＬ相関式の適用が保守的であることを確認した。ただし，柏崎刈羽原子力

発電所６号及び７号炉の感度解析で見られるような給水ポンプ及び再循環ポ

ンプトリップ後に炉心流量と原子炉出力が急減する過程に現れる出力－流量
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のミスマッチ期間においては，ＧＥＸＬ相関式による評価が必ずしも保守側

ではない可能性がある。しかしながら，ＳＣＡＴコードによるＰＣＴ評価を

過度に非保守側に導くものではないことから，この期間にＧＥＸＬ相関式を

適用しても安全評価上の問題にはならないと考えられる。 

 

(4) ＧＥＸＬ相関式における重要現象（沸騰遷移）の不確かさ 

ＡＴＬＡＳ試験の測定限界出力とＧＥＸＬ相関式の予測限界出力とから求

められる標準偏差は 3.6％以下であり，これが沸騰遷移におけるＧＥＸＬ相関

式の不確かさに相当する。しかし，3.3.1(2)④に記載したとおり，ＭＣＰＲ

がＳＬＭＣＰＲを下回った時点で沸騰遷移が発生したと判断するように保守

的に設定しているため，不確かさの影響はこの設定に含まれる。 
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表 4-2 ＡＴＬＡＳ試験ループの仕様(3)(4) 

項目 仕様 

試験部最大熱入力 17.2 MW 

ループ最大圧力 158 kg/cm2a（15.5 MPa[abs]） 

ループ最高温度 346 ℃ 

試験部最大流量 3,790 l/min（6.31×10-2 m3/s） 

試験部容器 BWR 実寸大模擬燃料集合体収納可 

 

 

表 4-3 ＡＴＬＡＳ試験条件(5)(6) 

項目 出力上昇事象 流量減少事象 

圧力 1,000 psia（6.9 MPa[abs]） 

流量 1.0×106 lb/h-ft2（1,356 kg/m2-s） 

入口温度 510～525  F 

（266～274 ℃） 

500～530  F 

（260～277 ℃） 

出力 1.34～5.40 MW 1.00～6.65 MW 

 

 

表 4-4 試験パラメータ範囲(3)(4) 

項目 範囲 

圧力 800～1,400 psia 

（5.5～9.7 MPa[abs]） 

質量速度 0.10～1.35 Mlb/h-ft2 

（140～1,830 kg/m2-s） 

入口サブクーリング ０～100 Btu/lb 

（０～223 kJ/kg） 
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図 4-1 ＡＴＬＡＳループ系統構成図(3)(4) 
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図 4-2 試験部(3)(4) 

 

  

模擬燃料棒 

模擬チャンネル 
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図 4-3 限界出力計算値と測定値の関係(3)(4) 

 

 

  

(Ａ型) (Ｓ格子) 
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図 4-4 ＥＣＰＲヒストグラム(3)(4) 

 

 

図 4-5 初期沸騰遷移予測時間対測定時間(3)(4) 
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図 4-6 沸騰遷移位置の時間変化（７×７燃料）(6) 
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図 4-7 入口サブクーリングと限界出力測定値の関係（４×４格子）(3)(4) 
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図 4-8 入口サブクーリングと限界出力測定値の関係（９×９燃料（Ａ型）） 



4-65

図 4-9 入口サブクーリングと限界出力計算値の関係例 
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4.3 ＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合体熱水力試験 

(1) ＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合体熱水力試験の概要(20)(21)(22)

(財)原子力発電技術機構（ＮＵＰＥＣ）において過渡沸騰遷移試験が実施

されている。 

試験に用いる試験体は実寸大の９×９燃料（Ａ型）模擬燃料集合体であ

り，表4-5に燃料集合体の仕様を，表4-6に試験条件を，図4-10に試験体を，

図 4-11 に試験体の径方向出力分布を示す。模擬燃料棒表面温度は模擬燃料棒

被覆管表面に埋め込んだ熱電対により測定し，その測定位置はスペーサの直

上流である。 

検証で用いる被覆管温度測定試験では，流量，出力を変化させて沸騰遷移

前後の被覆管温度を測定している。 

(2) 妥当性確認結果

沸騰遷移発生時間について，試験とＧＥＸＬ相関式による解析結果との比

較を図 4-12 に示す。4.2 項のＡＴＬＡＳ試験の妥当性確認と同様に，ＧＥＸ

Ｌ相関式による沸騰遷移発生時間の計算値は±0.35 秒以内に入っていて，良

好に予測できる。 

沸騰遷移位置について，試験とＧＥＸＬ相関式による解析結果との比較を

図 4-13 及び図 4-14 に示す。各位置に対する沸騰遷移予測時間は実測より早

く，また沸騰遷移予測位置は深く予測する傾向となっており，保守的な予測

結果を与えている。 

また，沸騰遷移後の熱伝達相関式に修正 Dougall-Rohsenow 式，リウェット

相関式に相関式２を用いた場合の結果として，図 4-15 に燃料被覆管温度の最

大値の比較を，図 4-16 にドライアウト持続時間の比較を示す。修正 Dougall-

Rohsenow 式及び相関式２の組み合わせは総じて保守的な解析結果を与えてい
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て，燃料棒表面熱伝達を低く予測して燃料被覆管温度を高く評価するといえ

る。 

ＳＣＡＴコードは沸騰遷移後の膜沸騰状態で修正 Dougall-Rohsenow 式及び

相関式２を適用することにより，燃料被覆管温度を高めに評価する傾向があ

る。 

そのため，重要現象（燃料棒表面熱伝達）の不確かさの影響は修正

Dougall-Rohsenow 式及び相関式２に含まれる。 

(3) 沸騰遷移深さに対するＧＥＸＬ相関式の保守性

柏崎刈羽原子力発電所６号及び７号炉における主蒸気隔離弁の誤閉止＋原

子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解析（感度解析）では，ＰＣＴが厳し

くなる給水加熱喪失後の原子炉出力が高い状態で保持される期間において，

沸騰遷移が及ぶ最深位置を集合体上部から数えて第４スペーサ位置までと評

価している。沸騰遷移深さは，軸方向の熱流束分布と相まってＰＣＴに影響

する。ここでは，ＧＥＸＬ相関式による沸騰遷移深さ評価位置の保守性につ

いて検討する。ただし，保守性を検討する対象期間を，上述のＰＣＴが厳し

くなる給水加熱喪失後の原子炉出力が高い状態で保持される期間とする。 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解析で

は，燃料被覆管温度を高めに評価するように，中央ピークに基づく軸方向出

力分布を設定している。中央ピークの場合，９×９燃料の沸騰遷移は集合体

上部から数えて第１～第３スペーサの直上流位置で生じることが実験から確

認されている。例えば，ＮＵＰＥＣのＢＷＲ燃料集合体熱水力試験(20)(21)(22)で

は，図 4-10 に示すとおり第１～第４スペーサの直上流位置（Ａ～Ｄ断面）に

熱電対が設置されているが，第４スペーサ位置（Ｄ断面）では沸騰遷移は報

告されていない。 
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ＧＥＸＬ相関式の適用に当たっては，3.3.1(2)④(b)の沸騰遷移位置判定の

計算方法に基づいて，ＳＬＭＣＰＲ相当の限界クォリティで沸騰遷移するも

のとし，更に沸騰遷移位置を厳しい側（上流側）に評価するために保守的に

整理した補正クォリティを用いることで，早めにかつより上流側の位置で沸

騰遷移を予測する方法をとっている。 

主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象では，再循環ポンプの

部分台数トリップ及びその後のポンプ流量の制御により炉心流量を低下させ

るため，ホットチャンネルを流れる冷却水の流量は定格炉心流量の約 30%相当

の低流量条件となる。このような流量（及び出力）の減少過渡において生じ

る沸騰遷移は，環状流において燃料棒表面を流れる液膜流のドライアウトに

起因すると考えられ，スペーサの直上流位置で生じることが一般に知られて

いる。スペーサは環状噴霧流中の冷却水流れに種々の影響を及ぼすが，蒸気

乱流の促進作用等により蒸気流中の液滴を液膜流へ付着させる効果があると

いわれており，実際にスペーサの下流側で液膜流量が増加することが実験か

ら確認されている。燃料棒の発熱の影響で液膜流量は下流へ行くほど減少す

るものの，スペーサの直下流側では液膜流量が増加して熱的余裕が増す。こ

のようなスペーサ効果によるＣＨＦの軸方向変化を模式的に表すと図 4-17 の

ように描画できる(26)。スペーサ直上流位置においてＣＨＦが極小となるた

め，スペーサ間の領域ではこれらの極小位置において沸騰遷移が初生するこ

とになり，極小位置から上流側のスペーサ間の領域では通常，沸騰遷移は初

生しない。 

一方，沸騰遷移が発生する可能性のあるスペーサ位置に着目すると，炉心

入口サブクール度が非常に大きいことから集合体の中央高さ付近までサブク

ール沸騰状態にあり，第５～第７スペーサの範囲では軸方向のボイド率の増

加が十分でなく，発達した環状噴霧流に遷移し安定した液膜流が形成される
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流動状態には程遠い流動様式にとどまる。この結果，この範囲においては，

軸方向出力分布が中央ピークのため加熱量が小さいことと相まって，4.2(3)

に示したように沸騰遷移は発生しない。 

以上から，発熱のピーク高さ位置に最も近く，前述の熱水力試験で沸騰遷

移が報告されなかった第４スペーサ及び第４スペーサと第５スペーサとの間

の領域に対してＧＥＸＬ相関式を適用した評価の保守性に着目して以下に説

明を加える。 

さて，第４スペーサ直上流位置から第５スペーサの間の領域（以下「中央

高さ領域」という。）は中央ピークに基づく軸方向出力分布のため軸方向で加

熱量が最も大きな領域である。一方で，前述したようにサブクール度が非常

に大きいために，サブクール沸騰から飽和沸騰に移行し始める領域でもあ

る。しかし厳しい側の想定として，敢えてドライアウトが生じ得る流動様式

である環状噴霧流に遷移する領域に至っていることを仮定して，以下，沸騰

遷移が生じる可能性を検討する。 

このため，この中央高さ領域では，単管の場合なら環状噴霧流に遷移し安

定した液膜流が形成され始める流動様式に到達し得ると仮定する。一方，燃

料集合体は管群流路であるため，このような流動様式遷移は燃料棒の出力が

最も高いこと等により，熱的に最も厳しい条件の燃料棒の周り（以下「ホッ

トサブチャンネル」という。）で初生する。この時，ホットサブチャンネルに

隣接するサブチャンネルでは，環状噴霧流様式遷移前のチャーン流等の間欠

的な流れが生じる領域にあること，ホットサブチャンネルが環状噴霧流に遷

移することで界面せん断力が減少してホットサブチャンネルに周囲から流れ

が流入し周囲の流れの影響を受けやすくなること等から，ホットサブチャン

ネルの流動様式が環状噴霧流に遷移したとしても，その流れは隣接サブチャ

ンネルの間欠的な流れの影響を受けて不安定化する。さらに，前述したよう
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に飽和沸騰長さが過度に短いことと相まって安定した液膜流が形成されにく

く，この点からも液膜流が脈動的な流れとなる。このため，仮にドライアウ

トに至っても燃料被覆管温度の上昇が生じるほどドライアウト状態が継続す

るとは考えられない。したがって，中央高さ領域では，仮に厳しい側に環状

噴霧流に遷移することを仮定したとしても，ＣＨＦが極小となる第４スペー

サ直上流位置以外の領域はおろか，第４スペーサ直上流位置においてさえも

沸騰遷移が生じる可能性は極めて小さい。 

したがって，ＳＬＭＣＰＲ相当条件で生じるとした沸騰遷移及び沸騰遷移

位置を厳しい側に評価する補正クォリティを導入することの二つの保守的な

評価手法とすることで，第１～第３スペーサだけでなく，更に一段上流側の

第４スペーサ直上流位置及び中央高さ領域内での他のノード位置に沸騰遷移

が及ぶと判定するＧＥＸＬ相関式を用いた沸騰遷移条件の評価は十分に保守

的であると考えられる。 

なお，沸騰遷移の評価に当たっては，一点近似炉心動特性評価時のボイド

反応度の取扱い等，炉心出力を過大に評価するようにして得た結果を用いる

ことで，熱的に厳しい側の解析を実施していることから，ＧＥＸＬ相関式に

よる上記の沸騰遷移深さに対する保守性は十分なものと評価できる。 

 

以上で，ＰＣＴが厳しくなる給水加熱喪失後の原子炉出力が高い状態で保

持される期間において，ＧＥＸＬ相関式による沸騰遷移条件の評価が十分に

保守的であることを示した。一方，その後，給水ポンプトリップによる原子

炉水位低下により，再循環ポンプ６台がトリップして，炉心流量が減少す

る。炉心流量減少によるボイド率の増加により，若干の時間遅れを持って原

子炉出力が低下する。この過程において，短い時間であるが出力と流量のミ

スマッチ（比較的高い原子炉出力でありながら非常に低い炉心流量となる期
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間）が生じ，ホットチャンネル内の蒸気クォリティが一時的に増加する。こ

のときＧＥＸＬ相関式は，沸騰遷移が及ぶ最深位置を更に上流側の第５スペ

ーサ位置までと評価している。以下では，この出力－流量のミスマッチを生

じる期間に対して，沸騰遷移が生じる可能性について検討を加える。 

出力－流量のミスマッチが大きくなる初期炉心流量 90%の解析ケースを検討

の対象とする。再循環ポンプの停止により，炉心流量は定格時の約７%相当ま

で急減する。これに追随して原子炉出力も低下するが，炉心流量が定格の７%

相当に至った時点でホットチャンネルの熱流束は定格時の約 50%程度を保持し

ている。このため，飽和沸騰の開始高さは第７スペーサ付近まで低下し，第

５スペーサ位置の蒸気クォリティは約 50%に及ぶ。第５スペーサから下流側は

膜沸騰に至っており，燃料集合体上部では蒸気単相流となる。以下，各スペ

ーサ位置に着目して沸騰遷移が生じる可能性を検討する。 

第７スペーサ位置はほぼ飽和沸騰開始高さに位置する。本項前半で検討し

た原子炉出力が高い状態で保持される期間の中央高さ領域と同等のクォリテ

ィ条件であることから沸騰遷移が生じる可能性は小さい。ただし，ごく低流

量のため流動様式の発達が早く，チャーン流に近い乱れた様相を呈する可能

性がある。しかしながら，この位置の加熱量が小さいことと相まって，仮に

燃料棒表面に一時的なドライパッチ（液膜消失部）が生じたとしても，乱れ

た流れの中ですぐに消滅するため，燃料被覆管温度が上昇するには至らな

い。次に，第６スペーサ位置はＧＥＸＬ相関式では沸騰遷移を生じないと判

定されるが，急速な沸騰により燃料棒表面に安定した液膜は形成されず，通

常の二相流の流動様式の発達過程とは異なる逆環状流的な流動様式へと移行

する可能性がある。しかし，第７スペーサ位置と同様に不安定で乱れた流動

状態であることに変わりは無く，間欠的なドライパッチを生じたとしても，

燃料被覆管温度が有意に増加するほど(※)長時間持続しないと考えられる。
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また，激しい核沸騰により燃料棒表面から吹き飛ばされた液膜が比較的大き

な液塊となってチャンネル内を浮遊し，小さな液滴に分裂しないまま，乱れ

によって燃料棒へ衝突する冷却形態も生じ得る。これは，噴霧流冷却よりも

はるかに大きな冷却効果を期待できる。さらに，ホットチャンネルの熱流束

は急速な減少過程にあり，10秒足らずで半減して定格時の 25%以下へと低下す

るため，出力－流量のミスマッチは早期に緩和される。以上の理由から，第

６スペーサ位置でドライパッチを生じる懸念はあるものの，燃料被覆管温度

が大きく上昇する可能性は小さいと考えられる。第５スペーサは第４スペー

サとともに，中央ピークの軸方向出力分布において最も発熱量が大きい領域

に位置する。第４スペーサ位置では蒸気クォリティが 1.0に近い状態となる。

ここで熱的に厳しい条件として，中央ピーク位置において飽和蒸気単相とな

る場合を想定し，定格時の 50%相当の原子炉出力と７%相当の炉心流量が維持

されると仮定する。この条件では，厳しめの評価を行うため，液滴冷却の影

響を無視した蒸気単相流の Dittus-Boelter 式を用い，さらにリウェットなし

の静定状態として評価すると，ホットサブチャンネルの燃料被覆管温度最大

値は約 900℃となる。実際には，熱流束は減少過程にあり，出力－流量のミス

マッチがほどなく緩和されるため，このような高温に至る可能性は小さい。

したがって，この期間におけるＳＣＡＴコードの燃料被覆管最高温度評価値

（約 900℃）は，結果として保守側の評価といえる。第４スペーサから下流側

は，上部へ行くほど発熱量が低下するものの，蒸気温度が上昇して過熱蒸気

となるため，熱的に厳しい状態が十数秒間持続することが予想される。しか

し，熱流束は急速な減少過程にあることから，燃料被覆管温度の上昇が過度

に大きくなることはないと考えられる。 

 

以上，給水ポンプ及び再循環ポンプトリップ後に出現する出力－流量のミ
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スマッチ期間に対して，沸騰遷移を生じる可能性を検討した。この期間に限

っては，ＧＥＸＬ相関式による沸騰遷移深さの評価は必ずしも保守的とはい

えないことが推測された。しかし，解析で仮定している再循環ポンプ６台が

同時に停止する可能性は低く，炉心流量の低下は，より緩やかになると考え

られること，また，中央ピークから下部に位置する第５～第７スペーサ位置

の出力は小さいことから，ＧＥＸＬ相関式の評価に非保守性があったとして

も，ＳＣＡＴコードによる燃料被覆管温度評価結果を過度に非保守側へ導く

ものではないと判断でき，ＰＣＴ評価上の問題となるものではないと結論で

きる。 

 

(※) 熱流束が低下しているため，燃料被覆管温度の顕著な上昇には十秒程度

の時間を要すると見込まれる。 

 

(4)重要現象（気液熱非平衡）の不確かさ 

図 4-11 に示す試験体の径方向出力分布から，熱的に最も厳しい燃料棒（以

下「ホットピン」という。）に着目すると，ホットピンが３本直線状に配置，

３本をＬ字型に配置されており，ホットピンに隣接して同様なホットピンが

２本配置された体系とみなせる。この体系において，上記のように修正

Dougall-Rohsenow 式及び相関式２の組み合わせは総じて保守的な解析結果を

与えている。3.3.1(2)項のように，修正 Dougall-Rohsenow 式では過熱蒸気の

温度を蒸気膜温度（燃料被覆管表面温度と飽和温度の平均温度）とした物性

値を用いている。これを踏まえると，燃料被覆管温度を高く評価しているこ

とは，バルク温度が飽和又は少なくとも飽和温度から有意に上昇しないこと

を意味することが分かる。これは，沸騰遷移においても，隣接燃料棒との間

に飽和温度の蒸気が介在することを示すため，ホットピンの影響が隣接した
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燃料棒に波及しないことを示唆していると考えられる。 

したがって，重要現象（気液熱非平衡）の不確かさの影響は修正 Dougall-

Rohsenow 式に含まれると考えられる。 
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表 4-5 模擬燃料集合体の仕様(8) 

項目 仕様 

燃料タイプ ９×９燃料（Ａ型） 

燃料棒本数（ヒータロッド） 

・標準燃料棒 

・部分長燃料棒 

74 

66 

８ 

加熱長 

・標準燃料棒 

 

約 3,710mm 

燃料棒外径 φ11.2mm 

ウォータロッド本数 ２ 

燃料棒ピッチ 14.3mm 

チャンネルボックス内幅 132.5mm 

スペーサ個数 ７（丸セル型） 

軸方向出力分布 コサイン 

 

 

表 4-6 試験条件(8) 

項目 出力上昇事象 流量減少事象 

初期条件 

圧力 約 7.2 MPa[abs] 

流量 約 40 t/h 約 45 t/h 

入口サブクール 約 50 kJ/kg 

出力 約６～８ MW 
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図 4-10 試験体の例(21)  

発
熱

長
 

［試験体側面模式図］ 

：標準燃料棒 

：部分長燃料棒 

：熱電対位置 

［熱電対取付け位置］ 
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図 4-11 試験体の径方向出力分布(21) 

 

 

 

 

試験体（燃焼初期） 試験体（燃焼の進んだ分布） 
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図 4-12 沸騰遷移発生時間の比較 

 

  

－0.35 秒 

＋0.35 秒 
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図 4-13 沸騰遷移位置の時間変化（出力上昇事象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-14 沸騰遷移位置の時間変化（流量減少事象） 
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図 4-15 燃料被覆管温度の最大値の比較(8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 ドライアウト持続時間の比較(8) 

 

  



 

4-81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-17 軸方向ＣＨＦへのスペーサの影響(26) 
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4.4 実機解析への適用性 

4.4.1 重要現象への適用性 

原子炉停止機能喪失の重要現象に対して実施したＳＣＡＴコードの妥当性

確認が，実機解析に適用可能であることを本節で述べる。 

燃料棒表面熱伝達については，沸騰遷移後の膜沸騰状態で修正 Dougall-

Rohsenow 式及び相関式２を適用することにより，燃料被覆管温度を高く評価

していることを 4.3 節に示す実寸大の模擬燃料を用いたＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃

料集合体熱水力試験の解析で確認した。 

 沸騰遷移については，4.2 節に示す実寸大の模擬燃料を用いたＡＴＬＡＳ試

験の解析と，4.3 節に示すＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合体熱水力試験の解析に

より，沸騰遷移の状態を精度良く予測することを確認した。 

したがって，ＳＣＡＴコードは重要現象の燃料棒表面熱伝達及び沸騰遷移

評価に適用できる。 

 

4.4.2 有効性評価解析のノーディングの妥当性 

実機解析に用いるノーディングは，3.3 節で述べた考え方に基づき設定した

ものである。 

 燃料棒グループ，燃料棒の軸方向のノード分割は，実寸大の模擬燃料を用

いたＡＴＬＡＳ試験とＮＵＰＥＣ ＢＷＲ燃料集合体熱水力試験の解析によ

り，重要現象を適切に評価でき，評価指標である燃料被覆管温度は高めに評

価されることを確認した。なお，軸方向 24 ノードの分割は，従来からＢＷＲ

プラントに幅広く用いられている三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード(24)(25)

の分割と同じである。 

 また，主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解

析における燃料ペレット部の径方向ノード分割数は，約 10 ノード以上の分割
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とすれば燃料被覆管温度はほぼ一定であると考えられる。一例として，主蒸

気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有効性評価解析において，

２，３ノード変化させても燃料被覆管最高温度の変化は１℃以内であること

から，12 ノードの径方向ノード分割数は妥当である。 

 したがって，ノード分割による不確かさは，本章の妥当性確認により得ら

れた不確かさに包含されているものと考えられる。 

 

4.4.3 まとめ 

 以上より，本章に記載している妥当性確認結果は，ＢＷＲプラントの妥当

性確認として適用性を有するとともに，実機ＢＷＲの有効性評価解析に適用

できるといえる。 
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5. 有効性評価への適用性 

４章の妥当性確認をふまえ，重要現象についての不確かさ及びその不確か

さが評価指標の視点と運転員操作の視点から有効性評価解析へ与える影響に

ついて表 5-1 にまとめた。以下にその不確かさについて記述する。 

 

5.1 不確かさの取り扱いについて（評価指標の観点） 

 ＳＣＡＴコードで取り扱う評価指標は燃料被覆管温度である。燃料被覆管

温度への重要現象の不確かさの影響について以下に記載する。 

（1）出力分布変化 

 中央ピークに基づく軸方向出力分布を設定することで，主蒸気隔離弁の誤

閉止＋原子炉停止機能喪失の事象で起こる下部ピークの軸方向出力分布より

も燃料被覆管温度上昇が大きくなる。また，ＧＥＸＬ相関式で計算すること

により保守的に沸騰遷移予測時間を早く，沸騰遷移予測位置を深く予測でき

る傾向であることを 4.2 節及び 4.3 節で確認している。そのため，中央ピーク

に基づく軸方向出力分布及び深く予測する沸騰遷移位置によって，有効性評

価解析では燃料被覆管温度は高めに評価される。 

 

（2）燃料棒内温度変化 

燃料ペレットと燃料被覆管間のギャップ熱伝達係数を高めに設定すること

で，原子炉出力が上昇する時の表面熱流束に対する熱伝達の遅れが小さくな

り上昇量が大きくなる。そのため有効性評価解析において主蒸気隔離弁閉止

によって原子炉出力が急増する状態では，燃料被覆管温度は高めに評価され

る。また給水加熱喪失によって原子炉出力が準静的に増加する状態では，表

面熱流束に対する熱伝達の遅れによる燃料被覆管温度への影響は大きくない

と考えられる。 
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（3）燃料棒表面熱伝達 

沸騰遷移後の膜沸騰状態では修正 Dougall-Rohsenow 式及び相関式２を適用

することにより，保守的に燃料被覆管温度を高めに評価することを 4.3節で確

認しているため，有効性評価解析では燃料被覆管温度は高めに評価される。 

 なお，有効性評価解析による燃料被覆管温度の解析結果が高温となる範囲

での修正 Dougall-Rohsenow 式及び相関式２の適用性について，添付３，添付

４及び添付５で述べる。 

 

（4）沸騰遷移 

 沸騰遷移に至る状況を 4.2節の結果から作成したＧＥＸＬ相関式で計算する

ことにより沸騰遷移の状態を予測できることを 4.3 節で確認している。4.2 節

で不確かさを 3.6％としているが，ＭＣＰＲがＳＬＭＣＰＲを下回った時点で

沸騰遷移が発生するように保守的に設定しているため，不確かさの影響はこ

の設定に含まれる。 

なお一例として，主蒸気隔離弁の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象の有

効性評価解析において，沸騰遷移が発生するＭＣＰＲの設定をＳＬＭＣＰＲ

とした解析の燃料被覆管最高温度は，1.0とした解析よりも 50℃程度高めに評

価される。 

 

（5）気液熱非平衡 

上記(4)項のように，沸騰遷移後の膜沸騰状態において有効性評価解析では

燃料被覆管温度は高めに評価される。また，発生した過熱蒸気の影響が隣接

する燃料棒に波及しないことを 4.3節で確認しており，不確かさの影響は修正

Dougall-Rohsenow 式に含まれる。 
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なお，図 3-6のようにＳＣＡＴコードの入力設定に前処理コードを用いてい

るが，燃料被覆管温度が高めに評価されるように設定しているため，前処理

コードの不確かさが与える影響は小さいと考えられる。 

 

以上から有効性評価解析では燃料被覆管温度は高めに評価される。 
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5.2 不確かさの取り扱いについて（運転員操作の観点） 

ＳＣＡＴコードで取り扱う運転操作はない。また，有効性評価解析で考慮

する運転操作は解析結果となる燃料被覆管温度の影響を受けない。したがっ

て，ＳＣＡＴコードの不確かさが運転操作に影響を与えることはない。 

 

 

表 5-1 重要現象の不確かさ 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉心 

（核） 

出力分布 

変化 

出力分布モデ

ル 

入力値に含

まれる 

燃料被覆管温度を高めに評

価する。 

炉心 

（燃料） 

燃料棒内 

温度変化 

熱 伝 導 モ デ

ル，燃料ペレ

ット－被覆管

ギャップ熱伝

達モデル 

入力値に含

まれる 

主蒸気隔離弁閉止によって

原子炉出力が急増する状態

で燃料被覆管温度を高めに

評価する。給水加熱喪失に

よって原子炉出力が増加す

る状態で燃料被覆管温度へ

の影響は大きくない。 

燃料棒表面

熱伝達 

被覆管表面熱

伝達モデル， 

リウェットモ

デル 

相関式に含

まれる 

保守的に評価する相関式を

適用するため，燃料被覆管

温度を高めに評価する。 

沸騰遷移 沸騰遷移評価

モデル 

3.6％ 

 

沸騰遷移をＳＬＭＣＰＲで

発生するように保守的に設

定しているため，不確かさ

の影響は含まれる。 

炉心 

（熱流動） 

気液熱非平

衡 

被覆管表面熱

伝達モデル， 

リウェットモ

デル 

相関式に含

まれる 

保守的に評価する相関式を

適用するため，燃料被覆管

温度を高めに評価する。 
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添付１ 入力項目リスト 

 

入力項目リスト 

分 類 入力項目 

炉心データ* 出力時間変化 

 炉心入口流量時間変化 

 炉心入口エンタルピ時間変化 

 炉心圧力時間変化 

燃料データ バンドル形状データ 

（標準長/部分長燃料棒本数，流路面積等） 

 ウォータロッドデータ（本数，外径等） 

 燃料特性データ（ギャップ熱伝達係数，燃料物性等） 

 相関式 

（ＧＥＸＬ相関式，熱伝達相関式，リウェット相関式等） 

 初期条件データ 

（バンドル出力，入口流量，軸方向出力分布等） 

*ＲＥＤＹコードにより求められたデータを引き継いで用いる 
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添付２ ボイドモデル，サブクールボイドモデル，圧力損失モデルの適切性 

 本添付では，3.3.1 項に示したボイドモデル，サブクールボイドモデル及び

圧力損失モデルの適切性について述べる。 
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添付３ 沸騰遷移後の被覆管表面熱伝達モデルの適用性 

1. はじめに

3.3.1 項に示したように，沸騰遷移後の燃料被覆管温度挙動を評価するモデ

ルのうち，沸騰遷移評価モデルはＳＬＭＣＰＲを下回った時点で沸騰遷移の

発生とみなし，また被覆管表面熱伝達モデルでは燃料被覆管温度を高めに評

価する修正 Dougall-Rohsenow 式を適用することで，保守的な設定としてい

る。 

 4.3 節に示したように，燃料被覆管温度 500℃程度までの試験結果を用い

て，修正 Dougall-Rohsenow 式による燃料被覆管温度の評価の妥当性を確認し

ている。 

 本添付では，修正 Dougall-Rohsenow 式による燃料被覆管温度の評価におい

て，4.3 節の妥当性確認に加えて，ＢＷＲ燃料の沸騰遷移を模擬した５×５高

温ポストＢＴ試験の燃料被覆管温度測定値との比較により，修正 Dougall-

Rohsenow 式の妥当性を確認し，原子炉停止機能喪失事象のような燃料被覆管

温度の解析結果が高温となる範囲での適用性について述べる。 

2. ５×５高温ポストＢＴ試験を用いた妥当性確認

(1) ５×５高温ポストＢＴ試験の概要(1)

(株) グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパンにおいて過渡沸騰遷

移試験が実施されている。 

試験に用いる試験体は 10×10 燃料模擬の５×５部分バンドルであり，添付

表 3-1 に燃料集合体の仕様を，添付表 3-2 に試験条件を，添付図 3-1 に試験体

を示す。模擬燃料棒表面温度は，高出力ロッド及び低出力ロッドの模擬燃料

棒被覆管表面に埋め込んだ熱電対により測定し，その測定位置はスペーサの


